
2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

１-1 妊娠・出産・子育て全力応援プロジェクト とうきょうママパパ応援事業

すべての子育て家庭の状況を妊

娠期から把握し、継続した支援を

行う区市町村の取組を支援

61区市町村

全区市町村で実施

すべての子育て家庭の状況を妊

娠期から把握し、継続した支援を

行う区市町村の取組を支援

61区市町村

全区市町村で実施 全区市町村で実施 全区市町村で実施

１-1 妊娠・出産・子育て全力応援プロジェクト こども家庭センターの体制強化

妊娠期から就学前にかけて、子供

と家庭に寄り添い、あらゆる支援を

コーディネートする「とうきょう子育て

応援パートナー制度」の創設、人

材育成プログラムの作成、支援ス

キームの検討（WG実施）

とうきょう子育て応援パートナー事

業の開始、人材育成の開始

妊娠期から就学前にかけて、子供

と家庭に寄り添い、あらゆる支援を

コーディネートするとうきょう子育て

応援パートナー事業の開始、人材

育成の開始

予防的支援推進とうきょうモデル

事業のスキームを統合し、こども家

庭センター体制強化事業として実

施。区市町村へ取組を展開

区市町村へ取組を展開 区市町村へ取組を展開

１-1 妊娠・出産・子育て全力応援プロジェクト ファミリー・アテンダントの推進 区市町村との調整 先行実施（３自治体程度） 先行実施（４自治体）
実施自治体を順次拡大

10自治体程度
実施自治体を順次拡大 実施自治体を順次拡大

１-1 妊娠・出産・子育て全力応援プロジェクト 子供・子育てメンター“ギュッとチャット”
事業実施に向けた環境整備を推

進（システム構築等）

事業実施に向けた環境整備を推

進（システム構築等）

事業実施に向けた環境整備を推

進（システム構築等）

チャット相談事業を先行稼働

AIによるサポートを順次拡大

チャット相談事業を本稼働

AIによるサポートを順次拡大

チャット相談事業を本稼働

継続的に機能改善

１-1 妊娠・出産・子育て全力応援プロジェクト 018サポート（0－18歳の子供に対する給付金） - 給付に向けた準備・給付

令和５年３月29日現在

 申請者数　約182万人

 支給人数：約178万人

支給 支給 支給

１-1 妊娠・出産・子育て全力応援プロジェクト 東京都出産・子育て応援事業

育児用品や子育て支援サービス

等を提供するとともに、アンケートに

より具体的な子育てニーズを把握

約18万世帯（2023年3月末）

事業実施

アンケート結果を施策へ反映

育児用品や子育て支援サービス

等を提供するとともに、アンケートに

より具体的な子育てニーズを把握

事業実施

アンケート結果を施策へ反映
アンケート結果を施策へ反映 アンケート結果を施策へ反映

１-1 妊娠・出産・子育て全力応援プロジェクト 不妊検査費及び一般不妊治療費の助成
10,644件/年（2022年度実

績）
継続して支援

9,278件/年（2023年度実

績）
継続して支援 継続して支援 継続して支援

１-1 妊娠・出産・子育て全力応援プロジェクト 特定不妊治療費の助成等

34,213件（2022年度 国制度

（経過措置等）実績）

1,319件（2022年度　新規事

業実績）

→ 保険診療と併せて実施した先

進医療の自己負担の一部を助成

（令和5年1月から受付開始）

卵子凍結に関する普及啓発等を

実施

継続して支援

凍結卵子を活用した生殖補助医

療への助成を開始

国制度（経過措置等）

１,222件（2023年度実績）

保険診療と併せて実施した先進

医療の自己負担の一部を助成

12,520件（2023年度実績）

凍結卵子を使用した生殖補助医

療への助成

2023年度開始

継続して支援 継続して支援 継続して支援

１-1 妊娠・出産・子育て全力応援プロジェクト 卵子凍結への支援 -

加齢等による妊娠機能の低下を

懸念する場合に行う卵子凍結へ

の助成制度構築に向けた調査及

び調査協力者への凍結に係る助

成を実施

加齢等による妊娠機能の低下を

懸念する場合に行う卵子凍結へ

の助成制度構築に向けた調査及

び調査協力者への凍結に係る助

成を実施（令和５年度助成人

数457人）

調査を踏まえ検討 調査を踏まえ検討 調査を踏まえ検討

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

戦略１：子供の笑顔のための戦略
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

１-1 妊娠・出産・子育て全力応援プロジェクト 働く女性のライフ・キャリアプランを応援 再掲 -

企業に対し、卵子凍結等に関す

るシンポジウムの開催や卵子凍結

に係る職場環境の整備の支援

卵子凍結等に関する企業向けシ

ンポジウムの開催や卵子凍結に係

る企業による自主セミナー　助成

件数３件/年、助成件数　制度

整備14件/年

企業に対し、卵子凍結等に関す

るシンポジウムの開催や卵子凍結

に係る職場環境の整備の支援

企業に対し、卵子凍結等に関す

るシンポジウムの開催や卵子凍結

に係る職場環境の整備の支援

企業に対し、卵子凍結等に関す

るシンポジウムの開催や卵子凍結

に係る職場環境の整備の支援

１-1 妊娠・出産・子育て全力応援プロジェクト 不育症検査費の助成
1,197件/年（2022年度実

績）
継続して支援

1,011件/年（2023年度実

績）
継続して支援 継続して支援 継続して支援

１-1 妊娠・出産・子育て全力応援プロジェクト 妊婦健康診査支援事業 -

超音波検査について望ましい基準

を満たせるよう支援し妊婦健康診

査の充実を図る

超音波検査について、対象者が

２回以上検査を受けた場合に、

検査費用及び事務費を区市町

村へ補助した（６１区市町

村）。

継続して支援 継続して支援 継続して支援

１-1 妊娠・出産・子育て全力応援プロジェクト 新生児に対する拡大スクリーニング検査の実施 - -

2024年度から検査費用の公費

負担開始に向けて、関係機関と

調整を実施

検査費用の公費負担開始 通年での公費負担を実施 通年での公費負担を実施

１-1 妊娠・出産・子育て全力応援プロジェクト 小児インフルエンザ予防接種の促進 - - -

２回接種が必要となる13歳未満

のインフルエンザワクチン接種費用

を区市町村を通じて補助し、子育

て世代の負担を軽減

継続実施 継続実施

１-1 妊娠・出産・子育て全力応援プロジェクト 第2子以降の保育料の軽減 54区市町村 第２子の保育料を無償化 55区市町村 継続して支援 継続して支援 継続して支援

１-1 妊娠・出産・子育て全力応援プロジェクト 認可外保育施設の利用料の軽減 50区市町村 第２子の保育料を無償化 50区市町村 継続して支援 継続して支援 継続して支援

１-1 妊娠・出産・子育て全力応援プロジェクト 虐待等の不適切な保育に関する相談対応 - - -
虐待等の不適切な保育に関する

専用相談窓口を設置・運営

虐待等の不適切な保育に関する

専用相談窓口を設置・運営

虐待等の不適切な保育に関する

専用相談窓口を設置・運営

１-1 妊娠・出産・子育て全力応援プロジェクト 児童発達支援事業所等利用への支援 -
第２子以降の利用者負担を軽

減

第２子以降の利用者負担を軽

減

第２子以降の利用者負担を軽

減

第２子以降の利用者負担を軽

減

第２子以降の利用者負担を軽

減

１-1 妊娠・出産・子育て全力応援プロジェクト 多子世帯における高等学校等授業料支援

一定の条件を満たす３人以上の

子供を育てる世帯に対し、都立学

校等の授業料の支援を実施

実施及び成果検証

 一定の条件を満たす３人以上の

子供を育てる世帯に対し、都立学

校等の授業料の支援を実施

 一定の条件を満たす３人以上の

子供を育てる世帯に対し、国公立

高等学校等の授業料の支援を実

施

動向を踏まえて実施 動向を踏まえて実施

１-1 妊娠・出産・子育て全力応援プロジェクト 都立高等学校等の授業料無償化 - - 制度設計 事業実施及び成果検証 国の動向を注視しながら検討 国の動向を注視しながら検討

１-1 妊娠・出産・子育て全力応援プロジェクト 私立高等学校等における授業料支援等 再掲

私立高等学校等における授業料

の一部を支援、私立高等学校等

の入学支度金の無利息貸出を行

う学校に対して貸出原資を貸付

け、特別支援教育を行う私立幼

稚園等の運営費の一部を支援

支援等の実施、新たに私立中学

校授業料支援を開始

私立高等学校・中学校等におけ

る授業料の一部を支援、私立高

等学校等の入学支度金の無利

息貸出を行う学校に対して貸出

原資を貸付け、特別支援教育を

行う私立幼稚園等の運営費の一

部を支援

私立高等学校・中学校等の授業

料支援について所得制限を撤廃

した上で、支援等を実施

支援等の実施 支援等の実施
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

１-1 妊娠・出産・子育て全力応援プロジェクト 都立大等における授業料の実質無償化 制度導入に向けたスキーム設計
制度導入に向けた準備、受験生

等への周知

制度導入に向けた準備、受験生

等への周知
実施 実施 実施

１-1 妊娠・出産・子育て全力応援プロジェクト 学校給食費の負担軽減 - - 制度設計

学校給食費の負担軽減に取り組

む区市町村に対して支援するとと

もに、都立学校における学校給食

費を負担

国の動向を注視しながら検討 国の動向を注視しながら検討

１-1 妊娠・出産・子育て全力応援プロジェクト 子供が輝く東京・応援事業 採択11事業者 採択20事業者 採択12事業者 採択20事業者 採択20事業者 ー

１-1 妊娠・出産・子育て全力応援プロジェクト 高校生等の医療費助成

事業開始に向けた区市町村等の

準備経費補助及び関係機関との

調整等

区市町村が実施する高校生等医

療費助成事業に対する補助

区市町村が実施する高校生等医

療費助成事業に対する補助
継続実施 継続実施 継続実施

１-1 妊娠・出産・子育て全力応援プロジェクト 待機児童の解消（保育）

保育所等の整備促進、人材の確

保・定着、利用者支援の充実を

柱に保育サービスを拡充

待機児童数　300人（2022年

４月１日）

※2023年４月１日時点では

286人

早期に解消し、その状態を継続

保育所等の整備促進、人材の確

保・定着、利用者支援の充実を

柱に保育サービスを拡充

待機児童数　286人（2023年

４月１日）

※2024年４月１日時点の数値

は今後公表予定

早期に解消し、その状態を継続 早期に解消し、その状態を継続 早期に解消し、その状態を継続

１-1 妊娠・出産・子育て全力応援プロジェクト 保育サービス利用児童数
対前年81人減（2023年4月1

日）
12,000人増

2024年4月1日時点の数値は今

後公表予定
11,000人増

東京都子供・子育て支援総合計

画（第３期）の策定の状況を踏

まえ設定

東京都子供・子育て支援総合計

画（第３期）の策定の状況を踏

まえ設定

１-1 妊娠・出産・子育て全力応援プロジェクト 保育所等の整備促進

保育所の開設準備支援、保育施

設の建物賃借料補助、認証保育

所の設置・運営の支援等により保

育所等の整備を促進し、保育

サービスを拡充

保育サービスの拡充

保育所の開設準備支援、保育施

設の建物賃借料補助、認証保育

所の設置・運営の支援等により保

育所等の整備を促進し、保育

サービスを拡充

保育サービスの拡充 保育サービスの拡充 保育サービスの拡充

１-1 妊娠・出産・子育て全力応援プロジェクト 保育人材の確保等

保育士業務の魅力発信、保育従

事職員用の宿舎借り上げ経費支

援、保育士等のキャリアアップに向

けた取組支援等により、保育人材

の確保・育成・定着を推進

保育人材の確保・育成・定着への

支援

保育士業務の魅力発信、保育従

事職員用の宿舎借り上げ経費支

援、保育士等のキャリアアップに向

けた取組支援等により、保育人材

の確保・育成・定着を推進

保育人材の確保・育成・定着への

支援

保育人材の確保・育成・定着への

支援

保育人材の確保・育成・定着への

支援

１-1 妊娠・出産・子育て全力応援プロジェクト 認証保育所における保育力強化 -

看護師等の配置

児童相談所等が継続的な見守り

が必要と判断した児童の受入れを

支援

看護師等の配置

児童相談所等が継続的な見守り

が必要と判断した児童の受入れを

支援

継続実施 継続実施 継続実施

１-1 妊娠・出産・子育て全力応援プロジェクト 子供主体の保育の普及

子供主体の保育等の実践に係る

保育者向け研修を実施する区市

町村を支援するとともに、子供主

体の保育に関するセミナー・シンポ

ジウムの開催、知識・経験を有す

るアドバイザーの都内保育所等へ

の派遣を実施

アドバイザーの派遣

区市町村における取組の促進

子供主体の保育等の実践に係る

保育者向け研修を実施する区市

町村を支援するとともに、知識・経

験を有するアドバイザーの都内保

育所等への派遣を実施

子供主体の保育等の実践に係る

保育者向け研修を実施する区市

町村を支援

子供主体の保育等の実践に係る

保育者向け研修を実施する区市

町村を支援

子供主体の保育等の実践に係る

保育者向け研修を実施する区市

町村を支援
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

１-1 妊娠・出産・子育て全力応援プロジェクト
とうきょう すくわくプログラム（乳幼児「子育ち」応援プログ

ラム）の推進

CEDEPと協定締結

実態調査

β版プログラムを連携自治体で実

践

（５自治体程度）

・β版プログラムを連携自治体で実

践（４自治体）

・完成版プログラムを策定

とうきょう すくわくプログラムを都内

全域に展開

とうきょう すくわくプログラムを都内

全域に展開

とうきょう すくわくプログラムを都内

全域に展開

１-1 妊娠・出産・子育て全力応援プロジェクト 多様な他者との関わりの機会の創出 - 定期預かりの実施 18区市町 定期預かりを順次拡大 定期預かりを順次拡大 定期預かりを順次拡大

１-1 妊娠・出産・子育て全力応援プロジェクト 福祉人材確保対策の推進

東京都福祉人材情報バンクシス

テム「ふくむすび」による情報発信、

東京都福祉人材センターの運営

等により、福祉人材の確保・定

着・育成を推進

・「ふくむすび」に係るシステム再構

築

・東京都福祉人材センターの運営

・福祉現場の若手職員等を活用

したイベントブース出展による情報

発信　等

・「ふくむすび」再構築完了、新シ

ステム運用による情報発信開始

・東京都福祉人材センターの運営

等により、福祉人材の確保・定

着・育成を推進

・福祉現場の若手職員等を活用

したイベントブース出展、動画制作

及び特設サイトのブラッシュアップに

よる情報発信を推進

・「ふくむすび」新システム運用

・東京都福祉人材センターの運営

・福祉関係団体等が参画する協

議体を設置し、取組の方向性・具

体策の検討、魅力発信

・マーケティングツールの導入等によ

る広報の展開に向け、情報収

集、分析、次年度実施の広報を

検討

・修学資金貸付システムの要件定

義、基本設計

・求職者に対し職場体験からマッ

チング、就業、定着までを一貫して

支援

・「ふくむすび」新システム運用

・東京都福祉人材センターの運営

・協議体において、取組の方向

性・具体策の検討、魅力発信

・前年度実績を踏まえたマーケティ

ングツールの導入、広報実施

・修学資金貸付システムの詳細設

計、開発

・求職者に対し職場体験からマッ

チング、就業、定着までを一貫して

支援

・「ふくむすび」新システム運用

・東京都福祉人材センターの運営

・協議体において、取組の方向

性・具体策の検討、魅力発信

・マーケティングツールを活用した広

報の実施

・修学資金貸付システムの運用

・求職者に対し職場体験からマッ

チング、就業、定着までを一貫して

支援

１-1 妊娠・出産・子育て全力応援プロジェクト 子育て支援員養成数 2,314人/年 継続して養成
2,337人/年（2022年度実

績）
継続して養成 継続して養成 継続して養成

１-1 妊娠・出産・子育て全力応援プロジェクト
ベビーシッター利用支援事業（子供が待機児童となって

いる保護者）

養育する子供が待機児童となって

いる保護者等がベビーシッターを利

用する場合の経費を支援

20区市（2023年３月）

事業実施区市町村の増加

養育する子供が待機児童となって

いる保護者等がベビーシッターを利

用する場合の経費を支援

20区市（2024年３月）

事業実施区市町村の増加 事業実施区市町村の増加 事業実施区市町村の増加

１-1 妊娠・出産・子育て全力応援プロジェクト 保育所等における地域の子育て支援 -

保育所等による地域の子育て家

庭への相談支援体制の整備を支

援

在宅子育て家庭の育児不安の軽

減を図るため、相談支援や子育て

に関する有用な情報発信を行う

保育所等への支援を実施

保育所等による地域の子育て家

庭への相談支援体制の整備を支

援

保育所による地域の子育て家庭

への相談支援体制の整備を支援

保育所による地域の子育て家庭

への相談支援体制の整備を支援

１-1 妊娠・出産・子育て全力応援プロジェクト
認証保育所等における地域の子育て支援への対応強

化
- - -

施設の状況に応じた専門的な助

言、取組の実施に向けた支援を

実施

施設の状況に応じた専門的な助

言、取組の実施に向けた支援を

実施

施設の状況に応じた専門的な助

言、取組の実施に向けた支援を

実施

１-1 妊娠・出産・子育て全力応援プロジェクト 医療的ケアが必要な児童等の支援

医療的ケア児が保育所等の利用

を希望する場合に受入れが可能

となるよう保育所等の体制を整備

するなど、支援を推進

継続実施

医療的ケア児が保育所等の利用

を希望する場合に受入れが可能

となるよう保育所等の体制を整備

するなど、支援を推進

継続実施 継続実施 継続実施

１-1 妊娠・出産・子育て全力応援プロジェクト 認証保育所における障害児の受入促進 - - - 障害児の受入れを促進 障害児の受入れを促進 障害児の受入れを促進

１-1 妊娠・出産・子育て全力応援プロジェクト 待機児童の解消（学童）

区市町村で多様な子供の居場所

づくりが進むよう積極的に働きかけ

るなど取組を推進

待機児童数3,465人（2022年

５月１日）

早期に解消し、その状態を継続

区市町村で多様な子供の居場所

づくりが進むよう積極的に働きかけ

るなど取組を推進

待機児童数3,524人（2023年

５月１日）

早期に解消し、その状態を継続 早期に解消し、その状態を継続 早期に解消し、その状態を継続
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

１-1 妊娠・出産・子育て全力応援プロジェクト 学童クラブ登録児童数
対前年7,901人増

（2022年５月１日）
4,000人増

対前年5,107人増

（2023年５月１日）
4,000人増

東京都子供・子育て支援総合計

画（第３期）の策定の状況を踏

まえ設定

東京都子供・子育て支援総合計

画（第３期）の策定の状況を踏

まえ設定

１-1 妊娠・出産・子育て全力応援プロジェクト 都型一体型学童クラブ事業

年間250日以上開所する放課後

子供教室との一体型として実施

し、一定の要件を満たす学童クラ

ブを「都型一体型学童クラブ」と

し、運営費の一部を補助

３区(練馬区、中野区、調布市)

で実施見込み。（2022年度交

付決定ベース。正式な実績は集

計中であり、2023年度中に確定

予定。）

継続実施

年間250日以上開所する放課後

子供教室との一体型として実施

し、一定の要件を満たす学童クラ

ブを「都型一体型学童クラブ」と

し、運営費の一部を補助

４区市(練馬区、中野区、八王

子市、調布市)で実施

継続実施 継続実施 継続実施

１-1 妊娠・出産・子育て全力応援プロジェクト 認証学童クラブ制度の創設 - - -
認証学童クラブ制度の検討及び

先行実施
認証学童クラブ制度の本格実施 認証学童クラブ制度の本格実施

１-1 妊娠・出産・子育て全力応援プロジェクト 放課後子供教室

放課後等に小学校等を活用し

て、安全・安心な子供の活動拠

点（居場所）を設け、子供たち

に学習、スポーツ等の機会を提供

する「放課後子供教室」の内容充

実等に関する区市町村支援の実

施

支援の実施

放課後等に小学校等を活用し

て、安全・安心な子供の活動拠

点（居場所）を設け、子供たち

に学習、スポーツ等の機会を提供

する「放課後子供教室」の内容充

実等に関する区市町村支援の実

施

支援の実施 支援の実施 支援の実施

１-1 妊娠・出産・子育て全力応援プロジェクト 妊娠適齢期についての普及啓発

若い世代を対象とした妊娠適齢

期等についての正しい知識の普及

啓発を実施

若い世代を対象とした妊娠適齢

期等についての正しい知識の普及

啓発を実施

若い世代を対象とした妊娠適齢

期等についての正しい知識の普及

啓発を実施

若い世代を対象とした妊娠適齢

期等についての正しい知識の普及

啓発を実施

区市町村に対する初回産科受診

料の支援

若い世代を対象とした妊娠適齢

期等についての正しい知識の普及

啓発を実施

区市町村に対する初回産科受診

料の支援

若い世代を対象とした妊娠適齢

期等についての正しい知識の普及

啓発を実施

区市町村に対する初回産科受診

料の支援

１-1 妊娠・出産・子育て全力応援プロジェクト 児童虐待防止についての普及啓発等

都民を対象とした児童虐待防止

についての普及啓発や相談支援

等を実施

都民を対象とした児童虐待防止

についての普及啓発や相談支援

等を実施

都民を対象とした児童虐待防止

についての普及啓発や相談支援

等を実施

都民を対象とした児童虐待防止

についての普及啓発や相談支援

等を実施

都民を対象とした児童虐待防止

についての普及啓発や相談支援

等を実施

都民を対象とした児童虐待防止

についての普及啓発や相談支援

等を実施

１-1 妊娠・出産・子育て全力応援プロジェクト 子育てサポート情報の普及推進

東京の子育てに関する情報をわか

りやすくまとめた冊子の配布

冊子を活用した子育て相談チャッ

トボットの導入

東京の子育てに関する情報をわか

りやすくまとめた冊子の配布

子育て相談チャットボットの運用

東京の子育てに関する情報をわか

りやすくまとめた冊子の配布

冊子を活用した子育て相談チャッ

トボットの運用

東京の子育てに関する情報をわか

りやすくまとめた冊子の配布

東京の子育てに関する情報をわか

りやすくまとめた冊子の配布

東京の子育てに関する情報をわか

りやすくまとめた冊子の配布

１-1 妊娠・出産・子育て全力応援プロジェクト 子育てを応援する社会的機運の醸成

東京の子育てに役立つ情報の発

信、子育て家庭が子育て応援の

各種サービスを受けることができる

仕組みの構築

継続実施

東京の子育てに役立つ情報の発

信、子育て家庭が子育て応援の

各種サービスを受けることができる

仕組みの構築

継続実施 継続実施 継続実施

１-1 妊娠・出産・子育て全力応援プロジェクト 母子保健業務のDX推進 -
母子保健DXに取り組む区市町

村支援

・母子保健DXに取り組む区市町

村支援 15自治体

・母子保健DXの方向性について

一部自治体へヒアリングを実施

母子保健DXに取り組む区市町

村支援

母子保健の広域的取組実施

母子保健DXに取り組む区市町

村支援

母子保健の広域的取組実施

母子保健DXに取り組む区市町

村支援

母子保健の広域的取組実施
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

１-1 妊娠・出産・子育て全力応援プロジェクト こどもDXの推進 再掲 - -

子育て支援制度レジストリ構築

（先行自治体）、

保育施設レジストリ構築に着手

（先行自治体）

都内自治体の制度レジストリ完

成・オープンデータ化、申請データ

の標準化・保活ワンストップシステ

ム開発・サービス先行実施

プッシュ通知サービス開始・機能改

善、保活ワンストップの利用者の

意見を踏まえた改善・対象拡大

プッシュ通知サービス開始・機能改

善、更なる対象拡大

１-1 妊娠・出産・子育て全力応援プロジェクト ユースヘルスケアの推進

看護師等の専門職による思春期

特有の様々な悩みに関する相談

支援「とうきょう若者ヘルスサポート

（わかさぽ）」の開設、区市町村

への支援

都立高校等における相談・支援

等の取組の推進

相談体制の整備、区市町村への

支援の実施、都立高校等におけ

る相談・支援等の取組の推進

プレコンセプションケアに関する講座

受講者を対象としたAMH検査へ

の助成

看護師等の専門職による思春期

特有の様々な悩みに関する相談

支援「とうきょう若者ヘルスサポート

（わかさぽ）」の開設、区市町村

への支援

都立高校等における相談・支援

等の取組の推進

プレコンセプションケアに関する講座

受講者を対象としたAMH検査へ

の助成

相談体制の整備、区市町村への

支援の実施、都立高校等におけ

る相談・支援等の取組の推進

プレコンセプションケアに関する講座

受講者を対象としたヘルスチェック

（AMH検査等）への助成

相談体制の整備、区市町村への

支援の実施、都立高校等におけ

る相談・支援等の取組の推進

プレコンセプションケアに関する講座

受講者を対象としたヘルスチェック

（AMH検査等）への助成

相談体制の整備、区市町村への

支援の実施、都立高校等におけ

る相談・支援等の取組の推進

プレコンセプションケアに関する講座

受講者を対象としたヘルスチェック

（AMH検査等）への助成

１-1 妊娠・出産・子育て全力応援プロジェクト ユースヘルスケアに関する情報発信・普及啓発 -

若者目線で思春期に知っておきた

い情報を集約したホームページの

開設

ホームページを新たに立ち上げ、思

春期に知っておきたい健康管理に

関する情報を集約、発信

子供からの意見を踏まえたホーム

ページの機能改善、記事コンテン

ツ作成

ユースの健康相談事例の分析を

踏まえたコンテンツの追加

子供からの意見募集

プッシュ型広報の展開

ユースの健康相談事例の分析を

踏まえたコンテンツの追加

子供からの意見募集

プッシュ型広報の展開

ユースの健康相談事例の分析を

踏まえたコンテンツの追加

子供からの意見募集

プッシュ型広報の展開

１-1 妊娠・出産・子育て全力応援プロジェクト 不妊・不育に関する相談支援

不妊・不育ホットラインによりピアカ

ウンセラー等による不妊・不育に関

する相談を実施

不妊・不育ホットラインによりピアカ

ウンセラー等による不妊・不育に関

する相談を実施

不妊・不育ホットラインによりピアカ

ウンセラー等による不妊・不育に関

する相談を実施

不妊・不育ホットラインによりピアカ

ウンセラー等による不妊・不育に関

する相談を実施

不妊・不育ホットラインによりピアカ

ウンセラー等による不妊・不育に関

する相談を実施

不妊・不育ホットラインによりピアカ

ウンセラー等による不妊・不育に関

する相談を実施

１-1 妊娠・出産・子育て全力応援プロジェクト 妊娠・出産に関する相談支援

妊娠相談ほっとラインにより看護師

等による妊娠・出産に関する相談

を実施

妊娠相談ほっとラインにより看護師

等による妊娠・出産に関する相談

を実施

妊娠相談ほっとラインにより看護師

等による妊娠・出産に関する相談

を実施

妊娠相談ほっとラインにより看護師

等による妊娠・出産に関する相談

を実施

妊娠相談ほっとラインにより看護師

等による妊娠・出産に関する相談

を実施

妊娠相談ほっとラインにより看護師

等による妊娠・出産に関する相談

を実施

１-1 妊娠・出産・子育て全力応援プロジェクト 子供の健康相談室

継続実施に加え、令和４年12月

15日18時00分から令和５年３

月31日までの期間、新型コロナウ

イルス感染症とインフルエンザの同

時流行を見据え、24時間対応に

拡大して実施

継続実施（24時間対応は令和

５年４月１日に解除）

継続実施に加え、令和６年1月

22日18時00分から令和６年３

月31日までの期間、回線拡充を

実施（2024年度も引き続き同じ

回線数で実施）

継続実施 継続実施 継続実施

１-1 妊娠・出産・子育て全力応援プロジェクト 利用者支援事業 55区市町村 事業実施区市町村の増加

子供・保護者・妊娠している方等

が子育て支援等を利用できるよ

う、情報提供や相談・助言、関係

機関との連絡調整を行う利用者

支援事業を実施する区市町村を

支援

55区市町村（2023年度実

績）

事業実施区市町村の増加 事業実施区市町村の増加 事業実施区市町村の増加
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

１-1 妊娠・出産・子育て全力応援プロジェクト 困難を抱える女性への相談支援等

民間団体と連携し、アウトリーチか

ら居場所の確保、公的機関や施

設への「つなぎ」を含めたアプローチ

を実施

東京都女性相談センターにおける

相談支援体制の強化

民間団体と連携し、アウトリーチか

ら居場所の確保、公的機関や施

設への「つなぎ」を含めたアプローチ

を実施

東京都女性相談センターにおける

相談支援体制の強化

民間団体と連携し、アウトリーチか

ら居場所の確保、公的機関や施

設への「つなぎ」を含めたアプローチ

を実施

東京都女性相談センターにおける

相談支援体制の強化

相談支援体制の強化 相談支援体制の強化 相談支援体制の強化

１-1 妊娠・出産・子育て全力応援プロジェクト 女性自立支援施設職員のキャリアアップ支援 - - -

施設職員の平均勤続年数に応じ

た給与改善を実施した施設を支

援　５施設

夜間業務の困難度、研修実績、

業務内容を評価する処遇改善を

実施した施設を支援　５施設

施設職員の平均勤続年数に応じ

た給与改善を実施した施設を支

援　５施設

夜間業務の困難度、研修実績、

業務内容を評価する処遇改善を

実施した施設を支援　５施設

施設職員の平均勤続年数に応じ

た給与改善を実施した施設を支

援　５施設

夜間業務の困難度、研修実績、

業務内容を評価する処遇改善を

実施した施設を支援　５施設

１-1 妊娠・出産・子育て全力応援プロジェクト 子供の権利擁護の推進

児童福祉審議会での子供アドボ

ケイトの在り方に係る検討

子供の権利擁護専門相談の実

施

施設等に措置されている子供に

対する権利の啓発　等

子供アドボケイト検討委員会（仮

称）での仕組みの検討・構築

子供の権利擁護専門相談の実

施

施設等に措置されている子供に

対する権利の啓発の充実　等

「児童相談所が関わる子供の意

見表明等支援に関する検討委員

会」を新たに立ち上げ、意見表明

等支援の仕組みを検討

子供の権利擁護専門相談の実

施

施設等に措置されている子供に

対する権利の啓発の充実　等

意見表明等支援員を一部児童

相談所に導入し、効果を検証

児童福祉審議会への子供本人に

よる申立て制度の開始・運用

子供の権利擁護専門相談の実

施

施設等に措置されている子供に

対する権利の啓発の充実　等

意見表明等支援員を一部児童

相談所に導入し、効果を検証

児童福祉審議会への子供本人に

よる申立て制度の運用

子供の権利擁護専門相談の実

施

施設等に措置されている子供に

対する権利の啓発の充実　等

検証の上、段階的に意見表明等

支援員の導入範囲を拡大

児童福祉審議会への子供本人に

よる申立て制度の運用

子供の権利擁護専門相談の実

施

施設等に措置されている子供に

対する権利の啓発の充実　等

１-1 妊娠・出産・子育て全力応援プロジェクト 子供家庭支援センターの体制強化

虐待対策コーディネーターの配置

等による虐待への対応力強化な

ど、区市町村の取組を支援

虐待対策コーディネーターの増配

置支援や、虐待対策ワーカー業

務の委託料補助等による虐待へ

の対応力強化など、区市町村の

取組を支援

虐待対策コーディネーターや主任

虐待対策ワーカーの増配置支

援、虐待対策ワーカー業務の委

託料補助等、区市町村の取組を

支援

継続実施 継続実施 継続実施

１-1 妊娠・出産・子育て全力応援プロジェクト 児童相談所の体制と取組の強化

児童相談所の整備や人材の確

保・育成に係る取組を推進

子供家庭支援センター内に都児

童相談所のサテライトオフィスを新

たに設置（渋谷区）　等

体制と取組の強化を継続

児童相談所の整備や人材の確

保・育成に係る取組を推進

都児童相談所内に子供家庭支

援センター分室を新たに設置（新

宿区）

体制と取組の強化を継続 体制と取組の強化を継続 体制と取組の強化を継続

１-1 妊娠・出産・子育て全力応援プロジェクト 都児童相談所と子供家庭支援センターの連携強化 - - -

子供家庭支援センターにおける逆

送致ケースに対応する職員配置

経費の支援やと児童相談所への

研修派遣支援等を実施

継続実施 継続実施

１-1 妊娠・出産・子育て全力応援プロジェクト 児童相談所業務の効率化

リスク評価アプリの安定的な運用・

改善

AIを活用した音声マイニングシステ

ムの試行導入

AIを活用した音声マイニングシステ

ムの導入拡大

児童相談所職員の業務負荷の

軽減及び効率化のために、AIを

活用した音声マイニングシステムの

導入拡大

AIを活用した音声マイニングシステ

ムの導入拡大

AIを活用した音声マイニングシステ

ムの導入拡大

AIを活用した音声マイニングシステ

ムの導入拡大

１-1 妊娠・出産・子育て全力応援プロジェクト 虐待防止のための予防的支援モデルの確立

事業の実施、効果検証、予防的

支援のマニュアル等作成

地域の特性や必要性に応じた区

市町村独自の予防的支援の推

進

事業の実施、効果検証、予防的

支援のマニュアル等作成

地域の特性や必要性に応じた区

市町村独自の予防的支援の推

進

事業の実施、効果検証、予防的

支援のマニュアル等作成

地域の特性や必要性に応じた区

市町村独自の予防的支援の推

進

継続実施
効果検証の上、本格実施する場

合は区市町村展開を支援

効果検証の上、本格実施する場

合は区市町村展開を支援
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

１-1 妊娠・出産・子育て全力応援プロジェクト ひとり親家庭への支援

ひとり親家庭支援センターの運営

生活相談、養育費相談、就業支

援等の実施

ひとり親世帯に向けた総合ポータ

ルサイトの運営

離婚前後の法律相談、養育費確

保の支援　等

継続して支援

ひとり親家庭支援センターの運営

生活相談、養育費相談、就業支

援等の実施

ひとり親世帯に向けた総合ポータ

ルサイトの運営

離婚前後の法律相談、養育費確

保の支援　等

継続して支援 継続して支援 継続して支援

１-1 妊娠・出産・子育て全力応援プロジェクト ひとり親家庭等生活向上事業

ひとり親家庭等の地域での生活を

総合支援するために、区市町村が

実施する相談支援、家計管理・

生活支援講習会、子供の生活・

学習支援等を補助

27区市町村

事業実施区市町村の増加

ひとり親家庭等の地域での生活を

総合支援するために、区市町村が

実施する相談支援、家計管理・

生活支援講習会、子供の生活・

学習支援等を補助

27区市町村

事業実施区市町村の増加 事業実施区市町村の増加 事業実施区市町村の増加

１-1 妊娠・出産・子育て全力応援プロジェクト 里親委託の促進

里親委託等推進委員会の運営、

未委託の里親に対するトレーニン

グ、里親の開拓、里親フォローアッ

プ研修等の実施　等

里親委託等推進委員会の運営、

未委託の里親に対するトレーニン

グ、里親の開拓、里親フォローアッ

プ研修等の実施　等

里親委託等推進委員会の運営、

未委託の里親に対するトレーニン

グ、里親の開拓、里親フォローアッ

プ研修等の実施　等

里親委託等推進委員会の運営、

未委託の里親に対するトレーニン

グ、里親の開拓、里親フォローアッ

プ研修等の実施　等

里親委託等推進委員会の運営、

未委託の里親に対するトレーニン

グ、里親の開拓、里親フォローアッ

プ研修等の実施　等

里親委託等推進委員会の運営、

未委託の里親に対するトレーニン

グ、里親の開拓、里親フォローアッ

プ研修等の実施　等

１-1 妊娠・出産・子育て全力応援プロジェクト フォスタリング機関事業

民間のノウハウを活かして里親支

援等を行うフォスタリング機関事業

を３児童相談所管内で実施

５児童相談所管内で実施

民間のノウハウを活かして里親支

援等を行うフォスタリング機関事業

を５児童相談所管内で実施

効果検証の上、拡大 効果検証の上、拡大 効果検証の上、拡大

１-1 妊娠・出産・子育て全力応援プロジェクト 新生児委託の推進

乳児院への新生児委託推進員の

配置、養子縁組里親への研修の

実施、養子縁組里親への新生児

用品の貸し出し等

乳児院への新生児委託推進員の

配置、養子縁組里親への研修の

実施、養子縁組里親への新生児

用品の貸し出し等

乳児院への新生児委託推進員の

配置、養子縁組里親への研修の

実施、養子縁組里親への新生児

用品の貸し出し等

乳児院への新生児委託推進員の

配置、養子縁組里親への研修の

実施、養子縁組里親への新生児

用品の貸し出し等

乳児院への新生児委託推進員の

配置、養子縁組里親への研修の

実施、養子縁組里親への新生児

用品の貸し出し等

乳児院への新生児委託推進員の

配置、養子縁組里親への研修の

実施、養子縁組里親への新生児

用品の貸し出し等

１-1 妊娠・出産・子育て全力応援プロジェクト グループホーム、ファミリーホームの設置促進
社会的養育に係るグループホー

ム、ファミリーホームの設置促進

社会的養育に係るグループホー

ム、ファミリーホームの設置促進

社会的養育に係るグループホー

ム、ファミリーホームの設置促進

社会的養育に係るグループホー

ム、ファミリーホームの設置促進

社会的養育に係るグループホー

ム、ファミリーホームの設置促進

社会的養育に係るグループホー

ム、ファミリーホームの設置促進

１-1 妊娠・出産・子育て全力応援プロジェクト
児童養護施設における治療的・専門的ケア実施体制の

整備
39施設

治療的・専門的ケアの実施できる

児童養護施設の増加
39施設

治療的・専門的ケアの実施できる

児童養護施設の増加

治療的・専門的ケアの実施できる

児童養護施設の増加

治療的・専門的ケアの実施できる

児童養護施設の増加

１-1 妊娠・出産・子育て全力応援プロジェクト 児童養護施設等の退所後の自立支援

自立支援コーディネーターの配置

や、退所後の児童のアフターケアの

推進等、自立に向けた支援を実

施

自立支援コーディネーターの配置

や、退所後の児童のアフターケアの

推進等、自立に向けた支援を実

施

自立支援コーディネーターの配置

や、退所後の児童のアフターケアの

推進等、自立に向けた支援を実

施

自立支援コーディネーターの配置

や、退所後の児童のアフターケアの

推進等、自立に向けた支援を実

施

自立支援コーディネーターの配置

や、退所後の児童のアフターケアの

推進等、自立に向けた支援を実

施

自立支援コーディネーターの配置

や、退所後の児童のアフターケアの

推進等、自立に向けた支援を実

施

１-1 妊娠・出産・子育て全力応援プロジェクト 児童養護施設と地域の関係強化 19施設 継続実施 21施設 継続実施 継続実施 継続実施

１-1 妊娠・出産・子育て全力応援プロジェクト 児童養護施設等職員の確保・定着支援 18施設 継続実施 20施設 継続実施 継続実施 継続実施

１-1 妊娠・出産・子育て全力応援プロジェクト 乳児院における幼児の一時保護委託受入れの促進 - - -

一時保護委託専任職員を配置

し、幼児の一時保護委託受入れ

を促進

一時保護委託専任職員を配置

し、幼児の一時保護委託受入れ

を促進

一時保護委託専任職員を配置

し、幼児の一時保護委託受入れ

を促進

１-1 妊娠・出産・子育て全力応援プロジェクト 子供の貧困対策を進める専任職員の配置 12区市
専任職員を配置する区市町村の

増加
13区市（2023年度実績）

専任職員を配置する区市町村の

増加

専任職員を配置する区市町村の

増加

専任職員を配置する区市町村の

増加
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

１-1 妊娠・出産・子育て全力応援プロジェクト 子供の居場所創設事業

子供や保護者が気軽に立ち寄れ

る地域の「居場所」を創設し、地

域全体で子供や家庭を支援する

環境を整備する区市町村を支援

６区市町村（2022年度実績）

事業実施区市町村の増加

子供や保護者が気軽に立ち寄れ

る地域の「居場所」を創設し、地

域全体で子供や家庭を支援する

環境を整備する区市町村を支援

８区市町村（2023年度実績）

事業実施区市町村の増加 事業実施区市町村の増加 事業実施区市町村の増加

１-1 妊娠・出産・子育て全力応援プロジェクト 子供食堂推進事業

地域の子供たちへの食事や交流

の場を提供する子供食堂の整備

を推進

29区市町村（2022年度実

績）

事業実施区市町村の増加

地域の子供たちへの食事や交流

の場を提供する子供食堂の整備

を推進

35区市町村（2023年度実

績）

事業実施区市町村の増加 事業実施区市町村の増加 事業実施区市町村の増加

１-1 妊娠・出産・子育て全力応援プロジェクト ショートステイを活用した要支援家庭への支援の強化
16区市町村（2022年度実

績）
事業実施区市町村の増加

17区市町村（2023年度実

績）
事業実施区市町村の増加 事業実施区市町村の増加 事業実施区市町村の増加

１-1 妊娠・出産・子育て全力応援プロジェクト 未就園児全戸訪問事業

未就園児等のいる家庭への訪問

による安否確認を行う区市町村を

支援し、児童虐待の早期発見・

早期対応の取組を強化

継続実施

未就園児等のいる家庭への訪問

による安否確認を行う区市町村を

支援し、児童虐待の早期発見・

早期対応の取組を強化

継続実施 継続実施 継続実施

１-1 妊娠・出産・子育て全力応援プロジェクト 受験生チャレンジ支援貸付事業

学習塾等の費用や受験料の捻出

が困難な一定所得以下の世帯に

必要な資金の貸付を行い、受験

に挑戦することを支援

専用webページの開設

継続実施

学習塾等の費用や受験料の捻出

が困難な一定所得以下の世帯に

必要な資金の貸付を行い、受験

に挑戦することを支援

専用webページの運営

継続実施 継続実施 継続実施

１-1 妊娠・出産・子育て全力応援プロジェクト ヤングケアラーへの支援

支援マニュアルの作成

ピアサポート等相談支援を行う団

体等への支援

ヤングケアラーの把握の強化

ヤングケアラー支援推進協議会の

設置・運営

ヤングケアラー・コーディネーターの

配置促進

ピアサポート等相談支援を行う団

体等への支援

ヤングケアラーの把握の強化

ヤングケアラー支援推進協議会の

設置・運営

ヤングケアラー・コーディネーターの

配置促進

ピアサポート等相談支援を行う団

体等への支援

ヤングケアラー支援推進協議会の

設置・運営

ヤングケアラー・コーディネーターの

配置促進

ヤングケアラー・コーディネーター連

絡会の実施

ピアサポート等相談支援を行う団

体等への支援

継続実施 継続実施

１-1 妊娠・出産・子育て全力応援プロジェクト ヤングケアラーに関する普及啓発 -
ワークショップ等実施

コンテンツ・HP制作

ヤングケアラー当事者の経験を基

にしたドキュメンタリームービー等の

コンテンツを掲載したホームページ

「ヤングケアラーのひろば」を制作

し、ヤングケアラーに係る普及啓発

を実施

ヤングケアラー当事者による座談

会の開催

SNS等広告の展開

普及啓発ホームページの運用

状況把握調査

ヤングケアラー当事者による座談

会の開催

ホームページに掲載するコンテンツ

の制作

SNS等広告の展開

普及啓発ホームページの運用

ヤングケアラー当事者による座談

会の開催

ホームページに掲載するコンテンツ

の制作

SNS等広告の展開

普及啓発ホームページの運用

１-1 妊娠・出産・子育て全力応援プロジェクト 安全対策事業（安全対策プラットフォーム構築支援）

子供の安全に配慮した優れた製

品等に関する有益な情報の収

集・発信等を行う、民間主体によ

る消費者・事業者がつながるプラッ

トフォームの構築を支援

運用状況の確認、必要に応じて

運用の見直しの支援

プラットフォームの運用支援を行

い、認知度向上のための周知活

動を実施

運用状況の確認、必要に応じて

運用の見直しの支援
- -

１-1 妊娠・出産・子育て全力応援プロジェクト 予防のための子供の死亡検証（CDR）
関係機関ヒアリング・事例調査・

実務者連絡会議開催
検証を開始

多機関検証ワーキンググループを

開催し、検証を実施
継続実施 継続実施 継続実施

9 ページ



2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

１-1 妊娠・出産・子育て全力応援プロジェクト 子供を事故から守る環境づくり -

・セーフティ・レビューでの事故内容

の分析、提言作成

・子供の事故予防につながる基礎

研究

・子供目線での事故予防ハンド

ブックの作成

・子供の事故情報データベースの

要件定義や連携機関との調整

・セーフティ・レビューでの事故内容

の分析、転落をテーマにした提言

の作成

・子供の事故予防につながる基礎

研究

・「子供の事故予防ハンドブック」の

作成

・子供の事故情報データベースの

要件定義や連携機関との調整

・セーフティ・レビューでの事故内容

の分析、提言作成

・子供の事故予防につながる基礎

研究

・「子供の事故予防ハンドブック」の

普及

・子供の事故情報データベースの

ビルドアップ

・セーフティ・レビューでの事故内容

の分析、提言作成

・子供の事故予防につながる基礎

研究

・子供の事故情報データベースの

ビルドアップ

・セーフティ・レビューでの事故内容

の分析、提言作成

・子供の事故情報データベースの

活用

１-1 妊娠・出産・子育て全力応援プロジェクト 都営地下鉄における子育て応援スペースの導入拡大

新宿線・浅草線・三田線へ導入

を開始（累計４路線３６編成

導入）

順次拡大
順次拡大(累計４路線53編成

導入)
順次拡大（累計71編成導入） 取組継続 取組継続

１-1 妊娠・出産・子育て全力応援プロジェクト 子育て世帯に配慮した住宅の普及促進 再掲

・「子育てに配慮した住宅のガイド

ライン」、「東京都子育て支援住

宅認定制度」改正案の確定

・認定住宅の整備、改修に対する

新たな補助制度案の確定

・ガイドラインや認定制度を活用

し、子育て世帯に配慮した質の高

い住宅の供給を促進

・認定住宅の整備、改修に対する

補助制度を実施

・事業者や都民（子育て世帯）

に向けた多様な媒体を活用した

広報の展開

認定戸数：

3,920戸（累計）

・「東京こどもすくすく住宅認定制

度」及び「東京こどもすくすく住宅

供給促進事業」により、子育て世

帯に配慮した質の高い住宅の供

給を促進

・子育て世帯が行う子供の安全の

確保のための改修等に要する費

用を補助する「『子供を守る』住宅

確保促進事業」により、子育て世

帯の住まいの安全性を底上げ

・「子育てに配慮した住宅のガイド

ライン」などによる普及啓発の実施

・「東京こどもすくすく住宅認定制

度」及び「東京こどもすくすく住宅

供給促進事業」により、子育て世

帯に配慮した質の高い住宅の供

給を促進

・子育て世帯が行う子供の安全の

確保のための改修等に要する費

用を補助する「『子供を守る』住宅

確保促進事業」により、子育て世

帯の住まいの安全性を底上げ

・「子育てに配慮した住宅のガイド

ライン」などによる普及啓発の実施

・「東京こどもすくすく住宅認定制

度」及び「東京こどもすくすく住宅

供給促進事業」により、子育て世

帯に配慮した質の高い住宅の供

給を促進

・子育て世帯が行う子供の安全の

確保のための改修等に要する費

用を補助する「『子供を守る』住宅

確保促進事業」により、子育て世

帯の住まいの安全性を底上げ

・「子育てに配慮した住宅のガイド

ライン」などによる普及啓発の実施

・「東京こどもすくすく住宅認定制

度」及び「東京こどもすくすく住宅

供給促進事業」により、子育て世

帯に配慮した質の高い住宅の供

給を促進

・子育て世帯が行う子供の安全の

確保のための改修等に要する費

用を補助する「『子供を守る』住宅

確保促進事業」により、子育て世

帯の住まいの安全性を底上げ

・「子育てに配慮した住宅のガイド

ライン」などによる普及啓発の実施

１-1 妊娠・出産・子育て全力応援プロジェクト 少子化の要因分析・対策の効果検証 - -
効果検証に向けて基礎的なモデ

ルの構築

効果検証の実施

意識調査・要因分析の実施

効果検証の実施・バージョンアップ

意識調査・要因分析の実施

効果検証の実施・バージョンアップ

意識調査・要因分析の実施

１-1 妊娠・出産・子育て全力応援プロジェクト
国際大会に出場するジュニア選手の支援及び活躍する

姿の発信
再掲 - - -

国際的な大会等で活躍する有望

なジュニアアスリートを発掘し、ス

ポーツアンバサダーとして支援すると

ともに、世界で活躍する姿を積極

的に発信

国際的な大会等で活躍する有望

なジュニアアスリートを発掘し、ス

ポーツアンバサダーとして支援すると

ともに、世界で活躍する姿を積極

的に発信

国際的な大会等で活躍する有望

なジュニアアスリートを発掘し、ス

ポーツアンバサダーとして支援すると

ともに、世界で活躍する姿を積極

的に発信

1-2 子育てに全力で取り組む区市町村徹底支援プロジェクト
区市町村の先駆的・分野横断的取組を包括的に支援

（子供）
12自治体（累計） 15自治体（累計） 20自治体（累計） 事業実施区市町村の増加 事業実施区市町村の増加 事業実施区市町村の増加

1-2 子育てに全力で取り組む区市町村徹底支援プロジェクト とうきょうママパパ応援事業 再掲

すべての子育て家庭の状況を妊

娠期から把握し、継続した支援を

行う区市町村の取組を支援

61区市町村

全区市町村で実施

すべての子育て家庭の状況を妊

娠期から把握し、継続した支援を

行う区市町村の取組を支援

61区市町村

全区市町村で実施 全区市町村で実施 全区市町村で実施

1-2 子育てに全力で取り組む区市町村徹底支援プロジェクト ファミリー・アテンダントの推進 再掲 区市町村との調整 先行実施（３自治体程度） 先行実施（４自治体）
実施自治体を順次拡大

10自治体程度
実施自治体を順次拡大 実施自治体を順次拡大

10 ページ



2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

1-2 子育てに全力で取り組む区市町村徹底支援プロジェクト 第2子以降の保育料の軽減 再掲 54区市町村 第２子の保育料を無償化 55区市町村 継続して支援 継続して支援 継続して支援

1-2 子育てに全力で取り組む区市町村徹底支援プロジェクト 認可外保育施設の利用料の軽減 再掲 50区市町村 第２子の保育料を無償化 50区市町村 継続して支援 継続して支援 継続して支援

1-2 子育てに全力で取り組む区市町村徹底支援プロジェクト 待機児童の解消（保育） 再掲

保育所等の整備促進、人材の確

保・定着、利用者支援の充実を

柱に保育サービスを拡充

待機児童数　300人（2022年

４月１日）

※2023年４月１日時点では

286人

早期に解消し、その状態を継続

保育所等の整備促進、人材の確

保・定着、利用者支援の充実を

柱に保育サービスを拡充

待機児童数　286人（2023年

４月１日）

※2024年４月１日時点の数値

は今後公表予定

早期に解消し、その状態を継続 早期に解消し、その状態を継続 早期に解消し、その状態を継続

1-2 子育てに全力で取り組む区市町村徹底支援プロジェクト 保育サービス利用児童数 再掲
対前年81人減（2023年4月1

日）
12,000人増

2024年4月1日時点の数値は今

後公表予定
11,000人増

東京都子供・子育て支援総合計

画（第３期）の策定の状況を踏

まえ設定

東京都子供・子育て支援総合計

画（第３期）の策定の状況を踏

まえ設定

1-2 子育てに全力で取り組む区市町村徹底支援プロジェクト 保育所等の整備促進 再掲

保育所の開設準備支援、保育施

設の建物賃借料補助、認証保育

所の設置・運営の支援等により保

育所等の整備を促進し、保育

サービスを拡充

保育サービスの拡充

保育所の開設準備支援、保育施

設の建物賃借料補助、認証保育

所の設置・運営の支援等により保

育所等の整備を促進し、保育

サービスを拡充

保育サービスの拡充 保育サービスの拡充 保育サービスの拡充

1-2 子育てに全力で取り組む区市町村徹底支援プロジェクト
認証保育所等における地域の子育て支援への対応強

化
再掲 - - -

施設の状況に応じた専門的な助

言、取組の実施に向けた支援を

実施

施設の状況に応じた専門的な助

言、取組の実施に向けた支援を

実施

施設の状況に応じた専門的な助

言、取組の実施に向けた支援を

実施

1-2 子育てに全力で取り組む区市町村徹底支援プロジェクト 保育人材の確保等 再掲

保育士業務の魅力発信、保育従

事職員用の宿舎借り上げ経費支

援、保育士等のキャリアアップに向

けた取組支援等により、保育人材

の確保・育成・定着を推進

保育人材の確保・育成・定着への

支援

保育士業務の魅力発信、保育従

事職員用の宿舎借り上げ経費支

援、保育士等のキャリアアップに向

けた取組支援等により、保育人材

の確保・育成・定着を推進

保育人材の確保・育成・定着への

支援

保育人材の確保・育成・定着への

支援

保育人材の確保・育成・定着への

支援

1-2 子育てに全力で取り組む区市町村徹底支援プロジェクト
ベビーシッター利用支援事業（子供が待機児童となって

いる保護者）
再掲

養育する子供が待機児童となって

いる保護者等がベビーシッターを利

用する場合の経費を支援

20区市（2023年３月）

事業実施区市町村の増加

養育する子供が待機児童となって

いる保護者等がベビーシッターを利

用する場合の経費を支援

20区市（2024年３月）

事業実施区市町村の増加 事業実施区市町村の増加 事業実施区市町村の増加

1-2 子育てに全力で取り組む区市町村徹底支援プロジェクト 医療的ケアが必要な児童等の支援 再掲

医療的ケア児が保育所等の利用

を希望する場合に受入れが可能

となるよう保育所等の体制を整備

するなど、支援を推進

継続実施

医療的ケア児が保育所等の利用

を希望する場合に受入れが可能

となるよう保育所等の体制を整備

するなど、支援を推進

継続実施 継続実施 継続実施

1-2 子育てに全力で取り組む区市町村徹底支援プロジェクト 待機児童の解消（学童） 再掲

区市町村で多様な子供の居場所

づくりが進むよう積極的に働きかけ

るなど取組を推進

待機児童数3,465人（2022年

５月１日）

早期に解消し、その状態を継続

区市町村で多様な子供の居場所

づくりが進むよう積極的に働きかけ

るなど取組を推進

待機児童数3,524人（2023年

５月１日）

早期に解消し、その状態を継続 早期に解消し、その状態を継続 早期に解消し、その状態を継続

1-2 子育てに全力で取り組む区市町村徹底支援プロジェクト 学童クラブ登録児童数 再掲
対前年7,901人増

（2022年５月１日）
4,000人増

対前年5,107人増

（2023年５月１日）
4,000人増

東京都子供・子育て支援総合計

画（第３期）の策定の状況を踏

まえ設定

東京都子供・子育て支援総合計

画（第３期）の策定の状況を踏

まえ設定
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

1-2 子育てに全力で取り組む区市町村徹底支援プロジェクト 都型一体型学童クラブ事業 再掲

年間250日以上開所する放課後

子供教室との一体型として実施

し、一定の要件を満たす学童クラ

ブを「都型一体型学童クラブ」と

し、運営費の一部を補助

３区(練馬区、中野区、調布市)

で実施見込み。（2022年度交

付決定ベース。正式な実績は集

計中であり、2023年度中に確定

予定。）

継続実施

年間250日以上開所する放課後

子供教室との一体型として実施

し、一定の要件を満たす学童クラ

ブを「都型一体型学童クラブ」と

し、運営費の一部を補助

４区市(練馬区、中野区、八王

子市、調布市)で実施

継続実施 継続実施 継続実施

1-2 子育てに全力で取り組む区市町村徹底支援プロジェクト ユースヘルスケアの推進 再掲

看護師等の専門職による思春期

特有の様々な悩みに関する相談

支援「とうきょう若者ヘルスサポート

（わかさぽ）」の開設、区市町村

への支援

都立高校等における相談・支援

等の取組の推進

相談体制の整備、区市町村への

支援の実施、都立高校等におけ

る相談・支援等の取組の推進

プレコンセプションケアに関する講座

受講者を対象としたAMH検査へ

の助成

看護師等の専門職による思春期

特有の様々な悩みに関する相談

支援「とうきょう若者ヘルスサポート

（わかさぽ）」の開設、区市町村

への支援

都立高校等における相談・支援

等の取組の推進

プレコンセプションケアに関する講座

受講者を対象としたAMH検査へ

の助成

相談体制の整備、区市町村への

支援の実施、都立高校等におけ

る相談・支援等の取組の推進

プレコンセプションケアに関する講座

受講者を対象としたヘルスチェック

（AMH検査等）への助成

相談体制の整備、区市町村への

支援の実施、都立高校等におけ

る相談・支援等の取組の推進

プレコンセプションケアに関する講座

受講者を対象としたヘルスチェック

（AMH検査等）への助成

相談体制の整備、区市町村への

支援の実施、都立高校等におけ

る相談・支援等の取組の推進

プレコンセプションケアに関する講座

受講者を対象としたヘルスチェック

（AMH検査等）への助成

1-2 子育てに全力で取り組む区市町村徹底支援プロジェクト 利用者支援事業 再掲 55区市町村 事業実施区市町村の増加

子供・保護者・妊娠している方等

が子育て支援等を利用できるよ

う、情報提供や相談・助言、関係

機関との連絡調整を行う利用者

支援事業を実施する区市町村を

支援

55区市町村（2023年度実

績）

事業実施区市町村の増加 事業実施区市町村の増加 事業実施区市町村の増加

1-2 子育てに全力で取り組む区市町村徹底支援プロジェクト 子供家庭支援センターの体制強化 再掲

虐待対策コーディネーターの配置

等による虐待への対応力強化な

ど、区市町村の取組を支援

虐待対策コーディネーターの増配

置支援や、虐待対策ワーカー業

務の委託料補助等による虐待へ

の対応力強化など、区市町村の

取組を支援

虐待対策コーディネーターや主任

虐待対策ワーカーの増配置支

援、虐待対策ワーカー業務の委

託料補助等、区市町村の取組を

支援

継続実施 継続実施 継続実施

1-2 子育てに全力で取り組む区市町村徹底支援プロジェクト ひとり親家庭等生活向上事業 再掲

ひとり親家庭等の地域での生活を

総合支援するために、区市町村が

実施する相談支援、家計管理・

生活支援講習会、子供の生活・

学習支援等を補助

27区市町村

事業実施区市町村の増加

ひとり親家庭等の地域での生活を

総合支援するために、区市町村が

実施する相談支援、家計管理・

生活支援講習会、子供の生活・

学習支援等を補助

27区市町村

事業実施区市町村の増加 事業実施区市町村の増加 事業実施区市町村の増加

1-2 子育てに全力で取り組む区市町村徹底支援プロジェクト 子供の貧困対策を進める専任職員の配置 再掲 12区市
専任職員を配置する区市町村の

増加
13区市（2023年度実績）

専任職員を配置する区市町村の

増加

専任職員を配置する区市町村の

増加

専任職員を配置する区市町村の

増加
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

1-2 子育てに全力で取り組む区市町村徹底支援プロジェクト 子供の居場所創設事業 再掲

子供や保護者が気軽に立ち寄れ

る地域の「居場所」を創設し、地

域全体で子供や家庭を支援する

環境を整備する区市町村を支援

６区市町村（2022年度実績）

事業実施区市町村の増加

子供や保護者が気軽に立ち寄れ

る地域の「居場所」を創設し、地

域全体で子供や家庭を支援する

環境を整備する区市町村を支援

８区市町村（2023年度実績）

事業実施区市町村の増加 事業実施区市町村の増加 事業実施区市町村の増加

1-2 子育てに全力で取り組む区市町村徹底支援プロジェクト 子供食堂推進事業 再掲

地域の子供たちへの食事や交流

の場を提供する子供食堂の整備

を推進

29区市町村（2022年度実

績）

事業実施区市町村の増加

地域の子供たちへの食事や交流

の場を提供する子供食堂の整備

を推進

35区市町村（2023年度実

績）

事業実施区市町村の増加 事業実施区市町村の増加 事業実施区市町村の増加

1-2 子育てに全力で取り組む区市町村徹底支援プロジェクト ショートステイを活用した要支援家庭への支援の強化 再掲
16区市町村（2022年度実

績）
事業実施区市町村の増加

17区市町村（2023年度実

績）
事業実施区市町村の増加 事業実施区市町村の増加 事業実施区市町村の増加

1-2 子育てに全力で取り組む区市町村徹底支援プロジェクト 未就園児全戸訪問事業 再掲

未就園児等のいる家庭への訪問

による安否確認を行う区市町村を

支援し、児童虐待の早期発見・

早期対応の取組を強化

継続実施

未就園児等のいる家庭への訪問

による安否確認を行う区市町村を

支援し、児童虐待の早期発見・

早期対応の取組を強化

継続実施 継続実施 継続実施

1-2 子育てに全力で取り組む区市町村徹底支援プロジェクト
「東京都こども基本条例」の理解促進に向けた普及啓

発事業（子供の権利に関する広報・啓発等）
再掲

「東京都こども基本条例」の内容

を分かりやすく伝えるハンドブックの

作成（2023年３月）、子供の

意見表明等を促進する取組を行

う区市町村を支援

条例の解説動画の制作、ハンド

ブックや動画を活用した普及啓発

の実施、子供が参加するワーク

ショップの開催、子供の意見表明

等を促進する取組を行う区市町

村を支援

条例の解説動画の制作、ハンド

ブックや動画を活用した普及啓発

の実施、子供が参加するワーク

ショップの開催、子供の意見表明

等を促進する取組を行う区市町

村を支援

子供政策先進都市の子供たちが

交流・意見交換するシンポジウム

の開催

子供政策先進都市へ中高校生

を派遣

子供政策に関する国際会議の開

催

普及啓発コンテンツを活用した広

報

子供たちと日常的に接する大人へ

の普及啓発

子供が主体となったポスターコン

クールの開催

子供政策先進都市の子供たちが

交流・意見交換するシンポジウム

の開催

子供政策に関する国際会議の開

催

普及啓発コンテンツを活用した広

報

子供たちと日常的に接する大人へ

の普及啓発

子供が主体となったポスターコン

クールの開催

子供政策先進都市の子供たちが

交流・意見交換するシンポジウム

の開催

子供政策先進都市へ中高校生

を派遣

子供政策に関する国際会議の開

催

普及啓発コンテンツを活用した広

報

子供たちと日常的に接する大人へ

の普及啓発

子供が主体となったポスターコン

クールの開催

1-2 子育てに全力で取り組む区市町村徹底支援プロジェクト 認知能力の研究【 荒川区 】 再掲
小学校１年生を中心とした実践・

検証

小学２年生を中心と した実践・

検証

小学校第２学年を中心とした実

践・検証

（2023年度終了）

- - -

1-2 子育てに全力で取り組む区市町村徹底支援プロジェクト 非認知的な能力の研究【 福生市 】 再掲
年間計画及び活動例の作成、指

導方法資料の作成

年間計画及び活動例の作成、指

導方法資料の作成

年間計画及び活動例の作成、指

導方法資料の作成

（2023年度終了）

- - -

1-2 子育てに全力で取り組む区市町村徹底支援プロジェクト 教育と福祉の連携【 国立市 】 再掲
幼児・児童の資質・能力の育成に

関する年間カリキュラムの作成

幼児・児童の資質・能力の育成に

関する年間カリキュラムの作成

幼児・児童の資質・能力の育成に

関する年間カリキュラムの作成

（2023年度終了）

- - -

13 ページ



2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

1-2 子育てに全力で取り組む区市町村徹底支援プロジェクト 子育て世帯に配慮した住宅の普及促進 再掲

・「子育てに配慮した住宅のガイド

ライン」、「東京都子育て支援住

宅認定制度」改正案の確定

・認定住宅の整備、改修に対する

新たな補助制度案の確定

・ガイドラインや認定制度を活用

し、子育て世帯に配慮した質の高

い住宅の供給を促進

・認定住宅の整備、改修に対する

補助制度を実施

・事業者や都民（子育て世帯）

に向けた多様な媒体を活用した

広報の展開

認定戸数：

3,920戸（累計）

・「東京こどもすくすく住宅認定制

度」及び「東京こどもすくすく住宅

供給促進事業」により、子育て世

帯に配慮した質の高い住宅の供

給を促進

・子育て世帯が行う子供の安全の

確保のための改修等に要する費

用を補助する「『子供を守る』住宅

確保促進事業」により、子育て世

帯の住まいの安全性を底上げ

・「子育てに配慮した住宅のガイド

ライン」などによる普及啓発の実施

・「東京こどもすくすく住宅認定制

度」及び「東京こどもすくすく住宅

供給促進事業」により、子育て世

帯に配慮した質の高い住宅の供

給を促進

・子育て世帯が行う子供の安全の

確保のための改修等に要する費

用を補助する「『子供を守る』住宅

確保促進事業」により、子育て世

帯の住まいの安全性を底上げ

・「子育てに配慮した住宅のガイド

ライン」などによる普及啓発の実施

・「東京こどもすくすく住宅認定制

度」及び「東京こどもすくすく住宅

供給促進事業」により、子育て世

帯に配慮した質の高い住宅の供

給を促進

・子育て世帯が行う子供の安全の

確保のための改修等に要する費

用を補助する「『子供を守る』住宅

確保促進事業」により、子育て世

帯の住まいの安全性を底上げ

・「子育てに配慮した住宅のガイド

ライン」などによる普及啓発の実施

・「東京こどもすくすく住宅認定制

度」及び「東京こどもすくすく住宅

供給促進事業」により、子育て世

帯に配慮した質の高い住宅の供

給を促進

・子育て世帯が行う子供の安全の

確保のための改修等に要する費

用を補助する「『子供を守る』住宅

確保促進事業」により、子育て世

帯の住まいの安全性を底上げ

・「子育てに配慮した住宅のガイド

ライン」などによる普及啓発の実施

1-2 子育てに全力で取り組む区市町村徹底支援プロジェクト 海上公園の新規拡張整備等 再掲

海の森公園・有明親水海浜公園

等、整備推進

有明親水海浜公園　一部開園

等

海の森公園・有明親水海浜公園

等、整備推進

海の森公園・有明親水海浜公園

等、整備推進

海の森公園・有明親水海浜公園

等、整備推進

有明親水海浜公園等、整備推

進

有明親水海浜公園等、整備推

進

1-2 子育てに全力で取り組む区市町村徹底支援プロジェクト 市町村立公園整備に対する補助 再掲 財政的・技術的支援 財政的・技術的支援 財政的・技術的支援 財政的・技術的支援 財政的・技術的支援 財政的・技術的支援

1-2 子育てに全力で取り組む区市町村徹底支援プロジェクト インクルーシブな公園の整備・活用 再掲

設計・工事等（汐入・陵南公園

等）、

遊具広場の利用促進につながる

イベント等を展開（砧・府中の

森）、

区市町村への技術的・財政的支

援 ２自治体に補助

設計・工事等、

遊具広場の利用促進につながる

イベント等を展開、

区市町村への技術的・財政的支

援 ５自治体に補助、

ガイドライン更新

設計・工事等、

遊具広場の利用促進につながる

イベント等を展開、

区市町村への技術的・財政的支

援 3自治体に補助、

ガイドライン更新

設計・工事等、

遊具広場の利用促進につながる

イベント等を展開、

区市町村への技術的・財政的支

援

設計・工事等、

遊具広場の利用促進につながる

イベント等を展開、

区市町村への技術的・財政的支

援

設計・工事等、

遊具広場の利用促進につながる

イベント等を展開

1-2 子育てに全力で取り組む区市町村徹底支援プロジェクト こども未来会議 再掲

子供政策の有識者やミレニアル・Z

世代のNPO代表等が参画し、幅

広い視点から議論を展開・発信す

る「こども未来会議」を計８回開

催し、子供政策をバージョンアップ

議論を子供政策等へ反映、子供

との対話の実施

子供政策の有識者やミレニアル・Z

世代のNPO代表等が参画し、幅

広い視点から議論を展開・発信す

る「こども未来会議」を計11回開

催し、子供政策をバージョンアップ

議論を子供政策等へ反映、子供

との対話の実施

議論を子供政策等へ反映、子供

との対話の実施

議論を子供政策等へ反映、子供

との対話の実施

1-2 子育てに全力で取り組む区市町村徹底支援プロジェクト 子供施策に関する国内外の先進事例等の調査 再掲 調査結果を各局事業等に反映 調査実施
調査結果を各局事業等に反映

（2023年度終了）
- - -

1-2 子育てに全力で取り組む区市町村徹底支援プロジェクト 日本語を母語としない子供の居場所づくり 自治体ヒアリング

日本語を母語としない子供たちの

居場所となる「多文化キッズサロ

ン」を設置する区市町村を支援

２自治体

日本語を母語としない子供たちの

居場所となる「多文化キッズサロ

ン」を設置する区市町村を支援

（２自治体）

区市町村での子供を日本語教育

につなぐための多機関連携の好事

例を調査

日本語を母語としない子供たちの

居場所となる「多文化キッズサロ

ン」を設置する区市町村を支援

日本語を母語としない子供たちの

居場所となる「多文化キッズサロ

ン」を設置する区市町村を支援

-
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

1-3 こどもスマイルムーブメントプロジェクト こどもスマイルムーブメント

・参画企業・団体によるアクション

の推進

・こどもスマイル大冒険の企画・実

施

・こどもスマイルテレビ（こども記

者、高校生奮闘記）の企画・実

施

・育児休業の愛称「育業」の決定

（2022年６月）及び普及啓発

推進

こどもスマイルムーブメントの取組を

加速

・子供たちの声により決定したロゴ

の活用や動画等によるPRを強化

・子供の笑顔を育む先進的な取

組を実施する参画企業・団体を

表彰する「こどもスマイルムーブメン

ト大賞」の創設など参画企業・団

体によるアクションを促進

・育業の重要性を伝える動画など

多様な手法を活用した普及啓発

を推進

・企業・団体等と区市町村とのマッ

チングや協働を支援し、地域にお

ける子供・子育て世代向けの取

組を推進

・こどもスマイル大冒険の企画・実

施

・参画企業・団体の主体的アク

ションに資するプラットフォームを構

築

こどもスマイルムーブメントの取組を

加速

こどもスマイルムーブメントの取組を

加速

こどもスマイルムーブメントの取組を

加速

1-3 こどもスマイルムーブメントプロジェクト こどもシンポジウム（ティーンズ・アクション）の開催

子供・子育て支援施策について、

中学・高校生がグループで研究活

動を行い、成果を発表するこどもシ

ンポジウム（ティーンズ・アクショ

ン）の開催、子供の意見の政策

等への反映

こどもシンポジウム（ティーンズ・アク

ション）開催、子供の意見の政策

等への反映

子供・子育て支援施策について、

中学・高校生がグループで研究活

動を行い、成果を発表するこどもシ

ンポジウム（ティーンズ・アクショ

ン）の開催、子供の意見の政策

等への反映

（2023年度終了）

- - -

1-3 こどもスマイルムーブメントプロジェクト こども未来会議

子供政策の有識者やミレニアル・Z

世代のNPO代表等が参画し、幅

広い視点から議論を展開・発信す

る「こども未来会議」を計８回開

催し、子供政策をバージョンアップ

議論を子供政策等へ反映、子供

との対話の実施

子供政策の有識者やミレニアル・Z

世代のNPO代表等が参画し、幅

広い視点から議論を展開・発信す

る「こども未来会議」を計11回開

催し、子供政策をバージョンアップ

議論を子供政策等へ反映、子供

との対話の実施

議論を子供政策等へ反映、子供

との対話の実施

議論を子供政策等へ反映、子供

との対話の実施

1-3 こどもスマイルムーブメントプロジェクト 子供の意見やエビデンスに基づく子供政策の推進

・東京都こどもホームページについ

て、ユーザーテストやワークショップ

等を通じ、子供の意見を取り入れ

ながらコンテンツを追加・拡充し公

開

・子供に関する定点調査を実施

するため、有識者等による検討会

議を開催

・子供の意見を聴く基盤の整備

・子供に関する定点調査の実施

・子供の居場所におけるヒアリング

（601人）、こども都庁モニター

（1,200人）、出前授業

（1,728人）、SNSを活用した

アンケート（延べ15,000人）の

実施により、子供の意見を幅広く

聴取

・子供に関する定点調査「とうきょ

う こども アンケート」を実施し、子

供の実態や意識を把握（7,500

世帯）

・子供の意見を聴く取組の実施

（こども都庁モニター、SNSを活

用したアンケート、子供の居場所

におけるヒアリング、出前授業、中

高生 政策決定参画プロジェクト、

こどもワークショップ）

・子供に関する定点調査「とうきょ

う こども アンケート」の実施

・子供の意見を聴く取組の実施

・子供に関する定点調査「とうきょ

う こども アンケート」の実施

・子供の意見を聴く取組の実施

・子供に関する定点調査「とうきょ

う こども アンケート」の実施

1-3 こどもスマイルムーブメントプロジェクト 子供施策に関する国内外の先進事例等の調査 調査結果を各局事業等に反映 調査実施
調査結果を各局事業等に反映

（2023年度終了）
- - -
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

1-3 こどもスマイルムーブメントプロジェクト
「東京都こども基本条例」の理解促進に向けた普及啓

発事業（子供の権利に関する広報・啓発等）

「東京都こども基本条例」の内容

を分かりやすく伝えるハンドブックの

作成（2023年３月）、子供の

意見表明等を促進する取組を行

う区市町村を支援

条例の解説動画の制作、ハンド

ブックや動画を活用した普及啓発

の実施、子供が参加するワーク

ショップの開催、子供の意見表明

等を促進する取組を行う区市町

村を支援

条例の解説動画の制作、ハンド

ブックや動画を活用した普及啓発

の実施、子供が参加するワーク

ショップの開催、子供の意見表明

等を促進する取組を行う区市町

村を支援

子供政策先進都市の子供たちが

交流・意見交換するシンポジウム

の開催

子供政策先進都市へ中高校生

を派遣

子供政策に関する国際会議の開

催

普及啓発コンテンツを活用した広

報

子供たちと日常的に接する大人へ

の普及啓発

子供が主体となったポスターコン

クールの開催

子供政策先進都市の子供たちが

交流・意見交換するシンポジウム

の開催

子供政策に関する国際会議の開

催

普及啓発コンテンツを活用した広

報

子供たちと日常的に接する大人へ

の普及啓発

子供が主体となったポスターコン

クールの開催

子供政策先進都市の子供たちが

交流・意見交換するシンポジウム

の開催

子供政策先進都市へ中高校生

を派遣

子供政策に関する国際会議の開

催

普及啓発コンテンツを活用した広

報

子供たちと日常的に接する大人へ

の普及啓発

子供が主体となったポスターコン

クールの開催

1-3 こどもスマイルムーブメントプロジェクト 広報東京都こども版の作成

・事業開始（印刷版及びＷＥＢ

版　毎月1回発行）

・アクセス解析は毎月、アンケート

調査は適宜実施

発行の継続（前年度の実績に基

づき、適宜見直し）

・印刷版及びＷＥＢ版　毎月1

回発行

・アクセス解析は毎月、アンケート

調査は適宜実施

・年間PV数：23万PV

・発行の継続（前年度の実績に

基づき、適宜見直し）

・年間目標PV数：11万PV

・発行の継続（前年度の実績に

基づき、適宜見直し）

・年間目標PV数：12万PV

・発行の継続（前年度の実績に

基づき、適宜見直し）

・年間目標PV数：13万PV

1-3 こどもスマイルムーブメントプロジェクト こども向け選挙出前授業推進事業
区市町村選管等へのヒアリング

オンライン学習コンテンツ案を検討

パッケージ化されたオンライン学習

コンテンツの制作、モデル校で実施

パッケージ化されたオンライン学習

コンテンツの制作、モデル校で実施

区市町村選管等による本格運用

を開始
- -

1-3 こどもスマイルムーブメントプロジェクト 子供の笑顔につながる「遊び」の推進

区市町村を対象とした補助金の

要綱策定に向けた調整

自治体ヒアリング

『「遊び」推進プロジェクト』を通じた

「遊び」体験の創出

子供の意見を踏まえた「遊び場」

の創出に取り組む区市町村を支

援

子供の遊びに関する調査・分析

「子供の『遊び』推進プロジェクト」

を通じて「遊び」体験を創出し、

「遊び」に対する地域社会の理解

を促進（８プロジェクト）

子供の意見を反映した遊び場づく

りに取り組む区市町村を支援

（６自治体）

データや事例を収集し、遊び場へ

のヒアリング等を通じて、「遊び」環

境の変化や需要等について調査・

分析を実施

「子供の『遊び』推進プロジェクト」

を通じた「遊び」体験を創出及び

「遊び」に対する地域社会の理解

促進

子供の意見を踏まえた「遊び場」

の創出に取り組む区市町村を支

援

子供が主体的に遊ぶ体験機会の

創出に取り組む区市町村を支援

子供の意見を踏まえた「遊び場」

の創出に取り組む区市町村を支

援

子供が主体的に遊ぶ体験機会の

創出に取り組む区市町村を支援

子供が主体的に遊ぶ体験機会の

創出に取り組む区市町村を支援

1-3 こどもスマイルムーブメントプロジェクト 情報発信の強化 - 東京都こどもホームページの運営

ワークショップにおける子供たちの意

見やアイデアを取り入れ、相談窓

口の検索機能の強化やコンテンツ

への反映（こども新聞・地域マッ

プ、東京こどもタイピングレース）な

ど、ホームページのバージョンアップ

を実施

東京都こどもホームページのバー

ジョンアップ

東京都こどもホームページのバー

ジョンアップ

東京都こどもホームページのバー

ジョンアップ
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

1-4 組織横断の推進チームによるリーディングプロジェクト ヤングケアラーに関する普及啓発 再掲 -
ワークショップ等実施

コンテンツ・HP制作

ヤングケアラー当事者の経験を基

にしたドキュメンタリームービー等の

コンテンツを掲載したホームページ

「ヤングケアラーのひろば」を制作

し、ヤングケアラーに係る普及啓発

を実施

ヤングケアラー当事者による座談

会の開催

SNS等広告の展開

普及啓発ホームページの運用

状況把握調査

ヤングケアラー当事者による座談

会の開催

ホームページに掲載するコンテンツ

の制作

SNS等広告の展開

普及啓発ホームページの運用

ヤングケアラー当事者による座談

会の開催

ホームページに掲載するコンテンツ

の制作

SNS等広告の展開

普及啓発ホームページの運用

1-4 組織横断の推進チームによるリーディングプロジェクト ヤングケアラーへの支援 再掲

支援マニュアルの作成

ピアサポート等相談支援を行う団

体等への支援

ヤングケアラーの把握の強化

ヤングケアラー支援推進協議会の

設置・運営

ヤングケアラー・コーディネーターの

配置促進

ピアサポート等相談支援を行う団

体等への支援

ヤングケアラーの把握の強化

ヤングケアラー支援推進協議会の

設置・運営

ヤングケアラー・コーディネーターの

配置促進

ピアサポート等相談支援を行う団

体等への支援

ヤングケアラー支援推進協議会の

設置・運営

ヤングケアラー・コーディネーターの

配置促進

ヤングケアラー・コーディネーター連

絡会の実施

ピアサポート等相談支援を行う団

体等への支援

継続実施 継続実施

1-4 組織横断の推進チームによるリーディングプロジェクト スクールソーシャルワーカー等 再掲
配置を希望する全ての区市町村

に対して補助等

配置を希望する全ての区市町村

に対して補助等

配置を希望する全ての区市町村

に対して補助等

配置を希望する全ての区市町村

に対して補助等

配置を希望する全ての区市町村

に対して補助等

配置を希望する全ての区市町村

に対して補助等

1-4 組織横断の推進チームによるリーディングプロジェクト ユースヘルスケアに関する情報発信・普及啓発 再掲 -

若者目線で思春期に知っておきた

い情報を集約したホームページの

開設

ホームページを新たに立ち上げ、思

春期に知っておきたい健康管理に

関する情報を集約、発信

子供からの意見を踏まえたホーム

ページの機能改善、記事コンテン

ツ作成

ユースの健康相談事例の分析を

踏まえたコンテンツの追加

子供からの意見募集

プッシュ型広報の展開

ユースの健康相談事例の分析を

踏まえたコンテンツの追加

子供からの意見募集

プッシュ型広報の展開

ユースの健康相談事例の分析を

踏まえたコンテンツの追加

子供からの意見募集

プッシュ型広報の展開

1-4 組織横断の推進チームによるリーディングプロジェクト ユースヘルスケアの推進 再掲

看護師等の専門職による思春期

特有の様々な悩みに関する相談

支援「とうきょう若者ヘルスサポート

（わかさぽ）」の開設、区市町村

への支援

都立高校等における相談・支援

等の取組の推進

相談体制の整備、区市町村への

支援の実施、都立高校等におけ

る相談・支援等の取組の推進

プレコンセプションケアに関する講座

受講者を対象としたAMH検査へ

の助成

看護師等の専門職による思春期

特有の様々な悩みに関する相談

支援「とうきょう若者ヘルスサポート

（わかさぽ）」の開設、区市町村

への支援

都立高校等における相談・支援

等の取組の推進

プレコンセプションケアに関する講座

受講者を対象としたAMH検査へ

の助成

相談体制の整備、区市町村への

支援の実施、都立高校等におけ

る相談・支援等の取組の推進

プレコンセプションケアに関する講座

受講者を対象としたヘルスチェック

（AMH検査等）への助成

相談体制の整備、区市町村への

支援の実施、都立高校等におけ

る相談・支援等の取組の推進

プレコンセプションケアに関する講座

受講者を対象としたヘルスチェック

（AMH検査等）への助成

相談体制の整備、区市町村への

支援の実施、都立高校等におけ

る相談・支援等の取組の推進

プレコンセプションケアに関する講座

受講者を対象としたヘルスチェック

（AMH検査等）への助成

1-4 組織横断の推進チームによるリーディングプロジェクト ファミリー・アテンダントの推進 再掲 区市町村との調整 先行実施（３自治体程度） 先行実施（４自治体）
実施自治体を順次拡大

10自治体程度
実施自治体を順次拡大 実施自治体を順次拡大

1-4 組織横断の推進チームによるリーディングプロジェクト 子供・子育てメンター“ギュッとチャット” 再掲
事業実施に向けた環境整備を推

進（システム構築等）

事業実施に向けた環境整備を推

進（システム構築等）

事業実施に向けた環境整備を推

進（システム構築等）

チャット相談事業を先行稼働

AIによるサポートを順次拡大

チャット相談事業を本稼働

AIによるサポートを順次拡大

チャット相談事業を本稼働

継続的に機能改善

1-4 組織横断の推進チームによるリーディングプロジェクト こども家庭センターの体制強化 再掲

妊娠期から就学前にかけて、子供

と家庭に寄り添い、あらゆる支援を

コーディネートする「とうきょう子育て

応援パートナー制度」の創設、人

材育成プログラムの作成、支援ス

キームの検討（WG実施）

とうきょう子育て応援パートナー事

業の開始、人材育成の開始

妊娠期から就学前にかけて、子供

と家庭に寄り添い、あらゆる支援を

コーディネートするとうきょう子育て

応援パートナー事業の開始、人材

育成の開始

予防的支援推進とうきょうモデル

事業のスキームを統合し、こども家

庭センター体制強化事業として実

施。区市町村へ取組を展開

区市町村へ取組を展開 区市町村へ取組を展開
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

1-4 組織横断の推進チームによるリーディングプロジェクト 虐待防止のための予防的支援モデルの確立 再掲

事業の実施、効果検証、予防的

支援のマニュアル等作成

地域の特性や必要性に応じた区

市町村独自の予防的支援の推

進

事業の実施、効果検証、予防的

支援のマニュアル等作成

地域の特性や必要性に応じた区

市町村独自の予防的支援の推

進

事業の実施、効果検証、予防的

支援のマニュアル等作成

地域の特性や必要性に応じた区

市町村独自の予防的支援の推

進

継続実施
効果検証の上、本格実施する場

合は区市町村展開を支援

効果検証の上、本格実施する場

合は区市町村展開を支援

1-4 組織横断の推進チームによるリーディングプロジェクト 子供を事故から守る環境づくり 再掲 -

・セーフティ・レビューでの事故内容

の分析、提言作成

・子供の事故予防につながる基礎

研究

・子供目線での事故予防ハンド

ブックの作成

・子供の事故情報データベースの

要件定義や連携機関との調整

・セーフティ・レビューでの事故内容

の分析、転落をテーマにした提言

の作成

・子供の事故予防につながる基礎

研究

・「子供の事故予防ハンドブック」の

作成

・子供の事故情報データベースの

要件定義や連携機関との調整

・セーフティ・レビューでの事故内容

の分析、提言作成

・子供の事故予防につながる基礎

研究

・「子供の事故予防ハンドブック」の

普及

・子供の事故情報データベースの

ビルドアップ

・セーフティ・レビューでの事故内容

の分析、提言作成

・子供の事故予防につながる基礎

研究

・子供の事故情報データベースの

ビルドアップ

・セーフティ・レビューでの事故内容

の分析、提言作成

・子供の事故情報データベースの

活用

1-4 組織横断の推進チームによるリーディングプロジェクト スクールバスの運行 再掲

スクールバスの運行時間は、60分

以内

医療的ケア児専用通学車両の運

行（90台）等

スクールバスの運行時間は、60分

以内

医療的ケア児専用通学車両の運

行（97台）等

スクールバスの運行時間は、60分

以内

医療的ケア児専用通学車両の運

行（111台）等

スクールバスの運行時間は、60分

以内

医療的ケア児専用通学車両の運

行（124台）等

スクールバスの運行時間は、60分

以内

医療的ケア児専用通学車両の運

行（124台）等

スクールバスの運行時間は、60分

以内

医療的ケア児専用通学車両の運

行（124台）等

1-4 組織横断の推進チームによるリーディングプロジェクト 子供の笑顔につながる「遊び」の推進 再掲

区市町村を対象とした補助金の

要綱策定に向けた調整

自治体ヒアリング

『「遊び」推進プロジェクト』を通じた

「遊び」体験の創出

子供の意見を踏まえた「遊び場」

の創出に取り組む区市町村を支

援

子供の遊びに関する調査・分析

「子供の『遊び』推進プロジェクト」

を通じて「遊び」体験を創出し、

「遊び」に対する地域社会の理解

を促進（８プロジェクト）

子供の意見を反映した遊び場づく

りに取り組む区市町村を支援

（６自治体）

データや事例を収集し、遊び場へ

のヒアリング等を通じて、「遊び」環

境の変化や需要等について調査・

分析を実施

「子供の『遊び』推進プロジェクト」

を通じた「遊び」体験を創出及び

「遊び」に対する地域社会の理解

促進

子供の意見を踏まえた「遊び場」

の創出に取り組む区市町村を支

援

子供が主体的に遊ぶ体験機会の

創出に取り組む区市町村を支援

子供の意見を踏まえた「遊び場」

の創出に取り組む区市町村を支

援

子供が主体的に遊ぶ体験機会の

創出に取り組む区市町村を支援

子供が主体的に遊ぶ体験機会の

創出に取り組む区市町村を支援

1-4 組織横断の推進チームによるリーディングプロジェクト 日本語を母語としない子供の居場所づくり 再掲 自治体ヒアリング

日本語を母語としない子供たちの

居場所となる「多文化キッズサロ

ン」を設置する区市町村を支援

２自治体

日本語を母語としない子供たちの

居場所となる「多文化キッズサロ

ン」を設置する区市町村を支援

（２自治体）

区市町村での子供を日本語教育

につなぐための多機関連携の好事

例を調査

日本語を母語としない子供たちの

居場所となる「多文化キッズサロ

ン」を設置する区市町村を支援

日本語を母語としない子供たちの

居場所となる「多文化キッズサロ

ン」を設置する区市町村を支援

-
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

1-4 組織横断の推進チームによるリーディングプロジェクト 日本語を母語としない子供への支援 再掲 -
多文化キッズコーディネーターを配

置する区市町村を支援

・中野区、目黒区からの多文化

キッズコーディネーター設置申請に

対して、審査のうえで人件費相当

額の補助を実施。

・キッズコーディネーターだけでなく、

地域において日本語を母語としな

い子供等の支援を行っている方も

対象としたスーパーバイザー相談

事業を開始し、連絡会や研修を

実施するなど、より強固な支援体

制の構築をバックアップ

・多文化キッズコーディネーターを配

置する区市町村を支援

・連絡会、研修の実施及びスー

パーバイザーの設置により、各地

域の多文化キッズコーディネーター

の活動を支援

・多文化キッズコーディネーターを配

置する区市町村を支援

・連絡会、研修の実施及びスー

パーバイザーの設置により、各地

域の多文化キッズコーディネーター

の活動を支援

・多文化キッズコーディネーターを配

置する区市町村を支援

・連絡会、研修の実施及びスー

パーバイザーの設置により、各地

域の多文化キッズコーディネーター

の活動を支援

1-4 組織横断の推進チームによるリーディングプロジェクト
とうきょう すくわくプログラム（乳幼児「子育ち」応援プログ

ラム）の推進
再掲

CEDEPと協定締結

実態調査

β版プログラムを連携自治体で実

践

（５自治体程度）

・β版プログラムを連携自治体で実

践（４自治体）

・完成版プログラムを策定

とうきょう すくわくプログラムを都内

全域に展開

とうきょう すくわくプログラムを都内

全域に展開

とうきょう すくわくプログラムを都内

全域に展開

1-4 組織横断の推進チームによるリーディングプロジェクト 多様な他者との関わりの機会の創出 再掲 - 定期預かりの実施 18区市町 定期預かりを順次拡大 定期預かりを順次拡大 定期預かりを順次拡大

1-4 組織横断の推進チームによるリーディングプロジェクト 学齢期の子育ち -

フリースクールに通う子供等へのア

ウトリーチ型ヒアリング

国内外の先進事例調査

フリースクール等の運営状況や活

動内容などを把握するため、アン

ケート調査を実施

・フリースクール等の利用者等に対

する支援を実施

・フリースクール等に対する支援を

実施

・学校外の多様な学びの調査研

究を実施

・フリースクール等の利用者等に対

する支援を実施

・フリースクール等に対する支援を

実施

・学校外の多様な学びの調査研

究を実施

・フリースクール等の利用者等に対

する支援を実施

・フリースクール等に対する支援を

実施

1-5 「子供と自然に触れ合い、子育ての大切さを学ぶ」教育の展開全都立高校における保育体験活動
ブックレット等の活用、実施や指導

に関する指導助言

ブックレット等の活用、実施や指導

に関する指導助言

実施や指導に関する指導・助言

教科主任連絡協議会での実践

事例紹介

ブックレット等の活用

実施や指導に関する指導・助言

ブックレットの改訂

ブックレット等の活用

実施や指導に関する指導・助言

ブックレット等の活用

実施や指導に関する指導・助言

1-6 家事・育児負担軽減プロジェクト とうきょうママパパ応援事業 再掲

すべての子育て家庭の状況を妊

娠期から把握し、継続した支援を

行う区市町村の取組を支援

61区市町村

全区市町村で実施

すべての子育て家庭の状況を妊

娠期から把握し、継続した支援を

行う区市町村の取組を支援

61区市町村

全区市町村で実施 全区市町村で実施 全区市町村で実施

1-6 家事・育児負担軽減プロジェクト
ベビーシッター利用支援事業（子供が待機児童となって

いる保護者）
再掲

養育する子供が待機児童となって

いる保護者等がベビーシッターを利

用する場合の経費を支援

20区市（2023年３月）

事業実施区市町村の増加

養育する子供が待機児童となって

いる保護者等がベビーシッターを利

用する場合の経費を支援

20区市（2024年３月）

事業実施区市町村の増加 事業実施区市町村の増加 事業実施区市町村の増加

1-6 家事・育児負担軽減プロジェクト 官民連携による家事・育児負担軽減策の展開 再掲

官民連携による家事・育児負担

の軽減策の事業化に向け取組を

推進

官民連携による家事・育児負担

の軽減策の事業化に向け取組を

推進

官民連携による家事・育児負担

の軽減策の事業化に向け取組を

推進

官民連携による家事・育児負担

の軽減策の事業化に向け取組を

推進

官民連携による家事・育児負担

の軽減策の事業化に向け取組を

推進

官民連携による家事・育児負担

の軽減策の事業化に向け取組を

推進

1-6 家事・育児負担軽減プロジェクト テレワークの導入・拡充に係る経費助成 再掲 助成件数 858件/年 助成件数 800件/年 助成件数 462件/年 助成件数 800件/年 テレワーク導入・拡大を推進 テレワーク導入・拡大を推進

1-6 家事・育児負担軽減プロジェクト テレワーク課題解決コンサルティングの実施 再掲 実施件数 666回/年 実施件数 750回/年
実施件数 599回/年 （2023年

度終了）
- - -
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

1-6 家事・育児負担軽減プロジェクト テレワークの導入・定着にかかる情報発信 再掲

「TOKYOテレワークアプリ」による

情報の発信やテレワーク推進セン

ターにおいて機器体験や関連セミ

ナー等の実施、「テレワーク東京

ルール」実践企業宣言制度を運

用しモデル事例を発信

テレワーク導入・定着を推進

「TOKYOテレワークアプリ」による

情報の発信やテレワーク推進セン

ターにおいて機器体験や関連セミ

ナー等の実施、「テレワーク東京

ルール」実践企業宣言制度を運

用しモデル事例を発信

テレワーク導入・定着を推進 テレワーク導入・定着を推進 テレワーク導入・定着を推進

1-6 家事・育児負担軽減プロジェクト テレワーク導入ハンズオン支援 再掲

コンサルティング実施件数 212社

/年

助成金申請件数　33社/年

コンサルティング・助成金　実施件

数 400社/年

コンサルティング実施件数　322社

/年

助成金申請件数　109社/年

コンサルティング・助成金　実施件

数 400社/年

コンサルティング・助成金　実施件

数 400社/年

コンサルティング・助成金　実施件

数 400社/年

1-6 家事・育児負担軽減プロジェクト 小規模テレワークコーナーの設置支援 再掲 支給決定件数　54件 支援件数 200社 支給決定件数　11件 支援件数 200社
小規模テレワークコーナー設置を

推進

小規模テレワークコーナー設置を

推進

1-6 家事・育児負担軽減プロジェクト テレワーク定着に向けた課題解決の支援 再掲 -

定着に向けた課題診断に向けたコ

ンサルティング・機器導入助成及

びフォローアップの実施（800件/

年）

コンサルティング支援 337件/年

機器導入助成12件/年
支援件数 800件/年 テレワークの定着を促進 テレワークの定着を促進

1-6 家事・育児負担軽減プロジェクト テレワークの普及啓発 再掲 - 区市町村連携イベント等の実施

区市町村連携イベントの実施や

「テレワーク課題解決攻略ブック」

の作成、テレワークポータルサイトに

よる情報発信

区市町村連携イベント等を実施

し、普及啓発を推進

区市町村連携イベント等を実施

し、普及啓発を推進

区市町村連携イベント等を実施

し、普及啓発を推進

1-6 家事・育児負担軽減プロジェクト サテライトオフィスの設置支援 再掲 助成件数 4件/年 助成件数 16件/年 助成件数 16件/年

サテライトオフィス活用交流フェアの

開催（2回/年）サテライトオフィ

ス設置の支援（16件/年）、従

業員の利用を支援（300社/

年）

サテライトオフィス設置を推進 サテライトオフィス設置を推進

1-6 家事・育児負担軽減プロジェクト サテライトオフィスの運営 再掲
サテライトオフィスの利用機会の提

供

サテライトオフィスの利用機会の提

供

サテライトオフィスの利用機会の提

供

サテライトオフィスの利用機会の提

供

サテライトオフィスの利用機会の提

供

サテライトオフィスの利用機会の提

供

1-6 家事・育児負担軽減プロジェクト テレワークの定着を強化 再掲 - - -

テレワーク実施に係るニーズや課

題の調査、ポストコロナの「テレワー

クルール」の検討、検証等を行った

企業に奨励金を支給（1,000件

/年）

テレワーク実施に係るニーズや課

題の調査、ポストコロナの「テレワー

クルール」の検討、検証等を行った

企業に奨励金を支給

テレワーク実施に係るニーズや課

題の調査、ポストコロナの「テレワー

クルール」の検討、検証等を行った

企業に奨励金を支給

1-6 家事・育児負担軽減プロジェクト 育児・介護との両立に向けたテレワークの導入支援 再掲 - - - 支援件数　500件/年 テレワークの導入を促進 テレワークの導入を促進

1-6 家事・育児負担軽減プロジェクト 男性の家事・育児参画促進セミナー等の実施 再掲

働く女性を対象とする講演会や、

ライフ・ワーク・バランス実現を考え

るセミナー等を開催するほか、区市

町村と連携し、住民向けの講座を

実施

セミナー、講座の実施

働く女性を対象とする講演会や、

男性の家事・育児参画を促進す

るセミナー等を開催するほか、区市

町村と連携し、住民向けの講座を

実施

セミナー、講座の実施 セミナー、講座の実施 セミナー、講座の実施

1-6 家事・育児負担軽減プロジェクト
男性の家事・育児参画に向けたマインドチェンジプロジェク

ト
再掲

男性の家事・育児参画の促進に

向けて、Webサイト「ＴＥＡＭ家

事・育児」等によるマインドチェンジ

プロジェクトを展開

「ＴＥＡＭ家事・育児」等による

普及啓発、LINEスタンプを活用し

た男性の家事・育児参画の促進

Webサイト「ＴＥＡＭ家事・育

児」等による普及啓発、3,300件

を超える都民等からのアイデアをも

とにスタンプを制作・配布

Webサイト「ＴＥＡＭ家事・育

児」等による普及啓発、「名もなき

家事」の普及啓発

Webサイト「ＴＥＡＭ家事・育

児」等による普及啓発

Webサイト「ＴＥＡＭ家事・育

児」等による普及啓発
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

1-6 家事・育児負担軽減プロジェクト 働くパパママ育業応援奨励金 再掲

働くママコース：438件、働くパパ

コース：674件、

パパと協力！ママコース：26件

（年度途中補正）

働くママコース 400件/年、働くパ

パコース 750件/年、パパと協

力！ママコース200件/年、もっと

パパコース300件/年

働くママコース 428件/年、働くパ

パコース 520件/年、パパと協

力！ママコース72件/年、もっとパ

パコース25件/年

働くママコースNEXT 400件/年、

働くパパコースNEXT 750件/年、

パパと協力！ママコース200件/

年、もっとパパコース300件/年

働くママコースNEXT 400件/年、

働くパパコースNEXT 750件/年、

パパと協力！ママコース200件/

年、もっとパパコース300件/年

働くママコースNEXT 400件/年、

働くパパコースNEXT 750件/年、

パパと協力！ママコース200件/

年、もっとパパコース300件/年

1-6 家事・育児負担軽減プロジェクト 男性育業促進に向けた普及啓発 再掲

・TOKYOパパ育業促進企業：

24社（登録企業数）

・オンラインセミナー：300名（総

申込者数）

・男性育業フォーラム：353名

（会場＋当日配信視聴者数）

普及啓発の促進

・TOKYOパパ育業促進企業：

62社（累計86社）

・オンラインセミナー：380名（総

申込者数）

・男性育業フォーラムの開催：

292名（会場＋当日配信視聴

者数）

普及啓発の促進 普及啓発の促進 普及啓発の促進

1-6 家事・育児負担軽減プロジェクト 男性育業推進リーダーの設置等 再掲 - - -

男性育業の経験者を「男性育業

推進リーダー」として設置し、取組

をグループ会社等へ伝道・波及し

た中堅・中小企業等に奨励金を

支給するとともに、取組等の要件

を満たした企業等を「男性育業推

進リーダー設置企業」として認定

(75社/年)

男性育業の経験者を「男性育業

推進リーダー」として設置し、取組

をグループ会社等へ伝道・波及し

た中堅・中小企業等に奨励金を

支給するとともに、取組等の要件

を満たした企業等を「男性育業推

進リーダー設置企業」として認定

(75社/年)

男性育業の経験者を「男性育業

推進リーダー」として設置し、取組

をグループ会社等へ伝道・波及し

た中堅・中小企業等に奨励金を

支給するとともに、取組等の要件

を満たした企業等を「男性育業推

進リーダー設置企業」として認定

(75社/年)

1-7 結婚全力応援プロジェクト 結婚支援ポータルサイト運営

結婚支援ポータルサイト「TOKYO

ふたりSTORY」等におけるコンテン

ツ等の充実・結婚に関する総合的

な情報発信

コンテンツ等の充実・総合的な情

報発信

結婚支援ポータルサイト「TOKYO

ふたりSTORY」等におけるコンテン

ツ等の充実・結婚に関する総合的

な情報発信

コンテンツ等の充実・総合的な情

報発信

コンテンツ等の充実・総合的な情

報発信

コンテンツ等の充実・総合的な情

報発信

1-7 結婚全力応援プロジェクト 気運醸成イベント 結婚応援イベント１回開催 年１回程度開催 結婚応援イベント１回開催
結婚応援イベント年６回程度開

催
年１回程度開催 年１回程度開催

1-7 結婚全力応援プロジェクト ライフデザイン構築支援
大学、一般公募など13講座を実

施

セミナー等のメニューの拡充・再構

築、講座実施、ライフデザインシ

ミュレーションプログラム開発

大学や自治体と連携したセミナー

を開催、ライフデザインシミュレー

ションプログラムを開発

セミナー等のメニューの拡充・再構

築、ライフデザインシミュレーションプ

ログラム運用

セミナー等のメニューの拡充・再構

築、ライフデザインシミュレーションプ

ログラム運用

セミナー等のメニューの拡充・再構

築、ライフデザインシミュレーションプ

ログラム運用

1-7 結婚全力応援プロジェクト 結婚応援パスポート事業
パスポート利用者（14,111組）

及び協賛店舗（937店）

パスポート利用者及び協賛店舗

の拡大、協賛企業と連携した気

運醸成キャンペーンの実施

パスポート利用者及び協賛店舗

の拡大、協賛企業と連携した気

運醸成キャンペーンの実施

パスポート利用者及び協賛店舗

の拡大、協賛企業と連携した気

運醸成キャンペーンの実施

パスポート利用者及び協賛店舗

の拡大、協賛企業と連携した気

運醸成キャンペーンの実施

パスポート利用者及び協賛店舗

の拡大、協賛企業と連携した気

運醸成キャンペーンの実施

1-7 結婚全力応援プロジェクト 結婚支援マッチング事業（結婚相談所機能） -

ＡＩマッチングや都有施設を活用

した交流イベントの実施、区市町

村の取組支援

ＡＩマッチングシステムの提供、都

有施設を活用した交流イベント等

を実施

ＡＩマッチングシステムの本格稼

働、都有施設等を活用した交流

イベントの実施、区市町村等と連

携した取組

ＡＩマッチングシステムの提供、都

有施設等を活用した交流イベント

の実施、区市町村等と連携した

取組

ＡＩマッチングシステムの提供、都

有施設等を活用した交流イベント

の実施、区市町村等と連携した

取組

1-7 結婚全力応援プロジェクト マッチングアプリにかかる消費者被害への対策 再掲 -

マッチングアプリ利用に関する注意

喚起・相談対応の強化、消費者

被害への対応強化

マッチングアプリの利用に関して、

SNS等での注意喚起や相談窓

口の周知を強化するなど、消費者

被害への対応を実施

マッチングアプリ利用に関する注意

喚起・相談窓口の周知を強化し、

消費者被害への対応を実施

マッチングアプリ利用に関する注意

喚起・相談窓口の周知を強化し、

消費者被害への対応を実施

マッチングアプリ利用に関する注意

喚起・相談窓口の周知を強化し、

消費者被害への対応を実施

1-7 結婚全力応援プロジェクト
都営住宅・JKK住宅を活用した結婚支援（都営住

宅）

要綱改正・システム改修・募集準

備

結婚予定者を対象に、交通利便

性の高い住宅を250戸供給

交通利便性の高い住宅250戸

を、結婚予定者を対象に募集

交通利便性の高い住宅250戸

を、結婚予定者を対象に募集

交通利便性の高い住宅250戸

を、結婚予定者を対象に募集

交通利便性の高い住宅250戸

を、結婚予定者を対象に募集
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

1-7 結婚全力応援プロジェクト
都営住宅・JKK住宅を活用した結婚支援（JKK住

宅）
システム改修・募集準備

結婚予定者を対象に、交通利便

性の高い住宅を50戸供給
64戸募集、35戸契約

交通利便性の高い住宅50戸を、

結婚予定者を対象に募集

交通利便性の高い住宅50戸を、

結婚予定者を対象に募集

交通利便性の高い住宅50戸を、

結婚予定者を対象に募集

2-1 新たな「東京型教育モデル」推進プロジェクト 特別非常勤講師の任用費用に係る区市町村への補助 585学級
特別非常勤講師の活用に対する

補助（950学級）

特別非常勤講師の活用に対する

補助（787学級）

特別非常勤講師の活用に対する

補助（1200学級）

継続して区市町村への補助を実

施

継続して区市町村への補助を実

施

2-1 新たな「東京型教育モデル」推進プロジェクト 指導体制の充実（専科指導）

小学校における専科指導の拡大/

オンラインを活用した教育活動を

研究・開発、推進校における小学

校教科担任制の実施

推進校における小学校教科担任

制の実施

推進校における小学校教科担任

制の実施

推進校における小学校教科担任

制の実施

小学校教科担任制の拡大

推進校における小学校教科担任

制の実施

小学校教科担任制の拡大

小学校教科担任制の拡大

2-1 新たな「東京型教育モデル」推進プロジェクト オンライン研修 87研修/年 29研修/年 86研修/年 29研修/年 29研修/年 29研修/年

2-1 新たな「東京型教育モデル」推進プロジェクト 教職大学院等への派遣

現職教員や教育管理職候補者

を教職大学院や新教育大学大

学院等に派遣（47名）

45名 44名 45名 45名 45名

2-1 新たな「東京型教育モデル」推進プロジェクト 英語科教員の海外派遣

新型コロナの影響により海外への

派遣を中止し、オンラインを活用し

た代替研修を実施

実施 渡航研修を実施 実施 実施 実施

2-1 新たな「東京型教育モデル」推進プロジェクト 教員採用ウェブサイト 運用 運用 運用 運用 運用 運用

2-1 新たな「東京型教育モデル」推進プロジェクト インターネット出願システムの設計・開発 - -
インターネット出願システム要件定

義にかかる予算要求

インターネット出願システム要件定

義

インターネット出願システムアセスメ

ント

インターネット出願システム設計・

開発

2-1 新たな「東京型教育モデル」推進プロジェクト スクール・サポート・スタッフの配置支援 配置補助1,857人 配置支援を推進 配置補助1,880人 配置支援を推進 配置支援を推進 配置支援を推進

2-1 新たな「東京型教育モデル」推進プロジェクト ＴＥＰＲＯの運営

公益財団法人東京学校支援機

構（ＴＥＰＲＯ）の運営

・TEPRO Supporter Bank事

業

　サポーター登録者　12,614人

　求人数　4,046人

　サポーター紹介数　9,912件

　学校が採用した人員　1,270人

継続（順次、充実を図る）

公益財団法人東京都教育支援

機構（ＴＥＰＲＯ）の運営

・TEPRO Supporter Bank事

業

サポーター登録者15,085人

求人数4,204人

サポーター紹介数9,661件

学校が採用した人員1,533人

継続（順次、充実を図る） 継続（順次、充実を図る） 継続（順次、充実を図る）

2-1 新たな「東京型教育モデル」推進プロジェクト 学校と任用候補者のマッチングシステム

代替教員の確保に際し学校と任

用候補者双方の希望条件をマッ

チングさせ、条件に合った候補者を

抽出するシステムを構築

採用情報マッチング支援システム

の構築と運用を実施

2023年７月に採用情報マッチン

グ支援システムのサービスを開始。

その後もトラブル等なく運用を実施

運用 運用 運用

2-1 新たな「東京型教育モデル」推進プロジェクト
「社会の人材を活用した教育」を実現するための授業支

援

高校等8校で実施、協力企業募

集・登録
高校等での実施、協力企業登録

高校等16校での実施、協力企

業登録
高校等での実施、協力企業登録 高校等での実施、協力企業登録 高校等での実施、協力企業登録

2-1 新たな「東京型教育モデル」推進プロジェクト 持続可能な社会の創り手を育む教育

推進校17校指定、指導資料作

成 ・ 周知（年間２回）、推進

校の取組の普及・啓発

推進校17校指定、指導資料作

成 ・ 周知（年間４回程度）、

推進校の取組の普及・啓発

・推進校17校を指定し、年間４

回の指導資料を作成・配布

・推進校の取組及び成果を都教

育委員会ホームページにて発信

全公立学校で推進 全公立学校で推進 全公立学校で推進

戦略２：子供の「伸びる・育つ」応援戦略
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

2-1 新たな「東京型教育モデル」推進プロジェクト 私立学校におけるデジタル教育環境整備

端末整備や保護者の端末購入

費用の負担軽減等に取り組む私

立学校に対して経費を補助

経費を補助

端末整備や保護者の端末購入

費用の負担軽減等に取り組む私

立学校に対して経費を補助

経費を補助 経費を補助 経費を補助

2-1 新たな「東京型教育モデル」推進プロジェクト 部活動の地域連携等に関する支援
区市町村で検討会議を設置、地

域連携等を進める準備
検討・実施

全区市町村で地域連携・地域移

行に向けた協議会等を設置し、

各地区における地域連携・地域

移行に向けた方針等についての検

討を実施

検討・実施 検討・実施 検討・実施

2-1 新たな「東京型教育モデル」推進プロジェクト NPOと連携した社会人基礎力向上 -

青少年NPO等と連携して、都立

総合学科高校生に実践的・体験

的学習機会を提供（総合学科

２校で実施）

青少年NPO等と連携して、都立

総合学科高校生に実践的・体験

的学習機会を提供（総合学科

２校で実施）

総合学科２校で実施
効果検証を行い、今後の拡充を

検討

効果検証を行い、今後の拡充を

検討

2-1 新たな「東京型教育モデル」推進プロジェクト 民間企業等からの教員採用予定者の専門性向上 -

民間企業等から教員へ転職する

者に対して、即戦力として活躍す

るための実践的な内容の講義を

実施

実際に指導案の作成や模擬授業

を行うなど、実践的な講義を２日

間、延べ346人に実施

講義の実施 講義の実施 講義の実施

2-1 新たな「東京型教育モデル」推進プロジェクト
産休の取得・育業促進に向けた代替教員の安定的確

保

年度途中での確保が難しくなる代

替のための臨時的任用教員を最

大４か月前倒しで任用する制度

を開始した。

産休の取得や育業をすることが見

込まれている教員が安心して出

産・育児に専念できるよう、年度

途中での確保が難しくなる代替の

ための臨時的任用教員を最大４

か月前倒しで任用

産休の取得や育業をすることが見

込まれている教員が安心して出

産・育児に専念できるよう、年度

途中での確保が難しくなる代替の

ための臨時的任用教員を最大４

か月前倒しで任用した

産休の取得や育業をすることが見

込まれている教員が安心して出

産・育児に専念できるよう、年度

途中での確保が難しくなる代替の

ための臨時的任用教員を最大４

か月前倒しで任用

産休の取得や育業をすることが見

込まれている教員が安心して出

産・育児に専念できるよう、年度

途中での確保が難しくなる代替の

ための臨時的任用教員を最大４

か月前倒しで任用

産休の取得や育業をすることが見

込まれている教員が安心して出

産・育児に専念できるよう、年度

途中での確保が難しくなる代替の

ための臨時的任用教員を最大４

か月前倒しで任用

2-1 新たな「東京型教育モデル」推進プロジェクト 高大連携教育プログラム

様々な分野に特色・強みをもつ各

大学と連携したプログラムを展開、

【連携大学例】東京都立大学、

東京農工大学、電気通信大学、

東京学芸大学

都立高校と連携大学間において

高大連携教育プログラムを展開

様々な分野に特色・強みをもつ各

大学と連携したプログラムを展開、

【連携大学例】東京都立大学、

東京農工大学、電気通信大学、

東京学芸大学

検証結果を踏まえ検討・推進 検討結果を踏まえ推進 検討結果を踏まえ推進

2-1 新たな「東京型教育モデル」推進プロジェクト 小中学校起業家プログラム策定・実施支援 再掲
・実施支援11校

・新規採択10校

新規採択・実施支援　10校程度

/年

・実施支援10校

・新規採択10校

新規採択・実施支援　10校程度

/年

新規採択・実施支援　10校程度

/年

新規採択・実施支援　10校程度

/年

2-1 新たな「東京型教育モデル」推進プロジェクト 自主学習の支援

進学指導研究協議会参加校37

校で外部人材を活用し、放課後

に生徒の自主学習支援を実施し

た。全37校で合計10,311時間

実施し、予算執行率は66.3％

だった。

実施

進学指導研究協議会参加校39

校で外部人材を活用し、放課後

に生徒の自主学習支援を実施

全39校で14,984時間実施し、

予算執行率91.5％

実施 実施 実施

2-1 新たな「東京型教育モデル」推進プロジェクト Aid Program -

得意な才能を伸ばす教育の展開

（国内外の科学オリンピック、アビ

リンピック、学会、芸術関係コン

クール、スピーチコンテスト、技能五

輪等の参加支援）

得意な才能を伸ばす教育の展開

（国内の科学オリンピック、学会、

スピーチコンテスト等の参加支

援）

国内外の科学オリンピック、アビリン

ピック、学会、芸術関係コンクー

ル、スピーチコンテスト、技能五輪

等の参加支援

国内外の科学オリンピック、アビリン

ピック、学会、芸術関係コンクー

ル、スピーチコンテスト、技能五輪

等の参加支援

国内外の科学オリンピック、アビリン

ピック、学会、芸術関係コンクー

ル、スピーチコンテスト、技能五輪

等の参加支援
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

2-1 新たな「東京型教育モデル」推進プロジェクト 学力向上支援の実施 -

進学指導推進校において、民間

事業者を活用して放課後、土日

等における講習（校内予備校）

を実施(15校）

進学指導推進校において、民間

事業者を活用して、長期休業期

間中や放課後、土日等における

講習（校内予備校）を実施(15

校）

校内予備校の実施(15校） 校内予備校の実施(15校） 校内予備校の実施(15校）

2-1 新たな「東京型教育モデル」推進プロジェクト 高校生起業家養成プログラム 再掲

第1期成果発信イベント ：延べ

298名参加

第2期育成プログラム（全８

回）：計延べ368名参加

第2期養成プログラム受講生10

名選抜

プログラム実施、成果発信イベント

第2期成果発信イベント ：延べ

159名参加

第3期育成プログラム（全８

回）：計延べ388名参加

第3期養成プログラム受講生13グ

ループ選抜

プログラム実施、成果発信イベント プログラム実施、成果発信イベント プログラム実施、成果発信イベント

2-1 新たな「東京型教育モデル」推進プロジェクト スキルアップ講座の実施 再掲 -

普通科高校において「スキルアップ

推進校」の指定制度を創設し、民

間事業者を活用してスキルアップ

講座を実施（15校）

普通科高校において「スキルアップ

推進校」の指定制度を創設し、民

間事業者を活用してスキルアップ

講座を実施（15校）

スキルアップ講座の実施（15

校）

スキルアップ講座の実施（15

校）

スキルアップ講座の実施（15

校）

2-1 新たな「東京型教育モデル」推進プロジェクト デジタル技術を活用した租税教育 再掲 -
子供の税に関する理解の向上を

図るコンテンツ製作・HP掲載

・子供の税に関する理解の向上を

図るコンテンツ製作

・HP掲載

・ポスター、チラシ配布

・インターネット広告
各種広報 各種広報

2-1 新たな「東京型教育モデル」推進プロジェクト 認知能力の研究【 荒川区 】
小学校１年生を中心とした実践・

検証

小学２年生を中心と した実践・

検証

小学校第２学年を中心とした実

践・検証

（2023年度終了）

- - -

2-1 新たな「東京型教育モデル」推進プロジェクト 非認知的な能力の研究【 福生市 】
年間計画及び活動例の作成、指

導方法資料の作成

年間計画及び活動例の作成、指

導方法資料の作成

年間計画及び活動例の作成、指

導方法資料の作成

（2023年度終了）

- - -

2-1 新たな「東京型教育モデル」推進プロジェクト 教育と福祉の連携【 国立市 】
幼児・児童の資質・能力の育成に

関する年間カリキュラムの作成

幼児・児童の資質・能力の育成に

関する年間カリキュラムの作成

幼児・児童の資質・能力の育成に

関する年間カリキュラムの作成

（2023年度終了）

- - -

2-1 新たな「東京型教育モデル」推進プロジェクト 探究的な学びの展開

・都立高校で指定校を中心とした

大学、企業等によるコンソーシアム

を構築し、探究的な学びを推進

・フィールドワーク等を実施するとと

もに、希望する都立高校に大学

院生等の探究アドバイザーを派遣

し、探究活動を推進

・探究フォーラムの実施（発表校

数32校）

フィールドワーク等実施、成果発

表・成果検証、全都立高校で外

部人材を活用した探究活動を充

実

成果発表・成果検証、全都立高

校で外部人材を活用した探究活

動を充実

成果発表・成果検証、全都立高

校で外部人材を活用した探究活

動を充実

成果検証を踏まえた対応、全都

立高校で外部人材を活用した探

究活動を充実

成果発表・成果検証、全都立高

校で外部人材を活用した探究活

動を充実

2-1 新たな「東京型教育モデル」推進プロジェクト 学力向上を図るための調査の実施

小学４年生から中学３年生を対

象にＷｅｂによる調査を実施、

授業改善推進拠点校による調査

分析結果に基づいた授業改善の

研究・実践

Ｗｅｂによる調査の実施、授業

改善推進拠点校による授業改善

の研究・実践

Ｗｅｂによる調査の実施、授業

改善推進拠点校による授業改善

の研究・実践

授業改善推進拠点校による授業

改善の研究・実践

授業改善推進拠点校による授業

改善の研究・実践

授業改善推進拠点校による授業

改善の研究・実践

2-1 新たな「東京型教育モデル」推進プロジェクト 学力向上担当教師配置校への支援
学力向上担当教師を配置する学

校を支援（15校支援/年）
15校支援/年

15校支援/年

（2023年度終了）
- - -
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

2-1 新たな「東京型教育モデル」推進プロジェクト 生活リズム教材の配布

新小学校１年生の保護者を対

象とした教材冊子（生活リズム教

材）を全公立小学校に配布

実施

新小学校１年生の保護者を対

象とした教材冊子（生活リズム教

材）を全公立小学校に配布

実施 実施 実施

2-1 新たな「東京型教育モデル」推進プロジェクト Tokyo体育健康教育ポータル

体育健康教育に関する諸事業の

成果物等を掲載する特設ウェブサ

イト「Tokyo体育健康教育ポータ

ル」の開設

運営

諸事業の成果物や事故防止に関

わるリーフレット等を掲載すること

で、体育健康教育を一層充実

運営 運営 運営

2-1 新たな「東京型教育モデル」推進プロジェクト 自立支援教育プログラム

都立高校生が社会人・職業人と

して生活していくために必要な能

力等を身につけることができる「自

立支援教育プログラム」を展開

（普通科高校129校 、 昼夜間

定時制4校 、 チャレンジスクール6

校で実施）

普通科高校129校、総合学科

高校10校 、 昼夜間定時制6校

、 チャレンジスクール6校で実施

普通科高校129校、総合学科

高校10校 、 昼夜間定時制6校

、 チャレンジスクール6校で実施

普通科高校129校、総合学科

高校10校 、 昼夜間定時制6校

、 チャレンジスクール6校で実施

普通科高校129校、総合学科

高校10校 、 昼夜間定時制6校

、 チャレンジスクール6校で実施

普通科高校129校、総合学科

高校10校 、 昼夜間定時制6校

、 チャレンジスクール6校で実施

2-1 新たな「東京型教育モデル」推進プロジェクト 体験活動の充実（公立学校分） -

協働型の体験や共生社会に資す

る体験、芸術文化に触れる体験

など、多様な体験活動の機会を

学校に提供

協働型の体験や共生社会に資す

る体験、芸術文化に触れる体験

など、多様な体験活動の機会を

学校に提供

継続実施 事業検討 事業検討

2-1 新たな「東京型教育モデル」推進プロジェクト 体験活動の充実（私立学校分） -

チームビルディング系の体験や他者

理解・共生社会を育む体験等、

各学校における体験活動の機会

を提供

チームビルディング系の体験や他者

理解・共生社会を育む体験等、

各学校における体験活動の機会

を提供

継続実施 継続実施 -

2-1 新たな「東京型教育モデル」推進プロジェクト 感染症対策用品の配備

都立の学校施設、寄宿舎、スクー

ルバス等において、マスク、アルコー

ル消毒液、サーモグラフィ、アクリル

板等の感染症対策用品を配備

実施

都立の学校施設、寄宿舎、スクー

ルバス等において、マスク、アルコー

ル消毒液、サーキュレーター等の感

染症対策用品を配備

実施 実施 実施

2-1 新たな「東京型教育モデル」推進プロジェクト 区市町村立学校におけるPCR検査
PCR検査に関する区市町村の支

援

PCR検査に関する区市町村の支

援

PCR検査に関する区市町村の支

援
- - -

2-1 新たな「東京型教育モデル」推進プロジェクト 入学者選抜における感染症対策

都立学校の入学者選抜試験会

場において、マスクや消毒液等を

配備

都立学校の入学者選抜試験会

場において、マスクや消毒液等を

配備

都立学校の入学者選抜試験会

場において、マスクや消毒液等を

配備

都立学校の入学者選抜試験会

場において、マスクや消毒液等を

配備

都立学校の入学者選抜試験会

場において、マスクや消毒液等を

配備

都立学校の入学者選抜試験会

場において、マスクや消毒液等を

配備

2-1 新たな「東京型教育モデル」推進プロジェクト 豊かな心を育む体験活動の充実 - -

協働型の体験や共生社会に資す

る体験、芸術文化に触れる体験

など、多様な体験活動の機会を

学校に提供

継続実施 事業検討 事業検討

2-2 TOKYOスマート・スクール・プロジェクト（学び方・教え方・働き方の三大改革）一人１台の端末体制
生徒所有方式による端末整備

【１年生 】

生徒所有方式による端末整備

【１・２年生 】

生徒所有方式による端末整備

【１・２年生 】

生徒所有方式による端末整備

【全学年 】

生徒所有方式による端末整備

【全学年 】

生徒所有方式による端末整備

【全学年 】

2-2 TOKYOスマート・スクール・プロジェクト（学び方・教え方・働き方の三大改革）通信環境の整備

都立学校の通信回線を増強し、

デジタルを活用した学びを推進

（都立学校・研修センター）

通信回線の運用 通信回線の運用 通信回線の運用 通信回線の運用 通信回線の運用

2-2 TOKYOスマート・スクール・プロジェクト（学び方・教え方・働き方の三大改革）統合型校務支援システムの整備

成績や出欠、保健情報等の校務

系データなどを一元管理・蓄積す

る統合型校務支援システムを稼

働・順次拡充

統合型校務支援システムの運用・

追加開発

統合型校務支援システムの運用・

追加開発
統合型校務支援システムの運用 統合型校務支援システムの運用 統合型校務支援システムの運用
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

2-2 TOKYOスマート・スクール・プロジェクト（学び方・教え方・働き方の三大改革）教育用ダッシュボードの整備
教育用ダッシュボードの調査・研

究・開発

教育ダッシュボードの開発・稼働・

拡充

教育ダッシュボードの開発・稼働・

拡充
開発・稼働・拡充 開発・稼働・拡充 開発・稼働・拡充

2-2 TOKYOスマート・スクール・プロジェクト（学び方・教え方・働き方の三大改革）デジタルサポーター（ＩＣＴ支援員）の配置 全校配置（常駐） 全校配置（常駐） 全校配置（常駐） 全校配置（常駐） 全校配置（常駐） 全校配置（常駐）

2-2 TOKYOスマート・スクール・プロジェクト（学び方・教え方・働き方の三大改革）教員のデジタルリテラシー向上・利活用推進 研修実施・ポータルサイト公開 研修実施・ポータルサイト公開 研修実施・ポータルサイト公開 研修実施・ポータルサイト公開 研修実施・ポータルサイト公開 研修実施・ポータルサイト公開

2-2 TOKYOスマート・スクール・プロジェクト（学び方・教え方・働き方の三大改革）庶務事務の更なるシステム化 庶務事務システムの稼働 庶務事務システムの運用 庶務事務システムの運用 運用 運用 運用

2-2 TOKYOスマート・スクール・プロジェクト（学び方・教え方・働き方の三大改革）定期考査採点・分析システムの整備
定期考査採点・分析システムの全

校展開

定期考査採点・分析システムの運

用

定期考査採点・分析システムの運

用
運用 運用 運用

2-2 TOKYOスマート・スクール・プロジェクト（学び方・教え方・働き方の三大改革）TOKYOデジタルリーディングハイスクール事業 推進校での取組を実施
推進校での取組を実施・成果を

順次展開

推進校での取組を実施・成果を

順次展開
成果を順次展開 成果を順次展開 成果を順次展開

2-2 TOKYOスマート・スクール・プロジェクト（学び方・教え方・働き方の三大改革）
デジタル利活用支援員配置・GIGAスクール運営支援セ

ンターの整備支援

デジタル利活用支援員の配置等

支援、「ＧＩＧＡスクール運営支

援センター」の整備支援

デジタル利活用支援員の配置等

支援、「ＧＩＧＡスクール運営支

援センター」の整備支援

デジタル利活用支援員の配置等

支援、「ＧＩＧＡスクール運営支

援センター」の整備支援

デジタル利活用支援員の配置等

支援、「ＧＩＧＡスクール運営支

援センター」の整備支援

- -

2-2 TOKYOスマート・スクール・プロジェクト（学び方・教え方・働き方の三大改革）島しょ地域における教育ＤＸの推進

「統合型校務支援システム」導入

に向けた調整、要件定義、オンラ

インチューター制度の構築・試行

「統合型校務支援システム」構

築・試行導入、オンラインチュー

ター制度の実施

「統合型校務支援システム」構

築・試行導入、データ分析、オンラ

インチューター制度の実施

「統合型校務支援システム」導

入、データ分析、教育DXの取組

の推進、オンラインチューター制度

の実施

「統合型校務支援システム」運

用、データ分析、教育DXの取組

の推進、オンラインチューター制度

の実施

「統合型校務支援システム」運

用、データ分析、教育DXの取組

の推進、オンラインチューター制度

の実施

2-2 TOKYOスマート・スクール・プロジェクト（学び方・教え方・働き方の三大改革）デジタルを活用した新たな学びの普及・啓発 - - -
「これからの学び」疑似体験コンテ

ンツやデジタルブックの制作・展開
「これからの学び」普及・啓発 「これからの学び」普及・啓発

2-2 TOKYOスマート・スクール・プロジェクト（学び方・教え方・働き方の三大改革）都立学校における生成AIの活用 - - -
調査研究の継続、専用領域の運

用開始
専用領域の運用 専用領域の運用

2-2 TOKYOスマート・スクール・プロジェクト（学び方・教え方・働き方の三大改革）スキルアップ講座の実施 -

普通科高校において「スキルアップ

推進校」の指定制度を創設し、民

間事業者を活用してスキルアップ

講座を実施（15校）

普通科高校において「スキルアップ

推進校」の指定制度を創設し、民

間事業者を活用してスキルアップ

講座を実施（15校）

スキルアップ講座の実施（15

校）

スキルアップ講座の実施（15

校）

スキルアップ講座の実施（15

校）

2-2 TOKYOスマート・スクール・プロジェクト（学び方・教え方・働き方の三大改革）専門高校における教育の充実 -

企業ニーズに合ったビジネス人材

育成のため、企業等での職場体

験等を実施

商業高校において「ビジネス人材

育成推進校」の指定制度を創設

し、民間事業者を活用してビジネ

ス人材育成講座を実施

職場体験等を実施 職場体験等を実施 職場体験等を実施

2-2 TOKYOスマート・スクール・プロジェクト（学び方・教え方・働き方の三大改革）昇任選考における申込手続のデジタル化 -
主任選考のシステム要件定義の

検討

主任選考のシステム要件定義の

検討

主任教諭選考のシステム要件定

義・開発

主任教諭選考のシステム運用開

始

他昇任選考のシステム要件定義

の検討開始

2-2 TOKYOスマート・スクール・プロジェクト（学び方・教え方・働き方の三大改革）可搬型Wi-Fiアクセスポイントの運用 - - -
全都立学校に可搬型Wi-Fiアク

セスポイントを配備
運用 運用

2-3 Society 5.0時代の人材育成プロジェクト
思考力、判断力、表現力等を育む教育（情報教育・

理数教育）

情報教育推進校におけるプログラ

ミング教育に関する指導方法等の

研究とその成果の普及、小学生

科学展、中学生科学コンテスト、

東京ジュニア科学塾等を推進

プログラミング教育に関する指導方

法等の研究成果の普及、小学生

科学展、中学生科学コンテスト、

等を推進

プログラミング教育に関する指導方

法等の研究成果の普及、小学生

科学展の区部・市部二か所開

催、中学生科学コンテスト等を推

進

プログラミング教育に関する指導方

法等の研究成果の普及、小学生

科学展、中学生科学コンテスト等

を推進

プログラミング教育に関する指導方

法等の研究成果の普及、小学生

科学展、中学生科学コンテスト等

を推進

プログラミング教育に関する指導方

法等の研究成果の普及、小学生

科学展、中学生科学コンテスト等

を推進
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

2-3 Society 5.0時代の人材育成プロジェクト 理数・ＳＴＥＡＭ教育等を推進

理数教育重点校３校において理

数教育を展開、探究活動の機会

の提供と継続的な指導を支援す

るＳＩＰ（Scientific Inquiry

Program）を拠点校で実施、得

意な才能を伸ばす教育スタート

アップ事業の展開、理数教育の展

開、立川高校に「創造理数科」を

設置、高度な理数科教育実践シ

ステムの構築

理数教育重点校３校において理

数教育を展開、ＳＩＰ

（Scientific Inquiry

Program ）、得意な才能を伸

ばす教育事業の展開、理数教育

を展開、高度な理数科教育実践

システムの構築

理数教育重点校３校において理

数教育を展開、ＳＩＰ

（Scientific Inquiry

Program ）、得意な才能を伸

ばす教育の展開、理数教育を展

開、高度な理数科教育実践シス

テムの構築

ＳＩＰ（Scientific Inquiry

Program ）、得意な才能を伸

ばす教育の展開、理数教育を展

開、高度な理数科教育実践シス

テムの構築

ＳＩＰ（Scientific Inquiry

Program ）、得意な才能を伸

ばす教育の展開、理数教育を展

開、高度な理数科教育実践シス

テムの構築

ＳＩＰ（Scientific Inquiry

Program ）、得意な才能を伸

ばす教育の展開、理数教育を展

開、高度な理数科教育実践シス

テムの構築

2-3 Society 5.0時代の人材育成プロジェクト 学びの基盤教育プログラムの開発
読解力や自ら学ぶ力、認知特性

の調査（約1200名対象）

読解力や自ら学ぶ力、認知特性

に関する調査、教育プログラム完

成

読解力や自ら学ぶ力、認知特性

に関する取組をまとめた資料の完

成

読解力や自ら学ぶ力、認知特性

に関する調査の検証等、教育プロ

グラム普及

- -

2-3 Society 5.0時代の人材育成プロジェクト デジタルものづくり人材を育成

工業高校、専門学校、ＩＴ関連

企業等が連携した国内初のＩＴ

人材育成のための教育プログラム

であるTokyo P-TECHを展開

Tokyo P-TECH事業を展開

工業高校、専門学校、ＩＴ関連

企業等が連携したＩＴ人材育成

のための教育プログラムである

Tokyo P-TECHを展開

Tokyo P-TECH事業を展開 、

実践的なデジタルスキル等の習得

支援

Tokyo P-TECH事業を展開 、

実践的なデジタルスキル等の習得

支援

Tokyo P-TECH事業を展開、実

践的なデジタルスキル等の習得支

援

2-3 Society 5.0時代の人材育成プロジェクト 東京未来ファクトリー

工業系高校から希望者を募り、も

のづくり技術者として活躍できる人

材を育成する東京未来ファクトリー

を実施（都立工業高校13校

（希望生徒））

※2023年４月１日から「都立工

業高校」は、「都立工科高校」に

名称変更（15校）

都立工科高校等20校（希望生

徒）

都立工科高校15校22名が参加

AIやロボットを活用した体験型学

習を実施

都立工科高校等20校（希望生

徒）
- -

2-3 Society 5.0時代の人材育成プロジェクト 先端技術研究事業
ＡＲやＶＲ等先端技術を取り入

れた教育を実践（モデル実施）
本格実施

先端技術を有する企業等の視

察、意見交換や今後の教育内容

の充実、企業との連携方法等の

検討を実施

本格実施 本格実施 本格実施

2-3 Society 5.0時代の人材育成プロジェクト 夏休み工作スタジオ

都立工業高校への進学率を向上

させるため、小中学生を対象とした

夏休み工作スタジオを開催（都

立工業高校20校実施）

※2023年４月１日から「都立工

業高校」は、「都立工科高校」に

名称変更（15校）

都立工科高校等20校実施

都立工科高校への進学率向上の

ため、小学生を対象とした夏休み

工作スタジオを開催（都立工科

高校20校で62講座小学生753

名が参加）

都立工科高校等20校実施 都立工科高校等20校実施 都立工科高校等20校実施

2-3 Society 5.0時代の人材育成プロジェクト 技能習得型インターンシップ

都立工業高校20校で実施

※2023年４月１日から「都立工

業高校」は、「都立工科高校」に

名称変更（15校）

都立工科高校等22校実施 都立工科高校等22校実施 都立工科高校等22校実施 都立工科高校等22校実施 都立工科高校等20校実施
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

2-3 Society 5.0時代の人材育成プロジェクト DX実習設備の整備

都立工業高校において、教育環

境のＤＸを推進するため、デザイ

ン分野や機械加工分野等の時代

に応じた実習設備の導入・更新

※2023年４月１日から「都立工

業高校」は、「都立工科高校」に

名称変更

ＤＸ実習設備の導入等 ＤＸ実習設備の導入等 ＤＸ実習設備の導入等 ＤＸ実習設備の導入等 ＤＸ実習設備の導入等

2-3 Society 5.0時代の人材育成プロジェクト デジタルものづくり人材を育成

ＡＩスマート工学コース・情報シス

テム工学コースの授業開始、医工

連携プログラム実施

ＡＩスマート工学コース・情報シス

テム工学コースの授業実施、医工

連携プログラム実施

ＡＩスマート工学コース・情報シス

テム工学コースの授業実施、医工

連携プログラム実施

ＡＩスマート工学コース・情報シス

テム工学コースの授業実施、医工

連携プログラム実施

ＡＩスマート工学コース・情報シス

テム工学コースの授業実施、医工

連携プログラム実施

ＡＩスマート工学コース・情報シス

テム工学コースの授業実施、医工

連携プログラム実施

2-3 Society 5.0時代の人材育成プロジェクト ＳＴＥＭ教育（ＡＩリテラシー教育）
都立大の全学生にＳＴＥＭ教

育を展開

都立大の全学生にＳＴＥＭ教

育を展開

都立大の全学生にＳＴＥＭ教

育を展開

都立大の全学生にＳＴＥＭ教

育を展開

都立大の全学生にＳＴＥＭ教

育を展開

都立大の全学生にＳＴＥＭ教

育を展開

2-3 Society 5.0時代の人材育成プロジェクト 大学院における教育プログラム
都立大大学院で高度なＡＩスキ

ルを学べるプログラムの検討・準備
プログラムの検討・準備

都立大大学院で高度なＡＩスキ

ルを学べるプログラムの検討・準備
プログラムの検討・準備 プログラムの検討・準備 プログラムの検討・準備

2-3 Society 5.0時代の人材育成プロジェクト
データサイエンス副専攻プログラム（応用基礎）・データ

サイエンスプログラム（社会人向け）

副専攻プログラムの実施

（2022.4月より基礎科目・応用

科目を開講）・社会人が受講可

能な授業の実施（科目等履修

制度により提供）

副専攻プログラムの実施（実践

科目（PBL）含めた全科目開

講）・社会人向けプログラムの新

規開講

副専攻プログラムの実施（実践

科目（PBL）含めた全科目開

講）・社会人向けプログラムの新

規開講

副専攻プログラムの実施・社会人

向けプログラムの実施

副専攻プログラムの実施・社会人

向けプログラムの実施

副専攻プログラムの実施・社会人

向けプログラムの実施

2-3 Society 5.0時代の人材育成プロジェクト 脱炭素社会を牽引する次世代人材育成 - - - 授業開始に向けた環境整備等
カリキュラム改編後、コース１期生

の入学（本科１年生）

カリキュラム改編後、コース１期生

の入学（本科２年生）

2-3 Society 5.0時代の人材育成プロジェクト 都立大の研究力向上に向けた取組 再掲 - - -

・海外からの若手研究者の雇用

や、教員の海外派遣を後押しする

ことで、世界水準の研究を推進

・研究を支援する専門人材の増

員など、大学の研究力を支える体

制を強化

・海外からの若手研究者の雇用

や、教員の海外派遣を後押しする

ことで、世界水準の研究を推進

・研究を支援する専門人材の増

員など、大学の研究力を支える体

制を強化

・海外からの若手研究者の雇用

や、教員の海外派遣を後押しする

ことで、世界水準の研究を推進

・研究を支援する専門人材の増

員など、大学の研究力を支える体

制を強化

2-3 Society 5.0時代の人材育成プロジェクト 農業高校におけるスマート農業教育等の推進 - - - 環境構築、連携強化
スマート農業の実践、環境構築、

連携強化

スマート農業の実践、環境構築、

連携強化

2-4 「GLOBAL Student」プロジェクト オンライン英会話

ネイティブ講師とのオンライン英会

話レッスンを

GlobalEducationNetwork20

（GE-NET20）指定校20校で

実施

全都立高校で実施
ネイティブ講師とのオンライン英会

話レッスンを全都立高校で実施
全都立高校で実施 全都立高校で実施 全都立高校で実施

2-4 「GLOBAL Student」プロジェクト イングリッシュ・ウィーク -

児童の英語による発信力を向上

させるため、ネイティブ人材が小学

校に在校し、生活の中で場面に

即した英語でのやり取りを実施

（300校で実施）

児童の英語による発信力を向上

させるため、ネイティブ人材が小学

校に在校し、生活の中で場面に

即した英語でのやり取りを実施

（303校で実施）

500校で実施  500校で実施 -

2-4 「GLOBAL Student」プロジェクト 多摩地域における英語学習環境の整備

体験型英語学習環境を多摩地

域にも整備し、地域の特色も踏ま

えた英語学習を提供

運営

体験型英語学習施設において、

デジタル技術を活用して地域の特

色も踏まえた英語学習を提供

運営 運営 運営
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

2-4 「GLOBAL Student」プロジェクト TOKYO ENGLISH CHANNEL

ＴＧＳ

（TokyoGlobalStudio）オンデ

マンド映像等のコンテンツをＷｅｂ

上で一元的に掲載する「TOKYO

ENGLISH CHANNEL」を運営

運営

動画教材等を掲載するウェブサイ

ト「TOKYO ENGLISH

CHANNEL」を運営

運営 運営 運営

2-4 「GLOBAL Student」プロジェクト Tokyo GLOBAL Student　Navi

東京における先進的・多様な英

語教育の取組をＰＲする新たな

ポータルサイト「Tokyo GLOBAL

Student Navi」について、プロ

モーション手法の検討、ポータルサ

イト構築・開設、コンテンツ作成に

向けた準備

プロモーションの開始、ポータルサイ

ト更新・改善、コンテンツ完成・提

供

プロモーションの開始、ポータルサイ

ト更新・改善、コンテンツ完成・提

供

プロモーションの継続、ポータルサイ

トの更新・改善、コンテンツ増強

プロモーションの継続、ポータルサイ

トの更新・改善、コンテンツ増強

プロモーションの継続、ポータルサイ

トの更新・改善、コンテンツ増強

2-4 「GLOBAL Student」プロジェクト 国際色豊かな学校の設置

立川国際中等教育学校に附属

小学校を開校し、12年間一貫し

た教育課程を実施

12年間一貫した教育課程を実

現した小中高一貫教育を実施

12年間一貫した教育課程を実

現した小中高一貫教育を実施

12年間一貫した教育課程を実

現した小中高一貫教育を実施

12年間一貫した教育課程を実

現した小中高一貫教育を実施

12年間一貫した教育課程を実

現した小中高一貫教育を実施

2-4 「GLOBAL Student」プロジェクト
JETプログラムを活用した外国人英語等指導助手の配

置拡大

全都立高校等に１名配置(指定

校には2名配置）

全校２名以上配置となるよう順

次拡大

全都立高校等に１名配置(指定

校には2名配置）

全校２名以上配置となるよう順

次拡大

全校２名以上配置となるよう順

次拡大

全校２名以上配置となるよう順

次拡大

2-4 「GLOBAL Student」プロジェクト 都立専門高校海外派遣研修

都立専門高校の生徒を対象に、

農業、工業等の各専門学科の内

容に親和性があるテーマを設定し

た海外派遣研修を実施（研修

テーマごとに３コース / 年 実施、

参加生徒： 45 名/ 年）

研修テーマごとに３コース / 年 実

施、参加生徒： 45 名（ 15

名 × ３コース）/ 年

３コース実施、参加生徒： 46

名

３コース / 年 実施、参加生徒：

72 名（ 24 名 × ３コース）/

年

３コース / 年 実施、参加生徒：

72 名（ 24 名 × ３コース）/

年

３コース / 年 実施、参加生徒：

72 名（ 24 名 × ３コース）/

年

2-4 「GLOBAL Student」プロジェクト 東京都高等学校英語プレゼンテーションコンテスト -

都内高校生を対象とした英語によ

るプレゼンテーション大会である

「TEP-CUP」を開催

予選（オンライン審査）１０３ユ

ニット、本選（都内会場）８ユ

ニット参加

前年度の開催を踏まえ、内容を

充実し、開催

前年度の開催を踏まえ、内容を

充実し、開催

前年度の開催を踏まえ、内容を

充実し、開催

2-4 「GLOBAL Student」プロジェクト 海外高校生招聘プログラム -

都立の中高一貫校で、海外高校

生を招聘し、グループワーク等を実

施（10校で実施または100名招

聘）

都立の中高一貫校で、海外高校

生を招聘し、グループワーク等を実

施（100名招聘）
- - -

2-4 「GLOBAL Student」プロジェクト 国際金融人材の育成強化 再掲

都立大において、金融の専門知

識とビジネスレベルの英語力を涵

養する新たな教育プログラムの開

設に向け、育成する人材像の設

定や教育体制の検討を実施

先行開設

・国際金融を学ぶ上で必要な既

存科目をプログラム化

・実務家教員を活用した国際金

融科目や、サステナブル・ファイナン

スに関する科目、ビジネス英語に

関する科目等を新規開講し、プロ

グラムに組み込む

先行開設

・国際金融を学ぶ上で必要な既

存科目をプログラム化

・実務家教員を活用した国際金

融科目や、サステナブル・ファイナン

スに関する科目、ビジネス英語に

関する科目等を新規開講し、プロ

グラムに組み込む

前年度実績を踏まえた教育内容

の見直し

正式開設予定

・国際金融人材としての活躍を将

来的に視野に入れている学生向

けの正式なプログラムを実施

・カリキュラム再編、科目の充実を

予定

・国際金融人材としての活躍を将

来的に視野に入れている学生向

けの正式なプログラムを実施

・カリキュラム再編、科目の充実

2-4 「GLOBAL Student」プロジェクト 海外留学支援　※都支援による留学支援

都立・私立高校、都立産技高

専、都立大で、生徒・学生の海外

派遣に関する支援の実施

1,173人

1,461人

都立・私立高校、都立産技高

専、都立大で、生徒・学生の海外

派遣に関する支援の実施

1,560人

1,326人 1,340人 1,410人
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画
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2023年度
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ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

2-4 「GLOBAL Student」プロジェクト 私立高等学校海外留学推進補助等

私立高等学校海外留学推進補

助、私立学校外国語指導助手

活用事業費補助、私立高等学

校外部検定試験料補助、私立

学校教員海外派遣研修事業費

補助を実施

補助等の実施

私立高等学校海外留学推進補

助、私立学校外国語指導助手

活用事業費補助、私立高等学

校外部検定試験料補助、私立

学校教員海外派遣研修事業費

補助を実施

補助等の実施 補助等の実施 補助等の実施

2-4 「GLOBAL Student」プロジェクト グローバルPBLの実施

・都立産業技術大学院大学にお

いて、海外の大学等との協働プロ

ジェクトを通じて、グローバルビジネ

スの専門知識等を学ぶグローバル

PBLを実施

・2022年度実施グローバルPBL

４件（当年度実施分２件＋新

規相手先開拓分２件）

グローバルPBLの実施

・東京都立産業技術大学院大

学において、海外の大学等との協

働プロジェクトを通じて、グローバル

ビジネスの専門知識等を学ぶグ

ローバルPBLを実施。

・2023年度実施グローバルPBL6

件（当年度実施分4件＋新規

相手先開拓分２件）

グローバルPBLの実施 グローバルPBLの実施 グローバルPBLの実施

2-4 「GLOBAL Student」プロジェクト 海外大学等とのオンラインによる交流【都立大】

海外大学等との対面とオンライン

のハイブリッド型プログラムの検討・

実施

海外大学等とのオンラインによる交

流の検討・実施

海外大学等との対面とオンライン

のハイブリッド型プログラムの検討・

実施

海外大学等とのオンラインによる交

流の検討・実施

海外大学等との対面とオンライン

のハイブリッド型プログラムの検討・

実施

海外大学等とのオンラインによる交

流の検討・実施

海外大学等との対面とオンライン

のハイブリッド型プログラムの検討・

実施

海外大学等とのオンラインによる交

流の検討・実施

海外大学等との対面とオンライン

のハイブリッド型プログラムの検討・

実施

海外大学等とのオンラインによる交

流の検討・実施

海外大学等との対面とオンライン

のハイブリッド型プログラムの検討・

実施

海外大学等とのオンラインによる交

流の検討・実施

2-4 「GLOBAL Student」プロジェクト 都立大の国際化推進に向けた取組 再掲 - - -

・奨学金制度を拡充し、都立大

生の海外留学や外国人留学生の

受入に係る渡航費・滞在費等を

支援することで、学生の国際交流

を促進

・海外留学を必須とした「国際副

専攻コース」を拡充することで、学

生の留学経験を増やし、グローバ

ルな観点から社会課題の解決に

挑戦する人材を育成

・奨学金制度を拡充し、都立大

生の海外留学や外国人留学生の

受入に係る渡航費・滞在費等を

支援することで、学生の国際交流

を促進

・海外留学を必須とした「国際副

専攻コース」を拡充することで、学

生の留学経験を増やし、グローバ

ルな観点から社会課題の解決に

挑戦する人材を育成

・奨学金制度を拡充し、都立大

生の海外留学や外国人留学生の

受入に係る渡航費・滞在費等を

支援することで、学生の国際交流

を促進

・海外留学を必須とした「国際副

専攻コース」を拡充することで、学

生の留学経験を増やし、グローバ

ルな観点から社会課題の解決に

挑戦する人材を育成

2-4 「GLOBAL Student」プロジェクト
グローバル・コミュニケーション・プログラム【都立産技高専・

都立大・都立産技大】

グローバルなビジネス課題をテーマ

とした調査研究を行うプログラムの

実施　15名/年

プログラムの展開　36 名程度/年

グローバルなビジネス課題をテーマ

とした調査研究を行うプログラムの

実施　36名/年

プログラムの展開　36 名程度/年 プログラムの展開　36 名程度/年 プログラムの展開　36 名程度/年

2-4 「GLOBAL Student」プロジェクト 都立学校の国際交流プログラム - - -

都立学校生の海外派遣、姉妹校

提携先の開拓・マッチング支援、

留学生の受入等

都立学校生の海外派遣、姉妹校

提携先の開拓・マッチング支援、

留学生の受入等

都立学校生の海外派遣、姉妹校

提携先の開拓・マッチング支援、

留学生の受入等

2-4 「GLOBAL Student」プロジェクト 国際教育施策の成果検証 - - - 実施 実施 実施

2-4 「GLOBAL Student」プロジェクト 英語でインターンシップ体験 - -

都立高校生を対象とした英語によ

るインターンシップ体験事業である

「英語でジョブチャレンジ」を開催

都立高校生を対象に英語を活用

する職場でインターンシップ体験を

実施

都立高校生を対象に英語を活用

する職場でインターンシップ体験を

実施

都立高校生を対象に英語を活用

する職場でインターンシップ体験を

実施
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2-4 「GLOBAL Student」プロジェクト
国際大会に出場するジュニア選手の支援及び活躍する

姿の発信
再掲 - - -

国際的な大会等で活躍する有望

なジュニアアスリートを発掘し、ス

ポーツアンバサダーとして支援すると

ともに、世界で活躍する姿を積極

的に発信

国際的な大会等で活躍する有望

なジュニアアスリートを発掘し、ス

ポーツアンバサダーとして支援すると

ともに、世界で活躍する姿を積極

的に発信

国際的な大会等で活躍する有望

なジュニアアスリートを発掘し、ス

ポーツアンバサダーとして支援すると

ともに、世界で活躍する姿を積極

的に発信

2-5 学校や社会全体で子供を支えるプロジェクト スクールカウンセラー

小・中・高校全校配置、小学校

５年生、中学校１年生、高校１

年生を対象とした全員面接の実

施、都立高校等においてオンライ

ン・カウンセリングを検討

小・中・高校全校配置、小学校

５年生、中学校１年生、高校１

年生を対象とした全員面接の実

施、都立高校等においてオンライ

ン・カウンセリングを検討

小・中・高校全校配置、小学校

５年生、中学校１年生、高校１

年生を対象とした全員面接の実

施、都立高校等においてオンライ

ン・カウンセリングの実施

小・中・高校全校配置、小学校

５年生、中学校１年生、高校１

年生を対象とした全員面接の実

施、都立高校等においてオンライ

ン・カウンセリングの実施

小・中・高校全校配置、小学校

５年生、中学校１年生、高校１

年生を対象とした全員面接の実

施、都立高校等においてオンライ

ン・カウンセリングの実施

小・中・高校全校配置、小学校

５年生、中学校１年生、高校１

年生を対象とした全員面接の実

施、都立高校等においてオンライ

ン・カウンセリングの実施

2-5 学校や社会全体で子供を支えるプロジェクト 学校サポートチーム等

児童・生徒の問題行動等の未然

防止、早期解決を図るため、学

校、家庭、関係機関等が一体と

なって取り組む学校サポートチーム

の機能強化等

機能強化等

児童・生徒の問題行動等の未然

防止、早期解決を図るため、学

校、家庭、関係機関等が一体と

なって取り組む学校サポートチーム

の機能強化等

機能強化等 機能強化等 機能強化等

2-5 学校や社会全体で子供を支えるプロジェクト ネット・ケータイヘルプデスクの運営・活用

インターネットやスマートフォンに関

するトラブル相談窓口「こたエール」

を運営、トラブル事例や対応策に

ついて情報提供を実施、インター

ネット広告を配信

（相談件数：1,660件）

「こたエール」の運営・チャットボット

の導入、情報提供、広告配信

インターネットやスマートフォンに関

するトラブル相談窓口「こたエール」

を運営、利用者の困りごとにマッチ

した相談事例を提供するための

チャットボットを導入、トラブル事例

や対応策について情報提供を実

施、インターネット広告を配信（相

談件数：1,859件）

「こたエール」の運営、チャットボット

の運用、情報提供、広告配信

「こたエール」の運営、チャットボット

の運用、情報提供、広告配信

「こたエール」の運営、チャットボット

の運用、情報提供、広告配信

2-5 学校や社会全体で子供を支えるプロジェクト 若者総合相談センター「若ナビα」の運営 再掲

幅広い分野にまたがる若者の問

題に関する相談を受け付け、適切

な地域支援につなげるとともに、新

たに相談受付時間の延長や、利

用者満足度の測定等により、相

談者にとって利用しやすい環境の

整備を推進

・相談事業の実施及び認知度向

上のための広報事業の推進

・オンライン相談実施

・ＡＩ等を活用した相談ツールを

導入するなど、若者のニーズをとら

えた相談体制の充実・強化

・幅広い分野にまたがる若者の問

題に関する相談を受け付け、適切

な地域支援につなげるとともに、オ

ンライン相談等相談者にとって利

用しやすい環境の整備を推進

・チャットボット相談を導入するな

ど、若者のニーズをとらえた相談体

制を充実・強化

・相談事業の実施及び認知度向

上のための広報事業の推進

・オンライン相談実施

・若者のニーズをとらえた相談体制

の充実・強化

・相談事業の実施及び認知度向

上のための広報事業の推進

・オンライン相談実施

・若者のニーズをとらえた相談体制

の充実・強化

・相談事業の実施及び認知度向

上のための広報事業の推進

・オンライン相談実施

・若者のニーズをとらえた相談体制

の充実・強化

2-5 学校や社会全体で子供を支えるプロジェクト スクールソーシャルワーカー等
配置を希望する全ての区市町村

に対して補助等

配置を希望する全ての区市町村

に対して補助等

配置を希望する全ての区市町村

に対して補助等

配置を希望する全ての区市町村

に対して補助等

配置を希望する全ての区市町村

に対して補助等

配置を希望する全ての区市町村

に対して補助等

2-5 学校や社会全体で子供を支えるプロジェクト
エデュケーション・アシスタント配置に係る区市町村への補

助

【エデュケーション・アシスタント】

１地区・20校

【スクサポ学校生活支援型】

２地区・43校

エデュケーション・アシスタントの配

置支援（5地区100校）

スクール・サポート・スタッフ（学校

生活支援型）配置支援（２地

区・約50 校/年）

エデュケーション・アシスタントの配

置支援（5地区84校）

スクール・サポート・スタッフ（学校

生活支援型）配置支援（２地

区・49 校/年）

全区市町村立小学校にエデュ

ケーション・アシスタントを配置

全区市町村立小学校にエデュ

ケーション・アシスタントを配置

全区市町村立小学校にエデュ

ケーション・アシスタントを配置

2-5 学校や社会全体で子供を支えるプロジェクト 地域未来塾

小学生・中学生等を対象とした地

域人材の協力による学習支援で

ある「地域未来塾」を設置する区

市町村に対し財政的な支援を実

施（31地区）

34地区

小学生・中学生等を対象とした地

域人材の協力による学習支援で

ある「地域未来塾」を設置する区

市町村に対し財政的な支援を実

施（34地区）

成果を踏まえて推進 成果を踏まえて推進 成果を踏まえて推進

31 ページ



2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

2-5 学校や社会全体で子供を支えるプロジェクト 校内寺子屋

都立高校30校において、放課後

等に外部人材を活用し、生徒の

学びに対する意欲の向上や学業

不振による中途退学者数を減少

させる取組を実施

生徒の学びに対する意欲の向上

や学業不振による中途退学者数

を減少させる取組を実施

生徒の学びに対する意欲の向上

や学業不振による中途退学者数

を減少させる取組を実施

生徒の学びに対する意欲の向上

や学業不振による中途退学者数

を減少させる取組を実施

生徒の学びに対する意欲の向上

や学業不振による中途退学者数

を減少させる取組を実施

生徒の学びに対する意欲の向上

や学業不振による中途退学者数

を減少させる取組を実施

2-5 学校や社会全体で子供を支えるプロジェクト 放課後子供教室 再掲

放課後等に小学校等を活用し

て、安全・安心な子供の活動拠

点（居場所）を設け、子供たち

に学習、スポーツ等の機会を提供

する「放課後子供教室」の内容充

実等に関する区市町村支援の実

施

支援の実施

放課後等に小学校等を活用し

て、安全・安心な子供の活動拠

点（居場所）を設け、子供たち

に学習、スポーツ等の機会を提供

する「放課後子供教室」の内容充

実等に関する区市町村支援の実

施

支援の実施 支援の実施 支援の実施

2-5 学校や社会全体で子供を支えるプロジェクト 給付型奨学金

都立学校・都立特別支援学校に

おいて、資格試験の受験料や合

宿への参加費等を支援・成果検

証

事業実施・成果検証

都立学校・都立特別支援学校に

おいて、補助教材の費用を支援・

成果検証

事業実施・成果検証 事業実施・成果検証 事業実施・成果検証

2-5 学校や社会全体で子供を支えるプロジェクト 受験生チャレンジ支援貸付事業 再掲

学習塾等の費用や受験料の捻出

が困難な一定所得以下の世帯に

必要な資金の貸付を行い、受験

に挑戦することを支援

専用webページの開設

継続実施

学習塾等の費用や受験料の捻出

が困難な一定所得以下の世帯に

必要な資金の貸付を行い、受験

に挑戦することを支援

専用webページの運営

継続実施 継続実施 継続実施

2-5 学校や社会全体で子供を支えるプロジェクト 私立高等学校等における授業料支援等

私立高等学校等における授業料

の一部を支援、私立高等学校等

の入学支度金の無利息貸出を行

う学校に対して貸出原資を貸付

け、特別支援教育を行う私立幼

稚園等の運営費の一部を支援

支援等の実施、新たに私立中学

校授業料支援を開始

私立高等学校・中学校等におけ

る授業料の一部を支援、私立高

等学校等の入学支度金の無利

息貸出を行う学校に対して貸出

原資を貸付け、特別支援教育を

行う私立幼稚園等の運営費の一

部を支援

私立高等学校・中学校等の授業

料支援について所得制限を撤廃

した上で、支援等を実施

支援等の実施 支援等の実施

2-5 学校や社会全体で子供を支えるプロジェクト 教育職員等による児童生徒性暴力等の防止

「児童・生徒を教職員等による性

暴力から守るための第三者相談

窓口」を設置し、235件の相談・

通報を受付けるとともに、区市町

村からの要望に応じ、専門家が助

言するための支援を実施

通報・相談受付体制の運用、児

童生徒等への通報・相談受付体

制の周知、専門家を学校に派遣

し調査を支援する体制の運用

第三者相談窓口で1,011件の相

談・通報を受付け

区市町村の要望に応じ、専門家

が助言するための支援を実施

啓発ポスターの掲示、「３ない運

動プラス」の推進、ロールプレイ形

式の校内研修を都内全公立学

校で実施

通報・相談受付体制の運用、児

童生徒等への通報・相談受付体

制の周知、専門家を学校等に派

遣し調査を支援する体制の運用

通報・相談受付体制の運用、児

童生徒等への通報・相談受付体

制の周知、専門家を学校等に派

遣し調査を支援する体制の運用

通報・相談受付体制の運用、児

童生徒等への通報・相談受付体

制の周知、専門家を学校等に派

遣し調査を支援する体制の運用
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

2-5 学校や社会全体で子供を支えるプロジェクト ユースヘルスケアの推進 再掲

看護師等の専門職による思春期

特有の様々な悩みに関する相談

支援「とうきょう若者ヘルスサポート

（わかさぽ）」の開設、区市町村

への支援

都立高校等における相談・支援

等の取組の推進

相談体制の整備、区市町村への

支援の実施、都立高校等におけ

る相談・支援等の取組の推進

プレコンセプションケアに関する講座

受講者を対象としたAMH検査へ

の助成

看護師等の専門職による思春期

特有の様々な悩みに関する相談

支援「とうきょう若者ヘルスサポート

（わかさぽ）」の開設、区市町村

への支援

都立高校等における相談・支援

等の取組の推進

プレコンセプションケアに関する講座

受講者を対象としたAMH検査へ

の助成

相談体制の整備、区市町村への

支援の実施、都立高校等におけ

る相談・支援等の取組の推進

プレコンセプションケアに関する講座

受講者を対象としたヘルスチェック

（AMH検査等）への助成

相談体制の整備、区市町村への

支援の実施、都立高校等におけ

る相談・支援等の取組の推進

プレコンセプションケアに関する講座

受講者を対象としたヘルスチェック

（AMH検査等）への助成

相談体制の整備、区市町村への

支援の実施、都立高校等におけ

る相談・支援等の取組の推進

プレコンセプションケアに関する講座

受講者を対象としたヘルスチェック

（AMH検査等）への助成

2-5 学校や社会全体で子供を支えるプロジェクト ユースヘルスケアに関する情報発信・普及啓発 再掲 -

若者目線で思春期に知っておきた

い情報を集約したホームページの

開設

ホームページを新たに立ち上げ、思

春期に知っておきたい健康管理に

関する情報を集約、発信

子供からの意見を踏まえたホーム

ページの機能改善、記事コンテン

ツ作成

ユースの健康相談事例の分析を

踏まえたコンテンツの追加

子供からの意見募集

プッシュ型広報の展開

ユースの健康相談事例の分析を

踏まえたコンテンツの追加

子供からの意見募集

プッシュ型広報の展開

ユースの健康相談事例の分析を

踏まえたコンテンツの追加

子供からの意見募集

プッシュ型広報の展開

2-5 学校や社会全体で子供を支えるプロジェクト 子供・子育てメンター“ギュッとチャット” 再掲
事業実施に向けた環境整備を推

進（システム構築等）

事業実施に向けた環境整備を推

進（システム構築等）

事業実施に向けた環境整備を推

進（システム構築等）

チャット相談事業を先行稼働

AIによるサポートを順次拡大

チャット相談事業を本稼働

AIによるサポートを順次拡大

チャット相談事業を本稼働

継続的に機能改善

2-5 学校や社会全体で子供を支えるプロジェクト 「子供が安心して生活できる学校づくり」検証事業 -

学校のいじめ等の対応力の強化

に向け、教員に助言し必要な対

応を行う「いじめ対応サポーター」を

配置するなど、「子供が安心して

生活できる学校づくり」検証事業

を実施（26校）

学校のいじめ等の対応力の強化

に向け、教員に助言し必要な対

応を行う「いじめ対応サポーター」を

配置するなど、「子供が安心して

生活できる学校づくり」検証事業

実施校を６校決定

実施 - -

2-5 学校や社会全体で子供を支えるプロジェクト 教育相談センターの相談体制の充実 -

学校のいじめ対応力を強化するた

め、教職員等からの児童・生徒理

解に関する相談体制を充実（専

任の相談員１名配置）

教職員等からの、幼児・児童・生

徒の理解と対応、校内の教育相

談体制づくり等に係る相談を受け

付けるため、専任の相談員を1名

配置し、相談体制の充実を実施

相談体制の充実 相談体制の充実 相談体制の充実

2-5 学校や社会全体で子供を支えるプロジェクト 教育支援センター機能強化補助事業

教育支援センターの新規設置・機

能強化の支援を37区市町村で

実施

40区市町村で実施

教育支援センターの新規設置・機

能強化の支援を47区市町村で

実施

45区市町村で実施 45区市町村で実施 45区市町村で実施

2-5 学校や社会全体で子供を支えるプロジェクト フリースクール等との連携事業
東京都学校・フリースクール等協

議会の実施

東京都学校・フリースクール等協

議会の実施

不登校対応加配教員配置校、

不登校特例校、教育支援セン

ター、フリースクール等協議会の実

施

東京都学校・フリースクール等協

議会の実施

東京都学校・フリースクール等協

議会の実施

東京都学校・フリースクール等協

議会の実施

2-5 学校や社会全体で子供を支えるプロジェクト デジタル技術を活用した学習の保障
デジタル技術を活用した不登校児

童・生徒の支援に関する研究

デジタル技術を活用した不登校児

童・生徒の支援に関する研究

デジタル技術を活用した不登校児

童・生徒の支援に関する研究

デジタル技術を活用した不登校児

童・生徒の支援に関する研究成

果の普及

デジタル技術を活用した不登校児

童・生徒の支援に関する研究成

果の普及

デジタル技術を活用した不登校児

童・生徒の支援に関する研究成

果の普及
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

2-5 学校や社会全体で子供を支えるプロジェクト
フリースクール等に通う不登校児童・生徒及びその保護

者の支援ニーズ等の調査

フリースクール等に通う子供や保護

者の意見等から支援ニーズを把握

する調査・分析の実施

フリースクール等に通う不登校児

童・生徒及びその保護者の支援

ニーズの把握・分析、フリースクー

ル等の知見を学校等に生かすため

の方策の検討

フリースクール等に通う不登校児

童・生徒及びその保護者の支援

ニーズの把握・分析、フリースクー

ル等の知見を学校等に生かすため

の方策の検討

フリースクール等に通う不登校児

童・生徒及びその保護者の支援

ニーズの把握・分析、フリースクー

ル等の知見を学校等に生かすため

の方策の検討

不登校児童・生徒及びその保護

者のニーズに対応した施策の立

案、学校等におけるフリースクール

等の知見の活用

不登校児童・生徒及びその保護

者のニーズに対応した施策の立

案、学校等におけるフリースクール

等の知見の活用

2-5 学校や社会全体で子供を支えるプロジェクト チャレンジスクールの設置

小中学校の不登校経験者や高

校の中途退学者を受け入れるチャ

レンジスクールについて、小台橋高

等学校（足立区）開校

-

立川地区チャレンジスクールの開

校に向けて、開設準備室を設置

するとともに必要な人員配置や予

算配付等の対応、開校に向けた

検討を実施

- 立川地区開校 -

2-5 学校や社会全体で子供を支えるプロジェクト ＮＰＯ等と連携した生徒等への支援

不登校等様々な課題を抱える生

徒等に対し、学習支援や就労に

向けた支援等を実施

不登校等様々な課題を抱える生

徒等に対し、学習支援や就労に

向けた支援等を実施

不登校等の様々な課題を抱える

生徒等に対し、学習支援や就労

に向けた支援等を実施

不登校等の様々な課題を抱える

生徒等に対し、学習支援や就労

に向けた支援等を実施

不登校等の様々な課題を抱える

生徒等に対し、学習支援や就労

に向けた支援等を実施

不登校等の様々な課題を抱える

生徒等に対し、学習支援や就労

に向けた支援等を実施

2-5 学校や社会全体で子供を支えるプロジェクト 自立支援担当教員連絡会

自立支援担当教員の職務遂行

能力向上を目的とした自立支援

担当教員連絡会を開催（年２

回）

開催（年２回）

自立支援担当教員の職務遂行

能力向上を目的とした自立支援

担当教員連絡会を開催（年２

回）

開催（年２回） 開催（年２回） 開催（年２回）

2-5 学校や社会全体で子供を支えるプロジェクト バーチャル・ラーニング・プラットフォームの構築
モデル実施、プラットフォーム構築

準備等
プラットフォーム構築・運用開始 プラットフォーム構築・運用開始 支援内容・対象の拡大 支援内容・対象の拡大 支援内容・対象の拡大

2-5 学校や社会全体で子供を支えるプロジェクト 校内別室指導推進事業 -

保健室登校をしている生徒等に

対して校内に居場所（別室）を

設置した上で支援員（外部人

材）を配置し、オンラインでの動画

配信等の学習指導、進路指導、

相談等を実施（チャレンジスクー

ル６校、昼夜間定時制高校６

校、全日制課程の高校等５校）

不登校や教室の雰囲気に馴染め

ない生徒等に対して校内に居場

所（別室）を設置した上で支援

員（外部人材）を配置し、オンラ

インでの動画配信等の学習指

導、進路指導、相談等を実施

（チャレンジスクール６校、昼夜

間定時制高校６校、全日制課

程の高校等５校）

効果検証を行い、拡充を検討 効果検証を行い、拡充を検討 効果検証を行い、拡充を検討

2-5 学校や社会全体で子供を支えるプロジェクト 不登校対応専門教員の配置 -

不登校出現率の特に高い中学校

に、更なる不登校対応として、不

登校対応専門教員を配置（20

校）

不登校出現率の特に高い中学校

に、更なる不登校対応として、不

登校対応専門教員を配置（20

校）

20校に配置するとともに、支援体

制の在り方の検討を踏まえて拡充

を検討

支援体制の在り方の検討を踏ま

えて拡充を検討

支援体制の在り方の検討を踏ま

えて拡充を検討

2-5 学校や社会全体で子供を支えるプロジェクト
不登校児童・生徒の社会的自立に向けた体験活動プロ

グラム
-

不登校児童・生徒に対する効果

的な体験活動のプログラムの実施

不登校児童・生徒に対する効果

的な体験活動のプログラムの実施
前年度の取組を踏まえ検討 前年度の取組を踏まえ検討 前年度の取組を踏まえ検討

2-5 学校や社会全体で子供を支えるプロジェクト インクルーシブな教育の促進

インクルーシブな教育に資する先

駆的な取組を行う区市町村を支

援し、実践的な研究を実施

交流及び共同学習の機会を拡充

していくことで、障害のある児童・

生徒とない児童・生徒が共に学

び、体験し、相互理解を深める取

組を推進

交流及び共同学習の機会を拡充

していくことで、障害のある児童・

生徒とない児童・生徒が共に学

び、体験し、相互理解を深める取

組を推進

交流及び共同学習の機会を拡充

していくことで、障害のある児童・

生徒とない児童・生徒が共に学

び、体験し、相互理解を深める取

組を推進

- -

34 ページ



2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

2-5 学校や社会全体で子供を支えるプロジェクト 特別支援教育に関する小中学校への支援

特別支援教育支援員の配置促

進事業の実施（361校）/特別

支援教育コーディネーターの業務

補助事業の実施 （50校）

事業実施

特別支援教育支援員の配置促

進事業の実施（624校）/特別

支援教育コーディネーターの業務

補助事業の実施 （56校） /事

務支援員業務補助事業の実施

（6区市）

事業実施 - -

2-5 学校や社会全体で子供を支えるプロジェクト 就学相談担当者講習会の開催

区市町村教育委員会等向け就

学相談担当者講習会について、

内容を充実し開催

内容を充実し開催

区市町村教育委員会等向け就

学相談担当者講習会につい

て、内容を充実し開催

内容を充実し開催 内容を充実し開催 内容を充実し開催

2-5 学校や社会全体で子供を支えるプロジェクト 特別支援教室に係る授業動画の作成
学校におけるユニバーサルデザイン

の取組紹介動画の作成及び周知
動画作成・周知

これまでの訪問から得た知見の照

会動画を作成
動画作成・周知 動画作成・周知 動画作成・周知

2-5 学校や社会全体で子供を支えるプロジェクト 都立高校における通級による指導の実施等
教員と外部人材によるチーム

ティーチング形式の指導の実施等
内容充実・規模拡大等

教員と外部人材によるチーム

ティーチング形式の指導の取組が

広まってきている。

内容充実・規模拡大等 内容充実・規模拡大等 内容充実・規模拡大等

2-5 学校や社会全体で子供を支えるプロジェクト デフリンピックを契機とした聴覚障害理解教育の普及 -

聴覚障害やデフスポーツに関する

映像教材を作成し、都内全公立

学校へ提供

聴覚障害やデフスポーツに関する

映像教材を作成し、都内全公立

学校へ提供

聴覚障害やデフスポーツに関する

映像教材を各学校で様々な教育

の機会に活用

聴覚障害やデフスポーツに関する

映像教材を各学校で様々な教育

の機会に活用

聴覚障害やデフスポーツに関する

映像教材を各学校で様々な教育

の機会に活用

2-5 学校や社会全体で子供を支えるプロジェクト 医療的ケアを実施する学校数の拡大 39校 37校 40校 42校 42校 42校

2-5 学校や社会全体で子供を支えるプロジェクト 医療的ケアの実行項目の拡大
順次拡大、排痰補助装置の使用

を検証を実施

順次拡大（対象者が在籍する全

ての特別支援学校で、排痰補助

装置を使用）

順次拡大（対象者が在籍する全

ての特別支援学校で、排痰補助

装置を使用）

順次拡大 順次拡大 順次拡大

2-5 学校や社会全体で子供を支えるプロジェクト 保護者付添い期間の短縮に向けた取組
都立特別支援学校全校でモデル

事業を実施

本格実施（都立特別支援学校

全校で実施）

本格実施（都立特別支援学校

全校で実施）

本格実施（都立特別支援学校

全校で実施）

本格実施（都立特別支援学校

全校で実施）

本格実施（都立特別支援学校

全校で実施）

2-5 学校や社会全体で子供を支えるプロジェクト スクールバスの運行

スクールバスの運行時間は、60分

以内

医療的ケア児専用通学車両の運

行（90台）等

スクールバスの運行時間は、60分

以内

医療的ケア児専用通学車両の運

行（97台）等

スクールバスの運行時間は、60分

以内

医療的ケア児専用通学車両の運

行（111台）等

スクールバスの運行時間は、60分

以内

医療的ケア児専用通学車両の運

行（124台）等

スクールバスの運行時間は、60分

以内

医療的ケア児専用通学車両の運

行（124台）等

スクールバスの運行時間は、60分

以内

医療的ケア児専用通学車両の運

行（124台）等

2-5 学校や社会全体で子供を支えるプロジェクト アートプロジェクト展

特別支援学校の児童・生徒を対

象としたアートプロジェクト展の開

催

開催

特別支援学校の児童・生徒を対

象としたアートプロジェクト展の開

催

開催 開催 開催

2-5 学校や社会全体で子供を支えるプロジェクト 病院内分教室における分身ロボットの配備

病院内教育で都事業として分身

ロボットを配備（５校）、活用事

例の収集・周知

病院内教育で都事業として分身

ロボットを配備（５校/年）、活

用事例の収集・周知

病院内教育で都事業として分身

ロボットを配備（５校/年）、活

用事例の収集・周知

病院内教育で都事業として分身

ロボットを配備（５校/年）、活

用事例の収集・周知

病院内教育で都事業として分身

ロボットを配備（５校/年）、活

用事例の収集・周知

病院内教育で都事業として分身

ロボットを配備（５校/年）、活

用事例の収集・周知

2-5 学校や社会全体で子供を支えるプロジェクト 青鳥特別支援学校八丈分教室の設置

八丈高校内に知的障害特別支

援学校の分教室を設置し、モデル

事業を実施

モデル事業の実施、成果検証

八丈高校内に知的障害特別支

援学校の分教室を設置し、モデル

事業を実施するとともに成果検証

を行った。

分教室として正式設置 分教室として正式設置 分教室として正式設置

2-5 学校や社会全体で子供を支えるプロジェクト 企業向けセミナー

特別支援学校に在籍する生徒の

就労を促進するため、教育・福

祉・労働部門が連携した企業向

けセミナーを開催

開催

特別支援学校に在籍する生徒の

就労を促進するため、教育・福

祉・労働部門が連携した企業向

けセミナーを開催

開催 開催 開催

2-5 学校や社会全体で子供を支えるプロジェクト 職能開発科の設置 - 青鳥特別支援学校に設置 青鳥特別支援学校に設置
八王子南特別支援学校に設置、

練馬特別支援学校に設置
-

北多摩地区特別支援学校（仮

称）に設置準備
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

2-5 学校や社会全体で子供を支えるプロジェクト 特別支援学校の整備 新設１校、増改築等１校 増改築等２校 増改築等２校 新設１校、増改築等２校 推進 推進

2-5 学校や社会全体で子供を支えるプロジェクト
「デジタル補聴援助システム」及び「音声文字変換ソフ

ト」の導入

デジタル式の集団補聴システムを

聴覚障害特別支援学校３校に

導入、音声文字変換ソフトを聴

覚障害特別支援学校４校に導

入

運用

デジタル式の集団補聴システムを

聴覚障害特別支援学校全校に

て運用、音声文字変換ソフトを聴

覚障害特別支援学校全校にて

運用

運用 運用 運用

2-5 学校や社会全体で子供を支えるプロジェクト 都立学校用地の取得

都立学校の新設・増築等のため

に必要な用地の取得（2022年

度末実績：120.58㎡）

用地の取得

特別支援学校の新設・増築等の

ために必要な用地の取得に向けた

検討・調整

用地取得の推進 用地取得の推進 用地取得の推進

2-5 学校や社会全体で子供を支えるプロジェクト 就労等支援 -

都立高校に在籍する困難さを抱

える生徒に対して、自立支援や就

労等に必要なスキルを身に付けさ

せ、進路につなげる新たな仕組み

を構築するため、民間企業等と協

定を締結し、モデル実施

都立高校に在籍する困難さを抱

える生徒に対して、自立支援や就

労等に必要なスキルを身に付けさ

せ、進路につなげる新たな仕組み

を構築するため、民間企業等と協

定を締結し、モデル実施

継続実施 モデル実施を踏まえ対応を検討 モデル実施を踏まえ対応を検討

2-5 学校や社会全体で子供を支えるプロジェクト 都立特別支援学校図書館における学校間連携の推進

学校間の横断的な蔵書検索が可

能となる図書館管理システムの導

入準備

図書館管理システムの導入、学

校間の相互貸借の本格実施

図書館管理システムの導入、学

校間の相互貸借の本格実施

図書館管理システムの運用、学

校間の図書運搬の継続実施

図書館管理システムの運用、学

校間の図書運搬の実施規模拡

大

図書館管理システムの運用、学

校間の図書運搬の実施規模拡

大

2-5 学校や社会全体で子供を支えるプロジェクト
盲学校・ろう学校におけるオリパラ・デフリンピック教育の充

実
-

デフアスリート派遣による競技体

験・講演等や外部講師（国際手

話通訳者等）を招聘した特別授

業を実施（ろう学校全校）、パラ

スポーツ・デフスポーツの競技器具

を導入（盲学校・ろう学校全

校）

デフアスリート派遣による競技体

験・講演等や外部講師（国際手

話通訳者等）を招聘した特別授

業を実施（ろう学校全校）、パラ

スポーツ・デフスポーツの競技器具

を導入（盲学校・ろう学校全

校）

デフアスリート派遣による競技体

験・講演等や外部講師（国際手

話通訳者等）を招聘した特別授

業を実施（ろう学校全校）

デフアスリート派遣による競技体

験・講演等や外部講師（国際手

話通訳者等）を招聘した特別授

業を実施（ろう学校全校）

-

2-5 学校や社会全体で子供を支えるプロジェクト
新技術の活用等による視覚障害・聴覚障害教育の向

上
-

ICT等による遠隔手話の活用や

視覚障害児童・生徒向け教材の

充実を推進、盲ろう重複障害のあ

る児童生徒に対して外部有識者

を活用し指導を充実

ICT等による遠隔手話の活用や

視覚障害児童・生徒向け教材の

充実を推進、盲ろう重複障害のあ

る児童生徒に対して外部有識者

を活用し指導を充実

ICT等による遠隔手話の活用や

視覚障害児童・生徒向け教材の

充実を推進、盲ろう重複障害のあ

る児童生徒に対して外部有識者

を活用し指導を充実

ICT等による遠隔手話の活用や

視覚障害児童・生徒向け教材の

充実を推進、盲ろう重複障害のあ

る児童生徒に対して外部有識者

を活用し指導を充実

ICT等による遠隔手話の活用や

視覚障害児童・生徒向け教材の

充実を推進、盲ろう重複障害のあ

る児童生徒に対して外部有識者

を活用し指導を充実

2-5 学校や社会全体で子供を支えるプロジェクト 通信制高校　WEB 学習コース

通信制課程におけるＷＥＢ学習

コースの本格実施（新宿山吹高

校）

ＷＥＢ学習コースの本格実施

（新宿山吹高校、一橋高校、砂

川高校）

ＷＥＢ学習コースの本格実施

（新宿山吹高校、一橋高校、砂

川高校）

ＷＥＢ学習コースの本格実施

（新宿山吹高校、一橋高校、砂

川高校）

ＷＥＢ学習コースの本格実施

（新宿山吹高校、一橋高校、砂

川高校）

ＷＥＢ学習コースの本格実施

（新宿山吹高校、一橋高校、砂

川高校）

2-5 学校や社会全体で子供を支えるプロジェクト 外国人の子供の就学に関するガイドライン ガイドラインを基に指導を実施 ガイドラインを基に就学促進 ガイドラインを基に就学促進 ガイドラインを基に就学促進 ガイドラインを基に就学促進 ガイドラインを基に就学促進

2-5 学校や社会全体で子供を支えるプロジェクト 外国につながる生徒への指導ハンドブック
教員向け日本語指導ハンドブック

（高等学校版）の開発
学校教育で活用

日本語指導ハンドブックのデジタル

化
学校教育で活用 学校教育で活用 学校教育で活用

2-5 学校や社会全体で子供を支えるプロジェクト 外国語による教育相談

東京都教育相談センターにおい

て、通訳を介した外国語（英語、

中国語、韓国・朝鮮語）による電

話・来所相談を実施

外国語（英語、中国語、韓国・

朝鮮語）による電話・来所相談

を実施

外国語（英語、中国語、韓国・

朝鮮語）による電話・来所相談

を実施

外国語（英語、中国語、韓国・

朝鮮語）による電話・来所相談

を実施

外国語（英語、中国語、韓国・

朝鮮語）による電話・来所相談

を実施

外国語（英語、中国語、韓国・

朝鮮語）による電話・来所相談

を実施

2-5 学校や社会全体で子供を支えるプロジェクト 在京外国人生徒募集枠の拡充

都立高校入学者選抜における在

京外国人生徒募集枠設置校の

新設・募集枠拡大について検討

在京外国人生徒募集枠設置校

の新設・募集枠拡大について検

討

在京外国人生徒募集枠設置校

の新設・募集枠拡大について検

討

在京外国人生徒募集枠設置校

の新設・募集枠拡大について検

討

在京外国人生徒募集枠設置校

の新設・募集枠拡大について検

討

在京外国人生徒募集枠設置校

の新設・募集枠拡大について検

討
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実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

2-5 学校や社会全体で子供を支えるプロジェクト 多文化共生スクールサポートセンター事業

日本語指導が必要な生徒に対し

て、日本語学習・在留資格等の

サポートを行う多文化共生スクー

ルサポーターによる支援の実施

（８校）

日本語指導が必要な生徒が在籍

する都立高校等全校で実施

日本語指導が必要な生徒が在籍

する都立高校等全校で実施

日本語指導が必要な生徒が在籍

する都立高校等全校で実施

日本語指導が必要な生徒が在籍

する都立高校等全校で実施

日本語指導が必要な生徒が在籍

する都立高校等全校で実施

2-5 学校や社会全体で子供を支えるプロジェクト 日本語を母語としない子供の居場所づくり 再掲 自治体ヒアリング

日本語を母語としない子供たちの

居場所となる「多文化キッズサロ

ン」を設置する区市町村を支援

２自治体

日本語を母語としない子供たちの

居場所となる「多文化キッズサロ

ン」を設置する区市町村を支援

（２自治体）

区市町村での子供を日本語教育

につなぐための多機関連携の好事

例を調査

日本語を母語としない子供たちの

居場所となる「多文化キッズサロ

ン」を設置する区市町村を支援

日本語を母語としない子供たちの

居場所となる「多文化キッズサロ

ン」を設置する区市町村を支援

-

2-5 学校や社会全体で子供を支えるプロジェクト
就業技術科及び職能開発科に係る周知・啓発施策の

充実
- - -

広報物の作成・配布、合同相談

会等の開催

広報物の配布、合同相談会等の

開催

広報物の配布、合同相談会等の

開催

2-5 学校や社会全体で子供を支えるプロジェクト 八王子南特別支援学校の設置 - - 開校準備 開校、初度教材等整備 - -

2-5 学校や社会全体で子供を支えるプロジェクト 区市町村への不登校対応支援 - - -

対象地区に対し専門チームを派

遣し不登校対応を支援

区市町村SSWを対象とした体系

的な研修を実施

SSW活用のためのガイドラインを

策定

対象地区に対し専門チームを派

遣し不登校対応を支援

区市町村SSWを対象とした体系

的な研修を実施

対象地区に対し専門チームを派

遣し不登校対応を支援

区市町村SSWを対象とした体系

的な研修を実施

2-5 学校や社会全体で子供を支えるプロジェクト DLA実施支援事業 - - - DLA実施支援 DLA実施支援 DLA実施支援

2-5 学校や社会全体で子供を支えるプロジェクト 長期入院する高校生への学習支援 - - -
都立小児総合医療センターで試

行
検証結果を踏まえ、継続実施 検証結果を踏まえ、継続実施

2-5 学校や社会全体で子供を支えるプロジェクト 「インクルーシブ体験」プログラム - - -
都立高校を対象に実施（100

校）

都立高校を対象に実施（順次

拡大）

都立高校を対象に実施（順次

拡大）

2-5 学校や社会全体で子供を支えるプロジェクト 日本語指導の充実 - - -

コーディネーター連絡会、日本語

指導フォーラム、理解促進セミナー

の実施

コーディネーター連絡会、日本語

指導フォーラム、理解促進セミナー

の実施

コーディネーター連絡会、日本語

指導フォーラム、理解促進セミナー

の実施

2-5 学校や社会全体で子供を支えるプロジェクト 日本語指導ガイドラインのデジタルブック化 - - -
日本語指導ガイドラインのデジタル

ブック化
学校教育で活用 学校教育で活用

2-5 学校や社会全体で子供を支えるプロジェクト 日本語指導推進校の指定 - - -
日本語指導推進校の指定、取組

の検証

日本語指導推進校の指定、取組

の検証

日本語指導推進校の指定、取組

の検証

2-5 学校や社会全体で子供を支えるプロジェクト インクルーシブ教育システム体制の整備 - - -
支援員配置補助事業、研修動

画作成、重点地区取組

支援員配置補助事業、重点地

区取組

支援員配置補助事業、重点地

区取組

3-1 女性の希望に応じた生き方・働き方サポートプロジェクト
働きやすい職場環境づくりのための取組を行った企業へ

の支援
再掲 支援社数507社/年 支援対象数600社/年

働きやすい職場環境づくりのための

取組を行った企業を助成

支援社数474社

支援対象数600社/年 支援対象数600社/年 支援対象数600社/年

戦略３：女性の活躍推進戦略
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

3-1 女性の希望に応じた生き方・働き方サポートプロジェクト 働きやすい職場環境づくりの整備推進 再掲

・研修会の開催　35回

・専門家の派遣　90社（383

回）

・研修会の開催

・専門家の派遣

育児・介護や病気治療と仕事の

両立支援、非正規労働者の雇用

環境改善等に関する研修会の開

催や専門家の派遣

・研修会の開催　35回

・専門家の派遣　56社（233

回）

・研修会の開催

・専門家の派遣

・研修会の開催

・専門家の派遣

・研修会の開催

・専門家の派遣

3-1 女性の希望に応じた生き方・働き方サポートプロジェクト 女性の採用・職域拡大等に向けた環境整備の促進
企業による女性が働きやすい職場

づくりの支援を実施

企業による女性が働きやすい職場

づくりの支援
交付決定件数：８件

企業による女性が働きやすい職場

づくりの支援

企業による女性が働きやすい職場

づくりの支援

企業による女性が働きやすい職場

づくりの支援

3-1 女性の希望に応じた生き方・働き方サポートプロジェクト 「ライフ・ワーク・バランスEXPO」 再掲
「ライフ・ワーク・バランスEXPO」の

開催

「ライフ・ワーク・バランスEXPO」の

開催

「ライフ・ワーク・バランスEXPO」の

開催

「ライフ・ワーク・バランスEXPO」の

開催

「ライフ・ワーク・バランスEXPO」の

開催

「ライフ・ワーク・バランスEXPO」の

開催

3-1 女性の希望に応じた生き方・働き方サポートプロジェクト 女性起業家向けアクセラレーションプログラム

都内女性ベンチャー向けに、育成

講座・アクセラレーションプログラム

「APT Women」を実施

受講生40名/年（うち海外派遣

20名/年）

受講生40名/年（うち海外派遣

20名/年）

受講生40名採択（うち海外派

遣20名/年）

受講生40名/年（うち海外派遣

20名/年）

受講生40名/年（うち海外派遣

20名/年）

受講生40名/年（うち海外派遣

20名/年）

3-1 女性の希望に応じた生き方・働き方サポートプロジェクト 女性経営者の活躍推進

女性経営者イベント「NEW

CONFERENCE」の開催 ：参加

者686名

通年型セミナーの実施：受講生

30名

テーマ型セミナーの実施（５

回）：参加者　計183名

メンタリングの実施：50名/年

登録会員向け交流会の実施

（３回）：参加者　計51名

女性経営者イベント「NEW

CONFERENCE」の開催

女性経営者イベント「ＮＥＷ

CONFERENCE」の開催：参加

者762名

通年型セミナー（基礎コース）の

実施：受講生30名

通年型セミナー（アドバンスコー

ス）の実施：受講生32名

テーマ型セミナーの実施（５

回）：参加者　計85名

メンタリングの実施：50件/年

女性経営者イベント「ＮＥＷ

CONFERENCE」の開催

女性経営者イベント「ＮＥＷ

CONFERENCE」の開催

女性経営者イベント「ＮＥＷ

CONFERENCE」の開催

3-1 女性の希望に応じた生き方・働き方サポートプロジェクト 女性・若者・シニア創業サポート事業 再掲

信用金庫・信用組合による低金

利・無担保融資、「地域創業アド

バイザー」による経営サポート

信用金庫・信用組合による低金

利・無担保融資、「地域創業アド

バイザー」による経営サポート

信用金庫・信用組合による低金

利・無担保融資、「地域創業アド

バイザー」による経営サポート

ー

(融資実行は2023年度で終了)

ー

(融資実行は2023年度で終了)

ー

(融資実行は2023年度で終了)

3-1 女性の希望に応じた生き方・働き方サポートプロジェクト 女性・若者・シニア創業サポート2.0 再掲 - - -
信用金庫・信用組合による低金

利・無担保融資、「地域創業アド

バイザー」による経営サポート

信用金庫・信用組合による低金

利・無担保融資、「地域創業アド

バイザー」による経営サポート

信用金庫・信用組合による低金

利・無担保融資、「地域創業アド

バイザー」による経営サポート

3-1 女性の希望に応じた生き方・働き方サポートプロジェクト 創業支援拠点の運営 再掲
「TOKYO創業ステーション」を丸の

内、立川において運営

「TOKYO創業ステーション」を丸の

内、立川において運営

「TOKYO創業ステーション」を丸の

内、立川において運営

「TOKYO創業ステーション」を丸の

内、立川において運営

「TOKYO創業ステーション」を丸の

内、立川において運営

「TOKYO創業ステーション」を丸の

内、立川において運営

3-1 女性の希望に応じた生き方・働き方サポートプロジェクト 女性起業家への資金・事業計画等サポート事業 - - -
女性起業家に対し、VC等との相

談会（４回/年）や資金調達セ

ミナー（２回/年）を実施

女性起業家に対し、VC等との相

談会（４回/年）や資金調達セ

ミナー（２回/年）を実施

女性起業家に対し、VC等との相

談会（４回/年）や資金調達セ

ミナー（２回/年）を実施

3-1 女性の希望に応じた生き方・働き方サポートプロジェクト
ファンドを活用した女性活躍の推進等に向けたスタート

アップ支援
再掲 - - -

ファンド事業者の選定、ファンド組

成、ファンドへの出資

ファンドによる資金提供・ハンズオン

支援

ファンドによる資金提供・ハンズオン

支援
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

3-1 女性の希望に応じた生き方・働き方サポートプロジェクト 女性従業員のキャリアアップを応援

・女性活躍推進研修や企業の女

性管理職の育成を促すセミナー等

を実施

・管理職を目指す女性等向けの

キャリアステップ応援塾や女性従

業員のキャリアアップに向けた意識

改革研修、働く女性のキャリア形

成に向けた講演会等を実施

研修やセミナー、講習会等の実施

・女性活躍推進研修や企業の女

性管理職の育成を促すセミナー等

を実施

・管理職を目指す女性等向けの

キャリアステップ応援塾や女性従

業員のキャリアアップに向けた意識

改革研修、働く女性のキャリア形

成に向けた講演会等を実施

研修やセミナー、講演会等の実施 研修やセミナー、講演会等の実施 研修やセミナー、講演会等の実施

3-1 女性の希望に応じた生き方・働き方サポートプロジェクト 女性しごと応援テラス

女性しごと応援テラスの運営、女

性しごと応援テラス多摩の開設・

運営

女性しごと応援テラスの運営、女

性しごと応援テラス多摩の運営

女性しごと応援テラス（飯田橋）

及び女性しごと応援テラス多摩

（立川）の運営

女性しごと応援テラス（飯田橋）

及び女性しごと応援テラス多摩

（立川）の運営

女性しごと応援テラス（飯田橋）

及び女性しごと応援テラス多摩

（立川）の運営

女性しごと応援テラス（飯田橋）

及び女性しごと応援テラス多摩

（立川）の運営

3-1 女性の希望に応じた生き方・働き方サポートプロジェクト 女性向けデジタル・ビジネススキル習得訓練事業 支援規模 295名 支援規模 300名/年 支援規模 321名 - - -

3-1 女性の希望に応じた生き方・働き方サポートプロジェクト レディGO！Project プラス

就職活動スタートセミナーのオンラ

イン配信や合同就職面接会の開

催（６回）

就職活動スタートセミナーのオンラ

イン配信や合同就職面接会の開

催

就職活動スタートセミナーのオンラ

イン配信や合同就職面接会の開

催（６回）

就職活動スタートセミナーのオンラ

イン配信や合同就職面接会の開

催

就職活動スタートセミナーのオンラ

イン配信や合同就職面接会の開

催

就職活動スタートセミナーのオンラ

イン配信や合同就職面接会の開

催

3-1 女性の希望に応じた生き方・働き方サポートプロジェクト 女性しごと応援キャラバン
地域女性就業相談会の開催

（区部23回、多摩27回）
地域女性就業相談会の開催

地域女性就業相談会の開催

（区部46回、多摩37回）
地域女性就業相談会の開催 地域女性就業相談会の開催 地域女性就業相談会の開催

3-1 女性の希望に応じた生き方・働き方サポートプロジェクト 再就職サポートプログラム

地域型受講人数106名/年、合

同就職面接会等参加人数 72

名/年、地域型（多摩地域）受

講人数62名/年、合同就職面接

会等（多摩地域）参加人数22

名/年

女性の再就職をサポートする総合

的なプログラムを実施（対象人数

275名/年・飯田橋）

女性の再就職をサポートする総合

的なプログラムを実施（対象人数

150名/年・多摩）

女性の再就職をサポートする総合

的なプログラムを実施（受講人数

227名/年・飯田橋）

女性の再就職をサポートする総合

的なプログラムを実施（受講人数

121名/年・多摩）

女性の再就職をサポートする総合

的なプログラムを実施（対象人数

275名/年・飯田橋）

女性の再就職をサポートする総合

的なプログラムを実施（対象人数

150名/年・多摩）

女性の再就職をサポートする総合

的なプログラムを実施（対象人数

275名/年・飯田橋）

女性の再就職をサポートする総合

的なプログラムを実施（対象人数

150名/年・多摩）

女性の再就職をサポートする総合

的なプログラムを実施（対象人数

275名/年・飯田橋）

女性の再就職をサポートする総合

的なプログラムを実施（対象人数

150名/年・多摩）

3-1 女性の希望に応じた生き方・働き方サポートプロジェクト 女性向け在宅ワークセミナー 参加人数51名/年 対象人数45名/年 参加人数58名/年 対象人数45名/年 対象人数45名/年 対象人数45名/年

3-1 女性の希望に応じた生き方・働き方サポートプロジェクト 女性の多様なニーズに応じた職業訓練 支援規模 667名 支援規模 970名/年 支援規模 693名 支援規模 1,170名/年 支援規模 1,170名/年 支援規模 1,170名/年

3-1 女性の希望に応じた生き方・働き方サポートプロジェクト 再就職セミナー及びインターンシップ（託児サービス付）
セミナー（受講者数132名）、イ

ンターンシップ（参加者数92名）

セミナー（規模140名）、イン

ターンシップ（規模140名）

セミナー（受講者数145名）、イ

ンターンシップ（参加者数106

名）

セミナー（規模140名）、イン

ターンシップ（規模140名）

セミナー（規模140名）、イン

ターンシップ（規模140名）

セミナー（規模140名）、イン

ターンシップ（規模140名）

3-1 女性の希望に応じた生き方・働き方サポートプロジェクト 地域密着型マッチングイベント - - -

地域性の高いマッチングイベント

（合同就職面接会・個別就業

相談・セミナー）を都内各エリアで

開催（310名/年）

地域性の高いマッチングイベント

（合同就職面接会・個別就業

相談・セミナー）を都内各エリアで

開催（310名/年）

地域性の高いマッチングイベント

（合同就職面接会・個別就業

相談・セミナー）を都内各エリアで

開催（310名/年）

3-1 女性の希望に応じた生き方・働き方サポートプロジェクト
仕事と家庭の両立について優れた取組を実践している企

業との合同就職面接会
参加人数713名/年 対象人数1,000名/年 参加人数1,318名/年 対象人数1,000名/年 対象人数1,000名/年 対象人数1,000名/年

3-1 女性の希望に応じた生き方・働き方サポートプロジェクト 女性向けキャリアチェンジ支援事業 - 支援規模 500名/年 支援規模 543名 支援規模 500名/年 支援規模 500名/年 支援規模 500名/年

3-1 女性の希望に応じた生き方・働き方サポートプロジェクト 女性ITエンジニアを育成 - - - 支援規模　300名/年 支援規模　300名/年 支援規模　300名/年
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

3-1 女性の希望に応じた生き方・働き方サポートプロジェクト 女性ワークチャレンジ移動サロン - - - 支援対象人数　240名/年 支援対象人数　240名/年 支援対象人数　240名/年

3-1 女性の希望に応じた生き方・働き方サポートプロジェクト 女性しごと応援ナビ -

多様化している働き方の理解や

来場者が将来の可能性を見出す

ことのできる総合的なオンラインイ

ベントの開催、キャリアカウンセラー

によるWEB相談を通年で実施

多様化している働き方の理解や

来場者が将来の可能性を見出す

ことのできる総合的なオンラインイ

ベントの開催、キャリアカウンセラー

によるWEB相談を通年で実施

オンラインイベントの実施、WEB相

談の実施

オンラインイベントの実施、WEB相

談の実施

オンラインイベントの実施、WEB相

談の実施

3-1 女性の希望に応じた生き方・働き方サポートプロジェクト 働く女性のライフ・キャリアプランを応援 -

企業に対し、卵子凍結等に関す

るシンポジウムの開催や卵子凍結

に係る職場環境の整備の支援

卵子凍結等に関する企業向けシ

ンポジウムの開催や卵子凍結に係

る企業による自主セミナー　助成

件数３件/年、助成件数　制度

整備14件/年

企業に対し、卵子凍結等に関す

るシンポジウムの開催や卵子凍結

に係る職場環境の整備の支援

企業に対し、卵子凍結等に関す

るシンポジウムの開催や卵子凍結

に係る職場環境の整備の支援

企業に対し、卵子凍結等に関す

るシンポジウムの開催や卵子凍結

に係る職場環境の整備の支援

3-1 女性の希望に応じた生き方・働き方サポートプロジェクト 企業向け講座の実施、社労士等の専門家派遣 再掲
講座実施規模 857社(申込)/

年、派遣規模 220社/年

講座実施規模 1,000社/年、派

遣規模 300社/年

講座実施規模 944社（申込）

/年、派遣規模 264社/年

（2023年度終了）
- - -

3-1 女性の希望に応じた生き方・働き方サポートプロジェクト
テレワークを希望する求職者に対するセミナー及び企業の

求人開拓

求職者向けセミナー（参加者数

50名＋視聴者数297名）、合

同就職面接会（参加者数231

名・参加企業数50社）

求職者向けセミナー（規模50名

＋オンライン配信）、合同就職面

接会（規模200名・50社）

求職者向けセミナー（参加者数

50名＋視聴者数466名）、合

同就職面接会（参加者数547

名・参加企業数52社）

求職者向けセミナー（規模50名

＋オンライン配信）、合同就職面

接会（規模200名・50社）

求職者向けセミナー（規模50名

＋オンライン配信）、合同就職面

接会（規模200名・50社）

求職者向けセミナー（規模50名

＋オンライン配信）、合同就職面

接会（規模200名・50社）

3-1 女性の希望に応じた生き方・働き方サポートプロジェクト 女性活躍のためのフェムテック開発支援・普及促進 -

女性の健康課題を解決するため

のフェムテックに関する新製品の開

発・改良及び普及を行うために必

要な経費の一部を助成　５件程

度/年

女性の健康課題を解決するため

のフェムテックに関する新製品の開

発・改良及び普及を行うために必

要な経費の一部を助成　６件/

年

女性の健康課題を解決するため

のフェムテックに関する新製品の開

発・改良及び普及を行うために必

要な経費の一部を助成　５件程

度/年

女性の健康課題を解決するため

のフェムテックに関する新製品の開

発・改良及び普及を行うために必

要な経費の一部を助成　５件程

度/年

女性の健康課題を解決するため

のフェムテックに関する新製品の開

発・改良及び普及を行うために必

要な経費の一部を助成　５件程

度/年

3-1 女性の希望に応じた生き方・働き方サポートプロジェクト 働く女性のウェルネス向上に向けた取組 -
企業における取組の好事例を特

設サイト等で発信

企業における取組の好事例を特

設サイト等で発信

女性特有の健康課題と仕事の両

立に関する取組の好事例を発信

するとともに、フェムテック製品等の

導入による福利厚生制度の整

備・拡充等を後押し

女性特有の健康課題と仕事の両

立に関する取組の好事例を発信

するとともに、フェムテック製品等の

導入による福利厚生制度の整

備・拡充等を後押し

女性特有の健康課題と仕事の両

立に関する取組の好事例を発信

するとともに、フェムテック製品等の

導入による福利厚生制度の整

備・拡充等を後押し

3-1 女性の希望に応じた生き方・働き方サポートプロジェクト 雇用関連諸制度の知識に係る普及啓発事業 再掲 -
専門家の派遣20回・普及啓発セ

ミナー３回開催

専門家の派遣22回・普及啓発セ

ミナー３回開催

専門家の派遣60回・普及啓発セ

ミナー４回開催、配偶者手当等

の見直しを行った企業を支援

（1,000社/年）

専門家の派遣60回・普及啓発セ

ミナー４回開催、配偶者手当等

の見直しを行った企業を支援

（1,000社/年）

専門家の派遣60回・普及啓発セ

ミナー４回開催、配偶者手当等

の見直しを行った企業を支援

（1,000社/年）

3-1 女性の希望に応じた生き方・働き方サポートプロジェクト 女性活躍の推進に向けた雇用環境整備の促進 - - -

専門家から女性活躍に必要な人

事制度・賃金制度等についてセミ

ナーを開催（5回/年）、女性活

躍や男女賃金格差等に知見のあ

る専門家を派遣（500社/年）、

女性活躍推進に向けた職場環境

づくりのための取組を行った企業に

対して、奨励金を支給（500社/

年）

セミナーを開催（6回/年）、専

門家を派遣（500社/年）、奨

励金を支給（500社/年）

セミナーを開催（6回/年）、専

門家を派遣（500社/年）、奨

励金を支給（500社/年）
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

3-1 女性の希望に応じた生き方・働き方サポートプロジェクト 妊娠や子育て等の知識に係る企業内の普及啓発 - - -
デジタルブック・リーフレットの制作

（145,000部）

デジタルブック・リーフレットの制作

（145,000部）

デジタルブック・リーフレットの制作

（145,000部）

3-1 女性の希望に応じた生き方・働き方サポートプロジェクト 働く女性を支援する拠点運営 - - -
働く女性を支援する拠点の開設・

運営
働く女性を支援する拠点の運営 働く女性を支援する拠点の運営

3-1 女性の希望に応じた生き方・働き方サポートプロジェクト
企業における女性管理職等の活躍を推進する取組気

運の醸成
-

有識者会議の開催、大企業や経

済団体等と連携した気運醸成イ

ベントの実施、ホームページやＳＮ

Ｓの作成・情報発信等による広

報ＰＲの実施

有識者会議の開催、大企業や経

済団体等と連携した気運醸成イ

ベントの実施、ホームページやＳＮ

Ｓの作成・情報発信等による広

報ＰＲの実施

「東京くらし方会議」の開催、大企

業や経済団体等と連携した気運

醸成イベントの実施、企業向け女

性活躍診断ツールの開発・運用、

企業間ネットワークの構築、社会

保障制度等に関する普及啓発

「東京くらし方会議」の開催、大企

業や経済団体等と連携した気運

醸成イベントの実施、企業向け女

性活躍診断ツールの運用、企業

間ネットワークの構築、社会保障

制度等に関する普及啓発

「東京くらし方会議」の開催、大企

業や経済団体等と連携した気運

醸成イベントの実施、企業向け女

性活躍診断ツールの運用、企業

間ネットワークの構築、社会保障

制度等に関する普及啓発

3-1 女性の希望に応じた生き方・働き方サポートプロジェクト 「女性応援拠点」のマネジメント体制の確立 - - -

拠点の各支援機能との連携や支

援機能の現状・課題等の共有・と

りまとめに向けた有識者会議、実

務者会議の実施

拠点の各支援機能との連携や支

援機能の現状・課題等の共有・と

りまとめに向けた有識者会議、実

務者会議の実施

拠点の各支援機能との連携や支

援機能の現状・課題等の共有・と

りまとめに向けた有識者会議、実

務者会議の実施

3-1 女性の希望に応じた生き方・働き方サポートプロジェクト 女性が輝く東京農業特別支援 再掲 - - -

女性経営者ならではの課題解決

に向けたワークショップ等、農業分

野における女性活躍のためのセミ

ナーを実施

女性経営者ならではの課題解決

に向けたワークショップ等、農業分

野における女性活躍のためのセミ

ナーを実施

女性経営者ならではの課題解決

に向けたワークショップ等、農業分

野における女性活躍のためのセミ

ナーを実施

3-1 女性の希望に応じた生き方・働き方サポートプロジェクト 全都立高校における保育体験活動 再掲
ブックレット等の活用、実施や指導

に関する指導助言

ブックレット等の活用、実施や指導

に関する指導助言

実施や指導に関する指導・助言

教科主任連絡協議会での実践

事例紹介

ブックレット等の活用

実施や指導に関する指導・助言

ブックレットの改訂

ブックレット等の活用

実施や指導に関する指導・助言

ブックレット等の活用

実施や指導に関する指導・助言

3-1 女性の希望に応じた生き方・働き方サポートプロジェクト キャリアデザインのためのeラーニングコンテンツ

就業前の若者に対し、キャリアデザ

インを考えるきっかけとなるコンテン

ツを提供、利活用状況を踏まえた

コンテンツの更新や、教育機関を

通じた広報展開を実施

利活用状況を踏まえたコンテンツ

の更新、教育機関を通じた広報

展開

就業前の若者に対し、キャリアデザ

インを考えるきっかけとなるコンテン

ツを提供、利活用状況を踏まえた

コンテンツの更新や、教育機関を

通じた広報展開を実施

（2023年度終了）

- - -

3-1 女性の希望に応じた生き方・働き方サポートプロジェクト 女性同士の交流機会の提供 再掲 - - -

・進路選択をテーマに、女子大学

生と女子中高生の交流を目的と

した座談会・相談会を実施

・若年層を中心とした女性が気軽

に相談・交流し、同じ悩みをもつ

女性同士が共感しあえる場を提

供

・進路選択をテーマに、女子大学

生と女子中高生の交流を目的と

した座談会・相談会を実施

・若年層を中心とした女性が気軽

に相談・交流し、同じ悩みをもつ

女性同士が共感しあえる場を提

供

・進路選択をテーマに、女子大学

生と女子中高生の交流を目的と

した座談会・相談会を実施

・若年層を中心とした女性が気軽

に相談・交流し、同じ悩みをもつ

女性同士が共感しあえる場を提

供

3-1 女性の希望に応じた生き方・働き方サポートプロジェクト とうきょうママパパ応援事業 再掲

すべての子育て家庭の状況を妊

娠期から把握し、継続した支援を

行う区市町村の取組を支援

61区市町村

全区市町村で実施

すべての子育て家庭の状況を妊

娠期から把握し、継続した支援を

行う区市町村の取組を支援

61区市町村

全区市町村で実施 全区市町村で実施 全区市町村で実施
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

3-1 女性の希望に応じた生き方・働き方サポートプロジェクト 特定不妊治療費の助成等 再掲

34,213件（2022年度 国制度

（経過措置等）実績）

1,319件（2022年度　新規事

業実績）

→ 保険診療と併せて実施した先

進医療の自己負担の一部を助成

（令和5年1月から受付開始）

卵子凍結に関する普及啓発等を

実施

継続して支援

凍結卵子を活用した生殖補助医

療への助成を開始

国制度（経過措置等）

１,222件（2023年度実績）

保険診療と併せて実施した先進

医療の自己負担の一部を助成

12,520件（2023年度実績）

凍結卵子を使用した生殖補助医

療への助成

2023年度開始

継続して支援 継続して支援 継続して支援

3-1 女性の希望に応じた生き方・働き方サポートプロジェクト 待機児童の解消（保育） 再掲

保育所等の整備促進、人材の確

保・定着、利用者支援の充実を

柱に保育サービスを拡充

待機児童数　300人（2022年

４月１日）

※2023年４月１日時点では

286人

早期に解消し、その状態を継続

保育所等の整備促進、人材の確

保・定着、利用者支援の充実を

柱に保育サービスを拡充

待機児童数　286人（2023年

４月１日）

※2024年４月１日時点の数値

は今後公表予定

早期に解消し、その状態を継続 早期に解消し、その状態を継続 早期に解消し、その状態を継続

3-1 女性の希望に応じた生き方・働き方サポートプロジェクト 保育サービス利用児童数 再掲
対前年81人減（2023年4月1

日）
12,000人増

2024年4月1日時点の数値は今

後公表予定
11,000人増

東京都子供・子育て支援総合計

画（第３期）の策定の状況を踏

まえ設定

東京都子供・子育て支援総合計

画（第３期）の策定の状況を踏

まえ設定

3-1 女性の希望に応じた生き方・働き方サポートプロジェクト 保育所等の整備促進 再掲

保育所の開設準備支援、保育施

設の建物賃借料補助、認証保育

所の設置・運営の支援等により保

育所等の整備を促進し、保育

サービスを拡充

保育サービスの拡充

保育所の開設準備支援、保育施

設の建物賃借料補助、認証保育

所の設置・運営の支援等により保

育所等の整備を促進し、保育

サービスを拡充

保育サービスの拡充 保育サービスの拡充 保育サービスの拡充

3-1 女性の希望に応じた生き方・働き方サポートプロジェクト 子供主体の保育の普及 再掲

子供主体の保育等の実践に係る

保育者向け研修を実施する区市

町村を支援するとともに、子供主

体の保育に関するセミナー・シンポ

ジウムの開催、知識・経験を有す

るアドバイザーの都内保育所等へ

の派遣を実施

アドバイザーの派遣

区市町村における取組の促進

子供主体の保育等の実践に係る

保育者向け研修を実施する区市

町村を支援するとともに、知識・経

験を有するアドバイザーの都内保

育所等への派遣を実施

子供主体の保育等の実践に係る

保育者向け研修を実施する区市

町村を支援

子供主体の保育等の実践に係る

保育者向け研修を実施する区市

町村を支援

子供主体の保育等の実践に係る

保育者向け研修を実施する区市

町村を支援

3-1 女性の希望に応じた生き方・働き方サポートプロジェクト 保育人材の確保等 再掲

保育士業務の魅力発信、保育従

事職員用の宿舎借り上げ経費支

援、保育士等のキャリアアップに向

けた取組支援等により、保育人材

の確保・育成・定着を推進

保育人材の確保・育成・定着への

支援

保育士業務の魅力発信、保育従

事職員用の宿舎借り上げ経費支

援、保育士等のキャリアアップに向

けた取組支援等により、保育人材

の確保・育成・定着を推進

保育人材の確保・育成・定着への

支援

保育人材の確保・育成・定着への

支援

保育人材の確保・育成・定着への

支援
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

3-1 女性の希望に応じた生き方・働き方サポートプロジェクト 福祉人材確保対策の推進 再掲

東京都福祉人材情報バンクシス

テム「ふくむすび」による情報発信、

東京都福祉人材センターの運営

等により、福祉人材の確保・定

着・育成を推進

・「ふくむすび」に係るシステム再構

築

・東京都福祉人材センターの運営

・福祉現場の若手職員等を活用

したイベントブース出展による情報

発信　等

・「ふくむすび」再構築完了、新シ

ステム運用による情報発信開始

・東京都福祉人材センターの運営

等により、福祉人材の確保・定

着・育成を推進

・福祉現場の若手職員等を活用

したイベントブース出展、動画制作

及び特設サイトのブラッシュアップに

よる情報発信を推進

・「ふくむすび」新システム運用

・東京都福祉人材センターの運営

・福祉関係団体等が参画する協

議体を設置し、取組の方向性・具

体策の検討、魅力発信

・マーケティングツールの導入等によ

る広報の展開に向け、情報収

集、分析、次年度実施の広報を

検討

・修学資金貸付システムの要件定

義、基本設計

・求職者に対し職場体験からマッ

チング、就業、定着までを一貫して

支援

・「ふくむすび」新システム運用

・東京都福祉人材センターの運営

・協議体において、取組の方向

性・具体策の検討、魅力発信

・前年度実績を踏まえたマーケティ

ングツールの導入、広報実施

・修学資金貸付システムの詳細設

計、開発

・求職者に対し職場体験からマッ

チング、就業、定着までを一貫して

支援

・「ふくむすび」新システム運用

・東京都福祉人材センターの運営

・協議体において、取組の方向

性・具体策の検討、魅力発信

・マーケティングツールを活用した広

報の実施

・修学資金貸付システムの運用

・求職者に対し職場体験からマッ

チング、就業、定着までを一貫して

支援

3-1 女性の希望に応じた生き方・働き方サポートプロジェクト 子育て支援員養成数 再掲 2,314人/年 継続して養成
2,337人/年（2022年度実

績）
継続して養成 継続して養成 継続して養成

3-1 女性の希望に応じた生き方・働き方サポートプロジェクト
ベビーシッター利用支援事業（子供が待機児童となって

いる保護者）
再掲

養育する子供が待機児童となって

いる保護者等がベビーシッターを利

用する場合の経費を支援

20区市（2023年３月）

事業実施区市町村の増加

養育する子供が待機児童となって

いる保護者等がベビーシッターを利

用する場合の経費を支援

20区市（2024年３月）

事業実施区市町村の増加 事業実施区市町村の増加 事業実施区市町村の増加

3-1 女性の希望に応じた生き方・働き方サポートプロジェクト
認証保育所等における地域の子育て支援への対応強

化
再掲 - - -

施設の状況に応じた専門的な助

言、取組の実施に向けた支援を

実施

施設の状況に応じた専門的な助

言、取組の実施に向けた支援を

実施

施設の状況に応じた専門的な助

言、取組の実施に向けた支援を

実施

3-1 女性の希望に応じた生き方・働き方サポートプロジェクト 医療的ケアが必要な児童等の支援 再掲

医療的ケア児が保育所等の利用

を希望する場合に受入れが可能

となるよう保育所等の体制を整備

するなど、支援を推進

継続実施

医療的ケア児が保育所等の利用

を希望する場合に受入れが可能

となるよう保育所等の体制を整備

するなど、支援を推進

継続実施 継続実施 継続実施

3-1 女性の希望に応じた生き方・働き方サポートプロジェクト 待機児童の解消（学童） 再掲

区市町村で多様な子供の居場所

づくりが進むよう積極的に働きかけ

るなど取組を推進

待機児童数3,465人（2022年

５月１日）

早期に解消し、その状態を継続

区市町村で多様な子供の居場所

づくりが進むよう積極的に働きかけ

るなど取組を推進

待機児童数3,524人（2023年

５月１日）

早期に解消し、その状態を継続 早期に解消し、その状態を継続 早期に解消し、その状態を継続

3-1 女性の希望に応じた生き方・働き方サポートプロジェクト 学童クラブ登録児童数 再掲
対前年7,901人増

（2022年５月１日）
4,000人増

対前年5,107人増

（2023年５月１日）
4,000人増

東京都子供・子育て支援総合計

画（第３期）の策定の状況を踏

まえ設定

東京都子供・子育て支援総合計

画（第３期）の策定の状況を踏

まえ設定

3-1 女性の希望に応じた生き方・働き方サポートプロジェクト 都型一体型学童クラブ事業 再掲

年間250日以上開所する放課後

子供教室との一体型として実施

し、一定の要件を満たす学童クラ

ブを「都型一体型学童クラブ」と

し、運営費の一部を補助

３区(練馬区、中野区、調布市)

で実施見込み。（2022年度交

付決定ベース。正式な実績は集

計中であり、2023年度中に確定

予定。）

継続実施

年間250日以上開所する放課後

子供教室との一体型として実施

し、一定の要件を満たす学童クラ

ブを「都型一体型学童クラブ」と

し、運営費の一部を補助

４区市(練馬区、中野区、八王

子市、調布市)で実施

継続実施 継続実施 継続実施
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

3-1 女性の希望に応じた生き方・働き方サポートプロジェクト ユースヘルスケアの推進 再掲

看護師等の専門職による思春期

特有の様々な悩みに関する相談

支援「とうきょう若者ヘルスサポート

（わかさぽ）」の開設、区市町村

への支援

都立高校等における相談・支援

等の取組の推進

相談体制の整備、区市町村への

支援の実施、都立高校等におけ

る相談・支援等の取組の推進

プレコンセプションケアに関する講座

受講者を対象としたAMH検査へ

の助成

看護師等の専門職による思春期

特有の様々な悩みに関する相談

支援「とうきょう若者ヘルスサポート

（わかさぽ）」の開設、区市町村

への支援

都立高校等における相談・支援

等の取組の推進

プレコンセプションケアに関する講座

受講者を対象としたAMH検査へ

の助成

相談体制の整備、区市町村への

支援の実施、都立高校等におけ

る相談・支援等の取組の推進

プレコンセプションケアに関する講座

受講者を対象としたヘルスチェック

（AMH検査等）への助成

相談体制の整備、区市町村への

支援の実施、都立高校等におけ

る相談・支援等の取組の推進

プレコンセプションケアに関する講座

受講者を対象としたヘルスチェック

（AMH検査等）への助成

相談体制の整備、区市町村への

支援の実施、都立高校等におけ

る相談・支援等の取組の推進

プレコンセプションケアに関する講座

受講者を対象としたヘルスチェック

（AMH検査等）への助成

3-1 女性の希望に応じた生き方・働き方サポートプロジェクト 妊娠適齢期についての普及啓発 再掲

若い世代を対象とした妊娠適齢

期等についての正しい知識の普及

啓発を実施

若い世代を対象とした妊娠適齢

期等についての正しい知識の普及

啓発を実施

若い世代を対象とした妊娠適齢

期等についての正しい知識の普及

啓発を実施

若い世代を対象とした妊娠適齢

期等についての正しい知識の普及

啓発を実施

区市町村に対する初回産科受診

料の支援

若い世代を対象とした妊娠適齢

期等についての正しい知識の普及

啓発を実施

区市町村に対する初回産科受診

料の支援

若い世代を対象とした妊娠適齢

期等についての正しい知識の普及

啓発を実施

区市町村に対する初回産科受診

料の支援

3-1 女性の希望に応じた生き方・働き方サポートプロジェクト 児童虐待防止についての普及啓発等 再掲

都民を対象とした児童虐待防止

についての普及啓発や相談支援

等を実施

都民を対象とした児童虐待防止

についての普及啓発や相談支援

等を実施

都民を対象とした児童虐待防止

についての普及啓発や相談支援

等を実施

都民を対象とした児童虐待防止

についての普及啓発や相談支援

等を実施

都民を対象とした児童虐待防止

についての普及啓発や相談支援

等を実施

都民を対象とした児童虐待防止

についての普及啓発や相談支援

等を実施

3-1 女性の希望に応じた生き方・働き方サポートプロジェクト 不妊・不育に関する相談支援 再掲

不妊・不育ホットラインによりピアカ

ウンセラー等による不妊・不育に関

する相談を実施

不妊・不育ホットラインによりピアカ

ウンセラー等による不妊・不育に関

する相談を実施

不妊・不育ホットラインによりピアカ

ウンセラー等による不妊・不育に関

する相談を実施

不妊・不育ホットラインによりピアカ

ウンセラー等による不妊・不育に関

する相談を実施

不妊・不育ホットラインによりピアカ

ウンセラー等による不妊・不育に関

する相談を実施

不妊・不育ホットラインによりピアカ

ウンセラー等による不妊・不育に関

する相談を実施

3-1 女性の希望に応じた生き方・働き方サポートプロジェクト 妊娠・出産に関する相談支援 再掲

妊娠相談ほっとラインにより看護師

等による妊娠・出産に関する相談

を実施

妊娠相談ほっとラインにより看護師

等による妊娠・出産に関する相談

を実施

妊娠相談ほっとラインにより看護師

等による妊娠・出産に関する相談

を実施

妊娠相談ほっとラインにより看護師

等による妊娠・出産に関する相談

を実施

妊娠相談ほっとラインにより看護師

等による妊娠・出産に関する相談

を実施

妊娠相談ほっとラインにより看護師

等による妊娠・出産に関する相談

を実施

3-1 女性の希望に応じた生き方・働き方サポートプロジェクト がん検診受診率向上に向けた取組 再掲

インフルエンサーを起用したオンライ

ントークイベントの開催や、ポータル

サイト等を活用した普及啓発を展

開するなど、都民のがん検診受診

率の向上を促進

新たに60歳代に向けた動画やリー

フレットの作成、ポータルサイト等を

活用した普及啓発の展開等、都

民のがん検診受診率の向上を促

進

60歳代（退職者層）に向けた

動画やリーフレットの作成、ポータ

ルサイト等を活用した普及啓発の

展開等を通じて、都民のがん検診

受診率の向上を促進

動画やリーフレット、ポータルサイト

等を活用し、都民のがん検診受

診率の向上を目的とした普及啓

発を展開

継続実施 継続実施

3-1 女性の希望に応じた生き方・働き方サポートプロジェクト 特別養護老人ホームの整備 再掲 53,096人
2030年度末までの定員64,000

人分の確保に向け、整備を促進
53,630人

2030年度末までの定員64,000

人分の確保に向け、整備を促進

2030年度末まで定員64,000人

分の確保に向け、整備を促進

2030年度末まで定員64,000人

分の確保に向け、整備を促進

3-1 女性の希望に応じた生き方・働き方サポートプロジェクト 介護老人保健施設・介護医療院の整備 再掲 22,027人
2030年度末までの定員30,000

人分の確保に向け、整備を促進

21,984人（介護老人保健施

設）

2,402人（介護医療院）

2030年度末までの定員30,000

人分（介護老人保健施設及び

介護医療院の合計）の確保に向

け、整備を促進

2030年度末までの定員30,000

人分（介護老人保健施設及び

介護医療院の合計）の確保に向

け、整備を促進

2030年度末までの定員30,000

人分（介護老人保健施設及び

介護医療院の合計）の確保に向

け、整備を促進

3-1 女性の希望に応じた生き方・働き方サポートプロジェクト 認知症高齢者グループホームの整備 再掲 12,263人
2030年度末までの定員20,000

人分の確保に向け、整備を推進
12,643人

2030年度末までの定員20,000

人分の確保に向け、整備を推進

2030年度末までの定員20,000

人分の確保に向け、整備を推進

2030年度末までの定員20,000

人分の確保に向け、整備を推進

3-1 女性の希望に応じた生き方・働き方サポートプロジェクト 女性自立支援施設職員のキャリアアップ支援 再掲 - - -

施設職員の平均勤続年数に応じ

た給与改善を実施した施設を支

援　５施設

夜間業務の困難度、研修実績、

業務内容を評価する処遇改善を

実施した施設を支援　５施設

施設職員の平均勤続年数に応じ

た給与改善を実施した施設を支

援　５施設

夜間業務の困難度、研修実績、

業務内容を評価する処遇改善を

実施した施設を支援　５施設

施設職員の平均勤続年数に応じ

た給与改善を実施した施設を支

援　５施設

夜間業務の困難度、研修実績、

業務内容を評価する処遇改善を

実施した施設を支援　５施設
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

3-1 女性の希望に応じた生き方・働き方サポートプロジェクト 地域における女性活躍の推進
地域で活躍する女性の活動紹介

動画を制作し、普及啓発を実施
紹介動画の制作、普及啓発

地域で活躍する女性の活動紹介

動画を制作し、普及啓発を実施
紹介動画の制作、普及啓発 紹介動画の制作、普及啓発 紹介動画の制作、普及啓発

3-1 女性の希望に応じた生き方・働き方サポートプロジェクト ＴＯＫＹＯメンターカフェ

女性がネット上で気軽に様々な悩

みや不安を相談できる場としてＴ

ＯＫＹＯメンターカフェを実施する

とともに、利用状況を踏まえメン

ターを拡充

サイトの運用、利用状況を踏まえ

メンターを拡充

女性がネット上で気軽に様々な悩

みや不安を相談できる場としてＴ

ＯＫＹＯメンターカフェを実施する

とともに、利用状況を踏まえメン

ターを拡充

サイトの運用、利用状況を踏まえ

メンターを拡充

サイトの運用、利用状況を踏まえ

メンターを拡充

サイトの運用、利用状況を踏まえ

メンターを拡充

3-1 女性の希望に応じた生き方・働き方サポートプロジェクト 配偶者暴力相談支援センター整備促進

東京ウィメンズプラザにおける相談

支援、区市町村へのアウトリーチ

活動・出前講座等を実施

東京ウィメンズプラザにおける相談

支援、区市町村へのアウトリーチ

活動・出前講座等を実施

東京ウィメンズプラザにおける相談

支援、区市町村へのアウトリーチ

活動・出前講座等を実施

東京ウィメンズプラザにおける相談

支援、区市町村へのアウトリーチ

活動・出前講座等を実施

東京ウィメンズプラザにおける相談

支援、区市町村へのアウトリーチ

活動・出前講座等を実施

東京ウィメンズプラザにおける相談

支援、区市町村へのアウトリーチ

活動・出前講座等を実施

3-1 女性の希望に応じた生き方・働き方サポートプロジェクト 包括的な被害者支援体制の構築

・地域における配偶者暴力被害

者等支援のための民間シェルター

等の先駆的な取組を支援

・国の加害者更生プログラムの試

行実施に参加

・民間シェルター等の先駆的な取

組を支援

・国の配偶者暴力加害者プログラ

ムの都における試行実施を踏ま

え、都としてプログラムを実施

・民間シェルター等の先駆的な取

組を支援

・配偶者暴力加害者プログラムを

実施する団体への補助を実施

・民間シェルター等の先駆的な取

組を支援

・配偶者暴力加害者プログラムを

実施する団体への補助

・民間シェルター等の先駆的な取

組を支援

・配偶者暴力加害者プログラムを

実施する団体への補助

・民間シェルター等の先駆的な取

組を支援

・配偶者暴力加害者プログラムを

実施する団体への補助

3-1 女性の希望に応じた生き方・働き方サポートプロジェクト 困難を抱える女性への相談支援等 再掲

民間団体と連携し、アウトリーチか

ら居場所の確保、公的機関や施

設への「つなぎ」を含めたアプローチ

を実施

東京都女性相談センターにおける

相談支援体制の強化

民間団体と連携し、アウトリーチか

ら居場所の確保、公的機関や施

設への「つなぎ」を含めたアプローチ

を実施

東京都女性相談センターにおける

相談支援体制の強化

民間団体と連携し、アウトリーチか

ら居場所の確保、公的機関や施

設への「つなぎ」を含めたアプローチ

を実施

東京都女性相談センターにおける

相談支援体制の強化

相談支援体制の強化 相談支援体制の強化 相談支援体制の強化

3-1 女性の希望に応じた生き方・働き方サポートプロジェクト 犯罪被害者等への支援 再掲

・性犯罪・性暴力被害者支援

コーディネーターの配置

・「Tokyo被害者支援ノート」の作

成

・性犯罪・性暴力被害者支援

コーディネーターによる支援

・区市町村等の実践的な対応能

力向上に向けた「Tokyo被害者

支援ノート」マニュアル策定

・性犯罪・性暴力被害者支援

コーディネーターによる支援

・区市町村等の実践的な対応能

力向上に向けた「Tokyo被害者

支援ノート」マニュアル策定

・性犯罪・性暴力被害者支援

コーディネーターによる支援

・性被害に関するSNS相談を実

施

・「Tokyo被害者支援ノート」の運

用

・犯罪被害者等の実態に関する

調査を実施

・性犯罪・性暴力被害者支援

コーディネーターによる支援

・性被害に関するSNS相談を実

施

・「Tokyo被害者支援ノート」の運

用

・第５期東京都犯罪被害者等

支援計画策定

・性犯罪・性暴力被害者支援

コーディネーターによる支援

・性被害に関するSNS相談を実

施

・「Tokyo被害者支援ノート」の運

用

・第５期東京都犯罪被害者等

支援計画策定に基づき事業実施

3-1 女性の希望に応じた生き方・働き方サポートプロジェクト 女性に対する犯罪防止対策 再掲

ストーカー、ＤＶ事案等への対処

方法や相談窓口に関するリーフ

レットを作成・配布、ストーカー、痴

漢、盗撮等の犯罪被害防止を目

的とした講習会を開催

リーフレットの作成・配布、講習会

の開催、現場に居合わせた人の

行動変容を促す啓発活動の実施

リーフレットの作成・配布、講習会

の開催、現場に居合わせた人の

行動変容を促す啓発活動の実施

リーフレットの作成・配布、講習会

の開催、現場に居合わせた人の

行動変容を促す啓発活動の実施

リーフレットの作成・配布、講習会

の開催、現場に居合わせた人の

行動変容を促す啓発活動の実施

リーフレットの作成・配布、講習会

の開催、現場に居合わせた人の

行動変容を促す啓発活動の実施

3-1 女性の希望に応じた生き方・働き方サポートプロジェクト 痴漢撲滅プロジェクトの実施 再掲 -

民間事業者との協働によるムーブ

メント創出や、痴漢撲滅キャンペー

ンの展開等を実施

民間事業者との協働によるムーブ

メント創出や、痴漢撲滅キャンペー

ンの展開等を実施

民間事業者との協働によるムーブ

メント創出や、痴漢撲滅キャンペー

ンの展開、事後サポートスキームの

構築等を実施

民間事業者との協働によるムーブ

メント創出や、痴漢撲滅キャンペー

ンの展開、事後サポートスキームの

運用等を実施

民間事業者との協働によるムーブ

メント創出や、痴漢撲滅キャンペー

ンの展開、事後サポートスキームの

運用等を実施
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

3-1 女性の希望に応じた生き方・働き方サポートプロジェクト 社会のあらゆる主体と連携した強力なムーブメントを展開

経済団体や民間企業、プロスポー

ツチーム等、多様な主体と連携し

た取組を推進し、女子中高生向

けのオフィスツアーやプロスポーツ

チームの試合会場での男性の家

事・育児参画に向けた普及啓発

イベントを実施

民間企業、プロスポーツチーム等、

多様な主体と連携した取組を推

進し、女性活躍の推進や男性の

家事・育児参画に向けたムーブメ

ントを展開。新たに、デジタル分野

等の企業と連携し、女子中高生

を対象とした職場体験ツアーを実

施

民間企業、プロスポーツチーム等、

多様な主体と連携した取組を推

進し、女性活躍の推進や男性の

家事・育児参画に向けたムーブメ

ントを展開。STEM分野等の企業

と連携し、女子中高生を対象とし

たオフィスツアーを実施

民間企業、プロスポーツチーム等、

多様な主体と連携した取組を推

進し、女性活躍の推進や男性の

家事・育児参画に向けたムーブメ

ントを展開。STEM分野等の企業

と連携し、女子中高生を対象とし

たオフィスツアーを実施

民間企業、プロスポーツチーム等、

多様な主体と連携した取組を推

進し、女性活躍の推進や男性の

家事・育児参画に向けたムーブメ

ントを展開。STEM分野等の企業

と連携し、女子中高生を対象とし

たオフィスツアーを実施

民間企業、プロスポーツチーム等、

多様な主体と連携した取組を推

進し、女性活躍の推進や男性の

家事・育児参画に向けたムーブメ

ントを展開。STEM分野等の企業

と連携し、女子中高生を対象とし

たオフィスツアーを実施

3-1 女性の希望に応じた生き方・働き方サポートプロジェクト 東京都女性活躍推進大賞

女性の活躍推進に取り組む企

業・団体、個人の優れた取組を表

彰し、賞を贈呈（11団体）する

とともに、好事例の普及啓発を実

施

賞の贈呈、好事例の普及啓発

女性の活躍推進に取り組む企

業・団体、個人の優れた取組を表

彰し、賞を贈呈するとともに、好事

例の普及啓発を実施

賞の贈呈、好事例の普及啓発 賞の贈呈、好事例の普及啓発 賞の贈呈、好事例の普及啓発

3-1 女性の希望に応じた生き方・働き方サポートプロジェクト 女性が輝くＴＯＫＹＯ懇話会

女性活躍分野の推進に向けて企

業のトップなどのゲストを交えたシン

ポジウムを１回開催

年１回程度開催

女性活躍分野の推進に向けて企

業のトップなどのゲストを交えたシン

ポジウムを１回開催

（2023年度終了）

- - -

3-1 女性の希望に応じた生き方・働き方サポートプロジェクト 男性の家事・育児参画促進セミナー等の実施

働く女性を対象とする講演会や、

ライフ・ワーク・バランス実現を考え

るセミナー等を開催するほか、区市

町村と連携し、住民向けの講座を

実施

セミナー、講座の実施

働く女性を対象とする講演会や、

男性の家事・育児参画を促進す

るセミナー等を開催するほか、区市

町村と連携し、住民向けの講座を

実施

セミナー、講座の実施 セミナー、講座の実施 セミナー、講座の実施

3-1 女性の希望に応じた生き方・働き方サポートプロジェクト
男性の家事・育児参画に向けたマインドチェンジプロジェク

ト

男性の家事・育児参画の促進に

向けて、Webサイト「ＴＥＡＭ家

事・育児」等によるマインドチェンジ

プロジェクトを展開

「ＴＥＡＭ家事・育児」等による

普及啓発、LINEスタンプを活用し

た男性の家事・育児参画の促進

Webサイト「ＴＥＡＭ家事・育

児」等による普及啓発、3,300件

を超える都民等からのアイデアをも

とにスタンプを制作・配布

Webサイト「ＴＥＡＭ家事・育

児」等による普及啓発、「名もなき

家事」の普及啓発

Webサイト「ＴＥＡＭ家事・育

児」等による普及啓発

Webサイト「ＴＥＡＭ家事・育

児」等による普及啓発

3-1 女性の希望に応じた生き方・働き方サポートプロジェクト
都庁における率先した取組＜キャリア・メンター制度、女

性職員のキャリア形成＞

＜キャリア・メンター制度＞

○行政専門職を加えるなど、様々

な職種からメンター33人を選任

○キャリア・メンター制度利用者の

拡大

○女性活躍推進に積極的に取り

組む民間企業と都庁の女性社

員・職員による異業種交流イベン

トを実施

＜キャリア形成支援研修＞

○キャリア形成（女性活躍推

進）Ⅰ：42名受講

○キャリア形成（女性活躍推

進）Ⅱ：38名受講

○キャリア形成（女性活躍推

進）Ⅲ：23名受講

＜男性職員の育業の推進＞

○2022年度男性職員の育業取

得率：55.4％

○育業期間等の意向確認のため

の面談実施等の義務化

○各職場へのフォローアップの強

化・推進

○臨時的任用職員制度の導入、

活用

・キャリア・メンター制度利用者の

順次拡大

・女性職員のキャリア意識醸成や

キャリア形成を支援

・キャリア・メンター制度利用者の

拡大

・女性職員のキャリア意識醸成や

キャリア形成を支援

 ＜キャリア形成支援研修＞

○キャリア形成（女性活躍推

進）Ⅰ：34名受講

○キャリア形成（女性活躍推

進）Ⅱ：45名受講

○キャリア形成（女性活躍推

進）Ⅲ：23名受講

・キャリア・メンター制度利用者の

順次拡大

・女性職員のキャリア意識醸成や

キャリア形成を支援

・キャリア・メンター制度利用者の

順次拡大

・女性職員のキャリア意識醸成や

キャリア形成を支援

・キャリア・メンター制度利用者の

順次拡大

・女性職員のキャリア意識醸成や

キャリア形成を支援
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

3-1 女性の希望に応じた生き方・働き方サポートプロジェクト
都庁における率先した取組＜男性職員の育業の推進

＞
再掲

＜キャリア・メンター制度＞

○行政専門職を加えるなど、様々

な職種からメンター33人を選任

○キャリア・メンター制度利用者の

拡大

○女性活躍推進に積極的に取り

組む民間企業と都庁の女性社

員・職員による異業種交流イベン

トを実施

＜キャリア形成支援研修＞

○キャリア形成（女性活躍推

進）Ⅰ：42名受講

○キャリア形成（女性活躍推

進）Ⅱ：38名受講

○キャリア形成（女性活躍推

進）Ⅲ：23名受講

＜男性職員の育業の推進＞

○2022年度男性職員の育業取

得率：55.4％

○育業期間等の意向確認のため

の面談実施等の義務化

○各職場へのフォローアップの強

化・推進

○臨時的任用職員制度の導入、

活用

男性職員の育業の促進に向けた

取組を推進

・男性職員の育業取得率に係る

新たな数値目標の再設定

・東京都職員「ライフ・ワーク・バラ

ンス」推進プランの一部改訂

・各職場へのフォローアップの強化・

推進

・臨時的任用職員制度の活用

男性職員の育業等の促進に向け

た取組を推進

男性職員の育業等の促進に向け

た取組を推進

男性職員の育業等の促進に向け

た取組を推進

3-2 女性活躍に向けた社会のマインドチェンジプロジェクト 社会のあらゆる主体と連携した強力なムーブメントを展開 再掲

経済団体や民間企業、プロスポー

ツチーム等、多様な主体と連携し

た取組を推進し、女子中高生向

けのオフィスツアーやプロスポーツ

チームの試合会場での男性の家

事・育児参画に向けた普及啓発

イベントを実施

民間企業、プロスポーツチーム等、

多様な主体と連携した取組を推

進し、女性活躍の推進や男性の

家事・育児参画に向けたムーブメ

ントを展開。新たに、デジタル分野

等の企業と連携し、女子中高生

を対象とした職場体験ツアーを実

施

民間企業、プロスポーツチーム等、

多様な主体と連携した取組を推

進し、女性活躍の推進や男性の

家事・育児参画に向けたムーブメ

ントを展開。STEM分野等の企業

と連携し、女子中高生を対象とし

たオフィスツアーを実施

民間企業、プロスポーツチーム等、

多様な主体と連携した取組を推

進し、女性活躍の推進や男性の

家事・育児参画に向けたムーブメ

ントを展開。STEM分野等の企業

と連携し、女子中高生を対象とし

たオフィスツアーを実施

民間企業、プロスポーツチーム等、

多様な主体と連携した取組を推

進し、女性活躍の推進や男性の

家事・育児参画に向けたムーブメ

ントを展開。STEM分野等の企業

と連携し、女子中高生を対象とし

たオフィスツアーを実施

民間企業、プロスポーツチーム等、

多様な主体と連携した取組を推

進し、女性活躍の推進や男性の

家事・育児参画に向けたムーブメ

ントを展開。STEM分野等の企業

と連携し、女子中高生を対象とし

たオフィスツアーを実施

3-2 女性活躍に向けた社会のマインドチェンジプロジェクト 東京都女性活躍推進大賞 再掲

女性の活躍推進に取り組む企

業・団体、個人の優れた取組を表

彰し、賞を贈呈（11団体）する

とともに、好事例の普及啓発を実

施

賞の贈呈、好事例の普及啓発

女性の活躍推進に取り組む企

業・団体、個人の優れた取組を表

彰し、賞を贈呈するとともに、好事

例の普及啓発を実施

賞の贈呈、好事例の普及啓発 賞の贈呈、好事例の普及啓発 賞の贈呈、好事例の普及啓発

3-2 女性活躍に向けた社会のマインドチェンジプロジェクト
男性の家事・育児参画に向けたマインドチェンジプロジェク

ト
再掲

男性の家事・育児参画の促進に

向けて、Webサイト「ＴＥＡＭ家

事・育児」等によるマインドチェンジ

プロジェクトを展開

「ＴＥＡＭ家事・育児」等による

普及啓発、LINEスタンプを活用し

た男性の家事・育児参画の促進

Webサイト「ＴＥＡＭ家事・育

児」等による普及啓発、3,300件

を超える都民等からのアイデアをも

とにスタンプを制作・配布

Webサイト「ＴＥＡＭ家事・育

児」等による普及啓発、「名もなき

家事」の普及啓発

Webサイト「ＴＥＡＭ家事・育

児」等による普及啓発

Webサイト「ＴＥＡＭ家事・育

児」等による普及啓発

3-2 女性活躍に向けた社会のマインドチェンジプロジェクト 女性が輝くＴＯＫＹＯ懇話会 再掲

女性活躍分野の推進に向けて企

業のトップなどのゲストを交えたシン

ポジウムを１回開催

年１回程度開催

女性活躍分野の推進に向けて企

業のトップなどのゲストを交えたシン

ポジウムを１回開催

（2023年度終了）

- - -

3-2 女性活躍に向けた社会のマインドチェンジプロジェクト 男性の家事・育児参画促進セミナー等の実施 再掲

働く女性を対象とする講演会や、

ライフ・ワーク・バランス実現を考え

るセミナー等を開催するほか、区市

町村と連携し、住民向けの講座を

実施

セミナー、講座の実施

働く女性を対象とする講演会や、

男性の家事・育児参画を促進す

るセミナー等を開催するほか、区市

町村と連携し、住民向けの講座を

実施

セミナー、講座の実施 セミナー、講座の実施 セミナー、講座の実施
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

3-2 女性活躍に向けた社会のマインドチェンジプロジェクト キャリアデザインのためのeラーニングコンテンツ 再掲

就業前の若者に対し、キャリアデザ

インを考えるきっかけとなるコンテン

ツを提供、利活用状況を踏まえた

コンテンツの更新や、教育機関を

通じた広報展開を実施

利活用状況を踏まえたコンテンツ

の更新、教育機関を通じた広報

展開

就業前の若者に対し、キャリアデザ

インを考えるきっかけとなるコンテン

ツを提供、利活用状況を踏まえた

コンテンツの更新や、教育機関を

通じた広報展開を実施

（2023年度終了）

- - -

3-2 女性活躍に向けた社会のマインドチェンジプロジェクト
学校や家庭、地域社会等における性別による「無意識

の思い込み」に関する取組

家庭や教育機関等への働きかけ

を通じて、性別役割分担意識の

解消や無意識の思い込みに関す

る啓発を実施した。教育機関と連

携した実態調査を実施し、3月末

に結果を公表。

・啓発動画等による普及啓発を

実施

・進路選択期にある高校生を対

象とした実態調査の実施

・教育機関と連携した実態調査を

踏まえた啓発活動の実施

・教育的側面を持つテーマパークと

連携した親子参加型職業観拡

大事業の実施

・都庁管理職向けアンコンシャス・

バイアス研修の実施

・啓発動画等による普及啓発を

実施

・進路選択期にある高校生を対

象とした実態調査の実施

・教育機関と連携した実態調査を

踏まえた啓発活動の実施

・キッザニア東京と連携した親子向

け普及啓発イベント等の実施

・都庁管理職向けアンコンシャス・

バイアス研修の実施

実態調査を踏まえた事業の展

開、親子参加型職業観拡大事

業による普及啓発、都庁管理職

向けアンコンシャス・バイアス研修の

実施

実態調査を踏まえた事業の展

開、親子参加型職業観拡大事

業による普及啓発、都庁管理職

向けアンコンシャス・バイアス研修の

実施

実態調査を踏まえた事業の展

開、親子参加型職業観拡大事

業による普及啓発、都庁管理職

向けアンコンシャス・バイアス研修の

実施

3-2 女性活躍に向けた社会のマインドチェンジプロジェクト 女性同士の交流機会の提供 - - -

・進路選択をテーマに、女子大学

生と女子中高生の交流を目的と

した座談会・相談会を実施

・若年層を中心とした女性が気軽

に相談・交流し、同じ悩みをもつ

女性同士が共感しあえる場を提

供

・進路選択をテーマに、女子大学

生と女子中高生の交流を目的と

した座談会・相談会を実施

・若年層を中心とした女性が気軽

に相談・交流し、同じ悩みをもつ

女性同士が共感しあえる場を提

供

・進路選択をテーマに、女子大学

生と女子中高生の交流を目的と

した座談会・相談会を実施

・若年層を中心とした女性が気軽

に相談・交流し、同じ悩みをもつ

女性同士が共感しあえる場を提

供

3-2 女性活躍に向けた社会のマインドチェンジプロジェクト 女性経営者の活躍推進 再掲

女性経営者イベント「NEW

CONFERENCE」の開催 ：参加

者686名

通年型セミナーの実施：受講生

30名

テーマ型セミナーの実施（５

回）：参加者　計183名

メンタリングの実施：50名/年

登録会員向け交流会の実施

（３回）：参加者　計51名

女性経営者イベント「NEW

CONFERENCE」の開催

女性経営者イベント「ＮＥＷ

CONFERENCE」の開催：参加

者762名

通年型セミナー（基礎コース）の

実施：受講生30名

通年型セミナー（アドバンスコー

ス）の実施：受講生32名

テーマ型セミナーの実施（５

回）：参加者　計85名

メンタリングの実施：50件/年

女性経営者イベント「ＮＥＷ

CONFERENCE」の開催

女性経営者イベント「ＮＥＷ

CONFERENCE」の開催

女性経営者イベント「ＮＥＷ

CONFERENCE」の開催

3-2 女性活躍に向けた社会のマインドチェンジプロジェクト
ファンドを活用した女性活躍の推進等に向けたスタート

アップ支援
再掲 - - -

ファンド事業者の選定、ファンド組

成、ファンドへの出資

ファンドによる資金提供・ハンズオン

支援

ファンドによる資金提供・ハンズオン

支援

3-2 女性活躍に向けた社会のマインドチェンジプロジェクト
企業における女性管理職等の活躍を推進する取組気

運の醸成
再掲 -

有識者会議の開催、大企業や経

済団体等と連携した気運醸成イ

ベントの実施、ホームページやＳＮ

Ｓの作成・情報発信等による広

報ＰＲの実施

有識者会議の開催、大企業や経

済団体等と連携した気運醸成イ

ベントの実施、ホームページやＳＮ

Ｓの作成・情報発信等による広

報ＰＲの実施

「東京くらし方会議」の開催、大企

業や経済団体等と連携した気運

醸成イベントの実施、企業向け女

性活躍診断ツールの開発・運用、

企業間ネットワークの構築、社会

保障制度等に関する普及啓発

「東京くらし方会議」の開催、大企

業や経済団体等と連携した気運

醸成イベントの実施、企業向け女

性活躍診断ツールの運用、企業

間ネットワークの構築、社会保障

制度等に関する普及啓発

「東京くらし方会議」の開催、大企

業や経済団体等と連携した気運

醸成イベントの実施、企業向け女

性活躍診断ツールの運用、企業

間ネットワークの構築、社会保障

制度等に関する普及啓発
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

3-2 女性活躍に向けた社会のマインドチェンジプロジェクト 「女性応援拠点」のマネジメント体制の確立 再掲 - - -

拠点の各支援機能との連携や支

援機能の現状・課題等の共有・と

りまとめに向けた有識者会議、実

務者会議の実施

拠点の各支援機能との連携や支

援機能の現状・課題等の共有・と

りまとめに向けた有識者会議、実

務者会議の実施

拠点の各支援機能との連携や支

援機能の現状・課題等の共有・と

りまとめに向けた有識者会議、実

務者会議の実施

3-2 女性活躍に向けた社会のマインドチェンジプロジェクト
都庁における率先した取組＜男性職員の育業の推進

＞

＜キャリア・メンター制度＞

○行政専門職を加えるなど、様々

な職種からメンター33人を選任

○キャリア・メンター制度利用者の

拡大

○女性活躍推進に積極的に取り

組む民間企業と都庁の女性社

員・職員による異業種交流イベン

トを実施

＜キャリア形成支援研修＞

○キャリア形成（女性活躍推

進）Ⅰ：42名受講

○キャリア形成（女性活躍推

進）Ⅱ：38名受講

○キャリア形成（女性活躍推

進）Ⅲ：23名受講

＜男性職員の育業の推進＞

○2022年度男性職員の育業取

得率：55.4％

○育業期間等の意向確認のため

の面談実施等の義務化

○各職場へのフォローアップの強

化・推進

○臨時的任用職員制度の導入、

活用

男性職員の育業の促進に向けた

取組を推進

・男性職員の育業取得率に係る

新たな数値目標の再設定

・東京都職員「ライフ・ワーク・バラ

ンス」推進プランの一部改訂

・各職場へのフォローアップの強化・

推進

・臨時的任用職員制度の活用

男性職員の育業等の促進に向け

た取組を推進

男性職員の育業等の促進に向け

た取組を推進

男性職員の育業等の促進に向け

た取組を推進

3-2 女性活躍に向けた社会のマインドチェンジプロジェクト
都庁における率先した取組＜キャリア・メンター制度、女

性職員のキャリア形成＞
再掲

＜キャリア・メンター制度＞

○行政専門職を加えるなど、様々

な職種からメンター33人を選任

○キャリア・メンター制度利用者の

拡大

○女性活躍推進に積極的に取り

組む民間企業と都庁の女性社

員・職員による異業種交流イベン

トを実施

＜キャリア形成支援研修＞

○キャリア形成（女性活躍推

進）Ⅰ：42名受講

○キャリア形成（女性活躍推

進）Ⅱ：38名受講

○キャリア形成（女性活躍推

進）Ⅲ：23名受講

＜男性職員の育業の推進＞

○2022年度男性職員の育業取

得率：55.4％

○育業期間等の意向確認のため

の面談実施等の義務化

○各職場へのフォローアップの強

化・推進

○臨時的任用職員制度の導入、

活用

・キャリア・メンター制度利用者の

順次拡大

・女性職員のキャリア意識醸成や

キャリア形成を支援

・キャリア・メンター制度利用者の

拡大

・女性職員のキャリア意識醸成や

キャリア形成を支援

 ＜キャリア形成支援研修＞

○キャリア形成（女性活躍推

進）Ⅰ：34名受講

○キャリア形成（女性活躍推

進）Ⅱ：45名受講

○キャリア形成（女性活躍推

進）Ⅲ：23名受講

・キャリア・メンター制度利用者の

順次拡大

・女性職員のキャリア意識醸成や

キャリア形成を支援

・キャリア・メンター制度利用者の

順次拡大

・女性職員のキャリア意識醸成や

キャリア形成を支援

・キャリア・メンター制度利用者の

順次拡大

・女性職員のキャリア意識醸成や

キャリア形成を支援
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

3-3 家事・育児負担軽減プロジェクト とうきょうママパパ応援事業 再掲

すべての子育て家庭の状況を妊

娠期から把握し、継続した支援を

行う区市町村の取組を支援

61区市町村

全区市町村で実施

すべての子育て家庭の状況を妊

娠期から把握し、継続した支援を

行う区市町村の取組を支援

61区市町村

全区市町村で実施 全区市町村で実施 全区市町村で実施

3-3 家事・育児負担軽減プロジェクト
ベビーシッター利用支援事業（子供が待機児童となって

いる保護者）
再掲

養育する子供が待機児童となって

いる保護者等がベビーシッターを利

用する場合の経費を支援

20区市（2023年３月）

事業実施区市町村の増加

養育する子供が待機児童となって

いる保護者等がベビーシッターを利

用する場合の経費を支援

20区市（2024年３月）

事業実施区市町村の増加 事業実施区市町村の増加 事業実施区市町村の増加

3-3 家事・育児負担軽減プロジェクト 官民連携による家事・育児負担軽減策の展開

官民連携による家事・育児負担

の軽減策の事業化に向け取組を

推進

官民連携による家事・育児負担

の軽減策の事業化に向け取組を

推進

官民連携による家事・育児負担

の軽減策の事業化に向け取組を

推進

官民連携による家事・育児負担

の軽減策の事業化に向け取組を

推進

官民連携による家事・育児負担

の軽減策の事業化に向け取組を

推進

官民連携による家事・育児負担

の軽減策の事業化に向け取組を

推進

3-3 家事・育児負担軽減プロジェクト テレワークの導入・拡充に係る経費助成 再掲 助成件数 858件/年 助成件数 800件/年 助成件数 462件/年 助成件数 800件/年 テレワーク導入・拡大を推進 テレワーク導入・拡大を推進

3-3 家事・育児負担軽減プロジェクト テレワーク課題解決コンサルティングの実施 再掲 実施件数 666回/年 実施件数 750回/年
実施件数 599回/年 （2023年

度終了）
- - -

3-3 家事・育児負担軽減プロジェクト テレワークの導入・定着にかかる情報発信 再掲

「TOKYOテレワークアプリ」による

情報の発信やテレワーク推進セン

ターにおいて機器体験や関連セミ

ナー等の実施、「テレワーク東京

ルール」実践企業宣言制度を運

用しモデル事例を発信

テレワーク導入・定着を推進

「TOKYOテレワークアプリ」による

情報の発信やテレワーク推進セン

ターにおいて機器体験や関連セミ

ナー等の実施、「テレワーク東京

ルール」実践企業宣言制度を運

用しモデル事例を発信

テレワーク導入・定着を推進 テレワーク導入・定着を推進 テレワーク導入・定着を推進

3-3 家事・育児負担軽減プロジェクト テレワーク導入ハンズオン支援 再掲

コンサルティング実施件数 212社

/年

助成金申請件数　33社/年

コンサルティング・助成金　実施件

数 400社/年

コンサルティング実施件数　322社

/年

助成金申請件数　109社/年

コンサルティング・助成金　実施件

数 400社/年

コンサルティング・助成金　実施件

数 400社/年

コンサルティング・助成金　実施件

数 400社/年

3-3 家事・育児負担軽減プロジェクト 小規模テレワークコーナーの設置支援 再掲 支給決定件数　54件 支援件数 200社 支給決定件数　11件 支援件数 200社
小規模テレワークコーナー設置を

推進

小規模テレワークコーナー設置を

推進

3-3 家事・育児負担軽減プロジェクト テレワーク定着に向けた課題解決の支援 再掲 -

定着に向けた課題診断に向けたコ

ンサルティング・機器導入助成及

びフォローアップの実施（800件/

年）

コンサルティング支援 337件/年

機器導入助成12件/年
支援件数 800件/年 テレワークの定着を促進 テレワークの定着を促進

3-3 家事・育児負担軽減プロジェクト テレワークの普及啓発 再掲 - 区市町村連携イベント等の実施

区市町村連携イベントの実施や

「テレワーク課題解決攻略ブック」

の作成、テレワークポータルサイトに

よる情報発信

区市町村連携イベント等を実施

し、普及啓発を推進

区市町村連携イベント等を実施

し、普及啓発を推進

区市町村連携イベント等を実施

し、普及啓発を推進

3-3 家事・育児負担軽減プロジェクト サテライトオフィスの設置支援 再掲 助成件数 4件/年 助成件数 16件/年 助成件数 16件/年

サテライトオフィス活用交流フェアの

開催（2回/年）サテライトオフィ

ス設置の支援（16件/年）、従

業員の利用を支援（300社/

年）

サテライトオフィス設置を推進 サテライトオフィス設置を推進

3-3 家事・育児負担軽減プロジェクト サテライトオフィスの運営 再掲
サテライトオフィスの利用機会の提

供

サテライトオフィスの利用機会の提

供

サテライトオフィスの利用機会の提

供

サテライトオフィスの利用機会の提

供

サテライトオフィスの利用機会の提

供

サテライトオフィスの利用機会の提

供
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

3-3 家事・育児負担軽減プロジェクト テレワークの定着を強化 再掲 - - -

テレワーク実施に係るニーズや課

題の調査、ポストコロナの「テレワー

クルール」の検討、検証等を行った

企業に奨励金を支給（1,000件

/年）

テレワーク実施に係るニーズや課

題の調査、ポストコロナの「テレワー

クルール」の検討、検証等を行った

企業に奨励金を支給

テレワーク実施に係るニーズや課

題の調査、ポストコロナの「テレワー

クルール」の検討、検証等を行った

企業に奨励金を支給

3-3 家事・育児負担軽減プロジェクト 育児・介護との両立に向けたテレワークの導入支援 再掲 - - - 支援件数　500件/年 テレワークの導入を促進 テレワークの導入を促進

3-3 家事・育児負担軽減プロジェクト 男性の家事・育児参画促進セミナー等の実施 再掲

働く女性を対象とする講演会や、

ライフ・ワーク・バランス実現を考え

るセミナー等を開催するほか、区市

町村と連携し、住民向けの講座を

実施

セミナー、講座の実施

働く女性を対象とする講演会や、

男性の家事・育児参画を促進す

るセミナー等を開催するほか、区市

町村と連携し、住民向けの講座を

実施

セミナー、講座の実施 セミナー、講座の実施 セミナー、講座の実施

3-3 家事・育児負担軽減プロジェクト
男性の家事・育児参画に向けたマインドチェンジプロジェク

ト
再掲

男性の家事・育児参画の促進に

向けて、Webサイト「ＴＥＡＭ家

事・育児」等によるマインドチェンジ

プロジェクトを展開

「ＴＥＡＭ家事・育児」等による

普及啓発、LINEスタンプを活用し

た男性の家事・育児参画の促進

Webサイト「ＴＥＡＭ家事・育

児」等による普及啓発、3,300件

を超える都民等からのアイデアをも

とにスタンプを制作・配布

Webサイト「ＴＥＡＭ家事・育

児」等による普及啓発、「名もなき

家事」の普及啓発

Webサイト「ＴＥＡＭ家事・育

児」等による普及啓発

Webサイト「ＴＥＡＭ家事・育

児」等による普及啓発

3-3 家事・育児負担軽減プロジェクト 働くパパママ育業応援奨励金

働くママコース：438件、働くパパ

コース：674件、

パパと協力！ママコース：26件

（年度途中補正）

働くママコース 400件/年、働くパ

パコース 750件/年、パパと協

力！ママコース200件/年、もっと

パパコース300件/年

働くママコース 428件/年、働くパ

パコース 520件/年、パパと協

力！ママコース72件/年、もっとパ

パコース25件/年

働くママコースNEXT 400件/年、

働くパパコースNEXT 750件/年、

パパと協力！ママコース200件/

年、もっとパパコース300件/年

働くママコースNEXT 400件/年、

働くパパコースNEXT 750件/年、

パパと協力！ママコース200件/

年、もっとパパコース300件/年

働くママコースNEXT 400件/年、

働くパパコースNEXT 750件/年、

パパと協力！ママコース200件/

年、もっとパパコース300件/年

3-3 家事・育児負担軽減プロジェクト 男性育業促進に向けた普及啓発 再掲

・TOKYOパパ育業促進企業：

24社（登録企業数）

・オンラインセミナー：300名（総

申込者数）

・男性育業フォーラム：353名

（会場＋当日配信視聴者数）

普及啓発の促進

・TOKYOパパ育業促進企業：

62社（累計86社）

・オンラインセミナー：380名（総

申込者数）

・男性育業フォーラムの開催：

292名（会場＋当日配信視聴

者数）

普及啓発の促進 普及啓発の促進 普及啓発の促進

3-3 家事・育児負担軽減プロジェクト 男性育業推進リーダーの設置等 再掲 - - -

男性育業の経験者を「男性育業

推進リーダー」として設置し、取組

をグループ会社等へ伝道・波及し

た中堅・中小企業等に奨励金を

支給するとともに、取組等の要件

を満たした企業等を「男性育業推

進リーダー設置企業」として認定

(75社/年)

男性育業の経験者を「男性育業

推進リーダー」として設置し、取組

をグループ会社等へ伝道・波及し

た中堅・中小企業等に奨励金を

支給するとともに、取組等の要件

を満たした企業等を「男性育業推

進リーダー設置企業」として認定

(75社/年)

男性育業の経験者を「男性育業

推進リーダー」として設置し、取組

をグループ会社等へ伝道・波及し

た中堅・中小企業等に奨励金を

支給するとともに、取組等の要件

を満たした企業等を「男性育業推

進リーダー設置企業」として認定

(75社/年)

3-4 ライフプラン等を考える教育 全都立高校における保育体験活動 再掲
ブックレット等の活用、実施や指導

に関する指導助言

ブックレット等の活用、実施や指導

に関する指導助言

実施や指導に関する指導・助言

教科主任連絡協議会での実践

事例紹介

ブックレット等の活用

実施や指導に関する指導・助言

ブックレットの改訂

ブックレット等の活用

実施や指導に関する指導・助言

ブックレット等の活用

実施や指導に関する指導・助言
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

3-4 ライフプラン等を考える教育 キャリアデザインのためのeラーニングコンテンツ 再掲

就業前の若者に対し、キャリアデザ

インを考えるきっかけとなるコンテン

ツを提供、利活用状況を踏まえた

コンテンツの更新や、教育機関を

通じた広報展開を実施

利活用状況を踏まえたコンテンツ

の更新、教育機関を通じた広報

展開

就業前の若者に対し、キャリアデザ

インを考えるきっかけとなるコンテン

ツを提供、利活用状況を踏まえた

コンテンツの更新や、教育機関を

通じた広報展開を実施

（2023年度終了）

- - -

3-4 ライフプラン等を考える教育
学校や家庭、地域社会等における性別による「無意識

の思い込み」に関する取組
再掲

家庭や教育機関等への働きかけ

を通じて、性別役割分担意識の

解消や無意識の思い込みに関す

る啓発を実施した。教育機関と連

携した実態調査を実施し、3月末

に結果を公表。

・啓発動画等による普及啓発を

実施

・進路選択期にある高校生を対

象とした実態調査の実施

・教育機関と連携した実態調査を

踏まえた啓発活動の実施

・教育的側面を持つテーマパークと

連携した親子参加型職業観拡

大事業の実施

・都庁管理職向けアンコンシャス・

バイアス研修の実施

・啓発動画等による普及啓発を

実施

・進路選択期にある高校生を対

象とした実態調査の実施

・教育機関と連携した実態調査を

踏まえた啓発活動の実施

・キッザニア東京と連携した親子向

け普及啓発イベント等の実施

・都庁管理職向けアンコンシャス・

バイアス研修の実施

実態調査を踏まえた事業の展

開、親子参加型職業観拡大事

業による普及啓発、都庁管理職

向けアンコンシャス・バイアス研修の

実施

実態調査を踏まえた事業の展

開、親子参加型職業観拡大事

業による普及啓発、都庁管理職

向けアンコンシャス・バイアス研修の

実施

実態調査を踏まえた事業の展

開、親子参加型職業観拡大事

業による普及啓発、都庁管理職

向けアンコンシャス・バイアス研修の

実施

3-4 ライフプラン等を考える教育 社会のあらゆる主体と連携した強力なムーブメントを展開 再掲

経済団体や民間企業、プロスポー

ツチーム等、多様な主体と連携し

た取組を推進し、女子中高生向

けのオフィスツアーやプロスポーツ

チームの試合会場での男性の家

事・育児参画に向けた普及啓発

イベントを実施

民間企業、プロスポーツチーム等、

多様な主体と連携した取組を推

進し、女性活躍の推進や男性の

家事・育児参画に向けたムーブメ

ントを展開。新たに、デジタル分野

等の企業と連携し、女子中高生

を対象とした職場体験ツアーを実

施

民間企業、プロスポーツチーム等、

多様な主体と連携した取組を推

進し、女性活躍の推進や男性の

家事・育児参画に向けたムーブメ

ントを展開。STEM分野等の企業

と連携し、女子中高生を対象とし

たオフィスツアーを実施

民間企業、プロスポーツチーム等、

多様な主体と連携した取組を推

進し、女性活躍の推進や男性の

家事・育児参画に向けたムーブメ

ントを展開。STEM分野等の企業

と連携し、女子中高生を対象とし

たオフィスツアーを実施

民間企業、プロスポーツチーム等、

多様な主体と連携した取組を推

進し、女性活躍の推進や男性の

家事・育児参画に向けたムーブメ

ントを展開。STEM分野等の企業

と連携し、女子中高生を対象とし

たオフィスツアーを実施

民間企業、プロスポーツチーム等、

多様な主体と連携した取組を推

進し、女性活躍の推進や男性の

家事・育児参画に向けたムーブメ

ントを展開。STEM分野等の企業

と連携し、女子中高生を対象とし

たオフィスツアーを実施

3-4 ライフプラン等を考える教育 女性同士の交流機会の提供 再掲 - - -

・進路選択をテーマに、女子大学

生と女子中高生の交流を目的と

した座談会・相談会を実施

・若年層を中心とした女性が気軽

に相談・交流し、同じ悩みをもつ

女性同士が共感しあえる場を提

供

・進路選択をテーマに、女子大学

生と女子中高生の交流を目的と

した座談会・相談会を実施

・若年層を中心とした女性が気軽

に相談・交流し、同じ悩みをもつ

女性同士が共感しあえる場を提

供

・進路選択をテーマに、女子大学

生と女子中高生の交流を目的と

した座談会・相談会を実施

・若年層を中心とした女性が気軽

に相談・交流し、同じ悩みをもつ

女性同士が共感しあえる場を提

供

4-1 いつまでも活躍できる「場」を創出するプロジェクト
区市町村の先駆的・分野横断的取組を包括的に支援

（長寿)
16自治体（累計） 事業実施区市町村の増加 23自治体（累計） 事業実施区市町村の増加 事業実施区市町村の増加 事業実施区市町村の増加

4-1 いつまでも活躍できる「場」を創出するプロジェクト 高齢者等の地域見守り推進事業

・区市町村が実施する高齢者見

守り事業：31区市町村

・町会・自治会が実施する地域支

え合い事業：３区市町村

・地域包括支援センターによる高

齢者見守り事業：６区市町村

デジタルを活用した区市町村の取

組を支援

・区市町村が実施する高齢者見

守り事業：30区市町村

・町会・自治会が実施する地域支

え合い事業：４区市町村

・地域包括支援センターによる高

齢者見守り事業：４区市町村

デジタルを活用した区市町村の取

組を支援

デジタルを活用した区市町村の取

組を支援

デジタルを活用した区市町村の取

組を支援

戦略４：アクティブChōju社会実現戦略
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

4-1 いつまでも活躍できる「場」を創出するプロジェクト 人生100年時代社会参加マッチング事業

・高齢者の社会参加を一層促進

するため、委員会の意見等を踏ま

えて施策を検討

・相談支援や地域活動の掘り起

こしを行う区市町村に対する支援

５区市町村

・プラットフォームの構築及び先行

実施

・相談支援や地域活動の掘り起

こしを行う区市町村に対する支援

８区市町村

・区市町村が配置するコーディネー

ターに対する研修実施

・プラットフォームの構築及び先行

実施

・相談支援や地域活動の掘り起

こしを行う区市町村に対する支援

７区市町村

・区市町村が配置するコーディネー

ターに対する研修実施

・プラットフォームの構築

・先行実施のメニューを拡充

・相談支援や地域活動の掘り起

こしを行う区市町村に対する支援

９区市町村

・区市町村が配置するコーディネー

ターに対する研修実施

・プラットフォームの本格運用

・相談支援や地域活動の掘り起

こしを行う区市町村に対する支援

14区市町村

・区市町村が配置するコーディネー

ターに対する研修実施

・プラットフォームの本格運用

・相談支援や地域活動の掘り起

こしを行う区市町村に対する支援

17区市町村

・区市町村が配置するコーディネー

ターに対する研修実施

4-1 いつまでも活躍できる「場」を創出するプロジェクト プラチナ・キャリアセンターの創設 - - -
官民連携によりシニア就業のプラッ

トフォームを形成し、シニアのキャリ

アシフトと人手不足の解決を促進

官民連携によりシニア就業のプラッ

トフォームを形成し、シニアのキャリ

アシフトと人手不足の解決を促進

官民連携によりシニア就業のプラッ

トフォームを形成し、シニアのキャリ

アシフトと人手不足の解決を促進

4-1 いつまでも活躍できる「場」を創出するプロジェクト ミドルシニアのパラレルキャリアを支援 - - -
交流イベント・マッチング面談の開

催

年６回（各回20社程度）

交流イベント・マッチング面談の開

催

年６回（各回20社程度）

交流イベント・マッチング面談の開

催

年６回（各回20社程度）

4-1 いつまでも活躍できる「場」を創出するプロジェクト シニアプロフェッショナル人材の再活躍を支援 再掲 - - -

シニア人材向け短期集中講座(4

回/年)、シニア人材活用セミナー

（4回/年）、交流会・合同就職

面接会の開催（6回/年）

シニア人材向け短期集中講座(4

回/年)、シニア人材活用セミナー

（4回/年）、交流会・合同就職

面接会の開催（6回/年）

シニア人材向け短期集中講座(4

回/年)、シニア人材活用セミナー

（4回/年）、交流会・合同就職

面接会の開催（6回/年）

4-1 いつまでも活躍できる「場」を創出するプロジェクト 企業におけるシニア人材活用を促進

促進セミナー　参加者数 153

名、コンサルタント派遣　　実施社

数 151社

促進セミナー 対象予定人数

150名/年、コンサルタント派遣 対

象予定数 150社/年

促進セミナー　参加者数 198

名、コンサルタント派遣 実施社数

153社

促進セミナー 対象予定人数

150名/年、コンサルタント派遣 対

象予定数 150社/年

促進セミナー 対象予定人数

150名/年、コンサルタント派遣 対

象予定数 150社/年

促進セミナー 対象予定人数

150名/年、コンサルタント派遣 対

象予定数 150社/年

4-1 いつまでも活躍できる「場」を創出するプロジェクト 東京キャリア・トライアル65 派遣者数 408名（延べ数） 対象予定人数 500名/年 派遣者数 505名（延べ数） 対象予定人数 500名/年 対象予定人数 500名/年 対象予定人数 500名/年

4-1 いつまでも活躍できる「場」を創出するプロジェクト 東京セカンドキャリア塾

65歳以上コース 151名（受講

者数）、シニア予備群コース 185

名（受講者数）、オンライン講座

1,102名（延べ受講者数）

65歳以上コース 対象予定人数

150名/年、シニア予備群コース

対象予定人数 180名/年、オン

ライン講座 対象予定人数 900

名/年

65歳以上コース 152名（受講

者数）、シニア予備群コース 183

名（受講者数）、オンライン講座

1,212名（延べ受講者数）

65歳以上コース 対象予定人数

180名/年、シニア予備群コース

対象予定人数 180名/年、オン

ライン講座 対象予定人数 900

名/年

65歳以上コース 対象予定人数

180名/年、シニア予備群コース

対象予定人数 180名/年、オン

ライン講座 対象予定人数 900

名/年

65歳以上コース 対象予定人数

180名/年、シニア予備群コース

対象予定人数 180名/年、オン

ライン講座 対象予定人数 900

名/年

4-1 いつまでも活躍できる「場」を創出するプロジェクト シニアしごとEXPO(一部オンライン) 第１回434名、第２回310名 開催回数 ２回/年 第１回620名、第２回298名 開催回数 ２回/年 開催回数 ２回/年 開催回数 ２回/年

4-1 いつまでも活躍できる「場」を創出するプロジェクト シニア就業支援キャラバン

シニア向けセミナーや合同就職面

接会、就業相談を１日でパッケー

ジにしたイベント「シニア就業支援

キャラバン」を開催

シニア向けセミナーや「シニア就業

支援キャラバン」を開催

シニア向けセミナーや合同就職面

接会、就業相談を１日でパッケー

ジにしたイベント「シニア就業支援

キャラバン」を開催

シニア向けセミナーや「シニア就業

支援キャラバン」を開催

シニア向けセミナーや「シニア就業

支援キャラバン」を開催

シニア向けセミナーや「シニア就業

支援キャラバン」を開催

4-1 いつまでも活躍できる「場」を創出するプロジェクト シニア創業促進事業

シニア向けビジネスコンテストの開

催

エントリー者６８名

シニア向けビジネスコンテストの開

催

シニア向けビジネスコンテストの開

催

シニア向けビジネスコンテストの開

催

シニア向けビジネスコンテストの開

催

シニア向けビジネスコンテストの開

催

4-1 いつまでも活躍できる「場」を創出するプロジェクト 女性・若者・シニア創業サポート事業 再掲

信用金庫・信用組合による低金

利・無担保融資、「地域創業アド

バイザー」による経営サポート

信用金庫・信用組合による低金

利・無担保融資、「地域創業アド

バイザー」による経営サポート

信用金庫・信用組合による低金

利・無担保融資、「地域創業アド

バイザー」による経営サポート

ー

(融資実行は2023年度で終了)

ー

(融資実行は2023年度で終了)

ー

(融資実行は2023年度で終了)

4-1 いつまでも活躍できる「場」を創出するプロジェクト 女性・若者・シニア創業サポート2.0 再掲 - - -
信用金庫・信用組合による低金

利・無担保融資、「地域創業アド

バイザー」による経営サポート

信用金庫・信用組合による低金

利・無担保融資、「地域創業アド

バイザー」による経営サポート

信用金庫・信用組合による低金

利・無担保融資、「地域創業アド

バイザー」による経営サポート
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

4-1 いつまでも活躍できる「場」を創出するプロジェクト
新たな時代のニーズに対応するためのシニア中小企業活

躍応援講座
再掲 -

シニア人材が能力を発揮・活躍で

きる短期間のプログラムの提供

シニア人材が能力を発揮・活躍で

きる短期間のプログラムの提供

シニア人材が能力を発揮・活躍で

きる短期間のプログラムの提供

シニア人材が能力を発揮・活躍で

きる短期間のプログラムの提供

シニア人材が能力を発揮・活躍で

きる短期間のプログラムの提供

4-1 いつまでも活躍できる「場」を創出するプロジェクト シルバー人材センターの経営力・営業力強化 再掲 - - -
中小企業診断士等の専門家によ

る個別相談（48回/年）、専門

家派遣(100回/年)

中小企業診断士等の専門家によ

る個別相談（48回/年）、専門

家派遣(100回/年)

中小企業診断士等の専門家によ

る個別相談（48回/年）、専門

家派遣(100回/年)

4-1 いつまでも活躍できる「場」を創出するプロジェクト シルバー人材センターのブランド力向上への支援 再掲 - - -
シルバー人材センターの自主事業

の展開を支援（20センター/年）

シルバー人材センターの自主事業

の展開を支援（20センター/年）

シルバー人材センターの自主事業

の展開を支援（20センター/年）

4-1 いつまでも活躍できる「場」を創出するプロジェクト シルバー人材センターの多様な求人開拓の強化 再掲 - - -

シルバー人材センターへの業務の

切り分けが可能な連携企業の選

定（５社/年）、会員が１週間

程度従事するトライアル利用の実

施（100件/年）

シルバー人材センターへの業務の

切り分けが可能な連携企業の選

定（５社/年）、会員が１週間

程度従事するトライアル利用の実

施（100件/年）

シルバー人材センターへの業務の

切り分けが可能な連携企業の選

定（５社/年）、会員が１週間

程度従事するトライアル利用の実

施（100件/年）

4-1 いつまでも活躍できる「場」を創出するプロジェクト 東京都立大学プレミアム・カレッジ 再掲

110名のカレッジ生（本科：51

名、専攻科：31名、研究生コー

ス：28名）に対し、「首都・東京

をフィールドに学ぶ」をテーマとした

幅広い科目から選択し、最大４

年間学べるプログラムを提供

最大４年間のプログラムを提供

109名のカレッジ生（本科：59

名、専攻科：31名、研究生コー

ス：19名）に対し、「首都・東京

をフィールドに学ぶ」をテーマとした

幅広い科目から選択し、最大４

年間学べるプログラムを提供

最大４年間のプログラムを提供 最大４年間のプログラムを提供 最大４年間のプログラムを提供

4-1 いつまでも活躍できる「場」を創出するプロジェクト 東京テックイノベーションプログラム 再掲

都立産業技術大学院大学におい

て、起業に挑戦するシニア層を対

象に、起業に必要な知識やスキル

を短期間で習得できるプログラムを

展開

・受講生獲得のためのプログラム紹

介動画配信

・受講生10名

都立産業技術大学院大学におい

て、起業に挑戦するシニア層を対

象に、起業に必要な知識やスキル

を短期間で習得できるプログラムを

展開

・受講生獲得のためのプログラム紹

介動画配信

・受講生20名

都立産業技術大学院大学におい

て、起業に挑戦するシニア層を対

象に、起業に必要な知識やスキル

を短期間で習得できるプログラムを

展開

・受講生獲得のための講演プログ

ラム紹介動画公開

・受講生４名

都立産業技術大学院大学におい

て、起業に挑戦するシニア層を対

象に、起業に必要な知識やスキル

を短期間で習得できるプログラムを

展開

・受講生獲得のための講演プログ

ラム紹介動画公開

・受講生20名

都立産業技術大学院大学におい

て、起業に挑戦するシニア層を対

象に、起業に必要な知識やスキル

を短期間で習得できるプログラムを

展開

・受講生獲得のための講演プログ

ラム紹介動画公開

・受講生20名

都立産業技術大学院大学におい

て、起業に挑戦するシニア層を対

象に、起業に必要な知識やスキル

を短期間で習得できるプログラムを

展開

・受講生獲得のための講演プログ

ラム紹介動画公開

・受講生20名

4-1 いつまでも活躍できる「場」を創出するプロジェクト
人生100年時代セカンドライフ応援事業(生きがい活動

等の支援)

高齢者を対象に、文化・教養・ス

ポーツ活動等の生きがいづくりや自

己実現につながる機会を提供する

区市町村を支援

45区市町村 （2023年７月時

点把握）

区市町村を支援　45区市町村

高齢者を対象に、文化・教養・ス

ポーツ活動等の生きがいづくりや自

己実現につながる機会を提供する

区市町村を支援　45区市町村

（2024年5月時点把握）

区市町村を支援　45区市町村
引き続き高齢者の生きがいづくり

等を推進

引き続き高齢者の生きがいづくり

等を推進

4-1 いつまでも活躍できる「場」を創出するプロジェクト 食堂設置による高齢者の居場所づくり

令和５年度当初からの支援の実

施に向け、執行計画や要綱等の

作成

地域において高齢者が飲食をしな

がら様々な交流することができる取

組を支援　90か所

地域において高齢者が飲食をしな

がら様々な交流をすることができる

取組を支援　13か所

地域において高齢者が飲食をしな

がら様々な交流をすることができる

取組を支援 50か所

地域において高齢者が飲食をしな

がら様々な交流をすることができる

取組を支援 55か所

地域において高齢者が飲食をしな

がら様々な交流をすることができる

取組を支援 62か所
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

4-1 いつまでも活躍できる「場」を創出するプロジェクト シニアスポーツ振興プロジェクト

身近なコミュニティへの参加のきっ

かけづくりとして、シニア世代に趣味

として親しまれている種目による交

流大会『東京都シニア・コミュニティ

交流大会』を開催

参加人数：延べ937名（都内

全域）

内容：多摩地域２会場で５種

目実施

種目：ダンススポーツ、囲碁・将

棋、健康マージャン、カラオケ

会場：武蔵野の森総合スポーツ

プラザ、ルネこだいら（小平市民

文化会館）

大会実施・検証

身近なコミュニティへの参加のきっ

かけづくりとして、シニア世代に趣味

として親しまれている種目による、

東京都シニア・コミュニティ交流大

会を開催

ねんりんピックの東京開催を見据

えて、事業を再編し、シニアスポー

ツ振興プロジェクトを推進

ねんりんピックの東京開催を見据

えて、シニアスポーツ振興プロジェク

トを推進

ねんりんピックの東京開催を見据

えて、シニアスポーツ振興プロジェク

トを推進

4-1 いつまでも活躍できる「場」を創出するプロジェクト 区市町村が実施するスポーツ振興の取組に対する支援 再掲
区市町村の取組に対する支援を

実施

区市町村の取組に対する支援を

実施

区市町村の取組に対する支援を

実施

区市町村の取組に対する支援を

実施

区市町村の取組に対する支援を

実施

区市町村の取組に対する支援を

実施

4-1 いつまでも活躍できる「場」を創出するプロジェクト
体力・体組成の測定等を通じた運動習慣の確立及び

蓄積した測定データの活用
再掲 - - -

・都内スポーツイベント等と連携し

た体力・体組成の測定等を実施

するなど、都民が自身の体力を知

る機会を提供

・収集したデータを分析

・都内スポーツイベント等と連携し

た体力・体組成の測定等を実施

するなど、都民が自身の体力を知

る機会を提供

・収集したデータを分析、オープン

データ化

・都内スポーツイベント等と連携し

た体力・体組成の測定等を実施

するなど、都民が自身の体力を知

る機会を提供

・収集したデータを分析、オープン

データ化

4-1 いつまでも活躍できる「場」を創出するプロジェクト
多様な主体の地域貢献活動による地域包括ケアの推

進

地域活動の更なる広がりと更なる

担い手の開拓：区市町村等向け

支援 3件

地域団体への直接支援と担い手

への体験機会創出：区市町村

等向け支援 7件

新たな担い手による地域活動の

立上げ支援：区市町村等向け

支援 2件

地域活動の更なる広がりと更なる

担い手の開拓

地域団体への直接支援と担い手

への体験機会創出

新たな担い手による地域活動の

立上げ支援

地域活動の更なる広がりと更なる

担い手の開拓：区市町村等向け

講座の開催　６回

地域団体への直接支援と担い手

への体験機会創出：区市町村

等向け支援 ５件

HP等で新たな担い手による地域

活動の立上げに関する情報を発

信

（2023年度終了）

- - -

4-1 いつまでも活躍できる「場」を創出するプロジェクト 地域の底力発展事業助成 再掲
助成事業を実施（交付決定：

580件）
町会・自治会の地域活動を推進

助成事業を実施（交付決定：

702件）

町会・自治会の地域活動を推進

防災活動について助成率１０／

１０を適用開始

町会・自治会の地域活動を推進 町会・自治会の地域活動を推進
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

4-1 いつまでも活躍できる「場」を創出するプロジェクト デジタルデバイドの是正 再掲

・高齢者向けスマートフォン利用普

及啓発事業の実施：参加者数

約16,000人

・区市町村・地域コミュニティとの

連携モデル事業の実施：７自治

体と連携し、「デジタルデバイド是

正に向けた共助体制形成ガイドラ

イン」策定

・TOKYOスマホサポーター制度の

開始 ：1月より一般募集開始

高齢者向けスマートフォン利用普

及啓発事業の推進、区市町村・

地域コミュニティとの連携モデル事

業の推進、TOKYOスマホサポー

ター制度の推進

・高齢者向けスマートフォン利用普

及啓発事業を通じて、スマホ体験

会と相談会を実施

・区市町村・地域コミュニティとの

連携モデル事業の実施：８団体

と連携し、「デジタルデバイド是正

に向けた共助体制形成ガイドライ

ン」をブラッシュアップ

・TOKYOスマホサポーター制度に

おいて、スマホサポーターを育成

高齢者向けスマートフォン利用普

及啓発事業の推進、TOKYOスマ

ホサポーター制度の推進、高齢者

QOL向上のためのデジタル活用支

援補助事業を推進

高齢者向けスマートフォン利用普

及啓発事業の推進、TOKYOスマ

ホサポーター制度の推進 、スマー

トフォン利用状況結果を踏まえた

検討、高齢者QOL向上のための

デジタル活用支援補助事業を推

進

高齢者向けスマートフォン利用普

及啓発事業の推進、TOKYOスマ

ホサポーター制度の推進 、スマー

トフォン利用状況結果を踏まえた

検討結果を基に、デジタルデバイド

是正事業の推進

4-1 いつまでも活躍できる「場」を創出するプロジェクト 都営住宅における地域のスマホ教室の実施 再掲
約350回分の開催を決定し、約

300回分の教室を開催

対象者への周知、300回/年程

度（予定）の実施

約250回分の開催を決定し、約

240回分の教室を開催

・対象者への周知

・体験会250回、相談会180

回、合計430回/年程度（予

定）の実施

・対象者への周知

・体験会250回、相談会180

回、合計430回/年程度（予

定）の実施

・対象者への周知

・体験会250回、相談会180

回、合計430回/年程度（予

定）の実施

4-1 いつまでも活躍できる「場」を創出するプロジェクト 都民や中小企業のサイバーセキュリティ意識向上 再掲

訴求対象に応じた各種サイバーセ

キュリティセミナーの開催、SNS等

を活用した情報発信の実施

・サイバーセキュリティセミナーや

SNS等を活用した啓発活動の実

施

・高齢者スマホ防犯対策の推進

・サイバーセキュリティセミナーや

SNS等を活用した啓発活動の実

施

・高齢者スマホ防犯対策の推進

・サイバーセキュリティセミナーや

SNS等を活用した啓発活動の実

施

・高齢者スマホ防犯対策の推進

・サイバーセキュリティセミナーや

SNS等を活用した啓発活動の実

施

・高齢者スマホ防犯対策の推進

・サイバーセキュリティセミナーや

SNS等を活用した啓発活動の実

施

・高齢者スマホ防犯対策の推進

4-1 いつまでも活躍できる「場」を創出するプロジェクト 高齢者聞こえのコミュニケーションへの支援 - - -
加齢性難聴に係る補聴器支給

助成等を実施する区市町村支援

32区市町村

加齢性難聴に係る補聴器支給

助成等を実施する区市町村支援

44区市町村

加齢性難聴に係る補聴器支給

助成等を実施する区市町村支援

62区市町村

4-2 安心な外出と生活を支えるプロジェクト 地域公共交通の充実・強化（区市町村支援） 再掲

・地域公共交通計画策定：６

自治体/62自治体

・都の補助を活用し地域ニーズに

応じた移動手段の導入に取り組

んだ自治体：19自治体/62自

治体

・区市町村の地域公共交通計画

策定や地域ニーズに応じた輸送

手段の導入を技術的・財政的に

支援

・効果的な支援策の創設等を継

続的に検討

・地域公共交通計画策定：10

自治体/62自治体

・都の補助を活用し地域ニーズに

応じた移動手段の導入 に取り組

んだ自治体：31自治体/62自

治体

・地域特性に応じたニーズに対応

するため、補助対象を見直し

・区市町村の地域公共交通計画

策定や地域ニーズに応じた輸送

手段の導入を技術的・財政的に

支援

・効果的な支援策の創設等を継

続的に検討

・区市町村の地域公共交通計画

策定や地域ニーズに応じた輸送

手段の導入を技術的・財政的に

支援

・効果的な支援策の創設等を継

続的に検討

・区市町村の地域公共交通計画

策定や地域ニーズに応じた輸送

手段の導入を技術的・財政的に

支援

・効果的な支援策の創設等を継

続的に検討

4-2 安心な外出と生活を支えるプロジェクト 地域公共交通の充実・強化（先行事例の取組） 再掲

大島町、北多摩エリア、青梅市で

市町と連携して課題を解決する

先行事例の取組着手

取組の具体化

○大島町、北多摩エリア、青梅市

で市町と連携した取組の推進

・大島町：島内公共交通におけ

るキャッシュレス決済の実証導入

など

・北多摩エリア：複数の自治体で

連携して運営する広域連携バス

等のケーススタディー実施　など

・青梅市：交通不便地域におけ

る移動手段を導入した際の効果

検証　など

○大島町、青梅市で市町と連携

した取組の推進

○区市町村と連携した誰もが使

いやすい交通結節点の実現に向

けた取組に着手

区市町村と連携した誰もが使いや

すい交通結節点の実現に向けた

取組の推進

区市町村と連携した誰もが使いや

すい交通結節点の実現に向けた

取組の推進

4-2 安心な外出と生活を支えるプロジェクト 地域公共交通の充実・強化（広域調整に係る取組） 再掲

西多摩地域の行政界を越える幹

線系統バスの確保・維持に向けて

地域公共交通計画検討着手

地域公共交通計画策定

西多摩地域の行政界を越える幹

線系統バスの確保・維持に向け

地域公共交通計画策定

計画に基づく取組を推進 計画に基づく取組を推進 計画に基づく取組を推進
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

4-2 安心な外出と生活を支えるプロジェクト 都営住宅における移動販売サービスの実施 再掲
地元自治体への実施の働きかけ、

年間20か所実施

地元自治体への実施の働きかけ、

新規実施10か所

地元自治体への実施の働きかけ、

新規実施42か所

地元自治体への実施の働きかけ、

新規実施10か所

地元自治体への実施の働きかけ、

新規実施10か所

地元自治体への実施の働きかけ、

新規実施10か所

4-2 安心な外出と生活を支えるプロジェクト 商店街が行う移動困難者への買い物サービスを支援 再掲
商店街が行う移動困難者への買

い物サービスを支援

商店街が行う移動困難者への買

い物サービスを支援

商店街が行う移動困難者への買

い物サービスを支援

商店街が行う移動困難者への買

い物サービスを支援

商店街が行う移動困難者への買

い物サービスを支援

商店街が行う移動困難者への買

い物サービスを支援

4-2 安心な外出と生活を支えるプロジェクト 拠点機能の充実強化（ターミナル駅37駅） 再掲

先行整備した主要９駅での事

例・解決策及び経緯などを整理

し、手引を作成

区市等の意向により、案内サイン

統一化に向けた課題抽出、方針

決定、事業者による整備を順次

実施

2022年度に策定した手引を用い

て、区市の取組を後押しするため

に、区市へヒアリングを実施

2022年度に策定した「案内サイ

ン等の整備に向けた手引（多言

語対応含む）」を用いて、区市の

取組を後押しするために、区市へ

ヒアリングを実施

・区市等の意向により、案内サイン

統一化に向けた課題抽出

・事業者による整備を順次実施

・区市等の意向により、案内サイン

統一化に向けた課題抽出

・事業者による整備を順次実施

4-2 安心な外出と生活を支えるプロジェクト
鉄道駅のホームドアやエレベーター等の整備に対する補

助
再掲

【ホームドア整備（地下鉄駅）】

（2022年度末）整備率

89.9％

【ホームドア整備（ＪＲ及び私鉄

駅）】

（2022年度末）整備率

36.0％

【鉄道駅エレベーター等整備】

（2022年度末）１ルート整備

率　97.0%

【ホームドア整備（地下鉄駅）】

東京メトロ半蔵門線（完了）、

都営地下鉄浅草線（完了）、

東京メトロ東西線（整備促進）

【ホームドア整備（ＪＲ及び私鉄

駅）】

補助制度を活用して整備促進

【鉄道駅エレベーター等整備】

補助制度を活用して整備促進

【ホームドア整備（地下鉄駅）】

（2023年度末）整備率

97.4％

【ホームドア整備（ＪＲ及び私鉄

駅）】

（2023年度末）整備率

38.9％

【鉄道駅エレベーター等整備】

（2023年度末）１ルート整備

率　97.0%

【ホームドア整備（地下鉄駅）】

東京メトロ東西線（整備促進）

【ホームドア整備（ＪＲ及び私鉄

駅）】

補助制度を活用して整備促進

【鉄道駅エレベーター等整備】

補助制度を活用して整備促進

【ホームドア整備（ＪＲ及び私鉄

駅）】

補助制度を活用して整備促進

【鉄道駅エレベーター等整備】

補助制度を活用して整備促進

【ホームドア整備（ＪＲ及び私鉄

駅）】

補助制度を活用して整備促進

【鉄道駅エレベーター等整備】

補助制度を活用して整備促進

4-2 安心な外出と生活を支えるプロジェクト 鉄道駅におけるユニバーサルコミュニケーションの取組促進 再掲 - - -
補助制度の活用により、UC機器

の導入を促進

補助制度の活用により、UC機器

の導入を促進
-

4-2 安心な外出と生活を支えるプロジェクト 都営地下鉄駅におけるバリアフリールートの充実 再掲 エレベータ整備１駅完了 調査検討・順次整備
エレベータ整備１駅完了

調査検討・順次整備

調査検討・順次整備（2022年

度～2024年度合計６駅整備）
調査検討・順次整備 調査検討・順次整備

4-2 安心な外出と生活を支えるプロジェクト 都営地下鉄駅におけるホームドアの整備 再掲
浅草線４駅のホームドア整備完

了
全駅整備完了 浅草線整備完了 - - -

4-2 安心な外出と生活を支えるプロジェクト 都営地下鉄車両へのフリースペースの導入 再掲
10編成導入（累計65編成導

入）
順次導入

6編成導入（累計71編成導

入）

順次導入（2022年度～2024

年度合計三田線4編成、新宿線

4編成、大江戸線8編成導入）

順次導入 順次導入

4-2 安心な外出と生活を支えるプロジェクト
コミュニティ型サービス拠点の整備、移動支援の実施

（公社住宅）
再掲

・コミュニティ型生活サービス拠

点：22年12月に竣工、23年５

月の開設に向け準備中

・移動支援の実証実験：22年

９月22日から14日間実施

　運行件数111件、乗車人数

206人

・コミュニティ型生活サービス拠

点：23年５月に開設予定

・移動支援の実証実験やコミュニ

ティ型生活サービス拠点の実施状

況を踏まえた実施方策（プロジェ

クト）の検討

・コミュニティ型生活サービス拠

点：23年５月に開設

・移動支援の実証実験やコミュニ

ティ型生活サービス拠点の実施状

況を踏まえた実施方策（プロジェ

クト）の検討

検討結果により他団地へ展開 検討結果により他団地へ展開 検討結果により他団地へ展開

4-3 快適で安心な住まいを確保するプロジェクト
都営住宅を活用した単身高齢者の見守りシステム構

築・実施
再掲

システムの公開・電気事業者への

広報・働きかけ

民間住宅を含めた幅広い活用促

進

電気事業者への働きかけ、民間

住宅を含めた幅広い活用促進

電気事業者への働きかけ、民間

住宅を含めた幅広い活用促進

電気事業者への働きかけ、民間

住宅を含めた幅広い活用促進

電気事業者への働きかけ、民間

住宅を含めた幅広い活用促進

電気事業者への働きかけ、民間

住宅を含めた幅広い活用促進
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

4-3 快適で安心な住まいを確保するプロジェクト サービス付き高齢者向け住宅等の供給促進 再掲

366戸（2022年度末）

24,224戸（2022年度末累

計）

市場動向、事業者ヒアリングなど

高齢者の居住に適した住宅の調

査実施

・都の整備費補助等により供給を

促進（2030年度末までに

33,000戸整備）

・都の整備費補助等により供給を

促進（供給戸数：269戸

（2023年度）、24,493戸

（2023年度末累計））

・都の整備費補助等により供給を

促進（2030年度末までに

33,000戸整備）

・都の整備費補助等により供給を

促進（2030年度末までに

33,000戸整備）

・都の整備費補助等により供給を

促進（2030年度末までに

33,000戸整備）

4-3 快適で安心な住まいを確保するプロジェクト 東京ささエール住宅の登録促進・居住支援の充実 再掲

登録戸数：51,039戸

安心居住パッケージ事業（高齢

者向けの安否確認等）の実施、

専用住宅の設備改善費補助開

始、居住支援実態調査、施策の

充実

・貸主への都独自補助による支援

強化

・居住支援法人への直接補助の

実施

・関係団体と連携した普及啓発の

拡大

登録戸数：52,981戸

・貸主への直接補助（東京ささ

エール住宅貸主応援事業）

・居住支援法人への直接補助

（東京ささエール住宅居住支援

法人等応援事業）

・不動産業団体等と連携した制

度の周知・普及

・要配慮者向けアウトリーチ型情

報発信

・貸主への直接補助（東京ささ

エール住宅貸主応援事業）

・居住支援法人への直接補助

（東京ささエール住宅居住支援

法人等応援事業）

・不動産業団体等と連携した制

度の周知・普及

・要配慮者向けアウトリーチ型情

報発信

・貸主への直接補助（東京ささ

エール住宅貸主応援事業）

・居住支援法人への直接補助

（東京ささエール住宅居住支援

法人等応援事業）

・不動産業団体等と連携した制

度の周知・普及

・要配慮者向けアウトリーチ型情

報発信

・貸主への直接補助（東京ささ

エール住宅貸主応援事業）

・居住支援法人への直接補助

（東京ささエール住宅居住支援

法人等応援事業）

・不動産業団体等と連携した制

度の周知・普及

・要配慮者向けアウトリーチ型情

報発信

4-3 快適で安心な住まいを確保するプロジェクト
元気で自立した高齢者がいきいきと暮らせる住まいの供

給促進
再掲 - - 事業準備 先導事業採択、調査実施 先導事業（継続）、調査実施

先導事業を踏まえた新たな制度

の構築

4-3 快適で安心な住まいを確保するプロジェクト 単身高齢者等の総合相談支援 - - -
終活準備等のための総合相談窓

口の設置等を行う区市町村の増

加

終活準備等のための総合相談窓

口の設置等を行う区市町村の増

加

終活準備等のための総合相談窓

口の設置等を行う区市町村の増

加

4-3 快適で安心な住まいを確保するプロジェクト 区市町村居住支援協議会の設立促進 再掲

４区市（2022年度末時点累計

30区市）

補助対象の拡大

２区市

２区市（2023年度末時点累計

32区市）

活動支援補助の拡充（設立前

活動へも支援）

２区市 ２区市 ２区市

4-4 身近な場所での健康づくりを進めるプロジェクト スマートウォッチ等を活用した健康づくり

高齢者にバイタルや身体活動量を

計測できるスマートウォッチ等を配

付し、データを収集・分析

収集したデータの詳細を分析し、

健康状態や病気の予兆を把握で

きるアプリのプロトタイプを開発

収集したデータの詳細を分析し、

スタートアップ企業等と連携して、

健康状態や病気の予兆を把握で

きるアプリのプロトタイプを開発

アプリの試験的運用 アプリの実用化 アプリの活用・普及

4-4 身近な場所での健康づくりを進めるプロジェクト 健康づくりへの支援

ウォーキングマップ作成等の健康づ

くりに関する区市町村の取組を支

援

健康づくりに関する区市町村の取

組を支援

ウォーキングマップ作成等の健康づ

くりに関する区市町村の取組を支

援

健康づくりに関する区市町村の取

組を支援

健康づくりに関する区市町村の取

組を支援

健康づくりに関する区市町村の取

組を支援

4-4 身近な場所での健康づくりを進めるプロジェクト 介護予防・フレイル予防支援強化事業

介護予防・フレイル予防推進支援

センターによる専門的・技術的支

援の提供

介護予防・フレイル予防推進員を

配置する区市町村の取組を支援

30区市町

介護予防・フレイル予防推進支援

センターによる全区市町村への専

門的・技術的支援の提供、推進

員を配置する自治体の増加

介護予防・フレイル予防推進支援

センターによる全区市町村への専

門的・技術的支援の提供

介護予防・フレイル予防推進員を

配置する自治体を支援　31区市

町

介護予防・フレイル予防推進支援

センターによる全区市町村への専

門的・技術的支援の提供、推進

員を配置する自治体の増加

介護予防・フレイル予防推進支援

センターによる全区市町村への専

門的・技術的支援の提供、推進

員を配置する自治体の増加

介護予防・フレイル予防推進支援

センターによる全区市町村への専

門的・技術的支援の提供、推進

員を配置する自治体の増加

4-4 身近な場所での健康づくりを進めるプロジェクト オンライン介護予防サポート事業

感染対策等を講じながら行う介護

予防活動等に支援を行う区市町

村に対する補助　15自治体

事業活用自治体の増加

感染対策等を講じながら行う介護

予防活動等に支援を行う区市町

村に対する補助　13自治体

フレイル予防活動等の推進 フレイル予防活動等の推進 フレイル予防活動等の推進
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

4-4 身近な場所での健康づくりを進めるプロジェクト 短期集中予防サービス強化支援事業

２自治体への伴走型支援、全区

市町村を対象とした取組報告会

の開催1回 /年

２自治体への伴走型支援、全区

市町村を対象とした取組報告会

の開催1回 /年

２自治体への伴走型支援、全区

市町村を対象とした取組報告会

の開催１回 /年

（2023年度終了）

- - -

4-4 身近な場所での健康づくりを進めるプロジェクト 介護予防・フレイル予防普及啓発強化 - - -

都及び区市町村による都民に対

する直接的な普及啓発により、フ

レイルに関する理解を促進し、介

護予防・フレイル予防に取り組む

機運を醸成

都及び区市町村による都民に対

する直接的な普及啓発により、フ

レイルに関する理解を促進し、介

護予防・フレイル予防に取り組む

機運を醸成

都及び区市町村による都民に対

する直接的な普及啓発により、フ

レイルに関する理解を促進し、介

護予防・フレイル予防に取り組む

機運を醸成

4-5 安定的な介護サービスの供給を推進するプロジェクト 特別養護老人ホームの整備 53,096人
2030年度末までの定員64,000

人分の確保に向け、整備を促進
53,630人

2030年度末までの定員64,000

人分の確保に向け、整備を促進

2030年度末まで定員64,000人

分の確保に向け、整備を促進

2030年度末まで定員64,000人

分の確保に向け、整備を促進

4-5 安定的な介護サービスの供給を推進するプロジェクト 介護老人保健施設・介護医療院の整備 22,027人
2030年度末までの定員30,000

人分の確保に向け、整備を促進

21,984人（介護老人保健施

設）

2,402人（介護医療院）

2030年度末までの定員30,000

人分（介護老人保健施設及び

介護医療院の合計）の確保に向

け、整備を促進

2030年度末までの定員30,000

人分（介護老人保健施設及び

介護医療院の合計）の確保に向

け、整備を促進

2030年度末までの定員30,000

人分（介護老人保健施設及び

介護医療院の合計）の確保に向

け、整備を促進

4-5 安定的な介護サービスの供給を推進するプロジェクト 認知症高齢者グループホームの整備 12,263人
2030年度末までの定員20,000

人分の確保に向け、整備を推進
12,643人

2030年度末までの定員20,000

人分の確保に向け、整備を推進

2030年度末までの定員20,000

人分の確保に向け、整備を推進

2030年度末までの定員20,000

人分の確保に向け、整備を推進

4-5 安定的な介護サービスの供給を推進するプロジェクト 介護人材確保に向けた取組
職場体験 682人、資格取得支

援 445人、就業促進 911 人

職場体験 1,000 人、資格取得

支援 900人、就業促進 1,200

人

職場体験 823人、資格取得支

援 356人、就業促進 941人
 - -

4-5 安定的な介護サービスの供給を推進するプロジェクト 区市町村における介護人材確保対策の取組への支援

地域社会を支える介護人材の確

保・育成・定着のため区市町村の

取組を支援　48区市町村

（151事業）

62区市町村における介護人材対

策の取組を推進

地域社会を支える介護人材の確

保・育成・定着のため区市町村の

取組を支援　48区市町村

（159事業）

62区市町村における介護人材確

保対策の取組を推進

62区市町村における介護人材確

保対策の取組を推進

62区市町村における介護人材確

保対策の取組を推進

4-5 安定的な介護サービスの供給を推進するプロジェクト 介護職員宿舎借り上げ支援 1,908戸 6,903戸 2,246戸
年数制限撤廃など拡充して実施

7,919戸
7,919戸 7,919戸

4-5 安定的な介護サービスの供給を推進するプロジェクト 介護職員・介護支援専門員への居住支援特別手当 - - -

居住支援特別手当として一人当

たり月１万円（勤続5年目までの

介護職員には月１万円加算）を

補助

国が必要な見直しを講じるまでの

間、実施

国が必要な見直しを講じるまでの

間、実施

4-5 安定的な介護サービスの供給を推進するプロジェクト 夢や趣味と介護の仕事を両立する介護職員への支援 - - -

・働き方の多様性をPRする普及

啓発資材の作成

・コンセプトに合致するメンバー事

業所の活動を支援

10事業所

・普及啓発資材の活用

・メンバー事業所の活動支援10

事業所

・普及啓発資材の活用

・メンバー事業所の活動支援10

事業所

4-5 安定的な介護サービスの供給を推進するプロジェクト 介護の魅力PR - - -
介護職のイメージアップを図るため

の普及啓発資材の制作、各種広

告媒体への提出
- -

4-5 安定的な介護サービスの供給を推進するプロジェクト
要介護度等の維持改善に向けた介護事業者の取組促

進
-

・科学的介護の導入の意義等を

周知するため、講演会等を開催

・利用者のADL、要介護度の維

持・改善状況により事業所へ報

奨金を付与

・科学的介護の導入の意義等を

周知するため、講演会等を開催

・利用者のADL、要介護度の維

持・改善状況により事業所へ報

奨金を付与

（R６年度介護報酬改定）

事業の効果検証、事業者の取組

状況等確認

介護報酬改定後の事業者の取

組状況の推移も踏まえ、現状と課

題を確認

介護報酬改定後の事業者の取

組状況の推移も踏まえ、現状と課

題を確認
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

4-5 安定的な介護サービスの供給を推進するプロジェクト 外国人介護従事者受入れ環境整備等
外国人介護人材を受け入れる事

業所への補助等を実施

・介護事業所と外国人介護人材

の受入れ調整機関が参加する相

談会を開催

・外国人介護人材を受け入れる

事業所への補助を拡充

・介護事業所と外国人介護人材

の受入れ調整機関が参加する相

談会を開催

・外国人介護人材を受け入れる

事業所への補助を拡充

・海外向け広報活動実施

・TOKYO介護情報サイトや合同

相談会開催によりマッチングを促

進

・外国人介護人材を受け入れる

事業所への補助を拡充

・関係機関との会議体を開催

・海外向け広報活動実施

・TOKYO介護情報サイトや合同

相談会開催によりマッチングを促

進

・外国人介護人材を受け入れる

事業所への補助

・関係機関との会議体を開催

・海外向け広報活動実施

・TOKYO介護情報サイトや合同

相談会開催によりマッチングを促

進

・外国人介護人材を受け入れる

事業所への補助

・関係機関との会議体を開催

4-5 安定的な介護サービスの供給を推進するプロジェクト 福祉人材確保対策の推進 再掲

東京都福祉人材情報バンクシス

テム「ふくむすび」による情報発信、

東京都福祉人材センターの運営

等により、福祉人材の確保・定

着・育成を推進

・「ふくむすび」に係るシステム再構

築

・東京都福祉人材センターの運営

・福祉現場の若手職員等を活用

したイベントブース出展による情報

発信　等

・「ふくむすび」再構築完了、新シ

ステム運用による情報発信開始

・東京都福祉人材センターの運営

等により、福祉人材の確保・定

着・育成を推進

・福祉現場の若手職員等を活用

したイベントブース出展、動画制作

及び特設サイトのブラッシュアップに

よる情報発信を推進

・「ふくむすび」新システム運用

・東京都福祉人材センターの運営

・福祉関係団体等が参画する協

議体を設置し、取組の方向性・具

体策の検討、魅力発信

・マーケティングツールの導入等によ

る広報の展開に向け、情報収

集、分析、次年度実施の広報を

検討

・修学資金貸付システムの要件定

義、基本設計

・求職者に対し職場体験からマッ

チング、就業、定着までを一貫して

支援

・「ふくむすび」新システム運用

・東京都福祉人材センターの運営

・協議体において、取組の方向

性・具体策の検討、魅力発信

・前年度実績を踏まえたマーケティ

ングツールの導入、広報実施

・修学資金貸付システムの詳細設

計、開発

・求職者に対し職場体験からマッ

チング、就業、定着までを一貫して

支援

・「ふくむすび」新システム運用

・東京都福祉人材センターの運営

・協議体において、取組の方向

性・具体策の検討、魅力発信

・マーケティングツールを活用した広

報の実施

・修学資金貸付システムの運用

・求職者に対し職場体験からマッ

チング、就業、定着までを一貫して

支援

4-5 安定的な介護サービスの供給を推進するプロジェクト 介護の職場体験を推進

介護分野への未経験者の入職・

定着を促進するためのインターン

シップを開催　参加者159人

介護分野への未経験者の入職・

定着を促進するためのインターン

シップを開催　参加者1,000人

介護分野への未経験者の入職・

定着を促進するためのインターン

シップを開催　参加者915人

介護分野への未経験者の入職・

定着を促進するための職場体験

を実施　参加者1,000人

介護分野への未経験者の入職・

定着を促進するための職場体験

を実施　参加者1,000人

介護分野への未経験者の入職・

定着を促進するための職場体験

を実施　参加者1,000人

4-5 安定的な介護サービスの供給を推進するプロジェクト 訪問介護における人材確保・育成 - - -

訪問介護への就労を希望する者

を対象に、事業所での雇用確保・

資格取得支援を併せて行うととも

に、就職後の継続雇用サポートや

事業者指導を実施

300人

300人 300人

4-5 安定的な介護サービスの供給を推進するプロジェクト 介護職員の就業促進 - - - 就業促進　950人 就業促進　950人 就業促進　950人

4-5 安定的な介護サービスの供給を推進するプロジェクト 初任者研修等の資格取得支援 - - -
無料の介護職員初任者研修又

は生活援助従事者研修を開講

資格取得支援　900人

資格取得支援 900人 資格取得支援 900人

4-5 安定的な介護サービスの供給を推進するプロジェクト 介護事業所間の協働促進 - - -

・介護事業所法人間における連

携・協働を支援

・法人間連携プラットフォームとして

３ネットワークを構築

・介護事業所法人間における連

携・協働を支援

・法人間連携プラットフォームとして

３ネットワークを構築

・介護事業所法人間における連

携・協働を支援

・法人間連携プラットフォームとして

３ネットワークを構築

4-5 安定的な介護サービスの供給を推進するプロジェクト DXを推進するためのリーダーとなる人材の育成 - - -

DXをはじめとする生産性向上の

取組を推進するリーダー職員を配

置し、リーダー職員の育成や手当

の支給を行う事業者を支援　100

法人

200法人 300法人
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

4-5 安定的な介護サービスの供給を推進するプロジェクト
介護サービスにおけるデジタル技術を活用した利便性向

上支援事業

介護サービスにおいてデジタル技術

等の活用に取り組む区市町村を

支援　１市

デジタルを活用した区市町村の取

組を支援

介護サービスにおいてデジタル技術

等の活用に取り組む区市町村を

支援　１市

デジタルを活用した区市町村の取

組を支援

デジタルを活用した区市町村の取

組を支援

デジタルを活用した区市町村の取

組を支援

4-5 安定的な介護サービスの供給を推進するプロジェクト 介護現場のDX・タスクシェア促進 -

・介護施設に分身ロボットを導入

し、入所高齢者とのコミュニケーショ

ンを行うためモデル事業実施：８

施設

・介護の周辺業務の負担軽減を

図るため、掃除・配膳ロボットを導

入した介護施設を支援：100施

設

・分身ロボットの導入効果の測定

及び検証：８施設

・掃除・配膳ロボットの導入支

援：53施設

・分身ロボットの導入支援：50施

設

・掃除・配膳ロボットの導入支

援：100施設

介護業務及び介護の周辺業務の

負担軽減に資するロボットの導入

を支援

介護業務及び介護の周辺業務の

負担軽減に資するロボットの導入

を支援

4-5 安定的な介護サービスの供給を推進するプロジェクト 介護現場の生産性向上に向けた取組

デジタル機器導入促進支援488

事業所、次世代介護機器導入

促進支援214事業所、人材育

成促進支援86事業所

デジタル機器導入促進支援560

事業所、次世代介護機器導入

促進支援245事業所、人材育

成促進支援1,000事業所

デジタル機器導入促進支援484

事業所、次世代介護機器導入

促進支援319事業所、人材育

成促進支援195事業所

・コンサルタントによる機器導入に

向けた伴走型支援や試用機器の

貸出しなどを新たに実施

・デジタル機器導入促進支援

560事業所、次世代介護機器

導入促進支援249事業所、人

材育成促進支援400事業所

デジタル機器導入促進支援560

事業所、次世代介護機器導入

促進支援249事業所、人材育

成促進支援400事業所

デジタル機器導入促進支援560

事業所、次世代介護機器導入

促進支援249事業所、人材育

成促進支援400事業所

4-5 安定的な介護サービスの供給を推進するプロジェクト 介護現場のニーズに対応した製品・研究開発推進 再掲 - - -
製品開発助成　６件程度/年 、

公募型共同研究

製品開発助成　６件程度/年、

公募型共同研究・成果普及
製品開発助成　６件程度/年

4-5 安定的な介護サービスの供給を推進するプロジェクト 介護支援専門員に対する支援
介護支援専門員研修の実

施:5,838名
介護支援専門員研修の実施

介護支援専門員研修の実施：

8,951名

・介護支援専門員の資格取得及

び資格の維持に必要な研修受講

にかかる費用を補助：3,818名

・事務職員雇用支援：300事業

所

・介護支援専門員研修の実施：

10,895名

・介護支援専門員の資格取得及

び資格の維持に必要な研修受講

にかかる費用を補助

・事務職員雇用支援：300事業

所

・介護支援専門員研修の実施

・介護支援専門員の資格取得及

び資格の維持に必要な研修受講

にかかる費用を補助

・事務職員雇用支援：300事業

所

・介護支援専門員研修の実施

4-6 TOKYO認知症施策推進プロジェクト 認知症の人の社会参加推進 - - -
・モデル事業実施自治体への財

政的支援　４区市町村

・検討会の運営

・モデル事業実施自治体への財

政的支援　８区市町村

・検討会の運営

・都内事業実施自治体への財政

的支援

・検討会の運営

4-6 TOKYO認知症施策推進プロジェクト 認知症サポーターの活動支援

サポーターを中心とした支援チーム

の運営支援等を行うコーディネー

ターを養成する研修を実施　２回

・サポーターを中心とした支援チー

ムの運営支援等を行うコーディ

ネーターを養成する研修を実施

・区市町村への支援

・サポーターを中心とした支援チー

ムの運営支援等を行うコーディ

ネーターを養成する研修を実施

２回／160人

・区市町村への普及啓発やチーム

オレンジの先進的な取組事例の

紹介を実施

・サポーターを中心とした支援チー

ムの運営支援等を行うコーディ

ネーターを養成する研修を実施

・区市町村に対し、チームオレンジ

立ち上げに関する伴走型支援や

研修等を実施

・サポーターを中心とした支援チー

ムの運営支援等を行うコーディ

ネーターを養成する研修を実施

・区市町村に対し、チームオレンジ

立ち上げに関する伴走型支援や

研修等を実施

・サポーターを中心とした支援チー

ムの運営支援等を行うコーディ

ネーターを養成する研修を実施

・区市町村に対し、チームオレンジ

立ち上げに関する伴走型支援や

研修等を実施

4-6 TOKYO認知症施策推進プロジェクト キャラバン・メイトの養成
キャラバン・メイト養成研修の実施

全5回299人/年

キャラバン・メイト養成研修の実施

全５回400人/年

キャラバン・メイト養成研修の実施

全５回368人/年

キャラバン・メイト養成研修の実施

5回400人/年

キャラバン・メイト養成研修の実施

5回400人/年

キャラバン・メイト養成研修の実施

５回400人/年

61 ページ



2022年度 2024年度 2025年度 2026年度
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ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

4-6 TOKYO認知症施策推進プロジェクト 成年後見制度を安心して利用できる体制の整備

関係機関との連絡調整、制度の

普及啓発等、区市町村における

成年後見制度推進機関の整

備：52自治体

関係機関との連絡調整、制度の

普及啓発等、成年後見制度推

進機関を整備する区市町村の増

加

関係機関との連絡調整、制度の

普及啓発等、区市町村における

成年後見制度推進機関の整

備：53自治体

関係機関との連絡調整、制度の

普及啓発等、成年後見制度推

進機関を整備する区市町村の増

加

関係機関との連絡調整、制度の

普及啓発等、成年後見制度推

進機関を整備する区市町村の増

加

関係機関との連絡調整、制度の

普及啓発等、成年後見制度推

進機関を整備する区市町村の増

加

4-6 TOKYO認知症施策推進プロジェクト 若年性認知症への普及啓発・相談支援等実施

・企業向け研修会の実施１回

277人/年、介護・障害事業所向

け研修会の実施１回264人/年

・若年性認知症総合支援セン

ター2か所を運営し、相談支援を

実施

・企業向け研修会の実施1回

300人/年、介護・障害事業所向

け研修会の実施1回250人/年

・若年性認知症総合支援セン

ター2か所を運営し、相談支援を

実施

・企業向け研修会の実施１回

340人/年、介護・障害事業所向

け研修会の実施１回327人/年

・若年性認知症総合支援セン

ター2か所を運営し、相談支援を

実施

・企業向け研修会の実施1回

1,000人/年、介護・障害事業所

向け研修会の実施1回400人/

年、医療機関向け研修会の実施

１回1,000人/年

・若年性認知症総合支援セン

ター2か所を運営し、相談支援を

実施

・若年性認知症ネットワーク推進

連絡会を実施

・企業向け研修会の実施１回

1,000人/年、介護・障害事業所

向け研修会の実施１回400人/

年、医療機関向け研修会の実施

１回1,000人/年

・若年性認知症総合支援セン

ター2か所を運営し、相談支援を

実施

・若年性認知症ネットワーク推進

連絡会を実施

・企業向け研修会の実施１回

1,000人/年、介護・障害事業所

向け研修会の実施１回400人/

年、医療機関向け研修会の実施

１回1,000人/年

・若年性認知症総合支援セン

ター2か所を運営し、相談支援を

実施

・若年性認知症ネットワーク推進

連絡会を実施

4-6 TOKYO認知症施策推進プロジェクト
認知症の早期診断や初期段階からの継続的な支援が

できる地域づくり

認知症に関する正しい知識の普

及啓発を進めるとともに、認知症

検診を推進するため区市町村を

支援　22区市町村

大規模団地等において認知症支

援の拠点を設置し、認知症の初

期段階から継続的な支援ができる

地域づくりの推進　１区

検診の推進　27区市町村

初期段階から支援できる地域づく

りの推進

・認知症に関する正しい知識の普

及啓発を進めるとともに、認知症

検診を推進するため区市町村を

支援　21区市町村

・初期段階から支援できる地域づ

くりの推進　21区市町村

・認知症に関する正しい知識の普

及啓発を進めるとともに、対象者

を拡大するなどしてより一層検診

を推進　　29区市町村

・初期段階から支援できる地域づ

くりの推進　 29区市町村

・普及啓発及び検診の推進　37

区市町村

・初期段階から支援できる地域づ

くりの推進 　37区市町村

・普及啓発及び検診の推進　45

区市町村

・初期段階から支援できる地域づ

くりの推進　45区市町村

4-6 TOKYO認知症施策推進プロジェクト 認知症高齢者早期発見等支援ネットワーク - - -

GPSを活用した認知症高齢者等

の早期発見のためのネットワークに

取り組む自治体

10区市町村

GPSを活用した認知症高齢者等

の早期発見のためのネットワークに

取り組む自治体

20区市町村

GPSを活用した認知症高齢者等

の早期発見のためのネットワークに

取り組む自治体

30区市町村

4-6 TOKYO認知症施策推進プロジェクト 認知症抗体医薬への対応支援 - - -

都民等向け講演会等の実施

専門職向け相談窓口の設置

認知症疾患医療センター職員等

向け研修の実施

都民等向け講演会等の実施

専門職向け相談窓口の設置

認知症疾患医療センター職員等

向け研修の実施

専門職等向け手引きの作成等

都民等向け講演会等の実施

専門職向け相談窓口の設置

認知症疾患医療センター職員等

向け研修の実施

専門職等向け手引きの作成等

4-6 TOKYO認知症施策推進プロジェクト 認知症サポート医地域連携促進 - - -
地域包括支援センター等と連携し

て活動ができる認知症サポート医

77人

地域包括支援センター等と連携し

て活動ができる認知症サポート医

154人

地域包括支援センター等と連携し

て活動ができる認知症サポート医

231人

4-6 TOKYO認知症施策推進プロジェクト 認知症研究の推進 - - -
認知症の発症メカニズムの解明と

新規治療法や予防法等の開発

研究

継続実施 継続実施

4-6 TOKYO認知症施策推進プロジェクト ＴＯＫＹＯ健康長寿ＤＢ構築

健康長寿医療センターが保有する

データ等を統合し認知症等の研

究に活用できるデータベース「ＴＯ

ＫＹＯ健康長寿ＤＢ」を試験的

に運用開始

都内における本格運用開始
都内における本格運用開始

（共同研究先に提供）

外部研究機関、企業等がオープ

ンにデータベースを活用できる環境

整備を完了

企業・研究機関が新たな治療・予

防薬の開発に活用

認知症予防の取組を引き続き推

進
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4-6 TOKYO認知症施策推進プロジェクト ＡＩ診断システム等の構築

・連携施設にて脳疾患診断システ

ムの運用を検証。認知症鑑別シ

ステムの院内検証を実施

・AIチャットボットの機械学習及び

トライアルを実施

・AI診断システムの完成

・AIチャットボットにおける会話機

能の完成

・ＡＩ診断システムの一部完成

・ＡＩチャットボットにおける会話

機能の精度向上

・ＡＩ診断の診断現場における

活用・普及

・ＡＩチャットボットの臨床現場等

でのトライアル実施

・ＡＩ診断、バイオマーカーの診療

現場における活用・普及

・ＡＩチャットボットの市場への展

開

認知症予防の取組を引き続き推

進

4-6 TOKYO認知症施策推進プロジェクト ビッグデータ解析によるリスクチャートの作成

健康長寿医療センターが保有する

ビッグデータを用いた認知症リスク

要因の分析

認知症のリスク要因を見える化す

るリスクチャートプロトタイプ作成

認知症のリスク要因を見える化す

るリスクチャートプロトタイプ作成
認知症リスクチャートの完成

地域包括支援センター等での活

用

認知症予防の取組を引き続き推

進

4-6 TOKYO認知症施策推進プロジェクト 日本版ＢＰＳＤケアプログラムの普及 41区市町村 45区市町村

認知症の行動・心理症状の改善

が期待される「日本版BPSDケア

プログラム」を普及するため支援

45区市町村

55区市町村 62区市町村 62区市町村

5-1 新たな時代の働き方支援プロジェクト テレワークの導入・定着にかかる情報発信

「TOKYOテレワークアプリ」による

情報の発信やテレワーク推進セン

ターにおいて機器体験や関連セミ

ナー等の実施、「テレワーク東京

ルール」実践企業宣言制度を運

用しモデル事例を発信

テレワーク導入・定着を推進

「TOKYOテレワークアプリ」による

情報の発信やテレワーク推進セン

ターにおいて機器体験や関連セミ

ナー等の実施、「テレワーク東京

ルール」実践企業宣言制度を運

用しモデル事例を発信

テレワーク導入・定着を推進 テレワーク導入・定着を推進 テレワーク導入・定着を推進

5-1 新たな時代の働き方支援プロジェクト テレワークの導入・拡充に係る経費助成 助成件数 858件/年 助成件数 800件/年 助成件数 462件/年 助成件数 800件/年 テレワーク導入・拡大を推進 テレワーク導入・拡大を推進

5-1 新たな時代の働き方支援プロジェクト テレワーク課題解決コンサルティングの実施 実施件数 666回/年 実施件数 750回/年
実施件数 599回/年 （2023年

度終了）
- - -

5-1 新たな時代の働き方支援プロジェクト テレワーク導入ハンズオン支援

コンサルティング実施件数 212社

/年

助成金申請件数　33社/年

コンサルティング・助成金　実施件

数 400社/年

コンサルティング実施件数　322社

/年

助成金申請件数　109社/年

コンサルティング・助成金　実施件

数 400社/年

コンサルティング・助成金　実施件

数 400社/年

コンサルティング・助成金　実施件

数 400社/年

5-1 新たな時代の働き方支援プロジェクト 小規模テレワークコーナーの設置支援 支給決定件数　54件 支援件数 200社 支給決定件数　11件 支援件数 200社
小規模テレワークコーナー設置を

推進

小規模テレワークコーナー設置を

推進

5-1 新たな時代の働き方支援プロジェクト テレワーク定着に向けた課題解決の支援 -

定着に向けた課題診断に向けたコ

ンサルティング・機器導入助成及

びフォローアップの実施（800件/

年）

コンサルティング支援 337件/年

機器導入助成12件/年
支援件数 800件/年 テレワークの定着を促進 テレワークの定着を促進

5-1 新たな時代の働き方支援プロジェクト テレワークの普及啓発 - 区市町村連携イベント等の実施

区市町村連携イベントの実施や

「テレワーク課題解決攻略ブック」

の作成、テレワークポータルサイトに

よる情報発信

区市町村連携イベント等を実施

し、普及啓発を推進

区市町村連携イベント等を実施

し、普及啓発を推進

区市町村連携イベント等を実施

し、普及啓発を推進

5-1 新たな時代の働き方支援プロジェクト サテライトオフィスの設置支援 助成件数 4件/年 助成件数 16件/年 助成件数 16件/年

サテライトオフィス活用交流フェアの

開催（2回/年）サテライトオフィ

ス設置の支援（16件/年）、従

業員の利用を支援（300社/

年）

サテライトオフィス設置を推進 サテライトオフィス設置を推進

戦略５：誰もが輝く働き方実現戦略
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

5-1 新たな時代の働き方支援プロジェクト テレワークの定着を強化 - - -

テレワーク実施に係るニーズや課

題の調査、ポストコロナの「テレワー

クルール」の検討、検証等を行った

企業に奨励金を支給（1,000件

/年）

テレワーク実施に係るニーズや課

題の調査、ポストコロナの「テレワー

クルール」の検討、検証等を行った

企業に奨励金を支給

テレワーク実施に係るニーズや課

題の調査、ポストコロナの「テレワー

クルール」の検討、検証等を行った

企業に奨励金を支給

5-1 新たな時代の働き方支援プロジェクト 育児・介護との両立に向けたテレワークの導入支援 - - - 支援件数　500件/年 テレワークの導入を促進 テレワークの導入を促進

5-1 新たな時代の働き方支援プロジェクト サテライトオフィスの運営
サテライトオフィスの利用機会の提

供

サテライトオフィスの利用機会の提

供

サテライトオフィスの利用機会の提

供

サテライトオフィスの利用機会の提

供

サテライトオフィスの利用機会の提

供

サテライトオフィスの利用機会の提

供

5-1 新たな時代の働き方支援プロジェクト 子育て・介護を支援する融資制度 融資実績　10,600千円 /年 融資目標 20,000千円 融資実績　17,840千円 融資目標 76,000千円 融資目標 76,000千円 融資目標 76,000千円

5-1 新たな時代の働き方支援プロジェクト 中小企業従業員融資（個人融資「まなび」） - - - 融資目標 9,062 千円 融資目標 9,062 千円 融資目標 9,244 千円

5-1 新たな時代の働き方支援プロジェクト 家庭と仕事の両立支援推進事業

家庭と仕事の両立支援推進企業

登録制度の運用、介護と仕事の

両立推進シンポジウムの開催（1

回/年）

家庭と仕事の両立支援推進企業

登録制度の運用、介護と仕事の

両立推進シンポジウムの開催（1

回/年）

家庭と仕事の両立支援推進企業

登録制度の運用、介護と仕事の

両立推進シンポジウムの開催（1

回/年）

両立支援ポータルサイトの運用、

介護と仕事の両立推進シンポジウ

ムの開催（2回/年）

両立支援ポータルサイトの運用、

介護と仕事の両立推進シンポジウ

ムの開催（2回/年）

両立支援ポータルサイトの運用、

介護と仕事の両立推進シンポジウ

ムの開催（2回/年）

5-1 新たな時代の働き方支援プロジェクト 働くパパママ育業応援奨励金 再掲

働くママコース：438件、働くパパ

コース：674件、

パパと協力！ママコース：26件

（年度途中補正）

働くママコース 400件/年、働くパ

パコース 750件/年、パパと協

力！ママコース200件/年、もっと

パパコース300件/年

働くママコース 428件/年、働くパ

パコース 520件/年、パパと協

力！ママコース72件/年、もっとパ

パコース25件/年

働くママコースNEXT 400件/年、

働くパパコースNEXT 750件/年、

パパと協力！ママコース200件/

年、もっとパパコース300件/年

働くママコースNEXT 400件/年、

働くパパコースNEXT 750件/年、

パパと協力！ママコース200件/

年、もっとパパコース300件/年

働くママコースNEXT 400件/年、

働くパパコースNEXT 750件/年、

パパと協力！ママコース200件/

年、もっとパパコース300件/年

5-1 新たな時代の働き方支援プロジェクト 男性育業促進に向けた普及啓発

・TOKYOパパ育業促進企業：

24社（登録企業数）

・オンラインセミナー：300名（総

申込者数）

・男性育業フォーラム：353名

（会場＋当日配信視聴者数）

普及啓発の促進

・TOKYOパパ育業促進企業：

62社（累計86社）

・オンラインセミナー：380名（総

申込者数）

・男性育業フォーラムの開催：

292名（会場＋当日配信視聴

者数）

普及啓発の促進 普及啓発の促進 普及啓発の促進

5-1 新たな時代の働き方支援プロジェクト 介護休業取得応援奨励金

実績：33件

※R4.4月からR5.3月までの交付

決定件数

対象件数 30件/年

実績：43件

※R5.4月からR6.3月までの交付

決定件数

対象件数 60件/年 対象件数 60件/年 対象件数 60件/年

5-1 新たな時代の働き方支援プロジェクト 働きやすい職場環境づくりの整備推進

・研修会の開催　35回

・専門家の派遣　90社（383

回）

・研修会の開催

・専門家の派遣

育児・介護や病気治療と仕事の

両立支援、非正規労働者の雇用

環境改善等に関する研修会の開

催や専門家の派遣

・研修会の開催　35回

・専門家の派遣　56社（233

回）

・研修会の開催

・専門家の派遣

・研修会の開催

・専門家の派遣

・研修会の開催

・専門家の派遣

5-1 新たな時代の働き方支援プロジェクト
働きやすい職場環境づくりのための取組を行った企業へ

の支援
支援社数507社/年 支援対象数600社/年

働きやすい職場環境づくりのための

取組を行った企業を助成

支援社数474社

支援対象数600社/年 支援対象数600社/年 支援対象数600社/年
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

5-1 新たな時代の働き方支援プロジェクト 不妊治療・不育症治療と仕事の両立支援奨励金 支給件数　193件

治療と仕事の両立環境を整備す

る企業を支援

対象件数　300件/年

 支給件数　227件
治療と仕事の両立環境を整備す

る企業を支援

治療と仕事の両立環境を整備す

る企業を支援

治療と仕事の両立環境を整備す

る企業を支援

5-1 新たな時代の働き方支援プロジェクト 育業中スキルアップ支援事業 - 支援規模10社/年 支援規模6社/年 支援規模10社/年 支援規模10社/年 支援規模10社/年

5-1 新たな時代の働き方支援プロジェクト ライフイベントと仕事の両立に向けたスキルアップ等を支援 -

育児等と仕事の両立を図る従業

員のスキルアップ制度整備の取組

を行った中小企業等に対して、一

定額を支給（100社/年）、専

門家派遣（150回）

育児等と仕事の両立を図る従業

員のスキルアップ制度整備の取組

を行った中小企業等に対して、一

定額を支給（61社/年）、専門

家派遣（５回/年）

育児等と仕事の両立を図る従業

員のスキルアップ制度整備の取組

を行った中小企業等に対して、一

定額を支給（100社/年）、専

門家派遣（150回/年）

育児等と仕事の両立を図る従業

員のスキルアップ制度整備の取組

を行った中小企業等に対して、一

定額を支給（100社/年）、専

門家派遣（150回/年）

育児等と仕事の両立を図る従業

員のスキルアップ制度整備の取組

を行った中小企業等に対して、一

定額を支給（100社/年）、専

門家派遣（150回/年）

5-1 新たな時代の働き方支援プロジェクト 男性育業推進リーダーの設置等 - - -

男性育業の経験者を「男性育業

推進リーダー」として設置し、取組

をグループ会社等へ伝道・波及し

た中堅・中小企業等に奨励金を

支給するとともに、取組等の要件

を満たした企業等を「男性育業推

進リーダー設置企業」として認定

(75社/年)

男性育業の経験者を「男性育業

推進リーダー」として設置し、取組

をグループ会社等へ伝道・波及し

た中堅・中小企業等に奨励金を

支給するとともに、取組等の要件

を満たした企業等を「男性育業推

進リーダー設置企業」として認定

(75社/年)

男性育業の経験者を「男性育業

推進リーダー」として設置し、取組

をグループ会社等へ伝道・波及し

た中堅・中小企業等に奨励金を

支給するとともに、取組等の要件

を満たした企業等を「男性育業推

進リーダー設置企業」として認定

(75社/年)

5-1 新たな時代の働き方支援プロジェクト 企業向け講座の実施、社労士等の専門家派遣
講座実施規模 857社(申込)/

年、派遣規模 220社/年

講座実施規模 1,000社/年、派

遣規模 300社/年

講座実施規模 944社（申込）

/年、派遣規模 264社/年

（2023年度終了）
- - -

5-1 新たな時代の働き方支援プロジェクト 「東京ライフ・ワーク・バランス認定企業」認定 認定企業数 13社/年 認定企業数 13社/年 認定企業数 ９社/年 認定企業数 13社/年 認定企業数 13社/年 認定企業数 13社/年

5-1 新たな時代の働き方支援プロジェクト 「ライフ・ワーク・バランスEXPO」
「ライフ・ワーク・バランスEXPO」の

開催

「ライフ・ワーク・バランスEXPO」の

開催

「ライフ・ワーク・バランスEXPO」の

開催

「ライフ・ワーク・バランスEXPO」の

開催

「ライフ・ワーク・バランスEXPO」の

開催

「ライフ・ワーク・バランスEXPO」の

開催

5-1 新たな時代の働き方支援プロジェクト ハラスメント防止対策の推進

・パワハラオンラインセミナー：申込

者数174人

・就ハラオンラインセミナー：申込

者数149人

オンラインセミナーの開催、リーフ

レット等の配布

・パワハラオンラインセミナー：申込

者数728人

・就ハラオンラインセミナー：申込

者数474人

オンラインセミナーの開催(年2

回）、リーフレット等の配布、カスタ

マーハラスメントに関するシンポジウ

ムと相談会開催

オンラインセミナーの開催(年2

回）、リーフレット等の配布、カスタ

マーハラスメントに関するシンポジウ

ムと相談会開催

オンラインセミナーの開催(年2

回）、リーフレット等の配布、カスタ

マーハラスメントに関するシンポジウ

ムと相談会開催

5-1 新たな時代の働き方支援プロジェクト ES向上による若手人材確保・定着を支援 再掲 -
支援件数 60社/年、助成件数

60社/年

支援件数 29社/年、助成件数

7社/年

支援件数 60社/年、助成件数

60社/年

支援件数 60社/年、助成件数

60社/年

支援件数 60社/年、助成件数

60社/年

5-1 新たな時代の働き方支援プロジェクト 働き方改革のパワーアップを推進 - - -

巡回相談、相談窓口の運営、セ

ミナーの実施（1,000社/年）、

社労士等の専門家派遣（300

社/年）

巡回相談、相談窓口の運営、セ

ミナーの実施（1,000社/年）、

社労士等の専門家派遣（300

社/年）

巡回相談、相談窓口の運営、セ

ミナーの実施（1,000社/年）、

社労士等の専門家派遣（300

社/年）

5-1 新たな時代の働き方支援プロジェクト 「東京サステナブルワーク企業」の登録 - - -

「残業の少ない働き方」等の働き

方改革に積極的に取り組んでいる

企業を「東京サステナブルワーク企

業」として登録、「Tokyo

Future　Work　Award」の表彰

（10社/年）

「残業の少ない働き方」等の働き

方改革に積極的に取り組んでいる

企業を「東京サステナブルワーク企

業」として登録、「Tokyo

Future　Work　Award」の表彰

（10社/年）

「残業の少ない働き方」等の働き

方改革に積極的に取り組んでいる

企業を「東京サステナブルワーク企

業」として登録、「Tokyo

Future　Work　Award」の表彰

（10社/年）
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

5-1 新たな時代の働き方支援プロジェクト 中小企業の処遇改善を支援 - - -

賃金制度・賃上げに関する特別

講座(2回/年)、賃金制度の整備

に向けた専門家派遣（75回/

年）、TOKYOはたらくネットで好

事例を紹介

賃金制度・賃上げに関する特別

講座(2回/年)、賃金制度の整備

に向けた専門家派遣（75回/

年）、TOKYOはたらくネットで好

事例を紹介

賃金制度・賃上げに関する特別

講座(2回/年)、賃金制度の整備

に向けた専門家派遣（75回/

年）、TOKYOはたらくネットで好

事例を紹介

5-1 新たな時代の働き方支援プロジェクト 東京の雇用就業を考える専門家会議 - - - 会議を開催 会議を開催 会議を開催

5-1 新たな時代の働き方支援プロジェクト 中小企業の副業・兼業人材の活用等を支援

専門相談窓口及びアドバイザーの

設置・運営、専門家派遣によるコ

ンサルティング、副業・兼業人材活

用セミナー（年２回）の実施

専門相談窓口及びアドバイザーの

運営、人材活用セミナーの実施

専門相談窓口及びアドバイザーの

設置・運営、専門家派遣によるコ

ンサルティング、副業・兼業人材活

用セミナー（年３回）の実施

専門相談窓口及びアドバイザーの

運営、人材活用セミナーの実施

専門相談窓口及びアドバイザーの

運営、人材活用セミナーの実施

専門相談窓口及びアドバイザーの

運営、人材活用セミナーの実施

5-1 新たな時代の働き方支援プロジェクト 人材確保に資する支援の提供

業界団体が構成員の中小企業

等に対して行う人材確保の取組

を支援

（オーダーメイド型支援　６団

体）

業界団体が構成員の中小企業

等に対して行う人材確保の取組

を支援

（オーダーメイド型支援　15団体

程度）

業界団体が構成員の中小企業

等に対して行う人材確保の取組

を支援（オーダーメイド型支援

2022年度採択：６団体、

2023年度採択：10団体）

業界団体が構成員の中小企業

等に対して行う人材確保の取組

を支援（オーダーメイド型支援

2023年度採択：10団体） 、

業界団体が構成員の中小企業

等に対して行う人材確保の取組

をまとめ、支援事例集を作成

（オーダーメイド型支援　2022年

度採択：６団体、2023年度採

択：10団体）

- -

5-1 新たな時代の働き方支援プロジェクト 業界独自の取組支援

業界団体が構成員の中小企業

等に対して行う人材確保の取組

を支援

（団体独自取組支援　７団

体）

業界団体が構成員の中小企業

等に対して行う人材確保の取組

を支援

（団体独自取組支援　10団体

程度）

業界団体が構成員の中小企業

等に対して行う人材確保の取組

を支援（団体独自取組支援

2022年度採択：７団体、

2023年度採択：２団体）

業界団体が構成員の中小企業

等に対して行う人材確保の取組

を支援（団体独自取組支援

2023年度採択：２団体）

助成金の支出等（団体独自取

組支援　2023年度採択：２団

体）（2025年度終了）
-

5-1 新たな時代の働き方支援プロジェクト 地域の実情に応じた人材確保を支援

地域の実情に応じ、人材確保又

は処遇改善に向け、取り組む区

市町村及び商工会等を支援

区市町村及び商工会等を支援

地域の実情に応じ、人材確保又

は処遇改善に向け、取り組む区

市町村及び商工会等を支援

区市町村及び商工会等を支援 区市町村及び商工会等を支援 区市町村及び商工会等を支援

5-1 新たな時代の働き方支援プロジェクト 中小企業の人材確保に向けた魅力を発信

「東京カイシャハッケン伝」等により

中小企業の魅力発信 （年間86

社掲載）

中小企業の魅力発信を推進

「東京カイシャハッケン伝」等により

中小企業の魅力発信 （年間86

社掲載）

中小企業の魅力発信を推進 中小企業の魅力発信を推進 中小企業の魅力発信を推進

5-1 新たな時代の働き方支援プロジェクト 中小企業の人材確保を支援
奨学金返還をサポートする中小

企業の取組を支援

奨学金返還をサポートする中小

企業の取組を支援

奨学金返還をサポートする中小

企業の取組を支援

奨学金返還をサポートする中小

企業の取組を支援

奨学金返還をサポートする中小

企業の取組を支援

奨学金返還をサポートする中小

企業の取組を支援

5-1 新たな時代の働き方支援プロジェクト エンゲージメント向上に向けた職場環境づくりの推進 専門家派遣実施件数　422回
専門家派遣2,400回、奨励金支

給1,200社

専門家派遣2,249回、奨励金支

給246社

専門家派遣2,800回、奨励金支

給1,400社

専門家派遣2,800回、奨励金支

給1,400社

専門家派遣2,800回、奨励金支

給1,400社

5-1 新たな時代の働き方支援プロジェクト 脱炭素社会の実現等に向けた人材確保・就職促進
環境産業等の分野におけるマッチ

ングイベントの実施（年１回）

環境産業等の分野におけるマッチ

ングイベントの実施

環境産業等の分野におけるマッチ

ングイベントの実施（年１回）

環境関連産業及び観光関連産

業におけるマッチングイベントの実

施 （各１回/年）

環境関連産業及び観光関連産

業におけるマッチングイベントの実

施 （各１回/年）

環境関連産業及び観光関連産

業におけるマッチングイベントの実

施 （各１回/年）

5-1 新たな時代の働き方支援プロジェクト オンライン面接対策の支援 - オンライン面接対策の支援 オンライン面接対策の支援 オンライン面接対策の支援 オンライン面接対策の支援 オンライン面接対策の支援
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2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

5-1 新たな時代の働き方支援プロジェクト DX・GX時代を担う専門・中核人材の確保を支援 -

中核人材の確保・活用に向けた

訪問・提案型の支援、普及セミ

ナーや大企業の専門人材と中小

企業との交流会を実施

中核人材の確保・活用に向けた

訪問・提案型の支援、普及セミ

ナーや大企業の専門人材と中小

企業との交流会を実施

中核人材の確保・活用に向けた

訪問・提案型の支援、普及セミ

ナーや大企業の専門人材と中小

企業との交流会を実施

中核人材の確保・活用に向けた

訪問・提案型の支援、普及セミ

ナーや大企業の専門人材と中小

企業との交流会を実施

中核人材の確保・活用に向けた

訪問・提案型の支援、普及セミ

ナーや大企業の専門人材と中小

企業との交流会を実施

5-1 新たな時代の働き方支援プロジェクト
大企業と連携した中小企業・スタートアップの成長促進

に向けた人材交流支援事業
-

中小企業・スタートアップと大企業

との人材交流を支援

中小企業・スタートアップと大企業

との人材交流を支援(８組が出向

を開始）

中小企業・スタートアップと大企業

との人材交流を支援

中小企業・スタートアップと大企業

との人材交流を支援

中小企業・スタートアップと大企業

との人材交流を支援

5-1 新たな時代の働き方支援プロジェクト 中小企業の技能を受け継ぐ人材の定着を支援 - - -

魅力体験コーディネータ（専門相

談員）や技能人材サポーター

（専門家）の配置、奨励金の支

給

魅力体験コーディネータ（専門相

談員）や技能人材サポーター

（専門家）の配置、奨励金の支

給

魅力体験コーディネータ（専門相

談員）や技能人材サポーター

（専門家）の配置、奨励金の支

給

5-1 新たな時代の働き方支援プロジェクト
業界団体の希望やニーズに沿った人材確保に向けたカス

タマイズ支援
- - -

・業界団体が構成員の中小企業

等に対して行う人材確保の取組

を支援（カスタマイズ型支援

2024年度採択：15団体程

度）

・業界団体が構成員の中小企業

等に対して行う人材確保の取組

を支援（団体独自取組支援

2024年度採択：10団体程

度）

・業界団体が構成員の中小企業

等に対して行う人材確保の取組

を支援（カスタマイズ型支援

2024年度採択：15団体程度、

2025年度採択：15団体程

度）

・業界団体が構成員の中小企業

等に対して行う人材確保の取組

を支援（団体独自取組支援

2024年度採択：10団体程度、

2025年度採択：10団体程

度）

・業界団体が構成員の中小企業

等に対して行う人材確保の取組

をまとめ、支援事例集を作成（カ

スタマイズ型支援　2024年度採

択：15団体程度）

・業界団体が構成員の中小企業

等に対して行う人材確保の取組

を支援（カスタマイズ型支援

2025年度採択：15団体程

度）

・業界団体が構成員の中小企業

等に対して行う人材確保の取組

を支援（団体独自取組支援

2025年度採択：10団体程

度）

・業界団体が構成員の中小企業

等に対して行う人材確保の取組

をまとめ、支援事例集を作成（カ

スタマイズ型支援　2025年度採

択：15団体程度）

5-1 新たな時代の働き方支援プロジェクト 建設業及び運輸業の企業を集めたマッチングイベント - - -
建設業及び運輸業の企業のマッ

チングイベントの実施

建設業及び運輸業の企業のマッ

チングイベントの実施

建設業及び運輸業の企業のマッ

チングイベントの実施

5-1 新たな時代の働き方支援プロジェクト 業界団体による人材確保の取組強化を支援 - - -

業界団体が構成員である中小企

業に向けた人材確保に資する取

組を支援（2024年度採択：5

団体程度）

業界団体が構成員である中小企

業に向けた人材確保に資する取

組を支援（2024年度採択：5

団体程度、2025年度採択：5

団体程度）

業界団体が構成員である中小企

業に向けた人材確保に資する取

組を支援（2025年度採択：5

団体程度）

5-1 新たな時代の働き方支援プロジェクト 奨学金返済支援企業とのマッチング促進 - - -
奨学金返済支援企業のマッチング

イベントの実施

奨学金返済支援企業のマッチング

イベントの実施

奨学金返済支援企業のマッチング

イベントの実施

5-1 新たな時代の働き方支援プロジェクト シルバー人材センターと連携した就業機会の確保

区市町村及び商工会議所等を

対象とした地域ニーズに沿った事

業企画提案を実施。また、セン

ター会員を対象に家事援助サービ

スや生活支援サービスなどの研修

を実施

区市町村及び地域関係機関を

対象とした地域ニーズに沿った事

業企画提案の実施、センター会

員へ家事援助等サービスの就業

に向けた研修を実施

区市町村及び地域関係機関を

対象とした地域ニーズに沿った事

業企画提案の実施、センター会

員へ家事援助等サービスの就業

に向けた研修を実施

区市町村及び地域関係機関を

対象とした地域ニーズに沿った事

業企画提案の実施、センター会

員へ家事援助等サービスの就業

に向けた研修を実施

区市町村及び地域関係機関を

対象とした地域ニーズに沿った事

業企画提案の実施、センター会

員へ家事援助等サービスの就業

に向けた研修を実施

区市町村及び地域関係機関を

対象とした地域ニーズに沿った事

業企画提案の実施、センター会

員へ家事援助等サービスの就業

に向けた研修を実施

5-1 新たな時代の働き方支援プロジェクト シルバー人材センターにおける人材開発コースの実施
講習数 24講習、受講者数 393

名

講習数 24講習、受講者数 495

名/年

講習数 24講習、受講者数 447

名/年

講習数 24講習、受講者数 495

名/年

講習数 24講習、受講者数 495

名/年

講習数 24講習、受講者数 495

名/年
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プロジェクト名 取組名 再掲

5-1 新たな時代の働き方支援プロジェクト シニアのマインドチェンジやキャリアチェンジを促進

高齢者を対象に、マインドチェンジ

やキャリアチェンジを促す内容のセミ

ナーを、東京労働局と連携し実施

セミナーを開催

高齢者を対象に、マインドチェンジ

やキャリアチェンジを促す内容のセミ

ナーを、東京労働局と連携し実施

セミナーを開催 セミナーを開催 セミナーを開催

5-1 新たな時代の働き方支援プロジェクト 企業におけるシニア人材活用を促進 再掲

促進セミナー　参加者数 153

名、コンサルタント派遣　　実施社

数 151社

促進セミナー 対象予定人数

150名/年、コンサルタント派遣 対

象予定数 150社/年

促進セミナー　参加者数 198

名、コンサルタント派遣 実施社数

153社

促進セミナー 対象予定人数

150名/年、コンサルタント派遣 対

象予定数 150社/年

促進セミナー 対象予定人数

150名/年、コンサルタント派遣 対

象予定数 150社/年

促進セミナー 対象予定人数

150名/年、コンサルタント派遣 対

象予定数 150社/年

5-1 新たな時代の働き方支援プロジェクト 東京キャリア・トライアル65 再掲 派遣者数 408名（延べ数） 対象予定人数 500名/年 派遣者数 505名（延べ数） 対象予定人数 500名/年 対象予定人数 500名/年 対象予定人数 500名/年

5-1 新たな時代の働き方支援プロジェクト 東京セカンドキャリア塾 再掲

65歳以上コース 151名（受講

者数）、シニア予備群コース 185

名（受講者数）、オンライン講座

1,102名（延べ受講者数）

65歳以上コース 対象予定人数

150名/年、シニア予備群コース

対象予定人数 180名/年、オン

ライン講座 対象予定人数 900

名/年

65歳以上コース 152名（受講

者数）、シニア予備群コース 183

名（受講者数）、オンライン講座

1,212名（延べ受講者数）

65歳以上コース 対象予定人数

180名/年、シニア予備群コース

対象予定人数 180名/年、オン

ライン講座 対象予定人数 900

名/年

65歳以上コース 対象予定人数

180名/年、シニア予備群コース

対象予定人数 180名/年、オン

ライン講座 対象予定人数 900

名/年

65歳以上コース 対象予定人数

180名/年、シニア予備群コース

対象予定人数 180名/年、オン

ライン講座 対象予定人数 900

名/年

5-1 新たな時代の働き方支援プロジェクト シニアしごとEXPO(一部オンライン) 再掲 第１回434名、第２回310名 開催回数 ２回/年 第１回620名、第２回298名 開催回数 ２回/年 開催回数 ２回/年 開催回数 ２回/年

5-1 新たな時代の働き方支援プロジェクト シニア就業支援キャラバン 再掲

シニア向けセミナーや合同就職面

接会、就業相談を１日でパッケー

ジにしたイベント「シニア就業支援

キャラバン」を開催

シニア向けセミナーや「シニア就業

支援キャラバン」を開催

シニア向けセミナーや合同就職面

接会、就業相談を１日でパッケー

ジにしたイベント「シニア就業支援

キャラバン」を開催

シニア向けセミナーや「シニア就業

支援キャラバン」を開催

シニア向けセミナーや「シニア就業

支援キャラバン」を開催

シニア向けセミナーや「シニア就業

支援キャラバン」を開催

5-1 新たな時代の働き方支援プロジェクト
新たな時代のニーズに対応するためのシニア中小企業活

躍応援講座
-

シニア人材が能力を発揮・活躍で

きる短期間のプログラムの提供

シニア人材が能力を発揮・活躍で

きる短期間のプログラムの提供

シニア人材が能力を発揮・活躍で

きる短期間のプログラムの提供

シニア人材が能力を発揮・活躍で

きる短期間のプログラムの提供

シニア人材が能力を発揮・活躍で

きる短期間のプログラムの提供

5-1 新たな時代の働き方支援プロジェクト シニアプロフェッショナル人材の再活躍を支援 - - -

シニア人材向け短期集中講座(4

回/年)、シニア人材活用セミナー

（4回/年）、交流会・合同就職

面接会の開催（6回/年）

シニア人材向け短期集中講座(4

回/年)、シニア人材活用セミナー

（4回/年）、交流会・合同就職

面接会の開催（6回/年）

シニア人材向け短期集中講座(4

回/年)、シニア人材活用セミナー

（4回/年）、交流会・合同就職

面接会の開催（6回/年）

5-1 新たな時代の働き方支援プロジェクト シルバー人材センターのブランド力向上への支援 - - -
シルバー人材センターの自主事業

の展開を支援（20センター/年）

シルバー人材センターの自主事業

の展開を支援（20センター/年）

シルバー人材センターの自主事業

の展開を支援（20センター/年）

5-1 新たな時代の働き方支援プロジェクト シルバー人材センターの多様な求人開拓の強化 - - -

シルバー人材センターへの業務の

切り分けが可能な連携企業の選

定（５社/年）、会員が１週間

程度従事するトライアル利用の実

施（100件/年）

シルバー人材センターへの業務の

切り分けが可能な連携企業の選

定（５社/年）、会員が１週間

程度従事するトライアル利用の実

施（100件/年）

シルバー人材センターへの業務の

切り分けが可能な連携企業の選

定（５社/年）、会員が１週間

程度従事するトライアル利用の実

施（100件/年）

5-1 新たな時代の働き方支援プロジェクト シルバー人材センターの経営力・営業力強化 - - -
中小企業診断士等の専門家によ

る個別相談（48回/年）、専門

家派遣(100回/年)

中小企業診断士等の専門家によ

る個別相談（48回/年）、専門

家派遣(100回/年)

中小企業診断士等の専門家によ

る個別相談（48回/年）、専門

家派遣(100回/年)

5-1 新たな時代の働き方支援プロジェクト プラチナ・キャリアセンターの創設 再掲 - - -
官民連携によりシニア就業のプラッ

トフォームを形成し、シニアのキャリ

アシフトと人手不足の解決を促進

官民連携によりシニア就業のプラッ

トフォームを形成し、シニアのキャリ

アシフトと人手不足の解決を促進

官民連携によりシニア就業のプラッ

トフォームを形成し、シニアのキャリ

アシフトと人手不足の解決を促進

5-1 新たな時代の働き方支援プロジェクト ミドルシニアのパラレルキャリアを支援 再掲 - - -
交流イベント・マッチング面談の開

催

年６回（各回20社程度）

交流イベント・マッチング面談の開

催

年６回（各回20社程度）

交流イベント・マッチング面談の開

催

年６回（各回20社程度）

68 ページ



2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

5-1 新たな時代の働き方支援プロジェクト 女性しごと応援テラス 再掲

女性しごと応援テラスの運営、女

性しごと応援テラス多摩の開設・

運営

女性しごと応援テラスの運営、女

性しごと応援テラス多摩の運営

女性しごと応援テラス（飯田橋）

及び女性しごと応援テラス多摩

（立川）の運営

女性しごと応援テラス（飯田橋）

及び女性しごと応援テラス多摩

（立川）の運営

女性しごと応援テラス（飯田橋）

及び女性しごと応援テラス多摩

（立川）の運営

女性しごと応援テラス（飯田橋）

及び女性しごと応援テラス多摩

（立川）の運営

5-1 新たな時代の働き方支援プロジェクト 再就職サポートプログラム 再掲

地域型受講人数106名/年、合

同就職面接会等参加人数 72

名/年、地域型（多摩地域）受

講人数62名/年、合同就職面接

会等（多摩地域）参加人数22

名/年

女性の再就職をサポートする総合

的なプログラムを実施（対象人数

275名/年・飯田橋）

女性の再就職をサポートする総合

的なプログラムを実施（対象人数

150名/年・多摩）

女性の再就職をサポートする総合

的なプログラムを実施（受講人数

227名/年・飯田橋）

女性の再就職をサポートする総合

的なプログラムを実施（受講人数

121名/年・多摩）

女性の再就職をサポートする総合

的なプログラムを実施（対象人数

275名/年・飯田橋）

女性の再就職をサポートする総合

的なプログラムを実施（対象人数

150名/年・多摩）

女性の再就職をサポートする総合

的なプログラムを実施（対象人数

275名/年・飯田橋）

女性の再就職をサポートする総合

的なプログラムを実施（対象人数

150名/年・多摩）

女性の再就職をサポートする総合

的なプログラムを実施（対象人数

275名/年・飯田橋）

女性の再就職をサポートする総合

的なプログラムを実施（対象人数

150名/年・多摩）

5-1 新たな時代の働き方支援プロジェクト 女性しごと応援キャラバン 再掲
地域女性就業相談会の開催

（区部23回、多摩27回）
地域女性就業相談会の開催

地域女性就業相談会の開催

（区部46回、多摩37回）
地域女性就業相談会の開催 地域女性就業相談会の開催 地域女性就業相談会の開催

5-1 新たな時代の働き方支援プロジェクト 女性向け在宅ワークセミナー 再掲 参加人数51名/年 対象人数45名/年 参加人数58名/年 対象人数45名/年 対象人数45名/年 対象人数45名/年

5-1 新たな時代の働き方支援プロジェクト 地域密着型マッチングイベント 再掲 - - -

地域性の高いマッチングイベント

（合同就職面接会・個別就業

相談・セミナー）を都内各エリアで

開催（310名/年）

地域性の高いマッチングイベント

（合同就職面接会・個別就業

相談・セミナー）を都内各エリアで

開催（310名/年）

地域性の高いマッチングイベント

（合同就職面接会・個別就業

相談・セミナー）を都内各エリアで

開催（310名/年）

5-1 新たな時代の働き方支援プロジェクト レディGO！Project プラス 再掲

就職活動スタートセミナーのオンラ

イン配信や合同就職面接会の開

催（６回）

就職活動スタートセミナーのオンラ

イン配信や合同就職面接会の開

催

就職活動スタートセミナーのオンラ

イン配信や合同就職面接会の開

催（６回）

就職活動スタートセミナーのオンラ

イン配信や合同就職面接会の開

催

就職活動スタートセミナーのオンラ

イン配信や合同就職面接会の開

催

就職活動スタートセミナーのオンラ

イン配信や合同就職面接会の開

催

5-1 新たな時代の働き方支援プロジェクト 再就職セミナー及びインターンシップ（託児サービス付） 再掲
セミナー（受講者数132名）、イ

ンターンシップ（参加者数92名）

セミナー（規模140名）、イン

ターンシップ（規模140名）

セミナー（受講者数145名）、イ

ンターンシップ（参加者数106

名）

セミナー（規模140名）、イン

ターンシップ（規模140名）

セミナー（規模140名）、イン

ターンシップ（規模140名）

セミナー（規模140名）、イン

ターンシップ（規模140名）

5-1 新たな時代の働き方支援プロジェクト
テレワークを希望する求職者に対するセミナー及び企業の

求人開拓
再掲

求職者向けセミナー（参加者数

50名＋視聴者数297名）、合

同就職面接会（参加者数231

名・参加企業数50社）

求職者向けセミナー（規模50名

＋オンライン配信）、合同就職面

接会（規模200名・50社）

求職者向けセミナー（参加者数

50名＋視聴者数466名）、合

同就職面接会（参加者数547

名・参加企業数52社）

求職者向けセミナー（規模50名

＋オンライン配信）、合同就職面

接会（規模200名・50社）

求職者向けセミナー（規模50名

＋オンライン配信）、合同就職面

接会（規模200名・50社）

求職者向けセミナー（規模50名

＋オンライン配信）、合同就職面

接会（規模200名・50社）

5-1 新たな時代の働き方支援プロジェクト 女性従業員のキャリアアップを応援 再掲

・女性活躍推進研修や企業の女

性管理職の育成を促すセミナー等

を実施

・管理職を目指す女性等向けの

キャリアステップ応援塾や女性従

業員のキャリアアップに向けた意識

改革研修、働く女性のキャリア形

成に向けた講演会等を実施

研修やセミナー、講習会等の実施

・女性活躍推進研修や企業の女

性管理職の育成を促すセミナー等

を実施

・管理職を目指す女性等向けの

キャリアステップ応援塾や女性従

業員のキャリアアップに向けた意識

改革研修、働く女性のキャリア形

成に向けた講演会等を実施

研修やセミナー、講演会等の実施 研修やセミナー、講演会等の実施 研修やセミナー、講演会等の実施

5-1 新たな時代の働き方支援プロジェクト 女性の採用・職域拡大等に向けた環境整備の促進 再掲
企業による女性が働きやすい職場

づくりの支援を実施

企業による女性が働きやすい職場

づくりの支援
交付決定件数：８件

企業による女性が働きやすい職場

づくりの支援

企業による女性が働きやすい職場

づくりの支援

企業による女性が働きやすい職場

づくりの支援

5-1 新たな時代の働き方支援プロジェクト
仕事と家庭の両立について優れた取組を実践している企

業との合同就職面接会
再掲 参加人数713名/年 対象人数1,000名/年 参加人数1,318名/年 対象人数1,000名/年 対象人数1,000名/年 対象人数1,000名/年
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

5-1 新たな時代の働き方支援プロジェクト 働く女性のウェルネス向上に向けた取組 再掲 -
企業における取組の好事例を特

設サイト等で発信

企業における取組の好事例を特

設サイト等で発信

女性特有の健康課題と仕事の両

立に関する取組の好事例を発信

するとともに、フェムテック製品等の

導入による福利厚生制度の整

備・拡充等を後押し

女性特有の健康課題と仕事の両

立に関する取組の好事例を発信

するとともに、フェムテック製品等の

導入による福利厚生制度の整

備・拡充等を後押し

女性特有の健康課題と仕事の両

立に関する取組の好事例を発信

するとともに、フェムテック製品等の

導入による福利厚生制度の整

備・拡充等を後押し

5-1 新たな時代の働き方支援プロジェクト 女性しごと応援ナビ 再掲 -

多様化している働き方の理解や

来場者が将来の可能性を見出す

ことのできる総合的なオンラインイ

ベントの開催、キャリアカウンセラー

によるWEB相談を通年で実施

多様化している働き方の理解や

来場者が将来の可能性を見出す

ことのできる総合的なオンラインイ

ベントの開催、キャリアカウンセラー

によるWEB相談を通年で実施

オンラインイベントの実施、WEB相

談の実施

オンラインイベントの実施、WEB相

談の実施

オンラインイベントの実施、WEB相

談の実施

5-1 新たな時代の働き方支援プロジェクト 働く女性のライフ・キャリアプランを応援 再掲 -

企業に対し、卵子凍結等に関す

るシンポジウムの開催や卵子凍結

に係る職場環境の整備の支援

卵子凍結等に関する企業向けシ

ンポジウムの開催や卵子凍結に係

る企業による自主セミナー　助成

件数３件/年、助成件数　制度

整備14件/年

企業に対し、卵子凍結等に関す

るシンポジウムの開催や卵子凍結

に係る職場環境の整備の支援

企業に対し、卵子凍結等に関す

るシンポジウムの開催や卵子凍結

に係る職場環境の整備の支援

企業に対し、卵子凍結等に関す

るシンポジウムの開催や卵子凍結

に係る職場環境の整備の支援

5-1 新たな時代の働き方支援プロジェクト 女性活躍の推進に向けた雇用環境整備の促進 再掲 - - -

専門家から女性活躍に必要な人

事制度・賃金制度等についてセミ

ナーを開催（5回/年）、女性活

躍や男女賃金格差等に知見のあ

る専門家を派遣（500社/年）、

女性活躍推進に向けた職場環境

づくりのための取組を行った企業に

対して、奨励金を支給（500社/

年）

セミナーを開催（6回/年）、専

門家を派遣（500社/年）、奨

励金を支給（500社/年）

セミナーを開催（6回/年）、専

門家を派遣（500社/年）、奨

励金を支給（500社/年）

5-1 新たな時代の働き方支援プロジェクト 妊娠や子育て等の知識に係る企業内の普及啓発 再掲 - - -
デジタルブック・リーフレットの制作

（145,000部）

デジタルブック・リーフレットの制作

（145,000部）

デジタルブック・リーフレットの制作

（145,000部）

5-1 新たな時代の働き方支援プロジェクト 働く女性を支援する拠点運営 再掲 - - -
働く女性を支援する拠点の開設・

運営
働く女性を支援する拠点の運営 働く女性を支援する拠点の運営

5-1 新たな時代の働き方支援プロジェクト
ファンドを活用した女性活躍の推進等に向けたスタート

アップ支援
再掲 - - -

ファンド事業者の選定、ファンド組

成、ファンドへの出資

ファンドによる資金提供・ハンズオン

支援

ファンドによる資金提供・ハンズオン

支援

5-1 新たな時代の働き方支援プロジェクト 外国人材の受入れを支援 中小企業への支援 中小企業への支援 中小企業への支援

東京外国人材採用ナビセンターの

運営により、中小企業外国人材

の受入れを支援

東京外国人材採用ナビセンターの

運営により、中小企業外国人材

の受入れを支援

東京外国人材採用ナビセンターの

運営により、中小企業外国人材

の受入れを支援

5-1 新たな時代の働き方支援プロジェクト 中小企業と外国人求職者のマッチング支援 101社 対象企業数 137社/年 133社/年 対象企業数 165社/年 対象企業数 165社/年 対象企業数 165社/年

5-1 新たな時代の働き方支援プロジェクト 中小企業と外国人留学生等のマッチング支援 参加企業27社 参加企業60社 参加企業79社 - - -

5-1 新たな時代の働き方支援プロジェクト 中小企業向けセミナー・講座の実施
セミナー参加者数 200名/年、採

用・定着講座　2クール/年

セミナー対象者数 200名/年、採

用・定着講座　2クール/年

セミナー対象者数 242名/年、採

用・定着講座 3クール/年

セミナー対象者数 200名/年、採

用・定着講座 3クール/年

セミナー対象者数 200名/年、採

用・定着講座 3クール/年

セミナー対象者数 200名/年、採

用・定着講座 3クール/年

5-1 新たな時代の働き方支援プロジェクト 外国人求職者向けセミナーの実施 参加者数 1,225名 対象者数 320名/年 参加者数 1,078名 対象者数 320名/年 対象者数 320名/年 対象者数 320名/年

5-1 新たな時代の働き方支援プロジェクト 外国人材への情報発信
ホームページ・SNSによる情報発

信

ホームページ・SNSによる情報発

信

ホームページ・SNSによる情報発

信

ホームページ・SNSによる情報発

信

ホームページ・SNSによる情報発

信

ホームページ・SNSによる情報発

信
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

5-1 新たな時代の働き方支援プロジェクト 中小企業における外国人社員の育成支援 交付決定数　8社 対象企業数 80社 交付決定数 7社 対象企業数 90社 対象企業数 90社 対象企業数 90社

5-1 新たな時代の働き方支援プロジェクト 外国人労働者の雇用環境整備支援体制の強化 - - -

外国人労働者特別労働相談会

（１回/年）、外国人雇用に関

するセミナー（２回/年）、外国

人労働者の雇用問題個別相談

会（２回/年）

外国人労働者特別労働相談会

（１回/年）、外国人雇用に関

するセミナー（２回/年）、外国

人労働者の雇用問題個別相談

会（２回/年）

外国人労働者特別労働相談会

（１回/年）、外国人雇用に関

するセミナー（２回/年）、外国

人労働者の雇用問題個別相談

会（２回/年）

5-1 新たな時代の働き方支援プロジェクト ＴＯＫＹＯ特定技能Ｊｏｂマッチング支援 - - - 参加企業　80社 参加企業　80社 参加企業　80社

5-2 「意欲ある人が輝く社会」構築プロジェクト 派遣制度を活用した雇用創出・安定化支援 派遣規模 3,757名 派遣規模 2,000名
派遣規模 2,053名 （2023年

度終了）
- - -

5-2 「意欲ある人が輝く社会」構築プロジェクト オンラインによる就業支援

就職活動の相談対応、就職活動

支援セミナーの実施、企業説明

会 、学生向け6回、求職者向け

30回/年

就職活動の相談対応、就職活動

支援セミナーの実施、企業説明

会  、学生向け6回、求職者向け

30回/年

就職活動の相談対応、就職活動

支援セミナーの実施、企業説明

会 、学生向け6回、求職者向け

30回/年

就職活動の相談対応、就職活動

支援セミナーの実施、企業説明

会

就職活動の相談対応、就職活動

支援セミナーの実施、企業説明

会

就職活動の相談対応、就職活動

支援セミナーの実施、企業説明

会

5-2 「意欲ある人が輝く社会」構築プロジェクト 業界団体との連携支援
連携団体 ５団体、支援対象数

213名

連携団体 ５団体、支援対象数

300名

連携団体 ５団体、支援対象数

250名

連携団体 ５団体、支援対象数

300名

連携団体 ５団体、支援対象数

300名

連携団体 ５団体、支援対象数

300名

5-2 「意欲ある人が輝く社会」構築プロジェクト 長期失業者等に向けたフォローアップ支援

「TOKYO　就職　Navi」のリリー

ス・運営、フォローアップメニュー等

の情報発信

「TOKYO　就職　Navi」の運営、

フォローアップメニュー等の情報発

信

「TOKYO　就職　Navi」の運営、

フォローアップメニュー等の情報発

信

「TOKYO　就職　Navi」の運営、

フォローアップメニュー等の情報発

信

「TOKYO　就職　Navi」の運営、

フォローアップメニュー等の情報発

信

「TOKYO　就職　Navi」の運営、

フォローアップメニュー等の情報発

信

5-2 「意欲ある人が輝く社会」構築プロジェクト 「TOKYOデジタルキャリアフェア」の開催
区部２回実施/年、多摩１回実

施/年

区部２回実施/年、多摩１回実

施/年

区部２回実施/年、多摩１回実

施/年

区部２回実施/年、多摩１回実

施/年

区部２回実施/年、多摩１回実

施/年

区部２回実施/年、多摩１回実

施/年

5-2 「意欲ある人が輝く社会」構築プロジェクト デジタル人材育成支援事業 支援規模 676名 支援規模 1,000名/年 支援規模 860名 支援規模 1,000名/年 支援規模 1,000名/年 支援規模 1,000名/年

5-2 「意欲ある人が輝く社会」構築プロジェクト 緊急対策委託訓練等 支援規模 1,251名/年 支援規模 3,000名/年 支援規模 393名 - - -

5-2 「意欲ある人が輝く社会」構築プロジェクト オンラインスキルアップ職業訓練 支援規模 108名/年 支援規模 300名/年 支援規模 125名/年 - - -

5-2 「意欲ある人が輝く社会」構築プロジェクト 成長産業分野キャリア形成支援事業 支援規模 1,007名 支援規模 1,000名/年 支援規模 1,007名 支援規模 1,000名/年 支援規模 1,000名/年 支援規模 1,000名/年

5-2 「意欲ある人が輝く社会」構築プロジェクト ひとり親向けオンライン訓練・就活支援事業 支援規模 304名 支援規模 450名/年 支援規模 450名 支援規模 450名/年 支援規模 450名/年 支援規模 450名/年

5-2 「意欲ある人が輝く社会」構築プロジェクト 女性の多様なニーズに応じた職業訓練 再掲 支援規模 667名 支援規模 970名/年 支援規模 693名 支援規模 1,170名/年 支援規模 1,170名/年 支援規模 1,170名/年

5-2 「意欲ある人が輝く社会」構築プロジェクト 女性向けデジタル・ビジネススキル習得訓練事業 再掲 支援規模 295名 支援規模 300名/年 支援規模 321名 - - -

5-2 「意欲ある人が輝く社会」構築プロジェクト
働きやすい職場環境づくりのための取組を行った企業へ

の支援
再掲 支援社数507社/年 支援対象数600社/年

働きやすい職場環境づくりのための

取組を行った企業を助成

支援社数474社

支援対象数600社/年 支援対象数600社/年 支援対象数600社/年

5-2 「意欲ある人が輝く社会」構築プロジェクト 女性向けキャリアチェンジ支援事業 再掲 - 支援規模 500名/年 支援規模 543名 支援規模 500名/年 支援規模 500名/年 支援規模 500名/年
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5-2 「意欲ある人が輝く社会」構築プロジェクト 女性ITエンジニアを育成 再掲 - - - 支援規模　300名/年 支援規模　300名/年 支援規模　300名/年

5-2 「意欲ある人が輝く社会」構築プロジェクト 働く女性を支援する拠点運営 再掲 - - -
働く女性を支援する拠点の開設・

運営
働く女性を支援する拠点の運営 働く女性を支援する拠点の運営

5-2 「意欲ある人が輝く社会」構築プロジェクト 雇用関連諸制度の知識に係る普及啓発事業 -
専門家の派遣20回・普及啓発セ

ミナー３回開催

専門家の派遣22回・普及啓発セ

ミナー３回開催

専門家の派遣60回・普及啓発セ

ミナー４回開催、配偶者手当等

の見直しを行った企業を支援

（1,000社/年）

専門家の派遣60回・普及啓発セ

ミナー４回開催、配偶者手当等

の見直しを行った企業を支援

（1,000社/年）

専門家の派遣60回・普及啓発セ

ミナー４回開催、配偶者手当等

の見直しを行った企業を支援

（1,000社/年）

5-2 「意欲ある人が輝く社会」構築プロジェクト フリーランス就業環境整備支援事業 - - -

フリーランスの専門家相談窓口の

設置・運営、フリーランスに関する

オンラインセミナー（４回/年）、

発注企業向け専門家派遣（75

回/年）

フリーランスの専門家相談窓口の

運営、フリーランスに関するオンライ

ンセミナー（４回/年）、発注企

業向け専門家派遣（75回/

年）

フリーランスの専門家相談窓口の

運営、フリーランスに関するオンライ

ンセミナー（４回/年）、発注企

業向け専門家派遣（75回/

年）

5-2 「意欲ある人が輝く社会」構築プロジェクト フリーランス取引適正化支援事業 再掲 - - -
フリーランス特設サイトの開設、セミ

ナーの実施

フリーランス特設サイトの運営、セミ

ナーの実施

フリーランス特設サイトの運営、セミ

ナーの実施

5-2 「意欲ある人が輝く社会」構築プロジェクト
無業状態が続いている方への段階的な支援プログラム

（ミドル版ワークスタート支援プログラム）
支援対象人数 47名/年 支援対象人数 45名/年 支援対象人数 46名/年 支援対象人数 45名/年 支援対象人数 45名/年 支援対象人数 45名/年

5-2 「意欲ある人が輝く社会」構築プロジェクト 「東京しごと塾」における支援 職務実習者数 134名/年 職務実習者数 160名/年 職務実習者数 138名/年 職務実習者数 160名/年 職務実習者数 160名/年 職務実習者数 160名/年

5-2 「意欲ある人が輝く社会」構築プロジェクト 「ミドルチャレンジ事業」における支援 職務実習者数 107名/年 職務実習者数 200名/年 職務実習者数 108名/年 職務実習者数 200名/年 職務実習者数 200名/年 職務実習者数 200名/年

5-2 「意欲ある人が輝く社会」構築プロジェクト 正規雇用等転換安定化支援助成金 支援件数1,527件/年 支援件数　1,900件/年 支援件数　1,340件/年 支援件数　1,800件/年 支援件数　1,800件/年 支援件数　1,800件/年

5-2 「意欲ある人が輝く社会」構築プロジェクト
非正規経験が長い方への正社員就職に向けた支援プロ

グラム

グループワーク受講者数 466名

（飯田橋388名・多摩78名）

グループワーク受講者数 620名

（飯田橋）

グループワーク受講者数 450名

（飯田橋）

グループワーク受講者数 620名

（飯田橋）

グループワーク受講者数 620名

（飯田橋）

グループワーク受講者数 620名

（飯田橋）

5-2 「意欲ある人が輝く社会」構築プロジェクト 就職氷河期世代リスタート支援助成金
交付申請数　100件（112人）

交付数　　　  83件（95人）
支援件数　300件/年

交付申請数　117件（140人）

交付数　　　  84件（102人）
支援件数　300件/年 支援件数　300件/年 支援件数　300件/年

5-2 「意欲ある人が輝く社会」構築プロジェクト キャリアリスタート支援助成金
申請数　136件（157人）

支給数　118件（137人）
支援件数　500件/年

申請数　118件（143人）

支給数　2024年9月頃確定予

定
- - -

5-2 「意欲ある人が輝く社会」構築プロジェクト 多摩地域における就労支援
ヤングコース 40名/年、ミドルコー

ス 51名/年

ヤングコース 150名/年、ミドルコー

ス 250名/年

ヤングコース 173名/年、ミドルコー

ス 134名/年

ヤングコース 150名/年、ミドルコー

ス 250名/年

ヤングコース 150名/年、ミドルコー

ス 250名/年

ヤングコース 150名/年、ミドルコー

ス 250名/年

5-2 「意欲ある人が輝く社会」構築プロジェクト ものづくり産業人材確保支援事業 派遣　112名 派遣　100名

正社員就職を希望する方を対象

に、労働者派遣のスキームを活用

して、ものづくりの職種等へ派遣

(派遣121名)

派遣　100名 派遣　100名 派遣　100名

5-2 「意欲ある人が輝く社会」構築プロジェクト デジタル・ビジネススキル習得支援事業 再掲

オフィスソフトの操作やプログラミン

グ言語を使用しないプログラム開

発手法等を学べる講習を提供

（２週間コース14回、１か月コー

ス26回）

２週間コース　14回提供

１か月コース　26回提供

オフィスソフトの操作やプログラミン

グ言語を使用しないプログラム開

発手法等を学べる講習を提供

（２週間コース14回、１か月コー

ス26回）

２週間コース　14回提供

１か月コース　26回提供

２週間コース　14回提供

１か月コース　26回提供

２週間コース　14回提供

１か月コース　26回提供
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5-2 「意欲ある人が輝く社会」構築プロジェクト DX人材リスキリング支援事業 支援規模 268社 支援規模 250社/年 支援規模 292社/年 支援規模 250社/年 支援規模 250社/年 支援規模 250社/年

5-2 「意欲ある人が輝く社会」構築プロジェクト 成長産業人材雇用支援事業 -

正社員就職を希望する方を対象

に、労働者派遣のスキームを活用

して、成長産業分野等へ派遣

正社員就職を希望する方を対象

に、労働者派遣のスキームを活用

して、成長産業分野等へ派遣

(452名/年)

正社員就職を希望する方を対象

に、労働者派遣のスキームを活用

して、成長産業分野等へ派遣

正社員就職を希望する方を対象

に、労働者派遣のスキームを活用

して、成長産業分野等へ派遣

正社員就職を希望する方を対象

に、労働者派遣のスキームを活用

して、成長産業分野等へ派遣

5-2 「意欲ある人が輝く社会」構築プロジェクト 派遣制度を活用したキャリアチェンジ再就職支援 - - - 派遣規模　2,300名 派遣規模　2,300名 派遣規模　2,300名

5-2 「意欲ある人が輝く社会」構築プロジェクト 団体連携型DX人材育成推進事業 - - - 支援規模　50件/年 支援規模　50件/年 支援規模　50件/年

5-2 「意欲ある人が輝く社会」構築プロジェクト 「ワークスタート支援プログラム」の実施 支援対象数 39名/年 支援対象数 60名/年 支援対象数 39名/年 支援対象数 60名/年 支援対象数 60名/年 支援対象数 60名/年

5-2 「意欲ある人が輝く社会」構築プロジェクト セミナー及び企業内実習の実施 参加者数 632名/年 参加者数 1,000名/年 参加者数 527名/年 参加者数 1,000名/年 参加者数 1,000名/年 参加者数 1,000名/年

5-2 「意欲ある人が輝く社会」構築プロジェクト 若年者就職力アップ事業 プログラムの提供　93人 プログラムの提供　100人

若者向けコミュニケーション等の能

力を向上させるためのプログラムを

提供（飯田橋102人）

プログラムの提供　100人 プログラムの提供　100人 プログラムの提供　100人

5-2 「意欲ある人が輝く社会」構築プロジェクト 若年者の早期就業を支援 受講者数　228名 受講者数 252名

短期間のグループワークと個別カウ

ンセリングの組み合わせ及びＵ－

３５等と連携したメニューを提供

（受講者数　257名）

受講者数 252名 受講者数 252名 受講者数 252名

5-2 「意欲ある人が輝く社会」構築プロジェクト ES向上による若手人材確保・定着を支援 -
支援件数 60社/年、助成件数

60社/年

支援件数 29社/年、助成件数

7社/年

支援件数 60社/年、助成件数

60社/年

支援件数 60社/年、助成件数

60社/年

支援件数 60社/年、助成件数

60社/年

5-2 「意欲ある人が輝く社会」構築プロジェクト
中央・城北職業能力開発センター　しごとセンター校

（仮称）の新設
- 開設準備 開設準備 開設、訓練実施 訓練実施 訓練実施

5-2 「意欲ある人が輝く社会」構築プロジェクト 中央・城北職業能力開発センター赤羽校の改築 -

職業能力開発センタ - 赤羽校を

建替えるとともに、環境・エネルギ

- 分野の内容を重視した訓練を

実施

基本計画

土壌汚染調査

基本設計（予定）

解体設計（予定）

基本設計（予定）

解体設計（予定）

実施設計（予定）

解体工事（予定）

土壌汚染対策工事（予定）

基本設計（予定）

解体設計（予定）

実施設計（予定）

解体工事（予定）

土壌汚染対策工事（予定）

5-2 「意欲ある人が輝く社会」構築プロジェクト 職業訓練の情報発信機能の強化 - - -
職業訓練の魅力発信拠点の設

置、運営

職業訓練の魅力発信拠点の運

営

職業訓練の魅力発信拠点の運

営

5-2 「意欲ある人が輝く社会」構築プロジェクト ものづくり等産業人材の育成を支援 - - - 支援規模 200件/年 支援規模 200件/年 支援規模 200件/年

5-2 「意欲ある人が輝く社会」構築プロジェクト 城南職業能力開発センター大田校の改築
・仮移転先にて訓練実施

・大田校の実施設計・解体工事
工事（予定） 実施設計、工事 工事（予定） 工事（予定） 訓練開始（予定）

5-2 「意欲ある人が輝く社会」構築プロジェクト 若年者向け職業訓練の実施

職業能力開発センターにおいて、

就業分野を選択できない若者が、

機械、電気、建築などの複数業

種を体験し、就きたい仕事を見つ

ける「ジョブセレクト科」を実施

「ジョブセレクト科」を実施

職業能力開発センターにおいて、

就業分野を選択できない若者が、

機械、電気、建築などの複数業

種を体験し、就きたい仕事を見つ

ける「ジョブセレクト科」を実施

「ジョブセレクト科」を実施 「ジョブセレクト科」を実施 「ジョブセレクト科」を実施
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5-2 「意欲ある人が輝く社会」構築プロジェクト 就業体験を活用した学生向け支援 支援対象人数513名/年
支援対象人数 1,000名程度/

年
支援対象人数 979名/年

支援対象人数 1,000名程度/

年

支援対象人数 1,000名程度/

年

支援対象人数 1,000名程度/

年

5-2 「意欲ある人が輝く社会」構築プロジェクト 若者向けの職場定着支援プログラムの実施

社会人基礎プログラム（入社１

年目）274名/年、キャリア形成

プログラム（入社２～３年目）

237名/年

社会人基礎プログラム（入社１

年目） 180名/年、キャリア形成

プログラム（入社２～３年目）

270名/年

社会人基礎プログラム（入社１

年目） 279名/年、キャリア形成

プログラム（入社２～３年目）

253名/年

社会人基礎プログラム（入社１

年目） 180名/年、キャリア形成

プログラム（入社２～３年目）

270名/年

社会人基礎プログラム（入社１

年目） 180名/年、キャリア形成

プログラム（入社２～３年目）

270名/年

社会人基礎プログラム（入社１

年目） 180名/年、キャリア形成

プログラム（入社２～３年目）

270名/年

5-2 「意欲ある人が輝く社会」構築プロジェクト 就労が困難な方への就労・定着支援プログラム 支援対象人数 165名 支援対象人数 180名/年 支援対象人数 190名/年 支援対象人数 230名/年 支援対象人数 230名/年 支援対象人数 230名/年

5-2 「意欲ある人が輝く社会」構築プロジェクト 難病・がん患者採用奨励金・雇用継続助成金 支援対象者数 118件/年 支援対象者数 170件/年 支援対象者数 83件/年 支援対象者数 168件/年 支援対象者数 168件/年 支援対象者数 168件/年

5-2 「意欲ある人が輝く社会」構築プロジェクト ソーシャルファームの裾野拡大の取組推進 再掲

ソーシャルファームについて、都民や

関係者の理解を広げていくため、

様々な広報媒体を活用して情報

発信

裾野を広げていくプロジェクト事務

局設置・運営

Web、SNS、新聞など様々な広

報媒体等による好事例等の発信

裾野を広げていくプロジェクト「東京

ソーシャルファームアクション」を開

始、Web、SNS、新聞など様々

な広報媒体等による好事例等の

発信

Web、SNS、新聞など様々な広

報媒体等による好事例等の発信

Web、SNS、新聞など様々な広

報媒体等による好事例等の発信

Web、SNS、新聞など様々な広

報媒体等による好事例等の発信

5-2 「意欲ある人が輝く社会」構築プロジェクト 女性ワークチャレンジ移動サロン 再掲 - - - 支援対象人数　240名/年 支援対象人数　240名/年 支援対象人数　240名/年

5-2 「意欲ある人が輝く社会」構築プロジェクト 生活困窮者世帯への支援体制の整備 再掲

自立相談支援事業従事者研修

23回

フードパントリー設置２区市

子供サポート事業の実施７区市

自立相談支援事業従事者に対

する研修の実施27回/年、フード

パントリーの設置３区市、子供サ

ポート事業の実施６区市

自立相談支援事業従事者研修

27回

フードパントリー設置3区市

子供サポート事業の実施6区市

自立相談支援事業従事者に対

する研修の実施27回/年、フード

パントリーの設置３区市、子供サ

ポート事業の実施６区市

自立相談支援事業従事者に対

する研修の実施27回/年、フード

パントリーの設置３区市、子供サ

ポート事業の実施６区市

自立相談支援事業従事者に対

する研修の実施27回/年、フード

パントリーの設置３区市、子供サ

ポート事業の実施６区市

5-2 「意欲ある人が輝く社会」構築プロジェクト 東京ささエール住宅の登録促進・居住支援の充実 再掲

登録戸数：51,039戸

安心居住パッケージ事業（高齢

者向けの安否確認等）の実施、

専用住宅の設備改善費補助開

始、居住支援実態調査、施策の

充実

・貸主への都独自補助による支援

強化

・居住支援法人への直接補助の

実施

・関係団体と連携した普及啓発の

拡大

登録戸数：52,981戸

・貸主への直接補助（東京ささ

エール住宅貸主応援事業）

・居住支援法人への直接補助

（東京ささエール住宅居住支援

法人等応援事業）

・不動産業団体等と連携した制

度の周知・普及

・要配慮者向けアウトリーチ型情

報発信

・貸主への直接補助（東京ささ

エール住宅貸主応援事業）

・居住支援法人への直接補助

（東京ささエール住宅居住支援

法人等応援事業）

・不動産業団体等と連携した制

度の周知・普及

・要配慮者向けアウトリーチ型情

報発信

・貸主への直接補助（東京ささ

エール住宅貸主応援事業）

・居住支援法人への直接補助

（東京ささエール住宅居住支援

法人等応援事業）

・不動産業団体等と連携した制

度の周知・普及

・要配慮者向けアウトリーチ型情

報発信

・貸主への直接補助（東京ささ

エール住宅貸主応援事業）

・居住支援法人への直接補助

（東京ささエール住宅居住支援

法人等応援事業）

・不動産業団体等と連携した制

度の周知・普及

・要配慮者向けアウトリーチ型情

報発信

5-2 「意欲ある人が輝く社会」構築プロジェクト 区市町村居住支援協議会の設立促進 再掲

４区市（2022年度末時点累計

30区市）

補助対象の拡大

２区市

２区市（2023年度末時点累計

32区市）

活動支援補助の拡充（設立前

活動へも支援）

２区市 ２区市 ２区市

5-2 「意欲ある人が輝く社会」構築プロジェクト
職業訓練上特別な支援を要する障害者を対象とした職

業能力開発の推進
再掲

東京障害者職業能力開発校等

においてきめ細かい支援を実施
訓練の実施

東京障害者職業能力開発校等

においてきめ細かい支援を実施
訓練の実施 訓練の実施 訓練の実施

5-2 「意欲ある人が輝く社会」構築プロジェクト
東京ジョブコーチによる職場定着支援・東京ジョブコーチ

登録者の確保
再掲

支援人数 804名/年、登録者数

79名/年

支援対象人数　800名/年、登

録者数　77名/年

支援人数　847名/年、登録者

数　77名/年

支援対象人数　1,000名/年、

登録者数　77名/年

支援対象人数　1,000名/年、

登録者数　77名/年

支援対象人数　1,000名/年、

登録者数　77名/年

74 ページ



2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

5-2 「意欲ある人が輝く社会」構築プロジェクト 中小企業障害者雇用支援助成金 再掲 支給件数　686件 支給件数　827件

国の賃金助成制度の対象となる

障害者を雇用し、国の助成金の

支給満了を迎える中小企業へ助

成（支給件数　827件）

支給件数　690件 支給件数　690件 支給件数　690件

5-2 「意欲ある人が輝く社会」構築プロジェクト 初めて障害者雇用を実施する企業を支援 再掲

支援対象数　61社/年、テレワー

ク機器等の導入費用を助成 0社

/年

支援対象数 65社/年、テレワーク

機器等の導入費用を助成 10社

/年

支援対象数 65社/年、テレワーク

機器等の導入費用を助成 0社/

年

初めて障害者を雇用する企業に

対して専門家によるハンズオン支

援、テレワークを活用して障害者を

継続雇用した場合奨励金を支給

初めて障害者を雇用する企業に

対して専門家によるハンズオン支

援、テレワークを活用して障害者を

継続雇用した場合奨励金を支給

初めて障害者を雇用する企業に

対して専門家によるハンズオン支

援、テレワークを活用して障害者を

継続雇用した場合奨励金を支給

5-2 「意欲ある人が輝く社会」構築プロジェクト 障害者雇用実務講座 再掲

障害者雇用の基礎的な知識やノ

ウハウを集中的に学べる講座を提

供（年6回）

講座を提供

障害者雇用の基礎的な知識やノ

ウハウを集中的に学べる講座を提

供（年6回）

講座を提供 講座を提供 講座を提供

5-2 「意欲ある人が輝く社会」構築プロジェクト 中小企業のための障害者雇用支援フェア 再掲

障害者雇用に係る支援制度や支

援機関等を紹介し、障害者雇用

について理解を深めてもらえるよう

オンラインイベントを開催

イベント開催

障害者雇用に係る支援制度や支

援機関等を紹介し、障害者雇用

について理解を深めてもらえるよう

オンラインイベントを開催

イベント開催 イベント開催 イベント開催

5-2 「意欲ある人が輝く社会」構築プロジェクト 職場内障害者サポーター養成講座の実施 再掲 受講者数 436名/年
企業における障害者の働き方への

取組を支援

企業における障害者の働き方への

取組を支援（受講者数546名/

年）

企業における障害者の働き方への

取組を支援

企業における障害者の働き方への

取組を支援

企業における障害者の働き方への

取組を支援

5-2 「意欲ある人が輝く社会」構築プロジェクト 障害者雇用支援員による企業訪問 再掲 支援企業数 1,139社/年 支援対象数　1,200社程度/年 支援企業数 1,327社/年 支援対象数　1,200社程度/年 支援対象数　1,200社程度/年 支援対象数　1,200社程度/年

5-2 「意欲ある人が輝く社会」構築プロジェクト 障害者安定雇用奨励金 再掲

障害者を正規雇用（無期雇

用）で採用又は正規雇用（無

期雇用）に転換した事業主に対

して、一定額を支給

（実績：322件）

支給決定（計画：480件）

障害者を正規雇用（無期雇

用）に転換した事業主に対し

て、一定額を支給（実績：186

件）

支給決定（計画：451件） 支給決定（計画：451件） 支給決定（計画：451件）

5-2 「意欲ある人が輝く社会」構築プロジェクト 障害者雇用の特色ある優れた取組の周知啓発 再掲
東京都知事賞　６件

産業労働局長賞　２件
事例の周知、啓発

東京都知事賞　６件

産業労働局長賞　１件
事例の周知、啓発 事例の周知、啓発 事例の周知、啓発

5-2 「意欲ある人が輝く社会」構築プロジェクト 企業見学の実施 再掲 実施件数 711件/年 実施件数　240件/年 実施件数　387件/年 実施件数　240件/年 実施件数　240件/年 実施件数　240件/年

5-2 「意欲ある人が輝く社会」構築プロジェクト 職場体験実習機会の紹介 再掲

障害者に一定期間、企業におい

て実習機会を提供（面談会８

回、ミニ面談会４回）

面談会の実施

障害者に一定期間、企業におい

て実習機会を提供（面談会８

回、ミニ面談会４回）

面談会の実施 面談会の実施 面談会の実施

5-2 「意欲ある人が輝く社会」構築プロジェクト 企業と障害者のマッチングを支援 再掲

障害者を対象とした障害者就職

面接会等を開催し、企業と障害

者のマッチングを支援（東京会場

1回・多摩会場1回/年）

障害者を対象とした合同就職面

接会等を開催し、企業と障害者

のマッチングを支援（東京会場1

回・多摩会場1回/年）

障害者を対象とした合同就職面

接会等を開催し、企業と障害者

のマッチングを支援（東京会場1

回・多摩会場1回/年）

障害者を対象とした合同就職面

接会等を開催し、企業と障害者

のマッチングを支援（東京会場1

回・多摩会場1回/年）

障害者を対象とした合同就職面

接会等を開催し、企業と障害者

のマッチングを支援（東京会場1

回・多摩会場1回/年）

障害者を対象とした合同就職面

接会等を開催し、企業と障害者

のマッチングを支援（東京会場1

回・多摩会場1回/年）

5-2 「意欲ある人が輝く社会」構築プロジェクト 持続可能な障害者雇用の普及啓発 再掲 - 調査・公表 調査・公表
HPの制作・運用、NDの推進（ト

ライアル雇用の実施）

HPの制作・運用、NDの推進（ト

ライアル雇用の実施）

HPの制作・運用、NDの推進（ト

ライアル雇用の実施）

75 ページ



2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

5-2 「意欲ある人が輝く社会」構築プロジェクト 分身ロボットを活用した新たな働き方の支援 再掲 - - -
遠隔操作が可能な分身ロボット等

を活用した重度障害者等の新た

な働き方の創出

遠隔操作が可能な分身ロボット等

を活用した重度障害者等の新た

な働き方の創出

遠隔操作が可能な分身ロボット等

を活用した重度障害者等の新た

な働き方の創出

5-3 生涯を通じたキャリア・アップデートプロジェクト DX人材リスキリング支援事業 再掲 支援規模 268社 支援規模 250社/年 支援規模 292社/年 支援規模 250社/年 支援規模 250社/年 支援規模 250社/年

5-3 生涯を通じたキャリア・アップデートプロジェクト DXリスキリング助成金 支援規模 72件/年 支援規模 600件/年

支援規模 105件/年 (2024年

度より「中小企業人材スキルアップ

支援事業」に再構築)
- - -

5-3 生涯を通じたキャリア・アップデートプロジェクト オンラインスキルアップ助成金 支援規模 350件/年 支援規模 600件/年

支援規模 285件/年 (2024年

度より「中小企業人材スキルアップ

支援事業」に再構築)
- - -

5-3 生涯を通じたキャリア・アップデートプロジェクト 社内型スキルアップ助成金 支援規模 132件/年 支援規模 200件/年

支援規模 134件/年 (2024年

度より「中小企業人材スキルアップ

支援事業」に再構築)
- - -

5-3 生涯を通じたキャリア・アップデートプロジェクト 民間派遣型スキルアップ助成金 支援規模 51件/年 支援規模 100件/年

支援規模 82件/年 (2024年度

より「中小企業人材スキルアップ支

援事業」に再構築)
- - -

5-3 生涯を通じたキャリア・アップデートプロジェクト 中小企業人材スキルアップ支援事業 - - - 支援規模 1,600件/年 支援規模 1,600件/年 支援規模 1,600件/年

5-3 生涯を通じたキャリア・アップデートプロジェクト ローコードによるアプリ作成スキル習得支援事業

オフィスソフトの知識ある求職者に

対し、ノーコード・ローコードによるア

プリ作成スキル取得講座を提供

（113名/年）

200名/年

オフィスソフトの知識ある求職者に

対し、ノーコード・ローコードによるア

プリ作成スキル取得講座を提供

（219名/年）

200名/年 200名/年 200名/年

5-3 生涯を通じたキャリア・アップデートプロジェクト エンゲージメント向上に向けた職場環境づくりの推進 再掲 専門家派遣実施件数　422回
専門家派遣2,400回、奨励金支

給1,200社

専門家派遣2,249回、奨励金支

給246社

専門家派遣2,800回、奨励金支

給1,400社

専門家派遣2,800回、奨励金支

給1,400社

専門家派遣2,800回、奨励金支

給1,400社

5-3 生涯を通じたキャリア・アップデートプロジェクト 女性向けキャリアチェンジ支援事業 再掲 - 支援規模 500名/年 支援規模 543名 支援規模 500名/年 支援規模 500名/年 支援規模 500名/年

5-3 生涯を通じたキャリア・アップデートプロジェクト 緊急対策委託訓練等 再掲 支援規模 1,251名/年 支援規模 3,000名/年 支援規模 393名 - - -

5-3 生涯を通じたキャリア・アップデートプロジェクト 育業中スキルアップ支援事業 再掲 - 支援規模10社/年 支援規模6社/年 支援規模10社/年 支援規模10社/年 支援規模10社/年

5-3 生涯を通じたキャリア・アップデートプロジェクト ライフイベントと仕事の両立に向けたスキルアップ等を支援 再掲 -

育児等と仕事の両立を図る従業

員のスキルアップ制度整備の取組

を行った中小企業等に対して、一

定額を支給（100社/年）、専

門家派遣（150回）

育児等と仕事の両立を図る従業

員のスキルアップ制度整備の取組

を行った中小企業等に対して、一

定額を支給（61社/年）、専門

家派遣（５回/年）

育児等と仕事の両立を図る従業

員のスキルアップ制度整備の取組

を行った中小企業等に対して、一

定額を支給（100社/年）、専

門家派遣（150回/年）

育児等と仕事の両立を図る従業

員のスキルアップ制度整備の取組

を行った中小企業等に対して、一

定額を支給（100社/年）、専

門家派遣（150回/年）

育児等と仕事の両立を図る従業

員のスキルアップ制度整備の取組

を行った中小企業等に対して、一

定額を支給（100社/年）、専

門家派遣（150回/年）

5-3 生涯を通じたキャリア・アップデートプロジェクト 女性ITエンジニアを育成 再掲 - - - 支援規模　300名/年 支援規模　300名/年 支援規模　300名/年

5-3 生涯を通じたキャリア・アップデートプロジェクト
スタートアップを活用したリスキリングによる中小企業デジタ

ル化支援
再掲 -

SUで構成するプラットフォームの構

築、SUの知見を活かしたデジタル

化支援 50社程度

SUで構成するプラットフォームの構

築、SUの知見を活かしたデジタル

化支援 51社

SUで構成するプラットフォームの構

築、SUの知見を活かしたデジタル

化支援 100社程度

SUで構成するプラットフォームの構

築、SUの知見を活かしたデジタル

化支援 100社程度

SUで構成するプラットフォームの構

築、SUの知見を活かしたデジタル

化支援 100社程度
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

5-3 生涯を通じたキャリア・アップデートプロジェクト
データサイエンス副専攻プログラム（応用基礎）・データ

サイエンスプログラム（社会人向け）
再掲

副専攻プログラムの実施

（2022.4月より基礎科目・応用

科目を開講）・社会人が受講可

能な授業の実施（科目等履修

制度により提供）

副専攻プログラムの実施（実践

科目（PBL）含めた全科目開

講）・社会人向けプログラムの新

規開講

副専攻プログラムの実施（実践

科目（PBL）含めた全科目開

講）・社会人向けプログラムの新

規開講

副専攻プログラムの実施・社会人

向けプログラムの実施

副専攻プログラムの実施・社会人

向けプログラムの実施

副専攻プログラムの実施・社会人

向けプログラムの実施

5-3 生涯を通じたキャリア・アップデートプロジェクト TOKYO ENGLISH CHANNEL 再掲

ＴＧＳ

（TokyoGlobalStudio）オンデ

マンド映像等のコンテンツをＷｅｂ

上で一元的に掲載する「TOKYO

ENGLISH CHANNEL」を運営

運営

動画教材等を掲載するウェブサイ

ト「TOKYO ENGLISH

CHANNEL」を運営

運営 運営 運営

5-3 生涯を通じたキャリア・アップデートプロジェクト
情報セキュリティリカレントプログラム、医工連携リカレント

プログラム

都立産業技術高等専門学校に

おいて、社会人に対する情報セ

キュリティ教育や中小企業技術者

向けの医療機器開発等のビジネ

スプログラムを実施

社会人に対する情報セキュリティ

教育の展開、 社会人に対する医

工連携プログラムの展開

社会人に対する情報セキュリティ

教育の展開、 社会人に対する医

工連携プログラムの展開

社会人に対する情報セキュリティ

教育の展開、 社会人に対する医

工連携プログラムの展開

社会人に対する情報セキュリティ

教育の展開、 社会人に対する医

工連携プログラムの展開

社会人に対する情報セキュリティ

教育の展開、 社会人に対する医

工連携プログラムの展開

5-3 生涯を通じたキャリア・アップデートプロジェクト 東京都立大学プレミアム・カレッジ

110名のカレッジ生（本科：51

名、専攻科：31名、研究生コー

ス：28名）に対し、「首都・東京

をフィールドに学ぶ」をテーマとした

幅広い科目から選択し、最大４

年間学べるプログラムを提供

最大４年間のプログラムを提供

109名のカレッジ生（本科：59

名、専攻科：31名、研究生コー

ス：19名）に対し、「首都・東京

をフィールドに学ぶ」をテーマとした

幅広い科目から選択し、最大４

年間学べるプログラムを提供

最大４年間のプログラムを提供 最大４年間のプログラムを提供 最大４年間のプログラムを提供

5-3 生涯を通じたキャリア・アップデートプロジェクト 東京テックイノベーションプログラム

都立産業技術大学院大学におい

て、起業に挑戦するシニア層を対

象に、起業に必要な知識やスキル

を短期間で習得できるプログラムを

展開

・受講生獲得のためのプログラム紹

介動画配信

・受講生10名

都立産業技術大学院大学におい

て、起業に挑戦するシニア層を対

象に、起業に必要な知識やスキル

を短期間で習得できるプログラムを

展開

・受講生獲得のためのプログラム紹

介動画配信

・受講生20名

都立産業技術大学院大学におい

て、起業に挑戦するシニア層を対

象に、起業に必要な知識やスキル

を短期間で習得できるプログラムを

展開

・受講生獲得のための講演プログ

ラム紹介動画公開

・受講生４名

都立産業技術大学院大学におい

て、起業に挑戦するシニア層を対

象に、起業に必要な知識やスキル

を短期間で習得できるプログラムを

展開

・受講生獲得のための講演プログ

ラム紹介動画公開

・受講生20名

都立産業技術大学院大学におい

て、起業に挑戦するシニア層を対

象に、起業に必要な知識やスキル

を短期間で習得できるプログラムを

展開

・受講生獲得のための講演プログ

ラム紹介動画公開

・受講生20名

都立産業技術大学院大学におい

て、起業に挑戦するシニア層を対

象に、起業に必要な知識やスキル

を短期間で習得できるプログラムを

展開

・受講生獲得のための講演プログ

ラム紹介動画公開

・受講生20名

5-3 生涯を通じたキャリア・アップデートプロジェクト シニアのマインドチェンジやキャリアチェンジを促進 再掲

高齢者を対象に、マインドチェンジ

やキャリアチェンジを促す内容のセミ

ナーを、東京労働局と連携し実施

セミナーを開催

高齢者を対象に、マインドチェンジ

やキャリアチェンジを促す内容のセミ

ナーを、東京労働局と連携し実施

セミナーを開催 セミナーを開催 セミナーを開催

5-3 生涯を通じたキャリア・アップデートプロジェクト 東京セカンドキャリア塾 再掲

65歳以上コース 151名（受講

者数）、シニア予備群コース 185

名（受講者数）、オンライン講座

1,102名（延べ受講者数）

65歳以上コース 対象予定人数

150名/年、シニア予備群コース

対象予定人数 180名/年、オン

ライン講座 対象予定人数 900

名/年

65歳以上コース 152名（受講

者数）、シニア予備群コース 183

名（受講者数）、オンライン講座

1,212名（延べ受講者数）

65歳以上コース 対象予定人数

180名/年、シニア予備群コース

対象予定人数 180名/年、オン

ライン講座 対象予定人数 900

名/年

65歳以上コース 対象予定人数

180名/年、シニア予備群コース

対象予定人数 180名/年、オン

ライン講座 対象予定人数 900

名/年

65歳以上コース 対象予定人数

180名/年、シニア予備群コース

対象予定人数 180名/年、オン

ライン講座 対象予定人数 900

名/年

5-3 生涯を通じたキャリア・アップデートプロジェクト 東京リカレントナビ

社会人や高齢者の学び直しや

キャリアチェンジ等のためのポータル

サイト「東京リカレントナビ」

・動画コンテンツ等の拡充

・民間事業者や区市町村との連

携

・認知度向上に向けた広報　など

社会人や高齢者の学び直しや

キャリアチェンジ等のためのポータル

サイト「東京リカレントナビ」

・サイトの機能強化

・動画コンテンツ等の拡充

・民間事業者等との連携

・戦略的な広報の実施　など

社会人や高齢者の学び直しや

キャリアチェンジ等のためのポータル

サイト「東京リカレントナビ」

・サイトの機能強化

・動画コンテンツ等の拡充

・民間事業者等との連携

・戦略的な広報の実施　など

社会人や高齢者の学び直しや

キャリアチェンジ等のためのポータル

サイト「東京リカレントナビ」

・サイトの機能強化

・動画コンテンツ等の拡充

・大学等との連携

・戦略的な広報の実施　など

社会人や高齢者の学び直しや

キャリアチェンジ等のためのポータル

サイト「東京リカレントナビ」

・サイトの機能強化

・動画コンテンツ等の拡充

・大学等との連携

・戦略的な広報の実施　など

社会人や高齢者の学び直しや

キャリアチェンジ等のためのポータル

サイト「東京リカレントナビ」

・サイトの機能強化

・動画コンテンツ等の拡充

・大学等との連携

・戦略的な広報の実施　など
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

5-3 生涯を通じたキャリア・アップデートプロジェクト 成長産業分野キャリア形成支援事業 再掲 支援規模 1,007名 支援規模 1,000名/年 支援規模 1,007名 支援規模 1,000名/年 支援規模 1,000名/年 支援規模 1,000名/年

5-3 生涯を通じたキャリア・アップデートプロジェクト
中央・城北職業能力開発センター　しごとセンター校

（仮称）の新設
再掲 - 開設準備 開設準備 開設、訓練実施 訓練実施 訓練実施

5-3 生涯を通じたキャリア・アップデートプロジェクト 中央・城北職業能力開発センター赤羽校の改築 再掲 -

職業能力開発センタ - 赤羽校を

建替えるとともに、環境・エネルギ

- 分野の内容を重視した訓練を

実施

基本計画

土壌汚染調査

基本設計（予定）

解体設計（予定）

基本設計（予定）

解体設計（予定）

実施設計（予定）

解体工事（予定）

土壌汚染対策工事（予定）

基本設計（予定）

解体設計（予定）

実施設計（予定）

解体工事（予定）

土壌汚染対策工事（予定）

5-3 生涯を通じたキャリア・アップデートプロジェクト ものづくり等産業人材の育成を支援 再掲 - - - 支援規模 200件/年 支援規模 200件/年 支援規模 200件/年

5-3 生涯を通じたキャリア・アップデートプロジェクト 伴走型若手DX人材育成事業 再掲 - - -

民間企業等との連携により、デジ

タル分野での就業を希望する若者

を対象に、リスキリングや就職・転

職を伴走型で支援し、公共分野

を含むＤＸ人材の輩出と若年層

の所得向上を促進

民間企業等との連携により、デジ

タル分野での就業を希望する若者

を対象に、リスキリングや就職・転

職を伴走型で支援し、公共分野

を含むＤＸ人材の輩出と若年層

の所得向上を促進

民間企業等との連携により、デジ

タル分野での就業を希望する若者

を対象に、リスキリングや就職・転

職を伴走型で支援し、公共分野

を含むＤＸ人材の輩出と若年層

の所得向上を促進

5-4 東京発ソーシャルファーム支援プロジェクト ソーシャルファームの裾野拡大の取組推進

ソーシャルファームについて、都民や

関係者の理解を広げていくため、

様々な広報媒体を活用して情報

発信

裾野を広げていくプロジェクト事務

局設置・運営

Web、SNS、新聞など様々な広

報媒体等による好事例等の発信

裾野を広げていくプロジェクト「東京

ソーシャルファームアクション」を開

始、Web、SNS、新聞など様々

な広報媒体等による好事例等の

発信

Web、SNS、新聞など様々な広

報媒体等による好事例等の発信

Web、SNS、新聞など様々な広

報媒体等による好事例等の発信

Web、SNS、新聞など様々な広

報媒体等による好事例等の発信

5-4 東京発ソーシャルファーム支援プロジェクト ソーシャルファーム支援センターの運営 認証ソーシャルファーム等への支援 認証ソーシャルファーム等への支援 認証ソーシャルファーム等への支援 認証ソーシャルファーム等への支援 認証ソーシャルファーム等への支援 認証ソーシャルファーム等への支援

5-4 東京発ソーシャルファーム支援プロジェクト ソーシャルファーム事業者の認証、支援

事業者を認証　14事業所、認証

ソーシャルファーム等へ費用等を補

助

事業者を認証、運営費等を補助

事業者を認証　10事業所、認証

ソーシャルファーム等へ費用等を補

助

事業者を認証、運営費等を補助 事業者を認証、運営費等を補助 事業者を認証、運営費等を補助

5-4 東京発ソーシャルファーム支援プロジェクト ソーシャルファームの認証等の推進

ソーシャルファームの認証に向け、

企業経営や就労支援の専門家

等で組織する「東京都ソーシャル

ファーム認証審査会」を設置（年

８回）、新たに認証を得たソー

シャルファームに対し、記念品の授

与式の開催

「東京都ソーシャルファーム認証審

査会」を設置、記念品授与式の

開催

ソーシャルファームの認証に向け、

企業経営や就労支援の専門家

等で組織する「東京都ソーシャル

ファーム認証審査会」を設置（年

８回）、新たに認証を得たソー

シャルファームに対し、記念品の授

与式の開催

「東京都ソーシャルファーム認証審

査会」を設置、記念品授与式の

開催

「東京都ソーシャルファーム認証審

査会」を設置、記念品授与式の

開催

「東京都ソーシャルファーム認証審

査会」を設置、記念品授与式の

開催

5-4 東京発ソーシャルファーム支援プロジェクト
産業分野ごとにソーシャルファーム事業者等の交流会を

開催
- - - 産業分野ごとの交流会を開催 産業分野ごとの交流会を開催 産業分野ごとの交流会を開催

6-1 インクルーシブシティ東京プロジェクト 社会全体で人権尊重の気運を高める取組の実施
ヒューマンライツ・フェスタ東京の開

催

ヒューマンライツ・フェスタ東京の開

催

ヒューマンライツ・フェスタ東京の開

催

ヒューマンライツ・フェスタ東京の開

催 （区部・多摩）

ヒューマンライツ・フェスタ東京の開

催 （区部・多摩）

ヒューマンライツ・フェスタ東京の開

催 （区部・多摩）

戦略６：ダイバーシティ・共生社会戦略
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

6-1 インクルーシブシティ東京プロジェクト 東京都人権プラザの機能強化
障害当事者を起点とした参加・体

験・交流・発明型事業の実施

・ユース世代を対象とした学習プロ

グラムの開発、実施

・インターネットにおける人権侵害

に関するSNS相談窓口を開設

・若年層を対象とした学習プログラ

ムの開発、実施

・インターネットにおける人権侵害

に関するSNS相談窓口を開設

・若年層を対象とした学習プログラ

ムの開発、実施

・インターネットにおける人権侵害

に関するSNS相談窓口の運用

・若年層を対象とした学習プログラ

ムの開発、実施

・インターネットにおける人権侵害

に関するSNS相談窓口の運用

・若年層を対象とした学習プログラ

ムの開発、実施

・インターネットにおける人権侵害

に関するSNS相談窓口の運用

6-1 インクルーシブシティ東京プロジェクト 「学校2020レガシー」の取組の実施

都内全公立学校で展開してきた

オリンピック・パラリンピック教育を

「学校2020レガシー」として、各学

校の様々な取組の中で実施

「学校2020レガシー」として各学

校の様々な取組の中で実施

「学校2020レガシー」として各学

校の様々な取組の中で実施
継続実施 - -

6-1 インクルーシブシティ東京プロジェクト インクルーシブな公園の整備・活用

設計・工事等（汐入・陵南公園

等）、

遊具広場の利用促進につながる

イベント等を展開（砧・府中の

森）、

区市町村への技術的・財政的支

援 ２自治体に補助

設計・工事等、

遊具広場の利用促進につながる

イベント等を展開、

区市町村への技術的・財政的支

援 ５自治体に補助、

ガイドライン更新

設計・工事等、

遊具広場の利用促進につながる

イベント等を展開、

区市町村への技術的・財政的支

援 3自治体に補助、

ガイドライン更新

設計・工事等、

遊具広場の利用促進につながる

イベント等を展開、

区市町村への技術的・財政的支

援

設計・工事等、

遊具広場の利用促進につながる

イベント等を展開、

区市町村への技術的・財政的支

援

設計・工事等、

遊具広場の利用促進につながる

イベント等を展開

6-1 インクルーシブシティ東京プロジェクト 海上公園における「居場所」づくり 再掲 １公園工事 調査・検討 調査・検討、１公園工事 調査・検討 ２公園設計 ２公園設計

6-1 インクルーシブシティ東京プロジェクト 医療的ケアを実施する学校数の拡大 再掲 39校 37校 40校 42校 42校 42校

6-1 インクルーシブシティ東京プロジェクト 医療的ケアの実行項目の拡大 再掲
順次拡大、排痰補助装置の使用

を検証を実施

順次拡大（対象者が在籍する全

ての特別支援学校で、排痰補助

装置を使用）

順次拡大（対象者が在籍する全

ての特別支援学校で、排痰補助

装置を使用）

順次拡大 順次拡大 順次拡大

6-1 インクルーシブシティ東京プロジェクト 保護者付添い期間の短縮に向けた取組 再掲
都立特別支援学校全校でモデル

事業を実施

本格実施（都立特別支援学校

全校で実施）

本格実施（都立特別支援学校

全校で実施）

本格実施（都立特別支援学校

全校で実施）

本格実施（都立特別支援学校

全校で実施）

本格実施（都立特別支援学校

全校で実施）

6-1 インクルーシブシティ東京プロジェクト スクールバスの運行 再掲

スクールバスの運行時間は、60分

以内

医療的ケア児専用通学車両の運

行（90台）等

スクールバスの運行時間は、60分

以内

医療的ケア児専用通学車両の運

行（97台）等

スクールバスの運行時間は、60分

以内

医療的ケア児専用通学車両の運

行（111台）等

スクールバスの運行時間は、60分

以内

医療的ケア児専用通学車両の運

行（124台）等

スクールバスの運行時間は、60分

以内

医療的ケア児専用通学車両の運

行（124台）等

スクールバスの運行時間は、60分

以内

医療的ケア児専用通学車両の運

行（124台）等

6-1 インクルーシブシティ東京プロジェクト インクルーシブな教育の促進 再掲

インクルーシブな教育に資する先

駆的な取組を行う区市町村を支

援し、実践的な研究を実施

交流及び共同学習の機会を拡充

していくことで、障害のある児童・

生徒とない児童・生徒が共に学

び、体験し、相互理解を深める取

組を推進

交流及び共同学習の機会を拡充

していくことで、障害のある児童・

生徒とない児童・生徒が共に学

び、体験し、相互理解を深める取

組を推進

交流及び共同学習の機会を拡充

していくことで、障害のある児童・

生徒とない児童・生徒が共に学

び、体験し、相互理解を深める取

組を推進

- -

6-1 インクルーシブシティ東京プロジェクト 「インクルーシブ体験」プログラム 再掲 - - -
都立高校を対象に実施（100

校）

都立高校を対象に実施（順次

拡大）

都立高校を対象に実施（順次

拡大）

6-1 インクルーシブシティ東京プロジェクト インクルーシブ教育システム体制の整備 再掲 - - -
支援員配置補助事業、研修動

画作成、重点地区取組

支援員配置補助事業、重点地

区取組

支援員配置補助事業、重点地

区取組

6-1 インクルーシブシティ東京プロジェクト ソーシャルファームの裾野拡大の取組推進 再掲

ソーシャルファームについて、都民や

関係者の理解を広げていくため、

様々な広報媒体を活用して情報

発信

裾野を広げていくプロジェクト事務

局設置・運営

Web、SNS、新聞など様々な広

報媒体等による好事例等の発信

裾野を広げていくプロジェクト「東京

ソーシャルファームアクション」を開

始、Web、SNS、新聞など様々

な広報媒体等による好事例等の

発信

Web、SNS、新聞など様々な広

報媒体等による好事例等の発信

Web、SNS、新聞など様々な広

報媒体等による好事例等の発信

Web、SNS、新聞など様々な広

報媒体等による好事例等の発信
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

6-1 インクルーシブシティ東京プロジェクト ソーシャルファーム事業者の認証、支援 再掲

事業者を認証　14事業所、認証

ソーシャルファーム等へ費用等を補

助

事業者を認証、運営費等を補助

事業者を認証　10事業所、認証

ソーシャルファーム等へ費用等を補

助

事業者を認証、運営費等を補助 事業者を認証、運営費等を補助 事業者を認証、運営費等を補助

6-1 インクルーシブシティ東京プロジェクト ソーシャルファーム支援センターの運営 再掲 認証ソーシャルファーム等への支援 認証ソーシャルファーム等への支援 認証ソーシャルファーム等への支援 認証ソーシャルファーム等への支援 認証ソーシャルファーム等への支援 認証ソーシャルファーム等への支援

6-1 インクルーシブシティ東京プロジェクト ソーシャルファームの認証等の推進 再掲

ソーシャルファームの認証に向け、

企業経営や就労支援の専門家

等で組織する「東京都ソーシャル

ファーム認証審査会」を設置（年

８回）、新たに認証を得たソー

シャルファームに対し、記念品の授

与式の開催

「東京都ソーシャルファーム認証審

査会」を設置、記念品授与式の

開催

ソーシャルファームの認証に向け、

企業経営や就労支援の専門家

等で組織する「東京都ソーシャル

ファーム認証審査会」を設置（年

８回）、新たに認証を得たソー

シャルファームに対し、記念品の授

与式の開催

「東京都ソーシャルファーム認証審

査会」を設置、記念品授与式の

開催

「東京都ソーシャルファーム認証審

査会」を設置、記念品授与式の

開催

「東京都ソーシャルファーム認証審

査会」を設置、記念品授与式の

開催

6-1 インクルーシブシティ東京プロジェクト
産業分野ごとにソーシャルファーム事業者等の交流会を

開催
再掲 - - - 産業分野ごとの交流会を開催 産業分野ごとの交流会を開催 産業分野ごとの交流会を開催

6-1 インクルーシブシティ東京プロジェクト 誰もが楽しめる自然体験型観光の推進 再掲 - - -

・事業者向けワークショップやモニ

ターツアーの実施

・事業者向け機器導入支援　５

件

・専用サイトによる情報発信

・事業者向けワークショップやモニ

ターツアーの実施

・事業者向け機器導入支援　５

件

・専用サイトによる情報発信

・事業者向けワークショップやモニ

ターツアーの実施

・事業者向け機器導入支援　５

件

・専用サイトによる情報発信

6-1 インクルーシブシティ東京プロジェクト 東京ささエール住宅の登録促進・居住支援の充実 再掲

登録戸数：51,039戸

安心居住パッケージ事業（高齢

者向けの安否確認等）の実施、

専用住宅の設備改善費補助開

始、居住支援実態調査、施策の

充実

・貸主への都独自補助による支援

強化

・居住支援法人への直接補助の

実施

・関係団体と連携した普及啓発の

拡大

登録戸数：52,981戸

・貸主への直接補助（東京ささ

エール住宅貸主応援事業）

・居住支援法人への直接補助

（東京ささエール住宅居住支援

法人等応援事業）

・不動産業団体等と連携した制

度の周知・普及

・要配慮者向けアウトリーチ型情

報発信

・貸主への直接補助（東京ささ

エール住宅貸主応援事業）

・居住支援法人への直接補助

（東京ささエール住宅居住支援

法人等応援事業）

・不動産業団体等と連携した制

度の周知・普及

・要配慮者向けアウトリーチ型情

報発信

・貸主への直接補助（東京ささ

エール住宅貸主応援事業）

・居住支援法人への直接補助

（東京ささエール住宅居住支援

法人等応援事業）

・不動産業団体等と連携した制

度の周知・普及

・要配慮者向けアウトリーチ型情

報発信

・貸主への直接補助（東京ささ

エール住宅貸主応援事業）

・居住支援法人への直接補助

（東京ささエール住宅居住支援

法人等応援事業）

・不動産業団体等と連携した制

度の周知・普及

・要配慮者向けアウトリーチ型情

報発信

6-1 インクルーシブシティ東京プロジェクト 区市町村居住支援協議会の設立促進 再掲

４区市（2022年度末時点累計

30区市）

補助対象の拡大

２区市

２区市（2023年度末時点累計

32区市）

活動支援補助の拡充（設立前

活動へも支援）

２区市 ２区市 ２区市

6-1 インクルーシブシティ東京プロジェクト 障害者差別の解消 再掲

・企業や都民に対して普及啓発

や民間事業者向け研修を実施

・東京都障害者差別解消支援

地域協議会を開催

・障害者差別解消法・差別解消

条例に係る専門相談や紛争解決

手続の体制を整備

・企業や都民に対して普及啓発

や民間事業者向け研修を実施

・東京都障害者差別解消支援

地域協議会を開催

・障害者差別解消法・差別解消

条例に係る専門相談や紛争解決

手続の体制を整備

・企業や都民に対して普及啓発

や民間事業者向け研修を実施

・東京都障害者差別解消支援

地域協議会を開催

・障害者差別解消法・差別解消

条例に係る専門相談や紛争解決

手続の体制を整備

・企業や都民に対して普及啓発

や民間事業者向け研修を実施

・東京都障害者差別解消支援

地域協議会を開催

・障害者差別解消法・差別解消

条例に係る専門相談や紛争解決

手続の体制を整備

・企業や都民に対して普及啓発

や民間事業者向け研修を実施

・東京都障害者差別解消支援

地域協議会を開催

・障害者差別解消法・差別解消

条例に係る専門相談や紛争解決

手続の体制を整備

・企業や都民に対して普及啓発

や民間事業者向け研修を実施

・東京都障害者差別解消支援

地域協議会を開催

・障害者差別解消法・差別解消

条例に係る専門相談や紛争解決

手続の体制を整備
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

6-1 インクルーシブシティ東京プロジェクト ヘルプマーク・ヘルプカードの普及 再掲

援助や配慮が必要な方が全国ど

こでも適切な援助等を受けられる

よう、区市町村による活用の促

進、全国的なイベントでのＰＲ・

公共交通機関への広告掲出等を

実施

・区市町村による活用を促進

・全国的なイベントでのＰＲ等を

実施

援助や配慮が必要な方が全国ど

こでも適切な援助等を受けられる

よう、区市町村による活用の促

進、全国的なイベントでのＰＲ・

公共交通機関への広告掲出等を

実施

・区市町村による活用を促進

・全国的なイベントでのＰＲ等を

実施

・区市町村による活用を促進

・全国的なイベントでのＰＲ等を

実施

・区市町村による活用を促進

・全国的なイベントでのＰＲ等を

実施

6-1 インクルーシブシティ東京プロジェクト 共生社会実現に向けた意識啓発推進 再掲 - - -

・子供、若者向けイベントにおい

て、デフリンピック・障害の種類と対

応方法・ヘルプマーク・心のケアに

関する普及啓発を実施

・都立大と連携し 、共生社会の

実現に向けた 意識調査実施

・子供、若者向けイベントにおい

て、障害の種類と対応方法・ヘル

プマーク・心のケアに関する普及啓

発を実施

・共生社会実現に向けた検討

・子供、若者向けイベントにおい

て、障害の種類と対応方法・ヘル

プマーク・心のケアに関する普及啓

発を実施

・共生社会実現に向けた検討

6-1 インクルーシブシティ東京プロジェクト 障害者虐待防止対策支援 再掲 -

・区市町村職員向け研修実施

・障害者社会福祉施設従事者

等による障害者虐待対応研修実

施

・区市町村職員向け擁護者によ

る障害者虐待対応等研修実施

・障害者社会福祉施設従事者

等による障害者虐待対応研修実

施

・区市町村職員向け擁護者によ

る障害者虐待対応等研修実施

・障害者社会福祉施設従事者

等による障害者虐待対応研修実

施

・区市町村職員向け擁護者によ

る障害者虐待対応等研修実施

・障害者社会福祉施設従事者

等による障害者虐待対応研修実

施

・区市町村職員向け擁護者によ

る障害者虐待対応等研修実施

・障害者社会福祉施設従事者

等による障害者虐待対応研修実

施

6-1 インクルーシブシティ東京プロジェクト 精神科入院業務手続のDX化 再掲 - - -
・精神科病院の入院業務手続き

に係るシステム（仮称）の構築、

導入準備

・精神科病院の入院業務手続き

に係るシステム（仮称）の運用

・精神科病院の入院業務手続き

に係るシステム（仮称）の運用

6-1 インクルーシブシティ東京プロジェクト 心のバリアフリーの理解促進に向けた取組 再掲

・心のバリアフリーの普及啓発に取

り組む区市町村を支援　11区市

町村

・小中学生を対象としたポスターコ

ンクールの実施

・世代別の広告やホームページの

構築・運用等広報の展開

・心のバリアフリーの普及啓発に取

り組む区市町村を支援

・小中学生を対象としたポスターコ

ンクールの実施

・世代別の広告やホームページの

構築・運用等広報の展開

・心のバリアフリーの普及啓発に取

り組む区市町村を支援　16区市

町村

・小中学生を対象としたポスターコ

ンクールの実施

・世代別の広告やホームページの

運用等広報の展開

・心のバリアフリーの普及啓発に取

り組む区市町村を支援

・小中学生を対象としたポスターコ

ンクールの実施

・世代別の広告やホームページの

運用等広報の展開

・心のバリアフリーの普及啓発に取

り組む区市町村を支援

・小中学生を対象としたポスターコ

ンクールの実施

・ホームページの運用等広報の展

開

・心のバリアフリーの普及啓発に取

り組む区市町村を支援

・小中学生を対象としたポスターコ

ンクールの実施

6-1 インクルーシブシティ東京プロジェクト 情報バリアフリーの普及推進 再掲

・情報バリアフリーを促進する区市

町村への支援　９区市町村

・ユニバーサルデザイン情報を一元

化したポータルサイトの運営

・車椅子使用者対応トイレに関す

るバリアフリー情報のオープンデータ

化

・情報バリアフリーを促進する区市

町村への支援

・ユニバーサルデザイン情報を一元

化したポータルサイトの運営

・車椅子使用者対応トイレに関す

るバリアフリー情報のオープンデータ

化

・情報バリアフリーを促進する区市

町村への支援　12区市町村

・ユニバーサルデザイン情報を一元

化したポータルサイトの運営

・車椅子使用者対応トイレに関す

るバリアフリー情報のオープンデータ

化

・情報バリアフリーを促進する区市

町村への支援

・ユニバーサルデザイン情報を一元

化したポータルサイトの運営

・利用者の視点に立ったバリアフ

リー情報の一体的な発信の検討

会開催

・車椅子使用者対応トイレに関す

るバリアフリー情報のオープンデータ

化

・ユニバーサルコミュニケーション技

術導入にかかる区市町村支援

・伝わる広報に向けたユニバーサル

デザインのガイドラインを策定

・情報バリアフリーを促進する区市

町村への支援

・ユニバーサルデザイン情報を一元

化したポータルサイトの運営

・利用者の視点に立ったバリアフ

リー情報の一体的な発信のシステ

ム基本設計、先行実施

・車椅子使用者対応トイレに関す

るバリアフリー情報のオープンデータ

化

・ユニバーサルコミュニケーション技

術導入にかかる区市町村支援

・情報バリアフリーを促進する区市

町村への支援

・ユニバーサルデザイン情報を一元

化したポータルサイトの運営

・利用者の視点に立ったバリアフ

リー情報の一体的な発信に関する

システム改修・データ収集

・車椅子使用者対応トイレに関す

るバリアフリー情報のオープンデータ

化
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

6-1 インクルーシブシティ東京プロジェクト 外国人向け情報提供・相談支援体制の構築 再掲

・チャットボットを活用するとともに、

多文化共生ポータルサイトをリ

ニューアル

・東京都多言語相談ナビを運営

するとともに、遠隔通訳による通訳

支援を実施

・東京都多言語相談ナビにおい

て、弁護士会等と連携し、解決困

難な専門相談について、オンライン

及び対面で多言語による相談を

実施

・行政機関等が実施する通訳支

援の実態を調査

・都域における外国人相談対応

力の向上を図るため、都内外国

人相談窓口の相談員等が活用で

きるシステムの構築を検討

・チャットボットを活用するとともに、

多文化共生ポータルサイトを運営

・東京都多言語相談ナビを運営

するとともに、遠隔通訳による通訳

支援を実施

・東京都多言語相談ナビにおい

て、弁護士会等と連携し、解決困

難な専門相談について、オンライン

及び対面で多言語による相談を

実施

・実態調査を踏まえた通訳支援の

充実

・都内外国人相談窓口の相談員

等が活用できる相談支援システム

（仮）の構築

・チャットボットを活用するとともに、

多文化共生ポータルサイトを運営

・東京都多言語相談ナビを運営

するとともに、遠隔通訳による通訳

支援を実施

・東京都多言語相談ナビにおい

て、弁護士会等と連携し、解決困

難な専門相談について、オンライン

及び対面で多言語による相談を

実施

・実態調査を踏まえた通訳支援の

充実

・都内外国人相談窓口の相談員

等が活用できる相談支援システム

（東京都外国人相談サポートサ

イト）の構築

・生活情報冊子「Life in Tokyo

Your Guide」をリニューアルし、デ

ジタルブック化

・チャットボットの対応言語数を拡

充するとともに、多文化共生ポータ

ルサイトを運営

・東京都多言語相談ナビをフリー

ダイヤル化するとともに、遠隔通訳

による通訳支援を実施

・東京都多言語相談ナビにおい

て、弁護士会等と連携し、解決困

難な専門相談について、オンライン

及び対面で多言語による相談を

実施

・実態調査を踏まえた通訳支援の

充実

・東京都外国人相談サポートサイ

トの拡充・運用

・チャットボットを活用するとともに、

多文化共生ポータルサイトを運営

・東京都多言語相談ナビを運営

するとともに、遠隔通訳による通訳

支援を実施

・東京都多言語相談ナビにおい

て、弁護士会等と連携し、解決困

難な専門相談について、オンライン

及び対面で多言語による相談を

実施

・実態調査を踏まえた通訳支援の

充実

・東京都外国人相談サポートサイ

トの運用

・チャットボットを活用するとともに、

多文化共生ポータルサイトを運営

・東京都多言語相談ナビを運営

するとともに、遠隔通訳による通訳

支援を実施

・東京都多言語相談ナビにおい

て、弁護士会等と連携し、解決困

難な専門相談について、オンライン

及び対面で多言語による相談を

実施

・実態調査を踏まえた通訳支援の

充実

・東京都外国人相談サポートサイ

トの運用

6-1 インクルーシブシティ東京プロジェクト 地域日本語教育推進体制の整備 再掲

区市町村、国際交流協会等の取

組を財政的に支援するなどの体制

整備を推進するとともに、「東京に

おける「地域日本語教育の体制

づくり」のあり方」をとりまとめ、区市

町村等に対して、地域日本語の

目標、目指すレベル、体制づくりに

必要な要素等を示した。

・日本語教室のデータベースを活

用し、各地域の日本語教室につ

いて情報発信を行うとともに、区市

町村、国際交流協会等の取組を

財政的に支援するなどの体制整

備を推進

・初めて日本語を学習する方等を

対象としたオンライン教室をモデル

実施するほか、日本語学習支援

者のスキルアップ研修を実施

・日本語教室のデータベースを多

言語化し、各地域の日本語教室

について情報発信と利便性の向

上を図るとともに、区市町村、国

際交流協会等の取組を財政的に

支援するなどの体制整備を促進

・初めて日本語を学習する方等を

対象としたオンライン教室をモデル

実施するほか、日本語学習支援

者のスキルアップ研修を実施

・区市町村の地域日本語教育

コーディネーターが情報や課題の共

有・意見交換を行う連携会議や

研修を実施

・区市町村等が取組む日本語学

習環境整備を支援するため「地域

日本語教育はじめてハンドブック」

を作成

・日本語教室のデータベースを活

用し、各地域の日本語教室につ

いて情報発信

・区市町村、国際交流協会等の

取組に対し、都は財政的に支援

するとともに、つながり創生財団が

地域に出向き、各自治体の体制

整備を支援

・日本語学習支援者のスキルアッ

プ研修を実施

・日本語教室のデータベースを活

用し、各地域の日本語教室につ

いて情報発信

・区市町村、国際交流協会等の

取組に対し、都は財政的に支援

するとともに、つながり創生財団が

地域に出向き、各自治体の体制

整備を支援

・日本語学習支援者のスキルアッ

プ研修を実施

・日本語教室のデータベースを活

用し、各地域の日本語教室につ

いて情報発信

・区市町村、国際交流協会等の

取組に対し、都は財政的に支援

するとともに、つながり創生財団が

地域に出向き、各自治体の体制

整備を支援

・日本語学習支援者のスキルアッ

プ研修を実施
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

6-1 インクルーシブシティ東京プロジェクト 「やさしい日本語」普及啓発事業 再掲

・区市町村や庁内、都立施設・

学校、社会福祉協議会他多数に

対する訪問・オンライン研修を実

施するほか、リーフレットやWEBサ

イトによって各分野の取組事例や

役立つツールを周知し、様々な主

体と情報を共有するフォーラムを開

催

・研修教材として活用できる動画

の作成や、各主体において取組を

牽引する「やさしい日本語リー

ダー」の養成研修を実施

・区市町村や地域のコミュニティ、

民間企業等への普及啓発

・「やさしい日本語リーダー」育成

・「やさしい日本語」の活用に資す

るリーフレット等を作成するととも

に、外国人対応に取り組む自治

体や支援団体等の職員・スタッフ

向けに用語集等のツールを作成

・区市町村や庁内、都内施設、

社会福祉協議会、ボランティアイ

ベント他多数に対する訪問・オンラ

イン研修を実施するほか、WEBサ

イト等で各分野の取組事例や役

立つツールを周知し、様々な主体

と情報を共有するフォーラムを開催

・各主体において取組を牽引する

「やさしい日本語リーダー」の養成

研修を実施

・「やさしい日本語」の活用に資す

るブックレットと、外国人対応に取

り組む自治体や支援団体等の職

員・スタッフ向けに用語集等のツー

ルを作成

・区市町村や地域のコミュニティ、

民間企業等への普及啓発

・区市町村等に対する研修や、職

場や地域における活用の取組をけ

ん引する「やさしい日本語リーダー」

を育成する研修の実施

・やさしい日本語を活用する際に

役立つツール等を利用した取組の

推進

・区市町村や地域のコミュニティ、

民間企業等への普及啓発

・区市町村等に対する研修や、

「やさしい日本語リーダー」を育成

する研修の実施

・やさしい日本語を活用する際に

役立つツール等を利用した取組の

推進

・区市町村や地域のコミュニティ、

民間企業等への普及啓発

・区市町村等に対する研修や、

「やさしい日本語リーダー」を育成

する研修の実施

・やさしい日本語を活用する際に

役立つツール等を利用した取組の

推進

6-1 インクルーシブシティ東京プロジェクト 多文化共生に向けた人材育成・ネットワーク構築 再掲

・教育、医療など多岐にわたる分

野の支援や様々な主体との連携

をコーディネートする人材を育成

・国際交流・協力ＴＯＫＹＯ連

絡会と協働し、国際化市民フォー

ラムを実施

・様々な主体との連携をコーディ

ネートする人材を育成

・国際化市民フォーラムを実施

・多文化共生に関し地域のあらゆ

るステークホルダーが参加する中域

ネットワーク（仮称）を構築

・様々な主体との連携をコーディ

ネートする人材を育成

・国際化市民フォーラム in

TOKYOを実施

・多文化共生に関し地域のステー

クホルダーが参加する中域ネット

ワークを、多摩地域で１ブロックを

対象に構築

・様々な主体との連携をコーディ

ネートする人材を育成

・国際化市民フォーラムを実施

・中域ネットワークを構築

・様々な主体との連携をコーディ

ネートする人材を育成

・国際化市民フォーラムを実施

・中域ネットワークを構築

・様々な主体との連携をコーディ

ネートする人材を育成

・国際化市民フォーラムを実施

・中域ネットワークを構築

6-1 インクルーシブシティ東京プロジェクト 日本語を母語としない子供への支援 再掲 -
多文化キッズコーディネーターを配

置する区市町村を支援

・中野区、目黒区からの多文化

キッズコーディネーター設置申請に

対して、審査のうえで人件費相当

額の補助を実施。

・キッズコーディネーターだけでなく、

地域において日本語を母語としな

い子供等の支援を行っている方も

対象としたスーパーバイザー相談

事業を開始し、連絡会や研修を

実施するなど、より強固な支援体

制の構築をバックアップ

・多文化キッズコーディネーターを配

置する区市町村を支援

・連絡会、研修の実施及びスー

パーバイザーの設置により、各地

域の多文化キッズコーディネーター

の活動を支援

・多文化キッズコーディネーターを配

置する区市町村を支援

・連絡会、研修の実施及びスー

パーバイザーの設置により、各地

域の多文化キッズコーディネーター

の活動を支援

・多文化キッズコーディネーターを配

置する区市町村を支援

・連絡会、研修の実施及びスー

パーバイザーの設置により、各地

域の多文化キッズコーディネーター

の活動を支援

6-1 インクルーシブシティ東京プロジェクト
パートナーシップ宣誓制度の導入など、人権尊重の理念

や多様な性への理解推進に向けた取組

・パートナーシップ宣誓制度の検

討・導入

・企業向けLGBT研修を実施

・性自認・性的指向に関する窓口

の運用

・パートナーシップ宣誓制度届出

等管理システムの機能拡充

・パートナーシップ宣誓制度の運用

及び活用促進

・企業向けLGBT研修の拡充

・性自認・性的指向に関する窓口

の拡充・運用

・パートナーシップ宣誓制度届出

等管理システムの機能拡充

・パートナーシップ宣誓制度の運用

及び活用促進

・企業向けLGBT研修の拡充

・性自認・性的指向に関する窓口

の拡充・運用

・アライマークの作成

・パートナーシップ宣誓制度の運用

及び活用促進

・企業向けLGBT研修の実施

・性自認・性的指向に関する窓口

の運用

・アライマークの普及啓発を推進

・パートナーシップ宣誓制度の運用

及び活用促進

・企業向けLGBT研修の実施

・性自認・性的指向に関する窓口

の運用

・アライマークの普及啓発を推進

・パートナーシップ宣誓制度の運用

及び活用促進

・企業向けLGBT研修の実施

・性自認・性的指向に関する窓口

の運用

・アライマークの普及啓発を推進
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

6-1 インクルーシブシティ東京プロジェクト 若者総合相談センター「若ナビα」の運営 再掲

幅広い分野にまたがる若者の問

題に関する相談を受け付け、適切

な地域支援につなげるとともに、新

たに相談受付時間の延長や、利

用者満足度の測定等により、相

談者にとって利用しやすい環境の

整備を推進

・相談事業の実施及び認知度向

上のための広報事業の推進

・オンライン相談実施

・ＡＩ等を活用した相談ツールを

導入するなど、若者のニーズをとら

えた相談体制の充実・強化

・幅広い分野にまたがる若者の問

題に関する相談を受け付け、適切

な地域支援につなげるとともに、オ

ンライン相談等相談者にとって利

用しやすい環境の整備を推進

・チャットボット相談を導入するな

ど、若者のニーズをとらえた相談体

制を充実・強化

・相談事業の実施及び認知度向

上のための広報事業の推進

・オンライン相談実施

・若者のニーズをとらえた相談体制

の充実・強化

・相談事業の実施及び認知度向

上のための広報事業の推進

・オンライン相談実施

・若者のニーズをとらえた相談体制

の充実・強化

・相談事業の実施及び認知度向

上のための広報事業の推進

・オンライン相談実施

・若者のニーズをとらえた相談体制

の充実・強化

6-1 インクルーシブシティ東京プロジェクト 犯罪被害者等への支援

・性犯罪・性暴力被害者支援

コーディネーターの配置

・「Tokyo被害者支援ノート」の作

成

・性犯罪・性暴力被害者支援

コーディネーターによる支援

・区市町村等の実践的な対応能

力向上に向けた「Tokyo被害者

支援ノート」マニュアル策定

・性犯罪・性暴力被害者支援

コーディネーターによる支援

・区市町村等の実践的な対応能

力向上に向けた「Tokyo被害者

支援ノート」マニュアル策定

・性犯罪・性暴力被害者支援

コーディネーターによる支援

・性被害に関するSNS相談を実

施

・「Tokyo被害者支援ノート」の運

用

・犯罪被害者等の実態に関する

調査を実施

・性犯罪・性暴力被害者支援

コーディネーターによる支援

・性被害に関するSNS相談を実

施

・「Tokyo被害者支援ノート」の運

用

・第５期東京都犯罪被害者等

支援計画策定

・性犯罪・性暴力被害者支援

コーディネーターによる支援

・性被害に関するSNS相談を実

施

・「Tokyo被害者支援ノート」の運

用

・第５期東京都犯罪被害者等

支援計画策定に基づき事業実施

6-1 インクルーシブシティ東京プロジェクト 再犯防止推進体制の整備

東京都再犯防止推進協議会の

運営

再犯防止担当者連絡会の開催

東京都再犯防止推進協議会の

運営、再犯防止担当者連絡会の

開催、再犯防止推進計画の改定

東京都再犯防止推進協議会の

運営、再犯防止担当者連絡会の

開催、第二次東京都再犯防止

推進計画の策定

東京都再犯防止推進協議会の

運営、再犯防止担当者連絡会の

開催

東京都再犯防止推進協議会の

運営、再犯防止担当者連絡会の

開催

東京都再犯防止推進協議会の

運営、再犯防止担当者連絡会の

開催

6-1 インクルーシブシティ東京プロジェクト パラスポーツの国際大会の開催支援 再掲
幅広いパラスポーツの国際大会の

開催を支援 (４大会）

幅広いパラスポーツの国際大会の

開催を支援

幅広いパラスポーツの国際大会の

開催を支援（４大会）

幅広いパラスポーツの国際大会の

開催を支援

幅広いパラスポーツの国際大会の

開催を支援

幅広いパラスポーツの国際大会の

開催を支援

6-1 インクルーシブシティ東京プロジェクト
パラスポーツ大会の中継（TOKYOパラスポーツチャンネ

ル）
再掲

コンテンツを充実しつつ、都民のパ

ラスポーツ大会観戦機会を提供

（６大会）

コンテンツを充実

コンテンツを充実しつつ、都民のパ

ラスポーツ大会観戦機会を提供

（４大会）

コンテンツを充実 コンテンツを充実 コンテンツを充実

6-1 インクルーシブシティ東京プロジェクト スポーツイベント等の開催 再掲

ウォーキングイベント、スポーツの日

記念行事などをはじめとした都民

が気軽に参加・観覧できるスポー

ツイベントを実施

ウォーキングイベント、スポーツの日

記念行事などをはじめとした都民

が気軽に参加・観覧できるスポー

ツイベントを実施

ウォーキングイベント、スポーツの日

記念行事、プロスポーツチーム等と

連携したイベントなどをはじめとした

都民が気軽に参加・観覧できるス

ポーツイベントを実施

ウォーキングイベント、スポーツの日

記念行事、プロスポーツチーム等と

連携したイベントなどをはじめとした

都民が気軽に参加・観覧できるス

ポーツイベントを実施

ウォーキングイベント、スポーツの日

記念行事、プロスポーツチーム等と

連携したイベントなどをはじめとした

都民が気軽に参加・観覧できるス

ポーツイベントを実施

ウォーキングイベント、スポーツの日

記念行事、プロスポーツチーム等と

連携したイベントなどをはじめとした

都民が気軽に参加・観覧できるス

ポーツイベントを実施

6-1 インクルーシブシティ東京プロジェクト パラスポーツ体験機会の創出 再掲
「パラスポーツ体験プログラム」計

15会場実施

区市町村や大学など身近な地域

においてパラスポーツの体験機会を

創出

「パラスポーツ体験プログラム」計

13会場実施

区市町村や大学など身近な地域

においてパラスポーツの体験機会を

創出

区市町村や大学など身近な地域

においてパラスポーツの体験機会を

創出

区市町村や大学など身近な地域

においてパラスポーツの体験機会を

創出

6-1 インクルーシブシティ東京プロジェクト 集中的にパラスポーツに触れる機会を創出 再掲

パラリンピックを開催した８～９月

を「TOKYOパラスポーツ月間」と

位置づけ、集中的にパラスポーツ

に触れる機会を創出

取組を推進

パラリンピックを開催した８～９月

を「TOKYOパラスポーツ月間」と

位置づけ、集中的にパラスポーツ

に触れる機会を創出

取組を推進 取組を推進 取組を推進

6-1 インクルーシブシティ東京プロジェクト パラスポーツに関する情報発信や普及に向けた取組 再掲

イベントやSNSによるタイムリーな

情報発信等を通じて、パラスポー

ツの普及や実施者の裾野拡大等

を促進

パラスポーツに関する情報や魅力

の発信等を通じて、パラスポーツの

普及や実施者の裾野拡大等を促

進

イベントやSNSによるタイムリーな

情報発信等を通じて、パラスポー

ツの普及や実施者の裾野拡大等

を促進

パラスポーツに関する情報や魅力

の発信等を通じて、パラスポーツの

普及や実施者の裾野拡大等を促

進

パラスポーツに関する情報や魅力

の発信等を通じて、パラスポーツの

普及や実施者の裾野拡大等を促

進

パラスポーツに関する情報や魅力

の発信等を通じて、パラスポーツの

普及や実施者の裾野拡大等を促

進

6-1 インクルーシブシティ東京プロジェクト
他分野連携プログラム（TURN LANDプログラム）の実

施
再掲

福祉施設や社会的支援を行う団

体とともにTURNLAND・TURN

交流プログラム等を実施

TURN LANDの実施

福祉施設や社会的支援を行う団

体とともにアートプロジェクトを企画

し、実践

福祉施設や社会的支援を行う団

体とともにアートプロジェクトを企画

し、実践

福祉施設や社会的支援を行う団

体とともにアートプロジェクトを企画

し、実践

福祉施設や社会的支援を行う団

体とともにアートプロジェクトを企画

し、実践
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画
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2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

6-1 インクルーシブシティ東京プロジェクト ユニバーサルコミュニケーションの促進 再掲 - -

・最新技術の調査・発掘を行うと

ともに、民間事業者などと連携し、

様々な機会を捉えて技術の実証

を実施

・国際手話人材を育成

・スタートアップ企業との連携や、

都有施設の窓口などにおける機器

導入等を通じ、技術の開発や社

会への普及を促進

・国際手話人材を育成

・競技会場等で、デジタル技術を

活用するとともに、大会を通じて東

京の先進技術を国内外に発信

・国際手話人材を活用

-

6-1 インクルーシブシティ東京プロジェクト 世界陸上・デフリンピック開催支援 再掲 - -

・世界陸上・デフリンピックの開催

支援

・国際スポーツ大会のガバナンス強

化に向けた有識者会議等の実施

・世界陸上・デフリンピックの開催

支援

・有識者会議等の実施

・世界陸上・デフリンピックの開催

支援

・有識者会議等の実施
-

6-1 インクルーシブシティ東京プロジェクト 障害者の芸術活動基盤の整備 再掲

・都内における事業所等に対する

相談支援

・芸術文化活動を支援する人材

の育成等

・関係者のネットワークづくり

・発表の機会の確保

・情報収集、発信

・都内における事業所等に対する

相談支援

・芸術文化活動を支援する人材

の育成等

・関係者のネットワークづくり

・発表の機会の確保

・情報収集、発信

・都内における事業所等に対する

相談支援

・芸術文化活動を支援する人材

の育成等

・関係者のネットワークづくり

・発表の機会の確保

・情報収集、発信

・都内における事業所等に対する

相談支援

・芸術文化活動を支援する人材

の育成等

・関係者のネットワークづくり

・発表の機会の確保

・情報収集、発信

・都内における事業所等に対する

相談支援

・芸術文化活動を支援する人材

の育成等

・関係者のネットワークづくり

・発表の機会の確保

・情報収集、発信

・都内における事業所等に対する

相談支援

・芸術文化活動を支援する人材

の育成等

・関係者のネットワークづくり

・発表の機会の確保

・情報収集、発信

6-1 インクルーシブシティ東京プロジェクト 障害者による鑑賞・創作など各種プログラムの実施 再掲

福祉施設や社会的支援を行う団

体とともにTURNLAND・TURN

交流プログラム等を実施

インクルーシブプログラム、少子高

齢化対応プログラム、多文化共生

プログラムの実施

文化施設においてインクルーシブプ

ログラム、少子高齢化対応プログ

ラム、多文化共生プログラムを実

施

インクルーシブプログラム、少子高

齢化対応プログラム、多文化共生

プログラムの実施

インクルーシブプログラム、少子高

齢化対応プログラム、多文化共生

プログラムの実施

インクルーシブプログラム、少子高

齢化対応プログラム、多文化共生

プログラムの実施

6-1 インクルーシブシティ東京プロジェクト グループホームの整備 再掲

障害者の地域居住の場（グルー

プホーム）の整備を推進　 943

人増（単年度実績）

３か年で2,500人増

障害者の地域居住の場（グルー

プホーム）の整備を推進。３か年

で3,014人増

2026年度までに2,700人増 2026年度までに2,700人増 2026年度までに2,700人増

6-1 インクルーシブシティ東京プロジェクト 日中活動の場の整備（通所施設等） 再掲

障害者の日中活動の場の整備を

推進

1,166人増（単年度実績）

３か年で5,000人増

障害者の日中活動の場の整備を

推進

３か年で4,178人増

2026年度までに5,100人増 2026年度までに5,100人増 2026年度までに5,100人増

6-1 インクルーシブシティ東京プロジェクト 短期入所の充実 再掲
障害者の短期入所の整備を推進

32人増（単年度実績）
３か年で160人増

障害者の短期入所の整備を推進

３か年で107人増
2026年度までに140人増 2026年度までに140人増 2026年度までに140人増

6-1 インクルーシブシティ東京プロジェクト 地域居住の場における重度対応 再掲 - - - 2026年度までに1,000人増 2026年度までに1,000人増 2026年度までに1,000人増

6-1 インクルーシブシティ東京プロジェクト 日中活動の場における重度対応（生活介護） 再掲 - - - 2026年度までに2,600人増 2026年度までに2,600人増 2026年度までに2,600人増

6-1 インクルーシブシティ東京プロジェクト 在宅サービスにおける重度対応 再掲 - - - 2026年度までに1,500人増 2026年度までに1,500人増 2026年度までに1,500人増

6-1 インクルーシブシティ東京プロジェクト 障害児への支援の充実（児童発達支援センター） 再掲

身近な地域の障害児支援の拠点

である児童発達支援センターの整

備を推進 　36区市町村

2023年度末までに各区市町村

に１か所以上に設置

身近な地域の障害児支援の拠点

である児童発達支援センターの整

備を推進

36区市町村

2026年度末までに各区市町村

に１か所以上設置

2026年度末までに各区市町村

に１か所以上設置

2026年度末までに各区市町村

に１か所以上設置

6-1 インクルーシブシティ東京プロジェクト
障害児への支援の充実（主に重症心身障害児を支援

する児童発達支援事業所）
再掲

主に重症心身障害児を支援する

児童発達支援事業所の整備を

推進 　36区市町村

2023年度末までに各区市町村

に１か所以上確保

主に重症心身障害児を支援する

児童発達支援事業所の整備を

推進 　36区市町村

2026年度末までに各区市町村

に１か所以上設置

2026年度末までに各区市町村

に１か所以上設置

2026年度末までに各区市町村

に１か所以上設置

6-1 インクルーシブシティ東京プロジェクト
障害者への支援の充実（主に重症心身障害児を支援

する放課後等デイサービス事業所）
再掲

主に重症心身障害児を支援する

放課後等デイサービス事業所の整

備を推進 40区市町村

2023年度末までに各区市町村

に１か所以上確保

主に重症心身障害児を支援する

放課後等デイサービス事業所の整

備を推進　40区市町村

2026年度末までに各区市町村

に１か所以上設置

2026年度末までに各区市町村

に１か所以上設置

2026年度末までに各区市町村

に１か所以上設置
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）
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2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

6-1 インクルーシブシティ東京プロジェクト
地域生活支援拠点整備に向けた障害者（児）ショー

トステイ受入体制支援事業
再掲

短期入所事業所への有資格の専

門的人材の配置などにより、緊急

時に重度障害者（児）を確実に

受け入れられる体制の確保に取り

組む区市町村を支援 ７区市町

村

40区市町村

短期入所事業所への有資格の専

門的人材の配置などにより、緊急

時に重度障害者（児）を確実に

受け入れられる体制の確保に取り

組む区市町村を支援 9区市

（2023年度終了）

- - -

6-1 インクルーシブシティ東京プロジェクト 障害福祉サービス等職員宿舎借り上げ支援 再掲

職員住宅の借上げを支援すること

で、福祉・介護人材の確保・定着

を図るとともに、地域の災害福祉

拠点として、災害時の迅速な対応

を推進　330戸

813戸

職員住宅の借上げを支援すること

で、福祉・介護人材の確保・定着

を図るとともに、地域の災害福祉

拠点として、災害時の迅速な対応

を推進　548戸

年数制限撤廃など拡充して実施

896戸
918戸 943戸

6-1 インクルーシブシティ東京プロジェクト 区市町村障害福祉人材確保対策 再掲
福祉人材への研修支援や再就業

促進を行う区市町村を支援
28区市町村

福祉人材への研修支援や再就業

促進を行う区市町村を支援
28区市町村 28区市町村 28区市町村

6-1 インクルーシブシティ東京プロジェクト 障害福祉サービス等職員の人材育成促進 再掲

・障害福祉サービス事業所等が、

福祉・介護職員の資質向上のた

め研修等を受講させる場合に、都

が受講期間中の代替職員を派遣

・障害福祉サービス事業所等で働

く職員が国家資格を取得する際に

係る費用を補助

継続して実施

・障害福祉サービス事業所等が、

福祉・介護職員の資質向上のた

め研修等を受講させる場合に、都

が受講期間中の代替職員を派遣

・障害福祉サービス事業所等で働

く職員が国家資格を取得する際に

係る費用を補助

継続して実施 継続して実施 継続して実施

6-1 インクルーシブシティ東京プロジェクト
障害福祉サービス等事業者に対する経営管理研修実

施
再掲

事業所等の経営者、管理者およ

び中核職員に対する研修を実施

173人、４回／年

研修を実施　760人、5回／年

セミナー配信 800人

事業所等の経営者、管理者およ

び中核職員に対する研修を実施

586人、５回／年　セミナー配信

413人

研修を実施　760人、5回／年

セミナー配信 800人

研修を実施　760人、5回／年

セミナー配信 800人

研修を実施　760人、5回／年

セミナー配信 800人

6-1 インクルーシブシティ東京プロジェクト
障害福祉サービス事業所職員の育成・待遇改善等支

援
再掲

・事業所等が新卒者等を計画的

に育成し、在学中の奨学金返済

を支援する場合において補助

・福祉・介護職員処遇改善加算

等の取得の促進

継続して支援

・事業所等が新卒者等を計画的

に育成し、在学中の奨学金返済

を支援する場合において補助

・福祉・介護職員処遇改善加算

等の取得の促進

継続して支援 継続して支援 継続して支援

6-1 インクルーシブシティ東京プロジェクト
障害者支援施設等におけるリハビリテーション職員配置

促進
再掲 -

施設利用者のADLを維持・向上

することを目的に、リハビリテーション

職員の配置を促進し、支援の質

を向上

施設利用者のADLを維持・向上

することを目的に、リハビリテーション

職員の配置促進に向けた取組を

推進

施設利用者のADLを維持・向上

することを目的に、リハビリテーション

職員の配置を促進し、支援の質

を向上 30施設

施設利用者のADLを維持・向上

することを目的に、リハビリテーション

職員の配置を促進し、支援の質

を向上 30施設

実績等を踏まえ、事業内容を検

討

6-1 インクルーシブシティ東京プロジェクト
障害者支援施設等の支援力育成のための専門職等の

派遣
再掲

障害者支援施設等に専門職等

を派遣し、高齢・重度化や強度

行動障害等への対応力向上を支

援　4か所

高齢・重度化や強度行動障害等

への対応力向上を支援　６か所

障害者支援施設等に専門職等

を派遣し、高齢・重度化や強度

行動障害等への対応力向上を支

援　６か所

障害者支援施設等に専門職等

を派遣し、高齢・重度化や強度

行動障害等への対応力向上を支

援　６か所

実績等を踏まえ、事業内容を検

討

実績等を踏まえ、事業内容を検

討

6-1 インクルーシブシティ東京プロジェクト デジタル機器等の導入に対する支援 再掲

障害者支援施設14事業所

障害児入所施設１事業所

共同生活援助事業所８事業所

その他47事業所

障害者支援施設22事業所

障害児入所施設５事業所

共同生活援助事業所40事業所

その他75事業所

障害者支援施設15事業所

障害児入所施設０事業所

共同生活援助事業所7事業所

その他106事業所

障害者支援施設22事業所

障害児入所施設５事業所

共同生活援助事業所40事業所

その他75事業所

実績等を踏まえ、事業内容を検

討
実績等を踏まえ、事業内容を検

討

86 ページ



2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

6-1 インクルーシブシティ東京プロジェクト グループホーム従事者人材育成支援 再掲

基礎研修1,530名

専門研修52名

管理者研修150名

基礎研修2,200名

専門研修100名

管理者研修300名

基礎研修　1,491名

専門研修　57名

管理者研修　193名

基礎研修 2,200名

専門研修　100名

管理者研修　350名

実績等を踏まえ、規模等を検討 実績等を踏まえ、規模等を検討

6-1 インクルーシブシティ東京プロジェクト 障害者グループホーム体制強化支援 再掲 -
手厚い職員配置を行うグループ

ホームの体制確保を支援

手厚い職員配置を行うグループ

ホームの体制確保を支援

重度の利用者を受け入れるため

に、手厚い職員配置や支援スキ

ルの共有を行うグループホームの体

制確保を支援

実績等を踏まえ、規模等を検討 実績等を踏まえ、規模等を検討

6-1 インクルーシブシティ東京プロジェクト 訪問系障害福祉サービス事業所人材対策支援 再掲 - - -

・未経験者等の雇用によりヘル

パーをサポートする区市町村を支

援

・本事業で実務経験を積んだ未

経験者等の資格取得にかかる経

費について区市町村を支援

・未経験者等の雇用によりヘル

パーをサポートする区市町村を支

援

・本事業で実務経験を積んだ未

経験者等の資格取得にかかる経

費について区市町村を支援

・未経験者等の雇用によりヘル

パーをサポートする区市町村を支

援

・本事業で実務経験を積んだ未

経験者等の資格取得にかかる経

費について区市町村を支援

6-1 インクルーシブシティ東京プロジェクト 障害福祉人材の確保・定着に向けた事業所等支援 再掲 - - -

都内の障害福祉サービス事業所

等を対象に、

・専門家派遣による生産性向上

への取組支援　500件

・人材採用・育成の協働促進を

実施　10件

都内の障害福祉サービス事業所

等を対象に、

・専門家派遣による生産性向上

への取組支援　500件

・人材採用・育成の協働促進を

実施　10件

都内の障害福祉サービス事業所

等を対象に、

・専門家派遣による生産性向上

への取組支援　500件

・人材採用・育成の協働促進を

実施　10件

6-1 インクルーシブシティ東京プロジェクト 障害福祉サービス等DX推進人材支援 再掲 - - -

生産性向上を推進するリーダー職

員の育成を支援し、事業所の継

続的な生産性向上の取組体制を

確保　50法人

生産性向上を推進するリーダー職

員の育成を支援し、事業所の継

続的な生産性向上の取組体制を

確保

生産性向上を推進するリーダー職

員の育成を支援し、事業所の継

続的な生産性向上の取組体制を

確保

6-1 インクルーシブシティ東京プロジェクト 障害福祉サービス等職員居住支援特別手当 再掲 - - -
障害福祉サービス等事業所に勤

務する福祉・介護職員を対象に、

居住支援特別手当を支給

国が必要な見直しを講じるまでの

間、実施

国が必要な見直しを講じるまでの

間、実施

6-1 インクルーシブシティ東京プロジェクト 福祉人材確保対策の推進 再掲

東京都福祉人材情報バンクシス

テム「ふくむすび」による情報発信、

東京都福祉人材センターの運営

等により、福祉人材の確保・定

着・育成を推進

・「ふくむすび」に係るシステム再構

築

・東京都福祉人材センターの運営

・福祉現場の若手職員等を活用

したイベントブース出展による情報

発信　等

・「ふくむすび」再構築完了、新シ

ステム運用による情報発信開始

・東京都福祉人材センターの運営

等により、福祉人材の確保・定

着・育成を推進

・福祉現場の若手職員等を活用

したイベントブース出展、動画制作

及び特設サイトのブラッシュアップに

よる情報発信を推進

・「ふくむすび」新システム運用

・東京都福祉人材センターの運営

・福祉関係団体等が参画する協

議体を設置し、取組の方向性・具

体策の検討、魅力発信

・マーケティングツールの導入等によ

る広報の展開に向け、情報収

集、分析、次年度実施の広報を

検討

・修学資金貸付システムの要件定

義、基本設計

・求職者に対し職場体験からマッ

チング、就業、定着までを一貫して

支援

・「ふくむすび」新システム運用

・東京都福祉人材センターの運営

・協議体において、取組の方向

性・具体策の検討、魅力発信

・前年度実績を踏まえたマーケティ

ングツールの導入、広報実施

・修学資金貸付システムの詳細設

計、開発

・求職者に対し職場体験からマッ

チング、就業、定着までを一貫して

支援

・「ふくむすび」新システム運用

・東京都福祉人材センターの運営

・協議体において、取組の方向

性・具体策の検討、魅力発信

・マーケティングツールを活用した広

報の実施

・修学資金貸付システムの運用

・求職者に対し職場体験からマッ

チング、就業、定着までを一貫して

支援
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

6-1 インクルーシブシティ東京プロジェクト 医療的ケア児の訪問看護環境の整備 再掲

・医療的ケア児の訪問看護の経

験が豊富な事業所（推進ステー

ション）を中心としたネットワーク内

での研修会、同行訪問、運営相

談の実施

・推進ステーション以外に他事業

所を指導できる二次推進ステー

ションによる同行訪問の開始

・訪問看護ステーションの人材育

成研修

・医療的ケア児の受入経費の補

助

・医療的ケア児の訪問看護の経

験が豊富な事業所（推進ステー

ション）を中心としたネットワーク内

での研修会、同行訪問、運営相

談の実施

・推進ステーション以外に他事業

所を指導できる二次推進ステー

ションによる同行訪問の開始

取組を推進 取組を推進 取組を推進

6-1 インクルーシブシティ東京プロジェクト 医療的ケア児支援センターの設置・運営 再掲

医療的ケア児及びその家族が

個々の状況等に応じた適切な支

援を受けられるよう、医療的ケア児

支援センターを設置し、相談窓口

を開設

家族等への必要 な情報提供を

行うためのポータルサイトを開設

事業所職員向けの医療的ケア児

受入促進研修を実施（動画配

信）

相談窓口の運営

ポータルサイトの運営

医療的ケア児受入促進研修の実

施

・医療的ケア児及びその家族が

個々の状況等に応じた適切な支

援を受けられるよう、医療的ケア児

支援センターにおける相談窓口を

運営

・家族等への必要な情報提供を

行うためのポータルサイト運営

・職員向け医療的ケア児等受入

促進研修の実施

相談窓口の運営

ポータルサイトの運営

医療的ケア児等受入促進研修の

実施

相談窓口の運営

ポータルサイトの運営

医療的ケア児等受入促進研修の

実施

相談窓口の運営

ポータルサイトの運営

医療的ケア児等受入促進研修の

実施

6-1 インクルーシブシティ東京プロジェクト 医療的ケア児に対する支援のための体制整備等 再掲

・医療的ケア児支援地域協議会

・医療的ケア児等支援者育成研

修

・医療的ケア児コーディネーター養

成研修

・学童クラブにおいて医療的ケア児

や重症心身障害児を受け入れる

ための支援

・医療的ケア児支援地域協議会

・医療的ケア児等支援者育成研

修

・医療的ケア児等コーディネーター

養成研修

・医療的ケア児等コーディネーター

の活動経費の補助

・ペアレントメンターによる保護者の

就労に向けた相談対応

・日中預かりを行う事業所への支

援

・学童クラブにおいて医療的ケア児

や重症心身障害児を受け入れる

ための支援

・医療的ケア児支援地域協議会

・医療的ケア児等支援者育成研

修

・医療的ケア児等コーディネーター

養成研修

・医療的ケア児等コーディネーター

の活動経費の補助

・ペアレントメンターによる保護者の

就労に向けた相談対応

・日中預かりを行う事業所への支

援

・学童クラブにおいて医療的ケア児

や重症心身障害児を受け入れる

ための支援

継続実施 継続実施 継続実施

6-1 インクルーシブシティ東京プロジェクト 在宅レスパイト・就労等支援事業 再掲

重症心身障害児（者）及び医

療的ケア児の家族の休養（レス

パイト）や就労等を支援するた

め、家族に代わって一定時間医

療的ケア等を行う訪問看護師の

派遣に取り組む区市町村を支援

区市町村への支援

重症心身障害児（者）及び医

療的ケア児の家族の休養（レス

パイト）や就労等を支援するた

め、家族に代わって一定時間医

療的ケア等を行う訪問看護師の

派遣に取り組む区市町村を支援

35区市町村

区市町村への支援 区市町村への支援 区市町村への支援
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

6-1 インクルーシブシティ東京プロジェクト 医療的ケア児のための障害児(者)ショートステイの拡充 再掲
・病床の確保　65床

・受入促進員配置　10施設

・新規に医療型短期入所事業所

を開設しようとする事業者に対す

る支援

・医療機器等の整備費用の補助

を補助

・病床の確保

・超重症・準超重症児（者）及

び医ケア児（者）の受け入れを

促進

・開設支援　延べ49カ所訪問、

新規指定３カ所（R6.3.1付１

カ所、R6.4.1付２カ所）

・開設講習　45施設参加

・他施設視察　２回実施

・整備費補助　２施設

・病床の確保　67床

・受入促進員配置　10施設

継続実施 継続実施 継続実施

6-1 インクルーシブシティ東京プロジェクト 通所施設における医療的ケア児の受け入れ拡充 再掲 -
重症心身障害児通所施設におけ

る超重症児（者）・準超重症児

（者）の受け入れを促進

重症心身障害児通所施設におけ

る受入促進員にかかる人件費を

助成し、超重症児（者）・準超

重症児（者）の受け入れを促進

重症心身障害児通所施設におけ

る受入促進員にかかる人件費を

助成し、重症心身障害児（者）

に加え、医療的ケア児（者）の

受入れを促進

継続して実施 継続して実施

6-1 インクルーシブシティ東京プロジェクト 障害児の放課後等支援事業 再掲

重症心身障害児や医療的ケア児

の放課後等の支援の充実のた

め、地域の実情に応じた取組を行

う区市町村を支援

８区市町村

25区市町村

重症心身障害児や医療的ケア児

の放課後等の支援の充実のた

め、地域の実情に応じた取組を行

う区市町村を支援

11区市町村

35区市町村 35区市町村 35区市町村

6-1 インクルーシブシティ東京プロジェクト 「都型放課後等デイサービス」に対する支援 再掲 ６事業所 75事業所

・23事業所

・放課後等デイサービス事業所の

質の向上を目指し、都が定める基

準を満たして事業を実施している

事業所を「都型放課後等デイサー

ビス」として位置づけ支援

70事業所 実績を踏まえて規模を設定 実績を踏まえて規模を設定

6-1 インクルーシブシティ東京プロジェクト 聴覚障害児支援のための体制整備 再掲 -

・難聴児の早期支援及び関係機

連携協議会２回

・東京都難聴児 相談支援セン

ター（仮称）の設置運営

・難聴児の早期支援及び関係機

関連携協議会１回

・東京都難聴児相談支援セン

ターの設置運営

・難聴児の早期支援及び関係機

関連携協議会２回

・東京都難聴児相談支援セン

ターの設置運営

・難聴児の早期支援及び関係機

関連携協議会２回

・東京都難聴児相談支援セン

ターの設置運営

・難聴児の早期支援及び関係機

関連携協議会２回

・東京都難聴児相談支援セン

ターの設置運営

6-1 インクルーシブシティ東京プロジェクト 障害者に対する相談支援体制の整備 再掲 - 地域の相談支援体制の強化 地域の相談支援体制の強化 地域の相談支援体制の強化 地域の相談支援体制の強化 地域の相談支援体制の強化

6-1 インクルーシブシティ東京プロジェクト 手話の普及啓発・手話人口の拡大 再掲
手話のできる都民育成事業を実

施した

デフリンピック開催に向けた気運も

とらえ

・手話に関する出前講座の実施

・手話のできる都民育成事業の実

施

デフリンピック開催に向けた気運も

とらえ

・手話に関する出前講座の実施

・手話のできる都民育成事業の実

施

デフリンピック開催に向けた気運も

とらえ

・手話に関する出前講座の実施

・手話のできる都民育成事業の実

施

デフリンピック開催の気運もとらえ

・手話に関する出前講座の実施

・手話のできる都民育成事業の実

施

デフリンピックの開催も踏まえて

・手話に関する出前講座の実施

・手話のできる都民育成事業の実

施

6-1 インクルーシブシティ東京プロジェクト
デジタル技術を活用した聴覚障害者コミュニケーション支

援事業
再掲

・タブレット端末の貸出（１台）

・本庁、事業所に２次元コードを

設置し、来庁者自身の端末を活

用し、遠隔手話サービスを提供

・聴覚障害者自身の端末を用い

て、通訳センターに接続し、オペ

レーターが電話代理支援を実施

・タブレット端末の貸出（1台）

・来庁者に遠隔手話サービスを提

供

・オペレーターが電話代理支援を

実施

・タブレット端末の貸出（１台）

・本庁、事業所に２次元コードを

設置し、来庁者自身の端末を活

用し、遠隔手話サービスを提供

・聴覚障害者自身の端末を用い

て、通訳センターに接続し、オペ

レーターが電話代理支援を実施

・タブレット端末の貸出（1台）

・来庁者に遠隔手話サービスを提

供

・オペレーターが電話代理支援を

実施

・タブレット端末の貸出（1台）

・来庁者に遠隔手話サービスを提

供

・オペレーターが電話代理支援を

実施

・タブレット端末の貸出（１台）

・来庁者に遠隔手話サービスを提

供

・オペレーターが電話代理支援を

実施
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

6-1 インクルーシブシティ東京プロジェクト 情報保障機器の普及促進・開発支援 再掲 -

・福祉機器展への出展　1回

・区市町村職員の意見交換会の

実施　1回

・福祉機器展への出展　１回

・区市町村職員の意見交換会の

実施　１回

・福祉機器展への出展　1回

・区市町村職員の意見交換会の

実施　1回

・都の窓口への情報保障機器の

設置

・都の主催する説明会等における

情報保障機器の展示、利用

・福祉機器展への出展　1回

・区市町村職員の意見交換会の

実施　1回

・都の窓口への情報保障機器の

設置

・都の主催する説明会等における

情報保障機器の展示、利用

・福祉機器展への出展　１回

・区市町村職員の意見交換会の

実施　１回

・都の窓口への情報保障機器の

設置

・都の主催する説明会等における

情報保障機器の展示、利用

6-1 インクルーシブシティ東京プロジェクト 障害者の生活応援情報発信 再掲 - - -

障害当事者や支援者が有する

「生活の知恵」や「困りごとを乗り

越える工夫」をAIチャットボットにて

情報発信

障害当事者や支援者が有する

「生活の知恵」や「困りごとを乗り

越える工夫」をAIチャットボットにて

情報発信

障害当事者や支援者が有する

「生活の知恵」や「困りごとを乗り

越える工夫」をAIチャットボットにて

情報発信

6-1 インクルーシブシティ東京プロジェクト 財務事務について、手話通訳を実施 再掲 手話通訳を実施 手話通訳を実施 手話通訳を実施 手話通訳を実施 手話通訳を実施 手話通訳を実施

6-1 インクルーシブシティ東京プロジェクト
庁内案内及び都庁展望室における手話を使用しやすい

環境の整備
再掲 -

庁内案内及び都庁展望室におけ

る手話を使用しやすい環境の整

備

遠隔手話通訳サービス等を導入

し、手話を使用しやすい環境を整

備

庁内案内及び都庁展望室におけ

る手話を使用しやすい環境の整

備

庁内案内及び都庁展望室におけ

る手話を使用しやすい環境の整

備

庁内案内及び都庁展望室におけ

る手話を使用しやすい環境の整

備

6-1 インクルーシブシティ東京プロジェクト アートプロジェクト展 再掲

特別支援学校の児童・生徒を対

象としたアートプロジェクト展の開

催

開催

特別支援学校の児童・生徒を対

象としたアートプロジェクト展の開

催

開催 開催 開催

6-1 インクルーシブシティ東京プロジェクト 児童発達支援センター地域支援体制強化 再掲 - - -
国の示す基本事業をすべて実施

する児童発達支援センターへ人件

費等の費用を補助 52か所以上

52か所以上 52か所以上

6-1 インクルーシブシティ東京プロジェクト 盲ろう者（児）への支援の充実・強化 再掲 - - -
盲ろう者の全ライフステージに対応

できるよう拡充して事業実施
継続して実施 継続して実施

6-1 インクルーシブシティ東京プロジェクト 精神保健医療の充実 再掲 - - -

・入院者訪問支援

・精神科病院における虐待防止

の推進

・心のサポーター養成

・精神障害者地域移行体制整

備支援

・災害拠点精神科病院等自家

発電設備等整備強化

・発達障害児等巡回支援専門

員整備

・摂食障害治療支援体制整備

・区市町村発達検査体制を充実

・発達障害児の検査に関する実

態調査

・精神保健福祉士配置を促進

・入院者訪問支援

・精神科病院における虐待防止

の推進

・心のサポーター養成

・精神障害者地域移行体制整

備支援

・災害拠点精神科病院等自家

発電設備等整備強化

・発達障害児等巡回支援専門

員整備

・摂食障害治療支援体制整備

・区市町村発達検査体制を充実

・発達障害児の検査に関する実

態調査

・精神保健福祉士配置を促進

・入院者訪問支援

・精神科病院における虐待防止

の推進

・心のサポーター養成

・精神障害者地域移行体制整

備支援

・災害拠点精神科病院等自家

発電設備等整備強化

・発達障害児等巡回支援専門

員整備

・摂食障害治療支援体制整備

・区市町村発達検査体制を充実

・発達障害児の検査に関する実

態調査

・精神保健福祉士配置を促進
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）
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2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

6-1 インクルーシブシティ東京プロジェクト 地域生活支援拠点における連携強化支援 再掲 - - -

障害者が住み慣れた地域で安心

して暮らしていけるよう整備された

地域生活支援拠点の連携機能

を強化する区市町村の取組を支

援　35区市町村

障害者が住み慣れた地域で安心

して暮らしていけるよう整備された

地域生活支援拠点の連携機能

を強化する区市町村の取組を支

援　35区市町村

障害者が住み慣れた地域で安心

して暮らしていけるよう整備された

地域生活支援拠点の連携機能

を強化する区市町村の取組を支

援　35区市町村

6-1 インクルーシブシティ東京プロジェクト 地域生活支援拠点における緊急時受入体制支援 再掲 - - -

地域生活支援拠点を整備し、拠

点の短期入所に有資格の支援員

等を配置するなど、緊急時に重度

障害者（児）を確実に受け入れ

る体制確保に取り組む区市町村

を支援　23区市町村

地域生活支援拠点を整備し、拠

点の短期入所に有資格の支援員

等を配置するなど、緊急時に重度

障害者（児）を確実に受け入れ

る体制確保に取り組む区市町村

を支援　23区市町村

地域生活支援拠点を整備し、拠

点の短期入所に有資格の支援員

等を配置するなど、緊急時に重度

障害者（児）を確実に受け入れ

る体制確保に取り組む区市町村

を支援　23区市町村

6-1 インクルーシブシティ東京プロジェクト 相談支援事業における連携機能強化支援 再掲 - - -

一般相談支援事業者・特定相

談支援事業者が実施する、地域

移行に関する報酬算定外の業務

に対して区市町村への財政支援

を実施し、地域移行を促進

一般相談支援事業者・特定相

談支援事業者が実施する、地域

移行に関する報酬算定外の業務

に対して区市町村への財政支援

を実施し、地域移行を促進

一般相談支援事業者・特定相

談支援事業者が実施する、地域

移行に関する報酬算定外の業務

に対して区市町村への財政支援

を実施し、地域移行を促進

6-1 インクルーシブシティ東京プロジェクト 地域移行促進コーディネート 再掲 -

地域移行促進コーディネーターの

配置　10か所

新規開拓・受入促進員の配置

1名

地域移行体験室の設置　2か所

地域移行促進コーディネーターの

配置　10か所

新規開拓・受入促進員の配置

1名

地域移行体験室の設置　2か所

地域移行促進コーディネーターの

配置　10か所

新規開拓・受入促進員の配置

2名

地域移行体験室の設置　2か所

実績等を踏まえ、事業内容を検

討

実績等を踏まえ、事業内容を検

討

6-2 日本人と外国人が仲良く暮らせるまち創出プロジェクト 外国人向け情報提供・相談支援体制の構築

・チャットボットを活用するとともに、

多文化共生ポータルサイトをリ

ニューアル

・東京都多言語相談ナビを運営

するとともに、遠隔通訳による通訳

支援を実施

・東京都多言語相談ナビにおい

て、弁護士会等と連携し、解決困

難な専門相談について、オンライン

及び対面で多言語による相談を

実施

・行政機関等が実施する通訳支

援の実態を調査

・都域における外国人相談対応

力の向上を図るため、都内外国

人相談窓口の相談員等が活用で

きるシステムの構築を検討

・チャットボットを活用するとともに、

多文化共生ポータルサイトを運営

・東京都多言語相談ナビを運営

するとともに、遠隔通訳による通訳

支援を実施

・東京都多言語相談ナビにおい

て、弁護士会等と連携し、解決困

難な専門相談について、オンライン

及び対面で多言語による相談を

実施

・実態調査を踏まえた通訳支援の

充実

・都内外国人相談窓口の相談員

等が活用できる相談支援システム

（仮）の構築

・チャットボットを活用するとともに、

多文化共生ポータルサイトを運営

・東京都多言語相談ナビを運営

するとともに、遠隔通訳による通訳

支援を実施

・東京都多言語相談ナビにおい

て、弁護士会等と連携し、解決困

難な専門相談について、オンライン

及び対面で多言語による相談を

実施

・実態調査を踏まえた通訳支援の

充実

・都内外国人相談窓口の相談員

等が活用できる相談支援システム

（東京都外国人相談サポートサ

イト）の構築

・生活情報冊子「Life in Tokyo

Your Guide」をリニューアルし、デ

ジタルブック化

・チャットボットの対応言語数を拡

充するとともに、多文化共生ポータ

ルサイトを運営

・東京都多言語相談ナビをフリー

ダイヤル化するとともに、遠隔通訳

による通訳支援を実施

・東京都多言語相談ナビにおい

て、弁護士会等と連携し、解決困

難な専門相談について、オンライン

及び対面で多言語による相談を

実施

・実態調査を踏まえた通訳支援の

充実

・東京都外国人相談サポートサイ

トの拡充・運用

・チャットボットを活用するとともに、

多文化共生ポータルサイトを運営

・東京都多言語相談ナビを運営

するとともに、遠隔通訳による通訳

支援を実施

・東京都多言語相談ナビにおい

て、弁護士会等と連携し、解決困

難な専門相談について、オンライン

及び対面で多言語による相談を

実施

・実態調査を踏まえた通訳支援の

充実

・東京都外国人相談サポートサイ

トの運用

・チャットボットを活用するとともに、

多文化共生ポータルサイトを運営

・東京都多言語相談ナビを運営

するとともに、遠隔通訳による通訳

支援を実施

・東京都多言語相談ナビにおい

て、弁護士会等と連携し、解決困

難な専門相談について、オンライン

及び対面で多言語による相談を

実施

・実態調査を踏まえた通訳支援の

充実

・東京都外国人相談サポートサイ

トの運用
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

6-2 日本人と外国人が仲良く暮らせるまち創出プロジェクト 地域日本語教育推進体制の整備

区市町村、国際交流協会等の取

組を財政的に支援するなどの体制

整備を推進するとともに、「東京に

おける「地域日本語教育の体制

づくり」のあり方」をとりまとめ、区市

町村等に対して、地域日本語の

目標、目指すレベル、体制づくりに

必要な要素等を示した。

・日本語教室のデータベースを活

用し、各地域の日本語教室につ

いて情報発信を行うとともに、区市

町村、国際交流協会等の取組を

財政的に支援するなどの体制整

備を推進

・初めて日本語を学習する方等を

対象としたオンライン教室をモデル

実施するほか、日本語学習支援

者のスキルアップ研修を実施

・日本語教室のデータベースを多

言語化し、各地域の日本語教室

について情報発信と利便性の向

上を図るとともに、区市町村、国

際交流協会等の取組を財政的に

支援するなどの体制整備を促進

・初めて日本語を学習する方等を

対象としたオンライン教室をモデル

実施するほか、日本語学習支援

者のスキルアップ研修を実施

・区市町村の地域日本語教育

コーディネーターが情報や課題の共

有・意見交換を行う連携会議や

研修を実施

・区市町村等が取組む日本語学

習環境整備を支援するため「地域

日本語教育はじめてハンドブック」

を作成

・日本語教室のデータベースを活

用し、各地域の日本語教室につ

いて情報発信

・区市町村、国際交流協会等の

取組に対し、都は財政的に支援

するとともに、つながり創生財団が

地域に出向き、各自治体の体制

整備を支援

・日本語学習支援者のスキルアッ

プ研修を実施

・日本語教室のデータベースを活

用し、各地域の日本語教室につ

いて情報発信

・区市町村、国際交流協会等の

取組に対し、都は財政的に支援

するとともに、つながり創生財団が

地域に出向き、各自治体の体制

整備を支援

・日本語学習支援者のスキルアッ

プ研修を実施

・日本語教室のデータベースを活

用し、各地域の日本語教室につ

いて情報発信

・区市町村、国際交流協会等の

取組に対し、都は財政的に支援

するとともに、つながり創生財団が

地域に出向き、各自治体の体制

整備を支援

・日本語学習支援者のスキルアッ

プ研修を実施

6-2 日本人と外国人が仲良く暮らせるまち創出プロジェクト 「やさしい日本語」普及啓発事業

・区市町村や庁内、都立施設・

学校、社会福祉協議会他多数に

対する訪問・オンライン研修を実

施するほか、リーフレットやWEBサ

イトによって各分野の取組事例や

役立つツールを周知し、様々な主

体と情報を共有するフォーラムを開

催

・研修教材として活用できる動画

の作成や、各主体において取組を

牽引する「やさしい日本語リー

ダー」の養成研修を実施

・区市町村や地域のコミュニティ、

民間企業等への普及啓発

・「やさしい日本語リーダー」育成

・「やさしい日本語」の活用に資す

るリーフレット等を作成するととも

に、外国人対応に取り組む自治

体や支援団体等の職員・スタッフ

向けに用語集等のツールを作成

・区市町村や庁内、都内施設、

社会福祉協議会、ボランティアイ

ベント他多数に対する訪問・オンラ

イン研修を実施するほか、WEBサ

イト等で各分野の取組事例や役

立つツールを周知し、様々な主体

と情報を共有するフォーラムを開催

・各主体において取組を牽引する

「やさしい日本語リーダー」の養成

研修を実施

・「やさしい日本語」の活用に資す

るブックレットと、外国人対応に取

り組む自治体や支援団体等の職

員・スタッフ向けに用語集等のツー

ルを作成

・区市町村や地域のコミュニティ、

民間企業等への普及啓発

・区市町村等に対する研修や、職

場や地域における活用の取組をけ

ん引する「やさしい日本語リーダー」

を育成する研修の実施

・やさしい日本語を活用する際に

役立つツール等を利用した取組の

推進

・区市町村や地域のコミュニティ、

民間企業等への普及啓発

・区市町村等に対する研修や、

「やさしい日本語リーダー」を育成

する研修の実施

・やさしい日本語を活用する際に

役立つツール等を利用した取組の

推進

・区市町村や地域のコミュニティ、

民間企業等への普及啓発

・区市町村等に対する研修や、

「やさしい日本語リーダー」を育成

する研修の実施

・やさしい日本語を活用する際に

役立つツール等を利用した取組の

推進

6-2 日本人と外国人が仲良く暮らせるまち創出プロジェクト 災害時の外国人支援体制の構築

・災害発生時の防災（語学）ボ

ランティアと避難所等とをマッチング

する「東京都防災（語学）ボラン

ティアシステム」を運用

・災害発生時に備えた研修会や

訓練の実施、災害時の注意喚起

等を事前に多言語化

・「東京都防災（語学）ボラン

ティアシステム」を運用

・災害発生時に備えた研修会や

訓練の実施、注意喚起等の事前

の多言語化、「災害時の外国人

支援Q＆Aマニュアル」の改定

・「東京都防災（語学）ボラン

ティアシステム」を運用

・災害発生時に備えた研修会や

訓練の実施、注意喚起等の事前

の多言語化、「災害時の外国人

支援Q＆Aマニュアル」の改定

・「東京都防災（語学）ボラン

ティアシステム」を運用

・災害発生時に備えた研修会や

訓練の実施、注意喚起等の事前

の多言語化、「災害時の外国人

支援Q＆Aマニュアル」の改定、外

国人向け多言語防災普及啓発

動画の制作

・「東京都防災（語学）ボラン

ティアシステム」を運用

・災害発生時に備えた研修会や

訓練の実施、注意喚起等の事前

の多言語化、「災害時の外国人

支援Q＆Aマニュアル」の改定

・外国人向け多言語防災普及啓

発動画の制作

・「東京都防災（語学）ボラン

ティアシステム」を運用

・災害発生時に備えた研修会や

訓練の実施、注意喚起等の事前

の多言語化、「災害時の外国人

支援Q＆Aマニュアル」の改定

・外国人向け多言語防災普及啓

発動画の制作
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

6-2 日本人と外国人が仲良く暮らせるまち創出プロジェクト 多文化共生に向けた人材育成・ネットワーク構築

・教育、医療など多岐にわたる分

野の支援や様々な主体との連携

をコーディネートする人材を育成

・国際交流・協力ＴＯＫＹＯ連

絡会と協働し、国際化市民フォー

ラムを実施

・様々な主体との連携をコーディ

ネートする人材を育成

・国際化市民フォーラムを実施

・多文化共生に関し地域のあらゆ

るステークホルダーが参加する中域

ネットワーク（仮称）を構築

・様々な主体との連携をコーディ

ネートする人材を育成

・国際化市民フォーラム in

TOKYOを実施

・多文化共生に関し地域のステー

クホルダーが参加する中域ネット

ワークを、多摩地域で１ブロックを

対象に構築

・様々な主体との連携をコーディ

ネートする人材を育成

・国際化市民フォーラムを実施

・中域ネットワークを構築

・様々な主体との連携をコーディ

ネートする人材を育成

・国際化市民フォーラムを実施

・中域ネットワークを構築

・様々な主体との連携をコーディ

ネートする人材を育成

・国際化市民フォーラムを実施

・中域ネットワークを構築

6-2 日本人と外国人が仲良く暮らせるまち創出プロジェクト 日本語を母語としない子供への支援 -
多文化キッズコーディネーターを配

置する区市町村を支援

・中野区、目黒区からの多文化

キッズコーディネーター設置申請に

対して、審査のうえで人件費相当

額の補助を実施。

・キッズコーディネーターだけでなく、

地域において日本語を母語としな

い子供等の支援を行っている方も

対象としたスーパーバイザー相談

事業を開始し、連絡会や研修を

実施するなど、より強固な支援体

制の構築をバックアップ

・多文化キッズコーディネーターを配

置する区市町村を支援

・連絡会、研修の実施及びスー

パーバイザーの設置により、各地

域の多文化キッズコーディネーター

の活動を支援

・多文化キッズコーディネーターを配

置する区市町村を支援

・連絡会、研修の実施及びスー

パーバイザーの設置により、各地

域の多文化キッズコーディネーター

の活動を支援

・多文化キッズコーディネーターを配

置する区市町村を支援

・連絡会、研修の実施及びスー

パーバイザーの設置により、各地

域の多文化キッズコーディネーター

の活動を支援

6-2 日本人と外国人が仲良く暮らせるまち創出プロジェクト 日本語を母語としない子供の居場所づくり 再掲 自治体ヒアリング

日本語を母語としない子供たちの

居場所となる「多文化キッズサロ

ン」を設置する区市町村を支援

２自治体

日本語を母語としない子供たちの

居場所となる「多文化キッズサロ

ン」を設置する区市町村を支援

（２自治体）

区市町村での子供を日本語教育

につなぐための多機関連携の好事

例を調査

日本語を母語としない子供たちの

居場所となる「多文化キッズサロ

ン」を設置する区市町村を支援

日本語を母語としない子供たちの

居場所となる「多文化キッズサロ

ン」を設置する区市町村を支援
-

6-2 日本人と外国人が仲良く暮らせるまち創出プロジェクト 外国につながる生徒への指導ハンドブック 再掲
教員向け日本語指導ハンドブック

（高等学校版）の開発
学校教育で活用

日本語指導ハンドブックのデジタル

化
学校教育で活用 学校教育で活用 学校教育で活用

6-2 日本人と外国人が仲良く暮らせるまち創出プロジェクト 外国人の子供の就学に関するガイドライン 再掲 ガイドラインを基に指導を実施 ガイドラインを基に就学促進 ガイドラインを基に就学促進 ガイドラインを基に就学促進 ガイドラインを基に就学促進 ガイドラインを基に就学促進

6-2 日本人と外国人が仲良く暮らせるまち創出プロジェクト 外国語による教育相談 再掲

東京都教育相談センターにおい

て、通訳を介した外国語（英語、

中国語、韓国・朝鮮語）による電

話・来所相談を実施

外国語（英語、中国語、韓国・

朝鮮語）による電話・来所相談

を実施

外国語（英語、中国語、韓国・

朝鮮語）による電話・来所相談

を実施

外国語（英語、中国語、韓国・

朝鮮語）による電話・来所相談

を実施

外国語（英語、中国語、韓国・

朝鮮語）による電話・来所相談

を実施

外国語（英語、中国語、韓国・

朝鮮語）による電話・来所相談

を実施

6-2 日本人と外国人が仲良く暮らせるまち創出プロジェクト 日本語指導の充実 再掲 - - -
コーディネーター連絡会、日本語

指導フォーラム、理解促進セミナー

の実施

コーディネーター連絡会、日本語

指導フォーラム、理解促進セミナー

の実施

コーディネーター連絡会、日本語

指導フォーラム、理解促進セミナー

の実施

6-2 日本人と外国人が仲良く暮らせるまち創出プロジェクト 日本語指導推進校の指定 再掲 - - -
日本語指導推進校の指定、取組

の検証

日本語指導推進校の指定、取組

の検証

日本語指導推進校の指定、取組

の検証

6-2 日本人と外国人が仲良く暮らせるまち創出プロジェクト 日本語指導ガイドラインのデジタルブック化 再掲 - - -
日本語指導ガイドラインのデジタル

ブック化
学校教育で活用 学校教育で活用
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

6-2 日本人と外国人が仲良く暮らせるまち創出プロジェクト 在京外国人生徒募集枠の拡充 再掲

都立高校入学者選抜における在

京外国人生徒募集枠設置校の

新設・募集枠拡大について検討

在京外国人生徒募集枠設置校

の新設・募集枠拡大について検

討

在京外国人生徒募集枠設置校

の新設・募集枠拡大について検

討

在京外国人生徒募集枠設置校

の新設・募集枠拡大について検

討

在京外国人生徒募集枠設置校

の新設・募集枠拡大について検

討

在京外国人生徒募集枠設置校

の新設・募集枠拡大について検

討

6-2 日本人と外国人が仲良く暮らせるまち創出プロジェクト 多文化共生スクールサポートセンター事業 再掲

日本語指導が必要な生徒に対し

て、日本語学習・在留資格等の

サポートを行う多文化共生スクー

ルサポーターによる支援の実施

（８校）

日本語指導が必要な生徒が在籍

する都立高校等全校で実施

日本語指導が必要な生徒が在籍

する都立高校等全校で実施

日本語指導が必要な生徒が在籍

する都立高校等全校で実施

日本語指導が必要な生徒が在籍

する都立高校等全校で実施

日本語指導が必要な生徒が在籍

する都立高校等全校で実施

6-3 ユニバーサルデザインのまちづくりプロジェクト 区市町村の基本構想等の策定支援 再掲
基本構想31区市（101地

区）、促進方針７区市

区市町村の基本構想等の策定に

かかる経費の補助及び技術的支

援

基本構想31区市（102地

区）、促進方針９区市

区市町村の基本構想等の策定に

かかる経費の補助及び技術的支

援

区市町村の基本構想等の策定に

かかる経費の補助及び技術的支

援

区市町村の基本構想等の策定に

かかる経費の補助及び技術的支

援

6-3 ユニバーサルデザインのまちづくりプロジェクト 駅、生活関連施設を結ぶ都道のバリアフリー化 再掲 約５km整備（累計約57km）
約12km整備（累計約

73km）
約６km整備（累計約63km）

約19km整備（累計約

90km）
新計画の中で検討 新計画の中で検討

6-3 ユニバーサルデザインのまちづくりプロジェクト 主な駅周辺での特定道路の面的なバリアフリー化 再掲
約２km整備（累計約

123km）

約９km整備（累計約

134km）

約５km整備（累計約

128km）

約18km整備（累計約

150km）
新計画の中で検討 新計画の中で検討

6-3 ユニバーサルデザインのまちづくりプロジェクト
特定道路の面的なバリアフリー化に向けた区市に対する

財政支援
再掲 財政支援の実施 財政支援の実施 財政支援の実施 財政支援の実施 新計画の中で検討 新計画の中で検討

6-3 ユニバーサルデザインのまちづくりプロジェクト 既設道路橋のバリアフリー化 再掲 概略検討（６橋）
詳細設計（１橋）、予備設計

（２橋）

詳細設計（１橋）、予備設計

等（２橋）

詳細設計（１橋）、予備設計

（２橋）

整備工事（１橋）、詳細設計

（２橋）

整備工事（１橋）、詳細設計

（２橋）

6-3 ユニバーサルデザインのまちづくりプロジェクト 横断歩道橋のバリアフリー化 再掲 調整・検討（２橋） 予備設計（２橋） 予備設計（２橋） 予備設計（２橋） 詳細設計（２橋） 詳細設計・整備工事（２橋）

6-3 ユニバーサルデザインのまちづくりプロジェクト 拠点機能の充実強化（ターミナル駅37駅） 再掲

先行整備した主要９駅での事

例・解決策及び経緯などを整理

し、手引を作成

区市等の意向により、案内サイン

統一化に向けた課題抽出、方針

決定、事業者による整備を順次

実施

2022年度に策定した手引を用い

て、区市の取組を後押しするため

に、区市へヒアリングを実施

2022年度に策定した「案内サイ

ン等の整備に向けた手引（多言

語対応含む）」を用いて、区市の

取組を後押しするために、区市へ

ヒアリングを実施

・区市等の意向により、案内サイン

統一化に向けた課題抽出

・事業者による整備を順次実施

・区市等の意向により、案内サイン

統一化に向けた課題抽出

・事業者による整備を順次実施

6-3 ユニバーサルデザインのまちづくりプロジェクト
鉄道駅のホームドアやエレベーター等の整備に対する補

助
再掲

【ホームドア整備（地下鉄駅）】

（2022年度末）整備率

89.9％

【ホームドア整備（ＪＲ及び私鉄

駅）】

（2022年度末）整備率

36.0％

【鉄道駅エレベーター等整備】

（2022年度末）１ルート整備

率　97.0%

【ホームドア整備（地下鉄駅）】

東京メトロ半蔵門線（完了）、

都営地下鉄浅草線（完了）、

東京メトロ東西線（整備促進）

【ホームドア整備（ＪＲ及び私鉄

駅）】

補助制度を活用して整備促進

【鉄道駅エレベーター等整備】

補助制度を活用して整備促進

【ホームドア整備（地下鉄駅）】

（2023年度末）整備率

97.4％

【ホームドア整備（ＪＲ及び私鉄

駅）】

（2023年度末）整備率

38.9％

【鉄道駅エレベーター等整備】

（2023年度末）１ルート整備

率　97.0%

【ホームドア整備（地下鉄駅）】

東京メトロ東西線（整備促進）

【ホームドア整備（ＪＲ及び私鉄

駅）】

補助制度を活用して整備促進

【鉄道駅エレベーター等整備】

補助制度を活用して整備促進

【ホームドア整備（ＪＲ及び私鉄

駅）】

補助制度を活用して整備促進

【鉄道駅エレベーター等整備】

補助制度を活用して整備促進

【ホームドア整備（ＪＲ及び私鉄

駅）】

補助制度を活用して整備促進

【鉄道駅エレベーター等整備】

補助制度を活用して整備促進

6-3 ユニバーサルデザインのまちづくりプロジェクト 鉄道駅におけるユニバーサルコミュニケーションの取組促進 再掲 - - -
補助制度の活用により、UC機器

の導入を促進

補助制度の活用により、UC機器

の導入を促進
-

6-3 ユニバーサルデザインのまちづくりプロジェクト 都営地下鉄駅におけるバリアフリールートの充実 再掲 エレベータ整備１駅完了 調査検討・順次整備
エレベータ整備１駅完了

調査検討・順次整備

調査検討・順次整備（2022年

度～2024年度合計６駅整備）
調査検討・順次整備 調査検討・順次整備

6-3 ユニバーサルデザインのまちづくりプロジェクト 都営地下鉄駅におけるホームドアの整備 再掲
浅草線４駅のホームドア整備完

了
全駅整備完了 浅草線整備完了 - - -
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

6-3 ユニバーサルデザインのまちづくりプロジェクト 都営地下鉄車両へのフリースペースの導入 再掲
10編成導入（累計65編成導

入）
順次導入

6編成導入（累計71編成導

入）

順次導入（2022年度～2024

年度合計三田線4編成、新宿線

4編成、大江戸線8編成導入）

順次導入 順次導入

6-3 ユニバーサルデザインのまちづくりプロジェクト 地域公共交通の充実・強化（区市町村支援） 再掲

・地域公共交通計画策定：６

自治体/62自治体

・都の補助を活用し地域ニーズに

応じた移動手段の導入に取り組

んだ自治体：19自治体/62自

治体

・区市町村の地域公共交通計画

策定や地域ニーズに応じた輸送

手段の導入を技術的・財政的に

支援

・効果的な支援策の創設等を継

続的に検討

・地域公共交通計画策定：10

自治体/62自治体

・都の補助を活用し地域ニーズに

応じた移動手段の導入 に取り組

んだ自治体：31自治体/62自

治体

・地域特性に応じたニーズに対応

するため、補助対象を見直し

・区市町村の地域公共交通計画

策定や地域ニーズに応じた輸送

手段の導入を技術的・財政的に

支援

・効果的な支援策の創設等を継

続的に検討

・区市町村の地域公共交通計画

策定や地域ニーズに応じた輸送

手段の導入を技術的・財政的に

支援

・効果的な支援策の創設等を継

続的に検討

・区市町村の地域公共交通計画

策定や地域ニーズに応じた輸送

手段の導入を技術的・財政的に

支援

・効果的な支援策の創設等を継

続的に検討

6-3 ユニバーサルデザインのまちづくりプロジェクト 都立公園における徹底したバリアフリー化の推進等 再掲 設計 設計、工事 設計、工事 設計、工事 設計、工事 設計、工事

6-3 ユニバーサルデザインのまちづくりプロジェクト 都立公園における老朽化施設の改修 再掲 調査、設計、工事 調査、設計、工事 調査、設計、工事 調査、設計、工事 調査、設計、工事 調査、設計、工事

6-3 ユニバーサルデザインのまちづくりプロジェクト My City Reportの活用 再掲
都道：本格運用

都立公園：運用準備

都道：継続的な住民協働の推

進・ＡＩ活用

都立公園：運用・効果検証

都道：継続的な住民協働の推

進・ＡＩ活用

都立公園：運用・効果検証

河川：隅田川にて導入、他河川

への展開を検討

都道：継続的な住民協働の推

進・ＡＩ活用

都立公園：運用

河川：運用、導入予定河川の地

図データ作成、順次対象河川拡

大検討

都道：継続的な住民協働の推

進・ＡＩ活用

都立公園：運用

河川：運用、導入予定河川の地

図データ作成

都道：継続的な住民協働の推

進・ＡＩ活用

都立公園：運用

河川：運用、導入予定河川の地

図データ作成

6-3 ユニバーサルデザインのまちづくりプロジェクト 海上公園のトイレ洋式化等

暁ふ頭公園（設計）

城南島海浜公園（設計）

暁ふ頭公園（工事）

城南島海浜公園（工事）

青海北ふ頭公園・青海南ふ頭公

園（工事）

暁ふ頭公園（工事）

城南島海浜公園（工事）

青海北ふ頭公園・青海南ふ頭公

園（工事）

暁ふ頭公園（工事）

城南島海浜公園（工事）
- -

6-3 ユニバーサルデザインのまちづくりプロジェクト インクルーシブな公園の整備・活用 再掲

設計・工事等（汐入・陵南公園

等）、

遊具広場の利用促進につながる

イベント等を展開（砧・府中の

森）、

区市町村への技術的・財政的支

援 ２自治体に補助

設計・工事等、

遊具広場の利用促進につながる

イベント等を展開、

区市町村への技術的・財政的支

援 ５自治体に補助、

ガイドライン更新

設計・工事等、

遊具広場の利用促進につながる

イベント等を展開、

区市町村への技術的・財政的支

援 3自治体に補助、

ガイドライン更新

設計・工事等、

遊具広場の利用促進につながる

イベント等を展開、

区市町村への技術的・財政的支

援

設計・工事等、

遊具広場の利用促進につながる

イベント等を展開、

区市町村への技術的・財政的支

援

設計・工事等、

遊具広場の利用促進につながる

イベント等を展開

6-3 ユニバーサルデザインのまちづくりプロジェクト 戸建て住宅等の耐震化促進 再掲

耐震化率92.0％（2020年３

月）

助成（除却の対象地域の拡大、

2000年以前の新耐震木造戸建

住宅への対象拡大）、普及啓発

（区市町村による所有者への積

極的な働きかけを促進）

助成（除却の対象地域の拡大、

新耐震基準の木造住宅への支

援）、普及啓発（区市町村によ

る所有者への積極的な働きかけを

更に促進）

耐震化率92.0%（2020年３

月）

助成（除却の対象地域の拡大、

新耐震基準の木造住宅への支

援）、普及啓発（区市町村によ

る所有者への積極的な働きかけを

促進）

助成（除却の対象地域の拡大、

新耐震基準の木造住宅への支

援）、普及啓発（区市町村によ

る所有者への積極的な働きかけを

更に促進）、アドバイザー制度

（耐震改修と併せてバリアフリー・

省エネ等を総合的に推進）

助成（除却の対象地域の拡大、

新耐震基準の木造住宅への支

援）、普及啓発（区市町村によ

る所有者への積極的な働きかけを

更に促進）、アドバイザー制度

（耐震改修と併せてバリアフリー・

省エネ等を総合的に推進）

助成（除却の対象地域の拡大、

新耐震基準の木造住宅への支

援）、普及啓発（区市町村によ

る所有者への積極的な働きかけを

更に促進）、アドバイザー制度

（耐震改修と併せてバリアフリー・

省エネ等を総合的に推進）

6-3 ユニバーサルデザインのまちづくりプロジェクト 区市町村のスポーツ環境整備に対する支援 再掲

区市町村が実施するスポーツ施

設等の環境整備に係る取組に対

する支援を実施

区市町村のスポーツの場を拡充す

る取組に対し支援

区市町村のスポーツの場を拡充す

る取組に対し支援

区市町村のスポーツの場を拡充す

る取組に対し支援

区市町村のスポーツの場を拡充す

る取組に対し支援

区市町村のスポーツの場を拡充す

る取組に対し支援
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

6-3 ユニバーサルデザインのまちづくりプロジェクト 外国人向け情報提供・相談支援体制の構築 再掲

・チャットボットを活用するとともに、

多文化共生ポータルサイトをリ

ニューアル

・東京都多言語相談ナビを運営

するとともに、遠隔通訳による通訳

支援を実施

・東京都多言語相談ナビにおい

て、弁護士会等と連携し、解決困

難な専門相談について、オンライン

及び対面で多言語による相談を

実施

・行政機関等が実施する通訳支

援の実態を調査

・都域における外国人相談対応

力の向上を図るため、都内外国

人相談窓口の相談員等が活用で

きるシステムの構築を検討

・チャットボットを活用するとともに、

多文化共生ポータルサイトを運営

・東京都多言語相談ナビを運営

するとともに、遠隔通訳による通訳

支援を実施

・東京都多言語相談ナビにおい

て、弁護士会等と連携し、解決困

難な専門相談について、オンライン

及び対面で多言語による相談を

実施

・実態調査を踏まえた通訳支援の

充実

・都内外国人相談窓口の相談員

等が活用できる相談支援システム

（仮）の構築

・チャットボットを活用するとともに、

多文化共生ポータルサイトを運営

・東京都多言語相談ナビを運営

するとともに、遠隔通訳による通訳

支援を実施

・東京都多言語相談ナビにおい

て、弁護士会等と連携し、解決困

難な専門相談について、オンライン

及び対面で多言語による相談を

実施

・実態調査を踏まえた通訳支援の

充実

・都内外国人相談窓口の相談員

等が活用できる相談支援システム

（東京都外国人相談サポートサ

イト）の構築

・生活情報冊子「Life in Tokyo

Your Guide」をリニューアルし、デ

ジタルブック化

・チャットボットの対応言語数を拡

充するとともに、多文化共生ポータ

ルサイトを運営

・東京都多言語相談ナビをフリー

ダイヤル化するとともに、遠隔通訳

による通訳支援を実施

・東京都多言語相談ナビにおい

て、弁護士会等と連携し、解決困

難な専門相談について、オンライン

及び対面で多言語による相談を

実施

・実態調査を踏まえた通訳支援の

充実

・東京都外国人相談サポートサイ

トの拡充・運用

・チャットボットを活用するとともに、

多文化共生ポータルサイトを運営

・東京都多言語相談ナビを運営

するとともに、遠隔通訳による通訳

支援を実施

・東京都多言語相談ナビにおい

て、弁護士会等と連携し、解決困

難な専門相談について、オンライン

及び対面で多言語による相談を

実施

・実態調査を踏まえた通訳支援の

充実

・東京都外国人相談サポートサイ

トの運用

・チャットボットを活用するとともに、

多文化共生ポータルサイトを運営

・東京都多言語相談ナビを運営

するとともに、遠隔通訳による通訳

支援を実施

・東京都多言語相談ナビにおい

て、弁護士会等と連携し、解決困

難な専門相談について、オンライン

及び対面で多言語による相談を

実施

・実態調査を踏まえた通訳支援の

充実

・東京都外国人相談サポートサイ

トの運用

6-3 ユニバーサルデザインのまちづくりプロジェクト 地域日本語教育推進体制の整備 再掲

区市町村、国際交流協会等の取

組を財政的に支援するなどの体制

整備を推進するとともに、「東京に

おける「地域日本語教育の体制

づくり」のあり方」をとりまとめ、区市

町村等に対して、地域日本語の

目標、目指すレベル、体制づくりに

必要な要素等を示した。

・日本語教室のデータベースを活

用し、各地域の日本語教室につ

いて情報発信を行うとともに、区市

町村、国際交流協会等の取組を

財政的に支援するなどの体制整

備を推進

・初めて日本語を学習する方等を

対象としたオンライン教室をモデル

実施するほか、日本語学習支援

者のスキルアップ研修を実施

・日本語教室のデータベースを多

言語化し、各地域の日本語教室

について情報発信と利便性の向

上を図るとともに、区市町村、国

際交流協会等の取組を財政的に

支援するなどの体制整備を促進

・初めて日本語を学習する方等を

対象としたオンライン教室をモデル

実施するほか、日本語学習支援

者のスキルアップ研修を実施

・区市町村の地域日本語教育

コーディネーターが情報や課題の共

有・意見交換を行う連携会議や

研修を実施

・区市町村等が取組む日本語学

習環境整備を支援するため「地域

日本語教育はじめてハンドブック」

を作成

・日本語教室のデータベースを活

用し、各地域の日本語教室につ

いて情報発信

・区市町村、国際交流協会等の

取組に対し、都は財政的に支援

するとともに、つながり創生財団が

地域に出向き、各自治体の体制

整備を支援

・日本語学習支援者のスキルアッ

プ研修を実施

・日本語教室のデータベースを活

用し、各地域の日本語教室につ

いて情報発信

・区市町村、国際交流協会等の

取組に対し、都は財政的に支援

するとともに、つながり創生財団が

地域に出向き、各自治体の体制

整備を支援

・日本語学習支援者のスキルアッ

プ研修を実施

・日本語教室のデータベースを活

用し、各地域の日本語教室につ

いて情報発信

・区市町村、国際交流協会等の

取組に対し、都は財政的に支援

するとともに、つながり創生財団が

地域に出向き、各自治体の体制

整備を支援

・日本語学習支援者のスキルアッ

プ研修を実施
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

6-3 ユニバーサルデザインのまちづくりプロジェクト 「やさしい日本語」普及啓発事業 再掲

・区市町村や庁内、都立施設・

学校、社会福祉協議会他多数に

対する訪問・オンライン研修を実

施するほか、リーフレットやWEBサ

イトによって各分野の取組事例や

役立つツールを周知し、様々な主

体と情報を共有するフォーラムを開

催

・研修教材として活用できる動画

の作成や、各主体において取組を

牽引する「やさしい日本語リー

ダー」の養成研修を実施

・区市町村や地域のコミュニティ、

民間企業等への普及啓発

・「やさしい日本語リーダー」育成

・「やさしい日本語」の活用に資す

るリーフレット等を作成するととも

に、外国人対応に取り組む自治

体や支援団体等の職員・スタッフ

向けに用語集等のツールを作成

・区市町村や庁内、都内施設、

社会福祉協議会、ボランティアイ

ベント他多数に対する訪問・オンラ

イン研修を実施するほか、WEBサ

イト等で各分野の取組事例や役

立つツールを周知し、様々な主体

と情報を共有するフォーラムを開催

・各主体において取組を牽引する

「やさしい日本語リーダー」の養成

研修を実施

・「やさしい日本語」の活用に資す

るブックレットと、外国人対応に取

り組む自治体や支援団体等の職

員・スタッフ向けに用語集等のツー

ルを作成

・区市町村や地域のコミュニティ、

民間企業等への普及啓発

・区市町村等に対する研修や、職

場や地域における活用の取組をけ

ん引する「やさしい日本語リーダー」

を育成する研修の実施

・やさしい日本語を活用する際に

役立つツール等を利用した取組の

推進

・区市町村や地域のコミュニティ、

民間企業等への普及啓発

・区市町村等に対する研修や、

「やさしい日本語リーダー」を育成

する研修の実施

・やさしい日本語を活用する際に

役立つツール等を利用した取組の

推進

・区市町村や地域のコミュニティ、

民間企業等への普及啓発

・区市町村等に対する研修や、

「やさしい日本語リーダー」を育成

する研修の実施

・やさしい日本語を活用する際に

役立つツール等を利用した取組の

推進

6-3 ユニバーサルデザインのまちづくりプロジェクト 災害時の外国人支援体制の構築 再掲

・災害発生時の防災（語学）ボ

ランティアと避難所等とをマッチング

する「東京都防災（語学）ボラン

ティアシステム」を運用

・災害発生時に備えた研修会や

訓練の実施、災害時の注意喚起

等を事前に多言語化

・「東京都防災（語学）ボラン

ティアシステム」を運用

・災害発生時に備えた研修会や

訓練の実施、注意喚起等の事前

の多言語化、「災害時の外国人

支援Q＆Aマニュアル」の改定

・「東京都防災（語学）ボラン

ティアシステム」を運用

・災害発生時に備えた研修会や

訓練の実施、注意喚起等の事前

の多言語化、「災害時の外国人

支援Q＆Aマニュアル」の改定

・「東京都防災（語学）ボラン

ティアシステム」を運用

・災害発生時に備えた研修会や

訓練の実施、注意喚起等の事前

の多言語化、「災害時の外国人

支援Q＆Aマニュアル」の改定、外

国人向け多言語防災普及啓発

動画の制作

・「東京都防災（語学）ボラン

ティアシステム」を運用

・災害発生時に備えた研修会や

訓練の実施、注意喚起等の事前

の多言語化、「災害時の外国人

支援Q＆Aマニュアル」の改定

・外国人向け多言語防災普及啓

発動画の制作

・「東京都防災（語学）ボラン

ティアシステム」を運用

・災害発生時に備えた研修会や

訓練の実施、注意喚起等の事前

の多言語化、「災害時の外国人

支援Q＆Aマニュアル」の改定

・外国人向け多言語防災普及啓

発動画の制作

6-3 ユニバーサルデザインのまちづくりプロジェクト 多文化共生に向けた人材育成・ネットワーク構築 再掲

・教育、医療など多岐にわたる分

野の支援や様々な主体との連携

をコーディネートする人材を育成

・国際交流・協力ＴＯＫＹＯ連

絡会と協働し、国際化市民フォー

ラムを実施

・様々な主体との連携をコーディ

ネートする人材を育成

・国際化市民フォーラムを実施

・多文化共生に関し地域のあらゆ

るステークホルダーが参加する中域

ネットワーク（仮称）を構築

・様々な主体との連携をコーディ

ネートする人材を育成

・国際化市民フォーラム in

TOKYOを実施

・多文化共生に関し地域のステー

クホルダーが参加する中域ネット

ワークを、多摩地域で１ブロックを

対象に構築

・様々な主体との連携をコーディ

ネートする人材を育成

・国際化市民フォーラムを実施

・中域ネットワークを構築

・様々な主体との連携をコーディ

ネートする人材を育成

・国際化市民フォーラムを実施

・中域ネットワークを構築

・様々な主体との連携をコーディ

ネートする人材を育成

・国際化市民フォーラムを実施

・中域ネットワークを構築

6-3 ユニバーサルデザインのまちづくりプロジェクト 日本語を母語としない子供への支援 再掲 -
多文化キッズコーディネーターを配

置する区市町村を支援

・中野区、目黒区からの多文化

キッズコーディネーター設置申請に

対して、審査のうえで人件費相当

額の補助を実施。

・キッズコーディネーターだけでなく、

地域において日本語を母語としな

い子供等の支援を行っている方も

対象としたスーパーバイザー相談

事業を開始し、連絡会や研修を

実施するなど、より強固な支援体

制の構築をバックアップ

・多文化キッズコーディネーターを配

置する区市町村を支援

・連絡会、研修の実施及びスー

パーバイザーの設置により、各地

域の多文化キッズコーディネーター

の活動を支援

・多文化キッズコーディネーターを配

置する区市町村を支援

・連絡会、研修の実施及びスー

パーバイザーの設置により、各地

域の多文化キッズコーディネーター

の活動を支援

・多文化キッズコーディネーターを配

置する区市町村を支援

・連絡会、研修の実施及びスー

パーバイザーの設置により、各地

域の多文化キッズコーディネーター

の活動を支援
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

6-3 ユニバーサルデザインのまちづくりプロジェクト 心のバリアフリーの理解促進に向けた取組

・心のバリアフリーの普及啓発に取

り組む区市町村を支援　11区市

町村

・小中学生を対象としたポスターコ

ンクールの実施

・世代別の広告やホームページの

構築・運用等広報の展開

・心のバリアフリーの普及啓発に取

り組む区市町村を支援

・小中学生を対象としたポスターコ

ンクールの実施

・世代別の広告やホームページの

構築・運用等広報の展開

・心のバリアフリーの普及啓発に取

り組む区市町村を支援　16区市

町村

・小中学生を対象としたポスターコ

ンクールの実施

・世代別の広告やホームページの

運用等広報の展開

・心のバリアフリーの普及啓発に取

り組む区市町村を支援

・小中学生を対象としたポスターコ

ンクールの実施

・世代別の広告やホームページの

運用等広報の展開

・心のバリアフリーの普及啓発に取

り組む区市町村を支援

・小中学生を対象としたポスターコ

ンクールの実施

・ホームページの運用等広報の展

開

・心のバリアフリーの普及啓発に取

り組む区市町村を支援

・小中学生を対象としたポスターコ

ンクールの実施

6-3 ユニバーサルデザインのまちづくりプロジェクト 情報バリアフリーの普及推進

・情報バリアフリーを促進する区市

町村への支援　９区市町村

・ユニバーサルデザイン情報を一元

化したポータルサイトの運営

・車椅子使用者対応トイレに関す

るバリアフリー情報のオープンデータ

化

・情報バリアフリーを促進する区市

町村への支援

・ユニバーサルデザイン情報を一元

化したポータルサイトの運営

・車椅子使用者対応トイレに関す

るバリアフリー情報のオープンデータ

化

・情報バリアフリーを促進する区市

町村への支援　12区市町村

・ユニバーサルデザイン情報を一元

化したポータルサイトの運営

・車椅子使用者対応トイレに関す

るバリアフリー情報のオープンデータ

化

・情報バリアフリーを促進する区市

町村への支援

・ユニバーサルデザイン情報を一元

化したポータルサイトの運営

・利用者の視点に立ったバリアフ

リー情報の一体的な発信の検討

会開催

・車椅子使用者対応トイレに関す

るバリアフリー情報のオープンデータ

化

・ユニバーサルコミュニケーション技

術導入にかかる区市町村支援

・伝わる広報に向けたユニバーサル

デザインのガイドラインを策定

・情報バリアフリーを促進する区市

町村への支援

・ユニバーサルデザイン情報を一元

化したポータルサイトの運営

・利用者の視点に立ったバリアフ

リー情報の一体的な発信のシステ

ム基本設計、先行実施

・車椅子使用者対応トイレに関す

るバリアフリー情報のオープンデータ

化

・ユニバーサルコミュニケーション技

術導入にかかる区市町村支援

・情報バリアフリーを促進する区市

町村への支援

・ユニバーサルデザイン情報を一元

化したポータルサイトの運営

・利用者の視点に立ったバリアフ

リー情報の一体的な発信に関する

システム改修・データ収集

・車椅子使用者対応トイレに関す

るバリアフリー情報のオープンデータ

化

6-3 ユニバーサルデザインのまちづくりプロジェクト 障害者差別の解消 再掲

・企業や都民に対して普及啓発

や民間事業者向け研修を実施

・東京都障害者差別解消支援

地域協議会を開催

・障害者差別解消法・差別解消

条例に係る専門相談や紛争解決

手続の体制を整備

・企業や都民に対して普及啓発

や民間事業者向け研修を実施

・東京都障害者差別解消支援

地域協議会を開催

・障害者差別解消法・差別解消

条例に係る専門相談や紛争解決

手続の体制を整備

・企業や都民に対して普及啓発

や民間事業者向け研修を実施

・東京都障害者差別解消支援

地域協議会を開催

・障害者差別解消法・差別解消

条例に係る専門相談や紛争解決

手続の体制を整備

・企業や都民に対して普及啓発

や民間事業者向け研修を実施

・東京都障害者差別解消支援

地域協議会を開催

・障害者差別解消法・差別解消

条例に係る専門相談や紛争解決

手続の体制を整備

・企業や都民に対して普及啓発

や民間事業者向け研修を実施

・東京都障害者差別解消支援

地域協議会を開催

・障害者差別解消法・差別解消

条例に係る専門相談や紛争解決

手続の体制を整備

・企業や都民に対して普及啓発

や民間事業者向け研修を実施

・東京都障害者差別解消支援

地域協議会を開催

・障害者差別解消法・差別解消

条例に係る専門相談や紛争解決

手続の体制を整備

6-3 ユニバーサルデザインのまちづくりプロジェクト ヘルプマーク・ヘルプカードの普及 再掲

援助や配慮が必要な方が全国ど

こでも適切な援助等を受けられる

よう、区市町村による活用の促

進、全国的なイベントでのＰＲ・

公共交通機関への広告掲出等を

実施

・区市町村による活用を促進

・全国的なイベントでのＰＲ等を

実施

援助や配慮が必要な方が全国ど

こでも適切な援助等を受けられる

よう、区市町村による活用の促

進、全国的なイベントでのＰＲ・

公共交通機関への広告掲出等を

実施

・区市町村による活用を促進

・全国的なイベントでのＰＲ等を

実施

・区市町村による活用を促進

・全国的なイベントでのＰＲ等を

実施

・区市町村による活用を促進

・全国的なイベントでのＰＲ等を

実施

6-3 ユニバーサルデザインのまちづくりプロジェクト 聴覚障害児支援のための体制整備 再掲 -

・難聴児の早期支援及び関係機

連携協議会２回

・東京都難聴児 相談支援セン

ター（仮称）の設置運営

・難聴児の早期支援及び関係機

関連携協議会１回

・東京都難聴児相談支援セン

ターの設置運営

・難聴児の早期支援及び関係機

関連携協議会２回

・東京都難聴児相談支援セン

ターの設置運営

・難聴児の早期支援及び関係機

関連携協議会２回

・東京都難聴児相談支援セン

ターの設置運営

・難聴児の早期支援及び関係機

関連携協議会２回

・東京都難聴児相談支援セン

ターの設置運営

6-3 ユニバーサルデザインのまちづくりプロジェクト
デジタル技術を活用した聴覚障害者コミュニケーション支

援事業
再掲

・タブレット端末の貸出（１台）

・本庁、事業所に２次元コードを

設置し、来庁者自身の端末を活

用し、遠隔手話サービスを提供

・聴覚障害者自身の端末を用い

て、通訳センターに接続し、オペ

レーターが電話代理支援を実施

・タブレット端末の貸出（1台）

・来庁者に遠隔手話サービスを提

供

・オペレーターが電話代理支援を

実施

・タブレット端末の貸出（１台）

・本庁、事業所に２次元コードを

設置し、来庁者自身の端末を活

用し、遠隔手話サービスを提供

・聴覚障害者自身の端末を用い

て、通訳センターに接続し、オペ

レーターが電話代理支援を実施

・タブレット端末の貸出（1台）

・来庁者に遠隔手話サービスを提

供

・オペレーターが電話代理支援を

実施

・タブレット端末の貸出（1台）

・来庁者に遠隔手話サービスを提

供

・オペレーターが電話代理支援を

実施

・タブレット端末の貸出（１台）

・来庁者に遠隔手話サービスを提

供

・オペレーターが電話代理支援を

実施
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

6-3 ユニバーサルデザインのまちづくりプロジェクト 情報保障機器の普及促進・開発支援 再掲 -

・福祉機器展への出展　1回

・区市町村職員の意見交換会の

実施　1回

・福祉機器展への出展　１回

・区市町村職員の意見交換会の

実施　１回

・福祉機器展への出展　1回

・区市町村職員の意見交換会の

実施　1回

・都の窓口への情報保障機器の

設置

・都の主催する説明会等における

情報保障機器の展示、利用

・福祉機器展への出展　1回

・区市町村職員の意見交換会の

実施　1回

・都の窓口への情報保障機器の

設置

・都の主催する説明会等における

情報保障機器の展示、利用

・福祉機器展への出展　１回

・区市町村職員の意見交換会の

実施　１回

・都の窓口への情報保障機器の

設置

・都の主催する説明会等における

情報保障機器の展示、利用

6-3 ユニバーサルデザインのまちづくりプロジェクト 手話の普及啓発・手話人口の拡大 再掲
手話のできる都民育成事業を実

施した

デフリンピック開催に向けた気運も

とらえ

・手話に関する出前講座の実施

・手話のできる都民育成事業の実

施

デフリンピック開催に向けた気運も

とらえ

・手話に関する出前講座の実施

・手話のできる都民育成事業の実

施

デフリンピック開催に向けた気運も

とらえ

・手話に関する出前講座の実施

・手話のできる都民育成事業の実

施

デフリンピック開催の気運もとらえ

・手話に関する出前講座の実施

・手話のできる都民育成事業の実

施

デフリンピックの開催も踏まえて

・手話に関する出前講座の実施

・手話のできる都民育成事業の実

施

6-3 ユニバーサルデザインのまちづくりプロジェクト 共生社会実現に向けた意識啓発推進 再掲 - - -

・子供、若者向けイベントにおい

て、デフリンピック・障害の種類と対

応方法・ヘルプマーク・心のケアに

関する普及啓発を実施

・都立大と連携し 、共生社会の

実現に向けた 意識調査実施

・子供、若者向けイベントにおい

て、障害の種類と対応方法・ヘル

プマーク・心のケアに関する普及啓

発を実施

・共生社会実現に向けた検討

・子供、若者向けイベントにおい

て、障害の種類と対応方法・ヘル

プマーク・心のケアに関する普及啓

発を実施

・共生社会実現に向けた検討

6-3 ユニバーサルデザインのまちづくりプロジェクト 盲ろう者（児）への支援の充実・強化 再掲 - - -
盲ろう者の全ライフステージに対応

できるよう拡充して事業実施
継続して実施 継続して実施

6-3 ユニバーサルデザインのまちづくりプロジェクト 障害者虐待防止対策支援 再掲 -

・区市町村職員向け研修実施

・障害者社会福祉施設従事者

等による障害者虐待対応研修実

施

・区市町村職員向け擁護者によ

る障害者虐待対応等研修実施

・障害者社会福祉施設従事者

等による障害者虐待対応研修実

施

・区市町村職員向け擁護者によ

る障害者虐待対応等研修実施

・障害者社会福祉施設従事者

等による障害者虐待対応研修実

施

・区市町村職員向け擁護者によ

る障害者虐待対応等研修実施

・障害者社会福祉施設従事者

等による障害者虐待対応研修実

施

・区市町村職員向け擁護者によ

る障害者虐待対応等研修実施

・障害者社会福祉施設従事者

等による障害者虐待対応研修実

施

6-3 ユニバーサルデザインのまちづくりプロジェクト 障害者の生活応援情報発信 再掲 - - -

障害当事者や支援者が有する

「生活の知恵」や「困りごとを乗り

越える工夫」をAIチャットボットにて

情報発信

障害当事者や支援者が有する

「生活の知恵」や「困りごとを乗り

越える工夫」をAIチャットボットにて

情報発信

障害当事者や支援者が有する

「生活の知恵」や「困りごとを乗り

越える工夫」をAIチャットボットにて

情報発信

6-3 ユニバーサルデザインのまちづくりプロジェクト 財務事務について、手話通訳を実施 手話通訳を実施 手話通訳を実施 手話通訳を実施 手話通訳を実施 手話通訳を実施 手話通訳を実施

6-3 ユニバーサルデザインのまちづくりプロジェクト
庁内案内及び都庁展望室における手話を使用しやすい

環境の整備
-

庁内案内及び都庁展望室におけ

る手話を使用しやすい環境の整

備

遠隔手話通訳サービス等を導入

し、手話を使用しやすい環境を整

備

庁内案内及び都庁展望室におけ

る手話を使用しやすい環境の整

備

庁内案内及び都庁展望室におけ

る手話を使用しやすい環境の整

備

庁内案内及び都庁展望室におけ

る手話を使用しやすい環境の整

備

6-4 障害者の暮らしの安心を守り、働き方をひろげるプロジェクト 障害児への支援の充実（児童発達支援センター）

身近な地域の障害児支援の拠点

である児童発達支援センターの整

備を推進 　36区市町村

2023年度末までに各区市町村

に１か所以上に設置

身近な地域の障害児支援の拠点

である児童発達支援センターの整

備を推進

36区市町村

2026年度末までに各区市町村

に１か所以上設置

2026年度末までに各区市町村

に１か所以上設置

2026年度末までに各区市町村

に１か所以上設置

6-4 障害者の暮らしの安心を守り、働き方をひろげるプロジェクト
障害児への支援の充実（主に重症心身障害児を支援

する児童発達支援事業所）

主に重症心身障害児を支援する

児童発達支援事業所の整備を

推進 　36区市町村

2023年度末までに各区市町村

に１か所以上確保

主に重症心身障害児を支援する

児童発達支援事業所の整備を

推進 　36区市町村

2026年度末までに各区市町村

に１か所以上設置

2026年度末までに各区市町村

に１か所以上設置

2026年度末までに各区市町村

に１か所以上設置
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

6-4 障害者の暮らしの安心を守り、働き方をひろげるプロジェクト
障害者への支援の充実（主に重症心身障害児を支援

する放課後等デイサービス事業所）

主に重症心身障害児を支援する

放課後等デイサービス事業所の整

備を推進 40区市町村

2023年度末までに各区市町村

に１か所以上確保

主に重症心身障害児を支援する

放課後等デイサービス事業所の整

備を推進　40区市町村

2026年度末までに各区市町村

に１か所以上設置

2026年度末までに各区市町村

に１か所以上設置

2026年度末までに各区市町村

に１か所以上設置

6-4 障害者の暮らしの安心を守り、働き方をひろげるプロジェクト 医療的ケア児支援センターの設置・運営

医療的ケア児及びその家族が

個々の状況等に応じた適切な支

援を受けられるよう、医療的ケア児

支援センターを設置し、相談窓口

を開設

家族等への必要 な情報提供を

行うためのポータルサイトを開設

事業所職員向けの医療的ケア児

受入促進研修を実施（動画配

信）

相談窓口の運営

ポータルサイトの運営

医療的ケア児受入促進研修の実

施

・医療的ケア児及びその家族が

個々の状況等に応じた適切な支

援を受けられるよう、医療的ケア児

支援センターにおける相談窓口を

運営

・家族等への必要な情報提供を

行うためのポータルサイト運営

・職員向け医療的ケア児等受入

促進研修の実施

相談窓口の運営

ポータルサイトの運営

医療的ケア児等受入促進研修の

実施

相談窓口の運営

ポータルサイトの運営

医療的ケア児等受入促進研修の

実施

相談窓口の運営

ポータルサイトの運営

医療的ケア児等受入促進研修の

実施

6-4 障害者の暮らしの安心を守り、働き方をひろげるプロジェクト 在宅レスパイト・就労等支援事業

重症心身障害児（者）及び医

療的ケア児の家族の休養（レス

パイト）や就労等を支援するた

め、家族に代わって一定時間医

療的ケア等を行う訪問看護師の

派遣に取り組む区市町村を支援

区市町村への支援

重症心身障害児（者）及び医

療的ケア児の家族の休養（レス

パイト）や就労等を支援するた

め、家族に代わって一定時間医

療的ケア等を行う訪問看護師の

派遣に取り組む区市町村を支援

35区市町村

区市町村への支援 区市町村への支援 区市町村への支援

6-4 障害者の暮らしの安心を守り、働き方をひろげるプロジェクト 障害児の放課後等支援事業

重症心身障害児や医療的ケア児

の放課後等の支援の充実のた

め、地域の実情に応じた取組を行

う区市町村を支援

８区市町村

25区市町村

重症心身障害児や医療的ケア児

の放課後等の支援の充実のた

め、地域の実情に応じた取組を行

う区市町村を支援

11区市町村

35区市町村 35区市町村 35区市町村

6-4 障害者の暮らしの安心を守り、働き方をひろげるプロジェクト 「都型放課後等デイサービス」に対する支援 ６事業所 75事業所

・23事業所

・放課後等デイサービス事業所の

質の向上を目指し、都が定める基

準を満たして事業を実施している

事業所を「都型放課後等デイサー

ビス」として位置づけ支援

70事業所 実績を踏まえて規模を設定 実績を踏まえて規模を設定

6-4 障害者の暮らしの安心を守り、働き方をひろげるプロジェクト 医療的ケア児のための障害児(者)ショートステイの拡充
・病床の確保　65床

・受入促進員配置　10施設

・新規に医療型短期入所事業所

を開設しようとする事業者に対す

る支援

・医療機器等の整備費用の補助

を補助

・病床の確保

・超重症・準超重症児（者）及

び医ケア児（者）の受け入れを

促進

・開設支援　延べ49カ所訪問、

新規指定３カ所（R6.3.1付１

カ所、R6.4.1付２カ所）

・開設講習　45施設参加

・他施設視察　２回実施

・整備費補助　２施設

・病床の確保　67床

・受入促進員配置　10施設

継続実施 継続実施 継続実施

100 ページ



2022年度 2024年度 2025年度 2026年度
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6-4 障害者の暮らしの安心を守り、働き方をひろげるプロジェクト 医療的ケア児に対する支援のための体制整備等

・医療的ケア児支援地域協議会

・医療的ケア児等支援者育成研

修

・医療的ケア児コーディネーター養

成研修

・学童クラブにおいて医療的ケア児

や重症心身障害児を受け入れる

ための支援

・医療的ケア児支援地域協議会

・医療的ケア児等支援者育成研

修

・医療的ケア児等コーディネーター

養成研修

・医療的ケア児等コーディネーター

の活動経費の補助

・ペアレントメンターによる保護者の

就労に向けた相談対応

・日中預かりを行う事業所への支

援

・学童クラブにおいて医療的ケア児

や重症心身障害児を受け入れる

ための支援

・医療的ケア児支援地域協議会

・医療的ケア児等支援者育成研

修

・医療的ケア児等コーディネーター

養成研修

・医療的ケア児等コーディネーター

の活動経費の補助

・ペアレントメンターによる保護者の

就労に向けた相談対応

・日中預かりを行う事業所への支

援

・学童クラブにおいて医療的ケア児

や重症心身障害児を受け入れる

ための支援

継続実施 継続実施 継続実施

6-4 障害者の暮らしの安心を守り、働き方をひろげるプロジェクト 医療的ケア児の訪問看護環境の整備

・医療的ケア児の訪問看護の経

験が豊富な事業所（推進ステー

ション）を中心としたネットワーク内

での研修会、同行訪問、運営相

談の実施

・推進ステーション以外に他事業

所を指導できる二次推進ステー

ションによる同行訪問の開始

・訪問看護ステーションの人材育

成研修

・医療的ケア児の受入経費の補

助

・医療的ケア児の訪問看護の経

験が豊富な事業所（推進ステー

ション）を中心としたネットワーク内

での研修会、同行訪問、運営相

談の実施

・推進ステーション以外に他事業

所を指導できる二次推進ステー

ションによる同行訪問の開始

取組を推進 取組を推進 取組を推進

6-4 障害者の暮らしの安心を守り、働き方をひろげるプロジェクト 通所施設における医療的ケア児の受け入れ拡充 -
重症心身障害児通所施設におけ

る超重症児（者）・準超重症児

（者）の受け入れを促進

重症心身障害児通所施設におけ

る受入促進員にかかる人件費を

助成し、超重症児（者）・準超

重症児（者）の受け入れを促進

重症心身障害児通所施設におけ

る受入促進員にかかる人件費を

助成し、重症心身障害児（者）

に加え、医療的ケア児（者）の

受入れを促進

継続して実施 継続して実施

6-4 障害者の暮らしの安心を守り、働き方をひろげるプロジェクト 聴覚障害児支援のための体制整備 -

・難聴児の早期支援及び関係機

連携協議会２回

・東京都難聴児 相談支援セン

ター（仮称）の設置運営

・難聴児の早期支援及び関係機

関連携協議会１回

・東京都難聴児相談支援セン

ターの設置運営

・難聴児の早期支援及び関係機

関連携協議会２回

・東京都難聴児相談支援セン

ターの設置運営

・難聴児の早期支援及び関係機

関連携協議会２回

・東京都難聴児相談支援セン

ターの設置運営

・難聴児の早期支援及び関係機

関連携協議会２回

・東京都難聴児相談支援セン

ターの設置運営

6-4 障害者の暮らしの安心を守り、働き方をひろげるプロジェクト 障害者に対する相談支援体制の整備 - 地域の相談支援体制の強化 地域の相談支援体制の強化 地域の相談支援体制の強化 地域の相談支援体制の強化 地域の相談支援体制の強化

6-4 障害者の暮らしの安心を守り、働き方をひろげるプロジェクト 地域生活支援拠点における連携強化支援 - - -

障害者が住み慣れた地域で安心

して暮らしていけるよう整備された

地域生活支援拠点の連携機能

を強化する区市町村の取組を支

援　35区市町村

障害者が住み慣れた地域で安心

して暮らしていけるよう整備された

地域生活支援拠点の連携機能

を強化する区市町村の取組を支

援　35区市町村

障害者が住み慣れた地域で安心

して暮らしていけるよう整備された

地域生活支援拠点の連携機能

を強化する区市町村の取組を支

援　35区市町村
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6-4 障害者の暮らしの安心を守り、働き方をひろげるプロジェクト 地域生活支援拠点における緊急時受入体制支援 - - -

地域生活支援拠点を整備し、拠

点の短期入所に有資格の支援員

等を配置するなど、緊急時に重度

障害者（児）を確実に受け入れ

る体制確保に取り組む区市町村

を支援　23区市町村

地域生活支援拠点を整備し、拠

点の短期入所に有資格の支援員

等を配置するなど、緊急時に重度

障害者（児）を確実に受け入れ

る体制確保に取り組む区市町村

を支援　23区市町村

地域生活支援拠点を整備し、拠

点の短期入所に有資格の支援員

等を配置するなど、緊急時に重度

障害者（児）を確実に受け入れ

る体制確保に取り組む区市町村

を支援　23区市町村

6-4 障害者の暮らしの安心を守り、働き方をひろげるプロジェクト 相談支援事業における連携機能強化支援 - - -

一般相談支援事業者・特定相

談支援事業者が実施する、地域

移行に関する報酬算定外の業務

に対して区市町村への財政支援

を実施し、地域移行を促進

一般相談支援事業者・特定相

談支援事業者が実施する、地域

移行に関する報酬算定外の業務

に対して区市町村への財政支援

を実施し、地域移行を促進

一般相談支援事業者・特定相

談支援事業者が実施する、地域

移行に関する報酬算定外の業務

に対して区市町村への財政支援

を実施し、地域移行を促進

6-4 障害者の暮らしの安心を守り、働き方をひろげるプロジェクト 児童発達支援センター地域支援体制強化 - - -
国の示す基本事業をすべて実施

する児童発達支援センターへ人件

費等の費用を補助 52か所以上

52か所以上 52か所以上

6-4 障害者の暮らしの安心を守り、働き方をひろげるプロジェクト 盲ろう者（児）への支援の充実・強化 - - -
盲ろう者の全ライフステージに対応

できるよう拡充して事業実施
継続して実施 継続して実施

6-4 障害者の暮らしの安心を守り、働き方をひろげるプロジェクト 精神保健医療の充実 - - -

・入院者訪問支援

・精神科病院における虐待防止

の推進

・心のサポーター養成

・精神障害者地域移行体制整

備支援

・災害拠点精神科病院等自家

発電設備等整備強化

・発達障害児等巡回支援専門

員整備

・摂食障害治療支援体制整備

・区市町村発達検査体制を充実

・発達障害児の検査に関する実

態調査

・精神保健福祉士配置を促進

・入院者訪問支援

・精神科病院における虐待防止

の推進

・心のサポーター養成

・精神障害者地域移行体制整

備支援

・災害拠点精神科病院等自家

発電設備等整備強化

・発達障害児等巡回支援専門

員整備

・摂食障害治療支援体制整備

・区市町村発達検査体制を充実

・発達障害児の検査に関する実

態調査

・精神保健福祉士配置を促進

・入院者訪問支援

・精神科病院における虐待防止

の推進

・心のサポーター養成

・精神障害者地域移行体制整

備支援

・災害拠点精神科病院等自家

発電設備等整備強化

・発達障害児等巡回支援専門

員整備

・摂食障害治療支援体制整備

・区市町村発達検査体制を充実

・発達障害児の検査に関する実

態調査

・精神保健福祉士配置を促進

6-4 障害者の暮らしの安心を守り、働き方をひろげるプロジェクト 精神科入院業務手続のDX化 - - -
・精神科病院の入院業務手続き

に係るシステム（仮称）の構築、

導入準備

・精神科病院の入院業務手続き

に係るシステム（仮称）の運用

・精神科病院の入院業務手続き

に係るシステム（仮称）の運用

6-4 障害者の暮らしの安心を守り、働き方をひろげるプロジェクト 地域移行促進コーディネート -

地域移行促進コーディネーターの

配置　10か所

新規開拓・受入促進員の配置

1名

地域移行体験室の設置　2か所

地域移行促進コーディネーターの

配置　10か所

新規開拓・受入促進員の配置

1名

地域移行体験室の設置　2か所

地域移行促進コーディネーターの

配置　10か所

新規開拓・受入促進員の配置

2名

地域移行体験室の設置　2か所

実績等を踏まえ、事業内容を検

討

実績等を踏まえ、事業内容を検

討

6-4 障害者の暮らしの安心を守り、働き方をひろげるプロジェクト 「学校2020レガシー」の取組の実施 再掲

都内全公立学校で展開してきた

オリンピック・パラリンピック教育を

「学校2020レガシー」として、各学

校の様々な取組の中で実施

「学校2020レガシー」として各学

校の様々な取組の中で実施

「学校2020レガシー」として各学

校の様々な取組の中で実施
継続実施 - -
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

6-4 障害者の暮らしの安心を守り、働き方をひろげるプロジェクト 障害福祉サービス等職員宿舎借り上げ支援

職員住宅の借上げを支援すること

で、福祉・介護人材の確保・定着

を図るとともに、地域の災害福祉

拠点として、災害時の迅速な対応

を推進　330戸

813戸

職員住宅の借上げを支援すること

で、福祉・介護人材の確保・定着

を図るとともに、地域の災害福祉

拠点として、災害時の迅速な対応

を推進　548戸

年数制限撤廃など拡充して実施

896戸
918戸 943戸

6-4 障害者の暮らしの安心を守り、働き方をひろげるプロジェクト 障害福祉サービス等職員の人材育成促進

・障害福祉サービス事業所等が、

福祉・介護職員の資質向上のた

め研修等を受講させる場合に、都

が受講期間中の代替職員を派遣

・障害福祉サービス事業所等で働

く職員が国家資格を取得する際に

係る費用を補助

継続して実施

・障害福祉サービス事業所等が、

福祉・介護職員の資質向上のた

め研修等を受講させる場合に、都

が受講期間中の代替職員を派遣

・障害福祉サービス事業所等で働

く職員が国家資格を取得する際に

係る費用を補助

継続して実施 継続して実施 継続して実施

6-4 障害者の暮らしの安心を守り、働き方をひろげるプロジェクト
障害福祉サービス等事業者に対する経営管理研修実

施

事業所等の経営者、管理者およ

び中核職員に対する研修を実施

173人、４回／年

研修を実施　760人、5回／年

セミナー配信 800人

事業所等の経営者、管理者およ

び中核職員に対する研修を実施

586人、５回／年　セミナー配信

413人

研修を実施　760人、5回／年

セミナー配信 800人

研修を実施　760人、5回／年

セミナー配信 800人

研修を実施　760人、5回／年

セミナー配信 800人

6-4 障害者の暮らしの安心を守り、働き方をひろげるプロジェクト
障害福祉サービス事業所職員の育成・待遇改善等支

援

・事業所等が新卒者等を計画的

に育成し、在学中の奨学金返済

を支援する場合において補助

・福祉・介護職員処遇改善加算

等の取得の促進

継続して支援

・事業所等が新卒者等を計画的

に育成し、在学中の奨学金返済

を支援する場合において補助

・福祉・介護職員処遇改善加算

等の取得の促進

継続して支援 継続して支援 継続して支援

6-4 障害者の暮らしの安心を守り、働き方をひろげるプロジェクト 区市町村障害福祉人材確保対策
福祉人材への研修支援や再就業

促進を行う区市町村を支援
28区市町村

福祉人材への研修支援や再就業

促進を行う区市町村を支援
28区市町村 28区市町村 28区市町村

6-4 障害者の暮らしの安心を守り、働き方をひろげるプロジェクト グループホーム従事者人材育成支援

基礎研修1,530名

専門研修52名

管理者研修150名

基礎研修2,200名

専門研修100名

管理者研修300名

基礎研修　1,491名

専門研修　57名

管理者研修　193名

基礎研修 2,200名

専門研修　100名

管理者研修　350名

実績等を踏まえ、規模等を検討 実績等を踏まえ、規模等を検討

6-4 障害者の暮らしの安心を守り、働き方をひろげるプロジェクト 障害者グループホーム体制強化支援 -
手厚い職員配置を行うグループ

ホームの体制確保を支援

手厚い職員配置を行うグループ

ホームの体制確保を支援

重度の利用者を受け入れるため

に、手厚い職員配置や支援スキ

ルの共有を行うグループホームの体

制確保を支援

実績等を踏まえ、規模等を検討 実績等を踏まえ、規模等を検討

6-4 障害者の暮らしの安心を守り、働き方をひろげるプロジェクト
障害者支援施設等の支援力育成のための専門職等の

派遣

障害者支援施設等に専門職等

を派遣し、高齢・重度化や強度

行動障害等への対応力向上を支

援　4か所

高齢・重度化や強度行動障害等

への対応力向上を支援　６か所

障害者支援施設等に専門職等

を派遣し、高齢・重度化や強度

行動障害等への対応力向上を支

援　６か所

障害者支援施設等に専門職等

を派遣し、高齢・重度化や強度

行動障害等への対応力向上を支

援　６か所

実績等を踏まえ、事業内容を検

討

実績等を踏まえ、事業内容を検

討

6-4 障害者の暮らしの安心を守り、働き方をひろげるプロジェクト デジタル機器等の導入に対する支援

障害者支援施設14事業所

障害児入所施設１事業所

共同生活援助事業所８事業所

その他47事業所

障害者支援施設22事業所

障害児入所施設５事業所

共同生活援助事業所40事業所

その他75事業所

障害者支援施設15事業所

障害児入所施設０事業所

共同生活援助事業所7事業所

その他106事業所

障害者支援施設22事業所

障害児入所施設５事業所

共同生活援助事業所40事業所

その他75事業所

実績等を踏まえ、事業内容を検

討
実績等を踏まえ、事業内容を検

討
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

6-4 障害者の暮らしの安心を守り、働き方をひろげるプロジェクト 福祉人材確保対策の推進 再掲

東京都福祉人材情報バンクシス

テム「ふくむすび」による情報発信、

東京都福祉人材センターの運営

等により、福祉人材の確保・定

着・育成を推進

・「ふくむすび」に係るシステム再構

築

・東京都福祉人材センターの運営

・福祉現場の若手職員等を活用

したイベントブース出展による情報

発信　等

・「ふくむすび」再構築完了、新シ

ステム運用による情報発信開始

・東京都福祉人材センターの運営

等により、福祉人材の確保・定

着・育成を推進

・福祉現場の若手職員等を活用

したイベントブース出展、動画制作

及び特設サイトのブラッシュアップに

よる情報発信を推進

・「ふくむすび」新システム運用

・東京都福祉人材センターの運営

・福祉関係団体等が参画する協

議体を設置し、取組の方向性・具

体策の検討、魅力発信

・マーケティングツールの導入等によ

る広報の展開に向け、情報収

集、分析、次年度実施の広報を

検討

・修学資金貸付システムの要件定

義、基本設計

・求職者に対し職場体験からマッ

チング、就業、定着までを一貫して

支援

・「ふくむすび」新システム運用

・東京都福祉人材センターの運営

・協議体において、取組の方向

性・具体策の検討、魅力発信

・前年度実績を踏まえたマーケティ

ングツールの導入、広報実施

・修学資金貸付システムの詳細設

計、開発

・求職者に対し職場体験からマッ

チング、就業、定着までを一貫して

支援

・「ふくむすび」新システム運用

・東京都福祉人材センターの運営

・協議体において、取組の方向

性・具体策の検討、魅力発信

・マーケティングツールを活用した広

報の実施

・修学資金貸付システムの運用

・求職者に対し職場体験からマッ

チング、就業、定着までを一貫して

支援

6-4 障害者の暮らしの安心を守り、働き方をひろげるプロジェクト
障害者支援施設等におけるリハビリテーション職員配置

促進
-

施設利用者のADLを維持・向上

することを目的に、リハビリテーション

職員の配置を促進し、支援の質

を向上

施設利用者のADLを維持・向上

することを目的に、リハビリテーション

職員の配置促進に向けた取組を

推進

施設利用者のADLを維持・向上

することを目的に、リハビリテーション

職員の配置を促進し、支援の質

を向上 30施設

施設利用者のADLを維持・向上

することを目的に、リハビリテーション

職員の配置を促進し、支援の質

を向上 30施設

実績等を踏まえ、事業内容を検

討

6-4 障害者の暮らしの安心を守り、働き方をひろげるプロジェクト 障害福祉人材の確保・定着に向けた事業所等支援 - - -

都内の障害福祉サービス事業所

等を対象に、

・専門家派遣による生産性向上

への取組支援　500件

・人材採用・育成の協働促進を

実施　10件

都内の障害福祉サービス事業所

等を対象に、

・専門家派遣による生産性向上

への取組支援　500件

・人材採用・育成の協働促進を

実施　10件

都内の障害福祉サービス事業所

等を対象に、

・専門家派遣による生産性向上

への取組支援　500件

・人材採用・育成の協働促進を

実施　10件

6-4 障害者の暮らしの安心を守り、働き方をひろげるプロジェクト 訪問系障害福祉サービス事業所人材対策支援 - - -

・未経験者等の雇用によりヘル

パーをサポートする区市町村を支

援

・本事業で実務経験を積んだ未

経験者等の資格取得にかかる経

費について区市町村を支援

・未経験者等の雇用によりヘル

パーをサポートする区市町村を支

援

・本事業で実務経験を積んだ未

経験者等の資格取得にかかる経

費について区市町村を支援

・未経験者等の雇用によりヘル

パーをサポートする区市町村を支

援

・本事業で実務経験を積んだ未

経験者等の資格取得にかかる経

費について区市町村を支援

6-4 障害者の暮らしの安心を守り、働き方をひろげるプロジェクト 障害福祉サービス等DX推進人材支援 - - -

生産性向上を推進するリーダー職

員の育成を支援し、事業所の継

続的な生産性向上の取組体制を

確保　50法人

生産性向上を推進するリーダー職

員の育成を支援し、事業所の継

続的な生産性向上の取組体制を

確保

生産性向上を推進するリーダー職

員の育成を支援し、事業所の継

続的な生産性向上の取組体制を

確保

6-4 障害者の暮らしの安心を守り、働き方をひろげるプロジェクト 障害福祉サービス等職員居住支援特別手当 - - -
障害福祉サービス等事業所に勤

務する福祉・介護職員を対象に、

居住支援特別手当を支給

国が必要な見直しを講じるまでの

間、実施

国が必要な見直しを講じるまでの

間、実施

6-4 障害者の暮らしの安心を守り、働き方をひろげるプロジェクト 区市町村の基本構想等の策定支援 再掲
基本構想31区市（101地

区）、促進方針７区市

区市町村の基本構想等の策定に

かかる経費の補助及び技術的支

援

基本構想31区市（102地

区）、促進方針９区市

区市町村の基本構想等の策定に

かかる経費の補助及び技術的支

援

区市町村の基本構想等の策定に

かかる経費の補助及び技術的支

援

区市町村の基本構想等の策定に

かかる経費の補助及び技術的支

援
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

6-4 障害者の暮らしの安心を守り、働き方をひろげるプロジェクト
鉄道駅のホームドアやエレベーター等の整備に対する補

助
再掲

【ホームドア整備（地下鉄駅）】

（2022年度末）整備率

89.9％

【ホームドア整備（ＪＲ及び私鉄

駅）】

（2022年度末）整備率

36.0％

【鉄道駅エレベーター等整備】

（2022年度末）１ルート整備

率　97.0%

【ホームドア整備（地下鉄駅）】

東京メトロ半蔵門線（完了）、

都営地下鉄浅草線（完了）、

東京メトロ東西線（整備促進）

【ホームドア整備（ＪＲ及び私鉄

駅）】

補助制度を活用して整備促進

【鉄道駅エレベーター等整備】

補助制度を活用して整備促進

【ホームドア整備（地下鉄駅）】

（2023年度末）整備率

97.4％

【ホームドア整備（ＪＲ及び私鉄

駅）】

（2023年度末）整備率

38.9％

【鉄道駅エレベーター等整備】

（2023年度末）１ルート整備

率　97.0%

【ホームドア整備（地下鉄駅）】

東京メトロ東西線（整備促進）

【ホームドア整備（ＪＲ及び私鉄

駅）】

補助制度を活用して整備促進

【鉄道駅エレベーター等整備】

補助制度を活用して整備促進

【ホームドア整備（ＪＲ及び私鉄

駅）】

補助制度を活用して整備促進

【鉄道駅エレベーター等整備】

補助制度を活用して整備促進

【ホームドア整備（ＪＲ及び私鉄

駅）】

補助制度を活用して整備促進

【鉄道駅エレベーター等整備】

補助制度を活用して整備促進

6-4 障害者の暮らしの安心を守り、働き方をひろげるプロジェクト 鉄道駅におけるユニバーサルコミュニケーションの取組促進 再掲 - - -
補助制度の活用により、UC機器

の導入を促進

補助制度の活用により、UC機器

の導入を促進
-

6-4 障害者の暮らしの安心を守り、働き方をひろげるプロジェクト 駅、生活関連施設を結ぶ都道のバリアフリー化 再掲 約５km整備（累計約57km）
約12km整備（累計約

73km）
約６km整備（累計約63km）

約19km整備（累計約

90km）
新計画の中で検討 新計画の中で検討

6-4 障害者の暮らしの安心を守り、働き方をひろげるプロジェクト 主な駅周辺での特定道路の面的なバリアフリー化 再掲
約２km整備（累計約

123km）

約９km整備（累計約

134km）

約５km整備（累計約

128km）

約18km整備（累計約

150km）
新計画の中で検討 新計画の中で検討

6-4 障害者の暮らしの安心を守り、働き方をひろげるプロジェクト 都立公園における徹底したバリアフリー化の推進等 再掲 設計 設計、工事 設計、工事 設計、工事 設計、工事 設計、工事

6-4 障害者の暮らしの安心を守り、働き方をひろげるプロジェクト
特定道路の面的なバリアフリー化に向けた区市に対する

財政支援
再掲 財政支援の実施 財政支援の実施 財政支援の実施 財政支援の実施 新計画の中で検討 新計画の中で検討

6-4 障害者の暮らしの安心を守り、働き方をひろげるプロジェクト 既設道路橋のバリアフリー化 再掲 概略検討（６橋）
詳細設計（１橋）、予備設計

（２橋）

詳細設計（１橋）、予備設計

等（２橋）

詳細設計（１橋）、予備設計

（２橋）

整備工事（１橋）、詳細設計

（２橋）

整備工事（１橋）、詳細設計

（２橋）

6-4 障害者の暮らしの安心を守り、働き方をひろげるプロジェクト 横断歩道橋のバリアフリー化 再掲 調整・検討（２橋） 予備設計（２橋） 予備設計（２橋） 予備設計（２橋） 詳細設計（２橋） 詳細設計・整備工事（２橋）

6-4 障害者の暮らしの安心を守り、働き方をひろげるプロジェクト 都立公園における老朽化施設の改修 再掲 調査、設計、工事 調査、設計、工事 調査、設計、工事 調査、設計、工事 調査、設計、工事 調査、設計、工事

6-4 障害者の暮らしの安心を守り、働き方をひろげるプロジェクト My City Reportの活用 再掲
都道：本格運用

都立公園：運用準備

都道：継続的な住民協働の推

進・ＡＩ活用

都立公園：運用・効果検証

都道：継続的な住民協働の推

進・ＡＩ活用

都立公園：運用・効果検証

河川：隅田川にて導入、他河川

への展開を検討

都道：継続的な住民協働の推

進・ＡＩ活用

都立公園：運用

河川：運用、導入予定河川の地

図データ作成、順次対象河川拡

大検討

都道：継続的な住民協働の推

進・ＡＩ活用

都立公園：運用

河川：運用、導入予定河川の地

図データ作成

都道：継続的な住民協働の推

進・ＡＩ活用

都立公園：運用

河川：運用、導入予定河川の地

図データ作成

6-4 障害者の暮らしの安心を守り、働き方をひろげるプロジェクト 海上公園のトイレ洋式化等 再掲

暁ふ頭公園（設計）

城南島海浜公園（設計）

暁ふ頭公園（工事）

城南島海浜公園（工事）

青海北ふ頭公園・青海南ふ頭公

園（工事）

暁ふ頭公園（工事）

城南島海浜公園（工事）

青海北ふ頭公園・青海南ふ頭公

園（工事）

暁ふ頭公園（工事）

城南島海浜公園（工事）
- -

6-4 障害者の暮らしの安心を守り、働き方をひろげるプロジェクト 都営地下鉄駅におけるバリアフリールートの充実 再掲 エレベータ整備１駅完了 調査検討・順次整備
エレベータ整備１駅完了

調査検討・順次整備

調査検討・順次整備（2022年

度～2024年度合計６駅整備）
調査検討・順次整備 調査検討・順次整備

6-4 障害者の暮らしの安心を守り、働き方をひろげるプロジェクト 都営地下鉄駅におけるホームドアの整備 再掲
浅草線４駅のホームドア整備完

了
全駅整備完了 浅草線整備完了 - - -

6-4 障害者の暮らしの安心を守り、働き方をひろげるプロジェクト 都営地下鉄車両へのフリースペースの導入 再掲
10編成導入（累計65編成導

入）
順次導入

6編成導入（累計71編成導

入）

順次導入（2022年度～2024

年度合計三田線4編成、新宿線

4編成、大江戸線8編成導入）

順次導入 順次導入
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

6-4 障害者の暮らしの安心を守り、働き方をひろげるプロジェクト 心のバリアフリーの理解促進に向けた取組 再掲

・心のバリアフリーの普及啓発に取

り組む区市町村を支援　11区市

町村

・小中学生を対象としたポスターコ

ンクールの実施

・世代別の広告やホームページの

構築・運用等広報の展開

・心のバリアフリーの普及啓発に取

り組む区市町村を支援

・小中学生を対象としたポスターコ

ンクールの実施

・世代別の広告やホームページの

構築・運用等広報の展開

・心のバリアフリーの普及啓発に取

り組む区市町村を支援　16区市

町村

・小中学生を対象としたポスターコ

ンクールの実施

・世代別の広告やホームページの

運用等広報の展開

・心のバリアフリーの普及啓発に取

り組む区市町村を支援

・小中学生を対象としたポスターコ

ンクールの実施

・世代別の広告やホームページの

運用等広報の展開

・心のバリアフリーの普及啓発に取

り組む区市町村を支援

・小中学生を対象としたポスターコ

ンクールの実施

・ホームページの運用等広報の展

開

・心のバリアフリーの普及啓発に取

り組む区市町村を支援

・小中学生を対象としたポスターコ

ンクールの実施

6-4 障害者の暮らしの安心を守り、働き方をひろげるプロジェクト 情報バリアフリーの普及推進 再掲

・情報バリアフリーを促進する区市

町村への支援　９区市町村

・ユニバーサルデザイン情報を一元

化したポータルサイトの運営

・車椅子使用者対応トイレに関す

るバリアフリー情報のオープンデータ

化

・情報バリアフリーを促進する区市

町村への支援

・ユニバーサルデザイン情報を一元

化したポータルサイトの運営

・車椅子使用者対応トイレに関す

るバリアフリー情報のオープンデータ

化

・情報バリアフリーを促進する区市

町村への支援　12区市町村

・ユニバーサルデザイン情報を一元

化したポータルサイトの運営

・車椅子使用者対応トイレに関す

るバリアフリー情報のオープンデータ

化

・情報バリアフリーを促進する区市

町村への支援

・ユニバーサルデザイン情報を一元

化したポータルサイトの運営

・利用者の視点に立ったバリアフ

リー情報の一体的な発信の検討

会開催

・車椅子使用者対応トイレに関す

るバリアフリー情報のオープンデータ

化

・ユニバーサルコミュニケーション技

術導入にかかる区市町村支援

・伝わる広報に向けたユニバーサル

デザインのガイドラインを策定

・情報バリアフリーを促進する区市

町村への支援

・ユニバーサルデザイン情報を一元

化したポータルサイトの運営

・利用者の視点に立ったバリアフ

リー情報の一体的な発信のシステ

ム基本設計、先行実施

・車椅子使用者対応トイレに関す

るバリアフリー情報のオープンデータ

化

・ユニバーサルコミュニケーション技

術導入にかかる区市町村支援

・情報バリアフリーを促進する区市

町村への支援

・ユニバーサルデザイン情報を一元

化したポータルサイトの運営

・利用者の視点に立ったバリアフ

リー情報の一体的な発信に関する

システム改修・データ収集

・車椅子使用者対応トイレに関す

るバリアフリー情報のオープンデータ

化

6-4 障害者の暮らしの安心を守り、働き方をひろげるプロジェクト グループホームの整備

障害者の地域居住の場（グルー

プホーム）の整備を推進　 943

人増（単年度実績）

３か年で2,500人増

障害者の地域居住の場（グルー

プホーム）の整備を推進。３か年

で3,014人増

2026年度までに2,700人増 2026年度までに2,700人増 2026年度までに2,700人増

6-4 障害者の暮らしの安心を守り、働き方をひろげるプロジェクト 日中活動の場の整備（通所施設等）

障害者の日中活動の場の整備を

推進

1,166人増（単年度実績）

３か年で5,000人増

障害者の日中活動の場の整備を

推進

３か年で4,178人増

2026年度までに5,100人増 2026年度までに5,100人増 2026年度までに5,100人増

6-4 障害者の暮らしの安心を守り、働き方をひろげるプロジェクト 短期入所の充実
障害者の短期入所の整備を推進

32人増（単年度実績）
３か年で160人増

障害者の短期入所の整備を推進

３か年で107人増
2026年度までに140人増 2026年度までに140人増 2026年度までに140人増

6-4 障害者の暮らしの安心を守り、働き方をひろげるプロジェクト 地域居住の場における重度対応 - - - 2026年度までに1,000人増 2026年度までに1,000人増 2026年度までに1,000人増

6-4 障害者の暮らしの安心を守り、働き方をひろげるプロジェクト 日中活動の場における重度対応（生活介護） - - - 2026年度までに2,600人増 2026年度までに2,600人増 2026年度までに2,600人増

6-4 障害者の暮らしの安心を守り、働き方をひろげるプロジェクト 在宅サービスにおける重度対応 - - - 2026年度までに1,500人増 2026年度までに1,500人増 2026年度までに1,500人増

6-4 障害者の暮らしの安心を守り、働き方をひろげるプロジェクト
地域生活支援拠点整備に向けた障害者（児）ショー

トステイ受入体制支援事業

短期入所事業所への有資格の専

門的人材の配置などにより、緊急

時に重度障害者（児）を確実に

受け入れられる体制の確保に取り

組む区市町村を支援 ７区市町

村

40区市町村

短期入所事業所への有資格の専

門的人材の配置などにより、緊急

時に重度障害者（児）を確実に

受け入れられる体制の確保に取り

組む区市町村を支援 9区市

（2023年度終了）

- - -

6-4 障害者の暮らしの安心を守り、働き方をひろげるプロジェクト デジタル技術を活用した重度障害者に対する支援

・有識者による会議を実施し、事

業の方向性を決定

・受託事業者の決定

関係機関との調整を行いながら、

デジタル機器を活用 した就労支

援の在り方について検証

・関係機関との調整を行いなが

ら、デジタル機器を活用した就労

支援の在り方について検証

関係機関との調整を行いながら、

デジタル機器を活用 した就労支

援の在り方について検証

検証結果を踏まえ、デジタル機器

を活用した重度障害者への就労

支援の裾野を拡大

検証結果を踏まえ、デジタル機器

を活用した重度障害者への就労

支援の裾野を拡大
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

6-4 障害者の暮らしの安心を守り、働き方をひろげるプロジェクト ソーシャルファームの裾野拡大の取組推進 再掲

ソーシャルファームについて、都民や

関係者の理解を広げていくため、

様々な広報媒体を活用して情報

発信

裾野を広げていくプロジェクト事務

局設置・運営

Web、SNS、新聞など様々な広

報媒体等による好事例等の発信

裾野を広げていくプロジェクト「東京

ソーシャルファームアクション」を開

始、Web、SNS、新聞など様々

な広報媒体等による好事例等の

発信

Web、SNS、新聞など様々な広

報媒体等による好事例等の発信

Web、SNS、新聞など様々な広

報媒体等による好事例等の発信

Web、SNS、新聞など様々な広

報媒体等による好事例等の発信

6-4 障害者の暮らしの安心を守り、働き方をひろげるプロジェクト ソーシャルファーム支援センターの運営 再掲 認証ソーシャルファーム等への支援 認証ソーシャルファーム等への支援 認証ソーシャルファーム等への支援 認証ソーシャルファーム等への支援 認証ソーシャルファーム等への支援 認証ソーシャルファーム等への支援

6-4 障害者の暮らしの安心を守り、働き方をひろげるプロジェクト ソーシャルファーム事業者の認証、支援 再掲

事業者を認証　14事業所、認証

ソーシャルファーム等へ費用等を補

助

事業者を認証、運営費等を補助

事業者を認証　10事業所、認証

ソーシャルファーム等へ費用等を補

助

事業者を認証、運営費等を補助 事業者を認証、運営費等を補助 事業者を認証、運営費等を補助

6-4 障害者の暮らしの安心を守り、働き方をひろげるプロジェクト
産業分野ごとにソーシャルファーム事業者等の交流会を

開催
再掲 - - - 産業分野ごとの交流会を開催 産業分野ごとの交流会を開催 産業分野ごとの交流会を開催

6-4 障害者の暮らしの安心を守り、働き方をひろげるプロジェクト 職能開発科の設置 再掲 - 青鳥特別支援学校に設置 青鳥特別支援学校に設置
八王子南特別支援学校に設置、

練馬特別支援学校に設置
-

北多摩地区特別支援学校（仮

称）に設置準備

6-4 障害者の暮らしの安心を守り、働き方をひろげるプロジェクト 障害者雇用に関する課題の検討

各関係機関が連携を図り障害者

の企業での就労を促進することを

目的に障害者就労支援協議会

を開催（２回/年）

障害者就労支援協議会を開催

（２回/年）

各関係機関が連携を図り障害者

の企業での就労を促進することを

目的に障害者就労支援協議会

を開催（２回/年）

障害者就労支援協議会を開催

（２回/年）

障害者就労支援協議会を開催

（２回/年）

障害者就労支援協議会を開催

（２回/年）

6-4 障害者の暮らしの安心を守り、働き方をひろげるプロジェクト 区市町村障害者就労支援センター

区市町村に区市町村障害者就

労支援センターを設置（51区市

町）

区市町村に地域開拓促進コー

ディネーターを配置(46区市町)

2023年度までに全区市町村に

区市町村障害者就労支援セン

ターを設置

2023年度までに全区市町村に

地域開拓促進コーディネーターを

配置

区市町村に区市町村障害者就

労支援センターを設置（51区市

町）

区市町村に地域開拓促進コー

ディネーターを配置(47区市町)

区市町村障害者就労支援事業

利用による一般就労者数の増加

を推進

区市町村障害者就労支援事業

利用による一般就労者数の増加

を推進

区市町村障害者就労支援事業

利用による一般就労者数の増加

を推進

6-4 障害者の暮らしの安心を守り、働き方をひろげるプロジェクト 「東京チャレンジオフィス」の運営

都庁内に設置された「東京チャレ

ンジオフィス」の運営を通じ、知的

障害者や精神障害者に就労の機

会を提供し、企業への就労を支

援

知的障害者や精神障害者に就

労の機会を提供し、企業への就

労を支援

知的障害者や精神障害者に就

労の機会を提供し、企業への就

労を支援

知的障害者や精神障害者に就

労の機会を提供し、企業への就

労を支援

知的障害者や精神障害者に就

労の機会を提供し、企業への就

労を支援

知的障害者や精神障害者に就

労の機会を提供し、企業への就

労を支援

6-4 障害者の暮らしの安心を守り、働き方をひろげるプロジェクト 就労支援機関における連携スキルの向上

就労支援機関等を対象に、障害

者を雇用しようとする企業へのアプ

ローチ、企業と障害者とのマッチン

グ、精神障害者の就労支援に必

要な医療機関との連携、職場へ

の定着支援に関するスキルを習

得、向上させる研修を実施（計

５回／年）

スキルを習得・向上させる研修を

実施（計６回／年）

就労支援機関等を対象に、障害

者を雇用しようとする企業へのアプ

ローチ、企業と障害者とのマッチン

グ、精神障害者の就労支援に必

要な医療機関との連携、職場へ

の定着支援に関するスキルを習

得、向上させる研修を実施（計

６回／年）

スキルを習得・向上させる研修を

実施（計６回／年）

スキルを習得・向上させる研修を

実施（計６回／年）

スキルを習得・向上させる研修を

実施（計６回／年）

6-4 障害者の暮らしの安心を守り、働き方をひろげるプロジェクト 精神障害者の就労定着支援

精神障害者就労定着支援連絡

会を開催

都内全６圏域で医療機関・就労

支援機関連携事業を実施（医

療機関連携コーディネーターを配

置）

精神障害者就労定着支援連絡

会を開催

都内全６圏域で医療機関・就労

支援機関連携事業を実施（医

療機関連携コーディネーターを配

置）

精神障害者就労定着支援連絡

会を開催

都内全６圏域で医療機関・就労

支援機関連携事業を実施（医

療機関連携コーディネーターを配

置）

精神障害者就労定着支援連絡

会を開催

都内全６圏域で医療機関・就労

支援機関連携事業を実施（医

療機関連携コーディネーターを配

置）

精神障害者就労定着支援連絡

会を開催

都内全６圏域で医療機関・就労

支援機関連携事業を実施（医

療機関連携コーディネーターを配

置）

精神障害者就労定着支援連絡

会を開催

都内全６圏域で医療機関・就労

支援機関連携事業を実施（医

療機関連携コーディネーターを配

置）
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6-4 障害者の暮らしの安心を守り、働き方をひろげるプロジェクト
就労移行支援事業におけるテレワーク等支援力向上事

業

テレワーク等支援力向上研修

（基礎編・実践編）の実施（２

回／年）

テレワーク等支援力向上研修

（基礎編・実践編）の実施（２

回／年）

テレワーク等支援力向上研修

（基礎編・実践編）の実施

（2023年度終了）
- - -

6-4 障害者の暮らしの安心を守り、働き方をひろげるプロジェクト
東京ジョブコーチによる職場定着支援・東京ジョブコーチ

登録者の確保

支援人数 804名/年、登録者数

79名/年

支援対象人数　800名/年、登

録者数　77名/年

支援人数　847名/年、登録者

数　77名/年

支援対象人数　1,000名/年、

登録者数　77名/年

支援対象人数　1,000名/年、

登録者数　77名/年

支援対象人数　1,000名/年、

登録者数　77名/年

6-4 障害者の暮らしの安心を守り、働き方をひろげるプロジェクト 中小企業障害者雇用支援助成金 支給件数　686件 支給件数　827件

国の賃金助成制度の対象となる

障害者を雇用し、国の助成金の

支給満了を迎える中小企業へ助

成（支給件数　827件）

支給件数　690件 支給件数　690件 支給件数　690件

6-4 障害者の暮らしの安心を守り、働き方をひろげるプロジェクト 初めて障害者雇用を実施する企業を支援

支援対象数　61社/年、テレワー

ク機器等の導入費用を助成 0社

/年

支援対象数 65社/年、テレワーク

機器等の導入費用を助成 10社

/年

支援対象数 65社/年、テレワーク

機器等の導入費用を助成 0社/

年

初めて障害者を雇用する企業に

対して専門家によるハンズオン支

援、テレワークを活用して障害者を

継続雇用した場合奨励金を支給

初めて障害者を雇用する企業に

対して専門家によるハンズオン支

援、テレワークを活用して障害者を

継続雇用した場合奨励金を支給

初めて障害者を雇用する企業に

対して専門家によるハンズオン支

援、テレワークを活用して障害者を

継続雇用した場合奨励金を支給

6-4 障害者の暮らしの安心を守り、働き方をひろげるプロジェクト 障害者雇用実務講座

障害者雇用の基礎的な知識やノ

ウハウを集中的に学べる講座を提

供（年6回）

講座を提供

障害者雇用の基礎的な知識やノ

ウハウを集中的に学べる講座を提

供（年6回）

講座を提供 講座を提供 講座を提供

6-4 障害者の暮らしの安心を守り、働き方をひろげるプロジェクト 中小企業のための障害者雇用支援フェア

障害者雇用に係る支援制度や支

援機関等を紹介し、障害者雇用

について理解を深めてもらえるよう

オンラインイベントを開催

イベント開催

障害者雇用に係る支援制度や支

援機関等を紹介し、障害者雇用

について理解を深めてもらえるよう

オンラインイベントを開催

イベント開催 イベント開催 イベント開催

6-4 障害者の暮らしの安心を守り、働き方をひろげるプロジェクト 職場内障害者サポーター養成講座の実施 受講者数 436名/年
企業における障害者の働き方への

取組を支援

企業における障害者の働き方への

取組を支援（受講者数546名/

年）

企業における障害者の働き方への

取組を支援

企業における障害者の働き方への

取組を支援

企業における障害者の働き方への

取組を支援

6-4 障害者の暮らしの安心を守り、働き方をひろげるプロジェクト 障害者雇用支援員による企業訪問 支援企業数 1,139社/年 支援対象数　1,200社程度/年 支援企業数 1,327社/年 支援対象数　1,200社程度/年 支援対象数　1,200社程度/年 支援対象数　1,200社程度/年

6-4 障害者の暮らしの安心を守り、働き方をひろげるプロジェクト 障害者安定雇用奨励金

障害者を正規雇用（無期雇

用）で採用又は正規雇用（無

期雇用）に転換した事業主に対

して、一定額を支給

（実績：322件）

支給決定（計画：480件）

障害者を正規雇用（無期雇

用）に転換した事業主に対し

て、一定額を支給（実績：186

件）

支給決定（計画：451件） 支給決定（計画：451件） 支給決定（計画：451件）

6-4 障害者の暮らしの安心を守り、働き方をひろげるプロジェクト 障害者雇用の特色ある優れた取組の周知啓発
東京都知事賞　６件

産業労働局長賞　２件
事例の周知、啓発

東京都知事賞　６件

産業労働局長賞　１件
事例の周知、啓発 事例の周知、啓発 事例の周知、啓発

6-4 障害者の暮らしの安心を守り、働き方をひろげるプロジェクト 企業見学の実施 実施件数 711件/年 実施件数　240件/年 実施件数　387件/年 実施件数　240件/年 実施件数　240件/年 実施件数　240件/年

6-4 障害者の暮らしの安心を守り、働き方をひろげるプロジェクト 職場体験実習機会の紹介

障害者に一定期間、企業におい

て実習機会を提供（面談会８

回、ミニ面談会４回）

面談会の実施

障害者に一定期間、企業におい

て実習機会を提供（面談会８

回、ミニ面談会４回）

面談会の実施 面談会の実施 面談会の実施

6-4 障害者の暮らしの安心を守り、働き方をひろげるプロジェクト
職業訓練上特別な支援を要する障害者を対象とした職

業能力開発の推進

東京障害者職業能力開発校等

においてきめ細かい支援を実施
訓練の実施

東京障害者職業能力開発校等

においてきめ細かい支援を実施
訓練の実施 訓練の実施 訓練の実施
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6-4 障害者の暮らしの安心を守り、働き方をひろげるプロジェクト 企業と障害者のマッチングを支援

障害者を対象とした障害者就職

面接会等を開催し、企業と障害

者のマッチングを支援（東京会場

1回・多摩会場1回/年）

障害者を対象とした合同就職面

接会等を開催し、企業と障害者

のマッチングを支援（東京会場1

回・多摩会場1回/年）

障害者を対象とした合同就職面

接会等を開催し、企業と障害者

のマッチングを支援（東京会場1

回・多摩会場1回/年）

障害者を対象とした合同就職面

接会等を開催し、企業と障害者

のマッチングを支援（東京会場1

回・多摩会場1回/年）

障害者を対象とした合同就職面

接会等を開催し、企業と障害者

のマッチングを支援（東京会場1

回・多摩会場1回/年）

障害者を対象とした合同就職面

接会等を開催し、企業と障害者

のマッチングを支援（東京会場1

回・多摩会場1回/年）

6-4 障害者の暮らしの安心を守り、働き方をひろげるプロジェクト 分身ロボットを活用した新たな働き方の支援 - - -
遠隔操作が可能な分身ロボット等

を活用した重度障害者等の新た

な働き方の創出

遠隔操作が可能な分身ロボット等

を活用した重度障害者等の新た

な働き方の創出

遠隔操作が可能な分身ロボット等

を活用した重度障害者等の新た

な働き方の創出

6-4 障害者の暮らしの安心を守り、働き方をひろげるプロジェクト ソーシャルファームの認証等の推進 再掲

ソーシャルファームの認証に向け、

企業経営や就労支援の専門家

等で組織する「東京都ソーシャル

ファーム認証審査会」を設置（年

８回）、新たに認証を得たソー

シャルファームに対し、記念品の授

与式の開催

「東京都ソーシャルファーム認証審

査会」を設置、記念品授与式の

開催

ソーシャルファームの認証に向け、

企業経営や就労支援の専門家

等で組織する「東京都ソーシャル

ファーム認証審査会」を設置（年

８回）、新たに認証を得たソー

シャルファームに対し、記念品の授

与式の開催

「東京都ソーシャルファーム認証審

査会」を設置、記念品授与式の

開催

「東京都ソーシャルファーム認証審

査会」を設置、記念品授与式の

開催

「東京都ソーシャルファーム認証審

査会」を設置、記念品授与式の

開催

6-4 障害者の暮らしの安心を守り、働き方をひろげるプロジェクト 持続可能な障害者雇用の普及啓発 - 調査・公表 調査・公表
HPの制作・運用、NDの推進（ト

ライアル雇用の実施）

HPの制作・運用、NDの推進（ト

ライアル雇用の実施）

HPの制作・運用、NDの推進（ト

ライアル雇用の実施）

6-4 障害者の暮らしの安心を守り、働き方をひろげるプロジェクト 工賃アップセミナーの実施
スキルアップ研修及びレベルアップ

研修を実施

スキルアップ研修及びレベルアップ

研修を実施

工賃向上に向けた気運を醸成す

るため、障害者福祉施設職員の

経営意識と利用者のモチベーショ

ンを高めることを目的にスキルアップ

研修及びレベルアップ研修を実施

スキルアップ研修及びレベルアップ

研修を実施

スキルアップ研修及びレベルアップ

研修を実施

スキルアップ研修及びレベルアップ

研修を実施

6-4 障害者の暮らしの安心を守り、働き方をひろげるプロジェクト 受注促進及び工賃向上設備整備への支援

・受注機会の増大や工賃向上を

目的とした生産設備を整備する

就労継続支援Ｂ型事業所に対

して補助（3事業所）

・受注機会拡大と工賃向上のた

め、区市町村ネットワークによる共

同受注体制を構築するとともに、

関係者間の協議の場を設置

継続実施

・受注機会の増大や工賃向上を

目的とした生産設備を整備する

就労継続支援Ｂ型事業所に対

して補助（３事業所）

・受注機会拡大と工賃向上のた

め、区市町村ネットワークによる共

同受注体制を構築するとともに、

関係者間の協議の場を設置

継続実施 継続実施 継続実施

6-4 障害者の暮らしの安心を守り、働き方をひろげるプロジェクト 福祉・トライアルショップ「KURUMIRU」の運営

店舗の運営（３店舗）

順次、販売促進用アプリの対応

商品を拡大

インターネット通販を開始

店舗の運営

順次対応商品を拡大

インターネット通販の実施

店舗の運営（３店舗）

順次、販売促進用アプリの対応

商品を拡大

インターネット通販の実施

店舗の運営

順次対応商品を拡大

インターネット通販の実施

店舗の運営

順次対応商品を拡大

インターネット通販の実施

店舗の運営

順次対応商品を拡大

インターネット通販の実施

6-4 障害者の暮らしの安心を守り、働き方をひろげるプロジェクト 商品開発等業務改善支援

・就労継続支援B型事業所に対

して支援を実施

（６事業所／年）

・販売イベント及び商談会を併せ

て実施

・就労継続支援B型事業所に対

して支援を実施

・販売イベント及び商談会を併せ

て実施

・就労継続支援B型事業所に対

して支援を実施

（６事業所／年）

・販売イベント及び商談会を併せ

て実施

・就労継続支援B型事業所に対

して支援を実施

・就労継続支援B型事業所に対

して支援を実施

・就労継続支援B型事業所に対

して支援を実施
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

6-4 障害者の暮らしの安心を守り、働き方をひろげるプロジェクト 就労継続支援Ｂ型事業所に対するマネジメント - - -

・就労継続支援B型事業所に対

し、工賃向上のためのマネジメント

を実施

・マネジメント事業にかかる成果報

告会等を開催

・就労継続支援B型事業所に対

し、工賃向上のためのマネジメント

を実施

・マネジメント事業にかかる成果報

告会等を開催

・就労継続支援B型事業所に対

し、工賃向上のためのマネジメント

を実施

・マネジメント事業にかかる成果報

告会等を開催

6-4 障害者の暮らしの安心を守り、働き方をひろげるプロジェクト 気軽に取り組める運動動画の活用促進 再掲

福祉施設の職員や障がい者ス

ポーツ指導員等を対象にした研修

を区部、多摩それぞれ1回ずつ実

施。また、動画の利用促進を図る

チラシを都内約1,700施設に配

布

活用促進のための研修等の実施

福祉施設の職員やパラスポーツ指

導員等を対象にした研修を実施。

また、動画の利用促進を図るチラ

シを配布

（2023年度終了）

- - -

6-4 障害者の暮らしの安心を守り、働き方をひろげるプロジェクト パラスポーツを支える人材の裾野拡大と質の向上 再掲

ボランティアに対してe-learning、

講習会などの学びの場を提供する

ほか、募集団体に対して体験談な

どにより募集事例を紹介

ボランティアや募集団体などに対す

る情報発信や活動促進

ボランティアに対してe-learning、

講習会などの学びの場を提供する

ほか、募集団体に対して体験談な

どにより募集事例を紹介

ボランティアや募集団体などに対す

る情報発信や活動促進

ボランティアや募集団体などに対す

る情報発信や活動促進

ボランティアや募集団体などに対す

る情報発信や活動促進

6-4 障害者の暮らしの安心を守り、働き方をひろげるプロジェクト パラスポーツ体験機会の創出 再掲
「パラスポーツ体験プログラム」計

15会場実施

区市町村や大学など身近な地域

においてパラスポーツの体験機会を

創出

「パラスポーツ体験プログラム」計

13会場実施

区市町村や大学など身近な地域

においてパラスポーツの体験機会を

創出

区市町村や大学など身近な地域

においてパラスポーツの体験機会を

創出

区市町村や大学など身近な地域

においてパラスポーツの体験機会を

創出

6-4 障害者の暮らしの安心を守り、働き方をひろげるプロジェクト 障害者の芸術活動基盤の整備

・都内における事業所等に対する

相談支援

・芸術文化活動を支援する人材

の育成等

・関係者のネットワークづくり

・発表の機会の確保

・情報収集、発信

・都内における事業所等に対する

相談支援

・芸術文化活動を支援する人材

の育成等

・関係者のネットワークづくり

・発表の機会の確保

・情報収集、発信

・都内における事業所等に対する

相談支援

・芸術文化活動を支援する人材

の育成等

・関係者のネットワークづくり

・発表の機会の確保

・情報収集、発信

・都内における事業所等に対する

相談支援

・芸術文化活動を支援する人材

の育成等

・関係者のネットワークづくり

・発表の機会の確保

・情報収集、発信

・都内における事業所等に対する

相談支援

・芸術文化活動を支援する人材

の育成等

・関係者のネットワークづくり

・発表の機会の確保

・情報収集、発信

・都内における事業所等に対する

相談支援

・芸術文化活動を支援する人材

の育成等

・関係者のネットワークづくり

・発表の機会の確保

・情報収集、発信

6-4 障害者の暮らしの安心を守り、働き方をひろげるプロジェクト ライフウィズアート助成の実施 再掲

アーティストの活動領域を広げる

基盤整備を進めることで、芸術文

化に携わる人材を増やし、好循環

を生み出すことを目指す事業への

助成を実施

助成を公募・採択

アーティストの活動領域を広げる

基盤整備を進めることで、芸術文

化に携わる人材を増やし、好循環

を生み出すことを目指す事業への

助成を実施

助成を公募・採択 助成を公募・採択 助成を公募・採択

6-4 障害者の暮らしの安心を守り、働き方をひろげるプロジェクト インクルーシブな教育の促進 再掲

インクルーシブな教育に資する先

駆的な取組を行う区市町村を支

援し、実践的な研究を実施

交流及び共同学習の機会を拡充

していくことで、障害のある児童・

生徒とない児童・生徒が共に学

び、体験し、相互理解を深める取

組を推進

交流及び共同学習の機会を拡充

していくことで、障害のある児童・

生徒とない児童・生徒が共に学

び、体験し、相互理解を深める取

組を推進

交流及び共同学習の機会を拡充

していくことで、障害のある児童・

生徒とない児童・生徒が共に学

び、体験し、相互理解を深める取

組を推進

- -

6-4 障害者の暮らしの安心を守り、働き方をひろげるプロジェクト インクルーシブ教育システム体制の整備 再掲 - - -
支援員配置補助事業、研修動

画作成、重点地区取組

支援員配置補助事業、重点地

区取組

支援員配置補助事業、重点地

区取組

6-4 障害者の暮らしの安心を守り、働き方をひろげるプロジェクト 障害者差別の解消

・企業や都民に対して普及啓発

や民間事業者向け研修を実施

・東京都障害者差別解消支援

地域協議会を開催

・障害者差別解消法・差別解消

条例に係る専門相談や紛争解決

手続の体制を整備

・企業や都民に対して普及啓発

や民間事業者向け研修を実施

・東京都障害者差別解消支援

地域協議会を開催

・障害者差別解消法・差別解消

条例に係る専門相談や紛争解決

手続の体制を整備

・企業や都民に対して普及啓発

や民間事業者向け研修を実施

・東京都障害者差別解消支援

地域協議会を開催

・障害者差別解消法・差別解消

条例に係る専門相談や紛争解決

手続の体制を整備

・企業や都民に対して普及啓発

や民間事業者向け研修を実施

・東京都障害者差別解消支援

地域協議会を開催

・障害者差別解消法・差別解消

条例に係る専門相談や紛争解決

手続の体制を整備

・企業や都民に対して普及啓発

や民間事業者向け研修を実施

・東京都障害者差別解消支援

地域協議会を開催

・障害者差別解消法・差別解消

条例に係る専門相談や紛争解決

手続の体制を整備

・企業や都民に対して普及啓発

や民間事業者向け研修を実施

・東京都障害者差別解消支援

地域協議会を開催

・障害者差別解消法・差別解消

条例に係る専門相談や紛争解決

手続の体制を整備
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

6-4 障害者の暮らしの安心を守り、働き方をひろげるプロジェクト ヘルプマーク・ヘルプカードの普及

援助や配慮が必要な方が全国ど

こでも適切な援助等を受けられる

よう、区市町村による活用の促

進、全国的なイベントでのＰＲ・

公共交通機関への広告掲出等を

実施

・区市町村による活用を促進

・全国的なイベントでのＰＲ等を

実施

援助や配慮が必要な方が全国ど

こでも適切な援助等を受けられる

よう、区市町村による活用の促

進、全国的なイベントでのＰＲ・

公共交通機関への広告掲出等を

実施

・区市町村による活用を促進

・全国的なイベントでのＰＲ等を

実施

・区市町村による活用を促進

・全国的なイベントでのＰＲ等を

実施

・区市町村による活用を促進

・全国的なイベントでのＰＲ等を

実施

6-4 障害者の暮らしの安心を守り、働き方をひろげるプロジェクト 共生社会実現に向けた意識啓発推進 - - -

・子供、若者向けイベントにおい

て、デフリンピック・障害の種類と対

応方法・ヘルプマーク・心のケアに

関する普及啓発を実施

・都立大と連携し 、共生社会の

実現に向けた 意識調査実施

・子供、若者向けイベントにおい

て、障害の種類と対応方法・ヘル

プマーク・心のケアに関する普及啓

発を実施

・共生社会実現に向けた検討

・子供、若者向けイベントにおい

て、障害の種類と対応方法・ヘル

プマーク・心のケアに関する普及啓

発を実施

・共生社会実現に向けた検討

6-4 障害者の暮らしの安心を守り、働き方をひろげるプロジェクト 障害者虐待防止対策支援 -

・区市町村職員向け研修実施

・障害者社会福祉施設従事者

等による障害者虐待対応研修実

施

・区市町村職員向け擁護者によ

る障害者虐待対応等研修実施

・障害者社会福祉施設従事者

等による障害者虐待対応研修実

施

・区市町村職員向け擁護者によ

る障害者虐待対応等研修実施

・障害者社会福祉施設従事者

等による障害者虐待対応研修実

施

・区市町村職員向け擁護者によ

る障害者虐待対応等研修実施

・障害者社会福祉施設従事者

等による障害者虐待対応研修実

施

・区市町村職員向け擁護者によ

る障害者虐待対応等研修実施

・障害者社会福祉施設従事者

等による障害者虐待対応研修実

施

6-4 障害者の暮らしの安心を守り、働き方をひろげるプロジェクト 手話の普及啓発・手話人口の拡大
手話のできる都民育成事業を実

施した

デフリンピック開催に向けた気運も

とらえ

・手話に関する出前講座の実施

・手話のできる都民育成事業の実

施

デフリンピック開催に向けた気運も

とらえ

・手話に関する出前講座の実施

・手話のできる都民育成事業の実

施

デフリンピック開催に向けた気運も

とらえ

・手話に関する出前講座の実施

・手話のできる都民育成事業の実

施

デフリンピック開催の気運もとらえ

・手話に関する出前講座の実施

・手話のできる都民育成事業の実

施

デフリンピックの開催も踏まえて

・手話に関する出前講座の実施

・手話のできる都民育成事業の実

施

6-4 障害者の暮らしの安心を守り、働き方をひろげるプロジェクト 情報保障機器の普及促進・開発支援 -

・福祉機器展への出展　1回

・区市町村職員の意見交換会の

実施　1回

・福祉機器展への出展　１回

・区市町村職員の意見交換会の

実施　１回

・福祉機器展への出展　1回

・区市町村職員の意見交換会の

実施　1回

・都の窓口への情報保障機器の

設置

・都の主催する説明会等における

情報保障機器の展示、利用

・福祉機器展への出展　1回

・区市町村職員の意見交換会の

実施　1回

・都の窓口への情報保障機器の

設置

・都の主催する説明会等における

情報保障機器の展示、利用

・福祉機器展への出展　１回

・区市町村職員の意見交換会の

実施　１回

・都の窓口への情報保障機器の

設置

・都の主催する説明会等における

情報保障機器の展示、利用

6-4 障害者の暮らしの安心を守り、働き方をひろげるプロジェクト
デジタル技術を活用した聴覚障害者コミュニケーション支

援事業

・タブレット端末の貸出（１台）

・本庁、事業所に２次元コードを

設置し、来庁者自身の端末を活

用し、遠隔手話サービスを提供

・聴覚障害者自身の端末を用い

て、通訳センターに接続し、オペ

レーターが電話代理支援を実施

・タブレット端末の貸出（1台）

・来庁者に遠隔手話サービスを提

供

・オペレーターが電話代理支援を

実施

・タブレット端末の貸出（１台）

・本庁、事業所に２次元コードを

設置し、来庁者自身の端末を活

用し、遠隔手話サービスを提供

・聴覚障害者自身の端末を用い

て、通訳センターに接続し、オペ

レーターが電話代理支援を実施

・タブレット端末の貸出（1台）

・来庁者に遠隔手話サービスを提

供

・オペレーターが電話代理支援を

実施

・タブレット端末の貸出（1台）

・来庁者に遠隔手話サービスを提

供

・オペレーターが電話代理支援を

実施

・タブレット端末の貸出（１台）

・来庁者に遠隔手話サービスを提

供

・オペレーターが電話代理支援を

実施

6-4 障害者の暮らしの安心を守り、働き方をひろげるプロジェクト 障害者の生活応援情報発信 - - -

障害当事者や支援者が有する

「生活の知恵」や「困りごとを乗り

越える工夫」をAIチャットボットにて

情報発信

障害当事者や支援者が有する

「生活の知恵」や「困りごとを乗り

越える工夫」をAIチャットボットにて

情報発信

障害当事者や支援者が有する

「生活の知恵」や「困りごとを乗り

越える工夫」をAIチャットボットにて

情報発信

6-4 障害者の暮らしの安心を守り、働き方をひろげるプロジェクト 障害者への配慮・支援にかかるスマートサービス推進 再掲 - - -
アプリを活用したスマートサービス等

デジタル技術を通じて、障害者の

活動をサポートする仕組みを構築
- -
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

6-5 動物と心豊かな生活を送るためのプロジェクト 動物の相談支援体制の整備

飼い主等が、身近な地域において

相談支援を受けられる体制整備

等に取り組む区市町村を、包括

的に支援

継続実施

飼い主等が、身近な地域において

相談支援を受けられる体制整備

等に取り組む区市町村を、包括

的に支援

継続実施 継続実施 継続実施

6-5 動物と心豊かな生活を送るためのプロジェクト
動物と安心して暮らすための情報提供、動物の譲渡拡

大に向けた取組等

東京都動物情報サイトによる情

報発信や動物病院等におけるリー

フレット配布、動物教室の地域展

開に対する支援、飼い主のいない

猫対策や離乳前子猫の育成・譲

渡等の実施

動物愛護相談センターの機能強

化に向けた整備検討会を開催す

るなど、動物との共生推進拠点整

備に向けた検討を実施

継続実施

東京都動物情報サイトによる情

報発信や動物病院等におけるリー

フレット配布、動物教室の地域展

開に対する支援、飼い主のいない

猫対策や離乳前子猫の育成・譲

渡等の実施

動物愛護相談センターについて、

人と動物との共生推進拠点整備

に向けた基本計画（第一次）を

策定

東京都動物情報サイトによる情

報発信や動物病院等におけるリー

フレット配布、動物教室の地域展

開に対する支援、飼い主のいない

猫対策や離乳前子猫の育成・譲

渡等の実施

動物愛護相談センターについて、

人と動物との共生推進拠点整備

に向けた基本計画（第二次）を

策定

継続実施 継続実施

7-1 人や地域に注目した住生活充実プロジェクト 都営住宅の建替えを梃子にしたまちの再生

・西早稲田駅周辺地区　まちづく

り検討組織等による協議

・新規地区　調査検討、関係者

調整

・西早稲田駅周辺地区：協議

継続

・新規地区：まちづくり検討組織

等による協議

・西早稲田駅周辺地区：まちづく

りの協議継続

・新規地区：調査等

・西早稲田駅周辺地区：まちづく

りの協議継続

・新規地区：調査等

・西早稲田駅周辺地区：まちづく

りの協議継続

・新規地区：調査等

・西早稲田駅周辺地区：まちづく

りの協議継続

・新規地区：調査等

7-1 人や地域に注目した住生活充実プロジェクト 都営住宅の創出用地における民間活用事業の推進

・東京街道団地地区：設計

・桐ケ丘団地地区：事業化（事

業実施方針策定）

・東京街道団地地区：建設工

事

・新規地区：１か所事業者募集

等

・東京街道団地地区：建設工

事

・桐ケ丘一丁目地区：事業者募

集

・東京街道団地地区：工事完

了

・桐ケ丘一丁目地区：事業者決

定

・桐ケ丘一丁目地区：設計

・新規地区：１か所事業化（事

業実施方針策定）

・桐ケ丘一丁目地区：建設工事

・新規地区：１か所事業者募集

等

7-1 人や地域に注目した住生活充実プロジェクト
福祉インフラ整備活用候補地の提供（都営住宅の建

替えの推進）

約29.2ha

（2014~2022年度）

約１ha以上の候補地の提供

（2023年度～2024年度累

計）（都営住宅の年間建替え

約3,800戸）

約30.6ha

（2014~2023年度）

候補地の提供（都営住宅の年

間建替え約3,800戸）

候補地の提供（都営住宅の年

間建替え約3,800戸）

候補地の提供（都営住宅の年

間建替え約3,800戸）

7-1 人や地域に注目した住生活充実プロジェクト 大規模住宅団地の再生支援 団地再生連絡会議の開催
都内の大規模住宅団地の実態

調査

地域特性に応じた大規模住宅団

地の課題等の実態調査

大規模住宅団地の再生に向けた

住民主体の多様な活動を促進

大規模住宅団地の再生に向けた

住民主体の多様な活動を促進

大規模住宅団地の再生に向けた

住民主体の多様な活動を促進

7-1 人や地域に注目した住生活充実プロジェクト 居場所の創出（東京みんなでサロン） 31か所設置 10か所で新規実施 17か所で設置（累計48か所）
10か所で新規実施（累計50か

所）

10か所で新規実施（累計60か

所）

10か所で新規実施（累計70か

所）

7-1 人や地域に注目した住生活充実プロジェクト
居場所の創出（建替えに併せた交流施設等の整備、

未利用地の暫定活用等）

交流施設等の検討、未利用地の

暫定活用方法の検討

交流施設等の検討・整備、未利

用地の暫定活用方法の検討・実

施

交流施設等の検討・整備、未利

用地の暫定活用方法の検討・実

施

交流施設等の検討・整備、未利

用地の暫定活用方法の検討・実

施

交流施設等の検討・整備、未利

用地の暫定活用方法の検討・実

施

交流施設等の検討・整備、未利

用地の暫定活用方法の検討・実

施

7-1 人や地域に注目した住生活充実プロジェクト
大学と連携した都営住宅への学生入居による地域コミュ

ニティ活動の支援
６団地で入居済み ５団地で新規実施 ５団地で入居済み ５団地で新規実施 ５団地で新規実施 新規団地で実施

7-1 人や地域に注目した住生活充実プロジェクト 都営住宅用地を活用した新たな緑の創出 再掲

・建替えに併せた緑化：整備推

進

・居場所の創出：２団地で先行

実施・検証・マニュアル案作成

・建替えに併せた緑化：整備推

進

・居場所の創出：先行実施・課

題検証

・建替えに併せた緑化：整備推

進

・居場所の創出：４団地で先行

実施、課題検証

・建替えに併せた緑化：整備推

進

・居場所の創出：本格実施

・建替えに併せた緑化：整備推

進

・居場所の創出：本格実施

・建替えに併せた緑化：整備推

進

・居場所の創出：本格実施

7-1 人や地域に注目した住生活充実プロジェクト 荷物の受取手段の構築（宅配ボックス） ２団地で先行実施・分析・検証 事業の実施・拡大 １団地で本格実施 事業の実施・拡大 事業の実施・拡大 事業の実施・拡大

戦略７：「住まい」と「地域」を大切にする戦略
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

7-1 人や地域に注目した住生活充実プロジェクト
都営住宅を活用した単身高齢者の見守りシステム構

築・実施

システムの公開・電気事業者への

広報・働きかけ

民間住宅を含めた幅広い活用促

進

電気事業者への働きかけ、民間

住宅を含めた幅広い活用促進

電気事業者への働きかけ、民間

住宅を含めた幅広い活用促進

電気事業者への働きかけ、民間

住宅を含めた幅広い活用促進

電気事業者への働きかけ、民間

住宅を含めた幅広い活用促進

電気事業者への働きかけ、民間

住宅を含めた幅広い活用促進

7-1 人や地域に注目した住生活充実プロジェクト 都営住宅における移動販売サービスの実施
地元自治体への実施の働きかけ、

年間20か所実施

地元自治体への実施の働きかけ、

新規実施10か所

地元自治体への実施の働きかけ、

新規実施42か所

地元自治体への実施の働きかけ、

新規実施10か所

地元自治体への実施の働きかけ、

新規実施10か所

地元自治体への実施の働きかけ、

新規実施10か所

7-1 人や地域に注目した住生活充実プロジェクト

「その他空き家」の「住宅総数」に占める割合の増加を抑

制　※「その他空き家」：転勤・入院などのため居住世

帯が長期にわたって不在の住宅や、建替え等のために取

り壊すことになっている住宅など

2.35%（2018年度時点）

※最新実績は、2023年「住宅・

土地統計調査」結果により把握

予定

空き家利活用等区市町村支援

事業の展開、空き家利活用等普

及啓発・相談事業の実施

空き家の活用モデルの構築、地域

特性に合わせた空き家施策の展

開、空き家利活用等の戦略的な

情報発信

2.35%（2018年度時点）

※最新実績は、2023年「住宅・

土地統計調査」結果により把握

予定

空き家の活用モデルの構築、地域

特性に合わせた空き家施策の展

開、空き家利活用等の戦略的な

情報発信

空き家の活用モデルの構築、地域

特性に合わせた空き家施策の展

開、空き家利活用等の戦略的な

情報発信

空き家の活用モデルの構築、地域

特性に合わせた空き家施策の展

開、空き家利活用等の戦略的な

情報発信

空き家の活用モデルの構築、地域

特性に合わせた空き家施策の展

開、空き家利活用等の戦略的な

情報発信

7-1 人や地域に注目した住生活充実プロジェクト 空き家の活用モデルの構築

・民間空き家対策東京モデル支

援事業：５事業実施

・エリアリノベーション推進支援事

業：各地区の取組を支援、継続

４地区

・特定のエリアでの集中的・連鎖

的な空き家活用を推進する取組

を支援

・政策課題を解決する空き家活

用に対して支援

・区市町村と連携し、空き家を活

用して地域の課題解決に取り組

む民間事業者を支援

・エリアリノベーション推進支援事

業：３件事業実施（台東区、

墨田区、荒川区）

・政策課題解決型空き家活用支

援事業：２件事業実施

・地域課題解決型空き家活用支

援事業：３件事業実施

・特定のエリアでの集中的・連鎖

的な空き家活用を推進する取組

を支援

・空き家を活用して住宅政策課

題の解決に取り組む民間事業者

等を支援

・区市町村と連携し、空き家を活

用して地域の課題解決に取り組

む民間事業者を支援

・特定のエリアでの集中的・連鎖

的な空き家活用を推進する取組

を支援

・空き家を活用して住宅政策課

題の解決に取り組む民間事業者

等を支援

・区市町村と連携し、空き家を活

用して地域の課題解決に取り組

む民間事業者を支援

・空き家を活用して住宅政策課

題の解決に取り組む民間事業者

等を支援

・区市町村と連携し、空き家を活

用して地域の課題解決に取り組

む民間事業者を支援

7-1 人や地域に注目した住生活充実プロジェクト 地域特性に合わせた空き家施策の展開

・空き家施策実施方針の策定

・空き家利活用等区市町村支援

事業：区市町村の取組支援、支

援メニューの再構築

・先駆的空き家対策東京モデル

支援事業：採択なし

・区市町村への情報提供・技術

支援：都・区市町村による協議

会での共同事例研究・共有

・区市町村が実施する実態調査

や対策計画の作成、改修、除却

等への補助により、空き家の利活

用等を促進

・空き家の共通課題の解決及びそ

のノウハウの共有を行う区市町村

の取組を支援

・民間事業者の交流やノウハウの

共有に向けたイベントの開催

・都及び区市町村で構成する協

議会での取組事例の共有や専門

知識等の情報提供などの技術的

支援

・空き家利活用等区市町村支援

事業の実施により区市町村の取

組を支援

・先駆的空き家対策東京モデル

支援事業：１件事業実施

・「東京都空き家活用シンポジウ

ム2023」を開催し、民間事業者

の交流及び情報共有を促進

・区市町村への情報提供・技術

支援：都・区市町村による協議

会での共同事例研究・共有

・区市町村が実施する実態調査

や対策計画の作成、改修、除却

等への補助により、空き家の利活

用等を促進

・空き家の共通課題の解決及びそ

のノウハウの共有を行う区市町村

の取組を支援

・民間事業者の交流や情報共有

に向けたイベントの開催

・都及び区市町村で構成する協

議会での取組事例の共有や専門

知識等の情報提供などの技術的

支援

・区市町村が実施する実態調査

や対策計画の作成、改修、除却

等への補助により、空き家の利活

用等を促進

・空き家の共通課題の解決及びそ

のノウハウの共有を行う区市町村

の取組を支援

・民間事業者の交流や情報共有

に向けたイベントの開催

・都及び区市町村で構成する協

議会での取組事例の共有や専門

知識等の情報提供などの技術的

支援

・区市町村が実施する実態調査

や対策計画の作成、改修、除却

等への補助により、空き家の利活

用等を促進

・空き家の共通課題の解決及びそ

のノウハウの共有を行う区市町村

の取組を支援

・民間事業者の交流や情報共有

に向けたイベントの開催

・都及び区市町村で構成する協

議会での取組事例の共有や専門

知識等の情報提供などの技術的

支援

7-1 人や地域に注目した住生活充実プロジェクト 空き家利活用等の戦略的な情報発信

・空き家利活用等普及啓発・相

談事業の実施：セミナー等による

普及啓発と事業の再構築を実施

・空き家ガイドブック等を活用した

情報発信

・固定資産税部門と連携した啓

発準備

・セミナー等による普及啓発及び

相談窓口の設置を行う事業者を

支援

・納税通知書を活用した所有者

への普及啓発

・東京都空き家情報サイトの再構

築等による効果的な普及啓発

・セミナー等による普及啓発及び

相談窓口の設置を行う事業者を

支援

・納税通知書を活用した所有者

への普及啓発

・ガイドブック等各種媒体を通じた

普及啓発

・民間事業者等を活用し、セミ

ナー等による普及啓発及び相談

窓口を設置

・納税通知書を活用した所有者

への普及啓発

・ガイドブック等の各種媒体を通じ

た普及啓発

・民間事業者等を活用し、セミ

ナー等による普及啓発及び相談

窓口を設置

・納税通知書を活用した所有者

への普及啓発

・ガイドブック等の各種媒体を通じ

た普及啓発

・民間事業者等を活用し、セミ

ナー等による普及啓発及び相談

窓口を設置

・納税通知書を活用した所有者

への普及啓発

・ガイドブック等の各種媒体を通じ

た普及啓発
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

7-1 人や地域に注目した住生活充実プロジェクト 子供の居場所創設事業 再掲

子供や保護者が気軽に立ち寄れ

る地域の「居場所」を創設し、地

域全体で子供や家庭を支援する

環境を整備する区市町村を支援

６区市町村（2022年度実績）

事業実施区市町村の増加

子供や保護者が気軽に立ち寄れ

る地域の「居場所」を創設し、地

域全体で子供や家庭を支援する

環境を整備する区市町村を支援

８区市町村（2023年度実績）

事業実施区市町村の増加 事業実施区市町村の増加 事業実施区市町村の増加

7-1 人や地域に注目した住生活充実プロジェクト 地域における多世代交流拠点の整備 再掲

34区市町村

（2023年３月31日時点実

績）

多世代交流拠点の整備促進

34区市町村

（2024年３月31日時点実

績）

多世代交流拠点の整備促進 多世代交流拠点の整備促進 多世代交流拠点の整備促進

7-1 人や地域に注目した住生活充実プロジェクト サテライトオフィスの設置支援 再掲 助成件数 4件/年 助成件数 16件/年 助成件数 16件/年

サテライトオフィス活用交流フェアの

開催（2回/年）サテライトオフィ

ス設置の支援（16件/年）、従

業員の利用を支援（300社/

年）

サテライトオフィス設置を推進 サテライトオフィス設置を推進

7-1 人や地域に注目した住生活充実プロジェクト 管理状況届出制度の活用による管理状況の把握

届出率91.1％

届出制度の周知・普及促進、アド

バイザー派遣メニューの充実、第

三者管理者方式導入に向けた事

例調査や相談・助言等支援の実

施

・新たなマンション施策の展開を見

据えた届出制度の見直し検討

・届出制度の周知による普及促

進

・アドバイザー派遣や適切な助言・

指導等の実施による管理不全の

防止・改善

届出率約94.0％（2024年３

月末時点）

・届出制度の運用状況等を踏ま

え、管理不全の予防や適正管理

の在り方ついて、検討会を開催し

委員の意見を整理

・届出制度の周知による普及促

進

・アドバイザー派遣や適切な助言・

指導等の実施による管理不全の

防止・改善

・新たなマンション施策の展開を見

据えた届出制度の見直し検討

・届出制度の周知による普及促

進

・アドバイザー派遣や適切な助言・

指導等の実施による管理不全の

防止・改善

・改正届出制度の施行

・届出制度の周知による普及促

進

・アドバイザー派遣や適切な助言・

指導等の実施による管理不全の

防止・改善

・届出制度の周知による普及促

進

・アドバイザー派遣や適切な助言・

指導等の実施による管理不全の

防止・改善

7-1 人や地域に注目した住生活充実プロジェクト 管理の良好なマンションが適正に評価される市場の形成

管理適正化推進計画 策定済区

市：14区９市

・区市の管理適正化推進計画策

定の技術的支援

・区市による管理計画認定取得

マンションの増加に向けた取組の

支援

・関係団体や関連事業者と連携

した管理計画認定制度の普及啓

発の検討

・区市による管理適正化推進計

画策定と管理計画認定取得マン

ションの増加に向けた取組を支援

・関係団体や関連事業者と連携

した管理計画認定制度の普及啓

発の実施

管理適正化推進計画 策定済区

市：23区22市（累積）

・区市の管理適正化推進計画策

定の技術的支援

・区市による管理計画認定取得

マンションの増加に向けた取組の

支援

・関係団体や関連事業者と連携

した管理計画認定制度の普及啓

発の実施

・管理適正化推進計画の未策定

市の技術的支援

・区市による管理計画認定取得

マンションの増加に向けた取組の

支援

・関係団体や関連事業者と連携

した管理計画認定制度の普及啓

発の実施

・区市による管理計画認定取得

マンションの増加に向けた取組の

支援

・関係団体や関連事業者と連携

した管理計画認定制度の普及啓

発の実施

・区市による管理計画認定取得

マンションの増加に向けた取組の

支援

・関係団体や関連事業者と連携

した管理計画認定制度の普及啓

発の実施

114 ページ



2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

7-1 人や地域に注目した住生活充実プロジェクト マンションの耐震化促進

マンションの耐震化率94.4％

（2020年３月時点）

耐震化の働きかけ、マンション耐震

化推進サポート事業、アドバイザー

派遣・耐震診断・耐震改修への

助成、マンションポータルサイトの掲

載情報の充実によりマンションの耐

震化を促進

2025年度の目標達成に向けて、

下記の取組により耐震化を推進

・マンション耐震化推進サポート事

業やアドバイザー派遣等による耐

震化の働きかけ

・耐震診断・耐震改修への助成

すぐに耐震化に取り組めないマン

ションに対して、下記の取組を開

始

・倒壊等の危険性が高いピロティ

を有するマンションに対する支援

マンションの耐震化率94.4％

（2020年３月時点）

・耐震診断・耐震化の働きかけ

・マンション耐震化推進サポート事

業の実施

・アドバイザー派遣・耐震診断・耐

震改修への助成

・マンションポータルサイトの掲載情

報の充実

・マンション耐震化通信の送付

・命を守るためのピロティ階等緊急

対策事業の実施

2025年度の目標達成に向けて、

下記の取組により耐震化を推進

・マンション耐震化推進サポート事

業やアドバイザー派遣等による耐

震化の働きかけ

・耐震診断・耐震改修への助成

すぐに耐震化に取り組めないマン

ションに対して、下記の取組を実

施

・倒壊等の危険性が高いピロティ

を有するマンションに対する支援

目標達成年度として仕上げの取

組を実施

・マンション耐震化推進サポート事

業やアドバイザー派遣等による耐

震化の働きかけ

・耐震診断・耐震改修への助成

すぐに耐震化に取り組めないマン

ションに対して、下記の取組を実

施

・倒壊等の危険性が高いピロティ

を有するマンションに対する支援

耐震化率や事業効果等を踏まえ

て検討

7-1 人や地域に注目した住生活充実プロジェクト 「東京都マンション再生まちづくり制度」の実施

・再生に係る決議等の手続を行っ

た管理組合の数：累計１管理

組合（増減なし）

・マンション再生まちづくり制度の支

援内容の検証、制度改正 （拡

充）

・制度活用の拡大に向けた働きか

けの実施

・制度活用による、まちづくりと連

携した建替えの促進

・マンション再生まちづくり制度の支

援内容の検証、制度改正

・推進地区数の累計：６地区

・再生に係る決議等の手続を行っ

た管理組合の数：１管理組合

・制度活用の拡大に向けた働きか

けの実施

・制度活用による、まちづくりと連

携した建替えの促進

・マンション再生まちづくり制度の支

援内容の検証

・制度活用の拡大に向けた働きか

けの実施

・制度活用による、まちづくりと連

携した建替えの促進

・制度活用の拡大に向けた働きか

けの実施

・制度活用による、まちづくりと連

携した建替えの促進

・制度活用の拡大に向けた働きか

けの実施

・制度活用による、まちづくりと連

携した建替えの促進

7-1 人や地域に注目した住生活充実プロジェクト 建替え等のマンションの状況に応じた支援策の構築
敷地売却支援制度の需要・事業

採算性調査

・敷地売却支援制度の検討・構

築

・マンション長寿命化に関する調査

・敷地売却支援制度の検討

・マンション長寿命化に関する調査

・マンションの状況に応じた支援に

より再生等を促進

・長寿命化支援制度の検討・構

築

・マンションの状況に応じた支援に

より再生等を促進

・マンションの状況に応じた支援に

より再生等を促進

7-1 人や地域に注目した住生活充実プロジェクト マンションにおける省エネ改修、再エネ導入の促進

省エネ改修・再エネ導入に係る最

新技術等の調査、アウトリーチ型

支援としてマンション省エネ・再エネ

啓発隊や省エネ・再エネアドバイ

ザーによる促進

・検討計画書作成補助の利用に

よる省エネ改修・再エネ導入検討

の支援

・環境性能向上に向けた省エネ・

再エネアドバイザーによる、アウト

リーチ型支援の実施

・東京都既存マンション省エネ・再

エネ促進事業の創設による省エネ

改修・再エネ導入検討の支援

・環境性能向上に向けた省エネ・

再エネアドバイザーによる、アウト

リーチ型支援の実施

・東京都既存マンション省エネ・再

エネ促進事業による省エネ改修・

再エネ導入検討の支援

・環境性能向上に向けた省エネ・

再エネアドバイザーによる、アウト

リーチ型支援の実施

・東京都既存マンション省エネ・再

エネ促進事業による省エネ改修・

再エネ導入検討の支援

・環境性能向上に向けた省エネ・

再エネアドバイザーによる、アウト

リーチ型支援の実施

・東京都既存マンション省エネ・再

エネ促進事業による省エネ改修・

再エネ導入検討の支援

・環境性能向上に向けた省エネ・

再エネアドバイザーによる、アウト

リーチ型支援の実施
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

7-1 人や地域に注目した住生活充実プロジェクト
災害時の仮住まいの提供体制の整備、巨大災害時の

仮住まいへの備え

・賃貸型応急住宅：実務マニュア

ルを活用した訓練（20区市参

加）、実務マニュアルのブラッシュ

アップ

・建設型応急住宅：実務マニュア

ル素案作成、区市町村と連携し

配置計画案を作成

・公的住宅：訓練実施

・応急修理：区市町村及び関係

団体との意見交換

・オンライン申請：オンライン申請

の拡大検討、区市町村への活用

働きかけ・普及

・リーフレット活用による普及啓発

・賃貸型応急住宅：実務マニュア

ルのブラッシュアップ、参加区市町

村を拡大して訓練実施

・建設型応急住宅：実務マニュア

ルのブラッシュアップ、区市町村と連

携し配置計画案を作成

・公的住宅：訓練実施

・応急修理：区市町村及び関係

団体との意見交換、訓練実施、

実務マニュアル作成

・オンライン申請：拡大検討・構

築、区市町村への活用働きかけ・

普及

・リーフレット活用による普及啓発

・賃貸型応急住宅：実務マニュア

ルを活用した訓練（20区市参

加）、実務マニュアルのブラッシュ

アップ

・建設型応急住宅：実務マニュア

ルを作成、区市町村と連携し配

置計画案を作成

・公的住宅：被災地支援対応に

伴い公的住宅の提供の流れを確

認

・応急修理：区市町村及び関係

団体との意見交換、訓練実施、

実務マニュアル素案作成

・オンライン申請：拡大検討・構

築に向けた関係部局との調整

・リーフレット活用による普及啓発

・賃貸型応急住宅：実務マニュア

ルのブラッシュアップ、参加区市町

村を拡大して訓練実施

・建設型応急住宅：実務マニュア

ルのブラッシュアップ

・公的住宅：訓練実施

・応急修理：区市町村及び関係

団体との意見交換、訓練実施、

実務マニュアルのブラッシュアップ

・オンライン申請：拡大検討・構

築、区市町村への活用働きかけ・

普及

・リーフレット活用による普及啓発

・賃貸型応急住宅：実務マニュア

ルのブラッシュアップ、参加区市町

村を拡大して訓練実施

・建設型応急住宅：実務マニュア

ルのブラッシュアップ

・公的住宅：訓練実施

・応急修理：区市町村及び関係

団体との意見交換、訓練実施、

実務マニュアルのブラッシュアップ

・オンライン申請：拡大検討・構

築、区市町村への活用働きかけ・

普及

・リーフレット活用による普及啓発

・賃貸型応急住宅：実務マニュア

ルのブラッシュアップ、参加区市町

村を拡大して訓練実施

・建設型応急住宅：実務マニュア

ルのブラッシュアップ

・公的住宅：訓練実施

・応急修理：区市町村及び関係

団体との意見交換、訓練実施、

実務マニュアルのブラッシュアップ

・オンライン申請：拡大検討・構

築、区市町村への活用働きかけ・

普及

・リーフレット活用による普及啓発

7-1 人や地域に注目した住生活充実プロジェクト 災害時でも生活継続しやすい共同住宅の普及

ＬＣＰ住宅の登録・普及促進、

普及促進に向けた実態把握調査

実施、「東京とどまるマンション」へ

の名称変更

災害時でも生活継続しやすい共

同住宅（東京とどまるマンション）

の登録・普及促進

登録件数：226件（累計）

・東京とどまるマンション普及促進

事業の創設による登録数の拡大

・マンションにおける防災訓練の実

施状況等を活用した東京とどまる

マンションの広報

東京とどまるマンションの補助メ

ニュー新設や広報により、登録数

を拡大し、在宅避難を促進

東京とどまるマンションの支援事業

や広報により、登録数を拡大し、

在宅避難を促進

東京とどまるマンションの支援事業

や広報により、登録数を拡大し、

在宅避難を促進

7-1 人や地域に注目した住生活充実プロジェクト 地区計画策定支援事業 再掲 ８地区 10地区 ８地区（累計40地区） ８地区 ８地区 ８地区

7-1 人や地域に注目した住生活充実プロジェクト 戸建て住宅等の耐震化促進 再掲

耐震化率92.0％（2020年３

月）

助成（除却の対象地域の拡大、

2000年以前の新耐震木造戸建

住宅への対象拡大）、普及啓発

（区市町村による所有者への積

極的な働きかけを促進）

助成（除却の対象地域の拡大、

新耐震基準の木造住宅への支

援）、普及啓発（区市町村によ

る所有者への積極的な働きかけを

更に促進）

耐震化率92.0%（2020年３

月）

助成（除却の対象地域の拡大、

新耐震基準の木造住宅への支

援）、普及啓発（区市町村によ

る所有者への積極的な働きかけを

促進）

助成（除却の対象地域の拡大、

新耐震基準の木造住宅への支

援）、普及啓発（区市町村によ

る所有者への積極的な働きかけを

更に促進）、アドバイザー制度

（耐震改修と併せてバリアフリー・

省エネ等を総合的に推進）

助成（除却の対象地域の拡大、

新耐震基準の木造住宅への支

援）、普及啓発（区市町村によ

る所有者への積極的な働きかけを

更に促進）、アドバイザー制度

（耐震改修と併せてバリアフリー・

省エネ等を総合的に推進）

助成（除却の対象地域の拡大、

新耐震基準の木造住宅への支

援）、普及啓発（区市町村によ

る所有者への積極的な働きかけを

更に促進）、アドバイザー制度

（耐震改修と併せてバリアフリー・

省エネ等を総合的に推進）

7-1 人や地域に注目した住生活充実プロジェクト 都営住宅等を活用した垂直避難
３区市と新規に協定締結（累計

15区市と覚書等締結）

区市町の要請に応じて覚書等を

締結
累計15区市と覚書等を締結

区市町の要請に応じて覚書等を

締結

区市町の要請に応じて覚書等を

締結

区市町の要請に応じて覚書等を

締結

7-1 人や地域に注目した住生活充実プロジェクト 住情報の戦略的な発信

住情報発信サイトの更新（住教

育のページの作成、区市町村情

報の追加、その他機能の追加）

、シンポジウム開催

情報コンテンツ等ブラッシュアップ、

シンポジウムによる気運醸成

情報コンテンツ等ブラッシュアップ、

シンポジウムによる気運醸成

情報コンテンツ等ブラッシュアップ、

シンポジウムによる気運醸成

情報コンテンツ等ブラッシュアップ、

シンポジウムによる気運醸成

情報コンテンツ等ブラッシュアップ、

シンポジウムによる気運醸成

7-1 人や地域に注目した住生活充実プロジェクト 時代のニーズに対応した新たな住宅の普及

最新技術等を活用した住宅に関

する懇談会を開催し、新たな日常

に対応した住まいに関わるコンテン

ツを「TOKYOすまいと」に追加・情

報発信

ウェブサイトによる情報発信 ウェブサイトによる情報発信 ウェブサイトによる情報発信 ウェブサイトによる情報発信 ウェブサイトによる情報発信
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

7-1 人や地域に注目した住生活充実プロジェクト 東京ささエール住宅の登録促進・居住支援の充実

登録戸数：51,039戸

安心居住パッケージ事業（高齢

者向けの安否確認等）の実施、

専用住宅の設備改善費補助開

始、居住支援実態調査、施策の

充実

・貸主への都独自補助による支援

強化

・居住支援法人への直接補助の

実施

・関係団体と連携した普及啓発の

拡大

登録戸数：52,981戸

・貸主への直接補助（東京ささ

エール住宅貸主応援事業）

・居住支援法人への直接補助

（東京ささエール住宅居住支援

法人等応援事業）

・不動産業団体等と連携した制

度の周知・普及

・要配慮者向けアウトリーチ型情

報発信

・貸主への直接補助（東京ささ

エール住宅貸主応援事業）

・居住支援法人への直接補助

（東京ささエール住宅居住支援

法人等応援事業）

・不動産業団体等と連携した制

度の周知・普及

・要配慮者向けアウトリーチ型情

報発信

・貸主への直接補助（東京ささ

エール住宅貸主応援事業）

・居住支援法人への直接補助

（東京ささエール住宅居住支援

法人等応援事業）

・不動産業団体等と連携した制

度の周知・普及

・要配慮者向けアウトリーチ型情

報発信

・貸主への直接補助（東京ささ

エール住宅貸主応援事業）

・居住支援法人への直接補助

（東京ささエール住宅居住支援

法人等応援事業）

・不動産業団体等と連携した制

度の周知・普及

・要配慮者向けアウトリーチ型情

報発信

7-1 人や地域に注目した住生活充実プロジェクト 区市町村居住支援協議会の設立促進 再掲

４区市（2022年度末時点累計

30区市）

補助対象の拡大

２区市

２区市（2023年度末時点累計

32区市）

活動支援補助の拡充（設立前

活動へも支援）

２区市 ２区市 ２区市

7-1 人や地域に注目した住生活充実プロジェクト 子育て世帯に配慮した住宅の普及促進

・「子育てに配慮した住宅のガイド

ライン」、「東京都子育て支援住

宅認定制度」改正案の確定

・認定住宅の整備、改修に対する

新たな補助制度案の確定

・ガイドラインや認定制度を活用

し、子育て世帯に配慮した質の高

い住宅の供給を促進

・認定住宅の整備、改修に対する

補助制度を実施

・事業者や都民（子育て世帯）

に向けた多様な媒体を活用した

広報の展開

認定戸数：

3,920戸（累計）

・「東京こどもすくすく住宅認定制

度」及び「東京こどもすくすく住宅

供給促進事業」により、子育て世

帯に配慮した質の高い住宅の供

給を促進

・子育て世帯が行う子供の安全の

確保のための改修等に要する費

用を補助する「『子供を守る』住宅

確保促進事業」により、子育て世

帯の住まいの安全性を底上げ

・「子育てに配慮した住宅のガイド

ライン」などによる普及啓発の実施

・「東京こどもすくすく住宅認定制

度」及び「東京こどもすくすく住宅

供給促進事業」により、子育て世

帯に配慮した質の高い住宅の供

給を促進

・子育て世帯が行う子供の安全の

確保のための改修等に要する費

用を補助する「『子供を守る』住宅

確保促進事業」により、子育て世

帯の住まいの安全性を底上げ

・「子育てに配慮した住宅のガイド

ライン」などによる普及啓発の実施

・「東京こどもすくすく住宅認定制

度」及び「東京こどもすくすく住宅

供給促進事業」により、子育て世

帯に配慮した質の高い住宅の供

給を促進

・子育て世帯が行う子供の安全の

確保のための改修等に要する費

用を補助する「『子供を守る』住宅

確保促進事業」により、子育て世

帯の住まいの安全性を底上げ

・「子育てに配慮した住宅のガイド

ライン」などによる普及啓発の実施

・「東京こどもすくすく住宅認定制

度」及び「東京こどもすくすく住宅

供給促進事業」により、子育て世

帯に配慮した質の高い住宅の供

給を促進

・子育て世帯が行う子供の安全の

確保のための改修等に要する費

用を補助する「『子供を守る』住宅

確保促進事業」により、子育て世

帯の住まいの安全性を底上げ

・「子育てに配慮した住宅のガイド

ライン」などによる普及啓発の実施

7-1 人や地域に注目した住生活充実プロジェクト サービス付き高齢者向け住宅等の供給促進

366戸（2022年度末）

24,224戸（2022年度末累

計）

市場動向、事業者ヒアリングなど

高齢者の居住に適した住宅の調

査実施

・都の整備費補助等により供給を

促進（2030年度末までに

33,000戸整備）

・都の整備費補助等により供給を

促進（供給戸数：269戸

（2023年度）、24,493戸

（2023年度末累計））

・都の整備費補助等により供給を

促進（2030年度末までに

33,000戸整備）

・都の整備費補助等により供給を

促進（2030年度末までに

33,000戸整備）

・都の整備費補助等により供給を

促進（2030年度末までに

33,000戸整備）

7-1 人や地域に注目した住生活充実プロジェクト 既存住宅流通活性化に向けた取組

・既存住宅流通促進事業者グ

ループ登録制度：６グループ36

窓口

・ガイドブック・取組事例集等によ

る普及啓発の実施

・既存住宅の流通に取り組む民

間事業者を支援

・ガイドブック・取組事例集等によ

る普及啓発

・省エネ改修等を行ったリノベーショ

ンのモデルハウスによる普及啓発

（戸建住宅、共同住宅）

・既存住宅の流通に取り組む民

間事業者を支援

・ガイドブック・取組事例集等によ

る普及啓発

・省エネ改修等を行ったリノベーショ

ンのモデルハウスによる普及啓発

・既存住宅の流通に取り組む民

間事業者を支援

・ガイドブック・取組事例集等によ

る普及啓発

・リフォームに関する相談体制の構

築

・既存住宅の流通に取り組む民

間事業者を支援

・ガイドブック・取組事例集等によ

る普及啓発

・リフォームに関する総合相談の実

施

・既存住宅の流通に取り組む民

間事業者を支援

・ガイドブック・取組事例集等によ

る普及啓発

・リフォームに関する総合相談の実

施
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

7-1 人や地域に注目した住生活充実プロジェクト 省エネ・再エネ住宅推進プラットフォーム
プラットフォーム設置・運営、普及

促進事業の創設・実施

プラットフォームを通じた業界団体

との連携により、省エネ・再エネ住

宅の普及を促進

・東京都省エネ・再エネ住宅推進

プラットフォームの運営（連絡協議

会の運営・省エネ・再エネ住宅普

及啓発イベントの実施など）

・東京都省エネ・再エネ住宅普及

促進事業補助金の実施

・東京都省エネ・再エネ住宅推進

プラットフォームの運営（連絡協議

会の運営・省エネ・再エネ住宅普

及啓発イベントの実施など）

・東京都省エネ・再エネ住宅普及

促進事業補助金の実施

・東京都省エネ・再エネ住宅推進

プラットフォームの運営（連絡協議

会の運営・省エネ・再エネ住宅普

及啓発イベントの実施など）

・東京都省エネ・再エネ住宅普及

促進事業補助金の実施

・東京都省エネ・再エネ住宅推進

プラットフォームの運営（連絡協議

会の運営・省エネ・再エネ住宅普

及啓発イベントの実施など）

・東京都省エネ・再エネ住宅普及

促進事業補助金の実施

7-1 人や地域に注目した住生活充実プロジェクト
新築住宅のゼロエミッション化（東京ゼロエミ住宅の普及

促進）
再掲 「東京ゼロエミ住宅」の補助拡充

「東京ゼロエミ住宅」の補助拡充、

普及拡大

「東京ゼロエミ住宅」の基準見直し

による補助拡充、普及拡大

・「東京ゼロエミ住宅」の基準の引

き上げ

・新基準に応じた補助の実施

「東京ゼロエミ住宅」への補助、普

及拡大

「東京ゼロエミ住宅」への補助、普

及拡大

7-1 人や地域に注目した住生活充実プロジェクト
新築住宅等のゼロエミッション化（条例改正による新制

度の構築）
再掲

・新築住宅等への太陽光発電設

備設置義務化に向けた条例改

正、新たな支援制度の創設

・制度に関する普及啓発事業の

拡大

・新築住宅等への太陽光発電設

備設置義務化　新制度の施行準

備・周知

・新制度の施行に向けた支援を展

開

・新築住宅等への太陽光発電設

備設置義務化（新制度）の施

行準備・周知

・新制度の施行に向けた支援を展

開 （機能性PVの認定・補助拡

充、制度に先行して取り組む事業

者を表彰）

・新築住宅等への太陽光発電設

備設置義務化（新制度）の施

行準備・周知

・新制度の施行に向けた支援を展

開

・新築住宅等への太陽光発電設

備設置義務化（新制度）の施

行

・新制度に対応する支援を展開

・新築住宅等への太陽光発電設

備設置義務化（新制度）の施

行

・新制度に対応する支援を展開

7-1 人や地域に注目した住生活充実プロジェクト
既存住宅、集合住宅での対策（災害にも強く健康にも

資する断熱・太陽光住宅の普及拡大など）
再掲

・断熱・太陽光住宅普及に向けた

補助開始・拡充

（窓・ドアの省エネ改修や蓄電池

の設置等への補助、あわせて設置

した太陽光発電設備に対する補

助を実施）

・集合住宅における建物全体の

再エネ化を促進する事業を開始

（集合住宅に高圧一括受電にて

再エネ100％電気を供給する事

業者の募集・登録を開始）

・太陽光発電設備、蓄電池等の

共同購入事業を開始

（太陽光発電及び蓄電池グルー

プ購入促進事業の協定事業者を

選定）

・補助拡大により普及促進

・ＰＶ・蓄電池グループ購入支援

・断熱・太陽光住宅普及に向けた

補助拡充（壁/床等の断熱化、

パワーコンディショナー更新に補

助、太陽光発電設備の設置を条

件にエコキュートに補助）

・集合住宅における建物全体の

再エネ化を促進する補助を実施

（架台設置・防水工事へ上乗せ

補助）

・太陽光発電設備、蓄電池等の

共同購入を実施

・補助拡大により普及促進

・太陽光発電設備、蓄電池等の

共同購入を実施

・補助拡大により普及促進

・太陽光発電設備、蓄電池等の

共同購入を実施

・補助拡大により普及促進

・太陽光発電設備、蓄電池等の

共同購入を実施

7-1 人や地域に注目した住生活充実プロジェクト 既存住宅の省エネ性能向上

既存住宅の省エネ改修促進事業

の創設により、区市町村に対する

支援制度を整備するとともに、都

が直接補助する事業も実施

既存住宅の省エネ改修に対する

補助により、省エネ性能向上を促

進

・既存住宅の省エネ診断・設計・

改修への補助を実施

・区市町村の支援制度立上げを

働きかけ

・既存住宅の省エネ診断・設計に

対する補助により、省エネ性能向

上を促進

・区市町村の支援制度立上げを

働きかけ

・戸建住宅等省エネ・再エネアドバ

イザーの無料派遣

・既存住宅の省エネ診断・設計に

対する補助により、省エネ性能向

上を促進

・区市町村の支援制度立上げを

働きかけ

・戸建住宅等省エネ・再エネアドバ

イザーの無料派遣

・既存住宅の省エネ診断・設計に

対する補助により、省エネ性能向

上を促進

・区市町村の支援制度立上げを

働きかけ

・戸建住宅等省エネ・再エネアドバ

イザーの無料派遣

7-1 人や地域に注目した住生活充実プロジェクト 都営住宅における断熱性能の向上

建物の断熱性能をＺＥＨ水準に

引き上げる検討、基準設計の見

直し

建替え工事への反映 建替え工事への反映 建替え工事への反映 建替え工事への反映 建替え工事への反映
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

7-1 人や地域に注目した住生活充実プロジェクト 都営住宅における太陽光パネルの設置 再掲

・設計・設置（100棟）を施工

・パネルの種類や設置方法の検証

・発電電力の活用検討

・設計・設置（100棟）を施工

・パネルの種類や設置方法の検証

・発電電力を都有施設で活用

・設計・設置（100棟）を施工

・パネルの種類や設置方法の検証

・発電電力を都有施設で活用

（本格設置）

・設計・設置

・発電電力を都有施設で活用

・設計・設置

・発電電力を都有施設で活用

・設計・設置

・発電電力を都有施設で活用

7-1 人や地域に注目した住生活充実プロジェクト 都営住宅におけるＥＶ用充電器の設置

・急速充電器：地域開放用駐

車場 10区画／年

・普通充電器：地域開放用駐

車場 54区画／年、コインパーキ

ング34基／年、居住者用駐車

場：75区画（配管を含む）／

年

・地域開放用駐車場：90区画

程度

・コインパーキング：40区画程度

・居住者用駐車場：80区画程

度（配管を含む）

・急速充電器：地域開放用駐

車場 19区画／年

・普通充電器：地域開放用駐

車場 74区画／年、コインパーキ

ング31区画／年、居住者用駐車

場：150区画（配管を含む）／

年

・地域開放用駐車場：120基程

度

・コインパーキング：40基程度

・居住者用駐車場：410基程度

（配管を含む）

設置促進 設置促進

7-1 人や地域に注目した住生活充実プロジェクト 公社住宅における太陽光パネルの設置

既存住宅25棟に設置

新築住宅４棟に設置

累計46棟

既存住宅30棟に設置

新築住宅５棟に設置

既存住宅30棟に設置

新築住宅５棟に設置

既存住宅30棟に設置

新築住宅６棟に設置
設置促進 設置促進

7-1 人や地域に注目した住生活充実プロジェクト 公社住宅におけるＥＶ充電器の設置

普通充電器：既存３団地にて

６基設置 (実装のみ)、新築２

団地にて６基設置 (実装のみ)

急速充電器：多摩地域の商業

施設における調査・検討等

既存６団地にて 200基設置

(配管を含む)

新築２団地にて  27基設置 (配

管を含む)

既存７団地・205基設置 (配管

含む)

新築２団地・42基設置 (配管

含む)

既存７団地・220基設置 (配管

含む)

新築４団地・101基設置 (配管

含む)

既存住宅及び新築住宅の駐車

場へのEV充電器の設置

既存住宅及び新築住宅の駐車

場へのEV充電器の設置

7-1 人や地域に注目した住生活充実プロジェクト 住宅における多摩産材等の国産木材の利用促進

・住宅における国産木材の活用に

関する検討調査の実施

・イベント等を通じた住宅における

国産木材利用の普及啓発

・中大規模の木造住宅に関する

調査・普及促進策の検討

・国産木材の利用促進に向けた

施策の検討

・イベント等を通じた住宅における

国産木材利用の普及啓発

・国産木材の住宅への利用促進

に向けた施策の検討

・イベント等を通じた住宅における

国産木材利用の普及啓発

・国産木材の利用促進に向けた

施策の検討

・イベント等を通じた住宅における

国産木材利用の普及啓発

・住宅における多摩産材等の国

産木材の利用促進に向けた支援

・イベント等を通じた住宅における

国産木材利用の普及啓発

・住宅における多摩産材等の国

産木材の利用促進に向けた支援

・イベント等を通じた住宅における

国産木材利用の普及啓発

7-1 人や地域に注目した住生活充実プロジェクト
コミュニティ型サービス拠点の整備、移動支援の実施

（公社住宅）

・コミュニティ型生活サービス拠

点：22年12月に竣工、23年５

月の開設に向け準備中

・移動支援の実証実験：22年

９月22日から14日間実施

　運行件数111件、乗車人数

206人

・コミュニティ型生活サービス拠

点：23年５月に開設予定

・移動支援の実証実験やコミュニ

ティ型生活サービス拠点の実施状

況を踏まえた実施方策（プロジェ

クト）の検討

・コミュニティ型生活サービス拠

点：23年５月に開設

・移動支援の実証実験やコミュニ

ティ型生活サービス拠点の実施状

況を踏まえた実施方策（プロジェ

クト）の検討

検討結果により他団地へ展開 検討結果により他団地へ展開 検討結果により他団地へ展開

7-1 人や地域に注目した住生活充実プロジェクト
コミュニティサロン（集会所）を活用した「居場所」づくり

（公社住宅）

専門スタッフが高齢者等の相談対

応、高齢者等の交流を促進する

各種イベントを開催、地元自治体

との連携構築・拡大（新規コミュ

ニティ活動件数32件）

専門スタッフが高齢者等の相談対

応、高齢者等の交流を促進する

各種イベントを開催、地元自治体

との連携構築・拡大

専門スタッフが高齢者等の相談対

応、高齢者等の交流を促進する

各種イベントを開催、地元自治体

との連携構築・拡大

（新規コミュニティ活動件数：90

件）

専門スタッフが高齢者等の相談対

応、高齢者等の交流を促進する

各種イベントを開催、地元自治体

との連携構築・拡大

専門スタッフが高齢者等の相談対

応、高齢者等の交流を促進する

各種イベントを開催、地元自治体

との連携構築・拡大

専門スタッフが高齢者等の相談対

応、高齢者等の交流を促進する

各種イベントを開催、地元自治体

との連携構築・拡大

7-1 人や地域に注目した住生活充実プロジェクト
地域コミュニティの核となるモデル拠点づくり（公社住

宅）
モデル拠点：22年７月開設 事業化に向けた課題等の整理

事業の検証

（次年度から経常業務で実施）
- - -

7-1 人や地域に注目した住生活充実プロジェクト 高齢者等ふれあい同居募集 募集開始 募集中 40戸を随時募集 20戸を随時募集予定 募集予定 募集予定

7-1 人や地域に注目した住生活充実プロジェクト
元気で自立した高齢者がいきいきと暮らせる住まいの供

給促進
- - 事業準備 先導事業採択、調査実施 先導事業（継続）、調査実施

先導事業を踏まえた新たな制度

の構築
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

7-2 「みんなの居場所」創出プロジェクト
区市町村の先駆的・分野横断的取組を包括的に支援

（居場所）
10自治体（累計） 事業実施区市町村の増加 17自治体（累計） 事業実施区市町村の増加 事業実施区市町村の増加 事業実施区市町村の増加

7-2 「みんなの居場所」創出プロジェクト 子供の居場所創設事業 再掲

子供や保護者が気軽に立ち寄れ

る地域の「居場所」を創設し、地

域全体で子供や家庭を支援する

環境を整備する区市町村を支援

６区市町村（2022年度実績）

事業実施区市町村の増加

子供や保護者が気軽に立ち寄れ

る地域の「居場所」を創設し、地

域全体で子供や家庭を支援する

環境を整備する区市町村を支援

８区市町村（2023年度実績）

事業実施区市町村の増加 事業実施区市町村の増加 事業実施区市町村の増加

7-2 「みんなの居場所」創出プロジェクト 子供食堂推進事業 再掲

地域の子供たちへの食事や交流

の場を提供する子供食堂の整備

を推進

29区市町村（2022年度実

績）

事業実施区市町村の増加

地域の子供たちへの食事や交流

の場を提供する子供食堂の整備

を推進

35区市町村（2023年度実

績）

事業実施区市町村の増加 事業実施区市町村の増加 事業実施区市町村の増加

7-2 「みんなの居場所」創出プロジェクト 子供の笑顔につながる「遊び」の推進 再掲

区市町村を対象とした補助金の

要綱策定に向けた調整

自治体ヒアリング

『「遊び」推進プロジェクト』を通じた

「遊び」体験の創出

子供の意見を踏まえた「遊び場」

の創出に取り組む区市町村を支

援

子供の遊びに関する調査・分析

「子供の『遊び』推進プロジェクト」

を通じて「遊び」体験を創出し、

「遊び」に対する地域社会の理解

を促進（８プロジェクト）

子供の意見を反映した遊び場づく

りに取り組む区市町村を支援

（６自治体）

データや事例を収集し、遊び場へ

のヒアリング等を通じて、「遊び」環

境の変化や需要等について調査・

分析を実施

「子供の『遊び』推進プロジェクト」

を通じた「遊び」体験を創出及び

「遊び」に対する地域社会の理解

促進

子供の意見を踏まえた「遊び場」

の創出に取り組む区市町村を支

援

子供が主体的に遊ぶ体験機会の

創出に取り組む区市町村を支援

子供の意見を踏まえた「遊び場」

の創出に取り組む区市町村を支

援

子供が主体的に遊ぶ体験機会の

創出に取り組む区市町村を支援

子供が主体的に遊ぶ体験機会の

創出に取り組む区市町村を支援

7-2 「みんなの居場所」創出プロジェクト
人生100年時代セカンドライフ応援事業（地域サロンの

設置・運営）

高齢者の活動拠点や高齢者が担

い手となる拠点を設置する区市町

村を支援　18区市町村（2023

年７月時点把握）

高齢者の活動拠点や高齢者が担

い手となる拠点を設置する区市町

村を支援　18区市町村

高齢者の活動拠点や高齢者が担

い手となる拠点を設置する区市町

村を支援　17区市町村 （2024

年5月時点把握）

高齢者の活動拠点や高齢者が担

い手となる拠点を設置する区市町

村を支援　18区市町村

引き続き高齢者の地域での活動

等を推進

引き続き高齢者の地域での活動

等を推進

7-2 「みんなの居場所」創出プロジェクト 食堂設置による高齢者の居場所づくり 再掲

令和５年度当初からの支援の実

施に向け、執行計画や要綱等の

作成

地域において高齢者が飲食をしな

がら様々な交流することができる取

組を支援　90か所

地域において高齢者が飲食をしな

がら様々な交流をすることができる

取組を支援　13か所

地域において高齢者が飲食をしな

がら様々な交流をすることができる

取組を支援 50か所

地域において高齢者が飲食をしな

がら様々な交流をすることができる

取組を支援 55か所

地域において高齢者が飲食をしな

がら様々な交流をすることができる

取組を支援 62か所

7-2 「みんなの居場所」創出プロジェクト 地域における多世代交流拠点の整備

34区市町村

（2023年３月31日時点実

績）

多世代交流拠点の整備促進

34区市町村

（2024年３月31日時点実

績）

多世代交流拠点の整備促進 多世代交流拠点の整備促進 多世代交流拠点の整備促進

7-2 「みんなの居場所」創出プロジェクト 居場所の創出（東京みんなでサロン） 再掲 31か所設置 10か所で新規実施 17か所で設置（累計48か所）
10か所で新規実施（累計50か

所）

10か所で新規実施（累計60か

所）

10か所で新規実施（累計70か

所）

7-2 「みんなの居場所」創出プロジェクト
大学と連携した都営住宅への学生入居による地域コミュ

ニティ活動の支援
再掲 ６団地で入居済み ５団地で新規実施 ５団地で入居済み ５団地で新規実施 ５団地で新規実施 新規団地で実施

7-2 「みんなの居場所」創出プロジェクト 公衆浴場利用促進支援

地域住民の健康増進や交流の促

進をはじめ公衆浴場を地域交流

拠点として活用し、新たな浴場利

用者の開拓につながる取組を実

施

地域交流拠点事業を実施

地域住民の健康増進や交流の促

進をはじめ公衆浴場を地域交流

拠点として活用し、新たな浴場利

用者の開拓につながる取組を実

施

・地域交流拠点事業を実施

・公衆浴場におけるキャッシュレス

決済の導入を促進

・国内外から訪れる観光客の銭湯

利用を促進し、インバウンド客獲

得に力を入れる銭湯を支援

・地域交流拠点事業を実施

・公衆浴場におけるキャッシュレス

決済の導入を促進

・国内外から訪れる観光客の銭湯

利用を促進し、インバウンド客獲

得に力を入れる銭湯を支援

・地域交流拠点事業を実施

・国内外から訪れる観光客の銭湯

利用を促進し、インバウンド客獲

得に力を入れる銭湯を支援
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

7-2 「みんなの居場所」創出プロジェクト 地域日本語教育推進体制の整備 再掲

区市町村、国際交流協会等の取

組を財政的に支援するなどの体制

整備を推進するとともに、「東京に

おける「地域日本語教育の体制

づくり」のあり方」をとりまとめ、区市

町村等に対して、地域日本語の

目標、目指すレベル、体制づくりに

必要な要素等を示した。

・日本語教室のデータベースを活

用し、各地域の日本語教室につ

いて情報発信を行うとともに、区市

町村、国際交流協会等の取組を

財政的に支援するなどの体制整

備を推進

・初めて日本語を学習する方等を

対象としたオンライン教室をモデル

実施するほか、日本語学習支援

者のスキルアップ研修を実施

・日本語教室のデータベースを多

言語化し、各地域の日本語教室

について情報発信と利便性の向

上を図るとともに、区市町村、国

際交流協会等の取組を財政的に

支援するなどの体制整備を促進

・初めて日本語を学習する方等を

対象としたオンライン教室をモデル

実施するほか、日本語学習支援

者のスキルアップ研修を実施

・区市町村の地域日本語教育

コーディネーターが情報や課題の共

有・意見交換を行う連携会議や

研修を実施

・区市町村等が取組む日本語学

習環境整備を支援するため「地域

日本語教育はじめてハンドブック」

を作成

・日本語教室のデータベースを活

用し、各地域の日本語教室につ

いて情報発信

・区市町村、国際交流協会等の

取組に対し、都は財政的に支援

するとともに、つながり創生財団が

地域に出向き、各自治体の体制

整備を支援

・日本語学習支援者のスキルアッ

プ研修を実施

・日本語教室のデータベースを活

用し、各地域の日本語教室につ

いて情報発信

・区市町村、国際交流協会等の

取組に対し、都は財政的に支援

するとともに、つながり創生財団が

地域に出向き、各自治体の体制

整備を支援

・日本語学習支援者のスキルアッ

プ研修を実施

・日本語教室のデータベースを活

用し、各地域の日本語教室につ

いて情報発信

・区市町村、国際交流協会等の

取組に対し、都は財政的に支援

するとともに、つながり創生財団が

地域に出向き、各自治体の体制

整備を支援

・日本語学習支援者のスキルアッ

プ研修を実施

7-2 「みんなの居場所」創出プロジェクト 地域の底力発展事業助成 再掲
助成事業を実施（交付決定：

580件）
町会・自治会の地域活動を推進

助成事業を実施（交付決定：

702件）

町会・自治会の地域活動を推進

防災活動について助成率１０／

１０を適用開始

町会・自治会の地域活動を推進 町会・自治会の地域活動を推進

7-3 都有施設等を活用した「居場所」づくりプロジェクト 都営住宅の創出用地における民間活用事業の推進 再掲

・東京街道団地地区：設計

・桐ケ丘団地地区：事業化（事

業実施方針策定）

・東京街道団地地区：建設工

事

・新規地区：１か所事業者募集

等

・東京街道団地地区：建設工

事

・桐ケ丘一丁目地区：事業者募

集

・東京街道団地地区：工事完

了

・桐ケ丘一丁目地区：事業者決

定

・桐ケ丘一丁目地区：設計

・新規地区：１か所事業化（事

業実施方針策定）

・桐ケ丘一丁目地区：建設工事

・新規地区：１か所事業者募集

等

7-3 都有施設等を活用した「居場所」づくりプロジェクト
福祉インフラ整備活用候補地の提供（都営住宅の建

替えの推進）
再掲

約29.2ha

（2014~2022年度）

約１ha以上の候補地の提供

（2023年度～2024年度累

計）（都営住宅の年間建替え

約3,800戸）

約30.6ha

（2014~2023年度）

候補地の提供（都営住宅の年

間建替え約3,800戸）

候補地の提供（都営住宅の年

間建替え約3,800戸）

候補地の提供（都営住宅の年

間建替え約3,800戸）

7-3 都有施設等を活用した「居場所」づくりプロジェクト 居場所の創出（東京みんなでサロン） 再掲 31か所設置 10か所で新規実施 17か所で設置（累計48か所）
10か所で新規実施（累計50か

所）

10か所で新規実施（累計60か

所）

10か所で新規実施（累計70か

所）

7-3 都有施設等を活用した「居場所」づくりプロジェクト
居場所の創出（建替えに併せた交流施設等の整備、

未利用地の暫定活用等）
再掲

交流施設等の検討、未利用地の

暫定活用方法の検討

交流施設等の検討・整備、未利

用地の暫定活用方法の検討・実

施

交流施設等の検討・整備、未利

用地の暫定活用方法の検討・実

施

交流施設等の検討・整備、未利

用地の暫定活用方法の検討・実

施

交流施設等の検討・整備、未利

用地の暫定活用方法の検討・実

施

交流施設等の検討・整備、未利

用地の暫定活用方法の検討・実

施

7-3 都有施設等を活用した「居場所」づくりプロジェクト
大学と連携した都営住宅への学生入居による地域コミュ

ニティ活動の支援
再掲 ６団地で入居済み ５団地で新規実施 ５団地で入居済み ５団地で新規実施 ５団地で新規実施 新規団地で実施

7-3 都有施設等を活用した「居場所」づくりプロジェクト 都営住宅用地を活用した新たな緑の創出 再掲

・建替えに併せた緑化：整備推

進

・居場所の創出：２団地で先行

実施・検証・マニュアル案作成

・建替えに併せた緑化：整備推

進

・居場所の創出：先行実施・課

題検証

・建替えに併せた緑化：整備推

進

・居場所の創出：４団地で先行

実施、課題検証

・建替えに併せた緑化：整備推

進

・居場所の創出：本格実施

・建替えに併せた緑化：整備推

進

・居場所の創出：本格実施

・建替えに併せた緑化：整備推

進

・居場所の創出：本格実施
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

7-3 都有施設等を活用した「居場所」づくりプロジェクト
コミュニティ型サービス拠点の整備、移動支援の実施

（公社住宅）
再掲

・コミュニティ型生活サービス拠

点：22年12月に竣工、23年５

月の開設に向け準備中

・移動支援の実証実験：22年

９月22日から14日間実施

　運行件数111件、乗車人数

206人

・コミュニティ型生活サービス拠

点：23年５月に開設予定

・移動支援の実証実験やコミュニ

ティ型生活サービス拠点の実施状

況を踏まえた実施方策（プロジェ

クト）の検討

・コミュニティ型生活サービス拠

点：23年５月に開設

・移動支援の実証実験やコミュニ

ティ型生活サービス拠点の実施状

況を踏まえた実施方策（プロジェ

クト）の検討

検討結果により他団地へ展開 検討結果により他団地へ展開 検討結果により他団地へ展開

7-3 都有施設等を活用した「居場所」づくりプロジェクト
コミュニティサロン（集会所）を活用した「居場所」づくり

（公社住宅）
再掲

専門スタッフが高齢者等の相談対

応、高齢者等の交流を促進する

各種イベントを開催、地元自治体

との連携構築・拡大（新規コミュ

ニティ活動件数32件）

専門スタッフが高齢者等の相談対

応、高齢者等の交流を促進する

各種イベントを開催、地元自治体

との連携構築・拡大

専門スタッフが高齢者等の相談対

応、高齢者等の交流を促進する

各種イベントを開催、地元自治体

との連携構築・拡大

（新規コミュニティ活動件数：90

件）

専門スタッフが高齢者等の相談対

応、高齢者等の交流を促進する

各種イベントを開催、地元自治体

との連携構築・拡大

専門スタッフが高齢者等の相談対

応、高齢者等の交流を促進する

各種イベントを開催、地元自治体

との連携構築・拡大

専門スタッフが高齢者等の相談対

応、高齢者等の交流を促進する

各種イベントを開催、地元自治体

との連携構築・拡大

7-3 都有施設等を活用した「居場所」づくりプロジェクト
地域コミュニティの核となるモデル拠点づくり（公社住

宅）
再掲 モデル拠点：22年７月開設 事業化に向けた課題等の整理

事業の検証

（次年度から経常業務で実施）
- - -

7-3 都有施設等を活用した「居場所」づくりプロジェクト 高齢者等ふれあい同居募集 再掲 募集開始 募集中 40戸を随時募集 20戸を随時募集予定 募集予定 募集予定

7-4 誰一人取り残さないサポートプロジェクト 重層的支援体制の整備 - - -
重層的支援体制整備事業に取り

組む区市町村を支援

23自治体

重層的支援体制整備事業に取り

組む区市町村を支援

36自治体

重層的支援体制整備事業に取り

組む区市町村を支援

50自治体

7-4 誰一人取り残さないサポートプロジェクト 若者総合相談センター「若ナビα」の運営

幅広い分野にまたがる若者の問

題に関する相談を受け付け、適切

な地域支援につなげるとともに、新

たに相談受付時間の延長や、利

用者満足度の測定等により、相

談者にとって利用しやすい環境の

整備を推進

・相談事業の実施及び認知度向

上のための広報事業の推進

・オンライン相談実施

・ＡＩ等を活用した相談ツールを

導入するなど、若者のニーズをとら

えた相談体制の充実・強化

・幅広い分野にまたがる若者の問

題に関する相談を受け付け、適切

な地域支援につなげるとともに、オ

ンライン相談等相談者にとって利

用しやすい環境の整備を推進

・チャットボット相談を導入するな

ど、若者のニーズをとらえた相談体

制を充実・強化

・相談事業の実施及び認知度向

上のための広報事業の推進

・オンライン相談実施

・若者のニーズをとらえた相談体制

の充実・強化

・相談事業の実施及び認知度向

上のための広報事業の推進

・オンライン相談実施

・若者のニーズをとらえた相談体制

の充実・強化

・相談事業の実施及び認知度向

上のための広報事業の推進

・オンライン相談実施

・若者のニーズをとらえた相談体制

の充実・強化

7-4 誰一人取り残さないサポートプロジェクト
地域における子供・若者支援体制の整備及び支援の推

進

区市町村が新設・拡充する相談

窓口への一部補助、区市町村職

員や地域支援者向けの情報発

信、「ひとりじゃない！若者応援プ

ロジェクト」の実施

区市町村が新設・拡充する相談

窓口への一部補助、区市町村職

員や地域支援者向けの情報発

信、若者応援プロジェクトの実施

区市町村が新設・拡充する相談

窓口への一部補助、区市町村職

員や地域支援者向けの情報発

信、若者応援プロジェクトの実施

区市町村が新設・拡充する相談

窓口等への一部補助、区市町村

職員や地域支援者向けの情報発

信、若ぽた＋の構築

区市町村が新設・拡充する相談

窓口等への一部補助、区市町村

職員や地域支援者向けの情報発

信、若ぽた＋の運営

区市町村が新設・拡充する相談

窓口等への一部補助、区市町村

職員や地域支援者向けの情報発

信、若ぽた＋の運営

7-4 誰一人取り残さないサポートプロジェクト 学校サポートチーム等 再掲

児童・生徒の問題行動等の未然

防止、早期解決を図るため、学

校、家庭、関係機関等が一体と

なって取り組む学校サポートチーム

の機能強化等

機能強化等

児童・生徒の問題行動等の未然

防止、早期解決を図るため、学

校、家庭、関係機関等が一体と

なって取り組む学校サポートチーム

の機能強化等

機能強化等 機能強化等 機能強化等

7-4 誰一人取り残さないサポートプロジェクト とうきょうママパパ応援事業 再掲

すべての子育て家庭の状況を妊

娠期から把握し、継続した支援を

行う区市町村の取組を支援

61区市町村

全区市町村で実施

すべての子育て家庭の状況を妊

娠期から把握し、継続した支援を

行う区市町村の取組を支援

61区市町村

全区市町村で実施 全区市町村で実施 全区市町村で実施
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

7-4 誰一人取り残さないサポートプロジェクト 子供の居場所創設事業 再掲

子供や保護者が気軽に立ち寄れ

る地域の「居場所」を創設し、地

域全体で子供や家庭を支援する

環境を整備する区市町村を支援

６区市町村（2022年度実績）

事業実施区市町村の増加

子供や保護者が気軽に立ち寄れ

る地域の「居場所」を創設し、地

域全体で子供や家庭を支援する

環境を整備する区市町村を支援

８区市町村（2023年度実績）

事業実施区市町村の増加 事業実施区市町村の増加 事業実施区市町村の増加

7-4 誰一人取り残さないサポートプロジェクト 学齢期の子育ち 再掲 -

フリースクールに通う子供等へのア

ウトリーチ型ヒアリング

国内外の先進事例調査

フリースクール等の運営状況や活

動内容などを把握するため、アン

ケート調査を実施

・フリースクール等の利用者等に対

する支援を実施

・フリースクール等に対する支援を

実施

・学校外の多様な学びの調査研

究を実施

・フリースクール等の利用者等に対

する支援を実施

・フリースクール等に対する支援を

実施

・学校外の多様な学びの調査研

究を実施

・フリースクール等の利用者等に対

する支援を実施

・フリースクール等に対する支援を

実施

7-4 誰一人取り残さないサポートプロジェクト ヤングケアラーへの支援 再掲

支援マニュアルの作成

ピアサポート等相談支援を行う団

体等への支援

ヤングケアラーの把握の強化

ヤングケアラー支援推進協議会の

設置・運営

ヤングケアラー・コーディネーターの

配置促進

ピアサポート等相談支援を行う団

体等への支援

ヤングケアラーの把握の強化

ヤングケアラー支援推進協議会の

設置・運営

ヤングケアラー・コーディネーターの

配置促進

ピアサポート等相談支援を行う団

体等への支援

ヤングケアラー支援推進協議会の

設置・運営

ヤングケアラー・コーディネーターの

配置促進

ヤングケアラー・コーディネーター連

絡会の実施

ピアサポート等相談支援を行う団

体等への支援

継続実施 継続実施

7-4 誰一人取り残さないサポートプロジェクト ヤングケアラーに関する普及啓発 再掲 -
ワークショップ等実施

コンテンツ・HP制作

ヤングケアラー当事者の経験を基

にしたドキュメンタリームービー等の

コンテンツを掲載したホームページ

「ヤングケアラーのひろば」を制作

し、ヤングケアラーに係る普及啓発

を実施

ヤングケアラー当事者による座談

会の開催

SNS等広告の展開

普及啓発ホームページの運用

状況把握調査

ヤングケアラー当事者による座談

会の開催

ホームページに掲載するコンテンツ

の制作

SNS等広告の展開

普及啓発ホームページの運用

ヤングケアラー当事者による座談

会の開催

ホームページに掲載するコンテンツ

の制作

SNS等広告の展開

普及啓発ホームページの運用

7-4 誰一人取り残さないサポートプロジェクト ひとり親家庭への支援 再掲

ひとり親家庭支援センターの運営

生活相談、養育費相談、就業支

援等の実施

ひとり親世帯に向けた総合ポータ

ルサイトの運営

離婚前後の法律相談、養育費確

保の支援　等

継続して支援

ひとり親家庭支援センターの運営

生活相談、養育費相談、就業支

援等の実施

ひとり親世帯に向けた総合ポータ

ルサイトの運営

離婚前後の法律相談、養育費確

保の支援　等

継続して支援 継続して支援 継続して支援

7-4 誰一人取り残さないサポートプロジェクト ひとり親家庭等生活向上事業 再掲

ひとり親家庭等の地域での生活を

総合支援するために、区市町村が

実施する相談支援、家計管理・

生活支援講習会、子供の生活・

学習支援等を補助

27区市町村

事業実施区市町村の増加

ひとり親家庭等の地域での生活を

総合支援するために、区市町村が

実施する相談支援、家計管理・

生活支援講習会、子供の生活・

学習支援等を補助

27区市町村

事業実施区市町村の増加 事業実施区市町村の増加 事業実施区市町村の増加

7-4 誰一人取り残さないサポートプロジェクト 生活困窮者世帯への支援体制の整備

自立相談支援事業従事者研修

23回

フードパントリー設置２区市

子供サポート事業の実施７区市

自立相談支援事業従事者に対

する研修の実施27回/年、フード

パントリーの設置３区市、子供サ

ポート事業の実施６区市

自立相談支援事業従事者研修

27回

フードパントリー設置3区市

子供サポート事業の実施6区市

自立相談支援事業従事者に対

する研修の実施27回/年、フード

パントリーの設置３区市、子供サ

ポート事業の実施６区市

自立相談支援事業従事者に対

する研修の実施27回/年、フード

パントリーの設置３区市、子供サ

ポート事業の実施６区市

自立相談支援事業従事者に対

する研修の実施27回/年、フード

パントリーの設置３区市、子供サ

ポート事業の実施６区市
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

7-4 誰一人取り残さないサポートプロジェクト 住居不安定就労者に対する支援

ＴＯＫＹＯチャレンジネットを通じ

た居住支援、就労等支援の実施

一時利用住宅500戸

介護職支援コース　50名×12か

月

ＴＯＫＹＯチャレンジネットを通じ

た居住支援、就労等支援の実施

一時利用住宅500戸

介護職支援コース　50名×12か

月

ＴＯＫＹＯチャレンジネットを通じ

た居住支援、就労等支援の実施

一時利用住宅500戸

介護職支援コース　50名×12か

月

ＴＯＫＹＯチャレンジネットを通じ

た居住支援、就労等支援の実施

ＴＯＫＹＯチャレンジネットを通じ

た居住支援、就労等支援の実施

ＴＯＫＹＯチャレンジネットを通じ

た居住支援、就労等支援の実施

7-4 誰一人取り残さないサポートプロジェクト 多重債務者の生活再生
家計相談や資金貸付の実施によ

り生活再生を支援
継続実施

家計相談や資金貸付の実施によ

り生活再生を支援
継続実施 継続実施 継続実施

7-4 誰一人取り残さないサポートプロジェクト 受験生チャレンジ支援貸付事業 再掲

学習塾等の費用や受験料の捻出

が困難な一定所得以下の世帯に

必要な資金の貸付を行い、受験

に挑戦することを支援

専用webページの開設

継続実施

学習塾等の費用や受験料の捻出

が困難な一定所得以下の世帯に

必要な資金の貸付を行い、受験

に挑戦することを支援

専用webページの運営

継続実施 継続実施 継続実施

7-4 誰一人取り残さないサポートプロジェクト ホームレスに対する自立等の支援

都区共同での自立支援センターの

設置・運営や巡回相談、地域生

活への移行に必要な見守り支援

等の実施

都区共同での自立支援センターの

設置・運営や巡回相談、地域生

活への移行に必要な見守り支援

等の実施

都区共同での自立支援センターの

設置・運営や巡回相談、地域生

活への移行に必要な見守り支援

等の実施

都区共同での自立支援センターの

設置・運営や巡回相談、地域生

活への移行に必要な見守り支援

等の実施

都区共同での自立支援センターの

設置・運営や巡回相談、地域生

活への移行に必要な見守り支援

等の実施

都区共同での自立支援センターの

設置・運営や巡回相談、地域生

活への移行に必要な見守り支援

等の実施

7-4 誰一人取り残さないサポートプロジェクト ひきこもり相談・支援体制の充実

区市町村の取組への支援、関係

機関との連携強化、東京都ひきこ

もりサポートネットによる相談支援

（電話 、メール、訪問相談、ピア

サポーターによるオンライン相

談）、都民向け普及啓発（講演

会・合同相談会・リーフレット配布

等）、協議会部会での議論を経

て「ひきこもり等のサポートガイドラ

イン」策定（2023年３月）、若

者社会参加応援事業の見直し

区市町村の取組への支援、関係

機関との連携強化、東京都ひきこ

もりサポートネットによる相談支援

（電話 、メール、訪問相談、ピア

サポーターによるオンライン相

談）、都民向け普及啓発（講演

会・合同相談会・リーフレット配布

等）

区市町村の取組への支援（多職

種専門チームによるケース検討会

議の規模増等）、関係機関との

連携強化（都の連携団体の規

模増等）、東京都ひきこもりサ

ポートネットによる相談支援（電

話相談の土曜日対応開始、来所

相談の開始等）、都民向け普及

啓発（インターネット広告、交通

広告、ポスター広告の実施等）

区市町村の取組への支援、関係

機関との連携強化、東京都 ひき

こもりサポートネットによる相談支

援 （電話 、メール、訪問、来所

相談、ピアサポーターによるオンライ

ン相談）、都民向け普及啓発

（講演会・合同説明相談会・リー

フレット配布等

区市町村の取組への支援、関係

機関との連携強化、東京都 ひき

こもりサポートネットによる相談支

援 （電話 、メール、訪問、来所

相談、ピアサポーターによるオンライ

ン相談）、都民向け普及啓発

（講演会・合同説明相談会・リー

フレット配布等）

区市町村の取組への支援、関係

機関との連携強化、東京都 ひき

こもりサポートネットによる相談支

援 （電話 、メール、訪問、来所

相談、ピアサポーターによるオンライ

ン相談）、都民向け普及啓発

（講演会・合同説明相談会・リー

フレット配布等）

7-4 誰一人取り残さないサポートプロジェクト
人生100年時代セカンドライフ応援事業（地域サロンの

設置・運営）
再掲

高齢者の活動拠点や高齢者が担

い手となる拠点を設置する区市町

村を支援　18区市町村（2023

年７月時点把握）

高齢者の活動拠点や高齢者が担

い手となる拠点を設置する区市町

村を支援　18区市町村

高齢者の活動拠点や高齢者が担

い手となる拠点を設置する区市町

村を支援　17区市町村 （2024

年5月時点把握）

高齢者の活動拠点や高齢者が担

い手となる拠点を設置する区市町

村を支援　18区市町村

引き続き高齢者の地域での活動

等を推進

引き続き高齢者の地域での活動

等を推進

7-4 誰一人取り残さないサポートプロジェクト オンライン介護予防サポート事業 再掲

感染対策等を講じながら行う介護

予防活動等に支援を行う区市町

村に対する補助　15自治体

事業活用自治体の増加

感染対策等を講じながら行う介護

予防活動等に支援を行う区市町

村に対する補助　13自治体

フレイル予防活動等の推進 フレイル予防活動等の推進 フレイル予防活動等の推進

7-4 誰一人取り残さないサポートプロジェクト 区市町村障害者就労支援センター 再掲

区市町村に区市町村障害者就

労支援センターを設置（51区市

町）

区市町村に地域開拓促進コー

ディネーターを配置(46区市町)

2023年度までに全区市町村に

区市町村障害者就労支援セン

ターを設置

2023年度までに全区市町村に

地域開拓促進コーディネーターを

配置

区市町村に区市町村障害者就

労支援センターを設置（51区市

町）

区市町村に地域開拓促進コー

ディネーターを配置(47区市町)

区市町村障害者就労支援事業

利用による一般就労者数の増加

を推進

区市町村障害者就労支援事業

利用による一般就労者数の増加

を推進

区市町村障害者就労支援事業

利用による一般就労者数の増加

を推進

7-4 誰一人取り残さないサポートプロジェクト デジタル技術を活用した重度障害者に対する支援 再掲

・有識者による会議を実施し、事

業の方向性を決定

・受託事業者の決定

関係機関との調整を行いながら、

デジタル機器を活用 した就労支

援の在り方について検証

・関係機関との調整を行いなが

ら、デジタル機器を活用した就労

支援の在り方について検証

関係機関との調整を行いながら、

デジタル機器を活用 した就労支

援の在り方について検証

検証結果を踏まえ、デジタル機器

を活用した重度障害者への就労

支援の裾野を拡大

検証結果を踏まえ、デジタル機器

を活用した重度障害者への就労

支援の裾野を拡大
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

7-4 誰一人取り残さないサポートプロジェクト 障害者の芸術活動基盤の整備 再掲

・都内における事業所等に対する

相談支援

・芸術文化活動を支援する人材

の育成等

・関係者のネットワークづくり

・発表の機会の確保

・情報収集、発信

・都内における事業所等に対する

相談支援

・芸術文化活動を支援する人材

の育成等

・関係者のネットワークづくり

・発表の機会の確保

・情報収集、発信

・都内における事業所等に対する

相談支援

・芸術文化活動を支援する人材

の育成等

・関係者のネットワークづくり

・発表の機会の確保

・情報収集、発信

・都内における事業所等に対する

相談支援

・芸術文化活動を支援する人材

の育成等

・関係者のネットワークづくり

・発表の機会の確保

・情報収集、発信

・都内における事業所等に対する

相談支援

・芸術文化活動を支援する人材

の育成等

・関係者のネットワークづくり

・発表の機会の確保

・情報収集、発信

・都内における事業所等に対する

相談支援

・芸術文化活動を支援する人材

の育成等

・関係者のネットワークづくり

・発表の機会の確保

・情報収集、発信

7-4 誰一人取り残さないサポートプロジェクト 都立特別支援学校体育施設の貸出・体験教室の実施 再掲

・体育施設の貸出事業対象校：

29校

・体験教室実施回数：123回

体験教室の取組強化（プログラ

ムの充実・地元自治体等と連

携）

・体育施設の貸出事業対象校：

31校

・体験教室実施回数：125回

体験教室の取組強化（プログラ

ムの充実・地元自治体等と連

携）

体験教室の取組強化（プログラ

ムの充実・地元自治体等と連

携）

体験教室の取組強化（プログラ

ムの充実・地元自治体等と連

携）

7-4 誰一人取り残さないサポートプロジェクト 気軽に取り組める運動動画の活用促進 再掲

福祉施設の職員や障がい者ス

ポーツ指導員等を対象にした研修

を区部、多摩それぞれ1回ずつ実

施。また、動画の利用促進を図る

チラシを都内約1,700施設に配

布

活用促進のための研修等の実施

福祉施設の職員やパラスポーツ指

導員等を対象にした研修を実施。

また、動画の利用促進を図るチラ

シを配布

（2023年度終了）

- - -

7-4 誰一人取り残さないサポートプロジェクト 聴覚障害児支援のための体制整備 再掲 -

・難聴児の早期支援及び関係機

連携協議会２回

・東京都難聴児 相談支援セン

ター（仮称）の設置運営

・難聴児の早期支援及び関係機

関連携協議会１回

・東京都難聴児相談支援セン

ターの設置運営

・難聴児の早期支援及び関係機

関連携協議会２回

・東京都難聴児相談支援セン

ターの設置運営

・難聴児の早期支援及び関係機

関連携協議会２回

・東京都難聴児相談支援セン

ターの設置運営

・難聴児の早期支援及び関係機

関連携協議会２回

・東京都難聴児相談支援セン

ターの設置運営

7-4 誰一人取り残さないサポートプロジェクト
重度障害者等が分身ロボットの遠隔操作でパラスポーツ

に参加できる機会を提供
再掲

・都主催イベントでの活用：６回

・参加施設：12施設

パラスポーツの体験や他の参加者

と交流できる機会を提供

・都主催イベント等での活用：6

回

 参加施設：10施設

・施設同士による交流会：1回

 参加施設：6施設

パラスポーツの体験や他の参加者

と交流できる機会を提供

パラスポーツの体験や他の参加者

と交流できる機会を提供

パラスポーツの体験や他の参加者

と交流できる機会を提供

7-4 誰一人取り残さないサポートプロジェクト 盲ろう者（児）への支援の充実・強化 再掲 - - -
盲ろう者の全ライフステージに対応

できるよう拡充して事業実施
継続して実施 継続して実施

7-4 誰一人取り残さないサポートプロジェクト 精神科入院業務手続のDX化 再掲 - - -
・精神科病院の入院業務手続き

に係るシステム（仮称）の構築、

導入準備

・精神科病院の入院業務手続き

に係るシステム（仮称）の運用

・精神科病院の入院業務手続き

に係るシステム（仮称）の運用

7-4 誰一人取り残さないサポートプロジェクト 精神保健医療の充実 再掲 - - -

・入院者訪問支援

・精神科病院における虐待防止

の推進

・心のサポーター養成

・精神障害者地域移行体制整

備支援

・災害拠点精神科病院等自家

発電設備等整備強化

・発達障害児等巡回支援専門

員整備

・摂食障害治療支援体制整備

・区市町村発達検査体制を充実

・発達障害児の検査に関する実

態調査

・精神保健福祉士配置を促進

・入院者訪問支援

・精神科病院における虐待防止

の推進

・心のサポーター養成

・精神障害者地域移行体制整

備支援

・災害拠点精神科病院等自家

発電設備等整備強化

・発達障害児等巡回支援専門

員整備

・摂食障害治療支援体制整備

・区市町村発達検査体制を充実

・発達障害児の検査に関する実

態調査

・精神保健福祉士配置を促進

・入院者訪問支援

・精神科病院における虐待防止

の推進

・心のサポーター養成

・精神障害者地域移行体制整

備支援

・災害拠点精神科病院等自家

発電設備等整備強化

・発達障害児等巡回支援専門

員整備

・摂食障害治療支援体制整備

・区市町村発達検査体制を充実

・発達障害児の検査に関する実

態調査

・精神保健福祉士配置を促進
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

7-4 誰一人取り残さないサポートプロジェクト 包括的支援体制構築

包括的な支援体制の構築に向

け、区市町村による地域の実情に

応じた取組を後押し

包括的な支援体制の構築に向

け、区市町村による地域の実情に

応じた取組を後押し

包括的な支援体制の構築に向

け、区市町村による地域の実情に

応じた取組を後押し

包括的な支援体制の構築に向

け、区市町村による地域の実情に

応じた取組を後押し

包括的な支援体制の構築に向

け、区市町村による地域の実情に

応じた取組を後押し

包括的な支援体制の構築に向

け、区市町村による地域の実情に

応じた取組を後押し

7-4 誰一人取り残さないサポートプロジェクト デジタル機器導入による民生・児童委員の活動支援

生活困窮者支援や孤独・孤立対

策等に取り組む民生・児童委員

等の活動を支援するため、デジタ

ル機器の導入など、相談支援の

強化に資する取組を支援

孤独・孤立対策等にも取り組む

民生・児童委員等に対して、デジ

タル機器の利用に関する研修を行

うなど、地域における活動を支援

生活困窮者支援や孤独・孤立対

策等に取り組む民生・児童委員

等に対して、デジタル機器の利用

に関する研修を行うなど、地域に

おける活動を支援

（2023年度終了）

- - -

7-4 誰一人取り残さないサポートプロジェクト 自殺総合対策の推進

東京都自殺総合対策計画の改

定（2023年３月）、医療系専

門職を対象にした研修の実施

（計４回）、検索連動型広告

等の普及啓発の拡充

・新たな東京都自殺総合対策計

画に基づき、総合的に自殺対策

を推進

・東京都自殺相談ダイヤルの回線

拡充、大学等で活用可能な動画

コンテンツの作成、自死遺族のた

めの相談窓口設置等、包括的な

自殺対策を推進

 ・新たな東京都自殺総合対策

計画に基づき、総合的に自殺対

策を推進

・東京都自殺相談ダイヤルの回線

拡充（2023年10月～）、大学

等で活用可能な動画コンテンツの

作成、自死遺族のための相談窓

口設置（2023年10月開設）

等、包括的な自殺対策を推進

継続実施 継続実施 継続実施

7-4 誰一人取り残さないサポートプロジェクト 地域における多世代交流拠点の整備 再掲

34区市町村

（2023年３月31日時点実

績）

多世代交流拠点の整備促進

34区市町村

（2024年３月31日時点実

績）

多世代交流拠点の整備促進 多世代交流拠点の整備促進 多世代交流拠点の整備促進

7-4 誰一人取り残さないサポートプロジェクト 東京ささエール住宅の登録促進・居住支援の充実 再掲

登録戸数：51,039戸

安心居住パッケージ事業（高齢

者向けの安否確認等）の実施、

専用住宅の設備改善費補助開

始、居住支援実態調査、施策の

充実

・貸主への都独自補助による支援

強化

・居住支援法人への直接補助の

実施

・関係団体と連携した普及啓発の

拡大

登録戸数：52,981戸

・貸主への直接補助（東京ささ

エール住宅貸主応援事業）

・居住支援法人への直接補助

（東京ささエール住宅居住支援

法人等応援事業）

・不動産業団体等と連携した制

度の周知・普及

・要配慮者向けアウトリーチ型情

報発信

・貸主への直接補助（東京ささ

エール住宅貸主応援事業）

・居住支援法人への直接補助

（東京ささエール住宅居住支援

法人等応援事業）

・不動産業団体等と連携した制

度の周知・普及

・要配慮者向けアウトリーチ型情

報発信

・貸主への直接補助（東京ささ

エール住宅貸主応援事業）

・居住支援法人への直接補助

（東京ささエール住宅居住支援

法人等応援事業）

・不動産業団体等と連携した制

度の周知・普及

・要配慮者向けアウトリーチ型情

報発信

・貸主への直接補助（東京ささ

エール住宅貸主応援事業）

・居住支援法人への直接補助

（東京ささエール住宅居住支援

法人等応援事業）

・不動産業団体等と連携した制

度の周知・普及

・要配慮者向けアウトリーチ型情

報発信

7-4 誰一人取り残さないサポートプロジェクト 区市町村居住支援協議会の設立促進

４区市（2022年度末時点累計

30区市）

補助対象の拡大

２区市

２区市（2023年度末時点累計

32区市）

活動支援補助の拡充（設立前

活動へも支援）

２区市 ２区市 ２区市

7-4 誰一人取り残さないサポートプロジェクト
一人ひとりの悩みに応じた相談支援窓口につながるポー

タルページによる情報発信
効果的な情報発信の推進

・効果的な情報発信の推進

・都民・事業者向け支援情報サイ

トの構築

・効果的な情報発信の推進

・年間PV数：約19万PV

・支援ナビ（相談窓口案内）の

運営（2023年度末まで）

・Tokyo支援ナビを活用した効果

的な情報発信の推進

・Tokyo支援ナビを活用した効果

的な情報発信の推進

・Tokyo支援ナビを活用した効果

的な情報発信の推進

7-4 誰一人取り残さないサポートプロジェクト ウェブ広告の活用による効果的な情報発信

新型コロナウイルスに関する情報

発信に係るプラットフォーマーからの

支援も活用し、リスティング広告な

ど効果的な情報発を推進

リスティング広告など、効果的な情

報発信の推進

・ウェブ広告の活用による効果的

な情報発信

・1週間当たりの表示回数：

2,280万回

・ウェブ広告の活用による効果的

な情報発信

・1週間当たりの目標表示回数：

3,000万回

・ウェブ広告の活用による効果的

な情報発信

・1週間当たりの目標表示回数：

3,000万回以上

・ウェブ広告の活用による効果的

な情報発信

・1週間当たりの目標表示回数：

3,000万回以上
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

7-4 誰一人取り残さないサポートプロジェクト 女性自立支援施設職員のキャリアアップ支援 再掲 - - -

施設職員の平均勤続年数に応じ

た給与改善を実施した施設を支

援　５施設

夜間業務の困難度、研修実績、

業務内容を評価する処遇改善を

実施した施設を支援　５施設

施設職員の平均勤続年数に応じ

た給与改善を実施した施設を支

援　５施設

夜間業務の困難度、研修実績、

業務内容を評価する処遇改善を

実施した施設を支援　５施設

施設職員の平均勤続年数に応じ

た給与改善を実施した施設を支

援　５施設

夜間業務の困難度、研修実績、

業務内容を評価する処遇改善を

実施した施設を支援　５施設

7-5 地域コミュニティ活性化プロジェクト 地域コミュニティ活性化事業

つながり創生財団と区市町村等

が連携して町会・ 自治会と大学・

企業・ＮＰＯ等とのコーディネート

を行うなど、伴走型の地域課題解

決を図る取組を実施

大学・企業・ＮＰＯ・ボランティア

等と連携した事業を実施するほ

か、事業の成果を区市町村内の

大学・企業・ＮＰＯ等に周知する

イベントを実施　等

つながり創生財団が区市町村等

とともに、大学・企業・ＮＰＯ・ボ

ランティア等と連携して町会・自治

会を伴走支援する取組を実施

し、その成果を周知するイベントを

開催

つながり創生財団が区市町村等

とともに、大学・企業・ＮＰＯ・ボ

ランティア等と連携して町会・自治

会を伴走支援する取組を実施

し、その成果を周知するイベントを

開催するほか、「プロボノプロジェク

ト」を「まちの腕きき掲示板」のメ

ニューとして再編し、より多くの町

会・自治会を外部人材とのマッチ

ングを通じて活性化

つながり創生財団が区市町村等

とともに、大学・企業・ＮＰＯ・ボ

ランティア等と連携して町会・自治

会を伴走支援する取組を実施

し、その成果を周知するイベントを

開催するほか、「まちの腕きき掲示

板」で、より多くの町会・自治会を

外部人材とのマッチングを通じて活

性化

「まちの腕きき掲示板」で、より多く

の町会・自治会を外部人材との

マッチングを通じて活性化

7-5 地域コミュニティ活性化プロジェクト 地域の底力発展事業助成
助成事業を実施（交付決定：

580件）
町会・自治会の地域活動を推進

助成事業を実施（交付決定：

702件）

町会・自治会の地域活動を推進

防災活動について助成率１０／

１０を適用開始

町会・自治会の地域活動を推進 町会・自治会の地域活動を推進

7-5 地域コミュニティ活性化プロジェクト 地域の課題解決「プロボノプロジェクト」 事業実施(9件）
プロボノが町会・自治会の地域活

動を支援（20件）

プロボノを活用して町会・自治会

の課題解決を支援する「プロボノプ

ロジェクト」を実施（34件）

取組名「地域コミュニティ活性化

事業」へ計画を統合し、以降は一

体の事業として推進
- -

7-5 地域コミュニティ活性化プロジェクト 地域の底力発展事業助成の管理システムの構築 システムの構築 システムを運用 システムを運用 システムを運用 システムを運用 システムを運用

7-5 地域コミュニティ活性化プロジェクト 町会とマンションが連携した防災訓練 - - -
地域のつながりの構築と強化を図

るため、町会・自治会とマンション

等の合同防災訓練を30件支援

好事例の共有やノウハウの提供を

通じて、町会・自治会とマンション

等が連携した防災訓練を、都内

各地域において広がりのある取組

となるよう支援

好事例の共有やノウハウの提供を

通じて、町会・自治会とマンション

等が連携した防災訓練を、都内

各地域において広がりのある取組

となるよう支援

7-6 「地域を支える人材」活動支援プロジェクト 東京ボランティアレガシーネットワークの運営

・大会関連ボランティア等のシステ

ム登録（個人ユーザー10,288

人（3月31日時点））

・ポイント制度やオンライン交流

会、LINEによる情報発信等の開

始

・セミナー・イベントの開催

システムを通じた情報発信、ポイン

ト制度の運用、セミナー・イベント

の開催など、様々な取組を通じた

大会関連ボランティア等の活動の

継続・拡大と、ボランティア活動の

裾野拡大

・大会関連ボランティア等のシステ

ム登録（個人ユーザー11,595

人（3月31日時点））

・ポイント制度やオンライン等での

交流会、LINEによる情報発信等

の実施

・セミナー・イベントの開催

システムを通じた情報発信、ポイン

ト制度の運用、セミナー・イベント

の開催など、様々な取組を通じた

大会関連ボランティア等の活動の

継続・拡大と、ボランティア活動の

裾野拡大

システムを通じた情報発信、ポイン

ト制度の運用、セミナー・イベント

の開催など、様々な取組を通じた

大会関連ボランティア等の活動の

継続・拡大と、ボランティア活動の

裾野拡大

システムを通じた情報発信、ポイン

ト制度の運用、セミナー・イベント

の開催など、様々な取組を通じた

大会関連ボランティア等の活動の

継続・拡大と、ボランティア活動の

裾野拡大

戦略８：安全・安心なまちづくり戦略
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

8-1 水害から命と暮らしを守るハード整備等の推進 河川整備（護岸や調節池等）の推進

護岸・調節池等の整備推進、護

岸整備0.7km、調節池等９箇

所整備中、稼働中の調節池貯留

量　約264万m3

護岸・調節池等の整備推進、護

岸整備0.8km、調節池等10箇

所整備中（うち１箇所新規工事

着手予定、２箇所整備完了予

定）、稼働中の調節池貯留量

約264万m3

護岸・調節池等の整備推進、護

岸整備0.7km、調節池等10箇

所整備中（うち１箇所新規工事

着手：石神井川上流地下調節

池、１箇所整備完了：野川大

沢調節池）、稼働中の調節池貯

留量　約264万m3

護岸・調節池等の整備推進、護

岸整備1.0km、調節池等10箇

所整備中（うち１箇所新規工事

着手予定、１箇所増設工事着

手予定、１箇所整備完了予

定）

護岸・調節池等の整備推進、護

岸整備0.8km、調節池等10箇

所整備中（うち１箇所新規工事

着手予定、1箇所一部整備完了

予定、１箇所整備完了予定）

護岸・調節池等の整備推進、護

岸整備0.8km、調節池等９箇

所整備中（うち２箇所整備完了

予定）

8-1 水害から命と暮らしを守るハード整備等の推進 新たな調節池等の事業化

新たな調節池の事業化に向けた

取組、１箇所（目黒川流域）

事業化、将来の地下河川化を見

据えた環七地下広域調節池延

伸に向けた取組

新たな調節池の事業化に向けた

取組、１箇所事業化（仙川）、

調整が完了したものから順次事業

化、将来の地下河川化を見据え

た環七地下広域調節池延伸に

向けた取組

新たな調節池等の事業化に向け

た取組、１箇所事業化（仙

川）、調整が完了したものから順

次事業化、将来の地下河川化を

見据えた環七地下広域調節池

延伸に向けた取組

新たな調節池等の事業化に向け

た取組、調整が完了したものから

順次事業化

新たな調節池等の事業化に向け

た取組、調整が完了したものから

順次事業化

新たな調節池等の事業化に向け

た取組、調整が完了したものから

順次事業化

8-1 水害から命と暮らしを守るハード整備等の推進 多摩地域の河川の対応力強化 対策の実施（浅川等４河川） 対策の実施（秋川等５河川） 対策の実施（秋川等４河川） 対策の実施（秋川等４河川） - -

8-1 水害から命と暮らしを守るハード整備等の推進 豪雨対策に関する広報
調節池インフラツーリズムの試行

（拡大）
調節池インフラツーリズムの実施 調節池インフラツーリズムの実施 調節池インフラツーリズムの実施 調節池インフラツーリズムの実施 調節池インフラツーリズムの実施

8-1 水害から命と暮らしを守るハード整備等の推進
浸水の危険性が高い地区等を重点化し、下水道整備

を推進

・対策が完了した地区数０地区

（累計28地区）

　※重点地区57地区のうち、20

地区において事業推進

・57地区に加え、「下水道浸水

対策計画2022」において新たに

重点地区に位置付けた10地区で

は、３地区において調査設計に

前倒しして着手

対策が完了した地区数　0地区

（累計28地区）

・対策が完了した地区数　0地区

（累計28地区）

　※重点地区67地区のうち、文

京区千石、豊島区南大塚地区

等20地区において事業推進中

20地区において事業推進中

対策が完了した地区数　１地区

（累計29地区）

対策が完了した地区数　３地区

（累計32地区）

対策が完了した地区数　0地区

（累計32地区）

8-1 水害から命と暮らしを守るハード整備等の推進 対策を強化するエリアの拡大に伴う流域対策の促進
・補助の実施

・流域別豪雨対策計画の推進

補助の実施、流域別豪雨対策計

画の推進

補助の実施、流域別豪雨対策計

画の推進

公共・民間施設への雨水流出抑

制に資するグリーンインフラの導入

推進、補助の実施、流域別豪雨

対策計画の推進

公共・民間施設への雨水流出抑

制に資するグリーンインフラの導入

推進、補助の実施、流域別豪雨

対策計画の推進

公共・民間施設への雨水流出抑

制に資するグリーンインフラの導入

推進、補助の実施、流域別豪雨

対策計画の推進

8-1 水害から命と暮らしを守るハード整備等の推進 流域対策の促進・見える化

努力目標値、実績値の公表

（34区市町）、流域対策パンフ

レット配布（継続）

努力目標値・実績対策量の公表

（継続）、流域対策パンフレット

配布（継続）

努力目標値・実績対策量の公表

（継続）、流域対策パンフレット

配布（継続）

努力目標値・実績対策量の公表

（継続）、流域対策パンフレット

配布（継続）

努力目標値・実績対策量の公表

（継続）、流域対策パンフレット

配布（継続）

努力目標値・実績対策量の公表

（継続）、流域対策パンフレット

配布（継続）

8-1 水害から命と暮らしを守るハード整備等の推進 雨水流出抑制に資するグリーンインフラ先行実施事業 - - ー
公共施設での雨水流出抑制に資

するグリーンインフラの導入を開始

公共施設での雨水流出抑制に資

するグリーンインフラの導入を推進

公共施設での雨水流出抑制に資

するグリーンインフラの導入を推進

8-1 水害から命と暮らしを守るハード整備等の推進 気候変動を踏まえた新たな豪雨対策の推進
東京都豪雨対策検討委員会設

置、開催

東京都豪雨対策検討委員会開

催、東京都豪雨対策基本方針

改定

東京都豪雨対策検討委員会開

催、東京都豪雨対策基本方針

改定

新たな東京都豪雨対策基本方

針に基づく取組の推進

新たな東京都豪雨対策基本方

針に基づく取組の推進

新たな東京都豪雨対策基本方

針に基づく取組の推進

8-1 水害から命と暮らしを守るハード整備等の推進 気候変動を踏まえた高潮対策の推進 - -
「気候変動を踏まえた河川施設の

あり方」の策定

「河川における高潮対策整備方

針（仮称）」の策定

河川整備計画の改定等（順

次）

河川整備計画の改定等（順

次）

8-1 水害から命と暮らしを守るハード整備等の推進 河川を横断する水道管の地中化

【施工】

1か所

【調査・設計】

4か所

【施工】

2か所

【調査・設計】

4か所

【施工】

1か所

【調査・設計】

7か所

【施工】

4か所

【完了（累計）】

1か所

【施工】

5か所

【完了（累計）】

1か所

【施工】

5か所

【完了（累計）】

3か所
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

8-1 水害から命と暮らしを守るハード整備等の推進
都市強靭化に向けた市町村の公共下水道事業への支

援
再掲 -

これまでの技術支援に加えて、市

町村が実施する浸水対策や震災

対策への補助を開始

市町村が実施する浸水対策や震

災対策への補助を実施
補助実施 補助実施 補助実施

8-1 水害から命と暮らしを守るハード整備等の推進 「河川施設のあり方」を踏まえた取組の推進
気候変動を踏まえた「河川施設の

あり方」策定に向けた取組

気候変動を踏まえた「河川施設の

あり方」策定に向けた取組、整備

方針の策定、気候変動に対応し

た新たな施設整備に向けた取組

「気候変動を踏まえた河川施設の

あり方」の策定、気候変動に対応

した新たな施設整備に向けた取

組

気候変動に対応した新たな施設

整備に向けた取組 、地下河川等

の事業化に向けた検討、調節池

等整備の推進に向けた執行体制

強化の検討

気候変動に対応した新たな施設

整備に向けた取組 、地下河川等

の事業化に向けた検討、調節池

等整備の推進に向けた執行体制

強化の検討

気候変動に対応した新たな施設

整備に向けた取組 、地下河川等

の事業化に向けた検討、調節池

等整備の推進に向けた執行体制

強化の検討

8-1 水害から命と暮らしを守るハード整備等の推進 河川観測機器の設置拡大
監視カメラ：34箇所増設、水位

計：工事着手

監視カメラ：30箇所増設、水位

計：30箇所増設

監視カメラ：35箇所増設（累計

149箇所）、水位計：10箇所

増設（累計129箇所）

監視カメラ公開数：175箇所程

度（累計）、水位計公開数：

170箇所程度（累計）

監視カメラ公開数：185箇所程

度（累計）、水位計公開数：

185箇所程度（累計）

監視カメラ公開数：195箇所程

度（累計）、水位計公開数：

200箇所程度（累計）

8-1 水害から命と暮らしを守るハード整備等の推進 水防災情報の発信強化
水防災総合情報システムの改修

など
運用開始、一部改修

・システム運用開始、システム一部

改修

・氾濫発生情報の運用検討

・システム運用

・氾濫発生情報の運用開始

・システム運用

・氾濫発生情報の運用

・システム運用

・氾濫発生情報の運用

8-1 水害から命と暮らしを守るハード整備等の推進 水位周知河川等の指定拡大

・対策強化流域における洪水予

報河川または水位周知河川の指

定

・対策強化流域外における指定

河川の拡大

　（関係機関協議・基準水位設

定など）

・対策強化流域における洪水予

報河川または水位周知河川の指

定

・対策強化流域外における指定

河川の拡大

・関係機関協議・基準水位設定

など

・水位周知河川等の指定拡大

・関係機関協議・基準水位設定

など

・水位周知河川等の指定拡大

・関係機関協議・基準水位設定

など

・水位周知河川等の指定拡大

・関係機関協議・基準水位設定

など

・水位周知河川等の指定拡大

・関係機関協議・基準水位設定

など

8-1 水害から命と暮らしを守るハード整備等の推進
ＡＩによる河川監視カメラ映像の自動解析等を活用し

た氾濫危険情報発表の支援

ＡＩを活用した監視カメラ映像の

自動解析により、河川水位を的

確に把握し、氾濫危険情報等を

迅速かつ確実に発表するための基

本検討

・詳細検討

R６年度システム構築開始に向け

た基本構想策定及び要件定義の

実施

・システム構築

・関連システム改修

・システム構築

・関連システム改修

・運用（システム通年検証）

・システム運用

・適用河川追加

8-1 水害から命と暮らしを守るハード整備等の推進
水害リスク情報の発信強化（水害リスク情報システム

（仮称）の構築・運用）
システム詳細設計・構築

システム詳細設計・構築、運用開

始

システム詳細設計・構築、運用開

始
運用・維持管理 運用・維持管理 運用・維持管理

8-1 水害から命と暮らしを守るハード整備等の推進

水害リスク情報の発信強化（発生頻度が高い複数の

降雨を用いたハザード情報（浸水想定等）の作成・公

表）

試行流域での実施 他流域への展開 ・ハザード情報の作成 ・ハザード情報の作成・公表 ・ハザード情報の作成・公表 ・ハザード情報の作成・公表

8-1 水害から命と暮らしを守るハード整備等の推進
高潮防災総合情報システムによる防災情報発信力の

強化

海面ライブカメラ：3箇所増設

（2023年度設置完了見込みで

あったが、2022年度内に完

了）、運用状況を踏まえた改修を

実施

海面ライブカメラ：３箇所増設

運用状況を踏まえた改修を適宜

実施

海面ライブカメラ（2022年度内

設置完了）

運用状況を踏まえた改修を適宜

実施

海面ライブカメラ：2箇所増設

運用状況を踏まえた改修を適宜

実施

運用状況を踏まえた改修を適宜

実施

運用状況を踏まえた改修を適宜

実施

8-1 水害から命と暮らしを守るハード整備等の推進
ＡＩ等を活用した水位予測による水門等の操作支援

（河川）
システム導入に向けた調査 システム設計・開発 システム設計・開発 システム設計・開発 運用（システム通年検証） システム運用

8-1 水害から命と暮らしを守るハード整備等の推進
ＡＩ等を活用した水位予測による水門等の操作支援

（海岸保全施設）

外水位（水門外側の水位）予

測の精度検証

内水位（水門内側の水位）予

測の検討

外水位予測を水防活動に活用

開始

内水位予測の精度検証

外水位予測を水防活動に活用

開始

内水位予測の精度検証

水門等操作支援システム（仮

称）開発

水門等操作支援システム（仮

称）開発

水門等操作支援システム（仮

称）運用
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

8-1 水害から命と暮らしを守るハード整備等の推進 ドローンによる施設点検
災害時の施設点検に向けた点検

体制やドローン機体等の検討

訓練により点検体制を構築

災害時の施設点検を開始

訓練により点検体制を構築

災害時の施設点検を開始

・操縦飛行による点検体制の維

持

・自律飛行による施設点検に向け

た飛行試験

・操縦飛行による点検体制の維

持

・自律飛行による施設点検に向け

た飛行試験

・操縦飛行による点検体制の維

持

・自律飛行による施設点検の一

部運用開始

8-1 水害から命と暮らしを守るハード整備等の推進
海岸保全施設におけるマルチビーム等を活用した維持管

理の高度化
- 施設点検に関する技術調査 施設点検に関する技術調査

マルチビーム等の導入に向けた検

討調査

マルチビーム等の導入及び施設点

検の試行

マルチビーム等による施設点検及

び取得データの検証

8-1 水害から命と暮らしを守るハード整備等の推進
次世代のポンプ運転支援に向けた雨水流入予測技術

の開発

雨水流入予測に関する追加デー

タの蓄積

追加データの蓄積、現場実証によ

る、流入予測モデルの精度向上

流入予測モデルの試作品につい

て、オンラインによるリアルタイムデー

タを元に演算し、運転支援できる

かという実証実験を実施

追加データの蓄積、現場実証によ

る、流入予測モデルの精度向上

追加データの蓄積、現場実証によ

る、流入予測モデルの精度向上と

技術の評価

雨水流入予測技術の評価

8-1 水害から命と暮らしを守るハード整備等の推進 離島港湾情報プラットフォーム等の構築 再掲 設計・構築・先行実施

プラットフォーム　改良（ユーザーテ

ストを反映）

情報収集活用ツール　構築・運

用

プラットフォーム　運用開始、改良

（ユーザーテストを反映）

情報収集活用ツール　構築・運

用

プラットフォーム　運用、改良

（ユーザーテストを反映）

情報収集活用ツール　構築・運

用

プラットフォーム　運用、運用状況

を踏まえた改良を適宜実施

情報収集活用ツール　構築・運

用

プラットフォーム　運用、運用状況

を踏まえた改良を適宜実施

情報収集活用ツール　構築・運

用

8-1 水害から命と暮らしを守るハード整備等の推進 地下空間の安全確保 補助の準備
補助の先行実施、支援制度の検

討

補助の先行実施、支援制度の検

討
補助の実施 補助の実施 補助の実施

8-1 水害から命と暮らしを守るハード整備等の推進
土砂災害特別警戒区域における建築物の安全対策の

促進
-

既存不適格建築物の外壁補強

や擁壁設置を促進

既存不適格建築物の外壁補強

や擁壁設置を促進

既存不適格建築物の外壁補強

や擁壁設置を促進

既存不適格建築物の外壁補強

や擁壁設置を促進

既存不適格建築物の外壁補強

や擁壁設置を促進

8-1 水害から命と暮らしを守るハード整備等の推進 看板等の飛散防止に向けた点検強化の推進
・事業内容及びスケジュールの検

討等

・点検強化のための関係各所との

調整

・点検強化のための関係各所との

調整

・点検強化のための関係各所調

整

・東京都広告物審議会での強化

内容審議

・東京都屋外広告物条例等の改

正

・看板等の飛散防止に向けた点

検強化の促進

・看板等の飛散防止に向けた点

検強化の促進

8-2 国等と連携した、広域的な対策の展開 水防災情報の発信強化 再掲
水防災総合情報システムの改修

など
運用開始、一部改修

・システム運用開始、システム一部

改修

・氾濫発生情報の運用検討

・システム運用

・氾濫発生情報の運用開始

・システム運用

・氾濫発生情報の運用

・システム運用

・氾濫発生情報の運用

8-2 国等と連携した、広域的な対策の展開
高潮防災総合情報システムによる防災情報発信力の

強化
再掲

海面ライブカメラ：3箇所増設

（2023年度設置完了見込みで

あったが、2022年度内に完

了）、運用状況を踏まえた改修を

実施

海面ライブカメラ：３箇所増設

運用状況を踏まえた改修を適宜

実施

海面ライブカメラ（2022年度内

設置完了）

運用状況を踏まえた改修を適宜

実施

海面ライブカメラ：2箇所増設

運用状況を踏まえた改修を適宜

実施

運用状況を踏まえた改修を適宜

実施

運用状況を踏まえた改修を適宜

実施

8-2 国等と連携した、広域的な対策の展開 東京港海岸保全施設建設 再掲
整備計画策定

調査・設計及び工事

整備計画運用

調査・設計及び工事

整備計画運用

調査・設計及び工事

整備計画運用

調査・設計及び工事

整備計画運用

調査・設計及び工事

整備計画運用

調査・設計及び工事

8-2 国等と連携した、広域的な対策の展開 都営地下鉄における浸水対策 再掲

「東京都交通局浸水対策施設

整備計画」策定、駅出入口６か

所完了、通風口6か所完了

順次実施 通風口９か所完了

順次実施（2022年度～2024

年度合計　駅出入口７か所　通

風口20か所完了）

順次実施 順次実施

8-2 国等と連携した、広域的な対策の展開 区市町村庁舎の非常用電源設置等支援

補助金の受付、交付（申請期限

2023年度）

2022年度５団体利用（累計

15団体）

補助金の受付、交付（申請期限

2023年度）

補助金の受付、交付（2023年

度で新規申請受付終了）

2023年度11団体利用（累計

19団体）

補助金の交付 補助金の交付 補助金の交付
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

8-2 国等と連携した、広域的な対策の展開 幹線道路の整備 再掲

４か所事業化（補助第143号

線など）、６か所開通（環状第

２号線など）、６か所完成

10か所事業化、５か所開通、５

か所完成

７か所事業化（放射第32号線

など）、５か所開通（町田3・3・

36号相原鶴間線など）、１か所

完成

５か所事業化、５か所開通、７

か所完成
４か所事業化、５か所完成 ４か所事業化、２か所完成

8-2 国等と連携した、広域的な対策の展開 区部放射・環状道路、多摩南北・東西道路の整備 再掲

１か所事業化（環状第５の１

号線）、４か所開通（環状第２

号線など）、３か所完成

２か所事業化、２か所開通、４

か所完成

１か所事業化（放射第32号

線）、１か所開通（放射第35

号線）

１か所事業化、４か所開通、５

か所完成
３か所完成 １か所完成

8-2 国等と連携した、広域的な対策の展開 都県境における道路・橋梁の整備 再掲
１か所事業化（補助第143号

線）
整備推進 整備推進 １か所開通 整備推進 整備推進

8-2 国等と連携した、広域的な対策の展開 立川広域防災基地へのアクセス性の強化 再掲 整備推進 整備推進 整備推進 整備推進 整備推進 整備推進

8-2 国等と連携した、広域的な対策の展開 三環状関連の幹線道路の整備 再掲 整備推進 ２か所事業化、１か所開通 １か所事業化、１か所開通 １か所事業化、１か所完成 １か所事業化 整備推進

8-2 国等と連携した、広域的な対策の展開
南多摩尾根幹線、町田３・３・50号小山宮下線の整

備
再掲 １か所完成 整備推進 整備推進 整備推進 整備推進 整備推進

8-2 国等と連携した、広域的な対策の展開 その他骨格幹線道路の整備 再掲 整備推進 １か所開通
１か所開通（町田3・3・36号相

原鶴間線）
整備推進 整備推進 １か所事業化、１か所完成

8-2 国等と連携した、広域的な対策の展開 千葉県境の橋梁整備 再掲
１か所事業化（補助第143号

線）

橋梁構造等の検討、関係機関と

の協議

橋梁構造等の検討、関係機関と

の協議

橋梁構造等の検討、関係機関と

の協議

橋梁構造等の検討、関係機関と

の協議

橋梁構造等の検討、関係機関と

の協議

8-2 国等と連携した、広域的な対策の展開
水害時の避難対策（分散避難対策・広域避難対策な

ど）

・分散避難の推進

・広域避難先の確保推進、広域

避難計画の更新等

・リスク情報や適切な避難行動を

住民に周知するモデル事業を実

施し、検証

・分散避難の推進

・広域避難先の確保推進、広域

避難計画の更新等

・検証結果を踏まえ、リスク情報や

適切な避難行動を住民に周知す

る事業の実施

・分散避難の推進

・広域避難先の確保推進、広域

避難計画の更新等

・検証結果を踏まえ、リスク情報や

適切な避難行動を住民に周知す

る事業の実施

・国や区市町村等と連携した分

散避難の推進

・広域避難先の確保推進、広域

避難計画の更新等

・区市町村による、リスク情報や適

切な避難行動を住民に周知する

ことを支援

・国や区市町村等と連携した分

散避難の推進

・広域避難先の確保推進、広域

避難計画の更新等

・区市町村による、リスク情報や適

切な避難行動を住民に周知する

ことを支援

・国や区市町村等と連携した分

散避難の推進

・広域避難先の確保推進、広域

避難計画の更新等

・区市町村による、リスク情報や適

切な避難行動を住民に周知する

ことを支援

8-2 国等と連携した、広域的な対策の展開 水害時の避難対策（東京マイ・タイムラインの活用）

・マイ・タイムライン作成指導者の

育成や出前講座等を実施

・アプリ版東京マイ・タイムラインの

運用

・マイ・タイムライン作成指導者の

育成や出前講座等を実施

・英語版・やさしい日本語版冊子

の作成・配布

・アプリ版の運用

・マイ・タイムライン作成指導者の

育成や出前講座等を実施

・英語版・やさしい日本語版冊子

の作成・配布

・アプリ版の運用

・マイ・タイムライン作成指導者の

育成や出前講座等を実施

・英語版・やさしい日本語版冊子

の作成・配布

・アプリ版の運用、必要に応じ機

能拡充を検討

・マイ・タイムライン作成指導者の

育成や出前講座等を実施

・英語版・やさしい日本語版冊子

の作成・配布

・アプリ版の運用、必要に応じ機

能拡充を検討

・マイ・タイムライン作成指導者の

育成や出前講座等を実施

・英語版・やさしい日本語版冊子

の作成・配布

・アプリ版の運用、必要に応じ機

能拡充を検討

8-2 国等と連携した、広域的な対策の展開 災害時でも生活継続しやすい共同住宅の普及 再掲

ＬＣＰ住宅の登録・普及促進、

普及促進に向けた実態把握調査

実施、「東京とどまるマンション」へ

の名称変更

災害時でも生活継続しやすい共

同住宅（東京とどまるマンション）

の登録・普及促進

登録件数：226件（累計）

・東京とどまるマンション普及促進

事業の創設による登録数の拡大

・マンションにおける防災訓練の実

施状況等を活用した東京とどまる

マンションの広報

東京とどまるマンションの補助メ

ニュー新設や広報により、登録数

を拡大し、在宅避難を促進

東京とどまるマンションの支援事業

や広報により、登録数を拡大し、

在宅避難を促進

東京とどまるマンションの支援事業

や広報により、登録数を拡大し、

在宅避難を促進

8-2 国等と連携した、広域的な対策の展開 都営住宅等を活用した垂直避難 再掲
３区市と新規に協定締結（累計

15区市と覚書等締結）

区市町の要請に応じて覚書等を

締結
累計15区市と覚書等を締結

区市町の要請に応じて覚書等を

締結

区市町の要請に応じて覚書等を

締結

区市町の要請に応じて覚書等を

締結
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

8-2 国等と連携した、広域的な対策の展開 高台まちづくりの促進

高台まちづくりの方針やモデル地

区等での検討［国・都・区］

（個別の課題について関係者間

で具体的な調整・検討）、事業

化推進、更なる制度の充実

高台まちづくりの方針やモデル地

区等での検討［国・都・区］、事

業化推進、モデル地区の追加

（都市基盤としての高台まちづくり

の推進、高規格堤防の整備促

進、等）

高台まちづくりの方針やモデル地

区等での検討［国・都・区］、事

業化推進、高規格堤防とまちづく

りを一体的に都市計画決定して

整備を進めるなど、新たな仕組み

を構築

高台まちづくりの方針やモデル地

区等での検討［国・都・区］、事

業化推進、モデル地区の追加

（都市基盤としての高台まちづくり

の推進、高規格堤防の整備促

進、等）

高台まちづくりの方針やモデル地

区等での検討［国・都・区］、事

業化推進、モデル地区の追加

（都市基盤としての高台まちづくり

の推進、高規格堤防の整備促

進、等）

高台まちづくりの方針やモデル地

区等での検討［国・都・区］、事

業化推進、モデル地区の追加

（都市基盤としての高台まちづくり

の推進、高規格堤防の整備促

進、等）

8-2 国等と連携した、広域的な対策の展開
都市開発諸制度等を活用した都市づくり（災害に強い

まちづくりの促進）

開発の機会を捉えた高台まちづく

りの促進

開発の機会を捉えた高台まちづく

りの促進

開発の機会を捉えた高台まちづく

りの促進

開発の機会を捉えた高台まちづく

りの促進

開発の機会を捉えた高台まちづく

りの促進

開発の機会を捉えた高台まちづく

りの促進

8-2 国等と連携した、広域的な対策の展開

「その他空き家」の「住宅総数」に占める割合の増加を抑

制　※「その他空き家」：転勤・入院などのため居住世

帯が長期にわたって不在の住宅や、建替え等のために取

り壊すことになっている住宅など

再掲

2.35%（2018年度時点）

※最新実績は、2023年「住宅・

土地統計調査」結果により把握

予定

空き家利活用等区市町村支援

事業の展開、空き家利活用等普

及啓発・相談事業の実施

空き家の活用モデルの構築、地域

特性に合わせた空き家施策の展

開、空き家利活用等の戦略的な

情報発信

2.35%（2018年度時点）

※最新実績は、2023年「住宅・

土地統計調査」結果により把握

予定

空き家の活用モデルの構築、地域

特性に合わせた空き家施策の展

開、空き家利活用等の戦略的な

情報発信

空き家の活用モデルの構築、地域

特性に合わせた空き家施策の展

開、空き家利活用等の戦略的な

情報発信

空き家の活用モデルの構築、地域

特性に合わせた空き家施策の展

開、空き家利活用等の戦略的な

情報発信

空き家の活用モデルの構築、地域

特性に合わせた空き家施策の展

開、空き家利活用等の戦略的な

情報発信

8-2 国等と連携した、広域的な対策の展開 地域特性に合わせた空き家施策の展開 再掲

・空き家施策実施方針の策定

・空き家利活用等区市町村支援

事業：区市町村の取組支援、支

援メニューの再構築

・先駆的空き家対策東京モデル

支援事業：採択なし

・区市町村への情報提供・技術

支援：都・区市町村による協議

会での共同事例研究・共有

・区市町村が実施する実態調査

や対策計画の作成、改修、除却

等への補助により、空き家の利活

用等を促進

・空き家の共通課題の解決及びそ

のノウハウの共有を行う区市町村

の取組を支援

・民間事業者の交流やノウハウの

共有に向けたイベントの開催

・都及び区市町村で構成する協

議会での取組事例の共有や専門

知識等の情報提供などの技術的

支援

・空き家利活用等区市町村支援

事業の実施により区市町村の取

組を支援

・先駆的空き家対策東京モデル

支援事業：１件事業実施

・「東京都空き家活用シンポジウ

ム2023」を開催し、民間事業者

の交流及び情報共有を促進

・区市町村への情報提供・技術

支援：都・区市町村による協議

会での共同事例研究・共有

・区市町村が実施する実態調査

や対策計画の作成、改修、除却

等への補助により、空き家の利活

用等を促進

・空き家の共通課題の解決及びそ

のノウハウの共有を行う区市町村

の取組を支援

・民間事業者の交流や情報共有

に向けたイベントの開催

・都及び区市町村で構成する協

議会での取組事例の共有や専門

知識等の情報提供などの技術的

支援

・区市町村が実施する実態調査

や対策計画の作成、改修、除却

等への補助により、空き家の利活

用等を促進

・空き家の共通課題の解決及びそ

のノウハウの共有を行う区市町村

の取組を支援

・民間事業者の交流や情報共有

に向けたイベントの開催

・都及び区市町村で構成する協

議会での取組事例の共有や専門

知識等の情報提供などの技術的

支援

・区市町村が実施する実態調査

や対策計画の作成、改修、除却

等への補助により、空き家の利活

用等を促進

・空き家の共通課題の解決及びそ

のノウハウの共有を行う区市町村

の取組を支援

・民間事業者の交流や情報共有

に向けたイベントの開催

・都及び区市町村で構成する協

議会での取組事例の共有や専門

知識等の情報提供などの技術的

支援

8-2 国等と連携した、広域的な対策の展開 公園の高台化（篠崎公園） 用地取得、設計、工事 用地取得、設計、工事 用地取得、設計、工事 用地取得、設計、工事 用地取得、設計、工事 用地取得、設計、工事

8-2 国等と連携した、広域的な対策の展開 防災公園の整備 設計、工事 設計、工事 設計、工事 設計、工事 設計、工事 -

8-2 国等と連携した、広域的な対策の展開 デジタルツインを活用した水害シミュレーションの構築 機能等の抽出・整理 開発・テスト 開発・テスト 開発・テスト、一部運用開始 運用・更新 運用・更新

8-2 国等と連携した、広域的な対策の展開 LPガス事故防止に関する安全機器の普及促進 -
ベルト・鎖、容器収納庫等の導入

補助を実施

ベルト・鎖、容器収納庫等の導入

補助を実施

ベルト・鎖、容器収納庫等の導入

補助を実施
- -

8-3 首都直下地震等、災害応急対策プロジェクト 孤立地域へのドローンによる物資輸送 訓練・検証・輸送体制確立 訓練・検証・輸送体制確立
輸送体制の確立に向け、協定事

業者等との意見交換
訓練・検証・輸送体制確立 訓練・検証・輸送体制確立 訓練・検証・輸送体制確立

8-3 首都直下地震等、災害応急対策プロジェクト ドローンを活用した被災状況の収集力強化
島しょ地域等へ高性能ドローンを

配備
ドローンを運用 ドローンを運用 ドローンを運用 ドローンを運用 ドローンを運用
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

8-3 首都直下地震等、災害応急対策プロジェクト 物資輸送体制の強化

・区市町村との物資供給方法の

検討

・専用アプリの実証

・区市町村との物資供給方法の

検討

・専用アプリの検証、運用

・区市町村との物資供給方法の

検討

・専用アプリの検証、運用

・区市町村との物資供給方法の

検討

・専用アプリの検証、運用

・区市町村との物資供給方法の

検討

・専用アプリの検証、運用

・区市町村との物資供給方法の

検討

・専用アプリの検証、運用

8-3 首都直下地震等、災害応急対策プロジェクト デジタル技術を活用した現地機動班からの情報収集等

・活用にむけた実施検証

・閉域LTEモバイル端末調達

（120台）

・画像伝送システム（TV会議）

アプリの開発・閉域LTEモバイル端

末への実装

・現地機動班等に閉域ＬＴＥモ

バイル端末配備（約480台）

・画像伝送システム追加機器の調

達

・ウェアラブルカメラ機器等の調達

・現地機動班等に閉域ＬＴＥモ

バイル端末配備（約480台）

・画像伝送システム追加機器の運

用

・ウェアラブルカメラ機器等の調達

・班要員等に閉域ＬＴＥモバイル

端末配備（約120台）

・閉域ＬＴＥモバイル端末の運用

・画像伝送システム追加機器の運

用

・ウェアラブルカメラ機器等の運用

・閉域ＬＴＥモバイル端末の運用

・画像伝送システム追加機器の運

用

・ウェアラブルカメラ機器等の運用

・閉域ＬＴＥモバイル端末の運用

・画像伝送システム追加機器の運

用

・ウェアラブルカメラ機器等の運用

8-3 首都直下地震等、災害応急対策プロジェクト 災害時都民台帳システムの構築 前提条件の整理
システムの開発に向けた契約手続

き、基本設計着手

システムの開発に向けた契約手続

き、基本設計着手
詳細設計、テスト、運用開始 運用 運用

8-3 首都直下地震等、災害応急対策プロジェクト 応急危険度判定の実施体制確保

・応急危険度判定調査アプリの運

用

・調査アプリ操作訓練の実施

・応急危険度判定調査アプリの運

用

・調査アプリ操作訓練の実施

・応急危険度判定調査アプリの運

用

・調査アプリ操作訓練の実施

・応急危険度判定調査アプリの運

用

・調査アプリ操作訓練の実施

・応急危険度判定調査アプリの運

用

・調査アプリ操作訓練の実施

・応急危険度判定調査アプリの運

用

・調査アプリ操作訓練の実施

8-3 首都直下地震等、災害応急対策プロジェクト 住家被害認定調査及び罹災証明の迅速化

・住家被害認定調査業務支援

ツールの検討・検証

・罹災証明書の早期発行に向け

た人員・資機材の検討

・住家被害認定調査業務支援

ツールの開発、運用開始

・罹災証明書の早期発行に向け

た人員・資機材の推計

・住家被害認定調査業務支援

ツールの開発、運用開始

・罹災証明書の早期発行に向け

た人員・資機材の推計

・住家被害認定調査業務支援

ツールの運用・改良

・罹災証明書の早期発行に向け

た情報提供等

・住家被害認定調査業務支援

ツールの運用・改良

・罹災証明書の早期発行に向け

た情報提供等

・住家被害認定調査業務支援

ツールの運用・改良

・罹災証明書の早期発行に向け

た情報提供等

8-3 首都直下地震等、災害応急対策プロジェクト 一時滞在施設におけるネットワーク環境の強化
都立施設のWi-Fi整備、民間キャ

リアとの連携強化

・通信・電源確保に関する現状調

査

・通信や電力の専門家との検討

会を開催

・スマホ充電環境整備

・通信・電源確保に関する現状調

査

・通信や電力の専門家との検討

会を開催

・スマホ充電環境整備

・都立施設における通信・電源確

保対策を実施

・スマホ充電環境整備（備蓄補

助と一体化）

・都立施設における通信・電源確

保対策を実施

・スマホ充電環境整備（備蓄補

助と一体化）

・都立施設における通信・電源確

保対策を実施

・スマホ充電環境整備（備蓄補

助と一体化）

8-3 首都直下地震等、災害応急対策プロジェクト データプラットフォーム等の活用 防災対策への連携方法を検討 防災対策への連携方法を検討 防災対策への連携方法を検討 防災対策への連携方法を検討 防災対策への連携方法を検討 防災対策への連携方法を検討

8-3 首都直下地震等、災害応急対策プロジェクト 防災通信インフラの機能強化（衛星通信機器） - -
衛星通信機器について、導入検

証
配備・運用 運用 運用

8-3 首都直下地震等、災害応急対策プロジェクト エレベーターの早期復旧 -
エレベーターの早期復旧に向けた、

関係団体等との連絡体制を構築

メーカーと連携した閉じ込め情報

等の共有体制を運用開始

メーカーと連携した閉じ込め情報

等の共有体制を運用

メーカーと連携した閉じ込め情報

等の共有体制を運用

メーカーと連携した閉じ込め情報

等の共有体制を運用

8-3 首都直下地震等、災害応急対策プロジェクト 重要施設における給水状況の早期把握 -
避難所等その他重要施設（約

790か所）へ水圧測定機器の設

置拡大

避難所等その他重要施設（約

790か所）の内、206か所へ水

圧測定機器の設置完了

※避難所等の新規指定・指定解

除により施設数が変更となる可能

性あり

避難所等その他重要施設（約

790か所）へ水圧測定機器の設

置拡大

避難所等その他重要施設（約

790か所）へ水圧測定機器の設

置拡大

避難所等その他重要施設（約

790か所）へ水圧測定機器の設

置拡大

8-3 首都直下地震等、災害応急対策プロジェクト リモートによる災害対応体制の構築 条件整理

非常時優先業務のうちリモート化

が可能な業務を、都政のBCP改

定作業で洗い出し

非常時優先業務のうちリモート化

が可能な業務を、都政のBCP改

定作業で洗い出し

体制整備・順次運用 体制整備・順次運用 体制整備・順次運用

8-3 首都直下地震等、災害応急対策プロジェクト ＳＮＳを活用した災害時の情報収集等
国の社会実装実験を踏まえた課

題整理

ＤＩＳとのチャットボット連携策検

討

SNS情報の分析力強化に向けた

検討
新たなSNS分析ツールの導入 運用 運用
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

8-3 首都直下地震等、災害応急対策プロジェクト
発災初動期における被害情報収集の高度化（高所カ

メラ強化）

・システム設計・構築

・都庁屋上高所カメラへのシステム

実装

システム運用 システム運用 システム運用 システム運用 システム運用

8-3 首都直下地震等、災害応急対策プロジェクト 情報共有ツールの保守・更新、新規導入 - - 保守・更新、新規導入検証
保守・更新、新規導入検証、新

規導入
保守・更新、新規導入 保守・更新

8-3 首都直下地震等、災害応急対策プロジェクト 震災消防対策システムの改修
次期震災消防対策システムの仕

様の整理
技術支援委託 技術支援委託 基本設計 詳細設計 システム再構築

8-3 首都直下地震等、災害応急対策プロジェクト 多摩地域の防災拠点の機能強化
・体制整備に向けた検討

・危機管理副監の設置
機能強化に向けた検討 機能強化に向けた検討

・機能強化に向けた検討

・基本構想を策定
機能強化に向けた検討 機能強化に向けた検討

8-3 首都直下地震等、災害応急対策プロジェクト 立川広域防災基地へのアクセス性の強化 再掲 整備推進 整備推進 整備推進 整備推進 整備推進 整備推進

8-3 首都直下地震等、災害応急対策プロジェクト 火山対策

・富士山噴火に伴う、降灰対策に

係る国への提案要求の実施及び

除灰方法、火山灰処理方法等の

検討

・島しょ町村等避難計画等策定

支援

・地域防災計画（火山編）の修

正着手

・島しょ町村等計画等策定支援

・富士山噴火に伴う、降灰対策に

係る国への提案要求の実施及び

地域防災計画火山編の修正を

見据え、今後都が行う降灰対策

の方向性を定めた「大規模噴火

降灰対策指針」を策定

・島しょ町村等計画等策定支援

・地域防災計画火山編修正

・富士山噴火降灰対策について

の取組の推進

・島しょ町村等計画等策定支援

・富士山噴火降灰対策について

の取組の推進

・島しょ町村等計画等策定支援

・富士山噴火降灰対策について

の取組の推進

・島しょ町村等計画等策定支援

8-3 首都直下地震等、災害応急対策プロジェクト 富士山噴火時の降灰対策 - 道路啓開態勢の検討 優先除灰道路等の検討 道路啓開態勢の検討 道路啓開態勢の構築 道路啓開態勢の構築

8-3 首都直下地震等、災害応急対策プロジェクト

島しょ部の噴火対策（降灰後の土石流災害想定区域

図の整備、火山噴火監視カメラ・火山噴火監視システ

ムの整備等）

設計、整備、順次運用 設計、整備、順次運用 設計、整備、順次運用
設計、整備、順次運用

（2023～2026）

設計、整備、順次運用

（2023～2026）

設計、整備、順次運用

（2023～2026）

8-3 首都直下地震等、災害応急対策プロジェクト 水道施設の降灰対策

・沈殿池の覆蓋化（調査・設計

（長沢浄水場））

・浄水施設の屋内化（施工（境

浄水場）、調査・設計（上流部

浄水場（仮称））

・沈殿池の覆蓋化（施工（長沢

浄水場））

・浄水施設の屋内化（施工（境

浄水場）、調査・設計（上流部

浄水場（仮称））

・沈殿池の覆蓋化（施工（長沢

浄水場））

・浄水施設の屋内化（施工（境

浄水場）、調査・設計（上流部

浄水場（仮称））

・沈殿池の覆蓋化（施工（長沢

浄水場））

・浄水施設の屋内化（施工（境

浄水場）、調査・設計（上流部

浄水場（仮称））

・浄水施設の屋内化（施工（境

浄水場、上流部浄水場（仮

称））

・浄水施設の屋内化（施工（境

浄水場、上流部浄水場（仮

称））

8-3 首都直下地震等、災害応急対策プロジェクト
下水道管内に流入し、固結した土砂・火山灰を除去す

る技術の開発
再掲 除去技術の改良と試行 除去技術の改良と試行

除去機器を改良し、2022年度よ

り小型の人孔での試行を実施
除去技術の改良と試行 技術開発結果の評価 技術開発結果の評価

8-3 首都直下地震等、災害応急対策プロジェクト 建築物における液状化対策の推進

液状化対策ポータルサイトやリーフ

レット等による情報提供、ポータル

サイトの情報拡充のための地盤

データ収集

液状化対策ポータルサイトやリーフ

レット等による情報提供、液状化

対策アドバイザーの派遣、ポータル

サイトの情報拡充のための地盤

データ収集、液状化対策にかかる

課題整理、都の支援のあり方の

検討

液状化対策ポータルサイトやリーフ

レット等による情報提供、液状化

対策アドバイザーの派遣、ポータル

サイトの情報拡充のための地盤

データ収集、液状化対策にかかる

地盤調査費等への助成制度の創

設

液状化対策ポータルサイトやリーフ

レット等による情報提供、液状化

対策アドバイザーの派遣、ポータル

サイトの情報拡充のための地盤

データ収集、さらなる支援策の推

進

液状化対策ポータルサイトやリーフ

レット等による情報提供、液状化

対策アドバイザーの派遣、ポータル

サイトの情報拡充のための地盤

データ収集、さらなる支援策の推

進

液状化対策ポータルサイトやリーフ

レット等による情報提供、液状化

対策アドバイザーの派遣、ポータル

サイトの情報拡充のための地盤

データ収集、さらなる支援策の推

進

8-3 首都直下地震等、災害応急対策プロジェクト 自動起動式発動発電機の整備・更新 整備２箇所・更新53箇所 整備５箇所・更新49箇所 整備１箇所・更新28箇所 更新22箇所 更新22箇所 更新22箇所

8-3 首都直下地震等、災害応急対策プロジェクト 電池式（内蔵型・外付型）交通信号機の更新 10箇所 34箇所 24箇所 10箇所 10箇所 10箇所
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

8-3 首都直下地震等、災害応急対策プロジェクト 幹線道路情報収集カメラの整備 ４箇所 ５箇所

当初５箇所を整備する計画で

あったが、老朽化が進んだ信号施

設を優先的に更新するため、整備

を見送り

当初５箇所を整備する計画で

あったが、老朽化が進んだ信号施

設を優先的に更新するため、整備

を見送る予定

５箇所 ５箇所

8-3 首都直下地震等、災害応急対策プロジェクト 幹線道路の整備 再掲

４か所事業化（補助第143号

線など）、６か所開通（環状第

２号線など）、６か所完成

10か所事業化、５か所開通、５

か所完成

７か所事業化（放射第32号線

など）、５か所開通（町田3・3・

36号相原鶴間線など）、１か所

完成

５か所事業化、５か所開通、７

か所完成
４か所事業化、５か所完成 ４か所事業化、２か所完成

8-3 首都直下地震等、災害応急対策プロジェクト 区部放射・環状道路、多摩南北・東西道路の整備 再掲

１か所事業化（環状第５の１

号線）、４か所開通（環状第２

号線など）、３か所完成

２か所事業化、２か所開通、４

か所完成

１か所事業化（放射第32号

線）、１か所開通（放射第35

号線）

１か所事業化、４か所開通、５

か所完成
３か所完成 １か所完成

8-3 首都直下地震等、災害応急対策プロジェクト 都県境における道路・橋梁の整備 再掲
１か所事業化（補助第143号

線）
整備推進 整備推進 １か所開通 整備推進 整備推進

8-3 首都直下地震等、災害応急対策プロジェクト 三環状関連の幹線道路の整備 再掲 整備推進 ２か所事業化、１か所開通 １か所事業化、１か所開通 １か所事業化、１か所完成 １か所事業化 整備推進

8-3 首都直下地震等、災害応急対策プロジェクト
南多摩尾根幹線、町田３・３・50号小山宮下線の整

備
再掲 １か所完成 整備推進 整備推進 整備推進 整備推進 整備推進

8-3 首都直下地震等、災害応急対策プロジェクト その他骨格幹線道路の整備 再掲 整備推進 １か所開通
１か所開通（町田3・3・36号相

原鶴間線）
整備推進 整備推進 １か所事業化、１か所完成

8-3 首都直下地震等、災害応急対策プロジェクト
首都高の大規模更新の機会を捉えた機能強化（新た

な都心環状ルートの形成、首都高晴海線の延伸）
再掲

・高速都心環状線 新京橋連結

路（地下）：都市計画案及び

環境影響評価書案の作成

・首都高晴海線の延伸：

TOKYO強靭化プロジェクトのリー

ディング事業に位置付け

・高速都心環状線　新京橋連結

路（地下）：関係機関との調

整、都市計画手続き

・首都高晴海線の延伸：事業化

に向けた検討・調整

・高速都心環状線　新京橋連結

路：都市計画及び環境影響評

価の手続実施

・首都高晴海線の延伸：事業化

に向けた検討・調整

・高速都心環状線　新京橋連結

路：事業着手

・首都高晴海線の延伸：事業化

に向けた検討・調整

・高速都心環状線　新京橋連結

路：整備推進

・首都高晴海線の延伸：事業化

に向けた検討・調整

・高速都心環状線　新京橋連結

路：整備推進

・首都高晴海線の延伸：事業化

に向けた検討・調整

8-3 首都直下地震等、災害応急対策プロジェクト 連続立体交差事業の推進（都施行） 再掲 ６路線７か所で整備推進 ６路線８か所で整備推進 ６路線８か所で整備推進 ６路線８か所で整備推進 ６路線８か所で整備推進 ６路線８か所で整備推進

8-3 首都直下地震等、災害応急対策プロジェクト 連続立体交差事業の推進（区施行） 再掲 １路線２か所で整備推進 １路線２か所で整備推進
１路線２か所で整備推進

うち１か所で事業完了
１路線１か所で整備推進 - -

8-3 首都直下地震等、災害応急対策プロジェクト 無電柱化の日のイベント開催 イベント実施 イベント実施 イベント実施 イベント実施 イベント実施 イベント実施

8-3 首都直下地震等、災害応急対策プロジェクト 緊急輸送道路等の橋梁の新設・架け替え 整備推進 ３か所事業化 整備推進 整備推進 整備推進 ４か所事業化

8-3 首都直下地震等、災害応急対策プロジェクト 緊急輸送道路の拡幅整備 約0.5km完成 整備推進 整備推進 整備推進 整備推進 整備推進

8-3 首都直下地震等、災害応急対策プロジェクト 災害時の代替ルート等となる道路整備 約２km事業化

約0.4km事業化

梅ヶ谷（うめがた）トンネルなど約

２km完成

約0.4km事業化

約２km開通・完成（梅ヶ谷（う

めがた）トンネル）

整備推進 整備推進 約0.9km完成

8-3 首都直下地震等、災害応急対策プロジェクト 防災公園の整備 再掲 設計、工事 設計、工事 設計、工事 設計、工事 設計、工事 -

8-3 首都直下地震等、災害応急対策プロジェクト 都立霊園の防災整備 - - - 基本計画 基本計画、設計 設計、工事

8-3 首都直下地震等、災害応急対策プロジェクト 都立公園等の更なる防災機能強化 - - - 調査 計画策定 設計
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

8-3 首都直下地震等、災害応急対策プロジェクト 災害時利用に向けた防災船着場の整備 再掲

築地市場跡地再開発に合わせた

防災船着場整備、

付帯施設整備推進

築地市場跡地再開発に合わせた

防災船着場整備、

付帯施設整備推進

築地市場跡地再開発に合わせた

防災船着場整備、

付帯施設整備推進

築地市場跡地再開発に合わせた

防災船着場整備、

付帯施設整備推進

築地市場跡地再開発に合わせた

防災船着場整備、

付帯施設整備推進

築地市場跡地再開発に合わせた

防災船着場整備、

付帯施設整備推進

8-3 首都直下地震等、災害応急対策プロジェクト 東京港防災船着場の整備 再掲
新規船着場及び付帯施設の整

備

新規船着場及び付帯施設の整

備

新規船着場及び付帯施設の整

備

新規船着場及び付帯施設の整

備
- -

8-3 首都直下地震等、災害応急対策プロジェクト 防災船の建造（バイオ燃料等の活用） 再掲
仕様等の調整、運営スキームの検

討
設計、建造、就航準備等

設計（2023～2024）

建造（2023～2026）

設計（2023～2024）

建造（2023～2026）

建造（2023～2026）

順次就航（2025～2026）

建造（2023～2026）

順次就航（2025～2026）

8-3 首都直下地震等、災害応急対策プロジェクト 海上公園の防災機能の強化 工事 工事 工事 工事・調査検討 設計 設計・工事

8-3 首都直下地震等、災害応急対策プロジェクト 伊豆小笠原諸島沿岸海岸保全基本計画の改定 再掲 海岸保全計画改定のための検討 海岸保全計画改定のための検討 海岸保全計画改定のための検討
海岸保全計画改定のための検

討、計画改定
計画を踏まえた事業の展開 計画を踏まえた事業の展開

8-3 首都直下地震等、災害応急対策プロジェクト 土木技術講習会 - 開催 開催（2023年度終了） - - -

8-3 首都直下地震等、災害応急対策プロジェクト 都有施設への太陽光パネル・蓄電池の設置 再掲

・設計済みの一部施設にて、太陽

光発電設備・蓄電池設置の工事

着手

・ソーラーカーポートの設計及び工

事着手

・ＰＰＡによる設置検討

・設置指針等の策定と並行して、

先行的に設置

・導入可能性調査

・設計済の一部施設にて、太陽

光発電設備・蓄電池設置工事

完了

・ＰＰＡを活用した設置

・ソーラーカーポートの設計及び工

事着手

新たな施設への設計・設置工事

に順次着手

新たな施設への設計・設置工事

に順次着手

新たな施設への設計・設置工事

に順次着手

8-3 首都直下地震等、災害応急対策プロジェクト 都有施設におけるＶＰＰの構築 再掲

VPPモデルの構築に向けた東電と

の覚書締結

都有施設におけるVPPのあり方、

導入可能性の調査を実施

・設計・設備導入、システム構築

開始

・一部施設で先行実施

・設計・設備導入

・システム構築開始

・設備導入

・システム構築

・一部施設で先行実施

VPPモデルの構築エリアで運用開

始
VPPモデルの構築エリアで運用

8-3 首都直下地震等、災害応急対策プロジェクト 都営住宅における太陽光パネルの設置 再掲

・設計・設置（100棟）を施工

・パネルの種類や設置方法の検証

・発電電力の活用検討

・設計・設置（100棟）を施工

・パネルの種類や設置方法の検証

・発電電力を都有施設で活用

・設計・設置（100棟）を施工

・パネルの種類や設置方法の検証

・発電電力を都有施設で活用

（本格設置）

・設計・設置

・発電電力を都有施設で活用

・設計・設置

・発電電力を都有施設で活用

・設計・設置

・発電電力を都有施設で活用

8-3 首都直下地震等、災害応急対策プロジェクト 公社住宅における太陽光パネルの設置 再掲

既存住宅25棟に設置

新築住宅４棟に設置

累計46棟

既存住宅30棟に設置

新築住宅５棟に設置

既存住宅30棟に設置

新築住宅５棟に設置

既存住宅30棟に設置

新築住宅６棟に設置
設置促進 設置促進

8-3 首都直下地震等、災害応急対策プロジェクト 水道施設への自家用発電設備の整備 再掲
整備実施　３施設（給水確保

率67％）

整備実施　２施設（給水確保

率67％）
整備完了　４施設 整備完了　３施設 整備完了　９施設 整備完了　３施設

8-3 首都直下地震等、災害応急対策プロジェクト
次世代型ソーラーセルなど次世代再エネ技術も活用した

再エネ導入の促進
再掲 - - -

・次世代型ソーラーセルなど次世

代再エネ技術の実証事業を公

募、採択

・事業化に向次世代型ソーラーセ

ルなど次世代再エネ技術の実証

事業を支援
-
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

8-3 首都直下地震等、災害応急対策プロジェクト 【水道事業】環境に配慮した水道事業経営 再掲

【再生可能エネルギーの導入拡

大】

・太陽光３施設、小水力２施設

で施工中

【省エネルギー化の推進】

・省エネ型ポンプ設備を２施設に

導入、ほか５施設で施工中

【非ガソリン車や電動バイクの導

入】

・非ガソリン車５台、電動バイク２

台の導入

・再生可能エネルギーの導入拡大

・省エネルギー化の推進

・非ガソリン車や電動バイクの導入

・蓄電池設備の整備

【再生可能エネルギーの導入拡

大】

・太陽光１施設導入。また、太陽

光２施設、小水力２施設で施工

中

【省エネルギー化の推進】

・省エネ型ポンプ設備を２施設に

導入、ほか４施設で施工中

【非ガソリン車や電動バイクの導

入】

・非ガソリン車11台、電動バイク

６台の導入

【蓄電池設備の整備】

・１施設にて施工中

・再生可能エネルギーの導入拡大

・省エネルギー化の推進

・非ガソリン車や電動バイクの導入

・蓄電池設備の整備

・再生可能エネルギーの導入拡大

・省エネルギー化の推進

・非ガソリン車や電動バイクの導入

・再生可能エネルギーの導入拡大

・省エネルギー化の推進

・非ガソリン車や電動バイクの導入

8-3 首都直下地震等、災害応急対策プロジェクト

【下水道事業】カーボンハーフに向けた取組（水処理工

程及び汚泥処理工程における省エネルギー型機器等の

導入や再エネの活用）

再掲

・下水道事業における地球温暖

化防止計画の改定

・省エネルギー型機器導入18台

導入（累計371台）

・省エネルギー型機器21台導入

（累計392台）

省エネルギー型機器22台導入

（累計393台）

省エネルギー型機器11台導入

（累計404台）

省エネルギー型機器18台導入

（累計422台）

省エネルギー型機器15台導入

（累計437台）

8-3 首都直下地震等、災害応急対策プロジェクト 建設局業務継続計画（ＢＣＰ）の改定 - - 計画改定骨子作成 訓練実施による検証、計画改定
計画の運用・訓練実施による検

証、見直し

計画の運用・訓練実施による検

証、見直し

8-3 首都直下地震等、災害応急対策プロジェクト 災害時業務継続施設整備事業 再掲 ３地区 ２地区 ２地区（累計４地区） ５地区
４地区（新規地区は調査を踏ま

え検討）

２地区（新規地区は調査を踏ま

え検討）

8-3 首都直下地震等、災害応急対策プロジェクト BCMの実効性向上に向けた災害対応体制の構築 - -
都政のBCP改定・各局BCPマニュ

アル等作成ガイドラインの改定

都政のBCP・ガイドライン等を踏ま

え各局危機管理マニュアル改定

都政のBCP・ガイドライン等を踏ま

え各局危機管理マニュアル改定

検証

体制整備

8-3 首都直下地震等、災害応急対策プロジェクト 社会福祉施設への非常用電源等の整備促進 - - -
都内全社会福祉施設等で非常

用電源を整備するために必要な

経費の一部を補助

都内全社会福祉施設等で非常

用電源を整備するために必要な

経費の一部を補助

都内全社会福祉施設等で非常

用電源を整備するために必要な

経費の一部を補助

8-3 首都直下地震等、災害応急対策プロジェクト 水上ルートの確保 - -
・関連機関との検討会

・運用マニュアル課題の整理

・防災船着場の個別管理表作成

・優先的に確保すべき船着場の

選定

・運用マニュアルの改訂

・関連機関との検討会

・訓練の実施

・関連機関との検討会

・訓練の実施

8-3 首都直下地震等、災害応急対策プロジェクト 災害時トイレ対策 - -
災害時におけるトイレ環境向上策

の検討

災害時におけるトイレ環境向上策

の策定

災害時におけるトイレ環境向上策

に基づき事業実施

災害時におけるトイレ環境向上策

に基づき事業実施

8-3 首都直下地震等、災害応急対策プロジェクト 避難所管理運営体制の構築 - -
・「避難所管理運営の指針」の改

定内容を検討

・実践的な訓練の実施

・区市町村の避難所運営体制整

備の支援

・実践的な訓練の実施、広域避

難体制の検証

・区市町村の避難所運営体制整

備の支援

・実践的な訓練の実施、広域避

難体制の検証

・区市町村の避難所運営体制整

備の支援

・実践的な訓練の実施、広域避

難体制の検証
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

8-4 防災行動実践プロジェクト TOKYO強靭化プロジェクトの推進
TOKYO強靭化プロジェクトの策

定

・プロジェクトの着実な推進

・関連計画等の見直しをプロジェク

トへ反映

・プロジェクトの着実な推進

・TOKYO強靭化プロジェクトのアッ

プグレード

・関東大震災の発生から100年の

契機も捉え、様々なツール（パン

フレット、動画、HP等）を活用し

た広報を実施

・プロジェクトの着実な推進

・様々な広報ツール（パンフレッ

ト、動画、HP等）を活用した広

報を実施

・プロジェクトの着実な推進

・様々な広報ツール（パンフレッ

ト、動画、HP等）を活用した広

報を実施

・プロジェクトの着実な推進

・様々な広報ツール（パンフレッ

ト、動画、HP等）を活用した広

報を実施

8-4 防災行動実践プロジェクト 都立特別支援学校における一泊二日の宿泊防災訓練
全都立特別支援学校（58校)

で宿泊防災訓練を実施

全都立特別支援学校（58校)

で宿泊防災訓練を実施

全都立特別支援学校（58校)

で宿泊防災訓練を実施

全都立特別支援学校（59校)

で宿泊防災訓練を実施

指定校において宿泊を伴う防災

訓練を実施し、その他の学校は地

域と連携した防災訓練を実施

指定校において宿泊を伴う防災

訓練を実施し、その他の学校は地

域と連携した防災訓練を実施

8-4 防災行動実践プロジェクト 防災ノート
防災教育デジタル教材「防災ノー

ト～災害と安全～」の配信開始
デジタルコンテンツ運用

 デジタル教材「防災ノート～災害

と安全～」の運用

デジタル教材「防災ノート～災害と

安全～」の改定、運用及び活用

促進

デジタル教材「防災ノート～災害と

安全～」の運用及び活用促進

デジタル教材「防災ノート～災害と

安全～」の運用及び活用促進

8-4 防災行動実践プロジェクト 東京消防庁ホームページのリニューアル 現状分析 設計・デザイン構築 設計・デザイン構築
新ホームページ運用開始

（ＣＭＳ構築・サーバー更新）
新ホームページ継続運用 新ホームページ継続運用

8-4 防災行動実践プロジェクト デジタル教育向け教材の整備

・ＩＣＴ教育と連動したデジタル

教材の活用

・ＶＲ映像コンテンツ（地震編の

作成）

・ＩＣＴ教育と連動したデジタル

教材の活用

・日常生活事故防止動画（子ど

も編）の制作委託

・ＩＣＴ教育と連動したデジタル

教材（B-VR（ビーバー）等）の

活用

１　B-VRのYou Tube再生回数

291,390回

２　B-VRを活用した防火防災訓

練　5,619人

・日常生活事故防止動画（子ど

も編）の制作委託

・ＩＣＴ教育と連動したデジタル

教材の活用

・マンション等の防災対策普及動

画の制作委託

時勢に応じたデジタル教材の整備 時勢に応じたデジタル教材の整備

8-4 防災行動実践プロジェクト 東京都防災アプリのコンテンツの充実
・東京都防災模試との連携

・ナウキャスト機能の充実

・コンテンツ整理と機能拡充

・やさしい日本語の導入

・コンテンツ整理と機能拡充

・やさしい日本語の導入

・防災アプリの機能拡充

・ターゲットに応じた普及啓発の実

施

ターゲットに応じた普及啓発の実

施

ターゲットに応じた普及啓発の実

施

8-4 防災行動実践プロジェクト 日常備蓄の推進　イベント等による普及啓発

・イベントやSNS等を活用した広

報を展開

・冊子等を活用した普及啓発

・イベントやSNS等を活用した広

報を展開

・冊子等を活用した普及啓発

・関東大震災100年イベント、総

合防災訓練、危機管理産業展

等やSNS等を活用した広報を展

開

・イベントやSNS等を活用した広

報を展開

・冊子等を活用した普及啓発

・イベントやSNS等を活用した広

報を展開

・冊子等を活用した普及啓発

・イベントやSNS等を活用した広

報を展開

・冊子等を活用した普及啓発

・イベントやSNS等を活用した広

報を展開

・冊子等を活用した普及啓発

8-4 防災行動実践プロジェクト 日常備蓄の推進　東京備蓄ナビ

・アンケート等による意識調査

・ユーザーの意見等を反映した改

善・普及強化

・アンケート等による意識調査

・ユーザーの意見等を反映した改

善・普及強化

・アンケート等による意識調査

・東京備蓄ナビについてユーザーの

意見等を反映した改善・普及強

化

・アンケート等による意識調査

・東京備蓄ナビについてユーザーの

意見等を反映した改善・普及強

化

・アンケート等による意識調査

・東京備蓄ナビについてユーザーの

意見等を反映した改善・普及強

化

・アンケート等による意識調査

・東京備蓄ナビについてユーザーの

意見等を反映した改善・普及強

化
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

8-4 防災行動実践プロジェクト 「やさしい日本語」普及啓発事業 再掲

・区市町村や庁内、都立施設・

学校、社会福祉協議会他多数に

対する訪問・オンライン研修を実

施するほか、リーフレットやWEBサ

イトによって各分野の取組事例や

役立つツールを周知し、様々な主

体と情報を共有するフォーラムを開

催

・研修教材として活用できる動画

の作成や、各主体において取組を

牽引する「やさしい日本語リー

ダー」の養成研修を実施

・区市町村や地域のコミュニティ、

民間企業等への普及啓発

・「やさしい日本語リーダー」育成

・「やさしい日本語」の活用に資す

るリーフレット等を作成するととも

に、外国人対応に取り組む自治

体や支援団体等の職員・スタッフ

向けに用語集等のツールを作成

・区市町村や庁内、都内施設、

社会福祉協議会、ボランティアイ

ベント他多数に対する訪問・オンラ

イン研修を実施するほか、WEBサ

イト等で各分野の取組事例や役

立つツールを周知し、様々な主体

と情報を共有するフォーラムを開催

・各主体において取組を牽引する

「やさしい日本語リーダー」の養成

研修を実施

・「やさしい日本語」の活用に資す

るブックレットと、外国人対応に取

り組む自治体や支援団体等の職

員・スタッフ向けに用語集等のツー

ルを作成

・区市町村や地域のコミュニティ、

民間企業等への普及啓発

・区市町村等に対する研修や、職

場や地域における活用の取組をけ

ん引する「やさしい日本語リーダー」

を育成する研修の実施

・やさしい日本語を活用する際に

役立つツール等を利用した取組の

推進

・区市町村や地域のコミュニティ、

民間企業等への普及啓発

・区市町村等に対する研修や、

「やさしい日本語リーダー」を育成

する研修の実施

・やさしい日本語を活用する際に

役立つツール等を利用した取組の

推進

・区市町村や地域のコミュニティ、

民間企業等への普及啓発

・区市町村等に対する研修や、

「やさしい日本語リーダー」を育成

する研修の実施

・やさしい日本語を活用する際に

役立つツール等を利用した取組の

推進

8-4 防災行動実践プロジェクト 災害時の外国人支援体制の構築 再掲

・災害発生時の防災（語学）ボ

ランティアと避難所等とをマッチング

する「東京都防災（語学）ボラン

ティアシステム」を運用

・災害発生時に備えた研修会や

訓練の実施、災害時の注意喚起

等を事前に多言語化

・「東京都防災（語学）ボラン

ティアシステム」を運用

・災害発生時に備えた研修会や

訓練の実施、注意喚起等の事前

の多言語化、「災害時の外国人

支援Q＆Aマニュアル」の改定

・「東京都防災（語学）ボラン

ティアシステム」を運用

・災害発生時に備えた研修会や

訓練の実施、注意喚起等の事前

の多言語化、「災害時の外国人

支援Q＆Aマニュアル」の改定

・「東京都防災（語学）ボラン

ティアシステム」を運用

・災害発生時に備えた研修会や

訓練の実施、注意喚起等の事前

の多言語化、「災害時の外国人

支援Q＆Aマニュアル」の改定、外

国人向け多言語防災普及啓発

動画の制作

・「東京都防災（語学）ボラン

ティアシステム」を運用

・災害発生時に備えた研修会や

訓練の実施、注意喚起等の事前

の多言語化、「災害時の外国人

支援Q＆Aマニュアル」の改定

・外国人向け多言語防災普及啓

発動画の制作

・「東京都防災（語学）ボラン

ティアシステム」を運用

・災害発生時に備えた研修会や

訓練の実施、注意喚起等の事前

の多言語化、「災害時の外国人

支援Q＆Aマニュアル」の改定

・外国人向け多言語防災普及啓

発動画の制作

8-4 防災行動実践プロジェクト 帰宅困難者対策オペレーションシステムの構築
・混雑状況の把握機能を実装

・一時滞在施設の情報管理

・鉄道運行情報との連携

・オペレーション全体調整

・情報提供手段の検討

・鉄道運行情報との連携

・オペレーション全体調整

・情報提供手段の検討

・オペレーション全体調整

・情報提供手段の実装
順次改良・機能向上 順次改良・機能向上

8-4 防災行動実践プロジェクト 一斉帰宅の抑制
一斉帰宅抑制に係る施策の啓

発・周知

一斉帰宅抑制に係る施策の啓

発・周知

一斉帰宅抑制に係る施策の啓

発・周知

一斉帰宅抑制に係る施策の啓

発・周知

一斉帰宅抑制に係る施策の啓

発・周知

一斉帰宅抑制に係る施策の啓

発・周知

8-4 防災行動実践プロジェクト 帰宅ガイドラインの策定・周知

・国や関係機関と構成する連絡

調整会議にて帰宅ルールの検討

を開始

・帰宅フェーズの分散帰宅につい

て、年度内に新規作成した啓発

動画で周知

帰宅ガイドラインの策定
連絡調整会議のWGにて帰宅ガ

イドラインの策定を協議
帰宅ガイドラインの策定・周知 帰宅ガイドラインの周知 帰宅ガイドラインの周知

8-4 防災行動実践プロジェクト 一時滞在施設の確保

・施設の確保を支援

・帰宅困難者向け備蓄品の配備

支援

・施設の確保を支援

・帰宅困難者向け備蓄品の配備

支援

・施設の確保を支援

・帰宅困難者向け備蓄品の配備

支援

・施設の確保を支援

・帰宅困難者向け備蓄品の配備

支援

・施設の確保を支援

・帰宅困難者向け備蓄品の配備

支援

・施設の確保を支援

・帰宅困難者向け備蓄品の配備

支援

8-4 防災行動実践プロジェクト 事業所防災リーダー制度の運用

・専用サイト・アカウント構築、コン

テンツ等の配信

・事業所防災リーダーの普及促進

・リーダー数の増勢につながる戦略

的な広報を展開

・リーダー向け防災コンテンツの充

実

・リーダー数の増勢につながる戦略

的な広報を展開

・リーダー向け防災コンテンツの充

実

・リーダー数の増勢につながる戦略

的な広報を展開

・リーダー向け防災コンテンツの充

実

・リーダー数の増勢につながる戦略

的な広報を展開

・リーダー向け防災コンテンツの充

実

・リーダー数の増勢につながる戦略

的な広報を展開

・リーダー向け防災コンテンツの充

実

8-4 防災行動実践プロジェクト 防災セミナー等による地域防災の担い手の確保 ｅラーニング講座等の導入 ｅラーニング講座等の導入
防災セミナーについて、対面方式

と動画視聴方式を併用して実施

防災セミナーについて、対面方式

と動画視聴方式を併用して実施

防災セミナーについて、対面方式

と動画視聴方式を併用して実施

防災セミナーについて、対面方式

と動画視聴方式を併用して実施
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

8-4 防災行動実践プロジェクト 民間事業者と地域の連携
ヒアリング・事例調査、スキーム検

討
モデル事例の展開 民間事業者との協定締結 効果的な普及啓発の実施 効果的な普及啓発の実施 効果的な普及啓発の実施

8-4 防災行動実践プロジェクト マンション防災力向上 -

・マンション防災に関するセミナーを

開催

・マンション防災取組事例集の作

成

・マンション防災セミナーを開催

・マンション防災取組事例集の作

成

・マンション防災の普及動画の作

成

・マンション防災リーフレットを全世

帯に配布

・マンション防災に関するセミナーを

開催

・取組事例集の配布

・体感型マンション防災イベント

・マンション防災の普及動画の掲

出

・マンション防災に関するセミナーを

開催

・取組事例集の配布

・マンション防災の普及動画の掲

出等、普及啓発の着実な実施

・マンション防災に関するセミナーを

開催

・取組事例集の配布

・マンション防災の普及動画の掲

出等、普及啓発の着実な実施

8-4 防災行動実践プロジェクト 防災対応力の向上 -

・町会・自治会と連携し、感震ブ

レーカーの設置を促進

・区市町村による災害時の通信や

トイレの確保を支援

・スマート分電盤の機能検証等を

実施

・区市町村による防災対策の取

組を支援

・出火防止に関する普及啓発を

行うとともに、町会・自治会と連携

し、感震ブレーカーの設置を促進

・区部、多摩部、島しょ部それぞれ

で地域特性や災害種別に応じた

訓練を実施

・区市町村による防災対策の取

組を支援

・出火防止に関する普及啓発を

行うとともに、町会・自治会と連携

し、感震ブレーカーの設置を促進

・区部、多摩部、島しょ部それぞれ

で地域特性や災害種別に応じた

訓練を実施

・区市町村による防災対策の取

組を支援

・区市町村と連携した出火防止

対策の取組を実施

・区部、多摩部、島しょ部それぞれ

で地域特性や災害種別に応じた

訓練を実施

・区市町村と連携した出火防止

対策の取組を実施

・区部、多摩部、島しょ部それぞれ

で地域特性や災害種別に応じた

訓練を実施

8-4 防災行動実践プロジェクト エレベーターの早期復旧 再掲 -
エレベーターの早期復旧に向けた、

関係団体等との連絡体制を構築

メーカーと連携した閉じ込め情報

等の共有体制を運用開始

メーカーと連携した閉じ込め情報

等の共有体制を運用

メーカーと連携した閉じ込め情報

等の共有体制を運用

メーカーと連携した閉じ込め情報

等の共有体制を運用

8-4 防災行動実践プロジェクト 都市の事前復興
復興訓練の実施、都市復興シン

ポジウムの開催

復興訓練の実施、都市復興シン

ポジウムの開催

復興訓練の実施（７日間）、都

市の事前復興シンポジウムの開催

復興訓練の実施、都市の事前復

興シンポジウムの開催

復興訓練の実施、都市の事前復

興シンポジウムの開催

復興訓練の実施、都市の事前復

興シンポジウムの開催

8-4 防災行動実践プロジェクト 復興小公園の再生 -
関係区による復興小公園の再生

を後押し

・復興小公園を紹介するパンフレッ

トを作成

・復興小公園の再整備費の助成

制度を創設

関係区による復興小公園の再生

を支援（施設整備費の助成

等）

関係区による復興小公園の再生

を支援（施設整備費の助成

等）

関係区による復興小公園の再生

を支援（施設整備費の助成

等）

8-5 無電柱化推進プロジェクト
第一次緊急輸送道路の無電柱化（うち環状七号線の

整備）
41％（60％） 48％（82％）

45%（74% ※事業着手率

100％）
50％（100％） 55％（100％） 60％（100％）

8-5 無電柱化推進プロジェクト 臨港道路等の緊急輸送道路の無電柱化 約２km本体工事着手 約３km本体工事着手 約３km本体工事着手 約３km本体工事着手 約４km本体工事着手 約４km本体工事着手

8-5 無電柱化推進プロジェクト 島しょ地域の無電柱化

先行実施する島の選定（利島、

御蔵島）、緊急整備区間（約

10km）の整備推進

緊急整備区間（約10km）の

整備推進

緊急整備区間（約10km）の

整備推進

緊急整備区間（約10km）の

整備推進

緊急整備区間（約10km）の

整備完了

優先整備区間（約40km）の

整備推進

8-5 無電柱化推進プロジェクト 都市再生特別地区の活用による無電柱化
都市計画決定（新宿駅西南

口）
開発の機会を捉えて実施

新規での都市計画決定なし（累

計４地区で都市計画決定済）
開発の機会を捉えて実施 開発の機会を捉えて実施 開発の機会を捉えて実施

8-5 無電柱化推進プロジェクト
都市開発諸制度等を活用した都市づくり（無電柱化の

推進）

開発の機会を捉えた無電柱化の

促進

開発の機会を捉えた無電柱化の

促進
３地区

開発の機会を捉えた無電柱化の

促進

開発の機会を捉えた無電柱化の

促進

開発の機会を捉えた無電柱化の

促進

8-5 無電柱化推進プロジェクト 防災生活道路を軸とした無電柱化 ０路線 ２路線 ２路線（目黒区、品川区） １路線 ５路線 ４路線

8-5 無電柱化推進プロジェクト 木密地域の私道等における無電柱化 制度構築 、支援実施 制度構築、事業実施への支援

・制度構築

・事業実施への支援（１路線

（荒川区）、１地区（大田

   区）））

制度構築、事業実施への支援 事業実施への支援 事業実施への支援

140 ページ



2022年度 2024年度 2025年度 2026年度
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8-5 無電柱化推進プロジェクト 市街地整備事業（都施行）における無電柱化

区画整理事業：六町地区、瑞

江駅西部地区など（計３地

区）

市街地再開発事業：晴海五丁

目西地区など（計２地区）

区画整理事業：六町地区、瑞

江駅西部地区（計２地区）

市街地再開発事業：晴海五丁

目西地区など（計２地区）

区画整理事業：六町地区

市街地再開発事業：晴海五丁

目西地区

区画整理事業：六町地区、瑞

江駅西部地区（計２地区）

市街地再開発事業：晴海五丁

目西地区

区画整理事業：六町地区

市街地再開発事業：晴海五丁

目西地区

区画整理事業：六町地区

8-5 無電柱化推進プロジェクト
区市町村や民間施行の市街地整備事業における無電

柱化

区画整理事業：稲城榎戸地

区・南山東部地区など（計11地

区）で設計・工事（延長約

3.0km）

市街地再開発事業：十条駅西

口地区など

区画整理事業：稲城榎戸他10

地区

市街地再開発事業：十条駅西

口地区など

区画整理事業：稲城榎戸他10

地区

市街地再開発事業：十条駅西

口地区

区画整理事業：稲城榎戸他９

地区

市街地再開発事業：十条駅西

口地区など

区画整理事業：稲城榎戸他８

地区

市街地再開発事業：十条駅西

口地区など

区画整理事業：稲城榎戸他３

地区

市街地再開発事業：新たな市

街地再開発事業の機会を捉えた

無電柱化の促進

8-5 無電柱化推進プロジェクト 民間宅地開発（開発許可）における無電柱化

宅地開発無電柱化推進事業を

実施し費用を助成（５件）、区

市町村等と無電柱化連絡会を実

施し、義務化までの道筋を共有

宅地開発無電柱化推進事業、

区市町村等との連携による義務

化に向けた取組

宅地開発無電柱化推進事業

（10件）、区市町村等との連携

による義務化に向けた取組（無

電柱化連絡会の実施）

宅地開発無電柱化推進事業

（本格実施）、区市町村等との

連携による義務化に向けた取組

宅地開発無電柱化推進事業

（本格実施）、区市町村等との

連携による義務化に向けた取組

宅地開発無電柱化推進事業

（本格実施）、区市町村等との

連携による義務化に向けた取組

8-5 無電柱化推進プロジェクト 都営住宅の無電柱化
建替えに併せて団地内及び移管

道路の無電柱化を推進

建替えに併せて団地内及び移管

道路の無電柱化を推進

建替えに併せて団地内及び移管

道路の無電柱化を推進

・電線管理者協議

建替えに併せて団地内及び移管

道路の無電柱化を推進

・設計（1か所）

建替えに併せて団地内及び移管

道路の無電柱化を推進

・工事（1か所）

建替えに併せて団地内及び移管

道路の無電柱化を推進

・工事（1か所）

8-5 無電柱化推進プロジェクト 信号の地下線化 95箇所 80箇所 70箇所 24箇所 24箇所 24箇所

8-6 燃え広がらないまちづくり推進プロジェクト 不燃化特区制度の運用 52地区 3,350ha 52地区 3,350ha 52地区 3,350ha 52地区 3,350ha 52地区 3,350ha ー

8-6 燃え広がらないまちづくり推進プロジェクト 地区計画策定支援事業 ８地区 10地区 ８地区（累計40地区） ８地区 ８地区 ８地区

8-6 燃え広がらないまちづくり推進プロジェクト 都市防災不燃化促進事業 40地区 40地区 40地区（累計123地区） 41地区 41地区 41地区

8-6 燃え広がらないまちづくり推進プロジェクト 木造住宅密集地域整備事業 51地区 49地区 48地区（累計51地区） 50地区 50地区 50地区

8-6 燃え広がらないまちづくり推進プロジェクト 防災街区整備事業 ５地区 ６地区 ６地区（累計14地区） ６地区 ６地区 ６地区

8-6 燃え広がらないまちづくり推進プロジェクト 防災生活道路機能維持事業 ０区 ２区 ２区（目黒区、品川区） １区 ５区 ４区

8-6 燃え広がらないまちづくり推進プロジェクト
特定整備路線等の整備促進に資する移転先整備事

業（江北地区）

建築工事・入居者募集の開始

（魅力的な移転先整備事業）
入居開始・事業者運営 建築工事完了・事業者運営 - - -

8-6 燃え広がらないまちづくり推進プロジェクト
特定整備路線等の整備促進に資する移転先確保事

業

事業検討着手

（特定整備路線等の整備促進

に資する移転先整備事業）

移転先ニーズの把握、事業手法

の検討、事業計画の検討など

権利者状況の把握、事業手法の

検討、移転支援策の検討など
制度構築、複合的な移転支援 複合的な移転支援 ー

8-6 燃え広がらないまちづくり推進プロジェクト
特定整備路線の整備(累計)①用地取得②交通開放

等

生活再建支援の一層の拡充、移

転先確保及び工事の一層の推

進、①用地取得率 約６割②４

区間（５か所）

生活再建支援の一層の拡充、移

転先確保及び工事の一層の推

進、①用地取得率 約９割②５

区間（６か所）

生活再建支援の拡充、移転先の

確保及び工事の一層の推進

①用地取得率 約７割②５区間

（６か所）

生活再建支援の拡充、移転先の

確保及び工事の一層の推進

①用地取得率 約９割②12区

間（13か所）

生活再建支援の拡充、移転先の

確保及び工事の一層の推進

①用地取得完了②28区間（38

か所）

事業効果の発現
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8-6 燃え広がらないまちづくり推進プロジェクト 沿道まちづくり

・用地取得：鐘ヶ淵（Ⅱ期）、

十条（Ⅱ期）、大山中央、戸越

公園、原町・洗足、志茂

・街路工事：東池袋、鐘ヶ淵

（Ⅰ期、Ⅱ期）、十条（Ⅰ

期）、目黒本町、原町・洗足

・商店街等との連携・協働

・エリアマネジメント等の推進（大

山中央地区など）

・用地取得：大山中央、戸越公

園、志茂

・街路工事：東池袋、鐘ヶ淵

（Ⅰ期、Ⅱ期）、十条（Ⅰ期、

Ⅱ期）、目黒本町、大山中央、

戸越公園、原町・洗足、志茂

・商店街等との連携・協働

・エリアマネジメント等の推進（大

山中央地区など）

・用地取得：鐘ヶ淵（Ⅱ期）、

十条（Ⅱ期）、大山中央、戸越

公園、原町・洗足、志茂

・街路工事：東池袋、鐘ヶ淵

（Ⅰ期、Ⅱ期）、十条（Ⅰ期、

Ⅱ期）、目黒本町、大山中央、

戸越公園、原町・洗足、志茂

・商店街等との連携・協働

・エリアマネジメント等の推進

・用地取得：鐘ヶ淵（Ⅱ期）、

十条（Ⅱ期）、大山中央、戸越

公園、原町・洗足、志茂

・街路工事：東池袋、鐘ヶ淵

（Ⅰ期、Ⅱ期）、十条（Ⅰ期、

Ⅱ期）、目黒本町、大山中央、

戸越公園、原町・洗足、志茂

・商店街等との連携・協働

・エリアマネジメント等の推進

・街路工事：鐘ヶ淵（Ⅰ期、Ⅱ

期）、十条（Ⅰ期、Ⅱ期）、大

山中央、戸越公園、原町・洗

足、志茂

・商店街等との連携・協働

・エリアマネジメント等の推進（大

山中央地区など）

・街路工事：十条（Ⅰ期、Ⅱ

期）

8-6 燃え広がらないまちづくり推進プロジェクト 防災生活道路整備・不燃化促進事業 11区 13区

11区（台東区、墨田区、品川

区、中野区、杉並区、豊島区、

北区、荒川区、足立区、葛飾

区、江戸川区）

12区 13区 13区

8-6 燃え広がらないまちづくり推進プロジェクト
まちづくりと一体となった優先整備路線の事業化及び整

備

補助83号線中十条区間

・事業化に向けた検討

補助83号線中十条区間

・現況・路線測量

・まちづくり検討

補助83号線中十条区間

・事業概要説明会の開催

・現況・路線測量

・まちづくり検討

補助83号線中十条区間

・概略設計

・用地等測量

・まちづくり検討

補助83号線中十条区間

・街路事業認可取得

・概略設計

・用地等測量

・まちづくり検討

補助83号線中十条区間

・用地等測量

・調査、設計

8-6 燃え広がらないまちづくり推進プロジェクト 木密地域の私道等における無電柱化 再掲 制度構築 、支援実施 制度構築、事業実施への支援

・制度構築

・事業実施への支援（１路線

（荒川区）、１地区（大田

   区）））

制度構築、事業実施への支援 事業実施への支援 事業実施への支援

8-6 燃え広がらないまちづくり推進プロジェクト 整備地域不燃化加速事業 - ６区
4区（目黒区、台東区、品川

区、荒川区）（７地区）
８区 ８区 ー

8-7 耐震化徹底プロジェクト 緊急輸送道路沿道建築物の耐震化の促進
改修等106件（累計1,578

件）※2023年３月末集計時点
取組推進 186件/年

改修等100件（累計1,678

件）
取組推進 186件/年 取組推進 186件/年 取組推進 186件/年

8-7 耐震化徹底プロジェクト 都営住宅の耐震改修の実施

純住棟：耐震改修工事の実施

併存店舗付き住棟：併存店舗

権利者との折衝、耐震改修の設

計及び工事の実施

併存店舗付き住棟の権利者との

折衝・耐震改修の設計及び工事

併存店舗付き住棟の権利者との

折衝・耐震改修の設計及び工事

併存店舗付き住棟の権利者との

折衝・耐震改修の設計及び工事
工事 ー

8-7 耐震化徹底プロジェクト
都営住宅団地の耐震化推進による地域の安全確保

（倒壊の恐れのある併存店舗付き住棟の除却）
- - ー

耐震化が必要な都営住宅建物

内の併存店舗30区画について買

取折衝に着手

耐震化が必要な都営住宅建物

内の併存店舗30区画について買

取折衝に着手

耐震化が必要な都営住宅建物

内の併存店舗48区画について買

取折衝に着手
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8-7 耐震化徹底プロジェクト マンションの耐震化促進 再掲

マンションの耐震化率94.4％

（2020年３月時点）

耐震化の働きかけ、マンション耐震

化推進サポート事業、アドバイザー

派遣・耐震診断・耐震改修への

助成、マンションポータルサイトの掲

載情報の充実によりマンションの耐

震化を促進

2025年度の目標達成に向けて、

下記の取組により耐震化を推進

・マンション耐震化推進サポート事

業やアドバイザー派遣等による耐

震化の働きかけ

・耐震診断・耐震改修への助成

すぐに耐震化に取り組めないマン

ションに対して、下記の取組を開

始

・倒壊等の危険性が高いピロティ

を有するマンションに対する支援

マンションの耐震化率94.4％

（2020年３月時点）

・耐震診断・耐震化の働きかけ

・マンション耐震化推進サポート事

業の実施

・アドバイザー派遣・耐震診断・耐

震改修への助成

・マンションポータルサイトの掲載情

報の充実

・マンション耐震化通信の送付

・命を守るためのピロティ階等緊急

対策事業の実施

2025年度の目標達成に向けて、

下記の取組により耐震化を推進

・マンション耐震化推進サポート事

業やアドバイザー派遣等による耐

震化の働きかけ

・耐震診断・耐震改修への助成

すぐに耐震化に取り組めないマン

ションに対して、下記の取組を実

施

・倒壊等の危険性が高いピロティ

を有するマンションに対する支援

目標達成年度として仕上げの取

組を実施

・マンション耐震化推進サポート事

業やアドバイザー派遣等による耐

震化の働きかけ

・耐震診断・耐震改修への助成

すぐに耐震化に取り組めないマン

ションに対して、下記の取組を実

施

・倒壊等の危険性が高いピロティ

を有するマンションに対する支援

耐震化率や事業効果等を踏まえ

て検討

8-7 耐震化徹底プロジェクト 戸建て住宅等の耐震化促進

耐震化率92.0％（2020年３

月）

助成（除却の対象地域の拡大、

2000年以前の新耐震木造戸建

住宅への対象拡大）、普及啓発

（区市町村による所有者への積

極的な働きかけを促進）

助成（除却の対象地域の拡大、

新耐震基準の木造住宅への支

援）、普及啓発（区市町村によ

る所有者への積極的な働きかけを

更に促進）

耐震化率92.0%（2020年３

月）

助成（除却の対象地域の拡大、

新耐震基準の木造住宅への支

援）、普及啓発（区市町村によ

る所有者への積極的な働きかけを

促進）

助成（除却の対象地域の拡大、

新耐震基準の木造住宅への支

援）、普及啓発（区市町村によ

る所有者への積極的な働きかけを

更に促進）、アドバイザー制度

（耐震改修と併せてバリアフリー・

省エネ等を総合的に推進）

助成（除却の対象地域の拡大、

新耐震基準の木造住宅への支

援）、普及啓発（区市町村によ

る所有者への積極的な働きかけを

更に促進）、アドバイザー制度

（耐震改修と併せてバリアフリー・

省エネ等を総合的に推進）

助成（除却の対象地域の拡大、

新耐震基準の木造住宅への支

援）、普及啓発（区市町村によ

る所有者への積極的な働きかけを

更に促進）、アドバイザー制度

（耐震改修と併せてバリアフリー・

省エネ等を総合的に推進）

8-7 耐震化徹底プロジェクト 特定建築物の耐震化の促進

耐震化率88.4％（2020年３

月）

不特定多数の者が利用する大規

模建築物に対する法に基づく助

言、事務所・店舗等の建築物に

対するアドバイザー派遣

公共性の高い学校、病院等の管

理者に対する積極的な働きかけ、

不特定多数の者が利用する大規

模建築物に対する法に基づく指

示等、事務所・店舗等の建築物

に対するアドバイザー派遣等

耐震化率88.4％（2020年３

月）

公共性の高い学校・病院等の管

理者に対する積極的な働きかけ、

不特定多数の者が利用する大規

模建築物に対する法に基づく指

示等、事務所・店舗等の建築物

に対するアドバイザー派遣

公共性の高い学校・病院等の管

理者に対する積極的な働きかけ、

不特定多数の者が利用する大規

模建築物に対する法に基づく指

示等、事務所・店舗等の建築物

に対するアドバイザー派遣等

公共性の高い学校・病院等の管

理者に対する積極的な働きかけ、

不特定多数の者が利用する大規

模建築物に対する法に基づく指

示等、事務所・店舗等の建築物

に対するアドバイザー派遣等

公共性の高い学校・病院等の管

理者に対する積極的な働きかけ、

不特定多数の者が利用する大規

模建築物に対する法に基づく指

示等、事務所・店舗等の建築物

に対するアドバイザー派遣等

8-7 耐震化徹底プロジェクト 社会福祉施設等及び保育所の耐震化

耐震診断・耐震改修の補助、施

設への訪問・アドバイザー派遣等

の実施

耐震診断・耐震改修の補助、施

設への訪問・アドバイザー派遣等

の実施

未耐震の社会福祉施設（賃

貸）の移転経費補助を開始

耐震診断・耐震改修の補助、施

設への訪問・アドバイザー派遣等

の実施

未耐震の社会福祉施設（賃

貸）が耐震性のある建物へ移転

する際の経費を補助

継続実施 継続実施 継続実施

8-7 耐震化徹底プロジェクト
医療施設等の耐震化対策・促進や災害拠点病院等の

自家発電設備整備強化

未耐震の建物を有する医療機関

に対する耐震診断や耐震補強工

事等に係る必要経費や、災害拠

点病院等に対する自家発電設備

の浸水対策に必要な防水 ・移設

工事等に係る費用を補助

継続実施

未耐震の建物を有する医療機関

に対する耐震診断や耐震補強工

事等に係る必要経費や、災害拠

点病院等に対する自家発電設備

の浸水対策に必要な防水 ・移設

工事等に係る費用を補助

継続実施 継続実施 継続実施

8-7 耐震化徹底プロジェクト 私立学校等の耐震化

私立高校や私立幼稚園等におけ

る耐震化工事等に対して経費を

補助

経費を補助

私立高校や私立幼稚園等におけ

る耐震化工事等に対して経費を

補助

経費を補助 経費を補助 経費を補助
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ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

8-7 耐震化徹底プロジェクト 盛土等の崩落による災害防止に向けた取組
基礎調査の実施、衛星による不

適正盛土検知の技術検証実施

基礎調査の実施、衛星による不

適正盛土検知のトライアル実施

・区域指定のための基礎調査

・大規模盛土造成地の安全性把

握調査（先行調査実施・計画

策定）

・その他の既存盛土の分布調査

・衛星による不適正盛土検知のト

ライアル実施

・盛土情報投稿アプリの試行運

用、自動検知サービスの開発

・規制区域の指定

・大規模盛土造成地の安全性把

握調査

・その他の既存盛土の安全性把

握調査の優先度評価

・衛星による不適正盛土検知の

運用

・盛土情報投稿アプリの運用、自

動検知サービスの開発・性能向上

・大規模盛土造成地の安全性把

握調査

・その他の既存盛土の安全性把

握調査の優先度評価

・衛星による不適正盛土検知の

運用

・盛土情報投稿アプリの運用、自

動検知サービスの運用に向けた性

能向上

・大規模盛土造成地の安全性把

握調査

・その他の既存盛土の安全性把

握調査の優先度評価

・衛星による不適正盛土検知の

運用

・盛土情報投稿アプリの運用、自

動検知サービスの運用に向けた性

能向上

8-7 耐震化徹底プロジェクト 東京港海岸保全施設建設
整備計画策定

調査・設計及び工事

整備計画運用

調査・設計及び工事

整備計画運用

調査・設計及び工事

整備計画運用

調査・設計及び工事

整備計画運用

調査・設計及び工事

整備計画運用

調査・設計及び工事

8-7 耐震化徹底プロジェクト 耐震強化岸壁の整備（緊急物資等輸送対応施設）

工事推進（２バース）（品川ユ

ニットロードＳ３、10号地その２

多目的ＶＡ２）

調査・設計（２バース）（10号

地その２ユニットロードＶ１、Ｖ

２）

工事推進（２バース）（品川ユ

ニットロードＳ３、10号地その２

多目的ＶＡ２）

調査・設計（２バース）（10号

地その２ユニットロードＶ１、Ｖ

２）

工事推進（２バース）（品川ユ

ニットロードＳ３、10号地その２

多目的ＶＡ２）

調査・設計（２バース）（10号

地その２ユニットロードＶ１、Ｖ

２）

工事推進（２バース）（品川ユ

ニットロードＳ３、10号地その２

多目的ＶＡ２）

調査・設計（２バース）（10号

地その２ユニットロードＶ１、Ｖ

２）

工事推進（４バース）（品川ユ

ニットロードＳ３、10号地その２

多目的ＶＡ２、10号地その２ユ

ニットロードＶ１、Ｖ２）

工事推進（４バース）（品川ユ

ニットロードＳ３、10号地その２

多目的ＶＡ２、10号地その２ユ

ニットロードＶ１、Ｖ２）

8-7 耐震化徹底プロジェクト 港湾施設の耐震化
橋梁　２橋設計、２橋工事

埋立護岸　２か所工事

橋梁　４橋工事

埋立護岸　２か所工事

橋梁　１橋設計、３橋工事

埋立護岸　２か所工事

橋梁　４橋工事

埋立護岸　２か所工事

橋梁　４橋工事

埋立護岸　２か所工事

橋梁　４橋工事

埋立護岸　２か所工事

8-7 耐震化徹底プロジェクト 河川堤防の耐震対策
3.2km完了（累計68.3km）、

第二期計画に基づく整備推進

4.4km完了（累計72.8km）、

第二期計画に基づく整備推進

3.7km完了（累計72.0km）、

第二期計画に基づく整備推進

5.5km完了（累計78.2km）、

第二期計画に基づく整備推進

6.3km完了（累計84.5km）、

第二期計画に基づく整備推進

6.5km完了（累計91.0km）、

第二期計画に基づく整備推進

8-7 耐震化徹底プロジェクト 水門等の河川施設の耐震耐水対策 第二期計画に基づく整備推進

５施設完了（全20施設完

了）、第二期計画に基づく整備

推進

6施設完了（全19施設完

了）、第二期計画に基づく整備

推進

１施設完了（全20施設完

了）、第二期計画に基づく整備

推進

2施設完了（全22施設完

了）、第二期計画に基づく整備

推進
-

8-7 耐震化徹底プロジェクト スーパー堤防等の整備
１地区概成（累計44地区概

成）

６地区概成（累計51地区概

成）

（2023～2025）

３地区概成（累計47地区概

成）

９地区概成（累計53地区概

成）

（2023～2026）

９地区概成（累計53地区概

成）

（2023～2026）

９地区概成（累計53地区概

成）

（2023～2026）

8-7 耐震化徹底プロジェクト 江東内部河川の整備

西側：0.0km（累計

19.2km）

東側：0.5km（累計

21.5km）

西側：0.4km（累計

19.6km）

（2022～2025）

東側：1.5km（累計

22.5km）

（2022～2025）

西側：0.0km（累計

19.2km）

東側：0.2km（累計

21.7km）

西側：0.1km（累計

19.3km）

（2023～2026）

東側：2.4km（累計

23.9km）

（2023～2026）

西側：0.1km（累計

19.3km）

（2023～2026）

東側：2.4km（累計

23.9km）

（2023～2026）

西側：0.1km（累計

19.3km）

（2023～2026）

東側：2.4km（累計

23.9km）

（2023～2026）

8-7 耐震化徹底プロジェクト 高潮防御施設の整備 未整備箇所の対策推進 未整備箇所の対策推進 未整備箇所の対策推進 未整備箇所の対策推進 未整備箇所の対策推進 未整備箇所の対策推進

8-7 耐震化徹底プロジェクト 液状化予測図の更新
予測図更新案の作成、民間建築

物等の地盤データの取込み

予測図更新、民間建築物等の地

盤データの取込み

液状化予測図（令和５年度改

訂版）公開、民間建築物等の地

盤データの取込み

予測図更新案の作成、民間建築

物等の地盤データの取込み

予測図更新、民間建築物等の地

盤データの取込み

予測図更新案の作成、プログラム

修正、民間建築物等の地盤デー

タの取込み

8-7 耐震化徹底プロジェクト 浄水施設の耐震化
調査・設計（金町浄水場、三郷

浄水場、朝霞浄水場）

・施工（砧浄水場、金町浄水

場、三郷浄水場、朝霞浄水場）

・調査・設計（朝霞浄水場、三

園浄水場）

調査・設計（砧浄水場、金町浄

水場、三郷浄水場、朝霞浄水

場、三園浄水場）

施工（朝霞浄水場、三園浄水

場、金町浄水場、三郷浄水場、

砧浄水場）

施工（朝霞浄水場、三園浄水

場、金町浄水場、三郷浄水場)

施工（金町浄水場、三郷浄水

場、朝霞浄水場）
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8-7 耐震化徹底プロジェクト 配水池の耐震化

施工・調査・設計（水元給水

所・金町浄水場・大蔵給水所・

本郷給水所等）

施工・調査・設計（水元給水

所・金町浄水場・大蔵給水所・

本郷給水所等）

施工・調査・設計（水元給水

所・金町浄水場・大蔵給水所・

本郷給水所等）

施工・調査・設計（水元給水

所・金町浄水場・大蔵給水所・

本郷給水所等）

施工・調査・設計（水元給水

所・金町浄水場・大蔵給水所・

本郷給水所等）

施工・調査・設計（水元給水

所・金町浄水場・大蔵給水所・

本郷給水所等）

8-7 耐震化徹底プロジェクト 配水管の耐震化（管路の耐震継手率） 管路の耐震継手率　50％ 管路の耐震継手率　51％
管路の耐震継手率　51％（暫

定値）
管路の耐震継手率　53％ 管路の耐震継手率　54％ 管路の耐震継手率　56％

8-7 耐震化徹底プロジェクト 排水を受け入れる下水道管の耐震化等を実施
実施した箇所数　168か所/年

（累計4,786か所）
取組推進 240か所/年

実施した箇所数　214か所/年

（累計5,000か所）
取組推進 240か所/年 取組推進 240か所/年 取組推進 240か所/年

8-7 耐震化徹底プロジェクト マンホールの浮上抑制対策を実施

対策を実施した道路延長

30km/年

（累計1,344km）

取組推進 50km/年

対策を実施した道路延長

33km/年

（累計1,376km）

取組推進 50km/年 取組推進 50km/年 取組推進 50km/年

8-7 耐震化徹底プロジェクト
下水道施設において、非常用発電設備を整備し、停電

時にも安定的な運転に必要な電力を確保
再掲

必要な電力を確保した施設数 0

施設（累計84施設）

必要な電力を確保した施設数 ２

施設（累計86施設）

必要な電力を確保した施設数 1

施設（累計85施設）

必要な電力を確保した施設数 1

施設（累計96施設）

必要な電力を確保した施設数 2

施設（累計98施設）

必要な電力を確保した施設数 1

施設（累計99施設）

8-7 耐震化徹底プロジェクト
都市強靭化に向けた市町村の公共下水道事業への支

援
再掲 -

これまでの技術支援に加えて、市

町村が実施する浸水対策や震災

対策への補助を開始

市町村が実施する浸水対策や震

災対策への補助を実施
補助実施 補助実施 補助実施

8-7 耐震化徹底プロジェクト
下水道管内に流入し、固結した土砂・火山灰を除去す

る技術の開発
除去技術の改良と試行 除去技術の改良と試行

除去機器を改良し、2022年度よ

り小型の人孔での試行を実施
除去技術の改良と試行 技術開発結果の評価 技術開発結果の評価

8-7 耐震化徹底プロジェクト 地下鉄施設の耐震対策の強化
地下駅中柱及び高架部橋脚の

耐震対策

地下駅中柱及び高架部橋脚の

耐震対策

駅等の地下部中柱及び高架部

橋脚の耐震対策推進

取組継続（2022年度～2024

年度合計4駅実施）
取組継続 取組継続

8-7 耐震化徹底プロジェクト 河川管理施設への小水力発電の導入 再掲 構築 構築 構築 構築 構築 -

8-8 先端技術活用による、まちの安全向上プロジェクト 特殊詐欺被害防止のための広報啓発活動の実施

イベント等での広報啓発活動やＳ

ＮＳでの情報発信、電話やＳＭ

Ｓを活用した体験型啓発事業等

を推進、ＡＩチャットボットを活用

した相談窓口を設置

イベントの実施やＨＰ・ＳＮＳを

活用した情報発信等、被害防止

のための広報啓発活動の実施

イベントの実施やＨＰ・ＳＮＳを

活用した情報発信等、被害防止

や新たな実行犯を生まないための

広報啓発活動の実施

イベントの実施やＨＰ・ＳＮＳを

活用した情報発信等、被害防止

や新たな実行犯を生まないための

広報啓発活動の実施

イベントの実施やＨＰ・ＳＮＳを

活用した情報発信等、被害防止

や新たな実行犯を生まないための

広報啓発活動の実施

イベントの実施やＨＰ・ＳＮＳを

活用した情報発信等、被害防止

や新たな実行犯を生まないための

広報啓発活動の実施

8-8 先端技術活用による、まちの安全向上プロジェクト 携帯電話等機能抑止装置の配備
無人ATMを中心とした効果的な

設置、保守・管理

無人ATMを中心とした効果的な

設置、保守・管理

５箇所

設置個所の還付金詐欺被害無

し

無人ATMを中心とした効果的な

設置、保守・管理

無人ATMを中心とした効果的な

設置、保守・管理

無人ATMを中心とした効果的な

設置、保守・管理

8-8 先端技術活用による、まちの安全向上プロジェクト サイバー事案に対する解析・分析能力の向上

研修資機材の導入、大学・企業

へ派遣しての研究開発、技能レベ

ルに応じた各種競技会の実施、

民間業者の最先端サイバー研修

への派遣、民間企業等の最先端

の知見を有する有識者の講義

高度解析資機材の導入・研究開

発・人材育成

研修資機材の導入、大学・企業

へ派遣しての研究開発、技能レベ

ルに応じた各種競技会の実施、

民間業者の最先端サイバー研修

への派遣、大学教員・民間企業

等の最先端の知見を有する有識

者の講義

高度解析資機材の導入・研究開

発・人材育成

高度解析資機材の導入・研究開

発・人材育成

高度解析資機材の導入・研究開

発・人材育成

8-8 先端技術活用による、まちの安全向上プロジェクト 都民や中小企業のサイバーセキュリティ意識向上

訴求対象に応じた各種サイバーセ

キュリティセミナーの開催、SNS等

を活用した情報発信の実施

・サイバーセキュリティセミナーや

SNS等を活用した啓発活動の実

施

・高齢者スマホ防犯対策の推進

・サイバーセキュリティセミナーや

SNS等を活用した啓発活動の実

施

・高齢者スマホ防犯対策の推進

・サイバーセキュリティセミナーや

SNS等を活用した啓発活動の実

施

・高齢者スマホ防犯対策の推進

・サイバーセキュリティセミナーや

SNS等を活用した啓発活動の実

施

・高齢者スマホ防犯対策の推進

・サイバーセキュリティセミナーや

SNS等を活用した啓発活動の実

施

・高齢者スマホ防犯対策の推進

145 ページ



2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
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8-8 先端技術活用による、まちの安全向上プロジェクト 警察情報システムの構築

・情報集約基盤サーバの運用

・データの可視化・分析に資する

ツールの導入

・庁内人事・給与システムの最適

化

・情報集約基盤サーバの運用、更

改に伴う新サーバへのシステム移

行

・データの可視化・分析に資する

ツールの試行

・庁内人事・給与システムの最適

化

・情報集約基盤サーバの運用、更

改に伴う新サーバへのシステム移

行

・データ利活用環境の整理、人材

育成

・庁内人事・給与システムの最適

化

・情報集約基盤サーバの運用

・データ利活用の推進

・庁内人事・給与システムの最適

化

・情報集約基盤サーバの運用

・データ利活用の推進

・庁内人事・給与システムの最適

化

・情報集約基盤サーバの運用

・データ利活用の推進

・庁内人事・給与システムの最適

化

8-8 先端技術活用による、まちの安全向上プロジェクト
捜査管理システムの再構築による事件管理の適正化・

効率化
要件定義、設計 設計、製造、単体テスト

設計、製造、単体テスト、結合テ

スト、移行設計、移行チェックツー

ル開発・同ツールの実行

総合テスト、検証、各種教養、試

行運用、移行テスト 、データ移

行、新捜査管理システムの運用

新捜査管理システムの運用 新捜査管理システムの運用

8-8 先端技術活用による、まちの安全向上プロジェクト 組織犯罪対策部関連システムの最適化
次期システムの基本構想及び具

体的仕様について整理・設計
システム構築 システム構築 システム構築 運用 運用

8-8 先端技術活用による、まちの安全向上プロジェクト デジタル解析環境の整備
解析支援システム・解析用ソフト

ウェアの導入

解析支援システム・解析用ソフト

ウェアの運用

解析支援システム・解析用ソフト

ウェアの運用

解析支援システム・解析用ソフト

ウェアの運用

解析支援システム・解析用ソフト

ウェアの運用

解析支援システム・解析用ソフト

ウェアの運用

8-8 先端技術活用による、まちの安全向上プロジェクト 生活安全統合システムの構築 契約・開発（要件定義・設計） 開発(テスト)

・開発、単体テスト、結合テスト、

総合テスト、ユーザーテスト

・警察庁通信部分の設計・開発・

テスト

・開発（テスト・移行）

・システム運用（９月～）

・システム運用

・警視庁新横断検索システムとの

連携

・システム運用

・警察共通基盤相談人安システ

ムとの連携

8-8 先端技術活用による、まちの安全向上プロジェクト 巡回連絡訪問経過のシステム化
システム仕様検討・構築、テスト

運用
システム運用開始

システム運用開始

全世帯の約３割の世帯データ入

力

全世帯の５割に対する世帯デー

タ入力完了

・全世帯の８割に対する世帯デー

タ入力完了

・携帯端末との連携検討

携帯端末の検討

8-8 先端技術活用による、まちの安全向上プロジェクト ドライブレコーダ分析システムの導入
現場におけるデモンストレーションの

実施
データ蓄積、事件送致

令和６年３月機器導入、解析

精度検証
解析実績の蓄積、交通事件送致 解析実績の蓄積、交通事件送致

交通事件送致、他部門事件の対

応

8-8 先端技術活用による、まちの安全向上プロジェクト 街頭防犯カメラシステムの高度化・運用 運用、高度化に係る検討 運用、高度化に係る検討 運用、高度化に係る検討 運用、高度化に係る検討 運用、システム構築 運用、高度化に係る検討

8-8 先端技術活用による、まちの安全向上プロジェクト 防犯活動サポートシステムの高度化 システム運用・調査研究 システム改修による機能強化 システム改修による機能強化
警察庁システム･庁内システムとの

連携
システム運用・調査研究 システム運用・調査研究

8-8 先端技術活用による、まちの安全向上プロジェクト 地域の安全確保に向けた情報発信
犯罪抑止情報提供システムの運

用・改修
保守・管理 保守・管理 保守・管理 保守・管理・改修 保守・管理・改修

8-8 先端技術活用による、まちの安全向上プロジェクト ４K・８K採証システムの整備
４K資器材の保守・次世代技術

の情報収集

４K資器材の保守・次世代技術

の情報収集、整備及び活用		

４K資器材の保守及び、次世代

技術（８Ｋ）資器材導入に向

けた企業情報収集

４K・８K資器材の保守・次世代

技術の情報収集、整備及び活用		

４K・８K資器材の保守・次世代

技術の情報収集、整備及び活用		

４K・８K資器材の保守・次世代

技術の情報収集、整備及び活用		

8-8 先端技術活用による、まちの安全向上プロジェクト 小型無人機（ドローン）空撮採証装置の整備
関連消耗品の購入、機体保守・

保険、専門機関との調査研究

関連消耗品の購入、機体保守・

保険、専門機関との調査研究

関連消耗品の購入、機体保守・

保険、専門機関との調査研究

関連消耗品の購入、機体保守・

保険、専門機関との調査研究

関連消耗品の購入、機体保守・

保険、専門機関との調査研究

空撮採証装置を「先端技術を活

用した新たな採証システム」への統

合

8-8 先端技術活用による、まちの安全向上プロジェクト ＣＢＲＮ鑑識技術の向上 CBRN検知資器材等の導入
CBRN検知資器材等の導入・鑑

識技術の拡充・人材育成
CBRN検知資器材の導入

CBRN検知資器材等の導入・鑑

識技術の拡充・人材育成

CBRN検知資器材等の導入・鑑

識技術の拡充・人材育成

CBRN検知資器材等の導入・鑑

識技術の拡充・人材育成

8-8 先端技術活用による、まちの安全向上プロジェクト 諸外国への技術情報等の流出防止対策の整備

・最新情勢の把握や企業・研究

機関等との情報共有

・流出事案の実態解明に向けた

資器材の充実強化

・最新情勢の把握や企業・研究

機関等との情報共有

・流出事案の実態解明に向けた

資器材の充実強化

・最新情勢の把握や企業・研究

機関等との情報共有

・流出事案の実態解明に向けた

資器材の充実強化

・最新情勢の把握や企業・研究

機関等との情報共有

・流出事案の実態解明に向けた

資器材の充実強化

・最新情勢の把握や企業・研究

機関等との情報共有

・流出事案の実態解明に向けた

資器材の充実強化

・最新情勢の把握や企業・研究

機関等との情報共有

・流出事案の実態解明に向けた

資器材の充実強化
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ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

8-8 先端技術活用による、まちの安全向上プロジェクト ストーカー被害者の安全確保の推進
・一時避難先の確保

・安全確保のための資器材強化

・一時避難先の確保

・安全確保のための資器材強化

・一時避難先の確保

・安全確保のための資機材強化

・一時避難先の確保

・安全確保のための資器材強化

・一時避難先の確保

・安全確保のための資器材強化

・一時避難先の確保

・安全確保のための資器材強化

8-8 先端技術活用による、まちの安全向上プロジェクト 女性に対する犯罪防止対策

ストーカー、ＤＶ事案等への対処

方法や相談窓口に関するリーフ

レットを作成・配布、ストーカー、痴

漢、盗撮等の犯罪被害防止を目

的とした講習会を開催

リーフレットの作成・配布、講習会

の開催、現場に居合わせた人の

行動変容を促す啓発活動の実施

リーフレットの作成・配布、講習会

の開催、現場に居合わせた人の

行動変容を促す啓発活動の実施

リーフレットの作成・配布、講習会

の開催、現場に居合わせた人の

行動変容を促す啓発活動の実施

リーフレットの作成・配布、講習会

の開催、現場に居合わせた人の

行動変容を促す啓発活動の実施

リーフレットの作成・配布、講習会

の開催、現場に居合わせた人の

行動変容を促す啓発活動の実施

8-8 先端技術活用による、まちの安全向上プロジェクト 痴漢撲滅プロジェクトの実施 -

民間事業者との協働によるムーブ

メント創出や、痴漢撲滅キャンペー

ンの展開等を実施

民間事業者との協働によるムーブ

メント創出や、痴漢撲滅キャンペー

ンの展開等を実施

民間事業者との協働によるムーブ

メント創出や、痴漢撲滅キャンペー

ンの展開、事後サポートスキームの

構築等を実施

民間事業者との協働によるムーブ

メント創出や、痴漢撲滅キャンペー

ンの展開、事後サポートスキームの

運用等を実施

民間事業者との協働によるムーブ

メント創出や、痴漢撲滅キャンペー

ンの展開、事後サポートスキームの

運用等を実施

8-8 先端技術活用による、まちの安全向上プロジェクト マッチングアプリにかかる消費者被害への対策 -

マッチングアプリ利用に関する注意

喚起・相談対応の強化、消費者

被害への対応強化

マッチングアプリの利用に関して、

SNS等での注意喚起や相談窓

口の周知を強化するなど、消費者

被害への対応を実施

マッチングアプリ利用に関する注意

喚起・相談窓口の周知を強化し、

消費者被害への対応を実施

マッチングアプリ利用に関する注意

喚起・相談窓口の周知を強化し、

消費者被害への対応を実施

マッチングアプリ利用に関する注意

喚起・相談窓口の周知を強化し、

消費者被害への対応を実施

8-8 先端技術活用による、まちの安全向上プロジェクト 遺失届・各種事業者による拾得物リストのオンライン化 運用・保守 運用・保守 運用・保守 運用・保守 運用・保守 運用・保守

8-8 先端技術活用による、まちの安全向上プロジェクト 免許手続等のオンライン化
免許更新手続や講習のオンライン

化に向けた検討

免許更新手続や講習のオンライン

化に向けた検討

・2024年１月、運転免許手続

予約システム運用開始

・講習のオンライン化に向けた検討

Web予約受付サービス、申請自

動受付機の導入

オンライン更新時講習の導入に向

けた検討
運用及び検証

8-8 先端技術活用による、まちの安全向上プロジェクト 認知機能検査Ｗｅｂ予約
認知機能検査Ｗｅｂ予約受付

サービス運用
Ｗｅｂ予約受付サービス運用

Ｗｅｂ予約受付サービス運用及

び検証、Ｗｅｂ予約率向上に向

けた各種対策の推進

Ｗｅｂ予約受付サービス運用及

び検証、Ｗｅｂ予約率向上に向

けた各種対策の推進

Ｗｅｂ予約受付サービス運用及

び検証、Ｗｅｂ予約率向上に向

けた各種対策の推進

Ｗｅｂ予約受付サービス運用及

び検証、Ｗｅｂ予約率向上に向

けた各種対策の推進

8-8 先端技術活用による、まちの安全向上プロジェクト 警視庁における新型コロナ対応資器材の整備 取調室の改修 車内空気清浄機の整備

警ら用無線自動車495台分の交

換用プラズマクラスターイオン発生

ユニットの整備

情勢に応じた対応の検討

・情勢に応じた対応の検討

・プラズマクラスターイオン発生ユニッ

トの整備

（２年毎のユニット交換）

情勢に応じた対応の検討

8-8 先端技術活用による、まちの安全向上プロジェクト ドローンによる地域警察活動の強化
山岳地域の警察署にドローンの配

備
運用 運用 運用 運用 運用

8-8 先端技術活用による、まちの安全向上プロジェクト 遠隔現場支援システムの整備 - - - 調達 効果検証 導入拡大に向けた検討

8-8 先端技術活用による、まちの安全向上プロジェクト SNS分析ツールの整備（サイバー攻撃対策） - - - 整備・運用 運用 運用

8-9 交通事故から都民を守るプロジェクト ＡＩ交通管制システムの構築
ＡＩサーバによる信号制御の提

案及び運用確認のための改修

ＡＩサーバによる信号制御提案

の自動実行に向けた機能改修

AIサーバによる信号制御提案の

自動実行の試行を実施

AIサーバによる信号制御提案の

自動実行の検証

AIサーバによる信号制御提案の

精度向上のための機能改修
運用

8-9 交通事故から都民を守るプロジェクト 遺失届・各種事業者による拾得物リストのオンライン化 再掲 運用・保守 運用・保守 運用・保守 運用・保守 運用・保守 運用・保守

8-9 交通事故から都民を守るプロジェクト 免許手続等のオンライン化 再掲
免許更新手続や講習のオンライン

化に向けた検討

免許更新手続や講習のオンライン

化に向けた検討

・2024年１月、運転免許手続

予約システム運用開始

・講習のオンライン化に向けた検討

Web予約受付サービス、申請自

動受付機の導入

オンライン更新時講習の導入に向

けた検討
運用及び検証
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

8-9 交通事故から都民を守るプロジェクト 認知機能検査Ｗｅｂ予約 再掲
認知機能検査Ｗｅｂ予約受付

サービス運用
Ｗｅｂ予約受付サービス運用

Ｗｅｂ予約受付サービス運用及

び検証、Ｗｅｂ予約率向上に向

けた各種対策の推進

Ｗｅｂ予約受付サービス運用及

び検証、Ｗｅｂ予約率向上に向

けた各種対策の推進

Ｗｅｂ予約受付サービス運用及

び検証、Ｗｅｂ予約率向上に向

けた各種対策の推進

Ｗｅｂ予約受付サービス運用及

び検証、Ｗｅｂ予約率向上に向

けた各種対策の推進

8-9 交通事故から都民を守るプロジェクト 運転管理システムの合理化・高度化

運転免許証とマイナンバーカードの

一体化に向けた運転者管理シス

テムの設計

開発・各種テスト・共通基盤シス

テムへの移行

運転免許証とマイナンバーカードの

一体化に向けた運転者管理シス

テムの検討

開発・各種テスト・共通基盤シス

テムへの移行

マイナンバーカードと運転免許証の

一体化に伴うシステム改修・機器

リース

運用及び検証

8-9 交通事故から都民を守るプロジェクト パーキング・チケット発給設備等開発
キャッシュレス決済対応パーキン

グ・チケット発給設備の開発

開発機器のフィールドテスト後、旧

型基から60基程度更新

年度末までにキャッシュレス決済対

応パーキング・チケット発給設備を

43基設置

旧型基から85基程度更新 旧型基から74基程度更新 旧型基から74基程度更新

8-9 交通事故から都民を守るプロジェクト 運転免許自主返納の普及啓発
デジタルサイネージ・チラシによる普

及啓発、休日家族相談会の実施

デジタルサイネージ・チラシによる普

及啓発、休日家族相談会の実施

デジタルサイネージ・チラシによる普

及啓発、休日家族相談会の実施

デジタルサイネージ・チラシによる普

及啓発、休日家族相談会の実施

デジタルサイネージ・チラシによる普

及啓発、休日家族相談会の実施

デジタルサイネージ・チラシによる普

及啓発、休日家族相談会の実施

8-9 交通事故から都民を守るプロジェクト 効果的な交通安全啓発プログラムの実施

高齢ドライバー交通安全セミナー

を実施するとともに、ＡＩ付ドライ

ブレコーダーモニタリング事業で得ら

れた高齢者の運転情報等の分析

結果を活用し、効果的な交通安

全啓発プログラムを実施

高齢ドライバー交通安全セミナー

の実施（オンライン配信併用）

高齢ドライバー交通安全セミナー

の実施（オンライン配信併用）

高齢ドライバー交通安全セミナー

の実施（オンライン配信併用）

高齢ドライバー交通安全セミナー

の実施（オンライン配信併用）

高齢ドライバー交通安全セミナー

の実施（オンライン配信併用）

8-9 交通事故から都民を守るプロジェクト 自転車安全利用の普及啓発

自転車安全利用ＴＯＫＹＯキャ

ンペーンを実施し、集中的な普及

啓発活動を展開

自転車安全利用ＴＯＫＹＯキャ

ンペーン・自転車イベントと連携し

た啓発活動の実施

自転車安全利用ＴＯＫＹＯキャ

ンペーン・自転車イベントと連携し

た啓発活動の実施

自転車安全利用ＴＯＫＹＯキャ

ンペーン・自転車イベントと連携し

た啓発活動の実施

自転車安全利用ＴＯＫＹＯキャ

ンペーン・自転車イベントと連携し

た啓発活動の実施

自転車安全利用ＴＯＫＹＯキャ

ンペーン・自転車イベントと連携し

た啓発活動の実施

8-9 交通事故から都民を守るプロジェクト 自転車シミュレータ交通安全教室

自転車シミュレータ（ＶＲを含

む）を活用した交通安全教室を

合計222回実施

200回実施

自転車シミュレータ（ＶＲを含

む）を活用した交通安全教室を

合計229回実施

200回実施 200回実施 200回実施

8-9 交通事故から都民を守るプロジェクト 事業者向け自転車安全利用の推進

事業所内で自転車の安全利用を

推進するリーダーを育成するため、

自転車安全利用ＴＯＫＹＯセミ

ナーを実施

自転車安全利用ＴＯＫＹＯセミ

ナーの実施

事業所内で自転車の安全利用を

推進するリーダーを育成するため、

自転車安全利用ＴＯＫＹＯセミ

ナーを実施

自転車安全利用ＴＯＫＹＯセミ

ナーの実施

自転車安全利用ＴＯＫＹＯセミ

ナーの実施

自転車安全利用ＴＯＫＹＯセミ

ナーの実施

8-9 交通事故から都民を守るプロジェクト 自転車安全利用促進事業に対する区市町村補助

補助金を交付し、区市町村の自

転車点検整備や自転車安全利

用を促進

補助金を交付し、区市町村の自

転車点検整備や自転車安全利

用を促進

補助金を交付し、区市町村の自

転車点検整備や自転車安全利

用、自転車乗車用ヘルメットの着

用を促進

補助金を交付し、区市町村の自

転車点検整備や自転車安全利

用、自転車乗車用ヘルメットの着

用を促進

補助金を交付し、区市町村の自

転車点検整備や自転車安全利

用、自転車乗車用ヘルメットの着

用を促進

補助金を交付し、区市町村の自

転車点検整備や自転車安全利

用、自転車乗車用ヘルメットの着

用を促進

8-9 交通事故から都民を守るプロジェクト
スマホ・タブレットを活用した体験型自転車安全利用教

育アプリの制作・提供

時間や場所の制約を受けずに自

転車の安全利用を学べるよう、多

言語に対応したスマホ・タブレットを

活用した体験型の学習アプリケー

ションを制作、提供を開始

自転車の安全運転を学習するア

プリ（輪トレ）の運用、関係団体

等と連携した利用促進、出張型

の普及促進オリエンテーションの実

施

自転車の安全運転を学習するア

プリ（輪トレ）の運用、関係団体

等と連携した利用促進、出張型

の普及促進オリエンテーションの実

施

自転車の安全運転を学習するア

プリ（輪トレ）の運用、関係団体

等と連携した利用促進、出張型

の普及促進オリエンテーションの実

施

自転車の安全運転を学習するア

プリ（輪トレ）の運用、関係団体

等と連携した利用促進、出張型

の普及促進オリエンテーションの実

施

自転車の安全運転を学習するア

プリ（輪トレ）の運用、関係団体

等と連携した利用促進、出張型

の普及促進オリエンテーションの実

施

8-9 交通事故から都民を守るプロジェクト 電動キックボードの安全利用啓発 -

電動キックボードの安全利用に向

けて、交通ルールの普及啓発を実

施

電動キックボードの安全利用に向

けて、交通ルールの普及啓発を実

施

電動キックボードの安全利用に向

けて、交通ルールの普及啓発を実

施

電動キックボードの安全利用に向

けて、交通ルールの普及啓発を実

施

電動キックボードの安全利用に向

けて、交通ルールの普及啓発を実

施

8-9 交通事故から都民を守るプロジェクト 特定小型原動機付自転車の安全利用啓発活動 - - -
・広報啓発活動の展開

・定点調査

・広報啓発活動の展開

・定点調査

・広報啓発活動の展開

・定点調査
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

8-10 火災や災害から命を守る体制強化プロジェクト 消防活動体制の見直し・強化

救出救助車（全地形活動

車）、救援車（トイレカー）、

工作車（強力吸引車）の整備

・小型送水車、小型ホース延長

車の整備

・ドラグショベル(小)の整備

・高層建物で使用する電動運搬

車の整備

・小型送水車、小型ホース延長

車の整備

・ドラグショベル(小)の整備

・高層建物で使用する電動運搬

車の整備

・多摩地域における警防本部指

揮隊の新設

・震災時等におけるドローンを活用

した活動体制の整備に向けた検

証

・可動式訓練ユニットの増強

・降灰、武力攻撃災害対策車両

の整備（電光標示板型指揮隊

車 等）

必要な資器材等の整備 必要な資器材等の整備

8-10 火災や災害から命を守る体制強化プロジェクト 大規模災害対策資機材の整備 -
大規模水害対策資機材や水中

赤外線カメラの導入

大規模水害対策資機材や水中

捜索資機材を導入済
災害対応資機材の拡充を検討 災害対応資機材の拡充を検討 災害対応資機材の拡充を検討

8-10 火災や災害から命を守る体制強化プロジェクト リアリティある訓練環境の整備 第十消防方面訓練場の設計 設計 設計 工事 工事 工事

8-10 火災や災害から命を守る体制強化プロジェクト 災害救急情報センターにおける指令管制システムの更新 設計 開発 設計 開発 開発・試験 試験・移行・運用開始

8-10 火災や災害から命を守る体制強化プロジェクト 省エネ・再エネを導入した消防庁舎 ６新庁舎
・４新庁舎

・24施設に新設

・LED化：６施設

・新庁舎の建設：２施設

・太陽光発電設備の設置：23

施設

・LED化の推進：６施設

・新庁舎の建設：２施設

・太陽光発電設備の設置：23

施設

・ＬＥＤ化の推進：８施設

・新庁舎の建設：３施設

・太陽光発電設備の設置：23

施設

・新庁舎の建設：５施設

・太陽光発電設備の設置：23

施設

8-10 火災や災害から命を守る体制強化プロジェクト 消防車両のＺＥＶ化
・EV等×53台

・充電設備設置５か所

・EV等×140台

・充電設備設置３か所

・EV等×140台

・充電設備設置３か所

・ＥＶ等×27台

・充電設備設置10か所

・ＥＶ等×92台

・充電設備設置10か所

・ＥＶ等×10台

・充電設備設置10か所

8-10 火災や災害から命を守る体制強化プロジェクト 消防行政における電子申請システムの開発
・運用

・様式作成委託

・運用

・新電子申請システムの開発検討

・運用

・次期電子申請システムの開発検

討

・運用

・次期電子申請システムの開発
次期電子申請システムの運用 次期電子申請システムの運用

8-10 火災や災害から命を守る体制強化プロジェクト 東京消防庁総合情報処理システムの更新

・業務、システムの見える化（業

務フロー再整備等）

・パイロット開発（設計、開発）

・インフラ更新（設計、開発）

・１次開発前半（設計、開発）

・インフラ基本構想

・１次開発前半（設計・開発）

・インフラ設計

・１次開発後半（設計、開発）

・インフラ開発

・２次開発（設計、開発）

・インフラ開発

・２次開発（設計、開発）

8-10 火災や災害から命を守る体制強化プロジェクト 消防DXに対応した消防アプリの充実 機能強化（対象ＯＳ拡充） コンテンツ強化 対象ＯＳの拡大 コンテンツ強化 コンテンツ強化 コンテンツ強化

8-10 火災や災害から命を守る体制強化プロジェクト ドローン映像送信システムの整備 運用・検証 運用・検証 運用・検証 運用・検証 運用・検証 運用・検証

8-10 火災や災害から命を守る体制強化プロジェクト 機動査察隊等による立入検査体制の強化 繁華街地域への立入検査強化 繁華街地域への立入検査強化 繁華街地域への立入検査強化
・機動査察隊の増隊

・繁華街地域への立入検査強化

・機動査察隊の増隊

・繁華街地域への立入検査強化

・機動査察隊の増隊

・繁華街地域への立入検査強化

8-10 火災や災害から命を守る体制強化プロジェクト 自主的な防火管理体制に係る支援

・自衛消防訓練支援ツール「ネット

で自衛消防訓練」応用編の検討

・届出要領の解説動画の周知・

届出促進

・自衛消防訓練支援ツール「ネット

で自衛消防訓練」地震編の作成

・先端技術を活用した訓練方法

の試行

・「ネットで自衛消防訓練」地震編

の作成及び公開

・AR訓練機器等の先端技術を活

用した訓練方法の導入及び実施

・自衛消防訓練支援ツール「ネット

で自衛消防訓練」の周知及び拡

充

・先端技術を活用した訓練方法

の試行

・自衛消防訓練支援ツール「ネット

で自衛消防訓練」の周知及び拡

充

・先端技術を活用した訓練方法

の拡充検討

・自衛消防訓練支援ツール「ネット

で自衛消防訓練」の周知及び拡

充

・先端技術を活用した訓練方法

の拡充検討

8-11 自らのまちを自らで守る地域活動活性化プロジェクト
講習会等の実施（生徒自身による自主ルール作りの支

援を含む）

「ファミリｅルール」講座の運営、生

徒自身による自主ルール作りの支

援（９校）

ファミリｅルール講座の運営、生徒

自身による自主ルール作りの支援

（10校）、メタバースを学ぶ機会

の提供

ファミリｅルール講座の運営、生徒

自身による自主ルール作りの支援

（26回）、メタバースを学ぶ機会

の提供

ファミリｅルール講座の運営、生徒

自身による自主ルール作りの支援

（10回）、メタバースを学ぶ機会

の提供

ファミリｅルール講座の運営、生徒

自身による自主ルール作りの支援

（10回）、メタバースを学ぶ機会

の提供

ファミリｅルール講座の運営、生徒

自身による自主ルール作りの支援

（10回）、メタバースを学ぶ機会

の提供
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プロジェクト名 取組名 再掲

8-11 自らのまちを自らで守る地域活動活性化プロジェクト 町会・自治会等への防犯設備整備補助

町会、自治会等が行う防犯カメラ

等の防犯設備の整備費用に係る

区市町村への補助等を通じて、

地域の防犯力の維持向上に取り

組む町会・自治会を支援

区市町村への補助等を通じて、

地域の防犯力の維持向上に取り

組む町会・自治会を支援

町会、自治会等が行う防犯カメラ

等の防犯設備の整備費用に係る

区市町村への補助等を通じて、

地域の防犯力の維持向上に取り

組む町会・自治会等を支援

町会、自治会等が行う防犯設備

の整備費用に係る区市町村への

補助について都の補助率を引き上

げ、地域の防犯力の維持向上に

取り組む町会・自治会等を支援

区市町村への補助等を通じて、

地域の防犯力の維持向上に取り

組む町会・自治会等を支援

区市町村への補助等を通じて、

地域の防犯力の維持向上に取り

組む町会・自治会等を支援

8-11 自らのまちを自らで守る地域活動活性化プロジェクト 防犯設備維持管理経費補助

防犯カメラの維持管理に係る保守

点検費、修繕費等に係る区市町

村への補助等を通じて、地域の防

犯力の維持向上に取り組む町

会・自治会を支援

区市町村への補助等を通じて、

地域の防犯力の維持向上に取り

組む町会・自治会を支援

防犯カメラの維持管理に係る保守

点検費、修繕費等に係る区市町

村への補助等を通じて、地域の防

犯力の維持向上に取り組む町

会・自治会を支援

区市町村への補助等を通じて、

地域の防犯力の維持向上に取り

組む町会・自治会を支援

区市町村への補助等を通じて、

地域の防犯力の維持向上に取り

組む町会・自治会を支援

区市町村への補助等を通じて、

地域の防犯力の維持向上に取り

組む町会・自治会を支援

8-11 自らのまちを自らで守る地域活動活性化プロジェクト 防犯設備運用経費補助

防犯カメラの維持管理に係る電気

料、共架料等に係る区市町村へ

の補助等を通じて、地域の防犯

力の維持向上に取り組む町会・

自治会を支援

区市町村への補助等を通じて、

地域の防犯力の維持向上に取り

組む町会・自治会を支援

防犯カメラの維持管理に係る電気

料、共架料等に係る区市町村へ

の補助等を通じて、地域の防犯

力の維持向上に取り組む町会・

自治会を支援

区市町村への補助等を通じて、

地域の防犯力の維持向上に取り

組む町会・自治会を支援

区市町村への補助等を通じて、

地域の防犯力の維持向上に取り

組む町会・自治会を支援

区市町村への補助等を通じて、

地域の防犯力の維持向上に取り

組む町会・自治会を支援

8-11 自らのまちを自らで守る地域活動活性化プロジェクト 子供の安全確保に向けた防犯設備区市町村補助

子供の放課後活動時間帯におい

て、危険と思われる箇所に設置す

る防犯カメラに係る区市町村への

補助等を通じて、子供の放課後

活動時間帯の安全安心を確保

区市町村への補助等を通じて、

子供の放課後活動時間帯の安

全安心を確保

子供の放課後活動時間帯におい

て、危険と思われる箇所に設置す

る防犯カメラに係る区市町村への

補助等を通じて、子供の放課後

活動時間帯の安全安心を確保

区市町村への補助等を通じて、

子供の放課後活動時間帯の安

全安心を確保

区市町村への補助等を通じて、

子供の放課後活動時間帯の安

全安心を確保

区市町村への補助等を通じて、

子供の放課後活動時間帯の安

全安心を確保

8-11 自らのまちを自らで守る地域活動活性化プロジェクト ネット・ケータイヘルプデスクの運営・活用 再掲

インターネットやスマートフォンに関

するトラブル相談窓口「こたエール」

を運営、トラブル事例や対応策に

ついて情報提供を実施、インター

ネット広告を配信

（相談件数：1,660件）

「こたエール」の運営・チャットボット

の導入、情報提供、広告配信

インターネットやスマートフォンに関

するトラブル相談窓口「こたエール」

を運営、利用者の困りごとにマッチ

した相談事例を提供するための

チャットボットを導入、トラブル事例

や対応策について情報提供を実

施、インターネット広告を配信（相

談件数：1,859件）

「こたエール」の運営、チャットボット

の運用、情報提供、広告配信

「こたエール」の運営、チャットボット

の運用、情報提供、広告配信

「こたエール」の運営、チャットボット

の運用、情報提供、広告配信

8-11 自らのまちを自らで守る地域活動活性化プロジェクト 特別区消防団の入団促進
充足率向上のための取組みの推

進

・充足率向上のための取組みの推

進

・消防団との連携やインターネット

広告と連動した入団促進

・充足率向上のための取組みの推

進

・消防団との連携やインターネット

広告と連動した入団促進

・充足率向上のための取組みの推

進

・インターネット広告と連動した入

団促進の拡充（TVer）

充足率向上のための取組みの推

進

充足率向上のための取組みの推

進

8-11 自らのまちを自らで守る地域活動活性化プロジェクト 大規模災害団員制度の導入 運用上の課題等の検証 制度の定着・活用
制度の定着・活用

（2023年度終了）
- - -

8-11 自らのまちを自らで守る地域活動活性化プロジェクト
消防団員募集・PRへの支援、資機材等整備支援、女

性・学生消防団員の加入・定着促進に向けた取組

・ポスター配布、Web広告、Web

エントリーフォームの運用

・消防団資機材整備支援

・セミナー・課題調査

・ポスター配布、Web広告、Web

エントリーフォームの運用

・消防団資機材整備支援

・加入・定着支援（ハンドブックの

作成配布、セミナー実施）

・ポスター配布、Web広告、Web

エントリーフォームの運用

・消防団資機材整備支援

・加入・定着支援（ハンドブックの

作成配布、セミナー実施）

・ポスター配布、Web広告、Web

エントリーフォームの運用

・消防団資機材整備支援

・加入・定着支援（ブース出展、

ハンドブックの配布、セミナー実

施）

・ポスター配布、Web広告、Web

エントリーフォームの運用

・消防団資機材整備支援

・加入・定着支援（ブース出展、

ハンドブックの配布、セミナー実

施）

・ポスター配布、Web広告、Web

エントリーフォームの運用

・消防団資機材整備支援

・加入・定着支援（ブース出展、

ハンドブックの配布、セミナー実

施）

8-11 自らのまちを自らで守る地域活動活性化プロジェクト 地域特性に応じた活動環境の整備

大規模災害を踏まえた装備資機

材の増強整備（寝袋、胴付長

靴）

・大規模災害を踏まえた装備資

機材の増強整備（吸水器）

・「関東大震災100年」を契機と

した特別研修の実施

・大規模災害を踏まえた装備資

機材の増強整備（吸水器）

・「関東大震災100年」を契機と

した特別研修の実施

・計画的な整備・更新

・災害対応力強化のための活動

資機材の検討及び整備

計画的な整備・更新 計画的な整備・更新
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

8-11 自らのまちを自らで守る地域活動活性化プロジェクト 防火防災訓練の推進による都民の防災行動力の向上

新たな被害想定を踏まえた初期

消火能力向上、自主防災組織

力強化に向けた訓練の検討

初期消火能力向上、自主防災

組織力強化に向けた訓練の推進

・新たな被害想定を踏まえた初期

消火能力向上、自主防災組織

力強化に向けた訓練の推進

・AR機器先端技術を活用した訓

練方法の試行

・初期消火能力向上、自主防災

組織力強化に向けた訓練方法の

検証

・先端技術を活用した訓練方法

の試行

・訓練の推進要領に関する検討

・先端技術を活用した訓練方法

の拡充検討

・訓練の推進要領に関する検討

・先端技術を活用した訓練方法

の拡充検討

8-11 自らのまちを自らで守る地域活動活性化プロジェクト 防災セミナー等による地域防災の担い手の確保 再掲 ｅラーニング講座等の導入 ｅラーニング講座等の導入
防災セミナーについて、対面方式

と動画視聴方式を併用して実施

防災セミナーについて、対面方式

と動画視聴方式を併用して実施

防災セミナーについて、対面方式

と動画視聴方式を併用して実施

防災セミナーについて、対面方式

と動画視聴方式を併用して実施

8-11 自らのまちを自らで守る地域活動活性化プロジェクト 子供の安全確保に向けた取組の推進

子供見守り活動事例集の作成・

配布、家庭での子供の安全啓発

の動画「おしえて、みまもりぃぬ」の

広報

子供見守り活動事例集の作成・

配布、家庭での子供の安全啓発

の動画「おしえて、みまもりぃぬ」の

広報

子供見守り活動事例集の作成・

配布、家庭での子供の安全啓発

の動画「おしえて、みまもりぃぬ」の

広報

子供見守り活動事例集の作成・

配布、家庭での子供の安全啓発

の動画「おしえて、みまもりぃぬ」の

広報

子供見守り活動事例集の作成・

配布、家庭での子供の安全啓発

の動画「おしえて、みまもりぃぬ」の

広報

子供見守り活動事例集の作成・

配布、家庭での子供の安全啓発

の動画「おしえて、みまもりぃぬ」の

広報

8-11 自らのまちを自らで守る地域活動活性化プロジェクト 事業者連携による子供を守る取組

４事業者と連携し、親子で訪れ

ることの多い商業施設店舗内での

防犯に関するスポット動画による

広報等を実施

３事業者と協定締結、気運醸成

に向けたグッズの作成・配布

５事業者と連携し、親子で訪れ

ることの多い商業施設等での防犯

に関するスポット動画による広報

等を実施

３事業者と協定締結、気運醸成

に向けたグッズの作成・配布

３事業者と協定締結、気運醸成

に向けたグッズの作成・配布

３事業者と協定締結、気運醸成

に向けたグッズの作成・配布

8-11 自らのまちを自らで守る地域活動活性化プロジェクト 防犯ボランティア登録団体数 累計1,060団体 累計1,070団体 累計1,100団体 累計1,110団体 累計1,150団体 累計1,180団体

8-11 自らのまちを自らで守る地域活動活性化プロジェクト 防犯ボランティアの結成促進

ランニング団体による見守り活動の

普及啓発、犬の飼い主による見

守り活動の普及啓発

ランニング団体による見守り活動の

普及啓発、犬の飼い主による見

守り活動の普及啓発

ランニング団体による見守り活動の

普及啓発、犬の飼い主による見

守り活動の普及啓発を実施

ランニング団体による見守り活動の

普及啓発、犬の飼い主による見

守り活動の普及啓発

ランニング団体による見守り活動の

普及啓発、犬の飼い主による見

守り活動の普及啓発

ランニング団体による見守り活動の

普及啓発、犬の飼い主による見

守り活動の普及啓発

8-11 自らのまちを自らで守る地域活動活性化プロジェクト 防犯ボランティアへの支援
・支援物品作成・配布

・保険の追加・新規契約

・支援物品作成・配布

・保険の追加・新規契約

・支援物品作成・配布

・保険の追加・新規契約

・支援物品作成・配布

・保険の追加・新規契約

・支援物品作成・配布

・保険の追加・新規契約

・支援物品作成・配布

・保険の追加・新規契約

8-11 自らのまちを自らで守る地域活動活性化プロジェクト
在住外国人等の子供の見守り活動の普及、定着化の

取組

在住外国人等の子供の見守り活

動を新たに３地域で実施
新規１地域

在住外国人等の子供の見守り活

動を新たに７地域で実施
新規１地域 新規１地域 新規１地域

8-11 自らのまちを自らで守る地域活動活性化プロジェクト 犯罪被害等のリスクを抱える青少年への支援 - -

関係機関からなる情報連絡会を

立ち上げ青少年の犯罪被害等の

防止に資する情報を共有、青少

年と同じ目線で相談に乗る相談

窓口を臨時設置

・青少年と同じ目線で相談に乗る

相談窓口の構築

・青少年や悪意ある大人に向けた

SNS広告の配信

・被害場所等となり得るホテル等

に対してパンフレット等により啓発

・青少年と同じ目線で相談に乗る

相談窓口の運営

・青少年や悪意ある大人に向けた

SNS広告の配信

・被害場所等となり得るホテル等

に対してパンフレット等により啓発

・青少年と同じ目線で相談に乗る

相談窓口の運営

・青少年や悪意ある大人に向けた

SNS広告の配信

・被害場所等となり得るホテル等

に対してパンフレット等により啓発

8-11 自らのまちを自らで守る地域活動活性化プロジェクト
都営地下鉄、日暮里・舎人ライナーへの車内防犯カメラ

の設置
- - 順次設置 全車両設置完了 - -

8-12 命をつなぐ救急救命プロジェクト 救急活動体制の充実強化

・規模･運用体制等の検討に基づ

き、必要な体制の整備及び効果

検証を実施

・デイタイム救急隊を４隊増隊

・規模･運用体制等の検討に基づ

き、必要な体制の整備及び効果

検証を実施

・計画的な増隊

・自動式心マッサージ器の導入

・規模･運用体制等の検討に基づ

き、必要な体制の整備及び効果

検証を実施

・自動式心マッサージ器の導入

・救急隊を３隊、デイタイム救急

隊を４隊増隊

・規模･運用体制等の検討に基づ

き、必要な体制の整備及び効果

検証を実施

・計画的な増隊

・2030年に向けた配備基準等の

検討

・規模･運用体制等の検討に基づ

き、必要な体制の整備及び効果

検証を実施

・2030年に向けた配備基準等の

検討に基づき必要な増隊

・規模･運用体制等の検討に基づ

き、必要な体制の整備及び効果

検証を実施

・2030年に向けた配備基準等の

検討に基づき必要な増隊

8-12 命をつなぐ救急救命プロジェクト 救急車の適時・適切な利用の推進

・56.8％（2022年度実績）

・救急相談需要に応じた効率的

な人員配置の検討

救急相談需要に応じた効率的な

人員配置の検証

救急相談需要に応じた効率的な

人員配置の検証
検証結果に応じた課題の整理

課題を踏まえた計画的な人材配

置

システム更新を見据えた相談体制

の強化

8-12 命をつなぐ救急救命プロジェクト 応急手当の普及促進

・69.8％（2022年速報）

・都民ニーズ等を踏まえた効果的

な救命講習等の実施

都民ニーズ等を踏まえた効果的な

救命講習等の実施

都民ニーズ等を踏まえた効果的な

救命講習等の実施

都民ニーズ等を踏まえた効果的な

救命講習等の実施

都民ニーズ等を踏まえた効果的な

救命講習等の実施

都民ニーズ等を踏まえた効果的な

救命講習等の実施
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

8-13 人生100年時代を支える質の高い医療提供プロジェクト 地域医療構想推進事業（施設設備整備数）

地域医療構想に基づく病床の整

備や病床機能の転換に要する費

用の補助や、医療経営の専門家

による経営分析等の支援を実施

した医療機関数：36施設

支援実施医療機関数：55施設

地域医療構想に基づく病床の整

備や病床機能の転換に要する費

用の補助や、医療経営の専門家

による経営分析等の支援を実施

した医療機関数：40施設

支援実施医療機関数：55施設 支援実施医療機関数：55施設 支援実施医療機関数：55施設

8-13 人生100年時代を支える質の高い医療提供プロジェクト 在宅療養の推進

在宅療養推進会議の開催（１

回/年）や地域医療構想調整会

議在宅療養ワーキンググループの

開催（13回/年）等、都内全域

で地域の実情に応じた在宅療養

を推進

都内全域で地域の実情に応じた

在宅療養を推進

在宅療養推進会議の開催（2回

/年）や地域医療構想調整会議

在宅療養ワーキンググループの開

催（13回/年）等、都内全域で

地域の実情に応じた在宅療養を

推進

継続実施 継続実施 継続実施

8-13 人生100年時代を支える質の高い医療提供プロジェクト 入退院時の地域連携の強化

入退院支援体制の強化に取り組

む中小病院に補助（2022年

度：74病院/年）を実施するな

ど、地域の在宅療養支援体制を

推進

86病院/年に補助を実施

入退院支援体制の強化に取り組

む中小病院に補助（2023年

度：47病院/年）を実施するな

ど、地域の在宅療養支援体制を

推進

83病院/年に補助を実施 83病院/年に補助を実施 83病院/年に補助を実施

8-13 人生100年時代を支える質の高い医療提供プロジェクト 在宅療養における多職種連携連絡会

多職種連携連絡会（２回/年）

や都民向けシンポジウム（１回/

年）を開催するなど、地域の在宅

療養支援体制を推進

多職種連携連絡会の運営等、在

宅療養研修事業の一部に整理

統合し、引き続き地域の在宅療

養支援体制を推進

多職種連携連絡会（２回/年）

や都民向けシンポジウム（１回/

年）を開催するなど、地域の在宅

療養支援体制を推進

継続実施 継続実施 継続実施

8-13 人生100年時代を支える質の高い医療提供プロジェクト オンライン診療等に係る都民等への普及啓発 -

オンライン診療・服薬指導に係る

普及啓発のため、HP・広報動画

の作成や、医療機関・薬局向けの

オンラインセミナーを開催

オンライン診療・服薬指導に係る

普及啓発のため、「医療情報ナ

ビ」を拡充するとともに、広報動画

を作成した。また、医療機関・薬

局向けのオンラインセミナーを開催

した。

都民及び医療機関・薬局等への

普及啓発を促進
継続実施 -

8-13 人生100年時代を支える質の高い医療提供プロジェクト 「救急医療の東京ルール」の推進等

地域救急医療センター（89か所

指定）の運営や救急外来に救急

救命士を配置する医療機関（実

績35施設）の整備に加え、救命

救急センターを2か所追加整備す

るなど、都の救急医療体制を強化

地域救急医療センター（89か所

指定）の運営や救急外来に救急

救命士を配置する医療機関（計

画62施設）の整備等

地域救急医療センター（90か所

指定）の運営や救急外来に救急

救命士を配置する医療機関を整

備するなど、都の救急医療体制を

強化

地域救急医療センター（89か所

指定）の運営や救急外来に救急

救命士を配置する医療機関（計

画62施設）の整備等

地域救急医療センター（89か所

指定）の運営や救急外来に救急

救命士を配置する医療機関（計

画62施設）の整備等

地域救急医療センター（89か所

指定）の運営や救急外来に救急

救命士を配置する医療機関（計

画62施設）の整備等

8-13 人生100年時代を支える質の高い医療提供プロジェクト
災害拠点病院等への水害対策含む事業継続計画

（BCP）策定支援

災害拠点病院および災害拠点連

携病院に対し、災害時の事業継

続計画（BCP）の策定を支援

・災害医療支援病院までBCP策

定支援対象を拡大

・医療機関の水害対策用BCP策

定ガイドラインを新たに策定

災害拠点病院、災害拠点連携

病院及び災害医療支援病院に

対し、災害時の事業継続計画

（BCP）の策定を支援

BCPの策定支援等、災害医療対

策を推進

BCPの策定支援等、災害医療対

策を推進
-

8-13 人生100年時代を支える質の高い医療提供プロジェクト 東京都ドクターヘリ運航事業

安全な運航を行いながら、運航地

域の拡大、ランデブーポイントの確

保を進め、ドクターヘリの運航を推

進。

必要なランデブーポイントの確保、

近隣県との訓練や広域連携等を

通じ、ドクターヘリの運航を推進

必要なランデブーポイントを確保

し、山梨県をはじめ、近隣県との

訓練や広域連携を通じ、ドクター

ヘリの運航を推進

継続実施 継続実施 継続実施
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実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

8-13 人生100年時代を支える質の高い医療提供プロジェクト 在宅医療への参入促進

診療所及び病院医師に対し、在

宅医療等に関するセミナー（講演

会、個別相談会、同行研修）を

開催（１回/年）するなど、地域

における２４時間診療体制の構

築を推進

診療所及び病院医師に対する在

宅医療等に関するセミナー（講演

会・意見交換会・同行研修）の

開催（２回/年）や、オンラインを

活用した診療支援の実施等

診療所及び病院医師に対し、在

宅医療等に関するセミナー（講演

会、個別相談会、同行研修）を

開催（１回/年）するなど、地域

における２４時間診療体制の構

築を推進

診療所及び病院医師に対する在

宅医療等に関するセミナー（講演

会・意見交換会・同行研修）の

開催（２回/年）や、オンラインを

活用した診療支援の実施等

診療所及び病院医師に対する在

宅医療等に関するセミナー（講演

会・意見交換会・同行研修）の

開催（２回/年）や、オンラインを

活用した診療支援の実施等

診療所及び病院医師に対する在

宅医療等に関するセミナー（講演

会・意見交換会・同行研修）の

開催（２回/年）や、オンラインを

活用した診療支援の実施等

8-13 人生100年時代を支える質の高い医療提供プロジェクト 総合診療体制の強化 -

国内外の先行事例の調査や海外

から講師の招聘等を実施するな

ど、都立病院において都独自の新

たな総合診療医育成プログラムを

検討

・国内外の先行事例の調査や外

部の有識者を含む意見交換を実

施し、都独自の新たな総合診療

医育成プログラムを策定

・国内外から講師を招聘し、講演

会や症例検討会を実施

招聘した経験豊富な指導医のも

と、新たな総合診療医育成プログ

ラムを始動するとともに、育成対象

の募集・広報を実施

招聘した経験豊富な指導医のも

と、新たな都独自の総合診療医

育成プログラムを本格実施

招聘した経験豊富な指導医のも

と、新たな都独自の総合診療医

育成プログラムを本格実施

8-13 人生100年時代を支える質の高い医療提供プロジェクト 退院支援人材の育成

200床未満の中小病院の職員を

対象に、退院支援等に必要な研

修会（参加人数：121人/年）

を実施し、円滑な退院支援・在

宅移行の体制整備を促進

退院支援等に必要な研修会

（参加人数：200人/年）を実

施

200床未満の中小病院の職員を

対象に、退院支援等に必要な研

修会（参加人数：161人/年）

を実施し、円滑な退院支援・在

宅移行の体制整備を促進

退院支援等に必要な研修会

（参加人数：200人/年）を実

施

退院支援等に必要な研修会

（参加人数：200人/年）を実

施

退院支援等に必要な研修会

（参加人数：200人/年）を実

施

8-13 人生100年時代を支える質の高い医療提供プロジェクト ＡＣＰの推進

ＡＣＰについて、普及啓発小冊

子の都民への周知、医療・介護

関係者向け研修を実施（１回/

年）するなど、取組を推進

新たにチラシを作成し都民への普

及啓発の強化、医療・介護関係

者向け研修の実施（２回/年）

等

ＡＣＰについて、普及啓発小冊

子の都民への周知、医療・介護

関係者向け研修を実施（２回/

年）するなど、取組を推進

チラシを作成し都民への普及啓発

の強化、医療・介護関係者向け

研修の実施（２回/年）等

チラシを作成し都民への普及啓発

の強化、医療・介護関係者向け

研修の実施（２回/年）等

チラシを作成し都民への普及啓発

の強化、医療・介護関係者向け

研修の実施（２回/年）等

8-13 人生100年時代を支える質の高い医療提供プロジェクト 病院勤務者の勤務環境改善

勤務環境の改善に取り組む病院

に補助（延べ85施設/年）を行

い、医療従事者の離職防止や定

着促進を図るなど、安定的な医

療提供体制を構築

勤務環境の改善に取り組む病院

への補助を継続実施（延べ82施

設/年）

勤務環境の改善に取り組む病院

に補助（延べ81施設/年）を行

い、医療従事者の離職防止や定

着促進を図るなど、安定的な医

療提供体制を構築

勤務環境の改善に取り組む病院

への補助（延べ87施設/年）

勤務環境の改善に取り組む病院

への補助（延べ87施設/年）

勤務環境の改善に取り組む病院

への補助（延べ87施設/年）

8-13 人生100年時代を支える質の高い医療提供プロジェクト 島しょ地域における看護職員の定着促進 再掲

島しょ地域で従事する看護職員

に対し、出張研修や短期代替看

護職員の派遣を行うなど、勤務環

境改善と定着を促進

出張研修5回（うち2回はWEB

開催）、参加人数（延べ）49

名10島

短期代替看護職員派遣　12回

（延べ124日）

島しょ地域で従事する看護職員

が、島を離れずにオンラインで研修

を受ける機会等を新たに確保

島しょ地域で従事する看護職員

に対し、出張研修や短期代替看

護職員の派遣を行うなど、勤務環

境改善と定着を促進

出張研修６回（うち４回は

WEB開催）、参加人数（延

べ）73名７島

短期代替看護職員派遣　８回

（延べ83日）

継続実施 継続実施 継続実施

8-13 人生100年時代を支える質の高い医療提供プロジェクト 医療法人台帳オンラインシステム

医療法人に関する手続の利便性

の向上や業務効率化等を推進す

るため、申請・届出のオンライン化

に向けたシステム設計構築を実施

システムの本格運用 システムの本格運用 継続実施 継続実施 継続実施

8-13 人生100年時代を支える質の高い医療提供プロジェクト 東京都オンライン医療相談・診療等環境整備補助事業

かかりつけ医等へオンライン診療等

に必要な機器の導入費用を支援

し、オンライン診療の普及を促進

かかりつけ医等へオンライン診療等

に必要な機器の導入費用を支援

等を実施

かかりつけ医等へオンライン診療等

に必要な機器の導入費用を支援

し、オンライン診療の普及を促進

継続実施 継続実施 継続実施
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実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）
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ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

8-13 人生100年時代を支える質の高い医療提供プロジェクト 東京都総合医療ネットワークへの参画 再掲

・荏原病院にシステム導入完了

※7月1日以降は、東京都立病

院機構において推進

東京都立病院機構において推進
・全都立病院（松沢病院除く）

におけるシステム導入完了
東京都立病院機構において推進 東京都立病院機構において推進 -

8-13 人生100年時代を支える質の高い医療提供プロジェクト 医療介護専用ＳＮＳ等の導入・活用 再掲

医療介護専用ＳＮＳの５病院

での活用、Web会議システムによ

る医療相談の全病院での運用、

墨東病院での医療用音声認識

ツールの利用・効果検証、駒込病

院における診療費後払いサービス

の導入準備など、都立病院におけ

るDXの推進。

※7月1日以降は、東京都立病

院機構において推進

東京都立病院機構において推進

・医療介護専用SNSは6病院で

活用、WEB会議システムによる医

療相談を全病院で運用中

・医療用音声認識ツールについて

利用・効果検証を実施

・診療費後払いサービスは3病院

にて運用中

東京都立病院機構において推進 東京都立病院機構において推進 東京都立病院機構において推進

8-13 人生100年時代を支える質の高い医療提供プロジェクト
キングサーモンプロジェクト（先端技術を各病院現場に

導入）
再掲

先端技術を各都立病院に導入・

運用し、DXを促進

※7月1日以降は、東京都立病

院機構において推進

東京都立病院機構において推進

都立墨東病院において、実証実

験１件を実施（Dr.JOY社の勤

怠管理システム活用による、医師

や人事労務担当者の業務負担

軽減効果を検証）

東京都立病院機構において推進 東京都立病院機構において推進 東京都立病院機構において推進

8-13 人生100年時代を支える質の高い医療提供プロジェクト がん検診受診率向上に向けた取組

インフルエンサーを起用したオンライ

ントークイベントの開催や、ポータル

サイト等を活用した普及啓発を展

開するなど、都民のがん検診受診

率の向上を促進

新たに60歳代に向けた動画やリー

フレットの作成、ポータルサイト等を

活用した普及啓発の展開等、都

民のがん検診受診率の向上を促

進

60歳代（退職者層）に向けた

動画やリーフレットの作成、ポータ

ルサイト等を活用した普及啓発の

展開等を通じて、都民のがん検診

受診率の向上を促進

動画やリーフレット、ポータルサイト

等を活用し、都民のがん検診受

診率の向上を目的とした普及啓

発を展開

継続実施 継続実施

8-13 人生100年時代を支える質の高い医療提供プロジェクト がんの医療提供体制の整備

東京都がん診療連携拠点病院を

２カ所追加整備（計９か所）

し、 がん診療連携拠点病院等

（29か所）とともに質の高いがん

医療を提供する体制を構築

国拠点病院の指定状況を踏ま

え、東京都がん診療連携拠点病

院の追加整備等を実施

がん診療連携拠点病院等に１カ

所追加（計30か所）し、東京都

がん診療連携拠点病院（９か

所）とともに質の高いがん医療を

提供する体制を構築

国拠点病院の指定状況を踏ま

え、東京都がん診療連携拠点病

院の追加整備等を実施

国拠点病院の指定状況を踏ま

え、東京都がん診療連携拠点病

院の追加整備等を実施

国拠点病院の指定状況を踏ま

え、東京都がん診療連携拠点病

院の追加整備等を実施

8-13 人生100年時代を支える質の高い医療提供プロジェクト がんゲノム医療の実施 再掲

都立・公社病院全体でがんゲノム

医療外来を積極的に活用するな

ど、多くの患者に対して治療機会

を提供

※7月1日以降は、東京都立病

院機構において推進

東京都立病院機構において推進

東京都立病院機構において、がん

ゲノム医療外来を積極的に活用

するなど、多くの患者に対して治療

機会を提供

東京都立病院機構において推進 東京都立病院機構において推進 東京都立病院機構において推進

8-13 人生100年時代を支える質の高い医療提供プロジェクト 若年がん患者に対する生殖機能温存治療費の助成

がん治療により生殖機能が低下、

もしくは失うおそれがある若年患者

に対し、生殖機能温存治療に必

要な費用の一部を助成

治療費の一部助成を行うととも

に、若年がん患者が、がん等診療

施設と生殖機能温存療法の実施

機関等の連携により、円滑に生殖

機能の温存に向けた治療等を受

けられる体制を新たに構築

がん治療により生殖機能が低下、

もしくは失うおそれがある若年患者

に対し、生殖機能温存治療に必

要な費用の一部を助成

がん等診療施設、生殖機能温存

療法の実施機関及び行政による

「がん・生殖医療連携ネットワーク」

を構築

継続実施 継続実施 継続実施
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

8-13 人生100年時代を支える質の高い医療提供プロジェクト がん粒子線治療にかかる調査等 再掲

がん診療連携拠点病院を有する

都立病院機構において、最先端

がん治療法の整理、需要や将来

性等を調査

粒子線治療施設の整備に向け

て、都と機構が連携して導入病院

を含む整備計画を策定

「都立病院粒子線治療施設整

備計画」を策定

整備計画に基づき導入に向けた

取組を推進

整備計画に基づき導入に向けた

取組を推進

整備計画に基づき導入に向けた

取組を推進

8-13 人生100年時代を支える質の高い医療提供プロジェクト 緩和ケアの推進

緩和ケアワーキンググループの開催

（年１回）や、多職種向けに緩

和ケアに関する研修会の実施等、

地域の緩和ケア提供体制を整備

専門資格を有する看護人材等を

確保する取組を実施するとともに、

がん患者の地域移行に取り組む

医療機関の取組状況等を病院へ

配信

緩和ケアワーキンググループの開催

（年２回）や、多職種向けに緩

和ケアに関する研修会の実施等、

地域の緩和ケア提供体制を整備

継続実施 継続実施 継続実施

8-13 人生100年時代を支える質の高い医療提供プロジェクト 小児・ＡＹＡ世代へのがん対策

小児・ＡＹＡ世代がん診療連携

協議会において、引き続き、小

児・ＡＹＡ世代がん診療対策に

係る取組を推進

東京都小児・AYA世代がん診療

連携ネットワークの整備や、「AYA

世代がん相談情報センター」の運

営等

ＡＹＡ世代がんワーキンググルー

プ（年2回）や小児・ＡＹＡ世

代がん診療連携協議会において、

引き続き、小児・ＡＹＡ世代がん

診療対策に係る取組を推進

継続実施 継続実施 継続実施

8-13 人生100年時代を支える質の高い医療提供プロジェクト がん患者の治療と仕事の両立支援

就労支援ワーキンググループの開

催（年１回）、事業者向けがん

治療と仕事の両立支援サポート

ブックや教材の改定、事業者向け

普及啓発セミナーの開催等、がん

患者が就労を継続できる普及啓

発や環境整備を推進

企業による取組事例の紹介を踏

まえた事業者向け普及啓発セミ

ナーの開催（年２回）や、新た

に頭頸部がん患者を対象にしたア

ンケートの実施等

就労支援ワーキンググループの開

催（年２回）、事業者向け普及

啓発セミナーの開催等、がん患者

が就労を継続できる普及啓発や

環境整備を推進

継続実施 継続実施 継続実施

8-13 人生100年時代を支える質の高い医療提供プロジェクト 糖尿病予防対策

糖尿病の発症や重症化の予防に

向けて、都民・職域向けのリーフ

レットやパンフレット、ポータルサイト

等を活用した普及啓発や、企業

の健康管理担当者等向けに糖尿

病予防に関する講演会を実施

都民・職域向けに糖尿病予防の

普及啓発を推進

糖尿病の発症や重症化の予防に

向けて、都民・職域向けのリーフ

レットやパンフレット、ポータルサイト

等を活用した普及啓発や、企業

の健康管理担当者等向けに糖尿

病予防に関する講演会を実施

継続実施 継続実施 継続実施

8-13 人生100年時代を支える質の高い医療提供プロジェクト 受動喫煙防止対策の推進

受動喫煙防止に関する都民等へ

の普及啓発や保健所への業務支

援、各区市町村に対して公衆喫

煙所の整備補助を実施するなど、

受動喫煙対策を推進

都民等への普及啓発や保健所へ

の業務支援、喫煙専用室設置に

係るアドバイザー派遣の実施等

受動喫煙防止に関する都民等へ

の普及啓発や保健所への業務支

援、各区市町村に対して公衆喫

煙所の整備補助を実施するなど、

受動喫煙対策を推進

継続実施 継続実施 継続実施

8-13 人生100年時代を支える質の高い医療提供プロジェクト 都保健所の機能強化 - - -
感染症対応訓練・研修の実施、

保健所職員のメンタルヘルス対策

の実施

継続実施 継続実施

8-13 人生100年時代を支える質の高い医療提供プロジェクト 医療法等に基づく立入検査のＤＸ化 再掲 - -
立入検査時に使用する端末の操

作性等に関する検証

システムの設計、開発や医療機関

等への説明・研修等を実施
システムの運用 継続実施

8-13 人生100年時代を支える質の高い医療提供プロジェクト 歯科医療対策の強化 - - -

啓発動画の作成等による普及啓

発や歯科治療に必要な機器調

達、区市町村が取り組む法定外

歯科検診実施に要する費用等の

補助

継続実施 継続実施
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

8-13 人生100年時代を支える質の高い医療提供プロジェクト 医療施設浸水対策計画の策定支援 - - -

設計コンサルタント等の活用による

個別化された浸水対策計画の策

定支援事業を実施
継続実施 継続実施

8-13 人生100年時代を支える質の高い医療提供プロジェクト がんピアサポーターの養成 - - -

ピアサポーター養成研修の実施や

AYA世代ピアサポーター養成研修

テキストの作成、養成者フォロー

アップの方向性の検討

ピアサポーター・AYA世代ピアサ

ポーター養成研修の実施や養成

者フォローアップの方向性の検討

ピアサポーター・AYA世代ピアサ

ポーター養成研修の実施や養成

者フォローアップの取組の実施

8-13 人生100年時代を支える質の高い医療提供プロジェクト 医療機関のデジタル化推進 再掲 - -
病院における電子カルテ導入に係

る費用を補助

医療機関における電子カルテ導入

やAI技術を活用した取組等に係

る費用の補助、デジタル化推進セ

ミナーの開催等を実施

継続実施 継続実施

8-13 人生100年時代を支える質の高い医療提供プロジェクト 救急医療体制の強化 - - -
救急医療従事者の勤務環境の

改善に資する病院の取組や病院

救急車の整備に対し補助

継続実施 継続実施

8-13 人生100年時代を支える質の高い医療提供プロジェクト 病院診療情報のサイバーセキュリティ対策支援 再掲 - - -
サイバーセキュリティ対策の強化に

要する費用の補助
継続実施 継続実施

8-13 人生100年時代を支える質の高い医療提供プロジェクト 協定締結医療機関への支援 - -

都と医療措置協定を締結した医

療機関等に対して、施設整備・設

備整備に要した費用の補助、感

染症対策研修等を実施

継続実施 継続実施

8-13 人生100年時代を支える質の高い医療提供プロジェクト 行政における個人防護具の備蓄等 - - - 個人防護具の買入れ・管理 継続実施 継続実施

8-13 人生100年時代を支える質の高い医療提供プロジェクト 感染対策支援チームの運営 - -

感染症有事における都内保健所

へのクラスター支援やこれまでの支

援チームの活動の振返り等のた

め、アンケートを実施

感染症有事における都内保健所

へのクラスター支援や平時における

都内保健所への事例検討会等の

支援

継続実施 継続実施

8-13 人生100年時代を支える質の高い医療提供プロジェクト 感染症対策連携協議会の運営 - -

関係者間の意思疎通、情報共有

及び連携の推進を図ることで、感

染症発生の予防及びまん延防止

施策の実施に向けた連携協力体

制を整備

継続実施 継続実施 継続実施

8-13 人生100年時代を支える質の高い医療提供プロジェクト 寝たきり患者の減少に資するAI検診 - - -
小型心電計記録のAIによる自動

診断プログラムの改良やAI心房細

動検診の試験運用等を実施

AI心房細動検診の本格運用や

普及啓発を実施
継続実施

8-13 人生100年時代を支える質の高い医療提供プロジェクト HPVワクチンの男性接種補助 - - -
予防接種の自己負担を補助する

区市町村を支援
- -

8-13 人生100年時代を支える質の高い医療提供プロジェクト 梅毒対策の集中啓発 -

2年連続で患者報告数が過去最

多で、男女ともに若年世代の患者

報告数が多いことから、若年層に

対する普及啓発を強化

若年層を対象の中心とした梅毒

リーフレット・ポスターの作成、配布

やインターネット広告、啓発漫画の

制作、配信等を実施

継続実施 継続実施 継続実施
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

8-13 人生100年時代を支える質の高い医療提供プロジェクト 予防接種接種率の向上対策 - - -
ポスター、リーフレットの配布や動

画広告の作成、配信等を実施
- -

8-13 人生100年時代を支える質の高い医療提供プロジェクト 安全で安心な医療・介護環境の整備 - - -

ハラスメントの実態把握や研修プ

ログラムの開発を行い、それらを一

元管理するオンラインプラットフォー

ムを構築

継続実施 継続実施

8-13 人生100年時代を支える質の高い医療提供プロジェクト 勤務環境改善に向けた医師派遣推進 - - -
長時間労働医療機関へ医師等

を派遣する医療機関等へ支援を

実施（延べ６施設/年）

長時間労働医療機関へ医師等

を派遣する医療機関等へ支援を

実施（延べ６施設/年）

長時間労働医療機関へ医師等

を派遣する医療機関等へ支援を

実施（延べ６施設/年）

8-14 都立病院改革プロジェクト 都立病院における危機管理体制構築

感染症対策を強化

※7月１日以降は、東京都立病

院機構において推進

【ハード面】

・大塚病院における陰圧対応病

室の増室等

・都立病院全体で感染症用防護

具や医療資器材等の備蓄等

【ソフト面】

・感染症に関する専門人材の確

保・育成

・保健所等との連携強化等

東京都立病院機構において推進

感染症対策を強化

【ハード面】

・大塚病院における陰圧対応病

室の増室等

・都立病院全体で感染症用防護

具や医療資器材等の備蓄等

【ソフト面】

・感染症に関する専門人材の確

保・育成

・法人本部に危機管理統括部長

を設置し、都立病院全体の危機

事案を一元的に総括・調整する

体制を整備

・危機管理感染症委員会、感染

症対策連絡会議を設置

東京都立病院機構において推進 - -

8-14 都立病院改革プロジェクト 東京都総合医療ネットワークへの参画

・荏原病院にシステム導入完了

※7月1日以降は、東京都立病

院機構において推進

東京都立病院機構において推進
・全都立病院（松沢病院除く）

におけるシステム導入完了
東京都立病院機構において推進 東京都立病院機構において推進 -

8-14 都立病院改革プロジェクト 医療介護専用ＳＮＳ等の導入・活用

医療介護専用ＳＮＳの５病院

での活用、Web会議システムによ

る医療相談の全病院での運用、

墨東病院での医療用音声認識

ツールの利用・効果検証、駒込病

院における診療費後払いサービス

の導入準備など、都立病院におけ

るDXの推進。

※7月1日以降は、東京都立病

院機構において推進

東京都立病院機構において推進

・医療介護専用SNSは6病院で

活用、WEB会議システムによる医

療相談を全病院で運用中

・医療用音声認識ツールについて

利用・効果検証を実施

・診療費後払いサービスは3病院

にて運用中

東京都立病院機構において推進 東京都立病院機構において推進 東京都立病院機構において推進

8-14 都立病院改革プロジェクト
キングサーモンプロジェクト（先端技術を各病院現場に

導入）

先端技術を各都立病院に導入・

運用し、DXを促進

※7月1日以降は、東京都立病

院機構において推進

東京都立病院機構において推進

都立墨東病院において、実証実

験１件を実施（Dr.JOY社の勤

怠管理システム活用による、医師

や人事労務担当者の業務負担

軽減効果を検証）

東京都立病院機構において推進 東京都立病院機構において推進 東京都立病院機構において推進

157 ページ



2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

8-14 都立病院改革プロジェクト がんゲノム医療の実施

都立・公社病院全体でがんゲノム

医療外来を積極的に活用するな

ど、多くの患者に対して治療機会

を提供

※7月1日以降は、東京都立病

院機構において推進

東京都立病院機構において推進

東京都立病院機構において、がん

ゲノム医療外来を積極的に活用

するなど、多くの患者に対して治療

機会を提供

東京都立病院機構において推進 東京都立病院機構において推進 東京都立病院機構において推進

8-14 都立病院改革プロジェクト がん粒子線治療にかかる調査等

がん診療連携拠点病院を有する

都立病院機構において、最先端

がん治療法の整理、需要や将来

性等を調査

粒子線治療施設の整備に向け

て、都と機構が連携して導入病院

を含む整備計画を策定

「都立病院粒子線治療施設整

備計画」を策定

整備計画に基づき導入に向けた

取組を推進

整備計画に基づき導入に向けた

取組を推進

整備計画に基づき導入に向けた

取組を推進

8-14 都立病院改革プロジェクト 総合診療体制の強化 再掲 -

国内外の先行事例の調査や海外

から講師の招聘等を実施するな

ど、都立病院において都独自の新

たな総合診療医育成プログラムを

検討

・国内外の先行事例の調査や外

部の有識者を含む意見交換を実

施し、都独自の新たな総合診療

医育成プログラムを策定

・国内外から講師を招聘し、講演

会や症例検討会を実施

招聘した経験豊富な指導医のも

と、新たな総合診療医育成プログ

ラムを始動するとともに、育成対象

の募集・広報を実施

招聘した経験豊富な指導医のも

と、新たな都独自の総合診療医

育成プログラムを本格実施

招聘した経験豊富な指導医のも

と、新たな都独自の総合診療医

育成プログラムを本格実施

8-15 防災DX 日常備蓄の推進　東京備蓄ナビ 再掲

・アンケート等による意識調査

・ユーザーの意見等を反映した改

善・普及強化

・アンケート等による意識調査

・ユーザーの意見等を反映した改

善・普及強化

・アンケート等による意識調査

・東京備蓄ナビについてユーザーの

意見等を反映した改善・普及強

化

・アンケート等による意識調査

・東京備蓄ナビについてユーザーの

意見等を反映した改善・普及強

化

・アンケート等による意識調査

・東京備蓄ナビについてユーザーの

意見等を反映した改善・普及強

化

・アンケート等による意識調査

・東京備蓄ナビについてユーザーの

意見等を反映した改善・普及強

化

8-15 防災DX 水害時の避難対策（東京マイ・タイムラインの活用） 再掲

・マイ・タイムライン作成指導者の

育成や出前講座等を実施

・アプリ版東京マイ・タイムラインの

運用

・マイ・タイムライン作成指導者の

育成や出前講座等を実施

・英語版・やさしい日本語版冊子

の作成・配布

・アプリ版の運用

・マイ・タイムライン作成指導者の

育成や出前講座等を実施

・英語版・やさしい日本語版冊子

の作成・配布

・アプリ版の運用

・マイ・タイムライン作成指導者の

育成や出前講座等を実施

・英語版・やさしい日本語版冊子

の作成・配布

・アプリ版の運用、必要に応じ機

能拡充を検討

・マイ・タイムライン作成指導者の

育成や出前講座等を実施

・英語版・やさしい日本語版冊子

の作成・配布

・アプリ版の運用、必要に応じ機

能拡充を検討

・マイ・タイムライン作成指導者の

育成や出前講座等を実施

・英語版・やさしい日本語版冊子

の作成・配布

・アプリ版の運用、必要に応じ機

能拡充を検討

8-15 防災DX 防災セミナー等による地域防災の担い手の確保 再掲 ｅラーニング講座等の導入 ｅラーニング講座等の導入
防災セミナーについて、対面方式

と動画視聴方式を併用して実施

防災セミナーについて、対面方式

と動画視聴方式を併用して実施

防災セミナーについて、対面方式

と動画視聴方式を併用して実施

防災セミナーについて、対面方式

と動画視聴方式を併用して実施

8-15 防災DX デジタル教育向け教材の整備 再掲

・ＩＣＴ教育と連動したデジタル

教材の活用

・ＶＲ映像コンテンツ（地震編の

作成）

・ＩＣＴ教育と連動したデジタル

教材の活用

・日常生活事故防止動画（子ど

も編）の制作委託

・ＩＣＴ教育と連動したデジタル

教材（B-VR（ビーバー）等）の

活用

１　B-VRのYou Tube再生回数

291,390回

２　B-VRを活用した防火防災訓

練　5,619人

・日常生活事故防止動画（子ど

も編）の制作委託

・ＩＣＴ教育と連動したデジタル

教材の活用

・マンション等の防災対策普及動

画の制作委託

時勢に応じたデジタル教材の整備 時勢に応じたデジタル教材の整備

8-15 防災DX 中小企業の危機管理対策促進 再掲
BCP実践促進助成金、サイバー

セキュリティ対策促進助成金 等

BCP実践促進助成金、サイバー

セキュリティ対策促進助成金 等

BCP実践促進助成金、サイバー

セキュリティ対策促進助成金 等

BCP実践促進助成金、サイバー

セキュリティ対策促進助成金 等

BCP実践促進助成金、サイバー

セキュリティ対策促進助成金 等

BCP実践促進助成金、サイバー

セキュリティ対策促進助成金 等
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画
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年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

8-15 防災DX
東京型スマート農業推進のための研究プラットフォームに

おける技術開発
再掲

実証実験・研究開発を展開し、

次の研究成果等を発表

・「ソーラーエネルギー利用システム

の開発」の成果

・「最新Wi-Fi技術を活用した圃

場やハウスの見える化の実証」にお

ける「生産者が圃場やハウスに

Wi-Fi通信を設置・利用する際の

ヒントとなるガイド」

・「スマート農業技術の経営的評

価・経営モデル構築」における「ト

マト施設栽培に関するニーズ調

査」

・「ローカル５Ｇを活用した遠隔で

の農業作業支援」における、遠隔

農作業支援の実証レポート

実証実験・研究開発実績等を踏

まえた2024年度からの次期東京

型スマート農業技術開発プロジェ

クトの計画の検討

プラットフォームにおける民間企業

や研究機関、生産者等との共同・

協力により、東京フューチャーアグリ

システムの新展開 、AI・IoT等の

先進技術を活用した新たな農業

システムの技術検証 、ローカル5G

を活用した新しい農業技術の開

発の３つの取組において成果を発

表した。

（2023年度終了）

- - -

8-15 防災DX 東京フューチャーアグリシステムの新展開 再掲

イチゴ栽培システムの開発における

品種・病害虫管理、統合制御シ

ステムの低コスト化を検討

イチゴ栽培システムの開発、統合

制御システムの低コスト化を検討

低コスト化した東京フューチャーア

グリシステムによるイチゴ栽培システ

ムを開発した。

（2023年度終了）

- - -

8-15 防災DX
AI・IoT等の先進技術を活用した新たな農業システムの

技術検証
再掲

システムの開発等について、次の

研究成果等を発表

・「ソーラーエネルギー利用システム

の開発」の成果

・「最新Wi-Fi技術を活用した圃

場やハウスの見える化の実証」にお

ける「生産者が圃場やハウスに

Wi-Fi通信を設置・利用する際の

ヒントとなるガイド」

・「スマート農業技術の経営的評

価・経営モデル構築」における「ト

マト施設栽培に関するニーズ調

査」

システムの開発・改良

システムの開発等について、次の

研究成果等を発表

・ 最新Wi-Fi 技術を活用した圃

場モニタリング ～屋外Wi-Fi導入

～

・ ソーラーエネルギー利用システム

の開発～軽量フレキシブル太陽電

池利用技術～

・ 多棟ハウスの無線による見える

化の確立

（2023年度終了）

- - -

8-15 防災DX ローカル5Gを活用した新しい農業技術の開発 再掲
遠隔農作業支援の実証レポート

の公表
共同プロジェクトによる研究開発

ローカル5Ｇを活用した新しい農業

技術の開発～遠隔農作業支援

の実証レポートを公表した。

（2023年度終了）

- - -

8-15 防災DX ＤＸによる農業基盤の防災力強化 再掲

かんがい施設の水源であるため池

や貯水槽等を遠隔で監視するカメ

ラ及び水位計、遠隔で取水を制

御できるストップバルブ等を整備

かんがい施設の水源であるため池

や貯水槽等を遠隔で監視するカメ

ラ及び水位計、遠隔で取水を制

御できるストップバルブ等を整備

かんがい施設の水源であるため池

や貯水槽等を遠隔で監視するカメ

ラ及び水位計、遠隔で取水を制

御できるストップバルブ等を整備

かんがい施設の水源であるため池

や貯水槽等を遠隔で監視するカメ

ラ及び水位計、遠隔で取水を制

御できるストップバルブ等を整備

効果検証の上事業実施を検討 効果検証の上事業実施を検討

8-15 防災DX 三次元計測　三次元データの活用システム構築 再掲

データ取得（累計）（車道

65％・歩道40％取得）、データ

整備・格納、システム選定

計測実施（車道・歩道）、シス

テムへのデータ整備格納、システム

活用

データ取得（累計）（車道

100％・歩道60％）、システムへ

のデータ整備格納、システム活用

計測実施（車道・歩道）、シス

テムへのデータ整備格納、システム

活用

計測実施（車道・歩道）、シス

テムへのデータ整備格納、システム

活用

計測実施（車道・歩道）、シス

テムへのデータ整備格納、システム

活用
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画
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2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

8-15 防災DX My City Reportの活用 再掲
都道：本格運用

都立公園：運用準備

都道：継続的な住民協働の推

進・ＡＩ活用

都立公園：運用・効果検証

都道：継続的な住民協働の推

進・ＡＩ活用

都立公園：運用・効果検証

河川：隅田川にて導入、他河川

への展開を検討

都道：継続的な住民協働の推

進・ＡＩ活用

都立公園：運用

河川：運用、導入予定河川の地

図データ作成、順次対象河川拡

大検討

都道：継続的な住民協働の推

進・ＡＩ活用

都立公園：運用

河川：運用、導入予定河川の地

図データ作成

都道：継続的な住民協働の推

進・ＡＩ活用

都立公園：運用

河川：運用、導入予定河川の地

図データ作成

8-15 防災DX 水防災情報の発信強化 再掲
水防災総合情報システムの改修

など
運用開始、一部改修

・システム運用開始、システム一部

改修

・氾濫発生情報の運用検討

・システム運用

・氾濫発生情報の運用開始

・システム運用

・氾濫発生情報の運用

・システム運用

・氾濫発生情報の運用

8-15 防災DX
高潮防災総合情報システムによる防災情報発信力の

強化
再掲

海面ライブカメラ：3箇所増設

（2023年度設置完了見込みで

あったが、2022年度内に完

了）、運用状況を踏まえた改修を

実施

海面ライブカメラ：３箇所増設

運用状況を踏まえた改修を適宜

実施

海面ライブカメラ（2022年度内

設置完了）

運用状況を踏まえた改修を適宜

実施

海面ライブカメラ：2箇所増設

運用状況を踏まえた改修を適宜

実施

運用状況を踏まえた改修を適宜

実施

運用状況を踏まえた改修を適宜

実施

8-15 防災DX 東京データプラットフォームの構築 再掲

TDPFのデータ連携基盤にかかる

要件定義書の策定

東京データプラットフォームデータ連

携基盤構築、データ整備事業開

始

東京データプラットフォームデータ稼

働、人流等の広域データや、都市

OS等の地域密着データ等を連携

防災、観光、エネルギー、交通

等、社会課題の解決につながる官

民のデータ連携を促進

国が進める分野間データ連携基

盤との連携含め、様々な分野の

官民データも順次拡充

国が進める分野間データ連携基

盤との連携含め、様々な分野の

官民データも順次拡充

8-15 防災DX 東京データプラットフォームを活用したサービス 再掲

ケーススタディとなるモデルプロジェク

トを３件実施

①トイレ設備情報をベースにリアル

タイムの混雑情報等を付加した施

設系データの集約

②TDPFと自治体のデータ連携基

盤（都市OS）間の災害時の施

設データ連携

③防災データの利活用による災害

時の多言語情報提供

東京データプラットフォームのシステ

ムやサービスを活用したプロジェクト

を年３件実施、成功事例を創

出、プラットフォームの本格運用に

伴い、民間事業者等による様々

なデータ利活用サービスにつなげる

ケーススタディとなるモデルプロジェク

トを５件実施

①東京都産野菜の出荷情報や

生産者情報等のデータを整備し、

消費者・流通事業者・物流事業

者に対して各種情報を提供

②災害時・緊急時に役立つオープ

ンデータについて、各施設の多言

語翻訳や緯度・経度の座標を付

与し、マップ上で見える化

③高齢者の外出に関するニーズを

分析・データ化し、各種高齢者向

けサービスへの活用を検討

④各種官民データを活用し、まち

の新たな魅力を発掘・創出すると

ともに、人流の増加、回遊を促進

⑤複数区で連携し、各種統計

データをもとにした検討を地域内

事業者とともに行うことで、効果

的・持続的な周遊を促進

公共性の高い分野を中心としたコ

ミュニティ形成やデータの可視化等

により、サービスの創出を支援

公共性の高い分野を中心としたコ

ミュニティ形成やデータの可視化等

により、サービスの創出を支援

公共性の高い分野を中心としたコ

ミュニティ形成やデータの可視化等

により、サービスの創出を支援

8-15 防災DX ３Ｄデジタルマップの作成 再掲

点群データ取得（区部市街地全

域）

３Ｄ都市モデル整備（都市再生

緊急整備地域）

点群データ取得（区部市街地全

域）

３Ｄ都市モデル整備（都市再生

緊急整備地域）

３D都市モデル整備（都市再生

緊急整備地域を除く23区内、多

摩部）

・点群データ取得（区部市街地

全域）

・３Ｄ都市モデル整備（区部・多

摩部）

３Ｄ都市モデル整備（島しょ

部）
３Ｄ都市モデル一部更新 3Ｄ都市モデル一部更新

8-15 防災DX デジタルツインを活用した水害シミュレーションの構築 再掲 機能等の抽出・整理 開発・テスト 開発・テスト 開発・テスト、一部運用開始 運用・更新 運用・更新
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

8-15 防災DX
土砂災害対策の推進（［ソフト］二巡目基礎調査の

実施）
再掲 約3,000箇所 約3,000箇所 約3,000箇所 約3,000箇所 約3,000箇所 約3,000箇所

8-15 防災DX
土砂災害対策の推進（［ハード］３D地形データの活

用による効果的な土石流対策）
再掲 ４箇所

（３D地形データを活用した優先

度検討）

３D地形データを活用した優先度

検討

・３D地形データを活用した優先

度検討

・優先度が特に高い渓流における

砂防施設整備や簡易的な対策

の検討

・３D地形データを活用した除石

の実施

・３D地形データを活用し、優先

度が特に高い渓流における砂防

施設整備や簡易的な対策の検

討

・３D地形データを活用した除石

の実施

・３D地形データを活用し、優先

度が特に高い渓流における砂防

施設整備や簡易的な対策の検

討

・３D地形データを活用した除石

の実施

8-15 防災DX
土砂災害対策の推進（［ハード］３D地形データを活

用した事業優先度の検討）
再掲

事業優先度の基本的考え方の整

理

事業優先度を踏まえた対策箇所

の抽出（１周目）

事業優先度を踏まえた対策箇所

の抽出検討、

除石優先度の設定に向けた検討

取組名「土砂災害対策の推進

（［ハード］３D地形データの活

用による効果的な土石流対

策）」へ計画を統合し、以降は一

体の事業として推進

- -

8-15 防災DX
土砂災害対策の推進（［ハード］簡易的な土石流対

策による安全対策）
再掲

基本検討、

設計・工事着手

基本検討および整備実績を踏ま

えた事業展開の検討、

工事完了（先行実施箇所）

基本検討および整備実績を踏ま

えた事業展開の検討、

工事完了（先行実施箇所）

取組名「土砂災害対策の推進

（［ハード］３D地形データの活

用による効果的な土石流対

策）」へ計画を統合し、以降は一

体の事業として推進

- -

8-15 防災DX 盛土等の崩落による災害防止に向けた取組 再掲
基礎調査の実施、衛星による不

適正盛土検知の技術検証実施

基礎調査の実施、衛星による不

適正盛土検知のトライアル実施

・区域指定のための基礎調査

・大規模盛土造成地の安全性把

握調査（先行調査実施・計画

策定）

・その他の既存盛土の分布調査

・衛星による不適正盛土検知のト

ライアル実施

・盛土情報投稿アプリの試行運

用、自動検知サービスの開発

・規制区域の指定

・大規模盛土造成地の安全性把

握調査

・その他の既存盛土の安全性把

握調査の優先度評価

・衛星による不適正盛土検知の

運用

・盛土情報投稿アプリの運用、自

動検知サービスの開発・性能向上

・大規模盛土造成地の安全性把

握調査

・その他の既存盛土の安全性把

握調査の優先度評価

・衛星による不適正盛土検知の

運用

・盛土情報投稿アプリの運用、自

動検知サービスの運用に向けた性

能向上

・大規模盛土造成地の安全性把

握調査

・その他の既存盛土の安全性把

握調査の優先度評価

・衛星による不適正盛土検知の

運用

・盛土情報投稿アプリの運用、自

動検知サービスの運用に向けた性

能向上

8-15 防災DX 離島港湾情報プラットフォーム等の構築 再掲 設計・構築・先行実施

プラットフォーム　改良（ユーザーテ

ストを反映）

情報収集活用ツール　構築・運

用

プラットフォーム　運用開始、改良

（ユーザーテストを反映）

情報収集活用ツール　構築・運

用

プラットフォーム　運用、改良

（ユーザーテストを反映）

情報収集活用ツール　構築・運

用

プラットフォーム　運用、運用状況

を踏まえた改良を適宜実施

情報収集活用ツール　構築・運

用

プラットフォーム　運用、運用状況

を踏まえた改良を適宜実施

情報収集活用ツール　構築・運

用

8-15 防災DX 水防災の発信強化におけるドローン等の活用 再掲

Ｌｖ１、２ドローンを活用した映

像情報のリアルタイム共有の実

証。Ｌｖ３、４ドローンを活用し

た河川映像撮影・伝送の実証。

災害発生時における緊急対応時

の活用（随時）、Ｌｖ４ドローン

の運用について政策、法令、業界

等の動向を踏まえて構築または必

要な検討の実施

法令、技術開発等の動向を踏ま

えたドローン導入方針の検討

ドローン運用方法の検討

ドローンの配備

災害発生時における活用（随

時）

災害発生時における活用（随

時）

8-15 防災DX
道路事業におけるドローン等を用いた情報共有機能の

向上
再掲

ＵＡＶ映像伝送の機器比較・選

定
ＵＡＶ映像伝送の機器導入 ＵＡＶ映像伝送機器の導入 映像伝送機器の運用 映像伝送機器の運用 映像伝送機器の運用

8-15 防災DX ドローンを活用した被災状況の収集力強化 再掲
島しょ地域等へ高性能ドローンを

配備
ドローンを運用 ドローンを運用 ドローンを運用 ドローンを運用 ドローンを運用
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

8-15 防災DX ドローンによる施設点検 再掲
災害時の施設点検に向けた点検

体制やドローン機体等の検討

訓練により点検体制を構築

災害時の施設点検を開始

訓練により点検体制を構築

災害時の施設点検を開始

・操縦飛行による点検体制の維

持

・自律飛行による施設点検に向け

た飛行試験

・操縦飛行による点検体制の維

持

・自律飛行による施設点検に向け

た飛行試験

・操縦飛行による点検体制の維

持

・自律飛行による施設点検の一

部運用開始

8-15 防災DX ＳＮＳを活用した災害時の情報収集等 再掲
国の社会実装実験を踏まえた課

題整理

ＤＩＳとのチャットボット連携策検

討

SNS情報の分析力強化に向けた

検討
新たなSNS分析ツールの導入 運用 運用

8-15 防災DX デジタル技術を活用した現地機動班からの情報収集等 再掲

・活用にむけた実施検証

・閉域LTEモバイル端末調達

（120台）

・画像伝送システム（TV会議）

アプリの開発・閉域LTEモバイル端

末への実装

・現地機動班等に閉域ＬＴＥモ

バイル端末配備（約480台）

・画像伝送システム追加機器の調

達

・ウェアラブルカメラ機器等の調達

・現地機動班等に閉域ＬＴＥモ

バイル端末配備（約480台）

・画像伝送システム追加機器の運

用

・ウェアラブルカメラ機器等の調達

・班要員等に閉域ＬＴＥモバイル

端末配備（約120台）

・閉域ＬＴＥモバイル端末の運用

・画像伝送システム追加機器の運

用

・ウェアラブルカメラ機器等の運用

・閉域ＬＴＥモバイル端末の運用

・画像伝送システム追加機器の運

用

・ウェアラブルカメラ機器等の運用

・閉域ＬＴＥモバイル端末の運用

・画像伝送システム追加機器の運

用

・ウェアラブルカメラ機器等の運用

8-15 防災DX 帰宅困難者対策オペレーションシステムの構築 再掲
・混雑状況の把握機能を実装

・一時滞在施設の情報管理

・鉄道運行情報との連携

・オペレーション全体調整

・情報提供手段の検討

・鉄道運行情報との連携

・オペレーション全体調整

・情報提供手段の検討

・オペレーション全体調整

・情報提供手段の実装
順次改良・機能向上 順次改良・機能向上

8-15 防災DX リモートによる災害対応体制の構築 再掲 条件整理

非常時優先業務のうちリモート化

が可能な業務を、都政のBCP改

定作業で洗い出し

非常時優先業務のうちリモート化

が可能な業務を、都政のBCP改

定作業で洗い出し

体制整備・順次運用 体制整備・順次運用 体制整備・順次運用

8-15 防災DX
ＡＩ等を活用した水位予測による水門等の操作支援

（河川）
再掲 システム導入に向けた調査 システム設計・開発 システム設計・開発 システム設計・開発 運用（システム通年検証） システム運用

8-15 防災DX
ＡＩ等を活用した水位予測による水門等の操作支援

（海岸保全施設）
再掲

外水位（水門外側の水位）予

測の精度検証

内水位（水門内側の水位）予

測の検討

外水位予測を水防活動に活用

開始

内水位予測の精度検証

外水位予測を水防活動に活用

開始

内水位予測の精度検証

水門等操作支援システム（仮

称）開発

水門等操作支援システム（仮

称）開発

水門等操作支援システム（仮

称）運用

8-15 防災DX 物資輸送体制の強化 再掲

・区市町村との物資供給方法の

検討

・専用アプリの実証

・区市町村との物資供給方法の

検討

・専用アプリの検証、運用

・区市町村との物資供給方法の

検討

・専用アプリの検証、運用

・区市町村との物資供給方法の

検討

・専用アプリの検証、運用

・区市町村との物資供給方法の

検討

・専用アプリの検証、運用

・区市町村との物資供給方法の

検討

・専用アプリの検証、運用

8-15 防災DX 孤立地域へのドローンによる物資輸送 再掲 訓練・検証・輸送体制確立 訓練・検証・輸送体制確立
輸送体制の確立に向け、協定事

業者等との意見交換
訓練・検証・輸送体制確立 訓練・検証・輸送体制確立 訓練・検証・輸送体制確立

8-15 防災DX 災害時の外国人支援体制の構築 再掲

・災害発生時の防災（語学）ボ

ランティアと避難所等とをマッチング

する「東京都防災（語学）ボラン

ティアシステム」を運用

・災害発生時に備えた研修会や

訓練の実施、災害時の注意喚起

等を事前に多言語化

・「東京都防災（語学）ボラン

ティアシステム」を運用

・災害発生時に備えた研修会や

訓練の実施、注意喚起等の事前

の多言語化、「災害時の外国人

支援Q＆Aマニュアル」の改定

・「東京都防災（語学）ボラン

ティアシステム」を運用

・災害発生時に備えた研修会や

訓練の実施、注意喚起等の事前

の多言語化、「災害時の外国人

支援Q＆Aマニュアル」の改定

・「東京都防災（語学）ボラン

ティアシステム」を運用

・災害発生時に備えた研修会や

訓練の実施、注意喚起等の事前

の多言語化、「災害時の外国人

支援Q＆Aマニュアル」の改定、外

国人向け多言語防災普及啓発

動画の制作

・「東京都防災（語学）ボラン

ティアシステム」を運用

・災害発生時に備えた研修会や

訓練の実施、注意喚起等の事前

の多言語化、「災害時の外国人

支援Q＆Aマニュアル」の改定

・外国人向け多言語防災普及啓

発動画の制作

・「東京都防災（語学）ボラン

ティアシステム」を運用

・災害発生時に備えた研修会や

訓練の実施、注意喚起等の事前

の多言語化、「災害時の外国人

支援Q＆Aマニュアル」の改定

・外国人向け多言語防災普及啓

発動画の制作
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

8-15 防災DX 外国人向け情報提供・相談支援体制の構築 再掲

・チャットボットを活用するとともに、

多文化共生ポータルサイトをリ

ニューアル

・東京都多言語相談ナビを運営

するとともに、遠隔通訳による通訳

支援を実施

・東京都多言語相談ナビにおい

て、弁護士会等と連携し、解決困

難な専門相談について、オンライン

及び対面で多言語による相談を

実施

・行政機関等が実施する通訳支

援の実態を調査

・都域における外国人相談対応

力の向上を図るため、都内外国

人相談窓口の相談員等が活用で

きるシステムの構築を検討

・チャットボットを活用するとともに、

多文化共生ポータルサイトを運営

・東京都多言語相談ナビを運営

するとともに、遠隔通訳による通訳

支援を実施

・東京都多言語相談ナビにおい

て、弁護士会等と連携し、解決困

難な専門相談について、オンライン

及び対面で多言語による相談を

実施

・実態調査を踏まえた通訳支援の

充実

・都内外国人相談窓口の相談員

等が活用できる相談支援システム

（仮）の構築

・チャットボットを活用するとともに、

多文化共生ポータルサイトを運営

・東京都多言語相談ナビを運営

するとともに、遠隔通訳による通訳

支援を実施

・東京都多言語相談ナビにおい

て、弁護士会等と連携し、解決困

難な専門相談について、オンライン

及び対面で多言語による相談を

実施

・実態調査を踏まえた通訳支援の

充実

・都内外国人相談窓口の相談員

等が活用できる相談支援システム

（東京都外国人相談サポートサ

イト）の構築

・生活情報冊子「Life in Tokyo

Your Guide」をリニューアルし、デ

ジタルブック化

・チャットボットの対応言語数を拡

充するとともに、多文化共生ポータ

ルサイトを運営

・東京都多言語相談ナビをフリー

ダイヤル化するとともに、遠隔通訳

による通訳支援を実施

・東京都多言語相談ナビにおい

て、弁護士会等と連携し、解決困

難な専門相談について、オンライン

及び対面で多言語による相談を

実施

・実態調査を踏まえた通訳支援の

充実

・東京都外国人相談サポートサイ

トの拡充・運用

・チャットボットを活用するとともに、

多文化共生ポータルサイトを運営

・東京都多言語相談ナビを運営

するとともに、遠隔通訳による通訳

支援を実施

・東京都多言語相談ナビにおい

て、弁護士会等と連携し、解決困

難な専門相談について、オンライン

及び対面で多言語による相談を

実施

・実態調査を踏まえた通訳支援の

充実

・東京都外国人相談サポートサイ

トの運用

・チャットボットを活用するとともに、

多文化共生ポータルサイトを運営

・東京都多言語相談ナビを運営

するとともに、遠隔通訳による通訳

支援を実施

・東京都多言語相談ナビにおい

て、弁護士会等と連携し、解決困

難な専門相談について、オンライン

及び対面で多言語による相談を

実施

・実態調査を踏まえた通訳支援の

充実

・東京都外国人相談サポートサイ

トの運用

8-15 防災DX 医療介護専用ＳＮＳ等の導入・活用 再掲

医療介護専用ＳＮＳの５病院

での活用、Web会議システムによ

る医療相談の全病院での運用、

墨東病院での医療用音声認識

ツールの利用・効果検証、駒込病

院における診療費後払いサービス

の導入準備など、都立病院におけ

るDXの推進。

※7月1日以降は、東京都立病

院機構において推進

東京都立病院機構において推進

・医療介護専用SNSは6病院で

活用、WEB会議システムによる医

療相談を全病院で運用中

・医療用音声認識ツールについて

利用・効果検証を実施

・診療費後払いサービスは3病院

にて運用中

東京都立病院機構において推進 東京都立病院機構において推進 東京都立病院機構において推進

8-15 防災DX 住家被害認定調査及び罹災証明の迅速化 再掲

・住家被害認定調査業務支援

ツールの検討・検証

・罹災証明書の早期発行に向け

た人員・資機材の検討

・住家被害認定調査業務支援

ツールの開発、運用開始

・罹災証明書の早期発行に向け

た人員・資機材の推計

・住家被害認定調査業務支援

ツールの開発、運用開始

・罹災証明書の早期発行に向け

た人員・資機材の推計

・住家被害認定調査業務支援

ツールの運用・改良

・罹災証明書の早期発行に向け

た情報提供等

・住家被害認定調査業務支援

ツールの運用・改良

・罹災証明書の早期発行に向け

た情報提供等

・住家被害認定調査業務支援

ツールの運用・改良

・罹災証明書の早期発行に向け

た情報提供等

8-15 防災DX 災害時都民台帳システムの構築 再掲 前提条件の整理
システムの開発に向けた契約手続

き、基本設計着手

システムの開発に向けた契約手続

き、基本設計着手
詳細設計、テスト、運用開始 運用 運用

8-15 防災DX 災害義援金のキャッシュレス化 再掲 仕様の検討
キャッシュレス化に向けた検証・導

入
キャッシュレス化に向けた検証 キャッシュレス化本格実施 キャッシュレス化本格実施 キャッシュレス化本格実施

9-1 人中心の歩きやすいまちづくりプロジェクト Tokyo Sky Corridorの実現

事業化に向けた方針策定、再開

発等促進区を定める地区計画決

定

事業化推進の調整、都市計画手

続、情報発信（ＰＲ活動）

事業化推進の調整、都市計画手

続、情報発信（銀座スカイウォー

クの開催等ＰＲ活動）

事業化推進の調整・協議、情報

発信（ＰＲ活動）

事業化推進の調整・協議、情報

発信（ＰＲ活動）

事業化推進の調整・協議、情報

発信（ＰＲ活動）

戦略９：都市の機能をさらに高める戦略
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

9-1 人中心の歩きやすいまちづくりプロジェクト 水辺の歩行者等ネットワーク形成 工事

旧晴海鉄道橋の遊歩道化等によ

る、魅力的な水辺の歩行者ネット

ワーク形成を推進

旧晴海鉄道橋の遊歩道化等によ

る、魅力的な水辺の歩行者ネット

ワーク形成を推進

旧晴海鉄道橋の遊歩道化等によ

る、魅力的な水辺の歩行者ネット

ワーク形成を推進

旧晴海鉄道橋の遊歩道化等によ

る、魅力的な水辺の歩行者ネット

ワーク形成を推進
-

9-1 人中心の歩きやすいまちづくりプロジェクト 西新宿のまちづくり 再掲
地元区とともに西新宿地区再整

備方針を策定

道路や公開空地等の一体的な

再編を行い、人が憩い、楽しく歩

けるウォーカブルな都市空間を創

出

道路、公園、街区が一体となった

誰もが安心して楽しく歩ける歩行

空間を体験できるイベントを開催

道路や公開空地等の一体的な

再編を行い、人が憩い、楽しく歩

けるウォーカブルな都市空間を創

出

道路や公開空地等の一体的な

再編を行い、人が憩い、楽しく歩

けるウォーカブルな都市空間を創

出

道路や公開空地等の一体的な

再編を行い、人が憩い、楽しく歩

けるウォーカブルな都市空間を創

出

9-1 人中心の歩きやすいまちづくりプロジェクト 新宿三丁目地区のまちづくり 再掲

地元区が主体となり、新宿三丁

目駅周辺まちづくり誘導方針を策

定

まちづくり誘導方針の具体化に向

けた取組

まちづくり誘導方針の具体化に向

けた取組

まちづくり誘導方針の具体化に向

けた取組

まちづくり誘導方針の具体化に向

けた取組

まちづくり誘導方針の具体化に向

けた取組

9-1 人中心の歩きやすいまちづくりプロジェクト
都庁周辺の空間再編（４号街路沿い、都民広場

等）
- - 都庁周辺の空間再編計画策定

実施設計完了（４号街路沿い、

都民広場等）

工事着手（４号街路沿い、都民

広場等）

工事完了（４号街路沿い、都民

広場等）

9-1 人中心の歩きやすいまちづくりプロジェクト 浜松町駅周辺のまちづくり 再掲
浜松町二丁目４地区：工事

芝浦一丁目地区：工事

浜松町二丁目４地区：工事

芝浦一丁目地区：工事

浜松町二丁目４地区：工事

芝浦一丁目地区：工事

浜松町二丁目４地区：工事

芝浦一丁目地区：工事

浜松町二丁目４地区：工事

芝浦一丁目地区：工事

浜松町二丁目４地区：工事

芝浦一丁目地区：工事

9-1 人中心の歩きやすいまちづくりプロジェクト 東京駅東西自由通路の整備 再掲

自由通路支障移転工事の完了、

自由通路詳細設計の実施、本体

工事の着手

整備促進
自由通路本体工事の実施

自由通路詳細設計の実施
整備促進 整備促進 整備促進

9-1 人中心の歩きやすいまちづくりプロジェクト 池袋駅東西連絡通路の整備（北デッキ・南デッキ）
地元区の取組を支援、事業者間

調整等に関する技術的支援

地元区の取組を支援、事業者間

調整等に関する技術的支援

地元区の取組を支援、事業者間

調整等に関する技術的支援

地元区の取組を支援、事業者間

調整等に関する技術的支援

地元区の取組を支援、事業者間

調整等に関する技術的支援

地元区の取組を支援、事業者間

調整等に関する技術的支援

9-1 人中心の歩きやすいまちづくりプロジェクト 渋谷駅周辺基盤整備事業 再掲
東口広場整備工事

銀座線橋脚移設工事

東口広場整備工事

銀座線橋脚移設工事

東口広場整備工事

西口広場整備工事

銀座線橋脚移設工事

東口広場整備工事

西口広場整備工事

銀座線橋脚移設工事

東口広場整備工事

西口広場整備工事

銀座線橋脚移設工事

東口広場整備工事

西口広場整備工事

銀座線橋脚移設工事

9-1 人中心の歩きやすいまちづくりプロジェクト 新宿駅直近地区土地区画整理事業 再掲
土地区画整理事業の計画、設

計、工事

土地区画整理事業の計画、設

計、工事、道路維持管理

西口駐車場出入口整備（一

部）

西口駅前広場仮設構台・スロー

プ整備（一部）

土地区画整理事業の計画、設

計、工事、道路維持管理

土地区画整理事業の計画、設

計、工事、道路維持管理

土地区画整理事業の計画、設

計、工事、道路維持管理

9-1 人中心の歩きやすいまちづくりプロジェクト 品川駅周辺の基盤整備 再掲

・品川駅自由通路：整備促進、

移転補償

・国道15号拡幅事業、上空デッ

キ整備：国による用地買収

・品川駅自由通路：整備促進、

移転補償

・国道15号拡幅事業、上空デッ

キ整備：国による用地買収

・品川駅自由通路：整備促進、

移転補償

・国道15号拡幅事業、上空デッ

キ整備：国による用地買収

・品川駅自由通路：整備促進、

移転補償

・国道15号拡幅事業、上空デッ

キ整備：国による用地買収

・品川駅自由通路：整備促進、

移転補償

・国道15号拡幅事業、上空デッ

キ整備：国による用地買収

・品川駅自由通路：整備促進、

移転補償

・国道15号拡幅事業、上空デッ

キ整備：工事着手

9-1 人中心の歩きやすいまちづくりプロジェクト 東京ベイｅＳＧまちづくり戦略 再掲
まちづくり戦略のバージョンアップに

向けた調査

・まちづくり戦略のバージョンアップに

向けた調査

・歩行者中心の道路空間等と海

に開かれた建物を一体的に活用

し、魅力ある水辺空間の創出に

向けた検討を実施

・まちづくり戦略のバージョンアップに

向けた調査

・歩行者中心の道路空間等と海

に開かれた建物を一体的に活用

し、魅力ある水辺空間の創出に

向けた検討を実施

・将来像の実現に向けて、お台場

シーサイドウォーカブルを実施

・まちづくり戦略の更新

・歩行者中心の道路空間等と海

に開かれた建物を一体的に活用

し、魅力ある水辺空間の創出に

向け、公共空間と民有地との一

体的な空間の在り方を検討

・まちづくり戦略のバージョンアップに

向けた調査

・歩行者中心の道路空間等と海

に開かれた建物を一体的に活用

し、魅力ある水辺空間の創出に

向け、公共空間と民有地との一

体的な空間の在り方を検討

・まちづくり戦略のバージョンアップに

向けた調査

・歩行者中心の道路空間等と海

に開かれた建物を一体的に活用

し、魅力ある水辺空間の創出に

向け、公共空間と民有地との一

体的な空間の在り方を検討
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

9-1 人中心の歩きやすいまちづくりプロジェクト 拠点機能の充実強化（ターミナル駅37駅） 再掲

先行整備した主要９駅での事

例・解決策及び経緯などを整理

し、手引を作成

区市等の意向により、案内サイン

統一化に向けた課題抽出、方針

決定、事業者による整備を順次

実施

2022年度に策定した手引を用い

て、区市の取組を後押しするため

に、区市へヒアリングを実施

2022年度に策定した「案内サイ

ン等の整備に向けた手引（多言

語対応含む）」を用いて、区市の

取組を後押しするために、区市へ

ヒアリングを実施

・区市等の意向により、案内サイン

統一化に向けた課題抽出

・事業者による整備を順次実施

・区市等の意向により、案内サイン

統一化に向けた課題抽出

・事業者による整備を順次実施

9-1 人中心の歩きやすいまちづくりプロジェクト 地域公共交通の充実・強化（区市町村支援） 再掲

・地域公共交通計画策定：６

自治体/62自治体

・都の補助を活用し地域ニーズに

応じた移動手段の導入に取り組

んだ自治体：19自治体/62自

治体

・区市町村の地域公共交通計画

策定や地域ニーズに応じた輸送

手段の導入を技術的・財政的に

支援

・効果的な支援策の創設等を継

続的に検討

・地域公共交通計画策定：10

自治体/62自治体

・都の補助を活用し地域ニーズに

応じた移動手段の導入 に取り組

んだ自治体：31自治体/62自

治体

・地域特性に応じたニーズに対応

するため、補助対象を見直し

・区市町村の地域公共交通計画

策定や地域ニーズに応じた輸送

手段の導入を技術的・財政的に

支援

・効果的な支援策の創設等を継

続的に検討

・区市町村の地域公共交通計画

策定や地域ニーズに応じた輸送

手段の導入を技術的・財政的に

支援

・効果的な支援策の創設等を継

続的に検討

・区市町村の地域公共交通計画

策定や地域ニーズに応じた輸送

手段の導入を技術的・財政的に

支援

・効果的な支援策の創設等を継

続的に検討

9-1 人中心の歩きやすいまちづくりプロジェクト 公開空地等の活用促進
まちづくり団体新規登録等による

運用（100団体）

・まちづくり団体新規登録等による

運用：102団体

・地元区市町村や道路・公園・河

川の各管理者等関連機関との調

整

・まちづくり団体新規登録等による

運用：109団体

・地元区市町村や道路・公園・河

川の各管理者等関連機関との調

整

・まちづくり団体新規登録等による

運用：114団体

・地元区市町村や道路・公園・河

川の各管理者等関連機関との調

整

・まちづくり団体新規登録等による

運用：117団体

・地元区市町村や道路・公園・河

川の各管理者等関連機関との調

整

・まちづくり団体新規登録等による

運用：120団体

・地元区市町村や道路・公園・河

川の各管理者等関連機関との調

整

9-1 人中心の歩きやすいまちづくりプロジェクト 広報活動（パーク・ストリート東京） 24地区 24地区 28地区 25地区 25地区 25地区

9-1 人中心の歩きやすいまちづくりプロジェクト 道路を都市の「ゆとり創出」の貴重な空間として活用
ほこみち制度の活用に向けた実施

方針等の策定と課題内容の整理

ほこみち制度の情報発信と相談

窓口の設置、制度活用に向けた

取組を推進

ほこみち制度の相談窓口を局内

に設置し関係機関に情報発信、

八重洲通りでの実証実験など制

度活用に向けた取組を推進

ほこみち制度の相談窓口の運営、

制度活用に向けた取組を拡充

ほこみち制度の相談窓口の運営、

制度活用に向けた取組を拡充

ほこみち制度の相談窓口の運営、

制度活用に向けた取組を拡充

9-1 人中心の歩きやすいまちづくりプロジェクト 三次元計測　三次元データの活用システム構築 再掲

データ取得（累計）（車道

65％・歩道40％取得）、データ

整備・格納、システム選定

計測実施（車道・歩道）、シス

テムへのデータ整備格納、システム

活用

データ取得（累計）（車道

100％・歩道60％）、システムへ

のデータ整備格納、システム活用

計測実施（車道・歩道）、シス

テムへのデータ整備格納、システム

活用

計測実施（車道・歩道）、シス

テムへのデータ整備格納、システム

活用

計測実施（車道・歩道）、シス

テムへのデータ整備格納、システム

活用

9-1 人中心の歩きやすいまちづくりプロジェクト 東京ストリートヒューマン１st事業 再掲
工事着手（３箇所）白山祝田

田町線 外

工事着手（１箇所）環状三号

線

工事着手（不調）

（完成：２箇所）

工事着手（２箇所）靖国通り

外

工事着手（３箇所）明治通り

外

工事着手（３箇所）日比谷通

り 外

9-1 人中心の歩きやすいまちづくりプロジェクト 街路樹の防災機能強化
防災診断実施（23路線）、

街路樹更新

防災診断実施（16路線）、

街路樹更新

 防災診断実施（16路線）、

街路樹更新

防災診断実施（17路線）、

街路樹更新

防災診断実施（12路線）、

街路樹更新

防災診断実施（14路線）、

街路樹更新

9-1 人中心の歩きやすいまちづくりプロジェクト 街路樹による緑陰確保 緑陰確保を継続（５％） 緑陰確保を継続（10％） 緑陰確保を継続（10％） 緑陰確保を継続（10％） 緑陰確保を継続（10％） 緑陰確保を継続（10％）

9-1 人中心の歩きやすいまちづくりプロジェクト 街路樹管理台帳のデータベース化 ＤＢ化・運用（区部） ＤＢ化・運用（区部） ＤＢ化・運用（区部） ＤＢ化・運用（多摩部） ＤＢ化・運用（島しょ部） 運用（都道全域）

9-1 人中心の歩きやすいまちづくりプロジェクト 自転車通行空間の整備（優先整備区間等） 再掲
39km整備（船堀街道・井ノ頭

通り　外23箇所）
31km整備 27km整備 30km整備 31km整備 31km整備

9-1 人中心の歩きやすいまちづくりプロジェクト 自転車活用推進重点地区における取組推進 再掲
自転車通行空間の更なる安全対

策、自転車誘導方策の実施

自転車通行空間の更なる安全対

策、自転車誘導方策の実施

自転車通行空間の更なる安全対

策、自転車誘導方策の実施

自転車通行空間の更なる安全対

策、自転車誘導方策の実施

自転車通行空間の更なる安全対

策、自転車誘導方策の実施

自転車通行空間の更なる安全対

策、自転車誘導方策の実施

9-1 人中心の歩きやすいまちづくりプロジェクト 自転車通行空間の整備（臨港道路等） 再掲 調査・設計、工事着手 調査、設計、工事（約６km） 調査・設計、工事（約６km） 調査、設計、工事（約５km） 調査・設計 調査・設計、工事

9-1 人中心の歩きやすいまちづくりプロジェクト スポーツフィールドとなる緑道公園ネットワークの整備

【サイクリングルート】設計・工事

【ウォーキング・ランニングルート】調

査・計画

【サイクリングルート】工事

【ウォーキング・ランニングルート】調

査・計画

【サイクリングルート】工事

【ウォーキング・ランニングルート】調

査・計画

【ウォーキング・ランニングルート】調

査・検討

【サイクリングルート】工事

【ウォーキング・ランニングルート】設

計

【ウォーキング・ランニングルート】設

計
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

9-1 人中心の歩きやすいまちづくりプロジェクト 自転車シェアリング利用エリアの広域化

・ポート用地共同利用検証事業

（池袋地域）の開始

・公共用地へのポート設置支援

・自転車シェアリングに係るデータの

オープンデータ化

・「区市町村との連携による地域

環境力活性化事業」による導入

支援

・利用エリアの広域化に向けた取

組の推進

・公共用地へのポート設置支援

・「区市町村との連携による地域

環境力活性化事業」による導入

支援

・利用エリアの広域化に向けた取

組の推進

・公共用地へのポート設置支援

・「区市町村との連携による地域

環境力活性化事業」による導入

支援

・普及促進に向けたPRの実施

・利用エリアの広域化に向けた取

組の推進

・公共用地へのポート設置支援

・「区市町村環境政策加速化事

業」による導入支援

・普及促進に向けたPRの実施

・利用エリアの広域化に向けた取

組の推進

・公共用地へのポート設置支援

・「区市町村環境政策加速化事

業」による導入支援

・普及促進に向けたPRの実施

・利用エリアの広域化に向けた取

組の推進

・公共用地へのポート設置支援

・「区市町村環境政策加速化事

業」による導入支援

9-1 人中心の歩きやすいまちづくりプロジェクト 連続立体交差事業の推進（都施行） 再掲 ６路線７か所で整備推進 ６路線８か所で整備推進 ６路線８か所で整備推進 ６路線８か所で整備推進 ６路線８か所で整備推進 ６路線８か所で整備推進

9-1 人中心の歩きやすいまちづくりプロジェクト 連続立体交差事業の推進（区施行） 再掲 １路線２か所で整備推進 １路線２か所で整備推進
１路線２か所で整備推進

うち１か所で事業完了
１路線１か所で整備推進 - -

9-1 人中心の歩きやすいまちづくりプロジェクト 区部放射・環状道路、多摩南北・東西道路の整備 再掲

１か所事業化（環状第５の１

号線）、４か所開通（環状第２

号線など）、３か所完成

２か所事業化、２か所開通、４

か所完成

１か所事業化（放射第32号

線）、１か所開通（放射第35

号線）

１か所事業化、４か所開通、５

か所完成
３か所完成 １か所完成

9-1 人中心の歩きやすいまちづくりプロジェクト 幹線道路の整備 再掲

４か所事業化（補助第143号

線など）、６か所開通（環状第

２号線など）、６か所完成

10か所事業化、５か所開通、５

か所完成

７か所事業化（放射第32号線

など）、５か所開通（町田3・3・

36号相原鶴間線など）、１か所

完成

５か所事業化、５か所開通、７

か所完成
４か所事業化、５か所完成 ４か所事業化、２か所完成

9-1 人中心の歩きやすいまちづくりプロジェクト 都県境における道路・橋梁の整備 再掲
１か所事業化（補助第143号

線）
整備推進 整備推進 １か所開通 整備推進 整備推進

9-1 人中心の歩きやすいまちづくりプロジェクト 立川広域防災基地へのアクセス性の強化 再掲 整備推進 整備推進 整備推進 整備推進 整備推進 整備推進

9-1 人中心の歩きやすいまちづくりプロジェクト 三環状関連の幹線道路の整備 再掲 整備推進 ２か所事業化、１か所開通 １か所事業化、１か所開通 １か所事業化、１か所完成 １か所事業化 整備推進

9-1 人中心の歩きやすいまちづくりプロジェクト
南多摩尾根幹線、町田３・３・50号小山宮下線の整

備
再掲 １か所完成 整備推進 整備推進 整備推進 整備推進 整備推進

9-1 人中心の歩きやすいまちづくりプロジェクト その他骨格幹線道路の整備 再掲 整備推進 １か所開通
１か所開通（町田3・3・36号相

原鶴間線）
整備推進 整備推進 １か所事業化、１か所完成

9-1 人中心の歩きやすいまちづくりプロジェクト 都立公園の再生整備

施設改修（上野恩賜公園・井の

頭恩賜公園）：設計・工事、

再生整備（日比谷公園）：設

計

施設改修（上野恩賜公園・井の

頭恩賜公園）： 設計・工事、

再生整備（日比谷公園）：設

計・工事

施設改修（上野恩賜公園・井の

頭恩賜公園）： 設計・工事、

再生整備（日比谷公園）：設

計・工事

施設改修（上野恩賜公園・井の

頭恩賜公園）： 設計・工事、

再生整備（日比谷公園）：設

計・工事

施設改修（上野恩賜公園・井の

頭恩賜公園）： 設計・工事、

再生整備（日比谷公園）：設

計・工事

施設改修（上野恩賜公園・井の

頭恩賜公園）： 設計・工事、

再生整備（日比谷公園）：設

計・工事

9-1 人中心の歩きやすいまちづくりプロジェクト 民間活力を生かした都立公園の整備（明治公園） 整備工事 整備工事、オープン 整備工事、オープン - - -

9-1 人中心の歩きやすいまちづくりプロジェクト 民間活力を生かした都立公園の整備（代々木公園） 整備工事 整備工事 整備工事 整備工事、オープン - -

9-1 人中心の歩きやすいまちづくりプロジェクト 民間活力を生かした都立公園の整備 - 多面的な活用を推進 多面的な活用を推進 多面的な活用を推進 多面的な活用を推進 多面的な活用を推進

9-1 人中心の歩きやすいまちづくりプロジェクト 官民連携による海上公園施設の導入
１公園整備

１公園調査
１公園公募、調整 １公園公募、調整 １公園調整、調査 ・検討 １公園整備、調査 ・検討 1公園公募

9-1 人中心の歩きやすいまちづくりプロジェクト 都立公園の新規拡張整備 再掲

練馬城址公園・高井戸公園・六

仙公園等、事業認可取得・用地

取得・整備推進

練馬城址公園（新規開園）・

六仙公園等、用地取得・整備推

進

練馬城址公園（新規開園）・

六仙公園等、用地取得・整備推

進

練馬城址公園・林試の森公園・

六仙公園等、用地取得・整備推

進

練馬城址公園・六仙公園・中藤

公園等、用地取得・整備推進

練馬城址公園・六仙公園・中藤

公園等、用地取得・整備推進
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

9-1 人中心の歩きやすいまちづくりプロジェクト 市町村立公園整備に対する補助 再掲 財政的・技術的支援 財政的・技術的支援 財政的・技術的支援 財政的・技術的支援 財政的・技術的支援 財政的・技術的支援

9-1 人中心の歩きやすいまちづくりプロジェクト 公園の高台化（篠崎公園） 再掲 用地取得、設計、工事 用地取得、設計、工事 用地取得、設計、工事 用地取得、設計、工事 用地取得、設計、工事 用地取得、設計、工事

9-1 人中心の歩きやすいまちづくりプロジェクト 防災公園の整備 再掲 設計、工事 設計、工事 設計、工事 設計、工事 設計、工事 -

9-1 人中心の歩きやすいまちづくりプロジェクト 都立公園でのスケートボード広場の整備 調査・基本計画 設計 設計 工事 - -

9-1 人中心の歩きやすいまちづくりプロジェクト 都立公園における老朽化施設の改修 調査、設計、工事 調査、設計、工事 調査、設計、工事 調査、設計、工事 調査、設計、工事 調査、設計、工事

9-1 人中心の歩きやすいまちづくりプロジェクト 都立公園における水景施設の再生 再掲 設計 設計、工事 設計、工事 設計、工事 工事 供用開始

9-1 人中心の歩きやすいまちづくりプロジェクト 都立公園における徹底したバリアフリー化の推進等 設計 設計、工事 設計、工事 設計、工事 設計、工事 設計、工事

9-1 人中心の歩きやすいまちづくりプロジェクト 大規模花壇の整備・活用 再掲

５公園における整備・活用、地域

や民間イベント等との連携・花壇コ

ンテストの実施

５公園における整備・活用（継

続）、新規３公園における整備・

活用、地域や民間イベント等との

連携・花壇コンテストの実施

５公園における整備・活用（継

続）、新規２公園における整備・

活用、地域や民間イベント等との

連携・花壇コンテストの実施

2022・2023年度の対象公園に

おける整備・活用（継続）、新

規公園における整備・活用、地域

や民間イベント等との連携、花壇

コンテストの実施

2022~2024年度の対象公園に

おける整備・活用（継続）、新

規公園における整備・活用、地域

や民間イベント等との連携、花壇

コンテストの実施

2022~2025年度の対象公園に

おける整備・活用（継続）、新

規公園における整備・活用、地域

や民間イベント等との連携、花壇

コンテストの実施

9-1 人中心の歩きやすいまちづくりプロジェクト 神代植物公園整備、改修等
用地取得、整備工事、施設改修

設計・工事

用地取得、整備工事、施設改修

設計・工事

用地取得、整備工事、施設改修

設計・工事

用地取得、整備工事、施設改修

設計・工事

用地取得、整備工事、施設改修

設計・工事

用地取得、整備工事、施設改修

設計・工事

9-1 人中心の歩きやすいまちづくりプロジェクト 夢の島熱帯植物館改修等 施設改修設計・工事 施設改修設計・工事 施設改修設計・工事 施設改修設計・工事 施設改修設計・工事 施設改修設計・工事

9-1 人中心の歩きやすいまちづくりプロジェクト 文化財庭園や建物の維持・再生整備

浜離宮恩賜庭園や小石川後楽

園等の文化財庭園において建築

物等の修復・復元を実施

浜離宮恩賜庭園や小石川後楽

園等の文化財庭園において建築

物等の修復・復元を実施

浜離宮恩賜庭園等の文化財庭

園において建築物等の修復・復

元を実施

浜離宮恩賜庭園や小石川後楽

園等の文化財庭園において建築

物等の修復・復元を実施

浜離宮恩賜庭園や小石川後楽

園等の文化財庭園において建築

物等の修復・復元を実施

浜離宮恩賜庭園や小石川後楽

園等の文化財庭園において建築

物等の修復・復元を実施

9-1 人中心の歩きやすいまちづくりプロジェクト 葛西臨海水族園の施設整備
審査・事業者選定、

事業着手・施設設計等
施設設計等 施設設計等 施設設計等 施設整備 施設整備

9-1 人中心の歩きやすいまちづくりプロジェクト
上野動物園・多摩動物公園・井の頭自然文化園の施

設整備
施設設計・工事 施設設計・工事 施設設計・工事 施設設計・工事 施設設計・工事 施設設計・工事

9-1 人中心の歩きやすいまちづくりプロジェクト 動物園における先端技術を活用した情報発信
既存コンテンツの更なる充実を図

る方針を決定

継続運用、

他園での展開準備等

既存HPにおける上野動物園内コ

ンテンツの更なる充実

各園の特性に応じた情報発信を

他園でも展開

各園の特性に応じた情報発信を

３園で実施

各園の特性に応じた情報発信を

３園で実施

9-1 人中心の歩きやすいまちづくりプロジェクト 墓地等の供給

霊園施設のバリアフリー化やサービ

ス水準の向上に向けた整備、

都民ニーズに対応した墓地の供給

霊園施設のバリアフリー化やサービ

ス水準の向上に向けた整備、

都民ニーズに対応した墓地の供給

霊園施設のバリアフリー化やサービ

ス水準の向上に向けた整備、

都民ニーズに対応した墓地の供

給、

対応方針の検討

霊園施設のバリアフリー化やサービ

ス水準の向上に向けた整備、

都民ニーズに対応した墓地の供

給、

公園審議会での審議

霊園施設のバリアフリー化やサービ

ス水準の向上に向けた整備、

都民ニーズに対応した墓地の供

給、

新たな墓地供給等のあり方 基本

計画策定、モデル霊園選定

霊園施設のバリアフリー化やサービ

ス水準の向上に向けた整備、

都民ニーズに対応した墓地の供

給、

モデル霊園において設計

9-1 人中心の歩きやすいまちづくりプロジェクト 都立葬儀所の整備
青山葬儀所：解体工事・設計、

瑞江葬儀所：建替工事

青山葬儀所：設計・建替工事、

瑞江葬儀所：建替工事

青山葬儀所：設計

瑞江葬儀所：建替工事

青山葬儀所：建替工事、

瑞江葬儀所：建替工事・新施

設供用開始

青山葬儀所：建替工事・新施

設供用開始
-

9-1 人中心の歩きやすいまちづくりプロジェクト スポーツ施設のリニューアル （陸上競技場） - 設計、工事 設計、工事 設計、工事 設計、工事 -
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

9-1 人中心の歩きやすいまちづくりプロジェクト
サッカー・ラグビー場の整備（代々木公園・府中の森公

園・高井戸公園）
設計、工事 設計、工事 設計、工事 - - -

9-2 国際競争力を備えた魅力的な拠点の形成 大手町地区（常盤橋街区）のまちづくり 工事 工事、Ｂ棟着工 工事、Ｂ棟着工 工事 工事 工事

9-2 国際競争力を備えた魅力的な拠点の形成 日本橋周辺のまちづくり（日本橋一丁目中地区他）

日本橋一丁目中地区：工事

日本橋室町一丁目地区：組合

設立

日本橋一丁目１・２番地区：

都市計画決定

日本橋一丁目中地区：工事

日本橋室町一丁目地区：権利

変換手続

八重洲一丁目北地区：権利変

換手続、着工

日本橋一丁目東地区：組合設

立

日本橋一丁目１・２番地区：

組合設立

日本橋一丁目中地区：工事

八重洲一丁目北地区：権利変

換手続

日本橋一丁目中地区：工事

日本橋室町一丁目地区：権利

変換手続、着工

八重洲一丁目北地区：工事

日本橋一丁目東地区：権利変

換手続、着工

日本橋一丁目中地区：竣工

日本橋室町一丁目地区：工事

八重洲一丁目北地区：工事

日本橋一丁目東地区：工事

日本橋一丁目１・２番地区：

権利変換手続

日本橋室町一丁目地区：工事

八重洲一丁目北地区：工事

日本橋一丁目東地区：工事

9-2 国際競争力を備えた魅力的な拠点の形成 水辺に顔を向けた日本橋川周辺のまちづくり 再掲

日本橋再開発と連携し、日本橋

川周辺の水辺空間のにぎわい創

出誘導

日本橋再開発と連携し、日本橋

川周辺の水辺空間のにぎわい創

出誘導

今後のまちづくりのあり方検討に必

要となる既往の水質調査や事例

等の収集・整理

親水空間づくり及び河川環境改

善などに関する検討内容をとりまと

め

関係局が連携し、親水空間づくり

及び河川環境改善に向けた取組

を実施

関係局が連携し、親水空間づくり

及び河川環境改善に向けた取組

を実施

9-2 国際競争力を備えた魅力的な拠点の形成 東京駅東西自由通路の整備

自由通路支障移転工事の完了、

自由通路詳細設計の実施、本体

工事の着手

整備促進
自由通路本体工事の実施

自由通路詳細設計の実施
整備促進 整備促進 整備促進

9-2 国際競争力を備えた魅力的な拠点の形成 有楽町駅周辺地区
関係地権者間で、再開発事業の

検討を実施

整備スキーム・関係者調整・調

査・計画・設計

・関係地権者間で市街地再開発

準備組合を設立

・整備スキーム・関係者調整・調

査・計画・設計

関係者調整・調査・計画・設計 関係者調整・調査・計画・設計 関係者調整・調査・計画・設計

9-2 国際競争力を備えた魅力的な拠点の形成 災害時業務継続施設整備事業 ３地区 ２地区 ２地区（累計４地区） ５地区
４地区（新規地区は調査を踏ま

え検討）

２地区（新規地区は調査を踏ま

え検討）

9-2 国際競争力を備えた魅力的な拠点の形成 新宿駅直近地区土地区画整理事業
土地区画整理事業の計画、設

計、工事

土地区画整理事業の計画、設

計、工事、道路維持管理

西口駐車場出入口整備（一

部）

西口駅前広場仮設構台・スロー

プ整備（一部）

土地区画整理事業の計画、設

計、工事、道路維持管理

土地区画整理事業の計画、設

計、工事、道路維持管理

土地区画整理事業の計画、設

計、工事、道路維持管理

9-2 国際競争力を備えた魅力的な拠点の形成 西新宿のまちづくり
地元区とともに西新宿地区再整

備方針を策定

道路や公開空地等の一体的な

再編を行い、人が憩い、楽しく歩

けるウォーカブルな都市空間を創

出

道路、公園、街区が一体となった

誰もが安心して楽しく歩ける歩行

空間を体験できるイベントを開催

道路や公開空地等の一体的な

再編を行い、人が憩い、楽しく歩

けるウォーカブルな都市空間を創

出

道路や公開空地等の一体的な

再編を行い、人が憩い、楽しく歩

けるウォーカブルな都市空間を創

出

道路や公開空地等の一体的な

再編を行い、人が憩い、楽しく歩

けるウォーカブルな都市空間を創

出

9-2 国際競争力を備えた魅力的な拠点の形成 新宿三丁目地区のまちづくり

地元区が主体となり、新宿三丁

目駅周辺まちづくり誘導方針を策

定

まちづくり誘導方針の具体化に向

けた取組

まちづくり誘導方針の具体化に向

けた取組

まちづくり誘導方針の具体化に向

けた取組

まちづくり誘導方針の具体化に向

けた取組

まちづくり誘導方針の具体化に向

けた取組

9-2 国際競争力を備えた魅力的な拠点の形成 先端技術を活用したまちづくり（西新宿） 再掲
先端技術の活用も踏まえた西新

宿地区再整備方針を策定

民間活力も生かし先端技術を活

用したまちづくりを推進

民間活力も生かし先端技術を活

用したまちづくりを推進

民間活力も生かし先端技術を活

用したまちづくりを推進

民間活力も生かし先端技術を活

用したまちづくりを推進

民間活力も生かし先端技術を活

用したまちづくりを推進

9-2 国際競争力を備えた魅力的な拠点の形成 浜松町駅周辺のまちづくり
浜松町二丁目４地区：工事

芝浦一丁目地区：工事

浜松町二丁目４地区：工事

芝浦一丁目地区：工事

浜松町二丁目４地区：工事

芝浦一丁目地区：工事

浜松町二丁目４地区：工事

芝浦一丁目地区：工事

浜松町二丁目４地区：工事

芝浦一丁目地区：工事

浜松町二丁目４地区：工事

芝浦一丁目地区：工事

9-2 国際競争力を備えた魅力的な拠点の形成 品川駅・田町駅周辺整備

・品川駅・高輪ゲートウェイ駅周辺

の基盤整備:基盤計画調整

・えきまちガイドライン策定・運用：

えきまちガイドラインの運用

・品川駅・高輪ゲートウェイ駅周辺

の基盤整備:基盤計画調整

・えきまちガイドライン策定・運用：

えきまちガイドラインの運用

・品川駅・高輪ゲートウェイ駅周辺

の基盤整備:基盤計画調整

・えきまちガイドライン策定・運用：

えきまちガイドラインの運用

・品川駅・高輪ゲートウェイ駅周辺

の基盤整備:基盤計画調整

・えきまちガイドライン策定・運用：

えきまちガイドラインの運用

・品川駅・高輪ゲートウェイ駅周辺

の基盤整備:基盤計画調整

・えきまちガイドライン策定・運用：

えきまちガイドラインの運用

・品川駅・高輪ゲートウェイ駅周辺

の基盤整備:基盤計画調整

・えきまちガイドライン策定・運用：

えきまちガイドラインの運用
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

9-2 国際競争力を備えた魅力的な拠点の形成 品川駅周辺の基盤整備

・品川駅自由通路：整備促進、

移転補償

・国道15号拡幅事業、上空デッ

キ整備：国による用地買収

・品川駅自由通路：整備促進、

移転補償

・国道15号拡幅事業、上空デッ

キ整備：国による用地買収

・品川駅自由通路：整備促進、

移転補償

・国道15号拡幅事業、上空デッ

キ整備：国による用地買収

・品川駅自由通路：整備促進、

移転補償

・国道15号拡幅事業、上空デッ

キ整備：国による用地買収

・品川駅自由通路：整備促進、

移転補償

・国道15号拡幅事業、上空デッ

キ整備：国による用地買収

・品川駅自由通路：整備促進、

移転補償

・国道15号拡幅事業、上空デッ

キ整備：工事着手

9-2 国際競争力を備えた魅力的な拠点の形成 環状第4号線高輪区間の整備 再掲

街路事業（用地補償、用地取

得、設計、工事）、

沿道整備街路事業（権利者合

意形成・認可協議）

街路事業（用地補償、用地取

得、設計、工事）、沿道整備街

路事業（認可手続き、仮換地指

定、移転補償）

街路事業（用地補償、用地取

得、設計）、沿道整備街路事業

（施行認可手続き）

街路事業（用地補償、用地取

得、設計、工事）、沿道整備街

路事業（認可手続き、仮換地指

定、移転補償、設計）

街路事業（用地補償、用地取

得、設計、工事）、沿道整備街

路事業（移転補償、設計、工

事）

街路事業（用地補償、用地取

得、設計、工事）、沿道整備街

路事業（移転補償、設計、工

事）

9-2 国際競争力を備えた魅力的な拠点の形成

渋谷駅周辺のまちづくり（クリエイティブ・コンテンツ産業

拠点の整備：渋谷駅街区地区、渋谷駅桜丘口地区、

宮益坂地区）

渋谷駅地区：工事

渋谷駅桜丘口地区：工事

渋谷二丁目西地区：組合設立

宮益坂地区：都市計画手続

渋谷駅地区：工事

渋谷駅桜丘口地区：工事、竣

工

宮益坂地区：組合設立

渋谷駅街区地区：工事

渋谷駅桜丘口地区：工事、竣

工

渋谷駅街区地区：工事

渋谷二丁目西地区：権利変換

手続

宮益坂地区：権利変換手続

渋谷駅街区地区：工事

渋谷二丁目西地区：着工

宮益坂地区：着工

渋谷駅街区地区：工事

渋谷二丁目西地区：工事

宮益坂地区：工事

9-2 国際競争力を備えた魅力的な拠点の形成
渋谷駅周辺のまちづくり（渋谷らしい文化・産業等多様

な機能集積を図るまちづくり）
方針策定 地区計画決定 地区計画決定 事業推進 事業推進 事業推進

9-2 国際競争力を備えた魅力的な拠点の形成 渋谷駅周辺基盤整備事業
東口広場整備工事

銀座線橋脚移設工事

東口広場整備工事

銀座線橋脚移設工事

東口広場整備工事

西口広場整備工事

銀座線橋脚移設工事

東口広場整備工事

西口広場整備工事

銀座線橋脚移設工事

東口広場整備工事

西口広場整備工事

銀座線橋脚移設工事

東口広場整備工事

西口広場整備工事

銀座線橋脚移設工事

9-2 国際競争力を備えた魅力的な拠点の形成 都市再生ステップアップ・プロジェクト（渋谷地区）

渋谷一丁目地区共同開発事業

（基本協定締結・定期借地権

設定契約締結）

渋谷一丁目地区共同開発事業

（複合施設工事着工）

渋谷一丁目地区共同開発事業

（複合施設工事着工）

渋谷一丁目地区共同開発事業

（複合施設工事）

渋谷一丁目地区共同開発事業

（複合施設工事）

渋谷一丁目地区共同開発事業

（複合施設工事）

9-2 国際競争力を備えた魅力的な拠点の形成
池袋駅周辺整備（東西連絡通路、東口・西口駅前広

場）

地元区の取組を支援、事業者間

調整等に関する技術的支援

地元区の取組を支援、事業者間

調整等に関する技術的支援

地元区の取組を支援、事業者間

調整等に関する技術的支援

地元区の取組を支援、事業者間

調整等に関する技術的支援

地元区の取組を支援、事業者間

調整等に関する技術的支援

地元区の取組を支援、事業者間

調整等に関する技術的支援

9-2 国際競争力を備えた魅力的な拠点の形成
国際ビジネス・交流拠点の形成（虎ノ門一・二丁目地

区、虎ノ門一丁目東地区）
虎ノ門一・二丁目地区：工事

虎ノ門一・二丁目地区：竣工

虎ノ門一丁目東地区：着工

虎ノ門一・二丁目地区：竣工

虎ノ門一丁目東地区：着工
虎ノ門一丁目東地区：工事 虎ノ門一丁目東地区：工事 虎ノ門一丁目東地区：工事

9-2 国際競争力を備えた魅力的な拠点の形成 六本木駅周辺のまちづくり
六本木駅周辺のまちづくり：交通

結節機能の検討

六本木駅周辺のまちづくり：都市

計画手続き等

六本木駅周辺のまちづくり：都市

計画手続き等

六本木駅周辺のまちづくり：都市

計画手続き等

六本木駅周辺のまちづくり：都市

計画手続き等

六本木駅周辺のまちづくり：都市

計画手続き等

9-2 国際競争力を備えた魅力的な拠点の形成 泉岳寺駅周辺のまちづくり

既存建築物除却工事完了、埋

蔵文化財調査、実施設計、補償

業務の実施

埋蔵文化財調査、建築工事着

手

敷地整備工事、埋蔵文化財調

査

敷地整備工事、埋蔵文化財調

査、建築工事着手
建築工事 建築工事

9-2 国際競争力を備えた魅力的な拠点の形成 築地地区の整備 事業者募集要項公表 事業予定者の決定、事業推進
事業予定者選定審査実施、事

業推進
事業推進 事業推進 事業推進

9-2 国際競争力を備えた魅力的な拠点の形成 東京ベイｅＳＧまちづくり戦略
まちづくり戦略のバージョンアップに

向けた調査

・まちづくり戦略のバージョンアップに

向けた調査

・歩行者中心の道路空間等と海

に開かれた建物を一体的に活用

し、魅力ある水辺空間の創出に

向けた検討を実施

・まちづくり戦略のバージョンアップに

向けた調査

・歩行者中心の道路空間等と海

に開かれた建物を一体的に活用

し、魅力ある水辺空間の創出に

向けた検討を実施

・将来像の実現に向けて、お台場

シーサイドウォーカブルを実施

・まちづくり戦略の更新

・歩行者中心の道路空間等と海

に開かれた建物を一体的に活用

し、魅力ある水辺空間の創出に

向け、公共空間と民有地との一

体的な空間の在り方を検討

・まちづくり戦略のバージョンアップに

向けた調査

・歩行者中心の道路空間等と海

に開かれた建物を一体的に活用

し、魅力ある水辺空間の創出に

向け、公共空間と民有地との一

体的な空間の在り方を検討

・まちづくり戦略のバージョンアップに

向けた調査

・歩行者中心の道路空間等と海

に開かれた建物を一体的に活用

し、魅力ある水辺空間の創出に

向け、公共空間と民有地との一

体的な空間の在り方を検討

9-2 国際競争力を備えた魅力的な拠点の形成 臨海部のまちづくり

各拠点の将来像の実現に向け、

まちづくりに係る計画等の検討、

個別の取組の推進

水素エネルギーの活用検討

各拠点の将来像の実現に向け、

まちづくりに係る計画等の検討、

個別の取組の推進

水素エネルギーの活用検討

各拠点の将来像の実現に向け、

まちづくりに係る計画等の検討、

個別の取組の推進

水素エネルギーの活用検討

各拠点の将来像の実現に向け、

まちづくりに係る計画等の検討、

個別の取組の推進

水素エネルギーの活用検討

各拠点の将来像の実現に向け、

まちづくりに係る計画等の検討、

個別の取組の推進

水素エネルギーの活用検討

各拠点の将来像の実現に向けた

個別の取組の推進

水素エネルギーの活用検討
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画
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ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

9-2 国際競争力を備えた魅力的な拠点の形成 大会後のまちづくりの推進
土地利用等の見直しに伴う関連

計画の見直し

土地利用等の見直しに伴う関連

計画の見直し、まちづくりの推進

土地利用等の見直しに伴う関連

計画の見直し、まちづくりの推進
まちづくりの推進 まちづくりの推進 まちづくりの推進

9-2 国際競争力を備えた魅力的な拠点の形成 有明親水海浜公園の整備・開園
設計・工事、有明アリーナ周辺部

先行開園
設計・工事、段階的に拡張開園 設計・工事、段階的に拡張開園 設計・工事、段階的に拡張開園 工事、段階的に拡張開園 工事、段階的に拡張開園

9-2 国際競争力を備えた魅力的な拠点の形成 神宮外苑地区のまちづくり 事業実施に向けた手続
第２球場解体工事、事務所棟

解体工事
第２球場解体工事 第２球場解体工事

ラグビー場工事中、 事務所棟新

築着工

ラグビー場工事中、事務所棟工

事中

9-2 国際競争力を備えた魅力的な拠点の形成 神宮前五丁目地区のまちづくり まちづくりに関する調査・検討 まちづくり方針（仮称）の策定等 まちづくりの調査・検討等 まちづくりの調査・検討等 まちづくりの調査・検討等 まちづくりの調査・検討等

9-2 国際競争力を備えた魅力的な拠点の形成 既存ビルのリノベーションによるまちづくり

・既存ビルのリノベーション：調査

準備

・東京都建築安全条例の見直

し：規制の合理化等を図る観点

から条文の各規定について検討

し、見直しの方向性の案をとりまと

め

・既存ビルのリノベーション：現状

や課題の分析、リノベーション促進

策の検討、リノベーション促進地区

の選定

・東京都建築安全条例の見直

し：有識者会議での検討、規制

の見直しの考え方（案）とりまと

め

・既存ビルのリノベーション：現状

や課題の分析、リノベーション促進

策の検討、リノベーション先行地区

の選定

・東京都建築安全条例の見直

し：有識者会議での検討、規制

の見直しの考え方（案）とりまと

め

・既存ビルのリノベーション：リノ

ベーション先行地区の選定、リノ

ベーション促進策の制度構築、リノ

ベーション先行地区の取組支援

・東京都建築安全条例の見直

し：有識者会議での検討、パブ

リックコメント実施、条例改正

・既存ビルのリノベーション：リノ

ベーション促進地区の取組支援、

リノベーション促進地区の拡大

・既存ビルのリノベーション：リノ

ベーション促進地区の取組支援、

リノベーション促進地区の拡大

9-3 地域特性に応じたスマートなまちづくりの展開
都市開発諸制度等を活用した都市づくり（コンパクトな

まちづくりの促進）

開発の機会を捉えた地域のニーズ

に応じた機能導入の促進

開発の機会を捉えた地域のニーズ

に応じた機能導入の促進

開発の機会を捉えた地域のニーズ

に応じた機能導入の促進

開発の機会を捉えた地域のニーズ

に応じた機能導入の促進

開発の機会を捉えた地域のニーズ

に応じた機能導入の促進

開発の機会を捉えた地域のニーズ

に応じた機能導入の促進

9-3 地域特性に応じたスマートなまちづくりの展開 集約型の地域構造への再編に向けた取組の推進

立地適正化計画新規策定自治

体数１市、立地適正化計画策

定に要する経費の補助

立地適正化計画策定に要する経

費の補助、市街地再開発事業

（補助事業）との連携

立地適正化計画新規策定自治

体数２市、立地適正化計画策

定に要する経費の補助、市街地

再開発事業（補助事業）との連

携

立地適正化計画策定に要する経

費の補助、市街地再開発事業

（補助事業）との連携

立地適正化計画策定に要する経

費の補助、市街地再開発事業

（補助事業）との連携

立地適正化計画策定に要する経

費の補助、市街地再開発事業

（補助事業）との連携

9-3 地域特性に応じたスマートなまちづくりの展開 南大沢地区における先端技術を活用したまちづくり

南大沢スマートシティ実施計画

（深度化・まとめ）、社会実装に

向けた取組等を展開

社会実装に向けた取組及び実装

の順次開始

南大沢スマートシティ実施計画

（深度化・まとめ）の公表、社会

実装に向けた取組及び実装の順

次開始

社会実装に向けた取組及び実装

の順次開始

社会実装に向けた取組及び実装

の順次開始

社会実装に向けた取組及び実装

の順次開始

9-3 地域特性に応じたスマートなまちづくりの展開 多摩ニュータウンの再生の促進

・諏訪永山地区のまちづくり：再

生プロジェクト検討会議を設置・

検討

・南大沢駅周辺地区のまちづく

り：まちづくり方針を策定・公表

・多摩ニュータウン地域再生ガイド

ライン：多摩ニュータウンの新たな

再生方針（素案）の取りまとめ

・諏訪永山地区のまちづくり：事

業化に向けた検討

・南大沢駅周辺地区のまちづく

り：実施方針案、募集要項案の

作成

・多摩ニュータウン地域再生ガイド

ライン：改訂案の公表

・諏訪永山地区のまちづくり：事

業化に向けた検討

・南大沢駅周辺地区のまちづく

り：実施方針・募集要項案の策

定

・多摩ニュータウン地域再生ガイド

ライン：多摩ニュータウンの新たな

再生方針（素案）の取りまとめ

・諏訪永山地区のまちづくり：事

業化に向けた検討

・南大沢駅周辺地区のまちづく

り：次期土地利用事業者の公募

・多摩ニュータウンの新たな再生方

針の策定

・新たな再生方針の実現に向けた

実施方針等を記した再生プログラ

ムの策定

・諏訪永山地区のまちづくり：事

業化に向けた検討

・南大沢駅周辺地区のまちづく

り：次期土地利用事業者による

運営への移行

・再生プログラムの順次更新

・諏訪永山地区のまちづくり：事

業化に向けた検討

・南大沢駅周辺地区のまちづく

り：次期土地利用事業者による

運営の継続

・再生プログラムの順次更新

9-3 地域特性に応じたスマートなまちづくりの展開 多摩のまちづくりの推進

新たな拠点整備計画（多摩のま

ちづくり戦略）策定調査を実施

し、年度末に「多摩のまちづくり戦

略の基本的考え方」を公表

新たな拠点整備計画（多摩のま

ちづくり戦略（仮称））の策定、

市町の取組支援、地元市町と連

携し多摩モノレール延伸部沿線で

の新たなまちづくりを推進

・多摩のまちづくり戦略（素案）

の取りまとめ

・まちづくりマッチングシステムの作

成

・市町の取組支援（新たな道路・

交通ネットワークをいかしたまちづく

り支援）

・多摩モノレール延伸部沿線まち

づくりの検討

・多摩のまちづくり戦略の策定

・TAMA拠点形成プロジェクトの推

進（地元自治体のまちづくりの支

援）

・まちづくりマッチングシステムの運

営、プロジェクト立上げ支援

・多摩モノレール延伸部沿線まち

づくりプロジェクトコンセプトの取りま

とめ、まちづくりの推進

・多摩のまちづくり戦略のフォロー

アップ、更新検討

・TAMA拠点形成プロジェクトの推

進（地元自治体のまちづくりの支

援）

・まちづくりマッチングシステムの運

営、プロジェクト立上げ支援

・多摩モノレール延伸部沿線まち

づくりの推進

・多摩のまちづくり戦略のフォロー

アップ、更新検討

・TAMA拠点形成プロジェクトの推

進（地元自治体のまちづくりの支

援）

・まちづくりマッチングシステムの運

営、プロジェクト立上げ支援

・多摩モノレール延伸部沿線まち

づくりの推進
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プロジェクト名 取組名 再掲

9-3 地域特性に応じたスマートなまちづくりの展開 自動運転社会を見据えた都市づくり

自動運転技術の開発動向等の

調査、自動運転サービスの社会

実装等の推進に向けた課題整理

自動運転社会を見据えた道路空

間等の実現に向けた取組、地域

ニーズを踏まえた自動運転サービ

スの導入推進に向けた取組

自動運転社会を見据えた道路空

間等の実現に向けた取組、地域

ニーズを踏まえた自動運転サービ

スの導入推進に向けた取組（ガ

イドライン策定）

先行的に自動運転サービスの導

入を推進する地区に対する補助

先行的に自動運転サービスの導

入を推進する地区に対する補助

先行的に自動運転サービスの導

入を推進する地区に対する補助

9-3 地域特性に応じたスマートなまちづくりの展開 地域公共交通の充実・強化（区市町村支援） 再掲

・地域公共交通計画策定：６

自治体/62自治体

・都の補助を活用し地域ニーズに

応じた移動手段の導入に取り組

んだ自治体：19自治体/62自

治体

・区市町村の地域公共交通計画

策定や地域ニーズに応じた輸送

手段の導入を技術的・財政的に

支援

・効果的な支援策の創設等を継

続的に検討

・地域公共交通計画策定：10

自治体/62自治体

・都の補助を活用し地域ニーズに

応じた移動手段の導入 に取り組

んだ自治体：31自治体/62自

治体

・地域特性に応じたニーズに対応

するため、補助対象を見直し

・区市町村の地域公共交通計画

策定や地域ニーズに応じた輸送

手段の導入を技術的・財政的に

支援

・効果的な支援策の創設等を継

続的に検討

・区市町村の地域公共交通計画

策定や地域ニーズに応じた輸送

手段の導入を技術的・財政的に

支援

・効果的な支援策の創設等を継

続的に検討

・区市町村の地域公共交通計画

策定や地域ニーズに応じた輸送

手段の導入を技術的・財政的に

支援

・効果的な支援策の創設等を継

続的に検討

9-3 地域特性に応じたスマートなまちづくりの展開 地域公共交通の充実・強化（先行事例の取組） 再掲

大島町、北多摩エリア、青梅市で

市町と連携して課題を解決する

先行事例の取組着手

取組の具体化

○大島町、北多摩エリア、青梅市

で市町と連携した取組の推進

・大島町：島内公共交通におけ

るキャッシュレス決済の実証導入

など

・北多摩エリア：複数の自治体で

連携して運営する広域連携バス

等のケーススタディー実施　など

・青梅市：交通不便地域におけ

る移動手段を導入した際の効果

検証　など

○大島町、青梅市で市町と連携

した取組の推進

○区市町村と連携した誰もが使

いやすい交通結節点の実現に向

けた取組に着手

区市町村と連携した誰もが使いや

すい交通結節点の実現に向けた

取組の推進

区市町村と連携した誰もが使いや

すい交通結節点の実現に向けた

取組の推進

9-3 地域特性に応じたスマートなまちづくりの展開 地域公共交通の充実・強化（広域調整に係る取組） 再掲

西多摩地域の行政界を越える幹

線系統バスの確保・維持に向けて

地域公共交通計画検討着手

地域公共交通計画策定

西多摩地域の行政界を越える幹

線系統バスの確保・維持に向け

地域公共交通計画策定

計画に基づく取組を推進 計画に基づく取組を推進 計画に基づく取組を推進

9-3 地域特性に応じたスマートなまちづくりの展開 広報活動（パーク・ストリート東京） 再掲 24地区 24地区 28地区 25地区 25地区 25地区

9-3 地域特性に応じたスマートなまちづくりの展開 自転車通行空間の整備（優先整備区間等） 再掲
39km整備（船堀街道・井ノ頭

通り　外23箇所）
31km整備 27km整備 30km整備 31km整備 31km整備

9-3 地域特性に応じたスマートなまちづくりの展開 自転車活用推進重点地区における取組推進 再掲
自転車通行空間の更なる安全対

策、自転車誘導方策の実施

自転車通行空間の更なる安全対

策、自転車誘導方策の実施

自転車通行空間の更なる安全対

策、自転車誘導方策の実施

自転車通行空間の更なる安全対

策、自転車誘導方策の実施

自転車通行空間の更なる安全対

策、自転車誘導方策の実施

自転車通行空間の更なる安全対

策、自転車誘導方策の実施

9-4 首都東京を支えるインフラの維持・更新の高度化 橋梁の予防保全型管理

最新の技術基準に基づく長寿命

化対策を推進、131橋（累

計）、新技術を一部導入・検証

しながら定期点検を実施、その結

果を踏まえた補修・補強

最新の技術基準に基づく長寿命

化対策を推進、140橋（累

計）、新技術を一部導入・検証

しながら定期点検を実施、その結

果を踏まえた補修・補強

最新の技術基準に基づく長寿命

化対策を推進、143橋（累

計）、

新技術を一部導入・検証しながら

定期点検を実施、その結果を踏ま

えた補修・補強

最新の技術基準に基づく長寿命

化対策を推進、151橋（累

計）、

新技術を一部導入・検証しながら

定期点検を実施、その結果を踏ま

えた補修・補強

最新の技術基準に基づく長寿命

化対策を推進、153橋（累

計）、

定期点検への新技術導入に向け

た検証、

点検結果に基づく補修・補強

最新の技術基準に基づく長寿命

化対策を推進、160橋（累

計）、

点検要領の改訂(新技術の検証

結果含む)、

点検結果に基づく補修・補強

9-4 首都東京を支えるインフラの維持・更新の高度化 トンネルの予防保全型管理

定期点検、

予防保全型管理の推進 44箇所

（累計）

定期点検、

予防保全型管理の推進 47箇所

（累計）

定期点検、

予防保全型管理の推進 47箇所

（累計）

定期点検結果を踏まえた計画改

定・新技術の検証、

予防保全型管理の推進 52箇所

（累計）

点検要領の改訂(新技術の検証

結果含む)、

予防保全型管理の推進

予防保全型管理の推進
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

9-4 首都東京を支えるインフラの維持・更新の高度化 道路施設の予防保全型管理

共同溝・擁壁・掘割道路の予防

保全型管理の推進

道路排水施設予防保全型管理

に向け排水管基礎調査・点検の

実施

共同溝・擁壁・掘割道路の予防

保全型管理の推進

道路排水施設予防保全型管理

に向け排水管基礎調査・点検の

実施

共同溝・擁壁・掘割道路の予防

保全型管理の推進

道路排水施設予防保全型管理

に向け排水管基礎調査・点検の

実施

共同溝・擁壁・掘割道路の予防

保全型管理の推進

道路排水施設予防保全型管理

に向け排水管基礎調査・点検の

実施

共同溝・擁壁・掘割道路の予防

保全型管理の推進

道路排水施設予防保全型管理

に向け排水管基礎調査・点検の

実施

共同溝・擁壁・掘割道路の予防

保全型管理の推進

道路排水施設予防保全型管理

に向け調査に基づく補修計画検

討

9-4 首都東京を支えるインフラの維持・更新の高度化 既設斜面対策施設の経年劣化対策 再掲

既設グラウンドアンカー対策工事

(累計14箇所着手)

その他の斜面対策施設の基礎調

査に着手

既設グラウンドアンカー対策工事

(累計26箇所着手)

その他の斜面対策施設の対策検

討

既設グラウンドアンカー対策工事

(累計22箇所着手)

その他の斜面対策施設の対策検

討

経年劣化対策工事(累計39箇

所着手)

グラウンドアンカー工等

経年劣化対策工事(累計48箇

所着手)

グラウンドアンカー工等

経年劣化対策工事(累計63箇

所着手)

グラウンドアンカー工等

9-4 首都東京を支えるインフラの維持・更新の高度化 河川施設の維持管理
事業費の平準化を図りつつ適切

な維持管理を実施

事業費の平準化を図りつつ適切

な維持管理を実施

事業費の平準化を図りつつ適切

な維持管理を実施

事業費の平準化を図りつつ適切

な維持管理を実施

事業費の平準化を図りつつ適切

な維持管理を実施

事業費の平準化を図りつつ適切

な維持管理を実施

9-4 首都東京を支えるインフラの維持・更新の高度化 港湾施設の長寿命化
調査・設計・工事(３橋、１トンネ

ル）

調査・設計・工事(４橋、１トンネ

ル）

調査・設計・工事(４橋、１トンネ

ル）
設計・工事(４橋、１トンネル） 設計・工事(４橋、１トンネル）

調査・設計・工事(４橋、１トンネ

ル）

9-4 首都東京を支えるインフラの維持・更新の高度化 港湾施設等の予防保全型維持管理の推進

健全度調査

維持管理計画更新

維持補修

健全度調査

維持管理計画更新

維持補修

健全度調査

維持管理計画更新

維持補修

健全度調査

維持管理計画更新

維持補修

健全度調査

維持管理計画更新

維持補修

健全度調査

維持管理計画更新

維持補修

9-4 首都東京を支えるインフラの維持・更新の高度化 地下鉄構造物の長寿命化（都営地下鉄）
地下鉄構造物の長寿命化

浅草線、三田線にて実施
順次実施

○下記３区間について、令和５

年度に工事を完了

・浅草線　東日本橋～押上（６

駅）

・三田線　春日～新板橋、新高

島平～西高島平（８駅）

○下記３区間について、令和５

年度に工事を着手

・浅草線　戸越～泉岳寺（４

駅）

・三田線　白金高輪～日比谷、

高島平～西高島平（９駅）

・新宿線　浜町～西大島（５

駅）

順次実施 順次実施 順次実施

9-4 首都東京を支えるインフラの維持・更新の高度化 車両情報収集システムの導入（都営三田線）
車両情報収集システムの運用開

始
運用継続 運用継続 運用継続 運用継続 運用継続

9-4 首都東京を支えるインフラの維持・更新の高度化 多摩都市モノレールの大規模修繕計画の実施と改定 伸縮装置の更新　３区間
伸縮装置の更新　３区間、

計画改定

伸縮装置の更新　３区間

計画改定
伸縮装置の更新　２区間 伸縮装置の更新　２区間 伸縮装置の更新　３区間

9-4 首都東京を支えるインフラの維持・更新の高度化
東京臨海新交通臨海線の大規模修繕計画の実施と

改定
エスカレーターの更新　２駅 エスカレーターの更新　３駅 エスカレーターの更新　1駅

エスカレーターの更新　２駅

計画改定
エスカレーターの更新　４駅 エスカレーターの更新　３駅

9-4 首都東京を支えるインフラの維持・更新の高度化
新交通日暮里・舎人線の大規模修繕計画の実施と改

定

駅舎の修繕　4駅、

計画改定
駅舎の修繕　２駅 駅舎の修繕　3駅 駅舎の修繕　１駅 駅舎の修繕　３駅 駅舎の修繕　２駅

9-4 首都東京を支えるインフラの維持・更新の高度化
下水道施設の第一期再構築エリア（都心４処理区）

の枝線再構築
再掲

702ha/年  （累計

11,524ha）
取組推進700ha/年

669ha/年  （累計

12,193ha）
取組推進700ha/年 取組推進700ha/年 取組推進700ha/年
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

9-4 首都東京を支えるインフラの維持・更新の高度化
インフラの老朽化対策（下水道管・水再生センター等の

再構築）
再掲

アセットマネジメント手法を活用し、

再構築を推進

・幹線再構築（区部）7.6km

・主要設備の再構築　156台

アセットマネジメント手法を活用し、

再構築を推進

・幹線再構築（区部）7km

・主要設備の再構築　140台

アセットマネジメント手法を活用し、

再構築を推進

・幹線再構築（区部）7.9km/

年（累計110㎞）

・主要設備の再構築　121台/年

（累計2,883台）

アセットマネジメント手法を活用し、

再構築を推進

・幹線再構築（区部）7km

・主要設備の再構築　56台

アセットマネジメント手法を活用し、

再構築を推進

・幹線再構築（区部）7km

・主要設備の再構築　66台

アセットマネジメント手法を活用し、

再構築を推進

・幹線再構築（区部）7km

・主要設備の再構築　101台

9-4 首都東京を支えるインフラの維持・更新の高度化 浄水場等の初期点検、補修工事 再掲
浄水場・給水所等の初期点検を

実施

・浄水場・給水所等の初期点検

を実施

・補修工事を順次実施

・浄水場・給水所等で初期点検

を実施

・浄水場で補修工事に向けた調

査委託を実施

【詳細点検】

・区部給水所

・多摩地区の浄水所、給水所等

【補修工事】

・区部浄水場、給水所

・多摩地区の浄水所、給水所等

【詳細点検】

・区部給水所

・多摩地区の浄水所、給水所等

【補修工事】

・区部浄水場、給水所

・多摩地区の浄水所、給水所等

【詳細点検】

・区部給水所

・多摩地区の浄水所、給水所等

【補修工事】

・区部浄水場、給水所

・多摩地区の浄水所、給水所等

9-4 首都東京を支えるインフラの維持・更新の高度化 My City Reportの活用
都道：本格運用

都立公園：運用準備

都道：継続的な住民協働の推

進・ＡＩ活用

都立公園：運用・効果検証

都道：継続的な住民協働の推

進・ＡＩ活用

都立公園：運用・効果検証

河川：隅田川にて導入、他河川

への展開を検討

都道：継続的な住民協働の推

進・ＡＩ活用

都立公園：運用

河川：運用、導入予定河川の地

図データ作成、順次対象河川拡

大検討

都道：継続的な住民協働の推

進・ＡＩ活用

都立公園：運用

河川：運用、導入予定河川の地

図データ作成

都道：継続的な住民協働の推

進・ＡＩ活用

都立公園：運用

河川：運用、導入予定河川の地

図データ作成

9-4 首都東京を支えるインフラの維持・更新の高度化 My City Reportの活用（臨海部） - - 海上公園や埋立道路で検討 海上公園や埋立道路へ導入 運用 運用

9-4 首都東京を支えるインフラの維持・更新の高度化 三次元計測　三次元データの活用システム構築

データ取得（累計）（車道

65％・歩道40％取得）、データ

整備・格納、システム選定

計測実施（車道・歩道）、シス

テムへのデータ整備格納、システム

活用

データ取得（累計）（車道

100％・歩道60％）、システムへ

のデータ整備格納、システム活用

計測実施（車道・歩道）、シス

テムへのデータ整備格納、システム

活用

計測実施（車道・歩道）、シス

テムへのデータ整備格納、システム

活用

計測実施（車道・歩道）、シス

テムへのデータ整備格納、システム

活用

9-4 首都東京を支えるインフラの維持・更新の高度化 水防災の発信強化におけるドローン等の活用

Ｌｖ１、２ドローンを活用した映

像情報のリアルタイム共有の実

証。Ｌｖ３、４ドローンを活用し

た河川映像撮影・伝送の実証。

災害発生時における緊急対応時

の活用（随時）、Ｌｖ４ドローン

の運用について政策、法令、業界

等の動向を踏まえて構築または必

要な検討の実施

法令、技術開発等の動向を踏ま

えたドローン導入方針の検討

ドローン運用方法の検討

ドローンの配備

災害発生時における活用（随

時）

災害発生時における活用（随

時）

9-4 首都東京を支えるインフラの維持・更新の高度化 ドローンによる施設点検 再掲
災害時の施設点検に向けた点検

体制やドローン機体等の検討

訓練により点検体制を構築

災害時の施設点検を開始

訓練により点検体制を構築

災害時の施設点検を開始

・操縦飛行による点検体制の維

持

・自律飛行による施設点検に向け

た飛行試験

・操縦飛行による点検体制の維

持

・自律飛行による施設点検に向け

た飛行試験

・操縦飛行による点検体制の維

持

・自律飛行による施設点検の一

部運用開始

9-4 首都東京を支えるインフラの維持・更新の高度化
海岸保全施設におけるマルチビーム等を活用した維持管

理の高度化
再掲 - 施設点検に関する技術調査 施設点検に関する技術調査

マルチビーム等の導入に向けた検

討調査

マルチビーム等の導入及び施設点

検の試行

マルチビーム等による施設点検及

び取得データの検証

9-4 首都東京を支えるインフラの維持・更新の高度化
都市再生と連携した首都高の大規模更新（日本橋区

間、築地川区間）

日本橋区間：地下化に向けて工

事中

築地川区間：新京橋連結路

（地下）接続部の都市計画案

の作成

日本橋区間：事業推進

築地川区間：計画の具体化に

向けた検討・調整

日本橋区間：事業推進

築地川区間：計画の具体化に

向けた検討・調整

日本橋区間：事業推進

築地川区間：計画の具体化に

向けた検討・調整

日本橋区間：事業推進

築地川区間：計画の具体化に

向けた検討・調整

日本橋区間：事業推進

築地川区間：計画の具体化に

向けた検討・調整
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画
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年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

9-4 首都東京を支えるインフラの維持・更新の高度化
首都高の大規模更新の機会を捉えた機能強化（新た

な都心環状ルートの形成、首都高晴海線の延伸）
再掲

・高速都心環状線 新京橋連結

路（地下）：都市計画案及び

環境影響評価書案の作成

・首都高晴海線の延伸：

TOKYO強靭化プロジェクトのリー

ディング事業に位置付け

・高速都心環状線　新京橋連結

路（地下）：関係機関との調

整、都市計画手続き

・首都高晴海線の延伸：事業化

に向けた検討・調整

・高速都心環状線　新京橋連結

路：都市計画及び環境影響評

価の手続実施

・首都高晴海線の延伸：事業化

に向けた検討・調整

・高速都心環状線　新京橋連結

路：事業着手

・首都高晴海線の延伸：事業化

に向けた検討・調整

・高速都心環状線　新京橋連結

路：整備推進

・首都高晴海線の延伸：事業化

に向けた検討・調整

・高速都心環状線　新京橋連結

路：整備推進

・首都高晴海線の延伸：事業化

に向けた検討・調整

9-4 首都東京を支えるインフラの維持・更新の高度化 計画的な維持しゅんせつ等 港、運河、河川で実施 港、運河、河川で実施  港、運河、河川で実施 港、運河、河川で実施 港、運河、河川で実施  港、運河、河川で実施

9-4 首都東京を支えるインフラの維持・更新の高度化 護岸整備の推進（Ｄブロック） 工事 工事 工事 工事 工事 工事

9-4 首都東京を支えるインフラの維持・更新の高度化
処分場容量の増大（フィルタープレス式脱水機による既

存しゅんせつ土の減量化）
工事・調査 工事・調査 工事・調査 工事・調査 工事 工事

9-4 首都東京を支えるインフラの維持・更新の高度化 処分場容量の増大（深掘） 工事 工事 工事 工事 工事 工事

9-5 公共交通ネットワークの更なる充実 鉄道ネットワークの整備

都市計画・環境影響評価の手続

に着手（東京８号線延伸、都心

部･品川地下鉄、多摩都市モノ

レールの延伸（箱根ケ崎方

面））、事業計画案の公表（都

心部・臨海地域地下鉄）

関係者との協議・調整（調整が

ついた路線から順次事業に着

手）

都市計画・環境影響評価の手続

を実施（東京８号線延伸、都心

部･品川地下鉄、多摩都市モノ

レールの延伸（箱根ケ崎方

面）） 、事業化に向けた詳細検

討を行い、計画のブラッシュアップを

実施（都心部・臨海地域地下

鉄）

関係者との協議・調整（調整が

ついた路線から順次事業に着

手）

関係者との協議・調整（調整が

ついた路線から順次事業に着

手）

関係者との協議・調整（調整が

ついた路線から順次事業に着

手）

9-5 公共交通ネットワークの更なる充実 ＢＲＴの運行
プレ運行（２次）（２０２３

年４月１日）開始の決定
本格運行 令和６年２月、本格運行を開始

運行継続、本格運行開始後の運

行状況に関する調査・検証
運行継続 運行継続

9-5 公共交通ネットワークの更なる充実 地域公共交通の充実・強化（区市町村支援）

・地域公共交通計画策定：６

自治体/62自治体

・都の補助を活用し地域ニーズに

応じた移動手段の導入に取り組

んだ自治体：19自治体/62自

治体

・区市町村の地域公共交通計画

策定や地域ニーズに応じた輸送

手段の導入を技術的・財政的に

支援

・効果的な支援策の創設等を継

続的に検討

・地域公共交通計画策定：10

自治体/62自治体

・都の補助を活用し地域ニーズに

応じた移動手段の導入 に取り組

んだ自治体：31自治体/62自

治体

・地域特性に応じたニーズに対応

するため、補助対象を見直し

・区市町村の地域公共交通計画

策定や地域ニーズに応じた輸送

手段の導入を技術的・財政的に

支援

・効果的な支援策の創設等を継

続的に検討

・区市町村の地域公共交通計画

策定や地域ニーズに応じた輸送

手段の導入を技術的・財政的に

支援

・効果的な支援策の創設等を継

続的に検討

・区市町村の地域公共交通計画

策定や地域ニーズに応じた輸送

手段の導入を技術的・財政的に

支援

・効果的な支援策の創設等を継

続的に検討

9-5 公共交通ネットワークの更なる充実 地域公共交通の充実・強化（先行事例の取組）

大島町、北多摩エリア、青梅市で

市町と連携して課題を解決する

先行事例の取組着手

取組の具体化

○大島町、北多摩エリア、青梅市

で市町と連携した取組の推進

・大島町：島内公共交通におけ

るキャッシュレス決済の実証導入

など

・北多摩エリア：複数の自治体で

連携して運営する広域連携バス

等のケーススタディー実施　など

・青梅市：交通不便地域におけ

る移動手段を導入した際の効果

検証　など

○大島町、青梅市で市町と連携

した取組の推進

○区市町村と連携した誰もが使

いやすい交通結節点の実現に向

けた取組に着手

区市町村と連携した誰もが使いや

すい交通結節点の実現に向けた

取組の推進

区市町村と連携した誰もが使いや

すい交通結節点の実現に向けた

取組の推進
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ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

9-5 公共交通ネットワークの更なる充実 地域公共交通の充実・強化（広域調整に係る取組）

西多摩地域の行政界を越える幹

線系統バスの確保・維持に向けて

地域公共交通計画検討着手

地域公共交通計画策定

西多摩地域の行政界を越える幹

線系統バスの確保・維持に向け

地域公共交通計画策定

計画に基づく取組を推進 計画に基づく取組を推進 計画に基づく取組を推進

9-5 公共交通ネットワークの更なる充実 駅まち一体開発の推進

【飯田橋】基盤整備方針（案）

公表、

新橋・有楽町等の周辺開発が見

込まれる駅で基盤整備の検討、

開発との調整、基盤整備の促進

飯田橋駅の周辺開発に併せて基

盤整備を実施

新橋・有楽町等の周辺開発が見

込まれる駅で基盤整備の検討、

開発との調整、基盤整備の促進

・飯田橋駅　整備方針の具体化

に向け、新たに検討会を立ち上

げ、整備計画を検討

・新橋・有楽町・六本木等の周辺

開発が見込まれる駅で基盤整備

の検討、開発との調整、基盤整

備の促進

・飯田橋駅の周辺開発に併せて

基盤整備を実施

・新橋・有楽町・六本木等の周辺

開発が見込まれる駅で基盤整備

の検討、開発との調整、基盤整

備の促進

・飯田橋駅の周辺開発に併せて

基盤整備を実施

・新橋・有楽町等の周辺開発が

見込まれる駅で基盤整備の検

討、開発との調整、基盤整備の

促進

・飯田橋駅の周辺開発に併せて

基盤整備を実施

・新橋・有楽町等の周辺開発が

見込まれる駅で基盤整備の検

討、開発との調整、基盤整備の

促進

9-5 公共交通ネットワークの更なる充実 区市町村の基本構想等の策定支援
基本構想31区市（101地

区）、促進方針７区市

区市町村の基本構想等の策定に

かかる経費の補助及び技術的支

援

基本構想31区市（102地

区）、促進方針９区市

区市町村の基本構想等の策定に

かかる経費の補助及び技術的支

援

区市町村の基本構想等の策定に

かかる経費の補助及び技術的支

援

区市町村の基本構想等の策定に

かかる経費の補助及び技術的支

援

9-5 公共交通ネットワークの更なる充実 都営地下鉄駅におけるバリアフリールートの充実 エレベータ整備１駅完了 調査検討・順次整備
エレベータ整備１駅完了

調査検討・順次整備

調査検討・順次整備（2022年

度～2024年度合計６駅整備）
調査検討・順次整備 調査検討・順次整備

9-5 公共交通ネットワークの更なる充実 都営地下鉄駅におけるホームドアの整備
浅草線４駅のホームドア整備完

了
全駅整備完了 浅草線整備完了 - - -

9-5 公共交通ネットワークの更なる充実 都営地下鉄車両へのフリースペースの導入
10編成導入（累計65編成導

入）
順次導入

6編成導入（累計71編成導

入）

順次導入（2022年度～2024

年度合計三田線4編成、新宿線

4編成、大江戸線8編成導入）

順次導入 順次導入

9-5 公共交通ネットワークの更なる充実
鉄道駅のホームドアやエレベーター等の整備に対する補

助

【ホームドア整備（地下鉄駅）】

（2022年度末）整備率

89.9％

【ホームドア整備（ＪＲ及び私鉄

駅）】

（2022年度末）整備率

36.0％

【鉄道駅エレベーター等整備】

（2022年度末）１ルート整備

率　97.0%

【ホームドア整備（地下鉄駅）】

東京メトロ半蔵門線（完了）、

都営地下鉄浅草線（完了）、

東京メトロ東西線（整備促進）

【ホームドア整備（ＪＲ及び私鉄

駅）】

補助制度を活用して整備促進

【鉄道駅エレベーター等整備】

補助制度を活用して整備促進

【ホームドア整備（地下鉄駅）】

（2023年度末）整備率

97.4％

【ホームドア整備（ＪＲ及び私鉄

駅）】

（2023年度末）整備率

38.9％

【鉄道駅エレベーター等整備】

（2023年度末）１ルート整備

率　97.0%

【ホームドア整備（地下鉄駅）】

東京メトロ東西線（整備促進）

【ホームドア整備（ＪＲ及び私鉄

駅）】

補助制度を活用して整備促進

【鉄道駅エレベーター等整備】

補助制度を活用して整備促進

【ホームドア整備（ＪＲ及び私鉄

駅）】

補助制度を活用して整備促進

【鉄道駅エレベーター等整備】

補助制度を活用して整備促進

【ホームドア整備（ＪＲ及び私鉄

駅）】

補助制度を活用して整備促進

【鉄道駅エレベーター等整備】

補助制度を活用して整備促進

9-5 公共交通ネットワークの更なる充実 鉄道駅におけるユニバーサルコミュニケーションの取組促進 - - -
補助制度の活用により、UC機器

の導入を促進

補助制度の活用により、UC機器

の導入を促進
-

9-5 公共交通ネットワークの更なる充実 拠点機能の充実強化（ターミナル駅37駅）

先行整備した主要９駅での事

例・解決策及び経緯などを整理

し、手引を作成

区市等の意向により、案内サイン

統一化に向けた課題抽出、方針

決定、事業者による整備を順次

実施

2022年度に策定した手引を用い

て、区市の取組を後押しするため

に、区市へヒアリングを実施

2022年度に策定した「案内サイ

ン等の整備に向けた手引（多言

語対応含む）」を用いて、区市の

取組を後押しするために、区市へ

ヒアリングを実施

・区市等の意向により、案内サイン

統一化に向けた課題抽出

・事業者による整備を順次実施

・区市等の意向により、案内サイン

統一化に向けた課題抽出

・事業者による整備を順次実施

9-5 公共交通ネットワークの更なる充実 時差Biz等スムーズビズの推進

・HPや動画、広告等による広報

活動の展開

・普及啓発に資するイベントへの

ブース参加

・企業等への呼びかけの実施

・アンケート調査等による定着状

況の把握

・HPや動画、広告等による広報

活動の展開

・企業等への呼びかけの実施

・アンケート調査等による定着状

況の把握

・HPや動画、広告等による広報

活動の展開

・企業等への呼びかけの実施

・アンケート調査等による定着状

況の把握

・HPや動画、広告等による広報

活動の展開

・企業等への呼びかけの実施

・アンケート調査等による定着状

況の把握

・HPや動画、広告等による広報

活動の展開

・企業等への呼びかけの実施

・アンケート調査等による定着状

況の把握

・HPや動画、広告等による広報

活動の展開

・企業等への呼びかけの実施

・アンケート調査等による定着状

況の把握
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9-5 公共交通ネットワークの更なる充実 鉄道の快適な利用に向けた対策の検討
・施策の検討・効果検証

・施策の展開に向けた検討

施策の展開に向けた検討、施策

の周知・啓発活動

施策の展開に向けた検討、施策

の周知・啓発活動

施策の展開に向けた検討、施策

の周知・啓発活動

施策の展開に向けた検討、施策

の周知・啓発活動

施策の展開に向けた検討、施策

の周知・啓発活動

9-5 公共交通ネットワークの更なる充実 混雑緩和に向けた時差Ｂｉｚの推進
日暮里・舎人ライナーで時差Biz

キャンペーンの実施

都営交通のポイントサービスを活

用したオフピーク通勤の促進

日暮里・舎人ライナーにおいて、都

営交通のポイントサービスを活用し

た時差Ｂｉｚキャンペーンを実施

取組推進 取組推進 取組推進

9-6 都市間競争に打ち勝つ空の港・海の港プロジェクト 航空機能に関する調査
羽田空港の更なる機能強化のあ

り方検討

羽田空港の更なる機能強化のあ

り方検討

羽田空港の更なる機能強化のあ

り方検討

羽田空港の更なる機能強化のあ

り方検討

空飛ぶクルマの社会実装に関する

検討

羽田空港の更なる機能強化のあ

り方検討

空飛ぶクルマの社会実装に関する

検討

羽田空港の更なる機能強化のあ

り方検討

空飛ぶクルマの社会実装に関する

検討

9-6 都市間競争に打ち勝つ空の港・海の港プロジェクト 横田基地軍民共用化の推進 国等との協議・調整 国等との協議・調整 国等との協議・調整 国等との協議・調整 国等との協議・調整 国等との協議・調整

9-6 都市間競争に打ち勝つ空の港・海の港プロジェクト
大島空港におけるビジネスジェット受入機能強化（ターミ

ナルビル改修）
再掲 - - 検討 強化 強化 -

9-6 都市間競争に打ち勝つ空の港・海の港プロジェクト 都営空港におけるビジネスジェット受入機能強化 再掲 - - - 必要機能や施設配置等を検討
ＢＪの需要等を踏まえ設計等を

実施

ＢＪの需要等を踏まえ設計等を

実施

9-6 都市間競争に打ち勝つ空の港・海の港プロジェクト 港湾計画の策定（東京港第９次改訂港湾計画） 検討委員会等を開催し議論
中間報告、パブリックコメント、計

画策定

中間報告、パブリックコメント、計

画策定（2023年度終了）
- - -

9-6 都市間競争に打ち勝つ空の港・海の港プロジェクト 中央防波堤外側コンテナふ頭（Ｙ３バース）整備 岸壁整備等 岸壁整備等 岸壁整備等 岸壁整備等 岸壁整備等 岸壁整備等

9-6 都市間競争に打ち勝つ空の港・海の港プロジェクト 既存コンテナふ頭の再編

【青海コンテナふ頭】ヤード拡張工

事

【品川コンテナふ頭】調査・設計

【青海コンテナふ頭】Ａ３岸壁公

共化、ヤード拡張工事

【品川コンテナふ頭】調査・設計

【青海コンテナふ頭】Ａ３岸壁公

共化、ヤード拡張工事

【品川コンテナふ頭】調査・設計

【青海コンテナふ頭】ヤード拡張工

事

【品川コンテナふ頭】調整

【青海コンテナふ頭】ヤード拡張工

事

【品川コンテナふ頭】調査・設計

【青海コンテナふ頭】ヤード拡張工

事

【品川コンテナふ頭】岸壁整備等

9-6 都市間競争に打ち勝つ空の港・海の港プロジェクト
（幹線貨物輸送対応施設） 中央防波堤内側内貿ユ

ニットロードＸ６、Ｘ７
- - 港湾計画への位置づけ 基礎調査・基本検討 調査・設計 調査・設計

9-6 都市間競争に打ち勝つ空の港・海の港プロジェクト
ＩＣＴ活用によるコンテナターミナルの高度化・事前予

約制の導入等

事前予約制　事業実施支援

混雑状況見える化　運用継続

ターミナル運営の最適化・効率化

補助事業

事前予約制　事業実施支援

混雑状況見える化　運用継続

ターミナル運営の最適化・効率化

補助事業

事前予約制　事業実施支援

混雑状況見える化　運用継続

ターミナル運営の最適化・効率化

補助事業

事前予約制　事業実施支援

混雑状況見える化　運用継続

ターミナル運営の最適化・効率化

補助事業

事前予約制　事業実施支援

混雑状況見える化　運用継続

ターミナル運営の最適化・効率化

補助事業

事前予約制　事業実施支援

混雑状況見える化　運用継続

ターミナル運営の最適化・効率化

補助事業

9-6 都市間競争に打ち勝つ空の港・海の港プロジェクト 東京みなとＤＸの推進 再掲 - システム設計 システム設計 システム設計・構築 システム構築・運用 システム運用

9-6 都市間競争に打ち勝つ空の港・海の港プロジェクト 東京港における脱炭素化に向けた取組 再掲 ＣＮＰ形成計画策定
脱炭素化に向けた個別施策の推

進

脱炭素化に向けた個別施策の推

進

脱炭素化に向けた個別施策の推

進

脱炭素化に向けた個別施策の推

進

脱炭素化に向けた個別施策の推

進

9-6 都市間競争に打ち勝つ空の港・海の港プロジェクト ポストコロナを見据えた新たな客船誘致戦略の策定 新たな客船誘致戦略の整理 -
新たな客船誘致戦略の策定

（2023年度終了）
- - -

9-6 都市間競争に打ち勝つ空の港・海の港プロジェクト ポストコロナを見据えた客船誘致事業

ＰＲ活動、認知度向上イベント、

クルーズ振興イベント、海外船社

等に対するポートセールス

ＰＲ活動、認知度向上イベント、

クルーズ振興イベント、海外船社

等に対するポートセールス

ＰＲ活動、認知度向上イベント、

クルーズ振興イベント、海外船社

等に対するポートセールス

ＰＲ活動、認知度向上イベント、

クルーズ振興イベント、海外船社

等に対するポートセールス

ＰＲ活動、認知度向上イベント、

クルーズ振興イベント、海外船社

等に対するポートセールス

ＰＲ活動、認知度向上イベント、

クルーズ振興イベント、海外船社

等に対するポートセールス

9-6 都市間競争に打ち勝つ空の港・海の港プロジェクト
ＩＣＴ等を活用した円滑な客船受入オペレーションの実

現
駐車管理システムの導入

利用状況に応じたさらなる改善の

検討

利用状況に応じたさらなる改善の

検討

利用状況に応じたさらなる改善の

検討

利用状況に応じたさらなる改善の

検討

利用状況に応じたさらなる改善の

検討

9-6 都市間競争に打ち勝つ空の港・海の港プロジェクト 晴海客船ターミナル代替施設整備 解体工事、新築設計 解体工事、新築工事 解体工事、新築工事 新築工事 - -
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

9-6 都市間競争に打ち勝つ空の港・海の港プロジェクト 災害時利用に向けた防災船着場の整備

築地市場跡地再開発に合わせた

防災船着場整備、

付帯施設整備推進

築地市場跡地再開発に合わせた

防災船着場整備、

付帯施設整備推進

築地市場跡地再開発に合わせた

防災船着場整備、

付帯施設整備推進

築地市場跡地再開発に合わせた

防災船着場整備、

付帯施設整備推進

築地市場跡地再開発に合わせた

防災船着場整備、

付帯施設整備推進

築地市場跡地再開発に合わせた

防災船着場整備、

付帯施設整備推進

9-6 都市間競争に打ち勝つ空の港・海の港プロジェクト 日の出ふ頭船客待合所再整備 事業者の公募準備 事業者の公募準備・公募 事業者の公募準備 事業者の公募準備・公募・選定 設計 工事

9-6 都市間競争に打ち勝つ空の港・海の港プロジェクト 東京港防災船着場の整備
新規船着場及び付帯施設の整

備

新規船着場及び付帯施設の整

備

新規船着場及び付帯施設の整

備

新規船着場及び付帯施設の整

備
- -

9-6 都市間競争に打ち勝つ空の港・海の港プロジェクト 舟運の活性化

舟運の幅広い活用に関する検

討、舟旅通勤第二弾・企画便の

実施、船着場の整備・開放・DＸ

の推進、案内サインの充実、バリア

フリー化等

交通手段としての航路の実装に

向けた検討・支援、企画便の実

施、船着場の新規開放・ＤＸの

推進、案内サインの充実、バリアフ

リー化等

交通手段としての航路の実装に

向けた検討・支援、企画便の実

施、船着場の整備・ＤＸの推進、

案内サインの充実、バリアフリー化

等

交通手段としての航路の実装及

び定着に向けた検討・支援、企画

便の実施や船着場の整備・開

放、ＤＸの活用等による利便性・

認知度向上

交通手段としての航路の定着に

向けた検討・支援、船着場の整

備・開放、ＤＸの活用等による利

便性・認知度向上

交通手段としての航路の定着に

向けた検討・支援、船着場の整

備・開放、ＤＸの活用等による利

便性・認知度向上

9-6 都市間競争に打ち勝つ空の港・海の港プロジェクト 東京国際クルーズターミナルと舟運の連携強化

新規船着場の実施設計、既存船

着場等の解体設計、青海客船

ターミナルの解体設計

新規船着場の整備工事、青海客

船ターミナルの解体工事、クルーズ

乗船客輸送（企画便の運航）

新規船着場の整備工事・青海客

船ターミナルの解体工事（2023

～2025）、クルーズ乗船客輸送

（企画便の運航）

新規船着場の整備工事、既存船

着場等の撤去工事、青海客船

ターミナル解体工事

船着場の供用開始、既存船着場

等の撤去工事、青海客船ターミナ

ル解体工事
-

9-7 移動の速達性を高めるミッシングリンク解消プロジェクト
三環状道路の整備：外環道(関越道～東名高速)、

外環道(東名高速～湾岸道路)、圏央道

整備促進(【都】用地（国から受

託）【事業者】用地・工事)、計

画検討・概略計画策定プロセス、

整備促進

整備促進(【都】用地（国から受

託）【事業者】用地・工事)、計

画検討・概略計画策定プロセス、

整備促進

整備促進(【都】用地（国から受

託）【事業者】用地・工事)、計

画検討・概略計画策定プロセス、

整備促進

整備促進(【都】用地（国から受

託）【事業者】用地・工事)、計

画検討・概略計画策定プロセス

整備促進(【都】用地（国から受

託）【事業者】用地・工事)、計

画検討・概略計画策定プロセス

整備促進等

9-7 移動の速達性を高めるミッシングリンク解消プロジェクト
首都高の大規模更新の機会を捉えた機能強化（新た

な都心環状ルートの形成、首都高晴海線の延伸）

・高速都心環状線 新京橋連結

路（地下）：都市計画案及び

環境影響評価書案の作成

・首都高晴海線の延伸：

TOKYO強靭化プロジェクトのリー

ディング事業に位置付け

・高速都心環状線　新京橋連結

路（地下）：関係機関との調

整、都市計画手続き

・首都高晴海線の延伸：事業化

に向けた検討・調整

・高速都心環状線　新京橋連結

路：都市計画及び環境影響評

価の手続実施

・首都高晴海線の延伸：事業化

に向けた検討・調整

・高速都心環状線　新京橋連結

路：事業着手

・首都高晴海線の延伸：事業化

に向けた検討・調整

・高速都心環状線　新京橋連結

路：整備推進

・首都高晴海線の延伸：事業化

に向けた検討・調整

・高速都心環状線　新京橋連結

路：整備推進

・首都高晴海線の延伸：事業化

に向けた検討・調整

9-8 誰もが使いやすくスムーズな道路網形成プロジェクト
「東京における都市計画道路の整備方針」に基づく計画

検討

見直し候補路線、計画内容再検

討路線、新たな都市計画道路の

調査・都市計画手続

見直し候補路線、計画内容再検

討路線、新たな都市計画道路の

調査・都市計画手続

見直し候補路線、計画内容再検

討路線、新たな都市計画道路の

調査・都市計画手続

見直し候補路線、計画内容再検

討路線、新たな都市計画道路の

調査・都市計画手続

見直し候補路線、計画内容再検

討路線、新たな都市計画道路の

調査・都市計画手続

見直し候補路線、計画内容再検

討路線、新たな都市計画道路の

調査・都市計画手続

9-8 誰もが使いやすくスムーズな道路網形成プロジェクト 幹線道路の整備

４か所事業化（補助第143号

線など）、６か所開通（環状第

２号線など）、６か所完成

10か所事業化、５か所開通、５

か所完成

７か所事業化（放射第32号線

など）、５か所開通（町田3・3・

36号相原鶴間線など）、１か所

完成

５か所事業化、５か所開通、７

か所完成
４か所事業化、５か所完成 ４か所事業化、２か所完成

9-8 誰もが使いやすくスムーズな道路網形成プロジェクト 区部放射・環状道路、多摩南北・東西道路の整備

１か所事業化（環状第５の１

号線）、４か所開通（環状第２

号線など）、３か所完成

２か所事業化、２か所開通、４

か所完成

１か所事業化（放射第32号

線）、１か所開通（放射第35

号線）

１か所事業化、４か所開通、５

か所完成
３か所完成 １か所完成

9-8 誰もが使いやすくスムーズな道路網形成プロジェクト 都県境における道路・橋梁の整備
１か所事業化（補助第143号

線）
整備推進 整備推進 １か所開通 整備推進 整備推進

9-8 誰もが使いやすくスムーズな道路網形成プロジェクト 千葉県境の橋梁整備
１か所事業化（補助第143号

線）

橋梁構造等の検討、関係機関と

の協議

橋梁構造等の検討、関係機関と

の協議

橋梁構造等の検討、関係機関と

の協議

橋梁構造等の検討、関係機関と

の協議

橋梁構造等の検討、関係機関と

の協議

9-8 誰もが使いやすくスムーズな道路網形成プロジェクト 多摩南北・東西道路の整備 整備推進 １か所完成 整備推進 １か所開通、２か所完成 整備推進 整備推進

9-8 誰もが使いやすくスムーズな道路網形成プロジェクト 立川広域防災基地へのアクセス性の強化 整備推進 整備推進 整備推進 整備推進 整備推進 整備推進
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

9-8 誰もが使いやすくスムーズな道路網形成プロジェクト 三環状関連の幹線道路の整備 整備推進 ２か所事業化、１か所開通 １か所事業化、１か所開通 １か所事業化、１か所完成 １か所事業化 整備推進

9-8 誰もが使いやすくスムーズな道路網形成プロジェクト
南多摩尾根幹線、町田３・３・50号小山宮下線の整

備
１か所完成 整備推進 整備推進 整備推進 整備推進 整備推進

9-8 誰もが使いやすくスムーズな道路網形成プロジェクト その他骨格幹線道路の整備 整備推進 １か所開通
１か所開通（町田3・3・36号相

原鶴間線）
整備推進 整備推進 １か所事業化、１か所完成

9-8 誰もが使いやすくスムーズな道路網形成プロジェクト 環状第4号線高輪区間の整備

街路事業（用地補償、用地取

得、設計、工事）、

沿道整備街路事業（権利者合

意形成・認可協議）

街路事業（用地補償、用地取

得、設計、工事）、沿道整備街

路事業（認可手続き、仮換地指

定、移転補償）

街路事業（用地補償、用地取

得、設計）、沿道整備街路事業

（施行認可手続き）

街路事業（用地補償、用地取

得、設計、工事）、沿道整備街

路事業（認可手続き、仮換地指

定、移転補償、設計）

街路事業（用地補償、用地取

得、設計、工事）、沿道整備街

路事業（移転補償、設計、工

事）

街路事業（用地補償、用地取

得、設計、工事）、沿道整備街

路事業（移転補償、設計、工

事）

9-8 誰もが使いやすくスムーズな道路網形成プロジェクト 地域内の幹線道路の整備（都施行） 再掲

２か所事業化（補助第11号線

など）、２か所開通（福生３・

３・３０号武蔵野工業線な

ど）、２か所完成

６か所事業化、２か所開通、１

か所完成

５か所事業化（調布3・4・10号

東京競馬場線など）、３か所開

通（補助第74号線など）、１か

所完成

３か所事業化、２か所完成 ３か所事業化、２か所完成 ３か所事業化

9-8 誰もが使いやすくスムーズな道路網形成プロジェクト 外環の地上部街路の整備

・街路事業：用地補償、用地取

得、用地測量、設計

・沿道整備街路事業：事業計

画・換地計画作成等、権利者合

意形成

・街路事業：用地補償、用地取

得、用地測量、設計、工事

・沿道整備街路事業：事業計

画・換地計画作成等、権利者合

意形成、認可手続き・施行認可

取得、事業実施

・街路事業：用地補償、用地取

得、用地測量、設計

・沿道整備街路事業：事業計

画・換地計画作成等、権利者合

意形成、認可手続き・施行認可

取得

・街路事業：用地補償、用地取

得、用地測量、設計、工事

・沿道整備街路事業：権利者

調整、手法等検討、事業計画・

換地計画検討

・街路事業：用地補償、用地取

得、用地測量、設計、工事

・沿道整備街路事業：権利者

調整、手法等検討、事業計画・

換地計画検討

・街路事業：用地補償、用地取

得、用地測量、設計、工事

・沿道整備街路事業：権利者

調整、手法等検討、事業計画・

換地計画検討

9-8 誰もが使いやすくスムーズな道路網形成プロジェクト
拠点駅周辺や土地区画整理事業に関連する道路整

備
再掲 整備推進 １か所開通 １か所開通 整備推進 整備推進 整備推進

9-8 誰もが使いやすくスムーズな道路網形成プロジェクト
第三次みちづくり・まちづくりパートナー事業や市町村土

木補助事業を通じた支援
再掲 財政的・技術的支援 財政的・技術的支援 財政的・技術的支援 財政的・技術的支援 財政的・技術的支援 財政的・技術的支援

9-8 誰もが使いやすくスムーズな道路網形成プロジェクト
特定整備路線の整備(累計)①用地取得②交通開放

等
再掲

生活再建支援の一層の拡充、移

転先確保及び工事の一層の推

進、①用地取得率 約６割②４

区間（５か所）

生活再建支援の一層の拡充、移

転先確保及び工事の一層の推

進、①用地取得率 約９割②５

区間（６か所）

生活再建支援の拡充、移転先の

確保及び工事の一層の推進

①用地取得率 約７割②５区間

（６か所）

生活再建支援の拡充、移転先の

確保及び工事の一層の推進

①用地取得率 約９割②12区

間（13か所）

生活再建支援の拡充、移転先の

確保及び工事の一層の推進

①用地取得完了②28区間（38

か所）

事業効果の発現

9-8 誰もが使いやすくスムーズな道路網形成プロジェクト 災害時の代替ルート等となる道路整備 再掲 約２km事業化

約0.4km事業化

梅ヶ谷（うめがた）トンネルなど約

２km完成

約0.4km事業化

約２km開通・完成（梅ヶ谷（う

めがた）トンネル）

整備推進 整備推進 約0.9km完成

9-8 誰もが使いやすくスムーズな道路網形成プロジェクト 緊急輸送道路等の橋梁の新設・架け替え 再掲 整備推進 ３か所事業化 整備推進 整備推進 整備推進 ４か所事業化

9-8 誰もが使いやすくスムーズな道路網形成プロジェクト 緊急輸送道路の拡幅整備 再掲 約0.5km完成 整備推進 整備推進 整備推進 整備推進 整備推進

9-8 誰もが使いやすくスムーズな道路網形成プロジェクト 合同点検等に係る対策の実施 再掲
対策の実施、緊急安全点検に係

る対策

対策の実施、緊急安全点検に係

る対策

対策の実施、緊急安全点検に係

る対策

対策の実施、緊急安全点検に係

る対策

対策の実施、未設置交差点にお

ける防護柵設置

対策の実施、未設置交差点にお

ける防護柵設置

9-8 誰もが使いやすくスムーズな道路網形成プロジェクト 連続立体交差事業の推進（都施行） ６路線７か所で整備推進 ６路線８か所で整備推進 ６路線８か所で整備推進 ６路線８か所で整備推進 ６路線８か所で整備推進 ６路線８か所で整備推進

9-8 誰もが使いやすくスムーズな道路網形成プロジェクト 連続立体交差事業の推進（区施行） １路線２か所で整備推進 １路線２か所で整備推進
１路線２か所で整備推進

うち１か所で事業完了
１路線１か所で整備推進 - -
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

9-8 誰もが使いやすくスムーズな道路網形成プロジェクト 高速道路を更にスムーズで快適にする取組の推進

圏央道とその内側において40箇

所の料金所がＥＴＣ専用化、外

環千葉区間への迂回促進等を図

る首都高の料金改定

ＥＴＣ普及促進策の検討、より

一体的で利用しやすい料金体系

の検討

圏央道とその内側において44箇

所の料金所がＥＴＣ専用化

ＥＴＣ普及促進策の検討、より

一体的で利用しやすい料金体系

の検討

圏央道及びその内側においてＥ

ＴＣ専用化概成

より一体的で利用しやすい料金体

系の検討

9-8 誰もが使いやすくスムーズな道路網形成プロジェクト 用地事務支援システムの構築 - - 現状分析 基本構想及び要件定義 要件定義 設計・構築

9-8 誰もが使いやすくスムーズな道路網形成プロジェクト
GISを活用した用地取得の進捗状況を示した図面等の

デジタル化
- - 要件定義 設計・構築 運用 運用

9-9 身近で快適な道路空間形成プロジェクト 自転車通行空間の整備（優先整備区間等）
39km整備（船堀街道・井ノ頭

通り　外23箇所）
31km整備 27km整備 30km整備 31km整備 31km整備

9-9 身近で快適な道路空間形成プロジェクト 自転車活用推進重点地区における取組推進
自転車通行空間の更なる安全対

策、自転車誘導方策の実施

自転車通行空間の更なる安全対

策、自転車誘導方策の実施

自転車通行空間の更なる安全対

策、自転車誘導方策の実施

自転車通行空間の更なる安全対

策、自転車誘導方策の実施

自転車通行空間の更なる安全対

策、自転車誘導方策の実施

自転車通行空間の更なる安全対

策、自転車誘導方策の実施

9-9 身近で快適な道路空間形成プロジェクト 自転車活用推進計画の取組

現状の把握及び計画のフォロー

アップ、重点地区の整備計画推

進、区市町村道の無電柱化と合

わせた自転車走行空間整備にお

ける支援の検討、重点地区の追

加検討

現状の把握及び計画のフォロー

アップ、重点地区の整備計画推

進、区市町村道の無電柱化支援

の検討、重点地区の追加検討

・現状の把握及び計画のフォロー

アップ

・重点地区の整備計画推進

・関係者会議の運営

・重点地区の追加検討

・現状の把握及び計画のフォロー

アップの実施

・自転車活用推進計画の中間見

直しに向けた検討

・各取組主体の保有するデータを

一元化するための基礎調査

・重点地区の整備計画推進

・関係者会議の運営

・重点地区の追加検討

・自転車活用推進計画の中間見

直し

・各取組主体の保有するデータを

一元化、オープンデータ化

・重点地区の整備計画推進

・関係者会議の運営

・重点地区の追加検討

・現状の把握及び計画のフォロー

アップの実施

・重点地区の整備計画推進

・関係者会議の運営

・重点地区の追加検討

9-9 身近で快適な道路空間形成プロジェクト 自転車通行空間の整備（臨港道路等） 調査・設計、工事着手 調査、設計、工事（約６km） 調査・設計、工事（約６km） 調査、設計、工事（約５km） 調査・設計 調査・設計、工事

9-9 身近で快適な道路空間形成プロジェクト
拠点駅周辺や土地区画整理事業に関連する道路整

備
再掲 整備推進 １か所開通 １か所開通 整備推進 整備推進 整備推進

9-9 身近で快適な道路空間形成プロジェクト
第三次みちづくり・まちづくりパートナー事業や市町村土

木補助事業を通じた支援
再掲 財政的・技術的支援 財政的・技術的支援 財政的・技術的支援 財政的・技術的支援 財政的・技術的支援 財政的・技術的支援

9-9 身近で快適な道路空間形成プロジェクト 地域内の幹線道路の整備（都施行）

２か所事業化（補助第11号線

など）、２か所開通（福生３・

３・３０号武蔵野工業線な

ど）、２か所完成

６か所事業化、２か所開通、１

か所完成

５か所事業化（調布3・4・10号

東京競馬場線など）、３か所開

通（補助第74号線など）、１か

所完成

３か所事業化、２か所完成 ３か所事業化、２か所完成 ３か所事業化

9-9 身近で快適な道路空間形成プロジェクト 第３次交差点すいすいプラン等に基づく渋滞対策

完成又は一部完成、累計26箇

所、

第４次交差点すいすいプラン

（仮称）計画素案の検討

完成又は一部完成、累計28箇

所、

第４次交差点すいすいプラン

（仮称）計画素案の検討

完成又は一部完成、累計27箇

所、

第４次交差点すいすいプラン

（仮称）計画素案の検討

完成又は一部完成、累計28箇

所、

第４次交差点すいすいプラン

（仮称）計画策定

第４次交差点すいすいプラン

（仮称）計画の中で検討

第４次交差点すいすいプラン

（仮称）計画の中で検討

9-9 身近で快適な道路空間形成プロジェクト 東京ストリートヒューマン１st事業
工事着手（３箇所）白山祝田

田町線 外

工事着手（１箇所）環状三号

線

工事着手（不調）

（完成：２箇所）

工事着手（２箇所）靖国通り

外

工事着手（３箇所）明治通り

外

工事着手（３箇所）日比谷通

り 外

9-9 身近で快適な道路空間形成プロジェクト 新宿歩行者専用道の整備

第２号線Ⅲ期区間１工区：供

用開始、

第２号線Ⅲ期区間２工区：埋

設物移設工事設計

第２号線Ⅲ期区間２工区：埋

設物移設工事設計

第２号線Ⅲ期区間２工区：埋

設物移設工事設計

第２号線Ⅲ期区間２工区：埋

設物移設工事設計

第２号線Ⅲ期区間２工区：埋

設物移設工事

第２号線Ⅲ期区間２工区：埋

設物移設工事

9-9 身近で快適な道路空間形成プロジェクト 駅、生活関連施設を結ぶ都道のバリアフリー化 約５km整備（累計約57km）
約12km整備（累計約

73km）
約６km整備（累計約63km）

約19km整備（累計約

90km）
新計画の中で検討 新計画の中で検討
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

9-9 身近で快適な道路空間形成プロジェクト 主な駅周辺での特定道路の面的なバリアフリー化
約２km整備（累計約

123km）

約９km整備（累計約

134km）

約５km整備（累計約

128km）

約18km整備（累計約

150km）
新計画の中で検討 新計画の中で検討

9-9 身近で快適な道路空間形成プロジェクト
特定道路の面的なバリアフリー化に向けた区市に対する

財政支援
財政支援の実施 財政支援の実施 財政支援の実施 財政支援の実施 新計画の中で検討 新計画の中で検討

9-9 身近で快適な道路空間形成プロジェクト 既設道路橋のバリアフリー化 概略検討（６橋）
詳細設計（１橋）、予備設計

（２橋）

詳細設計（１橋）、予備設計

等（２橋）

詳細設計（１橋）、予備設計

（２橋）

整備工事（１橋）、詳細設計

（２橋）

整備工事（１橋）、詳細設計

（２橋）

9-9 身近で快適な道路空間形成プロジェクト 横断歩道橋のバリアフリー化 調整・検討（２橋） 予備設計（２橋） 予備設計（２橋） 予備設計（２橋） 詳細設計（２橋） 詳細設計・整備工事（２橋）

9-9 身近で快適な道路空間形成プロジェクト 合同点検等に係る対策の実施
対策の実施、緊急安全点検に係

る対策

対策の実施、緊急安全点検に係

る対策

対策の実施、緊急安全点検に係

る対策

対策の実施、緊急安全点検に係

る対策

対策の実施、未設置交差点にお

ける防護柵設置

対策の実施、未設置交差点にお

ける防護柵設置

9-9 身近で快適な道路空間形成プロジェクト 幹線道路の整備 再掲

４か所事業化（補助第143号

線など）、６か所開通（環状第

２号線など）、６か所完成

10か所事業化、５か所開通、５

か所完成

７か所事業化（放射第32号線

など）、５か所開通（町田3・3・

36号相原鶴間線など）、１か所

完成

５か所事業化、５か所開通、７

か所完成
４か所事業化、５か所完成 ４か所事業化、２か所完成

9-9 身近で快適な道路空間形成プロジェクト 区部放射・環状道路、多摩南北・東西道路の整備 再掲

１か所事業化（環状第５の１

号線）、４か所開通（環状第２

号線など）、３か所完成

２か所事業化、２か所開通、４

か所完成

１か所事業化（放射第32号

線）、１か所開通（放射第35

号線）

１か所事業化、４か所開通、５

か所完成
３か所完成 １か所完成

9-9 身近で快適な道路空間形成プロジェクト 都県境における道路・橋梁の整備 再掲
１か所事業化（補助第143号

線）
整備推進 整備推進 １か所開通 整備推進 整備推進

9-9 身近で快適な道路空間形成プロジェクト 立川広域防災基地へのアクセス性の強化 再掲 整備推進 整備推進 整備推進 整備推進 整備推進 整備推進

9-9 身近で快適な道路空間形成プロジェクト 三環状関連の幹線道路の整備 再掲 整備推進 ２か所事業化、１か所開通 １か所事業化、１か所開通 １か所事業化、１か所完成 １か所事業化 整備推進

9-9 身近で快適な道路空間形成プロジェクト
南多摩尾根幹線、町田３・３・50号小山宮下線の整

備
再掲 １か所完成 整備推進 整備推進 整備推進 整備推進 整備推進

9-9 身近で快適な道路空間形成プロジェクト その他骨格幹線道路の整備 再掲 整備推進 １か所開通
１か所開通（町田3・3・36号相

原鶴間線）
整備推進 整備推進 １か所事業化、１か所完成

9-9 身近で快適な道路空間形成プロジェクト 自転車安全利用の普及啓発 再掲

自転車安全利用ＴＯＫＹＯキャ

ンペーンを実施し、集中的な普及

啓発活動を展開

自転車安全利用ＴＯＫＹＯキャ

ンペーン・自転車イベントと連携し

た啓発活動の実施

自転車安全利用ＴＯＫＹＯキャ

ンペーン・自転車イベントと連携し

た啓発活動の実施

自転車安全利用ＴＯＫＹＯキャ

ンペーン・自転車イベントと連携し

た啓発活動の実施

自転車安全利用ＴＯＫＹＯキャ

ンペーン・自転車イベントと連携し

た啓発活動の実施

自転車安全利用ＴＯＫＹＯキャ

ンペーン・自転車イベントと連携し

た啓発活動の実施

9-9 身近で快適な道路空間形成プロジェクト 自転車シミュレータ交通安全教室 再掲

自転車シミュレータ（ＶＲを含

む）を活用した交通安全教室を

合計222回実施

200回実施

自転車シミュレータ（ＶＲを含

む）を活用した交通安全教室を

合計229回実施

200回実施 200回実施 200回実施

9-9 身近で快適な道路空間形成プロジェクト 事業者向け自転車安全利用の推進 再掲

事業所内で自転車の安全利用を

推進するリーダーを育成するため、

自転車安全利用ＴＯＫＹＯセミ

ナーを実施

自転車安全利用ＴＯＫＹＯセミ

ナーの実施

事業所内で自転車の安全利用を

推進するリーダーを育成するため、

自転車安全利用ＴＯＫＹＯセミ

ナーを実施

自転車安全利用ＴＯＫＹＯセミ

ナーの実施

自転車安全利用ＴＯＫＹＯセミ

ナーの実施

自転車安全利用ＴＯＫＹＯセミ

ナーの実施

9-9 身近で快適な道路空間形成プロジェクト 自転車安全利用促進事業に対する区市町村補助 再掲

補助金を交付し、区市町村の自

転車点検整備や自転車安全利

用を促進

補助金を交付し、区市町村の自

転車点検整備や自転車安全利

用を促進

補助金を交付し、区市町村の自

転車点検整備や自転車安全利

用、自転車乗車用ヘルメットの着

用を促進

補助金を交付し、区市町村の自

転車点検整備や自転車安全利

用、自転車乗車用ヘルメットの着

用を促進

補助金を交付し、区市町村の自

転車点検整備や自転車安全利

用、自転車乗車用ヘルメットの着

用を促進

補助金を交付し、区市町村の自

転車点検整備や自転車安全利

用、自転車乗車用ヘルメットの着

用を促進
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

9-9 身近で快適な道路空間形成プロジェクト
スマホ・タブレットを活用した体験型自転車安全利用教

育アプリの制作・提供
再掲

時間や場所の制約を受けずに自

転車の安全利用を学べるよう、多

言語に対応したスマホ・タブレットを

活用した体験型の学習アプリケー

ションを制作、提供を開始

自転車の安全運転を学習するア

プリ（輪トレ）の運用、関係団体

等と連携した利用促進、出張型

の普及促進オリエンテーションの実

施

自転車の安全運転を学習するア

プリ（輪トレ）の運用、関係団体

等と連携した利用促進、出張型

の普及促進オリエンテーションの実

施

自転車の安全運転を学習するア

プリ（輪トレ）の運用、関係団体

等と連携した利用促進、出張型

の普及促進オリエンテーションの実

施

自転車の安全運転を学習するア

プリ（輪トレ）の運用、関係団体

等と連携した利用促進、出張型

の普及促進オリエンテーションの実

施

自転車の安全運転を学習するア

プリ（輪トレ）の運用、関係団体

等と連携した利用促進、出張型

の普及促進オリエンテーションの実

施

9-10 モノの流れ最適化プロジェクト 中央卸売市場の経営計画の推進

2021年度に策定した経営計画

のもと、各市場の機能強化に向け

た取組など、経営計画で掲げた施

策を推進

卸売市場を取り巻く環境の変化を

踏まえ、経営計画で掲げた施策に

ついて、7つの重点的取組を中心

として推進

卸売市場を取り巻く環境の変化を

踏まえ、経営計画で掲げた施策に

ついて、7つの重点的取組を中心

として推進

経営計画で掲げた施策について、

業界と緊密に連携し、審議会にお

ける意見も聴取しながら推進

経営計画で掲げた施策について、

業界と緊密に連携し、審議会にお

ける意見も聴取しながら推進

経営計画で掲げた施策について、

業界と緊密に連携し、審議会にお

ける意見も聴取しながら推進

9-10 モノの流れ最適化プロジェクト 市場業者による意欲的な取組の支援

経営強靭化推進事業において、E

コマースの導入や販路拡大など、

経営基盤の強化に向けた取組を

支援（133件の取組を支援）

Eコマースの導入など市場業者の

経営基盤の強化に向けた取組を

促進

経営強靭化推進事業において、E

コマースの導入や販路拡大など経

営基盤の強化に向けた取組を支

援（118件の取組を支援）

Ｅコマースの導入など市場業者の

経営基盤の強化に向けた取組を

促進

市場業者のニーズ等を踏まえ、必

要に応じて事業の見直しを実施

市場業者のニーズ等を踏まえ、必

要に応じて事業の見直しを実施

9-10 モノの流れ最適化プロジェクト
中央卸売市場における画像解析技術によるセキュリティ

強化等

技術導入に向けた調査

（セキュリティ強化等）

セキュリティ強化等に関する技術

提案の収集・分析等

セキュリティ強化等に関する技術

提案の収集・分析等を行い、基

礎実証による精度把握と実現可

能性を調査

セキュリティ強化等に関する運用

面のデジタルツール活用の試行
継続実施等 継続実施等

9-10 モノの流れ最適化プロジェクト 中央卸売市場におけるデジタル化の推進

・行政手続きのデジタル化：電子

申請を順次拡大

・経営セミナー等のオンライン化：

４回実施

・ビックデータの活用：市況情報

等の内容拡充

・市場業界の商取引のデジタル化

促進の検討

・行政手続のデジタル化：電子申

請を順次拡大

・経営セミナー等のオンライン化：

継続実施

・ビックデータの活用：評価検証

等

・DX活用による市場業務の効率

化：デジタルツールの試験運用

・市場業界の商取引のデジタル化

促進の検討

・行政手続のデジタル化：電子申

請を順次拡大

・経営セミナー等のオンライン化：

４回実施

・ビッグデータの活用：評価検証

等

・DX活用による市場業務の効率

化：デジタルツールの試験運用

・市場業界の商取引のデジタル化

促進の検討

・行政手続のデジタル化：電子申

請を順次拡大

・経営セミナー等のオンライン化：

継続実施

・ビッグデータの活用：継続実施

等

・DX活用による市場業務の効率

化：デジタルツールの本格運用

・市場業界の商取引のデジタル化

促進の検討

・行政手続のデジタル化：電子申

請を順次拡大、評価検証等

・経営セミナー等のオンライン化：

継続実施

・ビッグデータの活用：継続実施

等

・DX活用による市場業務の効率

化：デジタルツールの本格運用

・市場業界の商取引のデジタル化

促進の検討

・行政手続のデジタル化：電子申

請を順次拡大、評価検証等

・経営セミナー等のオンライン化：

継続実施

・ビッグデータの活用：継続実施

等

・DX活用による市場業務の効率

化：デジタルツールの本格運用

・市場業界の商取引のデジタル化

促進の検討

9-10 モノの流れ最適化プロジェクト 千客万来施設開業までの賑わいの創出
仮設施設による場外マルシェ（江

戸前場下町）を運営

イベント等の活性化策などの新た

な手法を活用した、千客万来施

設開業までの賑わいの創出

イベント等の活性化策などの新た

な手法を活用した、千客万来施

設開業までの賑わいの創出

（2023年度終了）

- - -

9-10 モノの流れ最適化プロジェクト 物流機能の強化

・物流機能の確保に関する調査

・オープン型宅配ボックスに関する

調査

・過疎地域等におけるドローン活

用に関する調査

・物流TDMレガシーの検討

・地区物流の在り方検討

・物流機能の確保に関する調査

・オープン型宅配ボックスに関する

調査

・過疎地域等におけるドローン活

用に関する調査

・物流TDMレガシーの検討

・地区物流の在り方検討

・物流機能の確保に関する調査

・オープン型宅配ボックスに関する

調査

・過疎地域等におけるドローン活

用に関する調査

・物流TDMレガシーの検討

・地区物流の在り方検討

・「東京物流ビズ」の展開開始

・物流TDMレガシーの検討

・物流施策の再検証

・消費者の行動変容を促すため

の、都民等に向けた広報・PR活

動

・事業者による再配達削減に向け

た啓発活動を支援

・荷さばき可能な路外駐車場の提

供

・物流TDMレガシーの検討

・物流施策の再検証

・消費者の行動変容を促すため

の、都民等に向けた広報・PR活

動

・事業者による再配達削減に向け

た啓発活動を支援

・荷さばき可能な路外駐車場の提

供

国の動きも考慮した物流施策を

展開

9-10 モノの流れ最適化プロジェクト 中央卸売市場における物流の高度化・効率化の推進 - -

・各市場における場内物流改善に

向けた検討体制の構築

・市場業者が行う物流課題の解

決を図るための取組に対し専門家

がアドバイスする体制の構築

生鮮品等サプライチェーン全体の

物流効率化に寄与する市場業者

の取組を、物流コンサルタントによ

るサポートや補助事業などで支援

引き続き、物流の高度化・効率化

に向けた取組を推進

引き続き、物流の高度化・効率化

に向けた取組を推進
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

9-10 モノの流れ最適化プロジェクト 流通業務団地（区部４団地）の都市計画変更
北部流通業務団地の都市計画

変更

西北部流通業務団地等の都市

計画変更

西北部流通業務団地等の都市

計画変更

西北部流通業務団地等の都市

計画変更

西北部流通業務団地等の都市

計画変更

西北部流通業務団地等の都市

計画変更

9-11 新型コロナ危機を契機とした東京の都市のあり方フォローアッププロジェクト東京の都市のあり方フォローアップに向けた取組
都市のあり方の変化の動向などの

調査等

都市のあり方の変化の動向などの

調査等

都市のあり方の変化の動向などの

調査等

都市のあり方の変化の動向などの

調査等

都市のあり方の変化の動向などの

調査等

都市のあり方の変化の動向などの

調査等

9-12 東京ベイｅＳＧプロジェクト ～東京湾から日本の未来を創り出す～目指す都市の実現に向けた最先端テクノロジーの実装

先行プロジェクトにかかる選定（9

件）・インフラ整備に関する各種

調整、2023年度の新規事業者

公募開始、パートナーとの連携強

化

先行プロジェクトの継続実施、新

事業の選定・実施準備、連携の

推進

先行プロジェクトR4採択事業の継

続実施(9件)、R5採択事業の選

定・実施(6件)、連携の推進

先行プロジェクトの継続実施、新

事業の選定・実施、連携の推進

先行プロジェクトの継続実施、新

事業の選定・実施、連携の推進

先行プロジェクト推進 、連携の推

進

9-12 東京ベイｅＳＧプロジェクト ～東京湾から日本の未来を創り出す～若者世代の意見の積極的活用

・子ども・若者からのデジタルコンテ

ンツを活用した意見の聴取、発表

の場を提供

・子ども・若者のアイディアを実現す

る企業を募集、発表の場を提供

・子ども・若者からの意見聴取

・デジタル技術等の活用により発

信

・子ども・若者のアイディアを実現す

る企業を募集

・子ども・若者からの意見聴取

・デジタル技術（VR・AR）等の

活用により発信

・子ども・若者からの意見聴取

・デジタル技術等の活用により発

信

・子ども・若者からの意見聴取

・デジタル技術等の活用により発

信

・子ども・若者からの意見聴取

・デジタル技術等の活用により発

信

9-12 東京ベイｅＳＧプロジェクト ～東京湾から日本の未来を創り出す～国際的な情報発信

・City-Tech. Tokyoでプロジェク

トをPR

・東京ベイｅＳＧプロジェクト国際

発信イベントの実行委員会立ち

上げ、基本計画の策定

・海外展示会への出展など国際

的な情報発信を継続

・東京ベイｅＳＧプロジェクト国際

発信イベントの準備

・海外展示会への出展など国際

的な情報発信を継続

（SCEWC、CES等）

・東京ベイｅＳＧプロジェクト国際

発信イベントの準備

・ｅＳＧパートナー制度の運営

（220社）

・国際的な情報発信

・ｅＳＧパートナーの運営（目

標：230社）

・東京ベイｅＳＧプロジェクト国際

発信イベントの開催

・SusHi Tech Tokyo 2024

HP の目標累計PV数：700万

人

・目標来場者数50万人

・国際的な情報発信

・ｅＳＧパートナーの運営（目

標：260社）

・国際的な情報発信

・ｅＳＧパートナーの運営（目

標：300社）

9-12 東京ベイｅＳＧプロジェクト ～東京湾から日本の未来を創り出す～スタートアップの集積 再掲
スタートアップ社会実装支援窓口

開設

スタートアップを集積し、まちの課題

を順次解決

スタートアップを集積し、まちの課題

を順次解決

スタートアップを集積し、まちの課題

を順次解決

スタートアップを集積し、まちの課題

を順次解決

スタートアップを集積し、まちの課題

を順次解決

9-12 東京ベイｅＳＧプロジェクト ～東京湾から日本の未来を創り出す～自動運転 再掲
ベイエリアにおける自動運転の社

会実装促進

ベイエリアにおける自動運転の社

会実装促進

ベイエリアにおける自動運転の社

会実装促進

ベイエリアにおける自動運転の社

会実装促進

ベイエリアにおける自動運転の社

会実装促進

ベイエリアにおける自動運転の社

会実装促進

9-12 東京ベイｅＳＧプロジェクト ～東京湾から日本の未来を創り出す～東京ベイｅＳＧまちづくり戦略 再掲
まちづくり戦略のバージョンアップに

向けた調査

・まちづくり戦略のバージョンアップに

向けた調査

・歩行者中心の道路空間等と海

に開かれた建物を一体的に活用

し、魅力ある水辺空間の創出に

向けた検討を実施

・まちづくり戦略のバージョンアップに

向けた調査

・歩行者中心の道路空間等と海

に開かれた建物を一体的に活用

し、魅力ある水辺空間の創出に

向けた検討を実施

・将来像の実現に向けて、お台場

シーサイドウォーカブルを実施

・まちづくり戦略の更新

・歩行者中心の道路空間等と海

に開かれた建物を一体的に活用

し、魅力ある水辺空間の創出に

向け、公共空間と民有地との一

体的な空間の在り方を検討

・まちづくり戦略のバージョンアップに

向けた調査

・歩行者中心の道路空間等と海

に開かれた建物を一体的に活用

し、魅力ある水辺空間の創出に

向け、公共空間と民有地との一

体的な空間の在り方を検討

・まちづくり戦略のバージョンアップに

向けた調査

・歩行者中心の道路空間等と海

に開かれた建物を一体的に活用

し、魅力ある水辺空間の創出に

向け、公共空間と民有地との一

体的な空間の在り方を検討

9-12 東京ベイｅＳＧプロジェクト ～東京湾から日本の未来を創り出す～デジタルテクノロジーの実装 再掲

Digital Innovation City協議

会運営支援、ＰＴ等活動支援

５Ｇ普及促進事業

ＤＸ推進事業（補助金制度）

Digital Innovation City協議

会運営支援、ＰＴ等活動支援

５Ｇ普及促進事業

ＤＸ推進事業（補助金制度）

Digital Innovation City協議

会運営支援、ＰＴ等活動支援

５Ｇ普及促進事業

ＤＸ推進事業（補助金制度）

Digital Innovation City協議

会運営支援、ＰＴ等活動支援

５Ｇ普及促進事業

ＤＸ推進事業（補助金制度）

Digital Innovation City協議

会運営支援、ＰＴ等活動支援

５Ｇ普及促進事業

Digital Innovation City協議

会運営支援、ＰＴ等活動支援

５Ｇ普及促進事業

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト ５Ｇアンテナ基地局設置の促進
都アセットの活用促進、官民連携

協定締結に向け調整を実施

都アセットの活用促進、民間事業

者との連携促進

都アセットの活用促進、民間事業

者との連携促進

都アセットの活用促進、街路灯、

都立公園のアセット開放調整・検

討やまちづくり等での民間事業者

との連携促進

都アセットの活用促進、街路灯、

都立公園のアセット開放調整・検

討やまちづくり等での民間事業者

との連携促進

都アセットの活用促進、街路灯、

都立公園のアセット開放調整・検

討やまちづくり等での民間事業者

との連携促進

戦略10：スマート東京・TOKYODataHighway戦略
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画
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2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト 他自治体等との連携

都内区市町村アセット開放の働き

かけ

区市町村アセット解放(５自治

体)

都内区市町村アセット開放の働き

かけ・連携強化、他道府県とのア

セット開放のノウハウ共有

都内区市町村アセット開放の働き

かけ・連携強化、他道府県とのア

セット開放のノウハウ共有、区市

町村アセット解放(５自治体)

都内区市町村アセット開放の働き

かけやハンズオン支援の実施、他

道府県とのアセット開放のノウハウ

共有

都内区市町村アセット開放の働き

かけやハンズオン支援の実施、他

道府県とのアセット開放のノウハウ

共有

都内区市町村アセット開放の働き

かけやハンズオン支援の実施、他

道府県とのアセット開放のノウハウ

共有

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト 多様な通信手段によるつながる東京の実現
「つながる東京」展開方針の整備

の方向性の策定

結果分析及び整備・活用の方針

を策定

2023年８月に「つながる東京」

展開方針、同年12月に「つながる

東京」３か年のアクションプランを

策定

整備促進策等の実施 整備促進策等の実施
実績を踏まえ、2027年度からの

新３か年プランを策定

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト Wi-Fiログデータシステム
認証プラットフォームの統合に向け

た検討及び庁内調整

データ可視化機能の構築、認証

プラットフォーム運営、保守対応窓

口（コールセンター）

データ可視化機能の要件定義の

実施

データ可視化機能の構築データ収

集・分析・可視化、外部連携を拡

充するなどの改修、認証プラット

フォーム運営

データ収集・分析・可視化、認証

プラットフォーム運営

データ収集・分析・可視化、認証

プラットフォーム運営

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト OpenRoaming対応Wi-Fiアクセスポイントの整備 -

避難所等に指定された都の重要

施設へWi-Fiアクセスポイントの整

備

避難所等に指定された都有施設

へOpenRoaming対応Wi-Fiア

クセスポイントを整備（約600か

所）

避難所等に指定された都有施設

へOpenRoaming対応Wi-Fiア

クセスポイントを整備（約900か

所）

避難所等に指定された都有施設

へOpenRoaming対応Wi-Fiア

クセスポイントを整備（約1,300

か所）

デジタルサイネージに設置された

TOKYO FREE Wi-Fiの

OpenRoaming対応

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト
OpenRoaming対応Wi-Fiアクセスポイントの区市町村

施設の整備支援
- - -

既存施設に設置されているWi-Fi

のOpenRoaming 対応への切

替等、整備にかかる様々な支援を

実施（約250か所）

既存施設に設置されているWi-Fi

のOpenRoaming 対応への切

替等、整備にかかる様々な支援を

実施（約500か所）

既存施設に設置されているWi-Fi

のOpenRoaming 対応への切

替等、整備にかかる様々な支援を

実施（約750か所）

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト
OpenRoaming対応Wi-Fiアクセスポイントの民間施設

の普及に向けた認知度向上
- -

Wireless Broadband

Allianceや東京商工会議所で東

京都の取組について講演

空港や鉄道各社へ

OpenRoaming導入を働きかけ

飲食や宿泊関連施設へ

OpenRoaming導入を働きかけ

まちづくりと連携し

OpenRoaming導入を働きかけ

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト
東京2020大会の都有会場等の観客向け無料Wi-Fi

の運用
再掲 観客向け無料Wi-Fiの運用 観客向け無料Wi-Fiの運用 観客向け無料Wi-Fiの運用 観客向け無料Wi-Fiの運用 観客向け無料Wi-Fiの運用 観客向け無料Wi-Fiの運用

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト 民間ノウハウ等を生かした施設運営（有明アリーナ） 再掲
2022年８月に開業、コンセッショ

ン方式により管理・運営

コンセッション方式により管理・運

営

コンセッション方式により管理・運

営

コンセッション方式により管理・運

営

コンセッション方式により管理・運

営

コンセッション方式により管理・運

営

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト 小笠原情報通信基盤の機器更改（5G対応）
５G対応可能な情報通信基盤の

機器更改の実施

通信事業者工事(アンテナ設置

等）の実施、５Gを活用したサー

ビスの提供開始

通信事業者による５Gサービスの

提供開始に向けた免許申請手続

の実施

事業者による５Gサービスの継続 事業者による５Gサービスの継続 事業者による５Gサービスの継続

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト 通信困難地域の解消に向けた取組

島しょ地域の通信困難地域解消

等に向けた基地局整備に係る計

画策定支援（5町村）

多摩・島しょ地域の通信困難地

域解消等に向けた基地局整備に

係る計画策定支援及び整備に係

る補助

多摩・島しょ地域の通信困難地

域解消等に向けた基地局整備に

係る計画策定支援（５町村）、

太陽光発電等を活用した基地局

整備に係る課題整理

多摩・島しょ地域の通信困難地

域解消等に向けた基地局整備に

係る計画策定支援及び整備に係

る補助、電源確保等の課題解決

に向けた関係者間調整・検討

多摩・島しょ地域の通信困難地

域解消等に向けた基地局整備に

係る計画策定支援及び整備に係

る補助

多摩・島しょ地域の通信困難地

域解消等に向けた基地局整備に

係る計画策定支援及び整備に係

る補助

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト スマートポール設置
他エリアにおける運用モデルの明確

化、展開先候補の調整着手

３エリア程度の他エリアにスマート

ポールを展開、運用・調整・検証

他エリア（港区内）にスマート

ポールを2基展開し、運用・調整・

検証を開始

設置エリアでの検証を踏まえて、ス

マートポールやセンサーの設置、設

置に係る補助等の検討

設置エリアでの検証を踏まえて、ス

マートポールやセンサーの設置、設

置に係る補助等の検討

設置エリアでの検証を踏まえて、ス

マートポールやセンサーの設置、設

置に係る補助等の検討

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト 「西新宿スマートシティ協議会」の運営

継続的な協議会の運営に向けエ

リマネ団体と今後の方針を検討、

中長期プロジェクトの推進、他エリ

アへの展開検討

協議会の運営をエリマネ団体へ段

階的に移管、中長期プロジェクト

の推進

協議会の下部組織として部会を

編成するとともに、協議会の運営

をエリマネ団体へ段階的に移管

協議会の運営をエリマネ団体へ段

階的に移管

協議会の運営をエリマネ団体に移

管
-

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト 西新宿スマートシティイベント

西新宿で実装を目指すスマート

サービスの体験を目的として、イベ

ントを実施

地元との連携を強化し、西新宿ス

マートシティの推進と西新宿全体

の賑わいを創出するイベントを実

施

地元との連携を強化し、西新宿ス

マートシティの推進と西新宿全体

の賑わいを創出するイベントを実

施

地元との連携を強化し、西新宿ス

マートシティの推進と西新宿全体

の賑わいを創出するイベントを実

施

地元との連携を強化し、西新宿ス

マートシティの推進と西新宿全体

の賑わいを創出するイベントを実

施

地元との連携を強化し、西新宿ス

マートシティの推進と西新宿全体

の賑わいを創出するイベントを実

施
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10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト 先端サービスの実装

コンソーシアムの組成、都市実装

に向けたワンストップ窓口の設立、

DX人材育成事業の実施

都市実装に向けたプロジェクトの拡

充、コンソーシアムの運用、都市実

装に向けたワンストップ窓口の運

営、DX人材リーダー像の検討

都市実装に向けたプロジェクトの拡

充、コンソーシアムの運用、都市実

装に向けたワンストップ窓口の運

営・ＤＸ人材育成を実施

都市実装に向けたプロジェクトの拡

充、コンソーシアムの運用、都市実

装に向けたワンストップ窓口の運

営・ＤＸ人材育成を実施

サービスの他エリア展開、コンソーシ

アムの自律的な運用に向けた検

討

サービスの他エリア展開、コンソーシ

アムの自律的な運用に向けた検

討

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト 先端技術を活用したまちづくり（西新宿）
先端技術の活用も踏まえた西新

宿地区再整備方針を策定

民間活力も生かし先端技術を活

用したまちづくりを推進

民間活力も生かし先端技術を活

用したまちづくりを推進

民間活力も生かし先端技術を活

用したまちづくりを推進

民間活力も生かし先端技術を活

用したまちづくりを推進

民間活力も生かし先端技術を活

用したまちづくりを推進

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト 西新宿のまちづくり 再掲
地元区とともに西新宿地区再整

備方針を策定

道路や公開空地等の一体的な

再編を行い、人が憩い、楽しく歩

けるウォーカブルな都市空間を創

出

道路、公園、街区が一体となった

誰もが安心して楽しく歩ける歩行

空間を体験できるイベントを開催

道路や公開空地等の一体的な

再編を行い、人が憩い、楽しく歩

けるウォーカブルな都市空間を創

出

道路や公開空地等の一体的な

再編を行い、人が憩い、楽しく歩

けるウォーカブルな都市空間を創

出

道路や公開空地等の一体的な

再編を行い、人が憩い、楽しく歩

けるウォーカブルな都市空間を創

出

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト UPGRADE with TOKYO 再掲

都政の課題をテーマとしたピッチイ

ベント「UPGRADE with

TOKYO」を８回実施/年

11回程度実施/年

都政の課題をテーマとしたピッチイ

ベント「UPGRADE with

TOKYO」を９回、行政職員向け

セミナーを４回実施/年

都政の課題をテーマとしたピッチイ

ベント「UPGRADE with

TOKYO」を11回、行政職員向け

セミナーを２回実施/年

都政の課題をテーマとしたピッチイ

ベント「UPGRADE with

TOKYO」を11回、行政職員向け

セミナーを２回実施/年

都政の課題をテーマとしたピッチイ

ベント「UPGRADE with

TOKYO」を11回、行政職員向け

セミナーを２回実施/年

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト TOKYO UPGRADE SQUARE 再掲

スタートアップ支援拠点（TOKYO

UPGRADE SQUARE）を運営

し、スタートアップや投資家、都庁

職員等の交流・協働を促進、ユー

ザーテストの実施

スタートアップや投資家、都庁職

員等の交流・協働を促進、ユー

ザーテストの実施

スタートアップ支援拠点（TOKYO

UPGRADE SQUARE）を運営

し、スタートアップや投資家、都庁

職員等の交流・協働を促進、ユー

ザーテストの実施

スタートアップや投資家、都庁職

員等の交流・協働を促進、ユー

ザーテストの実施

スタートアップや投資家、都庁職

員等の交流・協働を促進、ユー

ザーテストの実施

スタートアップや投資家、都庁職

員等の交流・協働を促進、ユー

ザーテストの実施

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト 南大沢地区における先端技術を活用したまちづくり 再掲

南大沢スマートシティ実施計画

（深度化・まとめ）、社会実装に

向けた取組等を展開

社会実装に向けた取組及び実装

の順次開始

南大沢スマートシティ実施計画

（深度化・まとめ）の公表、社会

実装に向けた取組及び実装の順

次開始

社会実装に向けた取組及び実装

の順次開始

社会実装に向けた取組及び実装

の順次開始

社会実装に向けた取組及び実装

の順次開始

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト 都立大における５Ｇを活用した研究・実験

ローカル５G環境を活用した研究

を推進、民間企業等に都立大の

ローカル５G環境を実証フィールド

として提供

ローカル５G環境を活用した研究

を推進、民間企業等に都立大の

ローカル５G環境を実証フィールド

として提供

・ローカル5G環境を活用した研究

の支援(継続８件)、民間企業等

に都立大のローカル５G環境を実

証フィールドとして提供、新たな社

会サービス創出等に向けたアイデ

アソンの実施

ローカル５G環境を活用した研究

を推進、民間企業等に都立大の

ローカル５G環境を実証フィールド

として提供、新たな社会サービス

創出等に向けたアイデアソンの実

施

ローカル５G環境を活用した研究

を推進、民間企業等に都立大の

ローカル５G環境を実証フィールド

として提供、新たな社会サービス

創出等に向けたアイデアソンの実

施

民間企業等に都立大のローカル

５G環境を実証フィールドとして提

供、新たな社会サービス創出等に

向けたアイデアソンの実施

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト スタートアップの集積
スタートアップ社会実装支援窓口

開設

スタートアップを集積し、まちの課題

を順次解決

スタートアップを集積し、まちの課題

を順次解決

スタートアップを集積し、まちの課題

を順次解決

スタートアップを集積し、まちの課題

を順次解決

スタートアップを集積し、まちの課題

を順次解決

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト 自動運転
ベイエリアにおける自動運転の社

会実装促進

ベイエリアにおける自動運転の社

会実装促進

ベイエリアにおける自動運転の社

会実装促進

ベイエリアにおける自動運転の社

会実装促進

ベイエリアにおける自動運転の社

会実装促進

ベイエリアにおける自動運転の社

会実装促進

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト デジタルテクノロジーの実装

Digital Innovation City協議

会運営支援、ＰＴ等活動支援

５Ｇ普及促進事業

ＤＸ推進事業（補助金制度）

Digital Innovation City協議

会運営支援、ＰＴ等活動支援

５Ｇ普及促進事業

ＤＸ推進事業（補助金制度）

Digital Innovation City協議

会運営支援、ＰＴ等活動支援

５Ｇ普及促進事業

ＤＸ推進事業（補助金制度）

Digital Innovation City協議

会運営支援、ＰＴ等活動支援

５Ｇ普及促進事業

ＤＸ推進事業（補助金制度）

Digital Innovation City協議

会運営支援、ＰＴ等活動支援

５Ｇ普及促進事業

Digital Innovation City協議

会運営支援、ＰＴ等活動支援

５Ｇ普及促進事業

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト 目指す都市の実現に向けた最先端テクノロジーの実装 再掲

先行プロジェクトにかかる選定（9

件）・インフラ整備に関する各種

調整、2023年度の新規事業者

公募開始、パートナーとの連携強

化

先行プロジェクトの継続実施、新

事業の選定・実施準備、連携の

推進

先行プロジェクトR4採択事業の継

続実施(9件)、R5採択事業の選

定・実施(6件)、連携の推進

先行プロジェクトの継続実施、新

事業の選定・実施、連携の推進

先行プロジェクトの継続実施、新

事業の選定・実施、連携の推進

先行プロジェクト推進 、連携の推

進
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト 島しょ町村小中学校における教育のデジタル化の推進 再掲

EdTechサービス活用支援・専門

家の試行派遣を５町村に対して

実施し、モデル事例を創出

専門家派遣によりデジタルシティズ

ンシップ教育等を推進

・専門家を派遣し、デジタルシティ

ズンシップ、Web制作等の授業等

を実施

・ウェビナーを開催し、これまでの成

果を他自治体に展開

（2023年度終了）

- - -

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト
島しょ地域におけるデジタル技術を活用した社会課題解

決
再掲

モデル地域の八丈島において、八

丈島デジタル活用協議会での議

論を踏まえ以下の取組を実施

・デマンドタクシー等の交通事業に

ついて、2023年度に行う実証事

業案を策定（一部先行実証を

実施）

・DX推進人材の育成やデリバリー

サービス導入に向けた試行事業

（ドローン活用を含む）実証実

験を実施

・デマンド型交通等の新たな交通

システムについて実証事業を実施

・前年度までの結果を踏まえ、順

次他の島へ横展開

・モデル地域の八丈島において、

AIデマンドタクシー（約2,100名

利用）及びシェアリモビリティ（電

動バイク等。計700回利用）の

実証実験を実施

・取組の成果を報告書にまとめ、

他島へ共有

（2023年度終了）

・八丈島においてAIデマンドタク

シーや自動運転バス等を活用した

新たな交通システムについて実証

事業を継続

- - -

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト 島しょにおけるリモートワーク環境の整備 再掲 - 整備 整備 運用 運用 運用

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト 地域主体の街のスマート化の取組の支援
地域主体の街のスマート化の取組

支援（4件）

地域主体の街のスマート化 の取

組支援（継続３件）、地域主

体の街のスマート化の取組支援

（新規３件）

地域主体の街のスマート化 の取

組支援（継続３件、新規３

件）

地域主体の街のスマート化 の取

組支援（継続６件、新規３

件）

地域主体の街のスマート化 の取

組支援（継続５件）

地域主体の街のスマート化 の取

組支援（継続３件）

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト 地域の下支え強化 - - -

先行実施エリア等の取組成果の

横展開を図り、都内全域のスマー

ト化を推進するため、ノウハウや

ネットワークを有した専門家による

個別支援やワークショップを実施

- -

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト
デジタル地域通貨プラットフォーム「Tokyo Tokyo Point

（仮称）」の構築・運用
- - -

・デジタル地域通貨プラットフォーム

「Tokyo Tokyo Point（仮

称）」を構築し、都内で使え、ポイ

ントが付与される効率的な仕組み

を導入

・各種給付や施策推進に向けたイ

ンセンティブとして効率的に活用

各種給付や施策推進に向けたイ

ンセンティブとして効率的に活用

各種給付や施策推進に向けたイ

ンセンティブとして効率的に活用

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト 河川観測機器の設置拡大 再掲
監視カメラ：34箇所増設、水位

計：工事着手

監視カメラ：30箇所増設、水位

計：30箇所増設

監視カメラ：35箇所増設（累計

149箇所）、水位計：10箇所

増設（累計129箇所）

監視カメラ公開数：175箇所程

度（累計）、水位計公開数：

170箇所程度（累計）

監視カメラ公開数：185箇所程

度（累計）、水位計公開数：

185箇所程度（累計）

監視カメラ公開数：195箇所程

度（累計）、水位計公開数：

200箇所程度（累計）

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト 水防災情報の発信強化 再掲
水防災総合情報システムの改修

など
運用開始、一部改修

・システム運用開始、システム一部

改修

・氾濫発生情報の運用検討

・システム運用

・氾濫発生情報の運用開始

・システム運用

・氾濫発生情報の運用

・システム運用

・氾濫発生情報の運用
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト 水位周知河川等の指定拡大 再掲

・対策強化流域における洪水予

報河川または水位周知河川の指

定

・対策強化流域外における指定

河川の拡大

　（関係機関協議・基準水位設

定など）

・対策強化流域における洪水予

報河川または水位周知河川の指

定

・対策強化流域外における指定

河川の拡大

・関係機関協議・基準水位設定

など

・水位周知河川等の指定拡大

・関係機関協議・基準水位設定

など

・水位周知河川等の指定拡大

・関係機関協議・基準水位設定

など

・水位周知河川等の指定拡大

・関係機関協議・基準水位設定

など

・水位周知河川等の指定拡大

・関係機関協議・基準水位設定

など

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト ドローンによる施設点検 再掲
災害時の施設点検に向けた点検

体制やドローン機体等の検討

訓練により点検体制を構築

災害時の施設点検を開始

訓練により点検体制を構築

災害時の施設点検を開始

・操縦飛行による点検体制の維

持

・自律飛行による施設点検に向け

た飛行試験

・操縦飛行による点検体制の維

持

・自律飛行による施設点検に向け

た飛行試験

・操縦飛行による点検体制の維

持

・自律飛行による施設点検の一

部運用開始

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト
ＡＩ等を活用した水位予測による水門等の操作支援

（河川）
再掲 システム導入に向けた調査 システム設計・開発 システム設計・開発 システム設計・開発 運用（システム通年検証） システム運用

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト
ＡＩ等を活用した水位予測による水門等の操作支援

（海岸保全施設）
再掲

外水位（水門外側の水位）予

測の精度検証

内水位（水門内側の水位）予

測の検討

外水位予測を水防活動に活用

開始

内水位予測の精度検証

外水位予測を水防活動に活用

開始

内水位予測の精度検証

水門等操作支援システム（仮

称）開発

水門等操作支援システム（仮

称）開発

水門等操作支援システム（仮

称）運用

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト
高水位等により作業困難な下水道管を調査する技術

の研究

調査機器の遠隔操作により点

検、調査を行う技術開発を推進

調査機器の遠隔操作により点

検、調査を行う技術開発を推進

調査機器の遠隔操作により点

検、調査を行う技術開発を推進

調査機器の遠隔操作により点

検、調査を行う技術開発を推進

調査機器の遠隔操作により点

検、調査を行う技術開発を推進

調査機器の遠隔操作により点

検、調査を行う技術開発を推進

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト AＩを活用した下水処理における送風量の最適化 再掲
ＡＩを用いた風量制御技術の研

究終了

ＡＩを用いた風量制御技術の評

価

ＡＩを用いた風量制御技術の評

価

ＡＩを用いた風量制御技術の導

入に向けた検討

ＡＩを用いた風量制御技術の導

入に向けた検討

ＡＩを用いた風量制御技術の導

入に向けた検討

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト
次世代のポンプ運転支援に向けた雨水流入予測技術

の開発
再掲

雨水流入予測に関する追加デー

タの蓄積

追加データの蓄積、現場実証によ

る、流入予測モデルの精度向上

流入予測モデルの試作品につい

て、オンラインによるリアルタイムデー

タを元に演算し、運転支援できる

かという実証実験を実施

追加データの蓄積、現場実証によ

る、流入予測モデルの精度向上

追加データの蓄積、現場実証によ

る、流入予測モデルの精度向上と

技術の評価

雨水流入予測技術の評価

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト 防災機能向上のための道路監視システムの導入

道路監視情報通信システムの詳

細設計、システムの構築、ＡＩモ

デル検証、センサー選定

道路監視情報通信システムの構

築・保守・運用・連携調整、ＡＩ

モデル試行、センサー設置拡大

道路監視システムの運用開始、

ＡＩモデルの実装、センサー選定

道路監視システムの一部運用、

画像認識技術による異常検知

（ＡＩモデル）の検知精度の向

上、センサー設置拡大

道路監視システムの運用拡大、

画像認識技術による異常検知

（ＡＩモデル）の検知精度の向

上、センサー設置拡大

道路監視システムの運用、画像

認識技術による異常検知（ＡＩ

モデル）の運用、センサー運用

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト My City Reportの活用 再掲
都道：本格運用

都立公園：運用準備

都道：継続的な住民協働の推

進・ＡＩ活用

都立公園：運用・効果検証

都道：継続的な住民協働の推

進・ＡＩ活用

都立公園：運用・効果検証

河川：隅田川にて導入、他河川

への展開を検討

都道：継続的な住民協働の推

進・ＡＩ活用

都立公園：運用

河川：運用、導入予定河川の地

図データ作成、順次対象河川拡

大検討

都道：継続的な住民協働の推

進・ＡＩ活用

都立公園：運用

河川：運用、導入予定河川の地

図データ作成

都道：継続的な住民協働の推

進・ＡＩ活用

都立公園：運用

河川：運用、導入予定河川の地

図データ作成

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト
道路事業におけるドローン等を用いた情報共有機能の

向上

ＵＡＶ映像伝送の機器比較・選

定
ＵＡＶ映像伝送の機器導入 ＵＡＶ映像伝送機器の導入 映像伝送機器の運用 映像伝送機器の運用 映像伝送機器の運用

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト 水防災の発信強化におけるドローン等の活用 再掲

Ｌｖ１、２ドローンを活用した映

像情報のリアルタイム共有の実

証。Ｌｖ３、４ドローンを活用し

た河川映像撮影・伝送の実証。

災害発生時における緊急対応時

の活用（随時）、Ｌｖ４ドローン

の運用について政策、法令、業界

等の動向を踏まえて構築または必

要な検討の実施

法令、技術開発等の動向を踏ま

えたドローン導入方針の検討

ドローン運用方法の検討

ドローンの配備

災害発生時における活用（随

時）

災害発生時における活用（随

時）
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト ロボット等の更なる活用検討
ロボットコンシェルジュを２駅にて運

用
運用

都営地下鉄２駅で運用継続しつ

つ、技術動向を見据え、ロボット等

のあり方を検討

運用継続 運用継続 運用継続

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト アンテナ基地局としての都営住宅等のアセット開放 都営住宅等のアセット開放 都営住宅等のアセット開放 都営住宅等のアセット開放 都営住宅等のアセット開放 都営住宅等のアセット開放 都営住宅等のアセット開放

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト
コミュニティ型サービス拠点の整備、移動支援の実施

（公社住宅）
再掲

・コミュニティ型生活サービス拠

点：22年12月に竣工、23年５

月の開設に向け準備中

・移動支援の実証実験：22年

９月22日から14日間実施

　運行件数111件、乗車人数

206人

・コミュニティ型生活サービス拠

点：23年５月に開設予定

・移動支援の実証実験やコミュニ

ティ型生活サービス拠点の実施状

況を踏まえた実施方策（プロジェ

クト）の検討

・コミュニティ型生活サービス拠

点：23年５月に開設

・移動支援の実証実験やコミュニ

ティ型生活サービス拠点の実施状

況を踏まえた実施方策（プロジェ

クト）の検討

検討結果により他団地へ展開 検討結果により他団地へ展開 検討結果により他団地へ展開

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト 若者総合相談センター「若ナビα」の運営 再掲

幅広い分野にまたがる若者の問

題に関する相談を受け付け、適切

な地域支援につなげるとともに、新

たに相談受付時間の延長や、利

用者満足度の測定等により、相

談者にとって利用しやすい環境の

整備を推進

・相談事業の実施及び認知度向

上のための広報事業の推進

・オンライン相談実施

・ＡＩ等を活用した相談ツールを

導入するなど、若者のニーズをとら

えた相談体制の充実・強化

・幅広い分野にまたがる若者の問

題に関する相談を受け付け、適切

な地域支援につなげるとともに、オ

ンライン相談等相談者にとって利

用しやすい環境の整備を推進

・チャットボット相談を導入するな

ど、若者のニーズをとらえた相談体

制を充実・強化

・相談事業の実施及び認知度向

上のための広報事業の推進

・オンライン相談実施

・若者のニーズをとらえた相談体制

の充実・強化

・相談事業の実施及び認知度向

上のための広報事業の推進

・オンライン相談実施

・若者のニーズをとらえた相談体制

の充実・強化

・相談事業の実施及び認知度向

上のための広報事業の推進

・オンライン相談実施

・若者のニーズをとらえた相談体制

の充実・強化

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト ＡＩ交通管制システムの構築 再掲
ＡＩサーバによる信号制御の提

案及び運用確認のための改修

ＡＩサーバによる信号制御提案

の自動実行に向けた機能改修

AIサーバによる信号制御提案の

自動実行の試行を実施

AIサーバによる信号制御提案の

自動実行の検証

AIサーバによる信号制御提案の

精度向上のための機能改修
運用

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト 交通事故現場等における電子原図システムの運用 - - -

島部を除く全警察署において現場

見取図作成アプリ(電子原図)をイ

ンストールし、検証を実施後、運

用

運用 運用

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト
ＩＣＴ等を活用した円滑な客船受入オペレーションの実

現
再掲 駐車管理システムの導入

利用状況に応じたさらなる改善の

検討

利用状況に応じたさらなる改善の

検討

利用状況に応じたさらなる改善の

検討

利用状況に応じたさらなる改善の

検討

利用状況に応じたさらなる改善の

検討

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト
ＩＣＴ活用によるコンテナターミナルの高度化・事前予

約制の導入等
再掲

事前予約制　事業実施支援

混雑状況見える化　運用継続

ターミナル運営の最適化・効率化

補助事業

事前予約制　事業実施支援

混雑状況見える化　運用継続

ターミナル運営の最適化・効率化

補助事業

事前予約制　事業実施支援

混雑状況見える化　運用継続

ターミナル運営の最適化・効率化

補助事業

事前予約制　事業実施支援

混雑状況見える化　運用継続

ターミナル運営の最適化・効率化

補助事業

事前予約制　事業実施支援

混雑状況見える化　運用継続

ターミナル運営の最適化・効率化

補助事業

事前予約制　事業実施支援

混雑状況見える化　運用継続

ターミナル運営の最適化・効率化

補助事業

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト 交通情報提供ツール「東京宝島うみそら便」の活用 再掲 運用・改修・広報展開
運用・改修・広報・観光需要喚

起

運用・改修・広報・観光需要喚

起
運用・改修・広報 運用・改修・広報 運用・改修・広報

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト 舟運の活性化 再掲

舟運の幅広い活用に関する検

討、舟旅通勤第二弾・企画便の

実施、船着場の整備・開放・DＸ

の推進、案内サインの充実、バリア

フリー化等

交通手段としての航路の実装に

向けた検討・支援、企画便の実

施、船着場の新規開放・ＤＸの

推進、案内サインの充実、バリアフ

リー化等

交通手段としての航路の実装に

向けた検討・支援、企画便の実

施、船着場の整備・ＤＸの推進、

案内サインの充実、バリアフリー化

等

交通手段としての航路の実装及

び定着に向けた検討・支援、企画

便の実施や船着場の整備・開

放、ＤＸの活用等による利便性・

認知度向上

交通手段としての航路の定着に

向けた検討・支援、船着場の整

備・開放、ＤＸの活用等による利

便性・認知度向上

交通手段としての航路の定着に

向けた検討・支援、船着場の整

備・開放、ＤＸの活用等による利

便性・認知度向上

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト ＩＣＴを活用した港湾整備等 再掲 随時導入 随時導入 随時導入 随時導入 随時導入 随時導入
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト 水害時の避難対策（東京マイ・タイムラインの活用） 再掲

・マイ・タイムライン作成指導者の

育成や出前講座等を実施

・アプリ版東京マイ・タイムラインの

運用

・マイ・タイムライン作成指導者の

育成や出前講座等を実施

・英語版・やさしい日本語版冊子

の作成・配布

・アプリ版の運用

・マイ・タイムライン作成指導者の

育成や出前講座等を実施

・英語版・やさしい日本語版冊子

の作成・配布

・アプリ版の運用

・マイ・タイムライン作成指導者の

育成や出前講座等を実施

・英語版・やさしい日本語版冊子

の作成・配布

・アプリ版の運用、必要に応じ機

能拡充を検討

・マイ・タイムライン作成指導者の

育成や出前講座等を実施

・英語版・やさしい日本語版冊子

の作成・配布

・アプリ版の運用、必要に応じ機

能拡充を検討

・マイ・タイムライン作成指導者の

育成や出前講座等を実施

・英語版・やさしい日本語版冊子

の作成・配布

・アプリ版の運用、必要に応じ機

能拡充を検討

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト デジタルツインを活用した水害シミュレーションの構築 再掲 機能等の抽出・整理 開発・テスト 開発・テスト 開発・テスト、一部運用開始 運用・更新 運用・更新

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト 物資輸送体制の強化 再掲

・区市町村との物資供給方法の

検討

・専用アプリの実証

・区市町村との物資供給方法の

検討

・専用アプリの検証、運用

・区市町村との物資供給方法の

検討

・専用アプリの検証、運用

・区市町村との物資供給方法の

検討

・専用アプリの検証、運用

・区市町村との物資供給方法の

検討

・専用アプリの検証、運用

・区市町村との物資供給方法の

検討

・専用アプリの検証、運用

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト 住家被害認定調査及び罹災証明の迅速化 再掲

・住家被害認定調査業務支援

ツールの検討・検証

・罹災証明書の早期発行に向け

た人員・資機材の検討

・住家被害認定調査業務支援

ツールの開発、運用開始

・罹災証明書の早期発行に向け

た人員・資機材の推計

・住家被害認定調査業務支援

ツールの開発、運用開始

・罹災証明書の早期発行に向け

た人員・資機材の推計

・住家被害認定調査業務支援

ツールの運用・改良

・罹災証明書の早期発行に向け

た情報提供等

・住家被害認定調査業務支援

ツールの運用・改良

・罹災証明書の早期発行に向け

た情報提供等

・住家被害認定調査業務支援

ツールの運用・改良

・罹災証明書の早期発行に向け

た情報提供等

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト 災害時都民台帳システムの構築 再掲 前提条件の整理
システムの開発に向けた契約手続

き、基本設計着手

システムの開発に向けた契約手続

き、基本設計着手
詳細設計、テスト、運用開始 運用 運用

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト 都庁のデジタル基盤を「クラウドベース」に転換
日常業務の一部でのクラウド

（SaaS）利用を開始

・TAIMSのクラウド（SaaS）利

用拡大への要件定義・設計を実

施

・クラウドインフラの詳細調査、基

本設計を実施

・TAIMSのクラウド（SaaS）利

用拡大への要件定義・設計を実

施

・クラウドインフラの基本方針及び

詳細調査、基本設計を実施

・TAIMSのクラウド（SaaS）利

用拡大への構築・移行作業を実

施

・クラウドインフラのシステム設計、

構築を実施

クラウド（SaaS）利用メインに順

次移行

クラウド（SaaS）利用メインに順

次移行

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト デジタル技術を活用した現地機動班からの情報収集等 再掲

・活用にむけた実施検証

・閉域LTEモバイル端末調達

（120台）

・画像伝送システム（TV会議）

アプリの開発・閉域LTEモバイル端

末への実装

・現地機動班等に閉域ＬＴＥモ

バイル端末配備（約480台）

・画像伝送システム追加機器の調

達

・ウェアラブルカメラ機器等の調達

・現地機動班等に閉域ＬＴＥモ

バイル端末配備（約480台）

・画像伝送システム追加機器の運

用

・ウェアラブルカメラ機器等の調達

・班要員等に閉域ＬＴＥモバイル

端末配備（約120台）

・閉域ＬＴＥモバイル端末の運用

・画像伝送システム追加機器の運

用

・ウェアラブルカメラ機器等の運用

・閉域ＬＴＥモバイル端末の運用

・画像伝送システム追加機器の運

用

・ウェアラブルカメラ機器等の運用

・閉域ＬＴＥモバイル端末の運用

・画像伝送システム追加機器の運

用

・ウェアラブルカメラ機器等の運用

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト ドローンを活用した被災状況の収集力強化 再掲
島しょ地域等へ高性能ドローンを

配備
ドローンを運用 ドローンを運用 ドローンを運用 ドローンを運用 ドローンを運用

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト
水害リスク情報の発信強化（水害リスク情報システム

（仮称）の構築・運用）
再掲 システム詳細設計・構築

システム詳細設計・構築、運用開

始

システム詳細設計・構築、運用開

始
運用・維持管理 運用・維持管理 運用・維持管理

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト

水害リスク情報の発信強化（発生頻度が高い複数の

降雨を用いたハザード情報（浸水想定等）の作成・公

表）

再掲 試行流域での実施 他流域への展開 ・ハザード情報の作成 ・ハザード情報の作成・公表 ・ハザード情報の作成・公表 ・ハザード情報の作成・公表

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト ３次元点群データの活用による斜面点検の高度化 再掲
斜面判読手法の整理・斜面判読

業務の実施

斜面判読手法の整理・斜面判読

業務の実施

斜面判読手法の整理・斜面判読

業務の実施
斜面点検の実施（定期点検）

斜面点検の実施（特別点検）、

斜面点検（定期点検）結果の

確認

斜面点検の実施(特別点検)

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト
土砂災害対策の推進（［ハード］３D地形データを活

用した事業優先度の検討）
再掲

事業優先度の基本的考え方の整

理

事業優先度を踏まえた対策箇所

の抽出（１周目）

事業優先度を踏まえた対策箇所

の抽出検討、

除石優先度の設定に向けた検討

取組名「土砂災害対策の推進

（［ハード］３D地形データの活

用による効果的な土石流対

策）」へ計画を統合し、以降は一

体の事業として推進

- -
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト
土砂災害対策の推進（［ハード］簡易的な土石流対

策による安全対策）
再掲

基本検討、

設計・工事着手

基本検討および整備実績を踏ま

えた事業展開の検討、

工事完了（先行実施箇所）

基本検討および整備実績を踏ま

えた事業展開の検討、

工事完了（先行実施箇所）

取組名「土砂災害対策の推進

（［ハード］３D地形データの活

用による効果的な土石流対

策）」へ計画を統合し、以降は一

体の事業として推進

- -

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト 盛土等の崩落による災害防止に向けた取組 再掲
基礎調査の実施、衛星による不

適正盛土検知の技術検証実施

基礎調査の実施、衛星による不

適正盛土検知のトライアル実施

・区域指定のための基礎調査

・大規模盛土造成地の安全性把

握調査（先行調査実施・計画

策定）

・その他の既存盛土の分布調査

・衛星による不適正盛土検知のト

ライアル実施

・盛土情報投稿アプリの試行運

用、自動検知サービスの開発

・規制区域の指定

・大規模盛土造成地の安全性把

握調査

・その他の既存盛土の安全性把

握調査の優先度評価

・衛星による不適正盛土検知の

運用

・盛土情報投稿アプリの運用、自

動検知サービスの開発・性能向上

・大規模盛土造成地の安全性把

握調査

・その他の既存盛土の安全性把

握調査の優先度評価

・衛星による不適正盛土検知の

運用

・盛土情報投稿アプリの運用、自

動検知サービスの運用に向けた性

能向上

・大規模盛土造成地の安全性把

握調査

・その他の既存盛土の安全性把

握調査の優先度評価

・衛星による不適正盛土検知の

運用

・盛土情報投稿アプリの運用、自

動検知サービスの運用に向けた性

能向上

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト

島しょ部の噴火対策（降灰後の土石流災害想定区域

図の整備、火山噴火監視カメラ・火山噴火監視システ

ムの整備等）

再掲 設計、整備、順次運用 設計、整備、順次運用 設計、整備、順次運用
設計、整備、順次運用

（2023～2026）

設計、整備、順次運用

（2023～2026）

設計、整備、順次運用

（2023～2026）

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト 帰宅困難者対策オペレーションシステムの構築 再掲
・混雑状況の把握機能を実装

・一時滞在施設の情報管理

・鉄道運行情報との連携

・オペレーション全体調整

・情報提供手段の検討

・鉄道運行情報との連携

・オペレーション全体調整

・情報提供手段の検討

・オペレーション全体調整

・情報提供手段の実装
順次改良・機能向上 順次改良・機能向上

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト 離島港湾情報プラットフォーム等の構築 再掲 設計・構築・先行実施

プラットフォーム　改良（ユーザーテ

ストを反映）

情報収集活用ツール　構築・運

用

プラットフォーム　運用開始、改良

（ユーザーテストを反映）

情報収集活用ツール　構築・運

用

プラットフォーム　運用、改良

（ユーザーテストを反映）

情報収集活用ツール　構築・運

用

プラットフォーム　運用、運用状況

を踏まえた改良を適宜実施

情報収集活用ツール　構築・運

用

プラットフォーム　運用、運用状況

を踏まえた改良を適宜実施

情報収集活用ツール　構築・運

用

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト トンネルの予防保全型管理 再掲

定期点検、

予防保全型管理の推進 44箇所

（累計）

定期点検、

予防保全型管理の推進 47箇所

（累計）

定期点検、

予防保全型管理の推進 47箇所

（累計）

定期点検結果を踏まえた計画改

定・新技術の検証、

予防保全型管理の推進 52箇所

（累計）

点検要領の改訂(新技術の検証

結果含む)、

予防保全型管理の推進

予防保全型管理の推進

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト 道路施設の予防保全型管理 再掲

共同溝・擁壁・掘割道路の予防

保全型管理の推進

道路排水施設予防保全型管理

に向け排水管基礎調査・点検の

実施

共同溝・擁壁・掘割道路の予防

保全型管理の推進

道路排水施設予防保全型管理

に向け排水管基礎調査・点検の

実施

共同溝・擁壁・掘割道路の予防

保全型管理の推進

道路排水施設予防保全型管理

に向け排水管基礎調査・点検の

実施

共同溝・擁壁・掘割道路の予防

保全型管理の推進

道路排水施設予防保全型管理

に向け排水管基礎調査・点検の

実施

共同溝・擁壁・掘割道路の予防

保全型管理の推進

道路排水施設予防保全型管理

に向け排水管基礎調査・点検の

実施

共同溝・擁壁・掘割道路の予防

保全型管理の推進

道路排水施設予防保全型管理

に向け調査に基づく補修計画検

討

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト 軌道管理のデジタル化（レール計測車の導入等）
レール計測車の発注、システム改

修

レール計測車の製造、システム改

修

レール計測車の製造、システム改

修

レール計測車の導入、新システム

運用開始
運用継続 運用継続

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト 車両データを活用した地下鉄車内の混雑情報の提供 高精度な混雑予測情報の提供 継続 提供継続 提供継続 提供継続 提供継続

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト
スマホ・タブレットを活用した体験型自転車安全利用教

育アプリの制作・提供
再掲

時間や場所の制約を受けずに自

転車の安全利用を学べるよう、多

言語に対応したスマホ・タブレットを

活用した体験型の学習アプリケー

ションを制作、提供を開始

自転車の安全運転を学習するア

プリ（輪トレ）の運用、関係団体

等と連携した利用促進、出張型

の普及促進オリエンテーションの実

施

自転車の安全運転を学習するア

プリ（輪トレ）の運用、関係団体

等と連携した利用促進、出張型

の普及促進オリエンテーションの実

施

自転車の安全運転を学習するア

プリ（輪トレ）の運用、関係団体

等と連携した利用促進、出張型

の普及促進オリエンテーションの実

施

自転車の安全運転を学習するア

プリ（輪トレ）の運用、関係団体

等と連携した利用促進、出張型

の普及促進オリエンテーションの実

施

自転車の安全運転を学習するア

プリ（輪トレ）の運用、関係団体

等と連携した利用促進、出張型

の普及促進オリエンテーションの実

施
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト 特殊詐欺被害防止のための広報啓発活動の実施 再掲

イベント等での広報啓発活動やＳ

ＮＳでの情報発信、電話やＳＭ

Ｓを活用した体験型啓発事業等

を推進、ＡＩチャットボットを活用

した相談窓口を設置

イベントの実施やＨＰ・ＳＮＳを

活用した情報発信等、被害防止

のための広報啓発活動の実施

イベントの実施やＨＰ・ＳＮＳを

活用した情報発信等、被害防止

や新たな実行犯を生まないための

広報啓発活動の実施

イベントの実施やＨＰ・ＳＮＳを

活用した情報発信等、被害防止

や新たな実行犯を生まないための

広報啓発活動の実施

イベントの実施やＨＰ・ＳＮＳを

活用した情報発信等、被害防止

や新たな実行犯を生まないための

広報啓発活動の実施

イベントの実施やＨＰ・ＳＮＳを

活用した情報発信等、被害防止

や新たな実行犯を生まないための

広報啓発活動の実施

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト ドローンによる地域警察活動の強化 再掲
山岳地域の警察署にドローンの配

備
運用 運用 運用 運用 運用

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト サイバー空間の脅威への対処に係る人的基盤の強化

疑似解析訓練環境システムの導

入、タブレット端末等の整備による

サイバーセキュリティ人材育成業務

の改善

・疑似解析訓練環境システムの運

用

・メタバース空間を活用した人材

育成の推進

疑似解析訓練環境システムの運

用、メタバース空間を活用した人

材育成の推進、タブレット端末等

の整備によるサイバーセキュリティ

人材育成業務の改善

・疑似解析訓練環境システムの運

用

・メタバース空間を活用した人材

育成の推進

・疑似解析訓練環境システムの運

用

・メタバース空間を活用した人材

育成の推進

・疑似解析訓練環境システムの運

用

・メタバース空間を活用した人材

育成の推進

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト 子供・子育てメンター“ギュッとチャット” 再掲
事業実施に向けた環境整備を推

進（システム構築等）

事業実施に向けた環境整備を推

進（システム構築等）

事業実施に向けた環境整備を推

進（システム構築等）

チャット相談事業を先行稼働

AIによるサポートを順次拡大

チャット相談事業を本稼働

AIによるサポートを順次拡大

チャット相談事業を本稼働

継続的に機能改善

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト 子供を事故から守る環境づくり 再掲 -

・セーフティ・レビューでの事故内容

の分析、提言作成

・子供の事故予防につながる基礎

研究

・子供目線での事故予防ハンド

ブックの作成

・子供の事故情報データベースの

要件定義や連携機関との調整

・セーフティ・レビューでの事故内容

の分析、転落をテーマにした提言

の作成

・子供の事故予防につながる基礎

研究

・「子供の事故予防ハンドブック」の

作成

・子供の事故情報データベースの

要件定義や連携機関との調整

・セーフティ・レビューでの事故内容

の分析、提言作成

・子供の事故予防につながる基礎

研究

・「子供の事故予防ハンドブック」の

普及

・子供の事故情報データベースの

ビルドアップ

・セーフティ・レビューでの事故内容

の分析、提言作成

・子供の事故予防につながる基礎

研究

・子供の事故情報データベースの

ビルドアップ

・セーフティ・レビューでの事故内容

の分析、提言作成

・子供の事故情報データベースの

活用

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト 応急危険度判定の実施体制確保 再掲

・応急危険度判定調査アプリの運

用

・調査アプリ操作訓練の実施

・応急危険度判定調査アプリの運

用

・調査アプリ操作訓練の実施

・応急危険度判定調査アプリの運

用

・調査アプリ操作訓練の実施

・応急危険度判定調査アプリの運

用

・調査アプリ操作訓練の実施

・応急危険度判定調査アプリの運

用

・調査アプリ操作訓練の実施

・応急危険度判定調査アプリの運

用

・調査アプリ操作訓練の実施

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト
高潮防災総合情報システムによる防災情報発信力の

強化
再掲

海面ライブカメラ：3箇所増設

（2023年度設置完了見込みで

あったが、2022年度内に完

了）、運用状況を踏まえた改修を

実施

海面ライブカメラ：３箇所増設

運用状況を踏まえた改修を適宜

実施

海面ライブカメラ（2022年度内

設置完了）

運用状況を踏まえた改修を適宜

実施

海面ライブカメラ：2箇所増設

運用状況を踏まえた改修を適宜

実施

運用状況を踏まえた改修を適宜

実施

運用状況を踏まえた改修を適宜

実施

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト
海岸保全施設におけるマルチビーム等を活用した維持管

理の高度化
再掲 - 施設点検に関する技術調査 施設点検に関する技術調査

マルチビーム等の導入に向けた検

討調査

マルチビーム等の導入及び施設点

検の試行

マルチビーム等による施設点検及

び取得データの検証

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト 病院診療情報のサイバーセキュリティ対策支援 - - -
サイバーセキュリティ対策の強化に

要する費用の補助
継続実施 継続実施

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト 一人１台の端末体制 再掲
生徒所有方式による端末整備

【１年生 】

生徒所有方式による端末整備

【１・２年生 】

生徒所有方式による端末整備

【１・２年生 】

生徒所有方式による端末整備

【全学年 】

生徒所有方式による端末整備

【全学年 】

生徒所有方式による端末整備

【全学年 】

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト 教育用ダッシュボードの整備 再掲
教育用ダッシュボードの調査・研

究・開発

教育ダッシュボードの開発・稼働・

拡充

教育ダッシュボードの開発・稼働・

拡充
開発・稼働・拡充 開発・稼働・拡充 開発・稼働・拡充
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト 統合型校務支援システムの整備 再掲

成績や出欠、保健情報等の校務

系データなどを一元管理・蓄積す

る統合型校務支援システムを稼

働・順次拡充

統合型校務支援システムの運用・

追加開発

統合型校務支援システムの運用・

追加開発
統合型校務支援システムの運用 統合型校務支援システムの運用 統合型校務支援システムの運用

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト 教育等におけるデジタル技術の活用 再掲

都立大等におけるVRや遠隔操作

技術等のデジタル技術の活用

（実証実験）、学内ネットワーク

の強化

デジタル技術の活用、学内ネット

ワークの強化

学生、教職員の利便性向上を目

的とした、学内の教育に関する情

報を集約するシステムの構築。

無線LANシステム要件定義の実

施。

デジタル技術の活用、学内ネット

ワークの強化

デジタル技術の活用、学内ネット

ワークの強化

デジタル技術の活用、学内ネット

ワークの強化

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト 子供向けデジタル体験向上プロジェクト -
先進事例等調査・モデル構築、モ

デルプロジェクトの実践

先進事例等調査・モデル構築、モ

デルプロジェクトの実践
プロジェクトの実践 プロジェクトの実践

プロジェクトの実践成果を踏まえて

検討

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト ５Ｇを活用した遠隔医療 再掲

町立八丈病院と都立広尾病院を

繋ぎ、実患者の診療の場でリアル

タイムでの診療支援を令和５年

３月より開始。

5G通信での診療支援に関し、町

立八丈病院の診療の場で生じた

運用上の課題について整理・対

応し、島しょ地域での遠隔医療を

推進

町立八丈病院と都立広尾病院と

の間における遠隔診療支援を継

続して実施

島しょ地域での遠隔医療を推進 - -

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト
キングサーモンプロジェクト（先端技術を各病院現場に

導入）
再掲

先端技術を各都立病院に導入・

運用し、DXを促進

※7月1日以降は、東京都立病

院機構において推進

東京都立病院機構において推進

都立墨東病院において、実証実

験１件を実施（Dr.JOY社の勤

怠管理システム活用による、医師

や人事労務担当者の業務負担

軽減効果を検証）

東京都立病院機構において推進 東京都立病院機構において推進 東京都立病院機構において推進

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト 災害救急情報センターにおける指令管制システムの更新 再掲 設計 開発 設計 開発 開発・試験 試験・移行・運用開始

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト デジタル教育向け教材の整備 再掲

・ＩＣＴ教育と連動したデジタル

教材の活用

・ＶＲ映像コンテンツ（地震編の

作成）

・ＩＣＴ教育と連動したデジタル

教材の活用

・日常生活事故防止動画（子ど

も編）の制作委託

・ＩＣＴ教育と連動したデジタル

教材（B-VR（ビーバー）等）の

活用

１　B-VRのYou Tube再生回数

291,390回

２　B-VRを活用した防火防災訓

練　5,619人

・日常生活事故防止動画（子ど

も編）の制作委託

・ＩＣＴ教育と連動したデジタル

教材の活用

・マンション等の防災対策普及動

画の制作委託

時勢に応じたデジタル教材の整備 時勢に応じたデジタル教材の整備

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト 応急手当の普及促進 再掲

・69.8％（2022年速報）

・都民ニーズ等を踏まえた効果的

な救命講習等の実施

都民ニーズ等を踏まえた効果的な

救命講習等の実施

都民ニーズ等を踏まえた効果的な

救命講習等の実施

都民ニーズ等を踏まえた効果的な

救命講習等の実施

都民ニーズ等を踏まえた効果的な

救命講習等の実施

都民ニーズ等を踏まえた効果的な

救命講習等の実施

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト 消防行政における電子申請システムの開発 再掲
・運用

・様式作成委託

・運用

・新電子申請システムの開発検討

・運用

・次期電子申請システムの開発検

討

・運用

・次期電子申請システムの開発
次期電子申請システムの運用 次期電子申請システムの運用

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト
ベビーシッター利用支援事業（デジタル活用による安心

確保）

保護者がより安心して利用できる

よう、webカメラ等の設置により、

保育の質の向上に取り組む事業

者を支援する

デジタルも活用した保育の質向上

に向けた支援

保護者がより安心して利用できる

よう、webカメラ等の設置により、

保育の質の向上に取り組む事業

者を支援

デジタルも活用した保育の質向上

に向けた支援

デジタルも活用した保育の質向上

に向けた支援

デジタルも活用した保育の質向上

に向けた支援
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画
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プロジェクト名 取組名 再掲

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト 児童相談所業務の効率化 再掲

リスク評価アプリの安定的な運用・

改善

AIを活用した音声マイニングシステ

ムの試行導入

AIを活用した音声マイニングシステ

ムの導入拡大

児童相談所職員の業務負荷の

軽減及び効率化のために、AIを

活用した音声マイニングシステムの

導入拡大

AIを活用した音声マイニングシステ

ムの導入拡大

AIを活用した音声マイニングシステ

ムの導入拡大

AIを活用した音声マイニングシステ

ムの導入拡大

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト 福祉・トライアルショップ「KURUMIRU」の運営 再掲

店舗の運営（３店舗）

順次、販売促進用アプリの対応

商品を拡大

インターネット通販を開始

店舗の運営

順次対応商品を拡大

インターネット通販の実施

店舗の運営（３店舗）

順次、販売促進用アプリの対応

商品を拡大

インターネット通販の実施

店舗の運営

順次対応商品を拡大

インターネット通販の実施

店舗の運営

順次対応商品を拡大

インターネット通販の実施

店舗の運営

順次対応商品を拡大

インターネット通販の実施

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト デジタル技術を活用した重度障害者に対する支援 再掲

・有識者による会議を実施し、事

業の方向性を決定

・受託事業者の決定

関係機関との調整を行いながら、

デジタル機器を活用 した就労支

援の在り方について検証

・関係機関との調整を行いなが

ら、デジタル機器を活用した就労

支援の在り方について検証

関係機関との調整を行いながら、

デジタル機器を活用 した就労支

援の在り方について検証

検証結果を踏まえ、デジタル機器

を活用した重度障害者への就労

支援の裾野を拡大

検証結果を踏まえ、デジタル機器

を活用した重度障害者への就労

支援の裾野を拡大

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト 病院内分教室における分身ロボットの配備 再掲

病院内教育で都事業として分身

ロボットを配備（５校）、活用事

例の収集・周知

病院内教育で都事業として分身

ロボットを配備（５校/年）、活

用事例の収集・周知

病院内教育で都事業として分身

ロボットを配備（５校/年）、活

用事例の収集・周知

病院内教育で都事業として分身

ロボットを配備（５校/年）、活

用事例の収集・周知

病院内教育で都事業として分身

ロボットを配備（５校/年）、活

用事例の収集・周知

病院内教育で都事業として分身

ロボットを配備（５校/年）、活

用事例の収集・周知

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト サテライトオフィスの運営 再掲
サテライトオフィスの利用機会の提

供

サテライトオフィスの利用機会の提

供

サテライトオフィスの利用機会の提

供

サテライトオフィスの利用機会の提

供

サテライトオフィスの利用機会の提

供

サテライトオフィスの利用機会の提

供

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト デジタル人材育成支援事業 再掲 支援規模 676名 支援規模 1,000名/年 支援規模 860名 支援規模 1,000名/年 支援規模 1,000名/年 支援規模 1,000名/年

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト DXリスキリング助成金 再掲 支援規模 72件/年 支援規模 600件/年

支援規模 105件/年 (2024年

度より「中小企業人材スキルアップ

支援事業」に再構築)
- - -

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト 中小企業人材スキルアップ支援事業 再掲 - - - 支援規模 1,600件/年 支援規模 1,600件/年 支援規模 1,600件/年

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト オンラインによる就業支援 再掲

就職活動の相談対応、就職活動

支援セミナーの実施、企業説明

会 、学生向け6回、求職者向け

30回/年

就職活動の相談対応、就職活動

支援セミナーの実施、企業説明

会  、学生向け6回、求職者向け

30回/年

就職活動の相談対応、就職活動

支援セミナーの実施、企業説明

会 、学生向け6回、求職者向け

30回/年

就職活動の相談対応、就職活動

支援セミナーの実施、企業説明

会

就職活動の相談対応、就職活動

支援セミナーの実施、企業説明

会

就職活動の相談対応、就職活動

支援セミナーの実施、企業説明

会

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト DX人材リスキリング支援事業 再掲 支援規模 268社 支援規模 250社/年 支援規模 292社/年 支援規模 250社/年 支援規模 250社/年 支援規模 250社/年

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト 女性向けデジタル・ビジネススキル習得訓練事業 再掲 支援規模 295名 支援規模 300名/年 支援規模 321名 - - -

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト オンライン面接対策の支援 再掲 - オンライン面接対策の支援 オンライン面接対策の支援 オンライン面接対策の支援 オンライン面接対策の支援 オンライン面接対策の支援

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト ローコードによるアプリ作成スキル習得支援事業 再掲

オフィスソフトの知識ある求職者に

対し、ノーコード・ローコードによるア

プリ作成スキル取得講座を提供

（113名/年）

200名/年

オフィスソフトの知識ある求職者に

対し、ノーコード・ローコードによるア

プリ作成スキル取得講座を提供

（219名/年）

200名/年 200名/年 200名/年

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト 分身ロボットを活用した新たな働き方の支援 再掲 - - -
遠隔操作が可能な分身ロボット等

を活用した重度障害者等の新た

な働き方の創出

遠隔操作が可能な分身ロボット等

を活用した重度障害者等の新た

な働き方の創出

遠隔操作が可能な分身ロボット等

を活用した重度障害者等の新た

な働き方の創出

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト 団体連携型DX人材育成推進事業 再掲 - - - 支援規模　50件/年 支援規模　50件/年 支援規模　50件/年
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト デジタルデバイドの是正

・高齢者向けスマートフォン利用普

及啓発事業の実施：参加者数

約16,000人

・区市町村・地域コミュニティとの

連携モデル事業の実施：７自治

体と連携し、「デジタルデバイド是

正に向けた共助体制形成ガイドラ

イン」策定

・TOKYOスマホサポーター制度の

開始 ：1月より一般募集開始

高齢者向けスマートフォン利用普

及啓発事業の推進、区市町村・

地域コミュニティとの連携モデル事

業の推進、TOKYOスマホサポー

ター制度の推進

・高齢者向けスマートフォン利用普

及啓発事業を通じて、スマホ体験

会と相談会を実施

・区市町村・地域コミュニティとの

連携モデル事業の実施：８団体

と連携し、「デジタルデバイド是正

に向けた共助体制形成ガイドライ

ン」をブラッシュアップ

・TOKYOスマホサポーター制度に

おいて、スマホサポーターを育成

高齢者向けスマートフォン利用普

及啓発事業の推進、TOKYOスマ

ホサポーター制度の推進、高齢者

QOL向上のためのデジタル活用支

援補助事業を推進

高齢者向けスマートフォン利用普

及啓発事業の推進、TOKYOスマ

ホサポーター制度の推進 、スマー

トフォン利用状況結果を踏まえた

検討、高齢者QOL向上のための

デジタル活用支援補助事業を推

進

高齢者向けスマートフォン利用普

及啓発事業の推進、TOKYOスマ

ホサポーター制度の推進 、スマー

トフォン利用状況結果を踏まえた

検討結果を基に、デジタルデバイド

是正事業の推進

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト 地域の底力発展事業助成 再掲
助成事業を実施（交付決定：

580件）
町会・自治会の地域活動を推進

助成事業を実施（交付決定：

702件）

町会・自治会の地域活動を推進

防災活動について助成率１０／

１０を適用開始

町会・自治会の地域活動を推進 町会・自治会の地域活動を推進

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト 地域の底力発展事業助成の管理システムの構築 再掲 システムの構築 システムを運用 システムを運用 システムを運用 システムを運用 システムを運用

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト
区市町村の先駆的・分野横断的取組を包括的に支援

（長寿)
再掲 16自治体（累計） 事業実施区市町村の増加 23自治体（累計） 事業実施区市町村の増加 事業実施区市町村の増加 事業実施区市町村の増加

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト 私立学校におけるデジタル教育環境整備 再掲

端末整備や保護者の端末購入

費用の負担軽減等に取り組む私

立学校に対して経費を補助

経費を補助

端末整備や保護者の端末購入

費用の負担軽減等に取り組む私

立学校に対して経費を補助

経費を補助 経費を補助 経費を補助

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト
デジタル利活用支援員配置・GIGAスクール運営支援セ

ンターの整備支援
再掲

デジタル利活用支援員の配置等

支援、「ＧＩＧＡスクール運営支

援センター」の整備支援

デジタル利活用支援員の配置等

支援、「ＧＩＧＡスクール運営支

援センター」の整備支援

デジタル利活用支援員の配置等

支援、「ＧＩＧＡスクール運営支

援センター」の整備支援

デジタル利活用支援員の配置等

支援、「ＧＩＧＡスクール運営支

援センター」の整備支援
- -

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト DX実習設備の整備 再掲

都立工業高校において、教育環

境のＤＸを推進するため、デザイ

ン分野や機械加工分野等の時代

に応じた実習設備の導入・更新

※2023年４月１日から「都立工

業高校」は、「都立工科高校」に

名称変更

ＤＸ実習設備の導入等 ＤＸ実習設備の導入等 ＤＸ実習設備の導入等 ＤＸ実習設備の導入等 ＤＸ実習設備の導入等

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト 運動部活動のＤＸ 再掲

データを可視化するコンディショニン

グアプリや、走行距離、スピード等

の解析データを活用するＧＰＳパ

フォーマンス分析の導入を支援す

る等、運動部活動におけるＤＸを

促進

運動部活動におけるＤＸの検

証・改善

データを可視化するコンディショニン

グアプリや、走行距離、スピード等

の解析データを活用するＧＰＳパ

フォーマンス分析の導入を支援す

る等、運動部活動におけるＤＸを

促進

運動部活動におけるＤＸの深化 運動部活動におけるＤＸの深化 運動部活動におけるＤＸの深化

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト TOKYO ENGLISH CHANNEL 再掲

ＴＧＳ

（TokyoGlobalStudio）オンデ

マンド映像等のコンテンツをＷｅｂ

上で一元的に掲載する「TOKYO

ENGLISH CHANNEL」を運営

運営

動画教材等を掲載するウェブサイ

ト「TOKYO ENGLISH

CHANNEL」を運営

運営 運営 運営

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト 多摩地域における英語学習環境の整備 再掲

体験型英語学習環境を多摩地

域にも整備し、地域の特色も踏ま

えた英語学習を提供

運営

体験型英語学習施設において、

デジタル技術を活用して地域の特

色も踏まえた英語学習を提供

運営 運営 運営
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト 島しょ地域における教育ＤＸの推進 再掲

「統合型校務支援システム」導入

に向けた調整、要件定義、オンラ

インチューター制度の構築・試行

「統合型校務支援システム」構

築・試行導入、オンラインチュー

ター制度の実施

「統合型校務支援システム」構

築・試行導入、データ分析、オンラ

インチューター制度の実施

「統合型校務支援システム」導

入、データ分析、教育DXの取組

の推進、オンラインチューター制度

の実施

「統合型校務支援システム」運

用、データ分析、教育DXの取組

の推進、オンラインチューター制度

の実施

「統合型校務支援システム」運

用、データ分析、教育DXの取組

の推進、オンラインチューター制度

の実施

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト バーチャル・ラーニング・プラットフォームの構築 再掲
モデル実施、プラットフォーム構築

準備等
プラットフォーム構築・運用開始 プラットフォーム構築・運用開始 支援内容・対象の拡大 支援内容・対象の拡大 支援内容・対象の拡大

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト 可搬型Wi-Fiアクセスポイントの運用 再掲 - - -
全都立学校に可搬型Wi-Fiアク

セスポイントを配備
運用 運用

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト ＮＰＯ等と連携した生徒等への支援 再掲

不登校等様々な課題を抱える生

徒等に対し、学習支援や就労に

向けた支援等を実施

不登校等様々な課題を抱える生

徒等に対し、学習支援や就労に

向けた支援等を実施

不登校等の様々な課題を抱える

生徒等に対し、学習支援や就労

に向けた支援等を実施

不登校等の様々な課題を抱える

生徒等に対し、学習支援や就労

に向けた支援等を実施

不登校等の様々な課題を抱える

生徒等に対し、学習支援や就労

に向けた支援等を実施

不登校等の様々な課題を抱える

生徒等に対し、学習支援や就労

に向けた支援等を実施

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト 子育てサポート情報の普及推進 再掲

東京の子育てに関する情報をわか

りやすくまとめた冊子の配布

冊子を活用した子育て相談チャッ

トボットの導入

東京の子育てに関する情報をわか

りやすくまとめた冊子の配布

子育て相談チャットボットの運用

東京の子育てに関する情報をわか

りやすくまとめた冊子の配布

冊子を活用した子育て相談チャッ

トボットの運用

東京の子育てに関する情報をわか

りやすくまとめた冊子の配布

東京の子育てに関する情報をわか

りやすくまとめた冊子の配布

東京の子育てに関する情報をわか

りやすくまとめた冊子の配布

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト スマートウォッチ等を活用した健康づくり 再掲

高齢者にバイタルや身体活動量を

計測できるスマートウォッチ等を配

付し、データを収集・分析

収集したデータの詳細を分析し、

健康状態や病気の予兆を把握で

きるアプリのプロトタイプを開発

収集したデータの詳細を分析し、

スタートアップ企業等と連携して、

健康状態や病気の予兆を把握で

きるアプリのプロトタイプを開発

アプリの試験的運用 アプリの実用化 アプリの活用・普及

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト
デジタル技術を活用した緊急時のアナフィラキシー対応ガ

イダンス

アナフィラキシーの初期対応を速や

か、かつ、適切に実施できるよう、

施設関係者向けのデジタル技術

を活用した緊急時対応ガイダンス

を作成

施設関係者向けのガイダンスを作

成・公開し、活用について周知す

るとともに、患者・家族向けのガイ

ダンスを作成

アナフィラキシーの初期対応を速や

か、かつ、適切に実施できるよう、

施設関係者向けのデジタル技術

を活用した緊急時対応ガイダンス

を作成・公開し、活用について周

知するとともに、患者・家族向けの

ガイダンスを作成

患者・家族向けのガイダンスについ

ても作成・公開し、活用について

周知

作成したガイダンスをもとに取組を

推進

作成したガイダンスをもとに取組を

推進

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト 都立スポーツ施設映像配信システムの構築 再掲

都立スポーツ施設において、カメラ

の設置等により映像配信が可能

な環境を構築し、テスト運用を実

施

本稼働・対象施設の拡大

都立スポーツ施設における映像配

信システムの本稼働・対象施設の

拡大

運用 - -

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト GRAND CYCLE TOKYOの推進 再掲

臨海部において、自転車ライドイ

ベント「レインボーライド」と、地域

一体となってスポーツを楽しめるイ

ベント「マルチスポーツ」を開催

臨海部でのイベントに加え、多摩

自転車ロードレースや大会同日イ

ベント等を開催

臨海部で自転車を体感し楽しむ

ライドイベントや、多摩地域での自

転車ロードレース等を展開するほ

か、区市町村と連携したサイクルイ

ベントを実施

・臨海部でライドイベントを開催

・多摩地域での自転車ロードレー

ス等の令和７年度開催に向けた

準備等を実施

・臨海部でライドイベントを開催

・多摩地域で自転車ロードレース

等を開催

・臨海部でライドイベントを開催

・多摩地域で自転車ロードレース

等を開催

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト
スポーツに係る相談対応や情報のワンストップでの提供

（スポーツ東京案内）
再掲

都民・アスリート・施設をつなぐ仕

組みを構築し、スポーツに関する

相談や情報をワンストップで提供

するスポーツ東京案内について、

追加コンテンツを企画・拡充

追加コンテンツを企画・拡充

都民・アスリート・施設をつなぐ仕

組みを構築し、スポーツに関する

相談や情報をワンストップで提供

するスポーツ東京案内について、コ

ンテンツを企画・拡充

コンテンツを企画・拡充 コンテンツを企画・拡充 コンテンツを企画・拡充

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト
重度障害者等が分身ロボットの遠隔操作でパラスポーツ

に参加できる機会を提供
再掲

・都主催イベントでの活用：６回

・参加施設：12施設

パラスポーツの体験や他の参加者

と交流できる機会を提供

・都主催イベント等での活用：6

回

 参加施設：10施設

・施設同士による交流会：1回

 参加施設：6施設

パラスポーツの体験や他の参加者

と交流できる機会を提供

パラスポーツの体験や他の参加者

と交流できる機会を提供

パラスポーツの体験や他の参加者

と交流できる機会を提供
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト パラスポーツに関する情報発信や普及に向けた取組 再掲

イベントやSNSによるタイムリーな

情報発信等を通じて、パラスポー

ツの普及や実施者の裾野拡大等

を促進

パラスポーツに関する情報や魅力

の発信等を通じて、パラスポーツの

普及や実施者の裾野拡大等を促

進

イベントやSNSによるタイムリーな

情報発信等を通じて、パラスポー

ツの普及や実施者の裾野拡大等

を促進

パラスポーツに関する情報や魅力

の発信等を通じて、パラスポーツの

普及や実施者の裾野拡大等を促

進

パラスポーツに関する情報や魅力

の発信等を通じて、パラスポーツの

普及や実施者の裾野拡大等を促

進

パラスポーツに関する情報や魅力

の発信等を通じて、パラスポーツの

普及や実施者の裾野拡大等を促

進

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト 都営住宅における地域のスマホ教室の実施
約350回分の開催を決定し、約

300回分の教室を開催

対象者への周知、300回/年程

度（予定）の実施

約250回分の開催を決定し、約

240回分の教室を開催

・対象者への周知

・体験会250回、相談会180

回、合計430回/年程度（予

定）の実施

・対象者への周知

・体験会250回、相談会180

回、合計430回/年程度（予

定）の実施

・対象者への周知

・体験会250回、相談会180

回、合計430回/年程度（予

定）の実施

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト 介護現場のDX・タスクシェア促進 再掲 -

・介護施設に分身ロボットを導入

し、入所高齢者とのコミュニケーショ

ンを行うためモデル事業実施：８

施設

・介護の周辺業務の負担軽減を

図るため、掃除・配膳ロボットを導

入した介護施設を支援：100施

設

・分身ロボットの導入効果の測定

及び検証：８施設

・掃除・配膳ロボットの導入支

援：53施設

・分身ロボットの導入支援：50施

設

・掃除・配膳ロボットの導入支

援：100施設

介護業務及び介護の周辺業務の

負担軽減に資するロボットの導入

を支援

介護業務及び介護の周辺業務の

負担軽減に資するロボットの導入

を支援

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト 医療機関のデジタル化推進 - -
病院における電子カルテ導入に係

る費用を補助

医療機関における電子カルテ導入

やAI技術を活用した取組等に係

る費用の補助、デジタル化推進セ

ミナーの開催等を実施

継続実施 継続実施

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト 結婚支援マッチング事業（結婚相談所機能） 再掲 -

ＡＩマッチングや都有施設を活用

した交流イベントの実施、区市町

村の取組支援

ＡＩマッチングシステムの提供、都

有施設を活用した交流イベント等

を実施

ＡＩマッチングシステムの本格稼

働、都有施設等を活用した交流

イベントの実施、区市町村等と連

携した取組

ＡＩマッチングシステムの提供、都

有施設等を活用した交流イベント

の実施、区市町村等と連携した

取組

ＡＩマッチングシステムの提供、都

有施設等を活用した交流イベント

の実施、区市町村等と連携した

取組

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト
5G・AI等の最新の情報処理技術を活用する次世代型

大気環境モニタリング事業等
再掲

大気環境モニタリングシステムの仕

様調査

大気環境データのオープンデータ化

の推進

大気環境データのオープンデータ化

の推進

大気環境データのオープンデータ化

の推進

大気環境データのオープンデータ化

の推進

大気環境データのオープンデータ化

の推進

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト 水道スマートメータの先行導入

・自動検針等の運用開始及び東

京都水道局アプリリリース

【設置済スマートメータ】

・給水スマートメータ：約26,000

個

・配水小管スマートメータ（水圧

計）：83個

・配水小管スマートメータ（流量

計）：３個

・先行導入（約13万個、都内全

域）、検証・全戸導入に向けた

取組の検討

【設置済スマートメータ】

・給水スマートメータ：約85,000

個

・配水小管スマートメータ（水圧

計）：83個

・配水小管スマートメータ（流量

計）：23個

・先行導入（約13万個、都内全

域）、検証・全戸導入に向けた

取組の検討

・全戸導入に向けた取組の検討 ・全戸導入に向けた取組の検討

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト
水道事業運営における5Gなどの次世代通信・新技術の

活用

・東京都水道局ICT戦略検討・

活用推進委員会実施（7月・3

月）

・委員会・情報連絡会の実施

・新規施策の検討、導入推進

・東京都水道局ICT戦略検討・

活用推進委員会実施（５月・

11月・３月）

・委員会・情報連絡会の実施

・新規施策の検討、導入推進

・委員会・情報連絡会の実施

・新規施策の検討、導入推進

・委員会・情報連絡会の実施

・新規施策の検討、導入推進

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト My TOKYOの運営

・簡易版の運用

・累計30サイト（スクレイピング連

携）

・各局サイトの独自CMSの一部

改修

・正式サイト「My TOKYO」への

移行

・累計40サイトスクレイピング連携

（予定）

・一部の局主要ホームページをヘッ

ドレスCMSへ移行

・「My TOKYO」アップデート版の

運用開始

・累計35サイトスクレイピング連携

・先行6局主要ホームページを統

合CMSへ移行

・年間PV数：118万PV

・各局主要ホームページのCMS統

一等（計23局）

・累計76サイトと連携

・各局主要ホームページをヘッドレ

スCMSへ順次移行

・年間目標PV数：300万PV

・累計80サイトとの連携

・各局特設サイト等についてヘッド

レスCMS導入

・年間目標PV数：400万PV

・累計80サイトとの連携

・各局特設サイト等についてヘッド

レスCMS導入

・年間目標PV数：400万PV以

上
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト デジタルを活用したリサーチの導入

アンケート本格実施

・回数：年４回

・設問数：９問

アンケート実施

・回数：年６回

・設問数：15問

アンケート実施

・回数：年6回

・設問数：15問

（2023年度終了）

- - -

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト デジタル広告への対応力強化 -

・デジタル広告等に高い専門性を

備えた助言員チームの発足、デジ

タル広告の継続的な追跡・保存

体制の確保等

・事業者向けコンプライアンス講習

会（WEB配信）、講師派遣型

コンプライアンス講習会の実施

「東京デジタルＣＡＴＳ」の取組

として、

・専門性を備えた助言員チームの

発足など、デジタル広告の継続的

な追跡・保存体制の確保等の実

施

・事業者向けコンプライアンス講習

会（WEB配信）、講師派遣型

コンプライアンス講習会の実施

「東京デジタルＣＡＴＳ」の取組

として、

・専門性を備えた助言員チームの

運営、デジタル広告の継続的な追

跡・保存体制の確保等の実施

・事業者向けコンプライアンス講習

会等の実施

「東京デジタルＣＡＴＳ」の取組

として、

・専門性を備えた助言員チームの

運営、デジタル広告の継続的な追

跡・保存体制の確保等の実施

・事業者向けコンプライアンス講習

会等の実施

「東京デジタルＣＡＴＳ」の取組

として、

・専門性を備えた助言員チームの

運営、デジタル広告の継続的な追

跡・保存体制の確保等の実施

・事業者向けコンプライアンス講習

会等の実施

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト 都庁総合HP等への機械翻訳の導入
都庁総合HP及び生活文化ス

ポーツ局HPへ導入
-

・都庁総合HP等において多言語

対応を実施

・都庁総合HPにおける年間利用

回数：約7,850回

・都庁総合HP等において多言語

対応を実施

・累計131言語の機械翻訳を導

入

・年間利用目標回数：7,100回

・都庁総合HP等において多言語

対応を実施

・年間利用目標回数：8,300回

・都庁総合HP等において多言語

対応を実施

・年間利用目標回数：9,500回

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト
新たな広報広聴事業の展開に向けてアクセス解析ツー

ル運用支援

導入範囲を政策連携団体等まで

拡大し、導入を推進

講習会：5回相当実施済み

（内訳（基礎編・実践編）×４

回、（応用編2回）×１回）計

５回相当）

※2021年度は5回実施済み

（内訳（基礎編・実践編）×5

回）

アクセス解析ツールのバージョン変

更対応：令和4年度までの有償

版既導入サイトの設定については

実施済み

・2021年度から3か年で累計15

回の講習会の開催

・アクセス解析ツールのバージョン変

更対応

・アクセス解析ツールのバージョン変

更対応

・新規ツール導入（21サイト）

・講習会を開催（年５回）

・各局ホームページにアクセス解析

ツールを導入 (15サイト予定)

・講習会を開催（年５回を予

定）

・各局ホームページにアクセス解析

ツールを導入

・講習会を開催（年５回を予

定）

・各局ホームページにアクセス解析

ツールを導入

・講習会を開催（年５回を予

定）

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト 東京都LINE公式アカウントの機能拡充等
・システム開発・運用

・LINEスタンプ発行
システム運用

・システム運用

・友だち数：101万人

・システム運用

・LINEスタンプ作成・配布

・目標友だち数：300万人

・システム運用

・目標友だち数：300万人以上

・システム運用

・目標友だち数：300万人以上
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト 国際都政プロモーション 再掲

海外発信戦略の検討、国際会議

等と連動した発信、庁内各局の

海外広報力の底上げ

・海外メディア向けページの設置

や、プレスツアーの戦略的活用等

により、海外メディアリレーションの

強化

・国際会議等と連動した発信、庁

内各局の海外広報力の底上げ

・海外メディアとのリレーション強

化、記事広告及び映像発信、海

外向けオウンドメディア(SNS等)の

運用、都庁HP英語版再構築に

よる国際広報DXとコンテンツ質・

量の向上等

・効果的な発信を支える庁内各

局の国際広報力の底上げ、国際

潮流分析を踏まえた国際広報の

実施

<主要KPI>

・SNSフォロワー：112万人

・アドバトリアル平均PV：

45,600PV／本

・海外メディアとのリレーション強

化、記事広告及び映像発信、海

外向けオウンドメディア(SNS等)の

運用、都庁HP英語版再構築に

よる国際広報DXとコンテンツ質・

量の向上等

・効果的な発信を支える庁内各

局の国際広報力の底上げ、国際

潮流分析を踏まえた国際広報の

実施

<主要KPI>

・SNSフォロワー目標：120万人

・アドバトリアル目標平均PV：

36,000PV／本

・海外メディアとのリレーション強

化、記事広告及び映像発信、海

外向けオウンドメディア(SNS等)の

運用、都庁HP英語版再構築に

よる国際広報DXとコンテンツ質・

量の向上等

・効果的な発信を支える庁内各

局の国際広報力の底上げ、国際

潮流分析を踏まえた国際広報の

実施

<主要KPI>

・SNSフォロワー目標：135万人

・アドバトリアル目標平均PV：

37,000PV／本

・海外メディアとのリレーション強

化、記事広告及び映像発信、海

外向けオウンドメディア(SNS等)の

運用、都庁HP英語版再構築に

よる国際広報DXとコンテンツ質・

量の向上等

・効果的な発信を支える庁内各

局の国際広報力の底上げ、国際

潮流分析を踏まえた国際広報の

実施

<主要KPI>

・SNSフォロワー目標：150万人

・アドバトリアル目標平均PV：

38,000PV／本

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト WEB広報東京都の運営 - -
・WEBサイトの運営

・月平均PV数：10万PV

・WEBサイトリニューアル

・月平均目標PV数：20万PV

・さらなるユーザーエクスペリエンスの

向上を目指した修正・保守の実

施

・月平均目標PV数：30万PV

・最新のトレンドを加味したユー

ザーフレンドリーなサイト構築の実

施

・月平均目標PV数：40万PV

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト
有権者のメディア活用の変化に対応した選挙啓発の実

施

参議院議員選挙啓発における効

果的なメディア活用

次年度の都知事選啓発における

効果的なメディア活用を計画

都知事選啓発における効果的な

メディア活用を計画 し、必要な予

算を確保

2024年度実施の都知事選啓発

における効果的なメディア活用

2025年度実施の都議選、参院

選などにおける効果的なメディア活

用
-

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト 投票のデジタル化に関する啓発事業 動画配信

シンポジウム

ポスターコンクールでのインターネット

投票

シンポジウムの開催

ポスターコンクールでのインターネット

投票の実施

シンポジウム

ポスターコンクールでのインターネット

投票

国の動向等を踏まえた取組を検

討
-

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト 街路樹管理台帳のデータベース化 再掲 ＤＢ化・運用（区部） ＤＢ化・運用（区部） ＤＢ化・運用（区部） ＤＢ化・運用（多摩部） ＤＢ化・運用（島しょ部） 運用（都道全域）

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト 島しょ町村における事務事業の共同処理化 再掲

・先行施策（児童手当関係事

務）の共同化に向けた準備が完

了

・地方公共団体情報システムの標

準化対応に向けて取り組む町村

に対して助言等支援

・先行施策以外の事務について

共同化を検討、順次拡大実施

・地方公共団体情報システムの標

準化対応に向けた取組を支援

・先行施策（児童手当関係事

務）の共同化を開始

・先行施策（給与処理）の共同

化に向けた準備が完了

・地方公共団体情報システムの標

準化対応に向けた取組を支援

先行施策以外の事務について共

同化を検討、順次拡大実施

共同化した事務についてさらなる

効率化、定着化を図るための取

組を実施

共同化した事務についてさらなる

効率化、定着化を図るための取

組を実施

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト
都立４動物園、９庭園及び２植物園の入園料の支払

いにキャッシュレス決済導入
再掲 運用 運用 運用 運用 運用 運用

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト 動物園における先端技術を活用した情報発信 再掲
既存コンテンツの更なる充実を図

る方針を決定

継続運用、

他園での展開準備等

既存HPにおける上野動物園内コ

ンテンツの更なる充実

各園の特性に応じた情報発信を

他園でも展開

各園の特性に応じた情報発信を

３園で実施

各園の特性に応じた情報発信を

３園で実施

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト デジタル技術による自然公園の魅力向上・発信 再掲

ＡＲ等のＩＣＴ技術を活用した

自然公園の魅力向上・発信事業

の実施

自然公園の魅力向上・発信にお

けるデジタル技術の活用

自然公園の魅力向上・発信にお

けるデジタル技術の活用

自然公園の魅力向上・発信にお

けるデジタル技術の活用

自然公園の魅力向上・発信にお

けるデジタル技術の活用

自然公園の魅力向上・発信にお

けるデジタル技術の活用
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト 伊豆大島におけるキョンの防除 再掲

東京都キョン防除実施計画に基

づき、銃器や張り網等で捕獲を実

施

ICT技術をキョン防除事業に活用

し、効果的な捕獲を推進

・ドローンによる狩猟アシストの実

施（火口域等）

・わな捕獲の自動通報システム

(市街地等）

ICT技術をキョン防除事業に活用

し、効果的な捕獲を推進

・ドローンによる狩猟アシストの実

施（火口域等）

・わな捕獲の自動通報システム

(市街地等）

ICT技術をキョン防除事業に活用

し、効果的な捕獲を推進

・ドローンによる狩猟アシストの実

施（火口域等）

・わな捕獲の自動通報システム

(市街地等）

ICT技術をキョン防除事業に活用

し、効果的な捕獲を推進

・ドローンによる狩猟アシストの実

施（火口域等）

・わな捕獲の自動通報システム

(市街地等）

ICT技術をキョン防除事業に活用

し、効果的な捕獲を推進

・ドローンによる狩猟アシストの実

施（火口域等）

・わな捕獲の自動通報システム

(市街地等）

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト ＴＯＫＹＯスマート・カルチャー・プロジェクト 再掲

・収蔵品をデジタル化し順次公開

（約6.0万点※３月末現在）

・江戸東京博物館ゲームアプリ「ハ

イパー江戸博『江戸両国編』」の

公開

都立文化施設の収蔵品のデジタ

ル化・順次公開、最先端技術を

活用したデジタルコンテンツの制

作、情報通信基盤の整備

収蔵品をデジタル化順次公開

（2023年度末時点：約15万

点公開）。スマートフォンアプリ「ハ

イパー江戸博第２弾『明治銀座

編』」のリリース。

都立文化施設の収蔵品のデジタ

ル化・順次公開、最先端技術を

活用したデジタルコンテンツの制

作、情報通信基盤の整備

都立文化施設の収蔵品のデジタ

ル化・順次公開、最先端技術を

活用したデジタルコンテンツの制

作、情報通信基盤の整備

都立文化施設の収蔵品のデジタ

ル画像を活用したオンライン展覧

会、最先端技術を活用したデジタ

ルコンテンツの制作

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト 工場のスマート化支援 再掲 資金助成・ハンズオン支援
資金助成・ハンズオン支援、成果

発信

資金助成・ハンズオン支援、成果

発信

（2023年度終了）
- - -

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト
スタートアップによる５Ｇ技術を活用した製品・サービス開

発支援
再掲 開発支援 37社

開発支援 40社以上、連携促進

等
開発支援 36社、連携促進等

開発支援 40社以上、連携促進

等

開発支援 45社以上、連携促進

等

開発支援 45社以上、連携促進

等

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト
先端技術の普及支援と社会実装（ＤＸ推進センター

の運営）
再掲

５G・IoT・ロボット技術の普及啓

発、基礎研究・共同研究等の開

発支援、ローカル５G基地局の整

備・開発、安全認証支援等の事

業化支援

５G・IoT・ロボット技術の普及啓

発、基礎研究・共同研究等の開

発支援、ローカル５G基地局の整

備・開発、安全認証支援等の事

業化支援

５G・IoT・ロボット技術の普及啓

発、基礎研究・共同研究等の開

発支援、ローカル５G基地局の整

備・開発、安全認証支援等の事

業化支援

クラウドと連携した５G・IoT・ロボッ

ト関連製品等の研究開発、成果

普及　等

クラウドと連携した５G・IoT・ロボッ

ト関連製品等の研究開発、成果

普及　等

クラウドと連携した５G・IoT・ロボッ

ト関連製品等の研究開発、成果

普及　等

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト ５Gによる製造工場のDX・GX推進 再掲 - - -
ローカル５Ｇ設備導入に係る助

成金、ハンズオン支援　３件/年

ローカル５Ｇ設備導入に係る助

成金、ハンズオン支援　３件/年

ローカル５Ｇ設備導入に係る助

成金、ハンズオン支援　３件/年

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト
東京型スマート農業推進のための研究プラットフォームに

おける技術開発
再掲

実証実験・研究開発を展開し、

次の研究成果等を発表

・「ソーラーエネルギー利用システム

の開発」の成果

・「最新Wi-Fi技術を活用した圃

場やハウスの見える化の実証」にお

ける「生産者が圃場やハウスに

Wi-Fi通信を設置・利用する際の

ヒントとなるガイド」

・「スマート農業技術の経営的評

価・経営モデル構築」における「ト

マト施設栽培に関するニーズ調

査」

・「ローカル５Ｇを活用した遠隔で

の農業作業支援」における、遠隔

農作業支援の実証レポート

実証実験・研究開発実績等を踏

まえた2024年度からの次期東京

型スマート農業技術開発プロジェ

クトの計画の検討

プラットフォームにおける民間企業

や研究機関、生産者等との共同・

協力により、東京フューチャーアグリ

システムの新展開 、AI・IoT等の

先進技術を活用した新たな農業

システムの技術検証 、ローカル5G

を活用した新しい農業技術の開

発の３つの取組において成果を発

表した。

（2023年度終了）

- - -

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト 東京フューチャーアグリシステムの新展開 再掲

イチゴ栽培システムの開発における

品種・病害虫管理、統合制御シ

ステムの低コスト化を検討

イチゴ栽培システムの開発、統合

制御システムの低コスト化を検討

低コスト化した東京フューチャーア

グリシステムによるイチゴ栽培システ

ムを開発した。

（2023年度終了）

- - -
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト
AI・IoT等の先進技術を活用した新たな農業システムの

技術検証
再掲

システムの開発等について、次の

研究成果等を発表

・「ソーラーエネルギー利用システム

の開発」の成果

・「最新Wi-Fi技術を活用した圃

場やハウスの見える化の実証」にお

ける「生産者が圃場やハウスに

Wi-Fi通信を設置・利用する際の

ヒントとなるガイド」

・「スマート農業技術の経営的評

価・経営モデル構築」における「ト

マト施設栽培に関するニーズ調

査」

システムの開発・改良

システムの開発等について、次の

研究成果等を発表

・ 最新Wi-Fi 技術を活用した圃

場モニタリング ～屋外Wi-Fi導入

～

・ ソーラーエネルギー利用システム

の開発～軽量フレキシブル太陽電

池利用技術～

・ 多棟ハウスの無線による見える

化の確立

（2023年度終了）

- - -

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト ローカル5Gを活用した新しい農業技術の開発 再掲
遠隔農作業支援の実証レポート

の公表
共同プロジェクトによる研究開発

ローカル5Ｇを活用した新しい農業

技術の開発～遠隔農作業支援

の実証レポートを公表した。

（2023年度終了）

- - -

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト
東京型スマート農業技術の研究開発と実装・普及の推

進
再掲 - - -

オープンラボを開設し東京型スマー

ト農業の現地実装を進めるととも

に、生産技術、マーケティング手

法・受発注情報、次世代通信技

術を活用した栽培支援技術の研

究開発を実施

オープンラボを開設し東京型スマー

ト農業の現地実装を進めるととも

に、生産技術、マーケティング手

法・受発注情報、次世代通信技

術を活用した栽培支援技術の研

究開発を実施

オープンラボを開設し東京型スマー

ト農業の現地実装を進めるととも

に、生産技術、マーケティング手

法・受発注情報、次世代通信技

術を活用した栽培支援技術の研

究開発を実施

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト 地理情報システムを活用した島しょ農業基盤DX推進 再掲 - - -
島しょ地域において、農業基盤施

設に関する位置情報をGISデータ

化し活用

島しょ地域において、農業基盤施

設に関する位置情報をGISデータ

化し活用

島しょ地域において、農業基盤施

設に関する位置情報をGISデータ

化し活用

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト デジタル技術の活用による多摩産材の流通効率化 再掲

伐採出材情報や原木市場での市

売り情報を提供するための多摩産

材需給情報システムを運用・改良

伐採出材情報や原木市場での市

売り情報を提供するための多摩産

材需給情報システムを運用・改良

伐採出材情報や原木市場での市

売り情報を提供するための多摩産

材需給情報システムを運用・改良

伐採出材情報や原木市場での市

売り情報を提供するための多摩産

材需給情報システムを運用・改良

事業効果を検証の上事業実施を

検討

事業効果を検証の上事業実施を

検討

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト 森林情報基盤整備 再掲

航空レーザ計測による森林資源

情報、森林計画関係情報、治山

情報等を共有し、効率的に情報

を更新するクラウドシステムを運用

し、継続的に情報を更新

航空レーザ計測による森林資源

情報、森林計画関係情報、治山

情報等を共有し、効率的に情報

を更新するクラウドシステムを運用

し、継続的に情報を更新

航空レーザ計測による森林資源

情報、森林計画関係情報、治山

情報等を共有し、効率的に情報

を更新するクラウドシステムを運用

し、継続的に情報を更新

航空レーザ計測による森林資源

情報、森林計画関係情報、治山

情報等を共有し、効率的に情報

を更新するクラウドシステムを運用

し、継続的に情報を更新

航空レーザ計測による森林資源

情報、森林計画関係情報、治山

情報等を共有し、効率的に情報

を更新するクラウドシステムを運用

し、継続的に情報を更新

事業効果を検証の上事業実施を

検討

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト 漁場環境予測サービスの整備 再掲
情報伝達システムを開発完了、プ

レ運用の実施

漁業操業の効率化と安全性の向

上に向け漁海況を高精度で予測

し漁業者へ情報提供する情報伝

達システムを運用・機能強化

漁業操業の効率化と安全性の向

上に向け漁海況を高精度で予測

し漁業者へ情報提供する情報伝

達システムを運用・機能強化

漁業操業の効率化と安全性の向

上に向け漁海況を高精度で予測

し漁業者へ情報提供する情報伝

達システムを運用・機能強化

漁業操業の効率化と安全性の向

上に向け漁海況を高精度で予測

し漁業者へ情報提供する情報伝

達システムを運用・機能強化

漁業操業の効率化と安全性の向

上に向け漁海況を高精度で予測

し漁業者へ情報提供する情報伝

達システムを運用・機能強化

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト
中央卸売市場における画像解析技術によるセキュリティ

強化等
再掲

技術導入に向けた調査

（セキュリティ強化等）

セキュリティ強化等に関する技術

提案の収集・分析等

セキュリティ強化等に関する技術

提案の収集・分析等を行い、基

礎実証による精度把握と実現可

能性を調査

セキュリティ強化等に関する運用

面のデジタルツール活用の試行
継続実施等 継続実施等
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト 中央卸売市場におけるデジタル化の推進 再掲

・行政手続きのデジタル化：電子

申請を順次拡大

・経営セミナー等のオンライン化：

４回実施

・ビックデータの活用：市況情報

等の内容拡充

・市場業界の商取引のデジタル化

促進の検討

・行政手続のデジタル化：電子申

請を順次拡大

・経営セミナー等のオンライン化：

継続実施

・ビックデータの活用：評価検証

等

・DX活用による市場業務の効率

化：デジタルツールの試験運用

・市場業界の商取引のデジタル化

促進の検討

・行政手続のデジタル化：電子申

請を順次拡大

・経営セミナー等のオンライン化：

４回実施

・ビッグデータの活用：評価検証

等

・DX活用による市場業務の効率

化：デジタルツールの試験運用

・市場業界の商取引のデジタル化

促進の検討

・行政手続のデジタル化：電子申

請を順次拡大

・経営セミナー等のオンライン化：

継続実施

・ビッグデータの活用：継続実施

等

・DX活用による市場業務の効率

化：デジタルツールの本格運用

・市場業界の商取引のデジタル化

促進の検討

・行政手続のデジタル化：電子申

請を順次拡大、評価検証等

・経営セミナー等のオンライン化：

継続実施

・ビッグデータの活用：継続実施

等

・DX活用による市場業務の効率

化：デジタルツールの本格運用

・市場業界の商取引のデジタル化

促進の検討

・行政手続のデジタル化：電子申

請を順次拡大、評価検証等

・経営セミナー等のオンライン化：

継続実施

・ビッグデータの活用：継続実施

等

・DX活用による市場業務の効率

化：デジタルツールの本格運用

・市場業界の商取引のデジタル化

促進の検討

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト 環境に関する都税の軽減制度に対する理解促進 再掲 -
紙媒体・SNS等による広報の実

施

紙媒体・SNS等による広報の実

施

紙媒体・SNS等による広報の実

施
各種媒体での広報実施 各種媒体での広報実施

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト 外国企業の東京進出に係る情報収集支援

ＡＩチャットボットを活用した「ｅビ

ジネスコンシェルジュ」の構築による

情報収集支援・ユーザー動向等

の把握

ＡＩチャットボットを活用した「ｅビ

ジネスコンシェルジュ」の構築による

情報収集支援

ＡＩチャットボットを活用した「ｅビ

ジネスコンシェルジュ」の構築による

情報収集支援

ＡＩチャットボットを活用した「ｅビ

ジネスコンシェルジュ」の構築による

情報収集支援

ＡＩチャットボットを活用した「ｅビ

ジネスコンシェルジュ」の構築による

情報収集支援

ＡＩチャットボットを活用した「ｅビ

ジネスコンシェルジュ」の構築による

情報収集支援

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト デジタルコンテンツの体感拠点 -
・拠点開設

・体感型コンテンツの展示

・拠点運営

・体感型コンテンツの展示

・年間来場者数：52,182人

・拠点運営

・体感型コンテンツの展示

・年間目標来場者数：30万人

・拠点運営

・体感型コンテンツの展示

・年間目標来場者数：30万人

・拠点運営

・体感型コンテンツの展示

・年間目標来場者数：30万人

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト 歴史・文化を軸にした東京の魅力発信

・様々な分野の有識者による懇談

会を通じ（２回）、「江戸の英知

や魅力」の裏側にあるストーリーを

発掘

・発掘したストーリーを、デジタル等

の手法も採り入れながら、東京の

新たな魅力として発信

・海外在住外国人向けアンケート

調査を実施

・有識者による懇談会を継続的に

開催

・デジタル空間を活用したイベント

などを通じて、東京の新たな魅力

を発信

・有識者による懇談会（1回）を

通して、江戸のサステナブルな英

知や魅力を深掘りするとともに、効

果的な発信方法について意見交

換

・夏休みの子供向けの魅力発信

イベントの開催や、動画コンテンツ

の作成、SNS投稿を通じて、江戸

の魅力を発信

・SusHi Tech Squareとの連携

・SusHi Tech Tokyo2024での

情報発信

・年間を通じた発信として、HP、

SNS及びWEBコンテンツを活用

・SusHi Tech Squareとの連携

・年間を通じた発信として、HP、

SNS及びWEBコンテンツを活用

・SusHi Tech Squareとの連携

・年間を通じた発信として、HP、

SNS及びWEBコンテンツを活用

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト デジタルコンテンツを活用した東京の魅力発信

デジタル空間を活用したイベントの

開催に向け、基本計画の策定、プ

ラットフォームの選定、コンテンツの

募集等を実施

・デジタル空間を活用したイベント

を2023年度冬に開催し、国内外

に東京の多彩な魅力を発信

・各局デジタル空間事業を紹介す

るポータルサイトを開設し、各事業

を有機的に結び付け、一元的に

情報発信を展開

・デジタル空間を活用して、東京の

多彩な魅力を発信するVirtual

Edo-Tokyoプロジェクトを26日間

実施（総来場者数：92.2万ア

クセス）

・Virtual Edo-Tokyoプロジェクト

のデジタル空間に、東京都のメタ

バースやVR等を活用したコンテン

ツが一堂に会する空間を新たに加

え、一元的に発信する新たな情

報発信の場（総合ポータルサイ

ト）として再構築

・各局デジタル空間事業を紹介す

るポータルサイトを運用し、各事業

を有機的に結び付け、一元的に

情報発信を展開

・年間目標総アクセス数：10万

・各局デジタル空間事業を紹介す

るポータルサイトを運用し、各事業

を有機的に結び付け、一元的に

情報発信を展開

・年間目標総アクセス数：10万

成果を検証し、展開を再検討

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト ウェブ広告の活用による効果的な情報発信 再掲

新型コロナウイルスに関する情報

発信に係るプラットフォーマーからの

支援も活用し、リスティング広告な

ど効果的な情報発を推進

リスティング広告など、効果的な情

報発信の推進

・ウェブ広告の活用による効果的

な情報発信

・1週間当たりの表示回数：

2,280万回

・ウェブ広告の活用による効果的

な情報発信

・1週間当たりの目標表示回数：

3,000万回

・ウェブ広告の活用による効果的

な情報発信

・1週間当たりの目標表示回数：

3,000万回以上

・ウェブ広告の活用による効果的

な情報発信

・1週間当たりの目標表示回数：

3,000万回以上
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト シビック・クリエイティブ・ベース東京［CCBT］ 再掲

シビック・クリエイティブ・ベース東京

［CCBT］を2022年10月に開

設。コアプログラム「CCBT

Meetup」「アート×テックラボ」

「アート・インキュベーション」「未来

提案型キャンプ」を計画的に実

施。

アートとデザインをテーマに、社会

課題に取り組む市民参加型のプ

ログラムや、スタートアップや研究機

関との協働、イベントを通じたまち

との連携などを実施

CCBTでは５組のアーティストフェ

ローを決定し、ワークショップなど５

つのコアプログラムを展開。

都内のアートイベントと連携し、

CCBTをまちへ展開するとともに、

スタートアップとの協働イベント、ア

ルスエレクトロニカなど海外の文化

機関と連携したエクスチェンジプロ

グラムを実施

アートとデザインをテーマに、社会

課題に取り組む市民参加型のプ

ログラムや、スタートアップや研究機

関との協働、イベントを通じたまち

との連携、海外連携プログラムなど

を実施

アートとデザインをテーマに、社会

課題に取り組む市民参加型のプ

ログラムや、スタートアップや研究機

関との協働、イベントを通じたまち

との連携、海外連携プログラムなど

を実施

アートとデザインをテーマに、社会

課題に取り組む市民参加型のプ

ログラムや、スタートアップや研究機

関との協働、イベントを通じたまち

との連携、海外連携プログラムなど

を実施

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト 中小企業受注拡大プロジェクト

官民の入札・調達情報を一元的

に集約したマッチングサイト「ビジネ

スチャンス・ナビ」の運営等

官民の入札・調達情報を一元的

に集約したマッチングサイト「ビジネ

スチャンス・ナビ」の運営等

官民の入札・調達情報を一元的

に集約したマッチングサイト「ビジネ

スチャンス・ナビ」の運営等

官民の入札・調達情報を一元的

に集約したマッチングサイト「ビジネ

スチャンス・ナビ」の運営等

官民の入札・調達情報を一元的

に集約したマッチングサイト「ビジネ

スチャンス・ナビ」の運営等

官民の入札・調達情報を一元的

に集約したマッチングサイト「ビジネ

スチャンス・ナビ」の運営等

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト 中小企業デジタルツール導入支援

デジタルツールを導入する際に要

する経費の一部の助成 471件/

年

700件程度/年助成

デジタルツールを導入する際に要

する経費の一部の助成 375件/

年

700件程度/年助成 700件程度/年助成 700件程度/年助成

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト 中小企業への設備投資支援 再掲 資金助成 232件/年 335件程度/年 資金助成 226件/年 240件程度/年 240件程度/年 240件程度/年

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト 中小企業ＤＸ推進に係るスタートアップ支援事業

中小企業の課題解決に資する革

新的な製品・サービスを有するス

タートアップの実証実験をサポート

実証実験のサポート、マッチングセ

ミナーの開催

中小企業の課題解決に資する革

新的な製品・サービスを有するス

タートアップの実証実験をサポート

（2023年度終了）

- - -

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト
スタートアップを活用したリスキリングによる中小企業デジタ

ル化支援
-

SUで構成するプラットフォームの構

築、SUの知見を活かしたデジタル

化支援 50社程度

SUで構成するプラットフォームの構

築、SUの知見を活かしたデジタル

化支援 51社

SUで構成するプラットフォームの構

築、SUの知見を活かしたデジタル

化支援 100社程度

SUで構成するプラットフォームの構

築、SUの知見を活かしたデジタル

化支援 100社程度

SUで構成するプラットフォームの構

築、SUの知見を活かしたデジタル

化支援 100社程度

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト デジタル技術を活用した先進的サービスの創出支援 再掲 - - -

デジタル技術を活用した先進的な

サービスの開発・販路開拓に係る

経費助成やハンズオン支援　30

件/年

デジタル技術を活用した先進的な

サービスの開発・販路開拓に係る

経費助成やハンズオン支援　30

件/年

デジタル技術を活用した先進的な

サービスの開発・販路開拓に係る

経費助成やハンズオン支援　30

件/年

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト 中小企業のDX推進 再掲 - - -

窓口相談・WEB相談、普及巡

回、ポータルサイトの運営、アドバ

イザーの派遣（DX戦略策定支

援コース　20社/年、生産性向上

コース　150社/年）、トータル支

援を利用した企業に対する費用

助成　100件/年

窓口相談・WEB相談、普及巡

回、ポータルサイトの運営、アドバ

イザーの派遣（DX戦略策定支

援コース　20社/年、生産性向上

コース　150社/年）、トータル支

援を利用した企業に対する費用

助成　100件/年

窓口相談・WEB相談、普及巡

回、ポータルサイトの運営、アドバ

イザーの派遣（DX戦略策定支

援コース　20社/年、生産性向上

コース　150社/年）、トータル支

援を利用した企業に対する費用

助成　100件/年

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト 中小企業デジタルコンシェルジュ 再掲 - - -

各中小企業のデジタル化の取組

状況に応じて、適切な支援を紹

介する総合窓口を設置

電話問い合わせ対応（1,000件

/年）、メール問い合わせ対応

（1,000件/年）、チャットボット

での問い合わせ対応等

各種事業説明会・セミナーの開催

（年４回）

各中小企業のデジタル化の取組

状況に応じて、適切な支援を紹

介する総合窓口を設置

電話問い合わせ対応（1,000件

/年）、メール問い合わせ対応

（1,000件/年）、チャットボット

での問い合わせ対応等

各種事業説明会・セミナーの開催

（年４回）

各中小企業のデジタル化の取組

状況に応じて、適切な支援を紹

介する総合窓口を設置

電話問い合わせ対応（1,000件

/年）、メール問い合わせ対応

（1,000件/年）、チャットボット

での問い合わせ対応等

各種事業説明会・セミナーの開催

（年４回）
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト 「2024年問題」対策に伴うデジタル技術活用推進 再掲 - - -
普及巡回、アドバイザーの派遣

20社/年、助成金　20社/年

普及巡回、アドバイザーの派遣

20社/年、助成金　20社/年
-

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト
「2024年問題」対策に伴うデジタルツール導入促進支

援
再掲 - - -

都内で運輸業や建設業を営む中

小企業に対し、新たにデジタルツー

ルを導入する際に要する経費の一

部を助成　200件/年

都内で運輸業や建設業を営む中

小企業に対し、新たにデジタルツー

ルを導入する際に要する経費の一

部を助成　200件/年

-

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト
購入・寄付型クラウドファンディングによるHTT・DX等推

進事業
再掲 -

購入・寄付型クラウドファンディング

のＰＲ、利用手数料の助成、相

談窓口、セミナーの開催

購入・寄付型クラウドファンディング

のＰＲ、利用手数料の助成、相

談窓口、セミナーの開催

購入・寄付型クラウドファンディング

のＰＲ、利用手数料の助成、相

談窓口、セミナーの開催

購入・寄付型クラウドファンディング

のＰＲ、利用手数料の助成、相

談窓口、セミナーの開催

ー

(2025年度事業終了)

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト 販路開拓におけるＤＸサポート 再掲

講座による人材育成支援、ハンズ

オン支援、オンライン展示・商談・

出展支援

講座による人材育成支援、ハンズ

オン支援、オンライン展示・商談・

出展等支援

講座による人材育成支援、ハンズ

オン支援、オンライン展示・商談・

出展支援

講座による人材育成支援、ハンズ

オン支援、オンライン展示・商談・

出展等支援

講座による人材育成支援、ハンズ

オン支援、オンライン展示・商談・

出展等支援

講座による人材育成支援、ハンズ

オン支援、オンライン展示・商談・

出展支援

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト 中小企業の企業変革に向けたＤＸ推進支援 再掲 -

ＤＸ推進アドバイザーによるトータ

ル支援（ＤＸ戦略策定支援、デ

ジタル技術導入・活用支援）、

助成金の支給

ＤＸ推進アドバイザーによるトータ

ル支援（ＤＸ戦略策定支援、デ

ジタル技術導入・活用支援）、

助成金の支給

（2023年度終了）

- - -

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト 中小企業に向けたデジタル技術の導入促進 再掲 -

ＤＭ等によりデジタル化の必要性

や都デジタル事業の普及、関心層

へのデジタル診断・簡易業務棚卸

等などの各種支援

ＤＭ等によりデジタル化の必要性

や都デジタル事業の普及、関心層

へのデジタル診断・簡易業務棚卸

等などの各種支援

ＤＭ等によりデジタル化の必要性

や都デジタル事業の普及、関心層

へのデジタル診断・簡易業務棚卸

等などの各種支援

ＤＭ等によりデジタル化の必要性

や都デジタル事業の普及、関心層

へのデジタル診断・簡易業務棚卸

等などの各種支援

ＤＭ等によりデジタル化の必要性

や都デジタル事業の普及、関心層

へのデジタル診断・簡易業務棚卸

等などの各種支援

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト ＸＲ、メタバース等を活用した産業の振興 再掲 - 展示会の開催
TOKYO XR・メタバース＆コンテン

ツビジネスワールドの開催

TOKYO XR・メタバース＆コンテン

ツビジネスワールドの開催

TOKYO XR・メタバース＆コンテン

ツビジネスワールドの開催

TOKYO XR・メタバース＆コンテン

ツビジネスワールドの開催

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト 中小企業支援施策の分析調査 再掲 -

アンケート調査・ヒアリング調査を

通じ、都が展開する中小企業支

援施策の浸透度等を調査、施策

のブラッシュアップに活用

アンケート調査・ヒアリング調査を

通じ、都が展開する中小企業支

援施策の浸透度等を調査、施策

のブラッシュアップに活用

アンケート調査・ヒアリング調査を

通じ、都が展開する中小企業支

援施策の浸透度等を調査、施策

のブラッシュアップに活用

アンケート調査・ヒアリング調査を

通じ、都が展開する中小企業支

援施策の浸透度等を調査、施策

のブラッシュアップに活用

アンケート調査・ヒアリング調査を

通じ、都が展開する中小企業支

援施策の浸透度等を調査、施策

のブラッシュアップに活用

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト 宿泊事業者がデジタル化を図る取組を支援 再掲 -
宿泊事業者がデジタル化を図る取

組の費用を一部補助

宿泊事業者がデジタル化を図る取

組の費用の支援を実施

宿泊事業者がデジタル化を図る取

組の費用の支援を実施

宿泊事業者がデジタル化を図る取

組の費用の支援を実施

宿泊事業者がデジタル化を図る取

組の費用の支援を実施

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト DX・GX時代を担う専門・中核人材の確保を支援 再掲 -

中核人材の確保・活用に向けた

訪問・提案型の支援、普及セミ

ナーや大企業の専門人材と中小

企業との交流会を実施

中核人材の確保・活用に向けた

訪問・提案型の支援、普及セミ

ナーや大企業の専門人材と中小

企業との交流会を実施

中核人材の確保・活用に向けた

訪問・提案型の支援、普及セミ

ナーや大企業の専門人材と中小

企業との交流会を実施

中核人材の確保・活用に向けた

訪問・提案型の支援、普及セミ

ナーや大企業の専門人材と中小

企業との交流会を実施

中核人材の確保・活用に向けた

訪問・提案型の支援、普及セミ

ナーや大企業の専門人材と中小

企業との交流会を実施

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト ＤＸによる農業基盤の防災力強化 再掲

かんがい施設の水源であるため池

や貯水槽等を遠隔で監視するカメ

ラ及び水位計、遠隔で取水を制

御できるストップバルブ等を整備

かんがい施設の水源であるため池

や貯水槽等を遠隔で監視するカメ

ラ及び水位計、遠隔で取水を制

御できるストップバルブ等を整備

かんがい施設の水源であるため池

や貯水槽等を遠隔で監視するカメ

ラ及び水位計、遠隔で取水を制

御できるストップバルブ等を整備

かんがい施設の水源であるため池

や貯水槽等を遠隔で監視するカメ

ラ及び水位計、遠隔で取水を制

御できるストップバルブ等を整備

効果検証の上事業実施を検討 効果検証の上事業実施を検討

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト 島しょ地域でのスマート農業の実装 再掲 施設整備、実現性調査の実施
栽培実証・モデル構築、実施設

計

栽培実証・モデル構築、実施設

計

普及に向けた検討、牧野管理シ

ステム整備
普及に向けた検討 普及に向けた検討
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト 林業先進技術の活用 再掲

林業先進技術の検証調査・導入

実証を実施、先進技術を導入す

るための林業機械等の開発経費

を補助

森林経営の収益性向上のためデ

ジタル技術を活用したシステムや

先進技術の検証調査・導入実証

を実施、先進技術を導入した林

業機械等の開発経費を補助

森林経営の収益性向上のためデ

ジタル技術を活用したシステムや

先進技術の検証調査・導入実証

及び先進技術による林業機械の

導入を実施

森林経営の収益性向上のためデ

ジタル技術を活用したシステムや

先進技術の検証調査・導入実証

を実施、先進技術を導入した林

業機械等の開発経費を補助

森林経営の収益性向上のためデ

ジタル技術を活用したシステムや

先進技術の導入実証を実施、先

進技術を導入した林業機械等の

開発経費を補助

森林経営の収益性向上のためデ

ジタル技術を活用したシステムや

先進技術の導入実証を実施、先

進技術を導入した林業機械等の

開発経費を補助

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト 漁協荷捌き作業のDX 再掲

紙伝票で記録していた漁協の荷

捌き作業の電子化に向けた音声

入力システム等の構築調査・検

討、情報機能付き選別機の導入

紙伝票で記録していた漁協の荷

捌き作業の電子化に向けた音声

入力システム等の設計・導入、情

報機能付き選別機の運用

紙伝票で記録していた漁協の荷

捌き作業の電子化に向けた音声

入力システム等の設計・導入、情

報機能付き選別機の運用

紙伝票で記録していた漁協の荷

捌き作業の電子化に向けた情報

機能付き選別機の運用

紙伝票で記録していた漁協の荷

捌き作業の電子化に向けた情報

機能付き選別機の運用

紙伝票で記録していた漁協の荷

捌き作業の電子化に向けた情報

機能付き選別機の運用

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト DXによる内水面漁業被害軽減手法の開発 再掲

カワウによるアユ等の食害軽減に

向けGPSデータロガーを活用した

行動調査を実施。データの収集を

行った。

カワウによるアユ等の食害軽減に

向けGPSデータロガーを活用した

行動調査により効果的な被害軽

減手法を開発

カワウによるアユ等の食害軽減に

向けGPSデータロガーを活用した

行動調査により効果的な被害軽

減手法を開発

カワウによるアユ等の食害軽減に

向けGPSデータロガーを活用した

行動調査により効果的な被害軽

減手法を開発

カワウによるアユ等の食害軽減に

向けGPSデータロガーを活用した

行動調査により効果的な被害軽

減手法を開発

カワウによるアユ等の食害軽減に

向けGPSデータロガーを活用した

行動調査により効果的な被害軽

減手法を開発

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト DXによる漁船操業情報収集 再掲 -

漁業者の合意に基づく適切な資

源管理の推進に向け精度の高い

資源量推定操業情報収集基盤

を構築

漁業者の合意に基づく適切な資

源管理の推進に向け精度の高い

資源量推定操業情報収集基盤

を構築

漁業者の合意に基づく適切な資

源管理の推進に向け操業情報収

集基盤の運用により資源解析を

推進

漁業者の合意に基づく適切な資

源管理の推進に向け操業情報収

集基盤の運用により資源解析を

推進

漁業者の合意に基づく適切な資

源管理の推進に向け操業情報収

集基盤の運用により資源解析を

推進

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト スマート内水面養殖業の推進 再掲 -

養殖業の生産性向上や気候変

動への対応に向け以下の取組を

実施

・ＡＩ搭載自動給餌機を奥多摩

さかな養殖センターに試験導入

・水路等を利用した発電装置及

び飼育環境コントロールシステムの

調査・計画

養殖業の生産性向上や気候変

動への対応に向け以下の取組を

実施

・ＡＩ搭載自動給餌機を奥多摩

さかな養殖センターに試験導入

・水路等を利用した発電装置及

び飼育環境コントロールシステムの

調査・計画

養殖業の生産性向上や気候変

動への対応に向け以下の取組を

実施

・ＡＩ搭載自動給餌機の検証試

験

・水路等を利用した発電装置及

び飼育環境コントロールシステムの

調査・設置

・水循環スマート飼育システムの

計画・設計

養殖業の生産性向上や気候変

動への対応に向け以下の取組を

実施

・ＡＩ搭載自動給餌機の検証試

験・成果まとめ

・水路等を利用した発電装置及

び飼育環境コントロールシステムの

検証試験

・水循環スマート飼育システムの

設置

養殖業の生産性向上や気候変

動への対応に向け以下の取組を

実施

・ＡＩ搭載自動給餌機の養殖業

者への普及

・水路等を利用した発電装置の

養殖業者への普及

・飼育環境コントロールシステムの

新たな場所での設計

・ 水循環スマート飼育システムの

設置及び検証試験

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト スマート計量システム導入支援 再掲 - - -
スマート計量システムの導入・追

加カスタマイズ、選別機等周辺機

器との連携

スマート計量システムの導入・追

加カスタマイズ、選別機等周辺機

器との連携

スマート計量システムの導入・追

加カスタマイズ、選別機等周辺機

器との連携

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト 地域産業デジタル化支援 19自治体支援
30自治体程度支援（都内全区

市町村支援完了）
23自治体支援 30自治体程度支援  30自治体程度支援 30自治体程度支援

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト 観光事業者のデジタル化支援 再掲
観光事業者のデジタル化を図る取

組の費用を補助

観光事業者のデジタル化を図る取

組の費用を補助

観光事業者のデジタル化を図る取

組の費用を補助

観光事業者のデジタル化を図る取

組の費用を補助

観光事業者のデジタル化を図る取

組の費用を補助

観光事業者のデジタル化を図る取

組の費用を補助

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト 旅行事業者のＤＸ支援 再掲

旅行事業者のデジタル化を促進

するため専門家を活用した事業計

画の策定支援や取組費用の補助

を実施

旅行事業者のデジタル化を促進

するため専門家を活用した事業計

画の策定支援や取組費用の補助

を実施

旅行事業者のデジタル化を促進

するため専門家を活用した事業計

画の策定支援や取組費用の補助

を実施

旅行事業者のデジタル化を図る取

組の費用の支援を実施

旅行事業者のデジタル化を図る取

組の費用の支援を実施

旅行事業者のデジタル化を図る取

組の費用の支援を実施

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト アドバイザーを活用した観光事業者支援 再掲

アドバイザーなど外部の専門家から

助言を受けて行う新たな取組や事

業の展開に要する経費の支援を

実施

アドバイザーなど外部の専門家から

助言を受けて行う新たな取組や事

業の展開に要する経費を補助

アドバイザーなど外部の専門家から

助言を受けて行う新たな取組や事

業の展開に要する経費の支援を

実施

アドバイザーなど外部の専門家から

助言を受けて行う新たな取組や事

業の展開に要する経費を補助

アドバイザーなど外部の専門家から

助言を受けて行う新たな取組や事

業の展開に要する経費を補助

アドバイザーなど外部の専門家から

助言を受けて行う新たな取組や事

業の展開に要する経費を補助
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト 観光関連データの選別・取得・活用支援 再掲 -

観光関連事業者等のグループに

対してデータの収集、活用等につ

いて一体的なサポートを実施する

ことにより、集客等の課題解決に

向けた取組を支援

市又は観光協会が中心となった

観光関連事業者のグループに対し

て、データの収集、活用等について

一体的なサポートを実施することに

より、集客等の課題解決に向けた

取組を伴走支援 　採択３件

行政又は観光協会が中心となっ

た観光関連事業者等のグループ

に対して、データの収集、活用等

について一体的なサポートを実施

することにより、集客等の課題解

決に向けた取組を伴走支援 　採

択３件

行政又は観光協会が中心となっ

た観光関連事業者等のグループ

に対して、データの収集、活用等

について一体的なサポートを実施

することにより、集客等の課題解

決に向けた取組を伴走支援 　採

択３件

行政又は観光協会が中心となっ

た観光関連事業者等のグループ

に対して、データの収集、活用等

について一体的なサポートを実施

することにより、集客等の課題解

決に向けた取組を伴走支援 　採

択３件

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト メタバースを活用したＭＩＣＥ誘致促進 再掲 -

ＭＩＣＥ開催時のバーチャル会

議場としてメタバース空間を構築、

運用

ＭＩＣＥ開催時のバーチャル会

議場としてメタバース空間を構築、

運用

バーチャル会議場の運用、コンテン

ツ制作

バーチャル会議場の運用、コンテン

ツ制作

バーチャル会議場の運用、コンテン

ツ制作

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト メタバースを活用した観光ＰＲ 再掲 -

メタバース空間を活用し、体験型

ゲームやイベント等による観光Ｐ

Ｒを実施

メタバース空間を活用し、体験型

ゲームやイベント等による観光Ｐ

Ｒを実施

メタバース空間を活用し、体験型

ゲームやイベント等による観光Ｐ

Ｒを実施

メタバース空間を活用し、体験型

ゲームやイベント等による観光Ｐ

Ｒを実施

メタバース空間を活用し、体験型

ゲームやイベント等による観光Ｐ

Ｒを実施

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト ドローンを活用したアクセシブル・ツーリズム 再掲

障害者・高齢者等がドローンを遠

隔操作することでテレビ画面等を

通じて都内観光を楽しむことができ

るモニターツアーを実施・検証、シ

ンポジウム等を通じて旅行業者等

に情報発信

障害者・高齢者等がドローンを遠

隔操作することでテレビ画面等を

通じて都内観光を楽しむことができ

るモニターツアーを実施・検証

シンポジウム等を通じて旅行業者

等に情報発信

障害者・高齢者等がドローンを遠

隔操作することでテレビ画面等を

通じて都内観光を楽しむことができ

るモニターツアーを実施・検証

シンポジウム等を通じて旅行業者

等に情報発信

ドローンを活用し、障害者・高齢

者などを含む誰もが都内観光を楽

しむことができる旅行商品の造成

等に係る経費を支援　 採択10

件

ドローンを活用したツアーに関して

旅行事業者に情報発信

ドローンを活用し、障害者・高齢

者などを含む誰もが都内観光を楽

しむことができる旅行商品の造成

等に係る経費を支援　 採択10

件

ドローンを活用したツアーに関して

旅行事業者に情報発信

ドローンを活用し、障害者・高齢

者などを含む誰もが都内観光を楽

しむことができる旅行商品の造成

等に係る経費を支援　 採択10

件

ドローンを活用したツアーに関して

旅行事業者に情報発信

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト 観光デジタルマップ 再掲

新宿エリアにおけるデジタルマップ作

成・コンテンツ更新、オープンデータ

化・セミナー開催による情報発信

補助事業等により導入を支援
補助事業等により導入を支援

（2023年度終了）
- - -

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト 訪都旅行者の動向把握・分析 再掲

パラメータ調査及びモバイルデータ

を活用した調査の分析、分析結

果を観光施策へ反映

パラメータ調査及びモバイルデータ

を活用した調査の分析、分析結

果を観光施策へ反映

パラメータ調査及びモバイルデータ

を活用した調査の分析、分析結

果を観光施策へ反映

パラメータ調査及びモバイルデータ

を活用した調査の分析、分析結

果を観光施策へ反映

パラメータ調査及びモバイルデータ

を活用した調査の分析、分析結

果を観光施策へ反映

パラメータ調査及びモバイルデータ

を活用した調査の分析、分析結

果を観光施策へ反映

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト
既存の統計調査をダッシュボード化したＷｅｂサイトの

構築・運営
再掲

東京都観光データカタログの構築

により都内各地域や団体が行う

マーケティング活動を支援

東京都観光データカタログの運営

により都内各地域や団体が行う

マーケティング活動を支援

東京都観光データカタログの運営

により都内各地域や団体が行う

マーケティング活動を支援すると共

に、都民が観光統計データに触れ

る機会を創出

東京都観光データカタログの運営

により都内各地域や団体が行う

マーケティング活動を支援

東京都観光データカタログの運営

により都内各地域や団体が行う

マーケティング活動を支援

東京都観光データカタログの運営

により都内各地域や団体が行う

マーケティング活動を支援

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト 旅行事業者デジタルツール導入支援 再掲 - - -
旅行事業者が行うデジタル技術を

活用した取組を支援

旅行事業者が行うデジタル技術を

活用した取組を支援

旅行事業者が行うデジタル技術を

活用した取組を支援

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト 観光データマーケティング 再掲 - - -

・各種調査や事業で収集したデー

タを集約し、国や旅行者の属性な

どによるニーズを分析するデータ

マーケティングプラットフォーム

（DMP）の構築

・分析結果に基づき市場毎のペル

ソナ（旅行者像）を選定

・各種調査や事業で収集したデー

タを集約し、国や旅行者の属性な

どによるニーズを分析するDMPの

管理・運営

・設定したペルソナ（旅行者像）

をもとに、国・地域などきめ細かく最

適な広告を展開するとともに、広

告パフォーマンスを含めたデータ分

析を実施

・各種調査や事業で収集したデー

タを集約し、国や旅行者の属性な

どによるニーズを分析するDMPの

管理・運営

・設定したペルソナ（旅行者像）

をもとに、国・地域などきめ細かく最

適な広告を展開するとともに、広

告パフォーマンスを含めたデータ分

析を実施

・都内の自治体などに対するDMP

の活用推進
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト AI等先端技術を活用した受入環境高度化支援 再掲 - - -

エリア単位で複数の観光関連事

業者が連携し、AI等先端技術を

活用した観光地の面的な高付加

価値化を図る取組に係る経費を

支援　採択３件

他エリアへの展開を見据え情報発

信

エリア単位で複数の観光関連事

業者が連携し、AI等先端技術を

活用した観光地の面的な高付加

価値化を図る取組に係る経費を

支援　採択３件

他エリアへの展開を見据え情報発

信

エリア単位で複数の観光関連事

業者が連携し、AI等先端技術を

活用した観光地の面的な高付加

価値化を図る取組に係る経費を

支援　採択３件

他エリアへの展開を見据え情報発

信

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト ユニバーサルコミュニケーションの促進 再掲 - -

・最新技術の調査・発掘を行うと

ともに、民間事業者などと連携し、

様々な機会を捉えて技術の実証

を実施

・国際手話人材を育成

・スタートアップ企業との連携や、

都有施設の窓口などにおける機器

導入等を通じ、技術の開発や社

会への普及を促進

・国際手話人材を育成

・競技会場等で、デジタル技術を

活用するとともに、大会を通じて東

京の先進技術を国内外に発信

・国際手話人材を活用

-

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト 東京マラソン・東京レガシーハーフマラソンの開催 再掲

東京マラソン・東京レガシーハーフ

マラソンの開催、リアルとバーチャル

でのEXPOの開催

東京マラソン・東京レガシーハーフ

マラソンの開催、リアルとバーチャル

でのEXPOの開催

東京マラソン・東京レガシーハーフ

マラソンの開催、リアルとバーチャル

でのEXPO等の開催

・東京マラソン・東京レガシーハーフ

マラソンの開催、リアルとバーチャル

でのEXPO等の開催

・東京レガシーハーフマラソンの開

催にあわせて、誰もがスポーツを楽

しめるイベント「TOKYO

SPORTS LEGACY FES」を開

催

東京マラソン・東京レガシーハーフ

マラソンの開催、リアルとバーチャル

でのEXPO等の開催、TOKYO

SPORTS LEGACY FESの開催

東京マラソン・東京レガシーハーフ

マラソンの開催、リアルとバーチャル

でのEXPO等の開催、TOKYO

SPORTS LEGACY FESの開催

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト 空襲資料のデジタル化 再掲 デジタル化に係る調査を実施 デジタル化・活用に向けた検討

資料のデジタル化に着手

空襲資料展で証言映像をはじめ

とした資料を一部公開

デジタル化・活用に向けた検討 デジタル化・活用に向けた検討 デジタル化・活用に向けた検討

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト 自然環境デジタルミュージアム構想 再掲

・デジタルミュージアム構想検討調

査

・デジタル活用コンテンツ作成・発

信

・ミュージアム構築に向けた検討・

調整

・デジタル活用コンテンツ作成・発

信

・ミュージアム基本構想の取りまと

め

・デジタル活用コンテンツ作成・発

信

・ミュージアム構築に向けた検討・

調整

・デジタル活用コンテンツ作成・発

信

・ミュージアム構築に向けた検討・

調整

・デジタル活用コンテンツ作成・発

信

・ミュージアム構築に向けた検討・

調整

・デジタル活用コンテンツ作成・発

信

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト
ＤＸを活用した都民参加型生きもの情報収集蓄積プロ

ジェクト
再掲 - インベントリ策定調査

・インベントリ策定調査

・都民参加型調査開始

・インベントリ策定調査

・都民参加型調査

・インベントリ策定調査

・都民参加型調査

・インベントリ策定調査

・都民参加型調査

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト デジタル技術を活用した租税教育 -
子供の税に関する理解の向上を

図るコンテンツ製作・HP掲載

・子供の税に関する理解の向上を

図るコンテンツ製作

・HP掲載

・ポスター、チラシ配布

・インターネット広告
各種広報 各種広報

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト 利島・御蔵島情報通信基盤改修工事

利島、御蔵島における海底ケーブ

ル陸揚部の対策工法の検討及び

設計

利島、御蔵島における強靭化対

策工事の実施

利島、御蔵島における強靭化対

策工事の実施

利島、御蔵島における強靭化対

策工事の実施

御蔵島における強靭化対策工事

の実施
-

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト 衛星通信活用事業 -
通信困難地域での衛星通信の検

証

通信困難地域での衛星通信の検

証

通信困難地域での衛星通信の検

証 、検証結果を踏まえた検討
- -

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト 衛星通信活用ユースケースの創出 - - -

通信困難地域で衛星通信を用

い、スマート行政サービス等で検証

（今後の衛星通信の活用の方向

性については有識者等の意見を

踏まえて検討）

通信困難地域で衛星通信を用

い、スマート行政サービス等で検証

、検証結果を踏まえた検討
-
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト デジタル・ビジネススキル習得支援事業

オフィスソフトの操作やプログラミン

グ言語を使用しないプログラム開

発手法等を学べる講習を提供

（２週間コース14回、１か月コー

ス26回）

２週間コース　14回提供

１か月コース　26回提供

オフィスソフトの操作やプログラミン

グ言語を使用しないプログラム開

発手法等を学べる講習を提供

（２週間コース14回、１か月コー

ス26回）

２週間コース　14回提供

１か月コース　26回提供

２週間コース　14回提供

１か月コース　26回提供

２週間コース　14回提供

１か月コース　26回提供

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト 体験活動の充実（公立学校分） 再掲 -

協働型の体験や共生社会に資す

る体験、芸術文化に触れる体験

など、多様な体験活動の機会を

学校に提供

協働型の体験や共生社会に資す

る体験、芸術文化に触れる体験

など、多様な体験活動の機会を

学校に提供

継続実施 事業検討 事業検討

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト スキルアップ講座の実施 再掲 -

普通科高校において「スキルアップ

推進校」の指定制度を創設し、民

間事業者を活用してスキルアップ

講座を実施（15校）

普通科高校において「スキルアップ

推進校」の指定制度を創設し、民

間事業者を活用してスキルアップ

講座を実施（15校）

スキルアップ講座の実施（15

校）

スキルアップ講座の実施（15

校）

スキルアップ講座の実施（15

校）

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト こどもDXの推進 - -

子育て支援制度レジストリ構築

（先行自治体）、

保育施設レジストリ構築に着手

（先行自治体）

都内自治体の制度レジストリ完

成・オープンデータ化、申請データ

の標準化・保活ワンストップシステ

ム開発・サービス先行実施

プッシュ通知サービス開始・機能改

善、保活ワンストップの利用者の

意見を踏まえた改善・対象拡大

プッシュ通知サービス開始・機能改

善、更なる対象拡大

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト 障害者への配慮・支援にかかるスマートサービス推進 - - -
アプリを活用したスマートサービス等

デジタル技術を通じて、障害者の

活動をサポートする仕組みを構築
- -

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト 障害者の生活応援情報発信 再掲 - - -

障害当事者や支援者が有する

「生活の知恵」や「困りごとを乗り

越える工夫」をAIチャットボットにて

情報発信

障害当事者や支援者が有する

「生活の知恵」や「困りごとを乗り

越える工夫」をAIチャットボットにて

情報発信

障害当事者や支援者が有する

「生活の知恵」や「困りごとを乗り

越える工夫」をAIチャットボットにて

情報発信

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト
GISを活用した用地取得の進捗状況を示した図面等の

デジタル化
再掲 - - 要件定義 設計・構築 運用 運用

10-1 TOKYO Data Highwayプロジェクト 用地事務支援システムの構築 再掲 - - 現状分析 基本構想及び要件定義 要件定義 設計・構築

10-2 データを活用した社会実装早期実現プロジェクト 地域における再エネシェアリング 再掲

南大沢地区に導入した再エネ由

来水素設備、太陽光発電設備、

蓄電池、ＥＶなどの最適運転の

実施

事業拠点間におけるシェアリングの

検証

事業拠点間におけるシェアリングの

検証
社会実装に向けた検討 - -

10-2 データを活用した社会実装早期実現プロジェクト 都有施設におけるＶＰＰの構築 再掲

VPPモデルの構築に向けた東電と

の覚書締結

都有施設におけるVPPのあり方、

導入可能性の調査を実施

・設計・設備導入、システム構築

開始

・一部施設で先行実施

・設計・設備導入

・システム構築開始

・設備導入

・システム構築

・一部施設で先行実施

VPPモデルの構築エリアで運用開

始
VPPモデルの構築エリアで運用

10-2 データを活用した社会実装早期実現プロジェクト 南大沢地区における先端技術を活用したまちづくり 再掲

南大沢スマートシティ実施計画

（深度化・まとめ）、社会実装に

向けた取組等を展開

社会実装に向けた取組及び実装

の順次開始

南大沢スマートシティ実施計画

（深度化・まとめ）の公表、社会

実装に向けた取組及び実装の順

次開始

社会実装に向けた取組及び実装

の順次開始

社会実装に向けた取組及び実装

の順次開始

社会実装に向けた取組及び実装

の順次開始

10-2 データを活用した社会実装早期実現プロジェクト 庁舎警備におけるデジタル技術活用
・警備ロボット試行導入

・画像認識システム要件定義等

・警備ロボット本格導入に向けた

契約締結

・画像認識技術の活用

・警備ロボット本格導入に向けた

契約締結

・画像認識技術の活用

・警備ロボット本格導入

・画像認識技術の活用

・警備ロボット運用

・画像認識技術の活用

・警備ロボット運用

・画像認識技術の活用
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

10-2 データを活用した社会実装早期実現プロジェクト 次世代モビリティの社会実装に向けた取組 - - -

・自動運転レベル４の社会実装を

促進するため、事業者等が実施

する自動運転の社会受容性の向

上に向けた取組を支援

・空飛ぶクルマの都内における実

装に向け民間事業者等との意見

交換を実施するなど、離着陸場

整備等について検討を実施

・自動運転レベル４の社会実装を

促進するため、事業者等が実施

する自動運転の社会受容性の向

上に向けた取組を支援

・空飛ぶクルマの都内における実

装に向け民間事業者等との意見

交換を実施するなど、離着陸場

整備等について検討を実施

・空飛ぶクルマの都内における実

装に向け民間事業者等との意見

交換を実施するなど、離着陸場

整備等について検討を実施

10-2 データを活用した社会実装早期実現プロジェクト 自動運転 再掲
ベイエリアにおける自動運転の社

会実装促進

ベイエリアにおける自動運転の社

会実装促進

ベイエリアにおける自動運転の社

会実装促進

ベイエリアにおける自動運転の社

会実装促進

ベイエリアにおける自動運転の社

会実装促進

ベイエリアにおける自動運転の社

会実装促進

10-2 データを活用した社会実装早期実現プロジェクト 観光型ＭａａＳ 再掲

観光型ＭａａＳの社会実装に

向けた実証実験を青梅市・奥多

摩町にて実施、助成による社会

実装支援

助成による観光型ＭａａＳの社

会実装支援

助成による観光型ＭａａＳの社

会実装支援

助成による観光型ＭａａＳの社

会実装支援

（2024年度終了）
- -

10-2 データを活用した社会実装早期実現プロジェクト 普及促進の取組
都内のキャッシュレス決済比率を

調査

都のキャッシュレス推進施策のあり

方を検討・具体化

キャッシュレス決済比率

(2023年時点)57.6％

都のキャッシュレス推進施策のあり

方を検討・具体化

都のキャッシュレス推進施策のあり

方を検討・具体化

都のキャッシュレス推進施策のあり

方を検討・具体化

10-2 データを活用した社会実装早期実現プロジェクト スマートサービスの実装 第1期開始(４件実装) 第2期開始(3年間で60件）

第１期継続実施、第2期開始

（それぞれ３年間で累計60件実

装）

第１期で累計60件実装、第２

期継続実施、第３期開始

第１期・第２期で累計120件実

装 、第３期継続実施

第１期～第３期で累計180件

実装

10-2 データを活用した社会実装早期実現プロジェクト 地域主体の街のスマート化の取組の支援 再掲
地域主体の街のスマート化の取組

支援（4件）

地域主体の街のスマート化 の取

組支援（継続３件）、地域主

体の街のスマート化の取組支援

（新規３件）

地域主体の街のスマート化 の取

組支援（継続３件、新規３

件）

地域主体の街のスマート化 の取

組支援（継続６件、新規３

件）

地域主体の街のスマート化 の取

組支援（継続５件）

地域主体の街のスマート化 の取

組支援（継続３件）

10-2 データを活用した社会実装早期実現プロジェクト スマートシティの国内外発信 -

東京のスマートシティの国内外プレ

ゼンス向上に向け、イベントの開催

及び参加を実施

東京のスマートシティの国内外プレ

ゼンス向上に向け、国内イベント

「Smart City x Tokyo」を開催

するとともに、国外イベント

「Smart City Expo World

Congress」へ参加

東京のスマートシティの国内外プレ

ゼンス向上に向け、イベントの開催

及び参加を実施

東京のスマートシティの国内外プレ

ゼンス向上に向け、イベントの開催

及び参加を実施

東京のスマートシティの国内外プレ

ゼンス向上に向け、イベントの開催

及び参加を実施

10-2 データを活用した社会実装早期実現プロジェクト ＳＴＥＭ教育（ＡＩリテラシー教育） 再掲
都立大の全学生にＳＴＥＭ教

育を展開

都立大の全学生にＳＴＥＭ教

育を展開

都立大の全学生にＳＴＥＭ教

育を展開

都立大の全学生にＳＴＥＭ教

育を展開

都立大の全学生にＳＴＥＭ教

育を展開

都立大の全学生にＳＴＥＭ教

育を展開

10-2 データを活用した社会実装早期実現プロジェクト
データサイエンス副専攻プログラム（応用基礎）・データ

サイエンスプログラム（社会人向け）
再掲

副専攻プログラムの実施

（2022.4月より基礎科目・応用

科目を開講）・社会人が受講可

能な授業の実施（科目等履修

制度により提供）

副専攻プログラムの実施（実践

科目（PBL）含めた全科目開

講）・社会人向けプログラムの新

規開講

副専攻プログラムの実施（実践

科目（PBL）含めた全科目開

講）・社会人向けプログラムの新

規開講

副専攻プログラムの実施・社会人

向けプログラムの実施

副専攻プログラムの実施・社会人

向けプログラムの実施

副専攻プログラムの実施・社会人

向けプログラムの実施

10-2 データを活用した社会実装早期実現プロジェクト 大学院における教育プログラム 再掲
都立大大学院で高度なＡＩスキ

ルを学べるプログラムの検討・準備
プログラムの検討・準備

都立大大学院で高度なＡＩスキ

ルを学べるプログラムの検討・準備
プログラムの検討・準備 プログラムの検討・準備 プログラムの検討・準備
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

10-2 データを活用した社会実装早期実現プロジェクト ３Ｄデジタルマップの作成 再掲

点群データ取得（区部市街地全

域）

３Ｄ都市モデル整備（都市再生

緊急整備地域）

点群データ取得（区部市街地全

域）

３Ｄ都市モデル整備（都市再生

緊急整備地域）

３D都市モデル整備（都市再生

緊急整備地域を除く23区内、多

摩部）

・点群データ取得（区部市街地

全域）

・３Ｄ都市モデル整備（区部・多

摩部）

３Ｄ都市モデル整備（島しょ

部）
３Ｄ都市モデル一部更新 3Ｄ都市モデル一部更新

10-3 デジタルツイン実現プロジェクト 東京データプラットフォームの構築

TDPFのデータ連携基盤にかかる

要件定義書の策定

東京データプラットフォームデータ連

携基盤構築、データ整備事業開

始

東京データプラットフォームデータ稼

働、人流等の広域データや、都市

OS等の地域密着データ等を連携

防災、観光、エネルギー、交通

等、社会課題の解決につながる官

民のデータ連携を促進

国が進める分野間データ連携基

盤との連携含め、様々な分野の

官民データも順次拡充

国が進める分野間データ連携基

盤との連携含め、様々な分野の

官民データも順次拡充

10-3 デジタルツイン実現プロジェクト 東京データプラットフォームを活用したサービス

ケーススタディとなるモデルプロジェク

トを３件実施

①トイレ設備情報をベースにリアル

タイムの混雑情報等を付加した施

設系データの集約

②TDPFと自治体のデータ連携基

盤（都市OS）間の災害時の施

設データ連携

③防災データの利活用による災害

時の多言語情報提供

東京データプラットフォームのシステ

ムやサービスを活用したプロジェクト

を年３件実施、成功事例を創

出、プラットフォームの本格運用に

伴い、民間事業者等による様々

なデータ利活用サービスにつなげる

ケーススタディとなるモデルプロジェク

トを５件実施

①東京都産野菜の出荷情報や

生産者情報等のデータを整備し、

消費者・流通事業者・物流事業

者に対して各種情報を提供

②災害時・緊急時に役立つオープ

ンデータについて、各施設の多言

語翻訳や緯度・経度の座標を付

与し、マップ上で見える化

③高齢者の外出に関するニーズを

分析・データ化し、各種高齢者向

けサービスへの活用を検討

④各種官民データを活用し、まち

の新たな魅力を発掘・創出すると

ともに、人流の増加、回遊を促進

⑤複数区で連携し、各種統計

データをもとにした検討を地域内

事業者とともに行うことで、効果

的・持続的な周遊を促進

公共性の高い分野を中心としたコ

ミュニティ形成やデータの可視化等

により、サービスの創出を支援

公共性の高い分野を中心としたコ

ミュニティ形成やデータの可視化等

により、サービスの創出を支援

公共性の高い分野を中心としたコ

ミュニティ形成やデータの可視化等

により、サービスの創出を支援

10-3 デジタルツイン実現プロジェクト ３Ｄデジタルマップの作成

点群データ取得（区部市街地全

域）

３Ｄ都市モデル整備（都市再生

緊急整備地域）

点群データ取得（区部市街地全

域）

３Ｄ都市モデル整備（都市再生

緊急整備地域）

３D都市モデル整備（都市再生

緊急整備地域を除く23区内、多

摩部）

・点群データ取得（区部市街地

全域）

・３Ｄ都市モデル整備（区部・多

摩部）

３Ｄ都市モデル整備（島しょ

部）
３Ｄ都市モデル一部更新 3Ｄ都市モデル一部更新

10-4 都庁デジタルガバメントプロジェクト
「東京デジタルファースト推進計画」に基づく行政手続の

デジタル化

約14,700プロセス／28,000プロ

セスのオンライン化完了（約

51%）

都民や事業者等と接点のある都

の手続の70 ％をオンライン化

約22,200プロセス／28,000プロ

セスのオンライン化完了（約

79%）

都民や事業者等と接点のある都

の手続の 100% オンライン化に

向け取組を継続

都民や事業者等と接点のある都

の手続の 100% オンライン化に

向け取組を継続

都民や事業者等と接点のある都

の手続の100%をオンライン化
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

10-4 都庁デジタルガバメントプロジェクト
東京都デジタルサービスの開発・運用に係る行動指針の

普及
-

・デジタル１０か条の普及浸透

・技術ガイドラインのブラッシュアッ

プ、普及浸透

・全庁職員向けの広報や研修に

よるデジタル10か条の浸透・定着

の取組の実施

・技術ガイドラインのブラッシュアッ

プ、普及浸透に向けたeラーニン

グ、ワークショップの実施

・デジタル１０か条の普及浸透

・技術ガイドラインのブラッシュアッ

プ、普及浸透

・デジタル１０か条の普及浸透

・技術ガイドラインのブラッシュアッ

プ、普及浸透

・デジタル１０か条の普及浸透

・技術ガイドラインのブラッシュアッ

プ、普及浸透

10-4 都庁デジタルガバメントプロジェクト 税務基幹システムの再構築
システムの再構築（調達・基本設

計）

システムの再構築（設計・開発・

試験）
システムの再構築（設計・開発）

システムの再構築（設計・開発・

試験）
システムの再構築（開発・試験）

・システムの再構築（開発・試

験）

・新システム稼働

10-4 都庁デジタルガバメントプロジェクト 都税等のキャッシュレス化
・スマートフォン決済アプリ１社追

加

・年間を通じたキャッシュレス納税

のPR

・都税スマートフォン決済アプリの

追加

・手数料キャッシュレス決済の導入

・都税スマートフォン決済アプリの

追加（楽天ペイ）

・キャッシュレス納税PRイベントの

実施

・手数料キャッシュレス決済機能の

全所導入

・キャッシュレス納税PRイベントの

実施

・キャッシュレス納税推進に向けた

戦略的広報の実施

・車両継続検査実施可否判断シ

ステムの導入

QOS向上に向けた更なる取組を

検討

QOS向上に向けた更なる取組を

検討

10-4 都庁デジタルガバメントプロジェクト 私立高等学校等就学支援金の申請手続等の電子化

申請者の利便性の向上と学校関

係者の業務効率化を図るため、

私立高等学校等就学支援金の

申請手続等の電子化を推進

電子申請開始・運用

申請者の利便性の向上と学校関

係者の業務効率化を図るため、

私立高等学校等就学支援金の

申請手続等の電子申請を開始・

運用

システムを運用 システムを運用 -

10-4 都庁デジタルガバメントプロジェクト 不動産業に係る手続のデジタル化

宅地建物取引業関係手続のオン

ライン化推進、不動産鑑定業・不

動産特定共同事業の手続オンラ

イン化推進、手数料のキャッシュレ

ス化推進

宅地建物取引業関係手続のオン

ライン化推進、不動産鑑定業・不

動産特定共同事業の手続オンラ

イン化推進、手数料のキャッシュレ

ス化推進

宅地建物取引業関係手続のオン

ライン化推進、不動産鑑定業・不

動産特定共同事業の手続オンラ

イン化推進、手数料のキャッシュレ

ス化推進

宅地建物取引業関係手続のオン

ライン化推進、不動産鑑定業・不

動産特定共同事業の手続オンラ

イン化推進、手数料のキャッシュレ

ス化推進

宅地建物取引業関係手続のオン

ライン化推進、不動産鑑定業・不

動産特定共同事業の手続オンラ

イン化推進、手数料のキャッシュレ

ス化推進

宅地建物取引業関係手続のオン

ライン化推進、不動産鑑定業・不

動産特定共同事業の手続オンラ

イン化推進、手数料のキャッシュレ

ス化推進

10-4 都庁デジタルガバメントプロジェクト 都営住宅関連手続きのDX推進 基本構想の策定
システム調達準備

（要件定義、入札）

システム調達準備（要件定義、

入札）

システム開発開始（基本設計

等）

開発継続（詳細設計、ユーザー

テスト等）
開発完了、新システム運用開始

10-4 都庁デジタルガバメントプロジェクト 土壌汚染対策関連の届出・審査・情報公開のDX事業
・システム設計・開発、一部機能

の提供

・システム設計・開発、一部機能

の提供

・システム設計・開発、一部機能

の提供

・システム設計・開発、一部機能

の提供
・全機能公開、運用・保守 ・運用・保守

10-4 都庁デジタルガバメントプロジェクト 建築行政手続等のデジタル化の推進

・屋外広告物管理システム：シス

テム設計

・建築確認等：システム開発

・定期報告：システム開発

・建築計画概要書の閲覧等：シ

ステム開発

・建設業許可等：システム開発

（国）

・屋外広告物管理システム：シス

テム開発・テスト、運用開始、条

例改正

・建築確認等：電子申請受付

開始

・定期報告：電子申請受付開

始（一部実施）

・建築計画概要書の閲覧等：電

子閲覧等開始

・建設業許可等：電子申請受

付開始

・屋外広告物管理システム：シス

テム開発、運用開始

・建築確認等：運用開始

・定期報告：電子申請受付開

始（一部実施）

・建築計画概要書の閲覧等：電

子閲覧等開始

・建設業許可等：運用開始

・屋外広告物管理システム：導

入を希望する区市町との共同利

用の推進

・定期報告：電子申請受付開

始（全面実施）

・開発許可区域図等の電子化・

インターネット公開化：盛土規制

法に基づく許可情報等の登載

・屋外広告物管理システム：区

市町での運用開始（拡大）

・屋外広告物管理システム：区

市町での運用開始（拡大）
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

10-4 都庁デジタルガバメントプロジェクト デジタルデバイドの是正 再掲

・高齢者向けスマートフォン利用普

及啓発事業の実施：参加者数

約16,000人

・区市町村・地域コミュニティとの

連携モデル事業の実施：７自治

体と連携し、「デジタルデバイド是

正に向けた共助体制形成ガイドラ

イン」策定

・TOKYOスマホサポーター制度の

開始 ：1月より一般募集開始

高齢者向けスマートフォン利用普

及啓発事業の推進、区市町村・

地域コミュニティとの連携モデル事

業の推進、TOKYOスマホサポー

ター制度の推進

・高齢者向けスマートフォン利用普

及啓発事業を通じて、スマホ体験

会と相談会を実施

・区市町村・地域コミュニティとの

連携モデル事業の実施：８団体

と連携し、「デジタルデバイド是正

に向けた共助体制形成ガイドライ

ン」をブラッシュアップ

・TOKYOスマホサポーター制度に

おいて、スマホサポーターを育成

高齢者向けスマートフォン利用普

及啓発事業の推進、TOKYOスマ

ホサポーター制度の推進、高齢者

QOL向上のためのデジタル活用支

援補助事業を推進

高齢者向けスマートフォン利用普

及啓発事業の推進、TOKYOスマ

ホサポーター制度の推進 、スマー

トフォン利用状況結果を踏まえた

検討、高齢者QOL向上のための

デジタル活用支援補助事業を推

進

高齢者向けスマートフォン利用普

及啓発事業の推進、TOKYOスマ

ホサポーター制度の推進 、スマー

トフォン利用状況結果を踏まえた

検討結果を基に、デジタルデバイド

是正事業の推進

10-4 都庁デジタルガバメントプロジェクト 東京港港湾情報システムによる申請手続のオンライン化 システム調査に向けた検討調整 システム調査に向けた検討調整 システム調査に向けた検討調整 システム調査 システム改修設計、改修 -

10-4 都庁デジタルガバメントプロジェクト 看護専門学校インターネット出願受付システム

都立看護専門学校入学試験の

業務効率化や利便性の向上等、

DXを推進するため、インターネット

出願の導入に向けた、システムの

調査設計を実施

出願受付システムについて開発設

計を実施

都立看護専門学校入学試験の

業務効率化や利便性の向上等、

DXを推進するため、インターネット

出願の導入に向けた、システムの

設計開発を実施

出願受付システムの本格運用の

開始等

出願受付システムの活用等、取

組を推進

出願受付システムの活用等、取

組を推進

10-4 都庁デジタルガバメントプロジェクト ライフウィズアート助成の実施 再掲

アーティストの活動領域を広げる

基盤整備を進めることで、芸術文

化に携わる人材を増やし、好循環

を生み出すことを目指す事業への

助成を実施

助成を公募・採択

アーティストの活動領域を広げる

基盤整備を進めることで、芸術文

化に携わる人材を増やし、好循環

を生み出すことを目指す事業への

助成を実施

助成を公募・採択 助成を公募・採択 助成を公募・採択

10-4 都庁デジタルガバメントプロジェクト 審査等手続のハイブリッド化プロジェクト
情報収集・検討・分析

 審査等手続の一部オンライン化
継続

審査等手続の一部オンライン化完

了
継続 継続 -

10-4 都庁デジタルガバメントプロジェクト 東京みなとＤＸの推進 - システム設計 システム設計 システム設計・構築 システム構築・運用 システム運用

10-4 都庁デジタルガバメントプロジェクト
障害福祉サービス事業者に対する指定申請受付等業

務のデジタル化
-

・福祉保健財団へ指定事務に係

る各種申請の受付・審査を委託

・事業者への運営指導の強化

・指定事務への新システム導入に

向けたアセスメント・要件定義

・福祉保健財団へ指定事務に係

る各種申請の受付・審査を委託

・事業者への運営指導の強化

・指定事務への新システム導入に

向けたアセスメント・要件定義

・福祉保健財団において指定事

務に係る各種申請の受付・審査

を実施

・事業者への運営指導の強化

・新システムの開発

・福祉保健財団において指定事

務に係る各種申請の受付・審査

を実施

・事業者への運営指導の強化

・新システムを運用開始し、事業

者からの各種申請を電子で受付

・事業者の事務負担の軽減による

利用者支援の充実

・福祉保健財団において指定事

務に係る各種申請の受付・審査

を実施

・事業者への運営指導の強化

・事業者からの各種申請を電子で

受付

・事業者の事務負担の軽減による

利用者支援の充実

10-4 都庁デジタルガバメントプロジェクト 精神科入院業務手続のDX化 再掲 - - -
・精神科病院の入院業務手続き

に係るシステム（仮称）の構築、

導入準備

・精神科病院の入院業務手続き

に係るシステム（仮称）の運用

・精神科病院の入院業務手続き

に係るシステム（仮称）の運用

10-4 都庁デジタルガバメントプロジェクト 食品衛生業務におけるDXの推進 - -
2024年度以降の計画および各

種委託契約形態についてコンサル

タントを交えて検討

電子申請におけるRPAプログラム

の試作版作成、有効性検証や監

視業務における先行モデルを改良

したアプリ構築・試行運用、都DB

との連携方法の検討等を実施

電子申請におけるRPAプログラム

の改良や監視業務における都DB

の改修・開発及び都DBとの連携

構築等を実施

継続実施
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

10-4 都庁デジタルガバメントプロジェクト
長期優良住宅建築等計画認定業務のオンライン化

（23区内１万㎡超、島しょ部）
ー ー

建築確認等手続きオンラインシス

テム運用開始

建築確認等手続きオンラインシス

テム運用

建築確認等手続きオンラインシス

テム運用

建築確認等手続きオンラインシス

テム運用

10-4 都庁デジタルガバメントプロジェクト 事業者情報の一元化（手続サクサクプロジェクト） - -

・データベースの構築に向けた要件

定義を開始

・一部事業において、申請時に同

意を得た事業者に係る基本情報

の収集を開始

・共通データベースの設計、開発

・事業者情報の収集、蓄積

・各局システムと連携の上、入力

のワンスオンリー実現

・事業者情報の収集、蓄積

・対象業務を拡大

・各局システムと連携の上、入力

のワンスオンリー実現

・事業者情報の収集、蓄積

・対象業務を拡大

10-4 都庁デジタルガバメントプロジェクト
都立４動物園、９庭園及び２植物園の入園料の支払

いにキャッシュレス決済導入
運用 運用 運用 運用 運用 運用

10-4 都庁デジタルガバメントプロジェクト
都立公園等の駐車場、自動販売機、売店等のキャッ

シュレス化

駐車場：運用、

スポーツ施設：システム再構築、

自動販売機・売店・レストラン：

順次導入・運用

駐車場：運用、

スポーツ施設：システム再構築・

新システム運用開始、

自動販売機・売店・レストラン：

順次導入・運用

駐車場：運用、

スポーツ施設：システム再構築・

新システム運用開始、

自動販売機・売店・レストラン：

順次導入・運用

駐車場：運用、

スポーツ施設：運用、

自動販売機・売店・レストラン：

運用

駐車場：運用、

スポーツ施設：運用、

自動販売機・売店・レストラン：

運用

駐車場：運用、

スポーツ施設：運用、

自動販売機・売店・レストラン：

運用

10-4 都庁デジタルガバメントプロジェクト 予約システム・キャッシュレス決済等の導入・対象拡大 再掲

（予約システム）東京アクアティク

スセンターで新たに運用開始

（キャッシュレス決済）運用

（予約システム）東京都パラス

ポーツトレーニングセンターで新たに

運用開始

（キャッシュレス決済）運用

（予約システム）東京都パラス

ポーツトレーニングセンターで新たに

運用開始

（キャッシュレス決済）運用

（予約システム）運用

（キャッシュレス決済）運用

（予約システム）東京辰巳アイス

アリーナ（仮称）で新たに運用開

始

（キャッシュレス決済）運用

（予約システム）運用

（キャッシュレス決済）運用

10-4 都庁デジタルガバメントプロジェクト 災害義援金のキャッシュレス化 仕様の検討
キャッシュレス化に向けた検証・導

入
キャッシュレス化に向けた検証 キャッシュレス化本格実施 キャッシュレス化本格実施 キャッシュレス化本格実施

10-4 都庁デジタルガバメントプロジェクト 水道事業におけるペーパーレス化、キャッシュレス化

・請求書の電子配信

（PayPay）配信件数：

292,063件

　東京都水道局アプリの導入によ

り請求書・検針票の電子配信を

実現

（令和４年10月～令和５年3

月で請求書197,945件、検針

票1,236,949件を電子で配

信）

・給水装置工事手数料等のキャッ

シュレスシステムの要件定義

・電子配信の拡大

・システム開発

【請求書、検針票の電子配信】

・請求書の電子配信件数の拡大

・検針票の電子配信件数の拡大

(令和５年４月～令和６年３月

で、請求書928,532件、検針票

7,915,710件を電子で配信)

【給水装置工事に関係する手続

きの電子化及び手数料等支払い

のキャッシュレス化】

・指定事業者更新手続等の電子

化

・キャッシュレス決済の導入に向け

たシステム改修の実施

【請求書、検針票の電子配信】

・請求書の電子配信件数の拡大

・検針票の電子配信の拡大

【給水装置工事に関係する手続

きの電子化及び手数料等支払い

のキャッシュレス化】

・運用開始予定

・運用後のエラー対応等の改修

【給水装置工事に関係する手続

きの電子化及び手数料等支払い

のキャッシュレス化】

・運用継続

・運用後のエラー対応等の改修

【給水装置工事に関係する手続

きの電子化及び手数料等支払い

のキャッシュレス化】

・運用継続

10-4 都庁デジタルガバメントプロジェクト オンラインによる都立高等学校等合同説明会の実施
オンラインと対面を組み合わせて相

談等を実施

オンラインと対面を組み合わせて相

談等を実施

オンラインと対面を組み合わせて相

談等を実施

オンラインと対面を組み合わせて相

談等を実施

オンラインと対面を組み合わせて相

談等を実施

オンラインと対面を組み合わせて相

談等を実施

10-4 都庁デジタルガバメントプロジェクト 昇任選考における申込手続のデジタル化 再掲 -
主任選考のシステム要件定義の

検討

主任選考のシステム要件定義の

検討

主任教諭選考のシステム要件定

義・開発

主任教諭選考のシステム運用開

始

他昇任選考のシステム要件定義

の検討開始

10-4 都庁デジタルガバメントプロジェクト 奨学金、授業料口座振替等の電子申請

就学支援金、学び直し支援金、

給付型奨学金電子申請試行運

用

就学支援金、学び直し支援金、

給付型奨学金、奨学のための給

付金電子申請運用開始、Web

口座振替受付サービス運用開始

就学支援金、学び直し支援金、

給付型奨学金、奨学のための給

付金電子申請運用開始

運用

授業料減免（多子世帯支援事

業含む）、就学支援金（家計急

変世帯への支援）、学び直し支

援金（家計急変世帯への支

援）等電子申請運用開始

運用
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

10-4 都庁デジタルガバメントプロジェクト 警察手数料等事務のキャッシュレス化と効率化の推進

・キャッシュレス決済端末及びPOS

レジ等

・本部所属等６所属・警察署

102署配備完了

運用
自動釣銭機の改修（新札対

応）
運用 運用 運用

10-4 都庁デジタルガバメントプロジェクト 遺失届・各種事業者による拾得物リストのオンライン化 再掲 運用・保守 運用・保守 運用・保守 運用・保守 運用・保守 運用・保守

10-4 都庁デジタルガバメントプロジェクト 免許手続等のオンライン化 再掲
免許更新手続や講習のオンライン

化に向けた検討

免許更新手続や講習のオンライン

化に向けた検討

・2024年１月、運転免許手続

予約システム運用開始

・講習のオンライン化に向けた検討

Web予約受付サービス、申請自

動受付機の導入

オンライン更新時講習の導入に向

けた検討
運用及び検証

10-4 都庁デジタルガバメントプロジェクト 認知機能検査Ｗｅｂ予約 再掲
認知機能検査Ｗｅｂ予約受付

サービス運用
Ｗｅｂ予約受付サービス運用

Ｗｅｂ予約受付サービス運用及

び検証、Ｗｅｂ予約率向上に向

けた各種対策の推進

Ｗｅｂ予約受付サービス運用及

び検証、Ｗｅｂ予約率向上に向

けた各種対策の推進

Ｗｅｂ予約受付サービス運用及

び検証、Ｗｅｂ予約率向上に向

けた各種対策の推進

Ｗｅｂ予約受付サービス運用及

び検証、Ｗｅｂ予約率向上に向

けた各種対策の推進

10-4 都庁デジタルガバメントプロジェクト ＡＩチャットボット

チャットボット共通基盤を活用し、

新たに16事業に導入、累計43

件を運用

新たに25事業に導入 新たに25事業に導入 新たに15事業に導入 各局との調整の上導入 各局との調整の上導入

10-4 都庁デジタルガバメントプロジェクト 金融機関への預貯金照会の電子化 ・対象金融機関増

・システムの安定的運用

・金融機関の参入に合わせて順

次拡大

・システムの安定的運用

・対象金融機関増

・システムの安定的運用

・金融機関の参入に合わせて順

次拡大

・システムの安定的運用

・金融機関の参入に合わせて順

次拡大

・システムの安定的運用

・金融機関の参入に合わせて順

次拡大

10-4 都庁デジタルガバメントプロジェクト 電子契約サービスの導入
電子契約サービスの構築・試行運

用
電子契約サービスの運用開始

電子契約サービスの段階的運用

の開始
電子契約サービスの運用 電子契約サービスの運用 電子契約サービスの運用

10-4 都庁デジタルガバメントプロジェクト 工事書類電子化環境整備

・電子化本格導入に向けた課題

の整理、対応策の検討、受注者

や関係機関との調整

・他施策との調整

・電子化本格導入に向けた課題

の整理、対応策の検討、受注者

や関係機関との調整

・他施策との調整

電子化本格導入に向けた課題の

整理、対応策の検討、関係機

関・他施策との調整

電子化本格導入に向けた調整 電子化本格導入に向けた調整 他施策との調整

10-4 都庁デジタルガバメントプロジェクト ５つのレス徹底推進

電子署名を活用した電子契約試

行導入、PDF編集機能・簡易回

付機能を有したソフトウェアの全庁

導入

電子署名などデジタル上での代替

手段の導入等を通じ、５つのレス

（ペーパーレス、はんこレス、キャッ

シュレス、ＦＡＸレス、タッチレス）

を推進

未来型オフィスの全庁展開等に併

せデジタルベースでの業務遂行を

職員に定着させていくとともに、業

務改革の促進等によりペーパーレ

スなどの取組を実践

電子署名などデジタル上での代替

手段の導入等を通じ、５つのレス

（ペーパーレス、はんこレス、キャッ

シュレス、ＦＡＸレス、タッチレス）

を推進

電子署名などデジタル上での代替

手段の導入等を通じ、５つのレス

（ペーパーレス、はんこレス、キャッ

シュレス、ＦＡＸレス、タッチレス）

を推進

 電子署名などデジタル上での代

替手段の導入等を通じ、５つのレ

ス（ペーパーレス、はんこレス、

キャッシュレス、ＦＡＸレス、タッチ

レス）を推進

10-4 都庁デジタルガバメントプロジェクト
窓口ＤＸプロジェクト（「待たない、書かない、キャッシュ

レス」窓口の実現）
プロトタイプ窓口の選定

プロトタイプ窓口に対してBPR案を

策定

窓口業務改善に向けた取組指針

を策定

20局等でプロトタイプ窓口に対し

てBPR案を策定し、窓口業務改

善に向けた取組指針を策定

スマホやPCからいつでも窓口を予

約できるオンライン予約システムの

導入や、書類への記入をなくすた

めのデジタルツール等の活用、手

数料等のキャッシュレス化を促進

各局等で導入したデジタルツール

等を継続運用

各局等で導入したデジタルツール

等を継続運用

10-4 都庁デジタルガバメントプロジェクト 新たな仕事の進め方の実践

多機能モバイルPCの導入、配

備、配備対象部署へのアンケート

を実施

配備対象部署にアンケートを実施

し、ペーパーレスの更なる推進や新

しい働き方を実践

配備対象部署にアンケートを実施

し、ペーパーレスの更なる推進や新

しい働き方を実践

（2023年度終了）

- - -

10-4 都庁デジタルガバメントプロジェクト 検収業務におけるタブレット端末の導入 タブレット端末の導入を開始 端末を利用した業務の継続 端末を利用した業務の継続 - - -

10-4 都庁デジタルガバメントプロジェクト
地球温暖化対策に係る各種制度に関するシステム等の

円滑な運用

・環境エネルギー事業関連システ

ムの運用

・会議用のモニターの購入

・環境エネルギー事業関連システ

ムの運用及びリモート化に向けた

準備

・環境エネルギー事業関連システ

ムの運用及びリモート化に向けた

準備

・環境エネルギー事業関連システ

ムの運用及びリモート化の設計構

築・運用開始

環境エネルギー事業関連システム

の運用

環境エネルギー事業関連システム

の運用
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画
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2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

10-4 都庁デジタルガバメントプロジェクト 警視庁のペーパーレス化の推進

・コンサルティング業務委託の活用

によるペーパーレス化に資する施

策を実施

・会議や研修に使用するタブレット

端末の導入

・コンサルティング業務委託の活用

によるペーパーレス化に資する施

策を実施

・導入されたタブレット端末の活用

方法や追加導入に向けた検討

・コンサルティング業務委託の活用

によるペーパーレス化に資する施

策を実施

・会議や研修に使用するタブレット

端末の運用・保守

・コンサルティング業務委託の活用

によるペーパーレス化に資する施

策を実施

・タブレット端末の活用方法や追

加導入に向けた検討

・ペーパーレス化に資する施策を実

施

・タブレット端末の活用方法や追

加導入に向けた検討

・ペーパーレス化に資する施策を実

施

・タブレット端末の活用方法や追

加導入に向けた検討

10-4 都庁デジタルガバメントプロジェクト 巡回連絡訪問経過のシステム化 再掲
システム仕様検討・構築、テスト

運用
システム運用開始

システム運用開始

全世帯の約３割の世帯データ入

力

全世帯の５割に対する世帯デー

タ入力完了

・全世帯の８割に対する世帯デー

タ入力完了

・携帯端末との連携検討

携帯端末の検討

10-4 都庁デジタルガバメントプロジェクト パーキング・チケット発給設備等開発 再掲
キャッシュレス決済対応パーキン

グ・チケット発給設備の開発

開発機器のフィールドテスト後、旧

型基から60基程度更新

年度末までにキャッシュレス決済対

応パーキング・チケット発給設備を

43基設置

旧型基から85基程度更新 旧型基から74基程度更新 旧型基から74基程度更新

10-4 都庁デジタルガバメントプロジェクト
都立学校等における手数料支払のキャッシュレス化の推

進

都立高校６校で電子決済端末

を先行導入し、キャッシュレス収納

を先行実施

電子決済端末の導入・実施

都立高校６校での先行実施を継

続

全校実施に向けたインターネット環

境の整備等

電子決済端末の導入・実施 電子決済端末の導入・実施 電子決済端末の導入・実施

10-4 都庁デジタルガバメントプロジェクト 栄養士免許の窓口申請に係るキャッシュレス決済

栄養士免許の窓口申請に係る手

数料について、新たにキャッシュレス

決済を導入し、利用者の利便性

の向上およびDXを推進

導入したキャッシュレス決済を活用

し、DXを推進

栄養士免許の窓口申請に係る手

数料について、キャッシュレス決済

の一層の普及を図り、利用者の利

便性の向上およびDXを推進し

た。

継続実施 継続実施 継続実施

10-4 都庁デジタルガバメントプロジェクト ダッシュボード活用

様々なデータをダッシュボードで一

元的に可視化し、ＥＢＰＭ（エ

ビデンスに基づく政策立案）を推

進、ダッシュボード活用職員数

2,000人

様々なデータをダッシュボードで一

元的に可視化し、ＥＢＰＭ（エ

ビデンスに基づく政策立案）を推

進、ダッシュボード活用職員数

2,000人

様々なデータをダッシュボードで一

元的に可視化し、ＥＢＰＭ（エ

ビデンスに基づく政策立案）を推

進、ダッシュボード活用職員数

2,000人

様々なデータをダッシュボードで一

元的に可視化し、ＥＢＰＭ（エ

ビデンスに基づく政策立案）を推

進、ダッシュボード活用職員数

5,000人

様々なデータをダッシュボードで一

元的に可視化し、ＥＢＰＭ（エ

ビデンスに基づく政策立案）を推

進、ダッシュボード活用職員数

5,000人

様々なデータをダッシュボードで一

元的に可視化し、ＥＢＰＭ（エ

ビデンスに基づく政策立案）を推

進、ダッシュボード活用職員数

6,500人

10-4 都庁デジタルガバメントプロジェクト オープンデータカタログサイトの運用・保守

カタログサイト運用・保守、オープン

データAPIシステム構築、ジオコー

ダ開発・導入

カタログサイト運用・保守、オープン

データAPI運用・保守、ジオコーダ

運用

カタログサイト運用・保守、オープン

データAPI運用・保守、ジオコーダ

運用

カタログサイト運用・保守、オープン

データAPI運用・保守、ジオコーダ

運用

カタログサイト運用・保守、オープン

データAPI運用・保守、ジオコーダ

運用

カタログサイト運用・保守、オープン

データAPI運用・保守、ジオコーダ

運用

10-4 都庁デジタルガバメントプロジェクト シビックテックとの協働

都知事杯オープンデータ・ハッカソン

2022１回/年開催、官民共創デ

ジタルプラットフォームによる地域課

題解決

都知事杯オープンデータ・ハッカソン

１回/年開催、官民共創デジタル

プラットフォームによる地域課題解

決

都知事杯オープンデータ・ハッカソン

１回/年開催、官民共創デジタル

プラットフォームによる地域課題解

決

都知事杯オープンデータ・ハッカソン

１回/年開催、官民共創による地

域課題解決

シビックテックと都の協働機運が醸

成、社会課題解決に寄与 、都知

事杯オープンデータ・ハッカソン１回

/年開催

シビックテックと都の協働機運が醸

成、社会課題解決に寄与、都知

事杯オープンデータ・ハッカソン１回

/年開催

10-4 都庁デジタルガバメントプロジェクト
新型コロナウイルス感染症対策サイトによる情報発信プ

ロジェクト

新型コロナウイルス感染症対策サ

イトの運営

新型コロナウイルス感染症対策サ

イトの運営

新型コロナウイルス感染症対策サ

イトの運営 （５月まで）

（2023年度終了）
- - -

10-4 都庁デジタルガバメントプロジェクト 東京iCDCの運営

効果的な感染症対策を一体的に

担う常設の司令塔である東京

iCDCを運営し、庁内外に散在す

るデータ等を集約することで、情報

基盤の機能を強化

継続実施

感染症に関わる様々な領域にお

いて、調査・分析、情報収集・発

信などを行う専門家のネットワーク

である東京iCDCを運営するととも

に、庁内外に散在するデータ等を

集約するなど、情報基盤の活用を

推進

継続実施 継続実施 継続実施
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

10-4 都庁デジタルガバメントプロジェクト
都財政のダッシュボードの適切な管理及び継続的な改

善

・掲載情報の随時更新

・機能やデザインの改善を実施

・その他の財政情報のダッシュボー

ド化を実施

　（「TOKYO補助金サーチ　見え

る化ボード」）

・掲載情報の更新

・機能やデザインの改善

・その他の財政情報のダッシュボー

ド化を検討

・掲載情報の更新

・機能やデザインの改善

・その他の財政情報のダッシュボー

ド化を検討

・掲載情報の更新

・機能やデザインの改善

・その他の財政情報のダッシュボー

ド化を検討

・掲載情報の更新

・機能やデザインの改善

・その他の財政情報のダッシュボー

ド化を検討

・掲載情報の更新

・機能やデザインの改善

・その他の財政情報のダッシュボー

ド化を検討

10-4 都庁デジタルガバメントプロジェクト
統計管理（オープンデータ化による都民等のアクセシビリ

ティ向上）

・約1,870件のCSV化を実施

・CMS導入に向けた要件定義・

基本設計委託

・全ファイルCSV化

・CMS導入に向けた詳細設計・

導入委託

・新規データとして累計3,441件

のCSV化を実施

・過年度データとして累計18,512

件のCSV化を実施（実施率

51.3%）

・CMS導入に向けた詳細設計を

経て、３月に新HPへの移行を完

了

・全ファイルCSV化・統計部HPへ

の掲載

・運用保守委託

― ―

10-4 都庁デジタルガバメントプロジェクト デジタル人材の確保育成

・東京デジタルアカデミー（TDA）

を開講し、職層を問わず全ての職

員がデジタル研修を受講できる環

境を整備

・ＩＣＴ職に対する研修としては

職層別の研修に加えて、データ・デ

ザイン分野の重点強化研修や海

外派遣研修等を新たに実施した

ほか、民間企業への長期派遣研

修も実施

・デジタルの力を活用した行政を総

合的に推進し、都政のQOSを飛

躍的に向上させるべく、必要な助

言、支援等を得るため、デジタル

サービスフェローを８名委嘱

・職員のデジタル力向上を図るた

め、TDAポータルサイトの構築、Ｉ

ＣＴ職向け専門研修等の実施、

全職種向け研修等の実施、先進

事例の情報収集に向けた諸外国

との交流の実施

・必要な助言、支援等を得るた

め、デジタルサービスフェローへの委

嘱を実施

・東京デジタルアカデミー（TDA）

において、全職種向けのデジタルリ

テラシー向上研修に実務で活用で

きるデジタルスキルに関する講座を

増やすなど内容を充実させたほ

か、デジタルに関する学びとDX推

進のナレッジ等を発信するTDA

ポータルサイトを11月に新設。さら

に３月には同サイトにコミュニティ機

能を追加

・ICT職に対しては、職員のデジタ

ルスキルやレベルを可視化した上

で、特定のスキルを集中的に強化

する研修や海外派遣研修などの

専門研修を実施

・海外の先進事例の情報収集を

目的とした現地訪問調査(3回)、

オンラインヒアリング(10事例)を実

施し、ポータル掲載及び事例共有

会にて情報を共有

・デジタルの力を活用した行政を総

合的に推進し、都政のQOSを飛

躍的に向上させるべく、必要な助

言、支援等を得るため、デジタル

サービスフェローを８名委嘱

・職員のデジタル力向上を図るた

め、GovTech東京と協働しなが

ら、TDAポータルサイトの運用、

ICT職向け専門研修、全職種向

け研修等を行うとともに、海外先

進事例の情報収集と知見共有を

実施

・必要な助言、支援等を得るた

め、デジタルサービスフェローへの委

嘱を実施

・職員のデジタル力向上を図るた

め、GovTech東京と協働しなが

ら、TDAポータルサイトの運用、

ICT職向け専門研修、全職種向

け研修等を行うとともに、海外先

進事例の情報収集と知見共有を

実施

・必要な助言、支援等を得るた

め、デジタルサービスフェローへの委

嘱を実施

・職員のデジタル力向上を図るた

め、GovTech東京と協働しなが

ら、TDAポータルサイトの運用、

ICT職向け専門研修、全職種向

け研修等を行うとともに、海外先

進事例の情報収集と知見共有を

実施

・必要な助言、支援等を得るた

め、デジタルサービスフェローへの委

嘱を実施

10-4 都庁デジタルガバメントプロジェクト 伴走型若手DX人材育成事業 - - -

民間企業等との連携により、デジ

タル分野での就業を希望する若者

を対象に、リスキリングや就職・転

職を伴走型で支援し、公共分野

を含むＤＸ人材の輩出と若年層

の所得向上を促進

民間企業等との連携により、デジ

タル分野での就業を希望する若者

を対象に、リスキリングや就職・転

職を伴走型で支援し、公共分野

を含むＤＸ人材の輩出と若年層

の所得向上を促進

民間企業等との連携により、デジ

タル分野での就業を希望する若者

を対象に、リスキリングや就職・転

職を伴走型で支援し、公共分野

を含むＤＸ人材の輩出と若年層

の所得向上を促進
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

10-4 都庁デジタルガバメントプロジェクト 警察情報システムの構築 再掲

・情報集約基盤サーバの運用

・データの可視化・分析に資する

ツールの導入

・庁内人事・給与システムの最適

化

・情報集約基盤サーバの運用、更

改に伴う新サーバへのシステム移

行

・データの可視化・分析に資する

ツールの試行

・庁内人事・給与システムの最適

化

・情報集約基盤サーバの運用、更

改に伴う新サーバへのシステム移

行

・データ利活用環境の整理、人材

育成

・庁内人事・給与システムの最適

化

・情報集約基盤サーバの運用

・データ利活用の推進

・庁内人事・給与システムの最適

化

・情報集約基盤サーバの運用

・データ利活用の推進

・庁内人事・給与システムの最適

化

・情報集約基盤サーバの運用

・データ利活用の推進

・庁内人事・給与システムの最適

化

10-4 都庁デジタルガバメントプロジェクト 都政のDX推進に向けた職員の人材育成

採用時からマネジメント層に至るま

で、職層や経験に応じたDX研修

を実施

採用時からマネジメント層に至るま

で、職層や経験に応じたDX研修

を実施

 採用時からマネジメント層に至る

まで、職層や経験に応じたDX研

修を実施

採用時からマネジメント層に至るま

で、職層や経験に応じたDX研修

を実施

採用時からマネジメント層に至るま

で、職層や経験に応じたDX研修

を実施

採用時からマネジメント層に至るま

で、職層や経験に応じたDX研修

を実施

10-4 都庁デジタルガバメントプロジェクト GovTech東京の運営等 GovTech東京設立準備

・GovTech東京の設立

・都との協働による都庁各局DXの

推進

・区市町村とのデジタル人材のシェ

アリングやソフトウェア等の共同調

達等を展開

・GovTech東京の設立

・都とGovTech東京との協働によ

る都庁各局DXの推進

・都とGovTech東京との協働によ

る区市町村とのデジタル人材の

シェアリングやソフトウェア等の共同

調達等を展開

・都との協働による都庁各局DXの

推進

・技術的なサポート等による、区市

町村のデジタル化の推進

・データ利活用推進や人材育成、

官民共創などの事業を推進

・都との協働による都庁各局DXの

推進

・技術的なサポート等による、区市

町村のデジタル化の推進

・データ利活用推進や人材育成、

官民共創などの事業を推進

・都との協働による都庁各局DXの

推進

・技術的なサポート等による、区市

町村のデジタル化の推進

・データ利活用推進や人材育成、

官民共創などの事業を推進

10-4 都庁デジタルガバメントプロジェクト GovTech東京と連携した区市町村協働事業の推進 GovTech東京設立準備
GovTech東京設立、先行支援

事例の創出

・全ての区市町村が協働事業の

スキームに参画

・3テーマでプロジェクト型伴走サ

ポートを実施

・プロジェクト型伴走サポートの拡

充

・共同調達の事例創出

・人材紹介事業の開始

・区市町村協働事業の拡大 ・区市町村協働事業の拡大

10-4 都庁デジタルガバメントプロジェクト 区市町村ＤＸの推進に向けた支援

都・区市町村CIOフォーラム（本

会２回、特別会２回、座談会

21回）、行政手続等のデジタル

化を通じたBPR支援（９自治体

10事業）、区市町村におけるデ

ジタル人材育成支援事業（勉強

会・研修会　2441名参加）等の

実施

都・区市町村CIOフォーラム、行

政手続等のデジタル化を通じた

BPR支援、区市町村におけるデジ

タル人材育成支援事業等の実施

・都・区市町村CIO協議会の実

施(本会３回、座談会参加計55

団体・計11回)

・行政手続等のデジタル化を通じ

たBPR支援（５団体５事業）

・区市町村におけるデジタル人材

育成支援事業の実施（勉強会・

研修会受講者延べ6,550人）

・自治体情報システムの標準化・

共通化に向けた支援の実施（10

業務を対象とした６つのWGを計

22回開催、スポット相談15件）

・都・区市町村CIO協議会の実

施

・島しょ地域等デジタル技術活用

支援事業の実施

・区市町村におけるデジタル人材

育成支援事業の実施

・自治体情報システムの標準化・

共通化に向けた支援の実施

・都・区市町村CIO協議会の実

施

・島しょ地域等デジタル技術活用

支援事業の実施

・区市町村におけるデジタル人材

育成支援事業の実施

・自治体情報システムの標準化・

共通化に向けた支援の実施

・都・区市町村CIO協議会の実

施

・区市町村におけるデジタル人材

育成支援事業の実施

・自治体情報システムの標準化・

共通化に向けた支援の実施

10-4 都庁デジタルガバメントプロジェクト サイバーセキュリティ対策 -

偽サイト監視、サイバーセキュリティ

報告システムの構築・運用、サイ

バー攻撃に対する強靭化対策

・専門事業者による都を装った偽

サイトの監視を開始

・サイバーセキュリティ報告システム

の構築を完了

・重要システム等について、攻撃

者視点の高度なテストや実践的

なセキュリティ訓練、不法侵入等

の物理的脅威を想定した調査を

実施

・偽サイトの監視、サイバーセキュリ

ティ報告システムの運用、攻撃者

視点の高度なテストや実践的なセ

キュリティ訓練の実施

・システム機器情報を一元的に管

理するシステムの構築

・サイバー攻撃を想定した危機管

理訓練の実施

・偽サイトの監視、サイバーセキュリ

ティ報告システムの運用、攻撃者

視点の高度なテストや実践的なセ

キュリティ訓練の実施

・システム機器情報を一元的に管

理するシステムの構築

・サイバー攻撃を想定した危機管

理訓練の実施

・偽サイトの監視、サイバーセキュリ

ティ報告システムの運用

・システム機器情報の一元的な管

理の開始

・サイバー攻撃を想定した危機管

理訓練の実施
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

10-4 都庁デジタルガバメントプロジェクト 都庁のデジタル基盤を「クラウドベース」に転換 再掲
日常業務の一部でのクラウド

（SaaS）利用を開始

・TAIMSのクラウド（SaaS）利

用拡大への要件定義・設計を実

施

・クラウドインフラの詳細調査、基

本設計を実施

・TAIMSのクラウド（SaaS）利

用拡大への要件定義・設計を実

施

・クラウドインフラの基本方針及び

詳細調査、基本設計を実施

・TAIMSのクラウド（SaaS）利

用拡大への構築・移行作業を実

施

・クラウドインフラのシステム設計、

構築を実施

クラウド（SaaS）利用メインに順

次移行

クラウド（SaaS）利用メインに順

次移行

10-4 都庁デジタルガバメントプロジェクト 未来型オフィスの展開
17部門に展開（各局総務部門

等）

適合する全ての職場への展開に

向けて各局で整備を推進

（2025年度目途）

35部門に展開

適合する全ての職場への展開に

向けて各局で整備を推進

（2025年度目途）

年度末までに適合する全ての職

場への展開を完了

未来型オフィスでの新しい働き方

の定着

10-4 都庁デジタルガバメントプロジェクト 未来型オフィスの展開（事業所）

15局の先行事業所において、デ

ジタルを活用した業務改革の取組

を推進

各職場が主体となり、デジタルツー

ルを活用した業務改革の取組を

実践

事業所における課題の洗い出し･

デジタルツール等の解決策提案な

ど、現場とデジタルサービス局が協

働して業務改革を実践

各職場が主体となり、デジタルツー

ルを活用した業務改革の取組を

実践

各職場が主体となり、デジタルツー

ルを活用した業務改革の取組を

実践

各職場が主体となり、デジタルツー

ルを活用した業務改革の取組を

実践

10-4 都庁デジタルガバメントプロジェクト 都庁舎における特別会議室等へのフリーWi-fi設置
・契約、設置工事（19部屋）

・機器の維持管理
・機器の維持管理

・契約、設置工事（２部屋）

・機器の維持管理

・契約、設置工事（２部屋）

・機器の維持管理
・機器の維持管理 ・機器の維持管理

10-4 都庁デジタルガバメントプロジェクト 警視庁のデジタル化推進環境の整備 外部接続系回線機器の更改 外部接続環境の安定運用 外部接続環境の安定運用 外部接続環境の安定運用 外部接続環境の安定運用 外部接続環境の安定運用

10-4 都庁デジタルガバメントプロジェクト 地域警察官運用管理システムの端末整備 地域WAN端末等30台増設 運用 運用 運用 運用 運用

10-4 都庁デジタルガバメントプロジェクト 国際都政プロモーション 再掲

海外発信戦略の検討、国際会議

等と連動した発信、庁内各局の

海外広報力の底上げ

・海外メディア向けページの設置

や、プレスツアーの戦略的活用等

により、海外メディアリレーションの

強化

・国際会議等と連動した発信、庁

内各局の海外広報力の底上げ

・海外メディアとのリレーション強

化、記事広告及び映像発信、海

外向けオウンドメディア(SNS等)の

運用、都庁HP英語版再構築に

よる国際広報DXとコンテンツ質・

量の向上等

・効果的な発信を支える庁内各

局の国際広報力の底上げ、国際

潮流分析を踏まえた国際広報の

実施

<主要KPI>

・SNSフォロワー：112万人

・アドバトリアル平均PV：

45,600PV／本

・海外メディアとのリレーション強

化、記事広告及び映像発信、海

外向けオウンドメディア(SNS等)の

運用、都庁HP英語版再構築に

よる国際広報DXとコンテンツ質・

量の向上等

・効果的な発信を支える庁内各

局の国際広報力の底上げ、国際

潮流分析を踏まえた国際広報の

実施

<主要KPI>

・SNSフォロワー目標：120万人

・アドバトリアル目標平均PV：

36,000PV／本

・海外メディアとのリレーション強

化、記事広告及び映像発信、海

外向けオウンドメディア(SNS等)の

運用、都庁HP英語版再構築に

よる国際広報DXとコンテンツ質・

量の向上等

・効果的な発信を支える庁内各

局の国際広報力の底上げ、国際

潮流分析を踏まえた国際広報の

実施

<主要KPI>

・SNSフォロワー目標：135万人

・アドバトリアル目標平均PV：

37,000PV／本

・海外メディアとのリレーション強

化、記事広告及び映像発信、海

外向けオウンドメディア(SNS等)の

運用、都庁HP英語版再構築に

よる国際広報DXとコンテンツ質・

量の向上等

・効果的な発信を支える庁内各

局の国際広報力の底上げ、国際

潮流分析を踏まえた国際広報の

実施

<主要KPI>

・SNSフォロワー目標：150万人

・アドバトリアル目標平均PV：

38,000PV／本

10-4 都庁デジタルガバメントプロジェクト 生成ＡＩ利用促進 - -

・文章生成AIの利用環境を構築

の上、利用ルールを定めたガイドラ

インを策定し、全局での利用を開

始

・全局を対象にアイデアソンを実施

し、活用事例集を作成・公表

・一部職員を除き、文章生成利

用環境を既存環境（Azure

OpenAI Service)から

Microsoft Copilotに切替

特定の行政分野での庁内データ

に基づく生成AIの利用検証を開

始

日々進化する生成AIについて、

安全性に配慮しつつ幅広い行政

分野での活用を進め、業務の一

層の効率化を推進

日々進化する生成AIについて、

安全性に配慮しつつ幅広い行政

分野での活用を進め、業務の一

層の効率化を推進
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

10-4 都庁デジタルガバメントプロジェクト ５つのレス徹底推進 再掲

電子署名を活用した電子契約試

行導入、PDF編集機能・簡易回

付機能を有したソフトウェアの全庁

導入

電子署名などデジタル上での代替

手段の導入等を通じ、５つのレス

（ペーパーレス、はんこレス、キャッ

シュレス、ＦＡＸレス、タッチレス）

を推進

未来型オフィスの全庁展開等に併

せデジタルベースでの業務遂行を

職員に定着させていくとともに、業

務改革の促進等によりペーパーレ

スなどの取組を実践

電子署名などデジタル上での代替

手段の導入等を通じ、５つのレス

（ペーパーレス、はんこレス、キャッ

シュレス、ＦＡＸレス、タッチレス）

を推進

電子署名などデジタル上での代替

手段の導入等を通じ、５つのレス

（ペーパーレス、はんこレス、キャッ

シュレス、ＦＡＸレス、タッチレス）

を推進

 電子署名などデジタル上での代

替手段の導入等を通じ、５つのレ

ス（ペーパーレス、はんこレス、

キャッシュレス、ＦＡＸレス、タッチ

レス）を推進

10-4 都庁デジタルガバメントプロジェクト 総務事務センター
退職手当、通勤手当、年末調整

等の集約開始

給与の特例追給・返納処理等の

集約開始

・住民税事務の対象拡大（会計

年度任用職員（日額・時間額

払））

・特例追給・返納事務の集約開

始

・既集約事務の継続的な運営及

び効率化

・ユーザビリティの向上

・委託事業者の再選定等

・旅費（日またぎ確定払旅費）

の集約開始

・既集約事務の継続的な運営及

び効率化

・ユーザビリティの向上

・既集約事務の継続的な運営及

び効率化

・ユーザビリティの向上

10-4 都庁デジタルガバメントプロジェクト 医療法人台帳オンラインシステム 再掲

医療法人に関する手続の利便性

の向上や業務効率化等を推進す

るため、申請・届出のオンライン化

に向けたシステム設計構築を実施

システムの本格運用 システムの本格運用 継続実施 継続実施 継続実施

10-4 都庁デジタルガバメントプロジェクト 採用事務のデジタル化

・常勤職員を対象に実施

・非常勤職員の採用選考にシステ

ムを展開

・常勤職員を対象に実施

・対象となる非常勤職員の採用

選考を拡大

・常勤職員を対象に実施

・各局実施の非常勤職員の採用

選考にも活用

・常勤職員を対象に実施

・各局実施の非常勤職員の採用

選考にも活用

・常勤職員を対象に実施

・各局実施の非常勤職員の採用

選考にも活用

・常勤職員を対象に実施

・各局実施の非常勤職員の採用

選考にも活用

10-4 都庁デジタルガバメントプロジェクト 人材確保戦略 Web型セミナーの充実 Web型セミナーの充実 Web型セミナーの充実 Web型セミナーの充実 Web型セミナーの充実 -

10-4 都庁デジタルガバメントプロジェクト 総務事務BPRの推進
一部機能の基本設計・詳細設計

工程の完了

契約・支出関連事務のデジタル化

に向けたBPR及びシステム構築に

係る設計、開発、単体・結合テス

ト

東京都契約請求システムの構築

（一部機能の構築完了）

契約・支出関連事務のデジタル化

に向けたシステム構築に係る開

発、単体・結合テスト、連携・総

合テスト、運用・保守 、利用対象

局拡大等に向けた取組を推進

契約・支出関連事務のデジタル化

に向けたシステム構築に係る開

発、連携・総合テスト、ユーザーテ

スト、運用・保守 、利用対象局

拡大等に向けた取組を推進

契約・支出関連事務のデジタル化

に係るシステムの運用・保守 、利

用対象局拡大等に向けた取組を

推進

10-4 都庁デジタルガバメントプロジェクト 契約制度関連事務見直し・検討

・契約制度、手続き等見直し検

討

・規程整備を推進

・書類のデジタル化を推進

・システム改修とデータ連携の検

討・調整

・規程整備を推進

・書類のデジタル化を推進

・システム改修とデータ連携の検

討・調整

・規程整備を推進

・書類のデジタル化を推進

・システム改修とデータ連携の検

討・調整

・規程整備を推進

・書類のデジタル化を推進

・システム改修とデータ連携の検

討・調整

・規程整備を推進

・書類のデジタル化を推進

・システム改修とデータ連携の検

討・調整

・システム稼働後の運用支援を実

施

10-4 都庁デジタルガバメントプロジェクト 会計事務のデジタル化推進

起案から支払まで一連の業務プロ

セスのデジタル化に向けた、新シス

テムの設計及び既存システムとの

データ連携の検討・調整について、

計画どおり進捗

新システムの設計・開発・テスト及

び既存システムとのデータ連携の

検討・調整

起案から支払まで一連の業務プロ

セスのデジタル化に向けた、新シス

テムの設計・開発・テスト及び財務

会計システムの改修

新システムの構築及び稼働に向け

た規定等整備、財務会計システ

ムの改修

新システムの構築及び稼働に向け

た規定等整備、財務会計システ

ムの改修

契約に係る会計事務のデジタル

化

10-4 都庁デジタルガバメントプロジェクト 業務のデジタル化・オートメーション化
RPAは18局101業務で活用

AI-OCRは22局102業務に活用

RPAの活用に係る技術支援、AI-

OCR利用環境提供

RPAは18局125業務で活用

AI-OCRは22局123業務に活用

RPAの活用に係る技術支援、AI-

OCR利用環境提供

RPAの活用に係る技術支援、AI-

OCR利用環境提供

RPAの活用に係る技術支援、AI-

OCR利用環境提供

10-4 都庁デジタルガバメントプロジェクト
都営住宅の建替え時におけるモバイル端末を活用した遠

隔施工管理

先行実施（４か所）、課題の抽

出

４か所先行、課題の抽出、対応

策の検討、本格実施の開始

４か所先行、課題の抽出、対応

策の検討、本格実施の開始

（2023年12月）

本格実施 本格実施 本格実施

10-4 都庁デジタルガバメントプロジェクト 下水道局における行政手続のデジタル化プロジェクト

・全ての手続のデジタル化を推進

・受理後の内部事務の業務フロー

の見直しや定型的業務のデジタル

化などを推進

・全ての手続のデジタル化を推進

・受理後の内部事務の業務フロー

の見直しや定型的業務のデジタル

化などを推進

・東京デジタルファースト推進計画

第一期計画期間の到達目標であ

る行政手続のでデジタル化率

70％を達成

・全ての手続のデジタル化を推進

・受理後の内部事務の業務フロー

の見直しや定型的業務のデジタル

化などを推進

・全ての手続のデジタル化を推進

・受理後の内部事務の業務フロー

の見直しや定型的業務のデジタル

化などを推進

・全ての手続のデジタル化を推進

・受理後の内部事務の業務フロー

の見直しや定型的業務のデジタル

化などを推進
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

10-4 都庁デジタルガバメントプロジェクト
社会福祉施設等に対する指導検査業務におけるデジタ

ル技術の活用推進

令和５年１月に社会福祉施設

等に対する指導検査業務システ

ムをリリースし、試行運用を実施

導入拡大・本格実施

システムを活用した指導検査の本

格実施

追加機能の開発及びユーザー意

見を反映した機能改修

福祉各分野システムとの連携に向

けた検討

導入拡大・本格実施、区市町村

との連携の検討、福祉各分野シ

ステムとの連携

導入拡大・本格実施、区市町村

との連携の検討、福祉各分野シ

ステムとの連携の拡大

導入拡大・本格実施、区市町村

との連携の検討、福祉各分野シ

ステムとの連携の拡大

10-4 都庁デジタルガバメントプロジェクト 警視庁のデジタルによる業務効率化

・オンライン会議システムの導入

・テレワーク実施の検証

・端末統合に向けた技術調査・確

認

・オンライン会議システムの適正規

模等検討

・テレワーク運用開始

・端末統合用テスト環境整備、実

地テストの実施

・オンライン会議システムの運用

・テレワーク環境の構築

・統合端末テスト用仮想デスクトッ

プ基盤の整備、実地テストの実施

・オンライン会議システム運用

・テレワーク運用

・統合端末の運用開始

・統合端末本番用仮想デスクトッ

プ基盤の整備・本運用開始

・AI音声認識文字起こしシステム

の検討

・オンライン会議システムのテレワー

ク利用検証

・統合端末によるテレワーク運用

検討

・統合端末の運用拡充

・AI音声認識文字起こしシステム

の検討

・統合端末の運用拡充

・AI音声認識文字起こしシステム

の導入

10-4 都庁デジタルガバメントプロジェクト 監査業務におけるデジタル技術の活用

・各会計歳入歳出決算審査の意

見書作成業務において、デジタル

技術を活用し、表の作成を自動

化した。

・定例監査や財政援助団体等監

査において、データ分析ツールを活

用し、財務データ等の分析を行っ

て監査対象の選定等を行った。

・2022年度の取組を検証し、監

査対象選定におけるデジタル技術

活用の範囲の拡大などデジタル技

術活用監査の定着、推進を図

る。

・2022年度の取組を検証し、監

査対象選定におけるデジタル技術

活用の範囲の拡大などデジタル技

術活用監査の定着、推進を図っ

た。

・2023年度の取組を検証し、監

査対象選定におけるデジタル技術

活用の範囲の拡大などデジタル技

術活用監査の定着、推進を図

る。

- -

10-4 都庁デジタルガバメントプロジェクト 監査力向上のための人材育成

・データ分析ツールの操作等につい

て、レベル別（基礎、上級）の研

修を実施した。

・データ分析ツールの操作等につい

て、レベル別（基礎、上級）の研

修を実施する。

・データ分析ツールの操作等につい

て、レベル別（基礎、上級）の研

修を実施した。

・データ分析ツールの操作等につい

て、レベル別（基礎、上級）の研

修を実施する。
- -

10-4 都庁デジタルガバメントプロジェクト 監査のＤＸ推進

〇監査のＤＸ推進調査委託の

実施

・財務会計システムや文書総合

管理システム等への監査用包括

的アクセス権限付与や監査用デー

タの一括出力機能搭載などに向

けて、民間企業のデジタル化事例

等の調査委託を実施

〇システム改修に向けた、システム

所管局等との調整、予算要求等

〇監査のＤＸ推進に向けた運用

ルールの整理

〇財務会計システムからの監査用

データの一括出力のための機能追

加に向けた、システム所管局との

改修時期等の調整

〇監査のＤＸ推進に向けた運用

ルールの調整中

〇システム所管局への執行委任

によるシステム改修の実施等

〇監査のＤＸ推進に向けた具体

的手順等の整理

- -

10-4 都庁デジタルガバメントプロジェクト 都政の構造改革の推進

シン・トセイポータルサイトに寄せら

れる都民・職員の声について、組

織端末から職員端末への自動転

送設定を行うなど、意見投稿から

把握・検討までを効率化。デジタ

ル提案箱+に寄せられた職員の意

見は、テキストマイニングを活用し、

大量の定性的なデータを分かりや

すく可視化

シン・トセイポータルサイト等に寄せ

られる都民・職員の声等につい

て、テキストマイニング等のデジタル

ツールを活用することで、現状把

握や分析を効率的に実施等

シン・トセイポータルサイト等に寄せ

られる都民・職員の声等につい

て、デジタルツールを活用すること

で、現状把握や分析を効率的に

実施し、サービスを改善

シン・トセイポータルサイト等に寄せ

られる都民・職員の声等につい

て、テキストマイニング等のデジタル

ツールを活用することで、現状把

握や分析を効率的に実施等

シン・トセイポータルサイト等に寄せ

られる都民・職員の声等につい

て、テキストマイニング等のデジタル

ツールを活用することで、現状把

握や分析を効率的に実施等

シン・トセイポータルサイト等に寄せ

られる都民・職員の声等につい

て、テキストマイニング等のデジタル

ツールを活用することで、現状把

握や分析を効率的に実施等

10-4 都庁デジタルガバメントプロジェクト AI等を活用した情報発信強化（SNS分析）
報道・SNS分析及び広報支援委

託を実施

都民インサイト・世論動向の迅速

な分析により、キーワードに基づく

効果的な情報発信を実施

都民インサイト・世論動向の迅速

な分析により、キーワードに基づく

効果的な情報発信を実施

都民インサイト・世論動向の迅速

な分析により、キーワードに基づく

効果的な情報発信を実施

都民インサイト・世論動向の迅速

な分析により、キーワードに基づく

効果的な情報発信を実施

都民インサイト・世論動向の迅速

な分析により、キーワードに基づく

効果的な情報発信を実施
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10-4 都庁デジタルガバメントプロジェクト 各局共通ツールの整備(音声テキスト化)

クラウド型のAI音声テキスト化議

事録作成支援ツールを各局に提

供開始

クラウド型のAI音声テキスト化議

事録作成支援ツールの利用を拡

大

クラウド型のAI音声テキスト化議

事録作成支援ツールの年間利用

実績約13,219時間

クラウド型のAI音声テキスト化議

事録作成支援ツールの利用を拡

大

クラウド型のAI音声テキスト化議

事録作成支援ツールの利用を拡

大

クラウド型のAI音声テキスト化議

事録作成支援ツールの利用を拡

大、利用状況や技術動向を踏ま

えた仕様等の見直し

10-4 都庁デジタルガバメントプロジェクト スマートフォンによる都税証明等の電子申請
申請プラットフォーム構築・サービス

開始

・サービスの安定稼働

・利用者の声を踏まえたUX/UI改

善

・サービスの安定稼働

・利用者の声を踏まえたUX/UI改

善

・サービスの安定稼働

・利用者の声を踏まえたUX/UI改

善

・サービスの安定稼働

・利用者の声を踏まえたUX/UI改

善

・サービスの安定稼働

・利用者の声を踏まえたUX/UI改

善

10-4 都庁デジタルガバメントプロジェクト 児童相談所業務の効率化 再掲

リスク評価アプリの安定的な運用・

改善

AIを活用した音声マイニングシステ

ムの試行導入

AIを活用した音声マイニングシステ

ムの導入拡大

児童相談所職員の業務負荷の

軽減及び効率化のために、AIを

活用した音声マイニングシステムの

導入拡大

AIを活用した音声マイニングシステ

ムの導入拡大

AIを活用した音声マイニングシステ

ムの導入拡大

AIを活用した音声マイニングシステ

ムの導入拡大

10-4 都庁デジタルガバメントプロジェクト 福祉・保健医療分野におけるデジタル化の推進 -

都政のＱＯＳ向上に向け、福

祉・保健医療等の各分野におけ

る事務事業のデジタル化を推進

福祉・保健医療の各分野におい

て１０の新規事業（2024年

度）を構築

事業の進捗管理、効果検証

追加施策の検討
事業進捗等勘案し推進策を検討 事業進捗等勘案し推進策を検討

10-4 都庁デジタルガバメントプロジェクト AI等を活用した職員の専門性の維持・向上 ツールの導入、精度の検証 機能改善の検討・準備 機能改善の一部完了 継続 継続 -

10-4 都庁デジタルガバメントプロジェクト 都市整備局版ベースレジストリの構築

都市整備局版ベースレジストリ構

築ガイドラインの策定及び調査報

告書の作成

システム共通基盤の整備 システム共通基盤の整備 システム共通基盤の整備 システム共通基盤の整備 システム共通基盤の整備・運用

10-4 都庁デジタルガバメントプロジェクト 産業廃棄物対策関連システムの維持管理

・国において一元的なプラットフォー

ムの整備等システム化を検討

・適切に管理運用しつつ、国の

データと連携できるようサーバーセ

キュリティー等の強化を実施

・管理運用

・管理運用

・都のシステム再構築に向けた基

本構想策定の委託準備

・管理運用

・国のシステム化の動向を踏まえ、

今後国のシステムと連携できるよ

う、都のシステムをどのように再構

築すべきか検討し基本構想を策

定

・管理運用

・国の動向も踏まえ、再構築する

システムの要件定義等を実施

・管理運用

・国のシステム化の状況に応じて

調整しながらシステム設計を実施

10-4 都庁デジタルガバメントプロジェクト 受験手続Webシステムの導入・運用 導入業務委託 本格稼働

本格稼働（人事委員会が実施

する全ての試験（選考）で活

用）

本格稼働 本格稼働 -

10-4 都庁デジタルガバメントプロジェクト 職員採用におけるWeb面接の活用 Web面接の拡大に向けた準備 Web面接の拡大に向けた準備 Web面接を実施 Web面接の拡大実施 Web面接の実施継続 -

10-4 都庁デジタルガバメントプロジェクト 人事委員会給与勧告等情報システムの再構築
業務フローの整理、運用環境等に

係る調査委託
再構築業務委託 再構築業務委託完了 本格稼働・運用 - -

10-4 都庁デジタルガバメントプロジェクト 警視庁DX実現に向けたコンサルティング業務委託

・ガイドライン、ロードマップの策定

・第一線に寄与するDXの調査研

究

・啓発動画の制作　等

・ガイドライン、ロードマップの見直し

・端末統合に係る調査研究

・第一線に寄与するDXの調査研

究、導入計画の策定　等

・ガイドライン、ロードマップの見直し

・端末統合に係る調査研究

・第一線に寄与するDXの調査研

究

・DXの全庁展開、内製化に向け

た検討

・ガイドライン、ロードマップの見直し

・端末統合に向けた調査研究

・第一線に寄与するDXの調査研

究、導入に向けた実証実験　等

・DXの全庁展開、内製化に向け

た検討

・ガイドライン、ロードマップの見直し

・端末統合に向けた調査研究

・第一線に寄与するDXの調査研

究、導入に向けた実証実験　等

・DXの全庁展開、内製化に向け

た検討

・ガイドライン、ロードマップの見直し

・端末統合に向けた調査研究

・第一線に寄与するDXの調査研

究、導入に向けた実証実験　等

10-4 都庁デジタルガバメントプロジェクト AR等調査研究用テスト環境整備 調査研究の環境構築機材調達	
新たな機材調達・テスト環境の拡

充

・調査研究用デバイスの追加調達

・調査研究用クラウド環境の拡充

・調査研究の深化・加速化

・都内三次元地域データの調査

研究

・調査研究した機器の整備・運用

開始

・都内三次元地域データを活用し

たアプリケーション試作

・調査研究テスト環境の継続利

用

・都内三次元地域データを活用し

たアプリケーション開発
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10-4 都庁デジタルガバメントプロジェクト 運転管理システムの合理化・高度化 再掲

運転免許証とマイナンバーカードの

一体化に向けた運転者管理シス

テムの設計

開発・各種テスト・共通基盤シス

テムへの移行		

運転免許証とマイナンバーカードの

一体化に向けた運転者管理シス

テムの検討

開発・各種テスト・共通基盤シス

テムへの移行

マイナンバーカードと運転免許証の

一体化に伴うシステム改修・機器

リース

運用及び検証

10-4 都庁デジタルガバメントプロジェクト 警察の現場活動のデジタル化 -

・交通捜査課、交通管制課のタブ

レットの運用、捜査支援タブレット

の配備

・AI等を活用した技術導入

・DX人材育成のための部外講習

・交通捜査用、交差点調査用、

会計監査用タブレットの運用、捜

査用タブレットの配備

・災害現場における人・車両等を

検知するAIを活用した解析システ

ム（AI画像解析システム）の構

築

・DX人材育成のための部外講習

の受講

・現場活動基盤及び各種現場活

動用タブレットの運用・保守

・次期現場活動用タブレットに向

けた検討

・AI画像解析システムの機能拡

張

・DX人材育成のための部外講習

・現場活動基盤及び各種現場活

動用タブレットの運用・保守

・次期現場活動用タブレットに向

けた検討

・AI画像解析システムの運用・保

守

・DX人材育成のための部外講習

・現場活動基盤及び各種現場活

動用タブレットの運用・保守及び

次期現場活動用タブレットの調達

・現場活動用タブレットの一部機

能を統合端末基盤で運用

・AI画像解析システムの運用・保

守

・DX人材育成のための部外講習

10-4 都庁デジタルガバメントプロジェクト 用品システムの再構築

要件定義に向けた再構築検討項

目を整理

要件定義に向けた用品再構築検

討支援委託契約の準備

抜本的なシステムの再構築（Ｂ

ＰＲ）による用品業務全体の最

適化・効率化を図る要件定義

抜本的なシステムの再構築（Ｂ

ＰＲ）による用品業務全体の最

適化・効率化を図る要件定義

基本設計、詳細設計 開発、検証及びシステム稼働 システム保守運用

10-4 都庁デジタルガバメントプロジェクト デジタルツールを活用した収用委員会運営
タブレット（オンプレミス型会議シス

テム）の活用・検証
機器・検索ツールの選定・導入

機器の選定・導入、ペーパーレス

による検索性向上
運用・改善 運用・改善 -

10-4 都庁デジタルガバメントプロジェクト 都庁のフロン排出削減に向けた管理者業務のDX - ・都庁内のフロン機器管理のＤＸ
都有施設への冷媒管理システム

の導入

冷媒管理システムによる適正なフ

ロン機器管理の実施

冷媒管理システムによる適正なフ

ロン機器管理の実施

冷媒管理システムによる適正なフ

ロン機器管理の実施

10-4 都庁デジタルガバメントプロジェクト 庁舎警備におけるデジタル技術活用 再掲
・警備ロボット試行導入

・画像認識システム要件定義等

・警備ロボット本格導入に向けた

契約締結

・画像認識技術の活用

・警備ロボット本格導入に向けた

契約締結

・画像認識技術の活用

・警備ロボット本格導入

・画像認識技術の活用

・警備ロボット運用

・画像認識技術の活用

・警備ロボット運用

・画像認識技術の活用

10-4 都庁デジタルガバメントプロジェクト 福祉・保健医療分野のデジタルプラットフォーム構築 - -

Ⅰ. 基本構想（情報連携基盤・

事業所ポータル）の策定

Ⅱ. ①情報連携基盤（要件定

義）

①情報連携基盤（開発）

②事業所ポータル（要件定義）

①情報連携基盤（運用開始）

②事業所ポータル（開発）
②事業所ポータル（運用開始）

10-4 都庁デジタルガバメントプロジェクト 軍歴・恩給システムにおける申請手続きのオンライン化 - -
システム再構築に係るコンサルの

実施準備

システム再構築に係るコンサルの

実施、要件定義、仕様書作成

システム開発、一部資料の電子

化、データクレンジング等

データ統合・移行作業、テスト・稼

働準備

10-4 都庁デジタルガバメントプロジェクト 西多摩福祉事務所におけるデジタル化 - - SMS送信サービスの導入準備 SMS送信サービスの導入 SMS送信サービスの活用 SMS送信サービスの活用

10-4 都庁デジタルガバメントプロジェクト HRテックの活用促進 - -
HRテックの幹部人事業務への活

用検討
幹部人事業務にHRテックを導入

他業務へのHRテックの展開を検

討
他業務へのHRテックの展開

10-4 都庁デジタルガバメントプロジェクト Tokyo支援ナビの管理・運営 -
都民・事業者向け支援情報サイ

トの構築
サイトの構築、リリース（3月）

・サイトの管理・運営

・年間目標PV数:200万

・サイトの管理・運営

・年間目標PV数:250万

・サイトの管理・運営

・年間目標PV数:300万

10-4 都庁デジタルガバメントプロジェクト 遺失物センターの行政サービス向上 - - -

・窓口来所者の要件別呼出機整

備

・拾得物件返還用ロッカーの整備

要望等を踏まえた増設の検討 要望等を踏まえた増設の検討

10-4 都庁デジタルガバメントプロジェクト 警視庁文書管理総合システムの構築 - - - 設計・構築
設計・構築・試験運用・本運用

開始
継続・他の業務システムとの連携

10-4 都庁デジタルガバメントプロジェクト 医療法等に基づく立入検査のＤＸ化 - -
立入検査時に使用する端末の操

作性等に関する検証

システムの設計、開発や医療機関

等への説明・研修等を実施
システムの運用 継続実施
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

10-4 都庁デジタルガバメントプロジェクト 結核業務のデジタル化 - - -

新型コロナの患者対応管理ツール

を機能拡張し、結核の患者・接触

者対応の管理ツールを構築。一

部都保健所でモデル実施

結核の患者・接触者対応を行う

ツールを全都保健所に展開
継続実施

10-4 都庁デジタルガバメントプロジェクト 医療機関等に対する指導検査の推進 - -

診療報酬明細書等の取得に関し

保険者からの同意取得や診療報

酬明細書等を電子的に入手する

ための機器等の整備

診療報酬明細書等の電子的に

入手し、指導等に活用

診療報酬明細書等の電子的に

入手し、指導等に活用

診療報酬明細書等の電子的に

入手し、指導等に活用

10-4 都庁デジタルガバメントプロジェクト 健康づくりへの支援 再掲

ウォーキングマップ作成等の健康づ

くりに関する区市町村の取組を支

援

健康づくりに関する区市町村の取

組を支援

ウォーキングマップ作成等の健康づ

くりに関する区市町村の取組を支

援

健康づくりに関する区市町村の取

組を支援

健康づくりに関する区市町村の取

組を支援

健康づくりに関する区市町村の取

組を支援

10-4 都庁デジタルガバメントプロジェクト 若年がん患者に対する生殖機能温存治療費の助成 再掲

がん治療により生殖機能が低下、

もしくは失うおそれがある若年患者

に対し、生殖機能温存治療に必

要な費用の一部を助成

治療費の一部助成を行うととも

に、若年がん患者が、がん等診療

施設と生殖機能温存療法の実施

機関等の連携により、円滑に生殖

機能の温存に向けた治療等を受

けられる体制を新たに構築

がん治療により生殖機能が低下、

もしくは失うおそれがある若年患者

に対し、生殖機能温存治療に必

要な費用の一部を助成

がん等診療施設、生殖機能温存

療法の実施機関及び行政による

「がん・生殖医療連携ネットワーク」

を構築

継続実施 継続実施 継続実施

10-4 都庁デジタルガバメントプロジェクト 家畜衛生サポートＤＸ - - -
飼養者や家畜の情報を一元管理

できるアプリの開発、導入

飼養者や家畜の情報を一元管理

できるアプリの拡張、維持

飼養者や家畜の情報を一元管理

できるアプリの拡張、維持

11-1 スタートアップフレンドリーな東京プロジェクト スタートアップ戦略の推進

新たなスタートアップ戦略「Global

Innovation with

STARTUPS」策定

進捗の透明化・フィードバック、戦

略のバージョンアップ

進捗の透明化・フィードバック、戦

略のバージョンアップ

進捗の透明化・フィードバック、戦

略のバージョンアップ

進捗の透明化・フィードバック、戦

略のバージョンアップ

進捗の透明化・フィードバック、戦

略のバージョンアップ

11-1 スタートアップフレンドリーな東京プロジェクト "Tokyo Innovation Base"の運営 - 施設整備、プレオープン

施設整備、2023年11月プレオー

プン（2024年５月グランドオープ

ン）

2024年５月本格オープン、イベン

ト・プログラムの実施
イベント・プログラムの実施 イベント・プログラムの実施

11-1 スタートアップフレンドリーな東京プロジェクト TIBを結節点としたイノベーションネットワークの構築 - - -
TIBの理念・取組に共感するプレ

イヤーが、各自のエリアで行うスター

トアップとの協働の取組を支援

TIBの理念・取組に共感するプレ

イヤーが、各自のエリアで行うスター

トアップとの協働の取組を支援

TIBの理念・取組に共感するプレ

イヤーが、各自のエリアで行うスター

トアップとの協働の取組を支援

11-1 スタートアップフレンドリーな東京プロジェクト スタートアップとの協働 ９件（2022年12月末時点） 40件/年 153件（2024年３月集計）

200件/年

※シン・トセイ重点強化方針

2024において目標を上方修正

250件/年

※シン・トセイ重点強化方針

2024において目標を上方修正

2027年度300件に向けて推進

※シン・トセイ重点強化方針

2024において目標を上方修正

11-1 スタートアップフレンドリーな東京プロジェクト エコシステム形成に向けた取組

「スタートアップ・エコシステム東京コ

ンソーシアム」の運営、情報プラット

フォームの構築

「スタートアップ・エコシステム東京コ

ンソーシアム」の運営、有望スター

トアップへの集中支援、情報発信

等

「スタートアップ・エコシステム東京コ

ンソーシアム」の運営、有望スター

トアップへの集中支援、情報発信

等

「スタートアップ・エコシステム東京コ

ンソーシアム」の運営、有望スター

トアップへの集中支援、情報発信

等

「スタートアップ・エコシステム東京コ

ンソーシアム」の運営、有望スター

トアップへの集中支援、情報発信

等

「スタートアップ・エコシステム東京コ

ンソーシアム」の運営、有望スター

トアップへの集中支援、情報発信

等

11-1 スタートアップフレンドリーな東京プロジェクト 創薬・医療系スタートアップ育成支援
外部ステークホルダーと協力してス

タートアップを育成

外部ステークホルダーと協力してス

タートアップを育成

外部ステークホルダーと協力してス

タートアップを育成

外部ステークホルダーと協力してス

タートアップを育成

外部ステークホルダーと協力してス

タートアップを育成

外部ステークホルダーと協力してス

タートアップを育成

戦略11：スタートアップ都市・東京戦略
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）
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2023年度
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ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

11-1 スタートアップフレンドリーな東京プロジェクト 創薬・医療系データ科学イノベーション人材育成

イノベーションを牽引する人材育成

講座実施

・アントレプレナー育成プログラム：

受講者56名

・デジタルヘルス人材育成プログラ

ム：受講者45名

イノベーションを牽引する人材育成

講座実施
イノベーションを牽引する人材育成

講座実施

イノベーションを牽引する人材育成

講座実施

イノベーションを牽引する人材育成

講座実施

イノベーションを牽引する人材育成

講座実施

11-1 スタートアップフレンドリーな東京プロジェクト 創業支援拠点の運営
「TOKYO創業ステーション」を丸の

内、立川において運営

「TOKYO創業ステーション」を丸の

内、立川において運営

「TOKYO創業ステーション」を丸の

内、立川において運営

「TOKYO創業ステーション」を丸の

内、立川において運営

「TOKYO創業ステーション」を丸の

内、立川において運営

「TOKYO創業ステーション」を丸の

内、立川において運営

11-1 スタートアップフレンドリーな東京プロジェクト インキュベーション施設の運営
インキュベーション施設の運営 ３

施設

インキュベーション施設の運営 ３

施設

インキュベーション施設の運営 ３

施設

インキュベーション施設の運営 ３

施設

インキュベーション施設の運営 ３

施設

インキュベーション施設の運営 ３

施設

11-1 スタートアップフレンドリーな東京プロジェクト 青山創業促進センターの運営
アクセラレーションプログラム実施、

先輩起業家へのオフィスの提供

アクセラレーションプログラム実施、

先輩起業家へのオフィスの提供

アクセラレーションプログラム実施、

先輩起業家へのオフィスの提供

アクセラレーションプログラム実施、

先輩起業家へのオフィスの提供

アクセラレーションプログラム実施、

先輩起業家へのオフィスの提供

アクセラレーションプログラム実施、

先輩起業家へのオフィスの提供

11-1 スタートアップフレンドリーな東京プロジェクト 創業活性化特別支援事業
創業者への助成、インキュベーショ

ン施設の運営計画の認定・補助

創業者への助成、インキュベーショ

ン施設の運営計画の認定・補助

創業者への助成、インキュベーショ

ン施設の運営計画の認定・補助

創業者への助成、インキュベーショ

ン施設の運営計画の認定・補助

創業者への助成、インキュベーショ

ン施設の運営計画の認定・補助

創業者への助成、インキュベーショ

ン施設の運営計画の認定・補助

11-1 スタートアップフレンドリーな東京プロジェクト 外国人の創業・ビジネス支援 再掲

東京開業ワンストップセンターにお

ける開業に関する行政手続支

援、ビジネスコンシェルジュ東京に

おけるビジネス・生活支援を実施

東京開業ワンストップセンターにお

ける開業に関する行政手続支

援、ビジネスコンシェルジュ東京に

おけるビジネス・生活支援

東京開業ワンストップセンターにお

ける開業に関する行政手続支

援、ビジネスコンシェルジュ東京に

おけるビジネス・生活支援を実施

東京開業ワンストップセンターにお

ける開業に関する行政手続支

援、ビジネスコンシェルジュ東京に

おけるビジネス・生活支援

東京開業ワンストップセンターにお

ける開業に関する行政手続支

援、ビジネスコンシェルジュ東京に

おけるビジネス・生活支援

東京開業ワンストップセンターにお

ける開業に関する行政手続支

援、ビジネスコンシェルジュ東京に

おけるビジネス・生活支援

11-1 スタートアップフレンドリーな東京プロジェクト 外国人創業人材受入促進事業
事業計画等の確認、事業の進捗

状況の確認を実施

事業計画等の確認、事業の進捗

状況の確認

事業計画等の確認、事業の進捗

状況の確認を実施

事業計画等の確認、事業の進捗

状況の確認

事業計画等の確認、事業の進捗

状況の確認

事業計画等の確認、事業の進捗

状況の確認

11-1 スタートアップフレンドリーな東京プロジェクト UPGRADE with TOKYO

都政の課題をテーマとしたピッチイ

ベント「UPGRADE with

TOKYO」を８回実施/年

11回程度実施/年

都政の課題をテーマとしたピッチイ

ベント「UPGRADE with

TOKYO」を９回、行政職員向け

セミナーを４回実施/年

都政の課題をテーマとしたピッチイ

ベント「UPGRADE with

TOKYO」を11回、行政職員向け

セミナーを２回実施/年

都政の課題をテーマとしたピッチイ

ベント「UPGRADE with

TOKYO」を11回、行政職員向け

セミナーを２回実施/年

都政の課題をテーマとしたピッチイ

ベント「UPGRADE with

TOKYO」を11回、行政職員向け

セミナーを２回実施/年

11-1 スタートアップフレンドリーな東京プロジェクト スタートアップを活用したHTT促進事業

HTTに係るテーマのピッチイベント

を開催、スタートアップの製品等の

導入

HTTに係るスタートアップの製品等

の導入

HTTに係るスタートアップの製品等

の導入

（2023年度終了）
- - -

11-1 スタートアップフレンドリーな東京プロジェクト キングサーモンプロジェクトの推進

有望なスタートアップの発掘(３

社)  、都政現場を活用した協働

（3社）

有望なスタートアップの発掘(３

社) 、都政現場を活用した協働

（６社）

有望なスタートアップの発掘(３

社) 、都政現場を活用した協働

（６社）

協働促進サポーターによる選定

(９社) 、都政現場を活用した協

働（９社） 、海外都市課題解

決コースの設置

有望なスタートアップの発掘(６

社) 、都政現場を活用した協働

（６社） 、海外都市課題解決

コースの設置

有望なスタートアップの発掘(６

社) 、都政現場を活用した協働

（６社） 海外都市課題解決

コースの設置

11-1 スタートアップフレンドリーな東京プロジェクト 政策目的随意契約制度による導入 累計10件 累計13件程度 累計13件 累計19件程度 累計28件程度 累計34件程度

11-1 スタートアップフレンドリーな東京プロジェクト 公共調達参入促進・自治体連携事業 - - -
政策目的随意契約の認定情報

を集約したプラットフォームの構築、

トライアル導入のサポート

プラットフォームの運用、トライアル

導入のサポート

プラットフォームの運用、トライアル

導入のサポート

11-1 スタートアップフレンドリーな東京プロジェクト TOKYO UPGRADE SQUARE

スタートアップ支援拠点（TOKYO

UPGRADE SQUARE）を運営

し、スタートアップや投資家、都庁

職員等の交流・協働を促進、ユー

ザーテストの実施

スタートアップや投資家、都庁職

員等の交流・協働を促進、ユー

ザーテストの実施

スタートアップ支援拠点（TOKYO

UPGRADE SQUARE）を運営

し、スタートアップや投資家、都庁

職員等の交流・協働を促進、ユー

ザーテストの実施

スタートアップや投資家、都庁職

員等の交流・協働を促進、ユー

ザーテストの実施

スタートアップや投資家、都庁職

員等の交流・協働を促進、ユー

ザーテストの実施

スタートアップや投資家、都庁職

員等の交流・協働を促進、ユー

ザーテストの実施
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2023年度
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ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

11-1 スタートアップフレンドリーな東京プロジェクト NEXs Tokyoの運営

エコシステムの形成、支援プログラ

ムの実施、国内外の支援機関や

他事業との連携促進、会員向け

定期メンタリング 等

エコシステムの形成、支援プログラ

ムの実施、国内外の支援機関や

他事業との連携促進、会員向け

定期メンタリング 等

エコシステムの形成、支援プログラ

ムの実施、国内外の支援機関や

他事業との連携促進、会員向け

定期メンタリング 等

エコシステムの形成、支援プログラ

ムの実施、国内外の支援機関や

他事業との連携促進、会員向け

定期メンタリング 等

エコシステムの形成、支援プログラ

ムの実施、国内外の支援機関や

他事業との連携促進、会員向け

定期メンタリング 等

エコシステムの形成、支援プログラ

ムの実施、国内外の支援機関や

他事業との連携促進、会員向け

定期メンタリング 等

11-1 スタートアップフレンドリーな東京プロジェクト
株式を活用したクラウドファンディングによるベンチャー企業

支援
-

株式を活用したクラウドファンディン

グのＰＲ、利用手数料の助成、

相談窓口、セミナーの開催

株式を活用したクラウドファンディン

グのＰＲ、利用手数料の助成、

相談窓口、セミナーの開催

株式を活用したクラウドファンディン

グのＰＲ、利用手数料の助成、

相談窓口、セミナーの開催

株式を活用したクラウドファンディン

グのＰＲ、利用手数料の助成、

相談窓口、セミナーの開催

ー

(2025年度事業終了)

11-1 スタートアップフレンドリーな東京プロジェクト 女性起業家向けアクセラレーションプログラム 再掲

都内女性ベンチャー向けに、育成

講座・アクセラレーションプログラム

「APT Women」を実施

受講生40名/年（うち海外派遣

20名/年）

受講生40名/年（うち海外派遣

20名/年）

受講生40名採択（うち海外派

遣20名/年）

受講生40名/年（うち海外派遣

20名/年）

受講生40名/年（うち海外派遣

20名/年）

受講生40名/年（うち海外派遣

20名/年）

11-1 スタートアップフレンドリーな東京プロジェクト 女性活躍のためのフェムテック開発支援・普及促進 再掲 -

女性の健康課題を解決するため

のフェムテックに関する新製品の開

発・改良及び普及を行うために必

要な経費の一部を助成　５件程

度/年

女性の健康課題を解決するため

のフェムテックに関する新製品の開

発・改良及び普及を行うために必

要な経費の一部を助成　６件/

年

女性の健康課題を解決するため

のフェムテックに関する新製品の開

発・改良及び普及を行うために必

要な経費の一部を助成　５件程

度/年

女性の健康課題を解決するため

のフェムテックに関する新製品の開

発・改良及び普及を行うために必

要な経費の一部を助成　５件程

度/年

女性の健康課題を解決するため

のフェムテックに関する新製品の開

発・改良及び普及を行うために必

要な経費の一部を助成　５件程

度/年

11-1 スタートアップフレンドリーな東京プロジェクト 女性・若者・シニア創業サポート事業

信用金庫・信用組合による低金

利・無担保融資、「地域創業アド

バイザー」による経営サポート

信用金庫・信用組合による低金

利・無担保融資、「地域創業アド

バイザー」による経営サポート

信用金庫・信用組合による低金

利・無担保融資、「地域創業アド

バイザー」による経営サポート

ー

(融資実行は2023年度で終了)

ー

(融資実行は2023年度で終了)

ー

(融資実行は2023年度で終了)

11-1 スタートアップフレンドリーな東京プロジェクト 女性・若者・シニア創業サポート2.0 - - -
信用金庫・信用組合による低金

利・無担保融資、「地域創業アド

バイザー」による経営サポート

信用金庫・信用組合による低金

利・無担保融資、「地域創業アド

バイザー」による経営サポート

信用金庫・信用組合による低金

利・無担保融資、「地域創業アド

バイザー」による経営サポート

11-1 スタートアップフレンドリーな東京プロジェクト 女性起業家への資金・事業計画等サポート事業 再掲 - - -
女性起業家に対し、VC等との相

談会（４回/年）や資金調達セ

ミナー（２回/年）を実施

女性起業家に対し、VC等との相

談会（４回/年）や資金調達セ

ミナー（２回/年）を実施

女性起業家に対し、VC等との相

談会（４回/年）や資金調達セ

ミナー（２回/年）を実施

11-1 スタートアップフレンドリーな東京プロジェクト 外国人起業家の資金調達支援
融資、事業計画の日本語化サ

ポート等

融資、事業計画の日本語化サ

ポート等

融資、事業計画の日本語化サ

ポート等

ー

(融資実行は2023年度で終了)

ー

(融資実行は2023年度で終了)

ー

(融資実行は2023年度で終了)

11-1 スタートアップフレンドリーな東京プロジェクト ＤＸスタートアップを支援するファンドへの出資
ファンドによる資金提供・ハンズオン

支援

ファンドによる資金提供・ハンズオン

支援

ファンドによる資金提供・ハンズオン

支援

ファンドによる資金提供・ハンズオン

支援

ファンドによる資金提供・ハンズオン

支援

ファンドによる資金提供・ハンズオン

支援

11-1 スタートアップフレンドリーな東京プロジェクト 脱炭素スタートアップを支援するファンドへの出資 60億円のＬＰ出資
ファンドによる資金提供・ハンズオン

支援

ファンドによる資金提供・ハンズオン

支援

ファンドによる資金提供・ハンズオン

支援

ファンドによる資金提供・ハンズオン

支援

ファンドによる資金提供・ハンズオン

支援

11-1 スタートアップフレンドリーな東京プロジェクト スタートアップの知的財産活用支援

知財相談、セミナー開催、アドバイ

ザー派遣等

ハンズオン支援（戦略策定、出

願・取得支援等）

５件/年

知財相談、セミナー開催、アドバイ

ザー派遣等

ハンズオン支援（戦略策定、出

願・取得支援等）

５件/年

知財相談、セミナー開催、アドバイ

ザー派遣等

ハンズオン支援（戦略策定、出

願・取得支援等）

５件/年

知財相談、セミナー開催、アドバイ

ザー派遣等

ハンズオン支援（戦略策定、出

願・取得支援等）

10件/年

知財相談、セミナー開催、アドバイ

ザー派遣等

ハンズオン支援（戦略策定、出

願・取得支援等）

10件/年

知財相談、セミナー開催、アドバイ

ザー派遣等

ハンズオン支援（戦略策定、出

願・取得支援等）

10件/年

11-1 スタートアップフレンドリーな東京プロジェクト
大企業と連携した中小企業・スタートアップの成長促進

に向けた人材交流支援事業
再掲 -

中小企業・スタートアップと大企業

との人材交流を支援

中小企業・スタートアップと大企業

との人材交流を支援(８組が出向

を開始）

中小企業・スタートアップと大企業

との人材交流を支援

中小企業・スタートアップと大企業

との人材交流を支援

中小企業・スタートアップと大企業

との人材交流を支援

11-1 スタートアップフレンドリーな東京プロジェクト スタートアップによるＤＸの社会実装支援
大企業等とのピッチ会、成果報告

１回/年

大企業等とのピッチ会、成果報告

会１回/年

大企業等とのピッチ会、成果報告

会１回/年

（2023年度終了）
- - -
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）
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2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

11-1 スタートアップフレンドリーな東京プロジェクト 中小企業ＤＸ推進に係るスタートアップ支援事業 再掲

中小企業の課題解決に資する革

新的な製品・サービスを有するス

タートアップの実証実験をサポート

実証実験のサポート、マッチングセ

ミナーの開催

中小企業の課題解決に資する革

新的な製品・サービスを有するス

タートアップの実証実験をサポート

（2023年度終了）

- - -

11-1 スタートアップフレンドリーな東京プロジェクト
大企業等からの起業を促進（GEMStartup

TOKYO）

新規事業創出に向けたプラット

フォームの運営

事業化プログラムの実施、成果報

告会１回/年

新規事業創出に向けたプラット

フォームの運営

事業化プログラムの実施、成果報

告会１回/年

新規事業創出に向けたプラット

フォームの運営

事業化プログラムの実施、成果報

告会１回/年

新規事業創出に向けたプラット

フォームの運営

事業化プログラムの実施、成果報

告会１回/年

新規事業創出に向けたプラット

フォームの運営

事業化プログラムの実施、成果報

告会１回/年

新規事業創出に向けたプラット

フォームの運営

事業化プログラムの実施、成果報

告会１回/年

11-1 スタートアップフレンドリーな東京プロジェクト 事業プロモーターによる実証の促進

ブルーオーシャン領域での活躍を

目指すスタートアップの実証実験

のサポート　12件/年支援

実証実験のサポート　10件/年程

度

ブルーオーシャン領域での活躍を

目指すスタートアップの実証実験

のサポート８社

実証実験のサポート

２年（2023年度～2024年

度）で20件程度

実証実験のサポート　10件/年程

度

実証実験のサポート　10件/年程

度

11-1 スタートアップフレンドリーな東京プロジェクト グローバル展開・交流支援

機運醸成イベント、海外ベンチャー

等との交流プログラム、海外現地

選抜プログラムの実施

機運醸成イベント、海外ベンチャー

等との交流プログラム、海外現地

選抜プログラムの実施

機運醸成イベント、海外ベンチャー

等との交流プログラム、海外現地

選抜プログラムの実施

機運醸成イベント、海外ベンチャー

等との交流プログラム、海外現地

選抜プログラムの実施

機運醸成イベント、海外ベンチャー

等との交流プログラム、海外現地

選抜プログラムの実施

機運醸成イベント、海外ベンチャー

等との交流プログラム、海外現地

選抜プログラムの実施

11-1 スタートアップフレンドリーな東京プロジェクト 多様な主体によるスタートアップ支援展開事業 -

事業会社やVC等との協定締結

50件程度/年、支援策の見える

化ウェブサイトの構築、東京SUコ

ンテストの開催

事業会社やVC等との協定締結

50件程度/年、支援策の見える

化ウェブサイトの運用

事業会社やVC等との協定締結

50件程度/年、支援策の見える

化ウェブサイトの運用、東京SUコ

ンテストの開催

事業会社やVC等との協定締結

50件程度/年、支援策の見える

化ウェブサイトの運用、東京SUコ

ンテストの開催 （協定締結は

2025年度終了）

支援策の見える化ウェブサイトの

運用、東京SUコンテストの開催

11-1 スタートアップフレンドリーな東京プロジェクト スマートサービスの実装 再掲 第1期開始(４件実装) 第2期開始(3年間で60件）

第１期継続実施、第2期開始

（それぞれ３年間で累計60件実

装）

第１期で累計60件実装、第２

期継続実施、第３期開始

第１期・第２期で累計120件実

装 、第３期継続実施

第１期～第３期で累計180件

実装

11-1 スタートアップフレンドリーな東京プロジェクト 都立大における５Ｇを活用した研究・実験 再掲

ローカル５G環境を活用した研究

を推進、民間企業等に都立大の

ローカル５G環境を実証フィールド

として提供

ローカル５G環境を活用した研究

を推進、民間企業等に都立大の

ローカル５G環境を実証フィールド

として提供

・ローカル5G環境を活用した研究

の支援(継続８件)、民間企業等

に都立大のローカル５G環境を実

証フィールドとして提供、新たな社

会サービス創出等に向けたアイデ

アソンの実施

ローカル５G環境を活用した研究

を推進、民間企業等に都立大の

ローカル５G環境を実証フィールド

として提供、新たな社会サービス

創出等に向けたアイデアソンの実

施

ローカル５G環境を活用した研究

を推進、民間企業等に都立大の

ローカル５G環境を実証フィールド

として提供、新たな社会サービス

創出等に向けたアイデアソンの実

施

民間企業等に都立大のローカル

５G環境を実証フィールドとして提

供、新たな社会サービス創出等に

向けたアイデアソンの実施

11-1 スタートアップフレンドリーな東京プロジェクト 未来を拓くイノベーションTOKYOプロジェクト 再掲

革新的ベンチャー企業の発掘、事

業会社とのマッチング支援、革新

的プロジェクトの採択・開発経費

補助・ハンズオン支援 ２件/年

開発経費補助・ハンズオン支援
開発経費補助・ハンズオン支援を

実施
開発経費補助・ハンズオン支援

-

（2024年度事業終了）
-

11-1 スタートアップフレンドリーな東京プロジェクト TOKYO戦略的イノベーション促進事業 再掲

イノベーションマップの作成 １回/

年、開発経費の助成・ハンズオン

支援 14件採択/年

イノベーションマップの作成 １回/

年、開発経費の助成・ハンズオン

支援 12件程度採択/年

イノベーションマップの作成 １回/

年、開発経費の助成・ハンズオン

支援 16件採択/年

イノベーションマップの作成 １回/

年、開発経費の助成・ハンズオン

支援 15件採択/年

イノベーションマップの作成 １回/

年、開発経費の助成・ハンズオン

支援 15件採択/年

イノベーションマップの作成 １回/

年、開発経費の助成・ハンズオン

支援 15件採択/年

11-1 スタートアップフレンドリーな東京プロジェクト
ゼロエミッション東京の実現等に向けたイノベーション促進

事業
再掲 -

マッチング支援、プロジェクト支援

４件/年

マッチング支援、プロジェクト支援を

実施 ４件/年

マッチング支援、プロジェクト支援

４件/年

マッチング支援、プロジェクト支援

４件/年

マッチング支援、プロジェクト支援

４件/年

11-1 スタートアップフレンドリーな東京プロジェクト 連携促進型オープンイノベーションプラットフォーム 再掲
課題提示型ピッチ会の開催、プロ

ジェクト体組成支援

課題提示型ピッチ会の開催、プロ

ジェクト体組成支援

課題提示型ピッチ会の開催、プロ

ジェクト体組成支援

課題提示型ピッチ会の開催、プロ

ジェクト体組成支援

課題提示型ピッチ会の開催、プロ

ジェクト体組成支援

課題提示型ピッチ会の開催、プロ

ジェクト体組成支援

11-1 スタートアップフレンドリーな東京プロジェクト
スタートアップによる５Ｇ技術を活用した製品・サービス開

発支援
再掲 開発支援 37社

開発支援 40社以上、連携促進

等
開発支援 36社、連携促進等

開発支援 40社以上、連携促進

等

開発支援 45社以上、連携促進

等

開発支援 45社以上、連携促進

等
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

11-1 スタートアップフレンドリーな東京プロジェクト スタートアップの海外進出を支援
海外向けECサイト・展示会等に

係る経費を助成

海外向けECサイト・展示会等に

係る経費を助成

海外向けECサイト・展示会等に

係る経費を助成

海外向けECサイト・展示会等に

係る経費を助成

-

（2024年度事業終了）
-

11-1 スタートアップフレンドリーな東京プロジェクト
スタートアップを活用したリスキリングによる中小企業デジタ

ル化支援
再掲 -

SUで構成するプラットフォームの構

築、SUの知見を活かしたデジタル

化支援 50社程度

SUで構成するプラットフォームの構

築、SUの知見を活かしたデジタル

化支援 51社

SUで構成するプラットフォームの構

築、SUの知見を活かしたデジタル

化支援 100社程度

SUで構成するプラットフォームの構

築、SUの知見を活かしたデジタル

化支援 100社程度

SUで構成するプラットフォームの構

築、SUの知見を活かしたデジタル

化支援 100社程度

11-1 スタートアップフレンドリーな東京プロジェクト
開発途上国の社会課題解決に資するスタートアップを支

援
- ハンズオン支援の実施

採択スタートアップ10社の審査・

選定、キックオフイベントの実施、

渡航計画策定等ハンズオン支援

の実施

開発途上国現地におけるハンズオ

ン支援の実施

採択スタートアップ10社の審査・

選定、キックオフイベントの実施、

渡航計画策定等支援実施

ハンズオン支援の実施

11-1 スタートアップフレンドリーな東京プロジェクト
ファンドを活用した開発途上国の社会課題解決に資す

るスタートアップ成長支援
- 出資

ファンド事業者の選定、ファンド組

成、ファンドへの出資

ファンドによる資金提供、ハンズオ

ン支援

ファンドによる資金提供、ハンズオ

ン支援

ファンドによる資金提供、ハンズオ

ン支援

11-1 スタートアップフレンドリーな東京プロジェクト 多摩イノベーションエコシステム促進事業 再掲
機運醸成・マッチングイベント、リー

ディングプロジェクト実施

機運醸成・マッチングイベント、リー

ディングプロジェクト実施

機運醸成・マッチングイベント、リー

ディングプロジェクト実施

機運醸成・マッチングイベント、リー

ディングプロジェクト実施

機運醸成・マッチングイベント、リー

ディングプロジェクト実施

機運醸成・マッチングイベント、リー

ディングプロジェクト実施

11-1 スタートアップフレンドリーな東京プロジェクト 多摩産業交流センター(東京たま未来メッセ）の管理 再掲 開業、運営・利用貸出 運営・利用貸出 運営・利用貸出 運営・利用貸出 運営・利用貸出 運営・利用貸出

11-1 スタートアップフレンドリーな東京プロジェクト 多摩ものづくりコミュニティ組成支援 再掲
コミュニティ組成、開発プロジェクト

支援

ものづくりネットワーク組成、開発プ

ロジェクト支援

コミュニティ組成、開発プロジェクト

支援

ものづくりネットワーク組成、開発プ

ロジェクト支援

ものづくりネットワーク組成、開発プ

ロジェクト支援

ものづくりネットワーク組成、開発プ

ロジェクト支援

※2026年度は継続支援のみ

11-1 スタートアップフレンドリーな東京プロジェクト 多摩イノベーション総合支援事業 再掲

新技術創出交流会 ２回/年、ゼ

ロエミッション合同面談会 １回/

年、ゼロエミッション専門勉強会 2

回/年

新技術創出交流会 １回/年、ゼ

ロエミッション合同面談会 １回/

年、ゼロエミッション専門勉強会

２回/年

新技術創出交流会 １回/年、ゼ

ロエミッション合同面談会 １回/

年、ゼロエミッション専門勉強会

２回/年

新技術創出交流会 １回/年、ゼ

ロエミッション合同面談会 １回/

年、ゼロエミッション専門勉強会

２回/年

-

（2024年度終了）
-

11-1 スタートアップフレンドリーな東京プロジェクト 多摩ものづくりスタートアップ起業家育成事業 再掲 -

ものづくり起業家に対して、製造

業とのマッチング支援や開発支援

を実施

ものづくり起業家に対して、製造

業とのマッチング支援や開発支援

を実施

ものづくり起業家に対して、製造

業とのマッチング支援や開発支援

を実施

ものづくり起業家に対して、製造

業とのマッチング支援や開発支援

を実施

ものづくり起業家に対して、製造

業とのマッチング支援や開発支援

を実施

11-1 スタートアップフレンドリーな東京プロジェクト スタートアップによる島しょ振興促進事業 再掲 -
島しょ地域の振興をテーマとした事

業化のための集中支援等

島しょ地域の振興をテーマとした事

業化のための集中支援等

島しょ地域の振興をテーマとした事

業化のための集中支援等

島しょ地域の振興をテーマとした事

業化のための集中支援等

島しょ地域の振興をテーマとした事

業化のための集中支援等

11-1 スタートアップフレンドリーな東京プロジェクト 社会実装参画による多摩イノベーションの創出促進 再掲 - - -

中小企業に対して、大学・研究機

関等が行う研究開発の社会実装

への参画等を支援

社会実装テーマ説明会　１回/

年、助成金　３件程度/年

中小企業に対して、大学・研究機

関等が行う研究開発の社会実装

への参画等を支援

社会実装テーマ説明会　１回/

年、助成金　３件程度/年

中小企業に対して、大学・研究機

関等が行う研究開発の社会実装

への参画等を支援

社会実装テーマ説明会　１回/

年、助成金　３件程度/年

11-1 スタートアップフレンドリーな東京プロジェクト
東京圏国家戦略特別区域会議等の開催、区域計画

の策定、多様な規制改革
再掲

東京圏国家戦略特別区域会議

等の随時実施、規制改革コーディ

ネーターと連携した規制改革の推

進

東京圏国家戦略特別区域会議

等の随時実施、規制改革コーディ

ネーターと連携した規制改革の推

進

東京圏国家戦略特別区域会議

等の随時実施、規制改革コーディ

ネーターと連携した規制改革の推

進

東京圏国家戦略特別区域会議

等の随時実施、規制改革コーディ

ネーターと連携した規制改革の推

進

東京圏国家戦略特別区域会議

等の随時実施、規制改革コーディ

ネーターと連携した規制改革の推

進

東京圏国家戦略特別区域会議

等の随時実施、規制改革コーディ

ネーターと連携した規制改革の推

進

11-1 スタートアップフレンドリーな東京プロジェクト インキュベーターによる起業家支援 - - -

インキュベーター向け交流連携及

び情報発信プラットフォーム構築・

運営、インキュベーターへのハンズオ

ン支援、資金助成等

インキュベーター向け交流連携及

び情報発信プラットフォームの運

営、インキュベーターへのハンズオン

支援、資金助成等

インキュベーター向け交流連携及

び情報発信プラットフォームの運

営、インキュベーターへのハンズオン

支援、資金助成等
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）
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2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

11-1 スタートアップフレンドリーな東京プロジェクト 社会課題解決型スタートアップ支援事業 - - -

企業等の課題解決に資する製

品・サービスを有するスタートアップ

に対し、実証フィールドの確保や

サービスの導入に向けたマッチング

サポートを実施

企業等の課題解決に資する製

品・サービスを有するスタートアップ

に対し、実証フィールドの確保や

サービスの導入に向けたマッチング

サポートを実施

企業等の課題解決に資する製

品・サービスを有するスタートアップ

に対し、実証フィールドの確保や

サービスの導入に向けたマッチング

サポートを実施

11-1 スタートアップフレンドリーな東京プロジェクト
ＣＶＣと連携した中小企業・スタートアップの成長促進

支援事業
- - -

大企業と中小企業・スタートアップ

のマッチング支援、ＣＶＣに対し

投資資金以外の投資活動に必

要な経費を補助

大企業と中小企業・スタートアップ

のマッチング支援、ＣＶＣに対し

投資資金以外の投資活動に必

要な経費を補助

大企業と中小企業・スタートアップ

のマッチング支援、ＣＶＣに対し

投資資金以外の投資活動に必

要な経費を補助

11-1 スタートアップフレンドリーな東京プロジェクト 海外VC等とのネットワーク構築 - - -
スタートアップを海外現地へ派遣

し、金融関係者等とマッチング

スタートアップを海外現地へ派遣

し、金融関係者等とマッチング

スタートアップを海外現地へ派遣

し、金融関係者等とマッチング

11-1 スタートアップフレンドリーな東京プロジェクト マーケティング支援プログラム - - -
TIBにおいてテストマーケティングの

場を提供、支援チームによるアドバ

イス等の実施

TIBにおいてテストマーケティングの

場を提供、支援チームによるアドバ

イス等の実施

TIBにおいてテストマーケティングの

場を提供、支援チームによるアドバ

イス等の実施

11-1 スタートアップフレンドリーな東京プロジェクト 都有地モニタリング - -
対象都有地にセンサー等のシステ

ムを設置、モニタリングの実施

杭の傾きデータの蓄積、現場状況

と比較・分析

杭の傾きデータの蓄積、現場状況

と比較・分析

杭の傾きデータの蓄積、現場状況

と比較・分析

11-2 夢に向かって羽ばたける土壌づくりプロジェクト スタートアップ戦略の推進 再掲

新たなスタートアップ戦略「Global

Innovation with

STARTUPS」策定

進捗の透明化・フィードバック、戦

略のバージョンアップ

進捗の透明化・フィードバック、戦

略のバージョンアップ

進捗の透明化・フィードバック、戦

略のバージョンアップ

進捗の透明化・フィードバック、戦

略のバージョンアップ

進捗の透明化・フィードバック、戦

略のバージョンアップ

11-2 夢に向かって羽ばたける土壌づくりプロジェクト 小中学校起業家プログラム策定・実施支援
・実施支援11校

・新規採択10校

新規採択・実施支援　10校程度

/年

・実施支援10校

・新規採択10校

新規採択・実施支援　10校程度

/年

新規採択・実施支援　10校程度

/年

新規採択・実施支援　10校程度

/年

11-2 夢に向かって羽ばたける土壌づくりプロジェクト 高校生起業家養成プログラム

第1期成果発信イベント ：延べ

298名参加

第2期育成プログラム（全８

回）：計延べ368名参加

第2期養成プログラム受講生10

名選抜

プログラム実施、成果発信イベント

第2期成果発信イベント ：延べ

159名参加

第3期育成プログラム（全８

回）：計延べ388名参加

第3期養成プログラム受講生13グ

ループ選抜

プログラム実施、成果発信イベント プログラム実施、成果発信イベント プログラム実施、成果発信イベント

11-2 夢に向かって羽ばたける土壌づくりプロジェクト 東京テックイノベーションプログラム 再掲

都立産業技術大学院大学におい

て、起業に挑戦するシニア層を対

象に、起業に必要な知識やスキル

を短期間で習得できるプログラムを

展開

・受講生獲得のためのプログラム紹

介動画配信

・受講生10名

都立産業技術大学院大学におい

て、起業に挑戦するシニア層を対

象に、起業に必要な知識やスキル

を短期間で習得できるプログラムを

展開

・受講生獲得のためのプログラム紹

介動画配信

・受講生20名

都立産業技術大学院大学におい

て、起業に挑戦するシニア層を対

象に、起業に必要な知識やスキル

を短期間で習得できるプログラムを

展開

・受講生獲得のための講演プログ

ラム紹介動画公開

・受講生４名

都立産業技術大学院大学におい

て、起業に挑戦するシニア層を対

象に、起業に必要な知識やスキル

を短期間で習得できるプログラムを

展開

・受講生獲得のための講演プログ

ラム紹介動画公開

・受講生20名

都立産業技術大学院大学におい

て、起業に挑戦するシニア層を対

象に、起業に必要な知識やスキル

を短期間で習得できるプログラムを

展開

・受講生獲得のための講演プログ

ラム紹介動画公開

・受講生20名

都立産業技術大学院大学におい

て、起業に挑戦するシニア層を対

象に、起業に必要な知識やスキル

を短期間で習得できるプログラムを

展開

・受講生獲得のための講演プログ

ラム紹介動画公開

・受講生20名

11-2 夢に向かって羽ばたける土壌づくりプロジェクト シニア創業促進事業 再掲

シニア向けビジネスコンテストの開

催

エントリー者６８名

シニア向けビジネスコンテストの開

催

シニア向けビジネスコンテストの開

催

シニア向けビジネスコンテストの開

催

シニア向けビジネスコンテストの開

催

シニア向けビジネスコンテストの開

催

11-2 夢に向かって羽ばたける土壌づくりプロジェクト リスタート支援（TOKYO Re:STARTER）

交流プラットフォーム、アクセラレー

ションプログラム、成果報告会の実

施

交流プラットフォーム、アクセラレー

ションプログラム、成果報告会の実

施

交流プラットフォーム、アクセラレー

ションプログラム、成果報告会の実

施

交流プラットフォーム、アクセラレー

ションプログラム、成果報告会の実

施

交流プラットフォーム、アクセラレー

ションプログラム、成果報告会の実

施

交流プラットフォーム、アクセラレー

ションプログラム、成果報告会の実

施
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プロジェクト名 取組名 再掲

11-2 夢に向かって羽ばたける土壌づくりプロジェクト 次世代アントレプレナー育成プログラム

ビジネスコンテストの実施（エント

リー者1,114人）、ファイナリスト

10名に対する醸成事業、ビジネス

スクール開催

ビジネスコンテストの実施（エント

リー者2,000人程度）、セミファイ

ナリスト30名に対する醸成事業、

ビジネススクール開催

ビジネスコンテストの実施（エント

リー者2,963人）、セミファイナリス

ト30名に対する醸成事業、ビジネ

ススクール開催

ビジネスコンテストの実施（エント

リー者2,000人以上）、セミファイ

ナリスト30名に対する醸成事業、

ビジネススクール開催

ビジネスコンテストの実施（エント

リー者2,000人以上）、セミファイ

ナリスト30名に対する醸成事業、

ビジネススクール開催

ビジネスコンテストの実施（エント

リー者2,000人以上）、セミファイ

ナリスト30名に対する醸成事業、

ビジネススクール開催

11-2 夢に向かって羽ばたける土壌づくりプロジェクト スタートアップへのインターンシップ推進 -

スタートアップへインターシップの設

計支援、学生とのマッチングイベン

トの開催

スタートアップへインターシップの設

計支援、学生とのマッチングイベン

トの開催

スタートアップへインターシップの設

計支援、学生とのマッチングイベン

トの開催

スタートアップへインターシップの設

計支援、学生とのマッチングイベン

トの開催

スタートアップへインターシップの設

計支援、学生とのマッチングイベン

トの開催

11-2 夢に向かって羽ばたける土壌づくりプロジェクト
アイデアを生み出す学生を応援するプロジェクト

“TOKYO IDEATION JAM“
- -

学生や若者たちが集まって、楽し

みながら起業アイデアを生み出す

プロジェクトを実施　４回/年

学生や若者たちが集まって、楽し

みながら起業アイデアを生み出す

プロジェクトを実施　12回/年

学生や若者たちが集まって、楽し

みながら起業アイデアを生み出す

プロジェクトを実施　12回/年

学生や若者たちが集まって、楽し

みながら起業アイデアを生み出す

プロジェクトを実施　12回/年

11-2 夢に向かって羽ばたける土壌づくりプロジェクト スタートアップキャリアフェアの開催 - -

スタートアップでのキャリアに関心が

ある人材と、採用を目指すスタート

アップが一堂に会するキャリアフェア

を開催　２回／年

スタートアップでのキャリアに関心が

ある人材と、採用を目指すスタート

アップが一堂に会するキャリアフェア

を開催　２回／年

スタートアップでのキャリアに関心が

ある人材と、採用を目指すスタート

アップが一堂に会するキャリアフェア

を開催　２回／年

スタートアップでのキャリアに関心が

ある人材と、採用を目指すスタート

アップが一堂に会するキャリアフェア

を開催　２回／年

11-2 夢に向かって羽ばたける土壌づくりプロジェクト アントレプレナーシップ育成プログラムの推進 - - -
人材バンクの設置、講師派遣開

始、民間企業等と連携したプログ

ラム展開

人材バンクの運営、民間企業等と

連携したプログラム展開

人材バンクの運営、民間企業等と

連携したプログラム展開

11-2 夢に向かって羽ばたける土壌づくりプロジェクト 東京の未来を拓く起業家教育循環システム - - - 大学等と連携した研究調査開始
大学等と連携した研究調査、連

携事業の実施

大学等と連携した研究調査の実

施、連携事業の実施

11-2 夢に向かって羽ばたける土壌づくりプロジェクト 多摩地域における英語学習環境の整備 再掲

体験型英語学習環境を多摩地

域にも整備し、地域の特色も踏ま

えた英語学習を提供

運営

体験型英語学習施設において、

デジタル技術を活用して地域の特

色も踏まえた英語学習を提供

運営 運営 運営

11-2 夢に向かって羽ばたける土壌づくりプロジェクト TOKYO ENGLISH CHANNEL 再掲

ＴＧＳ

（TokyoGlobalStudio）オンデ

マンド映像等のコンテンツをＷｅｂ

上で一元的に掲載する「TOKYO

ENGLISH CHANNEL」を運営

運営

動画教材等を掲載するウェブサイ

ト「TOKYO ENGLISH

CHANNEL」を運営

運営 運営 運営

11-2 夢に向かって羽ばたける土壌づくりプロジェクト 都立専門高校海外派遣研修 再掲

都立専門高校の生徒を対象に、

農業、工業等の各専門学科の内

容に親和性があるテーマを設定し

た海外派遣研修を実施（研修

テーマごとに３コース / 年 実施、

参加生徒： 45 名/ 年）

研修テーマごとに３コース / 年 実

施、参加生徒： 45 名（ 15

名 × ３コース）/ 年

３コース実施、参加生徒： 46

名

３コース / 年 実施、参加生徒：

72 名（ 24 名 × ３コース）/

年

３コース / 年 実施、参加生徒：

72 名（ 24 名 × ３コース）/

年

３コース / 年 実施、参加生徒：

72 名（ 24 名 × ３コース）/

年

11-2 夢に向かって羽ばたける土壌づくりプロジェクト 海外留学支援　※都支援による留学支援 再掲

都立・私立高校、都立産技高

専、都立大で、生徒・学生の海外

派遣に関する支援の実施

1,173人

1,461人

都立・私立高校、都立産技高

専、都立大で、生徒・学生の海外

派遣に関する支援の実施

1,560人

1,326人 1,340人 1,410人

11-2 夢に向かって羽ばたける土壌づくりプロジェクト 都立学校の国際交流プログラム 再掲 - - -
都立学校生の海外派遣、姉妹校

提携先の開拓・マッチング支援、

留学生の受入等

都立学校生の海外派遣、姉妹校

提携先の開拓・マッチング支援、

留学生の受入等

都立学校生の海外派遣、姉妹校

提携先の開拓・マッチング支援、

留学生の受入等
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

11-2 夢に向かって羽ばたける土壌づくりプロジェクト Tokyo GLOBAL Student　Navi 再掲

東京における先進的・多様な英

語教育の取組をＰＲする新たな

ポータルサイト「Tokyo GLOBAL

Student Navi」について、プロ

モーション手法の検討、ポータルサ

イト構築・開設、コンテンツ作成に

向けた準備

プロモーションの開始、ポータルサイ

ト更新・改善、コンテンツ完成・提

供

プロモーションの開始、ポータルサイ

ト更新・改善、コンテンツ完成・提

供

プロモーションの継続、ポータルサイ

トの更新・改善、コンテンツ増強

プロモーションの継続、ポータルサイ

トの更新・改善、コンテンツ増強

プロモーションの継続、ポータルサイ

トの更新・改善、コンテンツ増強

11-2 夢に向かって羽ばたける土壌づくりプロジェクト
「社会の人材を活用した教育」を実現するための授業支

援
再掲

高校等8校で実施、協力企業募

集・登録
高校等での実施、協力企業登録

高校等16校での実施、協力企

業登録
高校等での実施、協力企業登録 高校等での実施、協力企業登録 高校等での実施、協力企業登録

11-3 “ワンチーム”での強力サポートプロジェクト スタートアップ戦略の推進 再掲

新たなスタートアップ戦略「Global

Innovation with

STARTUPS」策定

進捗の透明化・フィードバック、戦

略のバージョンアップ

進捗の透明化・フィードバック、戦

略のバージョンアップ

進捗の透明化・フィードバック、戦

略のバージョンアップ

進捗の透明化・フィードバック、戦

略のバージョンアップ

進捗の透明化・フィードバック、戦

略のバージョンアップ

11-3 “ワンチーム”での強力サポートプロジェクト シビックテックとの協働 再掲

都知事杯オープンデータ・ハッカソン

2022１回/年開催、官民共創デ

ジタルプラットフォームによる地域課

題解決

都知事杯オープンデータ・ハッカソン

１回/年開催、官民共創デジタル

プラットフォームによる地域課題解

決

都知事杯オープンデータ・ハッカソン

１回/年開催、官民共創デジタル

プラットフォームによる地域課題解

決

都知事杯オープンデータ・ハッカソン

１回/年開催、官民共創による地

域課題解決

シビックテックと都の協働機運が醸

成、社会課題解決に寄与 、都知

事杯オープンデータ・ハッカソン１回

/年開催

シビックテックと都の協働機運が醸

成、社会課題解決に寄与、都知

事杯オープンデータ・ハッカソン１回

/年開催

11-3 “ワンチーム”での強力サポートプロジェクト
スタートアップの創出・育成支援の強化及び産学公連携

の推進
再掲

・本体工事は2022年度で完了

・アントレプレナーシップの醸成に向

け起業準備講座の開設等、TMU

Innovation Hubを活用した産

学公連携の推進に向けた検討・

準備

アントレプレナーシップ講座の開講

等、TMU Innovation Hubを活

用した産学公連携の推進

アントレプレナーシップ講座等の開

講、TMU Innovation Hubを活

用した産学公連携の推進

・都立大等において、アントレプレ

ナーシップの醸成に資する取組とし

て正規課程授業の開講及び

TMUビジネスアイデアコンテスト等

を実施、TMU Innovation Hub

を活用した産学公連携の推進

・都立高専において、起業に関す

る教育支援プログラムの本格実施

・都立大等において、アントレプレ

ナーシップの醸成に資する取組とし

て正規課程授業の開講及び

TMUビジネスアイデアコンテスト等

を実施、TMU Innovation Hub

を活用した産学公連携の推進

・都立高専において、起業に関す

る教育支援プログラムの本格実施

・都立大等において、アントレプレ

ナーシップの醸成に資する取組とし

て正規課程授業の開講及び

TMUビジネスアイデアコンテスト等

を実施、TMU Innovation Hub

を活用した産学公連携の推進

・都立高専において、起業に関す

る教育支援プログラムの本格実施

11-3 “ワンチーム”での強力サポートプロジェクト スタートアップの集積 再掲
スタートアップ社会実装支援窓口

開設

スタートアップを集積し、まちの課題

を順次解決

スタートアップを集積し、まちの課題

を順次解決

スタートアップを集積し、まちの課題

を順次解決

スタートアップを集積し、まちの課題

を順次解決

スタートアップを集積し、まちの課題

を順次解決

11-3 “ワンチーム”での強力サポートプロジェクト デジタルテクノロジーの実装 再掲

Digital Innovation City協議

会運営支援、ＰＴ等活動支援

５Ｇ普及促進事業

ＤＸ推進事業（補助金制度）

Digital Innovation City協議

会運営支援、ＰＴ等活動支援

５Ｇ普及促進事業

ＤＸ推進事業（補助金制度）

Digital Innovation City協議

会運営支援、ＰＴ等活動支援

５Ｇ普及促進事業

ＤＸ推進事業（補助金制度）

Digital Innovation City協議

会運営支援、ＰＴ等活動支援

５Ｇ普及促進事業

ＤＸ推進事業（補助金制度）

Digital Innovation City協議

会運営支援、ＰＴ等活動支援

５Ｇ普及促進事業

Digital Innovation City協議

会運営支援、ＰＴ等活動支援

５Ｇ普及促進事業

11-3 “ワンチーム”での強力サポートプロジェクト 若者の独創的なアイデアを実現させる支援 - -

若者やスタートアップを集め、複数

の支援者や専門家を通じて、夢の

実現に向けたアドバイスや徹底し

た仮説検証、資金提供などのサ

ポート（２者程度と協定）

若者やスタートアップを集め、複数

の支援者や専門家を通じて、夢の

実現に向けたアドバイスや徹底し

た仮説検証、資金提供などのサ

ポート（２者程度と協定）

若者やスタートアップを集め、複数

の支援者や専門家を通じて、夢の

実現に向けたアドバイスや徹底し

た仮説検証、資金提供などのサ

ポート（２者程度と協定）

若者やスタートアップを集め、複数

の支援者や専門家を通じて、夢の

実現に向けたアドバイスや徹底し

た仮説検証、資金提供などのサ

ポート（２者程度と協定）

11-3 “ワンチーム”での強力サポートプロジェクト 大学発スタートアップの創出促進 - -
大学発スタートアップ等促進ファン

ドの組成・出資、大学の各種取

組をサポート

ファンドによる資金提供・ハンズオン

支援、大学の各種取組をサポート

ファンドによる資金提供・ハンズオン

支援、大学の各種取組をサポート

ファンドによる資金提供・ハンズオン

支援、大学の各種取組をサポート

11-3 “ワンチーム”での強力サポートプロジェクト
官民連携ファンドによるインパクトスタートアップの成長支

援
- - - ファンド組成、出資

ファンドによる資金提供・ハンズオン

支援

ファンドによる資金提供・ハンズオン

支援

11-3 “ワンチーム”での強力サポートプロジェクト
ファンドを活用した女性活躍の推進等に向けたスタート

アップ支援
- - -

ファンド事業者の選定、ファンド組

成、ファンドへの出資

ファンドによる資金提供・ハンズオン

支援

ファンドによる資金提供・ハンズオン

支援
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）
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2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

11-4 戦略的世界発信プロジェクト スタートアップ戦略の推進 再掲

新たなスタートアップ戦略「Global

Innovation with

STARTUPS」策定

進捗の透明化・フィードバック、戦

略のバージョンアップ

進捗の透明化・フィードバック、戦

略のバージョンアップ

進捗の透明化・フィードバック、戦

略のバージョンアップ

進捗の透明化・フィードバック、戦

略のバージョンアップ

進捗の透明化・フィードバック、戦

略のバージョンアップ

11-4 戦略的世界発信プロジェクト グローバルスタートアップイベントの開催
グローバルスタートアップイベント

“City-Tech.Tokyo”の開催

スタートアップとのオープンイノベー

ションで持続可能な社会を実現す

るためのイベント“SusHi Tech

Tokyo”の開催に向けた準備

スタートアップとのオープンイノベー

ションで持続可能な社会を実現す

るためのイベント“SusHi Tech

Tokyo 2024 グローバルスタート

アッププログラム”の開催に向けた準

備

スタートアップとのオープンイノベー

ションで持続可能な社会を実現す

るためのイベント“SusHi Tech

Tokyo 2024 グローバルスタート

アッププログラム”の開催

スタートアップとのオープンイノベー

ションで持続可能な社会を実現す

るためのイベントの開催

スタートアップとのオープンイノベー

ションで持続可能な社会を実現す

るためのイベントの開催

11-4 戦略的世界発信プロジェクト エコシステムサミットの開催 - -

スタートアップ支援に関わる様々な

プレーヤーが交流し、東京のスター

トアップエコシステムの発展につなげ

るイベントを開催　１回／年

スタートアップ支援に関わる様々な

プレーヤーが交流し、東京のスター

トアップエコシステムの発展につなげ

るイベントを開催　１回／年

スタートアップ支援に関わる様々な

プレーヤーが交流し、東京のスター

トアップエコシステムの発展につなげ

るイベントを開催　１回／年

スタートアップ支援に関わる様々な

プレーヤーが交流し、東京のスター

トアップエコシステムの発展につなげ

るイベントを開催　１回／年

11-4 戦略的世界発信プロジェクト 海外エコシステムとの接続・連携 - -
世界のグローバルイベントへの出

展、取組のPR

世界のグローバルイベントへの出

展、取組のPR

世界のグローバルイベントへの出

展、取組のPR

世界のグローバルイベントへの出

展、取組のPR

11-4 戦略的世界発信プロジェクト スタートアップデータベース構築・統計整備 - -
情報一元化の仕組みを検討、試

行版の整備

情報一元化の仕組みを検討、試

行版の運用・正式版の整備
運用・改修 運用・改修

12-1 「国際金融都市・東京」実現プロジェクト
Tokyo Green Finance Initiative（ＴＧＦＩ）の

推進

企業のESG情報等に関するポー

タルサイト整備、グリーンボンドの発

行補助28件、ソーシャルインパクト

投資ファンドの組成、グリーンファイ

ナンスを担う金融系外国企業誘

致 ７社/年、東京金融賞ESG投

資部門 ３社/年表彰、都内中

堅・中小企業のサステナビリティ経

営への転換促進に向けた連携協

定を金融機関と締結14社/年、

都内中堅・中小企業のサステナビ

リティ経営への転換促進に向けた

補助８件/年、サステナブルファイ

ナンスに関する国際連携、「TMU

サステナブル研究推進機構」にお

けるグリーンファイナンスの活性化に

向けた研究の推進

ESG債の発行補助、ソーシャルイ

ンパクト投資ファンドによる投融

資、サステナブルエネルギーファンド

による投融資、グリーンファイナンス

を担う金融系外国企業誘致 ７

社程度/年、東京金融賞ESG投

資部門 ３社/年表彰、中小企業

のサステナブルファイナンス活性化

に向けた補助　25社/年 、環境

金融に係る専門人材の活用、サ

ステナブルファイナンスに関する国

際連携、創エネ・蓄エネ推進ファン

ド（仮称）の創設

SDGs債の発行費用補助19件、

グリーンファイナンスを担う金融系

外国企業誘致 ７社程度/年、東

京金融賞ESG投資部門 ４社/

年表彰、都内中堅・中小企業の

サステナブルファイナンス活性化に

向けた連携協定を金融機関と締

結 ５社/年・都内中堅・中小企

業のサステナビリティ経営への転換

促進に向けた補助　11社/年 、

環境金融に係る専門人材の活

用、サステナブルファイナンスに関す

る国際連携、創エネ・蓄エネ推進

ファンドの創設、ファンドによる投融

資

SDGs債の発行費用補助、東京

金融賞ESG投資部門 ３社程度

/年表彰、中小企業のサステナブ

ルファイナンス活性化に向けた補

助 25社/年、環境金融に係る専

門人材の活用、サステナブルファイ

ナンスに関する国際連携、創エネ・

蓄エネ推進ファンドによる投融資

、循環経済・自然資本等推進ファ

ンド（仮称）の創設、ファンドによ

るサステナブルファイナンスの取組

推進

SDGs債の発行費用補助、東京

金融賞ESG投資部門 ３社程度

/年表彰、中小企業のサステナブ

ルファイナンス活性化に向けた補

助 25社/年、環境金融に係る専

門人材の活用、サステナブルファイ

ナンスに関する国際連携、ファンド

によるサステナブルファイナンスの取

組推進

SDGs債の発行費用補助、東京

金融賞ESG投資部門 ３社程度

/年表彰、中小企業のサステナブ

ルファイナンス活性化に向けた補

助 25社/年、環境金融に係る専

門人材の活用、サステナブルファイ

ナンスに関する国際連携、ファンド

によるサステナブルファイナンスの取

組推進

12-1 「国際金融都市・東京」実現プロジェクト サステナブルファイナンスの取組（都債） 再掲

東京ソーシャルボンドの発行

継続発行・充当事業の精査、多

様な発行手段等の検討

東京グリーンボンドの発行

継続発行・充当事業の精査、多

様な発行手段等の検討

東京ソーシャルボンドの発行

継続発行・充当事業の精査、多

様な発行手段等の検討

東京グリーンボンドの発行

継続発行・充当事業の精査、多

様な発行手段等の検討

東京ソーシャルボンドの発行

継続発行・充当事業の精査、多

様な発行手段等の検討

東京グリーンボンドの発行

継続発行・充当事業の精査、多

様な発行手段等の検討

ブループロジェクトも含む東京グリー

ン・ブルーボンドの発行、東京ソー

シャルボンドの継続発行、外債に

よるサステナビリティボンドの新規発

行、充当事業の精査、多様な発

行手段等の検討

継続発行・充当事業の精査、多

様な発行手段等の検討

継続発行・充当事業の精査、多

様な発行手段等の検討

戦略12：稼ぐ東京・イノベーション戦略
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

12-1 「国際金融都市・東京」実現プロジェクト フィンテックの活用等による金融のデジタライゼーション

新興フィンテック企業と金融機関と

のマッチングイベント・PoC（概念

実証）補助等、フィンテック支援

ファンドによる投融資、東京金融

賞金融イノベーション部門 ３社/

年表彰、支援プログラム提供等、

業界団体やインキュベーション施設

等と連携したピッチイベントの開催

補助、都内のキャッシュレス決済

比率を調査

新興フィンテック企業を対象とした

ピッチイベントやアクセラレーションプ

ログラム・新興フィンテック企業と金

融機関とのマッチングイベント・PoC

（概念実証）補助等、フィンテッ

ク支援ファンドによる投融資、東京

金融賞金融イノベーション部門 ３

社/年表彰、支援プログラム提

供、都のキャッシュレス推進施策の

あり方を検討・具体化、セキュリ

ティトークン発行コストの補助

各種補助金の実施、フィンテック

支援ファンドによる投融資、東京

金融賞の金融イノベーション部門

において、117社の応募から３者

を選定し表彰、都内キャッシュレス

決済比率に関する調査実施

新興フィンテック企業を対象とした

ピッチイベントやアクセラレーションプ

ログラム・新興フィンテック企業と金

融機関とのマッチングイベント・PoC

（概念実証）補助等、フィンテッ

ク支援ファンドによる投融資、東京

金融賞金融イノベーション部門 ３

社/年表彰、支援プログラム提

供、都のキャッシュレス推進施策の

あり方を検討・具体化、セキュリ

ティトークン発行コストの補助、フィ

ンテック企業に対する海外進出支

援

新興フィンテック企業を対象とした

ピッチイベントやアクセラレーションプ

ログラム・新興フィンテック企業と金

融機関とのマッチングイベント・PoC

（概念実証）補助等、フィンテッ

ク支援ファンドによる投融資、東京

金融賞金融イノベーション部門 ３

社/年表彰、支援プログラム提

供、都のキャッシュレス推進施策の

あり方を検討・具体化、セキュリ

ティトークン発行コストの補助、フィ

ンテック企業に対する海外進出支

援

新興フィンテック企業を対象とした

ピッチイベントやアクセラレーションプ

ログラム・新興フィンテック企業と金

融機関とのマッチングイベント・PoC

（概念実証）補助等、フィンテッ

ク支援ファンドによる投融資、東京

金融賞金融イノベーション部門 ３

社/年表彰、支援プログラム提

供、都のキャッシュレス推進施策の

あり方を検討・具体化、セキュリ

ティトークン発行コストの補助、フィ

ンテック企業に対する海外進出支

援

12-1 「国際金融都市・東京」実現プロジェクト 都立大学ファイナンスプログラム

都立大大学院経営学研究科経

営学専攻博士前期（修士）課

程ファイナンスプログラムの実施（4

名（入学者数））、金融工学

研究センターを軸にフォーラム6回

（705名）セミナー9回（393

名）・シンポジウム1回（126

名）・ワークショップ2回（243

名）等を実施

ファイナンスプログラムの実施10名

程度/年、セミナー・シンポジウム・

国際ワークショップ等を実施

都立大大学院経営学研究科経

営学専攻博士前期（修士）課

程ファイナンスプログラムの実施

（11名（入学者数））、外国

人研究者を招いた英語講義やサ

ステナブルファイナンス、金融データ

サイエンスに関する講義も開設。

金融工学研究センターを軸に

フォーラム２回（260名）・セミ

ナー9回（343名）・シンポジウム

1回（220名）・ワークショップ2回

（149名）等を実施

ファイナンスプログラムの実施10名

程度/年、セミナー・シンポジウム・

国際ワークショップ等を実施

ファイナンスプログラムの実施10名

程度/年、セミナー・シンポジウム・

国際ワークショップ等を実施

ファイナンスプログラムの実施10名

程度/年、セミナー・シンポジウム・

国際ワークショップ等を実施

12-1 「国際金融都市・東京」実現プロジェクト 国際金融人材の育成強化

都立大において、金融の専門知

識とビジネスレベルの英語力を涵

養する新たな教育プログラムの開

設に向け、育成する人材像の設

定や教育体制の検討を実施

先行開設

・国際金融を学ぶ上で必要な既

存科目をプログラム化

・実務家教員を活用した国際金

融科目や、サステナブル・ファイナン

スに関する科目、ビジネス英語に

関する科目等を新規開講し、プロ

グラムに組み込む

先行開設

・国際金融を学ぶ上で必要な既

存科目をプログラム化

・実務家教員を活用した国際金

融科目や、サステナブル・ファイナン

スに関する科目、ビジネス英語に

関する科目等を新規開講し、プロ

グラムに組み込む

前年度実績を踏まえた教育内容

の見直し

正式開設予定

・国際金融人材としての活躍を将

来的に視野に入れている学生向

けの正式なプログラムを実施

・カリキュラム再編、科目の充実を

予定

・国際金融人材としての活躍を将

来的に視野に入れている学生向

けの正式なプログラムを実施

・カリキュラム再編、科目の充実
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

12-1 「国際金融都市・東京」実現プロジェクト 多様な金融関連プレイヤーの集積

金融系外国企業誘致 15社以

上/年、特区制度を活用した継続

的な規制緩和要望、都立大大

学院におけるファイナンスプログラム

４名/年、都立大等と連携した法

務・コンプライアンス人材の育成、

「Tokyo Sustainable Finance

Week」の開催、資産運用業者が

創業する際に発生する諸費用の

補助、ＥＭＰ（Emerging

Managers Program）の普及

促進

金融系外国企業誘致  15社/

年、特区制度を活用した継続的

な規制緩和要望、都立大大学

院におけるファイナンスプログラム

10名程度/年、都立大等と連携

した法務・コンプライアンス人材の

育成、「Tokyo Sustainable

Finance Week」の開催、資産

運用業者が創業する際に発生す

る諸費用の補助、ＥＭＰ

（Emerging Managers

Program）の普及促進、金融リ

テラシー向上に向けたプロモーショ

ン活動や講師派遣

金融系外国企業誘致  15社以

上/年、特区制度を活用した継続

的な規制緩和要望、都立大大

学院におけるファイナンスプログラム

11名程度/年、都立大等と連携

した法務・コンプライアンス人材の

育成、「Tokyo Sustainable

Finance Week」の開催、資産

運用業者が創業する際に発生す

る諸費用の補助、ＥＭＰ

（Emerging Managers

Program）の普及促進、金融リ

テラシー向上に向けたプロモーショ

ン活動や講師派遣 、50代以上

に特に必要な金融知識の普及

金融系外国企業誘致  15社/

年、特区制度を活用した継続的

な規制緩和要望、都立大大学

院におけるファイナンスプログラム

10名程度/年、都立大等と連携

した法務・コンプライアンス人材の

育成、「Tokyo Sustainable

Finance Week」の開催、資産

運用業者が創業する際に発生す

る諸費用の補助、ＥＭＰ

（Emerging Managers

Program）の普及促進、金融リ

テラシー向上に向けたプロモーショ

ン活動や講師派遣

金融系外国企業誘致  15社/

年、特区制度を活用した継続的

な規制緩和要望、都立大大学

院におけるファイナンスプログラム

10名程度/年、都立大等と連携

した法務・コンプライアンス人材の

育成、「Tokyo Sustainable

Finance Week」の開催、資産

運用業者が創業する際に発生す

る諸費用の補助、ＥＭＰ

（Emerging Managers

Program）の普及促進、金融リ

テラシー向上に向けたプロモーショ

ン活動や講師派遣

金融系外国企業誘致  15社/

年、特区制度を活用した継続的

な規制緩和要望、都立大大学

院におけるファイナンスプログラム

10名程度/年、都立大等と連携

した法務・コンプライアンス人材の

育成、「Tokyo Sustainable

Finance Week」の開催、資産

運用業者が創業する際に発生す

る諸費用の補助、ＥＭＰ

（Emerging Managers

Program）の普及促進、金融リ

テラシー向上に向けたプロモーショ

ン活動や講師派遣

12-1 「国際金融都市・東京」実現プロジェクト スタートアップへのインターンシップ推進 再掲 -

スタートアップへインターシップの設

計支援、学生とのマッチングイベン

トの開催

スタートアップへインターシップの設

計支援、学生とのマッチングイベン

トの開催

スタートアップへインターシップの設

計支援、学生とのマッチングイベン

トの開催

スタートアップへインターシップの設

計支援、学生とのマッチングイベン

トの開催

スタートアップへインターシップの設

計支援、学生とのマッチングイベン

トの開催

12-1 「国際金融都市・東京」実現プロジェクト 各取組に関する情報発信

「FinCity. Tokyo」や戦略広報

部・外部団体等と連携し、国内

外でプロモーション活動を展開、外

国企業誘致のための新たな広報

戦略に基づき「Invest Tokyo」プ

ロモーションを実施、企業の英語に

よる情報発信の支援

「FinCity. Tokyo」等と連携した

プロモーション活動、「Invest

Tokyo」プロモーション、外国企業

誘致のための新たな広報戦略に

基づくプロモーション、企業の英語

による情報発信の支援

「FinCity. Tokyo」等と連携した

プロモーション活動、「Invest

Tokyo」プロモーション、外国企業

誘致のための新たな広報戦略に

基づくプロモーション、企業の英語

による情報発信の支援

「FinCity. Tokyo」等と連携した

プロモーション活動、「Invest

Tokyo」プロモーション、外国企業

誘致のための新たな広報戦略に

基づくプロモーション、企業の英語

による情報発信の支援

「FinCity. Tokyo」等と連携した

プロモーション活動、「Invest

Tokyo」プロモーション、外国企業

誘致のための新たな広報戦略に

基づくプロモーション、企業の英語

による情報発信の支援

「FinCity. Tokyo」等と連携した

プロモーション活動、「Invest

Tokyo」プロモーション、外国企業

誘致のための新たな広報戦略に

基づくプロモーション、企業の英語

による情報発信の支援

12-1 「国際金融都市・東京」実現プロジェクト 構想実現に向けた体制強化

City of LondonとのMou（合

意書）に基づく金融フォーラムの

開催など様々な主体との連携強

化

City of LondonとのMou（合

意書）に基づく金融フォーラムの

開催など様々な主体との連携強

化

City of LondonとのMou（合

意書）に基づく金融フォーラムの

開催など様々な主体との連携強

化

City of LondonとのMou（合

意書）に基づく金融フォーラムの

開催など様々な主体との連携強

化

City of LondonとのMou（合

意書）に基づく金融フォーラムの

開催など様々な主体との連携強

化

City of LondonとのMou（合

意書）に基づく金融フォーラムの

開催など様々な主体との連携強

化

12-1 「国際金融都市・東京」実現プロジェクト カーボンクレジット取引プラットフォーム運営事業 再掲 - - -

・取引プラットフォームの構築・運

営

・中小企業等によるクレジット取引

の需要掘起こし

・取引プラットフォームの運営

・中小企業等によるクレジット取引

の需要掘起こし

・取引プラットフォームの運営

・中小企業等によるクレジット取引

の需要掘起こし

12-2 世界を勝ち抜く国際的ビジネス拠点の形成
東京圏国家戦略特別区域会議等の開催、区域計画

の策定、多様な規制改革

東京圏国家戦略特別区域会議

等の随時実施、規制改革コーディ

ネーターと連携した規制改革の推

進

東京圏国家戦略特別区域会議

等の随時実施、規制改革コーディ

ネーターと連携した規制改革の推

進

東京圏国家戦略特別区域会議

等の随時実施、規制改革コーディ

ネーターと連携した規制改革の推

進

東京圏国家戦略特別区域会議

等の随時実施、規制改革コーディ

ネーターと連携した規制改革の推

進

東京圏国家戦略特別区域会議

等の随時実施、規制改革コーディ

ネーターと連携した規制改革の推

進

東京圏国家戦略特別区域会議

等の随時実施、規制改革コーディ

ネーターと連携した規制改革の推

進

12-2 世界を勝ち抜く国際的ビジネス拠点の形成 外国人が暮らしやすい生活環境の整備
外国人家事支援人材・外国人

理美容師人材の受入れ促進

外国人家事支援人材・外国人

理美容師人材の受入れ促進

外国人家事支援人材・外国人

理美容師人材の受入れ促進

外国人家事支援人材・外国人

理美容師人材の受入れ促進

外国人家事支援人材・外国人

理美容師人材の受入れ促進

外国人家事支援人材・外国人

理美容師人材の受入れ促進

12-2 世界を勝ち抜く国際的ビジネス拠点の形成 外国人の創業・ビジネス支援

東京開業ワンストップセンターにお

ける開業に関する行政手続支

援、ビジネスコンシェルジュ東京に

おけるビジネス・生活支援を実施

東京開業ワンストップセンターにお

ける開業に関する行政手続支

援、ビジネスコンシェルジュ東京に

おけるビジネス・生活支援

東京開業ワンストップセンターにお

ける開業に関する行政手続支

援、ビジネスコンシェルジュ東京に

おけるビジネス・生活支援を実施

東京開業ワンストップセンターにお

ける開業に関する行政手続支

援、ビジネスコンシェルジュ東京に

おけるビジネス・生活支援

東京開業ワンストップセンターにお

ける開業に関する行政手続支

援、ビジネスコンシェルジュ東京に

おけるビジネス・生活支援

東京開業ワンストップセンターにお

ける開業に関する行政手続支

援、ビジネスコンシェルジュ東京に

おけるビジネス・生活支援
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

12-3 高度人材・外国企業戦略的誘致プロジェクト 高度人材の誘致

規制緩和の推進、人材プロモー

ション ２か国、高度人材インター

ンシップ 18社/年、東京外国人

材採用ナビセンターの運営

規制緩和の推進、人材プロモー

ション ４か国、高度人材インター

ンシップ 20社/年、東京外国人

材採用ナビセンターの運営

規制緩和の推進、人材プロモー

ション ４か国、高度人材インター

ンシップ 20社/年、東京外国人

材採用ナビセンターの運営

規制緩和の推進、人材プロモー

ション ４か国、高度人材インター

ンシップ 20社/年、東京外国人

材採用ナビセンターの運営

規制緩和の推進、人材プロモー

ション ４か国、高度人材インター

ンシップ 20社/年、東京外国人

材採用ナビセンターの運営

規制緩和の推進、人材プロモー

ション ４か国、高度人材インター

ンシップ 20社/年、東京外国人

材採用ナビセンターの運営

12-3 高度人材・外国企業戦略的誘致プロジェクト 中小企業と外国人留学生等のマッチング支援 再掲 参加企業27社 参加企業60社 参加企業79社 - - -

12-3 高度人材・外国企業戦略的誘致プロジェクト 外国人労働者の雇用環境整備支援体制の強化 再掲 - - -

外国人労働者特別労働相談会

（１回/年）、外国人雇用に関

するセミナー（２回/年）、外国

人労働者の雇用問題個別相談

会（２回/年）

外国人労働者特別労働相談会

（１回/年）、外国人雇用に関

するセミナー（２回/年）、外国

人労働者の雇用問題個別相談

会（２回/年）

外国人労働者特別労働相談会

（１回/年）、外国人雇用に関

するセミナー（２回/年）、外国

人労働者の雇用問題個別相談

会（２回/年）

12-3 高度人材・外国企業戦略的誘致プロジェクト ＴＯＫＹＯ特定技能Ｊｏｂマッチング支援 再掲 - - - 参加企業　80社 参加企業　80社 参加企業　80社

12-3 高度人材・外国企業戦略的誘致プロジェクト
第４次産業革命関連外国企業のアジア統括拠点の誘

致
10社/年

10社/年（効果的な企業発掘・

誘致、拠点設立補助金）

10社以上/年（効果的な企業

発掘・誘致、拠点設立補助金）

10社/年（効果的な企業発掘・

誘致、拠点設立補助金）

10社/年（効果的な企業発掘・

誘致、拠点設立補助金）

10社/年（効果的な企業発掘・

誘致、拠点設立補助金）

12-3 高度人材・外国企業戦略的誘致プロジェクト 金融系外国企業誘致

15社以上/年（コンサルティング

支援、拠点設立補助金、金融系

外国企業のネットワーク化促進、

オフィス提供による滞在支援等）

15社/年（コンサルティング支援、

拠点設立補助金、金融系外国

企業のネットワーク化促進、オフィ

ス提供による滞在支援等）

15社以上/年（コンサルティング

支援、拠点設立補助金、金融系

外国企業のネットワーク化促進、

オフィス提供による滞在支援等）

15社/年（コンサルティング支援、

拠点設立補助金、金融系外国

企業のネットワーク化促進、オフィ

ス提供による滞在支援等）

15社/年（コンサルティング支援、

拠点設立補助金、金融系外国

企業のネットワーク化促進、オフィ

ス提供による滞在支援等）

15社/年（コンサルティング支援、

拠点設立補助金、金融系外国

企業のネットワーク化促進、オフィ

ス提供による滞在支援等）

12-3 高度人材・外国企業戦略的誘致プロジェクト 外国企業の誘致 134社/年

125社/年（効果的な企業発

掘・誘致、ビジネス支援サービス等

をワンストップで提供、ＡＩチャット

ボットを活用した「ｅビジネスコン

シェルジュ」の構築による情報収集

支援、外資系企業調査、

「Invest Tokyo」によるプロモー

ション、“SusHi Tech Tokyo”の

開催、GX関連外国企業の誘致

促進等）

2024年秋頃把握予定

150社/年（効果的な企業発

掘・誘致、ビジネス支援サービス等

をワンストップで提供、ＡＩチャット

ボットを活用した「ｅビジネスコン

シェルジュ」の構築による情報収集

支援、外資系企業調査、

「Invest Tokyo」によるプロモー

ション、“SusHi Tech Tokyo

2024 グローバルスタートアッププロ

グラム”の開催、GX関連外国企

業の誘致促進等）

150社/年（効果的な企業発

掘・誘致、ビジネス支援サービス等

をワンストップで提供、ＡＩチャット

ボットを活用した「ｅビジネスコン

シェルジュ」の構築による情報収集

支援、外資系企業調査、

「Invest Tokyo」によるプロモー

ション、グローバルスタートアップイベ

ントの開催、GX関連外国企業の

誘致促進等）

150社/年（効果的な企業発

掘・誘致、ビジネス支援サービス等

をワンストップで提供、ＡＩチャット

ボットを活用した「ｅビジネスコン

シェルジュ」の構築による情報収集

支援、外資系企業調査、

「Invest Tokyo」によるプロモー

ション、グローバルスタートアップイベ

ントの開催、GX関連外国企業の

誘致促進等）

12-3 高度人材・外国企業戦略的誘致プロジェクト ASEAN地域における企業発掘・進出支援

セミナー・相談会、東京進出の相

談・情報提供、都内進出済み外

国企業向けアドバイザーの設置

セミナー・相談会、東京進出の相

談・情報提供、都内進出済み外

国企業向けアドバイザーの設置

セミナー・相談会、東京進出の相

談・情報提供、都内進出済み外

国企業向けアドバイザーの設置

（2023年度終了）

- - -

12-3 高度人材・外国企業戦略的誘致プロジェクト 外国企業と都内企業との引き合わせ 287件/年

250件/年（コーディネーターによ

る外国企業と都内企業のマッチン

グニーズの掘り起こし等）

386件/年

250件/年（コーディネーターによ

る外国企業と都内企業のマッチン

グニーズの掘り起こし等）

250件/年（コーディネーターによ

る外国企業と都内企業のマッチン

グニーズの掘り起こし等）

250件/年（コーディネーターによ

る外国企業と都内企業のマッチン

グニーズの掘り起こし等）

12-3 高度人材・外国企業戦略的誘致プロジェクト 外国人起業家の資金調達支援 再掲
融資、事業計画の日本語化サ

ポート等

融資、事業計画の日本語化サ

ポート等

融資、事業計画の日本語化サ

ポート等

ー

(融資実行は2023年度で終了)

ー

(融資実行は2023年度で終了)

ー

(融資実行は2023年度で終了)

12-3 高度人材・外国企業戦略的誘致プロジェクト 金融機関と連携した海外企業誘致促進事業 -
金融機関と協定を締結し海外企

業を誘致

支援対象となる海外企業の選定

18社

金融機関と協定を締結し海外企

業を誘致、都内企業とのマッチング

支援

金融機関と協定を締結し海外企

業を誘致、都内企業とのマッチング

支援

金融機関と協定を締結し海外企

業を誘致、都内企業とのマッチング

支援
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

12-3 高度人材・外国企業戦略的誘致プロジェクト 企業誘致や英語力の向上に向けた取組

・大丸有地区において、官民一体

となって英語を使う機会を創出す

るためのムーブメントを展開

・例規や行政手続などの都政情

報が英語で入手できる環境を整

備

・大丸有地区において、官民一体

となって英語を使う機会を創出す

るためのムーブメントを展開

・例規や行政手続などの都政情

報が英語で入手できる環境を整

備

・大丸有地区において、官民一体

となって英語を使う機会を創出す

るためのムーブメントを展開

・例規や行政手続などの都政情

報が英語で入手できる環境を整

備

・参画企業数30社に拡大

・大丸有地区において、官民一体

となって英語を使う機会を創出す

るためのムーブメントを展開

・例規や行政手続などの都政情

報が英語で入手できる環境を整

備

・目標参画企業数：40社

- -

12-3 高度人材・外国企業戦略的誘致プロジェクト インターナショナルスクールの誘致・拡充 - - - 調査・支援スキームの検討 支援スキームの構築・運用開始 支援スキームの運用

12-3 高度人材・外国企業戦略的誘致プロジェクト グローバル交流の活性化 - - -
民間事業者による外国人を巻き

込んだ英語等のイベントの開催を

支援

民間事業者による外国人を巻き

込んだ英語等のイベントの開催を

支援

民間事業者による外国人を巻き

込んだ英語等のイベントの開催を

支援

12-4 最先端技術を活用したスマート産業化プロジェクト
先端技術の普及支援と社会実装（ＤＸ推進センター

の運営）

５G・IoT・ロボット技術の普及啓

発、基礎研究・共同研究等の開

発支援、ローカル５G基地局の整

備・開発、安全認証支援等の事

業化支援

５G・IoT・ロボット技術の普及啓

発、基礎研究・共同研究等の開

発支援、ローカル５G基地局の整

備・開発、安全認証支援等の事

業化支援

５G・IoT・ロボット技術の普及啓

発、基礎研究・共同研究等の開

発支援、ローカル５G基地局の整

備・開発、安全認証支援等の事

業化支援

クラウドと連携した５G・IoT・ロボッ

ト関連製品等の研究開発、成果

普及　等

クラウドと連携した５G・IoT・ロボッ

ト関連製品等の研究開発、成果

普及　等

クラウドと連携した５G・IoT・ロボッ

ト関連製品等の研究開発、成果

普及　等

12-4 最先端技術を活用したスマート産業化プロジェクト
スタートアップによる５Ｇ技術を活用した製品・サービス開

発支援
開発支援 37社

開発支援 40社以上、連携促進

等
開発支援 36社、連携促進等

開発支援 40社以上、連携促進

等

開発支援 45社以上、連携促進

等

開発支援 45社以上、連携促進

等

12-4 最先端技術を活用したスマート産業化プロジェクト 中小企業への設備投資支援 資金助成 232件/年 335件程度/年 資金助成 226件/年 240件程度/年 240件程度/年 240件程度/年

12-4 最先端技術を活用したスマート産業化プロジェクト 工場のスマート化支援 再掲 資金助成・ハンズオン支援
資金助成・ハンズオン支援、成果

発信

資金助成・ハンズオン支援、成果

発信

（2023年度終了）
- - -

12-4 最先端技術を活用したスマート産業化プロジェクト 中小企業のデジタル技術活用推進

普及セミナーの実施、専任アドバ

イザーによるトータル支援、人材育

成講座実施、助成金の支給

普及セミナーの実施、専任アドバ

イザーによるトータル支援、人材育

成講座実施、助成金の支給

普及セミナーの実施、専任アドバ

イザーによるトータル支援、人材育

成講座実施、助成金の支給

（2023年度終了）

- - -

12-4 最先端技術を活用したスマート産業化プロジェクト 中小企業の企業変革に向けたＤＸ推進支援 -

ＤＸ推進アドバイザーによるトータ

ル支援（ＤＸ戦略策定支援、デ

ジタル技術導入・活用支援）、

助成金の支給

ＤＸ推進アドバイザーによるトータ

ル支援（ＤＸ戦略策定支援、デ

ジタル技術導入・活用支援）、

助成金の支給

（2023年度終了）

- - -

12-4 最先端技術を活用したスマート産業化プロジェクト 中小企業に向けたデジタル技術の導入促進 -

ＤＭ等によりデジタル化の必要性

や都デジタル事業の普及、関心層

へのデジタル診断・簡易業務棚卸

等などの各種支援

ＤＭ等によりデジタル化の必要性

や都デジタル事業の普及、関心層

へのデジタル診断・簡易業務棚卸

等などの各種支援

ＤＭ等によりデジタル化の必要性

や都デジタル事業の普及、関心層

へのデジタル診断・簡易業務棚卸

等などの各種支援

ＤＭ等によりデジタル化の必要性

や都デジタル事業の普及、関心層

へのデジタル診断・簡易業務棚卸

等などの各種支援

ＤＭ等によりデジタル化の必要性

や都デジタル事業の普及、関心層

へのデジタル診断・簡易業務棚卸

等などの各種支援

12-4 最先端技術を活用したスマート産業化プロジェクト ５Gによる製造工場のDX・GX推進 再掲 - - -
ローカル５Ｇ設備導入に係る助

成金、ハンズオン支援　３件/年

ローカル５Ｇ設備導入に係る助

成金、ハンズオン支援　３件/年

ローカル５Ｇ設備導入に係る助

成金、ハンズオン支援　３件/年
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

12-4 最先端技術を活用したスマート産業化プロジェクト 中小企業のDX推進 - - -

窓口相談・WEB相談、普及巡

回、ポータルサイトの運営、アドバ

イザーの派遣（DX戦略策定支

援コース　20社/年、生産性向上

コース　150社/年）、トータル支

援を利用した企業に対する費用

助成　100件/年

窓口相談・WEB相談、普及巡

回、ポータルサイトの運営、アドバ

イザーの派遣（DX戦略策定支

援コース　20社/年、生産性向上

コース　150社/年）、トータル支

援を利用した企業に対する費用

助成　100件/年

窓口相談・WEB相談、普及巡

回、ポータルサイトの運営、アドバ

イザーの派遣（DX戦略策定支

援コース　20社/年、生産性向上

コース　150社/年）、トータル支

援を利用した企業に対する費用

助成　100件/年

12-4 最先端技術を活用したスマート産業化プロジェクト 中小企業デジタルコンシェルジュ - - -

各中小企業のデジタル化の取組

状況に応じて、適切な支援を紹

介する総合窓口を設置

電話問い合わせ対応（1,000件

/年）、メール問い合わせ対応

（1,000件/年）、チャットボット

での問い合わせ対応等

各種事業説明会・セミナーの開催

（年４回）

各中小企業のデジタル化の取組

状況に応じて、適切な支援を紹

介する総合窓口を設置

電話問い合わせ対応（1,000件

/年）、メール問い合わせ対応

（1,000件/年）、チャットボット

での問い合わせ対応等

各種事業説明会・セミナーの開催

（年４回）

各中小企業のデジタル化の取組

状況に応じて、適切な支援を紹

介する総合窓口を設置

電話問い合わせ対応（1,000件

/年）、メール問い合わせ対応

（1,000件/年）、チャットボット

での問い合わせ対応等

各種事業説明会・セミナーの開催

（年４回）

12-5 オープンイノベーション創出プロジェクト 未来を拓くイノベーションTOKYOプロジェクト

革新的ベンチャー企業の発掘、事

業会社とのマッチング支援、革新

的プロジェクトの採択・開発経費

補助・ハンズオン支援 ２件/年

開発経費補助・ハンズオン支援
開発経費補助・ハンズオン支援を

実施
開発経費補助・ハンズオン支援

-

（2024年度事業終了）
-

12-5 オープンイノベーション創出プロジェクト 多摩イノベーション総合支援事業 再掲

新技術創出交流会 ２回/年、ゼ

ロエミッション合同面談会 １回/

年、ゼロエミッション専門勉強会 2

回/年

新技術創出交流会 １回/年、ゼ

ロエミッション合同面談会 １回/

年、ゼロエミッション専門勉強会

２回/年

新技術創出交流会 １回/年、ゼ

ロエミッション合同面談会 １回/

年、ゼロエミッション専門勉強会

２回/年

新技術創出交流会 １回/年、ゼ

ロエミッション合同面談会 １回/

年、ゼロエミッション専門勉強会

２回/年

-

（2024年度終了）
-

12-5 オープンイノベーション創出プロジェクト TOKYO戦略的イノベーション促進事業

イノベーションマップの作成 １回/

年、開発経費の助成・ハンズオン

支援 14件採択/年

イノベーションマップの作成 １回/

年、開発経費の助成・ハンズオン

支援 12件程度採択/年

イノベーションマップの作成 １回/

年、開発経費の助成・ハンズオン

支援 16件採択/年

イノベーションマップの作成 １回/

年、開発経費の助成・ハンズオン

支援 15件採択/年

イノベーションマップの作成 １回/

年、開発経費の助成・ハンズオン

支援 15件採択/年

イノベーションマップの作成 １回/

年、開発経費の助成・ハンズオン

支援 15件採択/年

12-5 オープンイノベーション創出プロジェクト 連携促進型オープンイノベーションプラットフォーム
課題提示型ピッチ会の開催、プロ

ジェクト体組成支援

課題提示型ピッチ会の開催、プロ

ジェクト体組成支援

課題提示型ピッチ会の開催、プロ

ジェクト体組成支援

課題提示型ピッチ会の開催、プロ

ジェクト体組成支援

課題提示型ピッチ会の開催、プロ

ジェクト体組成支援

課題提示型ピッチ会の開催、プロ

ジェクト体組成支援

12-5 オープンイノベーション創出プロジェクト 医療機器産業への参入支援
支援拠点の運営、医療機器開発

への資金援助、人材育成 等

支援拠点の運営、医療機器開発

への資金援助、人材育成 等

支援拠点の運営、医療機器開発

への資金援助、人材育成 等

支援拠点の運営、医療機器開発

への資金援助、人材育成 等

支援拠点の運営、医療機器開発

への資金援助、人材育成 等

支援拠点の運営、医療機器開発

への資金援助、人材育成 等

12-5 オープンイノベーション創出プロジェクト 
ゼロエミッション東京の実現に向けた環境関連技術の開

発支援
再掲

スタートアップ等に対し、大企業等

との連携や技術開発を支援するこ

とで、ゼロエミッション東京の実現を

推進

スタートアップ等に対し、大企業等

との連携や技術開発を支援するこ

とで、ゼロエミッション東京の実現を

推進

スタートアップ企業等に対し、大企

業等との連携やゼロエミッション東

京の実現にかかわる技術開発を

支援

スタートアップ等に対し、大企業等

との連携や技術開発を支援するこ

とで、ゼロエミッション東京の実現を

推進

スタートアップ等に対し、大企業等

との連携や技術開発を支援するこ

とで、ゼロエミッション東京の実現を

推進

-

（2025年度事業終了）

12-5 オープンイノベーション創出プロジェクト 
ゼロエミッション東京の実現等に向けたイノベーション促進

事業
-

マッチング支援、プロジェクト支援

４件/年

マッチング支援、プロジェクト支援を

実施 ４件/年

マッチング支援、プロジェクト支援

４件/年

マッチング支援、プロジェクト支援

４件/年

マッチング支援、プロジェクト支援

４件/年

12-5 オープンイノベーション創出プロジェクト 地域資源等を活用した新製品・サービス開発の支援 再掲 新規採択・実施支援 ９件/年 新規採択・実施支援 30件/年 新規採択・実施支援 13件/年 新規採択・実施支援 30件/年 新規採択・実施支援 30件/年 -

12-5 オープンイノベーション創出プロジェクト イノベーション創出拠点の整備 -
イノベーション創出に向けた拠点の

整備などの調査

イノベーション創出に向けた拠点の

整備などの調査
取組推進 取組推進 取組推進
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12-5 オープンイノベーション創出プロジェクト 社会実装参画による多摩イノベーションの創出促進 再掲 - - -

中小企業に対して、大学・研究機

関等が行う研究開発の社会実装

への参画等を支援

社会実装テーマ説明会　１回/

年、助成金　３件程度/年

中小企業に対して、大学・研究機

関等が行う研究開発の社会実装

への参画等を支援

社会実装テーマ説明会　１回/

年、助成金　３件程度/年

中小企業に対して、大学・研究機

関等が行う研究開発の社会実装

への参画等を支援

社会実装テーマ説明会　１回/

年、助成金　３件程度/年

12-6 次世代につなぐ中小企業・地域産業活性化プロジェクト 新サービス創出支援

セミナーの開催 １回/年、ハンズオ

ン支援・資金支援 24件/年、成

果発信

セミナーの開催 １回/年、ハンズオ

ン支援・資金支援 30件/年、成

果発信

セミナーの開催 １回/年、ハンズオ

ン支援・資金支援 21件/年、成

果発信

ハンズオン支援・資金支援 30件/

年、成果発信

-

（2024年度事業終了）
-

12-6 次世代につなぐ中小企業・地域産業活性化プロジェクト 販路開拓におけるＤＸサポート

講座による人材育成支援、ハンズ

オン支援、オンライン展示・商談・

出展支援

講座による人材育成支援、ハンズ

オン支援、オンライン展示・商談・

出展等支援

講座による人材育成支援、ハンズ

オン支援、オンライン展示・商談・

出展支援

講座による人材育成支援、ハンズ

オン支援、オンライン展示・商談・

出展等支援

講座による人材育成支援、ハンズ

オン支援、オンライン展示・商談・

出展等支援

講座による人材育成支援、ハンズ

オン支援、オンライン展示・商談・

出展支援

12-6 次世代につなぐ中小企業・地域産業活性化プロジェクト 中小企業への設備投資支援 再掲 資金助成 232件/年 335件程度/年 資金助成 226件/年 240件程度/年 240件程度/年 240件程度/年

12-6 次世代につなぐ中小企業・地域産業活性化プロジェクト ５Gによる製造工場のDX・GX推進 - - -
ローカル５Ｇ設備導入に係る助

成金、ハンズオン支援　３件/年

ローカル５Ｇ設備導入に係る助

成金、ハンズオン支援　３件/年

ローカル５Ｇ設備導入に係る助

成金、ハンズオン支援　３件/年

12-6 次世代につなぐ中小企業・地域産業活性化プロジェクト デジタル技術を活用した先進的サービスの創出支援 - - -

デジタル技術を活用した先進的な

サービスの開発・販路開拓に係る

経費助成やハンズオン支援　30

件/年

デジタル技術を活用した先進的な

サービスの開発・販路開拓に係る

経費助成やハンズオン支援　30

件/年

デジタル技術を活用した先進的な

サービスの開発・販路開拓に係る

経費助成やハンズオン支援　30

件/年

12-6 次世代につなぐ中小企業・地域産業活性化プロジェクト 企業変革支援

普及セミナー ４回/年、企業変革

スクールの開催、分野別研究会の

開催、企業変革基盤構築支援

新規44社/年

普及セミナー ３回/年、企業変革

スクールの開催、分野別研究会の

開催、企業変革基盤構築支援

新規40社/年

普及セミナー ３回/年、企業変革

スクールの開催、分野別研究会の

開催、企業変革基盤構築支援

新規48社/年

普及セミナー ２回/年、企業変革

スクールの開催、分野別研究会の

開催、企業変革基盤構築支援

新規40社/年

普及セミナー ２回/年、企業変革

スクールの開催、分野別研究会の

開催、企業変革基盤構築支援

新規40社/年

普及セミナー ２回/年、企業変革

スクールの開催、分野別研究会の

開催、企業変革基盤構築支援

新規40社/年

12-6 次世代につなぐ中小企業・地域産業活性化プロジェクト 新たな事業環境に即応した経営展開サポート - - -

経営改善計画策定による経営基

盤強化支援　500社/年、飲食

事業者向け経営基盤強化支援

（受動喫煙防止対策支援）

50社/年

経営改善計画策定による経営基

盤強化支援　500社/年、飲食

事業者向け経営基盤強化支援

（受動喫煙防止対策支援）

50社/年

-

12-6 次世代につなぐ中小企業・地域産業活性化プロジェクト 成長産業分野への事業転換に向けた製品開発支援 -
専門家によるアドバイス、技術開

発支援

専門家によるアドバイス、技術開

発支援

専門家によるアドバイス、技術開

発支援

専門家によるアドバイス、技術開

発支援

専門家によるアドバイス、技術開

発支援

12-6 次世代につなぐ中小企業・地域産業活性化プロジェクト 中小企業の人的資本経営支援 -

人的資本経営の普及セミナー、

人的資本経営推進人材の育成

プログラム、情報発信 等

人的資本経営の普及セミナー、

人的資本経営推進人材の育成

プログラム、情報発信 等

人的資本経営の普及セミナー、

人財コーチングデスク、人的資本

経営推進人材の育成プログラム、

情報発信 等

人的資本経営の普及セミナー、

人財コーチングデスク、人的資本

経営推進人材の育成プログラム、

情報発信 等

人的資本経営の普及セミナー、

人財コーチングデスク、人的資本

経営推進人材の育成プログラム、

情報発信 等

12-6 次世代につなぐ中小企業・地域産業活性化プロジェクト
円安進行等に伴う団体向け仕入れ価格高騰等対応支

援
専門家派遣2回

コーディネーターによる支援、資金

助成、専門家派遣

コーディネーターによる支援12回

派遣

資金助成2団体

専門家派遣2回

（2023年度終了）

- - -

12-6 次世代につなぐ中小企業・地域産業活性化プロジェクト 事業承継相談体制の強化
ビッグデータ活用による掘り起こし

強化、企業巡回と相談の一元化

ビッグデータ活用による掘り起こし

強化、企業巡回と相談の一元化

ビッグデータ活用による掘り起こし

強化、企業巡回と相談の一元化

ビッグデータ活用による掘り起こし

強化、企業巡回と相談の一元化

ビッグデータ活用による掘り起こし

強化、企業巡回と相談の一元化

ビッグデータ活用による掘り起こし

強化、企業巡回と相談の一元化
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12-6 次世代につなぐ中小企業・地域産業活性化プロジェクト 事業承継セミナー・出張セミナー
普及啓発セミナー ４回/年、出張

セミナー 5社/年

普及啓発セミナー ４回/年、出張

セミナー 12社/年

普及啓発セミナー ４回/年、出張

セミナー 24社/年

普及啓発セミナー ４回/年、出張

セミナー 12社/年

普及啓発セミナー ４回/年、出張

セミナー 12社/年

普及啓発セミナー ４回/年、出張

セミナー 12社/年

12-6 次世代につなぐ中小企業・地域産業活性化プロジェクト 事業承継塾
通常コース ３回/年、アトツギ支

援コース １回/年

通常コース ３回/年、アトツギ支

援コース １回/年

通常コース ３回/年、アトツギ支

援コース １回/年

通常コース ３回/年、アトツギ支

援コース １回/年

通常コース ３回/年、アトツギ支

援コース １回/年

通常コース ３回/年、アトツギ支

援コース １回/年

12-6 次世代につなぐ中小企業・地域産業活性化プロジェクト ハンズオン支援・マッチング支援

ハンズオン支援 新規15社/年、

事業譲渡マッチング支援 新規47

社/年

ハンズオン支援 新規20社/年、

事業譲渡マッチング支援 新規

100社/年

ハンズオン支援 新規８社/年、事

業譲渡マッチング支援

新規39社/年

ハンズオン支援 新規20社/年、

事業譲渡マッチング支援 100社/

年

ハンズオン支援 新規20社/年、

事業譲渡マッチング支援 100社/

年

ハンズオン支援 新規20社/年、

事業譲渡マッチング支援 100社/

年

12-6 次世代につなぐ中小企業・地域産業活性化プロジェクト 経営統合支援 -
PMIセミナー ２回/年、PMIスクー

ル、情報発信 等

PMIセミナー ２回/年、PMIスクー

ル ２回/年、情報発信 等

PMIセミナー ２回/年、PMIスクー

ル、情報発信 等

PMIセミナー ２回/年、PMIスクー

ル、情報発信 等

PMIセミナー ２回/年、PMIスクー

ル、情報発信 等

12-6 次世代につなぐ中小企業・地域産業活性化プロジェクト 地域金融機関と連携した計画策定等支援 専門家派遣等による承継支援 専門家派遣等による承継支援 専門家派遣等による承継支援 専門家派遣等による承継支援 専門家派遣等による承継支援 専門家派遣等による承継支援

12-6 次世代につなぐ中小企業・地域産業活性化プロジェクト 事業承継M&Aファンド市場の創生
ファンドによる資金提供・ハンズオン

支援

ファンドによる資金提供・ハンズオン

支援

ファンドによる資金提供・ハンズオン

支援

ファンドによる資金提供・ハンズオン

支援

ファンドによる資金提供・ハンズオン

支援

ファンドによる資金提供・ハンズオン

支援

12-6 次世代につなぐ中小企業・地域産業活性化プロジェクト サーチファンドを活用した中小企業の事業承継支援 - - -
ファンド事業者の選定、ファンド組

成、ファンドへの出資

ファンドによる資金提供・ハンズオン

支援

ファンドによる資金提供・ハンズオン

支援

12-6 次世代につなぐ中小企業・地域産業活性化プロジェクト 小規模企業支援拠点からの専門家派遣 再掲 983社/年 700社/年 1129社/年 700社/年 700社/年 700社/年

12-6 次世代につなぐ中小企業・地域産業活性化プロジェクト 小規模企業事業承継モデル創出支援 再掲 助成金支出 １社 ー ー ー ー ー

12-6 次世代につなぐ中小企業・地域産業活性化プロジェクト 多摩・島しょ地域資源承継支援 再掲 30件/年
事業承継創出支援や経営資源

引継支援を実施
33件/年

事業承継創出支援や経営資源

引継支援を実施

事業承継創出支援や経営資源

引継支援を実施

事業承継創出支援や経営資源

引継支援を実施

12-6 次世代につなぐ中小企業・地域産業活性化プロジェクト BCP普及啓発
普及啓発セミナー８回/年、情報

発信

普及啓発セミナー10回/年、情報

発信

普及啓発セミナー７回/年、情報

発信

普及啓発セミナー10回/年、情報

発信

普及啓発セミナー10回/年、情報

発信

普及啓発セミナー10回/年、情報

発信

12-6 次世代につなぐ中小企業・地域産業活性化プロジェクト BCP策定支援講座
策定支援講座 20回/年、出張

版 １回/年

策定支援講座 20回/年、出張

版 ８回/年

策定支援講座 20回/年、出張

版 １回/年

策定支援講座 20回/年、出張

版 80社/年

策定支援講座 20回/年、出張

版 80社/年

策定支援講座 20回/年、出張

版 80社/年

12-6 次世代につなぐ中小企業・地域産業活性化プロジェクト BCP個別コンサルティング
策定個別コンサルティング 149社

/年

策定個別コンサルティング 300社

/年

策定個別コンサルティング 157社

/年

策定個別コンサルティング 300社

/年

策定個別コンサルティング 300社

/年

策定個別コンサルティング 300社

/年

12-6 次世代につなぐ中小企業・地域産業活性化プロジェクト BCPフォローアップセミナー フォローアップセミナー ４回/年 フォローアップセミナー ６回/年 フォローアップセミナー ６回/年 フォローアップセミナー ６回/年 フォローアップセミナー ６回/年 フォローアップセミナー ６回/年

12-6 次世代につなぐ中小企業・地域産業活性化プロジェクト 中小企業のサイバーセキュリティ普及啓発支援

サイバーセキュリティ機器設置・イン

シデント対応、セキュリティ診断・社

内規定等策定支援 250社/年、

相談業務、Tcyssの運営、普及

啓発 等

サイバーセキュリティ機器設置・イン

シデント対応、セキュリティ診断・社

内規定等策定支援 250社/年、

相談業務、Tcyssの運営、普及

啓発 等

サイバーセキュリティ機器設置・イン

シデント対応、セキュリティ診断・社

内規定等策定支援 250社/年、

相談業務、Tcyssの運営、普及

啓発 等

サイバーセキュリティ情報発信、サ

イバー攻撃対応演習セミナー、標

的型攻撃メール訓練、ネットワーク

調査支援、相談業務、Tcyssの

運営、その他普及啓発　等

サイバーセキュリティ情報発信、サ

イバー攻撃対応演習セミナー、標

的型攻撃メール訓練、ネットワーク

調査支援、相談業務、Tcyssの

運営、その他普及啓発　等

サイバーセキュリティ情報発信、サ

イバー攻撃対応演習セミナー、標

的型攻撃メール訓練、ネットワーク

調査支援、相談業務、Tcyssの

運営、その他普及啓発　等

12-6 次世代につなぐ中小企業・地域産業活性化プロジェクト 中小企業のサイバーセキュリティ社内体制整備事業

人材育成支援セミナー、課題解

決型実践ワークショップ、専門家

派遣によるハンズオン支援、事例

集の作成 等

人材育成支援セミナー、課題解

決型実践ワークショップ、専門家

派遣によるハンズオン支援、事例

集の作成 等

人材育成支援セミナー、課題解

決型実践ワークショップ、専門家

派遣によるハンズオン支援、事例

集の作成 等

人材育成支援セミナー、課題解

決型実践ワークショップ、専門家

派遣によるハンズオン支援、事例

集の作成 等

人材育成支援セミナー、課題解

決型実践ワークショップ、専門家

派遣によるハンズオン支援、事例

集の作成 等

人材育成支援セミナー、課題解

決型実践ワークショップ、専門家

派遣によるハンズオン支援、事例

集の作成 等

12-6 次世代につなぐ中小企業・地域産業活性化プロジェクト 中小企業のサイバーセキュリティ特別支援 - - -
インシデント発生時の体制整備に

かかるハンズオン支援を実施

インシデント発生時の体制整備に

かかるハンズオン支援を実施

インシデント発生時の体制整備に

かかるハンズオン支援を実施
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12-6 次世代につなぐ中小企業・地域産業活性化プロジェクト 中小企業のサイバーセキュリティ基本対策支援 - - -

セキュリティ対策機器・ソフトウェア

の導入支援、技術的相談・インシ

デント対応、社内規定等策定支

援

セキュリティ対策機器・ソフトウェア

の導入支援、技術的相談・インシ

デント対応、社内規定等策定支

援

セキュリティ対策機器・ソフトウェア

の導入支援、技術的相談・インシ

デント対応、社内規定等策定支

援

12-6 次世代につなぐ中小企業・地域産業活性化プロジェクト 中小企業の危機管理対策促進
BCP実践促進助成金、サイバー

セキュリティ対策促進助成金 等

BCP実践促進助成金、サイバー

セキュリティ対策促進助成金 等

BCP実践促進助成金、サイバー

セキュリティ対策促進助成金 等

BCP実践促進助成金、サイバー

セキュリティ対策促進助成金 等

BCP実践促進助成金、サイバー

セキュリティ対策促進助成金 等

BCP実践促進助成金、サイバー

セキュリティ対策促進助成金 等

12-6 次世代につなぐ中小企業・地域産業活性化プロジェクト 知的財産総合センターの運営

専門相談員・弁理士・弁護士に

よる相談、セミナー・シンポジウムの

開催

専門相談員・弁理士・弁護士に

よる相談、セミナー・シンポジウムの

開催

専門相談員・弁理士・弁護士に

よる相談、セミナー・シンポジウムの

開催

専門相談員・弁理士・弁護士に

よる相談、セミナー・シンポジウムの

開催

専門相談員・弁理士・弁護士に

よる相談、セミナー・シンポジウムの

開催

専門相談員・弁理士・弁護士に

よる相談、セミナー・シンポジウムの

開催

12-6 次世代につなぐ中小企業・地域産業活性化プロジェクト 安全・安心な東京の実現に向けた製品開発支援 -

危機管理対応をテーマとする製品

や技術の開発助成 60件程度/

年、専門家派遣、普及啓発

危機管理対応をテーマとする製品

や技術の開発助成 60件程度/

年、専門家派遣、普及啓発

危機管理対応をテーマとする製品

や技術の開発助成 60件程度/

年、専門家派遣、普及啓発

危機管理対応をテーマとする製品

や技術の開発助成 60件程度/

年、専門家派遣、普及啓発

専門家派遣、普及啓発

12-6 次世代につなぐ中小企業・地域産業活性化プロジェクト ＡＢＬ制度

不動産担保や経営者保証が不

要な資金調達方法として東京都

動産・債権担保融資（ＡＢ

Ｌ）制度を推進

融資規模480億円、取扱金融

機関32機関

担保価値の評価への支援等によ

る融資の促進

不動産担保や経営者保証が不

要な資金調達方法として東京都

動産・債権担保融資（ＡＢ

Ｌ）制度を推進

融資規模480億円、取扱金融

機関33機関

担保価値の評価への支援等によ

る融資の促進

担保価値の評価への支援等によ

る融資の促進

担保価値の評価への支援等によ

る融資の促進

12-6 次世代につなぐ中小企業・地域産業活性化プロジェクト 海外展開総合支援

ワンストップ相談対応、ハンズオン

支援（海外販路ナビゲーター12

名体制、海外販路アドバイザー２

名配置）、海外展示会出展等

支援 展示会52社/年、海外展

開チャレンジ支援（セミナー・個別

相談会・プラン策定支援）、海外

オンライン展示会 23社/年、越境

EC出品支援 54社/年、海外テ

ストマーケティング・商談会 ７社/

年、海外バイヤーとのマッチング支

援

ワンストップ相談対応、ハンズオン

支援（海外販路ナビゲーター15

名体制、海外販路アドバイザー２

名配置）、海外展示会出展等

支援 展示会80小間/年、海外

展開チャレンジ支援（セミナー・個

別相談会・プラン策定支援）、海

外オンライン展示会 40社/年、越

境EC出品支援 90社/年、海外

テストマーケティング・商談会 10

社/年、海外バイヤーとのマッチング

支援、海外展開準備サポート

ワンストップ相談対応、ハンズオン

支援（海外販路ナビゲーター13

名体制、海外販路アドバイザー２

名配置）、海外展示会出展等

支援 展示会51小間/年、海外

展開チャレンジ支援（セミナー・個

別相談会・プラン策定支援）、海

外オンライン展示会 12社/年、越

境EC出品支援 78社/年、海外

テストマーケティング・商談会 ９社

/年、海外バイヤーとのマッチング支

援、海外展開準備サポート

ワンストップ相談対応、ハンズオン

支援（海外販路ナビゲーター17

名体制、海外販路アドバイザー２

名配置）、海外展示会出展等

支援 展示会80小間/年、海外

展開チャレンジ支援（シンポジウ

ム、セミナー、個別相談会、プラン

策定支援）、海外オンライン展示

会 20社/年、越境EC出品支援

90社/年、海外テストマーケティン

グ・商談会 10社/年、海外バイ

ヤーとのマッチング支援、海外展開

準備サポート

ワンストップ相談対応、ハンズオン

支援（海外販路ナビゲーター17

名体制、海外販路アドバイザー２

名配置）、海外展示会出展等

支援 展示会80小間/年、海外

展開チャレンジ支援（シンポジウ

ム、セミナー、個別相談会、プラン

策定支援）、海外オンライン展示

会 20社/年、越境EC出品支援

90社/年、海外テストマーケティン

グ・商談会 10社/年、海外バイ

ヤーとのマッチング支援、海外展開

準備サポート

ワンストップ相談対応、ハンズオン

支援（海外販路ナビゲーター17

名体制、海外販路アドバイザー２

名配置）、海外展示会出展等

支援 展示会80小間/年、海外

展開チャレンジ支援（シンポジウ

ム、セミナー、個別相談会、プラン

策定支援）、海外オンライン展示

会 20社/年、越境EC出品支援

90社/年、海外テストマーケティン

グ・商談会 10社/年、海外バイ

ヤーとのマッチング支援、海外展開

準備サポート

12-6 次世代につなぐ中小企業・地域産業活性化プロジェクト 海外拠点設置等戦略サポート

普及啓発セミナー 1回/年（68

名）、連続講座（全６回、17

名）、海外戦略の策定と検証ハ

ンズオン支援 ９社/年、実行支

援 10社/年

普及啓発セミナー (１回/年100

名程度）、連続講座（全６回、

20名程度）、海外戦略の策定と

検証ハンズオン支援 10社/年、

実行支援 10社/年

普及啓発セミナー (１回/年123

名）、連続講座（全６回、14

名）、海外戦略の策定と検証ハ

ンズオン支援 1４社/年、実行支

援 ９社/年

普及啓発セミナー (１回/年100

名程度）、連続講座（全６回、

20名程度）、海外戦略の策定と

検証ハンズオン支援 10社/年、

実行支援 10社/年

普及啓発セミナー (１回/年100

名程度）、連続講座（全６回、

20名程度）、海外戦略の策定と

検証ハンズオン支援 10社/年、

実行支援 10社/年

普及啓発セミナー (１回/年100

名程度）、連続講座（全６回、

20名程度）、海外戦略の策定と

検証ハンズオン支援 10社/年、

実行支援 10社/年

12-6 次世代につなぐ中小企業・地域産業活性化プロジェクト 商社を活用した輸出拡大支援 -

普及啓発セミナー １回/年、中小

企業と商社のマッチング商談会 １

回/年、専門家による商社との商

談サポート

普及啓発セミナー １回/年、中小

企業と商社のマッチング商談会 １

回/年、専門家による商社との商

談サポート

普及啓発セミナー １回/年、中小

企業と商社のマッチング商談会 １

回/年、専門家による商社との商

談サポート

普及啓発セミナー １回/年、中小

企業と商社のマッチング商談会 １

回/年、専門家による商社との商

談サポート

普及啓発セミナー １回/年、中小

企業と商社のマッチング商談会 １

回/年、専門家による商社との商

談サポート

12-6 次世代につなぐ中小企業・地域産業活性化プロジェクト 海外展開支援の相談体制強化 -

東京都立産業技術研究センター

における技術相談開始､法規制に

関するセミナー開催 等

東京都立産業技術研究センター

における技術相談､法規制に関す

るセミナー開催 等

東京都立産業技術研究センター

における技術相談､法規制に関す

るセミナー開催 等

東京都立産業技術研究センター

における技術相談､法規制に関す

るセミナー開催 等

-

（2025年度事業終了）
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12-6 次世代につなぐ中小企業・地域産業活性化プロジェクト 中小企業のグローバル化の推進 - - -

普及啓発セミナー（25名×12

回）、外国人材活躍促進ワーク

ショップ（20名×１回）、グロー

バル組織相談窓口、グローバル

リーダー育成講座（15名×３コー

ス）、現地幹部人材育成支援

（経営層向け 30名×２カ国・現

地幹部向け 30名×２カ国）、

貿易実務スキルアップ講座（理論

ゼミ 25名×６回、少人数ゼミ 20

名×２回、ワンポイント・ラーニング

20名×10回）、海外商談力強

化支援（20社×3回）

普及啓発セミナー（25名×12

回）、外国人材活躍促進ワーク

ショップ（20名×１回）、グロー

バル組織相談窓口、グローバル

リーダー育成講座（15名×３コー

ス）、現地幹部人材育成支援

（経営層向け 30名×２カ国・現

地幹部向け 30名×２カ国）、

貿易実務スキルアップ講座（理論

ゼミ 25名×６回、少人数ゼミ 20

名×２回、ワンポイント・ラーニング

20名×10回）、海外商談力強

化支援（20社×3回）

普及啓発セミナー（25名×12

回）、外国人材活躍促進ワーク

ショップ（20名×１回）、グロー

バル組織相談窓口、グローバル

リーダー育成講座（15名×３コー

ス）、現地幹部人材育成支援

（経営層向け 30名×２カ国・現

地幹部向け 30名×２カ国）、

貿易実務スキルアップ講座（理論

ゼミ 25名×６回、少人数ゼミ 20

名×２回、ワンポイント・ラーニング

20名×10回）、海外商談力強

化支援（20社×3回）

12-6 次世代につなぐ中小企業・地域産業活性化プロジェクト 海外企業とのイノベーション創出を促進 - - -

セミナー・相談会の開催、商談会

を通じたマッチング支援、企業連

携コーディネーターによる商談サ

ポート支援等

セミナー・相談会の開催、商談会

を通じたマッチング支援、企業連

携コーディネーターによる商談サ

ポート支援等

セミナー・相談会の開催、商談会

を通じたマッチング支援、企業連

携コーディネーターによる商談サ

ポート支援等

12-6 次世代につなぐ中小企業・地域産業活性化プロジェクト 加工食品等の海外販路開拓を支援 - - -
ビジネスプラン策定支援、市場調

査、ハンズオン支援、展示会出展

支援（５社程度）

ビジネスプラン策定支援、市場調

査、ハンズオン支援、展示会出展

支援（５社程度）

ビジネスプラン策定支援、市場調

査、ハンズオン支援、展示会出展

支援（５社程度）

12-6 次世代につなぐ中小企業・地域産業活性化プロジェクト 人材確保に資する支援の提供 再掲

業界団体が構成員の中小企業

等に対して行う人材確保の取組

を支援

（オーダーメイド型支援　６団

体）

業界団体が構成員の中小企業

等に対して行う人材確保の取組

を支援

（オーダーメイド型支援　15団体

程度）

業界団体が構成員の中小企業

等に対して行う人材確保の取組

を支援（オーダーメイド型支援

2022年度採択：６団体、

2023年度採択：10団体）

業界団体が構成員の中小企業

等に対して行う人材確保の取組

を支援（オーダーメイド型支援

2023年度採択：10団体） 、

業界団体が構成員の中小企業

等に対して行う人材確保の取組

をまとめ、支援事例集を作成

（オーダーメイド型支援　2022年

度採択：６団体、2023年度採

択：10団体）

- -

12-6 次世代につなぐ中小企業・地域産業活性化プロジェクト 業界独自の取組支援 再掲

業界団体が構成員の中小企業

等に対して行う人材確保の取組

を支援

（団体独自取組支援　７団

体）

業界団体が構成員の中小企業

等に対して行う人材確保の取組

を支援

（団体独自取組支援　10団体

程度）

業界団体が構成員の中小企業

等に対して行う人材確保の取組

を支援（団体独自取組支援

2022年度採択：７団体、

2023年度採択：２団体）

業界団体が構成員の中小企業

等に対して行う人材確保の取組

を支援（団体独自取組支援

2023年度採択：２団体）

助成金の支出等（団体独自取

組支援　2023年度採択：２団

体）（2025年度終了）
-

12-6 次世代につなぐ中小企業・地域産業活性化プロジェクト 商店街デジタル化支援
資金助成 13件、取組事例の発

信

資金助成 40件程度/年、取組

事例の発信

資金助成 16件/年、取組事例

の発信

資金助成 45件程度/年、取組

事例の発信

資金助成 45件程度/年、取組

事例の発信

資金助成 45件程度/年、取組

事例の発信

12-6 次世代につなぐ中小企業・地域産業活性化プロジェクト 商店街活性化支援 1,483件 2,300件/年 1,791件/年 2,300件/年 2,300件/年 2,300件/年
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

12-6 次世代につなぐ中小企業・地域産業活性化プロジェクト 若手や女性リーダーの活躍促進

若手・女性が商店街での販売経

験を積めるチャレンジショップを自由

が丘・吉祥寺に各３区画運営

若手・女性が商店街での販売経

験を積めるチャレンジショップを自由

が丘・吉祥寺に各３区画運営

若手・女性が商店街での販売経

験を積めるチャレンジショップを自由

が丘・吉祥寺に各３区画運営

若手・女性が商店街での販売経

験を積めるチャレンジショップを自由

が丘・吉祥寺に各３区画運営

若手・女性が商店街での販売経

験を積めるチャレンジショップを自由

が丘・吉祥寺に各３区画運営

若手・女性が商店街での販売経

験を積めるチャレンジショップを自由

が丘・吉祥寺に各３区画運営

12-6 次世代につなぐ中小企業・地域産業活性化プロジェクト 商店街空き店舗活用支援
モデル事業の終了。取組成果を

波及
モデル事業の取組成果を波及 モデル事業の取組成果を波及 モデル事業の取組成果を波及 モデル事業の取組成果を波及 モデル事業の取組成果を波及

12-6 次世代につなぐ中小企業・地域産業活性化プロジェクト 商店街が行う移動困難者への買い物サービスを支援
商店街が行う移動困難者への買

い物サービスを支援

商店街が行う移動困難者への買

い物サービスを支援

商店街が行う移動困難者への買

い物サービスを支援

商店街が行う移動困難者への買

い物サービスを支援

商店街が行う移動困難者への買

い物サービスを支援

商店街が行う移動困難者への買

い物サービスを支援

12-6 次世代につなぐ中小企業・地域産業活性化プロジェクト 技能の魅力発信 ものづくり・匠の技の祭典の開催 ものづくり・匠の技の祭典の開催 ものづくり・匠の技の祭典の開催 ものづくり・匠の技の祭典の開催 ものづくり・匠の技の祭典の開催 ものづくり・匠の技の祭典の開催

12-6 次世代につなぐ中小企業・地域産業活性化プロジェクト
ものづくり技能の総合ポータルサイト「＃TOKYOものづくり

部」
サイトの運営、情報発信 サイトの運営、情報発信 サイトの運営、情報発信 サイトの運営、情報発信 サイトの運営、情報発信 サイトの運営、情報発信

12-6 次世代につなぐ中小企業・地域産業活性化プロジェクト 技能習得型インターンシップ 再掲

都立工業高校20校で実施

※2023年４月１日から「都立工

業高校」は、「都立工科高校」に

名称変更（15校）

都立工科高校等22校実施 都立工科高校等22校実施 都立工科高校等22校実施 都立工科高校等22校実施 都立工科高校等20校実施

12-6 次世代につなぐ中小企業・地域産業活性化プロジェクト 区市町村計画に対する補助事業 計画承認　６件 計画承認・事業実施20件程度 計画承認・事業実施23件
過年度承認区市町村に対する支

援

過年度承認区市町村に対する支

援

過年度承認区市町村に対する支

援

12-6 次世代につなぐ中小企業・地域産業活性化プロジェクト 地域資源等を活用した新製品・サービス開発の支援 再掲 新規採択・実施支援 ９件/年 新規採択・実施支援 30件/年 新規採択・実施支援 13件/年 新規採択・実施支援 30件/年 新規採択・実施支援 30件/年 -

12-6 次世代につなぐ中小企業・地域産業活性化プロジェクト 中小企業SDGs経営推進事業
セミナー実施：２回、ポータルサイ

トを通じた情報発信 等

セミナー実施、ポータルサイトを通

じた情報発信 等

セミナー実施、ポータルサイトを通

じた情報発信 等

セミナー実施、ポータルサイトを通

じた情報発信 等

セミナー実施、ポータルサイトを通

じた情報発信 等

セミナー実施、ポータルサイトを通

じた情報発信 等

12-6 次世代につなぐ中小企業・地域産業活性化プロジェクト ゼロエミッション実現に向けた経営の推進
普及啓発に向けたセミナー：２

回、ハンズオン支援 ：２１社等

普及啓発に向けたセミナー、ハンズ

オン支援 等

普及啓発に向けたセミナー：２

回、ハンズオン支援：31社

普及啓発に向けたセミナー、ハンズ

オン支援、資金助成、ゼロエミ人

材育成講座

普及啓発に向けたセミナー、ハンズ

オン支援、資金助成、ゼロエミ人

材育成講座

普及啓発に向けたセミナー、ハンズ

オン支援、資金助成、ゼロエミ人

材育成講座

12-6 次世代につなぐ中小企業・地域産業活性化プロジェクト ゼロエミッション推進に向けた事業転換支援

普及啓発セミナーの開催、製品

開発支援 ６件/年、販路拡大支

援 29件/年

普及啓発セミナーの開催、製品

開発支援 10件程度/年、販路

拡大支援 50件程度/年

普及啓発セミナーの開催、製品

開発支援 ５件/年、販路拡大支

援 27件（一般募集26件、開発

枠１件）

普及啓発セミナーの開催、製品

開発支援 10件程度/年、販路

拡大支援 50件程度/年

販路拡大支援 50件程度/年 販路拡大支援 50件程度/年

12-6 次世代につなぐ中小企業・地域産業活性化プロジェクト ファンドによる中小企業のスコープ３対応支援 - 出資
ファンド事業者の選定、ファンド組

成、ファンドへの出資

ファンドによる資金提供・ハンズオン

支援

ファンドによる資金提供・ハンズオン

支援

ファンドによる資金提供・ハンズオン

支援

12-6 次世代につなぐ中小企業・地域産業活性化プロジェクト
購入・寄付型クラウドファンディングによるHTT・DX等推

進事業
-

購入・寄付型クラウドファンディング

のＰＲ、利用手数料の助成、相

談窓口、セミナーの開催

購入・寄付型クラウドファンディング

のＰＲ、利用手数料の助成、相

談窓口、セミナーの開催

購入・寄付型クラウドファンディング

のＰＲ、利用手数料の助成、相

談窓口、セミナーの開催

購入・寄付型クラウドファンディング

のＰＲ、利用手数料の助成、相

談窓口、セミナーの開催

ー

(2025年度事業終了)

12-6 次世代につなぐ中小企業・地域産業活性化プロジェクト サーキュラーエコノミーへの転換支援事業 -
サーキュラーナビの作成、技術動

向に関するセミナーの実施等

サーキュラーナビの作成、技術動

向に関するセミナーの実施等
公募型共同研究の実施等 公募型共同研究の実施等

-

（2025年度事業終了）

12-6 次世代につなぐ中小企業・地域産業活性化プロジェクト
中小企業の経営安定化に向けたエネルギー自給促進

事業
-

経営の専門家派遣、専門家の助

言に基づく助成金支援 100件/

年

経営の専門家派遣：84件、専

門家の助言に基づく助成金交付

決定：53件

経営の専門家派遣、専門家の助

言に基づく助成金支援 100件/

年

経営の専門家派遣、専門家の助

言に基づく助成金支援 100件/

年

経営の専門家派遣、専門家の助

言に基づく助成金支援 100件/

年
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画
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2023年度
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ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

12-6 次世代につなぐ中小企業・地域産業活性化プロジェクト オフィスビル等のエネルギー効率化による経営安定事業 -

オフィスビル等の所有者に対してエ

ネルギー効率化に向けた専門家を

派遣、助言に基づく助成金支援

20件/年

オフィスビル等の所有者に対してエ

ネルギー効率化に向けた専門家

派遣：21社、助言に基づく助成

金支援 20件

オフィスビル等の所有者に対してエ

ネルギー効率化に向けた専門家を

派遣、助言に基づく助成金支援

20件/年

オフィスビル等の所有者に対してエ

ネルギー効率化に向けた専門家を

派遣、助言に基づく助成金支援

20件/年

オフィスビル等の所有者に対してエ

ネルギー効率化に向けた専門家を

派遣、助言に基づく助成金支援

20件/年

12-6 次世代につなぐ中小企業・地域産業活性化プロジェクト 中小企業等における排出量取引創出に向けた取組 再掲 -
排出量取引事例を創出する取組

等の実施

カーボンクレジットの創出・活用に

向けたモデル事業に取り組む企業

を採択し支援を開始（５社）

・カーボンクレジットの創出支援

・カーボンクレジットの活用支援

・カーボンクレジットの創出支援

・カーボンクレジットの活用支援

・カーボンクレジットの創出支援

・カーボンクレジットの活用支援

12-6 次世代につなぐ中小企業・地域産業活性化プロジェクト 水素エネルギーの活用に関する研究開発の推進 再掲 - - -

水素関連事業への参入の可能

性・障壁等にかかるレポートの作

成、大学等と連携した基盤研究

の推進、技術動向に関するセミ

ナー等の実施

大学等と連携した基盤研究の推

進、技術研究会等の実施

-

（2025年度事業終了）

12-6 次世代につなぐ中小企業・地域産業活性化プロジェクト カーボンクレジット取引プラットフォーム運営事業 再掲 - - -

・取引プラットフォームの構築・運

営

・中小企業等によるクレジット取引

の需要掘起こし

・取引プラットフォームの運営

・中小企業等によるクレジット取引

の需要掘起こし

・取引プラットフォームの運営

・中小企業等によるクレジット取引

の需要掘起こし

12-6 次世代につなぐ中小企業・地域産業活性化プロジェクト 吸収・除去系カーボンクレジット創出促進事業 再掲 - - -

・スタートアップによるクレジット創出

モデル事業選定

・藻場造成事業の調査、ブルー

カーボンクレジット創出に係る認証

機関等との調整

・スタートアップによるクレジット創出

モデル事業の支援

・ブルーカーボンクレジット創出促

進

・スタートアップによるクレジット創出

モデル事業の支援

・ブルーカーボンクレジット創出促

進

12-6 次世代につなぐ中小企業・地域産業活性化プロジェクト
中堅・中小企業のサプライチェーンにおける脱炭素化促

進支援事業
再掲 - - -

サプライチェーンにおいてグループで

一体的に脱炭素化促進に取り組

む中小企業に対し、ＣＯ2可視

化システムの導入や設備更新など

を支援

サプライチェーンにおいてグループで

一体的に脱炭素化促進に取り組

む中小企業に対し、ＣＯ2可視

化システムの導入や設備更新など

を支援

サプライチェーンにおいてグループで

一体的に脱炭素化促進に取り組

む中小企業に対し、ＣＯ2可視

化システムの導入や設備更新など

を支援

12-6 次世代につなぐ中小企業・地域産業活性化プロジェクト 新たな支援の仕組みづくり

スタートアップ支援コミュニティ

「NEXs Tokyo」の運営、新たな

仕組みの構築に向けた調査

スタートアップ支援コミュニティ

「NEXs Tokyo」の運営、新たな

仕組みの構築に向けた調査

スタートアップ支援コミュニティ

「NEXs Tokyo」の運営、新たな

仕組みの構築に向けた調査

スタートアップ支援コミュニティ

「NEXs Tokyo」の運営、新たな

仕組みの構築に向けた調査

スタートアップ支援コミュニティ

「NEXs Tokyo」の運営

スタートアップ支援コミュニティ

「NEXs Tokyo」の運営

12-6 次世代につなぐ中小企業・地域産業活性化プロジェクト 城東支所の施設整備 - 城東センターからの退去 城東センターからの退去 施設整備・機器整備（契約）

施設整備・機器整備、リニューア

ルオープン、中小企業支援事業

開始

-

（2025年度事業終了）

12-6 次世代につなぐ中小企業・地域産業活性化プロジェクト 中小企業支援施策の分析調査 -

アンケート調査・ヒアリング調査を

通じ、都が展開する中小企業支

援施策の浸透度等を調査、施策

のブラッシュアップに活用

アンケート調査・ヒアリング調査を

通じ、都が展開する中小企業支

援施策の浸透度等を調査、施策

のブラッシュアップに活用

アンケート調査・ヒアリング調査を

通じ、都が展開する中小企業支

援施策の浸透度等を調査、施策

のブラッシュアップに活用

アンケート調査・ヒアリング調査を

通じ、都が展開する中小企業支

援施策の浸透度等を調査、施策

のブラッシュアップに活用

アンケート調査・ヒアリング調査を

通じ、都が展開する中小企業支

援施策の浸透度等を調査、施策

のブラッシュアップに活用

12-6 次世代につなぐ中小企業・地域産業活性化プロジェクト 中小企業の景況情報発信 - 景況ダッシュボードシステムの運営
景況ダッシュボードシステムの運

営、コラム機能の開発・コラム掲載

景況ダッシュボードシステムの運

営、普及啓発セミナーの開催

景況ダッシュボードシステムの運

営、普及啓発セミナーの開催

景況ダッシュボードシステムの運

営、普及啓発セミナーの開催
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ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

12-6 次世代につなぐ中小企業・地域産業活性化プロジェクト 活発な活動を支える障害者用具等研究開発推進事業

障害者スポーツ用具および障害

者スポーツ用具開発で得られた知

見を活かした一般障害者向け高

性能障害者用具に係る新製品の

開発、成果普及

（前障害者スポーツ研究開発推

進事業）

日常の活発な活動を支える障害

者等向け新製品の開発、成果普

及

日常の活発な活動を支える障害

者等向け新製品の開発、成果普

及

日常の活発な活動を支える障害

者等向け新製品の開発、成果普

及

日常の活発な活動を支える障害

者等向け新製品の開発、成果普

及

-

（2025年度事業終了）

12-6 次世代につなぐ中小企業・地域産業活性化プロジェクト 障害者向け製品等の販路開拓支援

障害者向け製品等の製造・販売

を取り組む都内中小企業に対し、

展示会への出展経費等の一部を

助成 （採択36件）

障害者向け製品等の製造・販売

を取り組む都内中小企業に対し、

展示会への出展経費等の一部を

助成

障害者向け製品等の製造・販売

を取り組む都内中小企業に対し、

展示会への出展経費等の一部を

助成 （採択26件）

障害者向け製品等の製造・販売

を取り組む都内中小企業に対し、

展示会への出展経費等の一部を

助成

障害者向け製品等の製造・販売

を取り組む都内中小企業に対し、

展示会への出展経費等の一部を

助成

障害者向け製品等の製造・販売

を取り組む都内中小企業に対し、

展示会への出展経費等の一部を

助成

12-6 次世代につなぐ中小企業・地域産業活性化プロジェクト 高齢者のニーズを踏まえた新ビジネス創出の支援 - 開発経費助成 10件程度/年 開発経費助成 10件/年 開発経費助成 10件程度/年 開発経費助成 10件程度/年 開発経費助成 10件程度/年

12-6 次世代につなぐ中小企業・地域産業活性化プロジェクト 高齢者向け製品・サービスの販路開拓支援 - - -

高齢者向け製品サービス等の製

品等の販路開拓にかかる経費助

成　50件程度/年

高齢者向け製品サービス等の製

品等の販路開拓にかかる経費助

成　50件程度/年

高齢者向け製品サービス等の製

品等の販路開拓にかかる経費助

成　50件程度/年

12-6 次世代につなぐ中小企業・地域産業活性化プロジェクト 介護現場のニーズに対応した製品・研究開発推進 - - -
製品開発助成　６件程度/年 、

公募型共同研究

製品開発助成　６件程度/年、

公募型共同研究・成果普及
製品開発助成　６件程度/年

12-6 次世代につなぐ中小企業・地域産業活性化プロジェクト 地域産業の成長支援 - - -
2024年度から2026年度の３か

年で20計画程度承認

2024年度から2026年度の３か

年で20計画程度承認

2024年度から2026年度の３か

年で20計画程度承認

12-6 次世代につなぐ中小企業・地域産業活性化プロジェクト 日系製造業等に対する投資促進 - -
アンケート調査、ターゲット設定、

支援企業リスト作成

海外に生産拠点を持つ製造業等

に対して、安定的な生産・供給体

制を構築できるよう、国内投資に

向けたハンズオン支援等を実施

海外に生産拠点を持つ製造業等

に対して、安定的な生産・供給体

制を構築できるよう、国内投資に

向けたハンズオン支援等を実施

海外に生産拠点を持つ製造業等

に対して、安定的な生産・供給体

制を構築できるよう、国内投資に

向けたハンズオン支援等を実施

12-6 次世代につなぐ中小企業・地域産業活性化プロジェクト 「2024年問題」対策に伴うデジタル技術活用推進 - - -
普及巡回、アドバイザーの派遣

20社/年、助成金　20社/年

普及巡回、アドバイザーの派遣

20社/年、助成金　20社/年
-

12-6 次世代につなぐ中小企業・地域産業活性化プロジェクト
「2024年問題」対策に伴うデジタルツール導入促進支

援
- - -

都内で運輸業や建設業を営む中

小企業に対し、新たにデジタルツー

ルを導入する際に要する経費の一

部を助成　200件/年

都内で運輸業や建設業を営む中

小企業に対し、新たにデジタルツー

ルを導入する際に要する経費の一

部を助成　200件/年

-

12-6 次世代につなぐ中小企業・地域産業活性化プロジェクト 「2024年問題」対策に伴う設備投資支援 - - 2024年3月6日から募集開始

人手不足等の対策に必要となる

機械設備を新たに導入する際の

経費の一部を助成　50件/年
- -

12-6 次世代につなぐ中小企業・地域産業活性化プロジェクト
ＣＶＣと連携した中小企業・スタートアップの成長促進

支援事業
再掲 - - -

大企業と中小企業・スタートアップ

のマッチング支援、ＣＶＣに対し

投資資金以外の投資活動に必

要な経費を補助

大企業と中小企業・スタートアップ

のマッチング支援、ＣＶＣに対し

投資資金以外の投資活動に必

要な経費を補助

大企業と中小企業・スタートアップ

のマッチング支援、ＣＶＣに対し

投資資金以外の投資活動に必

要な経費を補助

12-6 次世代につなぐ中小企業・地域産業活性化プロジェクト 知的財産の活用による中小企業の製品化促進 - -

普及啓発、ニーズ・シーズの掘り起

こし、マッチング、知財契約締結支

援、技術支援、マーケティング支

援

普及啓発、ニーズ・シーズの掘り起

こし、マッチング、知財契約締結支

援、技術支援、マーケティング支

援、製品化加速サポート

普及啓発、ニーズ・シーズの掘り起

こし、マッチング、知財契約締結支

援、技術支援、マーケティング支

援、製品化加速サポート

普及啓発、ニーズ・シーズの掘り起

こし、マッチング、知財契約締結支

援、技術支援、マーケティング支

援
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12-6 次世代につなぐ中小企業・地域産業活性化プロジェクト フリーランス取引適正化支援事業 - - -
フリーランス特設サイトの開設、セミ

ナーの実施

フリーランス特設サイトの運営、セミ

ナーの実施

フリーランス特設サイトの運営、セミ

ナーの実施

12-6 次世代につなぐ中小企業・地域産業活性化プロジェクト 中小企業の処遇改善を支援 再掲 - - -

賃金制度・賃上げに関する特別

講座(2回/年)、賃金制度の整備

に向けた専門家派遣（75回/

年）、TOKYOはたらくネットで好

事例を紹介

賃金制度・賃上げに関する特別

講座(2回/年)、賃金制度の整備

に向けた専門家派遣（75回/

年）、TOKYOはたらくネットで好

事例を紹介

賃金制度・賃上げに関する特別

講座(2回/年)、賃金制度の整備

に向けた専門家派遣（75回/

年）、TOKYOはたらくネットで好

事例を紹介

12-6 次世代につなぐ中小企業・地域産業活性化プロジェクト
業界団体の希望やニーズに沿った人材確保に向けたカス

タマイズ支援
再掲 - - -

・業界団体が構成員の中小企業

等に対して行う人材確保の取組

を支援（カスタマイズ型支援

2024年度採択：15団体程

度）

・業界団体が構成員の中小企業

等に対して行う人材確保の取組

を支援（団体独自取組支援

2024年度採択：10団体程

度）

・業界団体が構成員の中小企業

等に対して行う人材確保の取組

を支援（カスタマイズ型支援

2024年度採択：15団体程度、

2025年度採択：15団体程

度）

・業界団体が構成員の中小企業

等に対して行う人材確保の取組

を支援（団体独自取組支援

2024年度採択：10団体程度、

2025年度採択：10団体程

度）

・業界団体が構成員の中小企業

等に対して行う人材確保の取組

をまとめ、支援事例集を作成（カ

スタマイズ型支援　2024年度採

択：15団体程度）

・業界団体が構成員の中小企業

等に対して行う人材確保の取組

を支援（カスタマイズ型支援

2025年度採択：15団体程

度）

・業界団体が構成員の中小企業

等に対して行う人材確保の取組

を支援（団体独自取組支援

2025年度採択：10団体程

度）

・業界団体が構成員の中小企業

等に対して行う人材確保の取組

をまとめ、支援事例集を作成（カ

スタマイズ型支援　2025年度採

択：15団体程度）

12-6 次世代につなぐ中小企業・地域産業活性化プロジェクト 建設業及び運輸業の企業を集めたマッチングイベント 再掲 - - -
建設業及び運輸業の企業のマッ

チングイベントの実施

建設業及び運輸業の企業のマッ

チングイベントの実施

建設業及び運輸業の企業のマッ

チングイベントの実施

12-6 次世代につなぐ中小企業・地域産業活性化プロジェクト 中小企業の技能を受け継ぐ人材の定着を支援 再掲 - - -

魅力体験コーディネータ（専門相

談員）や技能人材サポーター

（専門家）の配置、奨励金の支

給

魅力体験コーディネータ（専門相

談員）や技能人材サポーター

（専門家）の配置、奨励金の支

給

魅力体験コーディネータ（専門相

談員）や技能人材サポーター

（専門家）の配置、奨励金の支

給

12-7 東京産業のブランド力向上プロジェクト 伝統工芸品産業への支援
商品開発支援・販路開拓支援

等

商品開発支援・販路開拓支援

等

商品開発支援・販路開拓支援

等

商品開発支援・販路開拓支援

等

商品開発支援・販路開拓支援

等

商品開発支援・販路開拓支援

等

12-7 東京産業のブランド力向上プロジェクト 技能の魅力発信 再掲 ものづくり・匠の技の祭典の開催 ものづくり・匠の技の祭典の開催 ものづくり・匠の技の祭典の開催 ものづくり・匠の技の祭典の開催 ものづくり・匠の技の祭典の開催 ものづくり・匠の技の祭典の開催

12-7 東京産業のブランド力向上プロジェクト 江戸東京きらりプロジェクト推進委員会の運営

東京の優れた産品を発掘し「宝

物」として磨き上げ、Ｗｅｂ等を

活用し世界への発信を集中的に

支援する「江戸東京きらりプロジェ

クト」の方向性や取組内容を検討

（２回／年）

東京の優れた産品を発掘し「宝

物」として磨き上げ、Ｗｅｂ等を

活用し世界への発信を集中的に

支援する「江戸東京きらりプロジェ

クト」の方向性や取組内容を検討

４回／年

東京の優れた産品を発掘し「宝

物」として磨き上げ、Ｗｅｂ等を

活用し世界への発信を集中的に

支援する「江戸東京きらりプロジェ

クト」の方向性や取組内容を検討

２回／年

東京の優れた産品を発掘し「宝

物」として磨き上げ、Ｗｅｂ等を

活用し世界への発信を集中的に

支援する「江戸東京きらりプロジェ

クト」の方向性や取組内容を検討

４回／年

東京の優れた産品を発掘し「宝

物」として磨き上げ、Ｗｅｂ等を

活用し世界への発信を集中的に

支援する「江戸東京きらりプロジェ

クト」の方向性や取組内容を検討

４回／年

東京の優れた産品を発掘し「宝

物」として磨き上げ、Ｗｅｂ等を

活用し世界への発信を集中的に

支援する「江戸東京きらりプロジェ

クト」の方向性や取組内容を検討

４回／年

12-7 東京産業のブランド力向上プロジェクト 江戸東京きらりプロジェクトの「宝物」の選定

東京の産業分野における伝統の

技による優れた産品「宝物」を選

定（5事業）

東京の産業分野における伝統の

技による優れた産品「宝物」を選

定　５事業

東京の産業分野における伝統の

技による優れた産品「宝物」を選

定　６事業

東京の産業分野における伝統の

技による優れた産品「宝物」を選

定　５事業
- -
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12-7 東京産業のブランド力向上プロジェクト
江戸東京きらりプロジェクトの「宝物」の付加価値向上、

発信

東京の産業分野における伝統の

技による優れた産品「宝物」の付

加価値向上、世界へ発信　（11

事業）

東京の産業分野における伝統の

技による優れた産品「宝物」の付

加価値向上、世界へ発信　11事

業

東京の産業分野における伝統の

技による優れた産品「宝物」の付

加価値向上、世界へ発信　11事

業

東京の産業分野における伝統の

技による優れた産品「宝物」の付

加価値向上、世界へ発信　11事

業

東京の産業分野における伝統の

技による優れた産品「宝物」の付

加価値向上、世界へ発信　11事

業

東京の産業分野における伝統の

技による優れた産品「宝物」の付

加価値向上、世界へ発信　５事

業

12-7 東京産業のブランド力向上プロジェクト 東京と全国の魅力発信拠点 - - - 拠点コンセプトの設計・検討 拠点の開設に向けた準備 拠点の開設・運営

12-7 東京産業のブランド力向上プロジェクト 有望ファッションデザイナーの支援
有望デザイナー選抜、ビジネス支

援 等

有望デザイナー選抜、ビジネス支

援 等

有望デザイナー選抜、ビジネス支

援 等

有望デザイナー選抜、ビジネス支

援 等

有望デザイナー選抜、ビジネス支

援 等

有望デザイナー選抜、ビジネス支

援 等

12-7 東京産業のブランド力向上プロジェクト ファッション産業振興イベントへの支援 集客力が高いエリアで継続実施 集客力が高いエリアで継続実施 集客力が高いエリアで継続実施 集客力が高いエリアで継続実施 集客力が高いエリアで継続実施 集客力が高いエリアで継続実施

12-7 東京産業のブランド力向上プロジェクト
都民参加型のファッション・アパレル産業活性化促進事

業
-

ファッション・アパレル関連団体等と

連携して実施

ファッション・アパレル関連団体等と

連携して実施

ファッション・アパレル関連団体等と

連携して実施

ファッション・アパレル関連団体等と

連携して実施

ファッション・アパレル関連団体等と

連携して実施

12-7 東京産業のブランド力向上プロジェクト ファッション産業の担い手発掘・育成
学生向けファッションコンクールの開

催

学生向けファッションコンクールの開

催

学生向けファッションコンクールの開

催

学生向けファッションコンクールの開

催

学生向けファッションコンクールの開

催

学生向けファッションコンクールの開

催

12-7 東京産業のブランド力向上プロジェクト アニメーション海外展開ステップアッププログラム

新型コロナウイルス感染症等の影

響により、世界最大規模のアニ

メーション見本市への東京都パビリ

オン出展中止

世界最大規模のアニメーション見

本市での東京都パビリオン出展

世界最大規模のアニメーション見

本市での東京都パビリオン出展

世界最大規模のアニメーション見

本市での東京都パビリオン出展、

専門家によるフォローアップ等

世界最大規模のアニメーション見

本市での東京都パビリオン出展、

専門家によるフォローアップ等

世界最大規模のアニメーション見

本市での東京都パビリオン出展、

専門家によるフォローアップ等

12-7 東京産業のブランド力向上プロジェクト ｅスポーツに係る産業の振興 東京ｅスポーツフェスタの開催 東京ｅスポーツフェスタの開催 東京ｅスポーツフェスタの開催 東京ｅスポーツフェスタの開催 東京ｅスポーツフェスタの開催 東京ｅスポーツフェスタの開催

12-7 東京産業のブランド力向上プロジェクト ＸＲ、メタバース等を活用した産業の振興 - 展示会の開催
TOKYO XR・メタバース＆コンテン

ツビジネスワールドの開催

TOKYO XR・メタバース＆コンテン

ツビジネスワールドの開催

TOKYO XR・メタバース＆コンテン

ツビジネスワールドの開催

TOKYO XR・メタバース＆コンテン

ツビジネスワールドの開催

12-7 東京産業のブランド力向上プロジェクト コンテンツ産業の海外展開支援 - - -
すそ野拡大に向けたセミナーの開

催、相談窓口の設置、専門家に

よるサポート

すそ野拡大に向けたセミナーの開

催、相談窓口の設置、専門家に

よるサポート

すそ野拡大に向けたセミナーの開

催、相談窓口の設置、専門家に

よるサポート

12-7 東京産業のブランド力向上プロジェクト 伝統工芸品の体験型ビジネス構築支援 - - -
体験型ビジネス構築アドバイザー

によるハンズオン支援、 製作体験

予約サイトの構築等　20社/年

体験型ビジネス構築アドバイザー

によるハンズオン支援、 製作体験

予約サイトの構築等　20社/年

体験型ビジネス構築アドバイザー

によるハンズオン支援、 製作体験

予約サイトの構築等　20社/年

12-7 東京産業のブランド力向上プロジェクト 先端技術を活用した社会課題解決促進 - - -
ＡＩ・ＸＲ・メタバース等の先端

技術を駆使した製品・サービスの

表彰、普及支援　11件/年

ＡＩ・ＸＲ・メタバース等の先端

技術を駆使した製品・サービスの

表彰、普及支援　11件/年

ＡＩ・ＸＲ・メタバース等の先端

技術を駆使した製品・サービスの

表彰、普及支援　11件/年

12-8 世界一の美食都市実現プロジェクト 「東京味わいフェスタ」の開催

東京産食材を使った料理や全国

各地のご当地グルメなどを楽しめる

イベント「東京味わいフェスタ」を開

催（丸の内、有楽町、日比谷、

豊洲）

東京産食材を使った料理や全国

各地のご当地グルメなどを楽しめる

イベント「東京味わいフェスタ」を開

催（丸の内、有楽町、日比谷、

豊洲）

東京産食材を使った料理や全国

各地のご当地グルメなどを楽しめる

イベント「東京味わいフェスタ」を開

催（丸の内、有楽町、日比谷、

豊洲）

東京産食材を使った料理や全国

各地のご当地グルメなどを楽しめる

イベント「東京味わいフェスタ」を開

催（丸の内、有楽町、日比谷、

豊洲）

東京産食材を使った料理や全国

各地のご当地グルメなどを楽しめる

イベント「東京味わいフェスタ」を開

催（丸の内、有楽町、日比谷、

豊洲）

東京産食材を使った料理や全国

各地のご当地グルメなどを楽しめる

イベント「東京味わいフェスタ」を開

催（丸の内、有楽町、日比谷、

豊洲）

12-8 世界一の美食都市実現プロジェクト
春の食フェスティバル（Tokyo Tokyo Delicious

Museum）

Tokyo Tokyo Delicious

Museumの開催（５月）によ

り、「東京の食」の魅力を国内外に

発信

ブランディング調査の実施

Tokyo Tokyo Delicious

Museumの開催により、「東京の

食」の魅力を国内外に発信

Tokyo Tokyo Delicious

Museumの開催（５月）によ

り、「東京の食」の魅力を国内外に

発信

Tokyo Tokyo Delicious

Museumの開催により、「東京の

食」の魅力を国内外に発信

Tokyo Tokyo Delicious

Museumの開催により、「東京の

食」の魅力を国内外に発信

Tokyo Tokyo Delicious

Museumの開催により、「東京の

食」の魅力を国内外に発信
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度
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ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

12-8 世界一の美食都市実現プロジェクト 東京の多彩な食の発信 - - -

海外のメディア等を対象とした調

理実演等のプレゼンテーションイベ

ントを実施し、東京が誇るハイレベ

ルな食の魅力を効果的に発信

海外のメディア等を対象とした調

理実演等のプレゼンテーションイベ

ントを実施し、東京が誇るハイレベ

ルな食の魅力を効果的に発信

海外のメディア等を対象とした調

理実演等のプレゼンテーションイベ

ントを実施し、東京が誇るハイレベ

ルな食の魅力を効果的に発信

12-8 世界一の美食都市実現プロジェクト 東京産ブランド農産物の育成支援

都オリジナル品種のブランド化検

討会を開催し、ＰＲの一環として

新品種の現地実証試験・試験出

荷による実証等を行った。

生産者団体及び都関係機関等

で構成する東京産農産物魅力向

上協議会の設置・運営、産地形

成・生産拡大のための生産支援、

品目・生産量に応じたＰＲを実

施

生産者団体及び都関係機関等

で構成する東京産農産物魅力向

上協議会を開催し、産地形成・

生産拡大のための生産支援する

品目として、えだまめ、キウイフルー

ツ（東京ゴールド）、東京うどを

決定した。各品目の生産者団体

等とともにブランド化の方向性を検

討するワーキンググループを設置

し、検討を進めた。

生産者団体及び都関係機関等

で構成する東京産農産物魅力向

上協議会の運営、産地形成・生

産拡大のための生産支援、品目・

生産量に応じたＰＲを実施

生産者団体及び都関係機関等

で構成する東京産農産物魅力向

上協議会の運営、産地形成・生

産拡大のための生産支援、品目・

生産量に応じたＰＲを実施

（2025年度終了）

-

12-8 世界一の美食都市実現プロジェクト 江戸東京野菜生産流通拡大・供給力強化
生産団体組織化支援、生産計

画・出荷規格検討等を実施

生産団体組織化支援、生産計

画・出荷規格検討　等

生産団体組織化支援、生産計

画・出荷規格検討等を実施

生産団体組織化支援、生産計

画・出荷規格検討　等

生産団体組織化支援、生産計

画・出荷規格検討　等

生産団体組織化支援、生産計

画・出荷規格検討　等

12-8 世界一の美食都市実現プロジェクト TOKYO X ブランド強化支援

ＴＯＫＹＯ Ｘ生産組合におけ

るブランド確立の取組や原種豚導

入の費用などを補助、新規生産

者の確保や生産者への指導体制

を強化、生産組合の法人化促進

に向けた専門家の雇用及び独自

のＰＲ活動実施に係る経費を補

助

ＴＯＫＹＯ Ｘ生産組合におけ

るブランド確立の取組や原種豚導

入の費用などを補助、新規生産

者の確保や生産者への指導体制

を強化、生産組合の事務機能の

強化、専門家の雇用及び独自の

ＰＲ活動実施に係る経費を補助

ＴＯＫＹＯ Ｘ生産組合におけ

るブランド確立の取組や原種豚導

入の費用などを補助、新規生産

者の確保や生産者への指導体制

を強化、生産組合の事務機能の

強化、専門家の雇用及び独自の

ＰＲ活動実施に係る経費を補助

ＴＯＫＹＯ Ｘ生産組合におけ

るブランド確立の取組や原種豚導

入の費用などを補助、新規生産

者の確保や生産者への指導体制

を強化、生産組合の事務機能の

強化、専門家の雇用及び独自の

ＰＲ活動実施に係る経費を補助

ＴＯＫＹＯ Ｘ生産組合におけ

るブランド確立の取組や原種豚導

入の費用などを補助、新規生産

者の確保や生産者への指導体制

を強化、生産組合の事務機能の

強化、専門家の雇用及び独自の

ＰＲ活動実施に係る経費を補助

ＴＯＫＹＯ Ｘ生産組合におけ

るブランド確立の取組や原種豚導

入の費用などを補助、新規生産

者の確保や生産者への指導体制

を強化、生産組合の事務機能の

強化、専門家の雇用及び独自の

ＰＲ活動実施に係る経費を補助

12-8 世界一の美食都市実現プロジェクト 大消費地の強みを活かしたブランド化・販路開拓 - - -
ブランド化コンサルや販路開拓アド

バイザーを派遣し、ブランド化に向

けた一体的な支援を実施

ブランド化コンサルや販路開拓アド

バイザーを派遣し、ブランド化に向

けた一体的な支援を実施

ブランド化コンサルや販路開拓アド

バイザーを派遣し、ブランド化に向

けた一体的な支援を実施

12-8 世界一の美食都市実現プロジェクト 環境と調和した農業の推進

「東京都エコ農産物認証制度」及

び認証農産物のＰＲを実施、環

境保全型農業に取り組む農家に

対して国費と合わせて直接交付

金を支給、販売実態調査の実

施、認証農産物の安全・安心確

保のため生産履歴アプリを開発

「東京都エコ農産物認証制度」及

び認証農産物のＰＲを実施、環

境保全型農業に取り組む農家に

対して国費と合わせて直接交付

金を支給、取扱意向のある小売

店等でＰＲ販売の実施

「東京都エコ農産物認証制度」及

び認証農産物のＰＲを実施、環

境保全型農業に取り組む農家に

対して国費と合わせて直接交付

金を支給、取扱意向のある小売

店等でＰＲ販売の実施

「東京都エコ農産物認証制度」及

び認証農産物のＰＲを実施、取

扱意向のある小売店等でＰＲ販

売の実施

「東京都エコ農産物認証制度」及

び認証農産物のＰＲを実施、取

扱意向のある小売店等でＰＲ販

売の実施

「東京都エコ農産物認証制度」及

び認証農産物のＰＲを実施、取

扱意向のある小売店等でＰＲ販

売の実施

12-8 世界一の美食都市実現プロジェクト
東京都GAP認証制度の推進、東京都GAP認証取得

に向けた環境整備を支援

認証者の増加、認証農産物の販

路拡大、認証農産物の流通拡

大、認証取得、認証維持に必要

な施設等の整備、東京都ＧＡＰ

認証制度の改定

認証取得・維持に必要な施設等

の整備を支援、認証者増加に向

けたセミナー等を開催、認証者の

販路開拓支援、認証制度のPR

により認証農産物の流通拡大

認証取得・維持に必要な施設等

の整備を支援、認証者増加に向

けたセミナー等を開催、認証者の

販路開拓支援、認証制度のPR

により認証農産物の流通拡大

認証取得・維持に必要な施設等

の整備を支援、認証者増加に向

けたセミナー等を開催、認証者の

販路開拓支援、認証制度のPR

により認証農産物の流通拡大

認証取得・維持に必要な施設等

の整備を支援、認証者増加に向

けたセミナー等を開催、認証者の

販路開拓支援、認証制度のPR

により認証農産物の流通拡大

認証取得・維持に必要な施設等

の整備を支援、認証者増加に向

けたセミナー等を開催、認証者の

販路開拓支援、認証制度のPR

により認証農産物の流通拡大

12-8 世界一の美食都市実現プロジェクト ＭＥＬ認証活用調査

資源管理の取組を推進し付加価

値を向上させるためのＭＥＬ認証

活用調査を実施

資源管理の取組を推進し付加価

値を向上させるためのＭＥＬ認証

活用調査を実施

資源管理の取組を推進し付加価

値を向上させるためのＭＥＬ認証

活用調査を実施

（2023年度終了）

- - -
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

12-8 世界一の美食都市実現プロジェクト 水産加工経営力の向上支援

水産加工団体等の商品開発や

量産体制の確立、販路拡大、デ

ジタル化等に係る取組へ費用を補

助

水産加工団体等の商品開発や

量産体制の確立、販路拡大、デ

ジタル化等に係る取組へ費用を補

助

水産加工団体等の商品開発や

量産体制の確立、販路拡大、デ

ジタル化等に係る取組へ費用を補

助

（2023年度終了）

- - -

12-8 世界一の美食都市実現プロジェクト
地域一体で地場農産物の消費拡大・販路拡大に取り

組む区市町村を支援
対象件数　８区市/年 対象件数　７区市町村/年

新たに農業協同組合等に支援対

象を拡大

13区市町村・団体/年(内、新規

７区市町村・団体)

対象件数13区市町村・団体/年

(内、新規７区市町村・団体)

対象件数　19区市町村・団体/

年(内、新規７区市町村・団体)

対象件数　19区市町村・団体/

年(内、新規７区市町村・団体)

12-8 世界一の美食都市実現プロジェクト チャレンジ農業支援センターの運営

農業者等の創意工夫のある取組

を支援するため専門家の派遣によ

る経営相談を実施、販路開拓支

援のため販路開拓ナビゲータ等を

派遣、経営の多角化・改善に向

けた新たな取組や販路開拓に必

要な経費を助成

農業者等の創意工夫のある取組

を支援するため専門家の派遣によ

る経営相談を実施、販路開拓支

援のため販路開拓ナビゲータ等を

派遣、経営の多角化・改善に向

けた新たな取組や販路開拓に必

要な経費を助成

農業者等の創意工夫のある取組

を支援するため専門家の派遣によ

る経営相談を実施し、販路開拓

支援のため販路開拓ナビゲータ等

を派遣した。

経営の多角化・改善に向けた新

たな取組や販路開拓に必要な経

費を助成した。

農業者等の創意工夫のある取組

を支援するため専門家の派遣によ

る経営相談を実施、経営の多角

化・改善に向けた新たな取組や販

路開拓に必要な経費を助成

（2024年度終了）

- -

12-8 世界一の美食都市実現プロジェクト 都内産農産物の認証取得・維持経費補助 新規認証取得・認証更新を支援 新規認証取得・認証更新を支援 新規認証取得・認証更新を支援 新規認証取得・認証更新を支援 新規認証取得・認証更新を支援 新規認証取得・認証更新を支援

12-8 世界一の美食都市実現プロジェクト
都内産水産物の認証取得・維持経費補助・販路開拓

支援

新規認証取得・認証更新を支

援、販路開拓支援

新規認証取得・認証更新を支

援、販路開拓支援

新規認証取得・認証更新を支

援、販路開拓支援

新規認証取得・認証更新を支

援、販路開拓支援

新規認証取得・認証更新を支

援、販路開拓支援

新規認証取得・認証更新を支

援、販路開拓支援

12-8 世界一の美食都市実現プロジェクト 東京産食材の流通促進

東京産食材の集配送サービスの

運用、都内流通業者実態調査の

実施、都心部にある百貨店での

東京産農産物販売コーナー設置

東京産農産物を仕入れて複数の

都内小売店や飲食店等に納品

する流通事業者の取組に係る費

用を補助

東京産農産物を仕入れて複数の

都内小売店や飲食店等に納品

する流通事業者の取組に係る費

用を補助

東京産農産物を仕入れて複数の

都内小売店や飲食店等に納品

する流通事業者の取組に係る費

用を補助

東京産農産物を仕入れて複数の

都内小売店や飲食店等に納品

する流通事業者の取組に係る費

用を補助

東京産農産物を仕入れて複数の

都内小売店や飲食店等に納品

する流通事業者の取組に係る費

用を補助

12-8 世界一の美食都市実現プロジェクト 国内産農水産物の輸出促進 -

都内産等農水産物の輸出に向け

た海外における販売促進イベント

（３回／年）や、在日大使館へ

のＰＲ（２回／年）を実施

都内産等農水産物の輸出に向け

た海外における販売促進イベント

（３回／年）や、在日大使館へ

のＰＲ（3回／年）を実施

海外販路開拓にかかる調査を実

施

都内産等農水産物の輸出に向け

た海外における販売促進イベント

（３回／年）や、在日大使館へ

のＰＲ（２回／年）を実施

都内産等農水産物の輸出に向け

た海外における販売促進イベント

（３回／年）や、在日大使館へ

のＰＲ（２回／年）を実施

都内産等農水産物の輸出に向け

た海外における販売促進イベント

（３回／年）や、在日大使館へ

のＰＲ（２回／年）を実施

12-8 世界一の美食都市実現プロジェクト 新サービス創出支援 再掲

セミナーの開催 １回/年、ハンズオ

ン支援・資金支援 24件/年、成

果発信

セミナーの開催 １回/年、ハンズオ

ン支援・資金支援 30件/年、成

果発信

セミナーの開催 １回/年、ハンズオ

ン支援・資金支援 21件/年、成

果発信

ハンズオン支援・資金支援 30件/

年、成果発信

-

（2024年度事業終了）
-

12-8 世界一の美食都市実現プロジェクト 市場業者による意欲的な取組の支援 再掲

経営強靭化推進事業において、E

コマースの導入や販路拡大など、

経営基盤の強化に向けた取組を

支援（133件の取組を支援）

Eコマースの導入など市場業者の

経営基盤の強化に向けた取組を

促進

経営強靭化推進事業において、E

コマースの導入や販路拡大など経

営基盤の強化に向けた取組を支

援（118件の取組を支援）

Ｅコマースの導入など市場業者の

経営基盤の強化に向けた取組を

促進

市場業者のニーズ等を踏まえ、必

要に応じて事業の見直しを実施

市場業者のニーズ等を踏まえ、必

要に応じて事業の見直しを実施

12-8 世界一の美食都市実現プロジェクト 外国人旅行者対応の取組を支援 再掲

クレジットカード等決済端末の導

入や多言語対応タブレット導入等

の外国人旅行者対応の取組を支

援

クレジットカード等決済端末の導

入や多言語対応タブレット導入等

の外国人旅行者対応の取組を支

援

クレジットカード等決済端末の導

入や多言語対応タブレット導入等

の外国人旅行者対応の取組を支

援

クレジットカード等決済端末の導

入や多言語対応タブレット導入等

の外国人旅行者対応の取組を支

援

クレジットカード等決済端末の導

入や多言語対応タブレット導入等

の外国人旅行者対応の取組を支

援

クレジットカード等決済端末の導

入や多言語対応タブレット導入等

の外国人旅行者対応の取組を支

援
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

12-8 世界一の美食都市実現プロジェクト ムスリム等多様な文化・習慣に関する受入環境整備 再掲

ムスリムやヴィーガン・ベジタリアン対

応飲食店等を紹介するパンフレッ

トの作成・配布、受入対応セミ

ナーの開催、専門家派遣を実施

ムスリムやヴィーガン・ベジタリアン対

応飲食店等を紹介するパンフレッ

トの作成・配布、受入対応セミ

ナーの開催、専門家派遣を実施

ムスリムやヴィーガン・ベジタリアン対

応飲食店等を紹介するパンフレッ

トの作成・配布、受入対応セミ

ナーの開催、専門家派遣を実施

ムスリムやヴィーガン・ベジタリアン対

応飲食店等を紹介するパンフレッ

トの作成・配布、受入対応セミ

ナーの開催、専門家派遣を実施

ムスリムやヴィーガン・ベジタリアン対

応飲食店等を紹介するパンフレッ

トの作成・配布、受入対応セミ

ナーの開催、専門家派遣を実施

ムスリムやヴィーガン・ベジタリアン対

応飲食店等を紹介するパンフレッ

トの作成・配布、受入対応セミ

ナーの開催、専門家派遣を実施

12-8 世界一の美食都市実現プロジェクト 飲食事業者向け食の多様性対応支援 再掲 -

先進的な料理店等によるメニュー

開発・レシピ紹介、ベジタリアン・

ヴィーガン認証取得支援

食の多様性に対応した飲食店向

けのメニュー開発・レシピ紹介、ベ

ジタリアン・ヴィーガン認証取得支

援

食の多様性に対応した飲食店向

けのメニュー開発・レシピ紹介、ベ

ジタリアン・ヴィーガン認証取得支

援

食の多様性に対応した飲食店向

けのメニュー開発・レシピ紹介、ベ

ジタリアン・ヴィーガン認証取得支

援

食の多様性に対応した飲食店向

けのメニュー開発・レシピ紹介、ベ

ジタリアン・ヴィーガン認証取得支

援

12-8 世界一の美食都市実現プロジェクト 豊洲市場における千客万来施設事業の推進 事業者による建設工事
事業者による建設工事、開業、

賑わい創出・食文化発信

事業者による建設工事、開業、

賑わい創出・食文化発信
賑わい創出・食文化発信 賑わい創出・食文化発信 賑わい創出・食文化発信

12-8 世界一の美食都市実現プロジェクト 千客万来施設開業までの賑わいの創出 再掲
仮設施設による場外マルシェ（江

戸前場下町）を運営

イベント等の活性化策などの新た

な手法を活用した、千客万来施

設開業までの賑わいの創出

イベント等の活性化策などの新た

な手法を活用した、千客万来施

設開業までの賑わいの創出

（2023年度終了）

- - -

12-8 世界一の美食都市実現プロジェクト
東京の農林水産Ｗｅｂサイト「ＴＯＫＹＯ ＧＲＯＷ

Ｎ」の運営

利用者の拡大や情報発信の深化

等に向けた継続的改善を実施

利用者の拡大や情報発信の深化

等に向けた継続的改善を実施

利用者の拡大や情報発信の深化

等に向けた継続的改善を実施

利用者の拡大や情報発信の深化

等に向けた継続的改善を実施

利用者の拡大や情報発信の深化

等に向けた継続的改善を実施

利用者の拡大や情報発信の深化

等に向けた継続的改善を実施

12-8 世界一の美食都市実現プロジェクト 東京産食材の魅力発信キャンペーン

東京産食材の魅力を伝えるＣＭ

を街頭大型ビジョン、電車、シネア

ドで放映

東京産食材の魅力を伝えるＣＭ

を街頭大型ビジョンやデジタルサイ

ネージ等で放映

東京産食材の魅力を伝えるＣＭ

を街頭大型ビジョン、電車、シネア

ドで放映

放映の効果測定を実施

東京産食材の魅力を伝えるＣＭ

を街頭大型ビジョンやデジタルサイ

ネージ等で放映

事業効果を検証の上実施を検討 事業効果を検証の上実施を検討

12-8 世界一の美食都市実現プロジェクト
飲食店等への東京産食材のサンプル提供及び料理試

作

東京産食材のメニューへの活用を

促進するためサンプル提供等　実

施店舗数 100店舗/年

東京産食材のメニューへの活用を

促進するためサンプル提供等　実

施店舗数 100店舗/年

東京産食材のメニューへの活用を

促進するためサンプル提供等　実

施店舗数 100店舗/年

東京産食材のメニューへの活用を

促進するためサンプル提供等　実

施店舗数 100店舗/年

事業効果を検証の上実施を検討 事業効果を検証の上実施を検討

12-8 世界一の美食都市実現プロジェクト 地産地消の拡大

東京産農林水産物を使用した料

理を提供する都内飲食店等を「と

うきょう特産　食材使用店」として

登録（新規登録22店舗／

年）、島の農林水産物を使用し

た料理を提供する島しょ地域の飲

食店等を「東京 島じまん食材使

用店」として登録（新規登録11

店舗／年）

東京産農林水産物を使用した料

理を提供する都内飲食店等を「と

うきょう特産　食材使用店」として

登録（新規登録50店舗／

年）、島の農林水産物を使用し

た料理を提供する島しょ地域の飲

食店等を「東京 島じまん食材使

用店」として登録（新規登録10

店舗／年）

東京産農林水産物を使用した料

理を提供する都内飲食店等を「と

うきょう特産　食材使用店」として

登録（新規登録33店舗／

年）、島の農林水産物を使用し

た料理を提供する島しょ地域の飲

食店等を「東京 島じまん食材使

用店」として登録（新規登録14

店舗／年）

東京産農林水産物を使用した料

理を提供する都内飲食店等を「と

うきょう特産　食材使用店」として

登録（新規登録50店舗／

年）、島の農林水産物を使用し

た料理を提供する島しょ地域の飲

食店等を「東京 島じまん食材使

用店」として登録（新規登録10

店舗／年）

東京産農林水産物を使用した料

理を提供する都内飲食店等を「と

うきょう特産　食材使用店」として

登録（新規登録50店舗／

年）、島の農林水産物を使用し

た料理を提供する島しょ地域の飲

食店等を「東京 島じまん食材使

用店」として登録（新規登録10

店舗／年）

東京産農林水産物を使用した料

理を提供する都内飲食店等を「と

うきょう特産　食材使用店」として

登録（新規登録50店舗／

年）、島の農林水産物を使用し

た料理を提供する島しょ地域の飲

食店等を「東京 島じまん食材使

用店」として登録（新規登録10

店舗／年）

12-8 世界一の美食都市実現プロジェクト 東京産水産物のPR

卸売市場の関係者向けのイベント

を開催、消費者の認知度向上と

固定客の獲得を目的とした鮮魚

小売店・飲食店でのＰＲを実施

消費者の認知度向上と固定客の

獲得を目的とした鮮魚小売店・飲

食店でのＰＲや消費者参加型の

ＳＮＳイベントを通じたＰＲを実

施

消費者の認知度向上と固定客の

獲得を目的とした鮮魚小売店・飲

食店でのＰＲを実施

（2023年度終了）

- - -

12-8 世界一の美食都市実現プロジェクト 公募による東京農林水産の魅力発信

企業や業界ならではの訴求効果

が高い企画を公募し今までにない

新たな手法で東京の農林水産物

の魅力を発信　３事業／2022

～2023年度

企業や業界ならではの訴求効果

が高い企画を公募し今までにない

新たな手法で東京の農林水産物

の魅力を発信　３事業／2022

～2023年度

企業や業界ならではの訴求効果

が高い企画を公募し今までにない

新たな手法で東京の農林水産物

の魅力を発信　３事業

（2023年度終了）

- - -
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

12-8 世界一の美食都市実現プロジェクト 東京産食材PR動画の制作・発信

ＰＲ番組（第１期シリーズ(５

話））を配信するとともに、ＳＮ

Ｓを活用したクロスメディアの手法

を用いたＰＲ活動を展開

ＰＲ番組（第２期シリーズ(５

話））を配信するとともに、ＳＮ

Ｓを活用したクロスメディアの手法

を用いたＰＲ活動を展開

ＰＲ番組（第２期シリーズ(５

話））を配信するとともに、ＳＮ

Ｓを活用したクロスメディアの手法

を用いたＰＲ活動を展開

（2023年度終了）

- - -

12-8 世界一の美食都市実現プロジェクト 中食業者による東京産食材PR

都心部を中心にテイクアウト店の

東京産食材の購入費用を補助

（5店舗）

都心部を中心にテイクアウト店の

東京産食材の購入費用を補助

（100店舗程度）

都心部を中心にテイクアウト店の

東京産食材の購入費用を補助

（12店舗）

都心部を中心にテイクアウト店の

東京産食材の購入費用を補助

（100店舗程度）

効果検証の上事業実施を検討 効果検証の上事業実施を検討

12-8 世界一の美食都市実現プロジェクト 農地を活用した食育の推進 - - -
東京産農産物の販売や食育に関

するワークショップ、収穫体験等

東京産農産物の販売や食育に関

するワークショップ、収穫体験等

東京産農産物の販売や食育に関

するワークショップ、収穫体験等

12-8 世界一の美食都市実現プロジェクト 東京産農産物の情報発信拠点整備・運営 - - -
都心に東京産農産物のＰＲコー

ナーを設置し、情報発信・ＰＲ販

売を実施

都心に東京産農産物のＰＲコー

ナーを設置し、情報発信・ＰＲ販

売を実施

都心に東京産農産物のＰＲコー

ナーを設置し、情報発信・ＰＲ販

売を実施

12-8 世界一の美食都市実現プロジェクト 東京産水産物の生産・流通促進 - - -

・商品の開発、量産体制の確立、

新たな販路の開拓等

・衛生管理体制の改善、生産物

の品質向上等

・商品の開発、量産体制の確立、

新たな販路の開拓等

・衛生管理体制の改善、生産物

の品質向上等

・商品の開発、量産体制の確立、

新たな販路の開拓等

・衛生管理体制の改善、生産物

の品質向上等

12-8 世界一の美食都市実現プロジェクト 魚食の促進 - - -

東京産水産物を利用した小中学

校等での講習会の開催、子育て

世代を対象にした調理講習会の

開催、調理解説動画の配信

東京産水産物を利用した小中学

校等での講習会の開催、子育て

世代を対象にした調理講習会の

開催、調理解説動画の配信

東京産水産物を利用した小中学

校等での講習会の開催、子育て

世代を対象にした調理講習会の

開催、調理解説動画の配信

12-8 世界一の美食都市実現プロジェクト 東京産農産物の学校給食活用促進 - - -

東京産食材のレシピコンテストの

開催、小学校栄養士セミナーの

開催、学校給食に取り組む農業

者への農業機械等導入支援

東京産食材のレシピコンテストの

開催、小学校栄養士セミナーの

開催、学校給食に取り組む農業

者への農業機械等導入支援

東京産食材のレシピコンテストの

開催、小学校栄養士セミナーの

開催、学校給食に取り組む農業

者への農業機械等導入支援

12-8 世界一の美食都市実現プロジェクト 江戸東京きらりプロジェクト推進委員会の運営 再掲

東京の優れた産品を発掘し「宝

物」として磨き上げ、Ｗｅｂ等を

活用し世界への発信を集中的に

支援する「江戸東京きらりプロジェ

クト」の方向性や取組内容を検討

（２回／年）

東京の優れた産品を発掘し「宝

物」として磨き上げ、Ｗｅｂ等を

活用し世界への発信を集中的に

支援する「江戸東京きらりプロジェ

クト」の方向性や取組内容を検討

４回／年

東京の優れた産品を発掘し「宝

物」として磨き上げ、Ｗｅｂ等を

活用し世界への発信を集中的に

支援する「江戸東京きらりプロジェ

クト」の方向性や取組内容を検討

２回／年

東京の優れた産品を発掘し「宝

物」として磨き上げ、Ｗｅｂ等を

活用し世界への発信を集中的に

支援する「江戸東京きらりプロジェ

クト」の方向性や取組内容を検討

４回／年

東京の優れた産品を発掘し「宝

物」として磨き上げ、Ｗｅｂ等を

活用し世界への発信を集中的に

支援する「江戸東京きらりプロジェ

クト」の方向性や取組内容を検討

４回／年

東京の優れた産品を発掘し「宝

物」として磨き上げ、Ｗｅｂ等を

活用し世界への発信を集中的に

支援する「江戸東京きらりプロジェ

クト」の方向性や取組内容を検討

４回／年

12-8 世界一の美食都市実現プロジェクト 江戸東京きらりプロジェクトの「宝物」の選定 再掲

東京の産業分野における伝統の

技による優れた産品「宝物」を選

定（5事業）

東京の産業分野における伝統の

技による優れた産品「宝物」を選

定　５事業

東京の産業分野における伝統の

技による優れた産品「宝物」を選

定　６事業

東京の産業分野における伝統の

技による優れた産品「宝物」を選

定　５事業
- -

12-8 世界一の美食都市実現プロジェクト
江戸東京きらりプロジェクトの「宝物」の付加価値向上、

発信
再掲

東京の産業分野における伝統の

技による優れた産品「宝物」の付

加価値向上、世界へ発信　（11

事業）

東京の産業分野における伝統の

技による優れた産品「宝物」の付

加価値向上、世界へ発信　11事

業

東京の産業分野における伝統の

技による優れた産品「宝物」の付

加価値向上、世界へ発信　11事

業

東京の産業分野における伝統の

技による優れた産品「宝物」の付

加価値向上、世界へ発信　11事

業

東京の産業分野における伝統の

技による優れた産品「宝物」の付

加価値向上、世界へ発信　11事

業

東京の産業分野における伝統の

技による優れた産品「宝物」の付

加価値向上、世界へ発信　５事

業

12-8 世界一の美食都市実現プロジェクト 東京と全国の魅力発信拠点 再掲 - - - 拠点コンセプトの設計・検討 拠点の開設に向けた準備 拠点の開設・運営

12-8 世界一の美食都市実現プロジェクト 東京の食の魅力発信プロモーション -

メディアなどを招聘したファムトリップ

や、東京におけるガストロノミーツー

リズムの魅力の発信等を実施

東京の食、また東京におけるガスト

ロノミーツーリズムの魅力を、ファム

トリップやモデルツアーにより発信

メディアなどを招聘したファムトリップ

や、東京におけるガストロノミーツー

リズムの魅力の発信等を実施

メディアなどを招聘したファムトリップ

や、東京におけるガストロノミーツー

リズムの魅力の発信等を実施

メディアなどを招聘したファムトリップ

や、東京におけるガストロノミーツー

リズムの魅力の発信等を実施
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

12-8 世界一の美食都市実現プロジェクト
米粉を使ったパンの魅力を伝える「ＴＯＫＹＯ　ＪＡＰ

ＡＮキャンペーン」の展開

キャンペーン参加店の募集、ＰＲ

動画の放映、国産農作物を使用

した商品開発等を支援

キャンペーン参加店の募集、ＰＲ

動画の放映、ＰＲグッズの制作・

配布、イベント等での米粉パンPR

販売等を実施

キャンペーン参加店の募集、ＰＲ

動画の放映、ＰＲグッズの制作・

配布、イベント等での米粉パンPR

販売等を実施

キャンペーン参加店の募集、ＰＲ

動画の放映、ＰＲグッズの制作・

配布、イベント等での米粉パンPR

販売等を実施

事業効果を検証の上実施を検討 事業効果を検証の上実施を検討

12-8 世界一の美食都市実現プロジェクト 農林水産物の相互PR
新潟県と協定を締結し、東京産

食材フェアを３回実施した。

東京都産の農林水産物PR販売

イベントを新潟県の催事場等で開

催　３回／年

東京都産の農林水産物PR販売

イベントを新潟県の催事場等で開

催　３回／年

東京都産の農林水産物PR販売

イベントを新潟県の催事場等で開

催　３回／年

事業効果を検証の上実施を検討 事業効果を検証の上実施を検討

12-8 世界一の美食都市実現プロジェクト 水産資源利用の持続化促進

資源評価の精度向上に向けた試

験調査、資源管理協定策定指

導、資源管理対象魚種を対象と

した漁業の監視体制を強化

資源評価の精度向上に向けた試

験調査、資源管理協定策定指

導、資源管理対象魚種を対象と

した漁業の監視体制を強化、

フィッシュタグを装着した標識放流

調査を実施

資源評価の精度向上に向けた試

験調査、資源管理協定策定指

導、資源管理対象魚種を対象と

した漁業の監視体制を強化、

フィッシュタグを装着した標識放流

調査を実施

資源評価の精度向上に向けた試

験調査、資源管理協定策定指

導、資源管理対象魚種を対象と

した漁業の監視体制を強化、

フィッシュタグを装着した標識放流

調査を実施

資源評価の精度向上に向けた試

験調査、資源管理協定策定指

導、資源管理対象魚種を対象と

した漁業の監視体制を強化、

フィッシュタグを装着した標識放流

調査を実施

資源評価の精度向上に向けた試

験調査、資源管理協定策定指

導、資源管理対象魚種を対象と

した漁業の監視体制を強化、

フィッシュタグを装着した標識放流

調査を実施

12-8 世界一の美食都市実現プロジェクト 東京の農林水産業魅力発信プロジェクト - ー ー

東京農林水産アンバサダー（仮

称）による、東京の農林水産業

の魅力を伝えるＰＲ活動を行う。

・就業体験キャンペーン

・インフルエンサーを活用したＳＮ

Ｓでの発信

・ポスターの作成

・都主催イベントへの登壇

東京農林水産アンバサダー（仮

称）による、東京の農林水産業

の魅力を伝えるＰＲ活動を行う。

・就業体験キャンペーン

・インフルエンサーを活用したＳＮ

Ｓでの発信

・ポスターの作成

・都主催イベントへの登壇

東京農林水産アンバサダー（仮

称）による、東京の農林水産業

の魅力を伝えるＰＲ活動を行う。

・就業体験キャンペーン

・インフルエンサーを活用したＳＮ

Ｓでの発信

・ポスターの作成

・都主催イベントへの登壇

12-9 東京スマート農林水産業プロジェクト
東京型スマート農業推進のための研究プラットフォームに

おける技術開発

実証実験・研究開発を展開し、

次の研究成果等を発表

・「ソーラーエネルギー利用システム

の開発」の成果

・「最新Wi-Fi技術を活用した圃

場やハウスの見える化の実証」にお

ける「生産者が圃場やハウスに

Wi-Fi通信を設置・利用する際の

ヒントとなるガイド」

・「スマート農業技術の経営的評

価・経営モデル構築」における「ト

マト施設栽培に関するニーズ調

査」

・「ローカル５Ｇを活用した遠隔で

の農業作業支援」における、遠隔

農作業支援の実証レポート

実証実験・研究開発実績等を踏

まえた2024年度からの次期東京

型スマート農業技術開発プロジェ

クトの計画の検討

プラットフォームにおける民間企業

や研究機関、生産者等との共同・

協力により、東京フューチャーアグリ

システムの新展開 、AI・IoT等の

先進技術を活用した新たな農業

システムの技術検証 、ローカル5G

を活用した新しい農業技術の開

発の３つの取組において成果を発

表した。

（2023年度終了）

- - -

12-9 東京スマート農林水産業プロジェクト 東京フューチャーアグリシステムの新展開

イチゴ栽培システムの開発における

品種・病害虫管理、統合制御シ

ステムの低コスト化を検討

イチゴ栽培システムの開発、統合

制御システムの低コスト化を検討

低コスト化した東京フューチャーア

グリシステムによるイチゴ栽培システ

ムを開発した。

（2023年度終了）

- - -
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

12-9 東京スマート農林水産業プロジェクト
AI・IoT等の先進技術を活用した新たな農業システムの

技術検証

システムの開発等について、次の

研究成果等を発表

・「ソーラーエネルギー利用システム

の開発」の成果

・「最新Wi-Fi技術を活用した圃

場やハウスの見える化の実証」にお

ける「生産者が圃場やハウスに

Wi-Fi通信を設置・利用する際の

ヒントとなるガイド」

・「スマート農業技術の経営的評

価・経営モデル構築」における「ト

マト施設栽培に関するニーズ調

査」

システムの開発・改良

システムの開発等について、次の

研究成果等を発表

・ 最新Wi-Fi 技術を活用した圃

場モニタリング ～屋外Wi-Fi導入

～

・ ソーラーエネルギー利用システム

の開発～軽量フレキシブル太陽電

池利用技術～

・ 多棟ハウスの無線による見える

化の確立

（2023年度終了）

- - -

12-9 東京スマート農林水産業プロジェクト ローカル5Gを活用した新しい農業技術の開発
遠隔農作業支援の実証レポート

の公表
共同プロジェクトによる研究開発

ローカル5Ｇを活用した新しい農業

技術の開発～遠隔農作業支援

の実証レポートを公表した。

（2023年度終了）

- - -

12-9 東京スマート農林水産業プロジェクト 島しょ地域でのスマート農業の実装 施設整備、実現性調査の実施
栽培実証・モデル構築、実施設

計

栽培実証・モデル構築、実施設

計

普及に向けた検討、牧野管理シ

ステム整備
普及に向けた検討 普及に向けた検討

12-9 東京スマート農林水産業プロジェクト
東京型スマート農業技術の研究開発と実装・普及の推

進
- - -

オープンラボを開設し東京型スマー

ト農業の現地実装を進めるととも

に、生産技術、マーケティング手

法・受発注情報、次世代通信技

術を活用した栽培支援技術の研

究開発を実施

オープンラボを開設し東京型スマー

ト農業の現地実装を進めるととも

に、生産技術、マーケティング手

法・受発注情報、次世代通信技

術を活用した栽培支援技術の研

究開発を実施

オープンラボを開設し東京型スマー

ト農業の現地実装を進めるととも

に、生産技術、マーケティング手

法・受発注情報、次世代通信技

術を活用した栽培支援技術の研

究開発を実施

12-9 東京スマート農林水産業プロジェクト 東京型スマート農業実装化促進 - - -

これまでの研究成果と共に、専門

家や民間企業のノウハウを活用

し、東京型スマート農業の迅速な

現地実装、現場の課題解決

これまでの研究成果と共に、専門

家や民間企業のノウハウを活用

し、東京型スマート農業の迅速な

現地実装、現場の課題解決

これまでの研究成果と共に、専門

家や民間企業のノウハウを活用

し、東京型スマート農業の迅速な

現地実装、現場の課題解決

12-9 東京スマート農林水産業プロジェクト 農業高校におけるスマート農業教育等の推進 再掲 - - - 環境構築、連携強化
スマート農業の実践、環境構築、

連携強化

スマート農業の実践、環境構築、

連携強化

12-9 東京スマート農林水産業プロジェクト ＤＸによる農業基盤の防災力強化

かんがい施設の水源であるため池

や貯水槽等を遠隔で監視するカメ

ラ及び水位計、遠隔で取水を制

御できるストップバルブ等を整備

かんがい施設の水源であるため池

や貯水槽等を遠隔で監視するカメ

ラ及び水位計、遠隔で取水を制

御できるストップバルブ等を整備

かんがい施設の水源であるため池

や貯水槽等を遠隔で監視するカメ

ラ及び水位計、遠隔で取水を制

御できるストップバルブ等を整備

かんがい施設の水源であるため池

や貯水槽等を遠隔で監視するカメ

ラ及び水位計、遠隔で取水を制

御できるストップバルブ等を整備

効果検証の上事業実施を検討 効果検証の上事業実施を検討

12-9 東京スマート農林水産業プロジェクト 地理情報システムを活用した島しょ農業基盤DX推進 - - -
島しょ地域において、農業基盤施

設に関する位置情報をGISデータ

化し活用

島しょ地域において、農業基盤施

設に関する位置情報をGISデータ

化し活用

島しょ地域において、農業基盤施

設に関する位置情報をGISデータ

化し活用

12-9 東京スマート農林水産業プロジェクト ハウス栽培における温室効果ガス排出削減
温室効果ガスの排出が少ないヒー

トポンプの導入に係る経費を補助

温室効果ガスの排出が少ないヒー

トポンプの導入に係る経費を補

助、木質バイオマス等の利活用に

ついて検証

温室効果ガスの排出が少ないヒー

トポンプの導入に係る経費を補

助、木質バイオマス等の利活用に

ついて検証を開始

温室効果ガスの排出が少ないヒー

トポンプの導入に係る経費を補

助、木質バイオマス等の利活用に

ついて検証

事業効果を検証の上実施を検討 事業効果を検証の上実施を検討

249 ページ



2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

12-9 東京スマート農林水産業プロジェクト 森林情報基盤整備

航空レーザ計測による森林資源

情報、森林計画関係情報、治山

情報等を共有し、効率的に情報

を更新するクラウドシステムを運用

し、継続的に情報を更新

航空レーザ計測による森林資源

情報、森林計画関係情報、治山

情報等を共有し、効率的に情報

を更新するクラウドシステムを運用

し、継続的に情報を更新

航空レーザ計測による森林資源

情報、森林計画関係情報、治山

情報等を共有し、効率的に情報

を更新するクラウドシステムを運用

し、継続的に情報を更新

航空レーザ計測による森林資源

情報、森林計画関係情報、治山

情報等を共有し、効率的に情報

を更新するクラウドシステムを運用

し、継続的に情報を更新

航空レーザ計測による森林資源

情報、森林計画関係情報、治山

情報等を共有し、効率的に情報

を更新するクラウドシステムを運用

し、継続的に情報を更新

事業効果を検証の上事業実施を

検討

12-9 東京スマート農林水産業プロジェクト デジタル技術の活用による多摩産材の流通効率化

伐採出材情報や原木市場での市

売り情報を提供するための多摩産

材需給情報システムを運用・改良

伐採出材情報や原木市場での市

売り情報を提供するための多摩産

材需給情報システムを運用・改良

伐採出材情報や原木市場での市

売り情報を提供するための多摩産

材需給情報システムを運用・改良

伐採出材情報や原木市場での市

売り情報を提供するための多摩産

材需給情報システムを運用・改良

事業効果を検証の上事業実施を

検討

事業効果を検証の上事業実施を

検討

12-9 東京スマート農林水産業プロジェクト 林業先進技術の活用

林業先進技術の検証調査・導入

実証を実施、先進技術を導入す

るための林業機械等の開発経費

を補助

森林経営の収益性向上のためデ

ジタル技術を活用したシステムや

先進技術の検証調査・導入実証

を実施、先進技術を導入した林

業機械等の開発経費を補助

森林経営の収益性向上のためデ

ジタル技術を活用したシステムや

先進技術の検証調査・導入実証

及び先進技術による林業機械の

導入を実施

森林経営の収益性向上のためデ

ジタル技術を活用したシステムや

先進技術の検証調査・導入実証

を実施、先進技術を導入した林

業機械等の開発経費を補助

森林経営の収益性向上のためデ

ジタル技術を活用したシステムや

先進技術の導入実証を実施、先

進技術を導入した林業機械等の

開発経費を補助

森林経営の収益性向上のためデ

ジタル技術を活用したシステムや

先進技術の導入実証を実施、先

進技術を導入した林業機械等の

開発経費を補助

12-9 東京スマート農林水産業プロジェクト 漁場環境予測サービスの整備
情報伝達システムを開発完了、プ

レ運用の実施

漁業操業の効率化と安全性の向

上に向け漁海況を高精度で予測

し漁業者へ情報提供する情報伝

達システムを運用・機能強化

漁業操業の効率化と安全性の向

上に向け漁海況を高精度で予測

し漁業者へ情報提供する情報伝

達システムを運用・機能強化

漁業操業の効率化と安全性の向

上に向け漁海況を高精度で予測

し漁業者へ情報提供する情報伝

達システムを運用・機能強化

漁業操業の効率化と安全性の向

上に向け漁海況を高精度で予測

し漁業者へ情報提供する情報伝

達システムを運用・機能強化

漁業操業の効率化と安全性の向

上に向け漁海況を高精度で予測

し漁業者へ情報提供する情報伝

達システムを運用・機能強化

12-9 東京スマート農林水産業プロジェクト 海外における商品提案会・プロモーション

東京産水産物の海外市場開拓

に向け海外での試食会・プロモー

ションを実施

東京産水産物の海外市場開拓

に向け東京都漁業協同組合連

合会が開催する海外での商談会

開催経費を補助

東京産水産物の海外市場開拓

に向け東京都漁業協同組合連

合会が開催する海外での商談会

開催経費を補助

東京産水産物の海外市場開拓

に向け東京都漁業協同組合連

合会が開催する海外での商談会

開催経費を補助

東京産水産物の海外市場開拓

に向け東京都漁業協同組合連

合会が開催する海外での商談会

開催経費を補助

東京産水産物の海外市場開拓

に向け東京都漁業協同組合連

合会が開催する海外での商談会

開催経費を補助

12-9 東京スマート農林水産業プロジェクト 鮮度保持技術の向上

海外への販路開拓に向けた鮮度

保持機器の効果試験等を委託

調査により実施

海外への販路開拓に向けた鮮度

保持講習会の開催

海外への販路開拓に向けた鮮度

保持講習会の開催

海外への販路開拓に向けた鮮度

保持講習会の開催

海外への販路開拓に向けた鮮度

保持講習会の開催

海外への販路開拓に向けた鮮度

保持講習会の開催

12-9 東京スマート農林水産業プロジェクト 漁協荷捌き作業のDX

紙伝票で記録していた漁協の荷

捌き作業の電子化に向けた音声

入力システム等の構築調査・検

討、情報機能付き選別機の導入

紙伝票で記録していた漁協の荷

捌き作業の電子化に向けた音声

入力システム等の設計・導入、情

報機能付き選別機の運用

紙伝票で記録していた漁協の荷

捌き作業の電子化に向けた音声

入力システム等の設計・導入、情

報機能付き選別機の運用

紙伝票で記録していた漁協の荷

捌き作業の電子化に向けた情報

機能付き選別機の運用

紙伝票で記録していた漁協の荷

捌き作業の電子化に向けた情報

機能付き選別機の運用

紙伝票で記録していた漁協の荷

捌き作業の電子化に向けた情報

機能付き選別機の運用

12-9 東京スマート農林水産業プロジェクト DXによる内水面漁業被害軽減手法の開発

カワウによるアユ等の食害軽減に

向けGPSデータロガーを活用した

行動調査を実施。データの収集を

行った。

カワウによるアユ等の食害軽減に

向けGPSデータロガーを活用した

行動調査により効果的な被害軽

減手法を開発

カワウによるアユ等の食害軽減に

向けGPSデータロガーを活用した

行動調査により効果的な被害軽

減手法を開発

カワウによるアユ等の食害軽減に

向けGPSデータロガーを活用した

行動調査により効果的な被害軽

減手法を開発

カワウによるアユ等の食害軽減に

向けGPSデータロガーを活用した

行動調査により効果的な被害軽

減手法を開発

カワウによるアユ等の食害軽減に

向けGPSデータロガーを活用した

行動調査により効果的な被害軽

減手法を開発

12-9 東京スマート農林水産業プロジェクト DXによる漁船操業情報収集 再掲 -

漁業者の合意に基づく適切な資

源管理の推進に向け精度の高い

資源量推定操業情報収集基盤

を構築

漁業者の合意に基づく適切な資

源管理の推進に向け精度の高い

資源量推定操業情報収集基盤

を構築

漁業者の合意に基づく適切な資

源管理の推進に向け操業情報収

集基盤の運用により資源解析を

推進

漁業者の合意に基づく適切な資

源管理の推進に向け操業情報収

集基盤の運用により資源解析を

推進

漁業者の合意に基づく適切な資

源管理の推進に向け操業情報収

集基盤の運用により資源解析を

推進
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

12-9 東京スマート農林水産業プロジェクト スマート内水面養殖業の推進 -

養殖業の生産性向上や気候変

動への対応に向け以下の取組を

実施

・ＡＩ搭載自動給餌機を奥多摩

さかな養殖センターに試験導入

・水路等を利用した発電装置及

び飼育環境コントロールシステムの

調査・計画

養殖業の生産性向上や気候変

動への対応に向け以下の取組を

実施

・ＡＩ搭載自動給餌機を奥多摩

さかな養殖センターに試験導入

・水路等を利用した発電装置及

び飼育環境コントロールシステムの

調査・計画

養殖業の生産性向上や気候変

動への対応に向け以下の取組を

実施

・ＡＩ搭載自動給餌機の検証試

験

・水路等を利用した発電装置及

び飼育環境コントロールシステムの

調査・設置

・水循環スマート飼育システムの

計画・設計

養殖業の生産性向上や気候変

動への対応に向け以下の取組を

実施

・ＡＩ搭載自動給餌機の検証試

験・成果まとめ

・水路等を利用した発電装置及

び飼育環境コントロールシステムの

検証試験

・水循環スマート飼育システムの

設置

養殖業の生産性向上や気候変

動への対応に向け以下の取組を

実施

・ＡＩ搭載自動給餌機の養殖業

者への普及

・水路等を利用した発電装置の

養殖業者への普及

・飼育環境コントロールシステムの

新たな場所での設計

・ 水循環スマート飼育システムの

設置及び検証試験

12-9 東京スマート農林水産業プロジェクト スマート計量システム導入支援 - - -
スマート計量システムの導入・追

加カスタマイズ、選別機等周辺機

器との連携

スマート計量システムの導入・追

加カスタマイズ、選別機等周辺機

器との連携

スマート計量システムの導入・追

加カスタマイズ、選別機等周辺機

器との連携

12-10 次世代に引き継ぐ東京の未来の森プロジェクト
林道整備促進（都施行）、林道整備促進（市町村

施行）

小規模零細な所有者の集約化

など市町村と連携して林道の開設

等の基盤整備を実施

・都施工　　　２路線

・市町村施工　２路線

小規模零細な所有者の集約化

など市町村と連携して林道の開設

等の基盤整備を実施

・都施工　　　３路線

・市町村施工　２路線

小規模零細な所有者の集約化

など市町村と連携して林道の開設

等の基盤整備を実施

・都施工　　　３路線

・市町村施工　２路線

小規模零細な所有者の集約化

など市町村と連携して林道の開設

等の基盤整備を実施

・都施工　　　３路線

・市町村施工　２路線

小規模零細な所有者の集約化

など市町村と連携して林道の開設

等の基盤整備を実施

・都施工　　　３路線

・市町村施工　２路線

小規模零細な所有者の集約化

など市町村と連携して林道の開設

等の基盤整備を実施

・都施工　　　３路線

・市町村施工　２路線

12-10 次世代に引き継ぐ東京の未来の森プロジェクト
林道の高規格化（都施行）、林道の高規格化（市

町村施行）

老朽化した林道等について大型

車両や大型林業機械が使えるよ

うな高規格な林道へと整備

・都施工　　　１区間

・市町村施工　１区間

老朽化した林道等について大型

車両や大型林業機械が使えるよ

うな高規格な林道へと整備

・都施工　　　１区間

・市町村施工　０区間

老朽化した林道等について大型

車両や大型林業機械が使えるよ

うな高規格な林道へと整備

・都施工　　　１区間

・市町村施工　１区間

老朽化した林道等について大型

車両や大型林業機械が使えるよ

うな高規格な林道へと整備

・都施工　　　０区間

・市町村施工　１区間

老朽化した林道等について大型

車両や大型林業機械が使えるよ

うな高規格な林道へと整備

・都施工　　　２区間

・市町村施工　２区間

老朽化した林道等について大型

車両や大型林業機械が使えるよ

うな高規格な林道へと整備

・都施工　　　２区間

・市町村施工　２区間

12-10 次世代に引き継ぐ東京の未来の森プロジェクト 森林循環の促進 伐採・植栽・保育（42ha/年）

スギ・ヒノキ林を花粉の少ないスギ

等への植え替えを促進（80ha/

年）、花粉飛散時期における一

斉ＰＲ等を展開

スギ・ヒノキ林を花粉の少ないスギ

等への植え替えを促進（17ha/

年）、花粉飛散時期における一

斉ＰＲ等を展開

スギ・ヒノキ林を花粉の少ないスギ

等への植え替えを促進（65ha/

年）、花粉飛散時期における一

斉ＰＲ等を展開

スギ・ヒノキ林を花粉の少ないスギ

等への植え替えを促進（65ha/

年）、花粉飛散時期における一

斉ＰＲ等を展開

スギ・ヒノキ林を花粉の少ないスギ

等への植え替えを促進（65ha/

年）、花粉飛散時期における一

斉ＰＲ等を展開

12-10 次世代に引き継ぐ東京の未来の森プロジェクト 「とうきょう林業サポート隊」の活動
ボランティアによる植栽、下刈り等

による花粉の少ない森づくりを推進

ボランティアによる植栽、下刈り等

による花粉の少ない森づくりを推進

ボランティアによる植栽、下刈り等

による花粉の少ない森づくりを推進

ボランティアによる植栽、下刈り等

による花粉の少ない森づくりを推進

ボランティアによる植栽、下刈り等

による花粉の少ない森づくりを推進

ボランティアによる植栽、下刈り等

による花粉の少ない森づくりを推進

12-10 次世代に引き継ぐ東京の未来の森プロジェクト 少花粉苗木の生産性向上に向けた設備整備

少花粉スギ等の種子の品質向上

と虫害防止による生産性向上に

向け青梅畜産センター内の採種

園にビニールハウス等の施設整備

を実施

少花粉スギ等の種子の品質向上

と虫害防止による生産性向上に

向け青梅畜産センター内の採種

園にビニールハウス等の施設整備

を実施

少花粉スギ等の種子の品質向上

と虫害防止による生産性向上に

向け青梅畜産センター内の採種

園にビニールハウス等の施設整備

を実施

（2023年度終了）

- - -

12-10 次世代に引き継ぐ東京の未来の森プロジェクト シカ害造林地対策

多摩地域の森林へのシカ被害軽

減のため、シカ害造林地対策を実

施

多摩地域の森林へのシカ被害軽

減のため、シカ害造林地対策を実

施

多摩地域の森林へのシカ被害軽

減のため、シカ害造林地対策を実

施

多摩地域の森林へのシカ被害軽

減のため、シカ害造林地対策を実

施

多摩地域の森林へのシカ被害軽

減のため、シカ害造林地対策を実

施

事業効果を検証の上事業実施を

検討

12-10 次世代に引き継ぐ東京の未来の森プロジェクト 島しょの観光資源・林産物生産の振興

各島の魅力を引き出すため、特徴

ある観光資源としての森林整備や

有用広葉樹の育成促進を行う自

治体へ支援を実施

各島の魅力を引き出すため、特徴

ある観光資源としての森林整備や

有用広葉樹の育成促進を行う自

治体へ支援を実施

各島の魅力を引き出すため、特徴

ある観光資源としての森林整備や

有用広葉樹の育成促進を行う自

治体へ支援を実施

各島の魅力を引き出すため、特徴

ある観光資源としての森林整備や

有用広葉樹の育成促進を行う自

治体へ支援を実施

各島の魅力を引き出すため、特徴

ある観光資源としての森林整備や

有用広葉樹の育成促進を行う自

治体へ支援を実施

各島の魅力を引き出すため、特徴

ある観光資源としての森林整備や

有用広葉樹の育成促進を行う自

治体へ支援を実施

251 ページ



2022年度 2024年度 2025年度 2026年度
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12-10 次世代に引き継ぐ東京の未来の森プロジェクト 木材利用の推進及び普及啓発の支援

区市町村に対し、森林整備や木

材利用の推進、住民に普及啓発

を行うための情報提供等、支援を

実施

区市町村に対し、森林整備や木

材利用の推進、住民に普及啓発

を行うための情報提供等、支援を

実施

区市町村に対し、森林整備や木

材利用の推進、住民に普及啓発

を行うための情報提供等、支援を

実施

区市町村に対し、森林整備や木

材利用の推進、住民に普及啓発

を行うための情報提供等、支援を

実施

区市町村に対し、森林整備や木

材利用の推進、住民に普及啓発

を行うための情報提供等、支援を

実施

区市町村に対し、森林整備や木

材利用の推進、住民に普及啓発

を行うための情報提供等、支援を

実施

12-10 次世代に引き継ぐ東京の未来の森プロジェクト 森林資源を活用した魅力創出

多摩地域の森林の魅力を引き出

すため、森林資源を活かすための

景観伐採等を行う自治体へ支援

を実施

多摩地域の森林の魅力を引き出

すため、森林資源を活かすための

景観伐採等を行う自治体へ支援

を実施

多摩地域の森林の魅力を引き出

すため、森林資源を活かすための

景観伐採等を行う自治体へ支援

を実施

多摩地域の森林の魅力を引き出

すため、森林資源を活かすための

景観伐採等を行う自治体へ支援

を実施

事業効果を検証の上事業実施を

検討

事業効果を検証の上事業実施を

検討

12-10 次世代に引き継ぐ東京の未来の森プロジェクト 木育活動の推進

教員等を対象としたセミナー及び

ツアーを実施、都内小学校を対象

に多摩産材の端材を提供し木

工・工作コンクールを開催、教材と

なる森林・林業についてのリーフ

レットを作成

教員等を対象とした木育体験プロ

グラムを実施、都内の学校を対象

に多摩産材等を副教材として提

供し木工・工作コンクールを開催

教員等を対象とした木育体験プロ

グラムを実施、都内の学校を対象

に多摩産材等を副教材として提

供し木工・工作コンクールを開催

教員等を対象とした木育体験プロ

グラムを実施、都内の学校を対象

に多摩産材等を副教材として提

供し木工・工作コンクールを開催

事業効果を検証の上事業実施を

検討

事業効果を検証の上事業実施を

検討

12-10 次世代に引き継ぐ東京の未来の森プロジェクト 保育園等の木育活動を支援

保育園等による独自の木育活動

や多摩産材による内装木質化、

木製遊具・重機の導入を支援

保育園等による独自の木育活動

や多摩産材による内装木質化、

木製遊具・什器の導入を支援

保育園等による独自の木育活動

や多摩産材による内装木質化、

木製遊具・什器の導入を支援

保育園等による独自の木育活動

や多摩産材による内装木質化、

木製遊具・什器の導入を支援

事業効果を検証の上事業実施を

検討

事業効果を検証の上事業実施を

検討

12-10 次世代に引き継ぐ東京の未来の森プロジェクト 地域の教育資源（森林・林業）を活用した教育
実施校2校指定、参加生徒数

95名

実施校2校指定、参加生徒数

85名以上

実施校2校指定、参加生徒数

75名

実施校2校指定、参加生徒数

90名以上

実施校2校指定、参加生徒数

90名以上

実施校2校指定、参加生徒数

90名以上

12-10 次世代に引き継ぐ東京の未来の森プロジェクト デジタル技術の活用による多摩産材の流通効率化 再掲

伐採出材情報や原木市場での市

売り情報を提供するための多摩産

材需給情報システムを運用・改良

伐採出材情報や原木市場での市

売り情報を提供するための多摩産

材需給情報システムを運用・改良

伐採出材情報や原木市場での市

売り情報を提供するための多摩産

材需給情報システムを運用・改良

伐採出材情報や原木市場での市

売り情報を提供するための多摩産

材需給情報システムを運用・改良

事業効果を検証の上事業実施を

検討

事業効果を検証の上事業実施を

検討

12-10 次世代に引き継ぐ東京の未来の森プロジェクト 林業経営体等への支援

林業経営体等に対し、経営拡

大・多角化に係る経費や、従業

員のキャリアアップや装備等の支給

に係る経費を助成

林業経営体等の経営基盤の強

化や、従業員の雇用の維持・安

定化を支援

林業経営体等の経営基盤の強

化や、従業員の雇用の維持・安

定化を支援

林業経営体等の経営基盤の強

化や、従業員の雇用の維持・安

定化を支援

事業効果を検証の上事業実施を

検討

事業効果を検証の上事業実施を

検討

12-10 次世代に引き継ぐ東京の未来の森プロジェクト 林業機械化の促進

先進技術の活用による生産性の

向上等に向け事業者の林業機械

の購入・レンタルに係る経費を助

成

先進技術の活用による生産性の

向上等に向け事業者の林業機械

の購入・レンタルに係る経費を助

成

先進技術の活用による生産性の

向上等に向け事業者の林業機械

の購入・レンタルに係る経費を助

成

先進技術の活用による生産性の

向上等に向け事業者の林業機械

の購入・レンタルに係る経費を助

成

先進技術の活用による生産性の

向上等に向け事業者の林業機械

の購入・レンタルに係る経費を助

成

先進技術の活用による生産性の

向上等に向け事業者の林業機械

の購入・レンタルに係る経費を助

成

12-10 次世代に引き継ぐ東京の未来の森プロジェクト 森林認証取得の拡大

製材事業者、二次加工事業者

等の森林認証の取得及び維持・

更新に係る費用を補助

森林所有者、製材事業者、二次

加工事業者等の森林認証の取

得及び維持・更新に係る費用を

補助

森林所有者、製材事業者、二次

加工事業者等の森林認証の取

得及び維持・更新に係る費用を

補助

森林所有者、製材事業者、二次

加工事業者等の森林認証の取

得及び維持・更新に係る費用を

補助

森林所有者、製材事業者、二次

加工事業者等の森林認証の取

得及び維持・更新に係る費用を

補助

森林所有者、製材事業者、二次

加工事業者等の森林認証の取

得及び維持・更新に係る費用を

補助

12-10 次世代に引き継ぐ東京の未来の森プロジェクト 林業技術者の確保・育成
新規就労者から高度技術者まで

の育成研修を実施

新規就労者から高度技術者まで

の育成研修を実施

新規就労者から高度技術者まで

の育成研修を実施

新規就労者から高度技術者まで

の育成研修を実施

事業効果を検証の上事業実施を

検討

事業効果を検証の上事業実施を

検討

12-10 次世代に引き継ぐ東京の未来の森プロジェクト 伐採・搬出技術者の確保、育成

「東京トレーニングフォレスト」にお

いて伐採・搬出に関する専門的な

知識や技術を習得する伐採・搬

出研修を実施

「東京トレーニングフォレスト」にお

いて伐採・搬出に関する専門的な

知識や技術を習得する伐採・搬

出研修を実施

「東京トレーニングフォレスト」にお

いて伐採・搬出に関する専門的な

知識や技術を習得する伐採・搬

出研修を実施

「東京トレーニングフォレスト」にお

いて伐採・搬出に関する専門的な

知識や技術を習得する伐採・搬

出研修を実施

「東京トレーニングフォレスト」にお

いて伐採・搬出に関する専門的な

知識や技術を習得する伐採・搬

出研修を実施

「東京トレーニングフォレスト」にお

いて伐採・搬出に関する専門的な

知識や技術を習得する伐採・搬

出研修を実施

12-10 次世代に引き継ぐ東京の未来の森プロジェクト 多摩産材情報センターの運営

多摩産材情報センターにおいて多

摩産材に関する情報を一元的に

管理し利用者と供給者のコーディ

ネートや積極的な情報提供を実

施

多摩産材情報センターにおいて多

摩産材に関する情報を一元的に

管理し利用者と供給者のコーディ

ネートや積極的な情報提供を実

施

多摩産材情報センターにおいて多

摩産材に関する情報を一元的に

管理し利用者と供給者のコーディ

ネートや積極的な情報提供を実

施

多摩産材情報センターにおいて多

摩産材に関する情報を一元的に

管理し利用者と供給者のコーディ

ネートや積極的な情報提供を実

施

事業効果を検証の上事業実施を

検討

事業効果を検証の上事業実施を

検討
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12-10 次世代に引き継ぐ東京の未来の森プロジェクト 多摩産材製材業の生産基盤向上
多摩産材を扱う製材業者の施設

整備を支援

多摩産材を扱う製材業等の事業

者の施設整備等を支援

多摩産材を扱う製材業等の事業

者の施設整備を支援

多摩産材を扱う製材業等の事業

者の施設整備等を支援

多摩産材を扱う製材業等の事業

者の施設整備等を支援

多摩産材を扱う製材業等の事業

者の施設整備等を支援

12-10 次世代に引き継ぐ東京の未来の森プロジェクト 多摩産材の認証を促進
多摩産材の木材及び製品におけ

る認証を促進

多摩産材の木材及び製品におけ

る認証を促進

多摩産材の木材及び製品におけ

る認証を促進

（2023年度終了）
- - -

12-10 次世代に引き継ぐ東京の未来の森プロジェクト １００年の森整備事業

多摩産材のブランド化を図るため

優良大径木を都内で生産する技

術を民間へ普及

多摩産材のブランド化を図るため

優良大径木を都内で生産する技

術を民間へ普及

多摩産材のブランド化を図るため

優良大径木を都内で生産する技

術を民間へ普及

多摩産材のブランド化を図るため

優良大径木を都内で生産する技

術を民間へ普及

多摩産材のブランド化を図るため

優良大径木を都内で生産する技

術を民間へ普及

多摩産材のブランド化を図るため

優良大径木を都内で生産する技

術を民間へ普及

12-10 次世代に引き継ぐ東京の未来の森プロジェクト 区市町村の多摩産材利用を支援

市町村施設の多摩産材等を利

用した木造化や内装木質化、木

製什器導入等の整備を支援

市町村施設の多摩産材等を利

用した木造化や内装木質化、木

製什器導入等の整備を支援

市町村施設の多摩産材等を利

用した木造化や内装木質化、木

製什器導入等の整備を支援

市町村施設の多摩産材等を利

用した木造化や内装木質化、木

製什器導入等の整備を支援

市町村施設の多摩産材等を利

用した木造化や内装木質化、木

製什器導入等の整備を支援

事業効果を検証の上事業実施を

検討

12-10 次世代に引き継ぐ東京の未来の森プロジェクト 公共施設における木質空間の創出

都関連施設及び都庁舎内におい

て多摩産材を活用した什器等を

整備

都関連施設及び都庁舎内におい

て多摩産材を活用した什器等を

整備

都関連施設及び都庁舎内におい

て多摩産材を活用した什器等を

整備

都関連施設及び都庁舎内におい

て多摩産材を活用した什器等を

整備

都関連施設及び都庁舎内におい

て多摩産材を活用した什器等を

整備

都関連施設及び都庁舎内におい

て多摩産材を活用した什器等を

整備

12-10 次世代に引き継ぐ東京の未来の森プロジェクト 木の街並み創出
民間建築物の外壁や外構等の木

質化を促進

民間建築物の外壁や外構等の木

質化を促進

民間建築物の外壁や外構等の木

質化を促進

民間建築物の外壁や外構等の木

質化を促進

民間建築物の外壁や外構等の木

質化を促進

民間建築物の外壁や外構等の木

質化を促進

12-10 次世代に引き継ぐ東京の未来の森プロジェクト 中大規模建築物の木造木質化を支援

中大規模建築物における設計・

施工業務の支援や、「多摩産材

等製品カタログ」のＷｅｂ化、建

築士への講習会等を実施

中大規模建築物における設計・

施工業務の支援や、建築士への

講習会等を実施

中大規模建築物における設計・

施工業務の支援や、建築士への

講習会等を実施

中大規模建築物における設計・

施工業務の支援や、建築士への

講習会等を実施

中大規模建築物における施工業

務の支援や、建築士への講習会

等を実施

中大規模建築物における設計・

施工業務の支援や、建築士への

講習会等を実施

12-10 次世代に引き継ぐ東京の未来の森プロジェクト 木材利用ポイント

基準を満たした戸建住宅を新築

した者に対し木材利用ポイントを

交付し、ポイントとの交換で東京の

特産物等を贈呈

基準を満たした戸建住宅を新築

した者及びリフォームを行った者に

対し東京の特産物等と交換でき

る木材利用ポイントを交付

基準を満たした戸建住宅を新築

した者及びリフォームを行った者に

対し東京の特産物等と交換でき

る木材利用ポイントを交付

基準を満たした戸建住宅を新築

した者及びリフォームを行った者に

対し東京の特産物等と交換でき

る木材利用ポイントを交付

基準を満たした戸建住宅を新築

した者及びリフォームを行った者に

対し東京の特産物等と交換でき

る木材利用ポイントを交付

基準を満たした戸建住宅を新築

した者及びリフォームを行った者に

対し東京の特産物等と交換でき

る木材利用ポイントを交付

12-10 次世代に引き継ぐ東京の未来の森プロジェクト 住宅における多摩産材等の国産木材の利用促進 再掲

・住宅における国産木材の活用に

関する検討調査の実施

・イベント等を通じた住宅における

国産木材利用の普及啓発

・中大規模の木造住宅に関する

調査・普及促進策の検討

・国産木材の利用促進に向けた

施策の検討

・イベント等を通じた住宅における

国産木材利用の普及啓発

・国産木材の住宅への利用促進

に向けた施策の検討

・イベント等を通じた住宅における

国産木材利用の普及啓発

・国産木材の利用促進に向けた

施策の検討

・イベント等を通じた住宅における

国産木材利用の普及啓発

・住宅における多摩産材等の国

産木材の利用促進に向けた支援

・イベント等を通じた住宅における

国産木材利用の普及啓発

・住宅における多摩産材等の国

産木材の利用促進に向けた支援

・イベント等を通じた住宅における

国産木材利用の普及啓発

12-10 次世代に引き継ぐ東京の未来の森プロジェクト 木材製品展示商談会「モクコレ」の開催

日本各地と連携した木材製品展

示商談会「モクコレ」を2023年１

～２月に開催　開催数 １回／

年

日本各地と連携した木材製品展

示商談会「モクコレ」を開催　開催

数 １回／年

日本各地と連携した木材製品展

示商談会「モクコレ」を開催　開催

数 １回／年

日本各地と連携した木材製品展

示商談会「モクコレ」を開催　開催

数 １回／年

日本各地と連携した木材製品展

示商談会「モクコレ」を開催　開催

数 １回／年

事業効果を検証の上事業実施を

検討

12-10 次世代に引き継ぐ東京の未来の森プロジェクト 魅力発信拠点「MOCTION」の運営

全国各地の木製品等を展示し国

産木材等の魅力を発信

・19県による自治体展示

・セミナーの実施等

全国各地の木製品等を展示し国

産木材等の魅力を発信

全国各地の木製品等を展示し国

産木材等の魅力を発信

・16県による自治体展示

・セミナーの実施等

全国各地の木製品等を展示し国

産木材等の魅力を発信

全国各地の木製品等を展示し国

産木材等の魅力を発信

事業効果を検証の上事業実施を

検討

12-10 次世代に引き継ぐ東京の未来の森プロジェクト 木材製品展示商談会「JAPAN ReWOOD」の開催 - - 年１回開催 年１回開催 年１回開催 年１回開催

12-10 次世代に引き継ぐ東京の未来の森プロジェクト
多摩産材情報発信拠点（多摩産材情報センター／

「TOKYO MOKUNAVI」）の運営
- - 多摩産材に関する情報発信 多摩産材に関する情報発信 多摩産材に関する情報発信 多摩産材に関する情報発信

12-10 次世代に引き継ぐ東京の未来の森プロジェクト 東京の森を活性化 - - - 自治体による森林整備を支援 自治体による森林整備を支援 自治体による森林整備を支援
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画
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2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

12-10 次世代に引き継ぐ東京の未来の森プロジェクト 東京の森の活用発信 - - -
森林環境譲与税活用シンポジウ

ム、東京の森に関する体験型イベ

ントの開催

事業効果を検証の上事業実施を

検討

事業効果を検証の上事業実施を

検討

12-10 次世代に引き継ぐ東京の未来の森プロジェクト 都有林の整備 - - -
人工林伐採、ヘリ集材による木材

搬出

人工林伐採、ヘリ集材による木材

搬出

植栽、シカ柵設置、下刈り等保

育

人工林伐採、ヘリ集材による木材

搬出

植栽、シカ柵設置、下刈り等保

育

12-10 次世代に引き継ぐ東京の未来の森プロジェクト 「とうきょうの木」ブランド推進 - - -
「とうきょうの木」の広報・PR、多摩

産材認証制度の強化

「とうきょうの木」の広報・PR、多摩

産材認証制度の強化

「とうきょうの木」の広報・PR、多摩

産材認証制度の強化

12-11 多摩イノベーションパーク構想 多摩イノベーションエコシステム促進事業
機運醸成・マッチングイベント、リー

ディングプロジェクト実施

機運醸成・マッチングイベント、リー

ディングプロジェクト実施

機運醸成・マッチングイベント、リー

ディングプロジェクト実施

機運醸成・マッチングイベント、リー

ディングプロジェクト実施

機運醸成・マッチングイベント、リー

ディングプロジェクト実施

機運醸成・マッチングイベント、リー

ディングプロジェクト実施

12-11 多摩イノベーションパーク構想 創業支援拠点の運営 再掲
「TOKYO創業ステーション

TAMA」の運営

「TOKYO創業ステーション

TAMA」の運営

「TOKYO創業ステーション

TAMA」の運営

「TOKYO創業ステーション

TAMA」の運営

「TOKYO創業ステーション

TAMA」の運営

「TOKYO創業ステーション

TAMA」の運営

12-11 多摩イノベーションパーク構想 多摩産業交流センター(東京たま未来メッセ）の管理 開業、運営・利用貸出 運営・利用貸出 運営・利用貸出 運営・利用貸出 運営・利用貸出 運営・利用貸出

12-11 多摩イノベーションパーク構想 多摩ものづくりコミュニティ組成支援
コミュニティ組成、開発プロジェクト

支援

ものづくりネットワーク組成、開発プ

ロジェクト支援

コミュニティ組成、開発プロジェクト

支援

ものづくりネットワーク組成、開発プ

ロジェクト支援

ものづくりネットワーク組成、開発プ

ロジェクト支援

ものづくりネットワーク組成、開発プ

ロジェクト支援

※2026年度は継続支援のみ

12-11 多摩イノベーションパーク構想 多摩イノベーション総合支援事業

新技術創出交流会 ２回/年、ゼ

ロエミッション合同面談会 １回/

年、ゼロエミッション専門勉強会

２回/年

新技術創出交流会 １回/年、ゼ

ロエミッション合同面談会 １回/

年、ゼロエミッション専門勉強会

２回/年

新技術創出交流会 １回/年、ゼ

ロエミッション合同面談会 １回/

年、ゼロエミッション専門勉強会

２回/年

新技術創出交流会 １回/年、ゼ

ロエミッション合同面談会 １回/

年、ゼロエミッション専門勉強会

２回/年

-

（2024年度終了）
-

12-11 多摩イノベーションパーク構想 都立大における５Ｇを活用した研究・実験 再掲

ローカル５G環境を活用した研究

を推進、民間企業等に都立大の

ローカル５G環境を実証フィールド

として提供

ローカル５G環境を活用した研究

を推進、民間企業等に都立大の

ローカル５G環境を実証フィールド

として提供

・ローカル5G環境を活用した研究

の支援(継続８件)、民間企業等

に都立大のローカル５G環境を実

証フィールドとして提供、新たな社

会サービス創出等に向けたアイデ

アソンの実施

ローカル５G環境を活用した研究

を推進、民間企業等に都立大の

ローカル５G環境を実証フィールド

として提供、新たな社会サービス

創出等に向けたアイデアソンの実

施

ローカル５G環境を活用した研究

を推進、民間企業等に都立大の

ローカル５G環境を実証フィールド

として提供、新たな社会サービス

創出等に向けたアイデアソンの実

施

民間企業等に都立大のローカル

５G環境を実証フィールドとして提

供、新たな社会サービス創出等に

向けたアイデアソンの実施

12-11 多摩イノベーションパーク構想
スタートアップの創出・育成支援の強化及び産学公連携

の推進

・本体工事は2022年度で完了

・アントレプレナーシップの醸成に向

け起業準備講座の開設等、TMU

Innovation Hubを活用した産

学公連携の推進に向けた検討・

準備

アントレプレナーシップ講座の開講

等、TMU Innovation Hubを活

用した産学公連携の推進

アントレプレナーシップ講座等の開

講、TMU Innovation Hubを活

用した産学公連携の推進

都立大等において、アントレプレ

ナーシップの醸成に資する取組とし

て正規課程授業の開講及び

TMUビジネスアイデアコンテスト等

を実施、TMU Innovation Hub

を活用した産学公連携の推進

都立大等において、アントレプレ

ナーシップの醸成に資する取組とし

て正規課程授業の開講及び

TMUビジネスアイデアコンテスト等

を実施、TMU Innovation Hub

を活用した産学公連携の推進

都立大等において、アントレプレ

ナーシップの醸成に資する取組とし

て正規課程授業の開講及び

TMUビジネスアイデアコンテスト等

を実施、TMU Innovation Hub

を活用した産学公連携の推進

12-11 多摩イノベーションパーク構想 多摩ものづくりスタートアップ起業家育成事業 -

ものづくり起業家に対して、製造

業とのマッチング支援や開発支援

を実施

ものづくり起業家に対して、製造

業とのマッチング支援や開発支援

を実施

ものづくり起業家に対して、製造

業とのマッチング支援や開発支援

を実施

ものづくり起業家に対して、製造

業とのマッチング支援や開発支援

を実施

ものづくり起業家に対して、製造

業とのマッチング支援や開発支援

を実施

12-11 多摩イノベーションパーク構想 社会実装参画による多摩イノベーションの創出促進 - - -

中小企業に対して、大学・研究機

関等が行う研究開発の社会実装

への参画等を支援

社会実装テーマ説明会　１回/

年、助成金　３件程度/年

中小企業に対して、大学・研究機

関等が行う研究開発の社会実装

への参画等を支援

社会実装テーマ説明会　１回/

年、助成金　３件程度/年

中小企業に対して、大学・研究機

関等が行う研究開発の社会実装

への参画等を支援

社会実装テーマ説明会　１回/

年、助成金　３件程度/年
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度
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2023年度
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ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

12-12 新生・東京都立大学プロジェクト トップ研究者の招聘

・研究機器等の整備を実施

・トップ研究者を招聘し、必要とな

る費用を重点的に支援すること

で、研究を推進

トップ研究者を招聘し、必要となる

費用を重点的に支援することで、

研究を推進

・トップ研究者1名への重点的な

研究支援を継続し研究を推進

・２人目のトップ研究者受入に向

けた候補者の選定及び調整を実

施

トップ研究者を招聘し、必要となる

費用を重点的に支援することで、

研究を推進

研究を推進 研究を推進

12-12 新生・東京都立大学プロジェクト 若手研究者等選抜型研究支援

有望な若手研究者の支援（新

規４件（重点１件、有望３

件）、継続８件（重点２件、有

望６件））

研究支援

有望な若手研究者の支援（新

規４件（重点１件、有望３

件）、継続７件（重点２件、有

望５件））

研究支援 研究支援 研究支援

12-12 新生・東京都立大学プロジェクト 若手研究力強化派遣事業 若手研究者派遣 １名/年 若手研究者派遣 3名/年 若手研究者派遣 1名/年 若手研究者派遣 3名/年 若手研究者派遣 3名/年 若手研究者派遣 3名/年

12-12 新生・東京都立大学プロジェクト 都立大における５Ｇを活用した研究・実験 再掲

ローカル５G環境を活用した研究

を推進、民間企業等に都立大の

ローカル５G環境を実証フィールド

として提供

ローカル５G環境を活用した研究

を推進、民間企業等に都立大の

ローカル５G環境を実証フィールド

として提供

・ローカル5G環境を活用した研究

の支援(継続８件)、民間企業等

に都立大のローカル５G環境を実

証フィールドとして提供、新たな社

会サービス創出等に向けたアイデ

アソンの実施

ローカル５G環境を活用した研究

を推進、民間企業等に都立大の

ローカル５G環境を実証フィールド

として提供、新たな社会サービス

創出等に向けたアイデアソンの実

施

ローカル５G環境を活用した研究

を推進、民間企業等に都立大の

ローカル５G環境を実証フィールド

として提供、新たな社会サービス

創出等に向けたアイデアソンの実

施

民間企業等に都立大のローカル

５G環境を実証フィールドとして提

供、新たな社会サービス創出等に

向けたアイデアソンの実施

12-12 新生・東京都立大学プロジェクト 都立大の研究力向上に向けた取組 - - -

・海外からの若手研究者の雇用

や、教員の海外派遣を後押しする

ことで、世界水準の研究を推進

・研究を支援する専門人材の増

員など、大学の研究力を支える体

制を強化

・海外からの若手研究者の雇用

や、教員の海外派遣を後押しする

ことで、世界水準の研究を推進

・研究を支援する専門人材の増

員など、大学の研究力を支える体

制を強化

・海外からの若手研究者の雇用

や、教員の海外派遣を後押しする

ことで、世界水準の研究を推進

・研究を支援する専門人材の増

員など、大学の研究力を支える体

制を強化

12-12 新生・東京都立大学プロジェクト
スタートアップの創出・育成支援の強化及び産学公連携

の推進

・本体工事は2022年度で完了

・アントレプレナーシップの醸成に向

け起業準備講座の開設等、TMU

Innovation Hubを活用した産

学公連携の推進に向けた検討・

準備

アントレプレナーシップ講座の開講

等、TMU Innovation Hubを活

用した産学公連携の推進

アントレプレナーシップ講座等の開

講、TMU Innovation Hubを活

用した産学公連携の推進

・都立大等において、アントレプレ

ナーシップの醸成に資する取組とし

て正規課程授業の開講及び

TMUビジネスアイデアコンテスト等

を実施、TMU Innovation Hub

を活用した産学公連携の推進

・都立高専において、起業に関す

る教育支援プログラムの本格実施

・都立大等において、アントレプレ

ナーシップの醸成に資する取組とし

て正規課程授業の開講及び

TMUビジネスアイデアコンテスト等

を実施、TMU Innovation Hub

を活用した産学公連携の推進

・都立高専において、起業に関す

る教育支援プログラムの本格実施

・都立大等において、アントレプレ

ナーシップの醸成に資する取組とし

て正規課程授業の開講及び

TMUビジネスアイデアコンテスト等

を実施、TMU Innovation Hub

を活用した産学公連携の推進

・都立高専において、起業に関す

る教育支援プログラムの本格実施

12-12 新生・東京都立大学プロジェクト グローバルな教育環境の整備

都立大大学院博士前期課程に

おける英語での学位取得可能な

環境の整備、オンラインを活用した

特別授業等を実施

都立大大学院博士前期課程に

おける英語での学位取得可能な

環境の整備、オンラインを活用した

特別授業等を実施

都立大大学院博士前期課程に

おける英語での学位取得可能な

環境の整備、オンラインを活用した

特別授業等を実施

都立大大学院博士前期課程に

おける英語での学位取得可能な

環境の整備、オンラインを活用した

特別授業等を実施

都立大大学院博士前期課程に

おける英語での学位取得可能な

環境の整備、オンラインを活用した

特別授業等を実施

都立大大学院博士前期課程に

おける英語での学位取得可能な

環境の整備、オンラインを活用した

特別授業等を実施

12-12 新生・東京都立大学プロジェクト 海外大学等とのオンラインによる交流
都立大における海外大学等とのオ

ンラインによる交流の検討・実施

海外大学等とのオンラインによる交

流の検討・実施

都立大における海外大学等とのオ

ンラインによる交流の検討・実施

海外大学等とのオンラインによる交

流の検討・実施

海外大学等とのオンラインによる交

流の検討・実施

海外大学等とのオンラインによる交

流の検討・実施

12-12 新生・東京都立大学プロジェクト 学生の海外派遣
都立大における学生の短期・中

期・長期の海外派遣の実施
短期・中期・長期の派遣を継続

都立大における学生の短期・中

期・長期の海外派遣を継続
短期・中期・長期の派遣を継続 短期・中期・長期の派遣を継続 短期・中期・長期の派遣を継続

12-12 新生・東京都立大学プロジェクト 留学生受入れ・支援

水際対策の緩和に伴い、外部委

託を活用した留学生の入国支援

や交換留学生の受入再開等を円

滑に進めた。

高度研究、留学生受入れ・奨学

金等の支援、交流・共同研究

高度研究、留学生受入れ・奨学

金等の支援、交流・共同研究

高度研究、留学生受入れ・奨学

金等の支援、交流・共同研究

留学生受入れ・奨学金等の支

援、交流・共同研究

留学生受入れ・奨学金等の支

援、交流・共同研究
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

12-12 新生・東京都立大学プロジェクト 都立大における秋入学の導入
都立大の学部への秋入学の導入

に向けた取組を推進
秋入学に向けた準備 秋入学に向けた準備 秋入学の実施 秋入学の実施 秋入学の実施

12-12 新生・東京都立大学プロジェクト 都立大の国際化推進に向けた取組 - - -

・奨学金制度を拡充し、都立大

生の海外留学や外国人留学生の

受入に係る渡航費・滞在費等を

支援することで、学生の国際交流

を促進

・海外留学を必須とした「国際副

専攻コース」を拡充することで、学

生の留学経験を増やし、グローバ

ルな観点から社会課題の解決に

挑戦する人材を育成

・奨学金制度を拡充し、都立大

生の海外留学や外国人留学生の

受入に係る渡航費・滞在費等を

支援することで、学生の国際交流

を促進

・海外留学を必須とした「国際副

専攻コース」を拡充することで、学

生の留学経験を増やし、グローバ

ルな観点から社会課題の解決に

挑戦する人材を育成

・奨学金制度を拡充し、都立大

生の海外留学や外国人留学生の

受入に係る渡航費・滞在費等を

支援することで、学生の国際交流

を促進

・海外留学を必須とした「国際副

専攻コース」を拡充することで、学

生の留学経験を増やし、グローバ

ルな観点から社会課題の解決に

挑戦する人材を育成

12-12 新生・東京都立大学プロジェクト ＳＴＥＭ教育（ＡＩリテラシー教育） 再掲
都立大の全学生にＳＴＥＭ教

育を展開

都立大の全学生にＳＴＥＭ教

育を展開

都立大の全学生にＳＴＥＭ教

育を展開

都立大の全学生にＳＴＥＭ教

育を展開

都立大の全学生にＳＴＥＭ教

育を展開

都立大の全学生にＳＴＥＭ教

育を展開

12-12 新生・東京都立大学プロジェクト
データサイエンス副専攻プログラム（応用基礎）・データ

サイエンスプログラム（社会人向け）
再掲

副専攻プログラムの実施

（2022.4月より基礎科目・応用

科目を開講）・社会人が受講可

能な授業の実施（科目等履修

制度により提供）

副専攻プログラムの実施（実践

科目（PBL）含めた全科目開

講）・社会人向けプログラムの新

規開講

副専攻プログラムの実施（実践

科目（PBL）含めた全科目開

講）・社会人向けプログラムの新

規開講

副専攻プログラムの実施・社会人

向けプログラムの実施

副専攻プログラムの実施・社会人

向けプログラムの実施

副専攻プログラムの実施・社会人

向けプログラムの実施

12-12 新生・東京都立大学プロジェクト 大学院における教育プログラム 再掲
都立大大学院で高度なＡＩスキ

ルを学べるプログラムの検討・準備
プログラムの検討・準備

都立大大学院で高度なＡＩスキ

ルを学べるプログラムの検討・準備
プログラムの検討・準備 プログラムの検討・準備 プログラムの検討・準備

12-12 新生・東京都立大学プロジェクト 東京都立大学プレミアム・カレッジ 再掲

110名のカレッジ生（本科：51

名、専攻科：31名、研究生コー

ス：28名）に対し、「首都・東京

をフィールドに学ぶ」をテーマとした

幅広い科目から選択し、最大４

年間学べるプログラムを提供

最大４年間のプログラムを提供

109名のカレッジ生（本科：59

名、専攻科：31名、研究生コー

ス：19名）に対し、「首都・東京

をフィールドに学ぶ」をテーマとした

幅広い科目から選択し、最大４

年間学べるプログラムを提供

最大４年間のプログラムを提供 最大４年間のプログラムを提供 最大４年間のプログラムを提供

12-12 新生・東京都立大学プロジェクト 教育等におけるデジタル技術の活用

都立大等におけるVRや遠隔操作

技術等のデジタル技術の活用

（実証実験）、学内ネットワーク

の強化

デジタル技術の活用、学内ネット

ワークの強化

学生、教職員の利便性向上を目

的とした、学内の教育に関する情

報を集約するシステムの構築。

無線LANシステム要件定義の実

施。

デジタル技術の活用、学内ネット

ワークの強化

デジタル技術の活用、学内ネット

ワークの強化

デジタル技術の活用、学内ネット

ワークの強化

12-12 新生・東京都立大学プロジェクト 高度先端医療者の育成

都立大の人間健康科学研究科

において、アジア諸国から留学生を

受け入れ、高度先端医療者を育

成（受入：7名　修了：5

名）、アジア諸国の大学等へ都

立大教員を派遣することで、技術

支援を実施（派遣：2回　受

入：6名　オンライン：3回）

高度医療者育成（受入：4名

修了：9名）、技術支援

（派遣：3回　受入：6名）

高度医療者育成（受入：4名

修了：9名）、技術支援

（派遣：5回　受入：6名、オン

ライン３回）

高度医療者育成（受入：0名

修了：4名）、技術支援

（派遣：3回　受入：6名）

― ―

12-12 新生・東京都立大学プロジェクト 「ＴＭＵサステナブル研究推進機構」における研究

TMUサステナブル研究推進機構

において、グリーンファイナンスの活

性化や都政課題解決に貢献する

研究を推進 　12件/年

都政課題解決に貢献する研究を

推進

TMUサステナブル研究推進機構

において、グリーンファイナンスの活

性化や都政課題解決に貢献する

研究を推進　14件/年

都政課題解決に貢献する研究を

推進

都政課題解決に貢献する研究を

推進

都政課題解決に貢献する研究を

推進
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

12-12 新生・東京都立大学プロジェクト 未知の感染症対策に資する研究の推進

パンデミックに対応する新しいワクチ

ン開発戦略の構築や家庭でも実

施できる感染症の検査方法の研

究など、未知の感染症対策に資

する研究（３件）を東京都医学

総合研究所（医学研）と連携し

て推進

医学研と連携し、３件の研究を

推進

パンデミックに対応する新しいワクチ

ン開発戦略の構築や家庭でも実

施できる感染症の検査方法の研

究など、未知の感染症対策に資

する研究（３件）を東京都医学

総合研究所（医学研）と連携し

て推進

医学研と連携し、３件の研究を

推進

医学研と連携し、３件の研究を

推進

医学研と連携し、３件の研究を

推進

12-12 新生・東京都立大学プロジェクト 高度医療人材育成プログラム
先進的な取り組みをしている他大

学、研究機関、組織等の把握

プログラム検討調査、提供科目の

検討

科目群の検討に向け、他大学へ

の視察及び他機関で開講されて

いるプログラムの調査分析を実施

放射線医療技術とAIをテーマとし

た全７回のオムニバス形式の講義

を試行的に実施

プログラム検討 プログラム試行、プログラムの評価 プログラム開始、プログラムの評価

12-12 新生・東京都立大学プロジェクト カーボンニュートラルの実現に向けた取組 -

都立大において、再生可能エネル

ギー由来の電力の有効活用や水

素エネルギー貯蔵・運搬技術の開

発を目的とした研究を実施（基

礎研究）

都立大において、再生可能エネル

ギー由来の電力の有効活用や水

素エネルギー貯蔵・運搬技術の開

発を目的とした研究を実施（基

礎研究）

基礎研究の実施 基礎研究の実施・評価 -

13-1 東京グリーンビズ 都立公園の新規拡張整備

練馬城址公園・高井戸公園・六

仙公園等、事業認可取得・用地

取得・整備推進

練馬城址公園（新規開園）・

六仙公園等、用地取得・整備推

進

練馬城址公園（新規開園）・

六仙公園等、用地取得・整備推

進

練馬城址公園・林試の森公園・

六仙公園等、用地取得・整備推

進

練馬城址公園・六仙公園・中藤

公園等、用地取得・整備推進

練馬城址公園・六仙公園・中藤

公園等、用地取得・整備推進

13-1 東京グリーンビズ 海上公園の新規拡張整備等

海の森公園・有明親水海浜公園

等、整備推進

有明親水海浜公園　一部開園

等

海の森公園・有明親水海浜公園

等、整備推進

海の森公園・有明親水海浜公園

等、整備推進

海の森公園・有明親水海浜公園

等、整備推進

有明親水海浜公園等、整備推

進

有明親水海浜公園等、整備推

進

13-1 東京グリーンビズ 換地手法を活用した都市計画公園・緑地整備 事業調査等 事業調査、地元調整等

・事業調査、地元調整等

（都市計画神代公園　事業概

要説明会、オープンハウスの開

催）

事業調査・地元調整等 事業調査・地元調整等 事業調査・地元調整等

13-1 東京グリーンビズ 防災公園の整備 再掲 設計、工事 設計、工事 設計、工事 設計、工事 設計、工事 -

13-1 東京グリーンビズ 公園の高台化（篠崎公園） 再掲 用地取得、設計、工事 用地取得、設計、工事 用地取得、設計、工事 用地取得、設計、工事 用地取得、設計、工事 用地取得、設計、工事

13-1 東京グリーンビズ 都立公園の再生整備 再掲

施設改修（上野恩賜公園・井の

頭恩賜公園）：設計・工事、

再生整備（日比谷公園）：設

計

施設改修（上野恩賜公園・井の

頭恩賜公園）： 設計・工事、

再生整備（日比谷公園）：設

計・工事

施設改修（上野恩賜公園・井の

頭恩賜公園）： 設計・工事、

再生整備（日比谷公園）：設

計・工事

施設改修（上野恩賜公園・井の

頭恩賜公園）： 設計・工事、

再生整備（日比谷公園）：設

計・工事

施設改修（上野恩賜公園・井の

頭恩賜公園）： 設計・工事、

再生整備（日比谷公園）：設

計・工事

施設改修（上野恩賜公園・井の

頭恩賜公園）： 設計・工事、

再生整備（日比谷公園）：設

計・工事

13-1 東京グリーンビズ 都立公園における徹底したバリアフリー化の推進等 再掲 設計 設計、工事 設計、工事 設計、工事 設計、工事 設計、工事

13-1 東京グリーンビズ 都立公園における老朽化施設の改修 再掲 調査、設計、工事 調査、設計、工事 調査、設計、工事 調査、設計、工事 調査、設計、工事 調査、設計、工事

戦略13：水と緑溢れる東京戦略
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）
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2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

13-1 東京グリーンビズ 大規模花壇の整備・活用

５公園における整備・活用、地域

や民間イベント等との連携・花壇コ

ンテストの実施

５公園における整備・活用（継

続）、新規３公園における整備・

活用、地域や民間イベント等との

連携・花壇コンテストの実施

５公園における整備・活用（継

続）、新規２公園における整備・

活用、地域や民間イベント等との

連携・花壇コンテストの実施

2022・2023年度の対象公園に

おける整備・活用（継続）、新

規公園における整備・活用、地域

や民間イベント等との連携、花壇

コンテストの実施

2022~2024年度の対象公園に

おける整備・活用（継続）、新

規公園における整備・活用、地域

や民間イベント等との連携、花壇

コンテストの実施

2022~2025年度の対象公園に

おける整備・活用（継続）、新

規公園における整備・活用、地域

や民間イベント等との連携、花壇

コンテストの実施

13-1 東京グリーンビズ 都立公園でのスケートボード広場の整備 再掲 調査・基本計画 設計 設計 工事 - -

13-1 東京グリーンビズ
サッカー・ラグビー場の整備（代々木公園・府中の森公

園・高井戸公園）
再掲 設計、工事 設計、工事 設計、工事 - - -

13-1 東京グリーンビズ スポーツ施設のリニューアル （陸上競技場） 再掲 - 設計、工事 設計、工事 設計、工事 設計、工事 -

13-1 東京グリーンビズ 海上公園における「居場所」づくり １公園工事 調査・検討 調査・検討、１公園工事 調査・検討 ２公園設計 ２公園設計

13-1 東京グリーンビズ 夢の島熱帯植物館改修等 再掲 施設改修設計・工事 施設改修設計・工事 施設改修設計・工事 施設改修設計・工事 施設改修設計・工事 施設改修設計・工事

13-1 東京グリーンビズ My City Reportの活用 再掲
都道：本格運用

都立公園：運用準備

都道：継続的な住民協働の推

進・ＡＩ活用

都立公園：運用・効果検証

都道：継続的な住民協働の推

進・ＡＩ活用

都立公園：運用・効果検証

河川：隅田川にて導入、他河川

への展開を検討

都道：継続的な住民協働の推

進・ＡＩ活用

都立公園：運用

河川：運用、導入予定河川の地

図データ作成、順次対象河川拡

大検討

都道：継続的な住民協働の推

進・ＡＩ活用

都立公園：運用

河川：運用、導入予定河川の地

図データ作成

都道：継続的な住民協働の推

進・ＡＩ活用

都立公園：運用

河川：運用、導入予定河川の地

図データ作成

13-1 東京グリーンビズ 河川・水辺空間の緑化推進

緑化整備：約1.0ha、

自然環境を活用した河川施設の

質的向上に向けた取組を実施

緑化整備：約1.5ha、

自然環境を活用した河川施設の

質的向上に向けた取組を実施

緑化整備：約1.4ha、

自然環境を活用した河川施設の

質的向上に向けた取組を実施

緑化整備：約1.5ha、

自然環境を活用した河川施設の

質的向上に向けた取組を実施

緑化整備：約1.5ha、

自然環境を活用した河川施設の

質的向上に向けた取組を実施

緑化整備：約1.5ha、

自然環境を活用した河川施設の

質的向上に向けた取組を実施

13-1 東京グリーンビズ 都営住宅用地を活用した新たな緑の創出

・建替えに併せた緑化：整備推

進

・居場所の創出：２団地で先行

実施・検証・マニュアル案作成

・建替えに併せた緑化：整備推

進

・居場所の創出：先行実施・課

題検証

・建替えに併せた緑化：整備推

進

・居場所の創出：４団地で先行

実施、課題検証

・建替えに併せた緑化：整備推

進

・居場所の創出：本格実施

・建替えに併せた緑化：整備推

進

・居場所の創出：本格実施

・建替えに併せた緑化：整備推

進

・居場所の創出：本格実施

13-1 東京グリーンビズ 生態系に配慮した公園整備（都立公園）
計画策定３公園（2021 ～

2022）

保全利用計画策定３公園

（2022～2023）・５公園

（2023～2024）、

環境整備の実施

保全利用計画策定：３公園

（累計22公園）

実施設計：５公園（累計19公

園）

整備工事：５公園（累計14公

園）

モニタリング：整備工事後7年間

実施

保全利用計画策定　累計26公

園で完了

実施設計　　　　　累計20公園で

完了

整備工事　　　　　累計15公園で

完了

モニタリング　　　整備工事後7年

間実施

保全利用計画策定　累計26公

園で完了

実施設計　　　　　累計25公園で

完了

整備工事　　　　　累計19公園で

完了

モニタリング　　　整備工事後7年

間実施

保全利用計画策定　累計28公

園で完了

実施設計　　　　　累計25公園で

完了

整備工事　　　　　累計24公園で

完了

モニタリング　　　整備工事後7年

間実施

13-1 東京グリーンビズ 公園の自然的景観の保全・再生

樹林地の保全・再生の取組推

進、

水質改善対策の推進・モニタリン

グ等（井の頭恩賜公園等）

樹林地の保全・再生の取組推

進、

水質改善対策の推進・モニタリン

グ等（井の頭恩賜公園等）

樹林地の保全・再生の取組推

進、

水質改善対策の推進・モニタリン

グ等（井の頭恩賜公園等）

樹林地の保全・再生の取組推

進、

水質改善対策の推進・モニタリン

グ等（井の頭恩賜公園等）

樹林地の保全・再生の取組推

進、

水質改善対策の推進・モニタリン

グ等（井の頭恩賜公園等）

樹林地の保全・再生の取組推

進、

水質改善対策の推進・モニタリン

グ等（井の頭恩賜公園等）

13-1 東京グリーンビズ 生態系に配慮した公園整備（海上公園）
水辺環境整備調査検討

植生管理等

水辺環境整備調査検討

植生管理等

水辺環境整備調査検討

植生管理等

水辺環境整備調査・検討

植生管理等

水辺環境整備設計

植生管理等

水辺環境整備設計・工事

植生管理等
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

13-1 東京グリーンビズ 生物多様性の保全を支える環境整備

・生物多様性地域戦略の中間ま

とめ公表（※2023年4月に改定

済）

・レッドデータブック（本土部）の

発行

・生態系に配慮した緑化の推進

・レッドリスト（島しょ部）の調査

／みどり率調査

・生態系に配慮した緑化の推進

・レッドリスト（島しょ部）の調査

／みどり率調査

・生態系に配慮した緑化の推進

・レッドリスト（島しょ部）の調査

／植生図

・生態系に配慮した緑化の推進

・レッドリスト（島しょ部）の調査

・生態系に配慮した緑化の推進

・レッドリスト（島しょ部）の調査

・生態系に配慮した緑化の推進

13-1 東京グリーンビズ 自然環境デジタルミュージアム構想

・デジタルミュージアム構想検討調

査

・デジタル活用コンテンツ作成・発

信

・ミュージアム構築に向けた検討・

調整

・デジタル活用コンテンツ作成・発

信

・ミュージアム基本構想の取りまと

め

・デジタル活用コンテンツ作成・発

信

・ミュージアム構築に向けた検討・

調整

・デジタル活用コンテンツ作成・発

信

・ミュージアム構築に向けた検討・

調整

・デジタル活用コンテンツ作成・発

信

・ミュージアム構築に向けた検討・

調整

・デジタル活用コンテンツ作成・発

信

13-1 東京グリーンビズ 保全地域の指定拡大・公有化

・「保全・活用プラン」の策定

・新規指定に向けた自然環境調

査

候補地の選定・指定・公有化に

係る手続を順次推進

候補地の選定・指定・公有化に

係る手続を順次推進

候補地の選定・指定・公有化に

係る手続を順次推進

候補地の選定・指定・公有化に

係る手続を順次推進

候補地の選定・指定・公有化に

係る手続を順次推進

13-1 東京グリーンビズ
「保全地域の保全・活用プラン」の策定とプランに基づく

取組の推進

・「保全・活用プラン」策定

・生物多様性や魅力を向上する

コーディネート事業実施

・希少種保護のため保護柵や監

視カメラを設置

・保全地域サポーターの認定

・「保全・活用プラン」に基づき、保

全地域の価値・魅力向上の取組

を推進

・生物多様性や魅力を向上する

コーディネート事業実施

・希少種保護のため保護柵や監

視カメラを設置

・保全地域サポーターの認定

・「保全・活用プラン」に基づき、保

全地域の価値・魅力向上の取組

を推進

・生物多様性や魅力を向上する

コーディネート事業実施

・希少種保護のため保護柵や監

視カメラを設置

・保全地域サポーターの認定

・「保全・活用プラン」に基づき、保

全地域の価値・魅力向上の取組

を推進

・生物多様性や魅力を向上する

コーディネート事業実施

・希少種保護のため保護柵や監

視カメラを設置

・保全地域サポーターの認定

・「東京都生物多様性推進セン

ター（仮称）」の 開設

・「保全・活用プラン」に基づき、保

全地域の価値・魅力向上の取組

を推進

・生物多様性や魅力を向上する

コーディネート事業実施

・希少種保護のため保護柵や監

視カメラを設置

・保全地域サポーターの認定

・「保全・活用プラン」に基づき、保

全地域の価値・魅力向上の取組

を推進

・生物多様性や魅力を向上する

コーディネート事業実施

・希少種保護のため保護柵や監

視カメラを設置

・保全地域サポーターの認定

13-1 東京グリーンビズ 東京の保護上重要な野生生物種の保全策の強化

・希少種の保全方針策定に関す

る検討

・外来種の実態把握

保全方針に基づく希少種保全策

等の推進

条例種指定等に向けた検討

・野生動植物の保全方針検討

・外来種対策リスト検討

・指定候補種等基礎調査

・野生動植物の保全方針策定

・外来種対策リスト策定

・指定候補種等検討

保全方針に基づく希少種保全策

等の推進

条例種指定等に向けた検討

保全方針に基づく希少種保全策

等の推進

条例種指定等に向けた検討

13-1 東京グリーンビズ
野生生物の適正管理（ニホンジカ個体数管理など）、

外来種対策
再掲

・「シカ管理計画」に基づくシカ対

策の推進

・キョン、アライグマ等外来種の防

除を実施

・「シカ管理計画」に基づくシカ対

策の推進

・キョン、アライグマ等外来種の防

除を実施

・ナガエツルノゲイトウ防除の手引

きを作成

・「シカ管理計画」に基づくシカ対

策の推進

・キョン、アライグマ等外来種の防

除を実施

・ナガエツルノゲイトウ防除の手引

きを作成

・アカミミガメ防除の手引きや普及

啓発動画を作成

・「シカ管理計画」に基づくシカ対

策の推進

・キョン、アライグマ等外来種の防

除を実施

・「シカ管理計画」に基づくシカ対

策の推進

・キョン、アライグマ等外来種の防

除を実施

・「シカ管理計画」に基づくシカ対

策の推進

・キョン、アライグマ等外来種の防

除を実施

13-1 東京グリーンビズ 伊豆大島におけるキョンの防除 再掲

東京都キョン防除実施計画に基

づき、銃器や張り網等で捕獲を実

施

ICT技術をキョン防除事業に活用

し、効果的な捕獲を推進

・ドローンによる狩猟アシストの実

施（火口域等）

・わな捕獲の自動通報システム

(市街地等）

ICT技術をキョン防除事業に活用

し、効果的な捕獲を推進

・ドローンによる狩猟アシストの実

施（火口域等）

・わな捕獲の自動通報システム

(市街地等）

ICT技術をキョン防除事業に活用

し、効果的な捕獲を推進

・ドローンによる狩猟アシストの実

施（火口域等）

・わな捕獲の自動通報システム

(市街地等）

ICT技術をキョン防除事業に活用

し、効果的な捕獲を推進

・ドローンによる狩猟アシストの実

施（火口域等）

・わな捕獲の自動通報システム

(市街地等）

ICT技術をキョン防除事業に活用

し、効果的な捕獲を推進

・ドローンによる狩猟アシストの実

施（火口域等）

・わな捕獲の自動通報システム

(市街地等）

13-1 東京グリーンビズ デジタル技術による自然公園の魅力向上・発信 再掲

ＡＲ等のＩＣＴ技術を活用した

自然公園の魅力向上・発信事業

の実施

自然公園の魅力向上・発信にお

けるデジタル技術の活用

自然公園の魅力向上・発信にお

けるデジタル技術の活用

自然公園の魅力向上・発信にお

けるデジタル技術の活用

自然公園の魅力向上・発信にお

けるデジタル技術の活用

自然公園の魅力向上・発信にお

けるデジタル技術の活用
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

13-1 東京グリーンビズ 海のふるさと村リニューアル 再掲 基本・実施設計 セントラルロッジ整備 セントラルロッジ整備 キャンプ場整備 - -

13-1 東京グリーンビズ 東京の多様な自然を知る参加型プログラムの実施 再掲
子ども向け自然体験プログラムの

実施に関する検討
子ども向けプログラム拡充 子ども向けプログラム実施 子ども向けプログラム拡充 子ども向けプログラム拡充 子ども向けプログラム拡充

13-1 東京グリーンビズ オガサワラカワラヒワの保護増殖 再掲
父島におけるオガサワラカワラヒワの

生息域外保全を推進

父島・母島におけるオガサワラカワ

ラヒワの生息域外保全を推進

父島におけるオガサワラカワラヒワの

生息域外保全を推進

父島・母島におけるオガサワラカワ

ラヒワの生息域外保全を推進

父島・母島におけるオガサワラカワ

ラヒワの生息域外保全を推進

父島・母島におけるオガサワラカワ

ラヒワの生息域外保全を推進

13-1 東京グリーンビズ
ＤＸを活用した都民参加型生きもの情報収集蓄積プロ

ジェクト
- インベントリ策定調査

・インベントリ策定調査

・都民参加型調査開始

・インベントリ策定調査

・都民参加型調査

・インベントリ策定調査

・都民参加型調査

・インベントリ策定調査

・都民参加型調査

13-1 東京グリーンビズ Tokyo-NbSアクション推進事業 -
NbSの取組を行う企業等との連

携

各主体によるNbSの取組の発信・

普及啓発

各主体によるNbSの取組の発信・

普及啓発

各主体によるNbSの取組の発信・

普及啓発

各主体によるNbSの取組の発信・

普及啓発

13-1 東京グリーンビズ 神代植物公園整備、改修等 再掲
用地取得、整備工事、施設改修

設計・工事

用地取得、整備工事、施設改修

設計・工事

用地取得、整備工事、施設改修

設計・工事

用地取得、整備工事、施設改修

設計・工事

用地取得、整備工事、施設改修

設計・工事

用地取得、整備工事、施設改修

設計・工事

13-1 東京グリーンビズ 文化財庭園や建物の維持・再生整備 再掲

浜離宮恩賜庭園や小石川後楽

園等の文化財庭園において建築

物等の修復・復元を実施

浜離宮恩賜庭園や小石川後楽

園等の文化財庭園において建築

物等の修復・復元を実施

浜離宮恩賜庭園等の文化財庭

園において建築物等の修復・復

元を実施

浜離宮恩賜庭園や小石川後楽

園等の文化財庭園において建築

物等の修復・復元を実施

浜離宮恩賜庭園や小石川後楽

園等の文化財庭園において建築

物等の修復・復元を実施

浜離宮恩賜庭園や小石川後楽

園等の文化財庭園において建築

物等の修復・復元を実施

13-1 東京グリーンビズ 民間活力を生かした都立公園の整備（明治公園） 再掲 整備工事 整備工事、オープン 整備工事、オープン - - -

13-1 東京グリーンビズ 民間活力を生かした都立公園の整備（代々木公園） 再掲 整備工事 整備工事 整備工事 整備工事、オープン - -

13-1 東京グリーンビズ 官民連携による海上公園施設の導入 再掲
１公園整備

１公園調査
１公園公募、調整 １公園公募、調整 １公園調整、調査 ・検討 １公園整備、調査 ・検討 1公園公募

13-1 東京グリーンビズ 森林循環の促進 再掲 伐採・植栽・保育（42ha/年）

スギ・ヒノキ林を花粉の少ないスギ

等への植え替えを促進（80ha/

年）、花粉飛散時期における一

斉ＰＲ等を展開

スギ・ヒノキ林を花粉の少ないスギ

等への植え替えを促進（17ha/

年）、花粉飛散時期における一

斉ＰＲ等を展開

スギ・ヒノキ林を花粉の少ないスギ

等への植え替えを促進（65ha/

年）、花粉飛散時期における一

斉ＰＲ等を展開

スギ・ヒノキ林を花粉の少ないスギ

等への植え替えを促進（65ha/

年）、花粉飛散時期における一

斉ＰＲ等を展開

スギ・ヒノキ林を花粉の少ないスギ

等への植え替えを促進（65ha/

年）、花粉飛散時期における一

斉ＰＲ等を展開

13-1 東京グリーンビズ 少花粉苗木の生産性向上に向けた設備整備 再掲

少花粉スギ等の種子の品質向上

と虫害防止による生産性向上に

向け青梅畜産センター内の採種

園にビニールハウス等の施設整備

を実施

少花粉スギ等の種子の品質向上

と虫害防止による生産性向上に

向け青梅畜産センター内の採種

園にビニールハウス等の施設整備

を実施

少花粉スギ等の種子の品質向上

と虫害防止による生産性向上に

向け青梅畜産センター内の採種

園にビニールハウス等の施設整備

を実施

（2023年度終了）

- - -

13-1 東京グリーンビズ 街路樹による緑陰確保 再掲 緑陰確保を継続（５％） 緑陰確保を継続（10％） 緑陰確保を継続（10％） 緑陰確保を継続（10％） 緑陰確保を継続（10％） 緑陰確保を継続（10％）

13-1 東京グリーンビズ 街路樹の防災機能強化 再掲
防災診断実施（23路線）、

街路樹更新

防災診断実施（16路線）、

街路樹更新

 防災診断実施（16路線）、

街路樹更新

防災診断実施（17路線）、

街路樹更新

防災診断実施（12路線）、

街路樹更新

防災診断実施（14路線）、

街路樹更新

13-1 東京グリーンビズ 街路樹管理台帳のデータベース化 再掲 ＤＢ化・運用（区部） ＤＢ化・運用（区部） ＤＢ化・運用（区部） ＤＢ化・運用（多摩部） ＤＢ化・運用（島しょ部） 運用（都道全域）
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

13-1 東京グリーンビズ 墓地等の供給 再掲

霊園施設のバリアフリー化やサービ

ス水準の向上に向けた整備、

都民ニーズに対応した墓地の供給

霊園施設のバリアフリー化やサービ

ス水準の向上に向けた整備、

都民ニーズに対応した墓地の供給

霊園施設のバリアフリー化やサービ

ス水準の向上に向けた整備、

都民ニーズに対応した墓地の供

給、

対応方針の検討

霊園施設のバリアフリー化やサービ

ス水準の向上に向けた整備、

都民ニーズに対応した墓地の供

給、

公園審議会での審議

霊園施設のバリアフリー化やサービ

ス水準の向上に向けた整備、

都民ニーズに対応した墓地の供

給、

新たな墓地供給等のあり方 基本

計画策定、モデル霊園選定

霊園施設のバリアフリー化やサービ

ス水準の向上に向けた整備、

都民ニーズに対応した墓地の供

給、

モデル霊園において設計

13-1 東京グリーンビズ 都立葬儀所の整備 再掲
青山葬儀所：解体工事・設計、

瑞江葬儀所：建替工事

青山葬儀所：設計・建替工事、

瑞江葬儀所：建替工事

青山葬儀所：設計

瑞江葬儀所：建替工事

青山葬儀所：建替工事、

瑞江葬儀所：建替工事・新施

設供用開始

青山葬儀所：建替工事・新施

設供用開始
-

13-1 東京グリーンビズ
「インキュベーション農園」及び高齢者向け「セミナー農

園」の開設・運営
再掲

生産緑地の活用モデルとして新た

な栽培技術の活用を目指す農業

者が利用できる施設「インキュベー

ション農園」を運営、生産緑地の

貸借制度を活用し高齢者が技術

指導を受けながら農作業に取り組

める「セミナー農園」を運営

生産緑地の活用モデルとして新た

な栽培技術の活用を目指す農業

者が利用できる施設「インキュベー

ション農園」を運営、生産緑地の

貸借制度を活用し高齢者が技術

指導を受けながら農作業に取り組

める「セミナー農園」を運営

生産緑地の活用モデルとして新た

な栽培技術の活用を目指す農業

者が利用できる施設「インキュベー

ション農園」を運営、生産緑地の

貸借制度を活用し高齢者が技術

指導を受けながら農作業に取り組

める「セミナー農園」を運営

生産緑地の活用モデルとして新た

な栽培技術の活用を目指す農業

者が利用できる施設「インキュベー

ション農園」を運営、生産緑地の

貸借制度を活用し高齢者が技術

指導を受けながら農作業に取り組

める「セミナー農園」を運営

生産緑地の活用モデルとして新た

な栽培技術の活用を目指す農業

者が利用できる施設「インキュベー

ション農園」を運営、生産緑地の

貸借制度を活用し高齢者が技術

指導を受けながら農作業に取り組

める「セミナー農園」を運営

生産緑地の活用モデルとして新た

な栽培技術の活用を目指す農業

者が利用できる施設「インキュベー

ション農園」を運営、生産緑地の

貸借制度を活用し高齢者が技術

指導を受けながら農作業に取り組

める「セミナー農園」を運営

13-1 東京グリーンビズ 特定生産緑地指定促進 対象の９割以上指定 指定促進 対象の９割以上を指定 指定促進 指定促進 指定促進

13-1 東京グリーンビズ 就農準備支援事業

新規就農者が就農地を貸借でき

るまでの一定期間営農が可能な

農場の整備に向け以下の取組を

実施

・基本計画等作成

・事業スキーム等検討

・農場運営手法等検討

新規就農者が就農地を貸借でき

るまでの一定期間営農が可能な

農場の整備に向け以下の取組を

実施

・実施設計

・準備室設置

新規就農者が就農地を貸借でき

るまでの一定期間営農が可能な

農場の整備に向け以下の取組を

実施

・実施設計

・準備室設置

新規就農者が就農地を貸借でき

るまでの一定期間営農が可能な

農場の整備

新規就農者が就農地を貸借でき

るまでの一定期間営農が可能な

農場の整備・運営

新規就農者が就農地を貸借でき

るまでの一定期間営農が可能な

農場の運営

13-1 東京グリーンビズ 多様な担い手育成支援事業

副業的農業者や援農ボランティア

等、多様な主体の東京農業への

参画を促すプラットフォームの構築

に向けて基本計画を策定

副業的農業者や援農ボランティア

等、多様な主体の東京農業への

参画を促すプラットフォームの構築

に向け以下の取組を実施

・基本設計

・実施設計

・運営方法の検討

副業的農業者や援農ボランティア

等、多様な主体の東京農業への

参画を促すプラットフォームの構築

に向け以下の取組を実施

・基本設計

・実施設計

・運営方法の検討

副業的農業者や援農ボランティア

等、多様な主体の東京農業への

参画を促すプラットフォームの構築

に向け以下の取組を実施

・実施設計

・農園整備

・一部運営開始

副業的農業者や援農ボランティア

等、多様な主体の東京農業への

参画を促すプラットフォームの運営

副業的農業者や援農ボランティア

等、多様な主体の東京農業への

参画を促すプラットフォームの運営

13-1 東京グリーンビズ 新規就農者定着支援 再掲

認定新規就農者等の農業経営

の早期安定化に向け就農に必要

な施設整備や機械導入等を支

援、新規就農者等が生産した農

産物の販売ルートの開拓や情報

発信を支援

認定新規就農者等の農業経営

の早期安定化に向け就農に必要

な施設整備や機械導入等を支

援、新規就農者等が生産した農

産物の販売ルートの開拓や情報

発信を支援

認定新規就農者等の農業経営

の早期安定化に向け就農に必要

な施設整備や機械導入等を支

援、新規就農者等が生産した農

産物の販売ルートの開拓や情報

発信を支援

認定新規就農者等の農業経営

の早期安定化に向け就農に必要

な施設整備や機械導入等を支

援、新規就農者等が生産した農

産物の販売ルートの開拓や情報

発信を支援

認定新規就農者等の農業経営

の早期安定化に向け就農に必要

な施設整備や機械導入等を支

援、新規就農者等が生産した農

産物の販売ルートの開拓や情報

発信を支援

認定新規就農者等の農業経営

の早期安定化に向け就農に必要

な施設整備や機械導入等を支

援、新規就農者等が生産した農

産物の販売ルートの開拓や情報

発信を支援
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13-1 東京グリーンビズ 「東京農業アカデミー八王子研修農場」の運営 再掲

新規就農希望者を指導・育成す

る「東京農業アカデミー八王子研

修農場」を運営し農業の担い手を

育成、新規就農者や規模拡大を

目指す意欲ある農業者などを借り

手とした「都市農地貸借円滑化

法」による農地の貸借を積極的に

支援

新規就農希望者を指導・育成す

る「東京農業アカデミー八王子研

修農場」を運営し農業の担い手を

育成、新規就農者や規模拡大を

目指す意欲ある農業者などを借り

手とした「都市農地貸借円滑化

法」による農地の貸借を積極的に

支援

新規就農希望者を指導・育成す

る「東京農業アカデミー八王子研

修農場」を運営し農業の担い手を

育成、新規就農者や規模拡大を

目指す意欲ある農業者などを借り

手とした「都市農地貸借円滑化

法」による農地の貸借を積極的に

支援

新規就農希望者を指導・育成す

る「東京農業アカデミー八王子研

修農場」を運営し農業の担い手を

育成、新規就農者や規模拡大を

目指す意欲ある農業者などを借り

手とした「都市農地貸借円滑化

法」による農地の貸借を積極的に

支援

新規就農希望者を指導・育成す

る「東京農業アカデミー八王子研

修農場」を運営し農業の担い手を

育成、新規就農者や規模拡大を

目指す意欲ある農業者などを借り

手とした「都市農地貸借円滑化

法」による農地の貸借を積極的に

支援

新規就農希望者を指導・育成す

る「東京農業アカデミー八王子研

修農場」を運営し農業の担い手を

育成、新規就農者や規模拡大を

目指す意欲ある農業者などを借り

手とした「都市農地貸借円滑化

法」による農地の貸借を積極的に

支援

13-1 東京グリーンビズ 花き・植木生産者団体への補助

環境配慮、地域貢献の視点で競

争力強化を試みる植木生産者団

体の取組に補助を実施（１団

体）

新しい生活様式、環境配慮、地

域貢献といった新たな視点で競争

力強化を試みる花き・植木生産

者団体の取組に補助　10団体

／年

環境配慮、地域貢献の視点で競

争力強化を試みる植木生産者団

体の取組に補助を実施（１団

体）

新しい生活様式、環境配慮、地

域貢献といった新たな視点で競争

力強化を試みる花き・植木生産

者団体の取組に補助　３団体／

年

（2024年度終了）

- -

13-1 東京グリーンビズ チャレンジ農業支援センターの運営 再掲

農業者等の創意工夫のある取組

を支援するため専門家の派遣によ

る経営相談を実施、販路開拓支

援のため販路開拓ナビゲータ等を

派遣、経営の多角化・改善に向

けた新たな取組や販路開拓に必

要な経費を助成

農業者等の創意工夫のある取組

を支援するため専門家の派遣によ

る経営相談を実施、販路開拓支

援のため販路開拓ナビゲータ等を

派遣、経営の多角化・改善に向

けた新たな取組や販路開拓に必

要な経費を助成

農業者等の創意工夫のある取組

を支援するため専門家の派遣によ

る経営相談を実施し、販路開拓

支援のため販路開拓ナビゲータ等

を派遣した。

経営の多角化・改善に向けた新

たな取組や販路開拓に必要な経

費を助成した。

農業者等の創意工夫のある取組

を支援するため専門家の派遣によ

る経営相談を実施、経営の多角

化・改善に向けた新たな取組や販

路開拓に必要な経費を助成

（2024年度終了）

- -

13-1 東京グリーンビズ 経営力強化のための施設導入を支援 再掲

認定農業者等が収益性の高い農

業を展開するために必要な施設

整備や区市町及び農業協同組

合等が地域農業振興のために行

う施設整備を支援

認定農業者等が収益性の高い農

業を展開するために必要な施設

整備や区市町及び農業協同組

合等が地域農業振興のために行

う施設整備を支援

認定農業者等が収益性の高い農

業を展開するために必要な施設

整備や区市町及び農業協同組

合等が地域農業振興のために行

う施設整備を支援

認定農業者等が収益性の高い農

業を展開するために必要な施設

整備や区市町及び農業協同組

合等が地域農業振興のために行

う施設整備を支援

認定農業者等が収益性の高い農

業を展開するために必要な施設

整備や区市町及び農業協同組

合等が地域農業振興のために行

う施設整備を支援

認定農業者等が収益性の高い農

業を展開するために必要な施設

整備や区市町及び農業協同組

合等が地域農業振興のために行

う施設整備を支援

13-1 東京グリーンビズ ハウス栽培における温室効果ガス排出削減 再掲
温室効果ガスの排出が少ないヒー

トポンプの導入に係る経費を補助

温室効果ガスの排出が少ないヒー

トポンプの導入に係る経費を補

助、木質バイオマス等の利活用に

ついて検証

温室効果ガスの排出が少ないヒー

トポンプの導入に係る経費を補

助、木質バイオマス等の利活用に

ついて検証を開始

温室効果ガスの排出が少ないヒー

トポンプの導入に係る経費を補

助、木質バイオマス等の利活用に

ついて検証

事業効果を検証の上実施を検討 事業効果を検証の上実施を検討
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

13-1 東京グリーンビズ
東京型スマート農業推進のための研究プラットフォームに

おける技術開発
再掲

実証実験・研究開発を展開し、

次の研究成果等を発表

・「ソーラーエネルギー利用システム

の開発」の成果

・「最新Wi-Fi技術を活用した圃

場やハウスの見える化の実証」にお

ける「生産者が圃場やハウスに

Wi-Fi通信を設置・利用する際の

ヒントとなるガイド」

・「スマート農業技術の経営的評

価・経営モデル構築」における「ト

マト施設栽培に関するニーズ調

査」

・「ローカル５Ｇを活用した遠隔で

の農業作業支援」における、遠隔

農作業支援の実証レポート

実証実験・研究開発実績等を踏

まえた2024年度からの次期東京

型スマート農業技術開発プロジェ

クトの計画の検討

プラットフォームにおける民間企業

や研究機関、生産者等との共同・

協力により、東京フューチャーアグリ

システムの新展開 、AI・IoT等の

先進技術を活用した新たな農業

システムの技術検証 、ローカル5G

を活用した新しい農業技術の開

発の３つの取組において成果を発

表した。

（2023年度終了）

- - -

13-1 東京グリーンビズ 東京フューチャーアグリシステムの新展開 再掲

イチゴ栽培システムの開発における

品種・病害虫管理、統合制御シ

ステムの低コスト化を検討

イチゴ栽培システムの開発、統合

制御システムの低コスト化を検討

低コスト化した東京フューチャーア

グリシステムによるイチゴ栽培システ

ムを開発した。

（2023年度終了）

- - -

13-1 東京グリーンビズ
AI・IoT等の先進技術を活用した新たな農業システムの

技術検証
再掲

システムの開発等について、次の

研究成果等を発表

・「ソーラーエネルギー利用システム

の開発」の成果

・「最新Wi-Fi技術を活用した圃

場やハウスの見える化の実証」にお

ける「生産者が圃場やハウスに

Wi-Fi通信を設置・利用する際の

ヒントとなるガイド」

・「スマート農業技術の経営的評

価・経営モデル構築」における「ト

マト施設栽培に関するニーズ調

査」

システムの開発・改良

システムの開発等について、次の

研究成果等を発表

・ 最新Wi-Fi 技術を活用した圃

場モニタリング ～屋外Wi-Fi導入

～

・ ソーラーエネルギー利用システム

の開発～軽量フレキシブル太陽電

池利用技術～

・ 多棟ハウスの無線による見える

化の確立

（2023年度終了）

- - -

13-1 東京グリーンビズ ローカル5Gを活用した新しい農業技術の開発 再掲
遠隔農作業支援の実証レポート

の公表
共同プロジェクトによる研究開発

ローカル5Ｇを活用した新しい農業

技術の開発～遠隔農作業支援

の実証レポートを公表した。

（2023年度終了）

- - -

13-1 東京グリーンビズ
都市計画公園・緑地の整備着手（優先整備区域整

備着手面積）
約433ha

「都市計画公園・緑地の整備方

針」に基づき計画的な公園整備を

推進

約436ha

「都市計画公園・緑地の整備方

針」に基づき計画的な公園整備を

推進

「都市計画公園・緑地の整備方

針」に基づき計画的な公園整備を

推進

「都市計画公園・緑地の整備方

針」に基づき計画的な公園整備を

推進

13-1 東京グリーンビズ 「緑農住」まちづくり事業の推進
普及に向け「緑農住まちづくりシン

ポジウム」を開催
区市町村と連携し事業を推進

区市町村と連携し事業を推進、

緑や農地に関する情報発信を行

うホームページを新たに作成

区市町村と連携し事業を推進、

ホームページを通じた情報発信

区市町村と連携し事業を推進、

ホームページを通じた情報発信

区市町村と連携し事業を推進、

ホームページを通じた情報発信
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

13-1 東京グリーンビズ 農の風景育成地区の指定促進

累計５か所指定

※2023年４月１日に１か所指

定

2026年度までに９か所指定 ７か所指定

・2026年度までに９か所指定

・農の風景育成地区の指定に向

けた事業支援補助

・農の風景育成地区の取組促進

支援補助

・シンポジウムによる普及啓発

・ワークショップでの意見交換

・2026年度までに９か所指定

・農の風景育成地区の指定に向

けた事業支援補助

・農の風景育成地区の取組促進

支援補助

・ワークショップでの意見交換

・2026年度までに９か所指定

・農の風景育成地区の指定に向

けた事業支援補助

・農の風景育成地区の取組促進

支援補助

・シンポジウムによる普及啓発

・ワークショップでの意見交換

13-1 東京グリーンビズ 生産緑地の活用（生産緑地公園補助制度）

補助実施面積　約2.3ha（７か

所）

※累計約6.8ha

「緑あふれる東京基金」を活用し

た生産緑地の買取

補助実施面積　用地取得：約

1.1ha（７か所）、整備：約

0.5ha（２か所）

※累計　用地取得：約7.9ha、

整備：約0.5ha

「緑あふれる東京基金」を活用し

た生産緑地等の買取・整備の支

援

「緑あふれる東京基金」を活用し

た生産緑地等の買取・整備の支

援

「緑あふれる東京基金」を活用し

た生産緑地等の買取・整備の支

援

13-1 東京グリーンビズ 生産緑地買取・活用支援

生産緑地買取・活用支援基金を

造成し、区市が農的利用を目的

に生産緑地を買い取る場合の購

入費や、買い取った生産緑地を

活用して施策課題の解決に資す

る施設を整備する場合の費用等

を支援

生産緑地買取・活用支援基金を

造成し、区市が農的利用を目的

に生産緑地を買い取る場合の購

入費や、買い取った生産緑地を

活用して施策課題の解決に資す

る施設を整備する場合の費用等

を支援

①世田谷区（活用及び運営支

援）

活用支援 農福連携事業拠点施

設（補助金額　33,619千円）

運営支援 農福連携事業運営業

務委託（補助金額　1,200千

円）

②調布市（買取支援）

深大寺南町2丁目（補助金額

240,261千円）

生産緑地買取・活用支援基金を

造成し、区市が農的利用を目的

に生産緑地を買い取る場合の購

入費や、買い取った生産緑地を

活用して施策課題の解決に資す

る施設を整備する場合の費用等

を支援

生産緑地買取・活用支援基金を

造成し、区市が農的利用を目的

に生産緑地を買い取る場合の購

入費や、買い取った生産緑地を

活用して施策課題の解決に資す

る施設を整備する場合の費用等

を支援

生産緑地買取・活用支援基金を

造成し、区市が農的利用を目的

に生産緑地を買い取る場合の購

入費や、買い取った生産緑地を

活用して施策課題の解決に資す

る施設を整備する場合の費用等

を支援

13-1 東京グリーンビズ 市町村立公園整備に対する補助 財政的・技術的支援 財政的・技術的支援 財政的・技術的支援 財政的・技術的支援 財政的・技術的支援 財政的・技術的支援

13-1 東京グリーンビズ 緑あふれる公園緑地等整備事業補助制度

補助実施面積　約0.75ha（５

か所）

※累計約1.52ha

公園緑地等整備を支援

補助実施面積　約0.46ha（６

か所）

※累計約1.98ha

公園緑地等整備を支援 公園緑地等整備を支援 公園緑地等整備を支援

13-1 東京グリーンビズ 農地の再生・創出及び多面的機能の向上に係る支援

農地の創出：４市(1,924㎡）

農地の再生：１市２町

(12,466㎡)

一部の市で辞退があったが、計画

通り執行した。

遊休・低利用農地を農業に活用

するにあたり必要な建築物等の解

体処分や施設整備に係る費用等

の一部を補助

宅地や公有地を農地や区民農園

等に整備する場合の建築物の基

礎や舗装版等の撤去及び農家が

貸借した遊休・低利用農地を再

生利用するために必要な費用等

の一部を補助

農地の創出：３区３市(6,900

㎡）

農地の再生：１町１村

(36,800㎡)

宅地や公有地を農地や区民農園

等に整備する場合の建築物の基

礎や舗装版等の撤去及び農家が

貸借した遊休・低利用農地を再

生利用するために必要な費用等

の一部を補助

農地の創出：２区３市(2,300

㎡）

農地の再生：２市２町２村

(17,000㎡)

宅地や公有地を農地や区民農園

等に整備する場合の建築物の基

礎や舗装版等の撤去及び農家が

貸借した遊休・低利用農地を再

生利用するために必要な費用等

の一部を補助

宅地や公有地を農地や区民農園

等に整備する場合の建築物の基

礎や舗装版等の撤去及び農家が

貸借した遊休・低利用農地を再

生利用するために必要な費用等

の一部を補助

13-1 東京グリーンビズ 生産緑地の長期貸借の促進 -

新規就農者や経営規模拡大志

向農家等へ10年以上の賃貸借

契約を新規締結する生産緑地所

有者に対し奨励金を交付

新規就農者や経営規模拡大志

向農家等へ10年以上の賃貸借

契約を新規締結する生産緑地所

有者に対し奨励金を交付

(2023年度終了)

- - -
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

13-1 東京グリーンビズ 都内生産緑地の貸借の促進 -

生産緑地の貸し手・借り手の掘り

起こし・マッチングを行う生産緑地

バンクによる都市農地の賃借を促

進、区市の枠を越えた生産緑地

の広域的なマッチングを推進

生産緑地の貸し手・借り手の掘り

起こし・マッチングを行う生産緑地

バンクによる都市農地の賃借を促

進、区市の枠を越えた生産緑地

の広域的なマッチングを推進

生産緑地の貸し手・借り手の掘り

起こし・マッチングを行う生産緑地

バンクによる都市農地の賃借を促

進、区市の枠を越えた生産緑地

の広域的なマッチングを推進

生産緑地の貸し手・借り手の掘り

起こし・マッチングを行う生産緑地

バンクによる都市農地の賃借を促

進、区市の枠を越えた生産緑地

の広域的なマッチングを推進

生産緑地の貸し手・借り手の掘り

起こし・マッチングを行う生産緑地

バンクによる都市農地の賃借を促

進、区市の枠を越えた生産緑地

の広域的なマッチングを推進

13-1 東京グリーンビズ
都市開発諸制度等を活用した都市づくり（緑の保全・

創出）

開発の機会を捉えた緑空間創出

の促進

開発の機会を捉えた緑空間創出

の促進

開発の機会を捉えた緑空間創出

の促進

開発の機会を捉えた緑空間創出

の促進

開発の機会を捉えた緑空間創出

の促進

開発の機会を捉えた緑空間創出

の促進

13-1 東京グリーンビズ Tokyo Sky Corridorの実現 再掲

事業化に向けた方針策定、再開

発等促進区を定める地区計画決

定

事業化推進の調整、都市計画手

続、情報発信（ＰＲ活動）

事業化推進の調整、都市計画手

続、情報発信（銀座スカイウォー

クの開催等ＰＲ活動）

事業化推進の調整・協議、情報

発信（ＰＲ活動）

事業化推進の調整・協議、情報

発信（ＰＲ活動）

事業化推進の調整・協議、情報

発信（ＰＲ活動）

13-1 東京グリーンビズ 西新宿のまちづくり 再掲
地元区とともに西新宿地区再整

備方針を策定

道路や公開空地等の一体的な

再編を行い、人が憩い、楽しく歩

けるウォーカブルな都市空間を創

出

道路、公園、街区が一体となった

誰もが安心して楽しく歩ける歩行

空間を体験できるイベントを開催

道路や公開空地等の一体的な

再編を行い、人が憩い、楽しく歩

けるウォーカブルな都市空間を創

出

道路や公開空地等の一体的な

再編を行い、人が憩い、楽しく歩

けるウォーカブルな都市空間を創

出

道路や公開空地等の一体的な

再編を行い、人が憩い、楽しく歩

けるウォーカブルな都市空間を創

出

13-1 東京グリーンビズ 農業高校におけるスマート農業教育等の推進 再掲 - - - 環境構築、連携強化
スマート農業の実践、環境構築、

連携強化

スマート農業の実践、環境構築、

連携強化

13-1 東京グリーンビズ 民間活力を生かした都立公園の整備 再掲 - 多面的な活用を推進 多面的な活用を推進 多面的な活用を推進 多面的な活用を推進 多面的な活用を推進

13-1 東京グリーンビズ ツリーバンクの運用 -
ツリーバンク制度の創設・運用開

始

ツリーバンク制度の創設・運用開

始
制度運用 制度運用 制度運用

13-1 東京グリーンビズ 都立公園リフレッシュプロジェクト - - -

全体基本計画

調査・基本設計等（代々木公

園、小金井公園）

調査・基本設計等（代々木公

園、小金井公園）

実施設計（代々木公園、小金

井公園）

13-1 東京グリーンビズ 都立公園における水景施設の再生 設計 設計、工事 設計、工事 設計、工事 工事 供用開始

13-1 東京グリーンビズ 水辺の拠点における重点的な施策展開等 再掲

にぎわい誘導エリアにおける利活

用促進・水辺整備、

「隅田川等における未来に向けた

水辺整備のあり方（素案）」のと

りまとめ、新たな水辺のにぎわい創

出に向けた候補地・動線強化エリ

アの検討（隅田川上流部等）

にぎわい誘導エリアにおける利活

用促進・水辺整備、新たな水辺

の拠点整備に向けた関係者調整

等、隅田川を中心とした事業展

開に向けた検討等

「隅田川等における未来に向けた

水辺整備のあり方」のとりまとめ、

具体的な水辺の動線強化や拠

点整備に向けた検討

水辺の拠点における利活用促

進・水辺整備、水辺のエリアマネジ

メント導入に向けた取組等

水辺の拠点における利活用促

進・水辺整備、水辺のエリアマネジ

メント導入に向けた取組等

（2023～2026）

築地地区まちづくり事業に合わせ

た水辺整備

（2024～2026）

水辺の拠点における利活用促

進・水辺整備、水辺のエリアマネジ

メント導入に向けた取組等

（2023～2026）

築地地区まちづくり事業に合わせ

た水辺整備

（2024～2026）

水辺の拠点における利活用促

進・水辺整備、水辺のエリアマネジ

メント導入に向けた取組等

（2023～2026）

築地地区まちづくり事業に合わせ

た水辺整備

（2024～2026）

13-1 東京グリーンビズ 隅田川テラスの開放 （テラス修景済延長） 再掲 0.6km 2.2km（2022～2025） 1.1km 2.7km（2024～2026） 2.7km（2024～2026） 2.7km（2024～2026）

13-1 東京グリーンビズ 河川空間のオープン化（特例占用の適用） 再掲
かわてらすやオープンカフェ等の民

間による水辺利用促進

かわてらすやオープンカフェ等の民

間による水辺利用促進

かわてらすやオープンカフェ等の民

間による水辺利用促進

かわてらすやオープンカフェ等の民

間による水辺利用促進

かわてらすやオープンカフェ等の民

間による水辺利用促進

かわてらすやオープンカフェ等の民

間による水辺利用促進

13-1 東京グリーンビズ 水辺の動線強化 再掲

テラス連続化：整備推進、

スロープ設置：１箇所、

テラス照明：0.4km

テラス連続化：累計１橋

（2022～2023）、

スロープ設置：累計4箇所

（2022～2025）、

テラス照明：累計0.9km

（2022～2025）

テラス連続化：１橋、

テラス照明：0.4km

スロープ設置：累計4箇所

（2024～2026）、

テラス照明：累計0.2km

（2024～2026）、

隅田川下流域の拡充と上流域へ

の展開

スロープ設置：累計4箇所

（2024～2026）、

テラス照明：累計0.2km

（2024～2026）、

隅田川下流域の拡充と上流域へ

の展開

スロープ設置：累計4箇所

（2024～2026）、

テラス照明：累計0.2km

（2024～2026）、

隅田川下流域の拡充と上流域へ

の展開

13-1 東京グリーンビズ 都立霊園の防災整備 再掲 - - - 基本計画 基本計画、設計 設計、工事
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画
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2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

13-1 東京グリーンビズ 都立公園等の更なる防災機能強化 再掲 - - - 調査 計画策定 設計

13-1 東京グリーンビズ 水辺の歩行者等ネットワーク形成 再掲 工事

旧晴海鉄道橋の遊歩道化等によ

る、魅力的な水辺の歩行者ネット

ワーク形成を推進

旧晴海鉄道橋の遊歩道化等によ

る、魅力的な水辺の歩行者ネット

ワーク形成を推進

旧晴海鉄道橋の遊歩道化等によ

る、魅力的な水辺の歩行者ネット

ワーク形成を推進

旧晴海鉄道橋の遊歩道化等によ

る、魅力的な水辺の歩行者ネット

ワーク形成を推進
-

13-1 東京グリーンビズ スポーツフィールドとなる緑道公園ネットワークの整備 再掲

【サイクリングルート】設計・工事

【ウォーキング・ランニングルート】調

査・計画

【サイクリングルート】工事

【ウォーキング・ランニングルート】調

査・計画

【サイクリングルート】工事

【ウォーキング・ランニングルート】調

査・計画

【ウォーキング・ランニングルート】調

査・検討

【サイクリングルート】工事

【ウォーキング・ランニングルート】設

計

【ウォーキング・ランニングルート】設

計

13-1 東京グリーンビズ 葛西海浜公園におけるビジターセンターの整備 再掲 設計 設計 設計 工事 工事 -

13-1 東京グリーンビズ 干潟の保全・利活用の普及啓発活動 再掲 イベント実施・情報発信 イベント実施・情報発信 イベント実施・情報発信 イベント実施・情報発信 イベント実施・情報発信 イベント実施・情報発信

13-1 東京グリーンビズ 干潟における定期的なモニタリング調査の実施 再掲 調査・維持補修 調査・維持補修 調査・維持補修 調査・維持補修 調査・維持補修 調査・維持補修

13-1 東京グリーンビズ ブルーカーボン生態系生育基盤整備の推進 再掲 調査計画 計画策定、藻場移植 調査計画、藻場移植・モニタリング
藻場移植・モニタリング

基盤整備工事

藻場移植・モニタリング

基盤整備工事

モニタリング

基盤整備工事

13-1 東京グリーンビズ My City Reportの活用（臨海部） 再掲 - - 海上公園や埋立道路で検討 海上公園や埋立道路へ導入 運用 運用

13-1 東京グリーンビズ トウキョウ・フローラル・パサージュ - - -
シンボルプロムナード公園における

花回廊の設計、整備、維持管理
花回廊の整備、維持管理 花回廊の整備、維持管理

13-1 東京グリーンビズ
都庁周辺の空間再編（４号街路沿い、都民広場

等）
再掲 - - 都庁周辺の空間再編計画策定

実施設計完了（４号街路沿い、

都民広場等）

工事着手（４号街路沿い、都民

広場等）

工事完了（４号街路沿い、都民

広場等）

13-1 東京グリーンビズ 立体的な緑化の推進 - - －
立体的緑化の効果に関する評価

手法等の調査

都心部における立体的な緑化の

推進

都心部における立体的な緑化の

推進

13-1 東京グリーンビズ 東京の緑に関するオープンデータ化 - - －

都内の公園・緑地等の緑のGIS

データを作成し、オープンデータ化

を推進

オープンデータの普及促進 オープンデータの普及促進

13-1 東京グリーンビズ 人々が憩う外濠の水辺再生 再掲

基本計画策定、導水に向け必要

となる施設の基本設計・既存施

設の活用検討など

導水に向け必要となる施設の基

本設計・既存施設の活用設計な

ど

導水に向け必要となる施設の基

本設計・既存施設の活用設計な

ど

導水に向け必要となる施設の基

本設計・詳細設計など

導水に向け必要となる施設の基

本設計・詳細設計・工事施工な

ど

導水に向け必要となる施設の基

本設計・詳細設計・工事施工な

ど

13-1 東京グリーンビズ 雨水流出抑制に資するグリーンインフラ先行実施事業 再掲 - - ー
公共施設での雨水流出抑制に資

するグリーンインフラの導入を開始

公共施設での雨水流出抑制に資

するグリーンインフラの導入を推進

公共施設での雨水流出抑制に資

するグリーンインフラの導入を推進

13-1 東京グリーンビズ 特別緑地保全地区買取等補助制度 - - ー 身近な樹林地の確保の促進 身近な樹林地の確保の促進 身近な樹林地の確保の促進

13-1 東京グリーンビズ 神宮外苑地区のまちづくり 再掲 事業実施に向けた手続
第２球場解体工事、事務所棟

解体工事
第２球場解体工事 第２球場解体工事

ラグビー場工事中、 事務所棟新

築着工

ラグビー場工事中、事務所棟工

事中

13-1 東京グリーンビズ 対策を強化するエリアの拡大に伴う流域対策の促進 再掲
・補助の実施

・流域別豪雨対策計画の推進

補助の実施、流域別豪雨対策計

画の推進

補助の実施、流域別豪雨対策計

画の推進

公共・民間施設への雨水流出抑

制に資するグリーンインフラの導入

推進、補助の実施、流域別豪雨

対策計画の推進

公共・民間施設への雨水流出抑

制に資するグリーンインフラの導入

推進、補助の実施、流域別豪雨

対策計画の推進

公共・民間施設への雨水流出抑

制に資するグリーンインフラの導入

推進、補助の実施、流域別豪雨

対策計画の推進

13-1 東京グリーンビズ 流域対策の促進・見える化 再掲

努力目標値、実績値の公表

（34区市町）、流域対策パンフ

レット配布（継続）

努力目標値・実績対策量の公表

（継続）、流域対策パンフレット

配布（継続）

努力目標値・実績対策量の公表

（継続）、流域対策パンフレット

配布（継続）

努力目標値・実績対策量の公表

（継続）、流域対策パンフレット

配布（継続）

努力目標値・実績対策量の公表

（継続）、流域対策パンフレット

配布（継続）

努力目標値・実績対策量の公表

（継続）、流域対策パンフレット

配布（継続）
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2023年度
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ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

13-1 東京グリーンビズ 気候変動を踏まえた新たな豪雨対策の推進 再掲
東京都豪雨対策検討委員会設

置、開催

東京都豪雨対策検討委員会開

催、東京都豪雨対策基本方針

改定

東京都豪雨対策検討委員会開

催、東京都豪雨対策基本方針

改定

新たな東京都豪雨対策基本方

針に基づく取組の推進

新たな東京都豪雨対策基本方

針に基づく取組の推進

新たな東京都豪雨対策基本方

針に基づく取組の推進

13-1 東京グリーンビズ 公開空地等の活用促進 再掲
まちづくり団体新規登録等による

運用（100団体）

・まちづくり団体新規登録等による

運用：102団体

・地元区市町村や道路・公園・河

川の各管理者等関連機関との調

整

・まちづくり団体新規登録等による

運用：109団体

・地元区市町村や道路・公園・河

川の各管理者等関連機関との調

整

・まちづくり団体新規登録等による

運用：114団体

・地元区市町村や道路・公園・河

川の各管理者等関連機関との調

整

・まちづくり団体新規登録等による

運用：117団体

・地元区市町村や道路・公園・河

川の各管理者等関連機関との調

整

・まちづくり団体新規登録等による

運用：120団体

・地元区市町村や道路・公園・河

川の各管理者等関連機関との調

整

13-1 東京グリーンビズ 東京グリーンビズの推進 - - -

緑に関する情報を発信するととも

に、イベント等を周知することで

様々な主体の参画を促進

・グリーンビズマップの作成・運用

・グリーンビズ広報等の実施

緑に関する情報を発信するととも

に、イベント等を周知することで

様々な主体の参画を促進

・グリーンビズマップの拡充・運用

・グリーンビズ広報等の実施

緑に関する情報を発信するととも

に、イベント等を周知することで

様々な主体の参画を促進

・グリーンビズマップの拡充・運用

・グリーンビズ広報等の実施

13-1 東京グリーンビズ
Tokyo Green Finance Initiative（ＴＧＦＩ）の

推進
再掲

企業のESG情報等に関するポー

タルサイト整備、グリーンボンドの発

行補助28件、ソーシャルインパクト

投資ファンドの組成、グリーンファイ

ナンスを担う金融系外国企業誘

致 ７社/年、東京金融賞ESG投

資部門 ３社/年表彰、都内中

堅・中小企業のサステナビリティ経

営への転換促進に向けた連携協

定を金融機関と締結14社/年、

都内中堅・中小企業のサステナビ

リティ経営への転換促進に向けた

補助８件/年、サステナブルファイ

ナンスに関する国際連携、「TMU

サステナブル研究推進機構」にお

けるグリーンファイナンスの活性化に

向けた研究の推進

ESG債の発行補助、ソーシャルイ

ンパクト投資ファンドによる投融

資、サステナブルエネルギーファンド

による投融資、グリーンファイナンス

を担う金融系外国企業誘致 ７

社程度/年、東京金融賞ESG投

資部門 ３社/年表彰、中小企業

のサステナブルファイナンス活性化

に向けた補助　25社/年 、環境

金融に係る専門人材の活用、サ

ステナブルファイナンスに関する国

際連携、創エネ・蓄エネ推進ファン

ド（仮称）の創設

SDGs債の発行費用補助19件、

グリーンファイナンスを担う金融系

外国企業誘致 ７社程度/年、東

京金融賞ESG投資部門 ４社/

年表彰、都内中堅・中小企業の

サステナブルファイナンス活性化に

向けた連携協定を金融機関と締

結 ５社/年・都内中堅・中小企

業のサステナビリティ経営への転換

促進に向けた補助　11社/年 、

環境金融に係る専門人材の活

用、サステナブルファイナンスに関す

る国際連携、創エネ・蓄エネ推進

ファンドの創設、ファンドによる投融

資

SDGs債の発行費用補助、東京

金融賞ESG投資部門 ３社程度

/年表彰、中小企業のサステナブ

ルファイナンス活性化に向けた補

助 25社/年、環境金融に係る専

門人材の活用、サステナブルファイ

ナンスに関する国際連携、創エネ・

蓄エネ推進ファンドによる投融資

、循環経済・自然資本等推進ファ

ンド（仮称）の創設、ファンドによ

るサステナブルファイナンスの取組

推進

SDGs債の発行費用補助、東京

金融賞ESG投資部門 ３社程度

/年表彰、中小企業のサステナブ

ルファイナンス活性化に向けた補

助 25社/年、環境金融に係る専

門人材の活用、サステナブルファイ

ナンスに関する国際連携、ファンド

によるサステナブルファイナンスの取

組推進

SDGs債の発行費用補助、東京

金融賞ESG投資部門 ３社程度

/年表彰、中小企業のサステナブ

ルファイナンス活性化に向けた補

助 25社/年、環境金融に係る専

門人材の活用、サステナブルファイ

ナンスに関する国際連携、ファンド

によるサステナブルファイナンスの取

組推進

13-1 東京グリーンビズ サステナブルファイナンスの取組（都債） 再掲

東京ソーシャルボンドの発行

継続発行・充当事業の精査、多

様な発行手段等の検討

東京グリーンボンドの発行

継続発行・充当事業の精査、多

様な発行手段等の検討

東京ソーシャルボンドの発行

継続発行・充当事業の精査、多

様な発行手段等の検討

東京グリーンボンドの発行

継続発行・充当事業の精査、多

様な発行手段等の検討

東京ソーシャルボンドの発行

継続発行・充当事業の精査、多

様な発行手段等の検討

東京グリーンボンドの発行

継続発行・充当事業の精査、多

様な発行手段等の検討

ブループロジェクトも含む東京グリー

ン・ブルーボンドの発行、東京ソー

シャルボンドの継続発行、外債に

よるサステナビリティボンドの新規発

行、充当事業の精査、多様な発

行手段等の検討

継続発行・充当事業の精査、多

様な発行手段等の検討

継続発行・充当事業の精査、多

様な発行手段等の検討

13-1 東京グリーンビズ 生産緑地を活用した体験農園等の普及 - - -

デジタルパンフレット及び動画によ

る情報発信強化、自治体等から

の相談受付やアドバイザーの派

遣、農園の整備・運営を行う自治

体・民間企業への補助金交付

デジタルパンフレット及び動画によ

る情報発信強化、自治体等から

の相談受付やアドバイザーの派

遣、農園の整備・運営を行う自治

体・民間企業への補助金交付

デジタルパンフレット及び動画によ

る情報発信強化、自治体等から

の相談受付やアドバイザーの派

遣、農園の整備・運営を行う自治

体・民間企業への補助金交付
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

13-1 東京グリーンビズ 農地長期貸借の推進 - - -

新規就農者や経営規模拡大志

向農家等へ10年以上の賃借権

等を設定した貸し手農家（農地

所有者）に対して奨励金を交付

新規就農者や経営規模拡大志

向農家等へ10年以上の賃借権

等を設定した貸し手農家（農地

所有者）に対して奨励金を交付

新規就農者や経営規模拡大志

向農家等へ10年以上の賃借権

等を設定した貸し手農家（農地

所有者）に対して奨励金を交付

13-1 東京グリーンビズ 新規就農者初期投資支援 再掲 - - -
認定新規就農者及びそれに準じ

る者への施設整備費用補助やマ

ネジメント補助を実施

認定新規就農者及びそれに準じ

る者への施設整備費用補助やマ

ネジメント補助を実施

認定新規就農者及びそれに準じ

る者への施設整備費用補助やマ

ネジメント補助を実施

13-1 東京グリーンビズ
東京の農林水産Ｗｅｂサイト「ＴＯＫＹＯ ＧＲＯＷ

Ｎ」の運営
再掲

利用者の拡大や情報発信の深化

等に向けた継続的改善を実施

利用者の拡大や情報発信の深化

等に向けた継続的改善を実施

利用者の拡大や情報発信の深化

等に向けた継続的改善を実施

利用者の拡大や情報発信の深化

等に向けた継続的改善を実施

利用者の拡大や情報発信の深化

等に向けた継続的改善を実施

利用者の拡大や情報発信の深化

等に向けた継続的改善を実施

13-1 東京グリーンビズ
地域一体で地場農産物の消費拡大・販路拡大に取り

組む区市町村を支援
再掲 対象件数　８区市/年 対象件数　７区市町村/年

新たに農業協同組合等に支援対

象を拡大

13区市町村・団体/年(内、新規

７区市町村・団体)

対象件数13区市町村・団体/年

(内、新規７区市町村・団体)

対象件数　19区市町村・団体/

年(内、新規７区市町村・団体)

対象件数　19区市町村・団体/

年(内、新規７区市町村・団体)

13-1 東京グリーンビズ 「東京味わいフェスタ」の開催 再掲

東京産食材を使った料理や全国

各地のご当地グルメなどを楽しめる

イベント「東京味わいフェスタ」を開

催（丸の内、有楽町、日比谷、

豊洲）

東京産食材を使った料理や全国

各地のご当地グルメなどを楽しめる

イベント「東京味わいフェスタ」を開

催（丸の内、有楽町、日比谷、

豊洲）

東京産食材を使った料理や全国

各地のご当地グルメなどを楽しめる

イベント「東京味わいフェスタ」を開

催（丸の内、有楽町、日比谷、

豊洲）

東京産食材を使った料理や全国

各地のご当地グルメなどを楽しめる

イベント「東京味わいフェスタ」を開

催（丸の内、有楽町、日比谷、

豊洲）

東京産食材を使った料理や全国

各地のご当地グルメなどを楽しめる

イベント「東京味わいフェスタ」を開

催（丸の内、有楽町、日比谷、

豊洲）

東京産食材を使った料理や全国

各地のご当地グルメなどを楽しめる

イベント「東京味わいフェスタ」を開

催（丸の内、有楽町、日比谷、

豊洲）

13-1 東京グリーンビズ 東京産食材の魅力発信キャンペーン 再掲

東京産食材の魅力を伝えるＣＭ

を街頭大型ビジョン、電車、シネア

ドで放映

東京産食材の魅力を伝えるＣＭ

を街頭大型ビジョンやデジタルサイ

ネージ等で放映

東京産食材の魅力を伝えるＣＭ

を街頭大型ビジョン、電車、シネア

ドで放映

放映の効果測定を実施

東京産食材の魅力を伝えるＣＭ

を街頭大型ビジョンやデジタルサイ

ネージ等で放映

事業効果を検証の上実施を検討 事業効果を検証の上実施を検討

13-1 東京グリーンビズ
飲食店等への東京産食材のサンプル提供及び料理試

作
再掲

東京産食材のメニューへの活用を

促進するためサンプル提供等　実

施店舗数 100店舗/年

東京産食材のメニューへの活用を

促進するためサンプル提供等　実

施店舗数 100店舗/年

東京産食材のメニューへの活用を

促進するためサンプル提供等　実

施店舗数 100店舗/年

東京産食材のメニューへの活用を

促進するためサンプル提供等　実

施店舗数 100店舗/年

事業効果を検証の上実施を検討 事業効果を検証の上実施を検討

13-1 東京グリーンビズ 地産地消の拡大 再掲

東京産農林水産物を使用した料

理を提供する都内飲食店等を「と

うきょう特産　食材使用店」として

登録（新規登録22店舗／

年）、島の農林水産物を使用し

た料理を提供する島しょ地域の飲

食店等を「東京 島じまん食材使

用店」として登録（新規登録11

店舗／年）

東京産農林水産物を使用した料

理を提供する都内飲食店等を「と

うきょう特産　食材使用店」として

登録（新規登録50店舗／

年）、島の農林水産物を使用し

た料理を提供する島しょ地域の飲

食店等を「東京 島じまん食材使

用店」として登録（新規登録10

店舗／年）

東京産農林水産物を使用した料

理を提供する都内飲食店等を「と

うきょう特産　食材使用店」として

登録（新規登録33店舗／

年）、島の農林水産物を使用し

た料理を提供する島しょ地域の飲

食店等を「東京 島じまん食材使

用店」として登録（新規登録14

店舗／年）

東京産農林水産物を使用した料

理を提供する都内飲食店等を「と

うきょう特産　食材使用店」として

登録（新規登録50店舗／

年）、島の農林水産物を使用し

た料理を提供する島しょ地域の飲

食店等を「東京 島じまん食材使

用店」として登録（新規登録10

店舗／年）

東京産農林水産物を使用した料

理を提供する都内飲食店等を「と

うきょう特産　食材使用店」として

登録（新規登録50店舗／

年）、島の農林水産物を使用し

た料理を提供する島しょ地域の飲

食店等を「東京 島じまん食材使

用店」として登録（新規登録10

店舗／年）

東京産農林水産物を使用した料

理を提供する都内飲食店等を「と

うきょう特産　食材使用店」として

登録（新規登録50店舗／

年）、島の農林水産物を使用し

た料理を提供する島しょ地域の飲

食店等を「東京 島じまん食材使

用店」として登録（新規登録10

店舗／年）

13-1 東京グリーンビズ 環境と調和した農業の推進 再掲

「東京都エコ農産物認証制度」及

び認証農産物のＰＲを実施、環

境保全型農業に取り組む農家に

対して国費と合わせて直接交付

金を支給、販売実態調査の実

施、認証農産物の安全・安心確

保のため生産履歴アプリを開発

「東京都エコ農産物認証制度」及

び認証農産物のＰＲを実施、環

境保全型農業に取り組む農家に

対して国費と合わせて直接交付

金を支給、取扱意向のある小売

店等でＰＲ販売の実施

「東京都エコ農産物認証制度」及

び認証農産物のＰＲを実施、環

境保全型農業に取り組む農家に

対して国費と合わせて直接交付

金を支給、取扱意向のある小売

店等でＰＲ販売の実施

「東京都エコ農産物認証制度」及

び認証農産物のＰＲを実施、取

扱意向のある小売店等でＰＲ販

売の実施

「東京都エコ農産物認証制度」及

び認証農産物のＰＲを実施、取

扱意向のある小売店等でＰＲ販

売の実施

「東京都エコ農産物認証制度」及

び認証農産物のＰＲを実施、取

扱意向のある小売店等でＰＲ販

売の実施
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

13-1 東京グリーンビズ 江戸東京野菜生産流通拡大・供給力強化 再掲
生産団体組織化支援、生産計

画・出荷規格検討等を実施

生産団体組織化支援、生産計

画・出荷規格検討　等

生産団体組織化支援、生産計

画・出荷規格検討等を実施

生産団体組織化支援、生産計

画・出荷規格検討　等

生産団体組織化支援、生産計

画・出荷規格検討　等

生産団体組織化支援、生産計

画・出荷規格検討　等

13-1 東京グリーンビズ 森林情報基盤整備 再掲

航空レーザ計測による森林資源

情報、森林計画関係情報、治山

情報等を共有し、効率的に情報

を更新するクラウドシステムを運用

し、継続的に情報を更新

航空レーザ計測による森林資源

情報、森林計画関係情報、治山

情報等を共有し、効率的に情報

を更新するクラウドシステムを運用

し、継続的に情報を更新

航空レーザ計測による森林資源

情報、森林計画関係情報、治山

情報等を共有し、効率的に情報

を更新するクラウドシステムを運用

し、継続的に情報を更新

航空レーザ計測による森林資源

情報、森林計画関係情報、治山

情報等を共有し、効率的に情報

を更新するクラウドシステムを運用

し、継続的に情報を更新

航空レーザ計測による森林資源

情報、森林計画関係情報、治山

情報等を共有し、効率的に情報

を更新するクラウドシステムを運用

し、継続的に情報を更新

事業効果を検証の上事業実施を

検討

13-1 東京グリーンビズ
林道整備促進（都施行）、林道整備促進（市町村

施行）
再掲

小規模零細な所有者の集約化

など市町村と連携して林道の開設

等の基盤整備を実施

・都施工　　　２路線

・市町村施工　２路線

小規模零細な所有者の集約化

など市町村と連携して林道の開設

等の基盤整備を実施

・都施工　　　３路線

・市町村施工　２路線

小規模零細な所有者の集約化

など市町村と連携して林道の開設

等の基盤整備を実施

・都施工　　　３路線

・市町村施工　２路線

小規模零細な所有者の集約化

など市町村と連携して林道の開設

等の基盤整備を実施

・都施工　　　３路線

・市町村施工　２路線

小規模零細な所有者の集約化

など市町村と連携して林道の開設

等の基盤整備を実施

・都施工　　　３路線

・市町村施工　２路線

小規模零細な所有者の集約化

など市町村と連携して林道の開設

等の基盤整備を実施

・都施工　　　３路線

・市町村施工　２路線

13-1 東京グリーンビズ
林道の高規格化（都施行）、林道の高規格化（市

町村施行）
再掲

老朽化した林道等について大型

車両や大型林業機械が使えるよ

うな高規格な林道へと整備

・都施工　　　１区間

・市町村施工　１区間

老朽化した林道等について大型

車両や大型林業機械が使えるよ

うな高規格な林道へと整備

・都施工　　　１区間

・市町村施工　０区間

老朽化した林道等について大型

車両や大型林業機械が使えるよ

うな高規格な林道へと整備

・都施工　　　１区間

・市町村施工　１区間

老朽化した林道等について大型

車両や大型林業機械が使えるよ

うな高規格な林道へと整備

・都施工　　　０区間

・市町村施工　１区間

老朽化した林道等について大型

車両や大型林業機械が使えるよ

うな高規格な林道へと整備

・都施工　　　２区間

・市町村施工　２区間

老朽化した林道等について大型

車両や大型林業機械が使えるよ

うな高規格な林道へと整備

・都施工　　　２区間

・市町村施工　２区間

13-1 東京グリーンビズ 木育活動の推進 再掲

教員等を対象としたセミナー及び

ツアーを実施、都内小学校を対象

に多摩産材の端材を提供し木

工・工作コンクールを開催、教材と

なる森林・林業についてのリーフ

レットを作成

教員等を対象とした木育体験プロ

グラムを実施、都内の学校を対象

に多摩産材等を副教材として提

供し木工・工作コンクールを開催

教員等を対象とした木育体験プロ

グラムを実施、都内の学校を対象

に多摩産材等を副教材として提

供し木工・工作コンクールを開催

教員等を対象とした木育体験プロ

グラムを実施、都内の学校を対象

に多摩産材等を副教材として提

供し木工・工作コンクールを開催

事業効果を検証の上事業実施を

検討

事業効果を検証の上事業実施を

検討

13-1 東京グリーンビズ 保育園等の木育活動を支援 再掲

保育園等による独自の木育活動

や多摩産材による内装木質化、

木製遊具・重機の導入を支援

保育園等による独自の木育活動

や多摩産材による内装木質化、

木製遊具・什器の導入を支援

保育園等による独自の木育活動

や多摩産材による内装木質化、

木製遊具・什器の導入を支援

保育園等による独自の木育活動

や多摩産材による内装木質化、

木製遊具・什器の導入を支援

事業効果を検証の上事業実施を

検討

事業効果を検証の上事業実施を

検討

13-1 東京グリーンビズ 林業経営体等への支援 再掲

林業経営体等に対し、経営拡

大・多角化に係る経費や、従業

員のキャリアアップや装備等の支給

に係る経費を助成

林業経営体等の経営基盤の強

化や、従業員の雇用の維持・安

定化を支援

林業経営体等の経営基盤の強

化や、従業員の雇用の維持・安

定化を支援

林業経営体等の経営基盤の強

化や、従業員の雇用の維持・安

定化を支援

事業効果を検証の上事業実施を

検討

事業効果を検証の上事業実施を

検討

13-1 東京グリーンビズ 林業技術者の確保・育成 再掲
新規就労者から高度技術者まで

の育成研修を実施

新規就労者から高度技術者まで

の育成研修を実施

新規就労者から高度技術者まで

の育成研修を実施

新規就労者から高度技術者まで

の育成研修を実施

事業効果を検証の上事業実施を

検討

事業効果を検証の上事業実施を

検討

13-1 東京グリーンビズ 伐採・搬出技術者の確保、育成 再掲

「東京トレーニングフォレスト」にお

いて伐採・搬出に関する専門的な

知識や技術を習得する伐採・搬

出研修を実施

「東京トレーニングフォレスト」にお

いて伐採・搬出に関する専門的な

知識や技術を習得する伐採・搬

出研修を実施

「東京トレーニングフォレスト」にお

いて伐採・搬出に関する専門的な

知識や技術を習得する伐採・搬

出研修を実施

「東京トレーニングフォレスト」にお

いて伐採・搬出に関する専門的な

知識や技術を習得する伐採・搬

出研修を実施

「東京トレーニングフォレスト」にお

いて伐採・搬出に関する専門的な

知識や技術を習得する伐採・搬

出研修を実施

「東京トレーニングフォレスト」にお

いて伐採・搬出に関する専門的な

知識や技術を習得する伐採・搬

出研修を実施

13-1 東京グリーンビズ 多摩産材情報センターの運営 再掲

多摩産材情報センターにおいて多

摩産材に関する情報を一元的に

管理し利用者と供給者のコーディ

ネートや積極的な情報提供を実

施

多摩産材情報センターにおいて多

摩産材に関する情報を一元的に

管理し利用者と供給者のコーディ

ネートや積極的な情報提供を実

施

多摩産材情報センターにおいて多

摩産材に関する情報を一元的に

管理し利用者と供給者のコーディ

ネートや積極的な情報提供を実

施

多摩産材情報センターにおいて多

摩産材に関する情報を一元的に

管理し利用者と供給者のコーディ

ネートや積極的な情報提供を実

施

事業効果を検証の上事業実施を

検討

事業効果を検証の上事業実施を

検討

13-1 東京グリーンビズ 区市町村の多摩産材利用を支援 再掲

市町村施設の多摩産材等を利

用した木造化や内装木質化、木

製什器導入等の整備を支援

市町村施設の多摩産材等を利

用した木造化や内装木質化、木

製什器導入等の整備を支援

市町村施設の多摩産材等を利

用した木造化や内装木質化、木

製什器導入等の整備を支援

市町村施設の多摩産材等を利

用した木造化や内装木質化、木

製什器導入等の整備を支援

市町村施設の多摩産材等を利

用した木造化や内装木質化、木

製什器導入等の整備を支援

事業効果を検証の上事業実施を

検討
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

13-1 東京グリーンビズ 公共施設における木質空間の創出 再掲

都関連施設及び都庁舎内におい

て多摩産材を活用した什器等を

整備

都関連施設及び都庁舎内におい

て多摩産材を活用した什器等を

整備

都関連施設及び都庁舎内におい

て多摩産材を活用した什器等を

整備

都関連施設及び都庁舎内におい

て多摩産材を活用した什器等を

整備

都関連施設及び都庁舎内におい

て多摩産材を活用した什器等を

整備

都関連施設及び都庁舎内におい

て多摩産材を活用した什器等を

整備

13-1 東京グリーンビズ 木の街並み創出 再掲
民間建築物の外壁や外構等の木

質化を促進

民間建築物の外壁や外構等の木

質化を促進

民間建築物の外壁や外構等の木

質化を促進

民間建築物の外壁や外構等の木

質化を促進

民間建築物の外壁や外構等の木

質化を促進

民間建築物の外壁や外構等の木

質化を促進

13-1 東京グリーンビズ 中大規模建築物の木造木質化を支援 再掲

中大規模建築物における設計・

施工業務の支援や、「多摩産材

等製品カタログ」のＷｅｂ化、建

築士への講習会等を実施

中大規模建築物における設計・

施工業務の支援や、建築士への

講習会等を実施

中大規模建築物における設計・

施工業務の支援や、建築士への

講習会等を実施

中大規模建築物における設計・

施工業務の支援や、建築士への

講習会等を実施

中大規模建築物における施工業

務の支援や、建築士への講習会

等を実施

中大規模建築物における設計・

施工業務の支援や、建築士への

講習会等を実施

13-1 東京グリーンビズ 木材製品展示商談会「モクコレ」の開催 再掲

日本各地と連携した木材製品展

示商談会「モクコレ」を2023年１

～２月に開催　開催数 １回／

年

日本各地と連携した木材製品展

示商談会「モクコレ」を開催　開催

数 １回／年

日本各地と連携した木材製品展

示商談会「モクコレ」を開催　開催

数 １回／年

日本各地と連携した木材製品展

示商談会「モクコレ」を開催　開催

数 １回／年

日本各地と連携した木材製品展

示商談会「モクコレ」を開催　開催

数 １回／年

事業効果を検証の上事業実施を

検討

13-1 東京グリーンビズ 魅力発信拠点「MOCTION」の運営 再掲

全国各地の木製品等を展示し国

産木材等の魅力を発信

・19県による自治体展示

・セミナーの実施等

全国各地の木製品等を展示し国

産木材等の魅力を発信

全国各地の木製品等を展示し国

産木材等の魅力を発信

・16県による自治体展示

・セミナーの実施等

全国各地の木製品等を展示し国

産木材等の魅力を発信

全国各地の木製品等を展示し国

産木材等の魅力を発信

事業効果を検証の上事業実施を

検討

13-1 東京グリーンビズ 木材製品展示商談会「JAPAN ReWOOD」の開催 再掲 - - 年１回開催 年１回開催 年１回開催 年１回開催

13-1 東京グリーンビズ
多摩産材情報発信拠点（多摩産材情報センター／

「TOKYO MOKUNAVI」）の運営
再掲 - - 多摩産材に関する情報発信 多摩産材に関する情報発信 多摩産材に関する情報発信 多摩産材に関する情報発信

13-1 東京グリーンビズ 森林資源を活用した魅力創出 再掲

多摩地域の森林の魅力を引き出

すため、森林資源を活かすための

景観伐採等を行う自治体へ支援

を実施

多摩地域の森林の魅力を引き出

すため、森林資源を活かすための

景観伐採等を行う自治体へ支援

を実施

多摩地域の森林の魅力を引き出

すため、森林資源を活かすための

景観伐採等を行う自治体へ支援

を実施

多摩地域の森林の魅力を引き出

すため、森林資源を活かすための

景観伐採等を行う自治体へ支援

を実施

事業効果を検証の上事業実施を

検討

事業効果を検証の上事業実施を

検討

13-1 東京グリーンビズ 林業機械化の促進 再掲

先進技術の活用による生産性の

向上等に向け事業者の林業機械

の購入・レンタルに係る経費を助

成

先進技術の活用による生産性の

向上等に向け事業者の林業機械

の購入・レンタルに係る経費を助

成

先進技術の活用による生産性の

向上等に向け事業者の林業機械

の購入・レンタルに係る経費を助

成

先進技術の活用による生産性の

向上等に向け事業者の林業機械

の購入・レンタルに係る経費を助

成

先進技術の活用による生産性の

向上等に向け事業者の林業機械

の購入・レンタルに係る経費を助

成

先進技術の活用による生産性の

向上等に向け事業者の林業機械

の購入・レンタルに係る経費を助

成

13-1 東京グリーンビズ 木材利用ポイント 再掲

基準を満たした戸建住宅を新築

した者に対し木材利用ポイントを

交付し、ポイントとの交換で東京の

特産物等を贈呈

基準を満たした戸建住宅を新築

した者及びリフォームを行った者に

対し東京の特産物等と交換でき

る木材利用ポイントを交付

基準を満たした戸建住宅を新築

した者及びリフォームを行った者に

対し東京の特産物等と交換でき

る木材利用ポイントを交付

基準を満たした戸建住宅を新築

した者及びリフォームを行った者に

対し東京の特産物等と交換でき

る木材利用ポイントを交付

基準を満たした戸建住宅を新築

した者及びリフォームを行った者に

対し東京の特産物等と交換でき

る木材利用ポイントを交付

基準を満たした戸建住宅を新築

した者及びリフォームを行った者に

対し東京の特産物等と交換でき

る木材利用ポイントを交付

13-1 東京グリーンビズ 森林認証取得の拡大 再掲

製材事業者、二次加工事業者

等の森林認証の取得及び維持・

更新に係る費用を補助

森林所有者、製材事業者、二次

加工事業者等の森林認証の取

得及び維持・更新に係る費用を

補助

森林所有者、製材事業者、二次

加工事業者等の森林認証の取

得及び維持・更新に係る費用を

補助

森林所有者、製材事業者、二次

加工事業者等の森林認証の取

得及び維持・更新に係る費用を

補助

森林所有者、製材事業者、二次

加工事業者等の森林認証の取

得及び維持・更新に係る費用を

補助

森林所有者、製材事業者、二次

加工事業者等の森林認証の取

得及び維持・更新に係る費用を

補助

13-1 東京グリーンビズ 林業先進技術の活用 再掲

林業先進技術の検証調査・導入

実証を実施、先進技術を導入す

るための林業機械等の開発経費

を補助

森林経営の収益性向上のためデ

ジタル技術を活用したシステムや

先進技術の検証調査・導入実証

を実施、先進技術を導入した林

業機械等の開発経費を補助

森林経営の収益性向上のためデ

ジタル技術を活用したシステムや

先進技術の検証調査・導入実証

及び先進技術による林業機械の

導入を実施

森林経営の収益性向上のためデ

ジタル技術を活用したシステムや

先進技術の検証調査・導入実証

を実施、先進技術を導入した林

業機械等の開発経費を補助

森林経営の収益性向上のためデ

ジタル技術を活用したシステムや

先進技術の導入実証を実施、先

進技術を導入した林業機械等の

開発経費を補助

森林経営の収益性向上のためデ

ジタル技術を活用したシステムや

先進技術の導入実証を実施、先

進技術を導入した林業機械等の

開発経費を補助
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

13-1 東京グリーンビズ 公募による東京農林水産の魅力発信 再掲

企業や業界ならではの訴求効果

が高い企画を公募し今までにない

新たな手法で東京の農林水産物

の魅力を発信　３事業／2022

～2023年度

企業や業界ならではの訴求効果

が高い企画を公募し今までにない

新たな手法で東京の農林水産物

の魅力を発信　３事業／2022

～2023年度

企業や業界ならではの訴求効果

が高い企画を公募し今までにない

新たな手法で東京の農林水産物

の魅力を発信　３事業

（2023年度終了）

- - -

13-1 東京グリーンビズ 東京産食材PR動画の制作・発信 再掲

ＰＲ番組（第１期シリーズ(５

話））を配信するとともに、ＳＮ

Ｓを活用したクロスメディアの手法

を用いたＰＲ活動を展開

ＰＲ番組（第２期シリーズ(５

話））を配信するとともに、ＳＮ

Ｓを活用したクロスメディアの手法

を用いたＰＲ活動を展開

ＰＲ番組（第２期シリーズ(５

話））を配信するとともに、ＳＮ

Ｓを活用したクロスメディアの手法

を用いたＰＲ活動を展開

（2023年度終了）

- - -

13-1 東京グリーンビズ 都内産農産物の認証取得・維持経費補助 再掲 新規認証取得・認証更新を支援 新規認証取得・認証更新を支援 新規認証取得・認証更新を支援 新規認証取得・認証更新を支援 新規認証取得・認証更新を支援 新規認証取得・認証更新を支援

13-1 東京グリーンビズ 中食業者による東京産食材PR 再掲

都心部を中心にテイクアウト店の

東京産食材の購入費用を補助

（5店舗）

都心部を中心にテイクアウト店の

東京産食材の購入費用を補助

（100店舗程度）

都心部を中心にテイクアウト店の

東京産食材の購入費用を補助

（12店舗）

都心部を中心にテイクアウト店の

東京産食材の購入費用を補助

（100店舗程度）

効果検証の上事業実施を検討 効果検証の上事業実施を検討

13-1 東京グリーンビズ 島しょ地域でのスマート農業の実装 再掲 施設整備、実現性調査の実施
栽培実証・モデル構築、実施設

計

栽培実証・モデル構築、実施設

計

普及に向けた検討、牧野管理シ

ステム整備
普及に向けた検討 普及に向けた検討

13-1 東京グリーンビズ ＤＸによる農業基盤の防災力強化 再掲

かんがい施設の水源であるため池

や貯水槽等を遠隔で監視するカメ

ラ及び水位計、遠隔で取水を制

御できるストップバルブ等を整備

かんがい施設の水源であるため池

や貯水槽等を遠隔で監視するカメ

ラ及び水位計、遠隔で取水を制

御できるストップバルブ等を整備

かんがい施設の水源であるため池

や貯水槽等を遠隔で監視するカメ

ラ及び水位計、遠隔で取水を制

御できるストップバルブ等を整備

かんがい施設の水源であるため池

や貯水槽等を遠隔で監視するカメ

ラ及び水位計、遠隔で取水を制

御できるストップバルブ等を整備

効果検証の上事業実施を検討 効果検証の上事業実施を検討

13-1 東京グリーンビズ 東京産ブランド農産物の育成支援 再掲

都オリジナル品種のブランド化検

討会を開催し、ＰＲの一環として

新品種の現地実証試験・試験出

荷による実証等を行った。

生産者団体及び都関係機関等

で構成する東京産農産物魅力向

上協議会の設置・運営、産地形

成・生産拡大のための生産支援、

品目・生産量に応じたＰＲを実

施

生産者団体及び都関係機関等

で構成する東京産農産物魅力向

上協議会を開催し、産地形成・

生産拡大のための生産支援する

品目として、えだまめ、キウイフルー

ツ（東京ゴールド）、東京うどを

決定した。各品目の生産者団体

等とともにブランド化の方向性を検

討するワーキンググループを設置

し、検討を進めた。

生産者団体及び都関係機関等

で構成する東京産農産物魅力向

上協議会の運営、産地形成・生

産拡大のための生産支援、品目・

生産量に応じたＰＲを実施

生産者団体及び都関係機関等

で構成する東京産農産物魅力向

上協議会の運営、産地形成・生

産拡大のための生産支援、品目・

生産量に応じたＰＲを実施

（2025年度終了）

-

13-1 東京グリーンビズ 農林水産物の相互PR 再掲
新潟県と協定を締結し、東京産

食材フェアを３回実施した。

東京都産の農林水産物PR販売

イベントを新潟県の催事場等で開

催　３回／年

東京都産の農林水産物PR販売

イベントを新潟県の催事場等で開

催　３回／年

東京都産の農林水産物PR販売

イベントを新潟県の催事場等で開

催　３回／年

事業効果を検証の上実施を検討 事業効果を検証の上実施を検討

13-1 東京グリーンビズ
東京都GAP認証制度の推進、東京都GAP認証取得

に向けた環境整備を支援
再掲

認証者の増加、認証農産物の販

路拡大、認証農産物の流通拡

大、認証取得、認証維持に必要

な施設等の整備、東京都ＧＡＰ

認証制度の改定

認証取得・維持に必要な施設等

の整備を支援、認証者増加に向

けたセミナー等を開催、認証者の

販路開拓支援、認証制度のPR

により認証農産物の流通拡大

認証取得・維持に必要な施設等

の整備を支援、認証者増加に向

けたセミナー等を開催、認証者の

販路開拓支援、認証制度のPR

により認証農産物の流通拡大

認証取得・維持に必要な施設等

の整備を支援、認証者増加に向

けたセミナー等を開催、認証者の

販路開拓支援、認証制度のPR

により認証農産物の流通拡大

認証取得・維持に必要な施設等

の整備を支援、認証者増加に向

けたセミナー等を開催、認証者の

販路開拓支援、認証制度のPR

により認証農産物の流通拡大

認証取得・維持に必要な施設等

の整備を支援、認証者増加に向

けたセミナー等を開催、認証者の

販路開拓支援、認証制度のPR

により認証農産物の流通拡大

13-1 東京グリーンビズ 東京産食材の流通促進 再掲

東京産食材の集配送サービスの

運用、都内流通業者実態調査の

実施、都心部にある百貨店での

東京産農産物販売コーナー設置

東京産農産物を仕入れて複数の

都内小売店や飲食店等に納品

する流通事業者の取組に係る費

用を補助

東京産農産物を仕入れて複数の

都内小売店や飲食店等に納品

する流通事業者の取組に係る費

用を補助

東京産農産物を仕入れて複数の

都内小売店や飲食店等に納品

する流通事業者の取組に係る費

用を補助

東京産農産物を仕入れて複数の

都内小売店や飲食店等に納品

する流通事業者の取組に係る費

用を補助

東京産農産物を仕入れて複数の

都内小売店や飲食店等に納品

する流通事業者の取組に係る費

用を補助
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

13-1 東京グリーンビズ 国内産農水産物の輸出促進 再掲 -

都内産等農水産物の輸出に向け

た海外における販売促進イベント

（３回／年）や、在日大使館へ

のＰＲ（２回／年）を実施

都内産等農水産物の輸出に向け

た海外における販売促進イベント

（３回／年）や、在日大使館へ

のＰＲ（3回／年）を実施

海外販路開拓にかかる調査を実

施

都内産等農水産物の輸出に向け

た海外における販売促進イベント

（３回／年）や、在日大使館へ

のＰＲ（２回／年）を実施

都内産等農水産物の輸出に向け

た海外における販売促進イベント

（３回／年）や、在日大使館へ

のＰＲ（２回／年）を実施

都内産等農水産物の輸出に向け

た海外における販売促進イベント

（３回／年）や、在日大使館へ

のＰＲ（２回／年）を実施

13-1 東京グリーンビズ 大消費地の強みを活かしたブランド化・販路開拓 再掲 - - -
ブランド化コンサルや販路開拓アド

バイザーを派遣し、ブランド化に向

けた一体的な支援を実施

ブランド化コンサルや販路開拓アド

バイザーを派遣し、ブランド化に向

けた一体的な支援を実施

ブランド化コンサルや販路開拓アド

バイザーを派遣し、ブランド化に向

けた一体的な支援を実施

13-1 東京グリーンビズ 東京の森を活性化 再掲 - - - 自治体による森林整備を支援 自治体による森林整備を支援 自治体による森林整備を支援

13-1 東京グリーンビズ 農地を活用した食育の推進 再掲 - - -
東京産農産物の販売や食育に関

するワークショップ、収穫体験等

東京産農産物の販売や食育に関

するワークショップ、収穫体験等

東京産農産物の販売や食育に関

するワークショップ、収穫体験等

13-1 東京グリーンビズ
東京型スマート農業技術の研究開発と実装・普及の推

進
再掲 - - -

オープンラボを開設し東京型スマー

ト農業の現地実装を進めるととも

に、生産技術、マーケティング手

法・受発注情報、次世代通信技

術を活用した栽培支援技術の研

究開発を実施

オープンラボを開設し東京型スマー

ト農業の現地実装を進めるととも

に、生産技術、マーケティング手

法・受発注情報、次世代通信技

術を活用した栽培支援技術の研

究開発を実施

オープンラボを開設し東京型スマー

ト農業の現地実装を進めるととも

に、生産技術、マーケティング手

法・受発注情報、次世代通信技

術を活用した栽培支援技術の研

究開発を実施

13-1 東京グリーンビズ 東京産農産物の情報発信拠点整備・運営 再掲 - - -
都心に東京産農産物のＰＲコー

ナーを設置し、情報発信・ＰＲ販

売を実施

都心に東京産農産物のＰＲコー

ナーを設置し、情報発信・ＰＲ販

売を実施

都心に東京産農産物のＰＲコー

ナーを設置し、情報発信・ＰＲ販

売を実施

13-1 東京グリーンビズ 都有林の整備 再掲 - - -
人工林伐採、ヘリ集材による木材

搬出

人工林伐採、ヘリ集材による木材

搬出

植栽、シカ柵設置、下刈り等保

育

人工林伐採、ヘリ集材による木材

搬出

植栽、シカ柵設置、下刈り等保

育

13-1 東京グリーンビズ シカ害造林地対策 再掲

多摩地域の森林へのシカ被害軽

減のため、シカ害造林地対策を実

施

多摩地域の森林へのシカ被害軽

減のため、シカ害造林地対策を実

施

多摩地域の森林へのシカ被害軽

減のため、シカ害造林地対策を実

施

多摩地域の森林へのシカ被害軽

減のため、シカ害造林地対策を実

施

多摩地域の森林へのシカ被害軽

減のため、シカ害造林地対策を実

施

事業効果を検証の上事業実施を

検討

13-1 東京グリーンビズ 東京の森の活用発信 再掲 - - -
森林環境譲与税活用シンポジウ

ム、東京の森に関する体験型イベ

ントの開催

事業効果を検証の上事業実施を

検討

事業効果を検証の上事業実施を

検討

13-1 東京グリーンビズ 東京産農産物の学校給食活用促進 再掲 - - -

東京産食材のレシピコンテストの

開催、小学校栄養士セミナーの

開催、学校給食に取り組む農業

者への農業機械等導入支援

東京産食材のレシピコンテストの

開催、小学校栄養士セミナーの

開催、学校給食に取り組む農業

者への農業機械等導入支援

東京産食材のレシピコンテストの

開催、小学校栄養士セミナーの

開催、学校給食に取り組む農業

者への農業機械等導入支援

13-1 東京グリーンビズ 地理情報システムを活用した島しょ農業基盤DX推進 再掲 - - -
島しょ地域において、農業基盤施

設に関する位置情報をGISデータ

化し活用

島しょ地域において、農業基盤施

設に関する位置情報をGISデータ

化し活用

島しょ地域において、農業基盤施

設に関する位置情報をGISデータ

化し活用

13-1 東京グリーンビズ 「とうきょうの木」ブランド推進 再掲 - - -
「とうきょうの木」の広報・PR、多摩

産材認証制度の強化

「とうきょうの木」の広報・PR、多摩

産材認証制度の強化

「とうきょうの木」の広報・PR、多摩

産材認証制度の強化

13-1 東京グリーンビズ 肥料コスト低減緊急対策 再掲
土壌診断により必要な肥料使用

量を算出し農業者へ指導

土壌診断により必要な肥料使用

量を算出し農業者へ指導

土壌診断により必要な肥料使用

量を算出し農業者へ指導

土壌診断により必要な肥料使用

量を算出し農業者へ指導

土壌診断により必要な肥料使用

量を算出し農業者へ指導

土壌診断により必要な肥料使用

量を算出し農業者へ指導
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画
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2023年度
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ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

13-1 東京グリーンビズ 堆肥の利用促進 再掲

施肥コストの低減と環境負荷の軽

減に向け、農業団体が実施した

土壌診断により適切な施肥指導

を受けた農業者に対し堆肥等の

化学肥料の代替資材の購入経

費の一部を支援

施肥コストの低減と環境負荷の軽

減に向け、農業団体が実施した

土壌診断により適切な施肥指導

を受けた農業者に対し堆肥等の

化学肥料の代替資材の購入経

費の一部を支援

施肥コストの低減と環境負荷の軽

減に向け、農業団体が実施した

土壌診断により適切な施肥指導

を受けた農業者に対し堆肥等の

化学肥料の代替資材の購入経

費の一部を支援

（2023年度終了）

- - -

13-1 東京グリーンビズ ハクビシン等、中型獣による被害防止対策の推進 再掲
防除施設の導入支援、捕獲等の

経費を補助

防除施設の導入支援、捕獲等の

経費を補助

防除施設の導入支援、捕獲等の

経費を補助

防除施設の導入支援、捕獲等の

経費を補助

防除施設の導入支援、捕獲等の

経費を補助

防除施設の導入支援、捕獲等の

経費を補助

13-1 東京グリーンビズ 農業者等出産・育児期支援 再掲 -

農業者が安心して出産・育児等

に専念できるよう代替人材の派遣

に必要な経費の一部を補助

農業者が安心して出産・育児等

に専念できるよう代替人材の派遣

に必要な経費の一部を補助

農業者が安心して出産・育児等

に専念できるよう代替人材の派遣

に必要な経費の一部を補助

農業者が安心して出産・育児等

に専念できるよう代替人材の派遣

に必要な経費の一部を補助

農業者が安心して出産・育児等

に専念できるよう代替人材の派遣

に必要な経費の一部を補助

13-1 東京グリーンビズ 雇用就農の促進 再掲 -

農業参入希望企業に対する相談

体制の構築や、雇用就農に係る

経費の助成、営農開始のための

基盤整備及び施設整備費用の

補助を実施

農業参入希望企業に対する相談

体制の構築や、雇用就農に係る

経費の助成、営農開始のための

基盤整備及び施設整備費用の

補助を実施

農業参入希望企業に対する相談

体制の構築や、雇用就農に係る

経費の助成、営農開始のための

基盤整備及び施設整備費用の

補助を実施

農業参入希望企業に対する相談

体制の構築や、雇用就農に係る

経費の助成、営農開始のための

基盤整備及び施設整備費用の

補助を実施

農業参入希望企業に対する相談

体制の構築や、雇用就農に係る

経費の助成、営農開始のための

基盤整備及び施設整備費用の

補助を実施

13-1 東京グリーンビズ
島しょ地域の農業の担い手の確保・協働組織の経営力

強化
再掲 ー

・担い手確保体制強化のための

調査

・組織経営力の強化

・担い手確保体制強化のための

調査

・組織経営力の強化

・担い手確保体制強化のための

調査

・組織経営力の強化

・担い手確保体制強化のための

調査

・組織経営力の強化

・担い手確保体制強化のための

調査

・組織経営力の強化

13-1 東京グリーンビズ 農作物獣害防止地域リーダー養成 再掲 - - -

都内（山間部を除く）で発生す

る獣種（中型野生獣）の生態を

理解し、侵入防止施設を自ら設

置する講座の開設

都内（山間部を除く）で発生す

る獣種（中型野生獣）の生態を

理解し、侵入防止施設を自ら設

置する講座の運営

都内（山間部を除く）で発生す

る獣種（中型野生獣）の生態を

理解し、侵入防止施設を自ら設

置する講座の運営

13-1 東京グリーンビズ 有機質肥料利用促進 再掲 - - -
堆肥や緑肥等の有機質肥料の利

用や機械化による利用促進を加

速化

堆肥や緑肥等の有機質肥料の利

用や機械化による利用促進を加

速化

堆肥や緑肥等の有機質肥料の利

用や機械化による利用促進を加

速化

13-1 東京グリーンビズ 水源林の保全作業 再掲 611ha 作業実施　600ha 作業実施　612ha 作業実施　600ha 作業実施　600ha
計画的に水源林の保全作業を実

施

13-1 東京グリーンビズ 地域の教育資源（森林・林業）を活用した教育 再掲
実施校2校指定、参加生徒数

95名

実施校2校指定、参加生徒数

85名以上

実施校2校指定、参加生徒数

75名

実施校2校指定、参加生徒数

90名以上

実施校2校指定、参加生徒数

90名以上

実施校2校指定、参加生徒数

90名以上

13-2 まちづくりの機会を捉えた水辺再生プロジェクト 水辺の拠点における重点的な施策展開等

にぎわい誘導エリアにおける利活

用促進・水辺整備、

「隅田川等における未来に向けた

水辺整備のあり方（素案）」のと

りまとめ、新たな水辺のにぎわい創

出に向けた候補地・動線強化エリ

アの検討（隅田川上流部等）

にぎわい誘導エリアにおける利活

用促進・水辺整備、新たな水辺

の拠点整備に向けた関係者調整

等、隅田川を中心とした事業展

開に向けた検討等

「隅田川等における未来に向けた

水辺整備のあり方」のとりまとめ、

具体的な水辺の動線強化や拠

点整備に向けた検討

水辺の拠点における利活用促

進・水辺整備、水辺のエリアマネジ

メント導入に向けた取組等

水辺の拠点における利活用促

進・水辺整備、水辺のエリアマネジ

メント導入に向けた取組等

（2023～2026）

築地地区まちづくり事業に合わせ

た水辺整備

（2024～2026）

水辺の拠点における利活用促

進・水辺整備、水辺のエリアマネジ

メント導入に向けた取組等

（2023～2026）

築地地区まちづくり事業に合わせ

た水辺整備

（2024～2026）

水辺の拠点における利活用促

進・水辺整備、水辺のエリアマネジ

メント導入に向けた取組等

（2023～2026）

築地地区まちづくり事業に合わせ

た水辺整備

（2024～2026）

13-2 まちづくりの機会を捉えた水辺再生プロジェクト 隅田川テラスの開放 （テラス修景済延長） 0.6km 2.2km（2022～2025） 1.1km 2.7km（2024～2026） 2.7km（2024～2026） 2.7km（2024～2026）

13-2 まちづくりの機会を捉えた水辺再生プロジェクト 河川空間のオープン化（特例占用の適用）
かわてらすやオープンカフェ等の民

間による水辺利用促進

かわてらすやオープンカフェ等の民

間による水辺利用促進

かわてらすやオープンカフェ等の民

間による水辺利用促進

かわてらすやオープンカフェ等の民

間による水辺利用促進

かわてらすやオープンカフェ等の民

間による水辺利用促進

かわてらすやオープンカフェ等の民

間による水辺利用促進
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

13-2 まちづくりの機会を捉えた水辺再生プロジェクト 水辺の歩行者等ネットワーク形成 再掲 工事

旧晴海鉄道橋の遊歩道化等によ

る、魅力的な水辺の歩行者ネット

ワーク形成を推進

旧晴海鉄道橋の遊歩道化等によ

る、魅力的な水辺の歩行者ネット

ワーク形成を推進

旧晴海鉄道橋の遊歩道化等によ

る、魅力的な水辺の歩行者ネット

ワーク形成を推進

旧晴海鉄道橋の遊歩道化等によ

る、魅力的な水辺の歩行者ネット

ワーク形成を推進
-

13-2 まちづくりの機会を捉えた水辺再生プロジェクト 水辺の動線強化

テラス連続化：整備推進、

スロープ設置：１箇所、

テラス照明：0.4km

テラス連続化：累計１橋

（2022～2023）、

スロープ設置：累計4箇所

（2022～2025）、

テラス照明：累計0.9km

（2022～2025）

テラス連続化：１橋、

テラス照明：0.4km

スロープ設置：累計4箇所

（2024～2026）、

テラス照明：累計0.2km

（2024～2026）、

隅田川下流域の拡充と上流域へ

の展開

スロープ設置：累計4箇所

（2024～2026）、

テラス照明：累計0.2km

（2024～2026）、

隅田川下流域の拡充と上流域へ

の展開

スロープ設置：累計4箇所

（2024～2026）、

テラス照明：累計0.2km

（2024～2026）、

隅田川下流域の拡充と上流域へ

の展開

13-2 まちづくりの機会を捉えた水辺再生プロジェクト 舟運の活性化 再掲

舟運の幅広い活用に関する検

討、舟旅通勤第二弾・企画便の

実施、船着場の整備・開放・DＸ

の推進、案内サインの充実、バリア

フリー化等

交通手段としての航路の実装に

向けた検討・支援、企画便の実

施、船着場の新規開放・ＤＸの

推進、案内サインの充実、バリアフ

リー化等

交通手段としての航路の実装に

向けた検討・支援、企画便の実

施、船着場の整備・ＤＸの推進、

案内サインの充実、バリアフリー化

等

交通手段としての航路の実装及

び定着に向けた検討・支援、企画

便の実施や船着場の整備・開

放、ＤＸの活用等による利便性・

認知度向上

交通手段としての航路の定着に

向けた検討・支援、船着場の整

備・開放、ＤＸの活用等による利

便性・認知度向上

交通手段としての航路の定着に

向けた検討・支援、船着場の整

備・開放、ＤＸの活用等による利

便性・認知度向上

13-2 まちづくりの機会を捉えた水辺再生プロジェクト 東京国際クルーズターミナルと舟運の連携強化 再掲

新規船着場の実施設計、既存船

着場等の解体設計、青海客船

ターミナルの解体設計

新規船着場の整備工事、青海客

船ターミナルの解体工事、クルーズ

乗船客輸送（企画便の運航）

新規船着場の整備工事・青海客

船ターミナルの解体工事（2023

～2025）、クルーズ乗船客輸送

（企画便の運航）

新規船着場の整備工事、既存船

着場等の撤去工事、青海客船

ターミナル解体工事

船着場の供用開始、既存船着場

等の撤去工事、青海客船ターミナ

ル解体工事
-

13-2 まちづくりの機会を捉えた水辺再生プロジェクト 日の出ふ頭船客待合所再整備 再掲 事業者の公募準備 事業者の公募準備・公募 事業者の公募準備 事業者の公募準備・公募・選定 設計 工事

13-2 まちづくりの機会を捉えた水辺再生プロジェクト 日本橋周辺のまちづくり（日本橋一丁目中地区他） 再掲

日本橋一丁目中地区：工事

日本橋室町一丁目地区：組合

設立

日本橋一丁目１・２番地区：

都市計画決定

日本橋一丁目中地区：工事

日本橋室町一丁目地区：権利

変換手続

八重洲一丁目北地区：権利変

換手続、着工

日本橋一丁目東地区：組合設

立

日本橋一丁目１・２番地区：

組合設立

日本橋一丁目中地区：工事

八重洲一丁目北地区：権利変

換手続

日本橋一丁目中地区：工事

日本橋室町一丁目地区：権利

変換手続、着工

八重洲一丁目北地区：工事

日本橋一丁目東地区：権利変

換手続、着工

日本橋一丁目中地区：竣工

日本橋室町一丁目地区：工事

八重洲一丁目北地区：工事

日本橋一丁目東地区：工事

日本橋一丁目１・２番地区：

権利変換手続

日本橋室町一丁目地区：工事

八重洲一丁目北地区：工事

日本橋一丁目東地区：工事

13-2 まちづくりの機会を捉えた水辺再生プロジェクト 水辺に顔を向けた日本橋川周辺のまちづくり

日本橋再開発と連携し、日本橋

川周辺の水辺空間のにぎわい創

出誘導

日本橋再開発と連携し、日本橋

川周辺の水辺空間のにぎわい創

出誘導

今後のまちづくりのあり方検討に必

要となる既往の水質調査や事例

等の収集・整理

親水空間づくり及び河川環境改

善などに関する検討内容をとりまと

め

関係局が連携し、親水空間づくり

及び河川環境改善に向けた取組

を実施

関係局が連携し、親水空間づくり

及び河川環境改善に向けた取組

を実施

13-2 まちづくりの機会を捉えた水辺再生プロジェクト 晴海五丁目西地区（選手村跡地）の再開発

基盤整備工事、特建者工事

（板状棟・商業棟改修、タワー棟

建設）

基盤整備工事、特建者工事（タ

ワー棟建設）、特建者工事（板

状棟・商業棟改修）完了、入居

開始

基盤整備工事、特建者工事（タ

ワー棟建設）、特建者工事（板

状棟・商業棟改修）完了、入居

開始

まちびらき、基盤整備工事、特建

者工事（タワー棟建設）

基盤整備工事完了、特建者工

事（タワー棟建設）完了
－

13-2 まちづくりの機会を捉えた水辺再生プロジェクト
晴海五丁目西地区における水素の活用など環境先進

都市のモデルとなるまちの実現
再掲

水素ステーション工事着手、水素

パイプライン工事完了

水素ステーション工事完了、供用

開始

水素ステーション工事完了、供用

開始

水素ステーションにおける水素の車

両供給及びパイプラインによる水

素の街区供給を実施

水素ステーションにおける水素の車

両供給及びパイプラインによる水

素の街区供給を継続

水素ステーションにおける水素の車

両供給及びパイプラインによる水

素の街区供給を継続

13-2 まちづくりの機会を捉えた水辺再生プロジェクト
晴海五丁目西地区におけるマルチモビリティステーション・

船着場の供用

マルチモビリティステーション整備工

事、船着場整備工事着手

マルチモビリティステーション整備工

事完了、船着場整備工事完了

マルチモビリティステーション整備工

事完了、船着場整備工事完了

（2023年度で終了）
- - -

13-2 まちづくりの機会を捉えた水辺再生プロジェクト 計画的な河川しゅんせつ（対象８河川）
隅田川等において計画的な河川

のしゅんせつを実施

隅田川等において計画的な河川

のしゅんせつを実施

隅田川等において計画的な河川

のしゅんせつを実施

隅田川等において計画的な河川

のしゅんせつを実施

隅田川等において計画的な河川

のしゅんせつを実施

隅田川等において計画的な河川

のしゅんせつを実施
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

13-2 まちづくりの機会を捉えた水辺再生プロジェクト 東京港の水質環境改善に資する汚泥しゅんせつ 計画調査 計画調査 計画調査 事業計画案作成 事業計画策定 汚泥しゅんせつの実施

13-2 まちづくりの機会を捉えた水辺再生プロジェクト 外濠の水質改善暫定対策

暫定対策の検討及び効果検証

等、地元区への技術的支援の実

施

暫定対策の検討及び効果検証

等、地元区への技術的支援の実

施

暫定対策の検討及び効果検証

等、地元区への技術的支援の実

施

暫定対策の検討及び効果検証

等、地元区への技術的支援の実

施

暫定対策の実施及び地元区への

技術的支援の実施

暫定対策の実施及び地元区への

技術的支援の実施

13-2 まちづくりの機会を捉えた水辺再生プロジェクト 地元区等と連携した水質改善
地元区等と連携し、水質改善の

取組を継続的に実施

地元区等と連携し、水質改善の

取組を継続的に実施

地元区等と連携し、水質改善の

取組を継続的に実施

地元区等と連携し、水質改善の

取組を継続的に実施

地元区等と連携し、水質改善の

取組を継続的に実施

地元区等と連携し、水質改善の

取組を継続的に実施

13-3 外濠浄化プロジェクト 人々が憩う外濠の水辺再生

基本計画策定、導水に向け必要

となる施設の基本設計・既存施

設の活用検討など

導水に向け必要となる施設の基

本設計・既存施設の活用設計な

ど

導水に向け必要となる施設の基

本設計・既存施設の活用設計な

ど

導水に向け必要となる施設の基

本設計・詳細設計など

導水に向け必要となる施設の基

本設計・詳細設計・工事施工な

ど

導水に向け必要となる施設の基

本設計・詳細設計・工事施工な

ど

13-3 外濠浄化プロジェクト 多摩川からの通水の可能性の展望
玉川上水の構造物健全度調査

等

玉川上水の構造物健全度調査

等

玉川上水の構造物健全度調査

等

玉川上水の構造物健全度調査

等

玉川上水の構造物健全度調査

等

玉川上水の構造物健全度調査

等

13-3 外濠浄化プロジェクト 外濠の水質改善暫定対策 再掲

暫定対策の検討及び効果検証

等、地元区への技術的支援の実

施

暫定対策の検討及び効果検証

等、地元区への技術的支援の実

施

暫定対策の検討及び効果検証

等、地元区への技術的支援の実

施

暫定対策の検討及び効果検証

等、地元区への技術的支援の実

施

暫定対策の実施及び地元区への

技術的支援の実施

暫定対策の実施及び地元区への

技術的支援の実施

13-3 外濠浄化プロジェクト
雨水流入対策＜降雨初期の特に汚れた下水を貯留す

る施設等の整備＞
再掲 ０万m3（累計150万m3） 20万m3（累計170万m3） 20万m3（累計170万m3） ０万m3（累計170万m3） ５万m3（累計175万m3） 0万m3（累計175万m3）

13-4 安全でおいしい水の安定供給と良好な水循環プロジェクト 水源林の保全作業 611ha 作業実施　600ha 作業実施　612ha 作業実施　600ha 作業実施　600ha
計画的に水源林の保全作業を実

施

13-4 安全でおいしい水の安定供給と良好な水循環プロジェクト 葛西海浜公園におけるビジターセンターの整備 設計 設計 設計 工事 工事 -

13-4 安全でおいしい水の安定供給と良好な水循環プロジェクト 干潟の保全・利活用の普及啓発活動 イベント実施・情報発信 イベント実施・情報発信 イベント実施・情報発信 イベント実施・情報発信 イベント実施・情報発信 イベント実施・情報発信

13-4 安全でおいしい水の安定供給と良好な水循環プロジェクト 干潟における定期的なモニタリング調査の実施 調査・維持補修 調査・維持補修 調査・維持補修 調査・維持補修 調査・維持補修 調査・維持補修

13-4 安全でおいしい水の安定供給と良好な水循環プロジェクト 浄水場等の初期点検、補修工事
浄水場・給水所等の初期点検を

実施

・浄水場・給水所等の初期点検

を実施

・補修工事を順次実施

・浄水場・給水所等で初期点検

を実施

・浄水場で補修工事に向けた調

査委託を実施

【詳細点検】

・区部給水所

・多摩地区の浄水所、給水所等

【補修工事】

・区部浄水場、給水所

・多摩地区の浄水所、給水所等

【詳細点検】

・区部給水所

・多摩地区の浄水所、給水所等

【補修工事】

・区部浄水場、給水所

・多摩地区の浄水所、給水所等

【詳細点検】

・区部給水所

・多摩地区の浄水所、給水所等

【補修工事】

・区部浄水場、給水所

・多摩地区の浄水所、給水所等

13-4 安全でおいしい水の安定供給と良好な水循環プロジェクト 境浄水場再構築 施工 施工 施工 施工 施工 施工

13-4 安全でおいしい水の安定供給と良好な水循環プロジェクト
下水道施設の第一期再構築エリア（都心４処理区）

の枝線再構築

702ha/年  （累計

11,524ha）
取組推進700ha/年

669ha/年  （累計

12,193ha）
取組推進700ha/年 取組推進700ha/年 取組推進700ha/年

13-4 安全でおいしい水の安定供給と良好な水循環プロジェクト
インフラの老朽化対策（下水道管・水再生センター等の

再構築）

アセットマネジメント手法を活用し、

再構築を推進

・幹線再構築（区部）7.6km

・主要設備の再構築　156台

アセットマネジメント手法を活用し、

再構築を推進

・幹線再構築（区部）7km

・主要設備の再構築　140台

アセットマネジメント手法を活用し、

再構築を推進

・幹線再構築（区部）7.9km/

年（累計110㎞）

・主要設備の再構築　121台/年

（累計2,883台）

アセットマネジメント手法を活用し、

再構築を推進

・幹線再構築（区部）7km

・主要設備の再構築　56台

アセットマネジメント手法を活用し、

再構築を推進

・幹線再構築（区部）7km

・主要設備の再構築　66台

アセットマネジメント手法を活用し、

再構築を推進

・幹線再構築（区部）7km

・主要設備の再構築　101台
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

13-4 安全でおいしい水の安定供給と良好な水循環プロジェクト
導水施設の二重化により、災害や事故時、更新工事等

の際のバックアップ機能を確保

・施工（東村山境線（仮

称））

・調査・設計（上流部浄水場

（仮称）関連導水管、第二朝

霞引入水路（仮称））

・施工（東村山境線（仮

称））

・調査・設計（上流部浄水場

（仮称）関連導水管、第二朝

霞引入水路（仮称））

・施工（東村山境線（仮

称））

・調査・設計（上流部浄水場

（仮称）関連導水管、第二朝

霞引入水路（仮称））

・施工（東村山境線（仮称）、

上流部浄水場（仮称）関連導

水管、第二朝霞引入水路（仮

称））

・調査・設計（第二三園導水管

（仮称））

・施工（東村山境線（仮称）、

上流部浄水場（仮称）関連導

水管、第二朝霞引入水路（仮

称））

・調査・設計（第二三園導水管

（仮称））

・施工（東村山境線（仮称）、

上流部浄水場（仮称）関連導

水管、第二朝霞引入水路（仮

称））

・調査・設計（第二三園導水管

（仮称））

13-4 安全でおいしい水の安定供給と良好な水循環プロジェクト
送水管のネットワーク化により他系統からのバックアップ機

能を確保

１施設整備完了（多摩南北幹

線）

１施設整備完了（第二朝霞上

井草線（仮称））

・整備完了（第二朝霞上井草

線（仮称））

・調査・設計（新城南幹線（仮

称）、上流部浄水場（仮称）

関連送水管、境浄水場関連送

水管、新青山線（仮称）等）

・施工（新城南幹線（仮称）,

上流部浄水場（仮称）関連送

水管、境浄水場関連送水管

等）

・調査・設計（新青山線（仮

称）等）

・施工（新城南幹線（仮称）、

上流部浄水場（仮称）関連送

水管、境浄水場関連送水管、新

青山線（仮称）等）

・施工（新城南幹線（仮称）、

上流部浄水場（仮称）関連送

水管、境浄水場関連送水管、新

青山線（仮称）等）

13-4 安全でおいしい水の安定供給と良好な水循環プロジェクト 浄水施設の耐震化 再掲
調査・設計（金町浄水場、三郷

浄水場、朝霞浄水場）

・施工（砧浄水場、金町浄水

場、三郷浄水場、朝霞浄水場）

・調査・設計（朝霞浄水場、三

園浄水場）

調査・設計（砧浄水場、金町浄

水場、三郷浄水場、朝霞浄水

場、三園浄水場）

施工（朝霞浄水場、三園浄水

場、金町浄水場、三郷浄水場、

砧浄水場）

施工（朝霞浄水場、三園浄水

場、金町浄水場、三郷浄水場)

施工（金町浄水場、三郷浄水

場、朝霞浄水場）

13-4 安全でおいしい水の安定供給と良好な水循環プロジェクト 配水池の耐震化 再掲

施工・調査・設計（水元給水

所・金町浄水場・大蔵給水所・

本郷給水所等）

施工・調査・設計（水元給水

所・金町浄水場・大蔵給水所・

本郷給水所等）

施工・調査・設計（水元給水

所・金町浄水場・大蔵給水所・

本郷給水所等）

施工・調査・設計（水元給水

所・金町浄水場・大蔵給水所・

本郷給水所等）

施工・調査・設計（水元給水

所・金町浄水場・大蔵給水所・

本郷給水所等）

施工・調査・設計（水元給水

所・金町浄水場・大蔵給水所・

本郷給水所等）

13-4 安全でおいしい水の安定供給と良好な水循環プロジェクト 配水管の耐震化（管路の耐震継手率） 再掲 管路の耐震継手率　50％ 管路の耐震継手率　51％
管路の耐震継手率　51％（暫

定値）
管路の耐震継手率　53％ 管路の耐震継手率　54％ 管路の耐震継手率　56％

13-4 安全でおいしい水の安定供給と良好な水循環プロジェクト 河川を横断する水道管の地中化 再掲

【施工】

1か所

【調査・設計】

4か所

【施工】

2か所

【調査・設計】

4か所

【施工】

1か所

【調査・設計】

7か所

【施工】

4か所

【完了（累計）】

1か所

【施工】

5か所

【完了（累計）】

1か所

【施工】

5か所

【完了（累計）】

3か所

13-4 安全でおいしい水の安定供給と良好な水循環プロジェクト 排水を受け入れる下水道管の耐震化等を実施 再掲
実施した箇所数　168か所/年

（累計4,786か所）
取組推進 240か所/年

実施した箇所数　214か所/年

（累計5,000か所）
取組推進 240か所/年 取組推進 240か所/年 取組推進 240か所/年

13-4 安全でおいしい水の安定供給と良好な水循環プロジェクト マンホールの浮上抑制対策を実施 再掲

対策を実施した道路延長

30km/年

（累計1,344km）

取組推進 50km/年

対策を実施した道路延長

33km/年

（累計1,376km）

取組推進 50km/年 取組推進 50km/年 取組推進 50km/年

13-4 安全でおいしい水の安定供給と良好な水循環プロジェクト
浸水の危険性が高い地区等を重点化し、下水道整備

を推進
再掲

・対策が完了した地区数０地区

（累計28地区）

　※重点地区57地区のうち、20

地区において事業推進

・57地区に加え、「下水道浸水

対策計画2022」において新たに

重点地区に位置付けた10地区で

は、３地区において調査設計に

前倒しして着手

対策が完了した地区数　0地区

（累計28地区）

・対策が完了した地区数　0地区

（累計28地区）

　※重点地区67地区のうち、文

京区千石、豊島区南大塚地区

等20地区において事業推進中

20地区において事業推進中

対策が完了した地区数　１地区

（累計29地区）

対策が完了した地区数　３地区

（累計32地区）

対策が完了した地区数　0地区

（累計32地区）

13-4 安全でおいしい水の安定供給と良好な水循環プロジェクト
都市強靭化に向けた市町村の公共下水道事業への支

援
-

これまでの技術支援に加えて、市

町村が実施する浸水対策や震災

対策への補助を開始

市町村が実施する浸水対策や震

災対策への補助を実施
補助実施 補助実施 補助実施

13-4 安全でおいしい水の安定供給と良好な水循環プロジェクト 水道施設への自家用発電設備の整備
整備実施　３施設（給水確保

率67％）

整備実施　２施設（給水確保

率67％）
整備完了　４施設 整備完了　３施設 整備完了　９施設 整備完了　３施設
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

13-4 安全でおいしい水の安定供給と良好な水循環プロジェクト
下水道施設において、非常用発電設備を整備し、停電

時にも安定的な運転に必要な電力を確保

必要な電力を確保した施設数 0

施設（累計84施設）

必要な電力を確保した施設数 ２

施設（累計86施設）

必要な電力を確保した施設数 1

施設（累計85施設）

必要な電力を確保した施設数 1

施設（累計96施設）

必要な電力を確保した施設数 2

施設（累計98施設）

必要な電力を確保した施設数 1

施設（累計99施設）

13-4 安全でおいしい水の安定供給と良好な水循環プロジェクト
上流部浄水場（仮称）整備により、新たな浄水処理

技術を導入
調査・設計 調査・設計 調査・設計 調査・設計 施工 施工

13-4 安全でおいしい水の安定供給と良好な水循環プロジェクト 高度処理及び準高度処理の整備
40万m3/日（累計533万m3/

日）

6万m3/日（累計539万m3/

日）

19万m3/日（累計552万m3/

日）

10万m3/日（累計548万m3/

日）

36万m3/日（累計584万m3/

日）

9万m3/日（累計593万m3/

日）

13-4 安全でおいしい水の安定供給と良好な水循環プロジェクト AＩを活用した下水処理における送風量の最適化
ＡＩを用いた風量制御技術の研

究終了

ＡＩを用いた風量制御技術の評

価

ＡＩを用いた風量制御技術の評

価

ＡＩを用いた風量制御技術の導

入に向けた検討

ＡＩを用いた風量制御技術の導

入に向けた検討

ＡＩを用いた風量制御技術の導

入に向けた検討

13-4 安全でおいしい水の安定供給と良好な水循環プロジェクト
雨水流入対策＜降雨初期の特に汚れた下水を貯留す

る施設等の整備＞
０万m3（累計150万m3） 20万m3（累計170万m3） 20万m3（累計170万m3） ０万m3（累計170万m3） ５万m3（累計175万m3） 0万m3（累計175万m3）

14-1 水素社会実現プロジェクト 首都圏における水素需要の創出

・東京グリーン水素ラウンドテーブル

を４回実施し、企業・自治体と意

見交換を実施

・山梨県とグリーン水素の活用促

進に関する基本合意書締結

・企業間連携を促進し、実装に向

けた取組を推進

・国や他自治体との連携

・東京グリーン水素ラウンドテーブル

を2回実施し、企業・自治体と意

見交換を実施

・東京ビッグサイトにて山梨県産グ

リーン水素の利用を開始

・企業間連携を促進し、実装に向

けた取組を推進

・国や他自治体との連携

・企業間連携を促進し、実装に向

けた取組を推進

・国や他自治体との連携

・企業間連携を促進し、実装に向

けた取組を推進

・国や他自治体との連携

14-1 水素社会実現プロジェクト 商用ＦＣモビリティの導入促進

・ＦＣトラック導入支援、ＦＣ

フォークリフト導入促進調査

・ＦＣごみ収集車の多摩地域で

の試験運用

・ＦＣトラック・ＦＣフォークリフトの

導入支援

・区市町村との連携事業の実施

（ＦＣごみ収集車）

・ＦＣごみ収集車の多摩地域で

の試験運用

・ＦＣトラック・ＦＣフォークリフトの

導入支援

・区市町村との連携事業の実施

（ＦＣごみ収集車）

・ＦＣごみ収集車の多摩地域で

の試験運用

・ＦＣトラック・ＦＣフォークリフトの

導入支援

・区市町村との連携事業の実施

（ＦＣごみ収集車）

・空港の地上支援車両のFC化支

援

・ＦＣトラック・ＦＣフォークリフトの

導入支援

・区市町村との連携事業の実施

（ＦＣごみ収集車）

・空港の地上支援車両のFC化支

援

・ＦＣトラック・ＦＣフォークリフトの

導入支援

・区市町村との連携事業の実施

（ＦＣごみ収集車）

・空港の地上支援車両のFC化支

援

14-1 水素社会実現プロジェクト 目指す都市の実現に向けた最先端テクノロジーの実装 再掲

先行プロジェクトにかかる選定（9

件）・インフラ整備に関する各種

調整、2023年度の新規事業者

公募開始、パートナーとの連携強

化

先行プロジェクトの継続実施、新

事業の選定・実施準備、連携の

推進

先行プロジェクトR4採択事業の継

続実施(9件)、R5採択事業の選

定・実施(6件)、連携の推進

先行プロジェクトの継続実施、新

事業の選定・実施、連携の推進

先行プロジェクトの継続実施、新

事業の選定・実施、連携の推進

先行プロジェクト推進 、連携の推

進

14-1 水素社会実現プロジェクト 地域における再エネシェアリング 再掲

南大沢地区に導入した再エネ由

来水素設備、太陽光発電設備、

蓄電池、ＥＶなどの最適運転の

実施

事業拠点間におけるシェアリングの

検証

事業拠点間におけるシェアリングの

検証
社会実装に向けた検討 - -

14-1 水素社会実現プロジェクト
晴海五丁目西地区における水素の活用など環境先進

都市のモデルとなるまちの実現

水素ステーション工事着手、水素

パイプライン工事完了

水素ステーション工事完了、供用

開始

水素ステーション工事完了、供用

開始

水素ステーションにおける水素の車

両供給及びパイプラインによる水

素の街区供給を実施

水素ステーションにおける水素の車

両供給及びパイプラインによる水

素の街区供給を継続

水素ステーションにおける水素の車

両供給及びパイプラインによる水

素の街区供給を継続

14-1 水素社会実現プロジェクト 東京港における脱炭素化に向けた取組 ＣＮＰ形成計画策定
脱炭素化に向けた個別施策の推

進

脱炭素化に向けた個別施策の推

進

脱炭素化に向けた個別施策の推

進

脱炭素化に向けた個別施策の推

進

脱炭素化に向けた個別施策の推

進

14-1 水素社会実現プロジェクト 臨海部のまちづくり 再掲

各拠点の将来像の実現に向け、

まちづくりに係る計画等の検討、

個別の取組の推進

水素エネルギーの活用検討

各拠点の将来像の実現に向け、

まちづくりに係る計画等の検討、

個別の取組の推進

水素エネルギーの活用検討

各拠点の将来像の実現に向け、

まちづくりに係る計画等の検討、

個別の取組の推進

水素エネルギーの活用検討

各拠点の将来像の実現に向け、

まちづくりに係る計画等の検討、

個別の取組の推進

水素エネルギーの活用検討

各拠点の将来像の実現に向け、

まちづくりに係る計画等の検討、

個別の取組の推進

水素エネルギーの活用検討

各拠点の将来像の実現に向けた

個別の取組の推進

水素エネルギーの活用検討

戦略14：ゼロエミッション東京戦略
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

14-1 水素社会実現プロジェクト 再エネ由来水素利活用促進

・福島県・産総研・都環研・都の

四者協定により、研究・イベント等

都内における利用促進

・ＮＥＤＯとの連携による普及促

進

 ・東京2020大会レガシーの活用

・研究、イベント等都内における利

用促進等

・福島県・産総研・都環研・都の

四者協定により、研究・イベント等

都内における利用促進

・ＮＥＤＯとの連携による普及促

進

 ・東京2020大会レガシーの活用

・研究、イベント等都内における利

用促進等

・研究、イベント等都内における利

用促進等

・研究、イベント等都内における利

用促進等

14-1 水素社会実現プロジェクト 新エネルギー推進に係る技術開発支援 再掲
新エネルギーに関する技術開発等

を行う支援対象事業を１件選定

新エネルギーに関する技術開発等

を行う事業者を選定・支援

新エネルギーに関する技術開発等

を行う事業の継続支援及び新規

事業の選定・採択

新エネルギーに関する技術開発等

を行う事業の継続支援及び新規

事業の選定・採択

新エネルギーに関する技術開発等

を行う事業の継続支援及び新規

事業の選定・採択

新エネルギーに関する技術開発等

を行う事業の継続支援及び新規

事業の選定・採択

14-1 水素社会実現プロジェクト カーボンニュートラルの実現に向けた取組 再掲 -

都立大において、再生可能エネル

ギー由来の電力の有効活用や水

素エネルギー貯蔵・運搬技術の開

発を目的とした研究を実施（基

礎研究）

都立大において、再生可能エネル

ギー由来の電力の有効活用や水

素エネルギー貯蔵・運搬技術の開

発を目的とした研究を実施（基

礎研究）

基礎研究の実施 基礎研究の実施・評価 -

14-1 水素社会実現プロジェクト 燃料電池自動車（ＦＣＶ）の普及拡大
購入に係る補助の実施 （ＦＣ

Ｖ補助１９０台）
普及拡大に向けた補助の実施 購入に係る補助の実施 普及拡大に向けた補助の実施 普及拡大に向けた補助の実施 普及拡大に向けた補助の実施

14-1 水素社会実現プロジェクト 燃料電池バスの導入拡大 バス事業者への補助拡充
バス事業者への補助を着実に実

施
購入に係る補助の実施

バス事業者への補助を着実に実

施

バス事業者への補助を着実に実

施

バス事業者への補助を着実に実

施

14-1 水素社会実現プロジェクト 都営バスにおけるＺＥＶ化に向けた取組 再掲

・燃料電池バスを２両導入（累

計73両導入）

・ＥＶバスの導入（調査・検討）

・燃料電池バスの導入（取組継

続）

・ＥＶバスの導入（調査・検討）

・燃料電池バスを２両導入（累

計75両導入）

・ＥＶバスの導入（導入モデル等

の調査・検討）

・燃料電池バスの導入（取組継

続）（累計80両導入）

・ＥＶバスの導入（取組継続）

・燃料電池バスの導入（取組継

続）、水素ステーション４月開所

予定

・ＥＶバスの導入（取組継続）

・燃料電池バスの導入（取組継

続）

・ＥＶバスの導入（取組継続）

14-1 水素社会実現プロジェクト 環境配慮型船舶の導入（指揮艇(監視船)） - 調査・設計 調査・設計 調査・設計、建造 調査・設計、建造 就航

14-1 水素社会実現プロジェクト 水素ステーションの整備促進

・整備・運営にかかる経費の補助

拡充（バス対応ＳＴ、小型Ｓ

Ｔ）（累計23箇所）

・ガソリンスタンドのマルチエネルギー

ステーション化の支援

・ＦＣＶ以外の水素モビリティに

対応するＳＴ整備費助成

・既存の水素ＳＴに対する増設・

改修助成の拡充等

・ガソリンスタンドのマルチエネルギー

ステーション化の支援

・ＦＣＶ以外の水素モビリティに

対応するＳＴ整備費助成開始

・既存の水素ＳＴに対する増設・

改修助成の拡充等を実施

・ガソリンスタンドのマルチエネルギー

ステーション化の支援

・水素ステーションから水素を外部

供給するパイプライン整備費用を

支援

・水素ＳＴ事業とカーシェア事業

等を併せて実施する事業者をパッ

ケージで支援

・ガソリンスタンドのマルチエネルギー

ステーション化の支援

・整備拡大に向けた支援の推進、

更なる支援策の検討

・ガソリンスタンドのマルチエネルギー

ステーション化の支援

・整備拡大に向けた支援の推進、

更なる支援策の検討

・ガソリンスタンドのマルチエネルギー

ステーション化の支援

14-1 水素社会実現プロジェクト 家庭用、業務・産業用燃料電池の普及

購入に対する補助実施（業務・

産業用燃料電池約

2,500kW2021年度）

更なる普及に向けた施策の展開

購入に対する補助実施（業務・

産業用燃料電池 累計約

2,700kW（2022年度）、家

庭用燃料電池 累計約7.7万台

（2022年度））

更なる普及に向けた施策の展開 更なる普及に向けた施策の展開 更なる普及に向けた施策の展開

14-1 水素社会実現プロジェクト
グリーン水素の製造・利活用の実機実装、都による製造

供給拠点の整備

・グリーン水素製造・利用の実機

実装等支援事業の立ち上げ

・都におけるグリーン水素の製造・

利用に関する調整

・製造から利用までのモデルプラン

の募集、実装支援

・製造供給拠点の設計

・製造から利用までのモデルプラン

を募集し（11件採択）、実機実

装の支援を開始

・製造供給拠点の設計

・モデルプランの募集、実機実装の

支援

・製造供給拠点の整備

・山梨県と連携した水素製造機

器の導入

・モデルプランの募集、実機実装の

支援及び新たな

　実装化の支援策を検討

・製造供給拠点の一部運用開

始、整備

・モデルプランの募集、実機実装の

支援及び新たな

　実装化の支援策を検討

・製造供給拠点の整備
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

14-1 水素社会実現プロジェクト
中央防波堤埋立地におけるグリーン水素の製造・利活

用事業
-

・プレ事業として海の森エリアに設

置する水素製造装置等の選定・

設計

・埋立処分場での本格設置に向

けた場所の検討、法的課題等の

調査

・プレ事業として海の森エリアに設

置する水素製造装置等の選定・

設計を実施

・埋立処分場での本格設置に向

けた場所の検討、法的課題等の

調査を実施

・プレ事業として海の森エリアで小

規模水素製造装置によりグリーン

水素を製造

・埋立処分場の土木関係の事前

調査・設計費試算

・各種許認可手続の実施

・埋立処分場でのメガソーラー及

び水素製造装置等の基本設計・

実施設計

・埋立処分場でのメガソーラー及

び水素製造装置等の整備工事

14-1 水素社会実現プロジェクト パイプラインを含めた水素供給体制の検討・構築
東京グリーン水素ラウンドテーブル

にて企業等と意見交換

パイプラインを含めた水素供給体

制構築に向けた調査・検討、羽

田エリアにおけるイベント実施

・空港臨海エリアにおける供給体

制の構築に向け川崎市・大田区

と連携協定締結

・都民向けイベント「水素でかわる

ＨＡＮＥＤＡ未来展」開催

・事業者向けイベント「羽田エリア

水素ミーティング」開催

・調査結果を踏まえパイプラインを

含めた水素供給体制構築に向け

た検討及び関係者調整

・関係者によるコンソーシアムを設

置

・臨海部の都有施設へのパイプラ

インを含めた水素供給体制構築

の可能性について調査

・調査結果を踏まえパイプラインを

含めた水素供給体制構築に向け

た検討及び関係者調整

・関係者によるコンソーシアムを運

営

・調査結果を踏まえパイプラインを

含めた水素供給体制構築に向け

た検討及び関係者調整

・関係者によるコンソーシアムを運

営

14-1 水素社会実現プロジェクト グリーン水素取引所の立ち上げに向けた取組 - - -
水素取引所の立ち上げに向けた

制度設計とトライアル取引を実施
制度設計の精緻化、取引の拡大 制度設計の精緻化、取引の拡大

14-1 水素社会実現プロジェクト 水素の普及、理解促進

・TIME TO ACT水素フォーラム

の開催

・「Tokyoスイソ推進チーム」メン

バーとの意見交換、連携による

「水素エネルギー推進セミナー」の

開催

・水素情報館「東京スイソミル」を

活用した普及活動

・国際会議等を開催し、都市・企

業等との連携を強化

・Tokyoスイソ推進チームメンバー

間の連携促進

・国際会議「HENCA Tokyo

2023」を開催し、都市・企業等と

の連携を強化

・Tokyoスイソ推進チームメンバー

間の連携促進

・国際会議等を開催し、都市・企

業等との連携を強化

・Tokyoスイソ推進チームメンバー

間の連携促進

・国際会議等を開催し、都市・企

業等との連携を強化

・Tokyoスイソ推進チームメンバー

間の連携促進

・国際会議等を開催し、都市・企

業等との連携を強化

・Tokyoスイソ推進チームメンバー

間の連携促進

14-1 水素社会実現プロジェクト 水素エネルギーの活用に関する研究開発の推進 - - -

水素関連事業への参入の可能

性・障壁等にかかるレポートの作

成、大学等と連携した基盤研究

の推進、技術動向に関するセミ

ナー等の実施

大学等と連携した基盤研究の推

進、技術研究会等の実施

-

（2025年度事業終了）

14-2 ゼロエミッションエナジープロジェクト
新築住宅等のゼロエミッション化（条例改正による新制

度の構築）

・新築住宅等への太陽光発電設

備設置義務化に向けた条例改

正、新たな支援制度の創設

・制度に関する普及啓発事業の

拡大

・新築住宅等への太陽光発電設

備設置義務化　新制度の施行準

備・周知

・新制度の施行に向けた支援を展

開

・新築住宅等への太陽光発電設

備設置義務化（新制度）の施

行準備・周知

・新制度の施行に向けた支援を展

開 （機能性PVの認定・補助拡

充、制度に先行して取り組む事業

者を表彰）

・新築住宅等への太陽光発電設

備設置義務化（新制度）の施

行準備・周知

・新制度の施行に向けた支援を展

開

・新築住宅等への太陽光発電設

備設置義務化（新制度）の施

行

・新制度に対応する支援を展開

・新築住宅等への太陽光発電設

備設置義務化（新制度）の施

行

・新制度に対応する支援を展開

14-2 ゼロエミッションエナジープロジェクト 新築大規模建物のゼロエミッション化

・現行制度の着実な運用

・再エネ設備設置の義務化等の

制度を強化、拡充する建築物環

境計画書制度の改正

・現行制度の着実な運用

・制度強化に関する規定整備・周

知

・現行制度の着実な運用

・制度強化に関する規定整備・周

知

・現行制度の着実な運用

・制度強化に関する規定整備・周

知

・現行制度の着実な運用

・強化した制度の運用開始

・さらなる制度強化の検討

・制度の着実な運用

・さらなる制度強化の検討

14-2 ゼロエミッションエナジープロジェクト 都外発電設備の設置等による再エネ拡大

都外再エネ発電設備設置に係る

補助を実施

（２件交付決定）

再エネ発電設備設置に係る補

助、ＲＥ100企業等へ発信し再

エネ調達手法活用を促進

都外再エネ発電設備設置に係る

補助を実施

 （２件交付決定）

都外再エネ発電設備設置に係る

補助、ＲＥ100企業等へ発信し

再エネ調達手法活用を促進
- -
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

14-2 ゼロエミッションエナジープロジェクト 地産地消型再エネ増強プロジェクトの実施

自家消費型再エネ設備等の導入

補助を実施

（174件交付決定）

自家消費型再エネ設備等の導入

補助

自家消費型再エネ設備等の導入

補助を実施

（358件交付決定）

自家消費型再エネ設備等の導入

補助
- -

14-2 ゼロエミッションエナジープロジェクト
都外発電設備の設置等による再エネ拡大 （都外

PPA）
- - -

・都外再エネ発電設備設置に係

る補助

・ＲＥ100企業等へ発信し再エネ

電気等利活用を促進

・都外再エネ発電設備設置に係

る補助

・ＲＥ100企業等へ発信し再エネ

電気等利活用を促進

・都外再エネ発電設備設置に係

る補助

・ＲＥ100企業等へ発信し再エネ

電気等利活用を促進

14-2 ゼロエミッションエナジープロジェクト 地産地消型再エネ・蓄エネ設備導入促進事業 - - -
事業者向けに自家消費型再エネ

設備等の導入補助

事業者向けに自家消費型再エネ

設備等の導入補助

事業者向けに自家消費型再エネ

設備等の導入補助

14-2 ゼロエミッションエナジープロジェクト
区市町村公共施設等への再生可能エネルギー導入促

進事業
- - -

区市町村向けに地産地消型再エ

ネ設備等の導入補助

区市町村向けに地産地消型再エ

ネ設備等の導入補助

区市町村向けに地産地消型再エ

ネ設備等の導入補助

14-2 ゼロエミッションエナジープロジェクト
次世代型ソーラーセルなど次世代再エネ技術も活用した

再エネ導入の促進
- - -

・次世代型ソーラーセルなど次世

代再エネ技術の実証事業を公

募、採択

・事業化に向次世代型ソーラーセ

ルなど次世代再エネ技術の実証

事業を支援
-

14-2 ゼロエミッションエナジープロジェクト 系統電力の再エネ利用割合拡大
エネルギー環境計画書制度改定

  関連条例、規則の改訂

・小売電気事業者設備設置補

助

・制度運用

・小売電気事業者設備設置補

助

・エネルギー環境計画書制度強

化に伴う指針改定

・小売電気事業者設備設置補

助

・強化した制度の運用開始

・小売電気事業者設備設置補

助

・制度の着実な運用

・小売電気事業者設備設置補

助

・制度の着実な運用

14-2 ゼロエミッションエナジープロジェクト 再エネ電力の利用を促す仕組み

・電力調達価格の先行き不透明

により、小売電気事業者の参加が

見込めないため再エネグループ購

入促進事業の実施見送り

・ＲＥ100企業とともにムーブメン

トを展開

・再エネグループ購入促進事業の

展開

・他事業との連携

・マンションへの再エネ導入支援

・再エネ電気の利用促進に向けた

取組の推進

・ＲＥ100企業とともにムーブメン

トを展開

・再エネ電気の利用促進に向けた

取組の推進

・他事業との連携

・マンションへの再エネ導入支援

・再エネ電気の利用促進に向けた

取組の推進

・他事業との連携

・マンションへの再エネ導入支援

・再エネ電気の利用促進に向けた

取組の推進

・他事業との連携

・マンションへの再エネ導入支援

14-2 ゼロエミッションエナジープロジェクト
新築住宅のゼロエミッション化（東京ゼロエミ住宅の普及

促進）
「東京ゼロエミ住宅」の補助拡充

「東京ゼロエミ住宅」の補助拡充、

普及拡大

「東京ゼロエミ住宅」の基準見直し

による補助拡充、普及拡大

・「東京ゼロエミ住宅」の基準の引

き上げ

・新基準に応じた補助の実施

「東京ゼロエミ住宅」への補助、普

及拡大

「東京ゼロエミ住宅」への補助、普

及拡大

14-2 ゼロエミッションエナジープロジェクト
既存住宅、集合住宅での対策（災害にも強く健康にも

資する断熱・太陽光住宅の普及拡大など）

・断熱・太陽光住宅普及に向けた

補助開始・拡充

（窓・ドアの省エネ改修や蓄電池

の設置等への補助、あわせて設置

した太陽光発電設備に対する補

助を実施）

・集合住宅における建物全体の

再エネ化を促進する事業を開始

（集合住宅に高圧一括受電にて

再エネ100％電気を供給する事

業者の募集・登録を開始）

・太陽光発電設備、蓄電池等の

共同購入事業を開始

（太陽光発電及び蓄電池グルー

プ購入促進事業の協定事業者を

選定）

・補助拡大により普及促進

・ＰＶ・蓄電池グループ購入支援

・断熱・太陽光住宅普及に向けた

補助拡充（壁/床等の断熱化、

パワーコンディショナー更新に補

助、太陽光発電設備の設置を条

件にエコキュートに補助）

・集合住宅における建物全体の

再エネ化を促進する補助を実施

（架台設置・防水工事へ上乗せ

補助）

・太陽光発電設備、蓄電池等の

共同購入を実施

・補助拡大により普及促進

・太陽光発電設備、蓄電池等の

共同購入を実施

・補助拡大により普及促進

・太陽光発電設備、蓄電池等の

共同購入を実施

・補助拡大により普及促進

・太陽光発電設備、蓄電池等の

共同購入を実施
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14-2 ゼロエミッションエナジープロジェクト 住宅用太陽光発電初期費用ゼロ促進の増強事業 -
初期費用ゼロで設置する太陽光

発電設備及び蓄電池の導入補

助を実施

初期費用ゼロで設置する太陽光

発電設備及び蓄電池の導入補

助を実施

初期費用ゼロで設置する太陽光

発電設備及び蓄電池の導入補

助

初期費用ゼロで設置する太陽光

発電設備及び蓄電池の導入補

助

初期費用ゼロで設置する太陽光

発電設備及び蓄電池の導入補

助

14-2 ゼロエミッションエナジープロジェクト 既存住宅の省エネ性能向上 再掲

既存住宅の省エネ改修促進事業

の創設により、区市町村に対する

支援制度を整備するとともに、都

が直接補助する事業も実施

既存住宅の省エネ改修に対する

補助により、省エネ性能向上を促

進

・既存住宅の省エネ診断・設計・

改修への補助を実施

・区市町村の支援制度立上げを

働きかけ

・既存住宅の省エネ診断・設計に

対する補助により、省エネ性能向

上を促進

・区市町村の支援制度立上げを

働きかけ

・戸建住宅等省エネ・再エネアドバ

イザーの無料派遣

・既存住宅の省エネ診断・設計に

対する補助により、省エネ性能向

上を促進

・区市町村の支援制度立上げを

働きかけ

・戸建住宅等省エネ・再エネアドバ

イザーの無料派遣

・既存住宅の省エネ診断・設計に

対する補助により、省エネ性能向

上を促進

・区市町村の支援制度立上げを

働きかけ

・戸建住宅等省エネ・再エネアドバ

イザーの無料派遣

14-2 ゼロエミッションエナジープロジェクト 家庭のゼロエミッション行動推進事業の実施

東京ゼロエミポイントの対象機器

拡大

（エアコンの統一省エネラベル2つ

星・３つ星及びLED照明器具を

対象に追加）

東京ゼロエミポイントの付与実施

（約36億ポイント）

東京ゼロエミポイントの付与

・東京ゼロエミポイントの付与ポイン

ト数を約２割アップ

・東京ゼロエミポイントの付与実施

（約54億ポイント）

・家庭のゼロエミッション化に向けた

更なる取組の検討

・東京ゼロエミポイントの付与

・家庭のゼロエミッション化に向けた

更なる取組の検討準備等、事業

の改定

改定した事業の運用により、家庭

のゼロエミッション化に向けた更なる

取組を推進

改定した事業の運用により、家庭

のゼロエミッション化に向けた更なる

取組を推進

14-2 ゼロエミッションエナジープロジェクト 省エネ・再エネ住宅推進プラットフォーム 再掲
プラットフォーム設置・運営、普及

促進事業の創設・実施

プラットフォームを通じた業界団体

との連携により、省エネ・再エネ住

宅の普及を促進

・東京都省エネ・再エネ住宅推進

プラットフォームの運営（連絡協議

会の運営・省エネ・再エネ住宅普

及啓発イベントの実施など）

・東京都省エネ・再エネ住宅普及

促進事業補助金の実施

・東京都省エネ・再エネ住宅推進

プラットフォームの運営（連絡協議

会の運営・省エネ・再エネ住宅普

及啓発イベントの実施など）

・東京都省エネ・再エネ住宅普及

促進事業補助金の実施

・東京都省エネ・再エネ住宅推進

プラットフォームの運営（連絡協議

会の運営・省エネ・再エネ住宅普

及啓発イベントの実施など）

・東京都省エネ・再エネ住宅普及

促進事業補助金の実施

・東京都省エネ・再エネ住宅推進

プラットフォームの運営（連絡協議

会の運営・省エネ・再エネ住宅普

及啓発イベントの実施など）

・東京都省エネ・再エネ住宅普及

促進事業補助金の実施

14-2 ゼロエミッションエナジープロジェクト マンションにおける省エネ改修、再エネ導入の促進 再掲

省エネ改修・再エネ導入に係る最

新技術等の調査、アウトリーチ型

支援としてマンション省エネ・再エネ

啓発隊や省エネ・再エネアドバイ

ザーによる促進

・検討計画書作成補助の利用に

よる省エネ改修・再エネ導入検討

の支援

・環境性能向上に向けた省エネ・

再エネアドバイザーによる、アウト

リーチ型支援の実施

・東京都既存マンション省エネ・再

エネ促進事業の創設による省エネ

改修・再エネ導入検討の支援

・環境性能向上に向けた省エネ・

再エネアドバイザーによる、アウト

リーチ型支援の実施

・東京都既存マンション省エネ・再

エネ促進事業による省エネ改修・

再エネ導入検討の支援

・環境性能向上に向けた省エネ・

再エネアドバイザーによる、アウト

リーチ型支援の実施

・東京都既存マンション省エネ・再

エネ促進事業による省エネ改修・

再エネ導入検討の支援

・環境性能向上に向けた省エネ・

再エネアドバイザーによる、アウト

リーチ型支援の実施

・東京都既存マンション省エネ・再

エネ促進事業による省エネ改修・

再エネ導入検討の支援

・環境性能向上に向けた省エネ・

再エネアドバイザーによる、アウト

リーチ型支援の実施

14-2 ゼロエミッションエナジープロジェクト 災害時でも生活継続しやすい共同住宅の普及 再掲

ＬＣＰ住宅の登録・普及促進、

普及促進に向けた実態把握調査

実施、「東京とどまるマンション」へ

の名称変更

災害時でも生活継続しやすい共

同住宅（東京とどまるマンション）

の登録・普及促進

登録件数：226件（累計）

・東京とどまるマンション普及促進

事業の創設による登録数の拡大

・マンションにおける防災訓練の実

施状況等を活用した東京とどまる

マンションの広報

東京とどまるマンションの補助メ

ニュー新設や広報により、登録数

を拡大し、在宅避難を促進

東京とどまるマンションの支援事業

や広報により、登録数を拡大し、

在宅避難を促進

東京とどまるマンションの支援事業

や広報により、登録数を拡大し、

在宅避難を促進

14-2 ゼロエミッションエナジープロジェクト 既存住宅流通活性化に向けた取組 再掲

・既存住宅流通促進事業者グ

ループ登録制度：６グループ36

窓口

・ガイドブック・取組事例集等によ

る普及啓発の実施

・既存住宅の流通に取り組む民

間事業者を支援

・ガイドブック・取組事例集等によ

る普及啓発

・省エネ改修等を行ったリノベーショ

ンのモデルハウスによる普及啓発

（戸建住宅、共同住宅）

・既存住宅の流通に取り組む民

間事業者を支援

・ガイドブック・取組事例集等によ

る普及啓発

・省エネ改修等を行ったリノベーショ

ンのモデルハウスによる普及啓発

・既存住宅の流通に取り組む民

間事業者を支援

・ガイドブック・取組事例集等によ

る普及啓発

・リフォームに関する相談体制の構

築

・既存住宅の流通に取り組む民

間事業者を支援

・ガイドブック・取組事例集等によ

る普及啓発

・リフォームに関する総合相談の実

施

・既存住宅の流通に取り組む民

間事業者を支援

・ガイドブック・取組事例集等によ

る普及啓発

・リフォームに関する総合相談の実

施
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14-2 ゼロエミッションエナジープロジェクト 住宅における多摩産材等の国産木材の利用促進 再掲

・住宅における国産木材の活用に

関する検討調査の実施

・イベント等を通じた住宅における

国産木材利用の普及啓発

・中大規模の木造住宅に関する

調査・普及促進策の検討

・国産木材の利用促進に向けた

施策の検討

・イベント等を通じた住宅における

国産木材利用の普及啓発

・国産木材の住宅への利用促進

に向けた施策の検討

・イベント等を通じた住宅における

国産木材利用の普及啓発

・国産木材の利用促進に向けた

施策の検討

・イベント等を通じた住宅における

国産木材利用の普及啓発

・住宅における多摩産材等の国

産木材の利用促進に向けた支援

・イベント等を通じた住宅における

国産木材利用の普及啓発

・住宅における多摩産材等の国

産木材の利用促進に向けた支援

・イベント等を通じた住宅における

国産木材利用の普及啓発

14-2 ゼロエミッションエナジープロジェクト 戸建て住宅等の耐震化促進 再掲

耐震化率92.0％（2020年３

月）

助成（除却の対象地域の拡大、

2000年以前の新耐震木造戸建

住宅への対象拡大）、普及啓発

（区市町村による所有者への積

極的な働きかけを促進）

助成（除却の対象地域の拡大、

新耐震基準の木造住宅への支

援）、普及啓発（区市町村によ

る所有者への積極的な働きかけを

更に促進）

耐震化率92.0%（2020年３

月）

助成（除却の対象地域の拡大、

新耐震基準の木造住宅への支

援）、普及啓発（区市町村によ

る所有者への積極的な働きかけを

促進）

助成（除却の対象地域の拡大、

新耐震基準の木造住宅への支

援）、普及啓発（区市町村によ

る所有者への積極的な働きかけを

更に促進）、アドバイザー制度

（耐震改修と併せてバリアフリー・

省エネ等を総合的に推進）

助成（除却の対象地域の拡大、

新耐震基準の木造住宅への支

援）、普及啓発（区市町村によ

る所有者への積極的な働きかけを

更に促進）、アドバイザー制度

（耐震改修と併せてバリアフリー・

省エネ等を総合的に推進）

助成（除却の対象地域の拡大、

新耐震基準の木造住宅への支

援）、普及啓発（区市町村によ

る所有者への積極的な働きかけを

更に促進）、アドバイザー制度

（耐震改修と併せてバリアフリー・

省エネ等を総合的に推進）

14-2 ゼロエミッションエナジープロジェクト
キャップ＆トレード制度の運用等による大規模事業所で

のＣＯ２排出の削減

・第３計画期間の運用により、省

エネ対策と再エネ利用の拡大を推

進

・第４計画期間に向けた制度強

化の検討

・第３計画期間の運用により、省

エネ対策と再エネ利用の拡大を推

進

・第４計画期間に向けた制度の

改正

・第３計画期間の運用により、省

エネ対策と再エネ利用の拡大を推

進

・第４計画期間に向けた制度の

改正

・第３計画期間の運用により、省

エネ対策と再エネ利用の拡大を推

進

・第４計画期間に向けた制度強

化の準備・周知

第４計画期間の運用により、更

なる省エネ対策と再エネ利用の拡

大を推進

第４計画期間の運用により、更

なる省エネ対策と再エネ利用の拡

大を推進

14-2 ゼロエミッションエナジープロジェクト 中小企業等における排出量取引創出に向けた取組 -
排出量取引事例を創出する取組

等の実施

カーボンクレジットの創出・活用に

向けたモデル事業に取り組む企業

を採択し支援を開始（５社）

・カーボンクレジットの創出支援

・カーボンクレジットの活用支援

・カーボンクレジットの創出支援

・カーボンクレジットの活用支援

・カーボンクレジットの創出支援

・カーボンクレジットの活用支援

14-2 ゼロエミッションエナジープロジェクト カーボンクレジット取引プラットフォーム運営事業 - - -

・取引プラットフォームの構築・運

営

・中小企業等によるクレジット取引

の需要掘起こし

・取引プラットフォームの運営

・中小企業等によるクレジット取引

の需要掘起こし

・取引プラットフォームの運営

・中小企業等によるクレジット取引

の需要掘起こし

14-2 ゼロエミッションエナジープロジェクト
地球温暖化対策報告書制度の運用等による中小規模

事業所でのＣＯ２排出の削減

・制度の運用により、省エネ対策と

再エネ利用の拡大を推進

・制度強化の検討

・制度の運用により、省エネ対策と

再エネ利用の拡大を推進

・制度の改正

・制度の運用により、省エネ対策と

再エネ利用の拡大を推進

・制度の改正

・制度の運用により、省エネ対策と

再エネ利用の拡大を推進

・制度強化の準備・周知

・新制度の運用により、更なる省

エネ対策と再エネ利用の拡大を推

進

・新制度の運用により、更なる省

エネ対策と再エネ利用の拡大を推

進

14-2 ゼロエミッションエナジープロジェクト 建築物の省エネ対策の推進
調査委託、検討会の準備、補助

制度の検討

・有識者による検討会：中間報

告・取りまとめ

・既存非住宅省エネ改修促進事

業：30件程度実施

・建築物の木材の利用拡大促進

事業：10件程度実施

・有識者・区市町村を交えた検討

協議会の設置・運営、中間報

告・取りまとめ

・既存非住宅省エネ改修促進事

業：２件実施

・建築物の木材の利用拡大促進

事業：０件実施

・区市町村を交えた検討協議会

の運営、情報共有

・既存非住宅省エネ改修促進事

業：30件程度実施

・建築物の木材の利用拡大促進

事業：10件程度実施

・区市町村における再エネ促進計

画策定支援事業：10件程度実

施

・既存非住宅省エネ改修促進事

業：30件程度実施

・建築物の木材の利用拡大促進

事業：20件程度実施

・区市町村における再エネ促進計

画策定支援事業：21件程度実

施

・既存非住宅省エネ改修促進事

業：30件程度実施

・区市町村における再エネ促進計

画策定支援事業：31件程度実

施

14-2 ゼロエミッションエナジープロジェクト 中小企業等における省エネ設備導入の促進

省エネ型換気・空調機器の導入

補助を実施

（314件交付決定）

省エネ設備導入・運用改善に係

る経費補助

省エネ型換気・空調機器の導入

補助を実施

（132件交付決定）

省エネ設備導入・運用改善に係

る経費補助を実施

（520件交付決定）

省エネ設備導入・運用改善に係

る経費補助

省エネ設備導入・運用改善に係

る経費補助

省エネ設備導入・運用改善に係

る経費補助

14-2 ゼロエミッションエナジープロジェクト 中小規模事業所のゼロエミッションビル化支援事業 - - -
省エネ改修設計、省エネ・再エネ

設備導入等に係る経費補助

省エネ改修設計、省エネ・再エネ

設備導入等に係る経費補助

省エネ改修設計、省エネ・再エネ

設備導入等に係る経費補助

282 ページ



2022年度 2024年度 2025年度 2026年度
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ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

14-2 ゼロエミッションエナジープロジェクト
中小規模事業所向け廃熱有効利用設備導入支援事

業
- - -

工場等から発生する廃熱等を抽

出するための設備導入・更新経

費補助

工場等から発生する廃熱等を抽

出するための設備導入・更新経

費補助

工場等から発生する廃熱等を抽

出するための設備導入・更新経

費補助

14-2 ゼロエミッションエナジープロジェクト
中堅・中小企業のサプライチェーンにおける脱炭素化促

進支援事業
- - -

サプライチェーンにおいてグループで

一体的に脱炭素化促進に取り組

む中小企業に対し、ＣＯ2可視

化システムの導入や設備更新など

を支援

サプライチェーンにおいてグループで

一体的に脱炭素化促進に取り組

む中小企業に対し、ＣＯ2可視

化システムの導入や設備更新など

を支援

サプライチェーンにおいてグループで

一体的に脱炭素化促進に取り組

む中小企業に対し、ＣＯ2可視

化システムの導入や設備更新など

を支援

14-2 ゼロエミッションエナジープロジェクト 運輸・物流分野における脱炭素化支援事業 再掲 - - -

グリーン経営認証制度などを取得

している貨物運輸事業者に対す

る支援及び当該事業者を利用す

る荷主への支援を実施

グリーン経営認証制度などを取得

している貨物運輸事業者に対す

る支援及び当該事業者を利用す

る荷主への支援を実施

グリーン経営認証制度などを取得

している貨物運輸事業者に対す

る支援及び当該事業者を利用す

る荷主への支援を実施

14-2 ゼロエミッションエナジープロジェクト
企業のＳｃｏｐｅ３対応に向けた航空貨物輸送での

ＳＡＦ活用促進事業
- - -

ＳＡＦを使用して航空貨物輸送

を行う都内企業へ補助

ＳＡＦを使用して航空貨物輸送

を行う都内企業へ補助

ＳＡＦを使用して航空貨物輸送

を行う都内企業へ補助

14-2 ゼロエミッションエナジープロジェクト
環境に配慮したマルチエネルギーステーション化に向けた

経営力強化支援事業
- - -

・設備導入補助の受付

・中小スタンド内の空きスペース等

を活用してビジネスを展開したい事

業者の支援

・設備導入補助の受付

・中小スタンド内の空きスペース等

を活用してビジネスを展開したい事

業者の支援

・設備導入補助の受付

・中小スタンド内の空きスペース等

を活用してビジネスを展開したい事

業者の支援

14-2 ゼロエミッションエナジープロジェクト ゼロエミッション実現に向けた経営の推進 再掲
普及啓発に向けたセミナー：２

回、ハンズオン支援 ：２１社等

普及啓発に向けたセミナー、ハンズ

オン支援 等

普及啓発に向けたセミナー：２

回、ハンズオン支援：31社

普及啓発に向けたセミナー、ハンズ

オン支援、資金助成、ゼロエミ人

材育成講座

普及啓発に向けたセミナー、ハンズ

オン支援、資金助成、ゼロエミ人

材育成講座

普及啓発に向けたセミナー、ハンズ

オン支援、資金助成、ゼロエミ人

材育成講座

14-2 ゼロエミッションエナジープロジェクト ゼロエミッション推進に向けた事業転換支援 再掲

普及啓発セミナーの開催、製品

開発支援 6件/年、販路拡大支

援 29件/年

普及啓発セミナーの開催、製品

開発支援 10件程度/年、販路

拡大支援 50件程度/年

普及啓発セミナーの開催、製品

開発支援 5件/年、販路拡大支

援 27件（一般募集26件、開発

枠1件）

普及啓発セミナーの開催、製品

開発支援 10件程度/年、販路

拡大支援 50件程度/年

販路拡大支援 50件程度/年 販路拡大支援 50件程度/年

14-2 ゼロエミッションエナジープロジェクト
中小企業の経営安定化に向けたエネルギー自給促進

事業
再掲 -

経営の専門家派遣、専門家の助

言に基づく助成金支援 100件/

年

経営の専門家派遣：84件、専

門家の助言に基づく助成金交付

決定：53件

経営の専門家派遣、専門家の助

言に基づく助成金支援 100件/

年

経営の専門家派遣、専門家の助

言に基づく助成金支援 100件/

年

経営の専門家派遣、専門家の助

言に基づく助成金支援 100件/

年

14-2 ゼロエミッションエナジープロジェクト オフィスビル等のエネルギー効率化による経営安定事業 再掲 -

オフィスビル等の所有者に対してエ

ネルギー効率化に向けた専門家を

派遣、助言に基づく助成金支援

20件/年

オフィスビル等の所有者に対してエ

ネルギー効率化に向けた専門家

派遣：21社、助言に基づく助成

金支援 20件

オフィスビル等の所有者に対してエ

ネルギー効率化に向けた専門家を

派遣、助言に基づく助成金支援

20件/年

オフィスビル等の所有者に対してエ

ネルギー効率化に向けた専門家を

派遣、助言に基づく助成金支援

20件/年

オフィスビル等の所有者に対してエ

ネルギー効率化に向けた専門家を

派遣、助言に基づく助成金支援

20件/年

14-2 ゼロエミッションエナジープロジェクト ハウス栽培における温室効果ガス排出削減 再掲
温室効果ガスの排出が少ないヒー

トポンプの導入に係る経費を補助

温室効果ガスの排出が少ないヒー

トポンプの導入に係る経費を補

助、木質バイオマス等の利活用に

ついて検証

温室効果ガスの排出が少ないヒー

トポンプの導入に係る経費を補

助、木質バイオマス等の利活用に

ついて検証を開始

温室効果ガスの排出が少ないヒー

トポンプの導入に係る経費を補

助、木質バイオマス等の利活用に

ついて検証

事業効果を検証の上実施を検討 事業効果を検証の上実施を検討
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14-2 ゼロエミッションエナジープロジェクト 機器使用時のフロン漏えい対策の実施

・立入指導等の実施

・先進技術等を活用した推進事

業の実施

　先進技術に関する必要な知見

を収集するとともに、公募した３者

と協定締結し実証試験を開始

・管理者へのフロン削減対策支援

　令和３年度に実施されたフロン

削減対策の効果を検証し、その

結果を分析

・立入指導等の強化

・先進技術等を活用した推進事

業の実施

・機器の早期点検・修理による効

果検証や普及啓発

・立入指導等の強化

・先進技術等を活用した推進事

業の実施

　令和４年度に協定を締結した

３者の実証試験が終了。令和５

年度は更に３者と協定締結し、

引き続き実証試験を実施中

・機器の早期点検・修理による効

果検証や普及啓発

　都内で使用されている244機器

の漏えい検査を実施。15機器か

ら漏えいを確認。修理を実施し

た。普及啓発は、事業者を対象と

した計画的なフロン対策等に関す

るセミナーを２回開催

・立入指導等の強化

・先進技術等を活用した推進事

業の実施

・機器の早期点検・修理による効

果検証や普及啓発

・立入指導等の強化

・先進技術等の普及促進

・機器の早期点検・修理による効

果検証や普及啓発

・立入指導等の強化

・先進技術等の普及促進

・機器の早期点検・修理による効

果検証や普及啓発

14-2 ゼロエミッションエナジープロジェクト 機器廃棄時のフロン漏えい対策の実施
法改正に伴う緊急対策（立入検

査）を実施

・立入指導等の実施

・フロン回収率向上の啓発

・立入指導等の実施

・フロン回収率向上の啓発

・立入指導等の実施

・フロン回収率向上の啓発

・充填回収業者の技術力向上策

の検討

・立入指導等の実施

・フロン回収率向上の啓発

・充填回収業者の技術力向上策

の実施

・立入指導等の実施

・フロン回収率向上の啓発

・充填回収業者の技術力向上策

の実施

14-2 ゼロエミッションエナジープロジェクト 省エネ型ノンフロン機器導入の支援

・省エネ型ノンフロン機器の導入補

助

・ノンフロン化に伴う自然冷媒への

保安対策（実態調査・マニュアル

作成）

・省エネ型ノンフロン機器の導入補

助

・ノンフロン化に伴う自然冷媒への

保安対策推進（講習会等による

普及啓発）

・省エネ型ノンフロン機器の導入補

助

・ノンフロン化に伴う自然冷媒への

保安対策推進（講習会等による

普及啓発）

・省エネ型ノンフロン機器の導入補

助

・ノンフロン化に伴う自然冷媒への

保安対策推進（講習会等による

普及啓発）

・省エネ型ノンフロン機器の導入補

助

・省エネ型ノンフロン機器の導入補

助

14-2 ゼロエミッションエナジープロジェクト 吸収・除去系カーボンクレジット創出促進事業 - - -

・スタートアップによるクレジット創出

モデル事業選定

・藻場造成事業の調査、ブルー

カーボンクレジット創出に係る認証

機関等との調整

・スタートアップによるクレジット創出

モデル事業の支援

・ブルーカーボンクレジット創出促

進

・スタートアップによるクレジット創出

モデル事業の支援

・ブルーカーボンクレジット創出促

進

14-2 ゼロエミッションエナジープロジェクト
大気中からのＣＯ2回収によるカーボンステーション開発

事業
- - - DAC装置及び電解装置の設計

DAC装置及び電解装置の開発と

実証
カーボンステーションの実証

14-2 ゼロエミッションエナジープロジェクト 地域における再エネシェアリング

南大沢地区に導入した再エネ由

来水素設備、太陽光発電設備、

蓄電池、ＥＶなどの最適運転の

実施

事業拠点間におけるシェアリングの

検証

事業拠点間におけるシェアリングの

検証
社会実装に向けた検討 - -

14-2 ゼロエミッションエナジープロジェクト
蓄電池等の分散型エネルギーリソースを活用した事業者

向けアグリゲーションビジネス支援事業
- - -

システム構築費、再エネ電源・蓄

電池等の導入費補助

システム構築費、再エネ電源・蓄

電池等の導入費補助

システム構築費、再エネ電源・蓄

電池等の導入費補助

14-2 ゼロエミッションエナジープロジェクト
蓄電池や家庭用燃料電池等を束ねて遠隔制御する家

庭向けアグリゲーションビジネス実装事業
- - -

・遠隔制御型デマンドレスポンス実

証に係るシステム構築等補助

・遠隔制御型デマンドレスポンス実

証に係るシステム構築等補助
-

14-2 ゼロエミッションエナジープロジェクト
地域冷暖房における再生可能エネルギー導入の促進・

エネルギーの効率向上

地域エネルギー有効利用計画制

度の改正

・現行制度運用

・改正制度施行準備

・高効率熱源機器の導入補助

・現行制度運用

・改正制度施行準備

・高効率熱源機器の導入補助

・改正制度運用

・高効率熱源機器の導入補助

・改正制度運用

・高効率熱源機器の導入補助
・改正制度運用
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14-2 ゼロエミッションエナジープロジェクト スマートエネルギーネットワーク構築事業を実施

ＣＧＳ（コージェネレーションシス

テム）、熱・電気の面的融通イン

フラ設備の導入補助を実施

ＣＧＳ（コージェネレーションシス

テム）、熱・電気の面的融通イン

フラ設備の導入補助

ＣＧＳ（コージェネレーションシス

テム）、熱・電気の面的融通イン

フラ設備の導入補助を実施

ＣＧＳ（コージェネレーションシス

テム）、熱・電気の面的融通イン

フラ設備の導入補助

ＣＧＳ（コージェネレーションシス

テム）、熱・電気の面的融通イン

フラ設備の導入補助

ＣＧＳ（コージェネレーションシス

テム）、熱・電気の面的融通イン

フラ設備の導入補助

14-2 ゼロエミッションエナジープロジェクト
都市開発諸制度等を活用した都市づくり（環境負荷の

低減）

開発の機会を捉えた環境負荷低

減の促進

開発の機会を捉えた環境負荷低

減の促進

開発の機会を捉えた環境負荷低

減の促進

開発の機会を捉えた環境負荷低

減の促進

開発の機会を捉えた環境負荷低

減の促進

開発の機会を捉えた環境負荷低

減の促進

14-2 ゼロエミッションエナジープロジェクト 目指す都市の実現に向けた最先端テクノロジーの実装 再掲

先行プロジェクトにかかる選定（9

件）・インフラ整備に関する各種

調整、2023年度の新規事業者

公募開始、パートナーとの連携強

化

先行プロジェクトの継続実施、新

事業の選定・実施準備、連携の

推進

先行プロジェクトR4採択事業の継

続実施(9件)、R5採択事業の選

定・実施(6件)、連携の推進

先行プロジェクトの継続実施、新

事業の選定・実施、連携の推進

先行プロジェクトの継続実施、新

事業の選定・実施、連携の推進

先行プロジェクト推進 、連携の推

進

14-2 ゼロエミッションエナジープロジェクト 東京港における脱炭素化に向けた取組 再掲 ＣＮＰ形成計画策定
脱炭素化に向けた個別施策の推

進

脱炭素化に向けた個別施策の推

進

脱炭素化に向けた個別施策の推

進

脱炭素化に向けた個別施策の推

進

脱炭素化に向けた個別施策の推

進

14-2 ゼロエミッションエナジープロジェクト ブルーカーボン生態系生育基盤整備の推進 調査計画 計画策定、藻場移植 調査計画、藻場移植・モニタリング
藻場移植・モニタリング

基盤整備工事

藻場移植・モニタリング

基盤整備工事

モニタリング

基盤整備工事

14-2 ゼロエミッションエナジープロジェクト 島しょ地域における再生可能エネルギーの利用拡大 -
・再エネパイロット事業の調査委託

の実施

・再エネパイロット事業の調査委託

の実施

・再エネパイロット事業の実施

・大島町における浮体式洋上風

力発電の設置に向けた支援を実

施

・再エネパイロット事業の実施

・大島町における浮体式洋上風

力発電の設置に向けた支援を実

施

・再エネパイロット事業の実施

・大島町における浮体式洋上風

力発電の設置に向けた支援を実

施

14-2 ゼロエミッションエナジープロジェクト
島しょ地域の都有施設再エネ電力100%化につながる

太陽光発電設備等の導入補助

島しょ地域向け太陽光発電設備

及び蓄電池の導入補助を実施

（19件交付決定）

太陽光発電設備及び蓄電池の

導入補助

島しょ地域向け太陽光発電設備

及び蓄電池の導入補助を実施

（39件交付決定）

島しょ地域向け太陽光発電設備

及び蓄電池の導入補助を実施

島しょ地域向け太陽光発電設備

及び蓄電池の導入補助を実施

島しょ地域向け太陽光発電設備

及び蓄電池の導入補助を実施

14-2 ゼロエミッションエナジープロジェクト 島しょにおける太陽光発電等の発電設備の導入促進
全体計画、調査（基礎的検

討）

【設計（３か所）】元町港、阿

古漁港、神湊港

【調査（整備計画検討）】

【設計（１か所）】元町港

【調査（整備計画検討）】

調査（整備計画）、設計（５か

所）

調査（整備計画）、設計（２か

所）、工事（３か所）

設計（１か所）、工事（２か

所）

14-2 ゼロエミッションエナジープロジェクト ゼロエミッションアイランドに向けた取組を推進（母島） 再掲

自然環境調査・専門家への意見

聴取、太陽光パネル設置場所等

の検討を実施

自然環境調査・専門家への意見

聴取、太陽光パネル等の設置

自然環境調査・専門家への意見

聴取、太陽光パネル等の工事開

始

太陽光パネル等の設置、母島に

おける実証開始
母島における実証 母島における実証

14-2 ゼロエミッションエナジープロジェクト 新エネルギー推進に係る技術開発支援
新エネルギーに関する技術開発等

を行う支援対象事業を１件選定

新エネルギーに関する技術開発等

を行う事業者を選定・支援

新エネルギーに関する技術開発等

を行う事業の継続支援及び新規

事業の選定・採択

新エネルギーに関する技術開発等

を行う事業の継続支援及び新規

事業の選定・採択

新エネルギーに関する技術開発等

を行う事業の継続支援及び新規

事業の選定・採択

新エネルギーに関する技術開発等

を行う事業の継続支援及び新規

事業の選定・採択

14-2 ゼロエミッションエナジープロジェクト
ゼロエミッション東京の実現に向けた環境関連技術の開

発支援

スタートアップ等に対し、大企業等

との連携や技術開発を支援するこ

とで、ゼロエミッション東京の実現を

推進

スタートアップ等に対し、大企業等

との連携や技術開発を支援するこ

とで、ゼロエミッション東京の実現を

推進

スタートアップ企業等に対し、大企

業等との連携やゼロエミッション東

京の実現にかかわる技術開発を

支援

スタートアップ等に対し、大企業等

との連携や技術開発を支援するこ

とで、ゼロエミッション東京の実現を

推進

スタートアップ等に対し、大企業等

との連携や技術開発を支援するこ

とで、ゼロエミッション東京の実現を

推進

-

（2025年度事業終了）

14-2 ゼロエミッションエナジープロジェクト
ゼロエミッション東京の実現等に向けたイノベーション促進

事業
再掲 -

マッチング支援、プロジェクト支援

４件/年

マッチング支援、プロジェクト支援を

実施 ４件/年

マッチング支援、プロジェクト支援

４件/年

マッチング支援、プロジェクト支援

４件/年

マッチング支援、プロジェクト支援

４件/年

14-2 ゼロエミッションエナジープロジェクト 多摩イノベーション総合支援事業 再掲

新技術創出交流会 ２回/年、ゼ

ロエミッション合同面談会 １回/

年、ゼロエミッション専門勉強会

２回/年

新技術創出交流会 １回/年、ゼ

ロエミッション合同面談会 １回/

年、ゼロエミッション専門勉強会

２回/年

新技術創出交流会 １回/年、ゼ

ロエミッション合同面談会 １回/

年、ゼロエミッション専門勉強会

２回/年

新技術創出交流会 １回/年、ゼ

ロエミッション合同面談会 １回/

年、ゼロエミッション専門勉強会

２回/年

-

（2024年度終了）
-
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

14-2 ゼロエミッションエナジープロジェクト 社会実装参画による多摩イノベーションの創出促進 再掲 - - -

中小企業に対して、大学・研究機

関等が行う研究開発の社会実装

への参画等を支援

社会実装テーマ説明会　１回/

年、助成金　３件程度/年

中小企業に対して、大学・研究機

関等が行う研究開発の社会実装

への参画等を支援

社会実装テーマ説明会　１回/

年、助成金　３件程度/年

中小企業に対して、大学・研究機

関等が行う研究開発の社会実装

への参画等を支援

社会実装テーマ説明会　１回/

年、助成金　３件程度/年

14-2 ゼロエミッションエナジープロジェクト バイオ燃料活用における事業化促進支援事業 -

車両等での商用化・実装化に向

けた事業の公募、取組支援の実

施

車両等での商用化・実装化に向

けた事業の公募、３件採択

車両等での商用化・実装化に向

けた取組の支援を実施

車両等での商用化・実装化に向

けた取組の支援を実施
-

14-2 ゼロエミッションエナジープロジェクト
購入・寄付型クラウドファンディングによるHTT・DX等推

進事業
再掲 -

購入・寄付型クラウドファンディング

のＰＲ、利用手数料の助成、相

談窓口、セミナーの開催

購入・寄付型クラウドファンディング

のＰＲ、利用手数料の助成、相

談窓口、セミナーの開催

購入・寄付型クラウドファンディング

のＰＲ、利用手数料の助成、相

談窓口、セミナーの開催

購入・寄付型クラウドファンディング

のＰＲ、利用手数料の助成、相

談窓口、セミナーの開催

ー

(2025年度事業終了)

14-2 ゼロエミッションエナジープロジェクト
Tokyo Green Finance Initiative（ＴＧＦＩ）の

推進
再掲

企業のESG情報等に関するポー

タルサイト整備、グリーンボンドの発

行補助28件、ソーシャルインパクト

投資ファンドの組成、グリーンファイ

ナンスを担う金融系外国企業誘

致 ７社/年、東京金融賞ESG投

資部門 ３社/年表彰、都内中

堅・中小企業のサステナビリティ経

営への転換促進に向けた連携協

定を金融機関と締結14社/年、

都内中堅・中小企業のサステナビ

リティ経営への転換促進に向けた

補助８件/年、サステナブルファイ

ナンスに関する国際連携、「TMU

サステナブル研究推進機構」にお

けるグリーンファイナンスの活性化に

向けた研究の推進

ESG債の発行補助、ソーシャルイ

ンパクト投資ファンドによる投融

資、サステナブルエネルギーファンド

による投融資、グリーンファイナンス

を担う金融系外国企業誘致 ７

社程度/年、東京金融賞ESG投

資部門 ３社/年表彰、中小企業

のサステナブルファイナンス活性化

に向けた補助　25社/年 、環境

金融に係る専門人材の活用、サ

ステナブルファイナンスに関する国

際連携、創エネ・蓄エネ推進ファン

ド（仮称）の創設

SDGs債の発行費用補助19件、

グリーンファイナンスを担う金融系

外国企業誘致 ７社程度/年、東

京金融賞ESG投資部門 ４社/

年表彰、都内中堅・中小企業の

サステナブルファイナンス活性化に

向けた連携協定を金融機関と締

結 ５社/年・都内中堅・中小企

業のサステナビリティ経営への転換

促進に向けた補助　11社/年 、

環境金融に係る専門人材の活

用、サステナブルファイナンスに関す

る国際連携、創エネ・蓄エネ推進

ファンドの創設、ファンドによる投融

資

SDGs債の発行費用補助、東京

金融賞ESG投資部門 ３社程度

/年表彰、中小企業のサステナブ

ルファイナンス活性化に向けた補

助 25社/年、環境金融に係る専

門人材の活用、サステナブルファイ

ナンスに関する国際連携、創エネ・

蓄エネ推進ファンドによる投融資

、循環経済・自然資本等推進ファ

ンド（仮称）の創設、ファンドによ

るサステナブルファイナンスの取組

推進

SDGs債の発行費用補助、東京

金融賞ESG投資部門 ３社程度

/年表彰、中小企業のサステナブ

ルファイナンス活性化に向けた補

助 25社/年、環境金融に係る専

門人材の活用、サステナブルファイ

ナンスに関する国際連携、ファンド

によるサステナブルファイナンスの取

組推進

SDGs債の発行費用補助、東京

金融賞ESG投資部門 ３社程度

/年表彰、中小企業のサステナブ

ルファイナンス活性化に向けた補

助 25社/年、環境金融に係る専

門人材の活用、サステナブルファイ

ナンスに関する国際連携、ファンド

によるサステナブルファイナンスの取

組推進

14-2 ゼロエミッションエナジープロジェクト サステナブルファイナンスの取組（都債）

東京ソーシャルボンドの発行

継続発行・充当事業の精査、多

様な発行手段等の検討

東京グリーンボンドの発行

継続発行・充当事業の精査、多

様な発行手段等の検討

東京ソーシャルボンドの発行

継続発行・充当事業の精査、多

様な発行手段等の検討

東京グリーンボンドの発行

継続発行・充当事業の精査、多

様な発行手段等の検討

東京ソーシャルボンドの発行

継続発行・充当事業の精査、多

様な発行手段等の検討

東京グリーンボンドの発行

継続発行・充当事業の精査、多

様な発行手段等の検討

ブループロジェクトも含む東京グリー

ン・ブルーボンドの発行、東京ソー

シャルボンドの継続発行、外債に

よるサステナビリティボンドの新規発

行、充当事業の精査、多様な発

行手段等の検討

継続発行・充当事業の精査、多

様な発行手段等の検討

継続発行・充当事業の精査、多

様な発行手段等の検討

14-2 ゼロエミッションエナジープロジェクト 脱炭素スタートアップを支援するファンドへの出資 再掲 60億円のＬＰ出資
ファンドによる資金提供・ハンズオン

支援

ファンドによる資金提供・ハンズオン

支援

ファンドによる資金提供・ハンズオン

支援

ファンドによる資金提供・ハンズオン

支援

ファンドによる資金提供・ハンズオン

支援

14-2 ゼロエミッションエナジープロジェクト ファンドによる中小企業のスコープ３対応支援 再掲 - 出資
ファンド事業者の選定、ファンド組

成、ファンドへの出資

ファンドによる資金提供・ハンズオン

支援

ファンドによる資金提供・ハンズオン

支援

ファンドによる資金提供・ハンズオン

支援

14-2 ゼロエミッションエナジープロジェクト 「ＴＭＵサステナブル研究推進機構」における研究 再掲

TMUサステナブル研究推進機構

において、グリーンファイナンスの活

性化や都政課題解決に貢献する

研究を推進 　12件/年

都政課題解決に貢献する研究を

推進

TMUサステナブル研究推進機構

において、グリーンファイナンスの活

性化や都政課題解決に貢献する

研究を推進　14件/年

都政課題解決に貢献する研究を

推進

都政課題解決に貢献する研究を

推進

都政課題解決に貢献する研究を

推進
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

14-2 ゼロエミッションエナジープロジェクト 脱炭素社会を牽引する次世代人材育成 再掲 - - - 授業開始に向けた環境整備等
カリキュラム改編後、コース１期生

の入学（本科１年生）

カリキュラム改編後、コース１期生

の入学（本科２年生）

14-2 ゼロエミッションエナジープロジェクト 環境教育の推進

カーボンハーフスタイル推進資料の

作成・配布（年間３回）、教育

フォーラムの開催

カーボンハーフスタイル推進資料の

作成・配布（年間３回）、教育

フォーラムの開催

カーボンハーフスタイル推進資料の

作成・配布（年間３回）、教育

フォーラムの開催

カーボンハーフスタイル推進資料及

び動画の作成・配布（年間３

回）、教育フォーラムの開催

カーボンハーフスタイル推進資料及

び動画の作成・配布（年間３

回）、教育フォーラムの開催

カーボンハーフスタイル推進資料及

び動画の作成・配布（年間３

回）、教育フォーラムの開催

14-2 ゼロエミッションエナジープロジェクト
「わが家の環境局長」（子供が主役となって楽しみながら

取り組む環境配慮行動の推進）

「東京クールホーム・ビンゴ」等の提

供やわが家の環境局長サミットの

開催、親子で環境問題を学ぶイ

ベント等の実施

取組実施

・「かんきょうマンダラート」の提供

・海外の小学生との国際交流イベ

ント

・「東京ウォームホーム・ビンゴ

2023」の提供

取組実施 - -

14-2 ゼロエミッションエナジープロジェクト
国際機関、ネットワークへの参加、海外諸都市との連携

の強化

・「TIME TO ACT：水素フォーラ

ム2022」を主催

・ＣＯＰ27へ参加

・G-NETS（首長級会議）で情

報発信

Ｃ40運営委員会、ＩＣＡＰ総

会、ＣＯＰ28等

・「TIME TO ACTフォーラム

2023」を主催

・ＣＯＰ28へ参加

・ＩＣＡＰ総会へ参加

・G-NETS（実務責任者級会

議）で情報発信

Ｃ40運営委員会、ＩＣＡＰ総

会、ＣＯＰ29等

Ｃ40運営委員会、ＩＣＡＰ総

会、ＣＯＰ30等

Ｃ40運営委員会、ＩＣＡＰ総

会、ＣＯＰ31等

14-2 ゼロエミッションエナジープロジェクト あらゆる主体と連携したＨＴＴの推進

・ＨＴＴ・ゼロエミッション推進協

議会の発足

・先進的な取組事例の表彰

・都内事業者向けＨＴＴ実践推

進ナビゲーターによる普及活動

・ＨＴＴ推進に向けた普及啓発・

気運醸成

・ＨＴＴ・ゼロエミッション推進協

議会の運営

・ＨＴＴ推進に向けた普及啓発・

気運醸成

・ＨＴＴ・ゼロエミッション推進協

議会の運営

・ＨＴＴ取組推進宣言企業の登

録の実施、優良企業表彰の実施

・ＨＴＴ推進に向けた普及啓発・

気運醸成

・ＨＴＴ・ゼロエミッション推進協

議会の運営

・ＨＴＴ推進に向けた普及啓発・

気運醸成

・ＨＴＴ・ゼロエミッション推進協

議会の運営

・ＨＴＴ推進に向けた普及啓発・

気運醸成

・ＨＴＴ・ゼロエミッション推進協

議会の運営

14-2 ゼロエミッションエナジープロジェクト
区市町村との連携による地域環境力活性化事業の実

施
区市町村支援制度を展開

社会情勢やニーズを踏まえ、支援

メニューの追加・拡充を検討
区市町村支援制度を展開

事業を再構築し、新たな補助制

度として区市町村の環境政策を

支援

（区市町村との連携による環境

政策加速化事業）

社会情勢やニーズを踏まえ、支援

メニューの追加・拡充を検討

社会情勢やニーズを踏まえ、支援

メニューの追加・拡充を検討

14-2 ゼロエミッションエナジープロジェクト
企業やＮＧＯ等と連携した気運醸成（チームもったい

ないの普及促進）

エコプロ2022への出展、オンライン

を活用した普及啓発を実施

展示会等のイベントへの出展、オ

ンラインを活用した普及啓発手法

の多様化の検討・展開

エコプロ2023への出展、オンライン

を活用した普及啓発を実施

展示会等のイベントへの出展、オ

ンラインを活用した普及啓発手法

の多様化の検討・展開

展示会等のイベントへの出展、オ

ンラインを活用した普及啓発手法

の多様化の検討・展開

展示会等のイベントへの出展、オ

ンラインを活用した普及啓発手法

の多様化の検討・展開

14-2 ゼロエミッションエナジープロジェクト 環境に関する都税の軽減制度に対する理解促進 -
紙媒体・SNS等による広報の実

施

紙媒体・SNS等による広報の実

施

紙媒体・SNS等による広報の実

施
各種媒体での広報実施 各種媒体での広報実施

14-2 ゼロエミッションエナジープロジェクト
都有施設の新築・改築・大規模改修によるゼロエミッショ

ンビル化

「省エネ・再エネ東京仕様」の省エ

ネ技術や再エネ設備を最大限導

入

「省エネ・再エネ東京仕様」の省エ

ネ技術や再エネ設備を最大限導

入

「省エネ・再エネ東京仕様」の省エ

ネ技術や再エネ設備を最大限導

入

「省エネ・再エネ東京仕様」の省エ

ネ技術や再エネ設備を最大限導

入

「省エネ・再エネ東京仕様」の省エ

ネ技術や再エネ設備を最大限導

入

「省エネ・再エネ東京仕様」の省エ

ネ技術や再エネ設備を最大限導

入

14-2 ゼロエミッションエナジープロジェクト 都有施設への太陽光パネル・蓄電池の設置

・設計済みの一部施設にて、太陽

光発電設備・蓄電池設置の工事

着手

・ソーラーカーポートの設計及び工

事着手

・ＰＰＡによる設置検討

・設置指針等の策定と並行して、

先行的に設置

・導入可能性調査

・設計済の一部施設にて、太陽

光発電設備・蓄電池設置工事

完了

・ＰＰＡを活用した設置

・ソーラーカーポートの設計及び工

事着手

新たな施設への設計・設置工事

に順次着手

新たな施設への設計・設置工事

に順次着手

新たな施設への設計・設置工事

に順次着手
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14-2 ゼロエミッションエナジープロジェクト ゼロエミッション東京・HTT対応施設の整備推進

・全庁的な施策普及のための技

術的支援

・都有施設のゼロエミッション化に

向けた個別施設整備の技術的支

援（ソーラーカーポートなど太陽光

発電設備の設置等）

・全庁的な施策普及のための技

術的支援

・基本構想段階における企画計

画支援

・都有施設のゼロエミッション化に

向けた個別施設整備の技術的支

援（ソーラーカーポートなど太陽光

発電設備の設置等）

・全庁的な施策普及のための技

術的支援

・基本構想段階における企画計

画支援

・都有施設のゼロエミッション化に

向けた個別施設整備の技術的支

援（ソーラーカーポートなど太陽光

発電設備の設置等）

・全庁的な施策普及のための技

術的支援

・基本構想段階における企画計

画支援

・都有施設のゼロエミッション化に

向けた個別施設整備の技術的支

援（ソーラーカーポートなど太陽光

発電設備の設置等）

・全庁的な施策普及のための技

術的支援

・基本構想段階における企画計

画支援

・都有施設のゼロエミッション化に

向けた個別施設整備の技術的支

援（ソーラーカーポートなど太陽光

発電設備の設置等）

・全庁的な施策普及のための技

術的支援

・基本構想段階における企画計

画支援

・都有施設のゼロエミッション化に

向けた個別施設整備の技術的支

援（ソーラーカーポートなど太陽光

発電設備の設置等）

14-2 ゼロエミッションエナジープロジェクト 都営住宅における太陽光パネルの設置

・設計・設置（100棟）を施工

・パネルの種類や設置方法の検証

・発電電力の活用検討

・設計・設置（100棟）を施工

・パネルの種類や設置方法の検証

・発電電力を都有施設で活用

・設計・設置（100棟）を施工

・パネルの種類や設置方法の検証

・発電電力を都有施設で活用

（本格設置）

・設計・設置

・発電電力を都有施設で活用

・設計・設置

・発電電力を都有施設で活用

・設計・設置

・発電電力を都有施設で活用

14-2 ゼロエミッションエナジープロジェクト 都立学校校舎における太陽光発電設備の増設
実施設計・工事前倒し着手（3

校）、設置可能性調査

設置工事（3校）、実施設計・

工事着手（6校）

設置工事完了（2校）、設置工

事着手（1校）、実施設計・工

事着手（6校）

設置工事（6校） - -

14-2 ゼロエミッションエナジープロジェクト 警察庁舎等のZEB化・太陽光発電装置の整備

・大森少年センター改築の設計・

工事（ZEB化）

・三宅島警察署改築の設計

（ZEB化）

・太陽光発電整備：新築警察

庁舎８施設

・大森少年センターの竣工（ZEB

化）

・三宅島警察署改築工事（ZEB

化）

・太陽光発電整備：新築警察

庁舎16施設、既存施設等63施

設

・太陽光発電整備：新築警察

庁舎５施設、既存施設等63施

設

・三宅島警察署改築工事（ZEB

化）

・太陽光発電整備：新築警察

庁舎10施設、既存施設等60施

設

・三宅島警察署改築工事（ZEB

化）

・太陽光発電整備：新築警察

庁舎11施設、既存施設等64施

設

・三宅島警察署竣工（ZEB化）

・太陽光発電整備：既存施設

等59施設

14-2 ゼロエミッションエナジープロジェクト 省エネ・再エネを導入した消防庁舎 再掲 ６新庁舎
・４新庁舎

・24施設に新設

・LED化：６施設

・新庁舎の建設：２施設

・太陽光発電設備の設置：23

施設

・LED化の推進：６施設

・新庁舎の建設：２施設

・太陽光発電設備の設置：23

施設

・ＬＥＤ化の推進：８施設

・新庁舎の建設：３施設

・太陽光発電設備の設置：23

施設

・新庁舎の建設：５施設

・太陽光発電設備の設置：23

施設

14-2 ゼロエミッションエナジープロジェクト 既存の都有施設における省エネ改修の推進
「都有施設省エネ・再エネ指針」を

改訂

既存建築設備における省エネ制

御の技術検証を実施

既存建築設備における省エネ制

御の技術検証を実施
順次導入 順次導入 順次導入

14-2 ゼロエミッションエナジープロジェクト 都有施設におけるＶＰＰの構築

VPPモデルの構築に向けた東電と

の覚書締結

都有施設におけるVPPのあり方、

導入可能性の調査を実施

・設計・設備導入、システム構築

開始

・一部施設で先行実施

・設計・設備導入

・システム構築開始

・設備導入

・システム構築

・一部施設で先行実施

VPPモデルの構築エリアで運用開

始
VPPモデルの構築エリアで運用

14-2 ゼロエミッションエナジープロジェクト 都立学校の整備

省エネ・再エネ東京仕様改正

（令和５年１月）及びZEB化

の手引き（学校編）作成

基本計画、基本設計に反映検討 基本計画、基本設計に反映検討 順次整備 順次整備 順次整備

14-2 ゼロエミッションエナジープロジェクト 都営住宅における断熱性能の向上 再掲

建物の断熱性能をＺＥＨ水準に

引き上げる検討、基準設計の見

直し

建替え工事への反映 建替え工事への反映 建替え工事への反映 建替え工事への反映 建替え工事への反映

14-2 ゼロエミッションエナジープロジェクト 公社住宅における太陽光パネルの設置 再掲

既存住宅25棟に設置

新築住宅４棟に設置

累計46棟

既存住宅30棟に設置

新築住宅５棟に設置

既存住宅30棟に設置

新築住宅５棟に設置

既存住宅30棟に設置

新築住宅６棟に設置
設置促進 設置促進

14-2 ゼロエミッションエナジープロジェクト 河川管理施設への小水力発電の導入 構築 構築 構築 構築 構築 -
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14-2 ゼロエミッションエナジープロジェクト 【水道事業】環境に配慮した水道事業経営

【再生可能エネルギーの導入拡

大】

・太陽光３施設、小水力２施設

で施工中

【省エネルギー化の推進】

・省エネ型ポンプ設備を２施設に

導入、ほか５施設で施工中

【非ガソリン車や電動バイクの導

入】

・非ガソリン車５台、電動バイク２

台の導入

・再生可能エネルギーの導入拡大

・省エネルギー化の推進

・非ガソリン車や電動バイクの導入

・蓄電池設備の整備

【再生可能エネルギーの導入拡

大】

・太陽光１施設導入。また、太陽

光２施設、小水力２施設で施工

中

【省エネルギー化の推進】

・省エネ型ポンプ設備を２施設に

導入、ほか４施設で施工中

【非ガソリン車や電動バイクの導

入】

・非ガソリン車11台、電動バイク

６台の導入

【蓄電池設備の整備】

・１施設にて施工中

・再生可能エネルギーの導入拡大

・省エネルギー化の推進

・非ガソリン車や電動バイクの導入

・蓄電池設備の整備

・再生可能エネルギーの導入拡大

・省エネルギー化の推進

・非ガソリン車や電動バイクの導入

・再生可能エネルギーの導入拡大

・省エネルギー化の推進

・非ガソリン車や電動バイクの導入

14-2 ゼロエミッションエナジープロジェクト

【下水道事業】カーボンハーフに向けた取組（水処理工

程及び汚泥処理工程における省エネルギー型機器等の

導入や再エネの活用）

・下水道事業における地球温暖

化防止計画の改定

・省エネルギー型機器導入18台

導入（累計371台）

・省エネルギー型機器21台導入

（累計392台）

省エネルギー型機器22台導入

（累計393台）

省エネルギー型機器11台導入

（累計404台）

省エネルギー型機器18台導入

（累計422台）

省エネルギー型機器15台導入

（累計437台）

14-2 ゼロエミッションエナジープロジェクト 市場におけるゼロエミッション化の推進

・LEDなど、環境負荷低減に資す

る設備の導入

・省エネ型グリーン冷媒機器の普

及促進（12件）

・廃プラスチックリサイクルの高度化

の促進

・LEDなど、環境負荷低減に資す

る設備の導入

・省エネ型グリーン冷媒機器の普

及促進

・市場業者の省エネ対策の促進

・LEDなど、環境負荷低減に資す

る設備の導入

・省エネ型グリーン冷媒機器の普

及促進（39件）

・市場業者の省エネ対策の促進

・LEDなど、環境負荷低減に資す

る設備の導入

・省エネ型グリーン冷媒機器の普

及促進

・市場業者の省エネ対策の促進

・LEDなど、環境負荷低減に資す

る設備の導入（主要な市場施設

等のLED化の完了）

・省エネ型グリーン冷媒機器の普

及促進

・市場業者の省エネ対策の促進

・LEDなど、環境負荷低減に資す

る設備の導入

・省エネ型グリーン冷媒機器の普

及促進

・市場業者の省エネ対策の促進

14-2 ゼロエミッションエナジープロジェクト
建設局における都有施設への太陽光パネルや蓄電池の

導入・一般利用向けＺＥＶ充電設備の設置

現地調査、家庭用小型蓄電池の

設置、ガイドライン等の調整
順次設置 順次設置 順次設置 順次設置 順次設置

14-2 ゼロエミッションエナジープロジェクト
都関連施設のゼロエミッション化推進工事（東京都立

産業技術研究センター本部）
-

太陽光発電設備工事、EV用急

速充電設備設置工事、照明設

備LED化工事

太陽光発電設備工事、EV用急

速充電設備設置工事、照明設

備LED化工事

太陽光発電設備工事・稼働、EV

用急速充電設備設置工事・稼

働、照明設備LED化工事

照明設備LED化工事 照明設備LED化工事

14-2 ゼロエミッションエナジープロジェクト
都有施設における再エネ100％電力の活用を推進する

「とちょう電力プラン」を実施

とちょう電力プランの展開により再

エネ電力を調達
対象施設を拡大

とちょう電力プランの展開により再

エネ電力を調達
対象施設を拡大 対象施設を拡大 対象施設を拡大

14-2 ゼロエミッションエナジープロジェクト 再エネ100％化への取組（都庁第一本庁舎受電分）
事業継続（2019年度に100％

化達成）

事業継続（2019年度に100％

化達成）

事業継続（2019年度に100％

化達成）

事業継続（2019年度に100％

化達成）

事業継続（2019年度に100％

化達成）

事業継続（2019年度に100％

化達成）

14-2 ゼロエミッションエナジープロジェクト
太陽光発電事業による再エネの創出（都庁第二本庁

舎受電分）
太陽光発電事業者の公募・決定 事業継続 太陽光設備設置完了 事業継続 事業継続 事業継続

14-2 ゼロエミッションエナジープロジェクト 公共工事の低炭素化
低炭素（中温化）アスファルト混

合物の承認
順次拡大

アスファルト混合物事前審査委員

会から、低炭素（中温化）アス

ファルト（再生材）の承認を得

て、適用が拡大した。

順次拡大 順次拡大 順次拡大

14-2 ゼロエミッションエナジープロジェクト 環境配慮型船舶の導入（指揮艇(監視船)） 再掲 - 調査・設計 調査・設計 調査・設計、建造 調査・設計、建造 就航

14-2 ゼロエミッションエナジープロジェクト 防災船の建造（バイオ燃料等の活用）
仕様等の調整、運営スキームの検

討
設計、建造、就航準備等

設計（2023～2024）

建造（2023～2026）

設計（2023～2024）

建造（2023～2026）

建造（2023～2026）

順次就航（2025～2026）

建造（2023～2026）

順次就航（2025～2026）
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

14-2 ゼロエミッションエナジープロジェクト 空港脱炭素化推進計画策定 再掲 - - 検討 検討・計画策定 - -

14-2 ゼロエミッションエナジープロジェクト 都営空港における温室効果ガス排出抑制対策 再掲 - - - 概略検討 概略検討・調査・設計等 調査・設計等

14-3 ゼロエミッションモビリティプロジェクト 非ガソリン車の普及拡大（ＺＥＶの導入支援）
ＺＥＶ購入に係る補助額・補助

台数の拡大

・ＺＥＶの普及拡大に向けた補

助等の実施

（新たにＥＶトラックの導入補助

を開始）

ＺＥＶ購入に係る補助額・補助

台数の拡大

（新たにEVトラックの導入補助を

開始）

ＺＥＶ購入に係る補助額・補助

台数の拡大

ＺＥＶの普及拡大に向けた補助

等の実施

ＺＥＶの普及拡大に向けた補助

等の実施

14-3 ゼロエミッションモビリティプロジェクト ＥＶバイクの普及

・ＥＶバイクの新たな利活用を促

進する先駆的取組を公募し３事

業を採択、順次事業開始

・ＥＶバイクの補助台数の拡大

・公募で採択した事業を共同で実

施

・バッテリー交換式車両のバッテ

リー付属要件を撤廃し補助対象

を拡充

・ＥＶバイクの新たな利活用を促

進する先駆的取組について公募

で採択した事業を共同で実施

・バッテリー交換式車両のバッテ

リー付属要件を撤廃し補助対象

を拡充

・ＥＶバイク等の新たな利活用を

促進する先駆的取組を新規公募

・シェアリング・レンタル用ＥＶバイ

ク導入補助を開始

・ＥＶバイクの普及拡大に向けた

補助等の実施

・ＥＶバイク等の新たな利活用を

促進する先駆的取組について公

募で採択した事業を共同で実施

・事業の自立化を推進・ＥＶバイ

クの普及拡大に向けた補助等の

実施

・事業の自立化を推進

・ＥＶバイクの普及拡大に向けた

補助等の実施

14-3 ゼロエミッションモビリティプロジェクト 燃料電池バスの導入拡大 再掲 バス事業者への補助拡充
バス事業者への補助を着実に実

施
購入に係る補助の実施

バス事業者への補助を着実に実

施

バス事業者への補助を着実に実

施

バス事業者への補助を着実に実

施

14-3 ゼロエミッションモビリティプロジェクト 商用ＦＣモビリティの導入促進 再掲

・ＦＣトラック導入支援、ＦＣ

フォークリフト導入促進調査

・ＦＣごみ収集車の多摩地域で

の試験運用

・ＦＣトラック・ＦＣフォークリフトの

導入支援

・区市町村との連携事業の実施

（ＦＣごみ収集車）

・ＦＣごみ収集車の多摩地域で

の試験運用

・ＦＣトラック・ＦＣフォークリフトの

導入支援

・区市町村との連携事業の実施

（ＦＣごみ収集車）

・ＦＣごみ収集車の多摩地域で

の試験運用

・ＦＣトラック・ＦＣフォークリフトの

導入支援

・区市町村との連携事業の実施

（ＦＣごみ収集車）

・空港の地上支援車両のFC化支

援

・ＦＣトラック・ＦＣフォークリフトの

導入支援

・区市町村との連携事業の実施

（ＦＣごみ収集車）

・空港の地上支援車両のFC化支

援

・ＦＣトラック・ＦＣフォークリフトの

導入支援

・区市町村との連携事業の実施

（ＦＣごみ収集車）

・空港の地上支援車両のFC化支

援

14-3 ゼロエミッションモビリティプロジェクト 非ガソリン車の普及拡大（ＨＶの導入促進）

・環境性能の高いＵＤタクシー等

の導入補助

・優良ＨＶトラック・バス導入補助

・環境性能の高いＵＤタクシー等

の導入補助

・優良ＨＶトラック・バス導入補助

・環境性能の高いＵＤタクシー等

の導入補助

・優良ＨＶトラック・バス導入補助

・環境性能の高いＵＤタクシー等

の導入補助

・優良ＨＶトラック・バス導入補助

引き続き普及を拡大 引き続き普及を拡大

14-3 ゼロエミッションモビリティプロジェクト
自動車環境管理計画書、低公害・低燃費車導入義務

制度による乗用車における非ガソリン車の導入促進

自動車環境管理計画書制度運

用(第５期計画期間（~2026

年度））

改正制度の施行（乗用車におけ

る非ガソリン車の導入義務率新設

等）

制度運用(第５期計画期間) 制度運用(第５期計画期間) 制度運用(第５期計画期間) 制度運用(第５期計画期間) 制度運用(第５期計画期間)

14-3 ゼロエミッションモビリティプロジェクト 運輸・物流分野における脱炭素化支援事業 - - -

グリーン経営認証制度などを取得

している貨物運輸事業者に対す

る支援及び当該事業者を利用す

る荷主への支援を実施

グリーン経営認証制度などを取得

している貨物運輸事業者に対す

る支援及び当該事業者を利用す

る荷主への支援を実施

グリーン経営認証制度などを取得

している貨物運輸事業者に対す

る支援及び当該事業者を利用す

る荷主への支援を実施

14-3 ゼロエミッションモビリティプロジェクト ゼロエミッションに資するモビリティ産業支援事業

施設整備・機器整備、モビリティ

関連の技術支援の開始、モビリ

ティ産業参入促進セミナーの実

施、展示会出展

施設整備・機器整備、モビリティ

関連の技術支援の実施、モビリ

ティ関連人材育成セミナーおよび

研究会の開催、展示会出展

施設整備・機器整備、モビリティ

関連の技術支援の実施、モビリ

ティ関連人材育成セミナーおよび

研究会の開催、展示会出展

施設整備、モビリティ関連の技術

支援の実施、モビリティ関連ワーク

ショップの開催、展示会出展

モビリティ関連の技術支援の実

施、モビリティ関連ワークショップの

開催、展示会出展

-

（2025年度事業終了）

14-3 ゼロエミッションモビリティプロジェクト
ゼロエミッション東京の実現に向けた環境関連技術の開

発支援
再掲

スタートアップ等に対し、大企業等

との連携や技術開発を支援するこ

とで、ゼロエミッション東京の実現を

推進

スタートアップ等に対し、大企業等

との連携や技術開発を支援するこ

とで、ゼロエミッション東京の実現を

推進

スタートアップ企業等に対し、大企

業等との連携やゼロエミッション東

京の実現にかかわる技術開発を

支援

スタートアップ等に対し、大企業等

との連携や技術開発を支援するこ

とで、ゼロエミッション東京の実現を

推進

スタートアップ等に対し、大企業等

との連携や技術開発を支援するこ

とで、ゼロエミッション東京の実現を

推進

-

（2025年度事業終了）
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

14-3 ゼロエミッションモビリティプロジェクト 水素ステーションの整備促進 再掲

・整備・運営にかかる経費の補助

拡充（バス対応ＳＴ、小型Ｓ

Ｔ）（累計23箇所）

・ガソリンスタンドのマルチエネルギー

ステーション化の支援

・ＦＣＶ以外の水素モビリティに

対応するＳＴ整備費助成

・既存の水素ＳＴに対する増設・

改修助成の拡充等

・ガソリンスタンドのマルチエネルギー

ステーション化の支援

・ＦＣＶ以外の水素モビリティに

対応するＳＴ整備費助成開始

・既存の水素ＳＴに対する増設・

改修助成の拡充等を実施

・ガソリンスタンドのマルチエネルギー

ステーション化の支援

・水素ステーションから水素を外部

供給するパイプライン整備費用を

支援

・水素ＳＴ事業とカーシェア事業

等を併せて実施する事業者をパッ

ケージで支援

・ガソリンスタンドのマルチエネルギー

ステーション化の支援

・整備拡大に向けた支援の推進、

更なる支援策の検討

・ガソリンスタンドのマルチエネルギー

ステーション化の支援

・整備拡大に向けた支援の推進、

更なる支援策の検討

・ガソリンスタンドのマルチエネルギー

ステーション化の支援

14-3 ゼロエミッションモビリティプロジェクト ＥＶ充電設備等のインフラ整備

・新築建物への充電設備設置義

務化に向けた条例改正

・充電設備の整備補助（土地の

み駐車場や超急速充電器等へ

補助対象を拡充）

・集合住宅への導入拡大（マン

ション連絡協議会を発足）

・公道への急速充電器設置に向

けた取組を開始

・新築建物への充電器設置義務

化　施行に向けた準備・周知

・充電設備の整備補助

・集合住宅の導入拡大（マンショ

ン連絡協議会の運営、支援策を

拡充）

・公道への急速充電器設置本格

運用に向けた課題の抽出

・新築建物への充電器設置義務

化　施行に向けた準備・周知

・充電設備の整備補助

・集合住宅の導入拡大（マンショ

ン連携協議会の運営、支援策を

拡充）

・公道への急速充電器設置本格

運用に向けた課題の抽出

・新築建物への充電器設置義務

化　施行に向けた準備・周知

・充電設備の整備補助

・集合住宅への導入拡大

（マンション連携協議会の運営、

支援策を拡充）

・公道への急速充電器設置本格

運用に向けた課題解決への取組

等の実施

・新築建物への充電器設置義務

化　条例施行

・充電設備の整備補助

・集合住宅への導入拡大

・公道への急速充電器設置本格

運用に向けた課題解決への取組

等の実施

・充電設備の整備補助

・集合住宅への導入拡大

・公道への急速充電器設置本格

運用に向けた課題解決への取組

等の実施

14-3 ゼロエミッションモビリティプロジェクト
都市開発諸制度等を活用した都市づくり（ＥＶ等充

電設備設置の促進）

開発の機会を捉えたＥＶ等充電

設備設置の促進

開発の機会を捉えたＥＶ等充電

設備設置の促進

開発の機会を捉えたＥＶ等充電

設備設置の促進

開発の機会を捉えたＥＶ等充電

設備設置の促進

開発の機会を捉えたＥＶ等充電

設備設置の促進

開発の機会を捉えたＥＶ等充電

設備設置の促進

14-3 ゼロエミッションモビリティプロジェクト ＺＥＶ社会の到来に向けた気運醸成
ＺＥＶ普及に向けた取組等を実

施

ＺＥＶ普及に向けた取組等を実

施

ＺＥＶ普及に向けた取組等を実

施

ＺＥＶ普及に向けた取組等を実

施

ＺＥＶ普及に向けた取組等を実

施

ＺＥＶ普及に向けた取組等を実

施

14-3 ゼロエミッションモビリティプロジェクト 庁有車（乗用車）の非ガソリン化※特種車両等を除く
更新時期におけるＺＥＶ等非ガ

ソリン車の導入

ＺＥＶ等の導入の促進（2024

年度末までに100％達成）

更新時期におけるＺＥＶ等非ガ

ソリン車の導入

ＺＥＶ等の導入の促進（2024

年度末までに100％達成）
- -

14-3 ゼロエミッションモビリティプロジェクト 警察車両のZEV化
・EV、PHV等310台の整備

・充電設備80車両分の整備

・EV、PHV等91台の整備

・充電設備90車両分の整備

・ＥＶ、ＰＨＶ等65台の整備

・本部庁舎の充電設備50車両

分の整備

・多摩総合庁舎・第一機動隊

　各１車両分整備

・EV、PHV等79台の整備

・車両の配置状況により充電設

備増設の検討

・EV、PHV等89台の整備

・車両の配置状況により充電設

備増設の検討

・EV、PHV等89台の整備

・車両の配置状況により充電設

備増設の検討

14-3 ゼロエミッションモビリティプロジェクト 消防車両のＺＥＶ化 再掲
・EV等×53台

・充電設備設置５か所

・EV等×140台

・充電設備設置３か所

・EV等×140台

・充電設備設置３か所

・ＥＶ等×27台

・充電設備設置10か所

・ＥＶ等×92台

・充電設備設置10か所

・ＥＶ等×10台

・充電設備設置10か所

14-3 ゼロエミッションモビリティプロジェクト 庁有車（バイク）の非ガソリン化※特種車両等を除く
更新時期におけるEVバイク等の

導入

ＥＶバイク等の導入の促進

（2029年度末までに100％達

成）

更新時期におけるEVバイク等の

導入

ＥＶバイク等の導入の促進

（2029年度末までに100％達

成）

ＥＶバイク等の導入の促進

（2029年度末までに100％達

成）

ＥＶバイク等の導入の促進

（2029年度末までに100％達

成）

14-3 ゼロエミッションモビリティプロジェクト 都営バスにおけるＺＥＶ化に向けた取組

・燃料電池バスを２両導入（累

計73両導入）

・ＥＶバスの導入（調査・検討）

・燃料電池バスの導入（取組継

続）

・ＥＶバスの導入（調査・検討）

・燃料電池バスを２両導入（累

計75両導入）

・ＥＶバスの導入（導入モデル等

の調査・検討）

・燃料電池バスの導入（取組継

続）（累計80両導入）

・ＥＶバスの導入（取組継続）

・燃料電池バスの導入（取組継

続）、水素ステーション４月開所

予定

・ＥＶバスの導入（取組継続）

・燃料電池バスの導入（取組継

続）

・ＥＶバスの導入（取組継続）

14-3 ゼロエミッションモビリティプロジェクト
建設局における都有施設への太陽光パネルや蓄電池の

導入・一般利用向けＺＥＶ充電設備の設置
再掲

現地調査、家庭用小型蓄電池の

設置、ガイドライン等の調整
順次設置 順次設置 順次設置 順次設置 順次設置

14-3 ゼロエミッションモビリティプロジェクト 都有施設への公共用充電設備の設置
2022年度設置77口（累計

125口）

設備設置の促進（2020年度か

ら2024年度までの間に計300口

以上設置）

2023年度設置31口（累計

156口）

設備設置の促進（2020年度か

ら2024年度までの間に計300口

以上設置）

引き続き設備設置の促進 引き続き設備設置の促進
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

14-3 ゼロエミッションモビリティプロジェクト 都営住宅におけるＥＶ用充電器の設置 再掲

・急速充電器：地域開放用駐

車場 10区画／年

・普通充電器：地域開放用駐

車場 54区画／年、コインパーキ

ング34基／年、居住者用駐車

場：75区画（配管を含む）／

年

・地域開放用駐車場：90区画

程度

・コインパーキング：40区画程度

・居住者用駐車場：80区画程

度（配管を含む）

・急速充電器：地域開放用駐

車場 19区画／年

・普通充電器：地域開放用駐

車場 74区画／年、コインパーキ

ング31区画／年、居住者用駐車

場：150区画（配管を含む）／

年

・地域開放用駐車場：120基程

度

・コインパーキング：40基程度

・居住者用駐車場：410基程度

（配管を含む）

設置促進 設置促進

14-3 ゼロエミッションモビリティプロジェクト 公社住宅におけるＥＶ充電器の設置 再掲

普通充電器：既存３団地にて

６基設置 (実装のみ)、新築２

団地にて６基設置 (実装のみ)

急速充電器：多摩地域の商業

施設における調査・検討等

既存６団地にて 200基設置

(配管を含む)

新築２団地にて  27基設置 (配

管を含む)

既存７団地・205基設置 (配管

含む)

新築２団地・42基設置 (配管

含む)

既存７団地・220基設置 (配管

含む)

新築４団地・101基設置 (配管

含む)

既存住宅及び新築住宅の駐車

場へのEV充電器の設置

既存住宅及び新築住宅の駐車

場へのEV充電器の設置

14-3 ゼロエミッションモビリティプロジェクト 環境配慮型船舶の導入（指揮艇(監視船)） 再掲 - 調査・設計 調査・設計 調査・設計、建造 調査・設計、建造 就航

14-3 ゼロエミッションモビリティプロジェクト 防災船の建造（バイオ燃料等の活用） 再掲
仕様等の調整、運営スキームの検

討
設計、建造、就航準備等

設計（2023～2024）

建造（2023～2026）

設計（2023～2024）

建造（2023～2026）

建造（2023～2026）

順次就航（2025～2026）

建造（2023～2026）

順次就航（2025～2026）

14-4 持続可能な資源利用推進プロジェクト 廃食用油等を原料としたSAFの推進 -
食品廃棄物のＳＡＦ等としての

有効活用に向けた調査・検討

廃食用油回収促進に係る事業

提案を募集し、2件採択

区市町村や民間企業と連携した

廃食用油回収促進事業等を実

施

廃食用油等からの国産ＳＡＦ製

造に向けたサプライチェーン構築を

後押し

廃食用油等からの国産ＳＡＦ製

造に向けたサプライチェーン構築を

後押し

廃食用油等からの国産ＳＡＦ製

造に向けたサプライチェーン構築を

後押し

14-4 持続可能な資源利用推進プロジェクト 事業系廃棄物の３Ｒルートの多様化

廃棄物処理工程等にＲＰＡやロ

ボット等のデジタル技術を導入し、

３Ｒルートの多様化と人手に頼ら

ないシステムを構築するモデル事

業を実施

民間企業等と共同で事業を実

施・成果を展開

民間企業等と共同で事業を実

施・成果を展開

（2023年度終了）
- - -

14-4 持続可能な資源利用推進プロジェクト ３Ｒアドバイザーによる事業系廃棄物の３Ｒ推進

区市町村と連携し都内オフィスビ

ルや商業施設に対する助言等を

本格実施した。

・オフィスビルや商業施設に対する

助言等を実施

区市町村と連携し都内オフィスビ

ルや商業施設などに対する助言

等を実施

オフィスビルや商業施設などに対す

る助言等を実施

オフィスビルや商業施設などに対す

る助言等を実施

オフィスビルや商業施設などに対す

る助言等を実施

14-4 持続可能な資源利用推進プロジェクト 太陽光パネル高度循環利用の推進

・効果的なリユース・リサイクル手法

などについて、検討会報告書をとり

まとめ

・解体業者、収集運搬業者、リサ

イクル業者等で構成する協議会を

立ち上げ

・首都圏のリサイクル施設をHPに

紹介

・協議会により、将来的なリサイク

ルルートの確立に向けて業界団体

等と調整

・リユース、リサイクル推進に向けた

支援策を実施

・協議会により、将来的なリサイク

ルルートの確立に向けて業界団体

等と調整

・リユース、リサイクル推進に向けた

支援策を実施

・住宅用太陽光パネルのリサイクル

補助事業を開始

・協議会により、社会実装に向け

て業界団体等と調整

・リユース、リサイクルを推進

・協議会により、社会実装に向け

て業界団体等と調整

・リユース、リサイクルを推進

・協議会により、社会実装に向け

て業界団体等と調整

・リユース、リサイクルを推進

14-4 持続可能な資源利用推進プロジェクト
小型リチウムイオン電池の安全・安心な処理フロー構築

事業
- - -

都、大学、処理事業者、処理施

設等の連携による研究調査

回収システムの実証、選別システ

ムの実証、分離選別技術の開発

と実証

回収システムの実証、選別システ

ムの実証、分離選別技術の開発

と実証

14-4 持続可能な資源利用推進プロジェクト
企業やＮＧＯ等と連携した気運醸成（チームもったい

ないの普及促進）
再掲

エコプロ2022への出展、オンライン

を活用した普及啓発を実施

展示会等のイベントへの出展、オ

ンラインを活用した普及啓発手法

の多様化の検討・展開

エコプロ2023への出展、オンライン

を活用した普及啓発を実施

展示会等のイベントへの出展、オ

ンラインを活用した普及啓発手法

の多様化の検討・展開

展示会等のイベントへの出展、オ

ンラインを活用した普及啓発手法

の多様化の検討・展開

展示会等のイベントへの出展、オ

ンラインを活用した普及啓発手法

の多様化の検討・展開
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

14-4 持続可能な資源利用推進プロジェクト サーキュラーエコノミーの推進

「東京サーキュラーエコノミー推進セ

ンター」を開設し、情報発信、相

談・マッチング、都内企業や業界

団体等と連携したサーキュラーエコ

ノミーの実現に向けたモデル事業

等を実施した。

・情報発信、マッチング機能の強

化

・機材、システム経費等補助開始

「東京サーキュラーエコノミー推進セ

ンター」で情報発信、相談・マッチ

ング、都内企業や業界団体等と

連携したサーキュラーエコノミーの実

現に向けた社会実装化事業等を

実施

・情報発信、マッチング等 ・情報発信、マッチング等 ・情報発信、マッチング等

14-4 持続可能な資源利用推進プロジェクト TOKYOエシカルアクションプロジェクト

プラットフォームの立上げ、参加企

業等の情報発信、協働プロジェク

トの実施

情報発信、協働事業の実施

・「TOKYOエシカル」パートナー企

業等との協働により、具体的取組

や先進事例を都民に向けて発信

・子供向けのエシカル社会科見学

や、体験の場としてのエシカルマル

シェなどの企画を展開

情報発信、協働事業の実施 情報発信、協働事業の実施 情報発信、協働事業の実施

14-4 持続可能な資源利用推進プロジェクト プラ製容器包装等・再資源化支援事業

区市町村の容器包装プラスチック

及び製品プラスチックに係る分別

収集、スタートアップ支援・レベル

アップ支援の展開

区市町村の分別収集スタートアッ

プ支援・レベルアップ支援の展開

区市町村の分別収集スタートアッ

プ支援・レベルアップ支援の展開

区市町村の分別収集スタートアッ

プ支援・レベルアップ支援の展開

区市町村の分別収集スタートアッ

プ支援・レベルアップ支援の展開

区市町村の分別収集スタートアッ

プ支援・レベルアップ支援の展開

14-4 持続可能な資源利用推進プロジェクト プラスチック利用における革新的技術・ビジネスの実装

新たに4件の調査・分析事業を採

択し、合計９件の事業（調査・

分析事業：５件、実証事業：

３件、実装化支援：１件）を実

施

社会実装・事業拡大を支援

新たに２件の調査・分析事業を

採択。令和３～５年度の３か年

で１２件の事業を実施（令和５

年度末の状況：調査・分析事業

３件、実証事業６件、事業着

手・実装化支援３件） 。

社会実装の進展 社会実装の進展 社会実装の進展

14-4 持続可能な資源利用推進プロジェクト ボトル to ボトルの推進 ボトル to ボトルの促進 ボトル to ボトルの定着 ボトル to ボトルの促進 ボトル to ボトルの促進 ボトル to ボトルの促進 ボトル to ボトルの促進

14-4 持続可能な資源利用推進プロジェクト 持続可能な資源利用の普及啓発

日本経済新聞社主催「エコプロ

2022」への出展及び各種メディア

と連携した情報発信等
普及啓発の展開

日本経済新聞社主催「エコプロ

2023」への出展及び各種メディア

と連携した情報発信等

普及啓発の展開 普及啓発の展開 普及啓発の展開

14-4 持続可能な資源利用推進プロジェクト 食品ロス削減に寄与する先進的技術の活用
フードテックを活用した食のアップサ

イクル促進事業の実施

スタートアップと連携し、フードテック

を活用した食品ロス削減

フードテックを活用した食品ロス削

減事業を2件採択

（2023年度終了）
- - -

14-4 持続可能な資源利用推進プロジェクト
アドバイザー等を活用した食品ロス削減優良事例の展

開

外食産業を中心にアドバイザーに

よる指導を実施
業界内での取組事例の浸透

外食産業を中心にアドバイザーに

よる指導を実施

（2023年度終了）
- - -

14-4 持続可能な資源利用推進プロジェクト
防災備蓄食品に係る区市町村とフードバンクとのマッチン

グシステムの活用

未利用食品マッチングシステムの

運用

未利用の防災備蓄食品の有効

活用の促進

未利用の防災備蓄食品の有効

活用の促進

未利用の防災備蓄食品の有効

活用の促進

未利用の防災備蓄食品の有効

活用の促進

未利用の防災備蓄食品の有効

活用の促進

14-4 持続可能な資源利用推進プロジェクト サーキュラーエコノミーへの転換支援事業 再掲 -
サーキュラーナビの作成、技術動

向に関するセミナーの実施等

サーキュラーナビの作成、技術動

向に関するセミナーの実施等
公募型共同研究の実施等 公募型共同研究の実施等

-

（2025年度事業終了）
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

14-4 持続可能な資源利用推進プロジェクト 市場におけるゼロエミッション化の推進 再掲

・LEDなど、環境負荷低減に資す

る設備の導入

・省エネ型グリーン冷媒機器の普

及促進（12件）

・廃プラスチックリサイクルの高度化

の促進

・LEDなど、環境負荷低減に資す

る設備の導入

・省エネ型グリーン冷媒機器の普

及促進

・市場業者の省エネ対策の促進

・LEDなど、環境負荷低減に資す

る設備の導入

・省エネ型グリーン冷媒機器の普

及促進（39件）

・市場業者の省エネ対策の促進

・LEDなど、環境負荷低減に資す

る設備の導入

・省エネ型グリーン冷媒機器の普

及促進

・市場業者の省エネ対策の促進

・LEDなど、環境負荷低減に資す

る設備の導入（主要な市場施設

等のLED化の完了）

・省エネ型グリーン冷媒機器の普

及促進

・市場業者の省エネ対策の促進

・LEDなど、環境負荷低減に資す

る設備の導入

・省エネ型グリーン冷媒機器の普

及促進

・市場業者の省エネ対策の促進

14-4 持続可能な資源利用推進プロジェクト TOKYO海ごみゼロアクション

・海ごみや河川ごみの清掃活動へ

の参加促進

・モニタリング調査

・情報発信、普及啓発

・モニタリング調査

・情報発信、普及啓発

・モニタリング調査

・情報発信、普及啓発

・モニタリング調査

・情報発信、普及啓発

・モニタリング調査

・情報発信、普及啓発

・モニタリング調査

14-4 持続可能な資源利用推進プロジェクト 未来を担う子供たちのための食品寄贈 -

大学提案の研究支援

（食品寄贈に関する認証機関の

立ち上げの検討、安全、安心な

食品寄贈の実現に向けた物流

ネットワークの構築）

大学提案の研究支援

（食品寄贈に関する認証機関の

立ち上げの検討、安全、安心な

食品寄贈の実現に向けた物流

ネットワークの構築）

大学提案の研究支援

（食品寄贈に関する認証機関の

立ち上げの検討、安全、安心な

食品寄贈の実現に向けた物流

ネットワークの構築）

大学提案の研究支援

（食品寄贈に関する認証機関の

立ち上げの検討、安全、安心な

食品寄贈の実現に向けた物流

ネットワークの構築）

 

14-4 持続可能な資源利用推進プロジェクト 賞味期限前食品の廃棄ゼロ行動促進事業 -

商慣習により発生している賞味期

限前の食品ロスに対して、廃棄ゼ

ロに向けた行動の促進

食品廃棄実態の把握調査や、

「てまえどり」など消費者に対する

食品ロス対策の普及啓発冊子や

動画を作成（2023年度終了）

- - -

14-4 持続可能な資源利用推進プロジェクト 下水汚泥に含まれる肥料資源の活用 - - -
リン回収物が既存リン酸肥料と同

等の肥効があるかどうかを検討・評

価

リン回収物が既存リン酸肥料と同

等の肥効があるかどうかを検討・評

価

リン回収物が既存リン酸肥料と同

等の肥効があるかどうかを検討・評

価

14-5 気候変動適応推進プロジェクト 東京都気候変動適応計画に基づく適応策の推進

東京都気候変動適応計画推進

会議を活用した取組の推進、東

京都気候変動適応計画アクショ

ンプラン2023の策定

東京都気候変動適応計画推進

会議を活用した取組の推進・計

画改定の検討

東京都気候変動適応計画推進

会議を活用した取組の推進、東

京都気候変動適応計画の改定

東京都気候変動適応計画推進

会議を活用した取組の推進、気

候変動適応法改正への対応

（熱中症対策の強化）

東京都気候変動適応計画推進

会議を活用した取組の推進

東京都気候変動適応計画推進

会議を活用した取組の推進

14-5 気候変動適応推進プロジェクト 「東京都気候変動適応センター」の運営

・気候変動に関する情報収集等

・区市町村との連携・支援、都民

への普及啓発

気候変動に関する情報収集、普

及啓発活動等

・気候変動に関する情報収集等

・区市町村との連携・支援、都民

への普及啓発

気候変動に関する情報収集、普

及啓発活動等

気候変動に関する情報収集、普

及啓発活動等

気候変動に関する情報収集、普

及啓発活動等

14-5 気候変動適応推進プロジェクト 河川整備（護岸や調節池等）の推進 再掲

護岸・調節池等の整備推進、護

岸整備0.7km、調節池等９箇

所整備中、稼働中の調節池貯留

量　約264万m3

護岸・調節池等の整備推進、護

岸整備0.8km、調節池等10箇

所整備中（うち１箇所新規工事

着手予定、２箇所整備完了予

定）、稼働中の調節池貯留量

約264万m3

護岸・調節池等の整備推進、護

岸整備0.7km、調節池等10箇

所整備中（うち１箇所新規工事

着手：石神井川上流地下調節

池、１箇所整備完了：野川大

沢調節池）、稼働中の調節池貯

留量　約264万m3

護岸・調節池等の整備推進、護

岸整備1.0km、調節池等10箇

所整備中（うち１箇所新規工事

着手予定、１箇所増設工事着

手予定、１箇所整備完了予

定）

護岸・調節池等の整備推進、護

岸整備0.8km、調節池等10箇

所整備中（うち１箇所新規工事

着手予定、1箇所一部整備完了

予定、１箇所整備完了予定）

護岸・調節池等の整備推進、護

岸整備0.8km、調節池等９箇

所整備中（うち２箇所整備完了

予定）

14-5 気候変動適応推進プロジェクト 新たな調節池等の事業化 再掲

新たな調節池の事業化に向けた

取組、１箇所（目黒川流域）

事業化、将来の地下河川化を見

据えた環七地下広域調節池延

伸に向けた取組

新たな調節池の事業化に向けた

取組、１箇所事業化（仙川）、

調整が完了したものから順次事業

化、将来の地下河川化を見据え

た環七地下広域調節池延伸に

向けた取組

新たな調節池等の事業化に向け

た取組、１箇所事業化（仙

川）、調整が完了したものから順

次事業化、将来の地下河川化を

見据えた環七地下広域調節池

延伸に向けた取組

新たな調節池等の事業化に向け

た取組、調整が完了したものから

順次事業化

新たな調節池等の事業化に向け

た取組、調整が完了したものから

順次事業化

新たな調節池等の事業化に向け

た取組、調整が完了したものから

順次事業化
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

14-5 気候変動適応推進プロジェクト 「河川施設のあり方」を踏まえた取組の推進 再掲
気候変動を踏まえた「河川施設の

あり方」策定に向けた取組

気候変動を踏まえた「河川施設の

あり方」策定に向けた取組、整備

方針の策定、気候変動に対応し

た新たな施設整備に向けた取組

「気候変動を踏まえた河川施設の

あり方」の策定、気候変動に対応

した新たな施設整備に向けた取

組

気候変動に対応した新たな施設

整備に向けた取組 、地下河川等

の事業化に向けた検討、調節池

等整備の推進に向けた執行体制

強化の検討

気候変動に対応した新たな施設

整備に向けた取組 、地下河川等

の事業化に向けた検討、調節池

等整備の推進に向けた執行体制

強化の検討

気候変動に対応した新たな施設

整備に向けた取組 、地下河川等

の事業化に向けた検討、調節池

等整備の推進に向けた執行体制

強化の検討

14-5 気候変動適応推進プロジェクト 気候変動を踏まえた新たな豪雨対策の推進 再掲
東京都豪雨対策検討委員会設

置、開催

東京都豪雨対策検討委員会開

催、東京都豪雨対策基本方針

改定

東京都豪雨対策検討委員会開

催、東京都豪雨対策基本方針

改定

新たな東京都豪雨対策基本方

針に基づく取組の推進

新たな東京都豪雨対策基本方

針に基づく取組の推進

新たな東京都豪雨対策基本方

針に基づく取組の推進

14-5 気候変動適応推進プロジェクト 多摩地域の河川の対応力強化 再掲 対策の実施（浅川等４河川） 対策の実施（秋川等５河川） 対策の実施（秋川等４河川） 対策の実施（秋川等４河川） - -

14-5 気候変動適応推進プロジェクト 流域対策の促進・見える化 再掲

努力目標値、実績値の公表

（34区市町）、流域対策パンフ

レット配布（継続）

努力目標値・実績対策量の公表

（継続）、流域対策パンフレット

配布（継続）

努力目標値・実績対策量の公表

（継続）、流域対策パンフレット

配布（継続）

努力目標値・実績対策量の公表

（継続）、流域対策パンフレット

配布（継続）

努力目標値・実績対策量の公表

（継続）、流域対策パンフレット

配布（継続）

努力目標値・実績対策量の公表

（継続）、流域対策パンフレット

配布（継続）

14-5 気候変動適応推進プロジェクト 対策を強化するエリアの拡大に伴う流域対策の促進 再掲
・補助の実施

・流域別豪雨対策計画の推進

補助の実施、流域別豪雨対策計

画の推進

補助の実施、流域別豪雨対策計

画の推進

公共・民間施設への雨水流出抑

制に資するグリーンインフラの導入

推進、補助の実施、流域別豪雨

対策計画の推進

公共・民間施設への雨水流出抑

制に資するグリーンインフラの導入

推進、補助の実施、流域別豪雨

対策計画の推進

公共・民間施設への雨水流出抑

制に資するグリーンインフラの導入

推進、補助の実施、流域別豪雨

対策計画の推進

14-5 気候変動適応推進プロジェクト 河川を横断する水道管の地中化 再掲

【施工】

1か所

【調査・設計】

4か所

【施工】

2か所

【調査・設計】

4か所

【施工】

1か所

【調査・設計】

7か所

【施工】

4か所

【完了（累計）】

1か所

【施工】

5か所

【完了（累計）】

1か所

【施工】

5か所

【完了（累計）】

3か所

14-5 気候変動適応推進プロジェクト
都市強靭化に向けた市町村の公共下水道事業への支

援
再掲 -

これまでの技術支援に加えて、市

町村が実施する浸水対策や震災

対策への補助を開始

市町村が実施する浸水対策や震

災対策への補助を実施
補助実施 補助実施 補助実施

14-5 気候変動適応推進プロジェクト
浸水の危険性が高い地区等を重点化し、下水道整備

を推進
再掲

・対策が完了した地区数０地区

（累計28地区）

　※重点地区57地区のうち、20

地区において事業推進

・57地区に加え、「下水道浸水

対策計画2022」において新たに

重点地区に位置付けた10地区で

は、３地区において調査設計に

前倒しして着手

対策が完了した地区数　0地区

（累計28地区）

・対策が完了した地区数　0地区

（累計28地区）

　※重点地区67地区のうち、文

京区千石、豊島区南大塚地区

等20地区において事業推進中

20地区において事業推進中

対策が完了した地区数　１地区

（累計29地区）

対策が完了した地区数　３地区

（累計32地区）

対策が完了した地区数　0地区

（累計32地区）

14-5 気候変動適応推進プロジェクト 都市再生特別地区の活用による無電柱化 再掲
都市計画決定（新宿駅西南

口）
開発の機会を捉えて実施

新規での都市計画決定なし（累

計４地区で都市計画決定済）
開発の機会を捉えて実施 開発の機会を捉えて実施 開発の機会を捉えて実施

14-5 気候変動適応推進プロジェクト 地下空間の安全確保 再掲 補助の準備
補助の先行実施、支援制度の検

討

補助の先行実施、支援制度の検

討
補助の実施 補助の実施 補助の実施

14-5 気候変動適応推進プロジェクト
都市開発諸制度等を活用した都市づくり（無電柱化の

推進）
再掲

開発の機会を捉えた無電柱化の

促進

開発の機会を捉えた無電柱化の

促進
３地区

開発の機会を捉えた無電柱化の

促進

開発の機会を捉えた無電柱化の

促進

開発の機会を捉えた無電柱化の

促進

14-5 気候変動適応推進プロジェクト
第一次緊急輸送道路の無電柱化（うち環状七号線の

整備）
再掲 41％（60％） 48％（82％）

45%（74% ※事業着手率

100％）
50％（100％） 55％（100％） 60％（100％）

14-5 気候変動適応推進プロジェクト 臨港道路等の緊急輸送道路の無電柱化 再掲 約２km本体工事着手 約３km本体工事着手 約３km本体工事着手 約３km本体工事着手 約４km本体工事着手 約４km本体工事着手
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

14-5 気候変動適応推進プロジェクト 防災生活道路を軸とした無電柱化 再掲 ０路線 ２路線 ２路線（目黒区、品川区） １路線 ５路線 ４路線

14-5 気候変動適応推進プロジェクト 木密地域の私道等における無電柱化 再掲 制度構築 、支援実施 制度構築、事業実施への支援

・制度構築

・事業実施への支援（１路線

（荒川区）、１地区（大田

   区）））

制度構築、事業実施への支援 事業実施への支援 事業実施への支援

14-5 気候変動適応推進プロジェクト 市街地整備事業（都施行）における無電柱化 再掲

区画整理事業：六町地区、瑞

江駅西部地区など（計３地

区）

市街地再開発事業：晴海五丁

目西地区など（計２地区）

区画整理事業：六町地区、瑞

江駅西部地区（計２地区）

市街地再開発事業：晴海五丁

目西地区など（計２地区）

区画整理事業：六町地区

市街地再開発事業：晴海五丁

目西地区

区画整理事業：六町地区、瑞

江駅西部地区（計２地区）

市街地再開発事業：晴海五丁

目西地区

区画整理事業：六町地区

市街地再開発事業：晴海五丁

目西地区

区画整理事業：六町地区

14-5 気候変動適応推進プロジェクト
区市町村や民間施行の市街地整備事業における無電

柱化
再掲

区画整理事業：稲城榎戸地

区・南山東部地区など（計11地

区）で設計・工事（延長約

3.0km）

市街地再開発事業：十条駅西

口地区など

区画整理事業：稲城榎戸他10

地区

市街地再開発事業：十条駅西

口地区など

区画整理事業：稲城榎戸他10

地区

市街地再開発事業：十条駅西

口地区

区画整理事業：稲城榎戸他９

地区

市街地再開発事業：十条駅西

口地区など

区画整理事業：稲城榎戸他８

地区

市街地再開発事業：十条駅西

口地区など

区画整理事業：稲城榎戸他３

地区

市街地再開発事業：新たな市

街地再開発事業の機会を捉えた

無電柱化の促進

14-5 気候変動適応推進プロジェクト 民間宅地開発（開発許可）における無電柱化 再掲

宅地開発無電柱化推進事業を

実施し費用を助成（５件）、区

市町村等と無電柱化連絡会を実

施し、義務化までの道筋を共有

宅地開発無電柱化推進事業、

区市町村等との連携による義務

化に向けた取組

宅地開発無電柱化推進事業

（10件）、区市町村等との連携

による義務化に向けた取組（無

電柱化連絡会の実施）

宅地開発無電柱化推進事業

（本格実施）、区市町村等との

連携による義務化に向けた取組

宅地開発無電柱化推進事業

（本格実施）、区市町村等との

連携による義務化に向けた取組

宅地開発無電柱化推進事業

（本格実施）、区市町村等との

連携による義務化に向けた取組

14-5 気候変動適応推進プロジェクト 都営住宅の無電柱化 再掲
建替えに併せて団地内及び移管

道路の無電柱化を推進

建替えに併せて団地内及び移管

道路の無電柱化を推進

建替えに併せて団地内及び移管

道路の無電柱化を推進

・電線管理者協議

建替えに併せて団地内及び移管

道路の無電柱化を推進

・設計（1か所）

建替えに併せて団地内及び移管

道路の無電柱化を推進

・工事（1か所）

建替えに併せて団地内及び移管

道路の無電柱化を推進

・工事（1か所）

14-5 気候変動適応推進プロジェクト 島しょ地域の無電柱化 再掲

先行実施する島の選定（利島、

御蔵島）、緊急整備区間（約

10km）の整備推進

緊急整備区間（約10km）の

整備推進

緊急整備区間（約10km）の

整備推進

緊急整備区間（約10km）の

整備推進

緊急整備区間（約10km）の

整備完了

優先整備区間（約40km）の

整備推進

14-5 気候変動適応推進プロジェクト 島しょ部での無電柱化 再掲
１港完了

３港１空港整備推進

【１港完了】新島港

【７港整備推進】大島空港、若

郷漁港、沖港、神湊港、八丈島

空港、利島港、御蔵島港

【8港整備推進】新島港、大島空

港、若郷漁港、沖港、神湊港、

八丈島空港、利島港、御蔵島港

【2港完了】

【９港整備推進】

【４港完了】

【７港整備推進】

【３港完了】

【５港整備推進】

14-5 気候変動適応推進プロジェクト 都営地下鉄における浸水対策

「東京都交通局浸水対策施設

整備計画」策定、駅出入口６か

所完了、通風口6か所完了

順次実施 通風口９か所完了

順次実施（2022年度～2024

年度合計　駅出入口７か所　通

風口20か所完了）

順次実施 順次実施

14-5 気候変動適応推進プロジェクト 高台まちづくりの促進 再掲

高台まちづくりの方針やモデル地

区等での検討［国・都・区］

（個別の課題について関係者間

で具体的な調整・検討）、事業

化推進、更なる制度の充実

高台まちづくりの方針やモデル地

区等での検討［国・都・区］、事

業化推進、モデル地区の追加

（都市基盤としての高台まちづくり

の推進、高規格堤防の整備促

進、等）

高台まちづくりの方針やモデル地

区等での検討［国・都・区］、事

業化推進、高規格堤防とまちづく

りを一体的に都市計画決定して

整備を進めるなど、新たな仕組み

を構築

高台まちづくりの方針やモデル地

区等での検討［国・都・区］、事

業化推進、モデル地区の追加

（都市基盤としての高台まちづくり

の推進、高規格堤防の整備促

進、等）

高台まちづくりの方針やモデル地

区等での検討［国・都・区］、事

業化推進、モデル地区の追加

（都市基盤としての高台まちづくり

の推進、高規格堤防の整備促

進、等）

高台まちづくりの方針やモデル地

区等での検討［国・都・区］、事

業化推進、モデル地区の追加

（都市基盤としての高台まちづくり

の推進、高規格堤防の整備促

進、等）

14-5 気候変動適応推進プロジェクト
都市開発諸制度等を活用した都市づくり（災害に強い

まちづくりの促進）
再掲

開発の機会を捉えた高台まちづく

りの促進

開発の機会を捉えた高台まちづく

りの促進

開発の機会を捉えた高台まちづく

りの促進

開発の機会を捉えた高台まちづく

りの促進

開発の機会を捉えた高台まちづく

りの促進

開発の機会を捉えた高台まちづく

りの促進

14-5 気候変動適応推進プロジェクト 公園の高台化（篠崎公園） 再掲 用地取得、設計、工事 用地取得、設計、工事 用地取得、設計、工事 用地取得、設計、工事 用地取得、設計、工事 用地取得、設計、工事
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

14-5 気候変動適応推進プロジェクト
水害時の避難対策（分散避難対策・広域避難対策な

ど）
再掲

・分散避難の推進

・広域避難先の確保推進、広域

避難計画の更新等

・リスク情報や適切な避難行動を

住民に周知するモデル事業を実

施し、検証

・分散避難の推進

・広域避難先の確保推進、広域

避難計画の更新等

・検証結果を踏まえ、リスク情報や

適切な避難行動を住民に周知す

る事業の実施

・分散避難の推進

・広域避難先の確保推進、広域

避難計画の更新等

・検証結果を踏まえ、リスク情報や

適切な避難行動を住民に周知す

る事業の実施

・国や区市町村等と連携した分

散避難の推進

・広域避難先の確保推進、広域

避難計画の更新等

・区市町村による、リスク情報や適

切な避難行動を住民に周知する

ことを支援

・国や区市町村等と連携した分

散避難の推進

・広域避難先の確保推進、広域

避難計画の更新等

・区市町村による、リスク情報や適

切な避難行動を住民に周知する

ことを支援

・国や区市町村等と連携した分

散避難の推進

・広域避難先の確保推進、広域

避難計画の更新等

・区市町村による、リスク情報や適

切な避難行動を住民に周知する

ことを支援

14-5 気候変動適応推進プロジェクト 水害時の避難対策（東京マイ・タイムラインの活用） 再掲

・マイ・タイムライン作成指導者の

育成や出前講座等を実施

・アプリ版東京マイ・タイムラインの

運用

・マイ・タイムライン作成指導者の

育成や出前講座等を実施

・英語版・やさしい日本語版冊子

の作成・配布

・アプリ版の運用

・マイ・タイムライン作成指導者の

育成や出前講座等を実施

・英語版・やさしい日本語版冊子

の作成・配布

・アプリ版の運用

・マイ・タイムライン作成指導者の

育成や出前講座等を実施

・英語版・やさしい日本語版冊子

の作成・配布

・アプリ版の運用、必要に応じ機

能拡充を検討

・マイ・タイムライン作成指導者の

育成や出前講座等を実施

・英語版・やさしい日本語版冊子

の作成・配布

・アプリ版の運用、必要に応じ機

能拡充を検討

・マイ・タイムライン作成指導者の

育成や出前講座等を実施

・英語版・やさしい日本語版冊子

の作成・配布

・アプリ版の運用、必要に応じ機

能拡充を検討

14-5 気候変動適応推進プロジェクト 豪雨対策に関する広報 再掲
調節池インフラツーリズムの試行

（拡大）
調節池インフラツーリズムの実施 調節池インフラツーリズムの実施 調節池インフラツーリズムの実施 調節池インフラツーリズムの実施 調節池インフラツーリズムの実施

14-5 気候変動適応推進プロジェクト LPガス事故防止に関する安全機器の普及促進 再掲 -
ベルト・鎖、容器収納庫等の導入

補助を実施

ベルト・鎖、容器収納庫等の導入

補助を実施

ベルト・鎖、容器収納庫等の導入

補助を実施
- -

14-5 気候変動適応推進プロジェクト ドローンによる施設点検 再掲
災害時の施設点検に向けた点検

体制やドローン機体等の検討

訓練により点検体制を構築

災害時の施設点検を開始

訓練により点検体制を構築

災害時の施設点検を開始

・操縦飛行による点検体制の維

持

・自律飛行による施設点検に向け

た飛行試験

・操縦飛行による点検体制の維

持

・自律飛行による施設点検に向け

た飛行試験

・操縦飛行による点検体制の維

持

・自律飛行による施設点検の一

部運用開始

14-5 気候変動適応推進プロジェクト 看板等の飛散防止に向けた点検強化の推進 再掲
・事業内容及びスケジュールの検

討等

・点検強化のための関係各所との

調整

点検強化のための関係各所との

調整

・点検強化のための関係各所調

整

・東京都広告物審議会での強化

内容審議

・東京都屋外広告物条例等の改

正

・看板等の飛散防止に向けた点

検強化の促進

・看板等の飛散防止に向けた点

検強化の促進

14-5 気候変動適応推進プロジェクト 都営住宅等を活用した垂直避難 再掲
３区市と新規に協定締結（累計

15区市と覚書等締結）

区市町の要請に応じて覚書等を

締結
累計15区市と覚書等を締結

区市町の要請に応じて覚書等を

締結

区市町の要請に応じて覚書等を

締結

区市町の要請に応じて覚書等を

締結

14-5 気候変動適応推進プロジェクト
ＡＩ等を活用した水位予測による水門等の操作支援

（河川）
再掲 システム導入に向けた調査 システム設計・開発 システム設計・開発 システム設計・開発 運用（システム通年検証） システム運用

14-5 気候変動適応推進プロジェクト
ＡＩ等を活用した水位予測による水門等の操作支援

（海岸保全施設）
再掲

外水位（水門外側の水位）予

測の精度検証

内水位（水門内側の水位）予

測の検討

外水位予測を水防活動に活用

開始

内水位予測の精度検証

外水位予測を水防活動に活用

開始

内水位予測の精度検証

水門等操作支援システム（仮

称）開発

水門等操作支援システム（仮

称）開発

水門等操作支援システム（仮

称）運用

14-5 気候変動適応推進プロジェクト 河川観測機器の設置拡大 再掲
監視カメラ：34箇所増設、水位

計：工事着手

監視カメラ：30箇所増設、水位

計：30箇所増設

監視カメラ：35箇所増設（累計

149箇所）、水位計：10箇所

増設（累計129箇所）

監視カメラ公開数：175箇所程

度（累計）、水位計公開数：

170箇所程度（累計）

監視カメラ公開数：185箇所程

度（累計）、水位計公開数：

185箇所程度（累計）

監視カメラ公開数：195箇所程

度（累計）、水位計公開数：

200箇所程度（累計）

14-5 気候変動適応推進プロジェクト 水防災情報の発信強化 再掲
水防災総合情報システムの改修

など
運用開始、一部改修

・システム運用開始、システム一部

改修

・氾濫発生情報の運用検討

・システム運用

・氾濫発生情報の運用開始

・システム運用

・氾濫発生情報の運用

・システム運用

・氾濫発生情報の運用
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

14-5 気候変動適応推進プロジェクト 水位周知河川等の指定拡大 再掲

・対策強化流域における洪水予

報河川または水位周知河川の指

定

・対策強化流域外における指定

河川の拡大

　（関係機関協議・基準水位設

定など）

・対策強化流域における洪水予

報河川または水位周知河川の指

定

・対策強化流域外における指定

河川の拡大

・関係機関協議・基準水位設定

など

・水位周知河川等の指定拡大

・関係機関協議・基準水位設定

など

・水位周知河川等の指定拡大

・関係機関協議・基準水位設定

など

・水位周知河川等の指定拡大

・関係機関協議・基準水位設定

など

・水位周知河川等の指定拡大

・関係機関協議・基準水位設定

など

14-5 気候変動適応推進プロジェクト
ＡＩによる河川監視カメラ映像の自動解析等を活用し

た氾濫危険情報発表の支援
再掲

ＡＩを活用した監視カメラ映像の

自動解析により、河川水位を的

確に把握し、氾濫危険情報等を

迅速かつ確実に発表するための基

本検討

・詳細検討

R６年度システム構築開始に向け

た基本構想策定及び要件定義の

実施

・システム構築

・関連システム改修

・システム構築

・関連システム改修

・運用（システム通年検証）

・システム運用

・適用河川追加

14-5 気候変動適応推進プロジェクト

水害リスク情報の発信強化（発生頻度が高い複数の

降雨を用いたハザード情報（浸水想定等）の作成・公

表）

再掲 試行流域での実施 他流域への展開 ・ハザード情報の作成 ・ハザード情報の作成・公表 ・ハザード情報の作成・公表 ・ハザード情報の作成・公表

14-5 気候変動適応推進プロジェクト デジタルツインを活用した水害シミュレーションの構築 再掲 機能等の抽出・整理 開発・テスト 開発・テスト 開発・テスト、一部運用開始 運用・更新 運用・更新

14-5 気候変動適応推進プロジェクト
高潮防災総合情報システムによる防災情報発信力の

強化
再掲

海面ライブカメラ：3箇所増設

（2023年度設置完了見込みで

あったが、2022年度内に完

了）、運用状況を踏まえた改修を

実施

海面ライブカメラ：３箇所増設

運用状況を踏まえた改修を適宜

実施

海面ライブカメラ（2022年度内

設置完了）

運用状況を踏まえた改修を適宜

実施

海面ライブカメラ：2箇所増設

運用状況を踏まえた改修を適宜

実施

運用状況を踏まえた改修を適宜

実施

運用状況を踏まえた改修を適宜

実施

14-5 気候変動適応推進プロジェクト 離島港湾情報プラットフォーム等の構築 再掲 設計・構築・先行実施

プラットフォーム　改良（ユーザーテ

ストを反映）

情報収集活用ツール　構築・運

用

プラットフォーム　運用開始、改良

（ユーザーテストを反映）

情報収集活用ツール　構築・運

用

プラットフォーム　運用、改良

（ユーザーテストを反映）

情報収集活用ツール　構築・運

用

プラットフォーム　運用、運用状況

を踏まえた改良を適宜実施

情報収集活用ツール　構築・運

用

プラットフォーム　運用、運用状況

を踏まえた改良を適宜実施

情報収集活用ツール　構築・運

用

14-5 気候変動適応推進プロジェクト 伊豆小笠原諸島沿岸海岸保全基本計画の改定 再掲 海岸保全計画改定のための検討 海岸保全計画改定のための検討 海岸保全計画改定のための検討
海岸保全計画改定のための検

討、計画改定
計画を踏まえた事業の展開 計画を踏まえた事業の展開

14-5 気候変動適応推進プロジェクト 東京港海岸保全施設建設 再掲
整備計画策定

調査・設計及び工事

整備計画運用

調査・設計及び工事

整備計画運用

調査・設計及び工事

整備計画運用

調査・設計及び工事

整備計画運用

調査・設計及び工事

整備計画運用

調査・設計及び工事

14-5 気候変動適応推進プロジェクト 島しょ海岸保全施設整備 再掲

【２海岸整備推進】

【海岸保全計画改定のための検

討】

【１海岸完了】神湊港海岸

【３海岸整備推進】若郷漁港海

岸、阿古漁港海岸、三池港海岸

【海岸保全計画改正のための検

討】

【１海岸完了】神湊港海岸

【１海岸整備推進】若郷漁港海

岸

【海岸保全計画改正のための検

討】

【３海岸整備推進】

【海岸保全計画改正のための検

討、計画改定】

【３海岸整備推進】 【３海岸整備推進】

14-5 気候変動適応推進プロジェクト 山岳道路の防災機能強化 再掲 １路線(累計)工事着手 ５路線(累計)工事着手
累計４路線（6区間）工事着

手

 対策工事(累計8区間工事着

手)

対策工事(累計9区間工事着

手)

対策工事(累計10区間工事着

手)

14-5 気候変動適応推進プロジェクト 既設斜面対策施設の経年劣化対策 再掲

既設グラウンドアンカー対策工事

(累計14箇所着手)

その他の斜面対策施設の基礎調

査に着手

既設グラウンドアンカー対策工事

(累計26箇所着手)

その他の斜面対策施設の対策検

討

既設グラウンドアンカー対策工事

(累計22箇所着手)

その他の斜面対策施設の対策検

討

経年劣化対策工事(累計39箇

所着手)

グラウンドアンカー工等

経年劣化対策工事(累計48箇

所着手)

グラウンドアンカー工等

経年劣化対策工事(累計63箇

所着手)

グラウンドアンカー工等

14-5 気候変動適応推進プロジェクト ３次元点群データの活用による斜面点検の高度化 再掲
斜面判読手法の整理・斜面判読

業務の実施

斜面判読手法の整理・斜面判読

業務の実施

斜面判読手法の整理・斜面判読

業務の実施
斜面点検の実施（定期点検）

斜面点検の実施（特別点検）、

斜面点検（定期点検）結果の

確認

斜面点検の実施(特別点検)
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

14-5 気候変動適応推進プロジェクト
土砂災害特別警戒区域における建築物の安全対策の

促進
再掲 -

既存不適格建築物の外壁補強

や擁壁設置を促進

既存不適格建築物の外壁補強

や擁壁設置を促進

既存不適格建築物の外壁補強

や擁壁設置を促進

既存不適格建築物の外壁補強

や擁壁設置を促進

既存不適格建築物の外壁補強

や擁壁設置を促進

14-5 気候変動適応推進プロジェクト
土砂災害対策の推進（［ソフト］二巡目基礎調査の

実施）
再掲 約3,000箇所 約3,000箇所 約3,000箇所 約3,000箇所 約3,000箇所 約3,000箇所

14-5 気候変動適応推進プロジェクト
土砂災害対策の推進（［ハード］３D地形データの活

用による効果的な土石流対策）
再掲 ４箇所

（３D地形データを活用した優先

度検討）

３D地形データを活用した優先度

検討

・３D地形データを活用した優先

度検討

・優先度が特に高い渓流における

砂防施設整備や簡易的な対策

の検討

・３D地形データを活用した除石

の実施

・３D地形データを活用し、優先

度が特に高い渓流における砂防

施設整備や簡易的な対策の検

討

・３D地形データを活用した除石

の実施

・３D地形データを活用し、優先

度が特に高い渓流における砂防

施設整備や簡易的な対策の検

討

・３D地形データを活用した除石

の実施

14-5 気候変動適応推進プロジェクト
土砂災害対策の推進（［ハード］３D地形データを活

用した事業優先度の検討）
再掲

事業優先度の基本的考え方の整

理

事業優先度を踏まえた対策箇所

の抽出（１周目）

事業優先度を踏まえた対策箇所

の抽出検討、

除石優先度の設定に向けた検討

取組名「土砂災害対策の推進

（［ハード］３D地形データの活

用による効果的な土石流対

策）」へ計画を統合し、以降は一

体の事業として推進

- -

14-5 気候変動適応推進プロジェクト
土砂災害対策の推進（［ハード］簡易的な土石流対

策による安全対策）
再掲

基本検討、

設計・工事着手

基本検討および整備実績を踏ま

えた事業展開の検討、

工事完了（先行実施箇所）

基本検討および整備実績を踏ま

えた事業展開の検討、

工事完了（先行実施箇所）

取組名「土砂災害対策の推進

（［ハード］３D地形データの活

用による効果的な土石流対

策）」へ計画を統合し、以降は一

体の事業として推進

- -

14-5 気候変動適応推進プロジェクト 熱中症・ヒートアイランド対策の推進
区市町村と連携し、暑さ対策設

備の設置等を推進

区市町村と連携し、暑さ対策設

備の設置等を推進

・区市町村と連携し、暑さ対策設

備の設置等を推進

・東京都熱中症対策ポータルサイ

トの開設、TOKYOクールシェアの

取組、スマートポールを活用した熱

中症情報を配信等

・改正気候変動適応法に基づく

クーリングシェルターの整備等の支

援

・東京都熱中症対策ポータルサイ

トによる情報発信、TOKYOクール

シェアの取組、スマートポールを活

用した熱中症情報を配信、 知見

を有する団体等と連携した広報

等

・改正気候変動適応法に基づく

クーリングシェルターの整備等の支

援

・東京都熱中症対策ポータルサイ

トによる情報発信、TOKYOクール

シェアの取組、スマートポールを活

用した熱中症情報を配信、 知見

を有する団体等と連携した広報

等

・改正気候変動適応法に基づく

クーリングシェルターの整備等の支

援

・東京都熱中症対策ポータルサイ

トによる情報発信、TOKYOクール

シェアの取組、スマートポールを活

用した熱中症情報を配信、 知見

を有する団体等と連携した広報

等

14-5 気候変動適応推進プロジェクト 都道での遮熱性舗装等の実施
10㎞ （2022年度までに

180km整備済み）
10km

10km（2023年度までに

190km整備済み）
10km 10km 10km
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

14-5 気候変動適応推進プロジェクト PM2.5・光化学オキシダント対策

・工場等の対策（環境配慮型設

備の導入促進等）

    省エネ型VOC排出削減設備

導入促進事業（補助）

    の開始

    環境配慮型VOC対策機器

導入促進事業（補助）

  （R2~）交付実績:２件

　 環境配慮型ガソリン計量器導

入促進事業（補助）の開始

・自動車環境対策の推進

・事業者による自主的取組の促

進

　VOC対策アドバイザーの派遣実

績:2件

　VOC対策セミナーの開催実

績:2回

・九都県市等と連携した施策の実

施

　夏季のVOC対策等による普及

啓発

・大気環境データのオープンデータ

化の推進

・工場等の対策（環境配慮型設

備の導入促進等）

・自動車環境対策の推進

・事業者による自主的取組の促

進

・九都県市等と連携した施策の実

施

・工場等の対策（環境配慮型設

備の導入促進等）

    省エネ型VOC排出削減設備

導入促進事業（補助）の実施

    環境配慮型VOC対策機器

導入促進事業（補助）の実施

　 環境配慮型ガソリン計量器導

入促進事業（補助）の実施

・自動車環境対策の推進

・事業者による自主的取組の促

進

　VOC対策アドバイザーの派遣実

績:2件

　VOC対策セミナーの開催実

績:2回

・九都県市等と連携した施策の実

施

　夏季のVOC対策等による普及

啓発

・工場等の対策（環境配慮型設

備の導入促進等）

・自動車環境対策の推進

・事業者による自主的取組の促

進

・九都県市等と連携した施策の実

施

・工場等の対策（環境配慮型設

備の導入促進等）

・自動車環境対策の推進

・事業者による自主的取組の促

進

・九都県市等と連携した施策の実

施

・工場等の対策（環境配慮型設

備の導入促進等）

・自動車環境対策の推進

・事業者による自主的取組の促

進

・九都県市等と連携した施策の実

施

14-5 気候変動適応推進プロジェクト
5G・AI等の最新の情報処理技術を活用する次世代型

大気環境モニタリング事業等

大気環境モニタリングシステムの仕

様調査

大気環境データのオープンデータ化

の推進

大気環境データのオープンデータ化

の推進

大気環境データのオープンデータ化

の推進

大気環境データのオープンデータ化

の推進

大気環境データのオープンデータ化

の推進

14-5 気候変動適応推進プロジェクト
東京型スマート農業推進のための研究プラットフォームに

おける技術開発
再掲

実証実験・研究開発を展開し、

次の研究成果等を発表

・「ソーラーエネルギー利用システム

の開発」の成果

・「最新Wi-Fi技術を活用した圃

場やハウスの見える化の実証」にお

ける「生産者が圃場やハウスに

Wi-Fi通信を設置・利用する際の

ヒントとなるガイド」

・「スマート農業技術の経営的評

価・経営モデル構築」における「ト

マト施設栽培に関するニーズ調

査」

・「ローカル５Ｇを活用した遠隔で

の農業作業支援」における、遠隔

農作業支援の実証レポート

実証実験・研究開発実績等を踏

まえた2024年度からの次期東京

型スマート農業技術開発プロジェ

クトの計画の検討

プラットフォームにおける民間企業

や研究機関、生産者等との共同・

協力により、東京フューチャーアグリ

システムの新展開 、AI・IoT等の

先進技術を活用した新たな農業

システムの技術検証 、ローカル5G

を活用した新しい農業技術の開

発の３つの取組において成果を発

表した。

（2023年度終了）

- - -

14-5 気候変動適応推進プロジェクト 東京フューチャーアグリシステムの新展開 再掲

イチゴ栽培システムの開発における

品種・病害虫管理、統合制御シ

ステムの低コスト化を検討

イチゴ栽培システムの開発、統合

制御システムの低コスト化を検討

低コスト化した東京フューチャーア

グリシステムによるイチゴ栽培システ

ムを開発した。

（2023年度終了）

- - -
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

14-5 気候変動適応推進プロジェクト
AI・IoT等の先進技術を活用した新たな農業システムの

技術検証
再掲

システムの開発等について、次の

研究成果等を発表

・「ソーラーエネルギー利用システム

の開発」の成果

・「最新Wi-Fi技術を活用した圃

場やハウスの見える化の実証」にお

ける「生産者が圃場やハウスに

Wi-Fi通信を設置・利用する際の

ヒントとなるガイド」

・「スマート農業技術の経営的評

価・経営モデル構築」における「ト

マト施設栽培に関するニーズ調

査」

システムの開発・改良

システムの開発等について、次の

研究成果等を発表

・ 最新Wi-Fi 技術を活用した圃

場モニタリング ～屋外Wi-Fi導入

～

・ ソーラーエネルギー利用システム

の開発～軽量フレキシブル太陽電

池利用技術～

・ 多棟ハウスの無線による見える

化の確立

（2023年度終了）

- - -

14-5 気候変動適応推進プロジェクト スマート内水面養殖業の推進 再掲 -

養殖業の生産性向上や気候変

動への対応に向け以下の取組を

実施

・ＡＩ搭載自動給餌機を奥多摩

さかな養殖センターに試験導入

・水路等を利用した発電装置及

び飼育環境コントロールシステムの

調査・計画

養殖業の生産性向上や気候変

動への対応に向け以下の取組を

実施

・ＡＩ搭載自動給餌機を奥多摩

さかな養殖センターに試験導入

・水路等を利用した発電装置及

び飼育環境コントロールシステムの

調査・計画

養殖業の生産性向上や気候変

動への対応に向け以下の取組を

実施

・ＡＩ搭載自動給餌機の検証試

験

・水路等を利用した発電装置及

び飼育環境コントロールシステムの

調査・設置

・水循環スマート飼育システムの

計画・設計

養殖業の生産性向上や気候変

動への対応に向け以下の取組を

実施

・ＡＩ搭載自動給餌機の検証試

験・成果まとめ

・水路等を利用した発電装置及

び飼育環境コントロールシステムの

検証試験

・水循環スマート飼育システムの

設置

養殖業の生産性向上や気候変

動への対応に向け以下の取組を

実施

・ＡＩ搭載自動給餌機の養殖業

者への普及

・水路等を利用した発電装置の

養殖業者への普及

・飼育環境コントロールシステムの

新たな場所での設計

・ 水循環スマート飼育システムの

設置及び検証試験

14-5 気候変動適応推進プロジェクト 森林循環の促進 再掲 伐採・植栽・保育（42ha/年）

スギ・ヒノキ林を花粉の少ないスギ

等への植え替えを促進（80ha/

年）、花粉飛散時期における一

斉ＰＲ等を展開

スギ・ヒノキ林を花粉の少ないスギ

等への植え替えを促進（17ha/

年）、花粉飛散時期における一

斉ＰＲ等を展開

スギ・ヒノキ林を花粉の少ないスギ

等への植え替えを促進（65ha/

年）、花粉飛散時期における一

斉ＰＲ等を展開

スギ・ヒノキ林を花粉の少ないスギ

等への植え替えを促進（65ha/

年）、花粉飛散時期における一

斉ＰＲ等を展開

スギ・ヒノキ林を花粉の少ないスギ

等への植え替えを促進（65ha/

年）、花粉飛散時期における一

斉ＰＲ等を展開

14-5 気候変動適応推進プロジェクト 「とうきょう林業サポート隊」の活動 再掲
ボランティアによる植栽、下刈り等

による花粉の少ない森づくりを推進

ボランティアによる植栽、下刈り等

による花粉の少ない森づくりを推進

ボランティアによる植栽、下刈り等

による花粉の少ない森づくりを推進

ボランティアによる植栽、下刈り等

による花粉の少ない森づくりを推進

ボランティアによる植栽、下刈り等

による花粉の少ない森づくりを推進

ボランティアによる植栽、下刈り等

による花粉の少ない森づくりを推進

14-5 気候変動適応推進プロジェクト 水源林の保全作業 再掲 611ha 作業実施　600ha 作業実施　612ha 作業実施　600ha 作業実施　600ha
計画的に水源林の保全作業を実

施

14-5 気候変動適応推進プロジェクト
雨水流入対策＜降雨初期の特に汚れた下水を貯留す

る施設等の整備＞
再掲 ０万m3（累計150万m3） 20万m3（累計170万m3） 20万m3（累計170万m3） ０万m3（累計170万m3） ５万m3（累計175万m3） 0万m3（累計175万m3）

14-5 気候変動適応推進プロジェクト 雨水流出抑制に資するグリーンインフラ先行実施事業 再掲 - - ー
公共施設での雨水流出抑制に資

するグリーンインフラの導入を開始

公共施設での雨水流出抑制に資

するグリーンインフラの導入を推進

公共施設での雨水流出抑制に資

するグリーンインフラの導入を推進

14-5 気候変動適応推進プロジェクト 生物多様性の保全を支える環境整備 再掲

・生物多様性地域戦略の中間ま

とめ公表（※2023年4月に改定

済）

・レッドデータブック（本土部）の

発行

・生態系に配慮した緑化の推進

・レッドリスト（島しょ部）の調査

／みどり率調査

・生態系に配慮した緑化の推進

・レッドリスト（島しょ部）の調査

／みどり率調査

・生態系に配慮した緑化の推進

・レッドリスト（島しょ部）の調査

／植生図

・生態系に配慮した緑化の推進

・レッドリスト（島しょ部）の調査

・生態系に配慮した緑化の推進

・レッドリスト（島しょ部）の調査

・生態系に配慮した緑化の推進
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

14-5 気候変動適応推進プロジェクト
「保全地域の保全・活用プラン」の策定とプランに基づく

取組の推進
再掲

・「保全・活用プラン」策定

・生物多様性や魅力を向上する

コーディネート事業実施

・希少種保護のため保護柵や監

視カメラを設置

・保全地域サポーターの認定

・「保全・活用プラン」に基づき、保

全地域の価値・魅力向上の取組

を推進

・生物多様性や魅力を向上する

コーディネート事業実施

・希少種保護のため保護柵や監

視カメラを設置

・保全地域サポーターの認定

・「保全・活用プラン」に基づき、保

全地域の価値・魅力向上の取組

を推進

・生物多様性や魅力を向上する

コーディネート事業実施

・希少種保護のため保護柵や監

視カメラを設置

・保全地域サポーターの認定

・「保全・活用プラン」に基づき、保

全地域の価値・魅力向上の取組

を推進

・生物多様性や魅力を向上する

コーディネート事業実施

・希少種保護のため保護柵や監

視カメラを設置

・保全地域サポーターの認定

・「東京都生物多様性推進セン

ター（仮称）」の 開設

・「保全・活用プラン」に基づき、保

全地域の価値・魅力向上の取組

を推進

・生物多様性や魅力を向上する

コーディネート事業実施

・希少種保護のため保護柵や監

視カメラを設置

・保全地域サポーターの認定

・「保全・活用プラン」に基づき、保

全地域の価値・魅力向上の取組

を推進

・生物多様性や魅力を向上する

コーディネート事業実施

・希少種保護のため保護柵や監

視カメラを設置

・保全地域サポーターの認定

14-5 気候変動適応推進プロジェクト Tokyo-NbSアクション推進事業 再掲 -
NbSの取組を行う企業等との連

携

各主体によるNbSの取組の発信・

普及啓発

各主体によるNbSの取組の発信・

普及啓発

各主体によるNbSの取組の発信・

普及啓発

各主体によるNbSの取組の発信・

普及啓発

14-5 気候変動適応推進プロジェクト 立体的な緑化の推進 再掲 - - －
立体的緑化の効果に関する評価

手法等の調査

都心部における立体的な緑化の

推進

都心部における立体的な緑化の

推進

14-5 気候変動適応推進プロジェクト
野生生物の適正管理（ニホンジカ個体数管理など）、

外来種対策
再掲

・「シカ管理計画」に基づくシカ対

策の推進

・キョン、アライグマ等外来種の防

除を実施

・「シカ管理計画」に基づくシカ対

策の推進

・キョン、アライグマ等外来種の防

除を実施

・ナガエツルノゲイトウ防除の手引

きを作成

・「シカ管理計画」に基づくシカ対

策の推進

・キョン、アライグマ等外来種の防

除を実施

・ナガエツルノゲイトウ防除の手引

きを作成

・アカミミガメ防除の手引きや普及

啓発動画を作成

・「シカ管理計画」に基づくシカ対

策の推進

・キョン、アライグマ等外来種の防

除を実施

・「シカ管理計画」に基づくシカ対

策の推進

・キョン、アライグマ等外来種の防

除を実施

・「シカ管理計画」に基づくシカ対

策の推進

・キョン、アライグマ等外来種の防

除を実施

15-1 魅力ある観光コンテンツ創出プロジェクト 富裕層向け観光コンテンツの開発 採択１コンテンツ／年

富裕層向けの夜間・早朝観光コ

ンテンツの開発を支援　５コンテン

ツ程度／年

富裕層向けの夜間・早朝観光コ

ンテンツの開発を支援　採択２コ

ンテンツ／年

（2023年度終了）

- - -

15-1 魅力ある観光コンテンツ創出プロジェクト 「TOKYO LIGHTS」の開催

プロジェクションマッピング国際大会

を2022年９月、11月に実施

４日間／年（※６日間開催予

定だったところ、台風により2日間

中止あり）

プロジェクションマッピング国際大会

を核とした「TOKYO LIGHTS」を

実施　６日間程度／年

プロジェクションマッピング国際大会

を2023年９月、11月に実施

５日間／年（※６日間開催予

定だったところ、台風により1日中

止あり）

プロジェクションマッピング国際大会

を核とした「TOKYO LIGHTS」を

実施　６日間程度／年

プロジェクションマッピング国際大会

を核とした「TOKYO LIGHTS」を

実施　６日間程度／年

プロジェクションマッピング国際大会

を核とした「TOKYO LIGHTS」を

実施　６日間程度／年

15-1 魅力ある観光コンテンツ創出プロジェクト 東京ライトアップ発信プロジェクト

建造物：1件採択　春・秋：新

規4件採択　継続11件採択（う

ち1件中止）

ライトアップ事例をＷｅｂサイト等

で発信

都内の建造物や自然を活用した

ライトアップの取組に対し費用を助

成、ライトアップ事例をＷｅｂサイ

ト等で発信

建造物：２件採択　春・秋：新

規７件採択（うち1件中止）

継続７件採択

ライトアップ事例をＷｅｂサイト等

で発信

都内の建造物や自然を活用した

ライトアップの取組に対し費用を助

成、ライトアップ事例をＷｅｂサイ

ト等で発信

都内の建造物や自然を活用した

ライトアップの取組に対し費用を助

成、ライトアップ事例をＷｅｂサイ

ト等で発信

都内の建造物や自然を活用した

ライトアップの取組に対し費用を助

成、ライトアップ事例をＷｅｂサイ

ト等で発信

15-1 魅力ある観光コンテンツ創出プロジェクト 民間との連携によるプロジェクションマッピングの展開 -
民間施設（都市再開発エリア

等）での実施

①再開発地域での実施(２件）

②民間公募による実施（１件）

③イベントの実施(１件)

民間施設（都市再開発エリア

等）での実施

民間施設（都市再開発エリア

等）での実施

民間施設（都市再開発エリア

等）での実施

戦略15：文化・エンターテインメント都市戦略
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

15-1 魅力ある観光コンテンツ創出プロジェクト プロジェクションマッピングの拠点整備 -
都庁舎等でプロジェクションマッピン

グを実施

都庁舎でプロジェクションマッピング

を実施

都庁舎でプロジェクションマッピング

を実施

都庁舎でプロジェクションマッピング

を実施

都庁舎でプロジェクションマッピング

を実施

15-1 魅力ある観光コンテンツ創出プロジェクト 歴史的建造物の魅力発信
歴史的建造物のネットワーク案の

検討

・歴史的建造物のネットワーク構

築

・情報発信の仕組み、コンテンツの

選定

・歴史的建造物の紹介動画の制

作・配信

・建造物所有者の意向調査の実

施

・歴史的建造物のネットワーク構

築

・魅力発信の仕組み、コンテンツの

選定

・歴史的建造物の紹介動画の制

作

・建造物所有者の意向調査の実

施

・歴史的建造物のネットワーク構

築

・魅力発信基盤の整備

・コンテンツ制作・配信

・動画の効果測定

・所有者の意向を踏まえた支援策

の実施要否の検討

・歴史的建造物のネットワーク構

築

・コンテンツ制作・配信

・コンテンツの効果測定

・所有者の意向を踏まえた支援策

の制度設計

・コンテンツの効果測定

・所有者の意向を踏まえた支援策

の実施

・都民や企業等と連携した歴史

的建造物におけるイベント開催

・所有者の意向を踏まえた支援策

の実施

15-1 魅力ある観光コンテンツ創出プロジェクト 都市開発プロジェクトにおける賑わいの維持・創出 -

・工事期間中の仮囲い等の活用

による賑わい創出に関する取組事

例の収集

・実現のため関係法令や前提条

件等を取組事例別に整理

・取組事例の作成

・工事期間中の仮囲い等の活用

による賑わい創出に関する取組事

例の収集

・実現のため関係法令や前提条

件等を取組事例別に整理

・特区等の各プロジェクトにおいて

具体的な取組を推進

・特区等の各プロジェクトにおいて

具体的な取組を推進

・特区等の各プロジェクトにおいて

具体的な取組を推進

15-1 魅力ある観光コンテンツ創出プロジェクト 新宿駅直近地区土地区画整理事業 再掲
土地区画整理事業の計画、設

計、工事

土地区画整理事業の計画、設

計、工事、道路維持管理

西口駐車場出入口整備（一

部）

西口駅前広場仮設構台・スロー

プ整備（一部）

土地区画整理事業の計画、設

計、工事、道路維持管理

土地区画整理事業の計画、設

計、工事、道路維持管理

土地区画整理事業の計画、設

計、工事、道路維持管理

15-1 魅力ある観光コンテンツ創出プロジェクト 日本文化を活用した観光振興 採択０件/年
日本文化を活用した観光振興に

係る取組を支援　10件程度／年

日本文化を活用した観光振興に

係る取組を支援　3件／年

日本文化を活用した観光振興に

係る取組を支援　10件程度／年

日本文化を活用した観光振興に

係る取組を支援　10件程度／年

日本文化を活用した観光振興に

係る取組を支援　10件程度／年

15-1 魅力ある観光コンテンツ創出プロジェクト 夜間・早朝の観光資源の活用
採択１件

Ｗｅｂによる情報発信

夜間・早朝イベントやＰＲ等を行

う地域団体等の取組に要する経

費を助成、都内の夜間・早朝に

楽しめる観光スポット等をＷｅｂ

やＳＮＳを活用して情報発信

採択２件

ＷｅｂやＳＮＳを活用して情報

発信

（2023年度終了）

- - -

15-1 魅力ある観光コンテンツ創出プロジェクト ナイトタイム等における観光促進 - - -
事業者等に対する助成金支給、

Ｗｅｂサイト等を活用した情報

発信

事業者等に対する助成金支給、

Ｗｅｂサイト等を活用した情報

発信

事業者等に対する助成金支給、

Ｗｅｂサイト等を活用した情報

発信

15-1 魅力ある観光コンテンツ創出プロジェクト バーチャルスポーツを活用した観光振興事業 再掲

都内のサイクリングコース等をバー

チャル空間上に再現し、コース周

辺の観光スポットを紹介するＰＲ

動画を作成

都内のサイクリングコース等をバー

チャル空間上に再現し、コース周

辺の観光スポットを紹介するＰＲ

動画を作成

都内のサイクリングコース等をバー

チャル空間上に再現し、コース周

辺の観光スポットを紹介するＰＲ

動画を作成

既存のバーチャルコースの活用を

促すＰＲの実施等

（2024年度終了予定）
- -

15-1 魅力ある観光コンテンツ創出プロジェクト 海外映像作品の撮影・ロケハン誘致

海外映画・テレビドラマの都内にお

ける撮影またはロケハンにかかる費

用の助成　ロケハン３件／年

海外映画・テレビドラマの都内にお

ける撮影またはロケハンにかかる費

用の助成　ロケハン10件・撮影３

件／年

海外映画・テレビドラマの都内にお

ける撮影またはロケハンにかかる費

用の助成　ロケハン２件・撮影３

件／年

海外映画・テレビドラマの都内にお

ける撮影またはロケハンにかかる費

用の助成　ロケハン10件・撮影３

件／年

海外映画・テレビドラマの都内にお

ける撮影またはロケハンにかかる費

用の助成　ロケハン10件・撮影３

件／年

海外映画・テレビドラマの都内にお

ける撮影またはロケハンにかかる費

用の助成　ロケハン10件・撮影３

件／年

15-1 魅力ある観光コンテンツ創出プロジェクト
アニメ・マンガ等を活用したインバウンド等の誘客拠点の

運営
-

施設の整備・開設、原画やセル画

等の展示イベントの実施、ワーク

ショップ・セミナー等の実施、公式

ＨＰやＳＮＳ等での情報発信

施設の整備・開設、人気作品の

企画展の実施、原画・セル画等の

展示の実施、ワークショップ・セミ

ナー等の実施、公式ＨＰやＳＮ

Ｓ等での情報発信

人気作品や原画・セル画等の展

示の実施、ワークショップ・セミナー

等の実施、公式ＨＰやＳＮＳ等

での情報発信

人気作品や原画・セル画等の展

示の実施、ワークショップ・セミナー

等の実施、公式ＨＰやＳＮＳ等

での情報発信

人気作品や原画・セル画等の展

示の実施、ワークショップ・セミナー

等の実施、公式ＨＰやＳＮＳ等

での情報発信
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

15-1 魅力ある観光コンテンツ創出プロジェクト TOKYO周穫祭 -

東京観光×物産フェア (仮称)開

催に向けた準備・検討、年１回の

開催、東京観光×物産フェア (仮

称)の効果測定・検証

TOKYO周穫祭開催に向けた準

備・検討、年１回の開催、

TOKYO周穫祭の効果測定・検

証

TOKYO周穫祭の年１回開催、

効果測定・検証

TOKYO周穫祭の年１回開催、

効果測定・検証

TOKYO周穫祭の年１回開催、

効果測定・検証

15-1 魅力ある観光コンテンツ創出プロジェクト 観光資源の保全等のための支援

観光関連事業者のクラウドファン

ディングを活用した資金調達支援

０件／年、観光資源の保全等の

ための補助　４件／年

観光関連事業者のクラウドファン

ディングを活用した資金調達支援

20件／年、観光資源の保全等

のための補助　20件／年

観光関連事業者のクラウドファン

ディングを活用した資金調達支援

０件／年、観光資源の保全等の

ための補助　７件／年

観光関連事業者のクラウドファン

ディングを活用した資金調達支援

２件／年、観光資源の保全等の

ための補助　20件／年

観光関連事業者のクラウドファン

ディングを活用した資金調達支援

２件／年、観光資源の保全等の

ための補助　20件／年

観光関連事業者のクラウドファン

ディングを活用した資金調達支援

２件／年、観光資源の保全等の

ための補助　20件／年

15-1 魅力ある観光コンテンツ創出プロジェクト 宿泊施設を活用した文化体験等観光支援 -

都内宿泊施設が外国人向け体

験プログラムを作成・実施するため

の費用補助　６件／年

都内宿泊施設が外国人向け体

験プログラムを作成・実施するため

の費用補助　１件／年

都内宿泊施設が外国人向け体

験プログラムを作成・実施するため

の費用補助　６件／年

都内宿泊施設が外国人向け体

験プログラムを作成・実施するため

の費用補助　６件／年

都内宿泊施設が外国人向け体

験プログラムを作成・実施するため

の費用補助　６件／年

15-1 魅力ある観光コンテンツ創出プロジェクト 滞在型旅行（ロングステイ）推進事業 新規採択０件

滞在型旅行（ロングステイ）に係

る新たな取組に対して費用を助成

新規採択10件／年（最長２年

間支援）

新規採択４件 - - -

15-1 魅力ある観光コンテンツ創出プロジェクト
多摩・島しょにおける体験型・交流型コンテンツ開発支

援

継続支援1件（富裕層向けのコ

ンテンツ）

民間事業者等の体験型・交流型

の新たな観光事業に対し助成

継続支援1件（富裕層向けのコ

ンテンツ）

民間事業者等の体験型・交流型

の新たな観光事業に対し助成

継続支援１件（富裕層向けのコ

ンテンツ）

民間事業者等の体験型・交流型

の新たな観光事業に対し助成

継続支援１件（富裕層向けのコ

ンテンツ）

（2024年度終了）

- -

15-1 魅力ある観光コンテンツ創出プロジェクト 地域資源発掘型プログラム

観光資源の発掘や磨き上げに係

る取組を支援　2件／年（単域2

件、広域0件）

観光資源の発掘や磨き上げに係

る取組を支援　15件／年（単域

10件、広域５件）

観光資源の発掘や磨き上げに係

る取組を支援　2件／年（単域2

件、広域0件）

観光資源の発掘や磨き上げに係

る取組を支援　15件／年（単域

10件、広域５件）

観光資源の発掘や磨き上げに係

る取組を支援　15件／年（単域

10件、広域５件）

観光資源の発掘や磨き上げに係

る取組を支援　15件／年（単域

10件、広域５件）

15-1 魅力ある観光コンテンツ創出プロジェクト アドベンチャーツーリズム推進支援 -

多摩・島しょ地域におけるアドベン

チャーツーリズムに係る新たな取組

に対して費用を助成　新規採択

10件／年（最長２年間支援）

新規採択７件

多摩・島しょ地域におけるアドベン

チャーツーリズムに係る新たな取組

に対して費用を助成　新規採択

10件／年（最長２年間支援）

多摩・島しょ地域におけるアドベン

チャーツーリズムに係る新たな取組

に対して費用を助成　新規採択

10件／年（最長２年間支援）

多摩・島しょ地域におけるアドベン

チャーツーリズムに係る新たな取組

に対して費用を助成　新規採択

10件／年（最長２年間支援）

15-1 魅力ある観光コンテンツ創出プロジェクト 多様な体験型観光の推進 - - -
新たなサービス・コンテンツ開発支

援（20件）

新たなサービス・コンテンツ開発支

援（20件）

新たなサービス・コンテンツ開発支

援（20件）

15-1 魅力ある観光コンテンツ創出プロジェクト
春の食フェスティバル（Tokyo Tokyo Delicious

Museum）
再掲

Tokyo Tokyo Delicious

Museumの開催（５月）によ

り、「東京の食」の魅力を国内外に

発信

ブランディング調査の実施

Tokyo Tokyo Delicious

Museumの開催により、「東京の

食」の魅力を国内外に発信

Tokyo Tokyo Delicious

Museumの開催（５月）によ

り、「東京の食」の魅力を国内外に

発信

Tokyo Tokyo Delicious

Museumの開催により、「東京の

食」の魅力を国内外に発信

Tokyo Tokyo Delicious

Museumの開催により、「東京の

食」の魅力を国内外に発信

Tokyo Tokyo Delicious

Museumの開催により、「東京の

食」の魅力を国内外に発信

15-1 魅力ある観光コンテンツ創出プロジェクト 東京の食の魅力発信プロモーション 再掲 -

メディアなどを招聘したファムトリップ

や、東京におけるガストロノミーツー

リズムの魅力の発信等を実施

東京の食、また東京におけるガスト

ロノミーツーリズムの魅力を、ファム

トリップやモデルツアーにより発信

メディアなどを招聘したファムトリップ

や、東京におけるガストロノミーツー

リズムの魅力の発信等を実施

メディアなどを招聘したファムトリップ

や、東京におけるガストロノミーツー

リズムの魅力の発信等を実施

メディアなどを招聘したファムトリップ

や、東京におけるガストロノミーツー

リズムの魅力の発信等を実施

15-1 魅力ある観光コンテンツ創出プロジェクト 東京の多彩な食の発信 再掲 - - -

海外のメディア等を対象とした調

理実演等のプレゼンテーションイベ

ントを実施し、東京が誇るハイレベ

ルな食の魅力を効果的に発信

海外のメディア等を対象とした調

理実演等のプレゼンテーションイベ

ントを実施し、東京が誇るハイレベ

ルな食の魅力を効果的に発信

海外のメディア等を対象とした調

理実演等のプレゼンテーションイベ

ントを実施し、東京が誇るハイレベ

ルな食の魅力を効果的に発信

304 ページ



2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

15-1 魅力ある観光コンテンツ創出プロジェクト 観光業界における経営課題解決に係る支援

業界団体等が取り組むサービスの

レベルアップや生産性向上等に向

けた取組の支援を実施

業界団体等が取り組むサービスの

レベルアップや生産性向上等に向

けた取組に対し補助

業界団体等が取り組むサービスの

レベルアップや生産性向上等に向

けた取組の支援を実施

（2023年度終了）

- - -

15-1 魅力ある観光コンテンツ創出プロジェクト プロボノ人材による観光まちづくりサポート

プロボノ人材の派遣による都内観

光協会に対する支援　５団体／

年

プロボノ人材の派遣による都内観

光協会に対する支援　５団体程

度／年

プロボノ人材の派遣による都内観

光協会に対する支援　２団体／

年

プロボノ人材の派遣による都内観

光協会に対する支援　５団体程

度／年

プロボノ人材の派遣による都内観

光協会に対する支援　５団体程

度／年

プロボノ人材の派遣による都内観

光協会に対する支援　５団体程

度／年

15-1 魅力ある観光コンテンツ創出プロジェクト アドバイザーを活用した観光事業者支援

アドバイザーなど外部の専門家から

助言を受けて行う新たな取組や事

業の展開に要する経費の支援を

実施

アドバイザーなど外部の専門家から

助言を受けて行う新たな取組や事

業の展開に要する経費を補助

アドバイザーなど外部の専門家から

助言を受けて行う新たな取組や事

業の展開に要する経費の支援を

実施

アドバイザーなど外部の専門家から

助言を受けて行う新たな取組や事

業の展開に要する経費を補助

アドバイザーなど外部の専門家から

助言を受けて行う新たな取組や事

業の展開に要する経費を補助

アドバイザーなど外部の専門家から

助言を受けて行う新たな取組や事

業の展開に要する経費を補助

15-1 魅力ある観光コンテンツ創出プロジェクト 観光事業者の連携促進

都内旅行業者が観光関連事業

者と連携して行う地域の特色を活

かした新たな旅行商品の造成等

を支援　助成件数9件

都内旅行業者が観光関連事業

者と連携して行う地域の特色を活

かした新たな旅行商品の造成等

を支援　助成件数100件／年

都内旅行業者が観光関連事業

者と連携して行う地域の特色を活

かした新たな旅行商品の造成等

を支援　助成件数４件

（2023年度終了）

- - -

15-1 魅力ある観光コンテンツ創出プロジェクト ワンストップ支援センターの設置・運営

相談受付：794件

専門家派遣：64社（延べ212

回）

経営セミナー：４回

事業者交流会：２回

事業者説明会：27回

観光関連事業者向け相談窓口

の運営、Ｗｅｂサイトの運営、専

門家の派遣、経営セミナー等の実

施

相談受付：974件

専門家派遣：69社（延べ233

回）

経営セミナー：４回

事業者交流会：４回

事業者説明会：27回

観光関連事業者向け相談窓口

の運営、Ｗｅｂサイトの運営、専

門家の派遣、経営セミナー等の実

施

観光関連事業者向け相談窓口

の運営、Ｗｅｂサイトの運営、専

門家の派遣、経営セミナー等の実

施

観光関連事業者向け相談窓口

の運営、Ｗｅｂサイトの運営、専

門家の派遣、経営セミナー等の実

施

15-1 魅力ある観光コンテンツ創出プロジェクト 宿泊施設の多様な顧客ニーズに対応する取組への支援 交付済　２件

宿泊事業者が実施する収益力を

強化するための施設整備を補助

70件（2022～2023年度）、

好事例情報の発信

宿泊事業者が実施する収益力を

強化するための施設整備を補助

70件（2022年度からの累計）

（2023年度終了）

- - -

15-1 魅力ある観光コンテンツ創出プロジェクト 環境配慮型旅行推進支援 新規採択２件

観光関連事業者等の環境配慮

型旅行に係る新たな取組に対し

て費用を助成　新規採択10件／

年（最長２年間支援）

新規採択３件

観光関連事業者等の環境配慮

型旅行に係る新たな取組に対し

て費用を助成　新規採択10件／

年（最長２年間支援）

観光関連事業者等の環境配慮

型旅行に係る新たな取組に対し

て費用を助成　新規採択10件／

年（最長２年間支援）

観光関連事業者等の環境配慮

型旅行に係る新たな取組に対し

て費用を助成　新規採択10件／

年（最長２年間支援）

15-1 魅力ある観光コンテンツ創出プロジェクト 地域のサステナブル・ツーリズムの推進
実態調査、モニターツアー造成・実

施

ツアーガイドライン作成、持続可能

な観光まちづくりを目的として実施

する新たな取組に対して費用を助

成　新規採択12件／年

ツアーガイドライン作成、持続可能

な観光まちづくりを目的として実施

する新たな取組に対して費用を助

成　新規採択２件

持続可能な観光まちづくりを目的

として実施する新たな取組に対し

て費用を助成　新規採択12件／

年

持続可能な観光まちづくりを目的

として実施する新たな取組に対し

て費用を助成　新規採択12件／

年

持続可能な観光まちづくりを目的

として実施する新たな取組に対し

て費用を助成　新規採択12件／

年

15-1 魅力ある観光コンテンツ創出プロジェクト サステナブルトラベラーの獲得に向けた観光促進 - - -
サステナブルトラベラーをターゲットと

した宿泊施設の整備支援

サステナブルトラベラーをターゲットと

した宿泊施設の整備支援

サステナブルトラベラーをターゲットと

した宿泊施設の整備支援

15-1 魅力ある観光コンテンツ創出プロジェクト 島しょ地域での新たな体験型アクティビティの開発 - - -
島しょ地域での新たな体験型アク

ティビティの開発　２件程度

島しょ地域での新たな体験型アク

ティビティの開発　２件程度

島しょ地域での新たな体験型アク

ティビティの開発　２件程度

15-1 魅力ある観光コンテンツ創出プロジェクト 公衆浴場利用促進支援 再掲

地域住民の健康増進や交流の促

進をはじめ公衆浴場を地域交流

拠点として活用し、新たな浴場利

用者の開拓につながる取組を実

施

地域交流拠点事業を実施

地域住民の健康増進や交流の促

進をはじめ公衆浴場を地域交流

拠点として活用し、新たな浴場利

用者の開拓につながる取組を実

施

・地域交流拠点事業を実施

・公衆浴場におけるキャッシュレス

決済の導入を促進

・国内外から訪れる観光客の銭湯

利用を促進し、インバウンド客獲

得に力を入れる銭湯を支援

・地域交流拠点事業を実施

・公衆浴場におけるキャッシュレス

決済の導入を促進

・国内外から訪れる観光客の銭湯

利用を促進し、インバウンド客獲

得に力を入れる銭湯を支援

・地域交流拠点事業を実施

・国内外から訪れる観光客の銭湯

利用を促進し、インバウンド客獲

得に力を入れる銭湯を支援
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

15-1 魅力ある観光コンテンツ創出プロジェクト 観光事業者による旅行者受入対応力強化支援 - - -
観光事業者の人材確保・定着・

育成に関する取組の支援を実施

社会情勢等を踏まえ、実施を検

討

社会情勢等を踏まえ、実施を検

討

15-1 魅力ある観光コンテンツ創出プロジェクト 観光産業の活性化促進 - - -
業界団体が行う、所属する都内

観光事業者の経営改善等につな

がる取組等を支援

業界団体が行う、所属する都内

観光事業者の経営改善等につな

がる取組等を支援

業界団体が行う、所属する都内

観光事業者の経営改善等につな

がる取組等を支援

15-1 魅力ある観光コンテンツ創出プロジェクト 観光産業の魅力向上応援 - - -
魅力発信イベント・職場見学会

等を実施

魅力発信イベント・職場見学会

等を実施

魅力発信イベント・職場見学会

等を実施

15-1 魅力ある観光コンテンツ創出プロジェクト 宿泊施設経営力向上推進 - - -
経営力向上のための施設整備を

支援 50件

経営力向上のための施設整備を

支援 50件

経営力向上のための施設整備を

支援 50件

15-1 魅力ある観光コンテンツ創出プロジェクト 多摩・島しょ安定集客促進 － － －

閑散期の誘客につながるコンテン

ツの開発やプロモーション等の新た

な取組に対して費用を助成　新

規採択10件／年（最長２年間

支援）

閑散期の誘客につながるコンテン

ツの開発やプロモーション等の新た

な取組に対して費用を助成　新

規採択10件／年（最長２年間

支援）

閑散期の誘客につながるコンテン

ツの開発やプロモーション等の新た

な取組に対して費用を助成　新

規採択10件／年（最長２年間

支援）

15-1 魅力ある観光コンテンツ創出プロジェクト 江戸・東京の魅力を活用した観光周遊促進 - - -

・江戸・東京の魅力を発信する観

光モデルコースの作成・情報発信

・民間ツアーへの活用及び旅行者

の自発的な周遊を促進するための

モニターツアー等を実施

・江戸・東京の魅力を発信する観

光モデルコースの作成・情報発信

・民間ツアーへの活用及び旅行者

の自発的な周遊を促進するための

モニターツアー等を実施

・江戸・東京の魅力を発信する観

光モデルコースの作成・情報発信

・民間ツアーへの活用及び旅行者

の自発的な周遊を促進するための

モニターツアー等を実施

15-1 魅力ある観光コンテンツ創出プロジェクト 江戸情緒あふれる景観づくり - - -
２地域程度

（2024年度終了予定）
- -

15-1 魅力ある観光コンテンツ創出プロジェクト 多摩地域への誘客促進キャンペーン － － －

都内外に向けて、多摩地域の観

光の魅力を発信

（2024年度終了予定）
- -

15-1 魅力ある観光コンテンツ創出プロジェクト
東京観光情報センターバスターミナル東京八重洲(仮

称)の整備
- - - 整備に向けた調整

整備に向けた調整

（2025年度終了予定）
-

15-1 魅力ある観光コンテンツ創出プロジェクト 東京ナイトタイム魅力創出プロジェクト - - - ナイトイベントの実施
社会情勢等を踏まえ、実施を検

討

社会情勢等を踏まえ、実施を検

討

15-2 体験・まち歩きスマート観光プロジェクト 次世代受入環境モデル構築
１エリアで取組支援を実施、他エ

リアへの展開を見据え情報発信

エリア（地区）単位で複数の施

設が連携し、受入環境の向上に

資する新技術の実装を図る取組

を支援　２エリア／年、他エリアへ

の展開を見据え情報発信

１エリアで取組支援を実施、他エ

リアへの展開を見据え情報発信

（2023年度終了）
- - -

15-2 体験・まち歩きスマート観光プロジェクト バリアフリー観光の情報集約・発信

モデルルート５コース追加、モデル

ルート30コース時点更新、Ｗｅｂ

サイト運営を通じた情報発信・

360度動画掲載

バリアフリー観光モデルコースの情

報更新及び拡充を検討、Ｗｅｂ

サイト運営を通じた情報発信・Ｖ

Ｒ動画掲載、島しょ地域のバリア

フリー観光のモデルコースを作成

島しょ地域モデルルート３コース追

加、区部・多摩地域モデルルート

35コース時点更新、Ｗｅｂサイト

運営を通じた情報発信・360度

動画追加

バリアフリー観光モデルコースの情

報更新及び拡充を検討、Ｗｅｂ

サイト運営を通じた情報発信・Ｖ

Ｒ動画掲載

バリアフリー観光モデルコースの情

報更新及び拡充を検討、Ｗｅｂ

サイト運営を通じた情報発信・Ｖ

Ｒ動画掲載

バリアフリー観光モデルコースの情

報更新及び拡充を検討、Ｗｅｂ

サイト運営を通じた情報発信・Ｖ

Ｒ動画掲載

15-2 体験・まち歩きスマート観光プロジェクト 観光型ＭａａＳ

観光型ＭａａＳの社会実装に

向けた実証実験を青梅市・奥多

摩町にて実施、助成による社会

実装支援

助成による観光型ＭａａＳの社

会実装支援

助成による観光型ＭａａＳの社

会実装支援

助成による観光型ＭａａＳの社

会実装支援

（2024年度終了）
- -
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

15-2 体験・まち歩きスマート観光プロジェクト 外国人旅行者対応の取組を支援

クレジットカード等決済端末の導

入や多言語対応タブレット導入等

の外国人旅行者対応の取組を支

援

クレジットカード等決済端末の導

入や多言語対応タブレット導入等

の外国人旅行者対応の取組を支

援

クレジットカード等決済端末の導

入や多言語対応タブレット導入等

の外国人旅行者対応の取組を支

援

クレジットカード等決済端末の導

入や多言語対応タブレット導入等

の外国人旅行者対応の取組を支

援

クレジットカード等決済端末の導

入や多言語対応タブレット導入等

の外国人旅行者対応の取組を支

援

クレジットカード等決済端末の導

入や多言語対応タブレット導入等

の外国人旅行者対応の取組を支

援

15-2 体験・まち歩きスマート観光プロジェクト 観光デジタルマップ

新宿エリアにおけるデジタルマップ作

成・コンテンツ更新、オープンデータ

化・セミナー開催による情報発信

補助事業等により導入を支援
補助事業等により導入を支援

（2023年度終了）
- - -

15-2 体験・まち歩きスマート観光プロジェクト 観光関連データの選別・取得・活用支援 -

観光関連事業者等のグループに

対してデータの収集、活用等につ

いて一体的なサポートを実施する

ことにより、集客等の課題解決に

向けた取組を支援

市又は観光協会が中心となった

観光関連事業者のグループに対し

て、データの収集、活用等について

一体的なサポートを実施することに

より、集客等の課題解決に向けた

取組を伴走支援 　採択３件

行政又は観光協会が中心となっ

た観光関連事業者等のグループ

に対して、データの収集、活用等

について一体的なサポートを実施

することにより、集客等の課題解

決に向けた取組を伴走支援 　採

択３件

行政又は観光協会が中心となっ

た観光関連事業者等のグループ

に対して、データの収集、活用等

について一体的なサポートを実施

することにより、集客等の課題解

決に向けた取組を伴走支援 　採

択３件

行政又は観光協会が中心となっ

た観光関連事業者等のグループ

に対して、データの収集、活用等

について一体的なサポートを実施

することにより、集客等の課題解

決に向けた取組を伴走支援 　採

択３件

15-2 体験・まち歩きスマート観光プロジェクト バーチャルスポーツを活用した観光振興事業

都内のサイクリングコース等をバー

チャル空間上に再現し、コース周

辺の観光スポットを紹介するＰＲ

動画を作成

都内のサイクリングコース等をバー

チャル空間上に再現し、コース周

辺の観光スポットを紹介するＰＲ

動画を作成

都内のサイクリングコース等をバー

チャル空間上に再現し、コース周

辺の観光スポットを紹介するＰＲ

動画を作成

既存のバーチャルコースの活用を

促すＰＲの実施等

（2024年度終了予定）
- -

15-2 体験・まち歩きスマート観光プロジェクト ドローンを活用したアクセシブル・ツーリズム

障害者・高齢者等がドローンを遠

隔操作することでテレビ画面等を

通じて都内観光を楽しむことができ

るモニターツアーを実施・検証、シ

ンポジウム等を通じて旅行業者等

に情報発信

障害者・高齢者等がドローンを遠

隔操作することでテレビ画面等を

通じて都内観光を楽しむことができ

るモニターツアーを実施・検証

シンポジウム等を通じて旅行業者

等に情報発信

障害者・高齢者等がドローンを遠

隔操作することでテレビ画面等を

通じて都内観光を楽しむことができ

るモニターツアーを実施・検証

シンポジウム等を通じて旅行業者

等に情報発信

ドローンを活用し、障害者・高齢

者などを含む誰もが都内観光を楽

しむことができる旅行商品の造成

等に係る経費を支援　 採択10

件

ドローンを活用したツアーに関して

旅行事業者に情報発信

ドローンを活用し、障害者・高齢

者などを含む誰もが都内観光を楽

しむことができる旅行商品の造成

等に係る経費を支援　 採択10

件

ドローンを活用したツアーに関して

旅行事業者に情報発信

ドローンを活用し、障害者・高齢

者などを含む誰もが都内観光を楽

しむことができる旅行商品の造成

等に係る経費を支援　 採択10

件

ドローンを活用したツアーに関して

旅行事業者に情報発信

15-2 体験・まち歩きスマート観光プロジェクト 観光事業者のデジタル化支援
観光事業者のデジタル化を図る取

組の費用を補助

観光事業者のデジタル化を図る取

組の費用を補助

観光事業者のデジタル化を図る取

組の費用を補助

観光事業者のデジタル化を図る取

組の費用を補助

観光事業者のデジタル化を図る取

組の費用を補助

観光事業者のデジタル化を図る取

組の費用を補助

15-2 体験・まち歩きスマート観光プロジェクト 旅行事業者のＤＸ支援

旅行事業者のデジタル化を促進

するため専門家を活用した事業計

画の策定支援や取組費用の補助

を実施

旅行事業者のデジタル化を促進

するため専門家を活用した事業計

画の策定支援や取組費用の補助

を実施

旅行事業者のデジタル化を促進

するため専門家を活用した事業計

画の策定支援や取組費用の補助

を実施

旅行事業者のデジタル化を図る取

組の費用の支援を実施

旅行事業者のデジタル化を図る取

組の費用の支援を実施

旅行事業者のデジタル化を図る取

組の費用の支援を実施

15-2 体験・まち歩きスマート観光プロジェクト 宿泊事業者がデジタル化を図る取組を支援 -
宿泊事業者がデジタル化を図る取

組の費用を一部補助

宿泊事業者がデジタル化を図る取

組の費用の支援を実施

宿泊事業者がデジタル化を図る取

組の費用の支援を実施

宿泊事業者がデジタル化を図る取

組の費用の支援を実施

宿泊事業者がデジタル化を図る取

組の費用の支援を実施

15-2 体験・まち歩きスマート観光プロジェクト 宿泊施設へのロボット導入補助 - - -
宿泊施設へのロボットトライアル導

入及び本格導入の支援を実施

社会情勢等を踏まえ、実施を検

討

社会情勢等を踏まえ、実施を検

討

15-2 体験・まち歩きスマート観光プロジェクト 旅行事業者デジタルツール導入支援 - - -
旅行事業者が行うデジタル技術を

活用した取組を支援

旅行事業者が行うデジタル技術を

活用した取組を支援

旅行事業者が行うデジタル技術を

活用した取組を支援

15-2 体験・まち歩きスマート観光プロジェクト AI等先端技術を活用した受入環境高度化支援 - - -

エリア単位で複数の観光関連事

業者が連携し、AI等先端技術を

活用した観光地の面的な高付加

価値化を図る取組に係る経費を

支援　採択３件

他エリアへの展開を見据え情報発

信

エリア単位で複数の観光関連事

業者が連携し、AI等先端技術を

活用した観光地の面的な高付加

価値化を図る取組に係る経費を

支援　採択３件

他エリアへの展開を見据え情報発

信

エリア単位で複数の観光関連事

業者が連携し、AI等先端技術を

活用した観光地の面的な高付加

価値化を図る取組に係る経費を

支援　採択３件

他エリアへの展開を見据え情報発

信

307 ページ



2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画
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2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

15-2 体験・まち歩きスマート観光プロジェクト 観光データマーケティング - - -

・各種調査や事業で収集したデー

タを集約し、国や旅行者の属性な

どによるニーズを分析するデータ

マーケティングプラットフォーム

（DMP）の構築

・分析結果に基づき市場毎のペル

ソナ（旅行者像）を選定

・各種調査や事業で収集したデー

タを集約し、国や旅行者の属性な

どによるニーズを分析するDMPの

管理・運営

・設定したペルソナ（旅行者像）

をもとに、国・地域などきめ細かく最

適な広告を展開するとともに、広

告パフォーマンスを含めたデータ分

析を実施

・各種調査や事業で収集したデー

タを集約し、国や旅行者の属性な

どによるニーズを分析するDMPの

管理・運営

・設定したペルソナ（旅行者像）

をもとに、国・地域などきめ細かく最

適な広告を展開するとともに、広

告パフォーマンスを含めたデータ分

析を実施

・都内の自治体などに対するDMP

の活用推進

15-2 体験・まち歩きスマート観光プロジェクト 観光事業者による環境対策等の支援 -

観光関連事業者のＳＤＧｓ・環

境対策に係る取組に必要な費用

を支援　30件／年

新規採択　６件

観光関連事業者のＳＤＧｓ・環

境対策に係る取組に必要な費用

を支援　30件／年

観光関連事業者のＳＤＧｓ・環

境対策に係る取組に必要な費用

を支援　30件／年

観光関連事業者のＳＤＧｓ・環

境対策に係る取組に必要な費用

を支援　30件／年

15-2 体験・まち歩きスマート観光プロジェクト 宿泊施設におけるテレワークプランの提供 -
宿泊施設におけるテレワークプラン

の提供に係る費用の補助

宿泊施設におけるテレワークプラン

の提供に係る費用の支援、当該

宿泊施設の情報発信を実施

宿泊施設におけるテレワークプラン

の提供に係る費用の支援、当該

宿泊施設の情報発信を実施

社会情勢等を踏まえ、実施を検

討

社会情勢等を踏まえ、実施を検

討

15-2 体験・まち歩きスマート観光プロジェクト 観光事業者の連携促進 再掲

都内旅行業者が観光関連事業

者と連携して行う地域の特色を活

かした新たな旅行商品の造成等

を支援　助成件数9件

都内旅行業者が観光関連事業

者と連携して行う地域の特色を活

かした新たな旅行商品の造成等

を支援　助成件数100件／年

都内旅行業者が観光関連事業

者と連携して行う地域の特色を活

かした新たな旅行商品の造成等

を支援　助成件数４件

（2023年度終了）

- - -

15-2 体験・まち歩きスマート観光プロジェクト ムスリム等多様な文化・習慣に関する受入環境整備

ムスリムやヴィーガン・ベジタリアン対

応飲食店等を紹介するパンフレッ

トの作成・配布、受入対応セミ

ナーの開催、専門家派遣を実施

ムスリムやヴィーガン・ベジタリアン対

応飲食店等を紹介するパンフレッ

トの作成・配布、受入対応セミ

ナーの開催、専門家派遣を実施

ムスリムやヴィーガン・ベジタリアン対

応飲食店等を紹介するパンフレッ

トの作成・配布、受入対応セミ

ナーの開催、専門家派遣を実施

ムスリムやヴィーガン・ベジタリアン対

応飲食店等を紹介するパンフレッ

トの作成・配布、受入対応セミ

ナーの開催、専門家派遣を実施

ムスリムやヴィーガン・ベジタリアン対

応飲食店等を紹介するパンフレッ

トの作成・配布、受入対応セミ

ナーの開催、専門家派遣を実施

ムスリムやヴィーガン・ベジタリアン対

応飲食店等を紹介するパンフレッ

トの作成・配布、受入対応セミ

ナーの開催、専門家派遣を実施

15-2 体験・まち歩きスマート観光プロジェクト 飲食事業者向け食の多様性対応支援 -

先進的な料理店等によるメニュー

開発・レシピ紹介、ベジタリアン・

ヴィーガン認証取得支援

食の多様性に対応した飲食店向

けのメニュー開発・レシピ紹介、ベ

ジタリアン・ヴィーガン認証取得支

援

食の多様性に対応した飲食店向

けのメニュー開発・レシピ紹介、ベ

ジタリアン・ヴィーガン認証取得支

援

食の多様性に対応した飲食店向

けのメニュー開発・レシピ紹介、ベ

ジタリアン・ヴィーガン認証取得支

援

食の多様性に対応した飲食店向

けのメニュー開発・レシピ紹介、ベ

ジタリアン・ヴィーガン認証取得支

援

15-2 体験・まち歩きスマート観光プロジェクト バリアフリー情報発信支援 - - - 支援３件 支援３件 支援３件

15-2 体験・まち歩きスマート観光プロジェクト 誰もが楽しめる自然体験型観光の推進 - - -

・事業者向けワークショップやモニ

ターツアーの実施

・事業者向け機器導入支援　５

件

・専用サイトによる情報発信

・事業者向けワークショップやモニ

ターツアーの実施

・事業者向け機器導入支援　５

件

・専用サイトによる情報発信

・事業者向けワークショップやモニ

ターツアーの実施

・事業者向け機器導入支援　５

件

・専用サイトによる情報発信

15-3 オールジャパンでの戦略的な観光振興プロジェクト 近隣県との連携 埼玉県、山梨県との連携

近隣県と連携し、海外に向けた東

京2020大会レガシーや観光ス

ポット等のPRを実施

埼玉県、千葉県、神奈川県、山

梨県と連携し、海外に向けた東京

2020大会レガシーや観光スポット

等のPRを実施

近隣県と連携し、海外に向けた東

京2020大会レガシーや観光ス

ポット等のPRを実施

近隣県と連携し、海外に向けた東

京2020大会レガシーや観光ス

ポット等のPRを実施

近隣県と連携し、海外に向けた東

京2020大会レガシーや観光ス

ポット等のPRを実施

15-3 オールジャパンでの戦略的な観光振興プロジェクト 他自治体との個別連携
和歌山県、大阪府、新潟県との

連携

和歌山県、大阪府、新潟県と連

携した観光PRを実施

和歌山県、大阪府、新潟県と連

携した観光PRを実施

和歌山県、大阪府、新潟県と連

携した観光PRを実施

和歌山県、大阪府、新潟県と連

携した観光PRを実施

和歌山県、大阪府、新潟県と連

携した観光PRを実施
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15-3 オールジャパンでの戦略的な観光振興プロジェクト 山形県との連携による女性の視点を活かした観光振興 - 山形県と連携した観光PRを実施 山形県と連携した観光PRを実施 山形県と連携した観光PRを実施 山形県と連携した観光PRを実施 山形県と連携した観光PRを実施

15-3 オールジャパンでの戦略的な観光振興プロジェクト 都市間連携によるＭＩＣＥ誘致
他都市と共同でのファムトリップ等

を実施

他都市と連携した共同でのファム

トリップやプロモーション、Ｗｅｂに

よる情報発信等によりそれぞれの

魅力を生かしたＭＩＣＥ誘致を

推進

他都市と連携した共同でのファム

トリップやプロモーション、Ｗｅｂに

よる情報発信等によりそれぞれの

魅力を生かしたＭＩＣＥ誘致を

実施

他都市と連携した共同でのファム

トリップやプロモーション、Ｗｅｂに

よる情報発信等によりそれぞれの

魅力を生かしたＭＩＣＥ誘致を

推進

他都市と連携した共同でのファム

トリップやプロモーション、Ｗｅｂに

よる情報発信等によりそれぞれの

魅力を生かしたＭＩＣＥ誘致を

推進

他都市と連携した共同でのファム

トリップやプロモーション、Ｗｅｂに

よる情報発信等によりそれぞれの

魅力を生かしたＭＩＣＥ誘致を

推進

15-3 オールジャパンでの戦略的な観光振興プロジェクト 世界自然遺産を活用した観光振興

世界自然遺産の魅力や知名度を

生かしたＷｅｂサイトによる情報

発信や商談会等の実施、ＳＤＧ

ｓやマナー啓発等の視点を盛り込

んだ共同プロモーションを推進

世界自然遺産の魅力や知名度を

生かしたＷｅｂサイトによる情報

発信や商談会の実施、共同プロ

モーションの実施

世界自然遺産の魅力や知名度を

生かしたＷｅｂサイトによる情報

発信や商談会等の実施、共同プ

ロモーションの実施

世界自然遺産の魅力や知名度を

生かしたＷｅｂサイトによる情報

発信や商談会の実施、共同プロ

モーションの実施

世界自然遺産の魅力や知名度を

生かしたＷｅｂサイトによる情報

発信や商談会の実施、共同プロ

モーションの実施

世界自然遺産の魅力や知名度を

生かしたＷｅｂサイトによる情報

発信や商談会の実施、共同プロ

モーションの実施

15-3 オールジャパンでの戦略的な観光振興プロジェクト 各地域との広域連携

東北地方、中国・四国地方、九

州地方、北陸地方との連携、オン

ライン商談会への参画

東北地方、中国・四国地方、九

州地方、北陸地方との連携、オン

ライン商談会への参画

東北地方、中国・四国地方、九

州地方、北陸地方との連携、オン

ライン商談会の実施

東北地方、中国・四国地方、九

州地方、北陸地方との連携、商

談会の実施

東北地方、中国・四国地方、九

州地方、北陸地方との連携、商

談会の実施

東北地方、中国・四国地方、九

州地方、北陸地方との連携、商

談会の実施

15-3 オールジャパンでの戦略的な観光振興プロジェクト 参画スキームを活用した共同プロモーション

富士箱根伊豆国際観光テーマ地

区推進協議会を主体とした連携

への参画、石川県を主体とした広

域連携への参画、沖縄県を主体

とした連携への参画、関東域内連

携への参画

富士箱根伊豆国際観光テーマ地

区推進協議会を主体とした連携

への参画、石川県を主体とした広

域連携への参画、沖縄県を主体

とした連携への参画、関東域内連

携への参画等

富士箱根伊豆国際観光テーマ地

区推進協議会を主体とした連携

への参画、石川県を主体とした広

域連携への参画、沖縄県を主体

とした連携への参画、関東域内連

携への参画

富士箱根伊豆国際観光テーマ地

区推進協議会を主体とした連携

への参画、石川県を主体とした広

域連携への参画、沖縄県を主体

とした連携への参画、関東域内連

携への参画等

富士箱根伊豆国際観光テーマ地

区推進協議会を主体とした連携

への参画、石川県を主体とした広

域連携への参画、沖縄県を主体

とした連携への参画、関東域内連

携への参画等

富士箱根伊豆国際観光テーマ地

区推進協議会を主体とした連携

への参画、石川県を主体とした広

域連携への参画、沖縄県を主体

とした連携への参画、関東域内連

携への参画等

15-3 オールジャパンでの戦略的な観光振興プロジェクト 自治体と連携した観光促進 - - -
東京と全国の自治体が連携し、

観光PR等を実施

東京と全国の自治体が連携し、

観光PR等を実施

東京と全国の自治体が連携し、

観光PR等を実施

15-3 オールジャパンでの戦略的な観光振興プロジェクト 東京を拠点とした日帰り旅行の魅力発信 - - -
東京に長期滞在しながら、都外の

観光地への訪問を促すプロモー

ションを実施

東京に長期滞在しながら、都外の

観光地への訪問を促すプロモー

ションを実施

東京に長期滞在しながら、都外の

観光地への訪問を促すプロモー

ションを実施

15-4 世界中の旅行者を惹きつける戦略的プロモーション 様々なテーマに沿った観光情報発信

ガストロノミーツーリズムやグリーン

ツーリズム等都の施策と関連した

テーマに応じた広告出稿等を海

外・国内向けに実施 （海外６媒

体７件、国内４媒体４件に掲

載）

ガストロノミーツーリズムやグリーン

ツーリズム等都の施策と関連した

テーマに応じた広告出稿等を海外

向けに実施

ガストロノミーツーリズムやグリーン

ツーリズム等都の施策と関連した

テーマに応じた広告出稿等を海外

向けに実施 （9媒体10件に掲

載）

ガストロノミーツーリズムやグリーン

ツーリズム等都の施策と関連した

テーマに応じた広告出稿等を海外

向けに実施

ガストロノミーツーリズムやグリーン

ツーリズム等都の施策と関連した

テーマに応じた広告出稿等を海外

向けに実施

ガストロノミーツーリズムやグリーン

ツーリズム等都の施策と関連した

テーマに応じた広告出稿等を海外

向けに実施

15-4 世界中の旅行者を惹きつける戦略的プロモーション インバウンド需要回復に向けた観光ＰＲ

安全・安心な東京の魅力発信、

都内事業者やOTAと連動した

PR、観光レップを通じた市場別

PR、インフルエンサー招聘による

FAMトリップを実施（16名/組）

海外都市における屋外・交通広

告、都内事業者やＯＴＡと連動

したＰＲ、観光レップを通じた市

場別ＰＲ、インフルエンサー招聘

によるFAMトリップを実施

海外都市における屋外・交通広

告の展開、都内事業者やOTAと

連動したPR、観光レップを通じた

市場別PR、インフルエンサー招聘

によるFAMトリップを実施（７名/

組）

（2023年度終了）

- - -

15-4 世界中の旅行者を惹きつける戦略的プロモーション 多摩・島しょの魅力発信
Ｗｅｂ・ＳＮＳ等による情報発

信（国内外）

Ｗｅｂ・ＳＮＳ等による情報発

信（国内外）

Ｗｅｂ・ＳＮＳ等による情報発

信（国内外）

Ｗｅｂ・ＳＮＳ等による情報発

信（国内外）

Ｗｅｂ・ＳＮＳ等による情報発

信（国内外）

Ｗｅｂ・ＳＮＳ等による情報発

信（国内外）
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15-4 世界中の旅行者を惹きつける戦略的プロモーション メタバースを活用した観光ＰＲ -

メタバース空間を活用し、体験型

ゲームやイベント等による観光Ｐ

Ｒを実施

メタバース空間を活用し、体験型

ゲームやイベント等による観光Ｐ

Ｒを実施

メタバース空間を活用し、体験型

ゲームやイベント等による観光Ｐ

Ｒを実施

メタバース空間を活用し、体験型

ゲームやイベント等による観光Ｐ

Ｒを実施

メタバース空間を活用し、体験型

ゲームやイベント等による観光Ｐ

Ｒを実施

15-4 世界中の旅行者を惹きつける戦略的プロモーション 都庁舎のウェブサイトページ再構築、維持管理 再構築に向けた委託契約の準備
委託契約、ユーザーテスト、正式

版公開

再構築に向けた検討、コンテンツ

充実（都庁舎に関する動画を３

本制作）

維持管理、コンテンツ充実 維持管理、コンテンツ充実 維持管理、コンテンツ充実

15-4 世界中の旅行者を惹きつける戦略的プロモーション 夜間・早朝の観光資源の活用 再掲
採択１件

Ｗｅｂによる情報発信

夜間・早朝イベントやＰＲ等を行

う地域団体等の取組に要する経

費を助成、都内の夜間・早朝に

楽しめる観光スポット等をＷｅｂ

やＳＮＳを活用して情報発信

採択２件

ＷｅｂやＳＮＳを活用して情報

発信

（2023年度終了）

- - -

15-4 世界中の旅行者を惹きつける戦略的プロモーション ナイトタイム等における観光促進 再掲 - - -
事業者等に対する助成金支給、

Ｗｅｂサイト等を活用した情報

発信

事業者等に対する助成金支給、

Ｗｅｂサイト等を活用した情報

発信

事業者等に対する助成金支給、

Ｗｅｂサイト等を活用した情報

発信

15-4 世界中の旅行者を惹きつける戦略的プロモーション ＭＩＣＥ施設の受入環境整備支援 件数７件 /年

都内の会議施設や展示場等に対

しオンライン会議開催等のＭＩＣ

Ｅ受入環境の充実に向けた施設

整備に係る費用を支援

件数２件 /年

都内の会議施設や展示場等に対

しオンライン会議開催等のＭＩＣ

Ｅ受入環境の充実に向けた施設

整備に係る費用を支援

都内の会議施設や展示場等に対

しオンライン会議開催等のＭＩＣ

Ｅ受入環境の充実に向けた施設

整備に係る費用を支援

都内の会議施設や展示場等に対

しオンライン会議開催等のＭＩＣ

Ｅ受入環境の充実に向けた施設

整備に係る費用を支援

15-4 世界中の旅行者を惹きつける戦略的プロモーション
ビジネスイベンツ先進エリア、多摩ビジネスイベンツ重点支

援エリア
選定エリアへの支援

ビジネスイベンツ先進エリア及び多

摩ビジネスイベンツ重点支援エリア

におけるＭＩＣＥ受入環境整備

に向けた取組や誘致プロモーショ

ン、地域連携に向けた取組等へ

支援を実施

選定エリアへの支援

ビジネスイベンツ先進エリア及び多

摩ビジネスイベンツ重点支援エリア

におけるＭＩＣＥ受入環境整備

に向けた取組や誘致プロモーショ

ン、地域連携に向けた取組等へ

支援を実施

ビジネスイベンツ先進エリア及び多

摩ビジネスイベンツ重点支援エリア

におけるＭＩＣＥ受入環境整備

に向けた取組や誘致プロモーショ

ン、地域連携に向けた取組等へ

支援を実施

ビジネスイベンツ先進エリア及び多

摩ビジネスイベンツ重点支援エリア

におけるＭＩＣＥ受入環境整備

に向けた取組や誘致プロモーショ

ン、地域連携に向けた取組等へ

支援を実施

15-4 世界中の旅行者を惹きつける戦略的プロモーション 多摩地域におけるＭＩＣＥ拠点の育成支援 選定エリアへの支援

多摩ビジネスイベンツ重点支援エリ

アである「八王子」「立川」における

ＭＩＣＥ誘致に必要なノウハウの

提供などの支援や人材育成に要

する経費補助、ＭＩＣＥ関連イ

ベント開催支援を実施

選定エリアへの支援

多摩ビジネスイベンツ重点支援エリ

アである「八王子」「立川」における

ＭＩＣＥ誘致に必要なノウハウの

提供などの支援や人材育成に要

する経費補助を実施

多摩ビジネスイベンツ重点支援エリ

アである「八王子」「立川」における

ＭＩＣＥ誘致に必要なノウハウの

提供などの支援や人材育成に要

する経費補助を実施

多摩ビジネスイベンツ重点支援エリ

アである「八王子」「立川」における

ＭＩＣＥ誘致に必要なノウハウの

提供などの支援や人材育成に要

する経費補助を実施

15-4 世界中の旅行者を惹きつける戦略的プロモーション 多摩地域におけるＭＩＣＥ誘致促進 -

多摩地域で開催するＭＩＣＥに

対し、空港から開催地までの参加

者の輸送費用等を助成　８件／

年

件数　２件／年

多摩地域で開催するＭＩＣＥに

対し、空港から開催地までの参加

者の輸送費用等を助成　８件／

年

多摩地域で開催するＭＩＣＥに

対し、空港から開催地までの参加

者の輸送費用等を助成　８件／

年

多摩地域で開催するＭＩＣＥに

対し、空港から開催地までの参加

者の輸送費用等を助成　８件／

年

15-4 世界中の旅行者を惹きつける戦略的プロモーション ユニークベニュー会場設営支援 件数　 9件／年

都内ユニークベニューを活用してＭ

ＩＣＥを開催するために必要な

会場設営経費を支援　10件／

年

件数　３件／年

都内ユニークベニューを活用してＭ

ＩＣＥを開催するために必要な

会場設営経費を支援　10件／

年

都内ユニークベニューを活用してＭ

ＩＣＥを開催するために必要な

会場設営経費を支援　10件／

年

都内ユニークベニューを活用してＭ

ＩＣＥを開催するために必要な

会場設営経費を支援　10件／

年

15-4 世界中の旅行者を惹きつける戦略的プロモーション ユニークベニューの魅力発信

ショーケースイベントの開催（２回

／年）、ユニークベニュー専用Ｗ

ｅｂサイトによる情報発信

都内ユニークベニューの魅力等を

発信するショーケースイベントの開

催（１回／年）、ユニークベ

ニュー専用Ｗｅｂサイトによる情

報発信

ショーケースイベントの開催（１回

／年）、ユニークベニュー専用Ｗ

ｅｂサイトによる情報発信

都内ユニークベニューの魅力等を

発信するショーケースイベントの開

催（１回／年）、ユニークベ

ニュー専用Ｗｅｂサイトによる情

報発信

都内ユニークベニューの魅力等を

発信するショーケースイベントの開

催（１回／年）、ユニークベ

ニュー専用Ｗｅｂサイトによる情

報発信

都内ユニークベニューの魅力等を

発信するショーケースイベントの開

催（１回／年）、ユニークベ

ニュー専用Ｗｅｂサイトによる情

報発信
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画
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2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

15-4 世界中の旅行者を惹きつける戦略的プロモーション 次世代型ＭＩＣＥの推進

ガイドラインの策定、次世代型Ｍ

ＩＣＥ開催資金助成（3件/

年）、ハイブリッド型会議等開催

資金助成（10件/年）

対面とオンライン併用のハイブリッド

型ＭＩＣＥの開催資金助成や、

テクノロジーを活用したＭＩＣＥを

推進するため次世代型ＭＩＣＥ

開催資金助成を実施

ガイドラインの更新、次世代型Ｍ

ＩＣＥ開催資金助成（２件/

年）、ハイブリッド型会議等開催

資金助成（８件/年）

対面とオンライン併用のハイブリッド

型ＭＩＣＥの開催資金助成や、

テクノロジーを活用したＭＩＣＥを

推進するため次世代型ＭＩＣＥ

開催資金助成を実施

対面とオンライン併用のハイブリッド

型ＭＩＣＥの開催資金助成や、

テクノロジーを活用したＭＩＣＥを

推進するため次世代型ＭＩＣＥ

開催資金助成を実施

対面とオンライン併用のハイブリッド

型ＭＩＣＥの開催資金助成や、

テクノロジーを活用したＭＩＣＥを

推進するため次世代型ＭＩＣＥ

開催資金助成を実施

15-4 世界中の旅行者を惹きつける戦略的プロモーション 島しょ地域におけるＭＩＣＥ誘致促進
誘致・開催資金の助成やファムト

リップ等を実施

島しょ地域におけるＭＩＣＥ誘

致・開催に係る経費の助成、開

催支援プログラムの提供、プロモー

ション（セールスコール・ロード

ショー・ＦＡＭトリップ）、受入体

制構築への支援の実施

島しょ地域におけるＭＩＣＥ開

催に係る経費の助成、開催支援

プログラムの提供、プロモーション

（セールスコール・ロードショー・Ｆ

ＡＭトリップ）、受入体制構築へ

の支援を実施

島しょ地域におけるＭＩＣＥ誘

致・開催に係る経費の助成、開

催支援プログラムの提供、プロモー

ション（セールスコール・ロード

ショー・ＦＡＭトリップ）、受入体

制構築への支援の実施

島しょ地域におけるＭＩＣＥ誘

致・開催に係る経費の助成、開

催支援プログラムの提供、プロモー

ション（セールスコール・ロード

ショー・ＦＡＭトリップ）、受入体

制構築への支援の実施

島しょ地域におけるＭＩＣＥ誘

致・開催に係る経費の助成、開

催支援プログラムの提供、プロモー

ション（セールスコール・ロード

ショー・ＦＡＭトリップ）、受入体

制構築への支援の実施

15-4 世界中の旅行者を惹きつける戦略的プロモーション メタバースを活用したＭＩＣＥ誘致促進 -

ＭＩＣＥ開催時のバーチャル会

議場としてメタバース空間を構築、

運用

ＭＩＣＥ開催時のバーチャル会

議場としてメタバース空間を構築、

運用

バーチャル会議場の運用、コンテン

ツ制作

バーチャル会議場の運用、コンテン

ツ制作

バーチャル会議場の運用、コンテン

ツ制作

15-4 世界中の旅行者を惹きつける戦略的プロモーション 環境配慮型ＭＩＣＥの推進 -

サポートデスクの運営によりアドバイ

ザー派遣等を通じてＭＩＣＥ主

催者の環境に配慮した取組を支

援、ＭＩＣＥ主催者の環境に配

慮した取組に要する経費を補助

（８件／年）

サポートデスクの運営や、ＭＩＣ

Ｅ主催者の環境に配慮した取組

に要する経費を補助（７件／

年）

サポートデスクの運営によりアドバイ

ザー派遣等を通じてＭＩＣＥ主

催者の環境に配慮した取組を支

援、ＭＩＣＥ主催者の環境に配

慮した取組に要する経費を補助

（８件／年）

サポートデスクの運営によりアドバイ

ザー派遣等を通じてＭＩＣＥ主

催者の環境に配慮した取組を支

援、ＭＩＣＥ主催者の環境に配

慮した取組に要する経費を補助

（８件／年）

 サポートデスクの運営によりアドバ

イザー派遣等を通じてＭＩＣＥ

主催者の環境に配慮した取組を

支援、ＭＩＣＥ主催者の環境に

配慮した取組に要する経費を補

助（８件／年）

15-4 世界中の旅行者を惹きつける戦略的プロモーション 国際イベント等誘致・開催支援 -

都内で開催を予定する展示会の

主催者に対し海外にＰＲするた

めの経費等を助成（３件／

年）、国際イベントの開催時に日

本文化体験プログラム等を提供

（３件／年）

展示会の主催者に対し経費等を

助成（２件／年）

都内で開催を予定する展示会の

主催者に対し海外にＰＲするた

めの経費等を助成（３件／

年）、国際イベントの開催時に日

本文化体験プログラム等を提供

（３件／年）

都内で開催を予定する展示会の

主催者に対し海外にＰＲするた

めの経費等を助成（３件／

年）、国際イベントの開催時に日

本文化体験プログラム等を提供

（３件／年）

 都内で開催を予定する展示会の

主催者に対し海外にＰＲするた

めの経費等を助成（３件／

年）、国際イベントの開催時に日

本文化体験プログラム等を提供

（３件／年）

15-4 世界中の旅行者を惹きつける戦略的プロモーション サステナブルＭＩＣＥ発信 - - -
サステナブルＭＩＣＥショーケース

イベントの実施

サステナブルＭＩＣＥショーケース

イベントの実施

 サステナブルＭＩＣＥショーケー

スイベントの実施

15-4 世界中の旅行者を惹きつける戦略的プロモーション 訪都旅行者の動向把握・分析

パラメータ調査及びモバイルデータ

を活用した調査の分析、分析結

果を観光施策へ反映

パラメータ調査及びモバイルデータ

を活用した調査の分析、分析結

果を観光施策へ反映

パラメータ調査及びモバイルデータ

を活用した調査の分析、分析結

果を観光施策へ反映

パラメータ調査及びモバイルデータ

を活用した調査の分析、分析結

果を観光施策へ反映

パラメータ調査及びモバイルデータ

を活用した調査の分析、分析結

果を観光施策へ反映

 パラメータ調査及びモバイルデータ

を活用した調査の分析、分析結

果を観光施策へ反映

15-4 世界中の旅行者を惹きつける戦略的プロモーション
既存の統計調査をダッシュボード化したＷｅｂサイトの

構築・運営

東京都観光データカタログの構築

により都内各地域や団体が行う

マーケティング活動を支援

東京都観光データカタログの運営

により都内各地域や団体が行う

マーケティング活動を支援

東京都観光データカタログの運営

により都内各地域や団体が行う

マーケティング活動を支援すると共

に、都民が観光統計データに触れ

る機会を創出

東京都観光データカタログの運営

により都内各地域や団体が行う

マーケティング活動を支援

東京都観光データカタログの運営

により都内各地域や団体が行う

マーケティング活動を支援

 東京都観光データカタログの運営

により都内各地域や団体が行う

マーケティング活動を支援

15-4 世界中の旅行者を惹きつける戦略的プロモーション 東京ブランドの推進

東京ブランドアイコンを活用したPR

映像、公式WEBサイト、各種広

告などを展開し、東京の持つ都市

としての魅力を効果的に発信。ま

た、東京ブランドの効果的な普

及・浸透に向け、東京の魅力の発

信に繋がる事業を民間事業者等

と連携して実施。

多様な手法、媒体等を活用しブラ

ンドアイコンを効果的に訴求、東

京の魅力の発信に繋がる事業

（イベント、キャンペーン等）を民

間事業者と連携して実施

東京ブランドアイコンを活用したPR

映像、公式WEBサイト、各種広

告などを展開し、東京の持つ都市

としての魅力を効果的に発信。ま

た、東京ブランドの効果的な普

及・浸透に向け、東京の魅力の発

信に繋がる事業を民間事業者等

と連携して実施。

多様な手法、媒体等を活用しブラ

ンドアイコンを効果的に訴求、東

京の魅力の発信に繋がる事業

（イベント、キャンペーン等）を民

間事業者と連携して実施

多様な手法、媒体等を活用しブラ

ンドアイコンを効果的に訴求、東

京の魅力の発信に繋がる事業

（イベント、キャンペーン等）を民

間事業者と連携して実施

 多様な手法、媒体等を活用しブ

ランドアイコンを効果的に訴求、東

京の魅力の発信に繋がる事業

（イベント、キャンペーン等）を民

間事業者と連携して実施
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プロジェクト名 取組名 再掲

15-4 世界中の旅行者を惹きつける戦略的プロモーション インナーブランディングの強化

都民の東京や各地域への愛着の

向上と、観光客受入気運の醸成

等に向けた都民参加型のキャン

ペーンを地域と連携して実施（３

件／年）

都民の東京や各地域への愛着の

向上と、観光客受入気運の醸成

等に向けた都民参加型のキャン

ペーンを地域と連携して実施（３

件／年）、TOKYO観光PR隊に

よる観光プロモーションを実施

都民の東京や各地域への愛着や

観光客受入気運の醸成等に向け

た都民参加型のキャンペーンを地

域と連携して実施（３件／

年）、TOKYO観光PR隊による

観光プロモーションを実施

都民の東京や各地域への愛着や

観光客受入気運の醸成等に向け

た都民参加型のキャンペーンを地

域と連携して実施（３件／

年）、TOKYO観光PR隊による

観光プロモーションを実施

都民の東京や各地域への愛着や

観光客受入気運の醸成等に向け

た都民参加型のキャンペーンを地

域と連携して実施（３件／

年）、TOKYO観光PR隊による

観光プロモーションを実施

 都民の東京や各地域への愛着や

観光客受入気運の醸成等に向け

た都民参加型のキャンペーンを地

域と連携して実施（３件／

年）、TOKYO観光PR隊による

観光プロモーションを実施

15-4 世界中の旅行者を惹きつける戦略的プロモーション 成長見込市場等におけるＰＲの推進 - - -

海外で成長が期待できる旅行市

場における各種広告キャンペーン

の実施

海外で成長が期待できる旅行市

場における各種広告キャンペーン

の実施

 海外で成長が期待できる旅行市

場における各種広告キャンペーン

の実施

15-4 世界中の旅行者を惹きつける戦略的プロモーション 東京シティプロモーション

旅行事業者やメディア、現地市民

向け観光PRイベントの実施（１

件）

旅行事業者やメディア、現地市民

向け観光PRイベントの実施（１

件）

旅行事業者やメディア、現地市民

向け観光PRイベントの実施（１

件）

旅行事業者やメディア、現地市民

向け観光PRイベントの実施等

旅行事業者やメディア、現地市民

向け観光PRイベントの実施等

 旅行事業者やメディア、現地市

民向け観光PRイベントの実施等

15-4 世界中の旅行者を惹きつける戦略的プロモーション
区市町村や事業者等における持続可能な観光の推進

に係る取組を支援
- - -

持続可能な観光に関する講習等

の実施

持続可能な観光に関する講習等

の実施

 持続可能な観光に関する講習

等の実施

15-5
リアルとバーチャルのハイブリッドによる芸術文化の創造・発信

プロジェクト
まちなかでのアートプロジェクト

まちなかなどでアートに触れる機会

を創出するため、アーティストと市

民が協働するアートプロジェクトを

９件実施

まちなかでのアートプロジェクトを実

施

まちなかなどでアートに触れる機会

を創出するため、アーティストと市

民が協働するアートプロジェクトを

８件実施

取組名「地域活性化プロジェクト」

へ計画を統合し、以降は一体の

事業として推進

-  -

15-5
リアルとバーチャルのハイブリッドによる芸術文化の創造・発信

プロジェクト
地域活性化プロジェクト 再掲 区市町村ネットワーク会議を開催

区市町村ネットワーク会議、区市

町村パートナーシップ会議、連携

事業実施

区市町村ネットワーク会議、区市

町村職員向け講座及び３自治

体との連携事業を実施

区市町村ネットワーク会議、区市

町村パートナーシップ会議、連携

事業実施、「東京アートポイント計

画」の実施

区市町村ネットワーク会議、区市

町村パートナーシップ会議、連携

事業実施、「東京アートポイント計

画」の実施

 区市町村ネットワーク会議、区市

町村パートナーシップ会議、連携

事業実施、「東京アートポイント計

画」の実施

15-5
リアルとバーチャルのハイブリッドによる芸術文化の創造・発信

プロジェクト
地域芸術文化活動に対する支援

地域芸術文化活動応援助成を

新設し、公募を開始

地域の特色ある文化の醸成・発

展を促進し、地域の芸術文化を

暮らしのなかで楽しめる環境作りに

対する助成に再構築し、公募・助

成

助成対象事業の拡大を図るなど、

地域の特色ある文化の醸成・発

展を促進し、地域の芸術文化を

暮らしのなかで楽しめる環境作りに

対する助成に再構築し、公募・助

成

公募・助成 公募・助成  公募・助成

15-5
リアルとバーチャルのハイブリッドによる芸術文化の創造・発信

プロジェクト
大人のための伝統文化・芸能体験事業 区部と多摩で２回実施

講演、実演鑑賞と体験をセットに

したプログラムを実施
区部と多摩で４回実施

講演、実演鑑賞と体験をセットに

したプログラムを実施

講演、実演鑑賞と体験をセットに

したプログラムを実施

 講演、実演鑑賞と体験をセットに

したプログラムを実施

15-5
リアルとバーチャルのハイブリッドによる芸術文化の創造・発信

プロジェクト
Tokyo Arts Fund 再掲

助成による支援、都の主催事業

等への出演等、アーツアカデミー
助成による支援、アーツアカデミー 助成による支援 助成による支援 助成による支援  助成による支援

15-5
リアルとバーチャルのハイブリッドによる芸術文化の創造・発信

プロジェクト
ＴＯＫＹＯスマート・カルチャー・プロジェクト

・収蔵品をデジタル化し順次公開

（約6.0万点※３月末現在）

・江戸東京博物館ゲームアプリ「ハ

イパー江戸博『江戸両国編』」の

公開

都立文化施設の収蔵品のデジタ

ル化・順次公開、最先端技術を

活用したデジタルコンテンツの制

作、情報通信基盤の整備

収蔵品をデジタル化順次公開

（2023年度末時点：約15万

点公開）。スマートフォンアプリ「ハ

イパー江戸博第２弾『明治銀座

編』」のリリース。

都立文化施設の収蔵品のデジタ

ル化・順次公開、最先端技術を

活用したデジタルコンテンツの制

作、情報通信基盤の整備

都立文化施設の収蔵品のデジタ

ル化・順次公開、最先端技術を

活用したデジタルコンテンツの制

作、情報通信基盤の整備

 都立文化施設の収蔵品のデジタ

ル画像を活用したオンライン展覧

会、最先端技術を活用したデジタ

ルコンテンツの制作
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

15-5
リアルとバーチャルのハイブリッドによる芸術文化の創造・発信

プロジェクト
シビック・クリエイティブ・ベース東京［CCBT］

シビック・クリエイティブ・ベース東京

［CCBT］を2022年10月に開

設。コアプログラム「CCBT

Meetup」「アート×テックラボ」

「アート・インキュベーション」「未来

提案型キャンプ」を計画的に実

施。

アートとデザインをテーマに、社会

課題に取り組む市民参加型のプ

ログラムや、スタートアップや研究機

関との協働、イベントを通じたまち

との連携などを実施

CCBTでは５組のアーティストフェ

ローを決定し、ワークショップなど５

つのコアプログラムを展開。

都内のアートイベントと連携し、

CCBTをまちへ展開するとともに、

スタートアップとの協働イベント、ア

ルスエレクトロニカなど海外の文化

機関と連携したエクスチェンジプロ

グラムを実施

アートとデザインをテーマに、社会

課題に取り組む市民参加型のプ

ログラムや、スタートアップや研究機

関との協働、イベントを通じたまち

との連携、海外連携プログラムなど

を実施

アートとデザインをテーマに、社会

課題に取り組む市民参加型のプ

ログラムや、スタートアップや研究機

関との協働、イベントを通じたまち

との連携、海外連携プログラムなど

を実施

 アートとデザインをテーマに、社会

課題に取り組む市民参加型のプ

ログラムや、スタートアップや研究機

関との協働、イベントを通じたまち

との連携、海外連携プログラムなど

を実施

15-5
リアルとバーチャルのハイブリッドによる芸術文化の創造・発信

プロジェクト
文化振興のＤＸにおける発信力強化 - - -

文化振興におけるDX事業のブラ

ンディングを図り、世界を惹き付け

る都市東京の魅力発信を強化

文化振興におけるDX事業のブラ

ンディングを図り、世界を惹き付け

る都市東京の魅力発信を強化

 文化振興におけるDX事業のブラ

ンディングを図り、世界を惹き付け

る都市東京の魅力発信を強化

15-5
リアルとバーチャルのハイブリッドによる芸術文化の創造・発信

プロジェクト
文化施設の維持管理 江戸東京博物館の大規模改修 江戸東京博物館の大規模改修

江戸東京博物館の大規模改修

東京文化会館の大規模改修

江戸東京博物館の大規模改修

東京文化会館の大規模改修

江戸東京博物館の大規模改修

東京文化会館の大規模改修
 東京文化会館の大規模改修

15-5
リアルとバーチャルのハイブリッドによる芸術文化の創造・発信

プロジェクト
江戸東京博物館の魅力向上・期待感醸成 - -

江戸東京博物館の魅力向上の

取組を検討

リニューアルオープンに向けて、魅力

や期待感を高める取組を検討・展

開

リニューアルオープンに向けて、魅力

や期待感を高める取組を展開
 -

15-5
リアルとバーチャルのハイブリッドによる芸術文化の創造・発信

プロジェクト
庭園美術館のグランドデザインによる魅力向上 再掲 - -

庭園美術館の魅力向上に向けた

方向性を示すグランドデザインを作

成

グランドデザインに基づく設計及び

整備

グランドデザインに基づく工事及び

整備

 グランドデザインに基づく工事及び

整備

15-5
リアルとバーチャルのハイブリッドによる芸術文化の創造・発信

プロジェクト
空襲資料のデジタル化 デジタル化に係る調査を実施 デジタル化・活用に向けた検討

資料のデジタル化に着手

空襲資料展で証言映像をはじめ

とした資料を一部公開

デジタル化・活用に向けた検討 デジタル化・活用に向けた検討  デジタル化・活用に向けた検討

15-5
リアルとバーチャルのハイブリッドによる芸術文化の創造・発信

プロジェクト

東京文化戦略２０３０の策定及び策定後の効果測

定

世論調査の実施及び東京文化

戦略２０３０の取組の充実・強

化

効果測定・取組の充実・強化

都民アンケートの実施及び東京文

化戦略２０３０の取組の充実・

強化

効果測定・取組の充実・強化 効果測定・取組の充実・強化  効果測定・取組の充実・強化

15-6 芸術文化によるウェルビーイング向上プロジェクト 障害者による鑑賞・創作など各種プログラムの実施

福祉施設や社会的支援を行う団

体とともにTURNLAND・TURN

交流プログラム等を実施

インクルーシブプログラム、少子高

齢化対応プログラム、多文化共生

プログラムの実施

文化施設においてインクルーシブプ

ログラム、少子高齢化対応プログ

ラム、多文化共生プログラムを実

施

インクルーシブプログラム、少子高

齢化対応プログラム、多文化共生

プログラムの実施

インクルーシブプログラム、少子高

齢化対応プログラム、多文化共生

プログラムの実施

 インクルーシブプログラム、少子高

齢化対応プログラム、多文化共生

プログラムの実施

15-6 芸術文化によるウェルビーイング向上プロジェクト
だれもが文化でつながる国際会議：Creative Well-

being TOKYO

6月28日から7月7日にかけて東

京国立博物館等で国際会議・

ショーケース等を実施

前年度の国際会議で共有した知

見を発展させ、実施・検証

7月29日から8月6日にかけて東

京都美術館で、サマーセッション

（国内会議・展示等の実施）を

開催

開催（国際会議・ショーケース等

の実施）

サマーセッション（国内会議・展示

等の実施）の開催

 開催（国際会議・ショーケース等

の実施）

15-6 芸術文化によるウェルビーイング向上プロジェクト
他分野連携プログラム（TURN LANDプログラム）の実

施

福祉施設や社会的支援を行う団

体とともにTURNLAND・TURN

交流プログラム等を実施

TURN LANDの実施

福祉施設や社会的支援を行う団

体とともにアートプロジェクトを企画

し、実践

福祉施設や社会的支援を行う団

体とともにアートプロジェクトを企画

し、実践

福祉施設や社会的支援を行う団

体とともにアートプロジェクトを企画

し、実践

 福祉施設や社会的支援を行う

団体とともにアートプロジェクトを企

画し、実践

15-6 芸術文化によるウェルビーイング向上プロジェクト アール・ブリュット等の振興
渋谷公園通りギャラリーに加え、練

馬区・府中市で展示を実施

渋谷公園通りギャラリーに加え、区

市町村等と連携した展示等を実

施

渋谷公園通りギャラリーに加え、墨

田区・立川市で展示を実施

東京都渋谷公園通りギャラリーに

加え、区市町村等と連携した展

示等を実施

東京都渋谷公園通りギャラリーに

加え、区市町村等と連携した展

示等を実施

 東京都渋谷公園通りギャラリーに

加え、区市町村等と連携した展

示等を実施
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画
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2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

15-6 芸術文化によるウェルビーイング向上プロジェクト 芸術文化へのアクセシビリティ向上 - - -

・都立文化施設及び都の文化事

業において公演の鑑賞等を支援

する環境整備を推進

・民間文化イベント等に対する鑑

賞サポート費の助成を実施

・都立文化施設及び都の文化事

業において公演の鑑賞等を支援

する環境整備を推進

・民間文化イベント等に対する鑑

賞サポート費の助成を実施

 -

15-6 芸術文化によるウェルビーイング向上プロジェクト
世界陸上・デフリンピック大会に向けた文化プログラムを

展開
- - -

東京の芸術文化の魅力発信、共

生社会の実現への歩み、国際大

会の機運醸成を目的としたアート

プロジェクトを始動し、2025年度

の本イベント開催に向けた調整を

行うとともに、１年前の機を捉えプ

レイベントを実施

本イベント開催に向けた調整、本

イベントの実施、成果とりまとめ
 -

15-7 芸術文化の担い手サポートプロジェクト Tokyo Arts Fund
助成による支援、都の主催事業

等への出演等、アーツアカデミー
助成による支援、アーツアカデミー 助成による支援 助成による支援 助成による支援  助成による支援

15-7 芸術文化の担い手サポートプロジェクト ライフウィズアート助成の実施

アーティストの活動領域を広げる

基盤整備を進めることで、芸術文

化に携わる人材を増やし、好循環

を生み出すことを目指す事業への

助成を実施

助成を公募・採択

アーティストの活動領域を広げる

基盤整備を進めることで、芸術文

化に携わる人材を増やし、好循環

を生み出すことを目指す事業への

助成を実施

助成を公募・採択 助成を公募・採択  助成を公募・採択

15-7 芸術文化の担い手サポートプロジェクト Tokyo Contemporary Art Award
受賞者に対して海外活動支援や

展覧会への出展等をサポート

選考・授賞・展覧会への出展支

援

選考・授賞・展覧会への出展支

援
海外活動支援・海外発信支援

選考・授賞・展覧会への出展支

援
 海外活動支援・海外発信支援

15-7 芸術文化の担い手サポートプロジェクト アートブックフェアを活用した若手作家の支援
国内若手作家を中心としたトーク

イベントを実施

国内若手作家を中心としたトーク

イベント

国内若手作家を中心としたトーク

イベントを実施

作家支援関連イベント、若手作

家プレゼンテーションイベント

作家支援関連イベント、若手作

家プレゼンテーションイベント

 作家支援関連イベント、若手作

家プレゼンテーションイベント

15-7 芸術文化の担い手サポートプロジェクト 海外との交流プログラム
海外招聘講師によるトークイベン

ト、海外アートブックフェアへの派遣

海外招聘講師によるトークイベン

ト、海外アートブックフェアへの派遣

海外招聘講師によるトークイベン

ト、海外アートブックフェアへの派遣

海外招聘関連プログラムの実施、

海外アートブックフェアへの派遣、

地域イベントとの連携

海外招聘関連プログラムの実施、

海外アートブックフェアへの派遣、

地域イベントとの連携

 海外招聘関連プログラムの実

施、海外アートブックフェアへの派

遣、地域イベントとの連携

15-7 芸術文化の担い手サポートプロジェクト
ＴＯＫＡＳ本郷　Emerging支援の充実　OPEN

SITEの活用

Emerging・OPEN SITEを活用

し、展示設営やＰＲ冊子の作成

支援を通じて若手アーティストのス

テップアップを支援

Emerging・OPEN SITEを活用

した支援の実施（公募・審査・支

援）

Emerging・OPEN SITEを活用

し、展示設営やＰＲ冊子の作成

支援を通じて若手アーティストのス

テップアップを支援（公募）

Emerging・OPEN SITEを活用

し、展示設営やＰＲ冊子の作成

支援を通じて若手アーティストのス

テップアップを支援（公募）

Emerging・OPEN SITEを活用

し、展示設営やＰＲ冊子の作成

支援を通じて若手アーティストのス

テップアップを支援（公募）

 Emerging・OPEN SITEを活

用し、展示設営やＰＲ冊子の作

成支援を通じて若手アーティストの

ステップアップを支援（公募）

15-7 芸術文化の担い手サポートプロジェクト
ＴＯＫＡＳ国内レジデンス・ＴＯＫＡＳキュレーターイ

ンレジデンスの実施

国内外のクリエーター等を招聘し、

若手アーティスト等との交流を実

施

プログラム参加者の公募・支援を

実施

国内若手クリエーター滞在プログラ

ム及びキュレーター招聘プログラム

の実施

国内若手クリエーター滞在プログラ

ム及びキュレーター招聘プログラム

の公募・支援

国内若手クリエーター滞在プログラ

ム及びキュレーター招聘プログラム

の公募・支援

 国内若手クリエーター滞在プログ

ラム及びキュレーター招聘プログラ

ムの公募・支援

15-7 芸術文化の担い手サポートプロジェクト アートウィーク東京事業

「アートウィーク東京」において、都

内に点在する主要アートスポットを

巡るアートバスを運行するギャラ

リー周遊事業を実施

ギャラリー周遊事業の実施

ギャラリー周遊事業に加え、子供

向けやコレクター向けツアー、シンポ

ジウムなど幅広い層に向けたアート

アクティビティを実施

ギャラリー周遊事業の実施 ギャラリー周遊事業の実施  ギャラリー周遊事業の実施

15-7 芸術文化の担い手サポートプロジェクト ライフウィズアート事業
アーティストと企業のマッチングに向

けた取組を実施

アーティストと企業のマッチングに向

けた取組を実施

アーティストと企業のマッチングに向

けた取組等を実施

アーティストと企業のマッチングに向

けた取組等を実施

アーティストと企業のマッチングに向

けた取組等を実施

 アーティストと企業のマッチングに

向けた取組等を実施

15-7 芸術文化の担い手サポートプロジェクト 現代アート振興 -

現代アートの振興に向け、市場の

活性化施策及びアーティストの成

長を支える施策を展開

選考を経た支援アーティストへ制

作支援金を支給

現代アートの振興に向け、市場の

活性化施策及びアーティストの成

長を支える施策を展開

現代アートの振興に向け、市場の

活性化施策及びアーティストの成

長を支える施策を展開

 現代アートの振興に向け、市場の

活性化施策及びアーティストの成

長を支える施策を展開
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2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

15-8 アートとエンターテインメントのあふれる日常プロジェクト 東京芸術祭

国内外からの招聘作品の講演や

海外の若者が多く参加する人材

育成プログラムを実施

日本の舞台芸術の国際的な地位

向上、ブランドの確立に貢献する

プログラムを実施

国内外からの招聘作品の講演や

海外の若者が多く参加する人材

育成プログラムを実施

日本の舞台芸術の国際的な地位

向上、ブランドの確立に貢献する

プログラムを実施

日本の舞台芸術の国際的な地位

向上、ブランドの確立に貢献する

プログラムを実施

 日本の舞台芸術の国際的な地

位向上、ブランドの確立に貢献す

るプログラムを実施

15-8 アートとエンターテインメントのあふれる日常プロジェクト 六本木アートナイト

六本木のまちを舞台に多様な作

品を点在させ、非日常的な体験

を創出するアートの饗宴「六本木

アートナイト」を開催

（2022年９月17日から19日の

３日間）

新型コロナウイルス感染症予防対

対策により、オールナイト開催には

せず。

六本木地域のブランディング、芸

術文化の拠点としての発信力を

強化

六本木のまちを舞台に多様な作

品を点在させ、非日常的な体験

を創出する一夜限りのアートの饗

宴「六本木アートナイト」を開催

六本木地域のブランディング、芸

術文化の拠点としての発信力を

強化

六本木地域のブランディング、芸

術文化の拠点としての発信力を

強化

 六本木地域のブランディング、芸

術文化の拠点としての発信力を

強化

15-8 アートとエンターテインメントのあふれる日常プロジェクト サラダ音楽祭

年齢・障害等の有無にかかわらず

参加できる公演、教育プログラム

や先端技術を活用したプログラム

を実施

年齢・障害等の有無にかかわらず

参加できる公演、教育プログラム

や先端技術を活用したプログラム

を実施

年齢・障害等の有無にかかわらず

参加できる公演、教育プログラム

や先端技術を活用したプログラム

を実施

年齢・障害等の有無にかかわらず

参加できる公演、教育プログラム

や先端技術を活用したプログラム

を実施

年齢・障害等の有無にかかわらず

参加できる公演、教育プログラム

や先端技術を活用したプログラム

を実施

 年齢・障害等の有無にかかわらず

参加できる公演、教育プログラム

や先端技術を活用したプログラム

を実施

15-8 アートとエンターテインメントのあふれる日常プロジェクト 芸術文化魅力創出助成

・複数の団体等が参加する事業

への助成を実施

・鑑賞サポートやデジタル開発サ

ポートを上乗せ支援

アーティスト等がより活躍できるよう

配慮や工夫をしている事業への支

援を新たに実施

多くの団体・アーティストや参加者

が共に作り上げる様々なジャンル

のフェスティバルやアートプロジェクト

等の創造活動、東京の魅力として

発信力・持続力のある革新的な

プロジェクト等への助成を実施

公募・採択・事業実施 公募・採択・事業実施  公募・採択・事業実施

15-8 アートとエンターテインメントのあふれる日常プロジェクト 東京ライブ・ステージ応援助成 -

コロナ禍を乗り越えて、新たな芸術

文化を創造、発信する都内で活

動している中小規模団体等を助

成

コロナ禍を乗り越えて、新たな芸術

文化を創造、発信する都内で活

動している中小規模団体等を助

成

公募・採択・事業実施 公募・採択・事業実施  公募・採択・事業実施

15-8 アートとエンターテインメントのあふれる日常プロジェクト 地域活性化プロジェクト 区市町村ネットワーク会議を開催

区市町村ネットワーク会議、区市

町村パートナーシップ会議、連携

事業実施

区市町村ネットワーク会議、区市

町村職員向け講座及び３自治

体との連携事業を実施

区市町村ネットワーク会議、区市

町村パートナーシップ会議、連携

事業実施、「東京アートポイント計

画」の実施

区市町村ネットワーク会議、区市

町村パートナーシップ会議、連携

事業実施、「東京アートポイント計

画」の実施

 区市町村ネットワーク会議、区市

町村パートナーシップ会議、連携

事業実施、「東京アートポイント計

画」の実施

15-8 アートとエンターテインメントのあふれる日常プロジェクト アーティストの創作環境の整備
アーティストへ低廉な価格で提供

する創作活動スペースを創設

アーティストへ低廉な価格でアトリ

エを提供するとともに、アーティスト

と地域住民との交流を促進

2023年4月にSTART Boxササ

ハタハツ、同年11月にSTART

Boxお台場をオープン。アーティスト

へ低廉な価格でアトリエを提供す

るとともに、アーティストと地域住民

との交流を促進

継続して実施 継続して実施  継続して実施

15-8 アートとエンターテインメントのあふれる日常プロジェクト 東京芸術文化相談サポートセンターのオープンと運営 -

相談窓口（ヘルプデスク）、情報

発信、スクールの3つの機能を備え

た「東京芸術 文化活動サポート

センター（仮称）」を設置

相談窓口、情報提供、スクールの

３つの機能を備えた東京芸術文

化相談サポートセンター「アートノ

ト」をオープン

継続して運営 継続して運営  継続して運営
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

15-8 アートとエンターテインメントのあふれる日常プロジェクト 子供たちの芸術文化への興味関心を深める取組 - - -

芸術文化に対する強い関心や意

志を持つ子供たちが、自らの興味

関心に応じた分野への理解や経

験を一層深めることのできるプログ

ラムを提供

プログラムの提供  プログラムの提供

15-8 アートとエンターテインメントのあふれる日常プロジェクト アートウィーク東京事業 再掲

「アートウィーク東京」において、都

内に点在する主要アートスポットを

巡るアートバスを運行するギャラ

リー周遊事業を実施

ギャラリー周遊事業の実施

ギャラリー周遊事業に加え、子供

向けやコレクター向けツアー、シンポ

ジウムなど幅広い層に向けたアート

アクティビティを実施

ギャラリー周遊事業の実施 ギャラリー周遊事業の実施  ギャラリー周遊事業の実施

15-8 アートとエンターテインメントのあふれる日常プロジェクト 民間事業者との共催によるアート振興事業 -

アートに気軽に触れられる機会の

創出とアート市場の拡大に向け、

アートフェスを民間事業者と共催

アートに気軽に触れられる機会の

創出とアート市場の拡大に向け、

アートフェスを民間事業者と共催

アートフェスを民間事業者と共催 アートフェスを民間事業者と共催  アートフェスを民間事業者と共催

15-8 アートとエンターテインメントのあふれる日常プロジェクト 現代アート振興 再掲 -

現代アートの振興に向け、市場の

活性化施策及びアーティストの成

長を支える施策を展開

選考を経た支援アーティストへ制

作支援金を支給

現代アートの振興に向け、市場の

活性化施策及びアーティストの成

長を支える施策を展開

現代アートの振興に向け、市場の

活性化施策及びアーティストの成

長を支える施策を展開

 現代アートの振興に向け、市場の

活性化施策及びアーティストの成

長を支える施策を展開

15-8 アートとエンターテインメントのあふれる日常プロジェクト 東京のアートハブ機能の強化

アーティストと東京の多様な文化

資源を結びつけ、新たな創造を生

み出し、東京のアートやアーティス

トを世界に発信するハブ機能の構

築に向けた調査を実施

世界に発信するハブ機能の構築

に向けた取組を推進

アーティストと東京の多様な文化

資源を結びつけ、新たな創造を生

み出し、東京のアートやアーティス

トを世界に発信するハブ機能の構

築に向けた調査を実施するととも

に、有識者の意見を聴取

世界に発信するハブ機能の構築

に向けた取組を推進

世界に発信するハブ機能の構築

に向けた取組を推進

 世界に発信するハブ機能の構築

に向けた取組を推進

15-8 アートとエンターテインメントのあふれる日常プロジェクト アートマネジメント人材等海外派遣 -

アートマネジメント人材等の海外

派遣、報告会の実施・Web公開

等

アートマネジメント人材等の海外

派遣、報告会の実施・Web公開

等

海外派遣事業の継続実施 海外派遣事業の継続実施  海外派遣事業の継続実施

15-8 アートとエンターテインメントのあふれる日常プロジェクト シビック・クリエイティブ・ベース東京［CCBT］ 再掲

シビック・クリエイティブ・ベース東京

［CCBT］を2022年10月に開

設。コアプログラム「CCBT

Meetup」「アート×テックラボ」

「アート・インキュベーション」「未来

提案型キャンプ」を計画的に実

施。

アートとデザインをテーマに、社会

課題に取り組む市民参加型のプ

ログラムや、スタートアップや研究機

関との協働、イベントを通じたまち

との連携などを実施

CCBTでは５組のアーティストフェ

ローを決定し、ワークショップなど５

つのコアプログラムを展開。

都内のアートイベントと連携し、

CCBTをまちへ展開するとともに、

スタートアップとの協働イベント、ア

ルスエレクトロニカなど海外の文化

機関と連携したエクスチェンジプロ

グラムを実施

アートとデザインをテーマに、社会

課題に取り組む市民参加型のプ

ログラムや、スタートアップや研究機

関との協働、イベントを通じたまち

との連携、海外連携プログラムなど

を実施

アートとデザインをテーマに、社会

課題に取り組む市民参加型のプ

ログラムや、スタートアップや研究機

関との協働、イベントを通じたまち

との連携、海外連携プログラムなど

を実施

 アートとデザインをテーマに、社会

課題に取り組む市民参加型のプ

ログラムや、スタートアップや研究機

関との協働、イベントを通じたまち

との連携、海外連携プログラムなど

を実施

15-8 アートとエンターテインメントのあふれる日常プロジェクト 庭園美術館のグランドデザインによる魅力向上 - -

庭園美術館の魅力向上に向けた

方向性を示すグランドデザインを作

成

グランドデザインに基づく設計及び

整備

グランドデザインに基づく工事及び

整備

 グランドデザインに基づく工事及び

整備

15-8 アートとエンターテインメントのあふれる日常プロジェクト アートイベントを開催・一体的プロモーションの展開 - - -

アートイベントの開催、海外発信

用のメディアプラットフォームの構築

など海外向け広報を重点的に展

開

アートイベントの開催、海外向け

広報を重点的に展開

 アートイベントの開催、海外向け

広報を重点的に展開
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

15-8 アートとエンターテインメントのあふれる日常プロジェクト
世界陸上・デフリンピック大会に向けた文化プログラムを

展開
再掲 - - -

東京の芸術文化の魅力発信、共

生社会の実現への歩み、国際大

会の機運醸成を目的としたアート

プロジェクトを始動し、2025年度

の本イベント開催に向けた調整を

行うとともに、１年前の機を捉えプ

レイベントを実施

本イベント開催に向けた調整、本

イベントの実施、成果とりまとめ
 -

15-8 アートとエンターテインメントのあふれる日常プロジェクト 芸術文化へのアクセシビリティ向上 再掲 - - -

・都立文化施設及び都の文化事

業において公演の鑑賞等を支援

する環境整備を推進

・民間文化イベント等に対する鑑

賞サポート費の助成を実施

・都立文化施設及び都の文化事

業において公演の鑑賞等を支援

する環境整備を推進

・民間文化イベント等に対する鑑

賞サポート費の助成を実施

 -

15-8 アートとエンターテインメントのあふれる日常プロジェクト
工事現場をキャンバスとした東京の新たな魅力創出プロ

ジェクト
- - -

都内の工事現場の仮設物をキャ

ンバスに見立て、都内いたるところ

でアートが芽吹くプロジェクトを始動

実施  実施

16-1 「スポーツフィールド・TOKYO」プロジェクト 都立公園でのスケートボード広場の整備 再掲 調査・基本計画 設計 設計 工事 -  -

16-1 「スポーツフィールド・TOKYO」プロジェクト 区市町村が実施するスポーツ振興の取組に対する支援
区市町村の取組に対する支援を

実施

区市町村の取組に対する支援を

実施

区市町村の取組に対する支援を

実施

区市町村の取組に対する支援を

実施

区市町村の取組に対する支援を

実施

 区市町村の取組に対する支援を

実施

16-1 「スポーツフィールド・TOKYO」プロジェクト 区市町村のスポーツ環境整備に対する支援

区市町村が実施するスポーツ施

設等の環境整備に係る取組に対

する支援を実施

区市町村のスポーツの場を拡充す

る取組に対し支援

区市町村のスポーツの場を拡充す

る取組に対し支援

区市町村のスポーツの場を拡充す

る取組に対し支援

区市町村のスポーツの場を拡充す

る取組に対し支援

 区市町村のスポーツの場を拡充

する取組に対し支援

16-1 「スポーツフィールド・TOKYO」プロジェクト 誰もが身近な地域でスポーツを楽しめる環境の整備
地域のスポーツ環境の充実に向け

た取組を実施

地域のスポーツ環境の充実に向け

た取組を実施

地域のスポーツ環境の充実に向け

た取組を実施

地域のスポーツ環境の充実に向け

た取組を実施

地域のスポーツ環境の充実に向け

た取組を実施

 地域のスポーツ環境の充実に向

けた取組を実施

16-1 「スポーツフィールド・TOKYO」プロジェクト 都立特別支援学校体育施設の貸出・体験教室の実施

・体育施設の貸出事業対象校：

29校

・体験教室実施回数：123回

体験教室の取組強化（プログラ

ムの充実・地元自治体等と連

携）

・体育施設の貸出事業対象校：

31校

・体験教室実施回数：125回

体験教室の取組強化（プログラ

ムの充実・地元自治体等と連

携）

体験教室の取組強化（プログラ

ムの充実・地元自治体等と連

携）

 体験教室の取組強化（プログラ

ムの充実・地元自治体等と連

携）

16-1 「スポーツフィールド・TOKYO」プロジェクト 都立特別支援学校の体育館等の施設整備 再掲

特別支援学校の体育施設の貸し

出しに向けた環境整備を実施

（改修工事２校）

改修工事３校

特別支援学校の体育施設の貸し

出しに向けた環境整備を実施

（改修工事２校）

改修工事２校 改修工事２校  改修工事２校

16-1 「スポーツフィールド・TOKYO」プロジェクト Sport-Science Promotion Clubの指定
Sport-Science Promotion

Clubの指定

Sport-Science Promotion

Clubの指定

Sport-Science Promotion

Clubの指定

Sport-Science Promotion

Clubの指定
検討・実施  検討・実施

16-1 「スポーツフィールド・TOKYO」プロジェクト 地域部活動推進事業

学校と地域が協働・融合した部活

動に関する実践研究を行い、生

徒にとって望ましい部活動の環境

の構築と働き方改革を考慮した部

活動改革の推進（運動部活動

３か所、文化部活動１か所）

継続・拡充

学校と地域が協働・融合した部活

動に関する実践研究を行い、生

徒にとって望ましい部活動の環境

の構築と働き方改革を考慮した部

活動改革の推進（運動部活動

６地区、文化部活動２地区）

継続・拡充 継続・拡充  継続・拡充

戦略16：スポーツフィールド東京戦略
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

16-1 「スポーツフィールド・TOKYO」プロジェクト 部活動の地域連携等に関する支援 再掲
区市町村で検討会議を設置、地

域連携等を進める準備
検討・実施

全区市町村で地域連携・地域移

行に向けた協議会等を設置し、

各地区における地域連携・地域

移行に向けた方針等についての検

討を実施

検討・実施 検討・実施  検討・実施

16-1 「スポーツフィールド・TOKYO」プロジェクト 運動部活動のＤＸ

データを可視化するコンディショニン

グアプリや、走行距離、スピード等

の解析データを活用するＧＰＳパ

フォーマンス分析の導入を支援す

る等、運動部活動におけるＤＸを

促進

運動部活動におけるＤＸの検

証・改善

データを可視化するコンディショニン

グアプリや、走行距離、スピード等

の解析データを活用するＧＰＳパ

フォーマンス分析の導入を支援す

る等、運動部活動におけるＤＸを

促進

運動部活動におけるＤＸの深化 運動部活動におけるＤＸの深化  運動部活動におけるＤＸの深化

16-1 「スポーツフィールド・TOKYO」プロジェクト GRAND CYCLE TOKYOの推進

臨海部において、自転車ライドイ

ベント「レインボーライド」と、地域

一体となってスポーツを楽しめるイ

ベント「マルチスポーツ」を開催

臨海部でのイベントに加え、多摩

自転車ロードレースや大会同日イ

ベント等を開催

臨海部で自転車を体感し楽しむ

ライドイベントや、多摩地域での自

転車ロードレース等を展開するほ

か、区市町村と連携したサイクルイ

ベントを実施

・臨海部でライドイベントを開催

・多摩地域での自転車ロードレー

ス等の令和７年度開催に向けた

準備等を実施

・臨海部でライドイベントを開催

・多摩地域で自転車ロードレース

等を開催

 ・臨海部でライドイベントを開催

・多摩地域で自転車ロードレース

等を開催

16-1 「スポーツフィールド・TOKYO」プロジェクト 戦略的活用策を踏まえた都立スポーツ施設の運営
2023年度以降の次期指定管理

者を選定

指定管理者による運営、各施設

の特性を活かした多様な活用の

推進

指定管理者による運営、各施設

の特性を活かした多様な活用の

推進

指定管理者による運営、各施設

の特性を活かした多様な活用の

推進

指定管理者による運営、各施設

の特性を活かした多様な活用の

推進

 指定管理者による運営、各施設

の特性を活かした多様な活用の

推進

16-1 「スポーツフィールド・TOKYO」プロジェクト 民間ノウハウ等を生かした施設運営（有明アリーナ）
2022年８月に開業、コンセッショ

ン方式により管理・運営

コンセッション方式により管理・運

営

コンセッション方式により管理・運

営

コンセッション方式により管理・運

営

コンセッション方式により管理・運

営

 コンセッション方式により管理・運

営

16-1 「スポーツフィールド・TOKYO」プロジェクト 有明アーバンスポーツパークの整備・運営
大会レガシーゾーンの工事に着手

事業者公募を実施

工事

事業者契約手続き

大会レガシーゾーン一部開業

工事

事業者契約手続き

大会レガシーゾーン一部開業

工事

開業
運営  運営

16-1 「スポーツフィールド・TOKYO」プロジェクト 東京辰巳アイスアリーナ（仮称）の整備・運営
実施設計

施設運営計画の策定・公表

改修工事

指定管理者募集・選定準備

改修工事

指定管理者募集・選定準備

改修工事

指定管理者募集・選定

改修工事

開業・運営
 運営

16-1 「スポーツフィールド・TOKYO」プロジェクト 東京都パラスポーツトレーニングセンターの運営

年度末の開業に向けて、改修工

事、指定管理者募集・選定を実

施し、2023年3月に開業

施設運営 施設運営

取組名「戦略的活用策を踏まえ

た都立スポーツ施設の運営 」へ計

画を統合し、以降は一体の事業と

して推進

-  -

16-1 「スポーツフィールド・TOKYO」プロジェクト 都立スポーツ施設におけるHTT関連整備 -

東京2020大会の競技施設等に

おけるＨＴＴの取組の推進に向

け、太陽光パネルの設置工事等

を実施

有明アーバンスポーツパークにおけ

る太陽光パネルの設置工事等を

実施

海の森水上競技場における太陽

光パネルの設置工事等を実施
-  -

16-1 「スポーツフィールド・TOKYO」プロジェクト スポーツ施設のリニューアル （陸上競技場） 再掲 - 設計、工事 設計、工事 設計、工事 設計、工事  -

16-1 「スポーツフィールド・TOKYO」プロジェクト
サッカー・ラグビー場の整備（代々木公園・府中の森公

園・高井戸公園）
再掲 設計、工事 設計、工事 設計、工事 - -  -
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画
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ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

16-1 「スポーツフィールド・TOKYO」プロジェクト 都市空間の活用（アーバン・フィットネス推進事業）

立川と東京駅においてアーバン・

フィットネスのイベントを開催し、運

動用機器やフィットネス等を体験

できる機会を提供

都心部の公開空地等を活用して

プロモーションを実施

新宿駅と二子玉川駅においてアー

バン・フィットネスのイベントを開催

し、運動用機器やフィットネス等を

体験できる機会を提供

（2023年度終了）

- -  -

16-1 「スポーツフィールド・TOKYO」プロジェクト 自転車通行空間の整備（優先整備区間等） 再掲
39km整備（船堀街道・井ノ頭

通り　外23箇所）
31km整備 27km整備 30km整備 31km整備  31km整備

16-1 「スポーツフィールド・TOKYO」プロジェクト 自転車活用推進重点地区における取組推進 再掲
自転車通行空間の更なる安全対

策、自転車誘導方策の実施

自転車通行空間の更なる安全対

策、自転車誘導方策の実施

自転車通行空間の更なる安全対

策、自転車誘導方策の実施

自転車通行空間の更なる安全対

策、自転車誘導方策の実施

自転車通行空間の更なる安全対

策、自転車誘導方策の実施

 自転車通行空間の更なる安全

対策、自転車誘導方策の実施

16-1 「スポーツフィールド・TOKYO」プロジェクト 自転車通行空間の整備（臨港道路等） 再掲 調査・設計、工事着手 調査、設計、工事（約６km） 調査・設計、工事（約６km） 調査、設計、工事（約５km） 調査・設計  調査・設計、工事

16-1 「スポーツフィールド・TOKYO」プロジェクト スポーツフィールドとなる緑道公園ネットワークの整備 再掲

【サイクリングルート】設計・工事

【ウォーキング・ランニングルート】調

査・計画

【サイクリングルート】工事

【ウォーキング・ランニングルート】調

査・計画

【サイクリングルート】工事

【ウォーキング・ランニングルート】調

査・計画

【ウォーキング・ランニングルート】調

査・検討

【サイクリングルート】工事

【ウォーキング・ランニングルート】設

計

 【ウォーキング・ランニングルート】設

計

16-1 「スポーツフィールド・TOKYO」プロジェクト スポーツイベント等の開催

ウォーキングイベント、スポーツの日

記念行事などをはじめとした都民

が気軽に参加・観覧できるスポー

ツイベントを実施

ウォーキングイベント、スポーツの日

記念行事などをはじめとした都民

が気軽に参加・観覧できるスポー

ツイベントを実施

ウォーキングイベント、スポーツの日

記念行事、プロスポーツチーム等と

連携したイベントなどをはじめとした

都民が気軽に参加・観覧できるス

ポーツイベントを実施

ウォーキングイベント、スポーツの日

記念行事、プロスポーツチーム等と

連携したイベントなどをはじめとした

都民が気軽に参加・観覧できるス

ポーツイベントを実施

ウォーキングイベント、スポーツの日

記念行事、プロスポーツチーム等と

連携したイベントなどをはじめとした

都民が気軽に参加・観覧できるス

ポーツイベントを実施

 ウォーキングイベント、スポーツの日

記念行事、プロスポーツチーム等と

連携したイベントなどをはじめとした

都民が気軽に参加・観覧できるス

ポーツイベントを実施

16-1 「スポーツフィールド・TOKYO」プロジェクト
体力・体組成の測定等を通じた運動習慣の確立及び

蓄積した測定データの活用
- - -

・都内スポーツイベント等と連携し

た体力・体組成の測定等を実施

するなど、都民が自身の体力を知

る機会を提供

・収集したデータを分析

・都内スポーツイベント等と連携し

た体力・体組成の測定等を実施

するなど、都民が自身の体力を知

る機会を提供

・収集したデータを分析、オープン

データ化

 ・都内スポーツイベント等と連携し

た体力・体組成の測定等を実施

するなど、都民が自身の体力を知

る機会を提供

・収集したデータを分析、オープン

データ化

16-1 「スポーツフィールド・TOKYO」プロジェクト 東京マラソン・東京レガシーハーフマラソンの開催

東京マラソン・東京レガシーハーフ

マラソンの開催、リアルとバーチャル

でのEXPOの開催

東京マラソン・東京レガシーハーフ

マラソンの開催、リアルとバーチャル

でのEXPOの開催

東京マラソン・東京レガシーハーフ

マラソンの開催、リアルとバーチャル

でのEXPO等の開催

・東京マラソン・東京レガシーハーフ

マラソンの開催、リアルとバーチャル

でのEXPO等の開催

・東京レガシーハーフマラソンの開

催にあわせて、誰もがスポーツを楽

しめるイベント「TOKYO

SPORTS LEGACY FES」を開

催

東京マラソン・東京レガシーハーフ

マラソンの開催、リアルとバーチャル

でのEXPO等の開催、TOKYO

SPORTS LEGACY FESの開催

 東京マラソン・東京レガシーハーフ

マラソンの開催、リアルとバーチャル

でのEXPO等の開催、TOKYO

SPORTS LEGACY FESの開催

16-1 「スポーツフィールド・TOKYO」プロジェクト 大会のレガシーを継承する取組

大会１周年記念イベントを、デジ

タルツールを活用してリアルとバー

チャルのハイブリッドで効果的に開

催

都庁、都有施設及び各種イベント

等において資産を展示するとともに

デジタルアーカイブを構築

大会レガシーに関する講演や報告

などの意見交換を行うシンポジウム

の開催、アーカイブ資産の展示・

保管、デジタルアーカイブの運用等

大会レガシーに関する講演や報告

などの意見交換を行うシンポジウム

の開催、アーカイブ資産の展示・

保管、デジタルアーカイブの運用、

東京2020大会の自転車ロード

レースコースのルートマーカーを設

置（都道）等

メモリアルデーイベントの開催、アー

カイブ資産の展示・保管、デジタル

アーカイブの運用、東京2020大

会の自転車ロードレースコースの

ルートマーカーを設置（市道）等

メモリアルデーイベントの開催、アー

カイブ資産の展示・保管、デジタル

アーカイブの運用、東京2020大

会の自転車ロードレースコースルー

トマーカーをはじめとしたレガシー設

置物の維持管理等

 東京2020大会５周年記念事

業の開催（予定）、アーカイブ資

産の展示・保管、デジタルアーカイ

ブの運用、東京2020大会の自

転車ロードレースコースルートマー

カーをはじめとしたレガシー設置物

の維持管理等

16-1 「スポーツフィールド・TOKYO」プロジェクト スポーツ推進企業認定制度の推進
従業員のスポーツ実施を積極的に

推進する企業等を366社認定
認定数460社

従業員のスポーツ実施を積極的に

推進する企業等を483社認定
認定数555社 認定数650社  認定数740社
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16-1 「スポーツフィールド・TOKYO」プロジェクト 都内の大学・企業等の所有スポーツ施設の活用

都内の大学・企業等の所有ス

ポーツ施設を活用できるよう協定

を締結し、都内スポーツ団体等が

利用できる場を継続的に確保

対象大学及び企業等の継続的

な確保

都内の大学・企業等の所有ス

ポーツ施設を活用できるよう協定

を締結し、都内スポーツ団体等が

利用できる場を継続的に確保

対象大学及び企業等の継続的

な確保

対象大学及び企業等の継続的

な確保

 対象大学及び企業等の継続的

な確保

16-1 「スポーツフィールド・TOKYO」プロジェクト
スポーツに係る相談対応や情報のワンストップでの提供

（スポーツ東京案内）

都民・アスリート・施設をつなぐ仕

組みを構築し、スポーツに関する

相談や情報をワンストップで提供

するスポーツ東京案内について、

追加コンテンツを企画・拡充

追加コンテンツを企画・拡充

都民・アスリート・施設をつなぐ仕

組みを構築し、スポーツに関する

相談や情報をワンストップで提供

するスポーツ東京案内について、コ

ンテンツを企画・拡充

コンテンツを企画・拡充 コンテンツを企画・拡充  コンテンツを企画・拡充

16-1 「スポーツフィールド・TOKYO」プロジェクト だれでもフィットネス推進事業

フィットネスクラブ等と連携し、子供

や高齢者が楽しく取り組めるフィッ

トネスを紹介

フィットネスクラブ等と連携し、子供

や高齢者が楽しく取り組めるフィッ

トネスを紹介

フィットネスクラブ等と連携し、子供

や高齢者が楽しく取り組めるフィッ

トネス動画を作成、フィットネス体

験教室を実施

フィットネスクラブ等と連携し、子供

や高齢者が楽しく取り組めるフィッ

トネス体験教室を実施

-  -

16-1 「スポーツフィールド・TOKYO」プロジェクト 東京アスリートの発掘・育成・強化

競技団体が実施する強化練習、

強化合宿、対外試合等に対する

支援などの競技力向上施策を実

施

競技団体が実施する強化練習、

強化合宿、対外試合等に対する

支援などの競技力向上施策を実

施

競技団体が実施する強化練習、

強化合宿、対外試合等に対する

支援などの競技力向上施策を実

施

競技団体が実施する強化練習、

強化合宿、対外試合等に対する

支援などの競技力向上施策を実

施

競技団体が実施する強化練習、

強化合宿、対外試合等に対する

支援などの競技力向上施策を実

施

 競技団体が実施する強化練習、

強化合宿、対外試合等に対する

支援などの競技力向上施策を実

施

16-1 「スポーツフィールド・TOKYO」プロジェクト ジュニア層へのスポーツ普及・振興

59地区団体が実施するジュニア

層を対象としたスポーツ教室やス

ポーツ大会等に対する支援などの

ジュニア層へのスポーツ普及・振興

施策を実施

59地区団体が実施するジュニア

層を対象としたスポーツ教室やス

ポーツ大会等に対する支援などの

ジュニア層へのスポーツ普及・振興

施策を実施

59地区団体が実施するジュニア

層を対象としたスポーツ教室やス

ポーツ大会等に対する支援などの

ジュニア層へのスポーツ普及・振興

施策を実施

59地区団体が実施するジュニア

層を対象としたスポーツ教室やス

ポーツ大会等に対する支援などの

ジュニア層へのスポーツ普及・振興

施策を実施

59地区団体が実施するジュニア

層を対象としたスポーツ教室やス

ポーツ大会等に対する支援などの

ジュニア層へのスポーツ普及・振興

施策を実施

 59地区団体が実施するジュニア

層を対象としたスポーツ教室やス

ポーツ大会等に対する支援などの

ジュニア層へのスポーツ普及・振興

施策を実施

16-1 「スポーツフィールド・TOKYO」プロジェクト スポーツ国際交流事業

東京国際ユース（U-14）サッ

カー大会、ジュニアスポーツアジア

交流大会などを通じて、国際交流

の機会を創出

東京国際ユース（U-14）サッ

カー大会、ジュニアスポーツアジア

交流大会などを通じて、国際交流

の機会を創出

東京国際ユース（U-14）サッ

カー大会、ジュニアスポーツアジア

交流大会などを通じて、国際交流

の機会を創出

東京国際ユース（U-14）サッ

カー大会、ジュニアスポーツアジア

交流大会などを通じて、国際交流

の機会を創出

東京国際ユース（U-14）サッ

カー大会、ジュニアスポーツアジア

交流大会などを通じて、国際交流

の機会を創出

 東京国際ユース（U-14）サッ

カー大会、ジュニアスポーツアジア

交流大会などを通じて、国際交流

の機会を創出

16-1 「スポーツフィールド・TOKYO」プロジェクト
国際大会に出場するジュニア選手の支援及び活躍する

姿の発信
- - -

国際的な大会等で活躍する有望

なジュニアアスリートを発掘し、ス

ポーツアンバサダーとして支援すると

ともに、世界で活躍する姿を積極

的に発信

国際的な大会等で活躍する有望

なジュニアアスリートを発掘し、ス

ポーツアンバサダーとして支援すると

ともに、世界で活躍する姿を積極

的に発信

 国際的な大会等で活躍する有

望なジュニアアスリートを発掘し、ス

ポーツアンバサダーとして支援すると

ともに、世界で活躍する姿を積極

的に発信

16-1 「スポーツフィールド・TOKYO」プロジェクト 女子U15ソフトボール国際交流事業 - - -

ソフトボール競技を通じたジュニア

アスリートの国際交流や、子供を

はじめ広く都民等への競技の普及

振興を図るため、国際交流試合

等を実施

国際交流試合等を実施  国際交流試合等を実施

16-1 「スポーツフィールド・TOKYO」プロジェクト スポーツTOKYOインフォメーションの運営 ビュー数月平均 112,774件 ビュー数月平均 70,000件 表示回数月平均 158,414件 表示回数月平均 72,500件 表示回数月平均 75,000件  表示回数月平均 77,500件

16-1 「スポーツフィールド・TOKYO」プロジェクト スポーツ気運継承

スポーツイベント参加促進のための

「SPOPITA（スポピタ）スタンプラ

リー」を実施

スポーツイベント参加促進のための

施策を実施

スポーツイベント参加促進のため、

SPOPITAを活用したスポーツイベ

ントの統一的・広域的なプロモー

ションを実施

スポーツイベント参加促進のための

施策を実施

スポーツイベント参加促進のための

施策を実施

 スポーツイベント参加促進のため

の施策を実施
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

16-1 「スポーツフィールド・TOKYO」プロジェクト 都民のスポーツ活動に関する実態調査

都民のスポーツ活動の実態やニー

ズ等を把握するため、都民のス

ポーツ活動に関する調査を実施

都民のスポーツ活動に関する調査

を実施

都民のスポーツ活動の実態やニー

ズ等を把握するため、都民のス

ポーツ活動に関する調査を実施

都民のスポーツ活動に関する調査

を実施

都民のスポーツ活動に関する調査

を実施

 都民のスポーツ活動に関する調

査を実施

16-1 「スポーツフィールド・TOKYO」プロジェクト
東京2020大会の都有会場等の観客向け無料Wi-Fi

の運用
観客向け無料Wi-Fiの運用 観客向け無料Wi-Fiの運用 観客向け無料Wi-Fiの運用 観客向け無料Wi-Fiの運用 観客向け無料Wi-Fiの運用  観客向け無料Wi-Fiの運用

16-1 「スポーツフィールド・TOKYO」プロジェクト 国際大会の誘致・開催支援等

スポーツ振興と都市のプレゼンス向

上、東京2020大会以降の競技

施設の一層の有効活用等を図る

ため、国際大会の誘致（2件）・

開催（3件）を支援

国際大会の誘致・開催支援、国

際大会の誘致に向けた海外発

信、女子U15ソフトボールワールド

カップ2023の開催支援

国際大会の誘致（2件）・開催

支援（4件）、調査等支援（4

件）、国際大会の誘致に向けた

海外発信、女子U-15ソフトボー

ルワールドカップ2023の開催支援

国際大会の誘致・開催支援、調

査等支援、国際大会の誘致に向

けた海外発信

国際大会の誘致・開催支援、調

査等支援

 国際大会の誘致・開催支援、調

査等支援

16-1 「スポーツフィールド・TOKYO」プロジェクト 世界陸上・デフリンピック開催に向けた気運醸成 再掲

世界陸上・デフリンピックの東京開

催決定を受け、気運醸成のための

広報PRや、ユニバーサルコミュニ

ケーションの実現に向けた調査等

を実施

気運醸成のための広報PRや、ユ

ニバーサルコミュニケーションの実現

に向けた技術発掘等、世界陸

上・デフリンピックの開催に向けた

取組を実施

大会エンブレムや応援アンバサダー

等を活用した情報発信など、大会

を「知ってもらう」取組を展開

世界記録の体感やトップアスリート

との交流など、体験・参加を通じて

「ファンを増やす」取組等を展開

競技観戦やボランティア等、様々

なかたちで皆が大会に「参画する」

取組等を展開

 -

16-1 「スポーツフィールド・TOKYO」プロジェクト ユニバーサルコミュニケーションの促進 再掲 - -

・最新技術の調査・発掘を行うと

ともに、民間事業者などと連携し、

様々な機会を捉えて技術の実証

を実施

・国際手話人材を育成

・スタートアップ企業との連携や、

都有施設の窓口などにおける機器

導入等を通じ、技術の開発や社

会への普及を促進

・国際手話人材を育成

・競技会場等で、デジタル技術を

活用するとともに、大会を通じて東

京の先進技術を国内外に発信

・国際手話人材を活用

 -

16-1 「スポーツフィールド・TOKYO」プロジェクト 都立スポーツ施設映像配信システムの構築

都立スポーツ施設において、カメラ

の設置等により映像配信が可能

な環境を構築し、テスト運用を実

施

本稼働・対象施設の拡大

都立スポーツ施設における映像配

信システムの本稼働・対象施設の

拡大

運用 -  -

16-1 「スポーツフィールド・TOKYO」プロジェクト 東京ボランティアレガシーネットワークの運営 再掲

・大会関連ボランティア等のシステ

ム登録（個人ユーザー10,288

人（3月31日時点））

・ポイント制度やオンライン交流

会、LINEによる情報発信等の開

始

・セミナー・イベントの開催

システムを通じた情報発信、ポイン

ト制度の運用、セミナー・イベント

の開催など、様々な取組を通じた

大会関連ボランティア等の活動の

継続・拡大と、ボランティア活動の

裾野拡大

・大会関連ボランティア等のシステ

ム登録（個人ユーザー11,595

人（3月31日時点））

・ポイント制度やオンライン等での

交流会、LINEによる情報発信等

の実施

・セミナー・イベントの開催

システムを通じた情報発信、ポイン

ト制度の運用、セミナー・イベント

の開催など、様々な取組を通じた

大会関連ボランティア等の活動の

継続・拡大と、ボランティア活動の

裾野拡大

システムを通じた情報発信、ポイン

ト制度の運用、セミナー・イベント

の開催など、様々な取組を通じた

大会関連ボランティア等の活動の

継続・拡大と、ボランティア活動の

裾野拡大

 システムを通じた情報発信、ポイ

ント制度の運用、セミナー・イベント

の開催など、様々な取組を通じた

大会関連ボランティア等の活動の

継続・拡大と、ボランティア活動の

裾野拡大

16-1 「スポーツフィールド・TOKYO」プロジェクト パラスポーツを支える人材の裾野拡大と質の向上

ボランティアに対してe-learning、

講習会などの学びの場を提供する

ほか、募集団体に対して体験談な

どにより募集事例を紹介

ボランティアや募集団体などに対す

る情報発信や活動促進

ボランティアに対してe-learning、

講習会などの学びの場を提供する

ほか、募集団体に対して体験談な

どにより募集事例を紹介

ボランティアや募集団体などに対す

る情報発信や活動促進

ボランティアや募集団体などに対す

る情報発信や活動促進

 ボランティアや募集団体などに対

する情報発信や活動促進
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

16-1 「スポーツフィールド・TOKYO」プロジェクト シニアスポーツ振興プロジェクト 再掲

身近なコミュニティへの参加のきっ

かけづくりとして、シニア世代に趣味

として親しまれている種目による交

流大会『東京都シニア・コミュニティ

交流大会』を開催

参加人数：延べ937名（都内

全域）

内容：多摩地域２会場で５種

目実施

種目：ダンススポーツ、囲碁・将

棋、健康マージャン、カラオケ

会場：武蔵野の森総合スポーツ

プラザ、ルネこだいら（小平市民

文化会館）

大会実施・検証

身近なコミュニティへの参加のきっ

かけづくりとして、シニア世代に趣味

として親しまれている種目による、

東京都シニア・コミュニティ交流大

会を開催

ねんりんピックの東京開催を見据

えて、事業を再編し、シニアスポー

ツ振興プロジェクトを推進

ねんりんピックの東京開催を見据

えて、シニアスポーツ振興プロジェク

トを推進

 ねんりんピックの東京開催を見据

えて、シニアスポーツ振興プロジェク

トを推進

16-2 「スポーツべニュー・レガシー」プロジェクト 戦略的活用策を踏まえた都立スポーツ施設の運営 再掲
2023年度以降の次期指定管理

者を選定

指定管理者による運営、各施設

の特性を活かした多様な活用の

推進

指定管理者による運営、各施設

の特性を活かした多様な活用の

推進

指定管理者による運営、各施設

の特性を活かした多様な活用の

推進

指定管理者による運営、各施設

の特性を活かした多様な活用の

推進

 指定管理者による運営、各施設

の特性を活かした多様な活用の

推進

16-2 「スポーツべニュー・レガシー」プロジェクト
東京2020大会の都有会場等の観客向け無料Wi-Fi

の運用
再掲 観客向け無料Wi-Fiの運用 観客向け無料Wi-Fiの運用 観客向け無料Wi-Fiの運用 観客向け無料Wi-Fiの運用 観客向け無料Wi-Fiの運用  観客向け無料Wi-Fiの運用

16-2 「スポーツべニュー・レガシー」プロジェクト 予約システム・キャッシュレス決済等の導入・対象拡大

（予約システム）東京アクアティク

スセンターで新たに運用開始

（キャッシュレス決済）運用

（予約システム）東京都パラス

ポーツトレーニングセンターで新たに

運用開始

（キャッシュレス決済）運用

（予約システム）東京都パラス

ポーツトレーニングセンターで新たに

運用開始

（キャッシュレス決済）運用

（予約システム）運用

（キャッシュレス決済）運用

（予約システム）東京辰巳アイス

アリーナ（仮称）で新たに運用開

始

（キャッシュレス決済）運用

 （予約システム）運用

（キャッシュレス決済）運用

16-2 「スポーツべニュー・レガシー」プロジェクト ネーミングライツの導入 導入に向けたスキームを整理
導入に向けた準備を進め、パート

ナー募集・選定、名称使用開始
導入に向けたスキームを整理

導入に向けた準備を進め、パート

ナー募集・選定、名称使用開始

導入に向けた準備を進め、パート

ナー募集・選定、名称使用開始

 導入に向けた準備を進め、パート

ナー募集・選定、名称使用開始

16-2 「スポーツべニュー・レガシー」プロジェクト 区市町村のスポーツ環境整備に対する支援 再掲

区市町村が実施するスポーツ施

設等の環境整備に係る取組に対

する支援を実施

区市町村のスポーツの場を拡充す

る取組に対し支援

区市町村のスポーツの場を拡充す

る取組に対し支援

区市町村のスポーツの場を拡充す

る取組に対し支援

区市町村のスポーツの場を拡充す

る取組に対し支援

 区市町村のスポーツの場を拡充

する取組に対し支援

16-2 「スポーツべニュー・レガシー」プロジェクト 民間ノウハウ等を生かした施設運営（有明アリーナ） 再掲
2022年８月に開業、コンセッショ

ン方式により管理・運営

コンセッション方式により管理・運

営

コンセッション方式により管理・運

営

コンセッション方式により管理・運

営

コンセッション方式により管理・運

営

 コンセッション方式により管理・運

営

16-2 「スポーツべニュー・レガシー」プロジェクト 有明アーバンスポーツパークの整備・運営 再掲
大会レガシーゾーンの工事に着手

事業者公募を実施

工事

事業者契約手続き

大会レガシーゾーン一部開業

工事

事業者契約手続き

大会レガシーゾーン一部開業

工事

開業
運営  運営

16-2 「スポーツべニュー・レガシー」プロジェクト 東京辰巳アイスアリーナ（仮称）の整備・運営 再掲
実施設計

施設運営計画の策定・公表

改修工事

指定管理者募集・選定準備

改修工事

指定管理者募集・選定準備

改修工事

指定管理者募集・選定

改修工事

開業・運営
 運営

16-2 「スポーツべニュー・レガシー」プロジェクト 東京都パラスポーツトレーニングセンターの運営 再掲

年度末の開業に向けて、改修工

事、指定管理者募集・選定を実

施し、2023年3月に開業

施設運営 施設運営

取組名「戦略的活用策を踏まえ

た都立スポーツ施設の運営 」へ計

画を統合し、以降は一体の事業と

して推進

-  -

16-2 「スポーツべニュー・レガシー」プロジェクト 都立スポーツ施設におけるアクセシビリティ設備の整備 - - -

デフリンピック開催を契機として、都

立スポーツ施設においてアクセシビ

リティ設備を整備

都立スポーツ施設においてアクセシ

ビリティ設備を整備
 -
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

16-3 「パラスポーツ・シティ」プロジェクト 都立特別支援学校体育施設の貸出・体験教室の実施 再掲

・体育施設の貸出事業対象校：

29校

・体験教室実施回数：123回

体験教室の取組強化（プログラ

ムの充実・地元自治体等と連

携）

・体育施設の貸出事業対象校：

31校

・体験教室実施回数：125回

体験教室の取組強化（プログラ

ムの充実・地元自治体等と連

携）

体験教室の取組強化（プログラ

ムの充実・地元自治体等と連

携）

 体験教室の取組強化（プログラ

ムの充実・地元自治体等と連

携）

16-3 「パラスポーツ・シティ」プロジェクト 都立特別支援学校の体育館等の施設整備

特別支援学校の体育施設の貸し

出しに向けた環境整備を実施

（改修工事２校）

改修工事３校

特別支援学校の体育施設の貸し

出しに向けた環境整備を実施

（改修工事２校）

改修工事２校 改修工事２校  改修工事２校

16-3 「パラスポーツ・シティ」プロジェクト
区市町村におけるスポーツ・医療・福祉・教育分野等が

連携して行う取組の後押し

・区市町村に取組の効果を波及

させるために地域ブロック会議等を

実施

・区市町村補助事業における支

援メニューの活用実績４地区

区市町村に波及させるための施

策の実施

・区市町村に取組の効果を波及

させるために地域ブロック会議等を

実施

・区市町村補助事業における支

援メニューの活用実績５地区

区市町村に波及させるための施

策の実施

区市町村に波及させるための施

策の実施

 区市町村に波及させるための施

策の実施

16-3 「パラスポーツ・シティ」プロジェクト 東京都パラスポーツトレーニングセンターの運営 再掲

年度末の開業に向けて、改修工

事、指定管理者募集・選定を実

施し、2023年3月に開業

施設運営 施設運営

取組名「戦略的活用策を踏まえ

た都立スポーツ施設の運営 」へ計

画を統合し、以降は一体の事業と

して推進

-  -

16-3 「パラスポーツ・シティ」プロジェクト 都立スポーツ施設におけるアクセシビリティ設備の整備 再掲 - - -

デフリンピック開催を契機として、都

立スポーツ施設においてアクセシビ

リティ設備を整備

都立スポーツ施設においてアクセシ

ビリティ設備を整備
 -

16-3 「パラスポーツ・シティ」プロジェクト
重度障害者等が分身ロボットの遠隔操作でパラスポーツ

に参加できる機会を提供

・都主催イベントでの活用：６回

・参加施設：12施設

パラスポーツの体験や他の参加者

と交流できる機会を提供

・都主催イベント等での活用：6

回

 参加施設：10施設

・施設同士による交流会：1回

 参加施設：6施設

パラスポーツの体験や他の参加者

と交流できる機会を提供

パラスポーツの体験や他の参加者

と交流できる機会を提供

 パラスポーツの体験や他の参加者

と交流できる機会を提供

16-3 「パラスポーツ・シティ」プロジェクト 障害のある人のウォーキングを促進

・ウォ―キングコース：バリアフリー

に配慮した５コース設定

・参集型イベントの実施：２回開

催し86名が参加

新規コース開拓・紹介

・ウォ―キングコース：バリアフリー

に配慮した５コース設定

・参集型イベントの実施：2回開

催し83名が参加

新規コース開拓・紹介 新規コース開拓・紹介  新規コース開拓・紹介

16-3 「パラスポーツ・シティ」プロジェクト 気軽に取り組める運動動画の活用促進

福祉施設の職員や障がい者ス

ポーツ指導員等を対象にした研修

を区部、多摩それぞれ1回ずつ実

施。また、動画の利用促進を図る

チラシを都内約1,700施設に配

布

活用促進のための研修等の実施

福祉施設の職員やパラスポーツ指

導員等を対象にした研修を実施。

また、動画の利用促進を図るチラ

シを配布

（2023年度終了）

- -  -

16-3 「パラスポーツ・シティ」プロジェクト パラスポーツコンシェルジュ

スポーツを始めたい障害のある人

や、パラスポーツの支援を検討して

いる企業等に対して情報提供・助

言を実施するとともに、企業等と

競技団体との交流会を開催

スポーツを始めたい障害のある方

等への情報提供、企業等と競技

団体の交流会を実施

スポーツを始めたい障害のある人

や、パラスポーツの支援を検討して

いる企業等に対して情報提供・助

言を実施するとともに、企業等と

競技団体との交流会を開催

・スポーツを始めたい障害のある方

等への情報提供

・企業等と競技団体の交流会を

実施

・アウトリーチ活動（講演・個別企

業への訪問）や定期セミナーを実

施

・スポーツを始めたい障害のある方

等への情報提供

・企業等と競技団体の交流会を

実施

・アウトリーチ活動（講演・個別企

業への訪問）や定期セミナーを実

施

 ・スポーツを始めたい障害のある

方等への情報提供

・企業等と競技団体の交流会を

実施

・アウトリーチ活動（講演・個別企

業への訪問）や定期セミナーを実

施

16-3 「パラスポーツ・シティ」プロジェクト 障害者のスポーツ施設利用促進

東京2020大会等を契機とした事

例を収集しマニュアルを改訂。都

内区市町村及び民間スポーツ施

設約2,000箇所に配布

区市町村等におけるマニュアルの

活用を促進

（１）施設利用促進アドバイ

ザーによる支援　35メニュー実施

（２）集合型研修　2回開催

（３）区市町村へのマニュアル普

及　10自治体訪問

区市町村等におけるマニュアルの

活用を促進

区市町村等におけるマニュアルの

活用を促進

 区市町村等におけるマニュアルの

活用を促進
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16-3 「パラスポーツ・シティ」プロジェクト 障害児・者の運動習慣定着支援事業 -

福祉施設等における運動支援、

地域のスポーツ施設における運動

プログラムの実施

福祉施設等における運動支援、

地域のスポーツ施設における運動

プログラムの実施：12施設

福祉施設等における運動支援、

地域のスポーツ施設における運動

プログラムの実施

福祉施設等における運動支援、

地域のスポーツ施設における運動

プログラムの実施

 福祉施設等における運動支援、

地域のスポーツ施設における運動

プログラムの実施

16-3 「パラスポーツ・シティ」プロジェクト
デジタル技術を活用したパラスポーツ（eパラスポーツ）

事業
-

福祉施設等に対し障害特性に応

じたコントローラー等のスポーツ機

器の貸与、交流会の実施

・前期５施設、後期5施設に機

器貸与

・前期、後期、各1回交流会を実

施

福祉施設等に対し障害特性に応

じたコントローラー等のスポーツ機

器の貸与、交流会の実施

福祉施設等に対し障害特性に応

じたコントローラー等のスポーツ機

器の貸与、交流会の実施

 福祉施設等に対し障害特性に

応じたコントローラー等のスポーツ

機器の貸与、交流会の実施

16-3 「パラスポーツ・シティ」プロジェクト バーチャルスポーツを用いた障害者のスポーツ実施促進 - - -

自宅や通いなれた施設などで気

軽に身体を動かせる「バーチャルス

ポーツ」を活用し、障害のある方の

スポーツ実施を促進

自宅や通いなれた施設などで気

軽に身体を動かせる「バーチャルス

ポーツ」を活用し、障害のある方の

スポーツ実施を促進

 自宅や通いなれた施設などで気

軽に身体を動かせる「バーチャルス

ポーツ」を活用し、障害のある方の

スポーツ実施を促進

16-3 「パラスポーツ・シティ」プロジェクト 区市町村が実施するスポーツ振興の取組に対する支援 再掲
区市町村の取組に対する支援を

実施

区市町村の取組に対する支援を

実施

区市町村の取組に対する支援を

実施

区市町村の取組に対する支援を

実施

区市町村の取組に対する支援を

実施

 区市町村の取組に対する支援を

実施

16-3 「パラスポーツ・シティ」プロジェクト 区市町村のスポーツ環境整備に対する支援 再掲

区市町村が実施するスポーツ施

設等の環境整備に係る取組に対

する支援を実施

区市町村のスポーツの場を拡充す

る取組に対し支援

区市町村のスポーツの場を拡充す

る取組に対し支援

区市町村のスポーツの場を拡充す

る取組に対し支援

区市町村のスポーツの場を拡充す

る取組に対し支援

 区市町村のスポーツの場を拡充

する取組に対し支援

16-3 「パラスポーツ・シティ」プロジェクト 都内の大学・企業等の所有スポーツ施設の活用 再掲

都内の大学・企業等の所有ス

ポーツ施設を活用できるよう協定

を締結し、都内スポーツ団体等が

利用できる場を継続的に確保

対象大学及び企業等の継続的

な確保

都内の大学・企業等の所有ス

ポーツ施設を活用できるよう協定

を締結し、都内スポーツ団体等が

利用できる場を継続的に確保

対象大学及び企業等の継続的

な確保

対象大学及び企業等の継続的

な確保

 対象大学及び企業等の継続的

な確保

16-3 「パラスポーツ・シティ」プロジェクト パラスポーツを支える人材の裾野拡大と質の向上 再掲

ボランティアに対してe-learning、

講習会などの学びの場を提供する

ほか、募集団体に対して体験談な

どにより募集事例を紹介

ボランティアや募集団体などに対す

る情報発信や活動促進

ボランティアに対してe-learning、

講習会などの学びの場を提供する

ほか、募集団体に対して体験談な

どにより募集事例を紹介

ボランティアや募集団体などに対す

る情報発信や活動促進

ボランティアや募集団体などに対す

る情報発信や活動促進

 ボランティアや募集団体などに対

する情報発信や活動促進

16-3 「パラスポーツ・シティ」プロジェクト パラスポーツセミナー

地域におけるパラスポーツ振興の

キーパーソンを育成するため、区市

町村職員やスポーツ推進委員等

を対象にセミナーを開催（対象別

に計４回開催）

区市町村職員やスポーツ推進委

員等を対象にセミナーを開催

地域におけるパラスポーツ振興の

キーパーソンを育成するため、区市

町村職員やスポーツ推進委員等

を対象にセミナーを開催（対象別

に計４回開催）

区市町村職員やスポーツ推進委

員等を対象にセミナーを開催

区市町村職員やスポーツ推進委

員等を対象にセミナーを開催

 区市町村職員やスポーツ推進委

員等を対象にセミナーを開催

16-3 「パラスポーツ・シティ」プロジェクト パラスポーツ指導員養成講習会の開催

初級及び中級障がい者スポーツ

指導員養成講習会を開催し、パ

ラスポーツの現場で指導や支援に

あたる人材の裾野を拡大

パラスポーツの現場で指導や支援

にあたる人材の裾野を拡大

初級及び中級パラスポーツ指導

員養成講習会を開催し、パラス

ポーツの現場で指導や支援にあた

る人材の裾野を拡大

パラスポーツの現場で指導や支援

にあたる人材の裾野を拡大

パラスポーツの現場で指導や支援

にあたる人材の裾野を拡大

 パラスポーツの現場で指導や支援

にあたる人材の裾野を拡大

16-3 「パラスポーツ・シティ」プロジェクト パラスポーツ研修キャラバン

パラスポーツ振興の担い手となる

団体が、主体的にその構成員に

向けてパラスポーツの知識・情報を

付与できるよう、団体の研修会等

に計６回講師を派遣

スポーツ振興の担い手となる団体

の研修会へ講師を派遣

パラスポーツ振興の担い手となる

団体が、主体的にその構成員に

向けてパラスポーツの知識・情報を

付与できるよう、団体の研修会等

に講師を派遣

パラスポーツ振興の担い手となる

団体の研修会へ講師を派遣

パラスポーツ振興の担い手となる

団体の研修会へ講師を派遣

 パラスポーツ振興の担い手となる

団体の研修会へ講師を派遣

16-3 「パラスポーツ・シティ」プロジェクト パラスポーツの国際大会の開催支援
幅広いパラスポーツの国際大会の

開催を支援 (４大会）

幅広いパラスポーツの国際大会の

開催を支援

幅広いパラスポーツの国際大会の

開催を支援（４大会）

幅広いパラスポーツの国際大会の

開催を支援

幅広いパラスポーツの国際大会の

開催を支援

 幅広いパラスポーツの国際大会の

開催を支援

16-3 「パラスポーツ・シティ」プロジェクト
パラスポーツ大会の中継（TOKYOパラスポーツチャンネ

ル）

コンテンツを充実しつつ、都民のパ

ラスポーツ大会観戦機会を提供

（６大会）

コンテンツを充実

コンテンツを充実しつつ、都民のパ

ラスポーツ大会観戦機会を提供

（４大会）

コンテンツを充実 コンテンツを充実  コンテンツを充実

324 ページ



2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

16-3 「パラスポーツ・シティ」プロジェクト パラスポーツに関する情報発信や普及に向けた取組

イベントやSNSによるタイムリーな

情報発信等を通じて、パラスポー

ツの普及や実施者の裾野拡大等

を促進

パラスポーツに関する情報や魅力

の発信等を通じて、パラスポーツの

普及や実施者の裾野拡大等を促

進

イベントやSNSによるタイムリーな

情報発信等を通じて、パラスポー

ツの普及や実施者の裾野拡大等

を促進

パラスポーツに関する情報や魅力

の発信等を通じて、パラスポーツの

普及や実施者の裾野拡大等を促

進

パラスポーツに関する情報や魅力

の発信等を通じて、パラスポーツの

普及や実施者の裾野拡大等を促

進

 パラスポーツに関する情報や魅力

の発信等を通じて、パラスポーツの

普及や実施者の裾野拡大等を促

進

16-3 「パラスポーツ・シティ」プロジェクト パラスポーツ体験機会の創出
「パラスポーツ体験プログラム」計

15会場実施

区市町村や大学など身近な地域

においてパラスポーツの体験機会を

創出

「パラスポーツ体験プログラム」計

13会場実施

区市町村や大学など身近な地域

においてパラスポーツの体験機会を

創出

区市町村や大学など身近な地域

においてパラスポーツの体験機会を

創出

 区市町村や大学など身近な地

域においてパラスポーツの体験機

会を創出

16-3 「パラスポーツ・シティ」プロジェクト 集中的にパラスポーツに触れる機会を創出

パラリンピックを開催した８～９月

を「TOKYOパラスポーツ月間」と

位置づけ、集中的にパラスポーツ

に触れる機会を創出

取組を推進

パラリンピックを開催した８～９月

を「TOKYOパラスポーツ月間」と

位置づけ、集中的にパラスポーツ

に触れる機会を創出

取組を推進 取組を推進  取組を推進

16-3 「パラスポーツ・シティ」プロジェクト パラアスリートの発掘・育成・強化
96名を「東京ゆかりパラアスリート」

に認定し、競技活動を支援
東京ゆかりのアスリートを支援

・97名を「東京ゆかりパラアスリー

ト」に、5名を「東京ゆかりジュニア

パラアスリート」認定し、競技活動

を支援

・次世代パラアスリートを継続的に

輩出するため、競技体験機会等

を提供

・東京ゆかりのアスリートを支援

・次世代パラアスリートを継続的に

輩出するため、競技体験機会等

を提供

・東京ゆかりのアスリートを支援

・次世代パラアスリートを継続的に

輩出するため、競技体験機会等

を提供

 ・東京ゆかりのアスリートを支援

・次世代パラアスリートを継続的に

輩出するため、競技体験機会等

を提供

16-3 「パラスポーツ・シティ」プロジェクト デフリンピックチャレンジ事業 再掲 - - -

デフリンピック競技種目のうち日本

代表選手の出場が困難な種目に

スポットを当て、選手発掘イベント

の開催や団体・選手への補助を

実施

選手発掘イベントの開催、団体・

選手への補助
 -

16-3 「パラスポーツ・シティ」プロジェクト 競技団体の組織基盤強化及び運営力向上等
プロボノを活用し、２団体の組織

基盤強化を支援

競技団体の自立に向けた取組

や、選手の発掘・育成や指導者

育成等の取組などを支援

プロボノを活用し、２団体の組織

基盤強化を支援

競技団体の自立に向けた取組

や、選手の発掘・育成や指導者

育成等の取組などを支援

競技団体の自立に向けた取組

や、選手の発掘・育成や指導者

育成等の取組などを支援

 競技団体の自立に向けた取組

や、選手の発掘・育成や指導者

育成等の取組などを支援

16-3 「パラスポーツ・シティ」プロジェクト 東京都障害者スポーツ大会におけるオープン競技の実施
ハンドサッカーとフットサル（精神部

門）を実施
オープン競技を実施

シッティングバレーボールとバドミント

ンを実施
オープン競技を実施 オープン競技を実施  オープン競技を実施

16-3 「パラスポーツ・シティ」プロジェクト スポーツ交流推進校

スポーツ交流推進校として、都立

特別支援学校（10校）を指定

し、地域や近隣の小、中、高等学

校等との交流を推進

スポーツ交流推進校（10校）

で、地域や近隣の小、中、高等学

校等との交流を推進

スポーツ交流推進校（10校）

で、地域や近隣の小、中、高等学

校等との交流を推進

スポーツ交流推進校（10校）

で、地域や近隣の小、中、高等学

校等との交流を推進

特別支援学校において、スポーツ

を通じた交流を推進

 特別支援学校において、スポーツ

を通じた交流を推進

16-4 「スポーツ・ウェルネス・シティ」プロジェクト 都市空間の活用（アーバン・フィットネス推進事業） 再掲

立川と東京駅においてアーバン・

フィットネスのイベントを開催し、運

動用機器やフィットネス等を体験

できる機会を提供

都心部の公開空地等を活用して

プロモーションを実施

新宿駅と二子玉川駅においてアー

バン・フィットネスのイベントを開催

し、運動用機器やフィットネス等を

体験できる機会を提供

（2023年度終了）

- -  -

16-4 「スポーツ・ウェルネス・シティ」プロジェクト 誰もが身近な地域でスポーツを楽しめる環境の整備 再掲
地域のスポーツ環境の充実に向け

た取組を実施

地域のスポーツ環境の充実に向け

た取組を実施

地域のスポーツ環境の充実に向け

た取組を実施

地域のスポーツ環境の充実に向け

た取組を実施

地域のスポーツ環境の充実に向け

た取組を実施

 地域のスポーツ環境の充実に向

けた取組を実施
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

16-4 「スポーツ・ウェルネス・シティ」プロジェクト
体力・体組成の測定等を通じた運動習慣の確立及び

蓄積した測定データの活用
再掲 - - -

・都内スポーツイベント等と連携し

た体力・体組成の測定等を実施

するなど、都民が自身の体力を知

る機会を提供

・収集したデータを分析

・都内スポーツイベント等と連携し

た体力・体組成の測定等を実施

するなど、都民が自身の体力を知

る機会を提供

・収集したデータを分析、オープン

データ化

 ・都内スポーツイベント等と連携し

た体力・体組成の測定等を実施

するなど、都民が自身の体力を知

る機会を提供

・収集したデータを分析、オープン

データ化

16-4 「スポーツ・ウェルネス・シティ」プロジェクト
東京2020大会の都有会場等の観客向け無料Wi-Fi

の運用
再掲 観客向け無料Wi-Fiの運用 観客向け無料Wi-Fiの運用 観客向け無料Wi-Fiの運用 観客向け無料Wi-Fiの運用 観客向け無料Wi-Fiの運用  観客向け無料Wi-Fiの運用

16-4 「スポーツ・ウェルネス・シティ」プロジェクト 民間ノウハウ等を生かした施設運営（有明アリーナ） 再掲
2022年８月に開業、コンセッショ

ン方式により管理・運営

コンセッション方式により管理・運

営

コンセッション方式により管理・運

営

コンセッション方式により管理・運

営

コンセッション方式により管理・運

営

 コンセッション方式により管理・運

営

16-4 「スポーツ・ウェルネス・シティ」プロジェクト 有明アーバンスポーツパークの整備・運営 再掲
大会レガシーゾーンの工事に着手

事業者公募を実施

工事

事業者契約手続き

大会レガシーゾーン一部開業

工事

事業者契約手続き

大会レガシーゾーン一部開業

工事

開業
運営  運営

16-4 「スポーツ・ウェルネス・シティ」プロジェクト 大会後のまちづくりの推進 再掲
土地利用等の見直しに伴う関連

計画の見直し

土地利用等の見直しに伴う関連

計画の見直し、まちづくりの推進

土地利用等の見直しに伴う関連

計画の見直し、まちづくりの推進
まちづくりの推進 まちづくりの推進  まちづくりの推進

16-4 「スポーツ・ウェルネス・シティ」プロジェクト 有明親水海浜公園の整備・開園 再掲
設計・工事、有明アリーナ周辺部

先行開園
設計・工事、段階的に拡張開園 設計・工事、段階的に拡張開園 設計・工事、段階的に拡張開園 工事、段階的に拡張開園  工事、段階的に拡張開園

16-5 「世界陸上・デフリンピック」開催支援プロジェクト 世界陸上・デフリンピック開催に向けた気運醸成

世界陸上・デフリンピックの東京開

催決定を受け、気運醸成のための

広報PRや、ユニバーサルコミュニ

ケーションの実現に向けた調査等

を実施

気運醸成のための広報PRや、ユ

ニバーサルコミュニケーションの実現

に向けた技術発掘等、世界陸

上・デフリンピックの開催に向けた

取組を実施

大会エンブレムや応援アンバサダー

等を活用した情報発信など、大会

を「知ってもらう」取組を展開

世界記録の体感やトップアスリート

との交流など、体験・参加を通じて

「ファンを増やす」取組等を展開

競技観戦やボランティア等、様々

なかたちで皆が大会に「参画する」

取組等を展開

 -

16-5 「世界陸上・デフリンピック」開催支援プロジェクト 世界陸上・デフリンピック開催支援 - -

・世界陸上・デフリンピックの開催

支援

・国際スポーツ大会のガバナンス強

化に向けた有識者会議等の実施

・世界陸上・デフリンピックの開催

支援

・有識者会議等の実施

・世界陸上・デフリンピックの開催

支援

・有識者会議等の実施

 -

16-5 「世界陸上・デフリンピック」開催支援プロジェクト ユニバーサルコミュニケーションの促進 - -

・最新技術の調査・発掘を行うと

ともに、民間事業者などと連携し、

様々な機会を捉えて技術の実証

を実施

・国際手話人材を育成

・スタートアップ企業との連携や、

都有施設の窓口などにおける機器

導入等を通じ、技術の開発や社

会への普及を促進

・国際手話人材を育成

・競技会場等で、デジタル技術を

活用するとともに、大会を通じて東

京の先進技術を国内外に発信

・国際手話人材を活用

 -

16-5 「世界陸上・デフリンピック」開催支援プロジェクト 鉄道駅におけるユニバーサルコミュニケーションの取組促進 再掲 - - -
補助制度の活用により、UC機器

の導入を促進

補助制度の活用により、UC機器

の導入を促進
-

16-5 「世界陸上・デフリンピック」開催支援プロジェクト デフリンピックチャレンジ事業 - - -

デフリンピック競技種目のうち日本

代表選手の出場が困難な種目に

スポットを当て、選手発掘イベント

の開催や団体・選手への補助を

実施

選手発掘イベントの開催、団体・

選手への補助
 -

16-5 「世界陸上・デフリンピック」開催支援プロジェクト 区市町村が実施するスポーツ振興の取組に対する支援 再掲
区市町村の取組に対する支援を

実施

区市町村の取組に対する支援を

実施

区市町村の取組に対する支援を

実施

区市町村の取組に対する支援を

実施

区市町村の取組に対する支援を

実施

 区市町村の取組に対する支援を

実施

16-5 「世界陸上・デフリンピック」開催支援プロジェクト 都立スポーツ施設におけるアクセシビリティ設備の整備 再掲 - - -

デフリンピック開催を契機として、都

立スポーツ施設においてアクセシビ

リティ設備を整備

都立スポーツ施設においてアクセシ

ビリティ設備を整備
 -
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度
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プロジェクト名 取組名 再掲

16-5 「世界陸上・デフリンピック」開催支援プロジェクト 芸術文化へのアクセシビリティ向上 再掲 - - -

・都立文化施設及び都の文化事

業において公演の鑑賞等を支援

する環境整備を推進

・民間文化イベント等に対する鑑

賞サポート費の助成を実施

・都立文化施設及び都の文化事

業において公演の鑑賞等を支援

する環境整備を推進

・民間文化イベント等に対する鑑

賞サポート費の助成を実施

 -

16-5 「世界陸上・デフリンピック」開催支援プロジェクト
世界陸上・デフリンピック大会に向けた文化プログラムを

展開
再掲 - - -

東京の芸術文化の魅力発信、共

生社会の実現への歩み、国際大

会の機運醸成を目的としたアート

プロジェクトを始動し、2025年度

の本イベント開催に向けた調整を

行うとともに、１年前の機を捉えプ

レイベントを実施

本イベント開催に向けた調整、本

イベントの実施、成果とりまとめ
 -

17-1 多摩・島しょ地域産業振興プロジェクト 多摩イノベーションエコシステム促進事業 再掲
機運醸成・マッチングイベント、リー

ディングプロジェクト実施

機運醸成・マッチングイベント、リー

ディングプロジェクト実施

機運醸成・マッチングイベント、リー

ディングプロジェクト実施

機運醸成・マッチングイベント、リー

ディングプロジェクト実施

機運醸成・マッチングイベント、リー

ディングプロジェクト実施

 機運醸成・マッチングイベント、

リーディングプロジェクト実施

17-1 多摩・島しょ地域産業振興プロジェクト 創業支援拠点の運営
「TOKYO創業ステーション

TAMA」の運営

「TOKYO創業ステーション

TAMA」の運営

「TOKYO創業ステーション

TAMA」の運営

「TOKYO創業ステーション

TAMA」の運営

「TOKYO創業ステーション

TAMA」の運営

 「TOKYO創業ステーション

TAMA」の運営

17-1 多摩・島しょ地域産業振興プロジェクト 多摩産業交流センター(東京たま未来メッセ）の管理 再掲 開業、運営・利用貸出 運営・利用貸出 運営・利用貸出 運営・利用貸出 運営・利用貸出  運営・利用貸出

17-1 多摩・島しょ地域産業振興プロジェクト 多摩ものづくりコミュニティ組成支援 再掲
コミュニティ組成、開発プロジェクト

支援

ものづくりネットワーク組成、開発プ

ロジェクト支援

コミュニティ組成、開発プロジェクト

支援

ものづくりネットワーク組成、開発プ

ロジェクト支援

ものづくりネットワーク組成、開発プ

ロジェクト支援

 ものづくりネットワーク組成、開発

プロジェクト支援

※2026年度は継続支援のみ

17-1 多摩・島しょ地域産業振興プロジェクト 都立大における５Ｇを活用した研究・実験 再掲

ローカル5G環境を活用した研究を

推進、民間企業等に都立大の

ローカル5G環境を実証フィールドと

して提供

ローカル5G環境を活用した研究を

推進、民間企業等に都立大の

ローカル5G環境を実証フィールドと

して提供

ローカル5G環境を活用した研究の

支援(継続８件)、民間企業等に

都立大のローカル５G環境を実証

フィールドとして提供、新たな社会

サービス創出等に向けたアイデアソ

ンの実施

ローカル５G環境を活用した研究

を推進、民間企業等に都立大の

ローカル５G環境を実証フィールド

として提供、新たな社会サービス

創出等に向けたアイデアソンの実

施

ローカル５G環境を活用した研究

を推進、民間企業等に都立大の

ローカル５G環境を実証フィールド

として提供、新たな社会サービス

創出等に向けたアイデアソンの実

施

 民間企業等に都立大のローカル

５G環境を実証フィールドとして提

供、新たな社会サービス創出等に

向けたアイデアソンの実施

17-1 多摩・島しょ地域産業振興プロジェクト 都立大等における授業料の実質無償化 再掲 制度導入に向けたスキーム設計
制度導入に向けた準備、受験生

等への周知

制度導入に向けた準備、受験生

等への周知
実施 実施  実施

17-1 多摩・島しょ地域産業振興プロジェクト 多摩イノベーション総合支援事業 再掲

新技術創出交流会 ２回/年、ゼ

ロエミッション合同面談会 １回/

年、ゼロエミッション専門勉強会

２回/年

新技術創出交流会 １回/年、ゼ

ロエミッション合同面談会 １回/

年、ゼロエミッション専門勉強会

２回/年

新技術創出交流会 １回/年、ゼ

ロエミッション合同面談会 １回/

年、ゼロエミッション専門勉強会

２回/年

新技術創出交流会 １回/年、ゼ

ロエミッション合同面談会 １回/

年、ゼロエミッション専門勉強会

２回/年

-

（2024年度終了）
 -

17-1 多摩・島しょ地域産業振興プロジェクト 社会実装参画による多摩イノベーションの創出促進 再掲 - - -

中小企業に対して、大学・研究機

関等が行う研究開発の社会実装

への参画等を支援

社会実装テーマ説明会　１回/

年、助成金　３件程度/年

中小企業に対して、大学・研究機

関等が行う研究開発の社会実装

への参画等を支援

社会実装テーマ説明会　１回/

年、助成金　３件程度/年

 中小企業に対して、大学・研究

機関等が行う研究開発の社会実

装への参画等を支援

社会実装テーマ説明会　１回/

年、助成金　３件程度/年

17-1 多摩・島しょ地域産業振興プロジェクト 多摩ものづくりスタートアップ起業家育成事業 再掲 -

ものづくり起業家に対して、製造

業とのマッチング支援や開発支援

を実施

ものづくり起業家に対して、製造

業とのマッチング支援や開発支援

を実施

ものづくり起業家に対して、製造

業とのマッチング支援や開発支援

を実施

ものづくり起業家に対して、製造

業とのマッチング支援や開発支援

を実施

 ものづくり起業家に対して、製造

業とのマッチング支援や開発支援

を実施

戦略17：多摩・島しょ振興戦略
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）
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2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

17-1 多摩・島しょ地域産業振興プロジェクト スタートアップによる島しょ振興促進事業 -
島しょ地域の振興をテーマとした事

業化のための集中支援等

島しょ地域の振興をテーマとした事

業化のための集中支援等

島しょ地域の振興をテーマとした事

業化のための集中支援等

島しょ地域の振興をテーマとした事

業化のための集中支援等

 島しょ地域の振興をテーマとした

事業化のための集中支援等

17-1 多摩・島しょ地域産業振興プロジェクト
スタートアップの創出・育成支援の強化及び産学公連携

の推進
再掲

日野キャンパスの本体工事・工事

監理、TMU Innovation Hubを

活用した産学公連携の推進

・施設運用方法、提供サービスの

検討

・多摩地域の産学公金が連携し

たプラットフォームの構想設計

・インキュベーションマネージャーの

採用　等

新棟運用

・インキュベーションマネージャー、産

学公金連携プラットフォームによる

支援の展開　等

アントレプレナーシップ講座等の開

講、TMU Innovation Hubを活

用した産学公連携の推進

都立大等において、アントレプレ

ナーシップの醸成に資する取組とし

て正規課程授業の開講及び

TMUビジネスアイデアコンテスト等

を実施、TMU Innovation Hub

を活用した産学公連携の推進

都立大等において、アントレプレ

ナーシップの醸成に資する取組とし

て正規課程授業の開講及び

TMUビジネスアイデアコンテスト等

を実施、TMU Innovation Hub

を活用した産学公連携の推進

 都立大等において、アントレプレ

ナーシップの醸成に資する取組とし

て正規課程授業の開講及び

TMUビジネスアイデアコンテスト等

を実施、TMU Innovation Hub

を活用した産学公連携の推進

17-1 多摩・島しょ地域産業振興プロジェクト 小規模企業支援拠点からの専門家派遣 983社/年 （区部を含む） 700社/年 1129社/年（区部を含む） 700社/年 700社/年  700社/年

17-1 多摩・島しょ地域産業振興プロジェクト 小規模企業事業承継モデル創出支援 助成金支出 １社 ー ー ー ー  ー

17-1 多摩・島しょ地域産業振興プロジェクト 多摩・島しょ地域資源承継支援 30件/年
事業承継創出支援や経営資源

引継支援を実施
33件/年

事業承継創出支援や経営資源

引継支援を実施

事業承継創出支援や経営資源

引継支援を実施

 事業承継創出支援や経営資源

引継支援を実施

17-1 多摩・島しょ地域産業振興プロジェクト 地域資源等を活用した新製品・サービス開発の支援 新規採択・実施支援 ９件/年 新規採択・実施支援 30件/年 新規採択・実施支援 13件/年 新規採択・実施支援 30件/年 新規採択・実施支援 30件/年  -

17-1 多摩・島しょ地域産業振興プロジェクト 地域産業の成長支援 再掲 - - -
2024年度から2026年度の３か

年で20計画程度承認

2024年度から2026年度の３か

年で20計画程度承認

 2024年度から2026年度の３か

年で20計画程度承認

17-2 多摩・島しょ農林水産業プロジェクト
東京型スマート農業推進のための研究プラットフォームに

おける技術開発
再掲

実証実験・研究開発を展開し、

次の研究成果等を発表

・「ソーラーエネルギー利用システム

の開発」の成果

・「最新Wi-Fi技術を活用した圃

場やハウスの見える化の実証」にお

ける「生産者が圃場やハウスに

Wi-Fi通信を設置・利用する際の

ヒントとなるガイド」

・「スマート農業技術の経営的評

価・経営モデル構築」における「ト

マト施設栽培に関するニーズ調

査」

・「ローカル５Ｇを活用した遠隔で

の農業作業支援」における、遠隔

農作業支援の実証レポート

実証実験・研究開発実績等を踏

まえた2024年度からの次期東京

型スマート農業技術開発プロジェ

クトの計画の検討

プラットフォームにおける民間企業

や研究機関、生産者等との共同・

協力により、東京フューチャーアグリ

システムの新展開 、AI・IoT等の

先進技術を活用した新たな農業

システムの技術検証 、ローカル5G

を活用した新しい農業技術の開

発の３つの取組において成果を発

表した。

（2023年度終了）

- -  -

17-2 多摩・島しょ農林水産業プロジェクト 東京フューチャーアグリシステムの新展開 再掲

イチゴ栽培システムの開発における

品種・病害虫管理、統合制御シ

ステムの低コスト化を検討

イチゴ栽培システムの開発、統合

制御システムの低コスト化を検討

低コスト化した東京フューチャーア

グリシステムによるイチゴ栽培システ

ムを開発した。

（2023年度終了）

- -  -
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

17-2 多摩・島しょ農林水産業プロジェクト
AI・IoT等の先進技術を活用した新たな農業システムの

技術検証
再掲

システムの開発等について、次の

研究成果等を発表

・「ソーラーエネルギー利用システム

の開発」の成果

・「最新Wi-Fi技術を活用した圃

場やハウスの見える化の実証」にお

ける「生産者が圃場やハウスに

Wi-Fi通信を設置・利用する際の

ヒントとなるガイド」

・「スマート農業技術の経営的評

価・経営モデル構築」における「ト

マト施設栽培に関するニーズ調

査」

システムの開発・改良

システムの開発等について、次の

研究成果等を発表

・ 最新Wi-Fi 技術を活用した圃

場モニタリング ～屋外Wi-Fi導入

～

・ ソーラーエネルギー利用システム

の開発～軽量フレキシブル太陽電

池利用技術～

・ 多棟ハウスの無線による見える

化の確立

（2023年度終了）

- -  -

17-2 多摩・島しょ農林水産業プロジェクト ローカル5Gを活用した新しい農業技術の開発 再掲
遠隔農作業支援の実証レポート

の公表
共同プロジェクトによる研究開発

ローカル5Ｇを活用した新しい農業

技術の開発～遠隔農作業支援

の実証レポートを公表した。

（2023年度終了）

- -  -

17-2 多摩・島しょ農林水産業プロジェクト 島しょ地域でのスマート農業の実装 再掲 施設整備、実現性調査の実施
栽培実証・モデル構築、実施設

計

栽培実証・モデル構築、実施設

計

普及に向けた検討、牧野管理シ

ステム整備
普及に向けた検討  普及に向けた検討

17-2 多摩・島しょ農林水産業プロジェクト ＤＸによる農業基盤の防災力強化 再掲

かんがい施設の水源であるため池

や貯水槽等を遠隔で監視するカメ

ラ及び水位計、遠隔で取水を制

御できるストップバルブ等を整備

かんがい施設の水源であるため池

や貯水槽等を遠隔で監視するカメ

ラ及び水位計、遠隔で取水を制

御できるストップバルブ等を整備

かんがい施設の水源であるため池

や貯水槽等を遠隔で監視するカメ

ラ及び水位計、遠隔で取水を制

御できるストップバルブ等を整備

かんがい施設の水源であるため池

や貯水槽等を遠隔で監視するカメ

ラ及び水位計、遠隔で取水を制

御できるストップバルブ等を整備

効果検証の上事業実施を検討  効果検証の上事業実施を検討

17-2 多摩・島しょ農林水産業プロジェクト ハウス栽培における温室効果ガス排出削減 再掲
温室効果ガスの排出が少ないヒー

トポンプの導入に係る経費を補助

温室効果ガスの排出が少ないヒー

トポンプの導入に係る経費を補

助、木質バイオマス等の利活用に

ついて検証

温室効果ガスの排出が少ないヒー

トポンプの導入に係る経費を補

助、木質バイオマス等の利活用に

ついて検証を開始

温室効果ガスの排出が少ないヒー

トポンプの導入に係る経費を補

助、木質バイオマス等の利活用に

ついて検証

事業効果を検証の上実施を検討 事業効果を検証の上実施を検討

17-2 多摩・島しょ農林水産業プロジェクト 森林情報基盤整備 再掲

航空レーザ計測による森林資源

情報、森林計画関係情報、治山

情報等を共有し、効率的に情報

を更新するクラウドシステムを運用

し、継続的に情報を更新

航空レーザ計測による森林資源

情報、森林計画関係情報、治山

情報等を共有し、効率的に情報

を更新するクラウドシステムを運用

し、継続的に情報を更新

航空レーザ計測による森林資源

情報、森林計画関係情報、治山

情報等を共有し、効率的に情報

を更新するクラウドシステムを運用

し、継続的に情報を更新

航空レーザ計測による森林資源

情報、森林計画関係情報、治山

情報等を共有し、効率的に情報

を更新するクラウドシステムを運用

し、継続的に情報を更新

航空レーザ計測による森林資源

情報、森林計画関係情報、治山

情報等を共有し、効率的に情報

を更新するクラウドシステムを運用

し、継続的に情報を更新

 事業効果を検証の上事業実施

を検討

17-2 多摩・島しょ農林水産業プロジェクト デジタル技術の活用による多摩産材の流通効率化 再掲

伐採出材情報や原木市場での市

売り情報を提供するための多摩産

材需給情報システムを運用・改良

伐採出材情報や原木市場での市

売り情報を提供するための多摩産

材需給情報システムを運用・改良

伐採出材情報や原木市場での市

売り情報を提供するための多摩産

材需給情報システムを運用・改良

伐採出材情報や原木市場での市

売り情報を提供するための多摩産

材需給情報システムを運用・改良

事業効果を検証の上事業実施を

検討

 事業効果を検証の上事業実施

を検討

17-2 多摩・島しょ農林水産業プロジェクト 漁場環境予測サービスの整備 再掲
情報伝達システムを開発完了、プ

レ運用実施

漁業操業の効率化と安全性の向

上に向け漁海況を高精度で予測

し漁業者へ情報提供する情報伝

達システムを運用・機能強化

漁業操業の効率化と安全性の向

上に向け漁海況を高精度で予測

し漁業者へ情報提供する情報伝

達システムを運用・機能強化

漁業操業の効率化と安全性の向

上に向け漁海況を高精度で予測

し漁業者へ情報提供する情報伝

達システムを運用・機能強化

漁業操業の効率化と安全性の向

上に向け漁海況を高精度で予測

し漁業者へ情報提供する情報伝

達システムを運用・機能強化

 漁業操業の効率化と安全性の

向上に向け漁海況を高精度で予

測し漁業者へ情報提供する情報

伝達システムを運用・機能強化

17-2 多摩・島しょ農林水産業プロジェクト 漁協荷捌き作業のDX 再掲

紙伝票で記録していた漁協の荷

捌き作業の電子化に向けた音声

入力システム等の構築調査・検

討、情報機能付き選別機の導入

紙伝票で記録していた漁協の荷

捌き作業の電子化に向けた音声

入力システム等の設計・導入、情

報機能付き選別機の運用

紙伝票で記録していた漁協の荷

捌き作業の電子化に向けた音声

入力システム等の設計・導入、情

報機能付き選別機の運用

紙伝票で記録していた漁協の荷

捌き作業の電子化に向けた情報

機能付き選別機の運用

紙伝票で記録していた漁協の荷

捌き作業の電子化に向けた情報

機能付き選別機の運用

 紙伝票で記録していた漁協の荷

捌き作業の電子化に向けた情報

機能付き選別機の運用
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

17-2 多摩・島しょ農林水産業プロジェクト DXによる内水面漁業被害軽減手法の開発 再掲

カワウによるアユ等の食害軽減に

向けGPSデータロガーを活用した

行動調査を実施。データの収集を

行った。

カワウによるアユ等の食害軽減に

向けGPSデータロガーを活用した

行動調査により効果的な被害軽

減手法を開発

カワウによるアユ等の食害軽減に

向けGPSデータロガーを活用した

行動調査により効果的な被害軽

減手法を開発

カワウによるアユ等の食害軽減に

向けGPSデータロガーを活用した

行動調査により効果的な被害軽

減手法を開発

カワウによるアユ等の食害軽減に

向けGPSデータロガーを活用した

行動調査により効果的な被害軽

減手法を開発

 カワウによるアユ等の食害軽減に

向けGPSデータロガーを活用した

行動調査により効果的な被害軽

減手法を開発

17-2 多摩・島しょ農林水産業プロジェクト DXによる漁船操業情報収集 -

漁業者の合意に基づく適切な資

源管理の推進に向け精度の高い

資源量推定操業情報収集基盤

を構築

漁業者の合意に基づく適切な資

源管理の推進に向け精度の高い

資源量推定操業情報収集基盤

を構築

漁業者の合意に基づく適切な資

源管理の推進に向け操業情報収

集基盤の運用により資源解析を

推進

漁業者の合意に基づく適切な資

源管理の推進に向け操業情報収

集基盤の運用により資源解析を

推進

 漁業者の合意に基づく適切な資

源管理の推進に向け操業情報収

集基盤の運用により資源解析を

推進

17-2 多摩・島しょ農林水産業プロジェクト スマート内水面養殖業の推進 再掲 -

養殖業の生産性向上や気候変

動への対応に向け以下の取組を

実施

・ＡＩ搭載自動給餌機を奥多摩

さかな養殖センターに試験導入

・水路等を利用した発電装置及

び飼育環境コントロールシステムの

調査・計画

養殖業の生産性向上や気候変

動への対応に向け以下の取組を

実施

・ＡＩ搭載自動給餌機を奥多摩

さかな養殖センターに試験導入

・水路等を利用した発電装置及

び飼育環境コントロールシステムの

調査・計画

養殖業の生産性向上や気候変

動への対応に向け以下の取組を

実施

・ＡＩ搭載自動給餌機の検証試

験

・水路等を利用した発電装置及

び飼育環境コントロールシステムの

調査・設置

・水循環スマート飼育システムの

計画・設計

養殖業の生産性向上や気候変

動への対応に向け以下の取組を

実施

・ＡＩ搭載自動給餌機の検証試

験・成果まとめ

・水路等を利用した発電装置及

び飼育環境コントロールシステムの

検証試験

・水循環スマート飼育システムの

設置

 養殖業の生産性向上や気候変

動への対応に向け以下の取組を

実施

・ＡＩ搭載自動給餌機の養殖業

者への普及

・水路等を利用した発電装置の

養殖業者への普及

・飼育環境コントロールシステムの

新たな場所での設計

・ 水循環スマート飼育システムの

設置及び検証試験

関連する計画事業(予算細事業

一覧）

17-2 多摩・島しょ農林水産業プロジェクト 江戸東京野菜生産流通拡大・供給力強化 再掲
生産団体組織化支援、生産計

画・出荷規格検討等を実施

生産団体組織化支援、生産計

画・出荷規格検討　等

生産団体組織化支援、生産計

画・出荷規格検討等を実施

生産団体組織化支援、生産計

画・出荷規格検討　等

生産団体組織化支援、生産計

画・出荷規格検討　等

 生産団体組織化支援、生産計

画・出荷規格検討　等

17-2 多摩・島しょ農林水産業プロジェクト 東京産ブランド農産物の育成支援 再掲

都オリジナル品種のブランド化検

討会を開催し、ＰＲの一環として

新品種の現地実証試験・試験出

荷による実証等を行った。

生産者団体及び都関係機関等

で構成する東京産農産物魅力向

上協議会の設置・運営、産地形

成・生産拡大のための生産支援、

品目・生産量に応じたＰＲを実

施

生産者団体及び都関係機関等

で構成する東京産農産物魅力向

上協議会を開催し、産地形成・

生産拡大のための生産支援する

品目として、えだまめ、キウイフルー

ツ（東京ゴールド）、東京うどを

決定した。各品目の生産者団体

等とともにブランド化の方向性を検

討するワーキンググループを設置

し、検討を進めた。

生産者団体及び都関係機関等

で構成する東京産農産物魅力向

上協議会の運営、産地形成・生

産拡大のための生産支援、品目・

生産量に応じたＰＲを実施

生産者団体及び都関係機関等

で構成する東京産農産物魅力向

上協議会の運営、産地形成・生

産拡大のための生産支援、品目・

生産量に応じたＰＲを実施

（2025年度終了）

 -

17-2 多摩・島しょ農林水産業プロジェクト TOKYO X ブランド強化支援 再掲

ＴＯＫＹＯ Ｘ生産組合におけ

るブランド確立の取組や原種豚導

入の費用などを補助、新規生産

者の確保や生産者への指導体制

を強化、生産組合の法人化促進

に向けた専門家の雇用及び独自

のＰＲ活動実施に係る経費を補

助

ＴＯＫＹＯ Ｘ生産組合におけ

るブランド確立の取組や原種豚導

入の費用などを補助、新規生産

者の確保や生産者への指導体制

を強化、生産組合の法人化促進

に向けた専門家の雇用及び独自

のＰＲ活動実施に係る経費を補

助

ＴＯＫＹＯ Ｘ生産組合におけ

るブランド確立の取組や原種豚導

入の費用などを補助、新規生産

者の確保や生産者への指導体制

を強化、生産組合の事務機能の

強化、専門家の雇用及び独自の

ＰＲ活動実施に係る経費を補

ＴＯＫＹＯ Ｘ生産組合におけ

るブランド確立の取組や原種豚導

入の費用などを補助、新規生産

者の確保や生産者への指導体制

を強化、生産組合の法人化促進

に向けた専門家の雇用及び独自

のＰＲ活動実施に係る経費を補

助

ＴＯＫＹＯ Ｘ生産組合におけ

るブランド確立の取組や原種豚導

入の費用などを補助、新規生産

者の確保や生産者への指導体制

を強化、生産組合の法人化促進

に向けた専門家の雇用及び独自

のＰＲ活動実施に係る経費を補

助

 ＴＯＫＹＯ Ｘ生産組合におけ

るブランド確立の取組や原種豚導

入の費用などを補助、新規生産

者の確保や生産者への指導体制

を強化、生産組合の法人化促進

に向けた専門家の雇用及び独自

のＰＲ活動実施に係る経費を補

助
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

17-2 多摩・島しょ農林水産業プロジェクト 多摩産材情報センターの運営 再掲

多摩産材情報センターにおいて、

多摩産材に関する情報を一元的

に管理し利用者と供給者のコー

ディネートや積極的な情報提供を

実施

多摩産材情報センターにおいて多

摩産材に関する情報を一元的に

管理し利用者と供給者のコーディ

ネートや積極的な情報提供を実

施

多摩産材情報センターにおいて多

摩産材に関する情報を一元的に

管理し利用者と供給者のコーディ

ネートや積極的な情報提供を実

施

多摩産材情報センターにおいて多

摩産材に関する情報を一元的に

管理し利用者と供給者のコーディ

ネートや積極的な情報提供を実

施

事業効果を検証の上事業実施を

検討

 事業効果を検証の上事業実施

を検討

17-2 多摩・島しょ農林水産業プロジェクト 多摩産材製材業の生産基盤向上 再掲
多摩産材を扱う製材業等の事業

者の施設整備等を支援

多摩産材を扱う製材業等の事業

者の施設整備等を支援

多摩産材を扱う製材業等の事業

者の施設整備を支援

多摩産材を扱う製材業等の事業

者の施設整備等を支援

多摩産材を扱う製材業等の事業

者の施設整備等を支援

 多摩産材を扱う製材業等の事

業者の施設整備等を支援

17-2 多摩・島しょ農林水産業プロジェクト 多摩産材の認証を促進 再掲
多摩産材の木材及び製品におけ

る認証を促進

多摩産材の木材及び製品におけ

る認証を促進

多摩産材の木材及び製品におけ

る認証を促進

（2023年度終了）

- -  -

17-2 多摩・島しょ農林水産業プロジェクト １００年の森整備事業 再掲

多摩産材のブランド化を図るため

優良大径木を都内で生産する技

術を民間へ普及

多摩産材のブランド化を図るため

優良大径木を都内で生産する技

術を民間へ普及

多摩産材のブランド化を図るため

優良大径木を都内で生産する技

術を民間へ普及

多摩産材のブランド化を図るため

優良大径木を都内で生産する技

術を民間へ普及

多摩産材のブランド化を図るため

優良大径木を都内で生産する技

術を民間へ普及

 多摩産材のブランド化を図るため

優良大径木を都内で生産する技

術を民間へ普及

17-2 多摩・島しょ農林水産業プロジェクト 公共施設における木質空間の創出 再掲

都関連施設及び都庁舎内におい

て多摩産材を活用した什器等を

整備

都関連施設及び都庁舎内におい

て多摩産材を活用した什器等を

整備

都関連施設及び都庁舎内におい

て多摩産材を活用した什器等を

整備

都関連施設及び都庁舎内におい

て多摩産材を活用した什器等を

整備

都関連施設及び都庁舎内におい

て多摩産材を活用した什器等を

整備

 都関連施設及び都庁舎内にお

いて多摩産材を活用した什器等

を整備

17-2 多摩・島しょ農林水産業プロジェクト 海外における商品提案会・プロモーション 再掲

東京産水産物の海外市場開拓

に向け海外での試食会・プロモー

ションを実施

東京産水産物の海外市場開拓

に向け東京都漁業協同組合連

合会が開催する海外での商談会

開催経費を補助

東京産水産物の海外市場開拓

に向け東京都漁業協同組合連

合会が開催する海外での商談会

開催経費を補助

東京産水産物の海外市場開拓

に向け東京都漁業協同組合連

合会が開催する海外での商談会

開催経費を補助

東京産水産物の海外市場開拓

に向け東京都漁業協同組合連

合会が開催する海外での商談会

開催経費を補助

 東京産水産物の海外市場開拓

に向け東京都漁業協同組合連

合会が開催する海外での商談会

開催経費を補助

17-2 多摩・島しょ農林水産業プロジェクト 鮮度保持技術の向上 再掲

海外への販路開拓に向けた鮮度

保持機器の効果試験等を委託

調査により実施

海外への販路開拓に向けた鮮度

保持講習会の開催

海外への販路開拓に向けた鮮度

保持講習会の開催

海外への販路開拓に向けた鮮度

保持講習会の開催

海外への販路開拓に向けた鮮度

保持講習会の開催

 海外への販路開拓に向けた鮮度

保持講習会の開催

17-2 多摩・島しょ農林水産業プロジェクト 「東京農業アカデミー八王子研修農場」の運営

新規就農希望者を指導・育成す

る「東京農業アカデミー八王子研

修農場」を運営し農業の担い手を

育成、新規就農者や規模拡大を

目指す意欲ある農業者などを借り

手とした「都市農地貸借円滑化

法」による農地の貸借を積極的に

支援

新規就農希望者を指導・育成す

る「東京農業アカデミー八王子研

修農場」を運営し農業の担い手を

育成、新規就農者や規模拡大を

目指す意欲ある農業者などを借り

手とした「都市農地貸借円滑化

法」による農地の貸借を積極的に

支援

新規就農希望者を指導・育成す

る「東京農業アカデミー八王子研

修農場」を運営し農業の担い手を

育成、新規就農者や規模拡大を

目指す意欲ある農業者などを借り

手とした「都市農地貸借円滑化

法」による農地の貸借を積極的に

支援

新規就農希望者を指導・育成す

る「東京農業アカデミー八王子研

修農場」を運営し農業の担い手を

育成、新規就農者や規模拡大を

目指す意欲ある農業者などを借り

手とした「都市農地貸借円滑化

法」による農地の貸借を積極的に

支援

新規就農希望者を指導・育成す

る「東京農業アカデミー八王子研

修農場」を運営し農業の担い手を

育成、新規就農者や規模拡大を

目指す意欲ある農業者などを借り

手とした「都市農地貸借円滑化

法」による農地の貸借を積極的に

支援

 新規就農希望者を指導・育成す

る「東京農業アカデミー八王子研

修農場」を運営し農業の担い手を

育成、新規就農者や規模拡大を

目指す意欲ある農業者などを借り

手とした「都市農地貸借円滑化

法」による農地の貸借を積極的に

支援

17-2 多摩・島しょ農林水産業プロジェクト 新規就農者定着支援

認定新規就農者等の農業経営

の早期安定化に向け就農に必要

な施設整備や機械導入等を支

援、新規就農者等が生産した農

産物の販売ルートの開拓や情報

発信を支援

認定新規就農者等の農業経営

の早期安定化に向け就農に必要

な施設整備や機械導入等を支

援、新規就農者等が生産した農

産物の販売ルートの開拓や情報

発信を支援

認定新規就農者等の農業経営

の早期安定化に向け就農に必要

な施設整備や機械導入等を支

援、新規就農者等が生産した農

産物の販売ルートの開拓や情報

発信を支援

認定新規就農者等の農業経営

の早期安定化に向け就農に必要

な施設整備や機械導入等を支

援、新規就農者等が生産した農

産物の販売ルートの開拓や情報

発信を支援

認定新規就農者等の農業経営

の早期安定化に向け就農に必要

な施設整備や機械導入等を支

援、新規就農者等が生産した農

産物の販売ルートの開拓や情報

発信を支援

 認定新規就農者等の農業経営

の早期安定化に向け就農に必要

な施設整備や機械導入等を支

援、新規就農者等が生産した農

産物の販売ルートの開拓や情報

発信を支援
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

17-2 多摩・島しょ農林水産業プロジェクト チャレンジ農業支援センターの運営 再掲

農業者等の創意工夫のある取組

を支援するため専門家の派遣によ

る経営相談を実施、販路開拓支

援のため販路開拓ナビゲータ等を

派遣、経営の多角化・改善に向

けた新たな取組や販路開拓に必

要な経費を助成

農業者等の創意工夫のある取組

を支援するため専門家の派遣によ

る経営相談を実施、販路開拓支

援のため販路開拓ナビゲータ等を

派遣、経営の多角化・改善に向

けた新たな取組や販路開拓に必

要な経費を助成

農業者等の創意工夫のある取組

を支援するため専門家の派遣によ

る経営相談を実施し、販路開拓

支援のため販路開拓ナビゲータ等

を派遣した。

経営の多角化・改善に向けた新

たな取組や販路開拓に必要な経

費を助成した。

農業者等の創意工夫のある取組

を支援するため専門家の派遣によ

る経営相談を実施、経営の多角

化・改善に向けた新たな取組や販

路開拓に必要な経費を助成

（2024年度終了）

-  -

17-2 多摩・島しょ農林水産業プロジェクト 経営力強化のための施設導入を支援

認定農業者等が収益性の高い農

業を展開するために必要な施設

整備や区市町及び農業協同組

合等が地域農業振興のために行

う施設整備を支援

認定農業者等が収益性の高い農

業を展開するために必要な施設

整備や区市町及び農業協同組

合等が地域農業振興のために行

う施設整備を支援

認定農業者等が収益性の高い農

業を展開するために必要な施設

整備や区市町及び農業協同組

合等が地域農業振興のために行

う施設整備を支援

認定農業者等が収益性の高い農

業を展開するために必要な施設

整備や区市町及び農業協同組

合等が地域農業振興のために行

う施設整備を支援

認定農業者等が収益性の高い農

業を展開するために必要な施設

整備や区市町及び農業協同組

合等が地域農業振興のために行

う施設整備を支援

 認定農業者等が収益性の高い

農業を展開するために必要な施

設整備や区市町及び農業協同

組合等が地域農業振興のために

行う施設整備を支援

17-2 多摩・島しょ農林水産業プロジェクト
「インキュベーション農園」及び高齢者向け「セミナー農

園」の開設・運営

生産緑地の活用モデルとして新た

な栽培技術の活用を目指す農業

者が利用できる施設「インキュベー

ション農園」を運営、生産緑地の

貸借制度を活用し高齢者が技術

指導を受けながら農作業に取り組

める「セミナー農園」を運営

生産緑地の活用モデルとして新た

な栽培技術の活用を目指す農業

者が利用できる施設「インキュベー

ション農園」を運営、生産緑地の

貸借制度を活用し高齢者が技術

指導を受けながら農作業に取り組

める「セミナー農園」を運営

生産緑地の活用モデルとして新た

な栽培技術の活用を目指す農業

者が利用できる施設「インキュベー

ション農園」を運営、生産緑地の

貸借制度を活用し高齢者が技術

指導を受けながら農作業に取り組

める「セミナー農園」を運営

生産緑地の活用モデルとして新た

な栽培技術の活用を目指す農業

者が利用できる施設「インキュベー

ション農園」を運営、生産緑地の

貸借制度を活用し高齢者が技術

指導を受けながら農作業に取り組

める「セミナー農園」を運営

生産緑地の活用モデルとして新た

な栽培技術の活用を目指す農業

者が利用できる施設「インキュベー

ション農園」を運営、生産緑地の

貸借制度を活用し高齢者が技術

指導を受けながら農作業に取り組

める「セミナー農園」を運営

 生産緑地の活用モデルとして新た

な栽培技術の活用を目指す農業

者が利用できる施設「インキュベー

ション農園」を運営、生産緑地の

貸借制度を活用し高齢者が技術

指導を受けながら農作業に取り組

める「セミナー農園」を運営

17-2 多摩・島しょ農林水産業プロジェクト 生産緑地買取・活用支援 再掲

生産緑地買取・活用支援基金を

造成し、区市が農的利用を目的

に生産緑地を買い取る場合の購

入費や、買い取った生産緑地を

活用して施策課題の解決に資す

る施設を整備する場合の費用等

を支援

生産緑地買取・活用支援基金を

造成し、区市が農的利用を目的

に生産緑地を買い取る場合の購

入費や、買い取った生産緑地を

活用して施策課題の解決に資す

る施設を整備する場合の費用等

を支援

生産緑地買取・活用支援基金を

造成し、区市が農的利用を目的

に生産緑地を買い取る場合の購

入費や、買い取った生産緑地を

活用して施策課題の解決に資す

る施設を整備する場合の費用等

を支援

生産緑地買取・活用支援基金を

造成し、区市が農的利用を目的

に生産緑地を買い取る場合の購

入費や、買い取った生産緑地を

活用して施策課題の解決に資す

る施設を整備する場合の費用等

を支援

生産緑地買取・活用支援基金を

造成し、区市が農的利用を目的

に生産緑地を買い取る場合の購

入費や、買い取った生産緑地を

活用して施策課題の解決に資す

る施設を整備する場合の費用等

を支援

 生産緑地買取・活用支援基金

を造成し、区市が農的利用を目

的に生産緑地を買い取る場合の

購入費や、買い取った生産緑地

を活用して施策課題の解決に資

する施設を整備する場合の費用

等を支援

17-2 多摩・島しょ農林水産業プロジェクト 農地の再生・創出及び多面的機能の向上に係る支援 再掲

農地の創出：４市(1,924㎡）

農地の再生：１市２町

(12,466㎡)

一部の市で辞退があったが、計画

通り執行した。

遊休・低利用農地を農業に活用

するにあたり必要な建築物等の解

体処分や施設整備に係る費用等

の一部を補助

宅地や公有地を農地や区民農園

等に整備する場合の建築物の基

礎や舗装版等の撤去及び農家が

貸借した遊休・低利用農地を再

生利用するために必要な費用等

の一部を補助

農地の創出：３区３市(6,900

㎡）

農地の再生：１町１村

(36,800㎡)

宅地や公有地を農地や区民農園

等に整備する場合の建築物の基

礎や舗装版等の撤去及び農家が

貸借した遊休・低利用農地を再

生利用するために必要な費用等

の一部を補助

農地の創出：２区３市(2,300

㎡）

農地の再生：２市２町２村

(17,000㎡)

宅地や公有地を農地や区民農園

等に整備する場合の建築物の基

礎や舗装版等の撤去及び農家が

貸借した遊休・低利用農地を再

生利用するために必要な費用等

の一部を補助

 宅地や公有地を農地や区民農

園等に整備する場合の建築物の

基礎や舗装版等の撤去及び農

家が貸借した遊休・低利用農地

を再生利用するために必要な費

用等の一部を補助

17-2 多摩・島しょ農林水産業プロジェクト 生産緑地の長期貸借の促進 再掲 -

新規就農者や経営規模拡大志

向農家等へ10年以上の賃貸借

契約を新規締結する生産緑地所

有者に対し奨励金を交付

新規就農者や経営規模拡大志

向農家等へ10年以上の賃貸借

契約を新規締結する生産緑地所

有者に対し奨励金を交付

(2023年度終了)

- -  -
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）
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2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

17-2 多摩・島しょ農林水産業プロジェクト 就農準備支援事業 再掲

新規就農者が就農地を貸借でき

るまでの一定期間営農が可能な

農場の整備に向け以下の取組を

実施

・基本計画等作成

・事業スキーム等検討

・農場運営手法等検討

新規就農者が就農地を貸借でき

るまでの一定期間営農が可能な

農場の整備に向け以下の取組を

実施

・実施設計

・準備室設置

新規就農者が就農地を貸借でき

るまでの一定期間営農が可能な

農場の整備に向け以下の取組を

実施

・実施設計

・準備室設置

新規就農者が就農地を貸借でき

るまでの一定期間営農が可能な

農場の整備

新規就農者が就農地を貸借でき

るまでの一定期間営農が可能な

農場の整備・運営

 新規就農者が就農地を貸借でき

るまでの一定期間営農が可能な

農場の運営

17-2 多摩・島しょ農林水産業プロジェクト 多様な担い手育成支援事業 再掲

副業的農業者や援農ボランティア

等、多様な主体の東京農業への

参画を促すプラットフォームの構築

に向け以下の取組を実施

・基本計画策定

・基本設計

・運営方法の検討

副業的農業者や援農ボランティア

等、多様な主体の東京農業への

参画を促すプラットフォームの構築

に向け以下の取組を実施

・基本設計

・実施設計

・運営方法の検討

副業的農業者や援農ボランティア

等、多様な主体の東京農業への

参画を促すプラットフォームの構築

に向け以下の取組を実施

・基本設計

・実施設計

・運営方法の検討

副業的農業者や援農ボランティア

等、多様な主体の東京農業への

参画を促すプラットフォームの構築

に向け以下の取組を実施

・実施設計

・農園整備

・一部運営開始

副業的農業者や援農ボランティア

等、多様な主体の東京農業への

参画を促すプラットフォームの運営

 副業的農業者や援農ボランティ

ア等、多様な主体の東京農業へ

の参画を促すプラットフォームの運

営

17-2 多摩・島しょ農林水産業プロジェクト
島しょ地域の農業の担い手の確保・協働組織の経営力

強化
ー

・担い手確保体制強化のための

調査

・組織経営力の強化

・担い手確保体制強化のための

調査

・組織経営力の強化

・担い手確保体制強化のための

調査

・組織経営力の強化

・担い手確保体制強化のための

調査

・組織経営力の強化

 ・担い手確保体制強化のための

調査

・組織経営力の強化

17-2 多摩・島しょ農林水産業プロジェクト 花き・植木生産者団体への補助 再掲

環境配慮、地域貢献の視点で競

争力強化を試みる植木生産者団

体の取組に補助を実施（１団

体）

新しい生活様式、環境配慮、地

域貢献といった新たな視点で競争

力強化を試みる花き・植木生産

者団体の取組に補助　10団体

／年

環境配慮、地域貢献の視点で競

争力強化を試みる植木生産者団

体の取組に補助を実施（１団

体）

新しい生活様式、環境配慮、地

域貢献といった新たな視点で競争

力強化を試みる花き・植木生産

者団体の取組に補助　３団体／

年

（2024年度終了）

-  -

17-2 多摩・島しょ農林水産業プロジェクト 肥料コスト低減緊急対策
土壌診断により必要な肥料使用

量を算出し農業者へ指導

土壌診断により必要な肥料使用

量を算出し農業者へ指導

土壌診断により必要な肥料使用

量を算出し農業者へ指導

土壌診断により必要な肥料使用

量を算出し農業者へ指導

土壌診断により必要な肥料使用

量を算出し農業者へ指導

 土壌診断により必要な肥料使用

量を算出し農業者へ指導

17-2 多摩・島しょ農林水産業プロジェクト 堆肥の利用促進

施肥コストの低減と環境負荷の軽

減に向け、農業団体が実施した

土壌診断により適切な施肥指導

を受けた農業者に対し堆肥等の

化学肥料の代替資材の購入経

費の一部を支援

施肥コストの低減と環境負荷の軽

減に向け、農業団体が実施した

土壌診断により適切な施肥指導

を受けた農業者に対し堆肥等の

化学肥料の代替資材の購入経

費の一部を支援

施肥コストの低減と環境負荷の軽

減に向け、農業団体が実施した

土壌診断により適切な施肥指導

を受けた農業者に対し堆肥等の

化学肥料の代替資材の購入経

費の一部を支援

（2023年度終了）

- -  -

17-2 多摩・島しょ農林水産業プロジェクト ハクビシン等、中型獣による被害防止対策の推進
防除施設の導入支援、捕獲等の

経費を補助

防除施設の導入支援、捕獲等の

経費を補助

防除施設の導入支援、捕獲等の

経費を補助

防除施設の導入支援、捕獲等の

経費を補助

防除施設の導入支援、捕獲等の

経費を補助

 防除施設の導入支援、捕獲等

の経費を補助

17-2 多摩・島しょ農林水産業プロジェクト 農業者等出産・育児期支援 -

農業者が安心して出産・育児等

に専念できるよう代替人材の派遣

に必要な経費の一部を補助

農業者が安心して出産・育児等

に専念できるよう代替人材の派遣

に必要な経費の一部を補助

農業者が安心して出産・育児等

に専念できるよう代替人材の派遣

に必要な経費の一部を補助

農業者が安心して出産・育児等

に専念できるよう代替人材の派遣

に必要な経費の一部を補助

 農業者が安心して出産・育児等

に専念できるよう代替人材の派遣

に必要な経費の一部を補助

17-2 多摩・島しょ農林水産業プロジェクト 雇用就農の促進 -

農業参入希望企業に対する相談

体制の構築や、雇用就農に係る

経費の助成、営農開始のための

基盤整備及び施設整備費用の

補助を実施

農業参入希望企業に対する相談

体制の構築や、雇用就農に係る

経費の助成、営農開始のための

基盤整備及び施設整備費用の

補助を実施

農業参入希望企業に対する相談

体制の構築や、雇用就農に係る

経費の助成、営農開始のための

基盤整備及び施設整備費用の

補助を実施

農業参入希望企業に対する相談

体制の構築や、雇用就農に係る

経費の助成、営農開始のための

基盤整備及び施設整備費用の

補助を実施

 農業参入希望企業に対する相

談体制の構築や、雇用就農に係

る経費の助成、営農開始のための

基盤整備及び施設整備費用の

補助を実施
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画
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2023年度
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ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

17-2 多摩・島しょ農林水産業プロジェクト
林道整備促進（都施行）、林道整備促進（市町村

施行）
再掲

小規模零細な所有者の集約化

など市町村と連携して林道の開設

等の基盤整備を実施

・都施工　　　２路線

・市町村施工　２路線

小規模零細な所有者の集約化

など市町村と連携して林道の開設

等の基盤整備を実施

・都施工　　　３路線

・市町村施工　２路線

小規模零細な所有者の集約化

など市町村と連携して林道の開設

等の基盤整備を実施

・都施工　　　３路線

・市町村施工　２路線

小規模零細な所有者の集約化

など市町村と連携して林道の開設

等の基盤整備を実施

・都施工　　　３路線

・市町村施工　２路線

小規模零細な所有者の集約化

など市町村と連携して林道の開設

等の基盤整備を実施

・都施工　　　３路線

・市町村施工　２路線

 小規模零細な所有者の集約化

など市町村と連携して林道の開設

等の基盤整備を実施

・都施工　　　３路線

・市町村施工　２路線

17-2 多摩・島しょ農林水産業プロジェクト
林道の高規格化（都施行）、林道の高規格化（市

町村施行）
再掲

老朽化した林道等について大型

車両や大型林業機械が使えるよ

うな高規格な林道へと整備

・都施工　　　１区間

・市町村施工　１区間

老朽化した林道等について大型

車両や大型林業機械が使えるよ

うな高規格な林道へと整備

・都施工　　　１区間

・市町村施工　０区間

老朽化した林道等について大型

車両や大型林業機械が使えるよ

うな高規格な林道へと整備

・都施工　　　１区間

・市町村施工　１区間

老朽化した林道等について大型

車両や大型林業機械が使えるよ

うな高規格な林道へと整備

・都施工　　　０区間

・市町村施工　１区間

老朽化した林道等について大型

車両や大型林業機械が使えるよ

うな高規格な林道へと整備

・都施工　　　２区間

・市町村施工　２区間

 老朽化した林道等について大型

車両や大型林業機械が使えるよ

うな高規格な林道へと整備

・都施工　　　２区間

・市町村施工　２区間

17-2 多摩・島しょ農林水産業プロジェクト 森林循環の促進 再掲 伐採・植栽・保育（42ha/年）

スギ・ヒノキ林を花粉の少ないスギ

等への植え替えを促進（80ha/

年）、花粉飛散時期における一

斉ＰＲ等を展開

スギ・ヒノキ林を花粉の少ないスギ

等への植え替えを促進（17ha/

年）、花粉飛散時期における一

斉ＰＲ等を展開

スギ・ヒノキ林を花粉の少ないスギ

等への植え替えを促進（65ha/

年）、花粉飛散時期における一

斉ＰＲ等を展開

スギ・ヒノキ林を花粉の少ないスギ

等への植え替えを促進（65ha/

年）、花粉飛散時期における一

斉ＰＲ等を展開

 スギ・ヒノキ林を花粉の少ないスギ

等への植え替えを促進（65ha/

年）、花粉飛散時期における一

斉ＰＲ等を展開

17-2 多摩・島しょ農林水産業プロジェクト 「とうきょう林業サポート隊」の活動 再掲
ボランティアによる植栽、下刈り等

による花粉の少ない森づくりを推進

ボランティアによる植栽、下刈り等

による花粉の少ない森づくりを推進

ボランティアによる植栽、下刈り等

による花粉の少ない森づくりを推進

ボランティアによる植栽、下刈り等

による花粉の少ない森づくりを推進

ボランティアによる植栽、下刈り等

による花粉の少ない森づくりを推進

 ボランティアによる植栽、下刈り等

による花粉の少ない森づくりを推進

17-2 多摩・島しょ農林水産業プロジェクト シカ害造林地対策 再掲

多摩地域の森林へのシカ被害軽

減のため、シカ害造林地対策を実

施

多摩地域の森林へのシカ被害軽

減のため、シカ害造林地対策を実

施

多摩地域の森林へのシカ被害軽

減のため、シカ害造林地対策を実

施

多摩地域の森林へのシカ被害軽

減のため、シカ害造林地対策を実

施

多摩地域の森林へのシカ被害軽

減のため、シカ害造林地対策を実

施

 事業効果を検証の上事業実施

を検討

17-2 多摩・島しょ農林水産業プロジェクト 島しょの観光資源・林産物生産の振興 再掲

各島の魅力を引き出すため、特徴

ある観光資源としての森林整備や

有用広葉樹の育成促進を行う自

治体へ支援を実施

各島の魅力を引き出すため、特徴

ある観光資源としての森林整備や

有用広葉樹の育成促進を行う自

治体へ支援を実施

各島の魅力を引き出すため、特徴

ある観光資源としての森林整備や

有用広葉樹の育成促進を行う自

治体へ支援を実施

各島の魅力を引き出すため、特徴

ある観光資源としての森林整備や

有用広葉樹の育成促進を行う自

治体へ支援を実施

各島の魅力を引き出すため、特徴

ある観光資源としての森林整備や

有用広葉樹の育成促進を行う自

治体へ支援を実施

 各島の魅力を引き出すため、特

徴ある観光資源としての森林整

備や有用広葉樹の育成促進を行

う自治体へ支援を実施

17-2 多摩・島しょ農林水産業プロジェクト 木材利用の推進及び普及啓発の支援 再掲

区市町村に対し、森林整備や木

材利用の推進、住民に普及啓発

を行うための情報提供等、支援を

実施

区市町村に対し、森林整備や木

材利用の推進、住民に普及啓発

を行うための情報提供等、支援を

実施

区市町村に対し、森林整備や木

材利用の推進、住民に普及啓発

を行うための情報提供等、支援を

実施

区市町村に対し、森林整備や木

材利用の推進、住民に普及啓発

を行うための情報提供等、支援を

実施

区市町村に対し、森林整備や木

材利用の推進、住民に普及啓発

を行うための情報提供等、支援を

実施

 区市町村に対し、森林整備や木

材利用の推進、住民に普及啓発

を行うための情報提供等、支援を

実施

17-2 多摩・島しょ農林水産業プロジェクト 森林資源を活用した魅力創出 再掲

多摩地域の森林の魅力を引き出

すため、森林資源を活かすための

景観伐採等を行う自治体へ支援

を実施

多摩地域の森林の魅力を引き出

すため、森林資源を活かすための

景観伐採等を行う自治体へ支援

を実施

多摩地域の森林の魅力を引き出

すため、森林資源を活かすための

景観伐採等を行う自治体へ支援

を実施

多摩地域の森林の魅力を引き出

すため、森林資源を活かすための

景観伐採等を行う自治体へ支援

を実施

事業効果を検証の上事業実施を

検討

 事業効果を検証の上事業実施

を検討

17-2 多摩・島しょ農林水産業プロジェクト 林業経営体等への支援 再掲

林業経営体等に対し、経営拡

大・多角化に係る経費や、従業

員のキャリアアップや装備等の支給

に係る経費を助成

林業経営体等の経営基盤の強

化や、従業員の雇用の維持・安

定化を支援

林業経営体等の経営基盤の強

化や、従業員の雇用の維持・安

定化を支援

林業経営体等の経営基盤の強

化や、従業員の雇用の維持・安

定化を支援

事業効果を検証の上事業実施を

検討

 事業効果を検証の上事業実施

を検討

17-2 多摩・島しょ農林水産業プロジェクト 林業技術者の確保・育成 再掲
新規就労者から高度技術者まで

の育成研修を実施

新規就労者から高度技術者まで

の育成研修を実施

新規就労者から高度技術者まで

の育成研修を実施

新規就労者から高度技術者まで

の育成研修を実施

事業効果を検証の上事業実施を

検討

 事業効果を検証の上事業実施

を検討

17-2 多摩・島しょ農林水産業プロジェクト 伐採・搬出技術者の確保、育成 再掲

「東京トレーニングフォレスト」にお

いて伐採・搬出に関する専門的な

知識や技術を習得する伐採・搬

出研修を実施

「東京トレーニングフォレスト」にお

いて伐採・搬出に関する専門的な

知識や技術を習得する伐採・搬

出研修を実施

「東京トレーニングフォレスト」にお

いて伐採・搬出に関する専門的な

知識や技術を習得する伐採・搬

出研修を実施

「東京トレーニングフォレスト」にお

いて伐採・搬出に関する専門的な

知識や技術を習得する伐採・搬

出研修を実施

「東京トレーニングフォレスト」にお

いて伐採・搬出に関する専門的な

知識や技術を習得する伐採・搬

出研修を実施

 「東京トレーニングフォレスト」にお

いて伐採・搬出に関する専門的な

知識や技術を習得する伐採・搬

出研修を実施

17-2 多摩・島しょ農林水産業プロジェクト 木の街並み創出 再掲
民間建築物の外壁や外構等の木

質化を促進

民間建築物の外壁や外構等の木

質化を促進

民間建築物の外壁や外構等の木

質化を促進

民間建築物の外壁や外構等の木

質化を促進

民間建築物の外壁や外構等の木

質化を促進

 民間建築物の外壁や外構等の

木質化を促進
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ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

17-2 多摩・島しょ農林水産業プロジェクト 中大規模建築物の木造木質化を支援 再掲

中大規模建築物における設計・

施工業務の支援や、「多摩産材

等製品カタログ」のＷｅｂ化、建

築士への講習会等を実施

中大規模建築物における設計・

施工業務の支援や、建築士への

講習会等を実施

中大規模建築物における設計・

施工業務の支援や、建築士への

講習会等を実施

中大規模建築物における設計・

施工業務の支援や、建築士への

講習会等を実施

中大規模建築物における施工業

務の支援や、建築士への講習会

等を実施

 中大規模建築物における設計・

施工業務の支援や、建築士への

講習会等を実施

17-2 多摩・島しょ農林水産業プロジェクト 林業機械化の促進 再掲

先進技術の活用による生産性の

向上等に向け事業者の林業機械

の購入・レンタルに係る経費を助

成

先進技術の活用による生産性の

向上等に向け事業者の林業機械

の購入・レンタルに係る経費を助

成

先進技術の活用による生産性の

向上等に向け事業者の林業機械

の購入・レンタルに係る経費を助

成

先進技術の活用による生産性の

向上等に向け事業者の林業機械

の購入・レンタルに係る経費を助

成

先進技術の活用による生産性の

向上等に向け事業者の林業機械

の購入・レンタルに係る経費を助

成

 先進技術の活用による生産性の

向上等に向け事業者の林業機械

の購入・レンタルに係る経費を助

成

17-2 多摩・島しょ農林水産業プロジェクト 木材利用ポイント 再掲

基準を満たした戸建住宅を新築

した者に対し木材利用ポイントを

交付し、ポイントとの交換で東京の

特産物等を贈呈

基準を満たした戸建住宅を新築

した者及びリフォームを行った者に

対し東京の特産物等と交換でき

る木材利用ポイントを交付

基準を満たした戸建住宅を新築

した者及びリフォームを行った者に

対し東京の特産物等と交換でき

る木材利用ポイントを交付

基準を満たした戸建住宅を新築

した者及びリフォームを行った者に

対し東京の特産物等と交換でき

る木材利用ポイントを交付

基準を満たした戸建住宅を新築

した者及びリフォームを行った者に

対し東京の特産物等と交換でき

る木材利用ポイントを交付

 基準を満たした戸建住宅を新築

した者及びリフォームを行った者に

対し東京の特産物等と交換でき

る木材利用ポイントを交付

17-2 多摩・島しょ農林水産業プロジェクト 住宅における多摩産材等の国産木材の利用促進 再掲

・住宅における国産木材の活用に

関する検討調査の実施

・イベント等を通じた住宅における

国産木材利用の普及啓発

・中大規模の木造住宅に関する

調査・普及促進策の検討

・国産木材の利用促進に向けた

施策の検討

・イベント等を通じた住宅における

国産木材利用の普及啓発

・国産木材の住宅への利用促進

に向けた施策の検討

・イベント等を通じた住宅における

国産木材利用の普及啓発

・国産木材の利用促進に向けた

施策の検討

・イベント等を通じた住宅における

国産木材利用の普及啓発

・住宅における多摩産材等の国

産木材の利用促進に向けた支援

・イベント等を通じた住宅における

国産木材利用の普及啓発

 ・住宅における多摩産材等の国

産木材の利用促進に向けた支援

・イベント等を通じた住宅における

国産木材利用の普及啓発

17-2 多摩・島しょ農林水産業プロジェクト 森林認証取得の拡大 再掲

製材事業者、二次加工事業者

等の森林認証の取得及び維持・

更新に係る費用を補助

森林所有者、製材事業者、二次

加工事業者等の森林認証の取

得及び維持・更新に係る費用を

補助

森林所有者、製材事業者、二次

加工事業者等の森林認証の取

得及び維持・更新に係る費用を

補助

森林所有者、製材事業者、二次

加工事業者等の森林認証の取

得及び維持・更新に係る費用を

補助

森林所有者、製材事業者、二次

加工事業者等の森林認証の取

得及び維持・更新に係る費用を

補助

 森林所有者、製材事業者、二

次加工事業者等の森林認証の

取得及び維持・更新に係る費用

を補助

17-2 多摩・島しょ農林水産業プロジェクト 林業先進技術の活用 再掲

林業先進技術の検証調査・導入

実証を実施、先進技術を導入す

るための林業機械等の開発経費

を補助

森林経営の収益性向上のためデ

ジタル技術を活用したシステムや

先進技術の検証調査・導入実証

を実施、先進技術を導入した林

業機械等の開発経費を補助

森林経営の収益性向上のためデ

ジタル技術を活用したシステムや

先進技術の検証調査・導入実証

及び先進技術による林業機械の

導入を実施

森林経営の収益性向上のためデ

ジタル技術を活用したシステムや

先進技術の検証調査・導入実証

を実施、先進技術を導入した林

業機械等の開発経費を補助

森林経営の収益性向上のためデ

ジタル技術を活用したシステムや

先進技術の導入実証を実施、先

進技術を導入した林業機械等の

開発経費を補助

 森林経営の収益性向上のためデ

ジタル技術を活用したシステムや

先進技術の導入実証を実施、先

進技術を導入した林業機械等の

開発経費を補助

17-2 多摩・島しょ農林水産業プロジェクト 少花粉苗木の生産性向上に向けた設備整備 再掲

少花粉スギ等の種子の品質向上

と虫害防止による生産性向上に

向け青梅畜産センター内の採種

園にビニールハウス等の施設整備

を実施

少花粉スギ等の種子の品質向上

と虫害防止による生産性向上に

向け青梅畜産センター内の採種

園にビニールハウス等の施設整備

を実施

少花粉スギ等の種子の品質向上

と虫害防止による生産性向上に

向け青梅畜産センター内の採種

園にビニールハウス等の施設整備

を実施

（2023年度終了）

- -  -

17-2 多摩・島しょ農林水産業プロジェクト 東京漁業就業支援センターの運営

支援センターの運用、短期漁業

体験等補助事業の実施就業希

望者や漁業就業者に対するＰＲ

等を実施

島しょ地域の漁業を支える人材の

育成に向け、短期漁業体験の実

施や新規就業者への住居費の助

成等の区市町村等の取組を支

援、東京漁業就業支援センター

で就業希望者や漁業就業者に対

するＰＲ等を実施

島しょ地域の漁業を支える人材の

育成に向け、短期漁業体験の実

施や新規就業者への住居費の助

成等の区市町村等の取組を支

援、東京漁業就業支援センター

で就業希望者や漁業就業者に対

するＰＲ等を実施

島しょ地域の漁業を支える人材の

育成に向け、短期漁業体験の実

施や新規就業者への住居費の助

成等の区市町村等の取組を支

援、東京漁業就業支援センター

で就業希望者や漁業就業者に対

するＰＲ等を実施

島しょ地域の漁業を支える人材の

育成に向け、短期漁業体験の実

施や新規就業者への住居費の助

成等の区市町村等の取組を支

援、東京漁業就業支援センター

で就業希望者や漁業就業者に対

するＰＲ等を実施

 島しょ地域の漁業を支える人材

の育成に向け、短期漁業体験の

実施や新規就業者への住居費の

助成等の区市町村等の取組を支

援、東京漁業就業支援センター

で就業希望者や漁業就業者に対

するＰＲ等を実施

17-2 多摩・島しょ農林水産業プロジェクト
島しょ農林水産総合センター八丈事業所の機能強化に

向けた施設整備
基本計画の策定 基本設計 基本設計の実施 実施設計 仮設庁舎へ移転  庁舎運用

17-2 多摩・島しょ農林水産業プロジェクト 栽培漁業センターの機能強化
都における栽培漁業のあり方（基

本構想）の策定
基本計画の策定 基本計画の策定 施設改築等のための基本設計 施設改築等のための実施設計  施設改築
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度
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2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

17-2 多摩・島しょ農林水産業プロジェクト 水産資源利用の持続化促進 再掲

資源評価の精度向上に向けた試

験調査、資源管理協定策定指

導、資源管理対象魚種を対象と

した漁業の監視体制を強化

資源評価の精度向上に向けた試

験調査、資源管理協定策定指

導、資源管理対象魚種を対象と

した漁業の監視体制を強化、

フィッシュタグを装着した標識放流

調査を実施

資源評価の精度向上に向けた試

験調査、資源管理協定策定指

導、資源管理対象魚種を対象と

した漁業の監視体制を強化、

フィッシュタグを装着した標識放流

調査を実施

資源評価の精度向上に向けた試

験調査、資源管理協定策定指

導、資源管理対象魚種を対象と

した漁業の監視体制を強化、

フィッシュタグを装着した標識放流

調査を実施

資源評価の精度向上に向けた試

験調査、資源管理協定策定指

導、資源管理対象魚種を対象と

した漁業の監視体制を強化、

フィッシュタグを装着した標識放流

調査を実施

 資源評価の精度向上に向けた

試験調査、資源管理協定策定

指導、資源管理対象魚種を対象

とした漁業の監視体制を強化、

フィッシュタグを装着した標識放流

調査を実施

17-2 多摩・島しょ農林水産業プロジェクト 有機質肥料利用促進 - - -

堆肥や緑肥等の有機質肥料の利

用や機械化による利用促進を加

速化

堆肥や緑肥等の有機質肥料の利

用や機械化による利用促進を加

速化

 堆肥や緑肥等の有機質肥料の

利用や機械化による利用促進を

加速化

17-2 多摩・島しょ農林水産業プロジェクト 魅力的な内水面漁場づくり支援 - - -

・禁漁区等の設定・管理、漁場

監視等の実施

・電子遊漁券の導入、運用

・放流魚行動把握調査

・禁漁区等の設定・管理、漁場

監視等の実施

・電子遊漁券の導入、運用

・放流魚行動把握調査

 ・禁漁区等の設定・管理、漁場

監視等の実施

・電子遊漁券の導入、運用

・放流魚行動把握調査

17-2 多摩・島しょ農林水産業プロジェクト 江戸前アユ資源の増加、活用支援 - - -

アユ産卵親魚放流支援、遡上ア

ユ活用支援、土砂撤去効果調査

の実施

アユ産卵親魚放流支援、遡上ア

ユ活用支援、土砂撤去効果調査

の実施

 アユ産卵親魚放流支援、遡上ア

ユ活用支援、土砂撤去効果調査

の実施

17-2 多摩・島しょ農林水産業プロジェクト 農作物獣害防止地域リーダー養成 - - -

都内（山間部を除く）で発生す

る獣種（中型野生獣）の生態を

理解し、侵入防止施設を自ら設

置する講座の開設

都内（山間部を除く）で発生す

る獣種（中型野生獣）の生態を

理解し、侵入防止施設を自ら設

置する講座の運営

 都内（山間部を除く）で発生す

る獣種（中型野生獣）の生態を

理解し、侵入防止施設を自ら設

置する講座の運営

17-2 多摩・島しょ農林水産業プロジェクト 地域計画策定支援 - - -

基本構想を策定している市町村

（市街化区域を除く）における地

域計画策定に係る経費を支援

基本構想を策定している市町村

（市街化区域を除く）における地

域計画策定に係る経費を支援

 基本構想を策定している市町村

（市街化区域を除く）における地

域計画策定に係る経費を支援

17-2 多摩・島しょ農林水産業プロジェクト 女性が輝く東京農業特別支援 - - -

女性経営者ならではの課題解決

に向けたワークショップ等、農業分

野における女性活躍のためのセミ

ナーを実施

女性経営者ならではの課題解決

に向けたワークショップ等、農業分

野における女性活躍のためのセミ

ナーを実施

 女性経営者ならではの課題解決

に向けたワークショップ等、農業分

野における女性活躍のためのセミ

ナーを実施

17-2 多摩・島しょ農林水産業プロジェクト 新規就農者初期投資支援 - - -

認定新規就農者及びそれに準じ

る者への施設整備費用補助やマ

ネジメント補助を実施

認定新規就農者及びそれに準じ

る者への施設整備費用補助やマ

ネジメント補助を実施

 認定新規就農者及びそれに準じ

る者への施設整備費用補助やマ

ネジメント補助を実施

17-2 多摩・島しょ農林水産業プロジェクト 内水面養殖用配合飼料価格高騰緊急対策 - - -
内水面養殖事業の経費の大部

分を占める配合飼料費等を支援

内水面養殖事業の経費の大部

分を占める配合飼料費等を支援

 内水面養殖事業の経費の大部

分を占める配合飼料費等を支援

17-2 多摩・島しょ農林水産業プロジェクト 島しょ農林水産総合センター本所移転 - - - 新庁舎設計、工事 新庁舎工事、移転  新庁舎での業務実施

17-2 多摩・島しょ農林水産業プロジェクト 生産緑地を活用した体験農園等の普及 再掲 - - -

デジタルパンフレット及び動画によ

る情報発信強化、自治体等から

の相談受付やアドバイザーの派

遣、農園の整備・運営を行う自治

体・民間企業への補助金交付

デジタルパンフレット及び動画によ

る情報発信強化、自治体等から

の相談受付やアドバイザーの派

遣、農園の整備・運営を行う自治

体・民間企業への補助金交付

 デジタルパンフレット及び動画によ

る情報発信強化、自治体等から

の相談受付やアドバイザーの派

遣、農園の整備・運営を行う自治

体・民間企業への補助金交付
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17-2 多摩・島しょ農林水産業プロジェクト
東京型スマート農業技術の研究開発と実装・普及の推

進
再掲 - - -

オープンラボを開設し東京型スマー

ト農業の現地実装を進めるととも

に、生産技術、マーケティング手

法・受発注情報、次世代通信技

術を活用した栽培支援技術の研

究開発を実施

オープンラボを開設し東京型スマー

ト農業の現地実装を進めるととも

に、生産技術、マーケティング手

法・受発注情報、次世代通信技

術を活用した栽培支援技術の研

究開発を実施

 オープンラボを開設し東京型ス

マート農業の現地実装を進めると

ともに、生産技術、マーケティング

手法・受発注情報、次世代通信

技術を活用した栽培支援技術の

研究開発を実施

17-2 多摩・島しょ農林水産業プロジェクト 農地長期貸借の推進 再掲 - - -

新規就農者や経営規模拡大志

向農家等へ10年以上の賃借権

等を設定した貸し手農家（農地

所有者）に対して奨励金を交付

新規就農者や経営規模拡大志

向農家等へ10年以上の賃借権

等を設定した貸し手農家（農地

所有者）に対して奨励金を交付

 新規就農者や経営規模拡大志

向農家等へ10年以上の賃借権

等を設定した貸し手農家（農地

所有者）に対して奨励金を交付

17-2 多摩・島しょ農林水産業プロジェクト 都有林の整備 再掲 - - -
人工林伐採、ヘリ集材による木材

搬出

人工林伐採、ヘリ集材による木材

搬出

植栽、シカ柵設置、下刈り等保

育

 人工林伐採、ヘリ集材による木

材搬出

植栽、シカ柵設置、下刈り等保

育

17-2 多摩・島しょ農林水産業プロジェクト 東京産水産物の生産・流通促進 再掲 - - -

・商品の開発、量産体制の確立、

新たな販路の開拓等

・衛生管理体制の改善、生産物

の品質向上等

・商品の開発、量産体制の確立、

新たな販路の開拓等

・衛生管理体制の改善、生産物

の品質向上等

 ・商品の開発、量産体制の確

立、新たな販路の開拓等

・衛生管理体制の改善、生産物

の品質向上等

17-2 多摩・島しょ農林水産業プロジェクト 魚食の促進 再掲 - - -

東京産水産物を利用した小中学

校等での講習会の開催、子育て

世代を対象にした調理講習会の

開催、調理解説動画の配信

東京産水産物を利用した小中学

校等での講習会の開催、子育て

世代を対象にした調理講習会の

開催、調理解説動画の配信

 東京産水産物を利用した小中

学校等での講習会の開催、子育

て世代を対象にした調理講習会

の開催、調理解説動画の配信

17-2 多摩・島しょ農林水産業プロジェクト 地理情報システムを活用した島しょ農業基盤DX推進 再掲 - - -

島しょ地域において、農業基盤施

設に関する位置情報をGISデータ

化し活用

島しょ地域において、農業基盤施

設に関する位置情報をGISデータ

化し活用

 島しょ地域において、農業基盤

施設に関する位置情報をGIS

データ化し活用

17-2 多摩・島しょ農林水産業プロジェクト 下水汚泥に含まれる肥料資源の活用 再掲 - - -
リン回収物が既存リン酸肥料と同

等の肥効があるかどうかを検討・評

価

リン回収物が既存リン酸肥料と同

等の肥効があるかどうかを検討・評

価

 リン回収物が既存リン酸肥料と同

等の肥効があるかどうかを検討・評

価

17-2 多摩・島しょ農林水産業プロジェクト スマート計量システム導入支援 再掲 - - -

スマート計量システムの導入・追

加カスタマイズ、選別機等周辺機

器との連携

スマート計量システムの導入・追

加カスタマイズ、選別機等周辺機

器との連携

 スマート計量システムの導入・追

加カスタマイズ、選別機等周辺機

器との連携

17-2 多摩・島しょ農林水産業プロジェクト 東京の農林水産業魅力発信プロジェクト 再掲 - ー ー

東京農林水産アンバサダー（仮

称）による、東京の農林水産業

の魅力を伝えるＰＲ活動を行う。

・就業体験キャンペーン

・インフルエンサーを活用したＳＮ

Ｓでの発信

・ポスターの作成

・都主催イベントへの登壇

東京農林水産アンバサダー（仮

称）による、東京の農林水産業

の魅力を伝えるＰＲ活動を行う。

・就業体験キャンペーン

・インフルエンサーを活用したＳＮ

Ｓでの発信

・ポスターの作成

・都主催イベントへの登壇

 東京農林水産アンバサダー（仮

称）による、東京の農林水産業

の魅力を伝えるＰＲ活動を行う。

・就業体験キャンペーン

・インフルエンサーを活用したＳＮ

Ｓでの発信

・ポスターの作成

・都主催イベントへの登壇

17-2 多摩・島しょ農林水産業プロジェクト 移動生態の解明に基づく資源管理型漁業の推進 - - -

（１）ハマトビウオの食性と摂餌

傾向に関する研究

（２）キンメダイの回遊行動生

態に関する研究

（１）ハマトビウオの食性と摂餌

傾向に関する研究

（２）キンメダイの回遊行動生

態に関する研究

 （１）ハマトビウオの食性と摂餌

傾向に関する研究

（２）キンメダイの回遊行動生

態に関する研究

17-3 新たな「東京型教育モデル」推進プロジェクト（多摩・島しょ地域での主な取組）一人１台の端末体制 再掲
生徒所有方式による端末整備

【１年生 】

生徒所有方式による端末整備

【１・２年生 】

生徒所有方式による端末整備

【１・２年生 】

生徒所有方式による端末整備

【全学年 】

生徒所有方式による端末整備

【全学年 】

 生徒所有方式による端末整備

【全学年 】
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17-3 新たな「東京型教育モデル」推進プロジェクト（多摩・島しょ地域での主な取組）通信環境の整備 再掲

都立学校の通信回線を増強し、

デジタルを活用した学びを推進

（都立学校・研修センター）

- 通信回線の運用 通信回線の運用 通信回線の運用  通信回線の運用

17-3 新たな「東京型教育モデル」推進プロジェクト（多摩・島しょ地域での主な取組）統合型校務支援システムの整備 再掲

成績や出欠、保健情報等の校務

系データなどを一元管理・蓄積す

る統合型校務支援システムを稼

働・順次拡充

統合型校務支援システムの稼働・

追加開発

統合型校務支援システムの運用・

追加開発
統合型校務支援システムの運用 統合型校務支援システムの運用  統合型校務支援システムの運用

17-3 新たな「東京型教育モデル」推進プロジェクト（多摩・島しょ地域での主な取組）教育用ダッシュボードの整備 再掲
教育用ダッシュボードの調査・研

究・開発

教育ダッシュボードの開発・稼働・

拡充

教育ダッシュボードの開発・稼働・

拡充
開発・稼働・拡充 開発・稼働・拡充  開発・稼働・拡充

17-3 新たな「東京型教育モデル」推進プロジェクト（多摩・島しょ地域での主な取組）デジタルを活用した新たな学びの普及・啓発 再掲 - - -
「これからの学び」疑似体験コンテ

ンツやデジタルブックの制作・展開
「これからの学び」普及・啓発  「これからの学び」普及・啓発

17-3 新たな「東京型教育モデル」推進プロジェクト（多摩・島しょ地域での主な取組）都立学校における生成AIの活用 再掲 - - -
調査研究の継続、専用領域の運

用開始
専用領域の運用  専用領域の運用

17-3 新たな「東京型教育モデル」推進プロジェクト（多摩・島しょ地域での主な取組）デジタルサポーター（ＩＣＴ支援員）の配置 再掲 全校配置（常駐） 全校配置（常駐） 全校配置（常駐） 全校配置（常駐） 全校配置（常駐）  全校配置（常駐）

17-3 新たな「東京型教育モデル」推進プロジェクト（多摩・島しょ地域での主な取組）教員のデジタルリテラシー向上・利活用推進 再掲

研修実施・ポータルサイト公開、デ

ジタル利活用促進シンポジウムの

実施

研修実施・ポータルサイト公開、デ

ジタル利活用促進シンポジウムの

実施

研修実施・ポータルサイト公開 研修実施・ポータルサイト公開 研修実施・ポータルサイト公開  研修実施・ポータルサイト公開

17-3 新たな「東京型教育モデル」推進プロジェクト（多摩・島しょ地域での主な取組）庶務事務の更なるシステム化 再掲 庶務事務システムの稼働 庶務事務システムの運用 庶務事務システムの運用 運用 運用  運用

17-3 新たな「東京型教育モデル」推進プロジェクト（多摩・島しょ地域での主な取組）定期考査採点・分析システムの整備 再掲
定期考査採点・分析システムの全

校展開

定期考査採点・分析システムの運

用

定期考査採点・分析システムの運

用
運用 運用  運用

17-3 新たな「東京型教育モデル」推進プロジェクト（多摩・島しょ地域での主な取組）TOKYOデジタルリーディングハイスクール事業 再掲 成果を順次展開 成果を順次展開
推進校での取組を実施・成果を

順次展開
成果を順次展開 成果を順次展開  成果を順次展開

17-3 新たな「東京型教育モデル」推進プロジェクト（多摩・島しょ地域での主な取組）
デジタル利活用支援員配置・GIGAスクール運営支援セ

ンターの整備支援
再掲

端末導入支援員の配置等支援、

「ＧＩＧＡスクール運営支援セン

ター」の整備支援

端末導入支援員の配置等支援、

「ＧＩＧＡスクール運営支援セン

ター」の整備支援

デジタル利活用支援員の配置等

支援、「ＧＩＧＡスクール運営支

援センター」の整備支援

デジタル利活用支援員の配置等

支援、「ＧＩＧＡスクール運営支

援センター」の整備支援

-  -

17-3 新たな「東京型教育モデル」推進プロジェクト（多摩・島しょ地域での主な取組）島しょ地域における教育ＤＸの推進 再掲

「統合型校務支援システム」導入

に向けた調整、要件定義、オンラ

インチューター制度の構築・試行

「統合型校務支援システム」構

築・試行導入、オンラインチュー

ター制度の試行

「統合型校務支援システム」構

築・試行導入、データ分析、オンラ

インチューター制度の実施

「統合型校務支援システム」導

入、データ分析、教育DXの取組

の推進、オンラインチューター制度

の実施

「統合型校務支援システム」運

用、データ分析、教育DXの取組

の推進、オンラインチューター制度

の実施

 「統合型校務支援システム」運

用、データ分析、教育DXの取組

の推進、オンラインチューター制度

の実施

17-3 新たな「東京型教育モデル」推進プロジェクト（多摩・島しょ地域での主な取組）島しょ町村小中学校における教育のデジタル化の推進 再掲

EdTechサービス活用支援・専門

家の試行派遣を５町村に対して

実施し、モデル事例を創出

専門家派遣によりデジタルシティズ

ンシップ教育等を推進

・専門家を派遣し、デジタルシティ

ズンシップ、Web制作等の授業等

を実施

・ウェビナーを開催し、これまでの成

果を他自治体に展開

（2023年度終了）

- -  -
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

17-3 新たな「東京型教育モデル」推進プロジェクト（多摩・島しょ地域での主な取組）
島しょ地域におけるデジタル技術を活用した社会課題解

決
再掲

モデル地域の八丈島において、八

丈島デジタル活用協議会での議

論を踏まえ以下の取組を実施

・デマンドタクシー等の交通事業に

ついて、2023年度に行う実証事

業案を策定（一部先行実証を

実施）

・DX推進人材の育成やデリバリー

サービス導入に向けた試行事業

（ドローン活用を含む）実証実

験を実施

・デマンド型交通等の新たな交通

システムについて実証事業を実施

・前年度までの結果を踏まえ、順

次他の島へ横展開

・モデル地域の八丈島において、

AIデマンドタクシー（約2,100名

利用）及びシェアリモビリティ（電

動バイク等。計700回利用）の

実証実験を実施

・取組の成果を報告書にまとめ、

他島へ共有

（2023年度終了）

・八丈島においてAIデマンドタク

シーや自動運転バス等を活用した

新たな交通システムについて実証

事業を継続

- -  -

17-3 新たな「東京型教育モデル」推進プロジェクト（多摩・島しょ地域での主な取組）デジタルものづくり人材を育成 再掲

工業高校、専門学校、ＩＴ関連

企業等が連携した国内初のＩＴ

人材育成のための教育プログラム

であるTokyo P-TECHを展開

Tokyo P-TECH事業を展開 Tokyo P-TECH事業を展開

Tokyo P-TECH事業を展開 、

実践的なデジタルスキル等の習得

支援

Tokyo P-TECH事業を展開 、

実践的なデジタルスキル等の習得

支援

 Tokyo P-TECH事業を展開 、

実践的なデジタルスキル等の習得

支援

17-3 新たな「東京型教育モデル」推進プロジェクト（多摩・島しょ地域での主な取組）理数・ＳＴＥＡＭ教育等を推進 再掲

理数教育重点校３校において理

数教育を展開、探究活動の機会

の提供と継続的な指導を支援す

るＳＩＰ（Scientific Inquiry

Program）を拠点校で実施、得

意な才能を伸ばす教育スタート

アップ事業の展開、理数教育の展

開、高度な理数科教育実践シス

テムの構築

理数教育重点校３校において理

数教育を展開、ＳＩＰ

（Scientific Inquiry

Program ）、得意な才能を伸

ばす教育スタートアップ事業の展

開、理数教育を展開、高度な理

数科教育実践システムの構築

理数教育重点校３校において理

数教育を展開、ＳＩＰ

（Scientific Inquiry

Program ）、得意な才能を伸

ばす教育の展開、理数教育を展

開、高度な理数科教育実践シス

テムの構築

ＳＩＰ（Scientific Inquiry

Program ）、得意な才能を伸

ばす教育の展開、理数教育を展

開、高度な理数科教育実践シス

テムの構築

ＳＩＰ（Scientific Inquiry

Program ）、得意な才能を伸

ばす教育の展開、理数教育を展

開、高度な理数科教育実践シス

テムの構築

 ＳＩＰ（Scientific Inquiry

Program ）、得意な才能を伸

ばす教育の展開、理数教育を展

開、高度な理数科教育実践シス

テムの構築

17-3 新たな「東京型教育モデル」推進プロジェクト（多摩・島しょ地域での主な取組）農業高校におけるスマート農業教育等の推進 再掲 - - - 環境構築、連携強化
スマート農業の実践、環境構築、

連携強化

 スマート農業の実践、環境構

築、連携強化

17-3 新たな「東京型教育モデル」推進プロジェクト（多摩・島しょ地域での主な取組）多摩地域における英語学習環境の整備 再掲

体験型英語学習環境を多摩地

域にも整備し、地域の特色も踏ま

えた英語学習を提供

運営

体験型英語学習施設において、

デジタル技術を活用して地域の特

色も踏まえた英語学習を提供

運営 運営  運営

17-3 新たな「東京型教育モデル」推進プロジェクト（多摩・島しょ地域での主な取組）国際色豊かな学校の設置 再掲

立川国際中等教育学校に附属

小学校を開校し、12年間一貫し

た教育課程を実施

12年間一貫した教育課程を実

現した小中高一貫教育を実施

12年間一貫した教育課程を実

現した小中高一貫教育を実施

12年間一貫した教育課程を実

現した小中高一貫教育を実施

12年間一貫した教育課程を実

現した小中高一貫教育を実施

 12年間一貫した教育課程を実

現した小中高一貫教育を実施

17-3 新たな「東京型教育モデル」推進プロジェクト（多摩・島しょ地域での主な取組）チャレンジスクールの設置 再掲

小中学校の不登校経験者や高

校の中途退学者を受け入れるチャ

レンジスクールについて、小台橋高

等学校（足立区）開校

-

立川地区チャレンジスクールの開

校に向けて、開設準備室を設置

するとともに必要な人員配置や予

算配付等の対応、開校に向けた

検討を実施

- 立川地区開校  -

17-3 新たな「東京型教育モデル」推進プロジェクト（多摩・島しょ地域での主な取組）青鳥特別支援学校八丈分教室の設置 再掲

八丈高校内に知的障害特別支

援学校の分教室を設置し、モデル

事業を実施

モデル事業の実施、成果検証

八丈高校内に知的障害特別支

援学校の分教室を設置し、モデル

事業を実施するとともに成果検証

を行った。

分教室として正式設置 分教室として正式設置  分教室として正式設置
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

17-3 新たな「東京型教育モデル」推進プロジェクト（多摩・島しょ地域での主な取組）都立高等学校等の授業料無償化 再掲 - - 制度設計 事業実施及び成果検証 国の動向を注視しながら検討  国の動向を注視しながら検討

17-3 新たな「東京型教育モデル」推進プロジェクト（多摩・島しょ地域での主な取組）学校給食費の負担軽減 再掲 - - 制度設計

学校給食費の負担軽減に取り組

む区市町村に対して支援するとと

もに、都立学校における学校給食

費を負担

国の動向を注視しながら検討  国の動向を注視しながら検討

17-4 新たな時代の働き方支援プロジェクト 小規模テレワークコーナーの設置支援 再掲 支給決定件数　54件 支援件数 200社 支給決定件数　11件 支援件数 200社
小規模テレワークコーナー設置を

推進

小規模テレワークコーナー設置を

推進

17-4 新たな時代の働き方支援プロジェクト サテライトオフィスの設置支援 再掲 助成件数 4件/年 助成件数 16件/年 助成件数 16件/年

サテライトオフィス活用交流フェアの

開催（2回/年）サテライトオフィ

ス設置の支援（16件/年）、従

業員の利用を支援（300社/

年）

サテライトオフィス設置を推進  サテライトオフィス設置を推進

17-4 新たな時代の働き方支援プロジェクト サテライトオフィスの運営 再掲
サテライトオフィスの利用機会の提

供

サテライトオフィスの利用機会の提

供

サテライトオフィスの利用機会の提

供

サテライトオフィスの利用機会の提

供

サテライトオフィスの利用機会の提

供

サテライトオフィスの利用機会の提

供

17-4 新たな時代の働き方支援プロジェクト 子育て応援！企業交流会の実施

女性の活用に積極的な多摩地域

の企業との交流会を実施し、再就

職への意欲を高める機会の提供

（参加人数47名）

企業交流会の実施

女性の活用に積極的な多摩地域

の企業との交流会を実施し、再就

職への意欲を高める機会の提供

（参加人数74名）

企業交流会の実施 企業交流会の実施 企業交流会の実施

17-4 新たな時代の働き方支援プロジェクト 地域密着型マッチングイベント(多摩) - - -

女性しごと応援テラス多摩にて、

地域密着型マッチングイベント

（合同就職面接会・個別就業

相談・セミナーを1日で実施）を開

催

女性しごと応援テラス多摩にて、

地域密着型マッチングイベント

（合同就職面接会・個別就業

相談・セミナーを1日で実施）を開

催

女性しごと応援テラス多摩にて、

地域密着型マッチングイベント

（合同就職面接会・個別就業

相談・セミナーを1日で実施）を開

催

17-4 新たな時代の働き方支援プロジェクト 再就職サポートプログラム 再掲

地域型（多摩地域）受講人数

62名/年、合同就職面接会等

（多摩地域）参加人数22名/

年

女性の再就職をサポートする総合

的なプログラムを実施（対象人数

150名/年・多摩）

女性の再就職をサポートする総合

的なプログラムを実施（受講人数

121名/年・多摩）

女性の再就職をサポートする総合

的なプログラムを実施（対象人数

150名/年・多摩）

女性の再就職をサポートする総合

的なプログラムを実施（対象人数

150名/年・多摩）

女性の再就職をサポートする総合

的なプログラムを実施（対象人数

150名/年・多摩）

17-4 新たな時代の働き方支援プロジェクト 若者・企業交流会

しごとセンター多摩から地域の大学

や企業等へ講師を派遣（対象数

学生：165名、企業：40社/年

）

対象数 学生：300名、企業：

40社/年

しごとセンター多摩から地域の大学

や企業等へ講師を派遣（対象数

学生：157名、企業：40社/年

）

対象数 学生：300名、企業：

40社/年

対象数 学生：300名、企業：

40社/年

 対象数 学生：300名、企業：

40社/年

17-4 新たな時代の働き方支援プロジェクト 多摩地域における就労支援 再掲
ヤングコース 40名/年、ミドルコー

ス 51名/年

ヤングコース 150名/年、ミドルコー

ス 250名/年

ヤングコース 150名/年、ミドルコー

ス 250名/年

ヤングコース 150名/年、ミドルコー

ス 250名/年

ヤングコース 150名/年、ミドルコー

ス 250名/年

ヤングコース 150名/年、ミドルコー

ス 250名/年

17-4 新たな時代の働き方支援プロジェクト 中小企業の処遇改善を支援 再掲 - - -

賃金制度・賃上げに関する特別

講座(2回/年)、賃金制度の整備

に向けた専門家派遣（75回/

年）、TOKYOはたらくネットで好

事例を紹介

賃金制度・賃上げに関する特別

講座(2回/年)、賃金制度の整備

に向けた専門家派遣（75回/

年）、TOKYOはたらくネットで好

事例を紹介

賃金制度・賃上げに関する特別

講座(2回/年)、賃金制度の整備

に向けた専門家派遣（75回/

年）、TOKYOはたらくネットで好

事例を紹介

17-5 地域特性に応じたスマートなまちづくりの展開
都市開発諸制度等を活用した都市づくり（コンパクトな

まちづくりの促進）
再掲

開発の機会を捉えた地域のニーズ

に応じた機能導入の促進

開発の機会を捉えた地域のニーズ

に応じた機能導入の促進

開発の機会を捉えた地域のニーズ

に応じた機能導入の促進

開発の機会を捉えた地域のニーズ

に応じた機能導入の促進

開発の機会を捉えた地域のニーズ

に応じた機能導入の促進

 開発の機会を捉えた地域のニー

ズに応じた機能導入の促進

17-5 地域特性に応じたスマートなまちづくりの展開 集約型の地域構造への再編に向けた取組の推進 再掲

立地適正化計画新規策定自治

体数１市、立地適正化計画策

定に要する経費の補助

立地適正化計画策定に要する経

費の補助、市街地再開発事業

（補助事業）との連携

立地適正化計画新規策定自治

体数２市、立地適正化計画策

定に要する経費の補助、市街地

再開発事業（補助事業）との連

携

立地適正化計画策定に要する経

費の補助、市街地再開発事業

（補助事業）との連携

立地適正化計画策定に要する経

費の補助、市街地再開発事業

（補助事業）との連携

 立地適正化計画策定に要する

経費の補助、市街地再開発事業

（補助事業）との連携
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

17-5 地域特性に応じたスマートなまちづくりの展開 南大沢地区における先端技術を活用したまちづくり 再掲

南大沢スマートシティ実施計画

（深度化・まとめ）、社会実装に

向けた取組等を展開

社会実装に向けた取組及び実装

の順次開始

南大沢スマートシティ実施計画

（深度化・まとめ）の公表、社会

実装に向けた取組及び実装の順

次開始

社会実装に向けた取組及び実装

の順次開始

社会実装に向けた取組及び実装

の順次開始

 社会実装に向けた取組及び実

装の順次開始

17-5 地域特性に応じたスマートなまちづくりの展開 多摩のまちづくりの推進 再掲

新たな拠点整備計画（多摩のま

ちづくり戦略）策定調査を実施

し、年度末に「多摩のまちづくり戦

略の基本的考え方」を公表

新たな拠点整備計画（多摩のま

ちづくり戦略（仮称））の策定、

市町の取組支援、地元市町と連

携し多摩モノレール延伸部沿線で

の新たなまちづくりを推進

・多摩のまちづくり戦略（素案）

の取りまとめ

・まちづくりマッチングシステムの作

成

・市町の取組支援（新たな道路・

交通ネットワークをいかしたまちづく

り支援）

・多摩モノレール延伸部沿線まち

づくりの検討

・多摩のまちづくり戦略の策定

・TAMA拠点形成プロジェクトの推

進（地元自治体のまちづくりの支

援）

・まちづくりマッチングシステムの運

営、プロジェクト立上げ支援

・多摩モノレール延伸部沿線まち

づくりプロジェクトコンセプトの取りま

とめ、まちづくりの推進

・多摩のまちづくり戦略のフォロー

アップ、更新検討

・TAMA拠点形成プロジェクトの推

進（地元自治体のまちづくりの支

援）

・まちづくりマッチングシステムの運

営、プロジェクト立上げ支援

・多摩モノレール延伸部沿線まち

づくりの推進

 ・多摩のまちづくり戦略のフォロー

アップ、更新検討

・TAMA拠点形成プロジェクトの推

進（地元自治体のまちづくりの支

援）

・まちづくりマッチングシステムの運

営、プロジェクト立上げ支援

・多摩モノレール延伸部沿線まち

づくりの推進

17-5 地域特性に応じたスマートなまちづくりの展開 多摩ニュータウンの再生の促進 再掲

・諏訪永山地区のまちづくり：再

生プロジェクト検討会議を設置・

検討

・南大沢駅周辺地区のまちづく

り：まちづくり方針を策定・公表

・諏訪永山地区のまちづくり：事

業化に向けた検討

・南大沢駅周辺地区のまちづく

り：実施方針案、募集要項案の

作成

・多摩ニュータウン地域再生ガイド

ライン：改訂案の公表

・諏訪永山地区のまちづくり：事

業化に向けた検討

・南大沢駅周辺地区のまちづく

り：実施方針・募集要項案の策

定

・多摩ニュータウン地域再生ガイド

ライン：多摩ニュータウンの新たな

再生方針（素案）の取りまとめ

・諏訪永山地区のまちづくり：事

業化に向けた検討

・南大沢駅周辺地区のまちづく

り：次期土地利用事業者の公募

・多摩ニュータウンの新たな再生方

針の策定

・新たな再生方針の実現に向けた

実施方針等を記した再生プログラ

ムの策定

・諏訪永山地区のまちづくり：事

業化に向けた検討

・南大沢駅周辺地区のまちづく

り：次期土地利用事業者による

運営への移行

・再生プログラムの順次更新

 ・諏訪永山地区のまちづくり：事

業化に向けた検討

・南大沢駅周辺地区のまちづく

り：次期土地利用事業者による

運営の継続

・再生プログラムの順次更新

17-5 地域特性に応じたスマートなまちづくりの展開 自動運転社会を見据えた都市づくり 再掲

自動運転技術の開発動向等の

調査、自動運転サービスの社会

実装等の推進に向けた課題整理

自動運転社会を見据えた道路空

間等の実現に向けた取組、地域

ニーズを踏まえた自動運転サービ

スの導入推進に向けた取組

自動運転社会を見据えた道路空

間等の実現に向けた取組、地域

ニーズを踏まえた自動運転サービ

スの導入推進に向けた取組（ガ

イドライン策定）

先行的に自動運転サービスの導

入を推進する地区に対する補助

先行的に自動運転サービスの導

入を推進する地区に対する補助

先行的に自動運転サービスの導

入を推進する地区に対する補助

17-5 地域特性に応じたスマートなまちづくりの展開 地域公共交通の充実・強化（区市町村支援） 再掲

・地域公共交通計画策定：６

自治体/62自治体

・都の補助を活用し地域ニーズに

応じた移動手段の導入に取り組

んだ自治体：19自治体/62自

治体

・区市町村の地域公共交通計画

策定や地域ニーズに応じた輸送

手段の導入を技術的・財政的に

支援

・効果的な支援策の創設等を継

続的に検討

・地域公共交通計画策定：10

自治体/62自治体

・都の補助を活用し地域ニーズに

応じた移動手段の導入 に取り組

んだ自治体：31自治体/62自

治体

・地域特性に応じたニーズに対応

するため、補助対象を見直し

・区市町村の地域公共交通計画

策定や地域ニーズに応じた輸送

手段の導入を技術的・財政的に

支援

・効果的な支援策の創設等を継

続的に検討

・区市町村の地域公共交通計画

策定や地域ニーズに応じた輸送

手段の導入を技術的・財政的に

支援

・効果的な支援策の創設等を継

続的に検討

 ・区市町村の地域公共交通計

画策定や地域ニーズに応じた輸

送手段の導入を技術的・財政的

に支援

・効果的な支援策の創設等を継

続的に検討
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

17-5 地域特性に応じたスマートなまちづくりの展開 地域公共交通の充実・強化（先行事例の取組） 再掲

大島町、北多摩エリア、青梅市で

市町と連携して課題を解決する

先行事例の取組着手

取組の具体化

○大島町、北多摩エリア、青梅市

で市町と連携した取組の推進

・大島町：島内公共交通におけ

るキャッシュレス決済の実証導入

など

・北多摩エリア：複数の自治体で

連携して運営する広域連携バス

等のケーススタディー実施　など

・青梅市：交通不便地域におけ

る移動手段を導入した際の効果

検証　など

○大島町、青梅市で市町と連携

した取組の推進

○区市町村と連携した誰もが使

いやすい交通結節点の実現に向

けた取組に着手

区市町村と連携した誰もが使いや

すい交通結節点の実現に向けた

取組の推進

 区市町村と連携した誰もが使い

やすい交通結節点の実現に向け

た取組の推進

17-5 地域特性に応じたスマートなまちづくりの展開 地域公共交通の充実・強化（広域調整に係る取組） 再掲

西多摩地域の行政界を越える幹

線系統バスの確保・維持に向けて

地域公共交通計画検討着手

地域公共交通計画策定

西多摩地域の行政界を越える幹

線系統バスの確保・維持に向け

地域公共交通計画策定

計画に基づく取組を推進 計画に基づく取組を推進  計画に基づく取組を推進

17-5 地域特性に応じたスマートなまちづくりの展開 鉄道ネットワークの整備 再掲

都市計画・環境影響評価の手続

に着手（多摩都市モノレールの延

伸（箱根ケ崎方面））

関係者との協議・調整（調整が

ついた路線から順次事業に着

手）

都市計画・環境影響評価の手続

を実施（多摩都市モノレールの延

伸（箱根ケ崎方面））

関係者との協議・調整（調整が

ついた路線から順次事業に着

手）

関係者との協議・調整（調整が

ついた路線から順次事業に着

手）

 関係者との協議・調整（調整が

ついた路線から順次事業に着

手）

17-5 地域特性に応じたスマートなまちづくりの展開 広報活動（パーク・ストリート東京） 再掲 24地区 24地区 28地区 25地区 25地区  25地区

17-5 地域特性に応じたスマートなまちづくりの展開 自転車通行空間の整備（優先整備区間等） 再掲
39km整備（船堀街道・井ノ頭

通り　外23箇所）

31km整備

※東京都全体を記載

27km整備

※東京都全体を記載

30km整備

※東京都全体を記載

31km整備

※東京都全体を記載

 31km整備

※東京都全体を記載

17-5 地域特性に応じたスマートなまちづくりの展開 自転車活用推進重点地区における取組推進 再掲
自転車通行空間の更なる安全対

策、自転車誘導方策の実施

自転車通行空間の更なる安全対

策、自転車誘導方策の実施

自転車通行空間の更なる安全対

策、自転車誘導方策の実施

自転車通行空間の更なる安全対

策、自転車誘導方策の実施

自転車通行空間の更なる安全対

策、自転車誘導方策の実施

 自転車通行空間の更なる安全

対策、自転車誘導方策の実施

17-5 地域特性に応じたスマートなまちづくりの展開 ゼロエミッションアイランドに向けた取組を推進（母島）

自然環境調査・専門家への意見

聴取、太陽光パネル設置場所等

の検討を実施

自然環境調査・専門家への意見

聴取、太陽光パネル等の設置

自然環境調査・専門家への意見

聴取、太陽光パネル等の工事開

始

太陽光パネル等の設置、母島に

おける実証開始
母島における実証  母島における実証

17-5 地域特性に応じたスマートなまちづくりの展開 島しょにおける太陽光発電等の発電設備の導入促進 再掲
全体計画、調査（基礎的検

討）

【設計（３か所）】元町港、阿

古漁港、神湊港

【調査（整備計画検討）】

【設計（１か所）】元町港

【調査（整備計画検討）】

調査（整備計画）、設計（５か

所）

調査（整備計画）、設計（２か

所）、工事（３か所）

 設計（１か所）、工事（２か

所）

17-5 地域特性に応じたスマートなまちづくりの展開 空港脱炭素化推進計画策定 - - 検討 検討・計画策定 -  -

17-5 地域特性に応じたスマートなまちづくりの展開 都営空港における温室効果ガス排出抑制対策 - - - 概略検討 概略検討・調査・設計等  調査・設計等

17-6 多摩・島しょの交通ネットワークの強化 都県境における道路・橋梁の整備 再掲
１か所事業化※東京都全体を

記載
整備推進※東京都全体を記載

整備推進

※東京都全体を記載

１か所開通

※東京都全体を記載

整備推進

※東京都全体を記載

 整備推進

※東京都全体を記載

17-6 多摩・島しょの交通ネットワークの強化 その他骨格幹線道路の整備 再掲 整備推進※東京都全体を記載
１か所開通※東京都全体を記

載

１か所開通（町田3・3・36号相

原鶴間線）※東京都全体を記

載

整備推進

※東京都全体を記載

整備推進

※東京都全体を記載

 １か所事業化、１か所完成

※東京都全体を記載

17-6 多摩・島しょの交通ネットワークの強化 多摩南北・東西道路の整備 再掲 整備推進 １か所完成 整備推進 １か所開通、２か所完成 整備推進  整備推進
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

17-6 多摩・島しょの交通ネットワークの強化 地域内の幹線道路の整備（都施行） 再掲

２か所事業化（調布３・４・１

７号狛江仙川線など）、２か所

開通（福生３・３・３０号武蔵

野工業線など）、２か所完成 ※

東京都全体を記載

６か所事業化、２か所開通、１

か所完成※東京都全体を記載

５か所事業化（調布3・4・10号

東京競馬場線など）、３か所開

通（西東京3・4・9号保谷東村

山線など）、１か所完成

※東京都全体を記載

３か所事業化、２か所完成

※東京都全体を記載

３か所事業化、２か所完成

※東京都全体を記載

 ３か所事業化

※東京都全体を記載

17-6 多摩・島しょの交通ネットワークの強化 災害時の代替ルート等となる道路整備 再掲 約２km事業化

約0.4km事業化

梅ヶ谷（うめがた）トンネルなど約

２km完成

約0.4km事業化

約２km開通・完成（梅ヶ谷（う

めがた）トンネル）

整備推進 整備推進  約0.9km完成

17-6 多摩・島しょの交通ネットワークの強化 緊急輸送道路等の橋梁の新設・架け替え 再掲
整備推進

※東京都全体を記載

３か所事業化

※東京都全体を記載

整備推進

※東京都全体を記載

整備推進

※東京都全体を記載

整備推進

※東京都全体を記載

 ４か所事業化

※東京都全体を記載

17-6 多摩・島しょの交通ネットワークの強化 緊急輸送道路の拡幅整備 再掲 約0.5km完成 整備推進 整備推進 整備推進 整備推進  整備推進

17-6 多摩・島しょの交通ネットワークの強化
拠点駅周辺や土地区画整理事業に関連する道路整

備
整備推進 １か所開通 １か所開通 整備推進 整備推進  整備推進

17-6 多摩・島しょの交通ネットワークの強化
第三次みちづくり・まちづくりパートナー事業や市町村土

木補助事業を通じた支援
財政的・技術的支援 財政的・技術的支援 財政的・技術的支援 財政的・技術的支援 財政的・技術的支援  財政的・技術的支援

17-6 多摩・島しょの交通ネットワークの強化 横田基地軍民共用化の推進 再掲 国等との協議・調整 国等との協議・調整 国等との協議・調整 国等との協議・調整 国等との協議・調整  国等との協議・調整

17-6 多摩・島しょの交通ネットワークの強化 滑走路端安全区域の拡張整備

１空港工事

２空港設計

２空港調査

１空港　設計・工事

１空港　設計

２空港　調査・設計

１空港　設計・工事

１空港　設計

２空港　調査・設計

１空港工事

３空港設計

１空港工事

２空港設計 ・工事

１空港設計

 ３空港工事

17-6 多摩・島しょの交通ネットワークの強化 定期船の就航率向上に向けた施設整備 【11港整備推進】 11港整備推進 11港整備推進 11港整備推進 11港整備推進  11港整備推進

17-6 多摩・島しょの交通ネットワークの強化 漁船の安全な停泊に向けた施設整備 ４港整備推進 ４港整備推進 ４港整備推進 ４港整備推進 ４港整備推進  ４港整備推進

17-6 多摩・島しょの交通ネットワークの強化 ＩＣＴを活用した港湾整備等 随時導入 随時導入 随時導入 随時導入 随時導入  随時導入

17-6 多摩・島しょの交通ネットワークの強化 船客待合所の整備
【１港設計・工事】

【２港調査設計】

【１港工事】三池港

【１港調査設計・工事】野伏港

【２港調査設計】利島港、若郷

港

【１港工事】三池港

【２港調査設計】野伏港、利島

港

２港工事

１港調査設計・工事

１港調査設計

４港工事

１港調査設計

 ２港工事

１港調査設計

17-6 多摩・島しょの交通ネットワークの強化 船客待合所における日除け雨除け施設の整備
【１港工事】

【１港設計】

１港工事

１港設計

１港工事

１港設計

２港工事

１港設計
３港工事  ３港工事

17-6 多摩・島しょの交通ネットワークの強化 三宅島空港ターミナルビルの整備 調査・設計 調査・設計 調査・設計 設計 設計・工事  工事

17-6 多摩・島しょの交通ネットワークの強化
大島空港におけるビジネスジェット受入機能強化（ターミ

ナルビル改修）
- - 検討 強化 強化  -

17-6 多摩・島しょの交通ネットワークの強化 都営空港におけるビジネスジェット受入機能強化 - - - 必要機能や施設配置等を検討
ＢＪの需要等を踏まえ設計等を

実施

 ＢＪの需要等を踏まえ設計等を

実施

17-6 多摩・島しょの交通ネットワークの強化 プレジャーボート受入拡大に向けた係留施設整備 再掲 測量 工事・管理者調整 工事・管理者調整 工事・管理者調整 工事・管理者調整  工事・管理者調整
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

17-6 多摩・島しょの交通ネットワークの強化 クルーズ客船受入等に向けた環境整備 再掲 受入環境整備 受入環境整備（調査等） 受入環境整備（調査等） 受入環境整備（調査等） 受入環境整備（調査等）  受入環境整備

17-6 多摩・島しょの交通ネットワークの強化 交通情報提供ツール「東京宝島うみそら便」の活用 再掲 運用・改修・広報展開
運用・改修・広報・観光需要喚

起

運用・改修・広報・観光需要喚

起
運用・改修・広報 運用・改修・広報  運用・改修・広報

17-6 多摩・島しょの交通ネットワークの強化 立川広域防災基地へのアクセス性の強化 再掲 整備推進 整備推進 整備推進 整備推進 整備推進  整備推進

17-6 多摩・島しょの交通ネットワークの強化 物流機能の強化 再掲

・物流機能の確保に関する調査

・オープン型宅配ボックスに関する

調査

・過疎地域等におけるドローン活

用に関する調査

・物流TDMレガシーの検討

・地区物流の在り方検討

・物流機能の確保に関する調査

・オープン型宅配ボックスに関する

調査

・過疎地域等におけるドローン活

用に関する調査

・物流TDMレガシーの検討

・地区物流の在り方検討

・物流機能の確保に関する調査

・オープン型宅配ボックスに関する

調査

・過疎地域等におけるドローン活

用に関する調査

・物流TDMレガシーの検討

・地区物流の在り方検討

・「東京物流ビズ」の展開開始

・物流TDMレガシーの検討

・物流施策の再検証

・消費者の行動変容を促すため

の、都民等に向けた広報・PR活

動

・事業者による再配達削減に向け

た啓発活動を支援

・荷さばき可能な路外駐車場の提

供

・物流TDMレガシーの検討

・物流施策の再検証

・消費者の行動変容を促すため

の、都民等に向けた広報・PR活

動

・事業者による再配達削減に向け

た啓発活動を支援

・荷さばき可能な路外駐車場の提

供

 国の動きも考慮した物流施策を

展開

17-6 多摩・島しょの交通ネットワークの強化 三環状関連の幹線道路の整備 再掲 整備推進※東京都全体を記載
２か所事業化、１か所開通※東

京都全体を記載

１か所事業化、１か所開通※東

京都全体を記載

１か所事業化、１か所完成

※東京都全体を記載

１か所事業化

※東京都全体を記載

 整備推進

※東京都全体を記載

17-6 多摩・島しょの交通ネットワークの強化 幹線道路の整備 再掲

４か所事業化（調布３・４・１

７号狛江仙川線など）、６か所

開通（福生３・３・３０号武蔵

野工業線など）、６か所完成 ※

東京都全体を記載

10か所事業化、５か所開通、５

か所完成※東京都全体を記載

７か所事業化（調布3・4・10号

東京競馬場線など）、５か所開

通（町田3・3・36号相原鶴間

線など）、１か所完成

※東京都全体を記載

５か所事業化、５か所開通、７

か所完成

※東京都全体を記載

４か所事業化、５か所完成

※東京都全体を記載

 ４か所事業化、２か所完成

※東京都全体を記載

17-6 多摩・島しょの交通ネットワークの強化
南多摩尾根幹線、町田３・３・50号小山宮下線の整

備
再掲 １か所完成 整備推進 整備推進 整備推進 整備推進  整備推進

17-6 多摩・島しょの交通ネットワークの強化
「東京における都市計画道路の整備方針」に基づく計画

検討
再掲

見直し候補路線、計画内容再検

討路線、新たな都市計画道路の

調査・都市計画手続

見直し候補路線、計画内容再検

討路線、新たな都市計画道路の

調査・都市計画手続

見直し候補路線、計画内容再検

討路線、新たな都市計画道路の

調査・都市計画手続

見直し候補路線、計画内容再検

討路線、新たな都市計画道路の

調査・都市計画手続

見直し候補路線、計画内容再検

討路線、新たな都市計画道路の

調査・都市計画手続

 見直し候補路線、計画内容再

検討路線、新たな都市計画道路

の調査・都市計画手続

17-6 多摩・島しょの交通ネットワークの強化 連続立体交差事業の推進（多摩地域） 再掲 １路線１か所で整備推進 １路線２か所で整備推進 １路線２か所で整備推進 １路線２か所で整備推進 １路線２か所で整備推進  １路線２か所で整備推進

17-6 多摩・島しょの交通ネットワークの強化 鉄道の快適な利用に向けた対策の検討 再掲
・施策の検討・効果検証

・施策の展開に向けた検討

施策の展開に向けた検討、施策

の周知・啓発活動

施策の展開に向けた検討、施策

の周知・啓発活動

施策の展開に向けた検討、施策

の周知・啓発活動

施策の展開に向けた検討、施策

の周知・啓発活動

 施策の展開に向けた検討、施策

の周知・啓発活動

17-6 多摩・島しょの交通ネットワークの強化 時差Biz等スムーズビズの推進 再掲

・HPや動画、広告等による広報

活動の展開

・普及啓発に資するイベントへの

ブース参加

・企業等への呼びかけの実施

・アンケート調査等による定着状

況の把握

・HPや動画、広告等による広報

活動の展開

・企業等への呼びかけの実施

・アンケート調査等による定着状

況の把握

・HPや動画、広告等による広報

活動の展開

・企業等への呼びかけの実施

・アンケート調査等による定着状

況の把握

・HPや動画、広告等による広報

活動の展開

・企業等への呼びかけの実施

・アンケート調査等による定着状

況の把握

・HPや動画、広告等による広報

活動の展開

・企業等への呼びかけの実施

・アンケート調査等による定着状

況の把握

 ・HPや動画、広告等による広報

活動の展開

・企業等への呼びかけの実施

・アンケート調査等による定着状

況の把握

17-6 多摩・島しょの交通ネットワークの強化 地域公共交通の充実・強化（広域調整に係る取組） 再掲

西多摩地域の行政界を越える幹

線系統バスの確保・維持に向けて

地域公共交通計画検討着手

地域公共交通計画策定

西多摩地域の行政界を越える幹

線系統バスの確保・維持に向け

地域公共交通計画策定

計画に基づく取組を推進 計画に基づく取組を推進  計画に基づく取組を推進
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

17-6 多摩・島しょの交通ネットワークの強化 地域公共交通の充実・強化（先行事例の取組） 再掲

大島町、北多摩エリア、青梅市で

市町と連携して課題を解決する

先行事例の取組着手

取組の具体化

○大島町、北多摩エリア、青梅市

で市町と連携した取組の推進

・大島町：島内公共交通におけ

るキャッシュレス決済の実証導入

など

・北多摩エリア：複数の自治体で

連携して運営する広域連携バス

等のケーススタディー実施　など

・青梅市：交通不便地域におけ

る移動手段を導入した際の効果

検証　など

○大島町、青梅市で市町と連携

した取組の推進

○区市町村と連携した誰もが使

いやすい交通結節点の実現に向

けた取組に着手

区市町村と連携した誰もが使いや

すい交通結節点の実現に向けた

取組の推進

 区市町村と連携した誰もが使い

やすい交通結節点の実現に向け

た取組の推進

17-6 多摩・島しょの交通ネットワークの強化 地域公共交通の充実・強化（区市町村支援） 再掲

・地域公共交通計画策定：６

自治体/62自治体

・都の補助を活用し地域ニーズに

応じた移動手段の導入に取り組

んだ自治体：19自治体/62自

治体

・区市町村の地域公共交通計画

策定や地域ニーズに応じた輸送

手段の導入を技術的・財政的に

支援

・効果的な支援策の創設等を継

続的に検討

・地域公共交通計画策定：10

自治体/62自治体

・都の補助を活用し地域ニーズに

応じた移動手段の導入 に取り組

んだ自治体：31自治体/62自

治体

・地域特性に応じたニーズに対応

するため、補助対象を見直し

・区市町村の地域公共交通計画

策定や地域ニーズに応じた輸送

手段の導入を技術的・財政的に

支援

・効果的な支援策の創設等を継

続的に検討

・区市町村の地域公共交通計画

策定や地域ニーズに応じた輸送

手段の導入を技術的・財政的に

支援

・効果的な支援策の創設等を継

続的に検討

 ・区市町村の地域公共交通計

画策定や地域ニーズに応じた輸

送手段の導入を技術的・財政的

に支援

・効果的な支援策の創設等を継

続的に検討

17-6 多摩・島しょの交通ネットワークの強化 交通ネットワークの基礎調査 -

多摩地域の交通基盤について、

現状や今後のあり方の整理に向

けた基礎的な調査を実施する。

多摩地域の交通基盤について、

現状や今後のあり方の整理に向

けた基礎的な調査を実施

多摩地域の交通基盤について、

現状や今後のあり方の整理に向

けた基礎的な調査を実施

多摩地域の交通基盤について、

現状や今後のあり方の整理に向

けた基礎的な調査を実施

 －

17-6 多摩・島しょの交通ネットワークの強化 鉄道ネットワークの整備 再掲

都市計画・環境影響評価の手続

に着手（多摩都市モノレールの延

伸（箱根ケ崎方面））

関係者との協議・調整（調整が

ついた路線から順次事業に着

手）

都市計画・環境影響評価の手続

を実施（多摩都市モノレールの延

伸（箱根ケ崎方面））

関係者との協議・調整（調整が

ついた路線から順次事業に着

手）

関係者との協議・調整（調整が

ついた路線から順次事業に着

手）

 関係者との協議・調整（調整が

ついた路線から順次事業に着

手）

17-7 移動困難者の生活サポートプロジェクト 地域公共交通の充実・強化（区市町村支援） 再掲

・地域公共交通計画策定：６

自治体/62自治体

・都の補助を活用し地域ニーズに

応じた移動手段の導入に取り組

んだ自治体：19自治体/62自

治体

・区市町村の地域公共交通計画

策定や地域ニーズに応じた輸送

手段の導入を技術的・財政的に

支援

・効果的な支援策の創設等を継

続的に検討

・地域公共交通計画策定：10

自治体/62自治体

・都の補助を活用し地域ニーズに

応じた移動手段の導入 に取り組

んだ自治体：31自治体/62自

治体

・地域特性に応じたニーズに対応

するため、補助対象を見直し

・区市町村の地域公共交通計画

策定や地域ニーズに応じた輸送

手段の導入を技術的・財政的に

支援

・効果的な支援策の創設等を継

続的に検討

・区市町村の地域公共交通計画

策定や地域ニーズに応じた輸送

手段の導入を技術的・財政的に

支援

・効果的な支援策の創設等を継

続的に検討

 ・区市町村の地域公共交通計

画策定や地域ニーズに応じた輸

送手段の導入を技術的・財政的

に支援

・効果的な支援策の創設等を継

続的に検討
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

17-7 移動困難者の生活サポートプロジェクト 地域公共交通の充実・強化（先行事例の取組） 再掲

大島町、北多摩エリア、青梅市で

市町と連携して課題を解決する

先行事例の取組着手

取組の具体化

○大島町、北多摩エリア、青梅市

で市町と連携した取組の推進

・大島町：島内公共交通におけ

るキャッシュレス決済の実証導入

など

・北多摩エリア：複数の自治体で

連携して運営する広域連携バス

等のケーススタディー実施　など

・青梅市：交通不便地域におけ

る移動手段を導入した際の効果

検証　など

○大島町、青梅市で市町と連携

した取組の推進

○区市町村と連携した誰もが使

いやすい交通結節点の実現に向

けた取組に着手

区市町村と連携した誰もが使いや

すい交通結節点の実現に向けた

取組の推進

 区市町村と連携した誰もが使い

やすい交通結節点の実現に向け

た取組の推進

17-7 移動困難者の生活サポートプロジェクト 地域公共交通の充実・強化（広域調整に係る取組） 再掲

西多摩地域の行政界を越える幹

線系統バスの確保・維持に向けて

地域公共交通計画検討着手

地域公共交通計画策定

西多摩地域の行政界を越える幹

線系統バスの確保・維持に向け

地域公共交通計画策定

計画に基づく取組を推進 計画に基づく取組を推進  計画に基づく取組を推進

17-7 移動困難者の生活サポートプロジェクト
コミュニティ型サービス拠点の整備、移動支援の実施

（公社住宅）
再掲

・コミュニティ型生活サービス拠

点：22年12月に竣工、23年５

月の開設に向け準備中

・移動支援の実証実験：22年

９月22日から14日間実施

　運行件数111件、乗車人数

206人

・コミュニティ型生活サービス拠

点：23年５月に開設予定

・移動支援の実証実験やコミュニ

ティ型生活サービス拠点の実施状

況を踏まえた実施方策（プロジェ

クト）の検討

・コミュニティ型生活サービス拠

点：23年５月に開設

・移動支援の実証実験やコミュニ

ティ型生活サービス拠点の実施状

況を踏まえた実施方策（プロジェ

クト）の検討

検討結果により他団地へ展開 検討結果により他団地へ展開  検討結果により他団地へ展開

17-7 移動困難者の生活サポートプロジェクト 都営住宅における移動販売サービスの実施 再掲
地元自治体への実施の働きかけ、

年間20か所実施

地元自治体への実施の働きかけ、

新規実施10か所

地元自治体への実施の働きかけ、

新規実施42か所

地元自治体への実施の働きかけ、

新規実施10か所

地元自治体への実施の働きかけ、

新規実施10か所

 地元自治体への実施の働きか

け、新規実施10か所

17-7 移動困難者の生活サポートプロジェクト 拠点機能の充実強化（ターミナル駅37駅） 再掲

先行整備した主要９駅での事

例・解決策及び経緯などを整理

し、手引を作成

区市等の意向により、案内サイン

統一化に向けた課題抽出、方針

決定、事業者による整備を順次

実施

2022年度に策定した手引を用い

て、区市の取組を後押しするため

に、区市へヒアリングを実施

2022年度に策定した「案内サイ

ン等の整備に向けた手引（多言

語対応含む）」を用いて、区市の

取組を後押しするために、区市へ

ヒアリングを実施

・区市等の意向により、案内サイン

統一化に向けた課題抽出

・事業者による整備を順次実施

 ・区市等の意向により、案内サイ

ン統一化に向けた課題抽出

・事業者による整備を順次実施

17-7 移動困難者の生活サポートプロジェクト
鉄道駅のホームドアやエレベーター等の整備に対する補

助
再掲

【ホームドア整備（地下鉄駅）】

（2022年度末）整備率

89.9％

【ホームドア整備（ＪＲ及び私鉄

駅）】

（2022年度末）整備率

36.0％

【鉄道駅エレベーター等整備】

（2022年度末）１ルート整備

率　97.0%

【ホームドア整備（地下鉄駅）】

東京メトロ半蔵門線（完了）、

都営地下鉄浅草線（完了）、

東京メトロ東西線（整備促進）

【ホームドア整備（ＪＲ及び私鉄

駅）】

補助制度を活用して整備促進

【鉄道駅エレベーター等整備】

補助制度を活用して整備促進

【ホームドア整備（地下鉄駅）】

（2023年度末）整備率

97.4％

【ホームドア整備（ＪＲ及び私鉄

駅）】

（2023年度末）整備率

38.9％

【鉄道駅エレベーター等整備】

（2023年度末）１ルート整備

率　97.0%

【ホームドア整備（地下鉄駅）】

東京メトロ東西線（整備促進）

【ホームドア整備（ＪＲ及び私鉄

駅）】

補助制度を活用して整備促進

【鉄道駅エレベーター等整備】

補助制度を活用して整備促進

【ホームドア整備（ＪＲ及び私鉄

駅）】

補助制度を活用して整備促進

【鉄道駅エレベーター等整備】

補助制度を活用して整備促進

 【ホームドア整備（ＪＲ及び私

鉄駅）】

補助制度を活用して整備促進

【鉄道駅エレベーター等整備】

補助制度を活用して整備促進

17-7 移動困難者の生活サポートプロジェクト 鉄道駅におけるユニバーサルコミュニケーションの取組促進 再掲 - - -
補助制度の活用により、UC機器

の導入を促進

補助制度の活用により、UC機器

の導入を促進
-

17-8 人や地域に注目した住生活充実プロジェクト 都営住宅の創出用地における民間活用事業の推進 再掲

・東京街道団地地区：設計

・桐ケ丘団地地区：事業化（事

業実施方針策定）

・東京街道団地地区：建設工

事

・新規地区：１か所事業者募集

等

・東京街道団地地区：建設工

事

・桐ケ丘一丁目地区：事業者募

集

・東京街道団地地区：工事完

了

・桐ケ丘一丁目地区：事業者決

定

・桐ケ丘一丁目地区：設計

・新規地区：１か所事業化（事

業実施方針策定）

 ・桐ケ丘一丁目地区：建設工

事

・新規地区：１か所事業者募集

等
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

17-8 人や地域に注目した住生活充実プロジェクト
福祉インフラ整備活用候補地の提供（都営住宅の建

替えの推進）
再掲

約29.2ha

（2014~2022年度）

約１ha以上の候補地の提供

（2023年度～2024年度累

計）（都営住宅の年間建替え

約3,800戸）

約30.6ha

（2014~2023年度）

候補地の提供（都営住宅の年

間建替え約3,800戸）

候補地の提供（都営住宅の年

間建替え約3,800戸）

 候補地の提供（都営住宅の年

間建替え約3,800戸）

17-8 人や地域に注目した住生活充実プロジェクト 居場所の創出（東京みんなでサロン） 再掲 31か所設置 10か所で新規実施 17か所で設置（累計48か所）
10か所で新規実施（累計50か

所）

10か所で新規実施（累計60か

所）

 10か所で新規実施（累計70か

所）

17-8 人や地域に注目した住生活充実プロジェクト
居場所の創出（建替えに併せた交流施設等の整備、

未利用地の暫定活用等）
再掲

交流施設等の検討、未利用地の

暫定活用方法の検討

交流施設等の検討・整備、未利

用地の暫定活用方法の検討・実

施

交流施設等の検討・整備、未利

用地の暫定活用方法の検討・実

施

交流施設等の検討・整備、未利

用地の暫定活用方法の検討・実

施

交流施設等の検討・整備、未利

用地の暫定活用方法の検討・実

施

 交流施設等の検討・整備、未利

用地の暫定活用方法の検討・実

施

17-8 人や地域に注目した住生活充実プロジェクト
大学と連携した都営住宅への学生入居による地域コミュ

ニティ活動の支援
再掲 ６団地で入居済み ５団地で新規実施 ５団地で入居済み ５団地で新規実施 ５団地で新規実施  新規団地で実施

17-8 人や地域に注目した住生活充実プロジェクト 都営住宅用地を活用した新たな緑の創出 再掲

・建替えに併せた緑化：整備推

進

・居場所の創出：２団地で先行

実施・検証・マニュアル案作成

・建替えに併せた緑化：整備推

進

・居場所の創出：先行実施・課

題検証

・建替えに併せた緑化：整備推

進

・居場所の創出：４団地で先行

実施、課題検証

・建替えに併せた緑化：整備推

進

・居場所の創出：本格実施

・建替えに併せた緑化：整備推

進

・居場所の創出：本格実施

 ・建替えに併せた緑化：整備推

進

・居場所の創出：本格実施

17-8 人や地域に注目した住生活充実プロジェクト 荷物の受取手段の構築（宅配ボックス） 再掲 ２団地で先行実施・分析・検証 事業の実施・拡大 １団地で本格実施 事業の実施・拡大 事業の実施・拡大  事業の実施・拡大

17-8 人や地域に注目した住生活充実プロジェクト
都営住宅を活用した単身高齢者の見守りシステム構

築・実施
再掲

システムの公開・電気事業者への

広報・働きかけ

民間住宅を含めた幅広い活用促

進

電気事業者への働きかけ、民間

住宅を含めた幅広い活用促進

電気事業者への働きかけ、民間

住宅を含めた幅広い活用促進

電気事業者への働きかけ、民間

住宅を含めた幅広い活用促進

電気事業者への働きかけ、民間

住宅を含めた幅広い活用促進

 電気事業者への働きかけ、民間

住宅を含めた幅広い活用促進

17-8 人や地域に注目した住生活充実プロジェクト 都営住宅における移動販売サービスの実施 再掲
地元自治体への実施の働きかけ、

年間20か所実施

地元自治体への実施の働きかけ、

新規実施10か所

地元自治体への実施の働きかけ、

新規実施42か所

地元自治体への実施の働きかけ、

新規実施10か所

地元自治体への実施の働きかけ、

新規実施10か所

 地元自治体への実施の働きか

け、新規実施10か所

17-8 人や地域に注目した住生活充実プロジェクト

「その他空き家」の「住宅総数」に占める割合の増加を抑

制　※「その他空き家」：転勤・入院などのため居住世

帯が長期にわたって不在の住宅や、建替え等のために取

り壊すことになっている住宅など

再掲

2.35%（2018年度時点）

※最新実績は、2023年「住宅・

土地統計調査」結果により把握

予定

空き家利活用等区市町村支援

事業の展開、空き家利活用等普

及啓発・相談事業の実施

空き家の活用モデルの構築、地域

特性に合わせた空き家施策の展

開、空き家利活用等の戦略的な

情報発信

2.35%（2018年度時点）

※最新実績は、2023年「住宅・

土地統計調査」結果により把握

予定

空き家の活用モデルの構築、地域

特性に合わせた空き家施策の展

開、空き家利活用等の戦略的な

情報発信

空き家の活用モデルの構築、地域

特性に合わせた空き家施策の展

開、空き家利活用等の戦略的な

情報発信

空き家の活用モデルの構築、地域

特性に合わせた空き家施策の展

開、空き家利活用等の戦略的な

情報発信

 空き家の活用モデルの構築、地

域特性に合わせた空き家施策の

展開、空き家利活用等の戦略的

な情報発信

17-8 人や地域に注目した住生活充実プロジェクト 空き家の活用モデルの構築 再掲

・民間空き家対策東京モデル支

援事業：５事業実施

・エリアリノベーション推進支援事

業：各地区の取組を支援、継続

４地区

・特定のエリアでの集中的・連鎖

的な空き家活用を推進する取組

を支援

・政策課題を解決する空き家活

用に対して支援

・区市町村と連携し、空き家を活

用して地域の課題解決に取り組

む民間事業者を支援

・エリアリノベーション推進支援事

業：３件事業実施（台東区、

墨田区、荒川区）

・政策課題解決型空き家活用支

援事業：２件事業実施

・地域課題解決型空き家活用支

援事業：３件事業実施

・特定のエリアでの集中的・連鎖

的な空き家活用を推進する取組

を支援

・空き家を活用して住宅政策課

題の解決に取り組む民間事業者

等を支援

・区市町村と連携し、空き家を活

用して地域の課題解決に取り組

む民間事業者を支援

・特定のエリアでの集中的・連鎖

的な空き家活用を推進する取組

を支援

・空き家を活用して住宅政策課

題の解決に取り組む民間事業者

等を支援

・区市町村と連携し、空き家を活

用して地域の課題解決に取り組

む民間事業者を支援

 ・空き家を活用して住宅政策課

題の解決に取り組む民間事業者

等を支援

・区市町村と連携し、空き家を活

用して地域の課題解決に取り組

む民間事業者を支援
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

17-8 人や地域に注目した住生活充実プロジェクト 地域特性に合わせた空き家施策の展開 再掲

・空き家施策実施方針の策定

・空き家利活用等区市町村支援

事業：区市町村の取組支援、支

援メニューの再構築

・先駆的空き家対策東京モデル

支援事業：採択なし

・区市町村への情報提供・技術

支援：都・区市町村による協議

会での共同事例研究・共有

・区市町村が実施する実態調査

や対策計画の作成、改修、除却

等への補助により、空き家の利活

用等を促進

・空き家の共通課題の解決及びそ

のノウハウの共有を行う区市町村

の取組を支援

・民間事業者の交流やノウハウの

共有に向けたイベントの開催

・都及び区市町村で構成する協

議会での取組事例の共有や専門

知識等の情報提供などの技術的

支援

・空き家利活用等区市町村支援

事業の実施により区市町村の取

組を支援

・先駆的空き家対策東京モデル

支援事業：１件事業実施

・「東京都空き家活用シンポジウ

ム2023」を開催し、民間事業者

の交流及び情報共有を促進

・区市町村への情報提供・技術

支援：都・区市町村による協議

会での共同事例研究・共有

・区市町村が実施する実態調査

や対策計画の作成、改修、除却

等への補助により、空き家の利活

用等を促進

・空き家の共通課題の解決及びそ

のノウハウの共有を行う区市町村

の取組を支援

・民間事業者の交流や情報共有

に向けたイベントの開催

・都及び区市町村で構成する協

議会での取組事例の共有や専門

知識等の情報提供などの技術的

支援

・区市町村が実施する実態調査

や対策計画の作成、改修、除却

等への補助により、空き家の利活

用等を促進

・空き家の共通課題の解決及びそ

のノウハウの共有を行う区市町村

の取組を支援

・民間事業者の交流や情報共有

に向けたイベントの開催

・都及び区市町村で構成する協

議会での取組事例の共有や専門

知識等の情報提供などの技術的

支援

 ・区市町村が実施する実態調査

や対策計画の作成、改修、除却

等への補助により、空き家の利活

用等を促進

・空き家の共通課題の解決及びそ

のノウハウの共有を行う区市町村

の取組を支援

・民間事業者の交流や情報共有

に向けたイベントの開催

・都及び区市町村で構成する協

議会での取組事例の共有や専門

知識等の情報提供などの技術的

支援

17-8 人や地域に注目した住生活充実プロジェクト 空き家利活用等の戦略的な情報発信 再掲

・空き家利活用等普及啓発・相

談事業の実施：セミナー等による

普及啓発と事業の再構築を実施

・空き家ガイドブック等を活用した

情報発信

・固定資産税部門と連携した啓

発準備

・セミナー等による普及啓発及び

相談窓口の設置を行う事業者を

支援

・納税通知書を活用した所有者

への普及啓発

・東京都空き家情報サイトの再構

築等による効果的な普及啓発

・セミナー等による普及啓発及び

相談窓口の設置を行う事業者を

支援

・納税通知書を活用した所有者

への普及啓発

・ガイドブック等各種媒体を通じた

普及啓発

・民間事業者等を活用し、セミ

ナー等による普及啓発及び相談

窓口を設置

・納税通知書を活用した所有者

への普及啓発

・ガイドブック等の各種媒体を通じ

た普及啓発

・民間事業者等を活用し、セミ

ナー等による普及啓発及び相談

窓口を設置

・納税通知書を活用した所有者

への普及啓発

・ガイドブック等の各種媒体を通じ

た普及啓発

 ・民間事業者等を活用し、セミ

ナー等による普及啓発及び相談

窓口を設置

・納税通知書を活用した所有者

への普及啓発

・ガイドブック等の各種媒体を通じ

た普及啓発

17-8 人や地域に注目した住生活充実プロジェクト 子供の居場所創設事業 再掲

子供や保護者が気軽に立ち寄れ

る地域の「居場所」を創設し、地

域全体で子供や家庭を支援する

環境を整備する区市町村を支援

６区市町村（2022年度実績）

事業実施区市町村の増加

子供や保護者が気軽に立ち寄れ

る地域の「居場所」を創設し、地

域全体で子供や家庭を支援する

環境を整備する区市町村を支援

８区市町村（2023年度実績）

事業実施区市町村の増加 事業実施区市町村の増加  事業実施区市町村の増加

17-8 人や地域に注目した住生活充実プロジェクト 地域における多世代交流拠点の整備 再掲

34区市町村

（2023年３月31日時点実

績）

多世代交流拠点の整備促進

34区市町村

（2024年３月31日時点実

績）

多世代交流拠点の整備促進 多世代交流拠点の整備促進  多世代交流拠点の整備促進

17-8 人や地域に注目した住生活充実プロジェクト サテライトオフィスの設置支援 再掲 助成件数 4件/年 助成件数 16件/年 助成件数 16件/年

サテライトオフィス活用交流フェアの

開催（2回/年）サテライトオフィ

ス設置の支援（16件/年）、従

業員の利用を支援（300社/

年）

サテライトオフィス設置を推進  サテライトオフィス設置を推進

17-8 人や地域に注目した住生活充実プロジェクト 管理状況届出制度の活用による管理状況の把握 再掲

届出率91.1％

届出制度の周知・普及促進、アド

バイザー派遣メニューの充実、第

三者管理者方式導入に向けた事

例調査や相談・助言等支援の実

施

・新たなマンション施策の展開を見

据えた届出制度の見直し検討

・届出制度の周知による普及促

進

・アドバイザー派遣や適切な助言・

指導等の実施による管理不全の

防止・改善

届出率約94.0％（2024年３

月末時点）

・届出制度の運用状況等を踏ま

え、管理不全の予防や適正管理

の在り方ついて、検討会を開催し

委員の意見を整理

・届出制度の周知による普及促

進

・アドバイザー派遣や適切な助言・

指導等の実施による管理不全の

防止・改善

・新たなマンション施策の展開を見

据えた届出制度の見直し検討

・届出制度の周知による普及促

進

・アドバイザー派遣や適切な助言・

指導等の実施による管理不全の

防止・改善

・改正届出制度の施行

・届出制度の周知による普及促

進

・アドバイザー派遣や適切な助言・

指導等の実施による管理不全の

防止・改善

 ・届出制度の周知による普及促

進

・アドバイザー派遣や適切な助言・

指導等の実施による管理不全の

防止・改善
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

17-8 人や地域に注目した住生活充実プロジェクト 管理の良好なマンションが適正に評価される市場の形成 再掲

管理適正化推進計画 策定済区

市：14区９市

・区市の管理適正化推進計画策

定の技術的支援

・区市による管理計画認定取得

マンションの増加に向けた取組の

支援

・関係団体や関連事業者と連携

した管理計画認定制度の普及啓

発の検討

・区市による管理適正化推進計

画策定と管理計画認定取得マン

ションの増加に向けた取組を支援

・関係団体や関連事業者と連携

した管理計画認定制度の普及啓

発の実施

管理適正化推進計画 策定済区

市：23区22市（累積）

・区市の管理適正化推進計画策

定の技術的支援

・区市による管理計画認定取得

マンションの増加に向けた取組の

支援

・関係団体や関連事業者と連携

した管理計画認定制度の普及啓

発の実施

・管理適正化推進計画の未策定

市の技術的支援

・区市による管理計画認定取得

マンションの増加に向けた取組の

支援

・関係団体や関連事業者と連携

した管理計画認定制度の普及啓

発の実施

・区市による管理計画認定取得

マンションの増加に向けた取組の

支援

・関係団体や関連事業者と連携

した管理計画認定制度の普及啓

発の実施

 ・区市による管理計画認定取得

マンションの増加に向けた取組の

支援

・関係団体や関連事業者と連携

した管理計画認定制度の普及啓

発の実施

17-8 人や地域に注目した住生活充実プロジェクト マンションの耐震化促進 再掲

マンションの耐震化率94.4％

（2020年３月時点）

耐震化の働きかけ、マンション耐震

化推進サポート事業、アドバイザー

派遣・耐震診断・耐震改修への

助成、マンションポータルサイトの掲

載情報の充実によりマンションの耐

震化を促進

2025年度の目標達成に向けて、

下記の取組により耐震化を推進

・マンション耐震化推進サポート事

業やアドバイザー派遣等による耐

震化の働きかけ

・耐震診断・耐震改修への助成

すぐに耐震化に取り組めないマン

ションに対して、下記の取組を開

始

・倒壊等の危険性が高いピロティ

を有するマンションに対する支援

マンションの耐震化率94.4％

（2020年３月時点）

・耐震診断・耐震化の働きかけ

・マンション耐震化推進サポート事

業の実施

・アドバイザー派遣・耐震診断・耐

震改修への助成

・マンションポータルサイトの掲載情

報の充実

・マンション耐震化通信の送付

・命を守るためのピロティ階等緊急

対策事業の実施

2025年度の目標達成に向けて、

下記の取組により耐震化を推進

・マンション耐震化推進サポート事

業やアドバイザー派遣等による耐

震化の働きかけ

・耐震診断・耐震改修への助成

すぐに耐震化に取り組めないマン

ションに対して、下記の取組を実

施

・倒壊等の危険性が高いピロティ

を有するマンションに対する支援

目標達成年度として仕上げの取

組を実施

・マンション耐震化推進サポート事

業やアドバイザー派遣等による耐

震化の働きかけ

・耐震診断・耐震改修への助成

すぐに耐震化に取り組めないマン

ションに対して、下記の取組を実

施

・倒壊等の危険性が高いピロティ

を有するマンションに対する支援

 耐震化率や事業効果等を踏まえ

て検討

17-8 人や地域に注目した住生活充実プロジェクト 「東京都マンション再生まちづくり制度」の実施 再掲

・再生に係る決議等の手続を行っ

た管理組合の数：累計１管理

組合（増減なし）

・マンション再生まちづくり制度の支

援内容の検証、制度改正 （拡

充）

・制度活用の拡大に向けた働きか

けの実施

・制度活用による、まちづくりと連

携した建替えの促進

・マンション再生まちづくり制度の支

援内容の検証、制度改正

・推進地区数の累計：６地区

・再生に係る決議等の手続を行っ

た管理組合の数：１管理組合

・制度活用の拡大に向けた働きか

けの実施

・制度活用による、まちづくりと連

携した建替えの促進

・マンション再生まちづくり制度の支

援内容の検証

・制度活用の拡大に向けた働きか

けの実施

・制度活用による、まちづくりと連

携した建替えの促進

・制度活用の拡大に向けた働きか

けの実施

・制度活用による、まちづくりと連

携した建替えの促進

 ・制度活用の拡大に向けた働き

かけの実施

・制度活用による、まちづくりと連

携した建替えの促進

17-8 人や地域に注目した住生活充実プロジェクト 建替え等のマンションの状況に応じた支援策の構築 再掲
敷地売却支援制度の需要・事業

採算性調査

・敷地売却支援制度の検討・構

築

・マンション長寿命化に関する調査

・敷地売却支援制度の検討

・マンション長寿命化に関する調査

・マンションの状況に応じた支援に

より再生等を促進

・長寿命化支援制度の検討・構

築

・マンションの状況に応じた支援に

より再生等を促進

 ・マンションの状況に応じた支援に

より再生等を促進

17-8 人や地域に注目した住生活充実プロジェクト マンションにおける省エネ改修、再エネ導入の促進 再掲

省エネ改修・再エネ導入に係る最

新技術等の調査、アウトリーチ型

支援としてマンション省エネ・再エネ

啓発隊や省エネ・再エネアドバイ

ザーによる促進

・検討計画書作成補助の利用に

よる省エネ改修・再エネ導入検討

の支援

・環境性能向上に向けた省エネ・

再エネアドバイザーによる、アウト

リーチ型支援の実施

・東京都既存マンション省エネ・再

エネ促進事業の創設による省エネ

改修・再エネ導入検討の支援

・環境性能向上に向けた省エネ・

再エネアドバイザーによる、アウト

リーチ型支援の実施

・東京都既存マンション省エネ・再

エネ促進事業による省エネ改修・

再エネ導入検討の支援

・環境性能向上に向けた省エネ・

再エネアドバイザーによる、アウト

リーチ型支援の実施

・東京都既存マンション省エネ・再

エネ促進事業による省エネ改修・

再エネ導入検討の支援

・環境性能向上に向けた省エネ・

再エネアドバイザーによる、アウト

リーチ型支援の実施

 ・東京都既存マンション省エネ・再

エネ促進事業による省エネ改修・

再エネ導入検討の支援

・環境性能向上に向けた省エネ・

再エネアドバイザーによる、アウト

リーチ型支援の実施
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

17-8 人や地域に注目した住生活充実プロジェクト
災害時の仮住まいの提供体制の整備、巨大災害時の

仮住まいへの備え
再掲

・賃貸型応急住宅：実務マニュア

ルを活用した訓練（20区市参

加）、実務マニュアルのブラッシュ

アップ

・建設型応急住宅：実務マニュア

ル素案作成、区市町村と連携し

配置計画案を作成

・公的住宅：訓練実施

・応急修理：区市町村及び関係

団体との意見交換

・オンライン申請：オンライン申請

の拡大検討、区市町村への活用

働きかけ・普及

・リーフレット活用による普及啓発

・賃貸型応急住宅：実務マニュア

ルのブラッシュアップ、参加区市町

村を拡大して訓練実施

・建設型応急住宅：実務マニュア

ルのブラッシュアップ、区市町村と連

携し配置計画案を作成

・公的住宅：訓練実施

・応急修理：区市町村及び関係

団体との意見交換、訓練実施、

実務マニュアル作成

・オンライン申請：拡大検討・構

築、区市町村への活用働きかけ・

普及

・リーフレット活用による普及啓発

・賃貸型応急住宅：実務マニュア

ルを活用した訓練（20区市参

加）、実務マニュアルのブラッシュ

アップ

・建設型応急住宅：実務マニュア

ルを作成、区市町村と連携し配

置計画案を作成

・公的住宅：被災地支援対応に

伴い公的住宅の提供の流れを確

認

・応急修理：区市町村及び関係

団体との意見交換、訓練実施、

実務マニュアル素案作成

・オンライン申請：拡大検討・構

築に向けた関係部局との調整

・リーフレット活用による普及啓発

・賃貸型応急住宅：実務マニュア

ルのブラッシュアップ、参加区市町

村を拡大して訓練実施

・建設型応急住宅：実務マニュア

ルのブラッシュアップ

・公的住宅：訓練実施

・応急修理：区市町村及び関係

団体との意見交換、訓練実施、

実務マニュアルのブラッシュアップ

・オンライン申請：拡大検討・構

築、区市町村への活用働きかけ・

普及

・リーフレット活用による普及啓発

・賃貸型応急住宅：実務マニュア

ルのブラッシュアップ、参加区市町

村を拡大して訓練実施

・建設型応急住宅：実務マニュア

ルのブラッシュアップ

・公的住宅：訓練実施

・応急修理：区市町村及び関係

団体との意見交換、訓練実施、

実務マニュアルのブラッシュアップ

・オンライン申請：拡大検討・構

築、区市町村への活用働きかけ・

普及

・リーフレット活用による普及啓発

 ・賃貸型応急住宅：実務マニュ

アルのブラッシュアップ、参加区市

町村を拡大して訓練実施

・建設型応急住宅：実務マニュア

ルのブラッシュアップ

・公的住宅：訓練実施

・応急修理：区市町村及び関係

団体との意見交換、訓練実施、

実務マニュアルのブラッシュアップ

・オンライン申請：拡大検討・構

築、区市町村への活用働きかけ・

普及

・リーフレット活用による普及啓発

17-8 人や地域に注目した住生活充実プロジェクト 災害時でも生活継続しやすい共同住宅の普及 再掲

ＬＣＰ住宅の登録・普及促進、

普及促進に向けた実態把握調査

実施、「東京とどまるマンション」へ

の名称変更

災害時でも生活継続しやすい共

同住宅（東京とどまるマンション）

の登録・普及促進

登録件数：226件（累計）

・東京とどまるマンション普及促進

事業の創設による登録数の拡大

・マンションにおける防災訓練の実

施状況等を活用した東京とどまる

マンションの広報

東京とどまるマンションの補助メ

ニュー新設や広報により、登録数

を拡大し、在宅避難を促進

東京とどまるマンションの支援事業

や広報により、登録数を拡大し、

在宅避難を促進

 東京とどまるマンションの支援事

業や広報により、登録数を拡大

し、在宅避難を促進

17-8 人や地域に注目した住生活充実プロジェクト 戸建て住宅等の耐震化促進 再掲

耐震化率92.0％（2020年３

月）

助成（除却の対象地域の拡大、

2000年以前の新耐震木造戸建

住宅への対象拡大）、普及啓発

（区市町村による所有者への積

極的な働きかけを促進）

助成（除却の対象地域の拡大、

新耐震基準の木造住宅への支

援）、普及啓発（区市町村によ

る所有者への積極的な働きかけを

更に促進）

耐震化率92.0%（2020年３

月）

助成（除却の対象地域の拡大、

新耐震基準の木造住宅への支

援）、普及啓発（区市町村によ

る所有者への積極的な働きかけを

促進）

助成（除却の対象地域の拡大、

新耐震基準の木造住宅への支

援）、普及啓発（区市町村によ

る所有者への積極的な働きかけを

更に促進）、アドバイザー制度

（耐震改修と併せてバリアフリー・

省エネ等を総合的に推進）

助成（除却の対象地域の拡大、

新耐震基準の木造住宅への支

援）、普及啓発（区市町村によ

る所有者への積極的な働きかけを

更に促進）、アドバイザー制度

（耐震改修と併せてバリアフリー・

省エネ等を総合的に推進）

 助成（除却の対象地域の拡

大、新耐震基準の木造住宅への

支援）、普及啓発（区市町村に

よる所有者への積極的な働きかけ

を更に促進）、アドバイザー制度

（耐震改修と併せてバリアフリー・

省エネ等を総合的に推進）

17-8 人や地域に注目した住生活充実プロジェクト 都営住宅等を活用した垂直避難 再掲
３区市と新規に協定締結（累計

15区市と覚書等締結）

区市町の要請に応じて覚書等を

締結
累計15区市と覚書等を締結

区市町の要請に応じて覚書等を

締結

区市町の要請に応じて覚書等を

締結

 区市町の要請に応じて覚書等を

締結

17-8 人や地域に注目した住生活充実プロジェクト 住情報の戦略的な発信 再掲

住情報発信サイトの更新（住教

育のページの作成、区市町村情

報の追加、その他機能の追加）

、シンポジウム開催

情報コンテンツ等ブラッシュアップ、

シンポジウムによる気運醸成

情報コンテンツ等ブラッシュアップ、

シンポジウムによる気運醸成

情報コンテンツ等ブラッシュアップ、

シンポジウムによる気運醸成

情報コンテンツ等ブラッシュアップ、

シンポジウムによる気運醸成

 情報コンテンツ等ブラッシュアップ、

シンポジウムによる気運醸成

17-8 人や地域に注目した住生活充実プロジェクト 時代のニーズに対応した新たな住宅の普及 再掲

最新技術等を活用した住宅に関

する懇談会を開催し、新たな日常

に対応した住まいに関わるコンテン

ツを「TOKYOすまいと」に追加・情

報発信

ウェブサイトによる情報発信 ウェブサイトによる情報発信 ウェブサイトによる情報発信 ウェブサイトによる情報発信  ウェブサイトによる情報発信
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

17-8 人や地域に注目した住生活充実プロジェクト 東京ささエール住宅の登録促進・居住支援の充実 再掲

登録戸数：51,039戸

安心居住パッケージ事業（高齢

者向けの安否確認等）の実施、

専用住宅の設備改善費補助開

始、居住支援実態調査、施策の

充実

・貸主への都独自補助による支援

強化

・居住支援法人への直接補助の

実施

・関係団体と連携した普及啓発の

拡大

登録戸数：52,981戸

・貸主への直接補助（東京ささ

エール住宅貸主応援事業）

・居住支援法人への直接補助

（東京ささエール住宅居住支援

法人等応援事業）

・不動産業団体等と連携した制

度の周知・普及

・要配慮者向けアウトリーチ型情

報発信

・貸主への直接補助（東京ささ

エール住宅貸主応援事業）

・居住支援法人への直接補助

（東京ささエール住宅居住支援

法人等応援事業）

・不動産業団体等と連携した制

度の周知・普及

・要配慮者向けアウトリーチ型情

報発信

・貸主への直接補助（東京ささ

エール住宅貸主応援事業）

・居住支援法人への直接補助

（東京ささエール住宅居住支援

法人等応援事業）

・不動産業団体等と連携した制

度の周知・普及

・要配慮者向けアウトリーチ型情

報発信

 ・貸主への直接補助（東京ささ

エール住宅貸主応援事業）

・居住支援法人への直接補助

（東京ささエール住宅居住支援

法人等応援事業）

・不動産業団体等と連携した制

度の周知・普及

・要配慮者向けアウトリーチ型情

報発信

17-8 人や地域に注目した住生活充実プロジェクト 区市町村居住支援協議会の設立促進 再掲

４区市（2022年度末時点累計

30区市）

補助対象の拡大

２区市

２区市（2023年度末時点累計

32区市）

活動支援補助の拡充（設立前

活動へも支援）

２区市 ２区市  ２区市

17-8 人や地域に注目した住生活充実プロジェクト 子育て世帯に配慮した住宅の普及促進 再掲

・「子育てに配慮した住宅のガイド

ライン」、「東京都子育て支援住

宅認定制度」改正案の確定

・認定住宅の整備、改修に対する

新たな補助制度案の確定

・ガイドラインや認定制度を活用

し、子育て世帯に配慮した質の高

い住宅の供給を促進

・認定住宅の整備、改修に対する

補助制度を実施

・事業者や都民（子育て世帯）

に向けた多様な媒体を活用した

広報の展開

認定戸数：

3,920戸（累計）

・「東京こどもすくすく住宅認定制

度」及び「東京こどもすくすく住宅

供給促進事業」により、子育て世

帯に配慮した質の高い住宅の供

給を促進

・子育て世帯が行う子供の安全の

確保のための改修等に要する費

用を補助する「『子供を守る』住宅

確保促進事業」により、子育て世

帯の住まいの安全性を底上げ

・「子育てに配慮した住宅のガイド

ライン」などによる普及啓発の実施

・「東京こどもすくすく住宅認定制

度」及び「東京こどもすくすく住宅

供給促進事業」により、子育て世

帯に配慮した質の高い住宅の供

給を促進

・子育て世帯が行う子供の安全の

確保のための改修等に要する費

用を補助する「『子供を守る』住宅

確保促進事業」により、子育て世

帯の住まいの安全性を底上げ

・「子育てに配慮した住宅のガイド

ライン」などによる普及啓発の実施

・「東京こどもすくすく住宅認定制

度」及び「東京こどもすくすく住宅

供給促進事業」により、子育て世

帯に配慮した質の高い住宅の供

給を促進

・子育て世帯が行う子供の安全の

確保のための改修等に要する費

用を補助する「『子供を守る』住宅

確保促進事業」により、子育て世

帯の住まいの安全性を底上げ

・「子育てに配慮した住宅のガイド

ライン」などによる普及啓発の実施

・「東京こどもすくすく住宅認定制

度」及び「東京こどもすくすく住宅

供給促進事業」により、子育て世

帯に配慮した質の高い住宅の供

給を促進

・子育て世帯が行う子供の安全の

確保のための改修等に要する費

用を補助する「『子供を守る』住宅

確保促進事業」により、子育て世

帯の住まいの安全性を底上げ

・「子育てに配慮した住宅のガイド

ライン」などによる普及啓発の実施

17-8 人や地域に注目した住生活充実プロジェクト サービス付き高齢者向け住宅等の供給促進 再掲

366戸（2022年度末）

24,224戸（2022年度末累

計）

市場動向、事業者ヒアリングなど

高齢者の居住に適した住宅の調

査実施

・都の整備費補助等により供給を

促進（2030年度末までに

33,000戸整備）

・都の整備費補助等により供給を

促進（供給戸数：269戸

（2023年度）、24,493戸

（2023年度末累計））

・都の整備費補助等により供給を

促進（2030年度末までに

33,000戸整備）

・都の整備費補助等により供給を

促進（2030年度末までに

33,000戸整備）

 ・都の整備費補助等により供給

を促進（2030年度末までに

33,000戸整備）

17-8 人や地域に注目した住生活充実プロジェクト
元気で自立した高齢者がいきいきと暮らせる住まいの供

給促進
再掲 - - 事業準備 先導事業採択、調査実施 先導事業（継続）、調査実施

 先導事業を踏まえた新たな制度

の構築
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

17-8 人や地域に注目した住生活充実プロジェクト 既存住宅流通活性化に向けた取組 再掲

・既存住宅流通促進事業者グ

ループ登録制度：６グループ36

窓口

・ガイドブック・取組事例集等によ

る普及啓発の実施

・既存住宅の流通に取り組む民

間事業者を支援

・ガイドブック・取組事例集等によ

る普及啓発

・省エネ改修等を行ったリノベーショ

ンのモデルハウスによる普及啓発

（戸建住宅、共同住宅）

・既存住宅の流通に取り組む民

間事業者を支援

・ガイドブック・取組事例集等によ

る普及啓発

・省エネ改修等を行ったリノベーショ

ンのモデルハウスによる普及啓発

・既存住宅の流通に取り組む民

間事業者を支援

・ガイドブック・取組事例集等によ

る普及啓発

・リフォームに関する相談体制の構

築

・既存住宅の流通に取り組む民

間事業者を支援

・ガイドブック・取組事例集等によ

る普及啓発

・リフォームに関する総合相談の実

施

 ・既存住宅の流通に取り組む民

間事業者を支援

・ガイドブック・取組事例集等によ

る普及啓発

・リフォームに関する総合相談の実

施

17-8 人や地域に注目した住生活充実プロジェクト 省エネ・再エネ住宅推進プラットフォーム 再掲
プラットフォーム設置・運営、普及

促進事業の創設・実施

プラットフォームを通じた業界団体

との連携により、省エネ・再エネ住

宅の普及を促進

・東京都省エネ・再エネ住宅推進

プラットフォームの運営（連絡協議

会の運営・省エネ・再エネ住宅普

及啓発イベントの実施など）

・東京都省エネ・再エネ住宅普及

促進事業補助金の実施

・東京都省エネ・再エネ住宅推進

プラットフォームの運営（連絡協議

会の運営・省エネ・再エネ住宅普

及啓発イベントの実施など）

・東京都省エネ・再エネ住宅普及

促進事業補助金の実施

・東京都省エネ・再エネ住宅推進

プラットフォームの運営（連絡協議

会の運営・省エネ・再エネ住宅普

及啓発イベントの実施など）

・東京都省エネ・再エネ住宅普及

促進事業補助金の実施

 ・東京都省エネ・再エネ住宅推進

プラットフォームの運営（連絡協議

会の運営・省エネ・再エネ住宅普

及啓発イベントの実施など）

・東京都省エネ・再エネ住宅普及

促進事業補助金の実施

17-8 人や地域に注目した住生活充実プロジェクト
新築住宅のゼロエミッション化（東京ゼロエミ住宅の普及

促進）
再掲 「東京ゼロエミ住宅」の補助拡充

「東京ゼロエミ住宅」の補助拡充、

普及拡大

「東京ゼロエミ住宅」の基準見直し

による補助拡充、普及拡大

・「東京ゼロエミ住宅」の基準の引

き上げ

・新基準に応じた補助の実施

「東京ゼロエミ住宅」への補助、普

及拡大

 「東京ゼロエミ住宅」への補助、

普及拡大

17-8 人や地域に注目した住生活充実プロジェクト
新築住宅等のゼロエミッション化（条例改正による新制

度の構築）
再掲

・新築住宅等への太陽光発電設

備設置義務化に向けた条例改

正、新たな支援制度の創設

・制度に関する普及啓発事業の

拡大

・新築住宅等への太陽光発電設

備設置義務化　新制度の施行準

備・周知

・新制度の施行に向けた支援を展

開

・新築住宅等への太陽光発電設

備設置義務化（新制度）の施

行準備・周知

・新制度の施行に向けた支援を展

開 （機能性PVの認定・補助拡

充、制度に先行して取り組む事業

者を表彰）

・新築住宅等への太陽光発電設

備設置義務化（新制度）の施

行準備・周知

・新制度の施行に向けた支援を展

開

・新築住宅等への太陽光発電設

備設置義務化（新制度）の施

行

・新制度に対応する支援を展開

 ・新築住宅等への太陽光発電設

備設置義務化（新制度）の施

行

・新制度に対応する支援を展開

17-8 人や地域に注目した住生活充実プロジェクト
既存住宅、集合住宅での対策（災害にも強く健康にも

資する断熱・太陽光住宅の普及拡大など）
再掲

・断熱・太陽光住宅普及に向けた

補助開始・拡充

・賃貸住宅の省エネ改修を先行

実装

・補助拡大により普及促進

・ＰＶ・蓄電池グループ購入支援

・断熱・太陽光住宅普及に向けた

補助拡充（パワーコンディショナー

更新に補助、太陽光発電設備の

設置を条件にエコキュートに補

助）

・集合住宅における建物全体の

再エネ化を促進する補助を実施

（架台設置・防水工事へ上乗せ

補助）

・太陽光発電設備、蓄電池等の

共同購入を実施

・補助拡大により普及促進

・太陽光発電設備、蓄電池等の

共同購入を実施

・補助拡大により普及促進

・太陽光発電設備、蓄電池等の

共同購入を実施

 ・補助拡大により普及促進

・太陽光発電設備、蓄電池等の

共同購入を実施

17-8 人や地域に注目した住生活充実プロジェクト 既存住宅の省エネ性能向上 再掲

既存住宅の省エネ改修促進事業

の創設により、区市町村に対する

支援制度を整備するとともに、都

が直接補助する事業も実施

既存住宅の省エネ改修に対する

補助により、省エネ性能向上を促

進

・既存住宅の省エネ診断・設計・

改修への補助を実施

・区市町村の支援制度立上げを

働きかけ

・既存住宅の省エネ診断・設計に

対する補助により、省エネ性能向

上を促進

・区市町村の支援制度立上げを

働きかけ

・戸建住宅等省エネ・再エネアドバ

イザーの無料派遣

・既存住宅の省エネ診断・設計に

対する補助により、省エネ性能向

上を促進

・区市町村の支援制度立上げを

働きかけ

・戸建住宅等省エネ・再エネアドバ

イザーの無料派遣

 ・既存住宅の省エネ診断・設計

に対する補助により、省エネ性能

向上を促進

・区市町村の支援制度立上げを

働きかけ

・戸建住宅等省エネ・再エネアドバ

イザーの無料派遣

17-8 人や地域に注目した住生活充実プロジェクト 都営住宅における断熱性能の向上 再掲

建物の断熱性能をＺＥＨ水準に

引き上げる検討、基準設計の見

直し

建替え工事への反映 建替え工事への反映 建替え工事への反映 建替え工事への反映  建替え工事への反映
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

17-8 人や地域に注目した住生活充実プロジェクト 都営住宅における太陽光パネルの設置 再掲

・設計・設置（100棟）を施工

・パネルの種類や設置方法の検証

・発電電力の活用検討

・設計・設置（100棟）を施工

・パネルの種類や設置方法の検証

・発電電力を都有施設で活用

・設計・設置（100棟）を施工

・パネルの種類や設置方法の検証

・発電電力を都有施設で活用

（本格設置）

・設計・設置

・発電電力を都有施設で活用

・設計・設置

・発電電力を都有施設で活用

 ・設計・設置

・発電電力を都有施設で活用

17-8 人や地域に注目した住生活充実プロジェクト 都営住宅におけるＥＶ用充電器の設置 再掲

・急速充電器：地域開放用駐

車場 10区画／年

・普通充電器：地域開放用駐

車場 54区画／年、コインパーキ

ング34基／年、居住者用駐車

場：75区画（配管を含む）／

年

・地域開放用駐車場：90区画

程度

・コインパーキング：40区画程度

・居住者用駐車場：80区画程

度（配管を含む）

・急速充電器：地域開放用駐

車場 19区画／年

・普通充電器：地域開放用駐

車場 74区画／年、コインパーキ

ング31区画／年、居住者用駐車

場：150区画（配管を含む）／

年

・地域開放用駐車場：120基程

度

・コインパーキング：40基程度

・居住者用駐車場：410基程度

（配管を含む）

設置促進  設置促進

17-8 人や地域に注目した住生活充実プロジェクト 公社住宅における太陽光パネルの設置 再掲

既存住宅25棟に設置

新築住宅４棟に設置

累計46棟

既存住宅30棟に設置

新築住宅５棟に設置

既存住宅30棟に設置

新築住宅５棟に設置

既存住宅30棟に設置

新築住宅６棟に設置
設置促進  設置促進

17-8 人や地域に注目した住生活充実プロジェクト 公社住宅におけるＥＶ充電器の設置 再掲

普通充電器：既存３団地にて

６基設置 (実装のみ)、新築２

団地にて６基設置 (実装のみ)

急速充電器：多摩地域の商業

施設における調査・検討等

既存６団地にて 200基設置

(配管を含む)

新築２団地にて  27基設置 (配

管を含む)

既存７団地・205基設置 (配管

含む)

新築２団地・42基設置 (配管

含む)

既存７団地・220基設置 (配管

含む)

新築４団地・101基設置 (配管

含む)

既存住宅及び新築住宅の駐車

場へのEV充電器の設置

 既存住宅及び新築住宅の駐車

場へのEV充電器の設置

17-8 人や地域に注目した住生活充実プロジェクト 住宅における多摩産材等の国産木材の利用促進 再掲

・住宅における国産木材の活用に

関する検討調査の実施

・イベント等を通じた住宅における

国産木材利用の普及啓発

・中大規模の木造住宅に関する

調査・普及促進策の検討

・国産木材の利用促進に向けた

施策の検討

・イベント等を通じた住宅における

国産木材利用の普及啓発

・国産木材の住宅への利用促進

に向けた施策の検討

・イベント等を通じた住宅における

国産木材利用の普及啓発

・国産木材の利用促進に向けた

施策の検討

・イベント等を通じた住宅における

国産木材利用の普及啓発

・住宅における多摩産材等の国

産木材の利用促進に向けた支援

・イベント等を通じた住宅における

国産木材利用の普及啓発

 ・住宅における多摩産材等の国

産木材の利用促進に向けた支援

・イベント等を通じた住宅における

国産木材利用の普及啓発

17-8 人や地域に注目した住生活充実プロジェクト
コミュニティ型サービス拠点の整備、移動支援の実施

（公社住宅）
再掲

・コミュニティ型生活サービス拠

点：22年12月に竣工、23年５

月の開設に向け準備中

・移動支援の実証実験：22年

９月22日から14日間実施

　運行件数111件、乗車人数

206人

・コミュニティ型生活サービス拠

点：23年５月に開設予定

・移動支援の実証実験やコミュニ

ティ型生活サービス拠点の実施状

況を踏まえた実施方策（プロジェ

クト）の検討

・コミュニティ型生活サービス拠

点：23年５月に開設

・移動支援の実証実験やコミュニ

ティ型生活サービス拠点の実施状

況を踏まえた実施方策（プロジェ

クト）の検討

検討結果により他団地へ展開 検討結果により他団地へ展開  検討結果により他団地へ展開

17-8 人や地域に注目した住生活充実プロジェクト
コミュニティサロン（集会所）を活用した「居場所」づくり

（公社住宅）
再掲

専門スタッフが高齢者等の相談対

応、高齢者等の交流を促進する

各種イベントを開催、地元自治体

との連携構築・拡大（新規コミュ

ニティ活動件数32件）

専門スタッフが高齢者等の相談対

応、高齢者等の交流を促進する

各種イベントを開催、地元自治体

との連携構築・拡大

専門スタッフが高齢者等の相談対

応、高齢者等の交流を促進する

各種イベントを開催、地元自治体

との連携構築・拡大

（新規コミュニティ活動件数：90

件）

専門スタッフが高齢者等の相談対

応、高齢者等の交流を促進する

各種イベントを開催、地元自治体

との連携構築・拡大

専門スタッフが高齢者等の相談対

応、高齢者等の交流を促進する

各種イベントを開催、地元自治体

との連携構築・拡大

 専門スタッフが高齢者等の相談

対応、高齢者等の交流を促進す

る各種イベントを開催、地元自治

体との連携構築・拡大

17-8 人や地域に注目した住生活充実プロジェクト
地域コミュニティの核となるモデル拠点づくり（公社住

宅）
再掲 モデル拠点：22年７月開設 事業化に向けた課題等の整理

事業の検証

（次年度から経常業務で実施）
- -  -

17-8 人や地域に注目した住生活充実プロジェクト
とうきょう すくわくプログラム（乳幼児「子育ち」応援プログ

ラム）の推進
再掲

CEDEPと協定締結

実態調査

β版プログラムを連携自治体で実

践

（５自治体程度）

・β版プログラムを連携自治体で実

践

（４自治体）

・完成版プログラムを策定

とうきょう すくわくプログラムを都内

全域に展開

とうきょう すくわくプログラムを都内

全域に展開

 とうきょう すくわくプログラムを都内

全域に展開
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

17-8 人や地域に注目した住生活充実プロジェクト 子供の笑顔につながる「遊び」の推進 再掲

区市町村を対象とした補助金の

要綱策定に向けた調整

自治体ヒアリング

『「遊び」推進プロジェクト』を通じた

「遊び」体験の創出

子供の意見を踏まえた「遊び場」

の創出に取り組む区市町村を支

援

子供の遊びに関する調査・分析

「子供の『遊び』推進プロジェクト」

を通じて「遊び」体験を創出し、

「遊び」に対する地域社会の理解

を促進（８プロジェクト）

子供の意見を反映した遊び場づく

りに取り組む区市町村を支援

（６自治体）

データや事例を収集し、遊び場へ

のヒアリング等を通じて、「遊び」環

境の変化や需要等について調査・

分析を実施

「子供の『遊び』推進プロジェクト」

を通じた「遊び」体験を創出及び

「遊び」に対する地域社会の理解

促進

子供の意見を踏まえた「遊び場」

の創出に取り組む区市町村を支

援

子供が主体的に遊ぶ体験機会の

創出に取り組む区市町村を支援

子供の意見を踏まえた「遊び場」

の創出に取り組む区市町村を支

援

子供が主体的に遊ぶ体験機会の

創出に取り組む区市町村を支援

 子供が主体的に遊ぶ体験機会

の創出に取り組む区市町村を支

援

17-9 まちづくり推進コンシェルジュを活用した市町村支援 市町村からの相談受付・対応

・各種会議体での事業の周知

・市町村からの相談受付

・都庁内各部署との支援メニュー

の検討・調整

・好事例・ノウハウの収集、蓄積

・市町村からの相談受付

・都庁内各部署との支援メニュー

の検討・調整

・蓄積されたノウハウを活かした支

援の実施

・市町村の企画担当部署が参加

する各種会議体での事業の周知

・市町村からの相談受付

・都庁内各部署との支援メニュー

の検討・調整

・好事例・ノウハウの収集、蓄積

・市町村からの相談受付

・都庁内各部署との支援メニュー

の検討・調整

・蓄積されたノウハウを活かした支

援の実施

・市町村からの相談受付

・都庁内各部署との支援メニュー

の検討・調整

・蓄積されたノウハウを活かした支

援の実施

 ・市町村からの相談受付

・都庁内各部署との支援メニュー

の検討・調整

・蓄積されたノウハウを活かした支

援の実施

17-10 東京グリーンビズ 都立公園の新規拡張整備 再掲
六仙公園等、用地取得・整備推

進

六仙公園等、用地取得・整備推

進

六仙公園等、用地取得・整備推

進

六仙公園等、用地取得・整備推

進

六仙公園・中藤公園等、用地取

得・整備推進

 六仙公園・中藤公園等、用地

取得・整備推進

17-10 東京グリーンビズ 換地手法を活用した都市計画公園・緑地整備 再掲 事業調査等 事業調査、地元調整等

・事業調査、地元調整等

（都市計画神代公園　事業概

要説明会、オープンハウスの開

催）

事業調査・地元調整等 事業調査・地元調整等  事業調査・地元調整等

17-10 東京グリーンビズ 防災公園の整備 再掲 設計、工事 設計、工事 設計、工事 設計、工事 設計、工事  -

17-10 東京グリーンビズ 都立公園の再生整備 再掲
施設改修（井の頭恩賜公

園）： 設計・工事

施設改修（井の頭恩賜公

園）： 設計・工事

施設改修（井の頭恩賜公

園）： 設計・工事

施設改修（井の頭恩賜公

園）： 設計・工事

施設改修（井の頭恩賜公

園）： 設計・工事

 施設改修（井の頭恩賜公

園）： 設計・工事

17-10 東京グリーンビズ 都立公園における徹底したバリアフリー化の推進等 再掲 設計 設計、工事 設計、工事 設計、工事 設計、工事  設計、工事

17-10 東京グリーンビズ 都立公園における老朽化施設の改修 再掲 調査、設計、工事 調査、設計、工事 調査、設計、工事 調査、設計、工事 調査、設計、工事  調査、設計、工事

17-10 東京グリーンビズ 大規模花壇の整備・活用 再掲

１公園における整備・活用、地域

や民間イベント等との連携・花壇コ

ンテストの実施

１公園における整備・活用（継

続）、新規１公園における整備・

活用、地域や民間イベント等との

連携・花壇コンテストの実施

１公園における整備・活用（継

続）、新規１公園における整備・

活用、地域や民間イベント等との

連携・花壇コンテストの実施

2022・2023年度の対象公園に

おける整備・活用（継続）、新

規公園における整備・活用、地域

や民間イベント等との連携、花壇

コンテストの実施

2022~2024年度の対象公園に

おける整備・活用（継続）、新

規公園における整備・活用、地域

や民間イベント等との連携、花壇

コンテストの実施

 2022~2025年度の対象公園

における整備・活用（継続）、新

規公園における整備・活用、地域

や民間イベント等との連携、花壇

コンテストの実施

17-10 東京グリーンビズ 都立公園でのスケートボード広場の整備 再掲 調査・基本計画 設計 設計 工事 -  -

17-10 東京グリーンビズ My City Reportの活用 再掲 都立公園：運用準備 都立公園：運用・効果検証 都立公園：運用・効果検証 都立公園：運用 都立公園：運用  都立公園：運用

17-10 東京グリーンビズ 河川・水辺空間の緑化推進 再掲

緑化整備：約1.0ha、

自然環境を活用した河川施設の

質的向上に向けた取組を実施

緑化整備：約1.5ha、

自然環境を活用した河川施設の

質的向上に向けた取組を実施

緑化整備：約1.4ha、

自然環境を活用した河川施設の

質的向上に向けた取組を実施

緑化整備：約1.5ha、

自然環境を活用した河川施設の

質的向上に向けた取組を実施

緑化整備：約1.5ha、

自然環境を活用した河川施設の

質的向上に向けた取組を実施

 緑化整備：約1.5ha、

自然環境を活用した河川施設の

質的向上に向けた取組を実施
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

17-10 東京グリーンビズ 都営住宅用地を活用した新たな緑の創出 再掲

・建替えに併せた緑化：整備推

進

・居場所の創出：２団地で先行

実施・検証・マニュアル案作成

・建替えに併せた緑化：整備推

進

・居場所の創出：先行実施・課

題検証

・建替えに併せた緑化：整備推

進

・居場所の創出：４団地で先行

実施、課題検証

・建替えに併せた緑化：整備推

進

・居場所の創出：本格実施

・建替えに併せた緑化：整備推

進

・居場所の創出：本格実施

 ・建替えに併せた緑化：整備推

進

・居場所の創出：本格実施

17-10 東京グリーンビズ 生態系に配慮した公園整備（都立公園） 再掲
計画策定１公園（2021～

2022）

保全利用計画策定１公園

（2022～2023）・３公園

（2023～2024）、

環境整備の実施

保全利用計画　累計12公園で

完了

実施設計　　　累計11公園で完

了

整備工事　　　累計8公園で完了

モニタリング　整備工事後7年間

実施

保全利用計画　累計15公園で

完了

実施設計　　　累計11公園で完

了

整備工事　　　累計8公園で完了

モニタリング　整備工事後7年間

実施

保全利用計画　累計15公園で

完了

実施設計　　　累計15公園で完

了

整備工事　　　累計11公園で完

了

モニタリング　整備工事後7年間

実施

 保全利用計画　累計17公園で

完了

実施設計　　　累計15公園で完

了

整備工事　　　累計15公園で完

了

モニタリング　整備工事後7年間

実施

17-10 東京グリーンビズ 公園の自然的景観の保全・再生 再掲

樹林地の保全・再生の取組推

進、

水質改善対策の推進・モニタリン

グ等（井の頭恩賜公園）

樹林地の保全・再生の取組推

進、

水質改善対策の推進・モニタリン

グ等（井の頭恩賜公園）

樹林地の保全・再生の取組推

進、

水質改善対策の推進・モニタリン

グ等（井の頭恩賜公園）

樹林地の保全・再生の取組推

進、

水質改善対策の推進・モニタリン

グ等（井の頭恩賜公園）

樹林地の保全・再生の取組推

進）、

水質改善対策の推進・モニタリン

グ等（井の頭恩賜公園）

 樹林地の保全・再生の取組推

進、

水質改善対策の推進・モニタリン

グ等（井の頭恩賜公園）

17-10 東京グリーンビズ 生物多様性の保全を支える環境整備 再掲

・生物多様性地域戦略の中間ま

とめ公表（※2023年4月に改定

済）

・レッドデータブック（本土部）の

発行

・生態系に配慮した緑化の推進

・レッドリスト（島しょ部）の調査

／みどり率調査

・生態系に配慮した緑化の推進

・レッドリスト（島しょ部）の調査

／みどり率調査

・生態系に配慮した緑化の推進

・レッドリスト（島しょ部）の調査

／植生図

・生態系に配慮した緑化の推進

・レッドリスト（島しょ部）の調査

・生態系に配慮した緑化の推進

 ・レッドリスト（島しょ部）の調査

・生態系に配慮した緑化の推進

17-10 東京グリーンビズ 自然環境デジタルミュージアム構想 再掲

・デジタルミュージアム構想検討調

査

・デジタル活用コンテンツ作成・発

信

・ミュージアム構築に向けた検討・

調整

・デジタル活用コンテンツ作成・発

信

・ミュージアム基本構想の取りまと

め

・デジタル活用コンテンツ作成・発

信

・ミュージアム構築に向けた検討・

調整

・デジタル活用コンテンツ作成・発

信

・ミュージアム構築に向けた検討・

調整

・デジタル活用コンテンツ作成・発

信

 ・ミュージアム構築に向けた検討・

調整

・デジタル活用コンテンツ作成・発

信

17-10 東京グリーンビズ 保全地域の指定拡大・公有化 再掲

・「保全・活用プラン」の策定

・新規指定に向けた自然環境調

査

候補地の選定・指定・公有化に

係る手続を順次推進

候補地の選定・指定・公有化に

係る手続を順次推進

候補地の選定・指定・公有化に

係る手続を順次推進

候補地の選定・指定・公有化に

係る手続を順次推進

 候補地の選定・指定・公有化に

係る手続を順次推進

17-10 東京グリーンビズ
「保全地域の保全・活用プラン」の策定とプランに基づく

取組の推進
再掲

・「保全・活用プラン」策定

・生物多様性や魅力を向上する

コーディネート事業実施

・希少種保護のため保護柵や監

視カメラを設置

・保全地域サポーターの認定

・「保全・活用プラン」に基づき、保

全地域の価値・魅力向上の取組

を推進

・生物多様性や魅力を向上する

コーディネート事業実施

・希少種保護のため保護柵や監

視カメラを設置

・保全地域サポーターの認定

・「保全・活用プラン」に基づき、保

全地域の価値・魅力向上の取組

を推進

・生物多様性や魅力を向上する

コーディネート事業実施

・希少種保護のため保護柵や監

視カメラを設置

・保全地域サポーターの認定

・「保全・活用プラン」に基づき、保

全地域の価値・魅力向上の取組

を推進

・生物多様性や魅力を向上する

コーディネート事業実施

・希少種保護のため保護柵や監

視カメラを設置

・保全地域サポーターの認定

・「東京都生物多様性推進セン

ター（仮称）」の 開設

・「保全・活用プラン」に基づき、保

全地域の価値・魅力向上の取組

を推進

・生物多様性や魅力を向上する

コーディネート事業実施

・希少種保護のため保護柵や監

視カメラを設置

・保全地域サポーターの認定

 ・「保全・活用プラン」に基づき、

保全地域の価値・魅力向上の取

組を推進

・生物多様性や魅力を向上する

コーディネート事業実施

・希少種保護のため保護柵や監

視カメラを設置

・保全地域サポーターの認定

17-10 東京グリーンビズ 東京の保護上重要な野生生物種の保全策の強化 再掲

・希少種の保全方針策定に関す

る検討

・外来種の実態把握

保全方針に基づく希少種保全策

等の推進

条例種指定等に向けた検討

・野生動植物の保全方針検討

・外来種対策リスト検討

・指定候補種等基礎調査

・野生動植物の保全方針策定

・外来種対策リスト策定

・指定候補種等検討

保全方針に基づく希少種保全策

等の推進

条例種指定等に向けた検討

 保全方針に基づく希少種保全策

等の推進

条例種指定等に向けた検討
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

17-10 東京グリーンビズ
野生生物の適正管理（ニホンジカ個体数管理など）、

外来種対策
再掲

・「シカ管理計画」に基づくシカ対

策の推進

・キョン、アライグマ等外来種の防

除を実施

・「シカ管理計画」に基づくシカ対

策の推進

・キョン、アライグマ等外来種の防

除を実施

・ナガエツルノゲイトウ防除の手引

きを作成

・「シカ管理計画」に基づくシカ対

策の推進

・キョン、アライグマ等外来種の防

除を実施

・ナガエツルノゲイトウ防除の手引

きを作成

・アカミミガメ防除の手引きや普及

啓発動画を作成

・「シカ管理計画」に基づくシカ対

策の推進

・キョン、アライグマ等外来種の防

除を実施

・「シカ管理計画」に基づくシカ対

策の推進

・キョン、アライグマ等外来種の防

除を実施

 ・「シカ管理計画」に基づくシカ対

策の推進

・キョン、アライグマ等外来種の防

除を実施

17-10 東京グリーンビズ 伊豆大島におけるキョンの防除 再掲

東京都キョン防除実施計画に基

づき、銃器や張り網等で捕獲を実

施

ICT技術をキョン防除事業に活用

し、効果的な捕獲を推進

・ドローンによる狩猟アシストの実

施（火口域等）

・わな捕獲の自動通報システム

(市街地等）

ICT技術をキョン防除事業に活用

し、効果的な捕獲を推進

・ドローンによる狩猟アシストの実

施（火口域等）

・わな捕獲の自動通報システム

(市街地等）

ICT技術をキョン防除事業に活用

し、効果的な捕獲を推進

・ドローンによる狩猟アシストの実

施（火口域等）

・わな捕獲の自動通報システム

(市街地等）

ICT技術をキョン防除事業に活用

し、効果的な捕獲を推進

・ドローンによる狩猟アシストの実

施（火口域等）

・わな捕獲の自動通報システム

(市街地等）

 ICT技術をキョン防除事業に活

用し、効果的な捕獲を推進

・ドローンによる狩猟アシストの実

施（火口域等）

・わな捕獲の自動通報システム

(市街地等）

17-10 東京グリーンビズ デジタル技術による自然公園の魅力向上・発信 再掲

ＡＲ等のＩＣＴ技術を活用した

自然公園の魅力向上・発信事業

の実施

自然公園の魅力向上・発信にお

けるデジタル技術の活用

自然公園の魅力向上・発信にお

けるデジタル技術の活用

自然公園の魅力向上・発信にお

けるデジタル技術の活用

自然公園の魅力向上・発信にお

けるデジタル技術の活用

 自然公園の魅力向上・発信にお

けるデジタル技術の活用

17-10 東京グリーンビズ 海のふるさと村リニューアル 再掲 基本・実施設計 セントラルロッジ整備 セントラルロッジ整備 キャンプ場整備 -  -

17-10 東京グリーンビズ 東京の多様な自然を知る参加型プログラムの実施 再掲
子ども向け自然体験プログラムの

実施に関する検討
子ども向けプログラム拡充 子ども向けプログラム実施 子ども向けプログラム拡充 子ども向けプログラム拡充  子ども向けプログラム拡充

17-10 東京グリーンビズ オガサワラカワラヒワの保護増殖 再掲
父島におけるオガサワラカワラヒワの

生息域外保全を推進

父島・母島におけるオガサワラカワ

ラヒワの生息域外保全を推進

父島におけるオガサワラカワラヒワの

生息域外保全を推進

父島・母島におけるオガサワラカワ

ラヒワの生息域外保全を推進

父島・母島におけるオガサワラカワ

ラヒワの生息域外保全を推進

 父島・母島におけるオガサワラカワ

ラヒワの生息域外保全を推進

17-10 東京グリーンビズ
ＤＸを活用した都民参加型生きもの情報収集蓄積プロ

ジェクト
再掲 - インベントリ策定調査

・インベントリ策定調査

・都民参加型調査開始

・インベントリ策定調査

・都民参加型調査

・インベントリ策定調査

・都民参加型調査

 ・インベントリ策定調査

・都民参加型調査

17-10 東京グリーンビズ Tokyo-NbSアクション推進事業 再掲 -
NbSの取組を行う企業等との連

携

各主体によるNbSの取組の発信・

普及啓発

各主体によるNbSの取組の発信・

普及啓発

各主体によるNbSの取組の発信・

普及啓発

 各主体によるNbSの取組の発

信・普及啓発

17-10 東京グリーンビズ 神代植物公園整備、改修等 再掲
用地取得、整備工事、施設改修

設計・工事

用地取得、整備工事、施設改修

設計・工事

用地取得、整備工事、施設改修

設計・工事

用地取得、整備工事、施設改修

設計・工事

用地取得、整備工事、施設改修

設計・工事

 用地取得、整備工事、施設改

修設計・工事

17-10 東京グリーンビズ 文化財庭園や建物の維持・再生整備 再掲 施設改修等 施設改修等 施設改修等 施設改修等 施設改修等  施設改修等

17-10 東京グリーンビズ 民間活力を生かした都立公園の整備 再掲
多面的な活用を推進（対象公

園の検討）
多面的な活用を推進 多面的な活用を推進 多面的な活用を推進 多面的な活用を推進  多面的な活用を推進

17-10 東京グリーンビズ 森林循環の促進 再掲 伐採・植栽・保育（42ha/年）

スギ・ヒノキ林を花粉の少ないスギ

等への植え替えを促進（80ha/

年）、花粉飛散時期における一

斉ＰＲ等を展開

スギ・ヒノキ林を花粉の少ないスギ

等への植え替えを促進（17ha/

年）、花粉飛散時期における一

斉ＰＲ等を展開

スギ・ヒノキ林を花粉の少ないスギ

等への植え替えを促進（65ha/

年）、花粉飛散時期における一

斉ＰＲ等を展開

スギ・ヒノキ林を花粉の少ないスギ

等への植え替えを促進（65ha/

年）、花粉飛散時期における一

斉ＰＲ等を展開

 スギ・ヒノキ林を花粉の少ないスギ

等への植え替えを促進（65ha/

年）、花粉飛散時期における一

斉ＰＲ等を展開
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プロジェクト名 取組名 再掲

17-10 東京グリーンビズ 少花粉苗木の生産性向上に向けた設備整備 再掲

少花粉スギ等の種子の品質向上

と虫害防止による生産性向上に

向け青梅畜産センター内の採種

園にビニールハウス等の施設整備

を実施

少花粉スギ等の種子の品質向上

と虫害防止による生産性向上に

向け青梅畜産センター内の採種

園にビニールハウス等の施設整備

を実施

少花粉スギ等の種子の品質向上

と虫害防止による生産性向上に

向け青梅畜産センター内の採種

園にビニールハウス等の施設整備

を実施

（2023年度終了）

- -  -

17-10 東京グリーンビズ 街路樹による緑陰確保 再掲 緑陰確保を継続（５％） 緑陰確保を継続（10％） 緑陰確保を継続（10％） 緑陰確保を継続（10％） 緑陰確保を継続（10％）  緑陰確保を継続（10％）

17-10 東京グリーンビズ 街路樹の防災機能強化 再掲
防災診断実施（５路線）、

街路樹更新

防災診断実施（２路線）、

街路樹更新

防災診断実施（４路線）、

街路樹更新

防災診断実施（８路線）、

街路樹更新

防災診断実施（２路線）、

街路樹更新

 防災診断実施（１路線）、

街路樹更新

17-10 東京グリーンビズ 街路樹管理台帳のデータベース化 再掲 - - - DB化・運用（多摩部） DB化・運用（島しょ部）  運用（都道全域）

17-10 東京グリーンビズ 墓地等の供給 再掲

霊園施設のバリアフリー化やサービ

ス水準の向上に向けた整備、

都民ニーズに対応した墓地の供給

霊園施設のバリアフリー化やサービ

ス水準の向上に向けた整備、

都民ニーズに対応した墓地の供給

霊園施設のバリアフリー化やサービ

ス水準の向上に向けた整備、

都民ニーズに対応した墓地の供

給、

対応方針の検討

霊園施設のバリアフリー化やサービ

ス水準の向上に向けた整備、

都民ニーズに対応した墓地の供

給、

公園審議会での審議

霊園施設のバリアフリー化やサービ

ス水準の向上に向けた整備、

都民ニーズに対応した墓地の供

給、

新たな墓地供給等のあり方 基本

計画策定、モデル霊園選定

 霊園施設のバリアフリー化やサー

ビス水準の向上に向けた整備、

都民ニーズに対応した墓地の供

給、

モデル霊園において設計

17-10 東京グリーンビズ
「インキュベーション農園」及び高齢者向け「セミナー農

園」の開設・運営
再掲

生産緑地の活用モデルとして新た

な栽培技術の活用を目指す農業

者が利用できる施設「インキュベー

ション農園」を運営、生産緑地の

貸借制度を活用し高齢者が技術

指導を受けながら農作業に取り組

める「セミナー農園」を運営

生産緑地の活用モデルとして新た

な栽培技術の活用を目指す農業

者が利用できる施設「インキュベー

ション農園」を運営、生産緑地の

貸借制度を活用し高齢者が技術

指導を受けながら農作業に取り組

める「セミナー農園」を運営

生産緑地の活用モデルとして新た

な栽培技術の活用を目指す農業

者が利用できる施設「インキュベー

ション農園」を運営、生産緑地の

貸借制度を活用し高齢者が技術

指導を受けながら農作業に取り組

める「セミナー農園」を運営

生産緑地の活用モデルとして新た

な栽培技術の活用を目指す農業

者が利用できる施設「インキュベー

ション農園」を運営、生産緑地の

貸借制度を活用し高齢者が技術

指導を受けながら農作業に取り組

める「セミナー農園」を運営

生産緑地の活用モデルとして新た

な栽培技術の活用を目指す農業

者が利用できる施設「インキュベー

ション農園」を運営、生産緑地の

貸借制度を活用し高齢者が技術

指導を受けながら農作業に取り組

める「セミナー農園」を運営

 生産緑地の活用モデルとして新た

な栽培技術の活用を目指す農業

者が利用できる施設「インキュベー

ション農園」を運営、生産緑地の

貸借制度を活用し高齢者が技術

指導を受けながら農作業に取り組

める「セミナー農園」を運営

17-10 東京グリーンビズ 特定生産緑地指定促進 再掲 対象の９割以上指定 指定促進 対象の９割以上を指定 指定促進 指定促進  指定促進

17-10 東京グリーンビズ 就農準備支援事業 再掲

新規就農者が就農地を貸借でき

るまでの一定期間営農が可能な

農場の整備に向け以下の取組を

実施

・基本計画等作成

・事業スキーム等検討

・農場運営手法等検討

新規就農者が就農地を貸借でき

るまでの一定期間営農が可能な

農場の整備に向け以下の取組を

実施

・実施設計

・準備室設置

新規就農者が就農地を貸借でき

るまでの一定期間営農が可能な

農場の整備に向け以下の取組を

実施

・実施設計

・準備室設置

新規就農者が就農地を貸借でき

るまでの一定期間営農が可能な

農場の整備

新規就農者が就農地を貸借でき

るまでの一定期間営農が可能な

農場の整備・運営

 新規就農者が就農地を貸借でき

るまでの一定期間営農が可能な

農場の運営

17-10 東京グリーンビズ 多様な担い手育成支援事業 再掲

副業的農業者や援農ボランティア

等、多様な主体の東京農業への

参画を促すプラットフォームの構築

に向け以下の取組を実施

・基本計画策定

・基本設計

・運営方法の検討

副業的農業者や援農ボランティア

等、多様な主体の東京農業への

参画を促すプラットフォームの構築

に向け以下の取組を実施

・基本設計

・実施設計

・運営方法の検討

副業的農業者や援農ボランティア

等、多様な主体の東京農業への

参画を促すプラットフォームの構築

に向け以下の取組を実施

・基本設計

・実施設計

・運営方法の検討

副業的農業者や援農ボランティア

等、多様な主体の東京農業への

参画を促すプラットフォームの構築

に向け以下の取組を実施

・実施設計

・農園整備

・一部運営開始

副業的農業者や援農ボランティア

等、多様な主体の東京農業への

参画を促すプラットフォームの運営

 副業的農業者や援農ボランティ

ア等、多様な主体の東京農業へ

の参画を促すプラットフォームの運

営
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

17-10 東京グリーンビズ 新規就農者定着支援 再掲

認定新規就農者等の農業経営

の早期安定化に向け就農に必要

な施設整備や機械導入等を支

援、新規就農者等が生産した農

産物の販売ルートの開拓や情報

発信を支援

認定新規就農者等の農業経営

の早期安定化に向け就農に必要

な施設整備や機械導入等を支

援、新規就農者等が生産した農

産物の販売ルートの開拓や情報

発信を支援

認定新規就農者等の農業経営

の早期安定化に向け就農に必要

な施設整備や機械導入等を支

援、新規就農者等が生産した農

産物の販売ルートの開拓や情報

発信を支援

認定新規就農者等の農業経営

の早期安定化に向け就農に必要

な施設整備や機械導入等を支

援、新規就農者等が生産した農

産物の販売ルートの開拓や情報

発信を支援

認定新規就農者等の農業経営

の早期安定化に向け就農に必要

な施設整備や機械導入等を支

援、新規就農者等が生産した農

産物の販売ルートの開拓や情報

発信を支援

 認定新規就農者等の農業経営

の早期安定化に向け就農に必要

な施設整備や機械導入等を支

援、新規就農者等が生産した農

産物の販売ルートの開拓や情報

発信を支援

17-10 東京グリーンビズ 「東京農業アカデミー八王子研修農場」の運営 再掲

新規就農希望者を指導・育成す

る「東京農業アカデミー八王子研

修農場」を運営し農業の担い手を

育成、新規就農者や規模拡大を

目指す意欲ある農業者などを借り

手とした「都市農地貸借円滑化

法」による農地の貸借を積極的に

支援

新規就農希望者を指導・育成す

る「東京農業アカデミー八王子研

修農場」を運営し農業の担い手を

育成、新規就農者や規模拡大を

目指す意欲ある農業者などを借り

手とした「都市農地貸借円滑化

法」による農地の貸借を積極的に

支援

新規就農希望者を指導・育成す

る「東京農業アカデミー八王子研

修農場」を運営し農業の担い手を

育成、新規就農者や規模拡大を

目指す意欲ある農業者などを借り

手とした「都市農地貸借円滑化

法」による農地の貸借を積極的に

支援

新規就農希望者を指導・育成す

る「東京農業アカデミー八王子研

修農場」を運営し農業の担い手を

育成、新規就農者や規模拡大を

目指す意欲ある農業者などを借り

手とした「都市農地貸借円滑化

法」による農地の貸借を積極的に

支援

新規就農希望者を指導・育成す

る「東京農業アカデミー八王子研

修農場」を運営し農業の担い手を

育成、新規就農者や規模拡大を

目指す意欲ある農業者などを借り

手とした「都市農地貸借円滑化

法」による農地の貸借を積極的に

支援

 新規就農希望者を指導・育成す

る「東京農業アカデミー八王子研

修農場」を運営し農業の担い手を

育成、新規就農者や規模拡大を

目指す意欲ある農業者などを借り

手とした「都市農地貸借円滑化

法」による農地の貸借を積極的に

支援

17-10 東京グリーンビズ 花き・植木生産者団体への補助 再掲

環境配慮、地域貢献の視点で競

争力強化を試みる植木生産者団

体の取組に補助を実施（１団

体）

新しい生活様式、環境配慮、地

域貢献といった新たな視点で競争

力強化を試みる花き・植木生産

者団体の取組に補助　10団体

／年

環境配慮、地域貢献の視点で競

争力強化を試みる植木生産者団

体の取組に補助を実施（１団

体）

新しい生活様式、環境配慮、地

域貢献といった新たな視点で競争

力強化を試みる花き・植木生産

者団体の取組に補助　３団体／

年

（2024年度終了）

-  -

17-10 東京グリーンビズ チャレンジ農業支援センターの運営 再掲

農業者等の創意工夫のある取組

を支援するため専門家の派遣によ

る経営相談を実施、販路開拓支

援のため販路開拓ナビゲータ等を

派遣、経営の多角化・改善に向

けた新たな取組や販路開拓に必

要な経費を助成

農業者等の創意工夫のある取組

を支援するため専門家の派遣によ

る経営相談を実施、販路開拓支

援のため販路開拓ナビゲータ等を

派遣、経営の多角化・改善に向

けた新たな取組や販路開拓に必

要な経費を助成

農業者等の創意工夫のある取組

を支援するため専門家の派遣によ

る経営相談を実施し、販路開拓

支援のため販路開拓ナビゲータ等

を派遣した。

経営の多角化・改善に向けた新

たな取組や販路開拓に必要な経

費を助成した。

農業者等の創意工夫のある取組

を支援するため専門家の派遣によ

る経営相談を実施、経営の多角

化・改善に向けた新たな取組や販

路開拓に必要な経費を助成

（2024年度終了）

-  -

17-10 東京グリーンビズ 経営力強化のための施設導入を支援 再掲

認定農業者等が収益性の高い農

業を展開するために必要な施設

整備や区市町及び農業協同組

合等が地域農業振興のために行

う施設整備を支援

認定農業者等が収益性の高い農

業を展開するために必要な施設

整備や区市町及び農業協同組

合等が地域農業振興のために行

う施設整備を支援

認定農業者等が収益性の高い農

業を展開するために必要な施設

整備や区市町及び農業協同組

合等が地域農業振興のために行

う施設整備を支援

認定農業者等が収益性の高い農

業を展開するために必要な施設

整備や区市町及び農業協同組

合等が地域農業振興のために行

う施設整備を支援

認定農業者等が収益性の高い農

業を展開するために必要な施設

整備や区市町及び農業協同組

合等が地域農業振興のために行

う施設整備を支援

 認定農業者等が収益性の高い

農業を展開するために必要な施

設整備や区市町及び農業協同

組合等が地域農業振興のために

行う施設整備を支援

17-10 東京グリーンビズ ハウス栽培における温室効果ガス排出削減 再掲
温室効果ガスの排出が少ないヒー

トポンプの導入に係る経費を補助

温室効果ガスの排出が少ないヒー

トポンプの導入に係る経費を補

助、木質バイオマス等の利活用に

ついて検証

温室効果ガスの排出が少ないヒー

トポンプの導入に係る経費を補

助、木質バイオマス等の利活用に

ついて検証を開始

温室効果ガスの排出が少ないヒー

トポンプの導入に係る経費を補

助、木質バイオマス等の利活用に

ついて検証

事業効果を検証の上実施を検討 事業効果を検証の上実施を検討
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

17-10 東京グリーンビズ
AI・IoT等の先進技術を活用した新たな農業システムの

技術検証
再掲

システムの開発等について、次の

研究成果等を発表

・「ソーラーエネルギー利用システム

の開発」の成果

・「最新Wi-Fi技術を活用した圃

場やハウスの見える化の実証」にお

ける「生産者が圃場やハウスに

Wi-Fi通信を設置・利用する際の

ヒントとなるガイド」

・「スマート農業技術の経営的評

価・経営モデル構築」における「ト

マト施設栽培に関するニーズ調

査」

システムの開発・改良

システムの開発等について、次の

研究成果等を発表

・ 最新Wi-Fi 技術を活用した圃

場モニタリング ～屋外Wi-Fi導入

～

・ ソーラーエネルギー利用システム

の開発～軽量フレキシブル太陽電

池利用技術～

・ 多棟ハウスの無線による見える

化の確立

（2023年度終了）

- -  -

17-10 東京グリーンビズ ローカル5Gを活用した新しい農業技術の開発 再掲
遠隔農作業支援の実証レポート

の公表
共同プロジェクトによる研究開発

ローカル5Ｇを活用した新しい農業

技術の開発～遠隔農作業支援

の実証レポートを公表した。

（2023年度終了）

- -  -

17-10 東京グリーンビズ
都市計画公園・緑地の整備着手（優先整備区域整

備着手面積）
再掲 約433ha

「都市計画公園・緑地の整備方

針」に基づき計画的な公園整備を

推進

約436ha

「都市計画公園・緑地の整備方

針」に基づき計画的な公園整備を

推進

「都市計画公園・緑地の整備方

針」に基づき計画的な公園整備を

推進

 「都市計画公園・緑地の整備方

針」に基づき計画的な公園整備を

推進

17-10 東京グリーンビズ 「緑農住」まちづくり事業の推進 再掲
普及に向け「緑農住まちづくりシン

ポジウム」を開催
区市町村と連携し事業を推進

区市町村と連携し事業を推進、

緑や農地に関する情報発信を行

うホームページを新たに作成

区市町村と連携し事業を推進、

ホームページを通じた情報発信

区市町村と連携し事業を推進、

ホームページを通じた情報発信

 区市町村と連携し事業を推進、

ホームページを通じた情報発信

17-10 東京グリーンビズ 農の風景育成地区の指定促進 再掲

累計５か所指定

※2023年４月１日に１か所指

定

2026年度までに９か所指定 ７か所指定

・2026年度までに９か所指定

・農の風景育成地区の指定に向

けた事業支援補助

・農の風景育成地区の取組促進

支援補助

・シンポジウムによる普及啓発

・ワークショップでの意見交換

・2026年度までに９か所指定

・農の風景育成地区の指定に向

けた事業支援補助

・農の風景育成地区の取組促進

支援補助

・ワークショップでの意見交換

 ・2026年度までに９か所指定

・農の風景育成地区の指定に向

けた事業支援補助

・農の風景育成地区の取組促進

支援補助

・シンポジウムによる普及啓発

・ワークショップでの意見交換

17-10 東京グリーンビズ 生産緑地の活用（生産緑地公園補助制度） 再掲

補助実施面積　約2.3ha（７か

所）

※累計約6.8ha

「緑あふれる東京基金」を活用し

た生産緑地の買取

補助実施面積　用地取得：約

1.1ha（７か所）、整備：約

0.5ha（２か所）

※累計　用地取得：約7.9ha、

整備：約0.5ha

「緑あふれる東京基金」を活用し

た生産緑地等の買取・整備の支

援

「緑あふれる東京基金」を活用し

た生産緑地等の買取・整備の支

援

 「緑あふれる東京基金」を活用し

た生産緑地等の買取・整備の支

援

17-10 東京グリーンビズ 生産緑地買取・活用支援 再掲

生産緑地買取・活用支援基金を

造成し、区市が農的利用を目的

に生産緑地を買い取る場合の購

入費や、買い取った生産緑地を

活用して施策課題の解決に資す

る施設を整備する場合の費用等

を支援

生産緑地買取・活用支援基金を

造成し、区市が農的利用を目的

に生産緑地を買い取る場合の購

入費や、買い取った生産緑地を

活用して施策課題の解決に資す

る施設を整備する場合の費用等

を支援

①世田谷区（活用及び運営支

援）

活用支援 農福連携事業拠点施

設（補助金額　33,619千円）

運営支援 農福連携事業運営業

務委託（補助金額　1,200千

円）

②調布市（買取支援）

深大寺南町2丁目（補助金額

240,261千円）

生産緑地買取・活用支援基金を

造成し、区市が農的利用を目的

に生産緑地を買い取る場合の購

入費や、買い取った生産緑地を

活用して施策課題の解決に資す

る施設を整備する場合の費用等

を支援

生産緑地買取・活用支援基金を

造成し、区市が農的利用を目的

に生産緑地を買い取る場合の購

入費や、買い取った生産緑地を

活用して施策課題の解決に資す

る施設を整備する場合の費用等

を支援

 生産緑地買取・活用支援基金

を造成し、区市が農的利用を目

的に生産緑地を買い取る場合の

購入費や、買い取った生産緑地

を活用して施策課題の解決に資

する施設を整備する場合の費用

等を支援
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画
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ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

17-10 東京グリーンビズ 市町村立公園整備に対する補助 再掲 財政的・技術的支援 財政的・技術的支援 財政的・技術的支援 財政的・技術的支援 財政的・技術的支援  財政的・技術的支援

17-10 東京グリーンビズ 緑あふれる公園緑地等整備事業補助制度 再掲

補助実施面積　約0.75ha（５

か所）

※累計約1.52ha

公園緑地等整備を支援

補助実施面積　約0.46ha（６

か所）

※累計約1.98ha

公園緑地等整備を支援 公園緑地等整備を支援  公園緑地等整備を支援

17-10 東京グリーンビズ 農地の再生・創出及び多面的機能の向上に係る支援 再掲

農地の創出：４市(1,924㎡）

農地の再生：１市２町

(12,466㎡)

一部の市で辞退があったが、計画

通り執行した。

遊休・低利用農地を農業に活用

するにあたり必要な建築物等の解

体処分や施設整備に係る費用等

の一部を補助

宅地や公有地を農地や区民農園

等に整備する場合の建築物の基

礎や舗装版等の撤去及び農家が

貸借した遊休・低利用農地を再

生利用するために必要な費用等

の一部を補助

農地の創出：３区３市(6,900

㎡）

農地の再生：１町１村

(36,800㎡)

宅地や公有地を農地や区民農園

等に整備する場合の建築物の基

礎や舗装版等の撤去及び農家が

貸借した遊休・低利用農地を再

生利用するために必要な費用等

の一部を補助

農地の創出：２区３市(2,300

㎡）

農地の再生：２市２町２村

(17,000㎡)

宅地や公有地を農地や区民農園

等に整備する場合の建築物の基

礎や舗装版等の撤去及び農家が

貸借した遊休・低利用農地を再

生利用するために必要な費用等

の一部を補助

 宅地や公有地を農地や区民農

園等に整備する場合の建築物の

基礎や舗装版等の撤去及び農

家が貸借した遊休・低利用農地

を再生利用するために必要な費

用等の一部を補助

17-10 東京グリーンビズ 生産緑地の長期貸借の促進 再掲 -

新規就農者や経営規模拡大志

向農家等へ10年以上の賃貸借

契約を新規締結する生産緑地所

有者に対し奨励金を交付

新規就農者や経営規模拡大志

向農家等へ10年以上の賃貸借

契約を新規締結する生産緑地所

有者に対し奨励金を交付

(2023年度終了)

- -  -

17-10 東京グリーンビズ 都内生産緑地の貸借の促進 再掲 -

生産緑地の貸し手・借り手の掘り

起こし・マッチングを行う生産緑地

バンクによる都市農地の賃借を促

進、区市の枠を越えた生産緑地

の広域的なマッチングを推進

生産緑地の貸し手・借り手の掘り

起こし・マッチングを行う生産緑地

バンクによる都市農地の賃借を促

進、区市の枠を越えた生産緑地

の広域的なマッチングを推進

生産緑地の貸し手・借り手の掘り

起こし・マッチングを行う生産緑地

バンクによる都市農地の賃借を促

進、区市の枠を越えた生産緑地

の広域的なマッチングを推進

生産緑地の貸し手・借り手の掘り

起こし・マッチングを行う生産緑地

バンクによる都市農地の賃借を促

進、区市の枠を越えた生産緑地

の広域的なマッチングを推進

 生産緑地の貸し手・借り手の掘り

起こし・マッチングを行う生産緑地

バンクによる都市農地の賃借を促

進、区市の枠を越えた生産緑地

の広域的なマッチングを推進

17-10 東京グリーンビズ
都市開発諸制度等を活用した都市づくり（緑の保全・

創出）
再掲

開発の機会を捉えた緑空間創出

の促進

開発の機会を捉えた緑空間創出

の促進

開発の機会を捉えた緑空間創出

の促進

開発の機会を捉えた緑空間創出

の促進

開発の機会を捉えた緑空間創出

の促進

 開発の機会を捉えた緑空間創出

の促進

17-10 東京グリーンビズ 農業高校におけるスマート農業教育等の推進 再掲 - - - 環境構築、連携強化
スマート農業の実践、環境構築、

連携強化

 スマート農業の実践、環境構

築、連携強化

17-10 東京グリーンビズ 都立公園リフレッシュプロジェクト 再掲 - - -

全体基本計画

調査・基本設計（小金井公

園）

調査・基本設計（小金井公

園）
 実施設計（小金井公園）

17-10 東京グリーンビズ 生産緑地を活用した体験農園等の普及 再掲 - - -

デジタルパンフレット及び動画によ

る情報発信強化、自治体等から

の相談受付やアドバイザーの派

遣、農園の整備・運営を行う自治

体・民間企業への補助金交付

デジタルパンフレット及び動画によ

る情報発信強化、自治体等から

の相談受付やアドバイザーの派

遣、農園の整備・運営を行う自治

体・民間企業への補助金交付

 デジタルパンフレット及び動画によ

る情報発信強化、自治体等から

の相談受付やアドバイザーの派

遣、農園の整備・運営を行う自治

体・民間企業への補助金交付

17-10 東京グリーンビズ 農地長期貸借の推進 再掲 - - -

新規就農者や経営規模拡大志

向農家等へ10年以上の賃借権

等を設定した貸し手農家（農地

所有者）に対して奨励金を交付

新規就農者や経営規模拡大志

向農家等へ10年以上の賃借権

等を設定した貸し手農家（農地

所有者）に対して奨励金を交付

 新規就農者や経営規模拡大志

向農家等へ10年以上の賃借権

等を設定した貸し手農家（農地

所有者）に対して奨励金を交付

17-10 東京グリーンビズ 新規就農者初期投資支援 再掲 - - -

認定新規就農者及びそれに準じ

る者への施設整備費用補助やマ

ネジメント補助を実施

認定新規就農者及びそれに準じ

る者への施設整備費用補助やマ

ネジメント補助を実施

 認定新規就農者及びそれに準じ

る者への施設整備費用補助やマ

ネジメント補助を実施

360 ページ



2022年度 2024年度 2025年度 2026年度
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2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

17-10 東京グリーンビズ 特別緑地保全地区買取等補助制度 再掲 - - ー 身近な樹林地の確保の促進 身近な樹林地の確保の促進  身近な樹林地の確保の促進

17-10 東京グリーンビズ 雨水流出抑制に資するグリーンインフラ先行実施事業 再掲 - - ー
公共施設での雨水流出抑制に資

するグリーンインフラの導入を開始

公共施設での雨水流出抑制に資

するグリーンインフラの導入を推進

 公共施設での雨水流出抑制に

資するグリーンインフラの導入を推

進

17-10 東京グリーンビズ 流域対策の促進・見える化 再掲 - -

努力目標値・実績対策量の公表

（継続）、流域対策パンフレット

配布（継続）

努力目標値・実績対策量の公表

（継続）、流域対策パンフレット

配布（継続）

努力目標値・実績対策量の公表

（継続）、流域対策パンフレット

配布（継続）

 努力目標値・実績対策量の公

表（継続）、流域対策パンフレッ

ト配布（継続）

17-10 東京グリーンビズ 対策を強化するエリアの拡大に伴う流域対策の促進 再掲 - -
補助の実施、流域別豪雨対策計

画の推進

公共・民間施設への雨水流出抑

制に資するグリーンインフラの導入

推進、補助の実施、流域別豪雨

対策計画の推進

公共・民間施設への雨水流出抑

制に資するグリーンインフラの導入

推進、補助の実施、流域別豪雨

対策計画の推進

 公共・民間施設への雨水流出抑

制に資するグリーンインフラの導入

推進、補助の実施、流域別豪雨

対策計画の推進

17-10 東京グリーンビズ 気候変動を踏まえた新たな豪雨対策の推進 再掲 - -

東京都豪雨対策検討委員会開

催、東京都豪雨対策基本方針

改定

新たな東京都豪雨対策基本方

針に基づく取組の推進

新たな東京都豪雨対策基本方

針に基づく取組の推進

 新たな東京都豪雨対策基本方

針に基づく取組の推進

17-10 東京グリーンビズ 東京の緑に関するオープンデータ化 再掲 - - －

都内の公園・緑地等の緑のGIS

データを作成し、オープンデータ化

を推進

オープンデータの普及促進  オープンデータの普及促進

17-11 多摩・島しょにおける自然の保全・共生 保全地域の指定拡大・公有化 再掲

・「保全・活用プラン」の策定

・新規指定に向けた自然環境調

査

候補地の選定・指定・公有化に

係る手続を順次推進

候補地の選定・指定・公有化に

係る手続を順次推進

候補地の選定・指定・公有化に

係る手続を順次推進

候補地の選定・指定・公有化に

係る手続を順次推進

 候補地の選定・指定・公有化に

係る手続を順次推進

17-11 多摩・島しょにおける自然の保全・共生
「保全地域の保全・活用プラン」の策定とプランに基づく

取組の推進
再掲

・「保全・活用プラン」策定

・生物多様性や魅力を向上する

コーディネート事業実施

・希少種保護のため保護柵や監

視カメラを設置

・保全地域サポーターの認定

・「保全・活用プラン」に基づき、保

全地域の価値・魅力向上の取組

を推進

・生物多様性や魅力を向上する

コーディネート事業実施

・希少種保護のため保護柵や監

視カメラを設置

・保全地域サポーターの認定

・「保全・活用プラン」に基づき、保

全地域の価値・魅力向上の取組

を推進

・生物多様性や魅力を向上する

コーディネート事業実施

・希少種保護のため保護柵や監

視カメラを設置

・保全地域サポーターの認定

・「保全・活用プラン」に基づき、保

全地域の価値・魅力向上の取組

を推進

・生物多様性や魅力を向上する

コーディネート事業実施

・希少種保護のため保護柵や監

視カメラを設置

・保全地域サポーターの認定

・「東京都生物多様性推進セン

ター（仮称）」の 開設

・「保全・活用プラン」に基づき、保

全地域の価値・魅力向上の取組

を推進

・生物多様性や魅力を向上する

コーディネート事業実施

・希少種保護のため保護柵や監

視カメラを設置

・保全地域サポーターの認定

 ・「保全・活用プラン」に基づき、

保全地域の価値・魅力向上の取

組を推進

・生物多様性や魅力を向上する

コーディネート事業実施

・希少種保護のため保護柵や監

視カメラを設置

・保全地域サポーターの認定

17-11 多摩・島しょにおける自然の保全・共生 東京の保護上重要な野生生物種の保全策の強化 再掲

・希少種の保全方針策定に関す

る検討

・外来種の実態把握

保全方針に基づく希少種保全策

等の推進

条例種指定等に向けた検討

・野生動植物の保全方針検討

・外来種対策リスト検討

・指定候補種等基礎調査

・野生動植物の保全方針策定

・外来種対策リスト策定

・指定候補種等検討

保全方針に基づく希少種保全策

等の推進

条例種指定等に向けた検討

 保全方針に基づく希少種保全策

等の推進

条例種指定等に向けた検討

17-11 多摩・島しょにおける自然の保全・共生
野生生物の適正管理（ニホンジカ個体数管理など）、

外来種対策

・「シカ管理計画」に基づくシカ対

策の推進

・キョン、アライグマ等外来種の防

除を実施

・「シカ管理計画」に基づくシカ対

策の推進

・キョン、アライグマ等外来種の防

除を実施

・ナガエツルノゲイトウ防除の手引

きを作成

・「シカ管理計画」に基づくシカ対

策の推進

・キョン、アライグマ等外来種の防

除を実施

・ナガエツルノゲイトウ防除の手引

きを作成

・アカミミガメ防除の手引きや普及

啓発動画を作成

・「シカ管理計画」に基づくシカ対

策の推進

・キョン、アライグマ等外来種の防

除を実施

・「シカ管理計画」に基づくシカ対

策の推進

・キョン、アライグマ等外来種の防

除を実施

 ・「シカ管理計画」に基づくシカ対

策の推進

・キョン、アライグマ等外来種の防

除を実施
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度
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プロジェクト名 取組名 再掲

17-11 多摩・島しょにおける自然の保全・共生 伊豆大島におけるキョンの防除

東京都キョン防除実施計画に基

づき、銃器や張り網等で捕獲を実

施

ICT技術をキョン防除事業に活用

し、効果的な捕獲を推進

・ドローンによる狩猟アシストの実

施（火口域等）

・わな捕獲の自動通報システム

(市街地等）

ICT技術をキョン防除事業に活用

し、効果的な捕獲を推進

・ドローンによる狩猟アシストの実

施（火口域等）

・わな捕獲の自動通報システム

(市街地等）

ICT技術をキョン防除事業に活用

し、効果的な捕獲を推進

・ドローンによる狩猟アシストの実

施（火口域等）

・わな捕獲の自動通報システム

(市街地等）

ICT技術をキョン防除事業に活用

し、効果的な捕獲を推進

・ドローンによる狩猟アシストの実

施（火口域等）

・わな捕獲の自動通報システム

(市街地等）

 ICT技術をキョン防除事業に活

用し、効果的な捕獲を推進

・ドローンによる狩猟アシストの実

施（火口域等）

・わな捕獲の自動通報システム

(市街地等）

17-11 多摩・島しょにおける自然の保全・共生 生物多様性の保全を支える環境整備 再掲

・生物多様性地域戦略の中間ま

とめ公表（※2023年4月に改定

済）

・レッドデータブック（本土部）の

発行

・生態系に配慮した緑化の推進

・レッドリスト（島しょ部）の調査

／みどり率調査

・生態系に配慮した緑化の推進

・レッドリスト（島しょ部）の調査

／みどり率調査

・生態系に配慮した緑化の推進

・レッドリスト（島しょ部）の調査

／植生図

・生態系に配慮した緑化の推進

・レッドリスト（島しょ部）の調査

・生態系に配慮した緑化の推進

 ・レッドリスト（島しょ部）の調査

・生態系に配慮した緑化の推進

17-11 多摩・島しょにおける自然の保全・共生 自然環境デジタルミュージアム構想 再掲

・デジタルミュージアム構想検討調

査

・デジタル活用コンテンツ作成・発

信

・ミュージアム構築に向けた検討・

調整

・デジタル活用コンテンツ作成・発

信

・ミュージアム基本構想の取りまと

め

・デジタル活用コンテンツ作成・発

信

・ミュージアム構築に向けた検討・

調整

・デジタル活用コンテンツ作成・発

信

・ミュージアム構築に向けた検討・

調整

・デジタル活用コンテンツ作成・発

信

 ・ミュージアム構築に向けた検討・

調整

・デジタル活用コンテンツ作成・発

信

17-11 多摩・島しょにおける自然の保全・共生
ＤＸを活用した都民参加型生きもの情報収集蓄積プロ

ジェクト
再掲 - インベントリ策定調査

・インベントリ策定調査

・都民参加型調査開始

・インベントリ策定調査

・都民参加型調査

・インベントリ策定調査

・都民参加型調査

 ・インベントリ策定調査

・都民参加型調査

17-11 多摩・島しょにおける自然の保全・共生 ツキノワグマ対策の強化 -

・行動圏調査の実施

・緊急防除対策の推進

・行動圏調査の実施

・緊急防除対策の実施

・DXを活用した情報発信の実施

・生息状況調査等による生息実

態の把握

・行動圏調査の実施

・防除対策の推進

・出没情報発信及び啓発活動に

よる都民の安全・安心対策の強

化

・生息状況調査等による生息実

態の把握

・行動圏調査の実施

・防除対策の推進

・出没情報発信及び啓発活動に

よる都民の安全・安心対策の強

化

 ・行動圏調査の実施

・防除対策の推進

・出没情報発信及び啓発活動に

よる都民の安全・安心対策の強

化

17-12 貴重な自然の恵みや価値に関する情報の発信 デジタル技術による自然公園の魅力向上・発信

ＡＲ等のＩＣＴ技術を活用した

自然公園の魅力向上・発信事業

の実施

自然公園の魅力向上・発信にお

けるデジタル技術の活用

自然公園の魅力向上・発信にお

けるデジタル技術の活用

自然公園の魅力向上・発信にお

けるデジタル技術の活用

自然公園の魅力向上・発信にお

けるデジタル技術の活用

 自然公園の魅力向上・発信にお

けるデジタル技術の活用

17-12 貴重な自然の恵みや価値に関する情報の発信 海のふるさと村リニューアル 基本・実施設計 セントラルロッジ整備 セントラルロッジ整備 キャンプ場整備 -  -

17-12 貴重な自然の恵みや価値に関する情報の発信 東京の多様な自然を知る参加型プログラムの実施
子ども向け自然体験プログラムの

実施に関する検討
子ども向けプログラム拡充 子ども向けプログラム実施 子ども向けプログラム拡充 子ども向けプログラム拡充  子ども向けプログラム拡充

17-12 貴重な自然の恵みや価値に関する情報の発信 オガサワラカワラヒワの保護増殖
父島におけるオガサワラカワラヒワの

生息域外保全を推進

父島・母島におけるオガサワラカワ

ラヒワの生息域外保全を推進

父島におけるオガサワラカワラヒワの

生息域外保全を推進

父島・母島におけるオガサワラカワ

ラヒワの生息域外保全を推進

父島・母島におけるオガサワラカワ

ラヒワの生息域外保全を推進

 父島・母島におけるオガサワラカワ

ラヒワの生息域外保全を推進

17-13 多摩・島しょの防災力向上 多摩地域の防災拠点の機能強化 再掲
・体制整備に向けた検討

・危機管理副監の設置
機能強化に向けた検討 機能強化に向けた検討

・機能強化に向けた検討

・基本構想を策定
機能強化に向けた検討  機能強化に向けた検討

17-13 多摩・島しょの防災力向上 立川広域防災基地へのアクセス性の強化 再掲 整備推進 整備推進 整備推進 整備推進 整備推進  整備推進

17-13 多摩・島しょの防災力向上 ドローンを活用した被災状況の収集力強化 再掲
島しょ地域等へ高性能ドローンを

配備
ドローンを運用 ドローンを運用 ドローンを運用 ドローンを運用  ドローンを運用

17-13 多摩・島しょの防災力向上 孤立地域へのドローンによる物資輸送 再掲 訓練・検証・輸送体制確立 訓練・検証・輸送体制確立
輸送体制の確立に向け、協定事

業者等との意見交換
訓練・検証・輸送体制確立 訓練・検証・輸送体制確立  訓練・検証・輸送体制確立
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

17-13 多摩・島しょの防災力向上
南多摩尾根幹線、町田３・３・50号小山宮下線の整

備
再掲 １か所完成 整備推進 整備推進 整備推進 整備推進  整備推進

17-13 多摩・島しょの防災力向上 多摩南北・東西道路の整備 再掲 整備推進 １か所完成 整備推進 １か所開通、２か所完成 整備推進  整備推進

17-13 多摩・島しょの防災力向上 災害時の代替ルート等となる道路整備 再掲 約２km事業化

約0.4km事業化

梅ヶ谷（うめがた）トンネルなど約

２km完成

約0.4km事業化

約２km開通・完成（梅ヶ谷（う

めがた）トンネル）

整備推進 整備推進  約0.9km完成

17-13 多摩・島しょの防災力向上 緊急輸送道路等の橋梁の新設・架け替え 再掲
整備推進

※東京都全体を記載

３か所事業化

※東京都全体を記載

整備推進

※東京都全体を記載

整備推進

※東京都全体を記載

整備推進

※東京都全体を記載

 ４か所事業化

※東京都全体を記載

17-13 多摩・島しょの防災力向上 緊急輸送道路の拡幅整備 再掲 約0.5km完成 整備推進 整備推進 整備推進 整備推進  整備推進

17-13 多摩・島しょの防災力向上 島しょ部での無電柱化
１港完了

３港１空港整備推進

【１港完了】新島港

【７港整備推進】大島空港、若

郷漁港、沖港、神湊港、八丈島

空港、利島港、御蔵島港

【8港整備推進】新島港、大島空

港、若郷漁港、沖港、神湊港、

八丈島空港、利島港、御蔵島港

【2港完了】

【９港整備推進】

【４港完了】

【７港整備推進】

 【３港完了】

【５港整備推進】

17-13 多摩・島しょの防災力向上 島しょ地域の無電柱化 再掲

先行実施する島の選定（利島、

御蔵島）、緊急整備区間（約

10km）の整備推進

緊急整備区間（約10km）の

整備推進

緊急整備区間（約10km）の

整備推進

緊急整備区間（約10km）の

整備推進

緊急整備区間（約10km）の

整備完了

 優先整備区間（約40km）の

整備推進

17-13 多摩・島しょの防災力向上 山岳道路の防災機能強化 １路線(累計)工事着手 ５路線(累計)工事着手
累計４路線（6区間）工事着

手

 対策工事(累計8区間工事着

手)

対策工事(累計9区間工事着

手)

 対策工事(累計10区間工事着

手)

17-13 多摩・島しょの防災力向上 幹線道路の整備 再掲

４か所事業化（調布３・４・１

７号狛江仙川線など）、６か所

開通（福生３・３・３０号武蔵

野工業線など）、６か所完成 ※

東京都全体を記載

10か所事業化、５か所開通、５

か所完成※東京都全体を記載

７か所事業化（調布3・4・10号

東京競馬場線など）、５か所開

通（町田3・3・36号相原鶴間

線など）、１か所完成

※東京都全体を記載

５か所事業化、５か所開通、７

か所完成

※東京都全体を記載

４か所事業化、５か所完成

※東京都全体を記載

 ４か所事業化、２か所完成

※東京都全体を記載

17-13 多摩・島しょの防災力向上 都県境における道路・橋梁の整備 再掲
１か所事業化※東京都全体を

記載
整備推進※東京都全体を記載

整備推進

※東京都全体を記載

１か所開通

※東京都全体を記載

整備推進

※東京都全体を記載

 整備推進

※東京都全体を記載

17-13 多摩・島しょの防災力向上 三環状関連の幹線道路の整備 再掲 整備推進※東京都全体を記載
２か所事業化、１か所開通※東

京都全体を記載

1か所事業化、１か所開通※東

京都全体を記載

１か所事業化、１か所完成

※東京都全体を記載

１か所事業化

※東京都全体を記載

 整備推進

※東京都全体を記載

17-13 多摩・島しょの防災力向上 その他骨格幹線道路の整備 再掲 整備推進※東京都全体を記載
１か所開通※東京都全体を記

載

１か所開通（町田3・3・36号相

原鶴間線）※東京都全体を記

載

整備推進

※東京都全体を記載

整備推進

※東京都全体を記載

 １か所事業化、１か所完成

※東京都全体を記載

17-13 多摩・島しょの防災力向上 連続立体交差事業の推進（多摩地域） 再掲 １路線１か所で整備推進 １路線２か所で整備推進 １路線２か所で整備推進 １路線２か所で整備推進 １路線２か所で整備推進  １路線２か所で整備推進

17-13 多摩・島しょの防災力向上 多摩地域の河川の対応力強化 再掲 対策の実施（浅川等４河川） 対策の実施（浅川等３河川） 対策の実施（秋川等４河川） 対策の実施（秋川等４河川） -  -

17-13 多摩・島しょの防災力向上 既設斜面対策施設の経年劣化対策

既設グラウンドアンカー対策工事

(累計14箇所着手)

その他の斜面対策施設の基礎調

査に着手

既設グラウンドアンカー対策工事

(累計26箇所着手)

その他の斜面対策施設の対策検

討

既設グラウンドアンカー対策工事

(累計22箇所着手)

その他の斜面対策施設の対策検

討

経年劣化対策工事(累計39箇

所着手)

グラウンドアンカー工等

経年劣化対策工事(累計48箇

所着手)

グラウンドアンカー工等

 経年劣化対策工事(累計63箇

所着手)

グラウンドアンカー工等

17-13 多摩・島しょの防災力向上 ３次元点群データの活用による斜面点検の高度化
斜面判読手法の整理・斜面判読

業務の実施

斜面判読手法の整理・斜面判読

業務の実施

斜面判読手法の整理・斜面判読

業務の実施
斜面点検の実施（定期点検）

斜面点検の実施（特別点検）、

斜面点検（定期点検）結果の

確認

 斜面点検の実施(特別点検)
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

17-13 多摩・島しょの防災力向上
土砂災害対策の推進（［ソフト］二巡目基礎調査の

実施）
約3,000箇所 約3,000箇所 約3,000箇所 約3,000箇所 約3,000箇所  約3,000箇所

17-13 多摩・島しょの防災力向上
土砂災害対策の推進（［ハード］３D地形データの活

用による効果的な土石流対策）
４箇所

（３D地形データを活用した優先

度検討）

３D地形データを活用した優先度

検討

・３D地形データを活用した優先

度検討

・優先度が特に高い渓流における

砂防施設整備や簡易的な対策

の検討

・３D地形データを活用した除石

の実施

・３D地形データを活用し、優先

度が特に高い渓流における砂防

施設整備や簡易的な対策の検

討

・３D地形データを活用した除石

の実施

 ・３D地形データを活用し、優先

度が特に高い渓流における砂防

施設整備や簡易的な対策の検

討

・３D地形データを活用した除石

の実施

17-13 多摩・島しょの防災力向上
土砂災害対策の推進（［ハード］３D地形データを活

用した事業優先度の検討）

事業優先度の基本的考え方の整

理

事業優先度を踏まえた対策箇所

の抽出（１周目）

事業優先度を踏まえた対策箇所

の抽出検討、

除石優先度の設定に向けた検討

取組名「土砂災害対策の推進

（［ハード］３D地形データの活

用による効果的な土石流対

策）」へ計画を統合し、以降は一

体の事業として推進

-  -

17-13 多摩・島しょの防災力向上
土砂災害対策の推進（［ハード］簡易的な土石流対

策による安全対策）

基本検討、

設計・工事着手

基本検討および整備実績を踏ま

えた事業展開の検討、

工事完了（先行実施箇所）

基本検討および整備実績を踏ま

えた事業展開の検討、

工事完了（先行実施箇所）

取組名「土砂災害対策の推進

（［ハード］３D地形データの活

用による効果的な土石流対

策）」へ計画を統合し、以降は一

体の事業として推進

-  -

17-13 多摩・島しょの防災力向上 緊急輸送用岸壁の整備促進 【４港整備推進】
【３港整備推進】野伏漁港、阿

古漁港、二見港

【４港整備推進】八重根漁港、

野伏漁港、阿古漁港、二見港
【１港完了】【３港整備推進】 【２港完了】【１港整備推進】  【１港整備推進】

17-13 多摩・島しょの防災力向上 島しょ海岸保全施設整備

【２海岸整備推進】

【海岸保全計画改定のための検

討】

【１海岸完了】神湊港海岸

【３海岸整備推進】若郷漁港海

岸、阿古漁港海岸、三池港海岸

【海岸保全計画改正のための検

討】

【１海岸完了】神湊港海岸

【１海岸整備推進】若郷漁港海

岸

【海岸保全計画改正のための検

討】

【３海岸整備推進】

【海岸保全計画改正のための検

討、計画改定】

【３海岸整備推進】  【３海岸整備推進】

17-13 多摩・島しょの防災力向上 巨大地震等を想定した津波対策の展開

避難計画等に基づく防災対策の

推進・検証、島しょ町村計画策

定等支援

計画等に基づく防災対策の推進・

検証、島しょ町村計画策定等支

援

計画等に基づく防災対策の推進・

検証、島しょ町村計画策定等支

援

計画等に基づく防災対策の推進・

検証、島しょ町村計画策定等支

援 、住民・来島者等への避難意

識向上に向けた動画等を作成

計画等に基づく防災対策の推進・

検証、島しょ町村計画策定等支

援 、住民・来島者等への適切な

普及啓発の検討・実践

 計画等に基づく防災対策の推

進・検証、島しょ町村計画策定

等支援 、住民・来島者等への適

切な普及啓発の検討・実践

17-13 多摩・島しょの防災力向上 伊豆諸島６火山の噴火に備えた取組の推進
避難計画検討部会の開催、防災

マップ等の策定

検討部会等における避難計画の

実効性の検証、住民・来島者等

への適切な普及啓発の検討・実

践

・６火山全ての避難計画の更新

・火山防災マップ等を活用した普

及啓発

検討部会等における避難計画の

実効性の検証、住民・来島者等

への適切な普及啓発の検討・実

践

検討部会等における避難計画の

実効性の検証、住民・来島者等

への適切な普及啓発の検討・実

践

 検討部会等における避難計画の

実効性の検証、住民・来島者等

への適切な普及啓発の検討・実

践

17-13 多摩・島しょの防災力向上 離島港湾情報プラットフォーム等の構築 設計・構築・先行実施

プラットフォーム　改良（ユーザーテ

ストを反映）

情報収集活用ツール　構築・運

用

プラットフォーム　運用開始、改良

（ユーザーテストを反映）

情報収集活用ツール　構築・運

用

プラットフォーム　運用、改良

（ユーザーテストを反映）

情報収集活用ツール　構築・運

用

プラットフォーム　運用、運用状況

を踏まえた改良を適宜実施

情報収集活用ツール　構築・運

用

 プラットフォーム　運用、運用状況

を踏まえた改良を適宜実施

情報収集活用ツール　構築・運

用

17-13 多摩・島しょの防災力向上 伊豆小笠原諸島沿岸海岸保全基本計画の改定 海岸保全計画改定のための検討 海岸保全計画改定のための検討 海岸保全計画改定のための検討
海岸保全計画改定のための検

討、計画改定
計画を踏まえた事業の展開  計画を踏まえた事業の展開

17-13 多摩・島しょの防災力向上

島しょ部の噴火対策（降灰後の土石流災害想定区域

図の整備、火山噴火監視カメラ・火山噴火監視システ

ムの整備等）

再掲 設計、整備、順次運用 設計、整備、順次運用 設計、整備、順次運用
設計、整備、順次運用

（2023～2026）

設計、整備、順次運用

（2023～2026）

 設計、整備、順次運用

（2023～2026）
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

17-14 多摩・島しょ地域における保健・医療の充実 多摩メディカル・キャンパスの整備

引き続き立体駐車場等の整備を

推進。多摩メディカルキャンパス株

式会社と事業契約締結し、外来

がん検査・治療センター（仮

称）、難病医療センター（仮

称）及び連絡通路の基本設計を

実施。

東京都立病院機構において推進

・立体駐車場整備完了

・外来がん検査・治療センター

（仮称）の新築工事開始

東京都立病院機構において推進 東京都立病院機構において推進
 東京都立病院機構において推

進

17-14 多摩・島しょ地域における保健・医療の充実 ５Ｇを活用した遠隔医療

町立八丈病院と都立広尾病院を

繋ぎ、実患者の診療の場でリアル

タイムでの診療支援を令和５年

３月より開始。

5G通信での診療支援に関し、町

立八丈病院の診療の場で生じた

運用上の課題について整理・対

応し、島しょ地域での遠隔医療を

推進

町立八丈病院と都立広尾病院と

の間における遠隔診療支援を継

続して実施

島しょ地域での遠隔医療を推進 -  -

17-14 多摩・島しょ地域における保健・医療の充実 島しょ地域における看護職員の定着促進

島しょ地域で従事する看護職員

に対し、出張研修や短期代替看

護職員の派遣を行うなど、勤務環

境改善と定着を促進

出張研修5回（うち2回はWEB

開催）、参加人数（延べ）49

名10島

短期代替看護職員派遣　12回

（延べ124日）

島しょ地域で従事する看護職員

が、島を離れずにオンラインで研修

を受ける機会等を新たに確保

島しょ地域で従事する看護職員

に対し、出張研修や短期代替看

護職員の派遣を行うなど、勤務環

境改善と定着を促進

出張研修６回（うち４回は

WEB開催）、参加人数（延

べ）73名７島

短期代替看護職員派遣　８回

（延べ83日）

継続実施 継続実施  継続実施

17-14 多摩・島しょ地域における保健・医療の充実 東京都ドクターヘリ運航事業 再掲

安全な運航を行いながら、運航地

域の拡大、ランデブーポイントの確

保を進め、ドクターヘリの運航を推

進。

必要なランデブーポイントの確保、

近隣県との訓練や広域連携等を

通じ、ドクターヘリの運航を推進

必要なランデブーポイントを確保

し、山梨県をはじめ、近隣県との

訓練や広域連携を通じ、ドクター

ヘリの運航を推進

継続実施 継続実施  継続実施

17-14 多摩・島しょ地域における保健・医療の充実 医療法人台帳オンラインシステム 再掲

医療法人に関する手続の利便性

の向上や業務効率化等を推進す

るため、申請・届出のオンライン化

に向けたシステム設計構築を実施

システムの本格運用 システムの本格運用 継続実施 継続実施  継続実施

17-14 多摩・島しょ地域における保健・医療の充実 東京都オンライン医療相談・診療等環境整備補助事業 再掲

かかりつけ医等へオンライン診療等

に必要な機器の導入費用を支援

し、オンライン診療の普及を促進

かかりつけ医等へオンライン診療等

に必要な機器の導入費用を支援

等を実施

かかりつけ医等へオンライン診療等

に必要な機器の導入費用を支援

し、オンライン診療の普及を促進

継続実施 継続実施  継続実施

17-14 多摩・島しょ地域における保健・医療の充実 オンライン診療等に係る都民等への普及啓発 再掲 -

オンライン診療・服薬指導に係る

普及啓発のため、HP・広報動画

の作成や、医療機関・薬局向けの

オンラインセミナーを開催

オンライン診療・服薬指導に係る

普及啓発のため、「医療情報ナ

ビ」を拡充するとともに、広報動画

を作成した。また、医療機関・薬

局向けのオンラインセミナーを開催

した。

都民及び医療機関・薬局等への

普及啓発を促進
継続実施  -

17-14 多摩・島しょ地域における保健・医療の充実 都保健所の機能強化 再掲 - - -

感染症対応訓練・研修の実施、

保健所職員のメンタルヘルス対策

の実施

継続実施  継続実施

17-15 多摩・島しょ地域観光振興プロジェクト 滞在型旅行（ロングステイ）推進事業 再掲 新規採択０件

滞在型旅行（ロングステイ）に係

る新たな取組に対して費用を助成

新規採択10件／年（最長２年

間支援）

新規採択４件 - -  -
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

17-15 多摩・島しょ地域観光振興プロジェクト
多摩・島しょにおける体験型・交流型コンテンツ開発支

援
再掲

継続支援1件（富裕層向けのコ

ンテンツ）

民間事業者等の体験型・交流型

の新たな観光事業に対し助成

継続支援1件（富裕層向けのコ

ンテンツ）

民間事業者等の体験型・交流型

の新たな観光事業に対し助成

継続支援1件（富裕層向けのコ

ンテンツ）

民間事業者等の体験型・交流型

の新たな観光事業に対し助成

継続支援1件（富裕層向けのコ

ンテンツ）

（2024年度終了）

-  -

17-15 多摩・島しょ地域観光振興プロジェクト 地域資源発掘型プログラム 再掲

観光資源の発掘や磨き上げに係

る取組を支援　2件／年（単域2

件、広域0件）

観光資源の発掘や磨き上げに係

る取組を支援　15件／年（単域

10件、広域５件）

観光資源の発掘や磨き上げに係

る取組を支援　2件／年（単域2

件、広域0件）

観光資源の発掘や磨き上げに係

る取組を支援　15件／年（単域

10件、広域５件）

観光資源の発掘や磨き上げに係

る取組を支援　15件／年（単域

10件、広域５件）

 観光資源の発掘や磨き上げに係

る取組を支援　15件／年（単域

10件、広域５件）

17-15 多摩・島しょ地域観光振興プロジェクト 観光事業者の連携促進 再掲

都内旅行業者が観光関連事業

者と連携して行う地域の特色を活

かした新たな旅行商品の造成等

を支援　助成件数９件／年

都内旅行業者が観光関連事業

者と連携して行う地域の特色を活

かした新たな旅行商品の造成等

を支援　助成件数100件／年

都内旅行業者が観光関連事業

者と連携して行う地域の特色を活

かした新たな旅行商品の造成等

を支援　助成件数４件

（2023年度終了）

- -  -

17-15 多摩・島しょ地域観光振興プロジェクト アドベンチャーツーリズム推進支援 再掲 -

多摩・島しょ地域におけるアドベン

チャーツーリズムに係る新たな取組

に対して費用を助成　新規採択

10件／年（最長２年間支援）

新規採択７件

多摩・島しょ地域におけるアドベン

チャーツーリズムに係る新たな取組

に対して費用を助成　新規採択

10件／年（最長２年間支援）

多摩・島しょ地域におけるアドベン

チャーツーリズムに係る新たな取組

に対して費用を助成　新規採択

10件／年（最長２年間支援）

 多摩・島しょ地域におけるアドベン

チャーツーリズムに係る新たな取組

に対して費用を助成　新規採択

10件／年（最長２年間支援）

17-15 多摩・島しょ地域観光振興プロジェクト 観光型ＭａａＳ 再掲

観光型ＭａａＳの社会実装に

向けた実証実験を青梅市・奥多

摩町にて実施、助成による社会

実装支援

助成による観光型ＭａａＳの社

会実装支援

助成による観光型ＭａａＳの社

会実装支援

助成による観光型ＭａａＳの社

会実装支援

（2024年度終了）

-  -

17-15 多摩・島しょ地域観光振興プロジェクト 島しょ地域のブランド化支援 再掲

・東京宝島アクセラレーションプログ

ラムにて８島12事業者に対し、ア

ドバイザーによる助言や経費負担

の支援を実施

・都心にいながら島々の個性豊か

な魅力を体感できるイベント

「TOKYO ISLANDS BOX」を開

催するなど戦略的プロモーションの

実施、成功事例の創出、国際会

議（City-Tech.Tokyo、G-

NETS等）における島しょ地域の

魅力発信

・各島取組の自立・自走化に向け

た支援（意欲的な島内事業者

等への支援強化）

・戦略的プロモーションの実施、成

功事例の創出

・国際会議における島しょ地域の

魅力発信

・東京宝島アクセラレーションプログ

ラムで引き続き７島14件の事業

者へ、アドバイザーによる伴走支援

や、経費の支援を実施

・地上波放送を活用したPRや、

島しょ産品を体験してもらう「東京

ISLANDS SPIRITSフェア

2024」等のイベントを実施

・G7司法大臣会合や、G-Nets

実務責任者級会議等の機会を

活用して島しょ地域の魅力を発信

・各島取組の自立・自走化に向け

た支援（意欲的な島内事業者

等への支援強化）

・戦略的プロモーションの実施、成

功事例の創出

・国際会議における島しょ地域の

魅力発信

・各島取組の自立・自走化に向け

た支援（意欲的な島内事業者

等への支援強化）

・戦略的プロモーションの実施、成

功事例の創出

・国際会議における島しょ地域の

魅力発信

 ・各島取組の自立・自走化に向

けた支援（意欲的な島内事業者

等への支援強化）

・戦略的プロモーションの実施、成

功事例の創出

・国際会議における島しょ地域の

魅力発信

17-15 多摩・島しょ地域観光振興プロジェクト 多摩地域におけるＭＩＣＥ拠点の育成支援 再掲 選定エリアへの支援

多摩ビジネスイベンツ重点支援エリ

アである「八王子」「立川」における

ＭＩＣＥ誘致に必要なノウハウの

提供などの支援や人材育成に要

する経費補助、ＭＩＣＥ関連イ

ベント開催支援を実施

選定エリアへの支援

多摩ビジネスイベンツ重点支援エリ

アである「八王子」「立川」における

ＭＩＣＥ誘致に必要なノウハウの

提供などの支援や人材育成に要

する経費補助を実施

多摩ビジネスイベンツ重点支援エリ

アである「八王子」「立川」における

ＭＩＣＥ誘致に必要なノウハウの

提供などの支援や人材育成に要

する経費補助を実施

多摩ビジネスイベンツ重点支援エリ

アである「八王子」「立川」における

ＭＩＣＥ誘致に必要なノウハウの

提供などの支援や人材育成に要

する経費補助を実施

17-15 多摩・島しょ地域観光振興プロジェクト 多摩・島しょの魅力発信 再掲
Ｗｅｂ・ＳＮＳ等による情報発

信（国内外）

Ｗｅｂ・ＳＮＳ等による情報発

信（国内外）

Ｗｅｂ・ＳＮＳ等による情報発

信（国内外）

Ｗｅｂ・ＳＮＳ等による情報発

信（国内外）

Ｗｅｂ・ＳＮＳ等による情報発

信（国内外）

 Ｗｅｂ・ＳＮＳ等による情報発

信（国内外）

17-15 多摩・島しょ地域観光振興プロジェクト ユニークベニュー会場設営支援 再掲 件数　 9件／年

都内ユニークベニューを活用してＭ

ＩＣＥを開催するために必要な

会場設営経費を支援　10件／

年

件数　３件／年

都内ユニークベニューを活用してＭ

ＩＣＥを開催するために必要な

会場設営経費を支援　10件／

年

都内ユニークベニューを活用してＭ

ＩＣＥを開催するために必要な

会場設営経費を支援　10件／

年

 都内ユニークベニューを活用して

ＭＩＣＥを開催するために必要

な会場設営経費を支援　10件

／年
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17-15 多摩・島しょ地域観光振興プロジェクト ユニークベニューの魅力発信 再掲

ショーケースイベントの開催（２回

／年）、ユニークベニュー専用Ｗ

ｅｂサイトによる情報発信

都内ユニークベニューの魅力等を

発信するショーケースイベントの開

催（１回／年）、ユニークベ

ニュー専用Ｗｅｂサイトによる情

報発信

ショーケースイベントの開催（１回

／年）、ユニークベニュー専用Ｗ

ｅｂサイトによる情報発信

都内ユニークベニューの魅力等を

発信するショーケースイベントの開

催（１回／年）、ユニークベ

ニュー専用Ｗｅｂサイトによる情

報発信

都内ユニークベニューの魅力等を

発信するショーケースイベントの開

催（１回／年）、ユニークベ

ニュー専用Ｗｅｂサイトによる情

報発信

 都内ユニークベニューの魅力等を

発信するショーケースイベントの開

催（１回／年）、ユニークベ

ニュー専用Ｗｅｂサイトによる情

報発信

17-15 多摩・島しょ地域観光振興プロジェクト 島しょ地域におけるＭＩＣＥ誘致促進 再掲
誘致・開催資金の助成やファムト

リップ等を実施

島しょ地域におけるＭＩＣＥ誘

致・開催に係る経費の助成、開

催支援プログラムの提供、プロモー

ション（セールスコール・ロード

ショー・ＦＡＭトリップ）、受入体

制構築への支援の実施

島しょ地域におけるＭＩＣＥ開

催に係る経費の助成、開催支援

プログラムの提供、プロモーション

（セールスコール・ロードショー・Ｆ

ＡＭトリップ）、受入体制構築へ

の支援を実施

島しょ地域におけるＭＩＣＥ誘

致・開催に係る経費の助成、開

催支援プログラムの提供、プロモー

ション（セールスコール・ロード

ショー・ＦＡＭトリップ）、受入体

制構築への支援の実施

島しょ地域におけるＭＩＣＥ誘

致・開催に係る経費の助成、開

催支援プログラムの提供、プロモー

ション（セールスコール・ロード

ショー・ＦＡＭトリップ）、受入体

制構築への支援の実施

 島しょ地域におけるＭＩＣＥ誘

致・開催に係る経費の助成、開

催支援プログラムの提供、プロモー

ション（セールスコール・ロード

ショー・ＦＡＭトリップ）、受入体

制構築への支援の実施

17-15 多摩・島しょ地域観光振興プロジェクト 世界自然遺産を活用した観光振興 再掲

世界自然遺産の魅力や知名度を

生かしたＷｅｂサイトによる情報

発信や商談会等の実施、ＳＤＧ

ｓやマナー啓発等の視点を盛り込

んだ共同プロモーションを推進

世界自然遺産の魅力や知名度を

生かしたＷｅｂサイトによる情報

発信や商談会の実施、共同プロ

モーションの実施

世界自然遺産の魅力や知名度を

生かしたＷｅｂサイトによる情報

発信や商談会等の実施、ＳＤＧ

ｓやマナー啓発等の視点を盛り込

んだ共同プロモーションを実施

世界自然遺産の魅力や知名度を

生かしたＷｅｂサイトによる情報

発信や商談会の実施、共同プロ

モーションの実施

世界自然遺産の魅力や知名度を

生かしたＷｅｂサイトによる情報

発信や商談会の実施、共同プロ

モーションの実施

 世界自然遺産の魅力や知名度

を生かしたＷｅｂサイトによる情

報発信や商談会の実施、共同プ

ロモーションの実施

17-15 多摩・島しょ地域観光振興プロジェクト 環境配慮型旅行推進支援 再掲 新規採択２件

観光関連事業者等の環境配慮

型旅行に係る新たな取組に対し

て費用を助成　新規採択10件／

年（最長２年間支援）

新規採択３件

観光関連事業者等の環境配慮

型旅行に係る新たな取組に対し

て費用を助成　新規採択10件／

年（最長２年間支援）

観光関連事業者等の環境配慮

型旅行に係る新たな取組に対し

て費用を助成　新規採択10件／

年（最長２年間支援）

 観光関連事業者等の環境配慮

型旅行に係る新たな取組に対し

て費用を助成　新規採択10件／

年（最長２年間支援）

17-15 多摩・島しょ地域観光振興プロジェクト 地域のサステナブル・ツーリズムの推進 再掲
実態調査、モニターツアー造成・実

施

ツアーガイドライン作成、持続可能

な観光まちづくりを目的として実施

する新たな取組に対して費用を助

成　新規採択12件／年

ツアーガイドライン作成、持続可能

な観光まちづくりを目的として実施

する新たな取組に対して費用を助

成　新規採択２件

持続可能な観光まちづくりを目的

として実施する新たな取組に対し

て費用を助成　新規採択12件／

年

持続可能な観光まちづくりを目的

として実施する新たな取組に対し

て費用を助成　新規採択12件／

年

持続可能な観光まちづくりを目的

として実施する新たな取組に対し

て費用を助成　新規採択12件／

年

17-15 多摩・島しょ地域観光振興プロジェクト 多摩・島しょ安定集客促進 再掲 － － －

閑散期の誘客につながるコンテン

ツの開発やプロモーション等の新た

な取組に対して費用を助成　新

規採択10件／年（最長２年間

支援）

閑散期の誘客につながるコンテン

ツの開発やプロモーション等の新た

な取組に対して費用を助成　新

規採択10件／年（最長２年間

支援）

 閑散期の誘客につながるコンテン

ツの開発やプロモーション等の新た

な取組に対して費用を助成　新

規採択10件／年（最長２年間

支援）

17-15 多摩・島しょ地域観光振興プロジェクト サステナブルトラベラーの獲得に向けた観光促進 再掲 - - -
サステナブルトラベラーをターゲットと

した宿泊施設の整備支援

サステナブルトラベラーをターゲットと

した宿泊施設の整備支援

 サステナブルトラベラーをターゲット

とした宿泊施設の整備支援

17-15 多摩・島しょ地域観光振興プロジェクト 誰もが楽しめる自然体験型観光の推進 再掲 - - -

・事業者向けワークショップやモニ

ターツアーの実施

・事業者向け機器導入支援　５

件

・専用サイトによる情報発信

・事業者向けワークショップやモニ

ターツアーの実施

・事業者向け機器導入支援　５

件

・専用サイトによる情報発信

 ・事業者向けワークショップやモニ

ターツアーの実施

・事業者向け機器導入支援　５

件

・専用サイトによる情報発信

17-15 多摩・島しょ地域観光振興プロジェクト 島しょ地域での新たな体験型アクティビティの開発 再掲 - - -
島しょ地域での新たな体験型アク

ティビティの開発　２件程度

島しょ地域での新たな体験型アク

ティビティの開発　２件程度

 島しょ地域での新たな体験型アク

ティビティの開発　２件程度

17-15 多摩・島しょ地域観光振興プロジェクト 多摩地域への誘客促進キャンペーン 再掲 － － －

都内外に向けて、多摩地域の魅

力を発信

（2024年度終了予定）

-  -
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

17-16 多摩・島しょの魅力創出 島しょ地域のブランド化支援

・東京宝島アクセラレーションプログ

ラムにて８島12事業者に対し、ア

ドバイザーによる助言や経費負担

の支援を実施

・都心にいながら島々の個性豊か

な魅力を体感できるイベント

「TOKYO ISLANDS BOX」を開

催するなど戦略的プロモーションの

実施、成功事例の創出、国際会

議（City-Tech.Tokyo、G-

NETS等）における島しょ地域の

魅力発信

・各島取組の自立・自走化に向け

た支援（意欲的な島内事業者

等への支援強化）

・戦略的プロモーションの実施、成

功事例の創出

・国際会議における島しょ地域の

魅力発信

・東京宝島アクセラレーションプログ

ラムで引き続き７島14件の事業

者へ、アドバイザーによる伴走支援

や、経費の支援を実施

・地上波放送を活用したPRや、

島しょ産品を体験してもらう「東京

ISLANDS SPIRITSフェア

2024」等のイベントを実施

・G7司法大臣会合や、G-Nets

実務責任者級会議等の機会を

活用して島しょ地域の魅力を発信

・各島取組の自立・自走化に向け

た支援（意欲的な島内事業者

等への支援強化）

・戦略的プロモーションの実施、成

功事例の創出

・国際会議における島しょ地域の

魅力発信

・各島取組の自立・自走化に向け

た支援（意欲的な島内事業者

等への支援強化）

・戦略的プロモーションの実施、成

功事例の創出

・国際会議における島しょ地域の

魅力発信

 ・各島取組の自立・自走化に向

けた支援（意欲的な島内事業者

等への支援強化）

・戦略的プロモーションの実施、成

功事例の創出

・国際会議における島しょ地域の

魅力発信

17-16 多摩・島しょの魅力創出 地域一体となった観光地づくりに対する町村支援

・島しょ町村が行う誘致活動費

（誘致方法の検討、事業者の掘

り起こし等に係る経費）を補助

・上質な宿泊施設の誘致・整備

等に向けた町村が行う取組を支

援

・地域資源の有効活用等に向け

た取組

・廃ホテル撤去等に対する町村支

援

・島しょ地域のアクセス多様化に向

けた取組

・上質な宿泊施設の誘致・整備

等や廃ホテルの除去を行う町村を

支援

・島しょ地域のアクセス多様化に向

けた取組として、海外のエージェン

トを招聘し八丈島でビジネスジェッ

トを活用したファムトリップを実施。

また、他事例調査による空港の在

り方を検討

・地域資源の有効活用に向け、

地元町村の関係者と調整

・上質な宿泊施設の誘致・整備

等に向けた町村が行う取組を支

援

・地域資源の有効活用等に向け

た取組

・廃ホテル撤去等に対する町村支

援

・島しょ地域のアクセス多様化に向

けた取組

・上質な宿泊施設の誘致・整備

等に向けた町村が行う取組を支

援

・地域資源の有効活用等に向け

た取組

・廃ホテル撤去等に対する町村支

援

・島しょ地域のアクセス多様化に向

けた取組

 ・上質な宿泊施設の誘致・整備

等に向けた町村が行う取組を支

援

・地域資源の有効活用等に向け

た取組

・廃ホテル撤去等に対する町村支

援

・島しょ地域のアクセス多様化に向

けた取組

17-16 多摩・島しょの魅力創出 東京宝島 サステナブル・アイランド創造事業

・島しょ町村から申請のあった事業

構想を審査・採択（３件）

・事業アドバイザーなども活用し、

町村の事業計画の策定・事業実

施を支援

・島しょ町村から申請のあった事業

構想を審査・採択

・事業アドバイザーなども活用し、

町村の事業計画の策定・事業実

施を支援

・R４年度採択町村の３町村に

加え、新たに６村を審査・採択

し、島しょ地域全９自治体の地

域産業・経済の活性化につながる

事業等を支援

・事業アドバイザーなども活用し、

町村の事業計画の策定・事業実

施を支援

都と島しょ町村、民間等事業者の

三者の公民共創による事業を実

施

都と島しょ町村、民間等事業者の

三者の公民共創による事業を実

施

 ―
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

17-16 多摩・島しょの魅力創出 多摩・島しょ地域への移住定住促進

・移住定住相談窓口の開設（R

４.５月）

・市町村等と連携したセミナーの

実施（10件）

・ポータルサイトの開設（R5.3

月）

・移住定住相談窓口の運営

・アドバイザーの派遣等による移

住・定住施策に取り組む町村を

支援

・暮らし体験ツアーの実施

・移住体験住宅整備補助

・民間事業者との連携によるワー

ケーションの推進

・移住定住相談窓口による相談

対応

・アドバイザーの派遣等により町村

の移住・定住施策の課題解決を

支援（３町村に対してアドバイ

ザーを派遣）

・移住後の生活をイメージできる暮

らし体験ツアーを実施（全66

回）

・移住体験住宅に係る整備費用

について町村へ補助（５町村）

・民間事業者によるワーケーション

モニターツアーを市町村と連携して

実施（１回）

・移住定住相談窓口の運営

・アドバイザーの派遣等による移

住・定住施策に取り組む町村の

支援

・暮らし体験ツアーの実施

・地域交流ワーケーション体験ツ

アーの実施

・移住体験住宅整備補助

・民間事業者との連携によるワー

ケーションの推進

・地域交流コミュニティの創出・活

性化を図る町村への経費補助

・移住定住相談窓口の運営

・暮らし体験ツアーの実施

・地域交流ワーケーション体験ツ

アーの実施

・民間事業者との連携によるワー

ケーションの推進

 ・移住定住相談窓口の運営

・民間事業者との連携によるワー

ケーションの推進

17-16 多摩・島しょの魅力創出 より多くの人が多摩の魅力に触れる機会を創出 -

・多摩東京移管130周年記念イ

ベントを実施

・多摩の魅力に触れる参加型の

取組を実施

・多摩東京移管130周年記念イ

ベントを実施し、多摩30市町村

等がブースを出展（来場者累計

約95,000人）

・多摩全域に設置した130スポッ

トを巡るデジタルスタンプラリーを実

施（参加者累計　約4,700人）

多摩の魅力に触れる参加型の取

組を実施

多摩の魅力に触れる参加型の取

組を実施

 多摩の魅力に触れる参加型の取

組を実施

17-16 多摩・島しょの魅力創出
多摩地域における多様な主体との連携活動促進支援

事業
- - －

・多様な主体との連携活動促進

補助制度の創設

・市町村と多様な主体との連携活

動を支援

市町村と多様な主体との連携活

動を支援

 市町村と多様な主体との連携活

動を支援

17-16 多摩・島しょの魅力創出 島しょにおけるリモートワーク環境の整備 - 整備 整備 運用 運用  運用

17-16 多摩・島しょの魅力創出 港湾・空港施設を活用した賑わい創出 - 実施 実施 実施 実施  実施

17-16 多摩・島しょの魅力創出 小笠原における魅力ある居住環境の整備

・都営小笠原住宅：設計、造成

工事、集会所等除却工事

・公社住宅モデル事業：建築工

事

・都営小笠原住宅：造成・建築

工事

・新たな公社住宅の整備：建物

完成、入居募集

・小笠原清瀬アパート（簡易耐

火造住棟の建替）１期工事：

建築工事着手

・小笠原沖村アパート（簡易耐

火造住棟の建替）１期工事：

造成工事着手

・新たな公社住宅の整備：建築

工事

・小笠原清瀬アパート（簡易耐

火造住棟の建替）１期工事：

建築工事

・小笠原沖村アパート（簡易耐

火造住棟の建替）１期工事：

造成工事

・新たな公社住宅の整備：建物

完成、入居募集、事業の検証

・小笠原清瀬アパート（簡易耐

火造住棟の建替）１期工事：

建築工事

・小笠原沖村アパート（簡易耐

火造住棟の建替）１期工事：

造成工事、建築工事着手

 ・小笠原清瀬アパート（簡易耐

火造住棟の建替）１期工事：

建築工事、第１期入居開始

・小笠原沖村アパート（簡易耐

火造住棟の建替）１期工事：

建築工事
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

17-16 多摩・島しょの魅力創出 交通アクセスの改善（小笠原航空路）

小笠原航空路案の調査・検討、

ＰＩや環境アセスメントに向けた

調査・検討など

小笠原航空路案の調査・検討、

ＰＩや環境アセスメントに向けた

検討など

飛行場の配置や構造・工法、候

補となる二種類の航空機の性能

等の調査、自然環境の調査、Ｐ

Ｉや環境アセスメントに向けた調

査・検討など

小笠原航空路案の調査・検討、

ＰＩや環境アセスメントに向けた

検討など

小笠原航空路案の調査・検討、

ＰＩや環境アセスメントに向けた

検討など

 小笠原航空路案の調査・検討、

ＰＩや環境アセスメントに向けた

検討など

17-16 多摩・島しょの魅力創出 プレジャーボート受入拡大に向けた係留施設整備 測量 工事・管理者調整 工事・管理者調整 工事・管理者調整 工事・管理者調整  工事・管理者調整

17-16 多摩・島しょの魅力創出 クルーズ客船受入等に向けた環境整備 受入環境整備 受入環境整備（調査等） 受入環境整備（調査等） 受入環境整備（調査等） 受入環境整備（調査等）  受入環境整備

17-16 多摩・島しょの魅力創出 交通情報提供ツール「東京宝島うみそら便」の活用 運用・改修・広報展開
運用・改修・広報・観光需要喚

起

運用・改修・広報・観光需要喚

起
運用・改修・広報 運用・改修・広報  運用・改修・広報

17-16 多摩・島しょの魅力創出 国境離島の維持等の取組強化

３つの研究調査及びウェブサイト、

シンポジウム、VR制作等の情報

発信を実施

沖ノ鳥島・南鳥島の維持・保全や

利活用に向けた研究調査を深め

るとともに、国境離島の意義に関

する情報を発信

・沖ノ鳥島・南鳥島の維持・保全

や利活用に向けた３件の研究調

査を実施

・葛西臨海水族園でのプロジェク

ションマッピングの上映や沖ノ鳥島・

南鳥島シンポジウムの開催等を通

じ、国境離島の意義に関する情

報を発信

沖ノ鳥島・南鳥島の維持・保全や

利活用に向けた研究調査を深め

るとともに、国境離島の意義に関

する情報を発信

沖ノ鳥島・南鳥島の維持・保全や

利活用に向けた研究調査を深め

るとともに、国境離島の意義に関

する情報を発信

 沖ノ鳥島・南鳥島の維持・保全

や利活用に向けた研究調査を深

めるとともに、国境離島の意義に

関する情報を発信

17-16 多摩・島しょの魅力創出 海洋漂着物処理 - 実施 実施 実施 実施  実施

17-16 多摩・島しょの魅力創出 伊豆諸島海上貨物運賃補助 - 新制度運用開始 新制度運用開始 運用 運用  運用

17-16 多摩・島しょの魅力創出 島の港Re活用 - - - 事業案の基本検討 関係機関調整・事業案検討  関係機関調整・事業案検討

17-17 デジタル技術を活用した島しょ地域の社会課題の解決 小笠原情報通信基盤の機器更改（5G対応） 再掲
５G対応可能な情報通信基盤の

機器更改の実施

通信事業者工事(アンテナ設置

等）の実施、５Gを活用したサー

ビスの提供開始

通信事業者による５Gサービスの

提供開始に向けた免許申請手続

の実施

事業者による５Gサービスの継続 事業者による５Gサービスの継続  事業者による５Gサービスの継続

17-17 デジタル技術を活用した島しょ地域の社会課題の解決 通信困難地域の解消に向けた取組 再掲

島しょ地域の通信困難地域解消

等に向けた基地局整備に係る計

画策定支援（5町村）

多摩・島しょ地域の通信困難地

域解消等に向けた基地局整備に

係る計画策定支援及び整備に係

る補助

多摩・島しょ地域の通信困難地

域解消等に向けた基地局整備に

係る計画策定支援（５町村）、

太陽光発電等を活用した基地局

整備に係る課題整理

多摩・島しょ地域の通信困難地

域解消等に向けた基地局整備に

係る計画策定支援及び整備に係

る補助、電源確保等の課題解決

に向けた関係者間調整・検討

多摩・島しょ地域の通信困難地

域解消等に向けた基地局整備に

係る計画策定支援及び整備に係

る補助

 多摩・島しょ地域の通信困難地

域解消等に向けた基地局整備に

係る計画策定支援及び整備に係

る補助

17-17 デジタル技術を活用した島しょ地域の社会課題の解決 利島・御蔵島情報通信基盤改修工事 再掲

利島、御蔵島における海底ケーブ

ル陸揚部の対策工法の検討及び

設計

利島、御蔵島における強靭化対

策工事の実施

利島、御蔵島における強靭化対

策工事の実施

利島、御蔵島における強靭化対

策工事の実施

御蔵島における強靭化対策工事

の実施
 -

17-17 デジタル技術を活用した島しょ地域の社会課題の解決 衛星通信活用事業 再掲 -
通信困難地域での衛星通信の検

証

通信困難地域での衛星通信の検

証

通信困難地域での衛星通信の検

証 、検証結果を踏まえた検討
-  -
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

17-17 デジタル技術を活用した島しょ地域の社会課題の解決
島しょ地域におけるデジタル技術を活用した社会課題解

決

モデル地域の八丈島において、八

丈島デジタル活用協議会での議

論を踏まえ以下の取組を実施

・デマンドタクシー等の交通事業に

ついて、2023年度に行う実証事

業案を策定（一部先行実証を

実施）

・DX推進人材の育成やデリバリー

サービス導入に向けた試行事業

（ドローン活用を含む）実証実

験を実施

・デマンド型交通等の新たな交通

システムについて実証事業を実施

・前年度までの結果を踏まえ、順

次他の島へ横展開

・モデル地域の八丈島において、

AIデマンドタクシー（約2,100名

利用）及びシェアリモビリティ（電

動バイク等。計700回利用）の

実証実験を実施

・取組の成果を報告書にまとめ、

他島へ共有

（2023年度終了）

・八丈島においてAIデマンドタク

シーや自動運転バス等を活用した

新たな交通システムについて実証

事業を継続

- -  -

17-17 デジタル技術を活用した島しょ地域の社会課題の解決 島しょ町村小中学校における教育のデジタル化の推進

EdTechサービス活用支援・専門

家の試行派遣を５町村に対して

実施し、モデル事例を創出

専門家派遣によりデジタルシティズ

ンシップ教育等を推進

・専門家を派遣し、デジタルシティ

ズンシップ教育、Web制作等の授

業等を実施

・ウェビナーを開催し、これまでの成

果を他自治体に展開

（2023年度終了）

- -  -

17-17 デジタル技術を活用した島しょ地域の社会課題の解決 ５Ｇを活用した遠隔医療 再掲

町立八丈病院と都立広尾病院を

繋ぎ、実患者の診療の場でリアル

タイムでの診療支援を令和５年

３月より開始。

5G通信での診療支援に関し、町

立八丈病院の診療の場で生じた

運用上の課題について整理・対

応し、島しょ地域での遠隔医療を

推進

町立八丈病院と都立広尾病院と

の間における遠隔診療支援を継

続して実施

島しょ地域での遠隔医療を推進 -  -

17-17 デジタル技術を活用した島しょ地域の社会課題の解決 島しょ町村における事務事業の共同処理化

・先行施策（児童手当関係事

務）の共同化に向けた準備が完

了

・地方公共団体情報システムの標

準化対応に向けて取り組む町村

に対して助言等支援

・先行施策以外の事務について

共同化を検討、順次拡大実施

・地方公共団体情報システムの標

準化対応に向けた取組を支援

・先行施策（児童手当関係事

務）の共同化を開始

・先行施策（給与処理）の共同

化に向けた準備が完了

・地方公共団体情報システムの標

準化対応に向けた取組を支援

先行施策以外の事務について共

同化を検討、順次拡大実施

共同化した事務についてさらなる

効率化、定着化を図るための取

組を実施

 共同化した事務についてさらなる

効率化、定着化を図るための取

組を実施

17-17 デジタル技術を活用した島しょ地域の社会課題の解決 衛星通信活用ユースケースの創出 再掲 - - -

通信困難地域で衛星通信を用

い、スマート行政サービス等で検証

（今後の衛星通信の活用の方向

性については有識者等の意見を

踏まえて検討）

通信困難地域で衛星通信を用

い、スマート行政サービス等で検証

、検証結果を踏まえた検討

 -

17-17 デジタル技術を活用した島しょ地域の社会課題の解決 リビングラボによる島しょ地域の価値循環モデル創出 - - －
地域主導型の「リビングラボ」による

自律型価値循環モデルの試行

地域主導型の「リビングラボ」による

自律型価値循環モデルの本格実

施

 地域主導型の「リビングラボ」によ

る自律型価値循環モデルの本格

実施

17-17 デジタル技術を活用した島しょ地域の社会課題の解決 デジタル技術を活用した島内交通課題の解決 - - －

・CASE・MaaSを活用した交通の

ベストミックスを図るための実証

・地域の関係者と社会実装に向

けた継続的な議論

・CASE・MaaSを活用した交通の

ベストミックスを図るための実証

・地域の関係者と社会実装に向

けた継続的な議論

 ・CASE・MaaSを活用した交通

のベストミックスを図るための実証

・地域の関係者と社会実装に向

けた継続的な議論
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

17-17 デジタル技術を活用した島しょ地域の社会課題の解決 衛星通信活用ユースケースの創出 再掲 - - -

通信困難地域で衛星通信を用

い、スマート行政サービス等で検証

（今後の衛星通信の活用の方向

性については有識者等の意見を

踏まえて検討）

通信困難地域で衛星通信を用

い、スマート行政サービス等で検証

、検証結果を踏まえた検討

 -

20-2 SusHi Tech Tokyoプロジェクト SusHi Tech Tokyoの戦略的展開 -
SusHi Tech Tokyoを、各局のイ

ベント等を通じて戦略的に展開

・SusHi Tech Tokyoを、各局の

イベント等を通じて戦略的に展開

・サイト年間PV数：87,307PV

・SusHi Tech Tokyoを、各局の

イベント等を通じて戦略的に展開

・目標サイト年間PV数：10万

PV

・SusHi Tech Tokyoを、各局の

イベント等を通じて戦略的に展開

・目標サイト年間PV数：11万

PV

 ・SusHi Tech Tokyoを、各局

のイベント等を通じて戦略的に展

開

・目標サイト年間PV数：12万

PV

20-2 SusHi Tech Tokyoプロジェクト グローバルスタートアップイベントの開催 再掲
グローバルスタートアップイベント

“City-Tech.Tokyo”の開催

スタートアップとのオープンイノベー

ションで持続可能な社会を実現す

るためのイベント“SusHi Tech

Tokyo”の開催に向けた準備

スタートアップとのオープンイノベー

ションで持続可能な社会を実現す

るためのイベント“SusHi Tech

Tokyo 2024 グローバルスタート

アッププログラム”の開催に向けた準

備

スタートアップとのオープンイノベー

ションで持続可能な社会を実現す

るためのイベント“SusHi Tech

Tokyo 2024 グローバルスタート

アッププログラム”の開催

スタートアップとのオープンイノベー

ションで持続可能な社会を実現す

るためのイベントの開催

 スタートアップとのオープンイノベー

ションで持続可能な社会を実現す

るためのイベントの開催

20-2 SusHi Tech Tokyoプロジェクト 世界的ネットワークの構築と発信力・求心力の強化 再掲

・首長級会議の開催（34都市

参加）（G-NETS）

・実務責任者級会議の開催

（31都市参加）（G-NETS）

・実務担当者ウェビナーの開催

（30都市参加）（G-NETS）

・実務責任者級会議の開催

（G-NETS）

・実務担当者ウェビナーの開催

（G-NETS）

・実務責任者級会議の開催：参

加51都市

・G-NETSワーキンググループにお

いて都市課題の解決に向けた議

論、取組を実施

・SusHi Tech Tokyo 2024 シ

ティ・リーダーズ プログラム(首長級

会議)の開催：参加目標40都

市

・G-NETSワーキンググループにお

いて都市間の共同プロジェクトを実

施

・実務責任者級会議の開催：参

加目標40都市以上

・G-NETSワーキンググループにお

いて都市間の共同プロジェクトを実

施

 ・首長級会議の開催：参加目

標40都市以上

・G-NETSワーキンググループにお

いて都市間の共同プロジェクトを実

施

20-2 SusHi Tech Tokyoプロジェクト 歴史・文化を軸にした東京の魅力発信 再掲

・様々な分野の有識者による懇談

会を通じ（２回）、「江戸の英知

や魅力」の裏側にあるストーリーを

発掘

・発掘したストーリーを、デジタル等

の手法も採り入れながら、東京の

新たな魅力として発信

・海外在住外国人向けアンケート

調査を実施

・有識者による懇談会を継続的に

開催

・デジタル空間を活用したイベント

などを通じて、東京の新たな魅力

を発信

・有識者による懇談会（1回）を

通して、江戸のサステナブルな英

知や魅力を深掘りするとともに、効

果的な発信方法について意見交

換

・夏休みの子供向けの魅力発信

イベントの開催や、動画コンテンツ

の作成、SNS投稿を通じて、江戸

の魅力を発信

・SusHi Tech Squareとの連携

・SusHi Tech Tokyo2024での

情報発信

・年間を通じた発信として、HP、

SNS及びWEBコンテンツを活用

・SusHi Tech Squareとの連携

・年間を通じた発信として、HP、

SNS及びWEBコンテンツを活用

 ・SusHi Tech Squareとの連携

・年間を通じた発信として、HP、

SNS及びWEBコンテンツを活用

20-2 SusHi Tech Tokyoプロジェクト デジタルコンテンツの体感拠点 再掲 -
・拠点開設

・体感型コンテンツの展示

・拠点運営

・体感型コンテンツの展示

・年間来場者数：52,182人

・拠点運営

・体感型コンテンツの展示

・年間目標来場者数：30万人

・拠点運営

・体感型コンテンツの展示

・年間目標来場者数：30万人

 ・拠点運営

・体感型コンテンツの展示

・年間目標来場者数：30万人

戦略20：都政の構造改革戦略
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

20-2 SusHi Tech Tokyoプロジェクト デジタルコンテンツを活用した東京の魅力発信 再掲

デジタル空間を活用したイベントの

開催に向け、基本計画の策定、プ

ラットフォームの選定、コンテンツの

募集等を実施

・デジタル空間を活用したイベント

を2023年度冬に開催し、国内外

に東京の多彩な魅力を発信

・各局デジタル空間事業を紹介す

るポータルサイトを開設し、各事業

を有機的に結び付け、一元的に

情報発信を展開

・デジタル空間を活用して、東京の

多彩な魅力を発信するVirtual

Edo-Tokyoプロジェクトを26日間

実施（総来場者数：92.2万ア

クセス）

・Virtual Edo-Tokyoプロジェクト

のデジタル空間に、東京都のメタ

バースやVR等を活用したコンテン

ツが一堂に会する空間を新たに加

え、一元的に発信する新たな情

報発信の場（総合ポータルサイ

ト）として再構築

・各局デジタル空間事業を紹介す

るポータルサイトを運用し、各事業

を有機的に結び付け、一元的に

情報発信を展開

・年間目標総アクセス数：10万

・各局デジタル空間事業を紹介す

るポータルサイトを運用し、各事業

を有機的に結び付け、一元的に

情報発信を展開

・年間目標総アクセス数：10万

 成果を検証し、展開を再検討

20-2 SusHi Tech Tokyoプロジェクト 目指す都市の実現に向けた最先端テクノロジーの実装 再掲

先行プロジェクトにかかる選定（9

件）・インフラ整備に関する各種

調整、2023年度の新規事業者

公募開始、パートナーとの連携強

化

先行プロジェクトの継続実施、新

事業の選定・実施準備、連携の

推進

先行プロジェクトR4採択事業の継

続実施(9件)、R5採択事業の選

定・実施(6件)、連携の推進

先行プロジェクトの継続実施、新

事業の選定・実施、連携の推進

先行プロジェクトの継続実施、新

事業の選定・実施、連携の推進

 先行プロジェクト推進 、連携の推

進

20-2 SusHi Tech Tokyoプロジェクト 国際的な情報発信 再掲

・City-Tech. Tokyoでプロジェク

トをPR

・東京ベイｅＳＧプロジェクト国際

発信イベントの実行委員会立ち

上げ、基本計画の策定

・海外展示会への出展など国際

的な情報発信を継続

・東京ベイｅＳＧプロジェクト国際

発信イベントの準備

・海外展示会への出展など国際

的な情報発信を継続

（SCEWC、CES等）

・東京ベイｅＳＧプロジェクト国際

発信イベントの準備

・ｅＳＧパートナー制度の運営

（220社）

・国際的な情報発信

・ｅＳＧパートナーの運営（目

標：230社）

・東京ベイｅＳＧプロジェクト国際

発信イベントの開催

・SusHi Tech Tokyo 2024

HP の目標累計PV数：700万

人

・目標来場者数50万人

・国際的な情報発信

・ｅＳＧパートナーの運営（目

標：260社）

 ・国際的な情報発信

・ｅＳＧパートナーの運営（目

標：300社）

20-2 SusHi Tech Tokyoプロジェクト 島しょ地域のブランド化支援 再掲

・東京宝島アクセラレーションプログ

ラムにて８島12事業者に対し、ア

ドバイザーによる助言や経費負担

の支援を実施

・都心にいながら島々の個性豊か

な魅力を体感できるイベント

「TOKYO ISLANDS BOX」を開

催するなど戦略的プロモーションの

実施、成功事例の創出、国際会

議（City-Tech.Tokyo、G-

NETS等）における島しょ地域の

魅力発信

・各島取組の自立・自走化に向け

た支援（意欲的な島内事業者

等への支援強化）

・戦略的プロモーションの実施、成

功事例の創出

・国際会議における島しょ地域の

魅力発信

・東京宝島アクセラレーションプログ

ラムで引き続き７島14件の事業

者へ、アドバイザーによる伴走支援

や、経費の支援を実施

・地上波放送を活用したPRや、

島しょ産品を体験してもらう「東京

ISLANDS SPIRITSフェア

2024」等のイベントを実施

・G7司法大臣会合や、G-Nets

実務責任者級会議等の機会を

活用して島しょ地域の魅力を発信

・各島取組の自立・自走化に向け

た支援（意欲的な島内事業者

等への支援強化）

・戦略的プロモーションの実施、成

功事例の創出

・国際会議における島しょ地域の

魅力発信

・各島取組の自立・自走化に向け

た支援（意欲的な島内事業者

等への支援強化）

・戦略的プロモーションの実施、成

功事例の創出

・国際会議における島しょ地域の

魅力発信

 ・各島取組の自立・自走化に向

けた支援（意欲的な島内事業者

等への支援強化）

・戦略的プロモーションの実施、成

功事例の創出

・国際会議における島しょ地域の

魅力発信

20-2 SusHi Tech Tokyoプロジェクト スマートシティの国内外発信 再掲 -

東京のスマートシティの国内外プレ

ゼンス向上に向け、イベントの開催

及び参加を実施

東京のスマートシティの国内外プレ

ゼンス向上に向け、国内イベント

「Smart City x Tokyo」を開催

するとともに、国外イベント

「Smart City Expo World

Congress」へ参加

東京のスマートシティの国内外プレ

ゼンス向上に向け、イベントの開催

及び参加を実施

東京のスマートシティの国内外プレ

ゼンス向上に向け、イベントの開催

及び参加を実施

 東京のスマートシティの国内外プ

レゼンス向上に向け、イベントの開

催及び参加を実施
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

20-2 SusHi Tech Tokyoプロジェクト シビック・クリエイティブ・ベース東京［CCBT］ 再掲

シビック・クリエイティブ・ベース東京

［CCBT］を2022年10月に開

設。コアプログラム「CCBT

Meetup」「アート×テックラボ」

「アート・インキュベーション」「未来

提案型キャンプ」を計画的に実

施。

アートとデザインをテーマに、社会

課題に取り組む市民参加型のプ

ログラムや、スタートアップや研究機

関との協働、イベントを通じたまち

との連携などを実施

CCBTでは５組のアーティストフェ

ローを決定し、ワークショップなど５

つのコアプログラムを展開。

都内のアートイベントと連携し、

CCBTをまちへ展開するとともに、

スタートアップとの協働イベント、ア

ルスエレクトロニカなど海外の文化

機関と連携したエクスチェンジプロ

グラムを実施

アートとデザインをテーマに、社会

課題に取り組む市民参加型のプ

ログラムや、スタートアップや研究機

関との協働、イベントを通じたまち

との連携、海外連携プログラムなど

を実施

アートとデザインをテーマに、社会

課題に取り組む市民参加型のプ

ログラムや、スタートアップや研究機

関との協働、イベントを通じたまち

との連携、海外連携プログラムなど

を実施

 アートとデザインをテーマに、社会

課題に取り組む市民参加型のプ

ログラムや、スタートアップや研究機

関との協働、イベントを通じたまち

との連携、海外連携プログラムなど

を実施

20-2 SusHi Tech Tokyoプロジェクト 世界陸上・デフリンピック開催に向けた気運醸成 再掲

世界陸上・デフリンピックの東京開

催決定を受け、気運醸成のための

広報PRや、ユニバーサルコミュニ

ケーションの実現に向けた調査等

を実施

気運醸成のための広報PRや、ユ

ニバーサルコミュニケーションの実現

に向けた技術発掘等、世界陸

上・デフリンピックの開催に向けた

取組を実施

大会エンブレムや応援アンバサダー

等を活用した情報発信など、大会

を「知ってもらう」取組を展開

世界記録の体感やトップアスリート

との交流など、体験・参加を通じて

「ファンを増やす」取組等を展開

競技観戦やボランティア等、様々

なかたちで皆が大会に「参画する」

取組等を展開

 -

20-2 SusHi Tech Tokyoプロジェクト 国際大会の誘致・開催支援等 再掲

スポーツ振興と都市のプレゼンス向

上、東京2020大会以降の競技

施設の一層の有効活用等を図る

ため、国際大会の誘致（2件）・

開催（3件）を支援

国際大会の誘致・開催支援、国

際大会の誘致に向けた海外発

信、女子U15ソフトボールワールド

カップ2023の開催支援

国際大会の誘致（2件）・開催

支援（4件）、調査等支援（4

件）、国際大会の誘致に向けた

海外発信、女子U-15ソフトボー

ルワールドカップ2023の開催支援

国際大会の誘致・開催支援、調

査等支援、国際大会の誘致に向

けた海外発信

国際大会の誘致・開催支援、調

査等支援

 国際大会の誘致・開催支援、調

査等支援

20-2 SusHi Tech Tokyoプロジェクト GRAND CYCLE TOKYOの推進 再掲

臨海部において、自転車ライドイ

ベント「レインボーライド」と、地域

一体となってスポーツを楽しめるイ

ベント「マルチスポーツ」を開催

臨海部でのイベントに加え、多摩

自転車ロードレースや大会同日イ

ベント等を開催

臨海部で自転車を体感し楽しむ

ライドイベントや、多摩地域での自

転車ロードレース等を展開するほ

か、区市町村と連携したサイクルイ

ベントを実施

・臨海部でライドイベントを開催

・多摩地域での自転車ロードレー

ス等の令和７年度開催に向けた

準備等を実施

・臨海部でライドイベントを開催

・多摩地域で自転車ロードレース

等を開催

 ・臨海部でライドイベントを開催

・多摩地域で自転車ロードレース

等を開催

20-2 SusHi Tech Tokyoプロジェクト アートイベントを開催・一体的プロモーションの展開 再掲 - - -

アートイベントの開催、海外発信

用のメディアプラットフォームの構築

など海外向け広報を重点的に展

開

アートイベントの開催、海外向け

広報を重点的に展開

 アートイベントの開催、海外向け

広報を重点的に展開

20-2 SusHi Tech Tokyoプロジェクト ユニバーサルコミュニケーションの促進 再掲 - -

・最新技術の調査・発掘を行うと

ともに、民間事業者などと連携し、

様々な機会を捉えて技術の実証

を実施

・国際手話人材を育成

・スタートアップ企業との連携や、

都有施設の窓口などにおける機器

導入等を通じ、技術の開発や社

会への普及を促進

・国際手話人材を育成

・競技会場等で、デジタル技術を

活用するとともに、大会を通じて東

京の先進技術を国内外に発信

・国際手話人材を活用

 -

20-2 SusHi Tech Tokyoプロジェクト TOKYOエシカルアクションプロジェクト 再掲

プラットフォームの立上げ、参加企

業等の情報発信、協働プロジェク

トの実施

情報発信、協働事業の実施

・「TOKYOエシカル」パートナー企

業等との協働により、具体的取組

や先進事例を都民に向けて発信

・子供向けのエシカル社会科見学

や、体験の場としてのエシカルマル

シェなどの企画を展開

情報発信、協働事業の実施 情報発信、協働事業の実施  情報発信、協働事業の実施
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）
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2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

20-2 SusHi Tech Tokyoプロジェクト 大会のレガシーを継承する取組 再掲

大会１周年記念イベントを、デジ

タルツールを活用してリアルとバー

チャルのハイブリッドで効果的に開

催

都庁、都有施設及び各種イベント

等において資産を展示するとともに

デジタルアーカイブを構築

大会レガシーに関する講演や報告

などの意見交換を行うシンポジウム

の開催、アーカイブ資産の展示・

保管、デジタルアーカイブの運用等

大会レガシーに関する講演や報告

などの意見交換を行うシンポジウム

の開催、アーカイブ資産の展示・

保管、デジタルアーカイブの運用、

東京2020大会の自転車ロード

レースコースのルートマーカーを設

置（都道）等

メモリアルデーイベントの開催、アー

カイブ資産の展示・保管、デジタル

アーカイブの運用、東京2020大

会の自転車ロードレースコースの

ルートマーカーを設置（市道）等

メモリアルデーイベントの開催、アー

カイブ資産の展示・保管、デジタル

アーカイブの運用、東京2020大

会の自転車ロードレースコースルー

トマーカーをはじめとしたレガシー設

置物の維持管理等

 東京2020大会５周年記念事

業の開催（予定）、アーカイブ資

産の展示・保管、デジタルアーカイ

ブの運用、東京2020大会の自

転車ロードレースコースルートマー

カーをはじめとしたレガシー設置物

の維持管理等

20-2 SusHi Tech Tokyoプロジェクト パラスポーツに関する情報発信や普及に向けた取組 再掲

イベントやSNSによるタイムリーな

情報発信等を通じて、パラスポー

ツの普及や実施者の裾野拡大等

を促進

パラスポーツに関する情報や魅力

の発信等を通じて、パラスポーツの

普及や実施者の裾野拡大等を促

進

イベントやSNSによるタイムリーな

情報発信等を通じて、パラスポー

ツの普及や実施者の裾野拡大等

を促進

パラスポーツに関する情報や魅力

の発信等を通じて、パラスポーツの

普及や実施者の裾野拡大等を促

進

パラスポーツに関する情報や魅力

の発信等を通じて、パラスポーツの

普及や実施者の裾野拡大等を促

進

 パラスポーツに関する情報や魅力

の発信等を通じて、パラスポーツの

普及や実施者の裾野拡大等を促

進

20-2 SusHi Tech Tokyoプロジェクト こどもスマイルムーブメント 再掲

・参画企業・団体によるアクション

の推進

・こどもスマイル大冒険の企画・実

施

・こどもスマイルテレビ（こども記

者、高校生奮闘記）の企画・実

施

・育児休業の愛称「育業」の決定

（2022年６月）及び普及啓発

推進

こどもスマイルムーブメントの取組を

加速

・子供たちの声により決定したロゴ

の活用や動画等によるPRを強化

・子供の笑顔を育む先進的な取

組を実施する参画企業・団体を

表彰する「こどもスマイルムーブメン

ト大賞」の創設など参画企業・団

体によるアクションを促進

・育業の重要性を伝える動画など

多様な手法を活用した普及啓発

を推進

・企業・団体等と区市町村とのマッ

チングや協働を支援し、地域にお

ける子供・子育て世代向けの取

組を推進

・こどもスマイル大冒険の企画・実

施

・参画企業・団体の主体的アク

ションに資するプラットフォームを構

築

こどもスマイルムーブメントの取組を

加速

こどもスマイルムーブメントの取組を

加速

 こどもスマイルムーブメントの取組

を加速

20-2 SusHi Tech Tokyoプロジェクト 自然環境デジタルミュージアム構想 再掲

・デジタルミュージアム構想検討調

査

・デジタル活用コンテンツ作成・発

信

・ミュージアム構築に向けた検討・

調整

・デジタル活用コンテンツ作成・発

信

・ミュージアム基本構想の取りまと

め

・デジタル活用コンテンツ作成・発

信

・ミュージアム構築に向けた検討・

調整

・デジタル活用コンテンツ作成・発

信

・ミュージアム構築に向けた検討・

調整

・デジタル活用コンテンツ作成・発

信

 ・ミュージアム構築に向けた検討・

調整

・デジタル活用コンテンツ作成・発

信

20-2 SusHi Tech Tokyoプロジェクト 食品ロス削減に寄与する先進的技術の活用 再掲
フードテックを活用した食のアップサ

イクル促進事業の実施

スタートアップと連携し、フードテック

を活用した食品ロス削減

フードテックを活用した食品ロス削

減事業を2件採択

（2023年度終了）

- -  -

20-2 SusHi Tech Tokyoプロジェクト プラスチック利用における革新的技術・ビジネスの実装 再掲

新たに4件の調査・分析事業を採

択し、合計９件の事業（調査・

分析事業：５件、実証事業：

３件、実装化支援：１件）を実

施

社会実装・事業拡大を支援

新たに２件の調査・分析事業を

採択。令和３～５年度の３か年

で１２件の事業を実施（令和５

年度末の状況：調査・分析事業

３件、実証事業６件、事業着

手・実装化支援３件） 。

社会実装の進展 社会実装の進展  社会実装の進展
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

20-2 SusHi Tech Tokyoプロジェクト 自転車シェアリング利用エリアの広域化 再掲

・ポート用地共同利用検証事業

（池袋地域）の開始

・公共用地へのポート設置支援

・自転車シェアリングに係るデータの

オープンデータ化

・「区市町村との連携による地域

環境力活性化事業」による導入

支援

・利用エリアの広域化に向けた取

組の推進

・公共用地へのポート設置支援

・「区市町村との連携による地域

環境力活性化事業」による導入

支援

・利用エリアの広域化に向けた取

組の推進

・公共用地へのポート設置支援

・「区市町村との連携による地域

環境力活性化事業」による導入

支援

・普及促進に向けたPRの実施

・利用エリアの広域化に向けた取

組の推進

・公共用地へのポート設置支援

・「区市町村環境政策加速化事

業」による導入支援

・普及促進に向けたPRの実施

・利用エリアの広域化に向けた取

組の推進

・公共用地へのポート設置支援

・「区市町村環境政策加速化事

業」による導入支援

 ・普及促進に向けたPRの実施

・利用エリアの広域化に向けた取

組の推進

・公共用地へのポート設置支援

・「区市町村環境政策加速化事

業」による導入支援

20-2 SusHi Tech Tokyoプロジェクト
新築住宅等のゼロエミッション化（条例改正による新制

度の構築）
再掲

・新築住宅等への太陽光発電設

備設置義務化に向けた条例改

正、新たな支援制度の創設

・制度に関する普及啓発事業の

拡大

・新築住宅等への太陽光発電設

備設置義務化　新制度の施行準

備・周知

・新制度の施行に向けた支援を展

開

・新築住宅等への太陽光発電設

備設置義務化（新制度）の施

行準備・周知

・新制度の施行に向けた支援を展

開 （機能性PVの認定・補助拡

充、制度に先行して取り組む事業

者を表彰）

・新築住宅等への太陽光発電設

備設置義務化（新制度）の施

行準備・周知

・新制度の施行に向けた支援を展

開

・新築住宅等への太陽光発電設

備設置義務化（新制度）の施

行

・新制度に対応する支援を展開

 ・新築住宅等への太陽光発電設

備設置義務化（新制度）の施

行

・新制度に対応する支援を展開

20-2 SusHi Tech Tokyoプロジェクト
東京水道の国際展開（"SusHi Tech Tokyo"などの

活用）

・Ｒ５年２月のG-NETS首長級

会議における水道技術のＰＲ

（１回）

・Ｒ５年２月のCity-

Tech.Tokyoにおける上下水道イ

ンフラツアーの実施（１回）

・国際会議等の場を活用した水

道技術ＰＲ

・Ｒ５年10月に日本水道協会

全国会議と連携して開催した国

際イベント（円卓会議、水道展

視察等）による水道・下水道技

術のＰＲ、スタートアップ企業等と

のビジネスマッチング機会の創出

参加都市数と人数：27都市66

名

・国際会議等の場を活用した水

道技術ＰＲ

・国際会議等の場を活用した水

道技術ＰＲ

 ・国際会議等の場を活用した水

道技術ＰＲ

20-2 SusHi Tech Tokyoプロジェクト 東京下水道の国際展開

・WEFTECやIWA世界会議・展

示会などで技術ＰＲ

・City Tech.Tokyoにて国内外

のスタートアップ企業に対し、局が

抱えている課題等を提示し、連携

機会を創出

・東京下水道の技術の国際展開

・米国水環境連盟や国際水協会

による国際会議・展示会等で下

水道技術のＰＲを実施

・Ｒ５年10月に日本水道協会

全国会議と連携して開催した国

際イベント（円卓会議、インフラツ

アー等）による水道・下水道技術

のＰＲ、スタートアップ企業等との

ビジネスマッチング機会を創出

・東京下水道の技術の国際展開 ・東京下水道の技術の国際展開  ・東京下水道の技術の国際展開

20-2 SusHi Tech Tokyoプロジェクト メタバースを活用した観光ＰＲ 再掲 -

メタバース空間を活用し、体験型

ゲームやイベント等による観光Ｐ

Ｒを実施

メタバース空間を活用し、体験型

ゲームやイベント等による観光Ｐ

Ｒを実施

メタバース空間を活用し、体験型

ゲームやイベント等による観光Ｐ

Ｒを実施

メタバース空間を活用し、体験型

ゲームやイベント等による観光Ｐ

Ｒを実施

 メタバース空間を活用し、体験型

ゲームやイベント等による観光Ｐ

Ｒを実施

20-2 SusHi Tech Tokyoプロジェクト 商用ＦＣモビリティの導入促進 再掲

・ＦＣトラック導入支援、ＦＣ

フォークリフト導入促進調査

・ＦＣごみ収集車の多摩地域で

の試験運用

・ＦＣトラック・ＦＣフォークリフトの

導入支援

・区市町村との連携事業の実施

（ＦＣごみ収集車）

・ＦＣごみ収集車の多摩地域で

の試験運用

・ＦＣトラック・ＦＣフォークリフトの

導入支援

・区市町村との連携事業の実施

（ＦＣごみ収集車）

・ＦＣごみ収集車の多摩地域で

の試験運用

・ＦＣトラック・ＦＣフォークリフトの

導入支援

・区市町村との連携事業の実施

（ＦＣごみ収集車）

・空港の地上支援車両のFC化支

援

・ＦＣトラック・ＦＣフォークリフトの

導入支援

・区市町村との連携事業の実施

（ＦＣごみ収集車）

・空港の地上支援車両のFC化支

援

 ・ＦＣトラック・ＦＣフォークリフト

の導入支援

・区市町村との連携事業の実施

（ＦＣごみ収集車）

・空港の地上支援車両のFC化支

援
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

20-2 SusHi Tech Tokyoプロジェクト
春の食フェスティバル（Tokyo Tokyo Delicious

Museum）
再掲

Tokyo Tokyo Delicious

Museumの開催（５月）によ

り、「東京の食」の魅力を国内外に

発信

ブランディング調査の実施

Tokyo Tokyo Delicious

Museumの開催により、「東京の

食」の魅力を国内外に発信

Tokyo Tokyo Delicious

Museumの開催（５月）によ

り、「東京の食」の魅力を国内外に

発信

Tokyo Tokyo Delicious

Museumの開催により、「東京の

食」の魅力を国内外に発信

Tokyo Tokyo Delicious

Museumの開催により、「東京の

食」の魅力を国内外に発信

 Tokyo Tokyo Delicious

Museumの開催により、「東京の

食」の魅力を国内外に発信

20-2 SusHi Tech Tokyoプロジェクト 東京ブランドの推進 再掲

東京ブランドアイコンを活用したPR

映像、公式WEBサイト、各種広

告などを展開し、東京の持つ都市

としての魅力を効果的に発信。ま

た、東京ブランドの効果的な普

及・浸透に向け、東京の魅力の発

信に繋がる事業を民間事業者等

と連携して実施。

多様な手法、媒体等を活用しブラ

ンドアイコンを効果的に訴求、東

京の魅力の発信に繋がる事業

（イベント、キャンペーン等）を民

間事業者と連携して実施

東京ブランドアイコンを活用したPR

映像、公式WEBサイト、各種広

告などを展開し、東京の持つ都市

としての魅力を効果的に発信。ま

た、東京ブランドの効果的な普

及・浸透に向け、東京の魅力の発

信に繋がる事業を民間事業者等

と連携して実施。

多様な手法、媒体等を活用しブラ

ンドアイコンを効果的に訴求、東

京の魅力の発信に繋がる事業

（イベント、キャンペーン等）を民

間事業者と連携して実施

多様な手法、媒体等を活用しブラ

ンドアイコンを効果的に訴求、東

京の魅力の発信に繋がる事業

（イベント、キャンペーン等）を民

間事業者と連携して実施

 多様な手法、媒体等を活用しブ

ランドアイコンを効果的に訴求、東

京の魅力の発信に繋がる事業

（イベント、キャンペーン等）を民

間事業者と連携して実施

20-2 SusHi Tech Tokyoプロジェクト
中央防波堤埋立地におけるグリーン水素の製造・利活

用事業
再掲 -

・プレ事業として海の森エリアに設

置する水素製造装置等の選定・

設計

・埋立処分場での本格設置に向

けた場所の検討、法的課題等の

調査

・プレ事業として海の森エリアに設

置する水素製造装置等の選定・

設計を実施

・埋立処分場での本格設置に向

けた場所の検討、法的課題等の

調査を実施

・プレ事業として海の森エリアで小

規模水素製造装置によりグリーン

水素を製造

・埋立処分場の土木関係の事前

調査・設計費試算

・各種許認可手続の実施

・埋立処分場でのメガソーラー及

び水素製造装置等の基本設計・

実施設計

 ・埋立処分場でのメガソーラー及

び水素製造装置等の整備工事

20-2 SusHi Tech Tokyoプロジェクト 自動運転 再掲
ベイエリアにおける自動運転の社

会実装促進

ベイエリアにおける自動運転の社

会実装促進

ベイエリアにおける自動運転の社

会実装促進

ベイエリアにおける自動運転の社

会実装促進

ベイエリアにおける自動運転の社

会実装促進

 ベイエリアにおける自動運転の社

会実装促進

20-3 国際都市戦略プロジェクト 国際大会の誘致・開催支援等 再掲

スポーツ振興と都市のプレゼンス向

上、東京2020大会以降の競技

施設の一層の有効活用等を図る

ため、国際大会の誘致（2件）・

開催（3件）を支援

国際大会の誘致・開催支援、国

際大会の誘致に向けた海外発

信、女子U15ソフトボールワールド

カップ2023の開催支援

国際大会の誘致（2件）・開催

支援（4件）、調査等支援（4

件）、国際大会の誘致に向けた

海外発信、女子U-15ソフトボー

ルワールドカップ2023の開催支援

国際大会の誘致・開催支援、調

査等支援、国際大会の誘致に向

けた海外発信

国際大会の誘致・開催支援、調

査等支援

 国際大会の誘致・開催支援、調

査等支援

20-3 国際都市戦略プロジェクト 外国企業の誘致 再掲 134社/年

125社/年（効果的な企業発

掘・誘致、ビジネス支援サービス等

をワンストップで提供、ＡＩチャット

ボットを活用した「ｅビジネスコン

シェルジュ」の構築による情報収集

支援、外資系企業調査、

「Invest Tokyo」によるプロモー

ション、“SusHi Tech Tokyo”の

開催、GX関連外国企業の誘致

促進等）

2024年秋頃把握予定

150社/年（効果的な企業発

掘・誘致、ビジネス支援サービス等

をワンストップで提供、ＡＩチャット

ボットを活用した「ｅビジネスコン

シェルジュ」の構築による情報収集

支援、外資系企業調査、

「Invest Tokyo」によるプロモー

ション、“SusHi Tech Tokyo

2024 グローバルスタートアッププロ

グラム”の開催、GX関連外国企

業の誘致促進等）

150社/年（効果的な企業発

掘・誘致、ビジネス支援サービス等

をワンストップで提供、ＡＩチャット

ボットを活用した「ｅビジネスコン

シェルジュ」の構築による情報収集

支援、外資系企業調査、

「Invest Tokyo」によるプロモー

ション、グローバルスタートアップイベ

ントの開催、GX関連外国企業の

誘致促進等）

 150社/年（効果的な企業発

掘・誘致、ビジネス支援サービス等

をワンストップで提供、ＡＩチャット

ボットを活用した「ｅビジネスコン

シェルジュ」の構築による情報収集

支援、外資系企業調査、

「Invest Tokyo」によるプロモー

ション、グローバルスタートアップイベ

ントの開催、GX関連外国企業の

誘致促進等）

20-3 国際都市戦略プロジェクト 世界陸上・デフリンピック開催に向けた気運醸成 再掲

世界陸上・デフリンピックの東京開

催決定を受け、気運醸成のための

広報PRや、ユニバーサルコミュニ

ケーションの実現に向けた調査等

を実施

気運醸成のための広報PRや、ユ

ニバーサルコミュニケーションの実現

に向けた技術発掘等、世界陸

上・デフリンピックの開催に向けた

取組を実施

大会エンブレムや応援アンバサダー

等を活用した情報発信など、大会

を「知ってもらう」取組を展開

世界記録の体感やトップアスリート

との交流など、体験・参加を通じて

「ファンを増やす」取組等を展開

競技観戦やボランティア等、様々

なかたちで皆が大会に「参画する」

取組等を展開

 -
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

20-3 国際都市戦略プロジェクト エコシステム形成に向けた取組 再掲

「スタートアップ・エコシステム東京コ

ンソーシアム」の運営、情報プラット

フォームの構築

「スタートアップ・エコシステム東京コ

ンソーシアム」の運営、有望スター

トアップへの集中支援、情報発信

等

「スタートアップ・エコシステム東京コ

ンソーシアム」の運営、有望スター

トアップへの集中支援、情報発信

等

「スタートアップ・エコシステム東京コ

ンソーシアム」の運営、有望スター

トアップへの集中支援、情報発信

等

「スタートアップ・エコシステム東京コ

ンソーシアム」の運営、有望スター

トアップへの集中支援、情報発信

等

 「スタートアップ・エコシステム東京

コンソーシアム」の運営、有望ス

タートアップへの集中支援、情報

発信等

20-3 国際都市戦略プロジェクト
国際機関、ネットワークへの参加、海外諸都市との連携

の強化
再掲

・「TIME TO ACT：水素フォーラ

ム2022」を主催

・ＣＯＰ27へ参加

・G-NETS（首長級会議）で情

報発信

Ｃ40運営委員会、ＩＣＡＰ総

会、ＣＯＰ28等

・「TIME TO ACTフォーラム

2023」を主催

・ＣＯＰ28へ参加

・ＩＣＡＰ総会へ参加

・G-NETS（実務責任者級会

議）で情報発信

Ｃ40運営委員会、ＩＣＡＰ総

会、ＣＯＰ29等

Ｃ40運営委員会、ＩＣＡＰ総

会、ＣＯＰ30等

 Ｃ40運営委員会、ＩＣＡＰ総

会、ＣＯＰ31等

20-3 国際都市戦略プロジェクト 東京水道の国際展開

・海外水道事業体の職員などへの

研修・視察等の実施

来日：12か国、延べ25名

オンライン：８か国、延べ12名

 ・国際会議等の場を活用した水

道技術ＰＲ

海外４回（マレーシア、スペイン、

デンマーク、エジプト）

国内１回（熊本）

オンラインでの国際会議参加：延

べ10回

・国際展開にかかる人材育成、事

業推進、情報発信

・海外水道事業体の職員等への

研修・視察等の実施

・海外都市の水事情の改善

・国際会議等の場を活用した水

道技術ＰＲ

・A1-HRDを開催し、アジアの水

道事業体と人材育成の情報交換

等を実施

・海外水道事業体の職員等への

研修・視察等の実施

来日：50か国、延べ190名

・IWAアジア太平洋地域会議・展

示会等において水道技術等をＰ

Ｒ

海外：７回（シンガポール、フラ

ンス、メキシコ、台湾、スペイン、ド

バイ、ルワンダ）

国内：５回（横浜、東京）

オンライン：延べ３回

・国際展開にかかる人材育成、事

業推進、情報発信

・海外水道事業体の職員等への

研修・視察等の実施

・海外都市の水事情の改善

・国際会議等の場を活用した水

道技術ＰＲ

・国際展開にかかる人材育成、事

業推進、情報発信

・海外水道事業体の職員等への

研修・視察等の実施

・海外都市の水事情の改善

・国際会議等の場を活用した水

道技術ＰＲ

 ・国際展開にかかる人材育成、

事業推進、情報発信

・海外水道事業体の職員等への

研修・視察等の実施

・海外都市の水事情の改善

・国際会議等の場を活用した水

道技術ＰＲ

20-3 国際都市戦略プロジェクト 東京下水道の国際展開 再掲

・WEFTECやIWA世界会議・展

示会などで技術ＰＲ

・City Tech.Tokyoにて国内外

のスタートアップ企業に対し、局が

抱えている課題等を提示し、連携

機会を創出

・東京下水道の技術の国際展開

・米国水環境連盟や国際水協会

による国際会議・展示会等で下

水道技術のＰＲを実施

・Ｒ５年10月に日本水道協会

全国会議と連携して開催した国

際イベント（円卓会議、インフラツ

アー等）による水道・下水道技術

のＰＲ、スタートアップ企業等との

ビジネスマッチング機会を創出

・東京下水道の技術の国際展開 ・東京下水道の技術の国際展開  ・東京下水道の技術の国際展開

20-3 国際都市戦略プロジェクト 東京ブランドの推進 再掲

東京ブランドアイコンを活用したPR

映像、公式WEBサイト、各種広

告などを展開し、東京の持つ都市

としての魅力を効果的に発信。ま

た、東京ブランドの効果的な普

及・浸透に向け、東京の魅力の発

信に繋がる事業を民間事業者等

と連携して実施。

多様な手法、媒体等を活用しブラ

ンドアイコンを効果的に訴求、東

京の魅力の発信に繋がる事業

（イベント、キャンペーン等）を民

間事業者と連携して実施

東京ブランドアイコンを活用したPR

映像、公式WEBサイト、各種広

告などを展開し、東京の持つ都市

としての魅力を効果的に発信。ま

た、東京ブランドの効果的な普

及・浸透に向け、東京の魅力の発

信に繋がる事業を民間事業者等

と連携して実施。

多様な手法、媒体等を活用しブラ

ンドアイコンを効果的に訴求、東

京の魅力の発信に繋がる事業

（イベント、キャンペーン等）を民

間事業者と連携して実施

多様な手法、媒体等を活用しブラ

ンドアイコンを効果的に訴求、東

京の魅力の発信に繋がる事業

（イベント、キャンペーン等）を民

間事業者と連携して実施

 多様な手法、媒体等を活用しブ

ランドアイコンを効果的に訴求、東

京の魅力の発信に繋がる事業

（イベント、キャンペーン等）を民

間事業者と連携して実施

378 ページ



2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

20-3 国際都市戦略プロジェクト デジタルコンテンツを活用した東京の魅力発信 再掲

デジタル空間を活用したイベントの

開催に向け、基本計画の策定、プ

ラットフォームの選定、コンテンツの

募集等を実施

・デジタル空間を活用したイベント

を2023年度冬に開催し、国内外

に東京の多彩な魅力を発信

・各局デジタル空間事業を紹介す

るポータルサイトを開設し、各事業

を有機的に結び付け、一元的に

情報発信を展開

・デジタル空間を活用して、東京の

多彩な魅力を発信するVirtual

Edo-Tokyoプロジェクトを26日間

実施（総来場者数：92.2万ア

クセス）

・Virtual Edo-Tokyoプロジェクト

のデジタル空間に、東京都のメタ

バースやVR等を活用したコンテン

ツが一堂に会する空間を新たに加

え、一元的に発信する新たな情

報発信の場（総合ポータルサイ

ト）として再構築

・各局デジタル空間事業を紹介す

るポータルサイトを運用し、各事業

を有機的に結び付け、一元的に

情報発信を展開

・年間目標総アクセス数：10万

・各局デジタル空間事業を紹介す

るポータルサイトを運用し、各事業

を有機的に結び付け、一元的に

情報発信を展開

・年間目標総アクセス数：10万

 成果を検証し、展開を再検討

20-3 国際都市戦略プロジェクト 各取組に関する情報発信 再掲

「FinCity. Tokyo」や戦略広報

部・外部団体等と連携し、国内

外でプロモーション活動を展開、外

国企業誘致のための新たな広報

戦略に基づき「Invest Tokyo」プ

ロモーションを実施、企業の英語に

よる情報発信の支援

「FinCity. Tokyo」等と連携した

プロモーション活動、「Invest

Tokyo」プロモーション、外国企業

誘致のための新たな広報戦略に

基づくプロモーション、企業の英語

による情報発信の支援

「FinCity. Tokyo」等と連携した

プロモーション活動、「Invest

Tokyo」プロモーション、外国企業

誘致のための新たな広報戦略に

基づくプロモーション、企業の英語

による情報発信の支援

「FinCity. Tokyo」等と連携した

プロモーション活動、「Invest

Tokyo」プロモーション、外国企業

誘致のための新たな広報戦略に

基づくプロモーション、企業の英語

による情報発信の支援

「FinCity. Tokyo」等と連携した

プロモーション活動、「Invest

Tokyo」プロモーション、外国企業

誘致のための新たな広報戦略に

基づくプロモーション、企業の英語

による情報発信の支援

 「FinCity. Tokyo」等と連携した

プロモーション活動、「Invest

Tokyo」プロモーション、外国企業

誘致のための新たな広報戦略に

基づくプロモーション、企業の英語

による情報発信の支援

20-3 国際都市戦略プロジェクト 国際的な情報発信 再掲

・City-Tech. Tokyoでプロジェク

トをPR

・東京ベイｅＳＧプロジェクト国際

発信イベントの実行委員会立ち

上げ、基本計画の策定

・海外展示会への出展など国際

的な情報発信を継続

・東京ベイｅＳＧプロジェクト国際

発信イベントの準備

・海外展示会への出展など国際

的な情報発信を継続

（SCEWC、CES等）

・東京ベイｅＳＧプロジェクト国際

発信イベントの準備

・ｅＳＧパートナー制度の運営

（220社）

・国際的な情報発信

・ｅＳＧパートナーの運営（目

標：230社）

・東京ベイｅＳＧプロジェクト国際

発信イベントの開催

・SusHi Tech Tokyo 2024

HP の目標累計PV数：700万

人

・目標来場者数50万人

・国際的な情報発信

・ｅＳＧパートナーの運営（目

標：260社）

 ・国際的な情報発信

・ｅＳＧパートナーの運営（目

標：300社）

20-3 国際都市戦略プロジェクト 世界的ネットワークの構築と発信力・求心力の強化

・首長級会議の開催（34都市

参加）（G-NETS）

・実務責任者級会議の開催

（31都市参加）（G-NETS）

・実務担当者ウェビナーの開催

（30都市参加）（G-NETS）

・実務責任者級会議の開催

（G-NETS）

・実務担当者ウェビナーの開催

（G-NETS）

・実務責任者級会議の開催：参

加51都市

・G-NETSワーキンググループにお

いて都市課題の解決に向けた議

論、取組を実施

・SusHi Tech Tokyo 2024 シ

ティ・リーダーズ プログラム(首長級

会議)の開催：参加目標40都

市

・G-NETSワーキンググループにお

いて都市間の共同プロジェクトを実

施

・実務責任者級会議の開催：参

加目標40都市以上

・G-NETSワーキンググループにお

いて都市間の共同プロジェクトを実

施

 ・首長級会議の開催：参加目

標40都市以上

・G-NETSワーキンググループにお

いて都市間の共同プロジェクトを実

施

20-3 国際都市戦略プロジェクト
だれもが文化でつながる国際会議：Creative Well-

being TOKYO
再掲

6月28日から7月7日にかけて東

京国立博物館等で国際会議・

ショーケース等を実施

前年度の国際会議で共有した知

見を発展させ、実施・検証

7月29日から8月6日にかけて東

京都美術館で、サマーセッション

（国内会議・展示等の実施）を

開催

開催（国際会議・ショーケース等

の実施）

サマーセッション（国内会議・展示

等の実施）の開催

 開催（国際会議・ショーケース等

の実施）

20-3 国際都市戦略プロジェクト TOKYO ENGLISH CHANNEL 再掲

ＴＧＳ

（TokyoGlobalStudio）オンデ

マンド映像等のコンテンツをＷｅｂ

上で一元的に掲載する「TOKYO

ENGLISH CHANNEL」を運営

運営

動画教材等を掲載するウェブサイ

ト「TOKYO ENGLISH

CHANNEL」を運営

運営 運営  運営
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

20-3 国際都市戦略プロジェクト 英語科教員の海外派遣 再掲

新型コロナの影響により海外への

派遣を中止し、オンラインを活用し

た代替研修を実施

実施 渡航研修を実施 実施 実施  実施

20-3 国際都市戦略プロジェクト Tokyo GLOBAL Student　Navi 再掲

東京における先進的・多様な英

語教育の取組をＰＲする新たな

ポータルサイト「Tokyo GLOBAL

Student Navi」について、プロ

モーション手法の検討、ポータルサ

イト構築・開設、コンテンツ作成に

向けた準備

プロモーションの開始、ポータルサイ

ト更新・改善、コンテンツ完成・提

供

プロモーションの開始、ポータルサイ

ト更新・改善、コンテンツ完成・提

供

プロモーションの継続、ポータルサイ

トの更新・改善、コンテンツ増強

プロモーションの継続、ポータルサイ

トの更新・改善、コンテンツ増強

 プロモーションの継続、ポータルサ

イトの更新・改善、コンテンツ増強

20-3 国際都市戦略プロジェクト 英語でインターンシップ体験 再掲 - -

都立高校生を対象とした英語によ

るインターンシップ体験事業である

「英語でジョブチャレンジ」を開催

都立高校生を対象に英語を活用

する職場でインターンシップ体験を

実施

都立高校生を対象に英語を活用

する職場でインターンシップ体験を

実施

 都立高校生を対象に英語を活

用する職場でインターンシップ体験

を実施

20-3 国際都市戦略プロジェクト 企業誘致や英語力の向上に向けた取組 再掲

・大丸有地区において、官民一体

となって英語を使う機会を創出す

るためのムーブメントを展開

・例規や行政手続などの都政情

報が英語で入手できる環境を整

備

・大丸有地区において、官民一体

となって英語を使う機会を創出す

るためのムーブメントを展開

・例規や行政手続などの都政情

報が英語で入手できる環境を整

備

・大丸有地区において、官民一体

となって英語を使う機会を創出す

るためのムーブメントを展開

・例規や行政手続などの都政情

報が英語で入手できる環境を整

備

・参画企業数30社に拡大

・大丸有地区において、官民一体

となって英語を使う機会を創出す

るためのムーブメントを展開

・例規や行政手続などの都政情

報が英語で入手できる環境を整

備

・目標参画企業数：40社

-  -

20-3 国際都市戦略プロジェクト 高度人材の誘致 再掲

規制緩和の推進、人材プロモー

ション ２か国、高度人材インター

ンシップ 18社/年、東京外国人

材採用ナビセンターの運営

規制緩和の推進、人材プロモー

ション ４か国、高度人材インター

ンシップ 20社/年、東京外国人

材採用ナビセンターの運営

規制緩和の推進、人材プロモー

ション ４か国、高度人材インター

ンシップ 20社/年、東京外国人

材採用ナビセンターの運営

規制緩和の推進、人材プロモー

ション ４か国、高度人材インター

ンシップ 20社/年、東京外国人

材採用ナビセンターの運営

規制緩和の推進、人材プロモー

ション ４か国、高度人材インター

ンシップ 20社/年、東京外国人

材採用ナビセンターの運営

 規制緩和の推進、人材プロモー

ション ４か国、高度人材インター

ンシップ 20社/年、東京外国人

材採用ナビセンターの運営

20-3 国際都市戦略プロジェクト 国際会議等への積極的な参加

国際会議等でのプレゼンテーショ

ン・ブース出展

（AsiaBerlin Summit、第7回

日仏自治体交流会議など、計6

件）

国際会議等でのプレゼンテーショ

ン・ブース出展

国際会議等でのプレゼンテーショ

ン・ブース出展

（世界道路会議、Asia Pacific

Cities Summitなど、計6件）

国際会議等でのプレゼンテーショ

ン・ブース出展

国際会議等でのプレゼンテーショ

ン・ブース出展

 国際会議等でのプレゼンテーショ

ン・ブース出展

20-3 国際都市戦略プロジェクト 国際都政プロモーション

海外発信戦略の検討、国際会議

等と連動した発信、庁内各局の

海外広報力の底上げ

・海外メディア向けページの設置

や、プレスツアーの戦略的活用等

により、海外メディアリレーションの

強化

・国際会議等と連動した発信、庁

内各局の海外広報力の底上げ

・海外メディアとのリレーション強

化、記事広告及び映像発信、海

外向けオウンドメディア(SNS等)の

運用、都庁HP英語版再構築に

よる国際広報DXとコンテンツ質・

量の向上等

・効果的な発信を支える庁内各

局の国際広報力の底上げ、国際

潮流分析を踏まえた国際広報の

実施

<主要KPI>

・SNSフォロワー：112万人

・アドバトリアル平均PV：

45,600PV／本

・海外メディアとのリレーション強

化、記事広告及び映像発信、海

外向けオウンドメディア(SNS等)の

運用、都庁HP英語版再構築に

よる国際広報DXとコンテンツ質・

量の向上等

・効果的な発信を支える庁内各

局の国際広報力の底上げ、国際

潮流分析を踏まえた国際広報の

実施

<主要KPI>

・SNSフォロワー目標：120万人

・アドバトリアル目標平均PV：

36,000PV／本

・海外メディアとのリレーション強

化、記事広告及び映像発信、海

外向けオウンドメディア(SNS等)の

運用、都庁HP英語版再構築に

よる国際広報DXとコンテンツ質・

量の向上等

・効果的な発信を支える庁内各

局の国際広報力の底上げ、国際

潮流分析を踏まえた国際広報の

実施

<主要KPI>

・SNSフォロワー目標：135万人

・アドバトリアル目標平均PV：

37,000PV／本

 ・海外メディアとのリレーション強

化、記事広告及び映像発信、海

外向けオウンドメディア(SNS等)の

運用、都庁HP英語版再構築に

よる国際広報DXとコンテンツ質・

量の向上等

・効果的な発信を支える庁内各

局の国際広報力の底上げ、国際

潮流分析を踏まえた国際広報の

実施

<主要KPI>

・SNSフォロワー目標：150万人

・アドバトリアル目標平均PV：

38,000PV／本
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2022年度 2024年度 2025年度 2026年度

実績（年度末） 計画 実績（年度末） 計画 計画 計画

３か年のアクションプラン取組状況一覧（2023年度）

年次計画・実績

2023年度
戦略番号+プロ

ジェクト番号
プロジェクト名 取組名 再掲

20-3 国際都市戦略プロジェクト 戦略立案機能の強化 -

・専門人材と都庁職員の能力を

掛け合わせることで戦略立案機能

を強化

・民間企業のノウハウや技術を制

作や広告運用などに活用し、情

報発信の質を向上

・専門人材と都庁職員の能力を

掛け合わせることで戦略立案機能

を強化

・民間企業のノウハウや技術を制

作や広告運用などに活用し、情

報発信の質を向上

・委託活用件数:年間119件

・すべての重点広報テーマに関す

る企画立案に寄与

・専門人材と都庁職員の能力を

掛け合わせることで戦略立案機能

を強化

・情報発信の質を向上させる取組

を継続

・委託活用件数:年間100件

・すべての重点広報テーマに関し、

企画立案に深くかかわる

・専門人材と都庁職員の能力を

掛け合わせることで戦略立案機能

を強化

・情報発信の質を向上させる取組

を継続

・委託活用件数:年間100件

・すべての重点広報テーマに関し、

企画立案に深くかかわる

 ・専門人材と都庁職員の能力を

掛け合わせることで戦略立案機能

を強化

・情報発信の質を向上させる取組

を継続

・委託活用件数:年間100件

・すべての重点広報テーマに関し、

企画立案に深くかかわる

20-3 国際都市戦略プロジェクト 都職員の国際対応力強化

国際競争力強化プロジェクトによ

る海外先進事例の調査・研究を

実施（リアル調査318人・バー

チャル調査102人、計420人）

国際競争力強化プロジェクトによ

る海外先進事例の調査・研究を

実施

国際競争力強化プロジェクトによ

る海外先進事例の調査・研究を

実施（計425人）

・国際競争力強化プロジェクトによ

る海外先進事例の調査・研究を

実施

・実績や事業効果の検証

実績や事業効果等を踏まえて検

討

 実績や事業効果等を踏まえて検

討

20-3 国際都市戦略プロジェクト
「東京都こども基本条例」の理解促進に向けた普及啓

発事業（子供の権利に関する広報・啓発等）
再掲

「東京都こども基本条例」の内容

を分かりやすく伝えるハンドブックの

作成（2023年３月）、子供の

意見表明等を促進する取組を行

う区市町村を支援

条例の解説動画の制作、ハンド

ブックや動画を活用した普及啓発

の実施、子供が参加するワーク

ショップの開催、子供の意見表明

等を促進する取組を行う区市町

村を支援

条例の解説動画の制作、ハンド

ブックや動画を活用した普及啓発

の実施、子供が参加するワーク

ショップの開催、子供の意見表明

等を促進する取組を行う区市町

村を支援

子供政策先進都市の子供たちが

交流・意見交換するシンポジウム

の開催

子供政策先進都市へ中高校生

を派遣

子供政策に関する国際会議の開

催

普及啓発コンテンツを活用した広

報

子供たちと日常的に接する大人へ

の普及啓発

子供が主体となったポスターコン

クールの開催

子供政策先進都市の子供たちが

交流・意見交換するシンポジウム

の開催

子供政策に関する国際会議の開

催

普及啓発コンテンツを活用した広

報

子供たちと日常的に接する大人へ

の普及啓発

子供が主体となったポスターコン

クールの開催

 子供政策先進都市の子供たち

が交流・意見交換するシンポジウ

ムの開催

子供政策先進都市へ中高校生

を派遣

子供政策に関する国際会議の開

催

普及啓発コンテンツを活用した広

報

子供たちと日常的に接する大人へ

の普及啓発

子供が主体となったポスターコン

クールの開催

※各年度の計画欄について、複数年度にわたって実施する事業の場合、後年度の計画についても一括して記載している場合があります。

※2023年度からの新規事業や、既存事業であっても「『未来の東京』戦略 version up 2024」策定時に新たに３か年のアクションプランを作成した取組については、2022年度末（実績）の記載を「-」としています。

※年次計画の記載内容は、実績値の確定や端数処理、「『未来の東京』戦略 version up 2024」による計画値の見直し等により、累計値の計算等が整合しない場合があります。
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